
地域再生構想の提案概要 （参考資料）
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地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

足寄町
とかちペ
レット生
産組合

木質バイオマス
未利用資源利活
用構想

北海道産カラマツの未利用資源の活用は、地域林産業の活
性化を図るだけでなく、燃焼機器の普及とともに、生産工
場、原料及び製品の収集・供給システムに関連する雇用促
進が図られ、地域経済波及効果と地球温暖化防止に大きく
寄与するものである。広域的に利用されるためには、普及
啓発を図る必要とペレット価格の低減が求められている
が、原料収集システム、生産システム、供給システムの確
立が重要であることから、廃校学校の利用や森林整備事業
との連携を図る支援措置が必要である。

廃校学校利活用
の用途変更

文部科学省が足寄町に、財産の処分の制限に
関する承認の、権限移譲。

廃校学校体育館に、民間事業者で構成された協同組
合が、木質ペレット生産工場を設置し、年間2,000t
のペレットを生産し、足寄町新庁舎、消防庁舎、町
民センターへの熱供給ボイラー150万Kcalに年間
400t、その他一般住宅用ストーブにペレットを供給
する。

北
海
道

足寄町
とかちペ
レット生
産組合

木質バイオマス
未利用資源利活
用構想

北海道産カラマツの未利用資源の活用は、地域林産業の活
性化を図るだけでなく、燃焼機器の普及とともに、生産工
場、原料及び製品の収集・供給システムに関連する雇用促
進が図られ、地域経済波及効果と地球温暖化防止に大きく
寄与するものである。広域的に利用されるためには、普及
啓発を図る必要とペレット価格の低減が求められている
が、原料収集システム、生産システム、供給システムの確
立が重要であることから、廃校学校の利用や森林整備事業
との連携を図る支援措置が必要である。

産業廃棄物処理
の緩和

環境省が足寄町に、権限移譲。
災害及び土木事業での伐採等で発生する木材は、産
業廃棄物として処理されるが、ペレット製造に可能
である。

北
海
道

足寄町
とかちペ
レット生
産組合

木質バイオマス
燃焼機器製造構
想

木質ペレットの普及は、燃焼機器の普及が重要課題である
が、国産の開発が進んでいるものの、海外製品と同様に価
格が高い。このような状況から、スウェーデンの企業と技
術提携を結び、足寄町内で組立を行い、販売することで、
価格低減を図る。

廃校学校利活用
の用途変更

文部科学省が足寄町に、財産の処分の制限に
関する承認の、権限移譲。

廃校学校体育館に、民間事業者で構成された協同組
合が、ペレットストーブの組立工場を設置し、年間
100台の販売を目指す。

北
海
道

足寄町
とかちペ
レット生
産組合

木質バイオマス
燃焼機器製造構
想

木質ペレットの普及は、燃焼機器の普及が重要課題である
が、国産の開発が進んでいるものの、海外製品と同様に価
格が高い。このような状況から、スウェーデンの企業と技
術提携を結び、足寄町内で組立を行い、販売することで、
価格低減を図る。

関税率の引き下
げ

海外製品への関税率の引き下げ
ペレットストーブの部品類を輸入し、廃校学校体育
館で組立を行う。

北
海
道

深川市
深川市地域活性
化戦略

深川地域活性化戦略は、ＩＣカード（住民基本台帳カー
ド）の行政区域外における利用を可能とするような制度改
正を行うこと、また地域の中小企業を認証できる制度を創
設することにより、近隣自治体及び交流人口に対し、電子
商取引や医療サービスの提供を行い、地域経済の活性化と
新たな雇用の創出を図るものである。行政区域外における
利用等の制度改正は、経済活動、観光、医療サービス等に
おいて、個人や企業の活動の地理的な制約をなくし、当該
地域における安定した経済取引の基盤となるとともに、交
流人口の増大や行政区域を超えた医療サービスの充実にも
活用が図ることができることを目指すものである。経済取
引基盤を運営し、販売や物流の促進により、地域経済の振
興発展及び雇用の創出が可能となる。

住基カードの発
行対象の拡大と
他自治体サービ
スの容認

住民基本台帳法第30条の44第一項、第三項及
び第八項に規定する条文の改正。

地域ポータルサイトを構築し、自治体から認証を受
けた個人、企業等の経済主体がＩＣカード（住基
カード）に格納された認証機能により電子商取引市
場に自由に参入し、地域の農産物等のショッピング
モールを設けたり、企業間取引を行うなど、地域の
経済活動の振興を図る。
ＩＣカードにより取引の安定性、安全性は増し、個
人や事業者の決済基盤を強化する。

北
海
道

深川市
深川市地域活性
化戦略

深川地域活性化戦略は、ＩＣカード（住民基本台帳カー
ド）の行政区域外における利用を可能とするような制度改
正を行うこと、また地域の中小企業を認証できる制度を創
設することにより、近隣自治体及び交流人口に対し、電子
商取引や医療サービスの提供を行い、地域経済の活性化と
新たな雇用の創出を図るものである。行政区域外における
利用等の制度改正は、経済活動、観光、医療サービス等に
おいて、個人や企業の活動の地理的な制約をなくし、当該
地域における安定した経済取引の基盤となるとともに、交
流人口の増大や行政区域を超えた医療サービスの充実にも
活用が図ることができることを目指すものである。経済取
引基盤を運営し、販売や物流の促進により、地域経済の振
興発展及び雇用の創出が可能となる。

地域の中小企業
を対象とする認
証可能な「公的
法人認証」制度
の創設

取引の安全性を高め、参入を容易ならしめる
ため、企業等の識別を確保する制度の創設

地域ポータルサイトを構築し、自治体から認証を受
けた個人、企業等の経済主体がＩＣカード（住基
カード）に格納された認証機能により電子商取引市
場に自由に参入し、地域の農産物等のショッピング
モールを設けたり、企業間取引を行うなど、地域の
経済活動の振興を図る。
ＩＣカードにより取引の安定性、安全性は増し、個
人や事業者の決済基盤を強化する。
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北
海
道

深川市
深川市地域活性
化戦略

深川地域活性化戦略は、ＩＣカード（住民基本台帳カー
ド）の行政区域外における利用を可能とするような制度改
正を行うこと、また地域の中小企業を認証できる制度を創
設することにより、近隣自治体及び交流人口に対し、電子
商取引や医療サービスの提供を行い、地域経済の活性化と
新たな雇用の創出を図るものである。行政区域外における
利用等の制度改正は、経済活動、観光、医療サービス等に
おいて、個人や企業の活動の地理的な制約をなくし、当該
地域における安定した経済取引の基盤となるとともに、交
流人口の増大や行政区域を超えた医療サービスの充実にも
活用が図ることができることを目指すものである。経済取
引基盤を運営し、販売や物流の促進により、地域経済の振
興発展及び雇用の創出が可能となる。

地域ポータルサ
イトにおけるオ
ンラインショッ
プ創設支援

ＩＣカードによる本人確認とアクセスを可能
とし、電子商取引を可能とするとともに、決
済機能にいたるシステム構築の支援

地域内の生活の利便性を高め、住みよい環境と地域
コミュニティの醸成を図る。ＩＣカードによる認証
を確実に行い、企業間取引、商店街の販売促進、高
齢者、障害者等の日常用品・食料品などの購入を
ネットワークにおいて行い、それを配達サービスを
組み合わせて、新たなビジネスを開始する。それに
より、地域経済の活性化と地域における雇用の拡大
を図ることが可能となる。
またそのことは起業家を育成するとともに、ネット
ワークの運営に地域のＮＰＯを活用し、地域の活性
化を図る。

北
海
道

深川市
深川市地域活性
化戦略

深川地域活性化戦略は、ＩＣカード（住民基本台帳カー
ド）の行政区域外における利用を可能とするような制度改
正を行うこと、また地域の中小企業を認証できる制度を創
設することにより、近隣自治体及び交流人口に対し、電子
商取引や医療サービスの提供を行い、地域経済の活性化と
新たな雇用の創出を図るものである。行政区域外における
利用等の制度改正は、経済活動、観光、医療サービス等に
おいて、個人や企業の活動の地理的な制約をなくし、当該
地域における安定した経済取引の基盤となるとともに、交
流人口の増大や行政区域を超えた医療サービスの充実にも
活用が図ることができることを目指すものである。経済取
引基盤を運営し、販売や物流の促進により、地域経済の振
興発展及び雇用の創出が可能となる。

地域医療におけ
る電子カルテシ
ステムの構築支
援

ＩＣカードによる本人確認と医療サービス提
供のためのシステム構築支援

深川市の市立病院の利用者は、市内在住者よりも近
隣の町からの利用者が半数を超える。これら全体の
利用者の均一のサービス提供のために、ＩＣカード
の広域配付を可能とし、再来受付等の医療サービス
の一元的なシステム化を可能とするとともに、将来
の電子カルテのシステム導入にも道を開くものであ
る。

北
海
道

深川市
深川市地域活性
化戦略

深川地域活性化戦略は、ＩＣカード（住民基本台帳カー
ド）の行政区域外における利用を可能とするような制度改
正を行うこと、また地域の中小企業を認証できる制度を創
設することにより、近隣自治体及び交流人口に対し、電子
商取引や医療サービスの提供を行い、地域経済の活性化と
新たな雇用の創出を図るものである。行政区域外における
利用等の制度改正は、経済活動、観光、医療サービス等に
おいて、個人や企業の活動の地理的な制約をなくし、当該
地域における安定した経済取引の基盤となるとともに、交
流人口の増大や行政区域を超えた医療サービスの充実にも
活用が図ることができることを目指すものである。経済取
引基盤を運営し、販売や物流の促進により、地域経済の振
興発展及び雇用の創出が可能となる。

５ＧＨｚ帯無線
アクセスシステ
ムの広域整備と
開発運用支援

５ＧＨｚ帯無線アクセスシステムによるオン
ライン給食サービスの実証実験

地域内の生活の利便性を高め、住みよい環境と地域
コミュニティの醸成を図る。ＩＣカードによる認証
を確実に行い、企業間取引、商店街の販売促進、高
齢者、障害者等の日常用品・食料品などの購入を
ネットワークにおいて行い、それを配達サービスを
組み合わせて、新たなビジネスを開始する。それに
より、地域経済の活性化と地域における雇用の拡大
を図ることが可能となる。
またそのことは起業家を育成するとともに、ネット
ワークの運営に地域のＮＰＯを活用し、地域の活性
化を図る。

北
海
道

江別市
ITを活用した地
域経済の再生

　江別市は、経済政策の中心に産学官民の連携による江別
経済ネットワーク事業の推進を上げ、情報通信技術を積極
的に活用して行きます。平成15年度は、経済産業省所管の
「江別ブランド事典」事業を開始し、システムの構築と試
験運用を実施しています。今後、ブランドに認定された物
を集めたアンテナショップを設置し、リアルとバーチャル
の補完を考えていますが、既存の施策においては農業や医
療等、業種ごとに省庁間の縦割りが存在し、横断・広域的
に渡る地域ブランドのような業種について、利用できる制
度が存在しないのが現状です。 e-japan２戦略に資するIT
利活用による地域活性化を図るため、総務省や経済産業省
等の施策を並行的に運用又は統合し、これらを活用するこ
とで地域ブランド確立による活性化を図ります。

各種施策の集中
および連携とそ
の利便性の向上
による支援措置

提案する支援措置について

総務省IT関連施策
・IT生きがい・ふれあい支援センター施設整
備事（補助率1/3）
・マルチメディア街中にぎわい創出事業（補
助率1/2）

経済産業省
・新事業創出基盤施設整備費補助金（補助率
1/2）

その他事業に関連する各種施策の連携と集中
および補助裏にかかる地財措置として高率
（70％以上）な交付税の充当を実現すること
でその利便性の向上を提案する。

１．江別ブランド事典事業（詳細別紙）
平成１５年度より実施している本事業について次の
①および②の機能を追加し、添付資料の効果を最大
限発揮させる。
①江別ブランド事典システムの機能拡張
・ナビゲーションシステムの機能拡張
・データの充実
・アンケート調査の実施
・e-コマース機能の追加
・物流システム機能の追加
②江別ブランドアンテナショップの設置
・歴史的建造物の活用
・物流機能の追加
・江別ブランドの陳列、販売
・江別ブランドの紹介
・江別ブランド事典の広報
・江別ブランド選定のアンケート窓口
・江別ブランド認定以前の商品の紹介
２．江別ブランド事典センターの設置（詳細別紙）
経済の活性化にITを積極的に活用していくため、市
民および市内の企業のデジタルディバイドを抑制
し、さらにシステムの維持運用コストの削減という
効果を考え次の事業を実施する。
・データセンター
・インキュベーション施設
・IT教育用施設（江別ブランド事典システム利用
者、江別ブランド活用生産者、製造者）
・サテライトオフィス

北
海
道

沼田町

沼田式雪山セン
ターを活用した
民間企業の施設
整備補助金

沼田式雪山センターを活用した民間企業の施設整備補助金
沼田式雪山プロジェクトにより、クリーンで低コストな雪
冷熱を活用した食料貯蔵流通基地構想を目指しています。
その中で、民間企業からの施設整備も期待されており、既
存の補助制度の採択基準を緩和し、補助対象事業主体に雪
冷熱を活用した民間企業を加えることによって、さまざま
な産業が生まれる可能性が高くなり、新たな雇用の場を創
設することができ、町の活性化へとつながります。

補助事業の採択
基準の緩和と対
象事業主体の拡
充

（例）林業構造改善事業・新山村振興等農林
漁業特別対策事業等
事業主体：雪冷熱エネルギー活用民間企業
採択基準：緩和措置

雪冷熱エネルギーを活用した農産物,林産物の生産
工場を設置しようとする民間企業に対し、国の補助
を受けれるよう補助要件の緩和を行う。
【効果】・民間企業の投資負担が軽減され、地方進
出に拍車がかかり、雇用機会の増加が図られる。
・沼田式雪山センタープロジェクト構想による進展
により、まちの活性化が図られる。
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北
海
道

北竜町

「ひまわりのま
ち　北竜町」ブ
ランド確立によ
る地場農産物の
生産地ブランド
化

　ひまわりの新たな展開により、オンリーワンのまちとし
て「ひまわりのまち　北竜町」のブランド確立を行う。
　ひまわりのイメージと重なるクリーン農業とあわせてア
グリビジネスの創造・展開の中で、「美味しい・健康」を
モットーに農産物の生産地ブランド化をはかる。
　ひまわり観光と農業の連携により農業・商業・観光の振
興発展と雇用の創出をはかる。

市街地再開発事
業の早期実現と
要件緩和

　ひまわりのまちかど整備構想は、未だ国に
補助要望を行う段階には至っておりません
が、平成９年度より商工会を中心に検討を重
ね、市街地総合再生基本計画の大臣承認や優
良建築物等整備事業やリノベーション補助金
などの申請段階になりましたら、敏速な事業
認定を要望いたします。
　また、優良建築物等整備事業の整備要件の
中に「３階建て以上」とあるが、事業の迅速
な推進を図るため「将来３階建て以上の増築
計画」をもって事業認定していただくよう要
望いたします。

　人口の流出、近隣都市への買い物客の流出、空き
店舗、老朽化店舗が多く、商業集積力不足により回
遊性の欠如・魅力に乏しい求心力のない市街となっ
ています。
　平成９年度より商工会が北竜町商業のあり方を検
討し、和市街地の再開発整備の必要性があるとの報
告を受け、平成１３年度に北竜町市街地再生基本計
画を作成し、平成１４年度該当地権者にひまわりの
まちかど整備への参加意見集約を行った。平成１５
年度は中核となる施設関係者との詰めの打合せを
行っています。
　ひまわりのまちかどでは、まちづくりとして
ファーマーズマーケット、ファーマーズカフェ、ひ
まわりミュージアムなどの構想を策定中です。この
構想の中では、ひまわりインフォメーションセン
ターとしての機能も持ち合わせ、交流人口の取り込
みをはかる中で、地場農産物の提供を行い生産地ブ
ランド化をはかる予定です。
　ひまわりのまちかどは日常生活用品を確保する店
舗設置にとどまらず、アグリビジネスの創造・展開
の拠点施設として重要な位置を占めるものです。

北
海
道

北竜町

「ひまわりのま
ち　北竜町」ブ
ランド確立によ
る地場農産物の
生産地ブランド
化

　ひまわりの新たな展開により、オンリーワンのまちとし
て「ひまわりのまち　北竜町」のブランド確立を行う。
　ひまわりのイメージと重なるクリーン農業とあわせてア
グリビジネスの創造・展開の中で、「美味しい・健康」を
モットーに農産物の生産地ブランド化をはかる。
　ひまわり観光と農業の連携により農業・商業・観光の振
興発展と雇用の創出をはかる。

中山間地域総合
整備事業の目的
外使用

　食農工房「パルム」でアグリビジネスの創
造・展開の中で、農産物加工品の販売、宿泊
農業加工体験交流を実施し、アグリビジネス
として利益（ビジネス論）の追求を行いたい
ので、事業の目的外使用を提案いたします。

　食農工房「パルム」は、中山間地域総合整備事業
実施要綱に基づく道営事業で整備した交流施設で、
営利活動を行ったり、施設内販売をすることは本事
業にそぐわなく、加工品から得られる収入は本施設
の維持管理を賄える程度に押さえ、住民や都市住民
との交流・体験施設であり、地場産品を加工・試
食、ＰＲの施設であります。
　しかし、食農工房「パルム」をひまわりの里の第
２の入口と位置付けし、農家女性グループ「販売
ネットワーク」が中心となってファーマーズマー
ケット、ファーマーズカフェテラス、ファーマーズ
ファクトリーにおいて地場農産物の提供を行い、ア
グリビジネスをとおして生産地ブランド化をはかり
たい。
　頑張る人を頑張れるように応援支援し、点から面
（全体）へと展開したい。

北
海
道

上士幌町
国立公園内にあ
る国有林野地域
維持事業

国立公園内の国有林の管理のあり方として、地域行政とそ
れに関係する森林業者などが連携し、国有林の管理委託を
行うものである。具体的な内容として、林野庁が当該地域
の国有林の管理業務のあり方の範囲などを調整した中で、
地域行政が窓口の受け皿となり、地域森林資源活用事業者
などの組織化を図り、国民のための森林が持つ他面的な機
能を活用した、森林づくりとして効率的できめ細かい国有
林管理を目指すことにより、地域における就業の場が創出
され、改めてここに雇用の必然性が生じてくる。この財源
支援を国が所得補償などを原則とした対応を行うことによ
り、疲弊している森林の回復と新たな就労の機会の創出が
可能となり､少子高齢化の著しい中山間地が潜在的に持っ
ている資源を磨きだし、そのことによる地域活力を増大さ
せようとするものである。

国立公園内国有
林の管理などの
地域森林管理組
織への委託

林野庁森林管理署などが調整した森林管理に
関する委託事業について、上士幌町がその委
託を地域森林管理関係事業体に対して行うこ
とができる契約などの締結による新規事業の
創出

上士幌町が調整機能を持ちながら、国有林を維持管
理する地域事業体の組織を立上げ、地域の森林管理
署などの指導を受けながら、地域の森林事業者及び
建設事業者と連携し、行政区域内の国有林の管理を
行うことにより、地域での雇用の創出と雇用の確保
を行う。

北
海
道

標津町

地域の産業や自
然環境を活用し
た、都市住民と
の交流推進事業

※標津町では、豊かな自然環境やそれに育まれた、誇りあ
る酪農業や水産業などを活用した地域住民が自主的・主体
的となり推進する様々な施策による町づくりが活発化して
きております。　　　　　　　　　　　　※水産業では、
日本初の地域型衛生管理システム「地域ハサップ」の取組
みが、生産者を中心に実践されているところであり、観光
面では、安全な食糧生産供給基地らしい酪農や水産の地場
産業と連携した魅力ある体験観光商品造成プログラムによ
る滞在型の交流事業が進展しつつあります。
※向後においては、さらにこれらを中心として地域郷土愛
や産業への誇りに目覚めるなど元気で活力溢れる地域づく
りへの取組みとして、交流の町づくりによる故郷再生に取
り組むことが急務となっております。

現存する鮭番屋
を活用した、宿
泊施設への転用
や、歴史保存施
設としての活
用。

空き番屋を宿泊交流体験施設として活用する
場合、宿泊施設として各種法律が適用となる
ため、その緩和に向けた支援。

鮭の町ならではの特徴的な建造物である鮭番屋を体
験交流施設の拠点として活用し、食育や漁業体験を
通じ、地域で生産される安全な水産物を理解するこ
とで、国内水産物の需要が高まると伴に、交流人口
の増加による地域活性化が図られる。

北
海
道

標津町

地域の産業や自
然環境を活用し
た、都市住民と
の交流推進事業

※標津町では、豊かな自然環境やそれに育まれた、誇りあ
る酪農業や水産業などを活用した地域住民が自主的・主体
的となり推進する様々な施策による町づくりが活発化して
きております。　　　　　　　　　　　　※水産業では、
日本初の地域型衛生管理システム「地域ハサップ」の取組
みが、生産者を中心に実践されているところであり、観光
面では、安全な食糧生産供給基地らしい酪農や水産の地場
産業と連携した魅力ある体験観光商品造成プログラムによ
る滞在型の交流事業が進展しつつあります。
※向後においては、さらにこれらを中心として地域郷土愛
や産業への誇りに目覚めるなど元気で活力溢れる地域づく
りへの取組みとして、交流の町づくりによる故郷再生に取
り組むことが急務となっております。

食育など、地域
農業理解するた
めの民泊容認支
援対策

農家が食育を目的として、体験交流者を宿泊
させる場合、宿泊施設としての様々な適用を
受けるが、これを容認してもらうため、関係
する法律の緩和に向けた支援

酪農業を活用した食育事業の展開により、都市住民
への安全な農産物への意識醸成が図られ、国内産農
産物の需要拡大と、交流人口増加による地域活性が
図られる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

標津町

地域の産業や自
然環境を活用し
た、都市住民と
の交流推進事業

※標津町では、豊かな自然環境やそれに育まれた、誇りあ
る酪農業や水産業などを活用した地域住民が自主的・主体
的となり推進する様々な施策による町づくりが活発化して
きております。　　　　　　　　　　　　※水産業では、
日本初の地域型衛生管理システム「地域ハサップ」の取組
みが、生産者を中心に実践されているところであり、観光
面では、安全な食糧生産供給基地らしい酪農や水産の地場
産業と連携した魅力ある体験観光商品造成プログラムによ
る滞在型の交流事業が進展しつつあります。
※向後においては、さらにこれらを中心として地域郷土愛
や産業への誇りに目覚めるなど元気で活力溢れる地域づく
りへの取組みとして、交流の町づくりによる故郷再生に取
り組むことが急務となっております。

新鮮な食材を活
用し、都市住民
に対し野趣あふ
れる料理の提供
を行うための支
援

新鮮な食材を、北海道らしい自然の中で提供
（調理）するため、食品衛生法の緩和に向け
た支援

漁港で水揚された新鮮な水産物を、野趣あふれる環
境の中で食すことにより、本物を味わう感動が得ら
れると同時に、地域水産物への理解と販売が促進さ
れる。

北
海
道

標津町

地域の産業や自
然環境を活用し
た、都市住民と
の交流推進事業

※標津町では、豊かな自然環境やそれに育まれた、誇りあ
る酪農業や水産業などを活用した地域住民が自主的・主体
的となり推進する様々な施策による町づくりが活発化して
きております。　　　　　　　　　　　　※水産業では、
日本初の地域型衛生管理システム「地域ハサップ」の取組
みが、生産者を中心に実践されているところであり、観光
面では、安全な食糧生産供給基地らしい酪農や水産の地場
産業と連携した魅力ある体験観光商品造成プログラムによ
る滞在型の交流事業が進展しつつあります。
※向後においては、さらにこれらを中心として地域郷土愛
や産業への誇りに目覚めるなど元気で活力溢れる地域づく
りへの取組みとして、交流の町づくりによる故郷再生に取
り組むことが急務となっております。

遊漁利用等、漁
港区域内への直
通直轄整備補助
採択の優先支援

漁港内の整備に伴い、港内道が整備される予
定であるが、漁港利用の一層の利便性向上を
目的として、連絡道整備を計画しているが、
町道としての整備予定であるため、優先的な
支援措置を願いたい。

都市住民との交流において、漁業などの産業活動の
利用や、遊漁等が大きなウエイトを占めるが、そう
したエリアへの話引等便宜を図ることによる、一層
の事業推進に努める。

北
海
道

標津町

地域の産業や自
然環境を活用し
た、都市住民と
の交流推進事業

※標津町では、豊かな自然環境やそれに育まれた、誇りあ
る酪農業や水産業などを活用した地域住民が自主的・主体
的となり推進する様々な施策による町づくりが活発化して
きております。　　　　　　　　　　　　※水産業では、
日本初の地域型衛生管理システム「地域ハサップ」の取組
みが、生産者を中心に実践されているところであり、観光
面では、安全な食糧生産供給基地らしい酪農や水産の地場
産業と連携した魅力ある体験観光商品造成プログラムによ
る滞在型の交流事業が進展しつつあります。
※向後においては、さらにこれらを中心として地域郷土愛
や産業への誇りに目覚めるなど元気で活力溢れる地域づく
りへの取組みとして、交流の町づくりによる故郷再生に取
り組むことが急務となっております。

「釣り（遊
漁）」のルール
化による漁業と
の調整と調和に
より、もって
「釣り（遊
漁）」振興によ
る都市住民交流
の推進により地
域活性を図る。

　「釣り」のライセンス制による漁業との調
和及び施設等の提供により「釣り」振興を促
進し地域の活性化を図る。

　海岸での「釣り」に対しての振興策として、ライ
センス制でのルール化による遊漁者の意識の向上及
び漁業との調整及び施設整備を行う。
　行政区域全体の海岸についてライセンス制により
多目的に管理を行ない、持続的な地域資源を活用と
施設整備及び維持管理による釣り振興を目的とする
が、当面は、管理面及び新制度であることから遊漁
者の理解のもとでの推進を考え、管理による遊漁者
へのサービス提供等が可能な、漁港整備施設及び海
岸環境整備施設でのライセンス制により進める。
　その他の海岸については、釣りへのライセンス制
の全道的な普及を提案し進める。
　ライセンス制については、地元地域での管理体制
により進める。（ライセンス料の取り扱いを含め
て）
○ライセンス制による具体的な事業内容
　　・「釣り」への利便施設の提供ートイレ、駐車
場、情報等の施設整備等（釣り人の里）
　　・施設及び海岸等の清掃による環境保全
　　・資源管理による漁業との調和と調整、乱獲対
策等

北
海
道

美瑛町
美瑛町農業農村
地域再生構想

地域が持つ資産･資源を合理的かつ総合的に使用し、種々
の規制の弾力運用により有効活用を進める中で地域産業の
活性化と雇用機会の拡大を図り、将来に向けた自主自立の
できる農業農村づくりを目指す。

農地法に係る権
限移譲

新規農業参入の機会拡充を推進するため、農
業者認定基準耕作面積の下限設定権限や地場
企業の農地保有容認

新規就農に際し基本資産となる農地取得費用の負担
軽減による就農機会の拡大及び土木建設事業者の業
態転換奨励による雇用機会の拡充。

北
海
道

美瑛町
美瑛町農業農村
地域再生構想

地域が持つ資産･資源を合理的かつ総合的に使用し、種々
の規制の弾力運用により有効活用を進める中で地域産業の
活性化と雇用機会の拡大を図り、将来に向けた自主自立の
できる農業農村づくりを目指す。

農地法に係る権
限移譲

農地つき住宅建設による中高年移住推進に必
要となる農地売買の規制緩和

既存の優良田園住宅制度を超えるものとし、農地の
一部所有を認め農村居住を推進することで地域コ
ミュニティの充実を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

美瑛町
美瑛町農業農村
地域再生構想

地域が持つ資産･資源を合理的かつ総合的に使用し、種々
の規制の弾力運用により有効活用を進める中で地域産業の
活性化と雇用機会の拡大を図り、将来に向けた自主自立の
できる農業農村づくりを目指す。

道路構造令の基
準緩和

現行道路構造令による勾配及び幅員基準の弾
力運用

積雪地における使用目的により勾配規制の緩和によ
り地形･景観に負荷の少ない道作りと冬季堆雪ス
ペースを確保し、地域内交通の多様性を確保できる
道づくり。

北
海
道

美瑛町
美瑛町農業農村
地域再生構想

地域が持つ資産･資源を合理的かつ総合的に使用し、種々
の規制の弾力運用により有効活用を進める中で地域産業の
活性化と雇用機会の拡大を図り、将来に向けた自主自立の
できる農業農村づくりを目指す。

農業用ダムの多
目的利用容認

土地改良事業により造成の農業用ダム施設及
び用水の多目的利用、及び多目的利用に伴う
水利権の通年化。

用水の利用が地域における農業関連産業の立地・起
業によりインフラとして重要な役割を担うこととな
り、地域経済･雇用に大きなメリットとなる。ま
た、ダムはクリーンエネルギーといえる小水力発電
が可能なものであり、有効活用のより地域エネル
ギーの確保と新たな産業育成に資するものとなる。
また、発生する余剰電力の売却益を地域農業振興に
活用するシステムを構築。

北
海
道

美瑛町
美瑛町農業農村
地域再生構想

地域が持つ資産･資源を合理的かつ総合的に使用し、種々
の規制の弾力運用により有効活用を進める中で地域産業の
活性化と雇用機会の拡大を図り、将来に向けた自主自立の
できる農業農村づくりを目指す。

統合等に伴い発
生する空校舎の
他目的利用容認

発生する空校舎を現状で認める他目的利用以
外に幅広く利用できるために範囲の拡大若し
くは制限の撤廃

特定用途以外に利用する場合、現行では原則残存価
格に対する相当部分補助金を返還する義務が発生す
るが、地域に根ざした施設について返還を免除す
る。

北
海
道

美瑛町
美瑛町農業農村
地域再生構想

地域が持つ資産･資源を合理的かつ総合的に使用し、種々
の規制の弾力運用により有効活用を進める中で地域産業の
活性化と雇用機会の拡大を図り、将来に向けた自主自立の
できる農業農村づくりを目指す。

自治体名を使用
した商標登録な
どへの当該自治
体の関与

地域振興にむけてブランド化を進める上で、
自治体名を使用したものが登録済みの場合、
その権利関係で障害が発生することから、自
治体名にかかる商標登録などの認可に際し
て、当該自治体の同意を得ることを条件に加
える手法。

北
海
道

美瑛町
美瑛町農業農村
地域再生構想

地域が持つ資産･資源を合理的かつ総合的に使用し、種々
の規制の弾力運用により有効活用を進める中で地域産業の
活性化と雇用機会の拡大を図り、将来に向けた自主自立の
できる農業農村づくりを目指す。

景観再生事業へ
の支援

わが町の地域資源となっている景観の今後の
維持・修景を事業化

北
海
道

下川町
働ける環境の支
援体制の推進

　幼稚園の児童と保育所の児童を平等保育することによ
り、下川の将来を担う子どもたちを育てると共に、保育機
能の充実による子育て支援を充実を図ることにより、安心
して働ける環境を作り、地域産業への潜在的労働力の活用
を図る。また、給食等の外部搬入方式の導入により新たな
民間活力の推進を行う。

幼保複合に伴う
平等経営に係る
支援措置

安心して働ける環境づくりと就学前の教育の
整備で幼稚園児と保育所児を同一施設で保育
しコミニュケーションを図り、良い環境で就
学に望み、よりよい環境で働けるよう取り組
んでいきたい。また、少子化で子どもも少な
くなっていることから幼い頃からの環境整備
も必要であると考えることから、従来の幼稚
園と保育所にある財政的措置の運営費又は支
弁費等の集約を望むものである

安心して働けるための環境整備に子育て支援がある
が、子供の教育には制度的区分けは必要なく、幼保
複合化が行われようと平等に教育が行われなければ
ならない。同一施設内で合同活動をしていく上で、
子供たちには区分けがなく同一であり、私的契約児
の区別はない。保育所児と同様に支弁費の適用枠の
拡大、幼稚園の交付税措置の摘要を行い支援してい
くことが一元化事務処理体制からも親にとっても預
けやすい環境になることから、地域への潜在的労力
の拡大になる
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

公共地下歩道と
既存ビル接続に
係る建築基準法
遡及適用除外

本市で計画している札幌駅前通地下歩行空間
と沿道の既存ビルとの接続に際しての，ビル
全体に対する建築基準法の遡及適用を除外
し，既存部分については，建築当時の安全性
を確保することで足りるよう緩和する。

積雪寒冷地札幌にふさわしい歩いて暮らせる豊かで
快適な都心の創造に向け，札幌駅前通において，札
幌駅と大通駅を連絡する地下歩行空間を整備し，都
心の回遊性を高め，都心全体の一体化を図る。ま
た，沿道ビルとの接続を促進し一体的な地下空間を
形成するとともに，建物の低層部及び地下部に，に
ぎわいを演出する商業，サービス機能等の導入を促
進する。なお，これらについては，都市再生特別措
置法に基づく緊急整備地域の地域整備方針で位置づ
けられている。

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

ＴＭＯとして認
定を受けること
ができる者にＮ
ＰＯ法人を加え
る

中小小売商業高度化事業構想を作成し，市町
村の認定を受けることができる者は，「商工
会，商工会議所，特定会社又は公益法人で
あって政令で定める要件に該当する者その他
中心市街地における中小小売商業高度化事業
の総合的な推進を図るのにふさわしい者とし
て政令で定める者」となっているが，これに
ＮＰＯ法人を加える

○都心政策のプロデュース
　都心のビジョンの発信と共有化，都心のまちづく
りに関する人材・組織・情報のプラットホームの構
築と運用等
○まちづくり計画・事業のコーディネート
　まちづくりガイドラインに基づく個別事業の調整
と誘導，都心のにぎわい創出や魅力向上のためのソ
フト事業の企画・推進等
○都心の公益サービス・事業のマネジメント
　公共施設・公共空間の環境管理，これらを活用し
たイベント・アート活動の総合プロデュース，都心
観光プログラムの開発等
＜効果＞市民，企業，商店街，ＮＰＯ，行政などの
さまざまな主体が協働して都心の魅力と活力を高め
る

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

発行者が異なる
前払式証票等の
複数同時使用，
又は，同証票等
の価値の互換に
よる物品・サー
ビスの購入

①小規模事業者を参入しやすくするために，
届出・登録義務及び前払保全措置を緩和す
る。②物品・サービス購入の利便性を高める
ために，発行者が異なる前払い式証票の互換
を可能とする。③前払式証票と前払式証票と
は異なる販売促進割引ポイントなどの価値バ
リューとの互換を可能とする。

地域の街づくり連動した新たな商業の仕組みづくり
に取り組む商業者グループ等と連携し，ＩＣカード
を媒体として，商品や役務の購入に対し一定のポイ
ントを付与し，そのポイントをＮＰＯ活動やコミュ
ニティ活動，ボランティア活動などの非営利活動と
商取引などの営利活動をポイント交換という形態で
シームレスにつなげていくことをねらいとし，地域
のための財やサービスの交換・循環の新たな仕組み
を確立させ，協働型社会において展開される新しい
地域経済システムや商業の活性化に資する。

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

銀行以外の者が
発行者となる場
合で，前払式証
票等で使わな
かった前払式証
票等を同発行者
が換金するサー
ビス

前払式証票や電子マネー等の仕組みを使っ
て，ＮＰＯやボランティア団体へ寄附する場
合，その寄附を換金することを可能とする。

地域の街づくり連動した新たな商業の仕組みづくり
に取り組む商業者グループ等と連携し，ＩＣカード
を媒体として，商品や役務の購入に対し一定のポイ
ントを付与し，そのポイントをＮＰＯ活動やコミュ
ニティ活動，ボランティア活動などの非営利活動と
商取引などの営利活動をポイント交換という形態で
シームレスにつなげていくことをねらいとし，地域
のための財やサービスの交換・循環の新たな仕組み
を確立させ，協働型社会において展開される新しい
地域経済システムや商業の活性化に資する。

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

PFI事業を推進
するための税制
措置，補助金の
弾力的適用

PFI事業として公共施設等の整備を行う場合
の補助金交付や，税制措置について，地方公
共団体等が自ら事業を実施する場合とイコー
ルフッティングを図る。

PFI事業についても非課税措置がなされたり，BOT方
式，BTO方式に関わらず補助金が交付されることに
よって，PFI事業が一層推進され，行政サービスの
民間開放が促進される。

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

大学教員及び公
設試験研究機関
における特許料
等の免除

大学教員及び公設試験研究機関における特許
取得を促進するため，出願・登録する場合の
特許料，手数料等を全額免除する。

北海道大学を拠点として，特にﾊﾞｲｵ分野について，
遺伝子関連の技術を中心に全国的に見ても高い集積
があり，さらに次世代技術として期待される糖鎖工
学分野において活発な特許の出願集積がある。
　ﾊﾞｲｵの人材・研究の集積についても全国の中でも
進んでおり，ﾊﾞｲｵ産業発展基盤が十分満たされた有
望な地域である。ついては，特許料，手数料を免除
することにより，特許権の取得が一層促進され，地
域における知的財産が増大するとともに，特許を有
効に企業へ技術移転することにより，新事業の創出
が促進される。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

研究開発型事業
における支援対
象の拡充

大学、公設試験研究機関、民間企業等の共同
研究に対する支援制度において、民間企業の
研究費を補助対象に拡充～知的クラスター創
成事業・都市エリア産学官連携促進事業等

新事業、新産業の創出に向けた産学官の英知を結集
した「知の創造から知の活用まで」の一貫したシス
テムの構築

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

研究開発型事業
における申請要
件の緩和（申請
可能件数の拡
充）

大学、公設試験研究機関、民間企業などの共
同研究を基盤とする研究開発型事業における
申請制限枠の緩和～都市エリア産学官連携促
進事業等

研究開発型事業の積極的振興を通じた、新事業、新
産業の創出による地域経済の活性化

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

信用保証協会に
よる信用保証の
特定非営利活動
法人への適用

「信用保証協会法」に基づいて運営されてい
る信用保証協会による信用保証の対象を，特
定非営利活動法人にも拡大すること。

札幌元気基金の創設により市の事業として資金支援
を行っていくことに加え，提案事項が実現すること
によりコミュニティ・サービスを担うＮＰＯが金融
機関から的確な資金調達を行うことができるように
なり，中小企業や創業に挑戦するＮＰＯなど地域に
おいて必要な資金が供給されることとなる。

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

無料職業紹介事
業の弾力的運用

地方公共団体が無料職業紹介を行う場合,
「自ら行う行政施策を実施する上での付帯的
な業務」に限定されている。このため，民間
活力を有効に活用できるよう「自ら行う行政
施策」を弾力的に解釈し，民間委託による活
用が図れるようにする。

無料職業紹介における民間活力を有効活用の可能と
するための弾力的運用など。

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

無料職業紹介事
業の国との共
有・共同実施

求人情報分野においては，国が膨大な情報と
そのノウハウを蓄積していることから，その
情報の共有化と図ることで，効率的な職業紹
介を実施する。

高年齢者職業相談室との連携した中での，パートな
どの職業紹介を併設など。

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

地域雇用開発促
進法による指定
地域と事業計画
の実施

都市規模や主要産業形態などの違いがあるた
め，一律的に都道府県（＝支庁単位）での指
定地域による各種求職援助事業などでは，各
地域の実情に見合った事業展開が難しい。こ
のため，市町村単位,複数の市町村単位など
の指定地域が指定し，そのなかで効率的な事
業計画を策定する。

各年代層ごと，業種ごとのきめ細やかな求職援助事
業と,地域別の雇用増大地域のしてによる企業誘致
など。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

新たな雇用形態
によらない働き
方の無料紹介事
業

雇用によらない多様な就労形態（＝SOHOな
ど）への就労促進するため，職業紹介業務の
対象範囲を拡大するとともに，雇用形態に準
じた労働体系と負担の整備を図ることを要望
する。

使用する者,共同就労する者の責任負担を明確に
し，雇用保険,労災保険の適用を図るとともに,職業
紹介の求人情報として取り扱えるように措置する。

北
海
道

札幌市
交流と創造の空
間・活動づくり

様々な分野における規制緩和等の実現により，人々の活動
しやすい空間創造と人の流れの活性化などにより，「にぎ
わいと感動のまちづくり」を推進するとともに，民間企業
やNPOなどの民間活力の活性化などによる新産業の創出と
企業活動の活性化を進める。これらが有機的に，相互に関
連しあうことにより，「交流と創造の空間・創造活動づく
り」を進め，経済の活性化と地域雇用の創造につなげると
いう全体構想である。

高齢者の短期的
就労の無料紹介
と労働保険の適
用

高齢者の就労を積極的に活用するため，短期
就労についても,雇用に準じて職業紹介の対
象とするとともに,労働保険などの関係規定
整備を要望する。

使用する者,共同就労する者の責任負担を明確に
し，雇用保険,労災保険の適用を図るとともに,職業
紹介の求人情報として取り扱えるように措置する。

北
海
道

伊達市
伊達ウェルシー
ランド構想

本構想は、高齢者をはじめとする生活者のQuality of
Life（生活の質）を向上させ、終生住み続けたいと思う安
心、安全なまちの実現を目指している。官民協働で地域に
暮らす人々のニーズを満たす生活産業を創出し地域経済の
活性化を図り、自立的、自発的、持続可能な発展を推進す
る『生活者立国』を実現する取組みである。このまちづく
りを推進するためには、「異業種の連携による効率的な生
活支援サービスの提供」、「ヒト、カネ、モノの地域循環
を活性化するシステム構築」や「効率的・効果的な企業活
動」などが重要であり、これらの活動を促進するため、施
策の利便性の向上、権限委譲等の支援措置が必要である。

新交通システム
の創出（伊達ラ
イフモビリティ
事業）

会員制、予約制、乗合い方式で戸口から戸口
までの生活支援輸送システムであることか
ら、現道路運送法では「一般貸切旅客自動車
運送事業」と「一般乗用旅客自動車運送事
業」の許可を受け、更に第２１条２の許可が
必要であり、それぞれの許可に対応する運行
管理者が必要となっている。現在予定してい
る車輌は最大乗車人数１０人乗りのボンゴ車
であり、乗客は最大７人までを限度と考えて
いること、乗合いではあるが予約制であり戸
口から戸口までの運行であることからタク
シー事業に準じる運行形態と思われる。一つ
の運行形態に一つの許可、運行管理者も一人
の有資格者で事業運営が可能であれば、事業
運営経費を抑えることが可能であり、利用者
の負担が軽減されることから、交通の利便性
の悪い地域、交通空白地帯に住んでいる市民
の生活の足を確保できる。北海道は冬期間道
路が凍結し歩行が容易でないことから、この
輸送システムは特に有効である。

公共交通機関としてＪＲ、バス（１社）、タクシー
会社（２社）で生活の足を確保しているが、バスは
国道が主流で都市間交通としての役割を果たしてい
るが、１日に往復３便、６便の市内循環路線では実
車率も低く、助成制度を活用し運行を維持している
実態があり、生活の足が確保されているとは言い難
い状況にある。この実情を踏まえ生活の足を確保す
るための交通システムを考案し、平成15年度実証実
験を行い来年度は事業化を目指している。会員制、
予約制、乗合い方式で戸口から戸口までの生活支援
輸送システムであり、顔の見える運転手が利用者の
乗降についてもサポートする。乗合いであることか
ら負担の軽減を図った利用料金が設定でき、外出頻
度も増える状況にある。更にまた商店街との連携の
中で商店街のサービスと連動させ消費拡大を図る事
業である。

北
海
道

伊達市
伊達ウェルシー
ランド構想

本構想は、高齢者をはじめとする生活者のQuality of
Life（生活の質）を向上させ、終生住み続けたいと思う安
心、安全なまちの実現を目指している。官民協働で地域に
暮らす人々のニーズを満たす生活産業を創出し地域経済の
活性化を図り、自立的、自発的、持続可能な発展を推進す
る『生活者立国』を実現する取組みである。このまちづく
りを推進するためには、「異業種の連携による効率的な生
活支援サービスの提供」、「ヒト、カネ、モノの地域循環
を活性化するシステム構築」や「効率的・効果的な企業活
動」などが重要であり、これらの活動を促進するため、施
策の利便性の向上、権限委譲等の支援措置が必要である。

高齢者居住環境
の創出（安心ハ
ウスの整備）

現行法で認められている「特定施設」は有料
老人ホームと軽費老人ホームであるが、有料
老人ホーム設置運営指導指針に唱われている
規模及び構造設備と高齢者優良賃貸住宅の住
宅の基準とはほぼ同じであり、介護保険法に
よる介護サービス提供体制の基準が適合した
高齢者優良賃貸住宅についても「特定施設」
としての認定を可能にする提案である。

高齢者優良賃貸住宅制度を活用した高齢者向け賃貸
住宅において、加齢と共に必要となる生活支援サー
ビスを受けながら、安心して自立した生活を送るこ
とができる居住環境の創出、ハードとソフトの融合
が図られた居住施設『安心ハウス』の整備を促進
し、入居者が所有している土地や住宅を社会資産と
して活用する事業である。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

「優良建築物等
整備事業」にお
ける階数制限の
要件緩和

「優良建築物等整備事業」における地上3階
以上の階数制限については、地方の小都市で
は要件クりアのために3階を建築することで
事業全体の採算性を悪くする場合があり、人
口等の条件による要件の緩和が必要である。

「都市再生（市街地総合再生）プロジェクト」にお
いて、都市観光を大きなテーマに稚内港を核として
隣接する市街地と連携した国際交流拠点としての新
しい「顔」づくりの「マリンタウンⅡ期計画」、か
つて沖合い底引き漁業の基地として賑わいのあった
第一副港に新たな交流空間を創出する「シーグラン
ド計画」、ＪＲ稚内駅前地区の再開発を目指す「中
心市街地活性化事業」に取り組んでいる。これら新
たな交流拠点の創造は当市が目指す国際交流都市の
形成に資するものであり、地域経済の活性化や地域
雇用の創出に繋がるものである。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

植物防疫所出張
所の設置

稚内港での貨物の輸出入増加や稚内空港の国
際化が期待される中、植物防疫所の出張所が
設置されておらず、出張所設置による体制整
備が必要である。

サハリン大陸棚石油・天然ガス開発事業やインフラ
整備等により稚内港を中継基地とした貨物の輸出入
が増加しており、また、サハリンプロジェクトに従
事する欧米の技術者等がサハリン州内に集結し、稚
内港からの野菜、果物等の輸出も見込まれる中、サ
ハリン州への食糧供給基地としての役割を強化す
る。CIQの体制整備等による港湾機能の充実は「サ
ハリンプロジェクト支援基地化」に大きな弾みとな
るものである。当市が目指す国際交流都市の形成に
資するものであり、地域経済の活性化や地域雇用の
創出に繋がるものである。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

入国管理局出張
所の体制整備

稚内・コルサコフ間定期航路や稚内空港の国
際化により、サハリン州からの人の往来の増
加が期待される中、入国管理局出張所職員の
増加による体制整備が必要である。

サハリン大陸棚石油・天然ガス開発事業やインフラ
整備等により稚内港を中継基地とした貨物の輸出入
が増加しており、また、稚内・コルサコフ間定期航
路や稚内空港の国際化により、サハリン州からの人
の往来の増加が期待される中、CIQの体制整備等に
よる港湾機能の充実は当市が目指す国際交流都市の
形成に資するものであり、地域経済の活性化や地域
雇用の創出に繋がるものである。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

港湾計画の軽易
な変更の要件の
拡大

港湾整備においては、計画の内容によって
「改訂」、「一部変更」、「軽易な変更」の
手続きを要する。一部変更であっても2年以
上の時間がかかっている。軽易な変更の要件
を拡大することによる手続きの期間短縮が必
要である。

サハリン大陸棚石油・天然ガス開発事業やインフラ
整備等により稚内港を中継基地とした貨物の輸出入
が増加する中、港湾整備による港湾機能の充実は
「サハリンプロジェクト支援基地化」に大きな弾み
となるものである。当市が目指す国際交流都市の形
成に資するものであり、地域経済の活性化や地域雇
用の創出に繋がるものである。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

港内防波堤の係
留許可

港湾の外郭施設である港内防波堤について、
安全が確保される範囲において、一定規模の
船舶の係留を許可し、港湾の有効活用を図り
たい。

サハリン大陸棚石油・天然ガス開発事業やインフラ
整備等により稚内港を中継基地とした貨物の輸出入
が増加する中、稚内港における外郭施設である港内
防波堤の有効利用は稚内港全体の有効活用に繋がる
ものであり「サハリンプロジェクト支援基地化」に
大きな弾みとなるものである。当市が目指す国際交
流都市の形成に資するものであり、地域経済の活性
化や地域雇用の創出が期待される。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

港湾工事におけ
る直轄工事費用
の港湾管理者負
担割合の軽減

港湾工事における直轄工事費用について、港
湾管理者が法定の割合で負担しているが、国
際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点とな
り、国の利害に重大な関係を有していること
に鑑み、現行の負担割合の軽減による港湾整
備の推進が必要である。

サハリン大陸棚石油・天然ガス開発事業やインフラ
整備等により稚内港を中継基地とした貨物の輸出入
が増加する中、港湾整備による港湾機能の充実は
「サハリンプロジェクト支援基地化」に大きな弾み
となるものである。当市が目指す国際交流都市の形
成に資するものであり、地域経済の活性化や地域雇
用の創出に繋がるものである。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

第2種空港にお
ける工事費用の
計画段階での事
前協議

第2種空港では都道府県が工事費用の1/3を負
担し、都道府県は一部を市町村に負担させる
ことができるとしている。市町村負担分の財
源確保のため、都道府県を通じた計画段階で
の工事費用に関する早めの事前協議が必要で
ある。

稚内空港の空港整備による就航率改善等「国際交通
網の充実」は、当市が目指す国際交流都市の形成に
資するものであり、地域経済の活性化や地域雇用の
創出に繋がるものである。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

自治体間交流に
おけるロシア人
のビザなし渡航

ロシア人の日本への入国に際してはビザが必
要であるが、自治体間の交流に限り、ビザを
免除し相互交流の一層の促進を図る。

サハリン州からの人の往来による「国際交流の促
進」は、当市が目指す国際交流都市の形成に資する
ものであり、地域経済の活性化や地域雇用の創出に
繋がるものである。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

医師の確保

市立稚内病院は、圏域におけるセンター病院
として、充実を図ってきた。近年は、ロシア
人の救急患者も増えてきており、地域医療は
もとより、隣国サハリン州からの救急医療に
も十分に対応するべく、特に、医師の安定的
な確保を中心とした医療体制の整備・充実が
必要である。

サハリン州における石油・天然ガス開発事業やイン
フラ整備等により稚内港を中継基地とした貨物の輸
出入や人の流れの増加等相互交流が進む中、地域医
療のみならず隣国サハリン州からの救急医療に対応
するべく、医療体制の整備・充実は、当市が目指す
国際交流都市の形成に資するものであり、地域経済
の活性化や地域雇用の創出に繋がるものである。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

医療通訳の公的
制度

市立稚内病院は、圏域におけるセンター病院
として、充実を図ってきた。近年は、ロシア
人の救急患者も増えてきており、地域医療は
もとより、隣国サハリン州からの救急医療に
も十分に対応するべく、診療・治療の通訳の
体制について、安定的なシステムづくりと財
政措置が必要である。

サハリン州における石油・天然ガス開発事業やイン
フラ整備等により稚内港を中継基地とした貨物の輸
出入や人の流れの増加等相互交流が進む中、地域医
療のみならず隣国サハリン州からの救急医療に対応
するべく、医療体制の整備・充実は、当市が目指す
国際交流都市の形成に資するものであり、地域経済
の活性化や地域雇用の創出に繋がるものである。

北
海
道

稚内市
地球環境に貢献
する国際交流都
市の形成

当市はロシア連邦サハリン州に最も近い都市として、サハ
リン州との交易や友好・経済交流を積極的に進めてきた。
水産物の輸出入をはじめサハリン沖大陸棚石油天然ガス開
発に伴う関連事業の受注等は地域経済の活性化や地域雇用
の創造に大きく繋がるものである。都市再生プロジェクト
の推進やサハリンプロジェクト支援基地化など海に開かれ
た都市として、国際交流機能の高度化を図り、地球環境に
貢献する賑わいのある国際交流都市の形成を目指してい
る。

自由貿易地域の
指定拡大

自由貿易地域の指定により、サハリン州との
貿易を促進する。

サハリン大陸棚石油・天然ガス開発事業やインフラ
整備等により稚内港を中継基地とした貨物の輸出入
が増加している。フリートレードゾーンの設定によ
るサハリン州と我が国との人や物の自由な往来は
「サハリンプロジェクト支援基地化」に大きな弾み
となるものである。当市が目指す国際交流都市の形
成に資するものであり、地域経済の活性化や地域雇
用の創出に繋がるものである。

北
海
道

鹿追町 循環社会の形成
一般廃棄処理施設で産業廃棄物（汚泥）と一般廃棄物（汚
泥）の一元処理（コンポスト化）

廃棄物の一元処
理
維持管理の一元
処理

汚泥のコンポスト化による農地の再生（良質な有機
質肥料で土壌の活性化）
維持管理の統一
コスト縮減

北
海
道

ニセコ町
公共施設住民組
織による運営及
び財産の委譲

現在、本町内には、第3セクター等で運営、管理している
施設が多数あるが、行政が関与することにより、やや弾力
性に欠けた運営が行われている実態がある。そこで、それ
ら公共施設財産を住民組織へ委譲し、住民組織の自己財産
として運営を行うことにより、より柔軟かつ効率的な運営
を行うことにより地域の再生を図りたい。

公共施設財産の
住民組織への委
譲及び運営

・公共施設財産の住民組織への財産及び管理
運営権限の委譲の円滑化
・地方公共団体事務の住民組織への事務委譲
の円滑化

○公共施設財産の住民組織への委譲及び運営の際の
地方自治法第244条及び244条の2、補助金等に関す
る予算の執行の適正化に関する法律第22条の適用除
外。
○地方公共団体事務の住民組織への事務委譲
・蓄犬、野犬掃討、動物愛護事務
・一般廃棄物の収集及び処理事務　　　　　　　・
道路の維持管理、除排雪に関する事務事業
・保育所、幼稚園、学童保育に関する事務事業
・産業政策の立案、事業実施に関する事務　　　・
公営住宅の管理運営に関する事務　　　　　　　・
上下水道の維持管理、運営に関する事務
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

平取町

サケ・クマ・フ
クロウと共生す
る河川・森林環
境再生プロジェ
クト

平取町には国内有数の清流「沙流川」が貫流している。豊
かな自然環境を有する沙流川は、昔から、鮭や鱒などが群
がって遡上し、ヒグマやエゾシマフクロウを頂点とする多
種多様な生態系の循環を支え、森林をはじめ豊かな自然界
を創出してきた。又、自然界と共生するアイヌの人々は古
くからこの流域に集住し、特色ある独自の民族文化を育ん
できた。しかし、時代の流れとともに人々の暮らしも経済
性、効率性を追求する社会的な変化と共に、言語を始めと
するアイヌ文化は衰退傾向にある。一方、地球規模の温暖
化現象が加速する中、環境問題への取り組みが検討されて
きており、当町としては自然と共生するアイヌ文化の精神
を基調とした地域の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。

北海道内水面漁
業調整規則第２
７条の知事の許
可権限の委譲

漁業法第６５条第１項及び水産資源法第４条
第１項の規定に基づき、並びにこれらの法律
を実施するために制定された北海道内水面漁
業調整規則第２７条に規定する試験研究等の
適用除外に係る知事の許可（特別採捕許可）
権限について、平取町にその権限を委譲す
る。

　沙流川水系上流部に遡上する鮭鱒を伝統漁法等に
より一定量採捕しアイヌ文化の保護伝承に資すると
共に観光資源としても活用する。
【事業内容】
　①アイヌ民族の伝統的な漁法により採捕し文化を
継承すると共に、採捕を公開し観光資源としても活
用する。
　②採捕した鮭鱒は伝統料理や伝承技法により薫製
したり生活民具として加工し一般客や観光客に販売
する。
　③期間や区間を限定し、一定のルールのもとで釣
り愛好家等にも採捕を許可する。
【事業効果】
　①アイヌ民族の伝統的漁法や伝承技法が継承され
ていくと共に、アイヌ文化の普及啓発につながる。
　②薫製等加工し、観光品として販売活用すること
で、新たな雇用が創出される。
　③益金は、鮭鱒の保護培養の運営経費の一部に充
当できる。
　④鮭鱒（海洋由来物質）の還流により、上流域の
森林やヒグマを頂点とする生態系が豊富化し、自然
環境の循環を促進する。
　⑤自然との共生を再考する機会となる。

北
海
道

平取町

サケ・クマ・フ
クロウと共生す
る河川・森林環
境再生プロジェ
クト

平取町には国内有数の清流「沙流川」が貫流している。豊
かな自然環境を有する沙流川は、昔から、鮭や鱒などが群
がって遡上し、ヒグマやエゾシマフクロウを頂点とする多
種多様な生態系の循環を支え、森林をはじめ豊かな自然界
を創出してきた。又、自然界と共生するアイヌの人々は古
くからこの流域に集住し、特色ある独自の民族文化を育ん
できた。しかし、時代の流れとともに人々の暮らしも経済
性、効率性を追求する社会的な変化と共に、言語を始めと
するアイヌ文化は衰退傾向にある。一方、地球規模の温暖
化現象が加速する中、環境問題への取り組みが検討されて
きており、当町としては自然と共生するアイヌ文化の精神
を基調とした地域の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。

水産動物が遡上
上で支障となる
施設への魚道設
置と維持管理の
委託

鮭鱒等の水産動物の遡上に支障となる施設
（堰堤、頭首工、治山ダム等）には事業主体
が魚道を設置し、その機能の維持管理につい
ては、民間に委託する。

魚道維持管理業務の民間委託により、きめ細やかな
巡視がおこなわれ、修繕費が縮減すると共に、水産
動物の保護・保全につながる。

北
海
道

平取町

サケ・クマ・フ
クロウと共生す
る河川・森林環
境再生プロジェ
クト

平取町には国内有数の清流「沙流川」が貫流している。豊
かな自然環境を有する沙流川は、昔から、鮭や鱒などが群
がって遡上し、ヒグマやエゾシマフクロウを頂点とする多
種多様な生態系の循環を支え、森林をはじめ豊かな自然界
を創出してきた。又、自然界と共生するアイヌの人々は古
くからこの流域に集住し、特色ある独自の民族文化を育ん
できた。しかし、時代の流れとともに人々の暮らしも経済
性、効率性を追求する社会的な変化と共に、言語を始めと
するアイヌ文化は衰退傾向にある。一方、地球規模の温暖
化現象が加速する中、環境問題への取り組みが検討されて
きており、当町としては自然と共生するアイヌ文化の精神
を基調とした地域の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。

水産動物が棲息
しやすい河川環
境の整備

水産動物が棲息しやすく、産卵もできる河
床、河畔林、河川敷地の環境調査を地域に委
ね実施し、結果に基づき再生復元する。

水産動物の棲息しやすい環境や産卵床については、
そこに住んでいる人々が詳しく、できる限り地域の
人々が組織する団体に調査を委託することにより、
水産動物にやさしい河床、河畔林、河川敷地の再生
復元が可能となる。

北
海
道

平取町

サケ・クマ・フ
クロウと共生す
る河川・森林環
境再生プロジェ
クト

平取町には国内有数の清流「沙流川」が貫流している。豊
かな自然環境を有する沙流川は、昔から、鮭や鱒などが群
がって遡上し、ヒグマやエゾシマフクロウを頂点とする多
種多様な生態系の循環を支え、森林をはじめ豊かな自然界
を創出してきた。又、自然界と共生するアイヌの人々は古
くからこの流域に集住し、特色ある独自の民族文化を育ん
できた。しかし、時代の流れとともに人々の暮らしも経済
性、効率性を追求する社会的な変化と共に、言語を始めと
するアイヌ文化は衰退傾向にある。一方、地球規模の温暖
化現象が加速する中、環境問題への取り組みが検討されて
きており、当町としては自然と共生するアイヌ文化の精神
を基調とした地域の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。

ヒグマやフクロ
ウが餌を調達で
きる河川環境と
森林環境の創出

上流域に鮭鱒等が遡上し海洋由来物質が還流
する区域については、土地所有者と協議のう
え、森林組合などの民間組織が森林管理委託
を受け適切な管理を実行をする。

河川を遡上する鮭鱒等の海洋由来物質の還流は、ヒ
グマや猛禽類を通じて森林に還元すると共に、自然
界の食物連鎖を可能とし多様な生態系を維持するこ
とができる。（参考資料：２００２年７月１４日読
売新聞及び民間放映の「サーモン・海と森の絆」を
ご覧下さい。）特に、河川に近い森林の果たす役割
は高いものと想定でき、この様な森林の整備には特
段の配慮を要することに鑑み、学識者などと協働に
より、森林組合等の専門的知識を有する林業者に管
理を委託するべきものと考える。

北
海
道

平取町

サケ・クマ・フ
クロウと共生す
る河川・森林環
境再生プロジェ
クト

平取町には国内有数の清流「沙流川」が貫流している。豊
かな自然環境を有する沙流川は、昔から、鮭や鱒などが群
がって遡上し、ヒグマやエゾシマフクロウを頂点とする多
種多様な生態系の循環を支え、森林をはじめ豊かな自然界
を創出してきた。又、自然界と共生するアイヌの人々は古
くからこの流域に集住し、特色ある独自の民族文化を育ん
できた。しかし、時代の流れとともに人々の暮らしも経済
性、効率性を追求する社会的な変化と共に、言語を始めと
するアイヌ文化は衰退傾向にある。一方、地球規模の温暖
化現象が加速する中、環境問題への取り組みが検討されて
きており、当町としては自然と共生するアイヌ文化の精神
を基調とした地域の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。

流木や間伐木の
木材資源を活用
したバイオマス
エネルギーの供
給

二次林、三次林や荒廃林地は保水・治水力が
低下し新たな災害を誘発する要因と考えられ
ることから、各種施策を集中し関係機関連携
のもと事業展開を図るとともに、今後も想定
される流木の処理についても連携し対策を講
じる。

二風谷ダムは平成１５年８月の台風１０号襲来時
に、洪水を調節し流木を捕捉した。この時の流木の
量は６万７千立方メートルと言われ、森林崩壊や埋
もれ木が一気に流出したものと考えられている。し
かし、これら流木の処理については、当初の想定を
超える量であることから有効な対策が考案されてい
ない。また、森林の崩壊は森林の持つ保水力を超え
る降水によるものであるが、今後、降雨の都度に崩
壊が拡大することも想定されるもので、河川整備と
連携した森林の復旧整備が求められる。
①二風谷ダム等に捕捉される流木や森林整備におけ
る間伐木等の利活用に関する研究調査。
②流木や森林整備における間伐木等の木材資源を活
用したバイオマスエネルギーの供給。
③流域を対象とする治山事業による森林整備の促
進。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

道路使用許可の
円滑化、交通規
制の緩和

地元商店街などが行う中心市街地活性化イベ
ント等における現行道路占用許可や道路使用
許可等の規制緩和

郊外型商業集積では提供できない独自の魅力づくり
ために各種イベント等催しを中心市街地におけるメ
インロードで積極的に行いたい。

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

駐車場等補助採
択基準に係る要
件緩和

中心市街地において市民利用等利便上特に必
要とする各省庁の現行駐車場支援制度（駐車
場等補助・地方債制度）の要件緩和

中心市街地における良好な交通アクセス等条件づく
りのためにポイント的に効果的な駐車場場を公共・
民間の連携もとに整備を図る。

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

特定優良賃貸住
宅供給促進事業
（含む高齢者向
け優良賃貸住宅
制度）入居者要
件等の緩和と手
続きの簡素化

中心市街地における民間による街なか居住促
進のための現行特定優良賃貸住宅供給促進事
業（含む高齢者向け優良賃貸住宅制度）にお
ける住宅基準・管理基準等の緩和と手続の簡
素化

中心市街地の地盤沈下の要因は商業の不振だけでは
なく、人口減少による生活の場としての賑わい低下
も大きく影響している。中心市街地への定住人口を
少しでも増やすために、広大な敷地や入居要件に制
限があり建設まで長い時間のかかる公営住宅ではな
く、民間住宅の建設促進を図る必要がある。

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

交通バリアフ
リー法に基づく
施策の要件緩和

「交通施設バリアフリー化設備費補助」等の
交通バリアフリー法に基づく現行具体的施策
における要件緩和（利用者数要件）

歩いて暮らしやすく・楽しく交通弱者にやさしいま
ちづくりの推進として駅周辺整備事業の一環として
ＪＲ駅舎エレベーターの設置ほかバリアフリー化を
計画している。

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

公立図書館のア
ウトソーシング

公設民営型図書館の設置

市立図書館と國學院短期大学図書館のそれぞれ目的
が異なる機能を一つの施設として設置し、総合的に
相互連携しながら地域住民に生涯学習の情報サービ
スを提供したい。

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

幼保一元化の推
進

幼稚園と保育所の教育・保育活動の一体的運
用

地域の大学として貢献する國學院短期大学は、幼児
教育学科を有することから、その専門性等のメリッ
トを生かし行政の連携により、公設民営型（國學院
短期大学に運営委託）の幼稚園・保育所が一体と
なった子育て施設を設置したい。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

コミュニテイFM
の放送区域制限
緩和

地域情報発信のために周辺市町等放送エリア
の拡大

中空知広域市町村圏組合（5市5町）の圏域の情報発
信交流機能を充実させ、地域住民サービスの向上を
目指す。

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

農振農用地区域
除外に係る手続
きの迅速化及び
農地転用の権限
委譲

公共施設整備や店舗立地等に関して、農用地
区等の活用について手続き（期間短縮ほか）
の一元化等の迅速化や農地転用許可権の知事
許可への委譲

郊外型地域への広域拠点機能の集積（公共施設ほ
か）には広い用地が必要となってくるため、都市計
画地域とのバランスを考慮しながらある一定の範囲
内で農振除外及び農地転用が必要である。

北
海
道

滝川市 商業都市の再生

近年、国道12号ＢＰ沿いには郊外型大型店等の出店攻勢に
より、市内商業における大型店占有率が北海道内でも極め
て高い水準になってきている。一方では商店街において中
心的役割を果たしてきた2大核テナントのあいつぐ撤退な
ど、中心市街地は商業力の低下とともに人口等の空洞化な
ど大きく衰退しきている。このような中で中心市街地活性
化対策について様々な施策を講じてきているがなかなか効
果が出ていない状況である。そこで、本構想は、従来の視
点を変え、中心市街地と郊外型地域とは同じ土俵で競争す
ることではなく、「中心市街地は郊外型にはない、街とし
ての多様な賑わい機能」を取り戻していくとともに、一方
「郊外型地域は広範なエリアを視野に郊外型ならではの各
種広域拠点機能の集積を図る」ことを目標とし、この２つ
のゾーンがうまく機能分担し、地域経済活性化において相
乗効果が図れるような方策を講じることが「中心市街地の
再生」への得策であり、それが合併による新市発展へも大
きな土台になるものであるという理念のもとで展開を図る
ことを目的とする。

各府省の支援策
の連携・集中

①まちづくり交付金②文化芸術による創造の
まちづくり③ＮＰＯ活動等の活性化支援④生
涯学習まちづくりモデル支援事業⑤地域ｲﾝﾄﾗ
ﾈｯﾄ基盤施設整備事業

①ー③は「中心市街地ゾーン関係」で①は広場や駐
車場の整備②五十嵐デザインアート塾（ＮＰＯ）に
おけるアート活動関係③は駅前再開発ビル内ＮＰＯ
たきかわホールの活動等市民活動④⑤は「郊外型広
域拠点集積ゾーン関係」で④は國學院短大での生涯
学習事業展開関係⑤公設民営図書館関係

北
海
道

滝川市
バイオマス・ラ
ンドたきかわ

　昨年８月に全国最大規模の広域生ごみメタン発酵施設が
供用開始されたことに伴い、バイオマスの循環を中心とし
た「バイオマスランドたきかわ」として環境配慮型のまち
づくりを目指すとともに、農業も含めたエコビジネスの形
成を図っています。
　具体的な３プロジェクトの展開を優先的に行っていくた
めに次のことを提案します。
・食料品製造業等からの食品残渣や廃油に対する廃棄物処
理法の規制緩和
・ＢＤＦや発電設備の補助燃料としての軽油に対する優遇
税制
・産廃受入れにかかる補助金適正化法規制緩和

・食料品製造業
等からの食品残
渣や廃油に対す
る廃棄物処理法
の規制緩和

　リサイクルできる産業廃棄物については産
廃処理業の許可がなくても市が認めた場合は
処理が可能

・菜種の搾油後の残渣をメタンガス発酵促進のため
にバイオガス化施設で受け入れる
・発泡スチロールなどの処理業者の誘致
・飲食店などからの廃油をＢＤＦの原料としての受
けいれ

北
海
道

滝川市
バイオマス・ラ
ンドたきかわ

　昨年８月に全国最大規模の広域生ごみメタン発酵施設が
供用開始されたことに伴い、バイオマスの循環を中心とし
た「バイオマスランドたきかわ」として環境配慮型のまち
づくりを目指すとともに、農業も含めたエコビジネスの形
成を図っています。
　具体的な３プロジェクトの展開を優先的に行っていくた
めに次のことを提案します。
・食料品製造業等からの食品残渣や廃油に対する廃棄物処
理法の規制緩和
・ＢＤＦや発電設備の補助燃料としての軽油に対する優遇
税制
・産廃受入れにかかる補助金適正化法規制緩和

・ＢＤＦや発電
設備の補助燃料
としての軽油に
対する優遇税制

　ＢＤＦ混合燃料や発電施設に利用する軽油
の引取税の除外措置

・ＢＤＦ燃料の優位性の確保による事業化の促進
・発電コスト、生ごみ処理コスト引き下げによる自
治体負担の軽減

北
海
道

滝川市
バイオマス・ラ
ンドたきかわ

　昨年８月に全国最大規模の広域生ごみメタン発酵施設が
供用開始されたことに伴い、バイオマスの循環を中心とし
た「バイオマスランドたきかわ」として環境配慮型のまち
づくりを目指すとともに、農業も含めたエコビジネスの形
成を図っています。
　具体的な３プロジェクトの展開を優先的に行っていくた
めに次のことを提案します。
・食料品製造業等からの食品残渣や廃油に対する廃棄物処
理法の規制緩和
・ＢＤＦや発電設備の補助燃料としての軽油に対する優遇
税制
・産廃受入れにかかる補助金適正化法規制緩和

・産廃受入れに
かかる補助金適
正化法規制緩和

　国庫補助を一般廃棄物処理施設で受けたメ
タン発酵施設の産廃受入れに係る補助金返還
の要件緩和

・滝川市が加入する一部事務組合が運営している広
域生ごみメタン発酵施設において、産廃として焼却
または埋立されている食品残渣を受け入れたい
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

特定非営
利活動法
人
北海道
ツーリズ
ム協会

グリーンツーリ
ズムビジネス起
業化支援・北海
道ツーリズム大
学事業

人と自然とのかかわり、生命の根源である農と食、さらに
地域の歴史・文化を学びライフスタイルを見つめ直す北海
道ツーリズム大学を実施しする。グリーンツーリズムビジ
ネス起業家、地域コーディネーターの育成及びネットワー
クの推進を図り、地域間の連携により北海道におけるグ
リーンツーリズムの発展に寄与する。これまで多くの人は
会社や制度に頼ってきた。しかし勇気と知恵さえあれば生
きがいのある「田園ライフ」が実現できる。その知恵を実
践的に学び、勇気を応援するのが「北海道ツーリズム大
学」である。どんな地域にも素晴らしい資源があり、文
化・歴史がある。そこから深く学び、何が大切か、それを
生かす確かな知恵と人のネットワークを作り北海道のグ
リーンツーリズムの発展により地域の活性化を図る。

グリーンツーリ
ズムビジネス育
成事業にNPOを
事業主体に加え
る

農水省農村振興局の「グリーンツーリズムビ
ジネス育成事業」は全国事業に限られ且つ、
地域で実際に活動しているNPOが参入できな
い制度になっている。これを都道府県事業と
して実施可能にし、全道的レベルで活動して
いる実績のあるNPOにも門戸を開くよう改善
してほしい。

【グリーンツーリズム起業化支援・北海道ツーリズ
ム大学事業】により地域づくり・ツーリズム学科、
アグリビジネス学科、農と食学科の3つの学科で
ツーリズム大学を実施（年６回の講座を実施予
定）。北海道ツーリズム大学は都市住民と提供する
側である農家等が一緒に受講することにより、お互
いの理解を深め確実にニーズを把握できるだけでな
く、人的ネットワークができることにより起業の大
きなきっかけ作りとなっている。また、北海道を3
つのブロックに分け、地域の課題ごとに専門講座を
実施し、起業化支援を行うとともに交流と集客の
ネットワーク化を図る。

北
海
道

○株式会
社イーメ
ンズ開発
研究所○
江別市元
野幌西地
区開発特
別委員会

がんばろう！北
の地域再生　複
合型商業施設に
よるスピード雇
用創出

地方中核都市の地域再生のため、複合型商業施設実現に向
けて、企業誘致・企画を「民」で調整し、また該当地の地
主合意も取り付けた。その上で、支援措置を望むことは、
事業施設区域の「農地転用並びに農振農用地の指定解
除」、「都市計画の変更」を担当大臣の指導により江別市
に対して江別市都市計画の早急な変更申請を指導していた
だいた上で、担当大臣の許認可を付与していただきたい。
緊急性（スピード）をもって、「民」の自助と自立の精神
により、複合型商業施設を核とした雇用創出と地方中核都
市再生プロジェクトの成功見本を、ここ北海道から発信し
たい。

農地転用に対す
る知事・農林水
産大臣の迅速な
指導・許可
（または例外規
定適用による許
可・届出の不要
化）

本プロジェクトの商業施設区域が、市街化調
整区域内の一種農地（農振農用地）であるた
め、農地転用（商業地または準工業地帯へ転
用）に対して知事・農林水産大臣の指導・許
可を積極的且つ迅速にいただきたい。手順
は、農林水産大臣の指導により江別市に対し
て江別市都市計画の早急な変更申請を指導し
ていただいた上で、農林水産大臣の許認可を
付与していただきたい。または、例外規定適
用をするなどして、許可・届出の不要化を図
るなどの措置をお願いしたい。

＜商業施設構想概要＞○予定される商圏の範囲　車
で30分圏○商圏内人口　約20万世帯（50～70万人）
○売上予測　250億円（年度）○予定される施設面
積200,000～250,000㎡○開発スケジュール　敷地決
定後概ね2年以内○工事期間　約10ヶ月○地元との
関係　出店テナント（100店舗以上を想定）のう
ち、概ね1／3は地元出店を期待○雇用環境として全
従業員数　1,500～2,000名を予定　内80～90％は地
元から採用○行政への期待　都市計画における位置
付け・許認可手続きにおける支援・道路を中心とす
る基盤施設の整備

北
海
道

○株式会
社イーメ
ンズ開発
研究所○
江別市元
野幌西地
区開発特
別委員会

がんばろう！北
の地域再生　複
合型商業施設に
よるスピード雇
用創出

地方中核都市の地域再生のため、複合型商業施設実現に向
けて、企業誘致・企画を「民」で調整し、また該当地の地
主合意も取り付けた。その上で、支援措置を望むことは、
事業施設区域の「農地転用並びに農振農用地の指定解
除」、「都市計画の変更」を担当大臣の指導により江別市
に対して江別市都市計画の早急な変更申請を指導していた
だいた上で、担当大臣の許認可を付与していただきたい。
緊急性（スピード）をもって、「民」の自助と自立の精神
により、複合型商業施設を核とした雇用創出と地方中核都
市再生プロジェクトの成功見本を、ここ北海道から発信し
たい。

江別市都市計画
の変更に対す
る、国土交通大
臣の迅速な指
導・許可

本プロジェクトの商業施設区域が、市街化調
整区域内の一種農地（農振農用地）であるた
め、農地転用（商業地または準工業地帯へ転
用）に対して知事・国土交通大臣の指導・許
可を積極的且つ迅速にいただきたい。手順
は、国土交通大臣の指導により江別市に対し
て江別市都市計画の早急な変更申請を指導し
ていただいた上で、国土交通大臣の許認可を
付与していただきたい。

＜商業施設構想概要＞○予定される商圏の範囲　車
で30分圏○商圏内人口　約20万世帯（50～70万人）
○売上予測　250億円（年度）○予定される施設面
積200,000～250,000㎡○開発スケジュール　敷地決
定後概ね2年以内○工事期間　約10ヶ月○地元との
関係　出店テナント（100店舗以上を想定）のう
ち、概ね1／3は地元出店を期待○雇用環境として全
従業員数　1,500～2,000名を予定　内80～90％は地
元から採用○行政への期待　都市計画における位置
付け・許認可手続きにおける支援・道路を中心とす
る基盤施設の整備

北
海
道

㈱北海道
二十一世
紀総合研
究所

地方分権・民間
主体型統計分析
の実施

地域企業、地域住民を対象にした各種統計、世論調査の地
域（都道府県または市町村）での統合的な実施と民間主体
で事業運営を行い、全国的な動向把握についてのみ、国が
分析・管理運営を行う。

地域経済動向に
関する統計の一
元化と地方主体
の実態把握

１．国で実施されている統計業務の都道府県
（市町村）への移管
２．公的主体で管理・実施している統計作
業、集計作業の民間へのアウトソーシングの
推進

１．地域の各種統計（人口、商業、工業、雇用動
向、景気動向、企業データベース等）で国で実施さ
れているものの都道府県（市町村）移管
２．地域企業による統計の一元管理と実施（地域で
の臨時雇用者を中心とした雇用管理を含む）
３．地域企業による、地元企業や住民が利用しやす
い（利用促進につながる）形式へのデータの加工、
公表手法、デザインの検討
４．上記は、北海道での「道州制特区」の枠組み
で、試行することも考えられる。

北
海
道

㈱北海道
二十一世
紀総合研
究所

行政サービスの
民間委託推進に
向けた地域デー
タベース構築

行政保有財産、行政保有データの民間への開放と台帳記入
等でマニュアル処理されているデータの電子化、これら業
務の民間への一括委託

行政保有資産
（台帳等）の公
表と電子化によ
るメンテナンス
計画の策定

１．データベース構築のための行政保有デー
タの民間への開放推進
２．民間化に向けたデータベース構築のため
の資金助成措置の拡充（従来のPFI事業計画
策定補助の内容の拡大→PFI指針策定や計画
策定のみでなく、PPP推進に向けたデータ整
備も対象とする）

１.台帳ベースで記録されている行政データ（特に
財産データ）の電子化の推進
２．電子化による行政財産の長期メンテナンス計画
の策定（民間委託のための基盤づくり）
３．上記事業を民間主体で実施

北
海
道

㈱北海道
二十一世
紀総合研
究所

河川環境管理の
包括的民間委託

河川における環境管理のための環境脆弱性指標地図の作成
と地域河川環境の保全（特にリスク管理・対応）に関する
業務の民間での包括的な対応

河川環境管理の
民間による統括
的な業務推進に
向けたデータ
ベース作成や危
機管理マップ等
の作成

１．国、都道府県、市町村、（民間）が管理
しているすべての河川の管理に必要とされる
水質測定、危機管理データの作成等の包括的
な民間委託
２．上記データ作成に関する予算措置（新設
でなく既存の河川関連または環境保全関連の
予算枠の活用）

1．河川の各管理主体が保有するデータの開放
２．１によるデータの活用や新規の環境測定データ
の作成による河川ＥＳＩマップの作成に対する支援
措置
３．ＥＳＩマップをベースに、河川流域自治体が共
通して活用できる危機管理システムの構築や日常の
環境管理主体（住民やＮＰＯを含む）の在り方を河
川流域全体で検討するための仕組みづくり
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

Ｗ・ＰＡ
Ｃプロ
ジェクト
代表　宮
北健一郎

ＰＡ民活プロ
ジェクト

＜対象地区＞北広島市輪厚地区、パーキングエリアを含む
＜立地条件＞札幌千歳間のほぼ中間、石狩新港・苫小牧港
ともに30km圏
＜コンセプト＞新機軸（APM)事業を中心とした複合集客拠
点による地域の活性化
＜施設構成＞オートパワーモール（APM)、広域ショッピン
グセンター（SRSC)、都市近郊型新農業モデルファーム
（MF)　＜広域商圏＞札幌広域圏人口250万人以上
＜幹線道路＞国道36号線、高速道央道、（羊が丘通り延
長）
＜土地利用＞市街化区域隣接の調整区域（非住宅期待地
域）
＜施設面積＞10万㎡以上
＜駐車場規模＞5,000～10,000台
＜土地＞借地権を前提
＜施設所有＞プロジェクト会社

高速道路PAの民
活を円滑に実現
する仕組みにつ
いての工夫

利用者にとってのパーキングエリアの機能を
大幅に改善できるように道路公団から新経営
体へ収益性が確保されるよう権限委譲と利便
性を期待する。

・パーキングエリアの機能の拡大
・インターチェンジ機能の付加
・サービス機能の拡大充実
・駐車機能の拡大
（効果）関連するプロジェクトを含め、交通アクセ
スに関する利便性と快適性の向上。

北
海
道

Ｗ・ＰＡ
Ｃプロ
ジェクト
代表　宮
北健一郎

ＡＰＭ＆ＳＲＳ
Ｃプロジェクト

＜対象地区＞北広島市輪厚地区、パーキングエリアを含む
＜立地条件＞札幌千歳間のほぼ中間、石狩新港・苫小牧港
ともに30km圏
＜コンセプト＞新機軸（APM)事業を中心とした複合集客拠
点による地域の活性化
＜施設構成＞オートパワーモール（APM)、広域ショッピン
グセンター（SRSC)、都市近郊型新農業モデルファーム
（MF)　＜広域商圏＞札幌広域圏人口250万人以上
＜幹線道路＞国道36号線、高速道央道、（羊が丘通り延
長）
＜土地利用＞市街化区域隣接の調整区域（非住宅期待地
域）
＜施設面積＞10万㎡以上
＜駐車場規模＞5,000～10,000台
＜土地＞借地権を前提
＜施設所有＞プロジェクト会社

市街化調整区域
における大規模
開発許認可業務
の簡素化と円滑
化についての工
夫

３つのプロジェクト許認可業務全体について
施設の利便性を向上させる指導への期待

・高速道路PAの民活
・オートパワーモール、スーパーリージョナルSC
・新経営体による農業モデルファーム
（効果）３つのプロジェクトの相乗効果を具体化す
る。

北
海
道

Ｗ・ＰＡ
Ｃプロ
ジェクト
代表　宮
北健一郎

モデルファーム
プロジェクト

＜対象地区＞北広島市輪厚地区、パーキングエリアを含む
＜立地条件＞札幌千歳間のほぼ中間、石狩新港・苫小牧港
ともに30km圏
＜コンセプト＞新機軸（APM)事業を中心とした複合集客拠
点による地域の活性化
＜施設構成＞オートパワーモール（APM)、広域ショッピン
グセンター（SRSC)、都市近郊型新農業モデルファーム
（MF)　＜広域商圏＞札幌広域圏人口250万人以上
＜幹線道路＞国道36号線、高速道央道、（羊が丘通り延
長）
＜土地利用＞市街化区域隣接の調整区域（非住宅期待地
域）
＜施設面積＞10万㎡以上
＜駐車場規模＞5,000～10,000台
＜土地＞借地権を前提
＜施設所有＞プロジェクト会社

既存農業者が新
経営体に参加す
る場合の適切な
支援策

既存農業者の問題解決と新経営体の経営の自
立継続に向けた適切な支援策を集中的に実行
する。

・既存農業者の経営再編
・既存債務等の処理
・新しい経営モデルの収支確立
（効果）民間単独ではできない既存農業の阻害原因
の除去と新経営体への支援による自立と継続が可能
になる。

北
海
道

ＡＭＯ研
究会　代
表　工藤
清隆

200ha標準モデ
ルによる当別21
プラン

＜対象地区＞石狩郡当別町太美地区を中心にその他周辺＜
立地条件＞札幌から北東方向に30km＜ｺﾝｾﾌﾟﾄ＞異業種との
共同組織による新たな農業経営によって、地域の基幹産業
の振興をすすめる。その結果、全町的な広がりから｢美し
いまち当別町｣を目指す。＜施設構成＞生産、農場200ha規
模(全天候型ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ、その他)、体験農場4ha規模、堆肥ｾ
ﾝﾀｰ、ﾊﾞｲｵﾏｽ発電ｼｽﾃﾑ＜広域商図＞札幌広域圏人口250万人
以上＜幹線道路＞国道337号線、275号線＜土地利用＞農地
＜施設面積＞200ha以上＜施設所有＞

既存農業者と異
業種である建設
業者とで共同経
営をすすめる場
合の適切な支援
策

既存農業者の問題解決と新経営体の経営の自
立継続に向けた適切な支援策を集中的に実行
する。

・既存農業者の経営再編・既存債務等の処理・新し
い経営モデルの収支確立（効果）民間単独ではでき
ない既存農業の阻害原因の除去と新経営体への支援
による自立と継続が可能になる。

北
海
道

㈱ニセコ
リゾート
観光協会

観光地における
利便性向上プロ
ジェクト

当地のような観光を主体に置くリゾート地では、観光案内
所を訪れる観光客は、宿泊や体験、交通機関の案内だけで
なく、それらの予約・決裁（クーポン化等）をその場で望
んでいる。そういった事が可能な観光案内所等を多く設け
ることで、来訪者に対しスピーディーな対応が可能とな
り、来訪者満足度の向上及び地域経済の活性化と新規雇用
の促進を図りたい。

旅行業務取扱主
任者の条件付き
複数営業所兼務
可能措置

旅行業法（国土交通省）における旅行業務取
扱主任者の選任（１営業所に１名以上）を、
同じエリア内の送客業務に限って営業所の複
数兼務（選任）を可能とする。

今ある観光案内所及び今後さらに新規開設する窓口
で、来訪者に対して観光案内だけではなくその場で
さまざまなエリア内の事業者への予約及び決裁
（クーポン化等）を行い、１カ所で情報提供と決裁
を完了する。これにより来訪者の利便性が飛躍的に
伸びると共に、観光事業者にとっても確実な送客と
収入を得ることが可能となり、さらに新規窓口の開
設に伴う雇用を創出する。

北
海
道

㈱ニセコ
リゾート
観光協会

商店街観光資源
化プロジェクト

当地は豪雪地帯であり、冬期商店街を除雪する際に歩道の
一部に雪を堆積させるため、片側で幅６メートル（内、堆
積スペース２メートル）もの歩道を設けている。この冬期
間しか使用しない堆積スペースを含め、片側で６メートル
もある歩道を冬期以外に積極的に利用することで、多くの
観光客を呼び込む観光資源にまで成長させ、商店街の活性
化を図りたい。

歩道利用に関す
る条件付き占用
緩和措置

道路法（国土交通省）における道路占用の許
可を、十分に幅のある歩道に限って、その使
用に関して市町村に届けるだけの緩和措置を
行う。

冬期間以外使用しない雪の堆積スペースを含め、６
メートルもある非常に幅の広い歩道を利用してお土
産品の販売やオープンカフェ、ガーデニング等、商
店が容易に観光客向けの事業展開をする事で、その
地域の新たな観光資源として確立させ、多くの来訪
者を呼び込み、活力ある地域の創出とそこから生ま
れる雇用を促す。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

北
海
道

産業クラ
スター研
究会オ
ホーツク
・麻プロ
ジェクト

北見ヘンプ（大
麻）地域再生プ
ロジェクト

　ヘンプ（大麻）は、持続可能な社会構築に向け、国内外
で環境に優しいバイオマス資源としての価値が徐々に認識
され、多様な分野において製品開発が進み、急速に需要が
増大しているものの、原材料は輸入に頼る状況にある。北
見ヘンプ（大麻）地域再生プロジェクトは、ヘンプ（大
麻）栽培の規制緩和により、遊休農地の活用や輪作作物と
して栽培を増やし、さらには原材料に1次加工するなど、
産業大麻の原材料の供給基地を目指す。北見市内における
食品加工、建築材料加工、各種クラフト・料理店などの新
ビジネスおこしに寄与し、地域経済の活性化、地域雇用の
創造を目指すものである。

大麻取締法にお
ける知事の大麻
栽培免許の規
制・手続緩和

都道府県知事の大麻栽培免許については、北
見市の産業用大麻栽培の目的に照らして、免
許発行基準を明らかにするとともに、市長へ
の許可権限移譲が必要と考える。

農家は、原材料１次加工会社との委託契約で、産業
用大麻を栽培する場合、遊休農地の活用や輪作等に
より年度毎に栽培面積が変動しても、栽培品種等の
条件が異なっていなければ、弾力的に市長判断で栽
培免許が継続されるようにする。

青
森
県

青森県
国際線を核とし
た地域の活性化

本県においては、青森・ソウル線の活性化のための戦略プ
ロジェクトチームを設置し、現在の週３便体制を週５便に
増便することを目標として、利用促進策の実施に努めてい
る。増便が実現すれば、これに伴う外国人観光客の増加、
利用者の利便性向上などにより、年間３億円以上の経済波
及効果や３００人の雇用創出効果など、地域再生に資する
大きな効果が期待される。

ＣＩＱ関係機関
の連携と体制強
化（県職員によ
る応援も含む）

・地域の活性化、ビジット・ジャパン・キャ
ンペーン推進のため、地方空港におけるＣＩ
Ｑ関係要員の充実及び弾力的な相互応援な
ど、関係省庁の連携と柔軟な体制の確保によ
る地方空港の国際化促進に向けた支援
・国際線運航時におけるＣＩＱ関連業務につ
いて、県職員の応援が可能となるような制度
の導入

青森・ソウル線の増便をはじめとする青森空港の国
際化促進

青
森
県

青森県
国際線を核とし
た地域の活性化

本県においては、青森・ソウル線の活性化のための戦略プ
ロジェクトチームを設置し、現在の週３便体制を週５便に
増便することを目標として、利用促進策の実施に努めてい
る。増便が実現すれば、これに伴う外国人観光客の増加、
利用者の利便性向上などにより、年間３億円以上の経済波
及効果や３００人の雇用創出効果など、地域再生に資する
大きな効果が期待される。

韓国人観光客の
ビザの免除

韓国人観光客が日本に入国する場合における
ビザの免除

韓国人観光客の誘客促進

青
森
県

青森県
国際線を核とし
た地域の活性化

本県においては、青森・ソウル線の活性化のための戦略プ
ロジェクトチームを設置し、現在の週３便体制を週５便に
増便することを目標として、利用促進策の実施に努めてい
る。増便が実現すれば、これに伴う外国人観光客の増加、
利用者の利便性向上などにより、年間３億円以上の経済波
及効果や３００人の雇用創出効果など、地域再生に資する
大きな効果が期待される。

ビジット・ジャ
パン・キャン
ペーンの地方空
港への積極的な
展開

ビジット・ジャパン・キャンペーンのより一
層の地方空港への積極的な展開

韓国国内における観光ＰＲや、韓国の旅行業者に対
する地方への旅行商品開発のための情報提供など

青
森
県

青森県
環境・エネル
ギー産業フロン
ティア構想

国際的なエネルギー開発・供給拠点が形成されつつあり、
あおもりエコタウンプランによるゼロエミッション技術の
確立を目指す先進的な取り組みを展開している本地域のポ
テンシャルを最大限に活かし、環境・エネルギー分野にお
ける幅広い実証やノウハウの蓄積を図り、新たなビジネス
や新産業の創出を促進することにより、地域の経済活性化
や雇用の創出を図るとともに、エネルギー最適利用モデル
や温室効果ガス排出削減モデルの先進地域として、世界に
貢献する「環境・エネルギー産業フロンティアの形成」を
実現する。

補助を受けた下
水道施設の目的
外使用の制限緩
和

国土交通省が交付した補助金について、循環
型社会形成や新エネルギー導入促進に資する
など高い社会ニーズを伴う事業の実施にあ
たっては、補助を受けて整備した施設の目的
外使用を弾力的に運用すること。

◎八戸市新エネルギー等地域集中実証研究
　八戸市では、同市東部終末処理場で発生する下水
汚泥をメタン発酵させ、発生するメタンガスを活用
してガスエンジンにより一定品質の電気・熱を作り
出し、発電した電気を近隣の小中学校や市庁舎及び
上水施設に供給し、熱は下水汚泥の発酵促進に利用
することで、自然エネルギーを利用した電力と熱の
供給を行う実証研究を行うこととしており、ＮＥＤ
Ｏ（新エネルギー・産業技術総合開発機構）の事業
採択を受けている。（研究主体：青森県、八戸市及
び民間企業２社、研究期間：平成１５年度～１９年
度）
  本実証研究は、実際の需要では世界初といわれる
「マイクログリッド」と呼ばれる電力供給を実証す
るものであり、将来新エネルギーなど分散型電源の
普及や新エネルギーを活用した循環型社会の形成を
実現する上で、欠くことのできない成果が期待され
ている。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

青
森
県

青森県
環境・エネル
ギー産業フロン
ティア構想

国際的なエネルギー開発・供給拠点が形成されつつあり、
あおもりエコタウンプランによるゼロエミッション技術の
確立を目指す先進的な取り組みを展開している本地域のポ
テンシャルを最大限に活かし、環境・エネルギー分野にお
ける幅広い実証やノウハウの蓄積を図り、新たなビジネス
や新産業の創出を促進することにより、地域の経済活性化
や雇用の創出を図るとともに、エネルギー最適利用モデル
や温室効果ガス排出削減モデルの先進地域として、世界に
貢献する「環境・エネルギー産業フロンティアの形成」を
実現する。

バイオマス利活
用フロンティア
整備事業補助対
象実施主体の拡
大

農林水産省が所管する「バイオマス利活用フ
ロンティア整備事業」の補助対象実施主体
は、現在、バイオマス生活創造構想事業（バ
イオマスプラスチック技術実証施設整備）を
除き、民間企業が除外されているが、これを
地方自治体の策定した計画に沿う事業を行う
民間企業に拡大すること。

◎　六ヶ所地域バイオマス発電設備施設活用電力特
定供給事業
　六ヶ所村の堆肥製造関連企業では、周辺の製材所
等から発生するバーク、樹皮木くず、間伐材及び周
辺で発生する剪定廃材や稲わらなどを収集し、バイ
オマス発電を行う事業を検討している。
　本事業の具体化により、バイオマス資源から得ら
れる電力は、環境・エネルギー産業創造特区で認め
られた規制の特例を活用し、自営線により周辺事業
所に供給する。また、投入資源は純粋に有機性廃棄
物であるため、燃焼後に残留する焼却灰は、堆肥化
することが可能であり、こうした堆肥を活用しつ
つ、高齢者雇用を通じて有機野菜等をハウス栽培
し、地元スーパー等で販売することにより、地産地
消を実現し、地域経済の活性化、雇用の確保を実現
するものである。
◎　横浜地域バイオマス発電設備施設活用電力特定
供給事業
　横浜町では、町内で発生する家畜ふん尿と菜種絞
り滓等を活用し、バイオマス発電を行う事業を検討
している。
　本事業の具体化により、バイオマス資源から得ら
れる電力は、環境・エネルギー産業創造特区で認め
られた規制の特例を活用し、自営線により、周辺事
業所に供給する。また、当該周辺農業用ハウスなど
に熱供給することにより、青森県が推進する「冬の
農業」を実践する。さらに、食の安全・安心への取
り組みが注目される中で、堆肥等をハウスや農地に
還元することで、有機野菜等を栽培し、この野菜を
地元スーパー等で販売することにより地産地消を実
現し、地域経済の活性化、雇用の確保を実現するも
のである。

青
森
県

青森県
環境・エネル
ギー産業フロン
ティア構想

国際的なエネルギー開発・供給拠点が形成されつつあり、
あおもりエコタウンプランによるゼロエミッション技術の
確立を目指す先進的な取り組みを展開している本地域のポ
テンシャルを最大限に活かし、環境・エネルギー分野にお
ける幅広い実証やノウハウの蓄積を図り、新たなビジネス
や新産業の創出を促進することにより、地域の経済活性化
や雇用の創出を図るとともに、エネルギー最適利用モデル
や温室効果ガス排出削減モデルの先進地域として、世界に
貢献する「環境・エネルギー産業フロンティアの形成」を
実現する。

電力の特定供給
に係る許可権限
の都道府県への
移譲

構造改革特区で認められた「資本関係等によ
らない密接な関係による電力の特定供給」に
係る経済産業省が行っている電力の特定供給
許可の権限を都道府県知事へ移譲すること。

◎八戸市新エネルギー等地域集中実証研究
　八戸市では、同市東部終末処理場で発生する下水
汚泥をメタン発酵させ、発生するメタンガスを活用
してガスエンジンにより一定品質の電気・熱を作り
出し、発電した電気を近隣の小中学校や市庁舎及び
上水施設に供給し、熱は下水汚泥の発酵促進に利用
することで、自然エネルギーを利用した電力と熱の
供給を行う実証研究を行うこととしており、ＮＥＤ
Ｏ（新エネルギー・産業技術総合開発機構）の事業
採択を受けている。（研究主体：青森県、八戸市及
び民間企業２社、研究期間：平成１５年度～１９年
度）
  本実証研究は、実際の需要では世界初といわれる
「マイクログリッド」と呼ばれる電力供給を実証す
るものであり、将来新エネルギーなど分散型電源の
普及や新エネルギーを活用した循環型社会の形成を
実現する上で、欠くことのできない成果が期待され
ている。

青
森
県

青森県
オープンソース
を活用した地域
産業の振興

　区域の民間事業者が行うオープンソースへの取組が円滑
に推進できる環境作りを行うこととし、次の３つの柱で地
域再生を進めるものである。

①人材育成の推進
　優秀な人材の育成・確保を進めることができる体制づく
りを行う
②新規事業創出の推進
　オープンソースを活用した新産業・新規事業の創出を推
進する
③研究開発の推進
　大学等と企業が連携して研究開発を進めることができる
体制づくりを行う

企業の技術信頼
度を認定する制
度の創出

企業及び官公庁のオープンソース導入を円滑
にし、オープンソースの普及を推進するため
に、オープンソースに係る企業の技術信頼度
を認定する制度を創出する。

オープンソースに係る企業技術認定制度を創出する
ことにより、企業及び官公庁のオープンソース導入
を円滑にするとともに、関係企業の信用力向上を図
り、地域ＩＴ企業の振興を図る。

青
森
県

八戸市

ゼロエミッショ
ンとマイクログ
リッドによる八
戸地域再生構想

八戸地域では、世界に開かれた港湾都市として、国内に
様々な物流網を持つ物流都市として、北東北最大の工業都
市として、常に産業振興と緑豊かな自然環境を共存させ、
両立するための取組みを続けてきた。産業振興による雇用
創出、自然環境保全と快適な市民生活の両立は、今後も当
地域の重要な課題の一つである。当地域は、近年、21世紀
型の資源循環型社会・再生可能エネルギー実用社会の構築
などに関する特区や、様々な計画・構想の中で、中心的な
役割を担うべき地域として、位置付けられている。本構想
は、これらを有機的に結び合わせ、既に、幾つかの分野に
おいて、国内のトップランナーとなりうる各種の取組みに
あわせ、先進的なモデル都市として、着実に歩を進めるた
めの施策を、打ち出していく為のものである。

グリーン購入法
の調達品目への
追加および特別
枠の設定

公共事業等において、グリーン購入法の調達
品目に、溶融スラグのうち、リサイクル率が
非常に高いものについては、ゼロエミッショ
ン処理による溶融スラグとして、現在の特定
調達品目に対し、上位の位置付けを設け、品
目に追加する。併せて、JIS規格への追加
と、グリーン調達率の目標の設定、実績値の
公表、工事の仕様書への使用の明記し、一般
の調達品目に対し、高い割合の調達率を設定
する。

ゼロエミッション処理によって生産される溶融スラ
グの安定的な需要を確保し、もってゼロエミッショ
ン処理価額の低廉化を図り、市場に対する対抗力を
保持させる。ゼロエミッション処理による最終処分
場を必要としない、次世代リサイクル技術を普及・
振興図り、もって雇用の確保とリサイクル産業の振
興を図る。

青
森
県

八戸市

ゼロエミッショ
ンとマイクログ
リッドによる八
戸地域再生構想

八戸地域では、世界に開かれた港湾都市として、国内に
様々な物流網を持つ物流都市として、北東北最大の工業都
市として、常に産業振興と緑豊かな自然環境を共存させ、
両立するための取組みを続けてきた。産業振興による雇用
創出、自然環境保全と快適な市民生活の両立は、今後も当
地域の重要な課題の一つである。当地域は、近年、21世紀
型の資源循環型社会・再生可能エネルギー実用社会の構築
などに関する特区や、様々な計画・構想の中で、中心的な
役割を担うべき地域として、位置付けられている。本構想
は、これらを有機的に結び合わせ、既に、幾つかの分野に
おいて、国内のトップランナーとなりうる各種の取組みに
あわせ、先進的なモデル都市として、着実に歩を進めるた
めの施策を、打ち出していく為のものである。

補助事業の取得
用地に対する、
処分制限を適用
しない特例条項
の設定

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する
法律施行令第22条ただし書きに規定する政令
で定める場合に、地方自治体による新エネル
ギー発電機器設置等、本来の補助事業を害し
ない範囲で導入され、かつ社会的・地域的に
価値のあるものについて規定する。

地方公共団体が、補助事業等により取得した下水道
処理場の用地等を、本来の目的を阻害しない範囲
で、下水道処理から発生するバイオマスエネルギー
である、メタンガスなどを有効に活用するために、
同用地内に発電機器・熱供給機器・近隣地域への配
電設備などを設置する際に、従来の法規制を緩和
し、財産の処分の制限を適用しないものとし、もっ
て、市街地における新エネルギー等の導入を促進す
る。

17 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

青
森
県

キャプテ
ンあおも
り㈱、㈱
アイシー
シーコン
ピュータ
システ
ム、マル
マンコン
ピュータ
サービス
㈱、㈱サ
ンコン
ピュー
タ、吉田
システム
㈱、㈱ア
イディー
エス、青
森県情報
サービス
協同組合

電子自治体共同
アウトソーシン
グ・地域IDCを
核とした総合的
IT産業拠点の創
出

①地域IDC
　システム技術者の育成と雇用を拡大する為、地域IDCを
構築する。IDCの当初の需要を満たす為電子自治体の共同
アウトソーシングを受託する。
②オープンシステム開発・サポート拠点
　IDCを運用するSE人材を育成・確保・従事させる為の経
済活動として、地域IDCを中核にオープンシステム系のソ
フトウェア研究・開発及びサポート事業の産業振興を行
い、東日本の拠点化を目指す。
③自治体ERPの開発とサポート
　自治体ERPでは予算の立案から議会承認執行管理まで、
予算を根幹にERPを設計する。個別業務に関してもカスタ
マイズや広域合併に伴なうメンテナンスが頻繁に想定され
る。開発完了後もメンテナンスという雇用維持の業務が可
能と考える。
④CGコンテンツ生産拠点
　開発・サポート拠点のSE人材を中心に、青森市にある
AIR（Artist in Residence）など芸術活動の拠点機能から
デザインワーク人材を加えて、CG（コンピュータグラ
フィックス）のコンテンツ生産拠点を形成する。ブロード
バンド時代を迎えてコンテンツ供給量の不足を補い、日本
の国際競争力を強化する。

電子自治体共同
アウトソーシン
グの推進

電子自治体業務システムの基盤となる自治体
ERPシステムの開発

自治体ERPの開発とサポート
　本来生産管理をベースとして形成されてきた製造
販売業ERPは作業人員の稼動集計が根幹を成してい
る。自治体ERPでは予算の立案から議会承認執行管
理まで、予算を中心に動いている行政事務の中で、
予算を根幹にERPを設計する。個別業務に関しても
カスタマイズや広域合併に伴なうメンテナンスが頻
繁に想定される。開発完了後もメンテナンスという
雇用維持の業務が可能と考える。
　自治体ERPは機種依存がなく全国の自治体に容易
に適用できるようオープンシステムとして開発を行
う。電子自治体基本システムはERPとして開発し全
国の共同アウトソーシングに供給する。この場合の
メンテナンスは各地域のIDCと連携してサポートを
実施する。
　各メーカーには開発場所として青森県を選定して
いただき、青森県のオープンシステム開発拠点の実
現にご協力いただく。

青
森
県

キャプテ
ンあおも
り㈱、㈱
アイシー
シーコン
ピュータ
システ
ム、マル
マンコン
ピュータ
サービス
㈱、㈱サ
ンコン
ピュー
タ、吉田
システム
㈱、㈱ア
イディー
エス、青
森県情報
サービス
協同組合

遠隔医療支援事
業による産業創
出

　遠隔医療・遠隔診断の実現に必要な遠隔医療サポート中
核センターとして、CT・MRI画像読影センターを構築しま
す。
　これにより遠隔医療を取り入れた高度医療を無医村など
にも適用できるようになります。

遠隔医療規制の
緩和

遠隔診療・遠隔診断を可能としていただければ、無
医村や辺地医療に効果的である。寝たきり老人など
の通院困難な患者への在宅医療も実現でき、医療費
抑制にもなる。

岩
手
県

住田町

「森林・林業日
本一の町づく
り」プロジェク
ト

住田町が進める地域林業システムが日本のモデルとなるよ
う構築し、その基本となる森林への投資と整備が進むよ
う、森林認証の普及を促進し、循環、持続可能な森林経営
と地域材、国産材の差別化を図っていく必要がある。その
ためには、森林所有者、特にも森林認証林の所有者に対し
て補助・交付金制度が手厚くなるよう、現行の補助制度、
交付金制度の見直しについて提案いたします。次に、森林
認証材を利用する加工、建築、消費する側に対しての支援
として、公共事業への木材利用拡大と森林認証材利用につ
いて義務付けを実施し、民間企業、個人消費者に対して啓
蒙普及を促進する支援について提案いたします。最後に木
質バイオマスエネルギー利用促進として、木質燃料燃焼装
置の普及拡大について支援するよう提案いたします。

森林認証材生産
森林所有者への
直接支払制度整
備

環境に配慮した持続可能な森林経営を行う森
林認証林から生産された木材に対して、その
材積に応じて、森林所有者に対して、交付金
を交付する交付金制度の整備を提案します。

荒廃の途をたどっている森林を持続可能な健全な森
林に再生するためには、森林に投資がなされなけれ
ばならない。そのためには、現在の森林施業に対す
る補助制度を見直し、森林認証を取得し環境に配慮
した持続可能な森林経営を目指す森林所有者の生産
活動に対してその実績に応じた交付金の交付を実施
する。

岩
手
県

住田町

「森林・林業日
本一の町づく
り」プロジェク
ト

住田町が進める地域林業システムが日本のモデルとなるよ
う構築し、その基本となる森林への投資と整備が進むよ
う、森林認証の普及を促進し、循環、持続可能な森林経営
と地域材、国産材の差別化を図っていく必要がある。その
ためには、森林所有者、特にも森林認証林の所有者に対し
て補助・交付金制度が手厚くなるよう、現行の補助制度、
交付金制度の見直しについて提案いたします。次に、森林
認証材を利用する加工、建築、消費する側に対しての支援
として、公共事業への木材利用拡大と森林認証材利用につ
いて義務付けを実施し、民間企業、個人消費者に対して啓
蒙普及を促進する支援について提案いたします。最後に木
質バイオマスエネルギー利用促進として、木質燃料燃焼装
置の普及拡大について支援するよう提案いたします。

森林認証普及促
進

第一に全国の国有林、公有林への森林認証取
得拡大を進めていただき、全国的な大きな動
きを起こしていただきたい。第二に森林認証
材の利用促進を図るために、公共事業での優
先的な利用と、民間企業や住宅販売業者に対
しての普及促進策を講じていただき木材利用
促進の支援策についての検討を提案いたしま
す。

森林認証取得の実例の紹介とその活用状況や森林の
再生状況を紹介し、国内の森林の全国的な森林認証
取得に向けた動きを促す。そして森林認証材の公共
事業での利用の義務化と民間企業、住宅販売業者で
の認証材利用について一定の割合の利用を義務化す
る。

岩
手
県

住田町

「森林・林業日
本一の町づく
り」プロジェク
ト

住田町が進める地域林業システムが日本のモデルとなるよ
う構築し、その基本となる森林への投資と整備が進むよ
う、森林認証の普及を促進し、循環、持続可能な森林経営
と地域材、国産材の差別化を図っていく必要がある。その
ためには、森林所有者、特にも森林認証林の所有者に対し
て補助・交付金制度が手厚くなるよう、現行の補助制度、
交付金制度の見直しについて提案いたします。次に、森林
認証材を利用する加工、建築、消費する側に対しての支援
として、公共事業への木材利用拡大と森林認証材利用につ
いて義務付けを実施し、民間企業、個人消費者に対して啓
蒙普及を促進する支援について提案いたします。最後に木
質バイオマスエネルギー利用促進として、木質燃料燃焼装
置の普及拡大について支援するよう提案いたします。

木質バイオマス
エネルギー利用
促進

森林資源を無駄なく利用するために、これま
で利用されなかった森林資源の利用促進を図
り、化石燃料からの転換による地球温暖化防
止のモデルとする。そのためには、民間企
業、一般家庭への木質燃料燃焼装置導入への
支援を提案いたします。

公共施設への木質バイオマスエネルギー燃焼装置の
設置普及の他に、今後民間企業や一般家庭への対象
の拡大を図り、消費層を広げる必要がある。そのた
めには、現行の助成制度の要件を拡大し、民間企
業、個人を対象に木質燃料燃焼装置導入にたいして
の助成拡大をする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岩
手
県

釜石市
環境産業を核と
した釜石の再生
構想

　釜石市は、近代製鉄発祥の地として、また、三陸漁場の
重要な漁業基地として発展してきたが、近年の世界的製鋼
不況、長引く漁業不振により、各種地域活性化プロジェク
トを推進したものの、なお厳しい経済環境に置かれてい
る。
　このため、この打開策として、釜石市の百年を超える鉄
の歴史により培われた「人・技術・産業基盤」といった
「ものづくり文化」を環境産業の創出に傾注し、地域が一
体となって地元経済活動の新たな胎動を呼び起こすことと
する。
　これは、これまで「鉄」から鉄鋼製品の製造、「魚」の
水揚げ」であった「鉄と魚のまち」を、本構想の実現に
よって「鉄」の歴史・文化の活用、「魚」のリサイクル」
という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

リサイクルポー
ト指定港の港湾
施設利用に係る
利便性の向上

港湾管理者の財務原則に関し、リサイクル
ポート指定港に限り、静脈物流産業に係る港
湾施設使用料の低減を認める特例を設定。リ
サイクルポート指定港の港湾管理者は速やか
にこれを行う。

釜石港臨海部で実施される各種リサイクル事業に係
る、海運を利用した循環資源等の搬入・搬出につい
てこれを適用し、静脈物流コストの低減を図る。ま
た、こうした取り組みを全国のリサイクルポート指
定港において行うことで、全国的な海運静脈物流
ネットワーク形成の一助となり、もって、地球環境
への配慮（モーダルシフトによるCo２排出量の削
減）、静脈物流コストの低減が図られることとな
る。

岩
手
県

釜石市
環境産業を核と
した釜石の再生
構想

　釜石市は、近代製鉄発祥の地として、また、三陸漁場の
重要な漁業基地として発展してきたが、近年の世界的製鋼
不況、長引く漁業不振により、各種地域活性化プロジェク
トを推進したものの、なお厳しい経済環境に置かれてい
る。
　このため、この打開策として、釜石市の百年を超える鉄
の歴史により培われた「人・技術・産業基盤」といった
「ものづくり文化」を環境産業の創出に傾注し、地域が一
体となって地元経済活動の新たな胎動を呼び起こすことと
する。
　これは、これまで「鉄」から鉄鋼製品の製造、「魚」の
水揚げ」であった「鉄と魚のまち」を、本構想の実現に
よって「鉄」の歴史・文化の活用、「魚」のリサイクル」
という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

リサイクルポー
ト指定港の港湾
施設整備に係る
利便性の向上

公害防止施設に係る補助制度について、リサ
イクルポート指定港に限り、粉塵である循環
資源等の飛散防止施設への適用を認め、施策
の利便性の向上を図る。

釜石港臨海部で実施される石炭灰のリサイクル事業
等に係る、飛散防止施設の整備についてこれを適用
し、周辺環境への影響を回避する。また、こうした
取り組みを全国のリサイクルポート指定港において
行うことで、安心・安全な総合静脈物流拠点港の構
築が図られることとなる。
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環境産業を核と
した釜石の再生
構想

　釜石市は、近代製鉄発祥の地として、また、三陸漁場の
重要な漁業基地として発展してきたが、近年の世界的製鋼
不況、長引く漁業不振により、各種地域活性化プロジェク
トを推進したものの、なお厳しい経済環境に置かれてい
る。
　このため、この打開策として、釜石市の百年を超える鉄
の歴史により培われた「人・技術・産業基盤」といった
「ものづくり文化」を環境産業の創出に傾注し、地域が一
体となって地元経済活動の新たな胎動を呼び起こすことと
する。
　これは、これまで「鉄」から鉄鋼製品の製造、「魚」の
水揚げ」であった「鉄と魚のまち」を、本構想の実現に
よって「鉄」の歴史・文化の活用、「魚」のリサイクル」
という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

基幹送電線への
系統アクセス費
用に関わる支援
策の充実。

基幹送電線と発電サイトとを結ぶ系統アクセ
ス送電線の整備に関わる支援策を充実する。

当市北西部に位置する和山牧場（1500ha）での風力
発電事業の二次展開。このことにより新エネルギー
の普及促進、二酸化炭素排出量の削減など地球環境
にやさしい産業の展開を可能とする。また、畜産業
や農林業は、依然として厳しい経営環境にあるが、
風力発電の立地による土地賃借料収入が見込まれる
など経営の建て直しが期待される。さらに、当市に
は、固定資産税収入が見込まれるほか、保守メンテ
ナンスに関わる地元雇用創出、観光資源としての活
用など、地域活力の増進が図られると期待される。
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風力発電施設建
設に係る農業振
興地域整備計画
指定農用地除外
要件の緩和

風力発電事業展開のために設置する発電機及
び送電施設、変電施設、管理施設などについ
て、農業振興地域の整備に関する法律第１５
条の１５第１項第６号に定める、いわゆる公
益性の高い事業と同等の事業として要件の緩
和を行う。
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再生を目指すものである。

風力発電施設建
設に係る農地転
用許可要件の緩
和について

建設工事完了後、その土地が農地に供される
ことが確実で、所有権以外の権利設定をする
一時転用については、面積に関わらず農林水
産大臣の協議を不要とする県知事権限にする
ことで、農地転用事務手続きを簡素化、効率
化し、風エネルギーの積極的な利用促進を図
る。
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という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

融資に関わる審
査スケジュｰル
を短縮するこ
と。

新たな事業を起業しようとする場合、融資に
関わる審査期間の短縮を図る。

使用済み自動車リサイクル事業において現在申請中
であるが、環境産業を含めて、新たな事業を起業し
ようとする場合、初期投資に関わる負担軽減を図り
つつ、スピード感のあるスケジュールで立ち上げ、
競争力を高める必要がある。
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釜石市
環境産業を核と
した釜石の再生
構想

　釜石市は、近代製鉄発祥の地として、また、三陸漁場の
重要な漁業基地として発展してきたが、近年の世界的製鋼
不況、長引く漁業不振により、各種地域活性化プロジェク
トを推進したものの、なお厳しい経済環境に置かれてい
る。
　このため、この打開策として、釜石市の百年を超える鉄
の歴史により培われた「人・技術・産業基盤」といった
「ものづくり文化」を環境産業の創出に傾注し、地域が一
体となって地元経済活動の新たな胎動を呼び起こすことと
する。
　これは、これまで「鉄」から鉄鋼製品の製造、「魚」の
水揚げ」であった「鉄と魚のまち」を、本構想の実現に
よって「鉄」の歴史・文化の活用、「魚」のリサイクル」
という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

栗橋２３号線道
路改良事業

　当該路線は、主要地方道釜石遠野線から栗
橋28号線を経て遠野市に到る路線であるが、
周辺の広大な高原の有効活用及び近隣市町村
との経済交流に資することから整備を図るも
のである。

全体延長　3,275ｍ　幅員7ｍ（5.5）
全体事業費5億5千万円
事業期間　平成17年度～平成21年度
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する。
　これは、これまで「鉄」から鉄鋼製品の製造、「魚」の
水揚げ」であった「鉄と魚のまち」を、本構想の実現に
よって「鉄」の歴史・文化の活用、「魚」のリサイクル」
という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

開発許可権限の
委譲による事業
の効率化

・都道府県において行われている開発許可を
市町村に権限委譲することで、効率的で地域
の実情に見合った開発行為が行われ、民間開
発事業の促進を生み地域の活性化に資する。

開発許可を市町村に権限委譲することで、迅速な事
務処理が行われることから事業者への負担を軽減
し、民間の開発活動の活性化に資する。また地域の
実情に見合った開発により、計画的な都市形成につ
ながる。
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する。
　これは、これまで「鉄」から鉄鋼製品の製造、「魚」の
水揚げ」であった「鉄と魚のまち」を、本構想の実現に
よって「鉄」の歴史・文化の活用、「魚」のリサイクル」
という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

　補助･起債制
度の弾力的運用
及び適用範囲の
拡大並びに利便
性向上

　一般廃棄物処理施設の建設において、いわ
ゆる｢迷惑施設｣として温水を利用した施設の
設置要望が出されるのが通例である。これに
対応するため、従来補助や起債の対象外事業
であったものを、必要性や効果等が客観的に
認められる場合につき適用範囲を拡大する。
また、他省庁の所管する補助を利用した施設
を併設する場合においても、当該施設内若し
くは合築の方法を許容すると同時に、補助金
所管課及び担当窓口も一本化するなど、施策
連携を強める。

　ごみ処理の広域化に伴ない、PFIの手法も視野に
入れて一般廃棄物処理施設を建設することとしてお
り、併せて廃棄物発電のほか、温浴施設や温水養殖
施設の併設も検討している。これらの施設整備に
よって、公共部門におけるCO2の排出抑制はもちろ
ん、観光資源の豊富な周辺特性も相まって集客効果
が期待され、環境学習の面においても効果がある。
また、新規養殖魚やアワビなどの安定生産と市場開
拓が進み、漁家の所得が回復するなど基幹産業の一
つである漁業が振興し、ひいては地域の活性化と雇
用の拡大が図られる。
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よって「鉄」の歴史・文化の活用、「魚」のリサイクル」
という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

廃棄物処理施設
解体費用助成事
業

環境省が循環型社会の実現に向けた廃棄物・
リサイクル対策の推進のために平成１６年度
予算に計上した廃棄物処理施設解体費用の助
成対象をごみ広域処理施設建設に伴う場合に
も対象を拡大する。

岩手県の沿岸南部地域に位置する３市２町でごみの
広域処理を推進するため、新たなごみ処理施設の建
設を計画しているが、この建設予定地については既
存の廃棄物処理施設用地内ではなく新たな建設地を
予定している。このことから既存の処理施設につい
ては解体を検討しなければならないが、ダイオキシ
ン対策などにより既存施設解体には莫大な費用がか
かることが予想されている。この解体費用が助成対
象となることにより広域処理施設建設の促進とな
り、広域処理施設を中心としたリサイクル産業の創
設と廃棄物の適正処理による産業の活性化が期待さ
れる。また、既存の処理施設解体が促進されること
により既存施設の跡地を利用した新たな事業の展開
も期待できる。
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する。
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という新たな視点・要素も含む環境産業を核とした釜石の
再生を目指すものである。

薬事法に係る承
認の簡素化

生体埋め込み用の新規デバイスに関して、厚
生労働省が定める薬事法に係る承認の簡素化

現在は、これまでの研究開発で得られた研究成果の
技術確立と加工技術の標準化について更なる研究開
発を進めている。今後は標準化された加工素材を理
美容用ハサミ、義歯床、ステント、骨折用ボーンプ
レート等への素材提供をしながら、将来的には薬事
法でクラス３に位置付けられる人工股関節、人工股
関節の製品化を目指す。
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遠野市

日本のふるさと
遠野
－「起業」と
「交流」による
地域再生－

　遠野市では、豊かな自然環境やゆかしい歴史文化を保
存・活用をした遠野ツーリズムを推進しています。
　また、これら都市農村交流の拡大による遠野ブランドの
再構築による定住者の拡大を図る一方で、地域の特性を生
かした新たな起業化を促し、「安全」「安心」「健康」を
提供できるしくみの再構築も必要であると考えます。
　そこで、「ここに日本がある。」といった農山村地域の
再生、そして成長モデルを日本のふるさと遠野から提案・
発信しようとするものです。

地域情報インフ
ラの再構築

地上波放送のデジタル化に対応できるように
するため、既存のＣＡＴＶ放送局による施設
整備ができるように、国庫補助対象の拡大措
置を講じられたい。

　既存のＣＡＴＶ放送局で、地上波デジタル放送の
受信施設の整備が行えることで、新たな施設整備に
よらず効率的な施設利用が図られる。
　広域エリアをカバーする複数のＣＡＴＶ放送局が
共同で、地方波デジタルの受信施設の整備を行うこ
とで、高い投資効果による農山村地域における情報
化を推進することができる。

20 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岩
手
県

株式会社
邑計画事
務所

国有林内の山
菜・きのこ・木
の実等山の幸資
源の活用による
山村再生

国有林において、ワラビなどの山菜のほか、きのこ、木の
実のツルなどを栽培して資源の増大を図るとともに、これ
らの山の幸を活用して観光利用や物産販売に結びつけ、山
村の振興を図ります。実施主体は、地元の民間企業、大
学、地域住民で新たな組織を立ち上げます。
国からの支援としては、国有林の利用許可とあわせ、国有
林内の植生等のデータ提供および山菜の栽培技術について
の指導支援を要請します。
適地選定から、林床整備、山菜等の植え付け、保育管理を
行い、3年目程度から観光客に山菜採取を体験してもらい
ます。

国有林内におけ
る山菜等の採取
および栽培のた
めの情報提供、
技術提供支援

国有林を利用することについて、許可をいた
だきたい。利用内容は、①山菜等を増殖する
ためのもととなる山菜の苗、株、種子等の採
取、②山菜等を増殖するための下草刈りなど
の環境整備や山菜の植え付け、③増殖した山
菜等の採取および有料での観光客の採取体験
です。
また、支援策として、国有林を利用するに当
たって、国有林内の地形や土壌など山菜の栽
培適地に関する情報提供を頂きたい。あわせ
て林間での山菜の栽培のための技術的な支援
を要請します。

国有林内を活用しさまざまな山菜資源の増殖を図り
ます。最初に取り組むのは、比較的増殖が容易であ
り、また観光客が手軽に収穫体験できる「ワラビ」
をとりあげます。国有林内でワラビが自生し観光客
利用にも適した場所を選定し利用の許可を得ます。
とくに質の高いワラビが育つ林間内での栽培適地を
選びます。そして、下草刈りなどを行いワラビが増
殖しやすい環境をつくるほか、採取したワラビの根
茎を株分けして植え付けます。翌年は栽培環境の維
持管理を行い、3年目から観光客を受け入れます。
ワラビのほか、ゼンマイ、タラノメ、ギョウジャニ
ンニク、シドケなどの山菜の栽培、ツルの採取を目
的としたアケビの栽培、マイタケやナメコなどのキ
ノコ類の植菌などにも取り組みます。

宮
城
県

松島町
マリンプラン２
１

日本三景松島の観光の現状は、観光客数の減少や滞在型か
ら通過型への観光地化などの影響で、町の基幹産業である
観光産業の衰退が著しく、町の活力の低下を招いている。
今回の計画は、この観光産業の再生を目的とし、日本三景
松島の広域観光の玄関口であるＪＲ松島海岸駅周辺整備及
びマリンピア松島水族館整備構想を軸とした整備プロジェ
クトの展開に向け、また、これらの施設と整備中のウオー
キングトレイル事業や磯島・手樽海浜公園等の海洋スポー
ツレクリエーション施設としての機能を有機的につなげ、
ネットワーク効果を生み出すことで、観光客の増加による
サービス産業の強化・育成と雇用機会の創出を図るもので
ある。来年度「マリンプラン２１」と称し、これらの事業
をテーマとしながら、諸課題の整理、基本方針の設定や推
進方策などを検討するものである。

文化財保護法に
よる特別名勝松
島保存管理計画
の現状変更の取
扱い

マリンプラン２１に位置づけしている、マリ
ンピア松島水族館新築に係る宮城県が定める
特別名勝松島保存管理計画による現状変更の
取扱い方針の変更について

マリンピア松島水族館は、民設民営で昭和２年に開
設し、老朽化が激しく、また、入館者の減少で存廃
の岐路に立たされている。松島観光の核施設として
だけでなく、遠足や修学旅行を通じ、子供の教育、
生物保護の研究施設としての役割も果たしてきてお
り、公益性が高い施設である。宮城県には公立の同
様施設がなく、当館の公共性・公益性が重視されて
おり、「施設の充実」という県民の要望に応えるべ
く、今後は、「官民協働型」の県立施設として、整
備検討する。計画する上でのポイントは、「観光振
興に資する施設」「都市公園施設」「自然体験型学
習施設」「海洋資源を利用した次世代型新規事業総
創出の支援拠点施設」としての機能を有する施設整
備を計画する。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

健康施策に関わ
る総合的なパッ
ケージ型モデル
事業としての適
用（各省庁補助
事業費の重点
化）

健康寿命の延伸を実現し，医療保険及び介護
保険の費用負担の膨張を抑制させるための総
合型モデル事業を実施するような新制度を創
設し，その総合型モデル事業として本提案構
想を位置付け、各省庁補助事業の重点配分を
行う。

健康寿命の延伸を実現し，介護保険及び医療保険の
費用負担の膨張を抑制させるための国が指定する総
合型モデル事業として本提案構想を位置付け，各省
庁における施策を連携させかつ補助事業の重点化を
図ることにより，高齢化社会に対応した次世代の健
康・福祉施策を早期に確立させる。これにより，効
率的にかつ早期に本格的な高齢化社会への対応が可
能となる。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

健康施策として
各省庁の施策の
集中

各省庁が所管する健康福祉分野における，介
護医療技術の確立及び育成・産業創出等の各
種の施策を集中して本提案構想に適用する。

財務省・厚生労働省・経済産業省における健康福祉
分野事業に対する補助制度，支援制度及び保険適用
範囲の拡大策を本構想に集中的に適用することによ
り，高齢化社会に対応した次世代の健康・福祉施策
を早期に確立させる。これにより，効率的にかつ早
期に本格的な高齢化社会への対応が可能となる。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

大学研究用高度
検診機器等の検
診利用に対する
補助金返還の緩
和

大学等の研究機関が持つPET，MRI，加速器等
の高度な研究開発機器を，疾病の早期発見の
ための検診応用に被験者から実費程度の費用
を徴収して使用する場合に，科学研究補助金
等の機器設置補助金の返還を行わないで使用
することを認める。

超早期ガンの発見に使用できる高度なPETや，脳機
能の解析の役立つMRIについて、研究期間の終了時
や研究使用していない時間帯の一般開放として、広
く市民の検診に使用し、疾病予防にもつながる臨床
応用にも役立てられるよう、ＰＥＴ等の大学施設の
最大限利用を目指す。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

大学病院の検査
施設利用による
検査業の登録緩
和

大学病院が有する高度な検査設備と高度な知
識と経験をもつ人材を活用して，有償による
検査業を行うことを認める。法的には特定機
能病院の地位を有したまま衛生検査所登録が
可能となるよう，衛生検査所登録の登録要件
から｢病院等を除く｣という項目を除外する。

SARSや院内感染症といった高度な検査業務について
大学病院が地域医療機関から業務受託し衛生検査業
務を行う。地域の医療機関と感染症ネットワークを
構築することにより市民の感染防止に役立ち、感染
予防に貢献できる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

フィンランドＲ
＆Ｄ施設建設に
対する整備補助
金の適用

本市とフィンランド政府が協定を締結し実施
する福祉機器・サービスを開発・実用化事業
を実施する｢フィンランドプロジェクト｣のＲ
＆Ｄ施設整備に対し，｢新事業支援施設整備
費補助金｣の交付を行う。

本市とフィンランド政府が協定を締結し双方の福祉
産業企業が共同で次世代の介護・福祉機器やサービ
スの開発と実用化事業に取組む。Ｒ＆Ｄ施設と老人
介護保健施設を同一敷地内に設置し，開発した機器
やサービスメニューを福祉現場へ応用することによ
り迅速かつ効果的な事業を行う。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

遠隔診療，家庭
内ＡＥＤ等に対
する健康保険の
適用拡大

ＩＴ機器等を活用した遠隔診療や，絶望的な
院外での心停止時の救命措置を改善するため
の家庭内での自動体外式除細動機（ＡＥＤ）
の使用に対して在宅療養管理指導料などの名
目により健康保険の適用を認める。

頻繁な通院が必要となる患者等への通院による負担
を軽減したり，院外での日常生活を送りＱＬＯの向
上を実現させるために，遠隔による診療を行う。ま
た，慢性疾患患者に対しては家庭内でのＡＥＤの普
及により絶望的な院外での心停止時の救命措置を改
善する。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

テレビ電話・Ｉ
Ｐ電話等による
居宅療養管理指
導の容認

テレビ電話・ＩＰ電話等を活用することによ
り介護者の心身の状況等を把握し，療養上の
管理及び指導を行うことが可能であることか
ら，介護保険の適用条件から｢居宅を訪問し
て｣という条件を撤廃する。

介護保険施設等が入所者へのサービスの提供のみな
らず，地域における拠点介護サービス施設として能
を発揮し，要介護者の在宅における自立した日常生
活をより促進するため，テレビ電話・ＩＰ電話によ
る要介護者の状況把握と管理指導を行うもの。訪問
によることなく目的を達成することにより，サービ
ス提供の機会が増え，多数の要介護者に対して，頻
繁にきめ細かな状況把握と指導を行うことができ
る。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

ＩＴ活用介護福
祉機器の居宅介
護福祉用具購入
費助成項目への
追加

フィンランドプロジェクト等の実施により開
発されるＩＴを活用した介護福祉機器の実用
化を行うため，当該機器を居宅介護福祉用具
購入対象品目に加える。

本市とフィンランド政府が協定を締結し実施する｢
フィンランドプロジェクト｣では，ＩＴを活用した
次世代型の介護福祉機器の開発と実用化を一つの柱
として事業に取組む。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

ＩＴ活用福祉機
器の福祉用具貸
与助成項目への
追加

フィンランドプロジェクト等の実施により開
発されるＩＴを活用した介護福祉機器の実用
化を行うため，当該機器を福祉用具貸与対象
品目に加える。

本市とフィンランド政府が協定を締結し実施する｢
フィンランドプロジェクト｣では，ＩＴを活用した
次世代型の介護福祉機器の開発と実用化を一つの柱
として事業に取組む。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

高齢者向け筋力
トレーニング設
備整備に対する
国庫補助要件拡
大

介護予防のために行う高齢者向けの筋力ト
レーニング設備を整備することに対しても，
社会福祉施設等設備費国庫補助金の適用を拡
大する。

健康な状態を維持しQLOの質を保つために，根拠に
基づいた健康増進（EBH）を実施する。具体的に
は，個々のEBHメニューを設定し，身体機能の低下
を防ぐトレーニング行うものである。市民の健康寿
命の延伸と，介護保険費用負担や健康保険費用負担
等の社会的経費の伸びを押さえるためには，究極的
には介護状態にならない施策の実施が必要と考え
る。

22 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

高齢者向け筋力
トレーニング用
具に対する貸与
対象要件の拡大

介護予防のために行う高齢者向けの筋力ト
レーニング用具を福祉用具貸与対象品目に加
える。

健康な状態を維持しQLOの質を保つために，根拠に
基づいた健康増進（EBH）を実施する。具体的に
は，個々のEBHメニューを設定し，身体機能の低下
を防ぐトレーニング行うものである。市民の健康寿
命の延伸と，介護保険費用負担や健康保険費用負担
等の社会的経費の伸びを押さえるためには，究極的
には介護状態にならない施策の実施が必要と考え
る。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

介護予防地域支
え合い事業への
学習トレーニン
グ事業の適用拡
大

介護予防・地域支え合い事業の対象に，ＥＢ
Ｈによる痴呆予防を諮る脳機能の活性化ト
レーニング（学習トレーニング）を加える。

本市が国際知的産業特区認定を契機として東北大学
と共同で実施している｢脳機能健康プロジェクト｣を
広く適用させるための社会システムとして構築し，
市民が痴呆にならない健康的な生活を続けられるよ
うにする。｢脳機能健康プロジェクト｣の最終的な社
会システムとしては，民間の事業者が，各地域に存
在する学校の余裕教室等を有効利用し自立的に運営
する形態を目指しており，その期待される療法的効
果，産業創出による経済効果から，全国的にも注目
を浴びている。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

学習トレーニン
グ実施に係る余
裕教室利用時の
補助金返還緩和

学習トレーニングを学校の余裕教室を活用し
て実施する際には，学校施設の整備時点から
短期間(５年間経過したもの）においても学
校施設整備補助金の返還なしに利用できるこ
ととする。

本市が国際知的産業特区認定を契機として東北大学
と共同で実施している｢脳機能健康プロジェクト｣を
広く適用させるための社会システムとして構築し，
市民が痴呆にならない健康的な生活を続けられるよ
うにする。｢脳機能健康プロジェクト｣の最終的な社
会システムとしては，民間の事業者が，各地域に存
在する学校の余裕教室等を有効利用し自立的に運営
する形態を目指しており，その期待される療法的効
果，産業創出による経済効果から，全国的にも注目
を浴びている。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

高齢者に対する
ボランティア輸
送に関する規制
緩和

ＮＰＯ等が高齢者を輸送する際には１６年４
月から全国的に規制緩和される条件から２種
免許を有すること及び整備管理体制が確立さ
れていることの２項目を除外すること。

高齢者のボランティア輸送の形態としては，地域住
民の支え合いや市民協働を促進する観点から，例え
ば，家族の介護経験を持ち個人でリフト付車両を所
有する一般市民の事業参加等も想定している。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

フィンランドＲ
＆Ｄ施設への先
進的対内直接投
資推進事業適用
継続

フィンランドプロジェクトにおける福祉機
器・福祉サービス開発企業を海外から誘致す
ため，本年度適用となった先進的対内直接投
資推進事業を１６年度においても引き続き適
用すること。

フィンランドプロジェクトへの海外からの参加企業
の誘致活動をさらに実施し，世界レベルでの福祉機
器・福祉サービスの創出を実現する。

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

介護施設におけ
る高齢者雇用に
対する助成金の
適用対象年齢の
拡大

特定求職者雇用開発助成金の受給対象条件を
介護サービス提供事業所において満５５歳か
ら７５歳までの者を野と入れた場合に同助成
金の支給が受けられるようにする。

介護施設を入所利用者のみならず周辺地域の在宅介
護及び介護予防に関する拠点施設として活用を図る
ことを想定している。このときに①高齢者の介護予
防を図り身体的な自立を促すと共に，経済的にも自
立する施策の実施。②家族（自分の親等）の介護を
するため退職を余儀なくされた市民が家族の介護に
加え地域内の他の要介護者の介護をしながら生活資
金を得られるような施策の実施。の観点から事業の
実施を行うことを想定している。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

宮
城
県

仙台市
健康づくりウェ
ルネス・コミュ
ニティ構想

高齢化が進む中、「健康」は何にも増して重要な地域の財
産であり、市民の健康を守り、生き生きとした豊かな地域
づくりが急務の課題である。「健康づくりウェルネス・コ
ミュニティ」構想は、日常の予防的な健康管理と市民生活
のＱＯＬ向上に着目し、ＩＴ・スポーツ・脳科学を活用し
た「病気の早期発見」と「身体機能・脳機能の維持・向
上」による「健康プロモーション・システム」の構築を図
るものであり、これにより、市民の健康はもとより、医
療・介護保険制度の持続的な安定化を図り、健康サービス
産業の創出とそれによる地域雇用の増大を通じて、「高齢
化対応の安心できる地域社会の再生」をめざすものであ
る。

福祉関連機器普
及促進融資条件
の充実

日本政策投資銀行が行う福祉関連機器普及促
進融資の金利を現行の政策金利Ⅰ型からⅢ型
とする。

フィンランドプロジェクトの福祉機器・福祉サービ
ス開発事業を行う企業に対して低利での融資を行
い，実用化事業を促進する。

宮
城
県

宮城県

緊急経済産業再
生戦略事業（サ
テライト型特別
養護老人ホーム
整備推進構想）

　３０人程度の特別養護老人ホームを中核として１０人程
度の居住スペース（以下「サテライト」という。）を複数
箇所設置し、本体施設とサテライトを一つの施設として，
また，それぞれが小規模多機能の支援機能を持ちながら運
営が可能となるよう制度の改正を行うものである。

特別養護老人
ホームにおける
サテライト型の
入所施設の一体
的な運営

　特別養護老人ホームにおけるサテライトを
本体施設とともに一つの施設として運営を可
能となるよう制度の改正を行う。

　特別養護老人ホームにおいてユニットケアを導入
するための改修・整備を行う場合に、いくつかのユ
ニット分の定員を本体から減らし、その分のユニッ
トはサテライトとして街の中に整備し、また、通所
介護、訪問介護等の機能を付加することにより小規
模・多機能サービスの拠点とする。
　この場合にサテライトを本体施設とともに一つの
施設として運営を可能とする。

宮
城
県

宮城県

緊急経済産業再
生戦略事業(新
世代アグリビジ
ネス創出支援事
業）

・農業を地域経済を担う産業として，生産構造の転換等に
よる農業の再生を図るため，起業から成長産業までアグリ
ビジネスを総合的に支援する推進組織を整備し，農業経営
体の規模拡大や農外企業の農業参入，食品製造業等との
マッチングを促進しながら，大規模な野菜生産工場や関連
施設等の整備を支援する。

農外企業の農業
参入における補
助残融資での制
度資金及び信用
保証の利用拡大

・農外企業が農業参入を行った場合の資金調
達において，商工資金に基づく信用保証の利
用が可能な場合は，①菌床栽培方式によるキ
ノコの生産と②苗床栽培方式によるカイワレ
大根の生産の場合のみに限られるが，これを
拡大し，農地を利用せず工場生産方式を行う
トマトやイチゴ等の水耕栽培も対象とするも
の。

・農外企業が農業参入をする場合，農業者が農業を
する場合に利用できる農業系の制度資金（及び信用
保証）が利用できない場合があり，また商工業者が
利用できる商工系の制度資金（及び信用保証）の利
用が極端に限られるなど，資金調達の面で，それら
が阻害要因となって，補助制度を創設しても十分に
活用されない事態が懸念される。
・そこで，制度資金や信用保証の対象の拡大を図る
ことにより，農外企業の農業参入が促進され，それ
により，企業的経営ノウハウを活用した新しい経営
感覚を持った農業経営体の育成が図られ，もって地
域経済の担い手としての農業の振興につながること
が期待される。

宮
城
県

宮城県

緊急経済産業再
生戦略事業（中
国観光客仟客萬
来構想）

宮城県においては，観光客の落ち込みを改善すべく各種方
策を検討中であるが，その中で，外国人観光客，特に，巨
大な訪日旅行市場である中国をその対象とし，中国からの
観光客誘致を重要施策と考えている。中国ではここ数年高
い経済成長率を示し，高額所得者層の増加に伴い，富裕層
の海外旅行に対する関心が高まり，訪日中国人数も増加傾
向にある。しかしながら，中国に対する訪日団体観光査証
の発給は，2000年9月に「北京・上海・広東」の３地域に
おいて解禁されたが，巨大な訪日旅行市場である中国から
観光客の大幅な増員を図るため，中国における査証発給対
象地域を拡大することが必要である。

巨大旅行市場で
ある中国におけ
るビザ発給対象
地域の拡大

法務省入国管理局に対し，中国におけるビザ
発給対象地域を現在の「北京市・上海市・広
東省」から他地域に拡大するよう要望するも
の。

中国においてビザ発給対象地域が拡大されることに
より，訪日観光客の増加が期待される。宮城県は，
中国においては知名度がほとんどないため，中国旅
行エージェントを招請し，本県の観光資源（中国革
命の思想的支柱で，中国人の心のより所となってい
る「魯迅」の留学先である仙台をはじめ，日本三景
松島等）を視察してもらい旅行商品造成につなげ誘
客促進を行いたい。また，中国の送客現場では，旅
行エージェントの店頭従業員の口コミ情報が旅行先
を大きく左右することから，これら従業員等に本県
をＰＲするポスターや観光ビデオ（ＶＣＤ）等を作
成して，本県をアピールする。

宮
城
県

宮城県
古川市

緊急経済産業再
生市町村連携事
業(古川市緊急
経済産業再生戦
略）

　古川市の商業・サービス業等様々な機能が集積した地域
を代表する顔であった中心市街地は，地域を取り巻く環境
の変化により空洞化の問題が深刻化している。中心市街地
の活力を取り戻し新たな魅力を構築するため，従来型の整
備から「人が住み，商い，文化を育む街づくり」への転換
を図り，民間活力や地域資源を活用しつつ，新たな魅力を
創造する総合的な街づくりを行う必要がある。そのため，
自立型の経済構造への転換，産業基盤の整備・改善，雇用
の創出を図る地域再生戦略構想を策定・推進する。
　この実現策として，民間事業者が行う，地域活性化の共
通目的を目指す異なるコンセプトの２商業施設を短期間で
配置する二核連携プロジェクトを推進する。

同一計画に基づ
く個別，各年に
実施される事業
への支援集中

地域再生のため地域が策定した計画の実現に
向けて，対象区域内で異なる民間事業者が実
施する国庫補助対象事業に対し，総合的な見
地から両事業を一括事業としてとらえ，当初
事業開始時に後続事業も統一的に支援するこ
とが有効である。

　活力ある中心市街地の再生を図るため，「古川市
中心市街地活性化基本計画」及び「ふるかわＴＭＯ
構想」に基づき，平成１６年度と平成１７年度に実
施される二核連携の民間主導商業施設整備事業。中
心市街地の集客力の向上と周辺小売業等の売上増加
及び地域コミュニティとの連携を図るとともに，地
域住民の利便性・快適性の向上を図る。
①緒絶橋プロジェクト（平成１６年度実施予定）：
地域の歴史的資源である酒蔵の空間の歴史・文化的
価値を活かし，食文化をキーワードにテナントミッ
クスを行うとともに，地域コミュニティ活用施設を
三セク会社㈱醸室が経産省所管リノベーション補助
金を活用し整備。
②台町プロジェクト（平成１７年度実施予定）：国
交省補助事業を活用して整備される再開発ビルの保
留床を三セク会社㈱アクアライト台町が経産省所管
リノベーション補助金を活用し取得，憩い・潤いや
食に着目したシネコン，飲食店，生鮮食品・物販等
の集客効果のある業種のテナントミックスを行う。
　直接事業効果として，地域に相当数の雇用創出，
集客，販売額が見込まれる他，建設事業関連，開業
に伴う物流関連を加えると＋αの経済効果。また，
この二つの核施設のコラボレーションにより，回遊
効果が図られ，既存中小企業者の積極活用による経
済波及効果や新規投資誘発等の活性化の連鎖が期待
される。
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地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

宮
城
県

宮城県
古川市

緊急経済産業再
生市町村連携事
業(古川市緊急
経済産業再生戦
略）

　古川市の商業・サービス業等様々な機能が集積した地域
を代表する顔であった中心市街地は，地域を取り巻く環境
の変化により空洞化の問題が深刻化している。中心市街地
の活力を取り戻し新たな魅力を構築するため，従来型の整
備から「人が住み，商い，文化を育む街づくり」への転換
を図り，民間活力や地域資源を活用しつつ，新たな魅力を
創造する総合的な街づくりを行う必要がある。そのため，
自立型の経済構造への転換，産業基盤の整備・改善，雇用
の創出を図る地域再生戦略構想を策定・推進する。
　この実現策として，民間事業者が行う，地域活性化の共
通目的を目指す異なるコンセプトの２商業施設を短期間で
配置する二核連携プロジェクトを推進する。

一連の事業で省
庁が異なる補助
制度を活用する
場合の連携支援

地域再生のため地域が策定した計画の実現に
向けて，施行者が国土交通省所管市街地再開
発事業等補助金を活用して再開発ビルを整
備。これを受け，民間事業者がその保留床を
経産省所管リノベーション補助金を活用し取
得し中心市街地活性化事業を行うことを計
画。この場合，両事業は相互依存して事業が
成立する。そこで，既存の中心市街地活性化
推進室において省庁を横断する一連の事業に
ついては各事業を一体的にとらえ，補助決定
等一貫した支援を行うことで円滑に事業促進
が図れる。

　活力ある中心市街地の再生を図るため，「古川市
中心市街地活性化基本計画」及び「ふるかわＴＭＯ
構想」に基づき，平成１６年度と平成１７年度に実
施される二核連携の民間主導商業施設整備事業。中
心市街地の集客力の向上と周辺小売業等の売上増加
及び地域コミュニティとの連携を図るとともに，地
域住民の利便性・快適性の向上を図る。
①緒絶橋プロジェクト（平成１６年度実施予定）：
地域の歴史的資源である酒蔵の空間の歴史・文化的
価値を活かし，食文化をキーワードにテナントミッ
クスを行うとともに，地域コミュニティ活用施設を
三セク会社㈱醸室が経産省所管リノベーション補助
金を活用し整備。
②台町プロジェクト（平成１７年度実施予定）：国
交省補助事業を活用して整備される再開発ビルの保
留床を三セク会社㈱アクアライト台町が経産省所管
リノベーション補助金を活用し取得，憩い・潤いや
食に着目したシネコン，飲食店，生鮮食品・物販等
の集客効果のある業種のテナントミックスを行う。
　直接事業効果として，地域に相当数の雇用創出，
集客，販売額が見込まれる他，建設事業関連，開業
に伴う物流関連を加えると＋αの経済効果。また，
この二つの核施設のコラボレーションにより，回遊
効果が図られ，既存中小企業者の積極活用による経
済波及効果や新規投資誘発等の活性化の連鎖が期待
される。

秋
田
県

稲川町
地域コミュニ
ティの再生計画

地域住民自治組織の機能強化のための自治組織の再編と財
源や人的支援などの施策を展開し、地域住民と行政とのお
互いの窓口機能の強化を図りパイプを広げ連携を深めるこ
とにより、市町村合併により行政区域が拡大し合理化が進
むことで、まちの特色やコミュニティが薄らぎ、住民の意
見が反映されにくくなるのではとの懸念を払拭するととも
に、合併や分権時代に対応できる地域住民自治のしくみを
確立する。さらには、住民活動の活性化により住民起点の
参画と行政との協働によるまちづくりを可能とするしくみ
を構築することにより、当町の特色である農業を含めた地
域産業（稲庭うどん、三梨牛、川連漆器、駒形リンゴな
ど）を生かした地域経済の活性化と持続可能な発展につな
げていく。

補助金適正化法
処分制限への優
遇措置

地域住民自治機能の強化等を図る上で住民活
動の拠点施設の整備が早急に必要不可欠であ
り、既存施設を有効活用しリニューアル（増
築・改装）により拠点施設整備を計画してい
るが、国補助事業により整備されたものであ
り財産処分制限期間に満たないため、補助金
を所管する各省庁の長の承認の可否とともに
それぞれの施設で所管省庁が異なるため承認
のための手続きが大きな課題となっていま
す。
「住民活動拠点施設」等整備のため、補助目
的外での使用の承認条件の緩和（各省各庁の
長の耐用年数等の承認基準の緩和、または、
地方公共団体が利用方法を検討し地方議会で
検討を行い議決された場合は、補助金適正化
法２２条を適用せず国庫補助を返還しないで
目的外使用できる等）と同一の補助目的外使
用について包括的な承認をしていただくこと
による手続きの簡素化等についての支援措置
を必要としております。

地区自治連絡協議会の活動拠点となる『住民活動拠
点施設』として計画している６ヶ所の施設うち、稲
庭・三梨・川連地区においては、下記の国補助事業
により整備した施設４ヶ所をリニューアル（増改
築）し、既存施設を有効活用することにより整備す
る。
・稲庭地区：「勤労青少年ホーム」
・三梨地区：川東地区として「三梨老人憩の家」、
川西地区として「克雪管理センター」
・川連地区：「農村環境改善センター」
また、当町において３つの大きな集落（大舘・久
保・八面）における活動拠点となる施設についても
同様に整備を行う。
・大舘集落：「川連老人憩の家」
・久保集落：「健康管理センター」
・八面集落：「駒形老人憩の家」

秋
田
県

秋田県
高齢化に対応し
たまちづくり構
想

秋田県は、全国でもトップレベルの高齢化先進県であり、
高齢化社会への対応が喫緊の課題となっている。このた
め、高齢者に特に必要なサービスの提供と高齢者に配慮し
たまちづくりを進める。
○学校給食センターでの高齢者向け配食サービスの実施
（市町村）
○高齢者移送サービスの実施（社会福祉法人、ＮＰＯ等）
○高齢者が安心して買い物ができる商店街づくり（市町
村）
こうした取組を進めることにより、高齢者の活動の活発化
やコミュニティの再生、商店街の活性化などが一体的に促
進され、地域経済の活性化や新たな雇用の創出が期待され
る。

学校給食セン
ターにおける高
齢者向け配食
サービスの実施

学校給食センターを活用した高齢者用の食事
サービスの実施
・文部科学省と厚生労働省の施策の連携、一
元化
・学校栄養職員の業務要件緩和

高齢者への配食が地域の経済事情や自治体の財政事
情で十分対応できない地域において、学校給食セン
ターの機能や学校栄養職員を活用して、本来業務に
支障にない範囲で高齢者用の配食サービスを実施す
る。
このことにより、地域における在宅及び施設入所高
齢者の配食が行いやすくなり、地域に住む高齢者の
生活利便性が向上する。また、効率的な施設の管理
運営により市町村財政負担の軽減が図られる。

秋
田
県

秋田県
高齢化に対応し
たまちづくり構
想

秋田県は、全国でもトップレベルの高齢化先進県であり、
高齢化社会への対応が喫緊の課題となっている。このた
め、高齢者に特に必要なサービスの提供と高齢者に配慮し
たまちづくりを進める。
○学校給食センターでの高齢者向け配食サービスの実施
（市町村）
○高齢者移送サービスの実施（社会福祉法人、ＮＰＯ等）
○高齢者が安心して買い物ができる商店街づくり（市町
村）
こうした取組を進めることにより、高齢者の活動の活発化
やコミュニティの再生、商店街の活性化などが一体的に促
進され、地域経済の活性化や新たな雇用の創出が期待され
る。

高齢者移送サー
ビスの提供

公共交通機関が十分でない地域におけるボラ
ンティア輸送を促進する道路運送法第８０条
第１項にかかわる特例措置について、下記の
事項についての要件緩和
・実施事業者の要件緩和（「普通第２種免許
を基本とすること」の撤廃）
・使用車両の要件緩和（「乗降を容易にする
ための装置を設けた自動車」の撤廃）

公共交通機関が十分でない地域において、ボラン
ティア輸送を促進することにより、きめ細かな高齢
者移送サービスが可能となることから、引きこもり
がちの高齢者が気軽に外出することができるように
なる。また、高齢者移送サービスを行う事業者が増
え、高齢者の外出も増えることにより地域経済の活
性化や新たな雇用の創出につながることが期待され
る。

秋
田
県

秋田県
高齢化に対応し
たまちづくり構
想

秋田県は、全国でもトップレベルの高齢化先進県であり、
高齢化社会への対応が喫緊の課題となっている。このた
め、高齢者に特に必要なサービスの提供と高齢者に配慮し
たまちづくりを進める。
○学校給食センターでの高齢者向け配食サービスの実施
（市町村）
○高齢者移送サービスの実施（社会福祉法人、ＮＰＯ等）
○高齢者が安心して買い物ができる商店街づくり（市町
村）
こうした取組を進めることにより、高齢者の活動の活発化
やコミュニティの再生、商店街の活性化などが一体的に促
進され、地域経済の活性化や新たな雇用の創出が期待され
る。

高齢者が安心で
きる商店街づく
り

小規模商店街の総合的な整備が可能となるよ
う、まちづくり総合支援事業として行う要素
事業について採択要件を緩和
・歩道段差解消（特定交通安全施設等整備事
業）について、事業費50,000千円以上の要件
の撤廃
・小規模公園設置（緑化重点地区整備事業）
について、面積500㎡以上の要件の撤廃又は
引き下げ
・共同駐車場設置について、駐車台数50台以
上の要件の撤廃又は引き下げ

高齢者が安全・安心に買い物ができる商店街を整備
することにより、商店街の魅力が向上し、買い物客
の増加、賑わいの創出による地域経済の活性化や新
たな雇用の創出が図られる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

秋
田
県

秋田県
過疎化した地域
における交通手
段の確保

秋田県では、多くの地域で人口減少・過疎化が進み、公共
交通機関の撤退・縮小が余儀なくされ、経済、生活など
様々な分野に影響を及ぼし、これが地域の活力を低下させ
ている大きな要因の一つとなっている。
このため、過疎化が進んだ地域において、地域住民や来訪
者の交通手段を確保するために、次の事業を行う。
○タクシー事業への新規参入の促進（民間事業者）
○自治体が保有するバスの有効活用（市町村）
○宿泊施設が保有する車で行う観光サービス（民間事業
者）
こうした取組を進めることにより、地域住民の利便性向上
や観光産業など地域経済の活性化が図られる。

タクシー事業へ
の新規参入促進

公共交通機関が十分でない過疎化が進んだ地
域において、旅客運送の関係者との調整の
下、タクシー事業への新規参入を促進するた
めの旅客運送事業者の許可手続きの簡素化と
要件緩和
・公示第７０号「一般乗合旅客自動車運送事
業の許可申請事案及び事業計画変更認可申請
事案等の審査基準について」
法人タクシーの最低車両数の緩和、車庫及び
休憩睡眠施設の設置義務の緩和
・公示第８１号「一般乗用旅客自動車運送事
業（１人１車制個人タクシーに限る。）の申
請事案の審査基準について」
個人タクシーの事業免許の要件緩和、営業区
域の拡大

タクシー事業免許の要件緩和により、旅客運送業へ
の新規参入を促進し、地域住民の移動手段の確保を
図る。このことにより、地域の賑わいや地域のコ
ミュニティが確保され、地域経済に資すると期待さ
れる。

秋
田
県

秋田県
過疎化した地域
における交通手
段の確保

秋田県では、多くの地域で人口減少・過疎化が進み、公共
交通機関の撤退・縮小が余儀なくされ、経済、生活など
様々な分野に影響を及ぼし、これが地域の活力を低下させ
ている大きな要因の一つとなっている。
このため、過疎化が進んだ地域において、地域住民や来訪
者の交通手段を確保するために、次の事業を行う。
○タクシー事業への新規参入の促進（民間事業者）
○自治体が保有するバスの有効活用（市町村）
○宿泊施設が保有する車で行う観光サービス（民間事業
者）
こうした取組を進めることにより、地域住民の利便性向上
や観光産業など地域経済の活性化が図られる。

自治体が保有す
るバスの有効活
用

公共交通機関が十分でない過疎化が進んだ地
域において、自治体が保有するバスを本来業
務に支障のない範囲で有効に活用するための
スクールバスの多目的利用の承認権限の委譲
・補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律第２２条の「各省各庁の長の承認」に
ついて、スクールバスの多目的利用の場合に
おける文部科学大臣の承認権限の都道府県知
事への委譲

補助事業で導入したスクールバスの多目的利用の承
認権限を都道府県知事に委譲することにより、実態
に応じたスクールバスの有効活用が可能となる。こ
のことにより、地域内の公共施設や商店街、観光地
などへの地域住民や来訪者の交通手段が確保され、
地域内における人の動きが活発化し、地元商店街な
ど地域経済の活性化につながることが期待される。

秋
田
県

秋田県
過疎化した地域
における交通手
段の確保

秋田県では、多くの地域で人口減少・過疎化が進み、公共
交通機関の撤退・縮小が余儀なくされ、経済、生活など
様々な分野に影響を及ぼし、これが地域の活力を低下させ
ている大きな要因の一つとなっている。
このため、過疎化が進んだ地域において、地域住民や来訪
者の交通手段を確保するために、次の事業を行う。
○タクシー事業への新規参入の促進（民間事業者）
○自治体が保有するバスの有効活用（市町村）
○宿泊施設が保有する車で行う観光サービス（民間事業
者）
こうした取組を進めることにより、地域住民の利便性向上
や観光産業など地域経済の活性化が図られる。

宿泊施設が保有
する車両で行う
観光サービス

公共交通機関が十分でない過疎化が進んだ地
域において、旅客運送の関係者との調整の
下、宿泊施設が保有する車両を使用した宿泊
客に対する観光サービスを行う場合の旅客運
送事業者の許可手続きの簡素化と要件緩和
・公示第１００号「一般貸切旅客自動車運送
事業の許可申請事案及び事業計画変更認可申
請事案等の審査基準について」
最低車両数の要件緩和、車庫及び休憩仮眠施
設設置義務の緩和

ホテルや旅館などの宿泊施設が宿泊客に対し自ら保
有する車両で観光サービスを行うことにより、きめ
細かい観光サービスの提供が図られ、地域の観光振
興につながることが期待される。

山
形
県

新庄市
民産官による食
品トレー類のリ
サイクル

本市は、美しい山々や田畑に囲まれた自然豊かな田園都市
です。市はこの豊かな自然を後世に引継ぐ大切さを痛感
し、環境保全都市宣言を行い、ＩＳＯ１４００１を取得す
るなど、民・産・学・官が一体となった環境にやさしいま
ちづくりを進めています。食品トレーや発泡スチロールは
現在焼却処理されていますが、市の工業団地に進出してい
る企業、授産施設、市民グループによるリサイクルを目指
しています。トレー類から再生トレーを製造するこの事業
は、資源の循環だけでなく、社会福祉施設の経営安定化に
も資するものです。

食品トレー等の
リサイクルにお
ける再生利用廃
棄物の拡大

食品トレーと発砲スチロールのリサイクルを
目指しており、福祉施設、ＮＰＯ、トレー再
生企業、行政が一体となったシステム作りを
行っています。将来的には行政域を越えた取
組みとなるため、廃棄物の処理及び清掃に関
する法律第７条第１項及び第６項並びに第１
４条第１項及び第６項に規定する「専ら再生
利用の目的となる廃棄物」の中に食品トレー
と発泡スチロールを加えることを提案しま
す。そのことにより、同法の許可を得ないで
資源を循環させることができると考えます。

計画では、ＮＰＯが食品トレーと発砲スチロールを
スーパー等から回収・選別し、社会福祉施設が所有
する機械で再生トレーの原料となるペレットを製造
する。そのペレットは市内の工業団地内にあるト
レー製造会社が購入し、４層構造の再生トレーを製
造し資源を循環させる。

山
形
県

大蔵村
住民ニーズと地
域特性を活かし
たまちづくり

教育の充実・産業の振興・福祉の充実の３つを構想の大き
な柱とし、少子化対策、定住・交流の促進、安心・安全な
まちづくり、高齢者福祉対策、地域経済の活性化、雇用の
創出を図る。そのためには、①過疎地域における学校・保
育所等の補助金施設の目的外使用の容認と補助金にかかる
特別措置　②補助金により整備した農用地を目的外の農用
地として利用した場合における使用の容認　③白ナンバー
の市町村営バスを自地内の観光地を案内する観光バスとし
て使用できるようにする緩和措置　が必要である。

補助事業整備農
地転用の認容

以前酪農・畜産が盛んだった時代、大蔵村に
おいても稲作の副業として奨励し、補助金等
を利用し様々な設備投資がなされた。特に湯
の台地域においては、大規模な採草地の整備
がなされた。しかし、牛肉の輸入自由化等社
会情勢の変化から、次々と酪農・畜産をやめ
る農家が出てきており、採草地もそれほど大
規模に必要なくなってきている。そこで、他
の畑作等に利活用したいが、補助整備後１０
０年間という償却期間があり、目的外使用で
きない状態にある。そういった、補助金によ
り整備された農用地を目的外の農用地として
の利用を認容して頂き、大蔵村の産業の振興
を図りたい。

補助金により整備された、湯の台地域の採草地を別
の作物栽培に利用する。具体的には、そば・タラの
芽・ラベンダーを栽培し、大蔵村の農産業の活性化
を図る。特にラベンダーは、近隣で大規模に栽培し
ている所もなく、観光資源としてはもとより、その
花を摘み取り特産品としての利用も期待できる。そ
の他にも、特産品となりうるものを試験栽培し、新
たな産業振興を推進する。他の地域においても同様
に、ふるさと産業の振興を図り、地域経済の活性
化・農業分野での雇用の確保を進める。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
形
県

大蔵村
住民ニーズと地
域特性を活かし
たまちづくり

教育の充実・産業の振興・福祉の充実の３つを構想の大き
な柱とし、少子化対策、定住・交流の促進、安心・安全な
まちづくり、高齢者福祉対策、地域経済の活性化、雇用の
創出を図る。そのためには、①過疎地域における学校・保
育所等の補助金施設の目的外使用の容認と補助金にかかる
特別措置　②補助金により整備した農用地を目的外の農用
地として利用した場合における使用の容認　③白ナンバー
の市町村営バスを自地内の観光地を案内する観光バスとし
て使用できるようにする緩和措置　が必要である。

保育所・学校等
補助金施設の目
的外使用の認容

本村の過疎化による少子化は著しく、当初の
予想を遥かに上回るものになっている。その
結果、学校や保育所などは統合しなければ運
営していけない状況になっている。特に赤松
小学校においては、今年度入学生がゼロと
なっており、なるべく早い時期での統合が必
要になっている。そこで、統合した後の空き
施設を有効利用し地域活力の増進・交流人口
の増加・地域産業の活性化推進を図りたい
が、建築間もない赤松小学校を大蔵小学校に
統合し、施設を利活用する場合、国庫補助事
業完了後１０年という目的外使用制限期間が
あり、補助金返還が生じてくるため、制限期
間の短縮をお願いしたい。また、他の補助金
施設に関しても今後同様に統合・その他の理
由により使用しなくなったものは、目的外使
用の認容をお願いし、各地域での教育の充
実・福祉の充実のための中心施設としての活
用を図りたい。

保育所や学校の統合を進め空いた施設等を　①歴史
資料室・図書室・合宿所・宿泊通学体験所等、生涯
学習施設として利用し、個性と魅力のある「ひとづ
くり」を進める。　②グリーンツーリズム体験宿泊
場所として利用し、交流人口の増加を進める。　③
福祉相談室、保健センターとして利用し、健康で安
心して暮らせる地域づくりを進める。　④農産物加
工・貯蔵施設や特産品開発所として利用し、地域産
業の活性化を進める。　⑤高齢者向け共同住宅や高
齢者生きがいづくり拠点施設として利用し、福祉の
充実を図る。　⑥上記施設として利用することによ
り、新たな雇用を創出する。

山
形
県

大蔵村
住民ニーズと地
域特性を活かし
たまちづくり

教育の充実・産業の振興・福祉の充実の３つを構想の大き
な柱とし、少子化対策、定住・交流の促進、安心・安全な
まちづくり、高齢者福祉対策、地域経済の活性化、雇用の
創出を図る。そのためには、①過疎地域における学校・保
育所等の補助金施設の目的外使用の容認と補助金にかかる
特別措置　②補助金により整備した農用地を目的外の農用
地として利用した場合における使用の容認　③白ナンバー
の市町村営バスを自地内の観光地を案内する観光バスとし
て使用できるようにする緩和措置　が必要である。

白ナンバーでの
村営バス有償観
光運送の許可

本村において観光地である肘折温泉には、年
間約１７万人の観光客が訪れるが、その周辺
には、湯の台や棚田のある四ヶ村地区といっ
た観光資源がある。しかし、移動するための
交通手段に非常に不便を来している状況であ
る。そこで、村営バスを利用し、観光用交通
手段として用いたい。白ナンバーのままでの
事業を認めて頂ければ、タクシー会社等もな
い村なので、観光以外にも多大なる経済活性
化効果が得られる。

平成１２年度より本村では村営バスを運行している
が、過疎化による乗客数の減少や、財政的な問題か
ら、運行回数を減らしたり、路線数の廃止も検討さ
れている状況である。それにより、空いた時間に観
光客を有償で運送し、観光ポイント間の移動手段を
確保し、滞在型観光誘客を推進する。その結果とし
て、観光はもとより、その効果により経済の活性化
や新たな雇用の創出を図る。

山
形
県

山形県
やまがたニュー
ビジネス創生プ
ラン

街中居住を支える生活支援ビジネスへの創出支援、及びこ
れら担い手に対する地域金融の新たな仕組みの創設

街中居住を支え
る生活支援サー
ビスの創出支援
のための助成制
度の弾力的運用

商店街等活性化事業のうち、空き店舗対策事
業及び活性化対策事業について、補助対象者
としてＮＰＯ法人を追加するもの。

ＮＰＯ法人が主体となって、商店街の空き店舗を活
用し近隣居住者に対し生活支援サービスを提供する
ビジネスや、地域特有の資源である「蔵」を活用し
た生活に潤いを与えるスポットを提供する取組みな
どが計画されている。

山
形
県

山形県
やまがたニュー
ビジネス創生プ
ラン

街中居住を支える生活支援ビジネスへの創出支援、及びこ
れら担い手に対する地域金融の新たな仕組みの創設

地域内配送ビジ
ネスの創出支援
のための貨物自
動車運送事業法
の弾力的運用

商店街振興組合または非法人組織の商店街
（以下「商店街等」）が、会員制度を導入
し、会費収入により、構成員が所有する自家
用車、マンパワー等を持ち寄って、会員に限
定した共同宅配事業を実施する場合にあって
は、商店街等を一つの「事業者」としてとら
え、自家商品を配達するものとみなし、貨物
自動車運送事業法の適用を除外すること。ま
た、これをＮＰＯ法人が代行する場合も同様
の取り扱いとすること。

構想地域内の「商店街等」において、左欄のような
仕組みで、同組合の構成員店舗の取り扱い商品の共
同配送サービス事業を実施する計画がある。新しい
生活支援サービスの創出が期待されるとともに、中
心商店街の活性化にもつながるものと考えられる。

山
形
県

山形県
やまがたニュー
ビジネス創生プ
ラン

街中居住を支える生活支援ビジネスへの創出支援、及びこ
れら担い手に対する地域金融の新たな仕組みの創設

地域密着型の生
活支援サービス
の担い手の育成
のための信用保
証制度の要件緩
和

地域密着型の生活支援サービスの担い手とな
りうる、小規模な商業・サービス事業者に対
する資金供給の円滑化を図るため、小額融資
保証制度特別小口（限度額１，２５０万円、
保証期間７年以内）の制度利用対象者につい
て、現行の「５人以下」から、「１０人以
下」まで要件を緩和すること。

県の金融担当窓口に寄せられる相談事例の中にも、
当該提案に適う実例が数多く見受けられる。保証要
件の緩和により、地域の生活支援サービスの創出が
図られる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
形
県

山形県
やまがたニュー
ビジネス創生プ
ラン

街中居住を支える生活支援ビジネスへの創出支援、及びこ
れら担い手に対する地域金融の新たな仕組みの創設

地域密着型の生
活支援サービス
の担い手の育成
のための信用保
証制度の要件緩
和

地域密着型の生活支援サービスの担い手とな
りうる小規模な事業者が、小額融資保証制度
特別小口を利用した場合、他の保証制度が利
用できない。商業・サービス業分野に新分野
進出を図る場合に限り、他の保証制度の利用
を可能にするもの。

小額融資保証制度を利用し、保証期間の７年以内
に、商業・サービス業分野への新分野進出を図り、
事業の拡大を目指す意欲ある事業者が相当数想定さ
れ、保証要件の緩和により地域内の活性化が期待さ
れる。

山
形
県

山形県
やまがたニュー
ビジネス創生プ
ラン

街中居住を支える生活支援ビジネスへの創出支援、及びこ
れら担い手に対する地域金融の新たな仕組みの創設

地域密着型の生
活支援サービス
の担い手の育成
のための信用保
証制度の要件緩
和

地域密着型の生活支援サービスの多様な担い
手を創出するため、「農業を営んでいた者」
が「新たに商業・サービス業」を創業する場
合、新事業創出促進法に基づく信用保証制度
の利用を可能にするもの。

商店街の空き店舗を活用した農家レストランや、街
中居住者を対象とした農産物の産地直送の販売な
ど、多様なビジネスの創出が期待される。

山
形
県

山形県
やまがたニュー
ビジネス創生プ
ラン

街中居住を支える生活支援ビジネスへの創出支援、及びこ
れら担い手に対する地域金融の新たな仕組みの創設

地域密着型の生
活支援サービス
の担い手の育成
のための信用保
証制度の要件緩
和

地域密着型の生活支援サービスの担い手とし
てＮＰＯ法人の役割が大きくなってきてい
る。収益事業を行うＮＰＯ法人が地域密着型
の生活支援サービスに取り組む場合に中小企
業信用保証制度の対象事業者に追加するも
の。

県内のＮＰＯ法人のうち、介護保険に基づくサービ
ス事業所として２５法人が認定され収益事業を行っ
ている。また、ＮＰＯ法人が様々な分野の生活支援
サービスに取り組もうとする動きが見られる。

山
形
県

山形県
「超精密技術集
積特区」推進プ
ラン

「超精密技術集積特区」構想の着実な推進に向けた、研究
開発に対する支援の集中と産業集積の受け皿の機能強化

公募型研究開発
助成事業の優先
的採択

「有機エレクトロニクスバレープロジェク
ト」及び「超精密加工テクノロジープロジェ
クト」に参画する産・学・官のいずれかの事
業主体が、経済産業省及び文部科学省が所掌
する公募型研究開発助成事業に助成金の交付
申請を行った場合、優先的に採択するもの。

「有機エレクトロニクスバレープロジェクト」で
は、昨年１１月に開所した「有機エレクトロニクス
研究所」を核に、２０社を超える企業との共同研究
を、「超精密加工テクノロジープロジェクト」で
も、県内企業６２社で構成する金型・精密加工技術
研究会のメンバーを中心に共同研究を、それぞれ実
施することとしている。多岐にわたる研究開発テー
マが予想され、研究成果の企業化を支援するための
集中的な支援が望まれている。

山
形
県

山形県
「超精密技術集
積特区」推進プ
ラン

「超精密技術集積特区」構想の着実な推進に向けた、研究
開発に対する支援の集中と産業集積の受け皿の機能強化

地方拠点法に基
づく業務団地へ
の誘導業種の拡
充

地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の
再配置に関する法律（以下「地方拠点法」と
いう。）に定める「産業業務施設」に、現行
の事務所、営業所その他の業務施設に加え、
工場施設を加えるもの。

「有機エレクトロニクスバレープロジェクト」及び
「超精密加工テクノロジープロジェクト」が目指す
「超精密技術」関連産業の集積を実現するため、｢
超精密技術集積特区｣内にある、地方拠点法に基づ
いて整備された｢米沢オフィスアルカディア団地｣へ
の工場施設の立地を可能にするもの。

山
形
県

山形県
やまがた産業ル
ネッサンスプラ
ン

地域産業再生の鍵を握る「ものづくり産業の再生」「観光
産業の振興」「建設業の新分野進出」「情報インフラの整
備」を積極的に推し進めるための、各種施策の弾力的運用

ものづくり産業
のコラボレート
支援のための補
助事業の弾力的
運用

国庫補助事業で整備した職業訓練施設や県立
高校を活用し、企業のコラボレート施設に転
用する場合、補助金返還義務を免除するも
の。

廃止した県立の職業訓練施設や県立高校を活用した
コラボレート施設に、複数の企業が入居して、企業
間の交流を通じて技術の向上や共同受注の推進を図
るもの。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
形
県

山形県
やまがた産業ル
ネッサンスプラ
ン

地域産業再生の鍵を握る「ものづくり産業の再生」「観光
産業の振興」「建設業の新分野進出」「情報インフラの整
備」を積極的に推し進めるための、各種施策の弾力的運用

ものづくり産業
の設備リニュー
アル支援のため
の資金要件の緩
和

零細企業の設備取得事業を対象とした小規模
事業者設備導入資金については、貸付対象者
は原則として事業者規模が２０人以下で、特
認の５０人以下の事業者への貸付額は全体の
２５％以内とされているものを、特認企業へ
の貸付割合を５０％まで緩和するもの。

労働集約的な生産形態をとどめているニット、鋳
物、食料品等の生活関連型の地場産業を中心に安定
的な設備資金の供給を図るもの。

山
形
県

山形県
やまがた産業ル
ネッサンスプラ
ン

地域産業再生の鍵を握る「ものづくり産業の再生」「観光
産業の振興」「建設業の新分野進出」「情報インフラの整
備」を積極的に推し進めるための、各種施策の弾力的運用

温泉観光地の２
次交通の整備促
進のための道路
運送法の弾力的
運用

温泉旅館組合または非法人組織の温泉組合
が、構成員が所有する自家用マイクロバス、
マンパワー等を持ち寄って、最寄りの駅から
温泉地まで共同で宿泊客の送迎サービスを行
う場合にあっては、温泉旅館組合等を一つの
「事業者」としてみなし、道路運送法の適用
を除外するもの。

県内の温泉組合において、宿泊客の共同送迎事業に
取り組む機運が高まりつつあり、具体的な計画の検
討に入ったところも出てきている。

山
形
県

山形県
やまがた産業ル
ネッサンスプラ
ン

地域産業再生の鍵を握る「ものづくり産業の再生」「観光
産業の振興」「建設業の新分野進出」「情報インフラの整
備」を積極的に推し進めるための、各種施策の弾力的運用

温泉観光地の景
観整備促進のた
めの補助事業の
要件緩和

温泉観光地の景観基盤等の整備を重点的に進
めるため、中心市街地等商店街活性化施設整
備補助金の補助対象者に、「宿泊業者や観光
関連業者が中心となる組合等」及び「非法人
組織の団体等」を加えるもの。

県内全ての温泉地単位で、旅館、観光事業者、行政
等で構成する活性化懇談会を開催し、温泉地の活性
化方策について検討を進めており、景観基盤の整備
に急いで取り組むべきとのコンセンサスの形成が図
られつつある。

山
形
県

山形県
やまがた産業ル
ネッサンスプラ
ン

地域産業再生の鍵を握る「ものづくり産業の再生」「観光
産業の振興」「建設業の新分野進出」「情報インフラの整
備」を積極的に推し進めるための、各種施策の弾力的運用

アグリビジネス
への参入促進の
ための信用保証
制度の要件緩和

他産業から農業への参入促進するため、中小
企業信用保証制度の対象業種として限定的に
認められている工場的生産設備を備えた非土
地利用型の「農業的事業」として、新たに果
菜・葉菜類や花卉等の「水耕方式の栽培事
業」を加える。

本県では国を上回る水準で公共事業の縮減を図って
いることから、県では建設業懇話会を設置して、新
分野進出を巡る議論を業界とともに進めて経緯があ
り、建設業の新分野進出支援の機運が高まりつつあ
る。

山
形
県

山形県
やまがた産業ル
ネッサンスプラ
ン

地域産業再生の鍵を握る「ものづくり産業の再生」「観光
産業の振興」「建設業の新分野進出」「情報インフラの整
備」を積極的に推し進めるための、各種施策の弾力的運用

国土交通省の光
ファイバ開放手
続きの簡素化並
びに開放区間の
拡大

河川・道路管理用光ファイバの開放について
は、毎年国土交通省において開放区間を定
め、年間1回の申込期間に受付、申込者間の
調整、開放決定を行っているところである。
その手続き等について簡素化・迅速化並びに
解放区間の拡大を要望するもの。

携帯電話の鉄塔から電気通信事業者の情報通信網ま
での通信回線について、国土交通省の光ファイバ
（道路）を借り受け、不感解消を図るもの。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

農業分野特定政
令指定県制度

農業分野に特定した政令指定県制度を創設
し、各種補助事業に係る事務権限（箇所付
け、事業配分等）を指定県に委譲する。

農業分野に特定し、一定の要件（一定規模の農業産
出額など）を満たす県を農業特定政令指定県に指定
する。指定県に対し各種補助事業（生産振興総合対
策事業等）について権限委譲を一括して行うことに
より、面積や補助率などの一律の要件を廃し、地域
重点作物の設定や雇用創出の効果などを加味した弾
力的な助成を行うことにより、地域に即した効果的
な事業展開を可能にする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

登録農薬の適用
作物の拡大

農薬登録の申請に係る適用作物の範囲につい
ては、通常登録作物名として使用されるグ
ループにその他の作物を加えて範囲を指定す
ることができる取扱いとする。

食用菊、セイサイ、オカヒジキなど数多くの作物が
県内で作付けされているが、全国的な生産量が少な
いこれらの作物は登録農薬が少ないため生産に支障
をきたしている。そのため、このような作物にも登
録農薬が適用できるように、作物別登録制度の見直
しを図る。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

アグリビジネス
進出促進

国庫補助事業の採択要件を緩和し、農業法人
が新たな事業展開を図る場合なども採択でき
るようすることにより、総合的なアグリビジ
ネスへの発展を促進する。

国庫補助事業の採択要件である受益農家３戸以上の
要件を緩和し、農業法人が新たな事業展開を図る場
合などの提案型事業も採択できるようする。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

農業生産法人要
件の緩和

農業生産法人の要件の一部を緩和する（役員
要件を「農業に常時従事する役員が１名以
上」とする）ことにより、他産業からの農業
参入を促進する。

農業生産法人の要件の一部を緩和する（役員要件を
「農業に常時従事する役員が１名以上」とする）こ
とにより、他産業からの農業経営参入を促進する。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

農地下限面積制
限の緩和

農地下限面積の制限を緩和し、小規模の農地
需要にも対応することにより、施設園芸など
で農地を利用していない農業法人等の農地を
利用した経営の拡大、生産の多角化を促進す
る。

施設園芸などで現在農地を利用していない農業法人
が農地を取得して経営の拡大、生産の多角化を図る
場合は農地取得の下限面積要件を適用しない。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

農振地域整備計
画の変更手続き
の簡素化

市町村が行う農振除外等、農業振興地域整備
計画の変更に対する県の同意を不要とする。

農地を活用した雇用創出を図るため、市町村が行う
農振除外等、農業振興地域整備計画の変更に対する
県の同意を不要とする。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

農地転用許可権
限の委譲

２ｈａ～４ｈａの転用案件の大臣協議廃止、
４ｈａを超える転用案件の許可権限を県知事
権限とする。

農地転用で雇用創出を図るため、２ｈａ～４ｈａの
転用案件の大臣協議廃止、４ｈａを超える転用案件
の許可権限を県知事権限とする。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

農業用施設用地
の課税緩和

農業用施設用地の宅地並み課税の緩和等を図
る。

ガラスハウス等の農業用施設用地に対する固定資産
税の課税については、一般の宅地と異なる有利な扱
いとする。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

就農準備支援の
拡充

就農形態の多様化に即した大学や農業法人等
での受入研修制度を国庫補助の対象事業とす
る。

就農形態の多様化に即して、農業後継者への教育の
他、就農のため実地技術を習得するための受入研修
制度など、大学や農業法人等が連携して、準備期間
から独立期まで一体となった支援を図る。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

就農支援制度融
資の充実

就農支援資金を貸付している青年農業者等育
成センターについても、他の制度資金と同様
に、農業信用基金協会の債務保証制度の対象
とする。

就農支援資金を貸付している青年農業者等育成セン
ターについても、他の制度資金と同様に、農業信用
基金協会の債務保証制度の対象とし、新規就農希望
者の信用力を補完した円滑な融資制度を充実させ
る。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

公共施設、都市
公園等の活用

都市公園等で生産団体等が青空市などを開催
できるように占用許可制限を緩和する。

生産者団体等が青空市などで都市公園等を使用しよ
うとする場合の規制を緩和して、定期的な市などを
開催しやすくする。

山
形
県

山形県
山形いきいき園
芸産地創出構想

　地域の特徴を活かした野菜等の産地づくりに取り組みや
すい環境をつくるため、補助制度などの効率的な活用を図
るとともに、地域特産農産物の栽培に使用する登録農薬を
拡大することで安定的な生産を行っていく。
　また、農業従事者の減少・高齢化が進む中で、他産業か
らの新たな参入も含めた生産性の高い農業経営体による農
地の利用、新規就農の促進を図っていく。
　加えて、地域の直売施設や青空市などを一層活用して、
地域の消費者と生産者との連携を強化しながら農業を中心
とした地域の活性化を促進する。

直売所でのＪＡ
Ｓ法表示規制の
緩和

直売所においてはＪＡＳ法表示規制を一部緩
和し、特色ある表示方法を可能とする。

産地直売所で販売される農作物については、ＪＡＳ
法の品質表示基準を緩和し、特色ある表示を可能と
する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
形
県

㈱メルサ

Ｍ＆Ａを主体と
した経営者再教
育と中小企業経
営者の第２創業
支援

このビジネスモデルは、既存中小企業経営者が３セミナー
全ての受講を条件として、創業資金の助成（又は融資）
と、一定の資格審査を通過したＦＣビジネスの斡旋が受け
られるものである。その３セミナーとは「Ｍ＆Ａによる会
社再生」「起業力養成」「ビジネススキル開発」のセミ
ナーである。企業破綻は経営者の再生決断遅れのケースが
多く、中小企業経営者がＭ＆Ａの知識修得により、再生決
断時期のタイミングと多角化第２創業の因果関係ができる
ものである。このビジネスモデルは、再生ノウハウ取得か
ら創業まで融資とＦＣビジネス斡旋も付け加え、第ふ創業
支援の一元化したシステムを中小企業経営者に提供するも
のであ。

中小企業経営者
を対象とした助
成金と融資の条
件変更

創業に対する助成金と融資の制度は充実しい
る現況であるが、その大半は自分のビジネス
プランがあるものに対する制度である。本ビ
ジネスはビジネスアイデアのない経営者に対
しても、指定講座で教育をすることにより、
資金提供とビジネスの斡旋を行おうとするも
のである。よって、助成や融資制度で現況の
条件を排除し、指定講座受講という条件で助
成や融資が可能となる支援資金を求めるもの
である。つまり、支援制度の融資と助成の決
定権限の委譲を求めるものである。

創業に関する助成金や融資の制度は大半が、取組む
ビジネスがあり、そのビジネスを起業する資金調達
が目的である。創業の反面、起業破綻が急増してい
る。中小企業にはＭ＆Ａという企業存続と発展の戦
略が浸透されておらず、Ｍ＆Ａを知ることにより、
事業転換、多角化の重要性を認識できる。中小企業
経営者は、経営実践力をもっているが、多角事業へ
の種を見つけ起業することには案外不得手である。
このネックを解決させる為に、経営者再教育の講座
を開催し、認定試験に合格した中小企業経営者に対
し、無担保・無保証人にて助成・融資と共にあらゆ
るフランチャイズビジネスを斡旋しようとするもの
である。フランチャイズビジネスには経営ノウハウ
があり、経営実践経験者である中小企業経験者に
とっては、新事業のノウハウを既存事業の経営に重
複させ展開することができ。又、Ｍ＆Ａという経営
戦略を学ぶことにより、決断遅れでの企業破綻を防
止することになり、雇用の維持と、第２創業による
新雇用で地域産業の活性化が実現できるものであ
る。

山
形
県

個人
県民福祉競馬場
の創生計画

県が設置し民間が委託を受ける形で企画・運営する公設民
営県民福祉競馬場

１．競馬法第１
条の改正「都道
府県もしくは指
定を受けた市町
村地方自治体に
のみ許可され
る」　２．公設
民営競馬の許認
可

１．競馬法を改正し、公設民営での許認可が
受けられるようにする　２．都市計画におけ
る用途指定地域規制の緩和　３．農振地域・
農地の多目的使用の許認可

１．競走馬育成訓練事業　２．馬場馬術馬育成訓練
事業　３．誘導馬育成訓練事業　４．温泉を利用し
た家畜・ペットの保養・療養センター事業　５．元
気老人・中高年婦人コミュニティーセンター事業
６．観光客周遊案内乗用車による市内循環交通事業

福
島
県

熱塩加納
村

地域新エネル
ギービジョンの
推進

本村では、村づくり・地域づくりの基本方針である「自然
との共生」に向けて新エネルギーの推進を図っており、平
成11年度に策定した「熱塩加納村地域新エネルギービジョ
ン」を基に、温泉の余剰熱を利用した温泉水温度差発電シ
ステムに取組んでいます。媒体にアンモニアを使用したア
ンモニアランキンサイクルで、環境への負荷が少なく、二
酸化炭素等の温室効果ガスの発生がほとんどないことか
ら、地球温暖化対策として有効なエネルギーです。平成14
年度には（株）前川製作所（本社：東京）がNEDO（新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構）の助成を受け、本村の地
域保健福祉センターに供給している温泉を利用した実験が
終了していますが、現在は温泉水温度差発電システムの本
格的な稼動に向け、電気事業法を含めた種々の問題のクリ
アーに取組んでいます。

電気事業法の規
制緩和

本村が検討している温泉水温度差発電システ
ムは、電気事業法上、発電設備の種類として
は、火力の汽力の分野に該当すると解釈され
るが、風力・太陽光・水力・火力の内燃力と
同様、発電力の小規模な温泉水温度差発電等
は「小出力発電設備」とし、一般用電気工作
物として指定となるよう電気事業法の規程を
見直し願いたい。例：電気事業法施行規則第
４８条第４項に「汽力を原動力とする火力発
電設備であって出力２０キロワット未満のも
の」を加える。

本村では、平成11年度に策定した「熱塩加納村地域
新エネルギービジョン」に基ずき、平成14年度に
（株）前川製作所がNEDO（新エネルギー・産業技術
総合開発機構）の助成を受けて温泉水温度差発電シ
ステムを開発し実験も成功し終了している。今後は
本村が主体となって温泉水温度差発電システムによ
る発電を検討している。「小出力発電設備」として
該当すれば当該システムによる新エネルギー事業に
容易に着手することができるものと考える。また、
本村が、約20年前から「自然との共生」を目標に推
進している有機農業の更なるイメージアップによる
農産物への付加価値、観光の振興などへの経済的な
効果のほかに、全国に約２６０００箇所ある源泉の
数パーセントでこのシステムが稼動したとすれば、
地球環境の保全の面からも大変大きな効果があるも
のと考えられる。

福
島
県

熱塩加納
村

有機農業の推進

本村では、村づくり・地域づくりの基本方針である「自然
との共生」に向けて昭和55年から有機農業を実践し、都市
農村との交流、食農教育、農業体験等を推進し交流人口の
増加の推進を図っております。村が一丸となり有機農業に
取り組んでいる例は全国でも多くの例をみないと考えられ
る、近い将来有機栽培による水稲栽培は80％を目標に推進
し、食の安全・安心のため、また地域活性化のため有機農
業の取り組みやすい環境の整備等に取組んでいます。

有機農産物の日
本農林規格の緩
和

有機農産物の日本農林規格(平成１２年１月
２０日農林水産省告示第５９号)中第４条の
輸送、選別、調整、洗浄、貯蔵、包装に係る
ものの内特に、収穫調整のための機械及び施
設への二重投資や洗浄等に要する多大な労力
の投入が避けられるようにしてほしい。

本村においては、有機無・低農薬栽培については、
昭和55年から取り組み20余年に亘り村一丸となり取
り組み、実践してきたところでありますが有機JAS
規格承認の複雑、経費の問題等認証を受けやすい制
度、実態にあった取り組みやすい誘導施策の実現を
はかり有機農業の認証を受け、有機JAS規格の原則
に則り有機農産物の生産拡大に努める。

福
島
県

福島県小
高町

水利権調整によ
る地域再生計画

日本は、2006年をピークとして人口減少時代になる中で、
これまで整備した社会資本を有効活用することによって国
民生活の向上を図らなければならない。このためには、農
業情勢(作付面積)にあった農業用水の転用を図り、転用で
得た水資源を有効活用することによって、農業及び新規企
業誘致による新規就労者の確保を図る。

合理的な水利権
調整による農業
用水の多目的用
水への転用

現在、国営請戸川地区農業水利事業により、
農林水産省が得ている水利権（慣行水利権及
び許可水利権）について、地域(河川毎)の特
性を反映させた水利権使用のルール化及び農
業情勢(作付面積)にあった年毎の慣行水利権
の明確化を図り、農業用水の転用の簡素化を
可能とする。

国の関与しない水利権調整委員会（仮称）の組織で
水利権調整を行う。
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名
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地域再生構想の
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提案概要

地域再生のため
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地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

塙町
塙町森林林業再
生プロジェクト

木材価格の低迷や後継者不足から林業や木材産業の活力が
最近とみに低下しているが、山林は国土保全や水源涵養そ
して地球温暖化防止など公益的機能が計り知れないばかり
でなく木材生産機能を有するものとして地域にとってもか
けがえのない財産になっている。この財産に地域住民が積
極的な関わりを持つことによって良好な自然景観の保全や
林産物の安定供給を図り山林地域の経済の活性化や雇用創
出につなげる。

森林施業に係る
補助事業の採択
基準緩和と林業
振興の為の財政
支援

・補助事業採択基準の緩和
現行の森林整備に係る補助事業の認定要件の
緩和

・林業振興の為の財政支援
国土保全の見地から積極的な財政支援

①作業道、林道の開設（効果：森林施業の効率化、
雇用の創出）
②積極的な森林施業の実施（効果：雇用の創出、森
林環境の整備、良質材の生産）
③里山整備（効果：自然環境保全、観光資源として
活用）
④製材工場のレベルアップ（効果：良質製材品の生
産、高付加価値材の生産）
⑤高附加価値製品生産の為の組織整備（効果：素材
の供給だけにとどまらず住宅建築の部材生産まで行
う組織を立ち上げ木材に付加価値を付ける）
⑥建築関連業種の組織化による木材の消費拡大を目
指す
⑦バイオマス利活用促進（森林に積極的に手を加え
る事によって増大する未利用間伐材や林地残材、そ
の他木質系廃棄物を利用して資源循環に努め地球温
暖化防止も目指す。）
上記事業を有機的に連携させることにより雇用創出
と地域経済の活性化が期待できる。

福
島
県

大玉村
新規企業の立地
による地域振興

地域経済の活性化と地域雇用の創出に資するため、土地利
用計画に基づいた、企業の立地を促進し地域住民の雇用と
所得の安定確保を図ることが緊急の課題であることから、
農地の開発に係る許可を迅速化するため、農地転用の許可
権限を市町村に移譲する。

農地転用に関す
る権限の移譲

現在、農林水産省が許可している農地転用に
ついて、市町村で許可が可能とする。

地域経済の活性化と地域雇用の創出に資するため、
土地利用計画に基づいた、企業の立地を促進する。

福
島
県

会津高田
町

雇用創出再生事
業

本町の工業団地は、平成8年3月完成以来、企業誘致に努め
て参りましたが、長引く不況により、現在の売却面積は
8.8ｈａと当初の計画を大幅に下回り、売却残は7.9ｈａに
達しております。近年は企業立地の引合いがなく、利子負
担により地価のアップが懸念されるため、町基金から低利
で借入し、利子負担の軽減をはかっております。また、会
津方部は経済環境面から他地区にくらべメリットが少な
く、過疎地域自立促進特別措置法第31条を支援策として、
企業立地に努めているところでありますが、支援措置の追
加が必要であると考えております。このため、町民税法人
税割分の課税免除の追加と、固定資産税の課税免除を地方
交付税に措置して戴き、措置額を元に基金を設置し雇用対
策を推進する計画であります。さらに、本町は平成17年3
月を目途に平成15年2月27日に会津高田町・新鶴村･会津本
郷町の3町村で法定協議会を設置し町村合併を進めてお
り、この建設計画の中で、複合文化施設の建設を計画して
おります。この工業団地造成事業は、資源エネルギー庁の
電源立地特別交付金を受け都市計画法の工業地域として整
備したところでありますが、複合文化施設として建設する
場合、目的外施設として交付金の返還が問題となってきま
す。町村合併する場合の特例措置として返還免除措置を御
願い致したく提案いたします。

　過疎地域自立
促進特別措置法
第３１条の措置
期間１０年に延
長

①過疎地域自立促進特別措置法第３１条、地
方税の課税免除及不均一課税の措置期間を１
０年に延長するとともに基準財政収入額から
の控除期間もあわせて延長して欲しい。ま
た、町民税の法人税割についても同様の措置
を新設して欲しい。
②上記の措置分を町では基金を設置し積立を
行い、企業の新規採用に対して支援金を交付
する。
③町村合併に係る建設計画の中で、工業地域
内に複合文化施設を計画しているが、工業用
地造成に係る補助金の返還措置を免除して欲
しい。

財政状況の厳しい中で、雇用創出に向けた支援財源
を確保するため、課税免除措置による財源を新規雇
用した企業に対し交付する。

福
島
県

浅川町
自然林の保護に
よる地域活性化
計画

山林の特性を生かし、収益性の向上を図ると共に、水源か
ん養、治山･治水等多様な公益的な機能を高め、計画的な
植林、林種改良を進めると共に自然とのふれあいの場、野
外レクレーションの場等としての利用を推進することによ
り、地域の活性化を促す｡

土地取引におけ
る規制緩和、権
限委譲

長期にわたって下落しつづけている最近の地
価動向から土地取引の活性化が必要である｡
特に山林の土地取引における面積要件の緩和
と借地権設定における期間を延長する。

里山の樹種転換と周辺整備を行う。

福
島
県

須賀川市
道路規制による
街中再生構想

本地域には、平成１６年度に全天候型イベント広場（あき
ない広場）を建設することとなっていることから、これに
合わせて、車の乗り入れを規制して商店街通りの歩行空間
の確保を図り、イベント等を多数開催することにより、商
店街の賑いを取り戻し、地域経済の活性化を図る。そのた
めには、道路交通法の規制緩和と道路法に基づく道路占用
許可の権限移譲が必要である。

道路交通法第７
７条第１項の規
制緩和

許可対象要件を緩和するとともに、イベント
ごとの許可申請ではなく、年間を通じたイベ
ント計画について一回の許可申請で可能にす
る。

本地域には、平成１６年度に全天候型イベント広場
（あきない広場）を建設することとなっていること
から、これに合わせて、車の乗り入れを規制して商
店街通りの歩行空間の確保を図り、イベント等を多
数開催することにより、商店街の賑いを取り戻し、
地域経済の活性化を図る。そのためには、道路交通
法の規制緩和と道路法に基づく道路占用許可の権限
移譲が必要である。
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福
島
県

須賀川市
道路規制による
街中再生構想

本地域には、平成１６年度に全天候型イベント広場（あき
ない広場）を建設することとなっていることから、これに
合わせて、車の乗り入れを規制して商店街通りの歩行空間
の確保を図り、イベント等を多数開催することにより、商
店街の賑いを取り戻し、地域経済の活性化を図る。そのた
めには、道路交通法の規制緩和と道路法に基づく道路占用
許可の権限移譲が必要である。

道路法第３２条
に基づく道路
（県道）占用許
可にかかる権限
移譲

イベントにかかる道路（県道）占用許可の権
限を県から市へ移譲する。

本地域には、平成１６年度に全天候型イベント広場
（あきない広場）を建設することとなっていること
から、これに合わせて、車の乗り入れを規制して商
店街通りの歩行空間の確保を図り、イベント等を多
数開催することにより、商店街の賑いを取り戻し、
地域経済の活性化を図る。そのためには、道路交通
法の規制緩和と道路法に基づく道路占用許可の権限
移譲が必要である。

福
島
県

須賀川市
老朽密集地域再
生事業

公園と店舗等が一体となった面的整備をすることにより、
土地の集約化や街区再編を推進し、あわせて生活密着型商
業地域として地域経済の活性化や雇用の創出を図る。ま
た、地域の安全・安心なまちづくりに寄与する。

中心市街地活性
化広場公園整備
事業における補
助採択要件の緩
和

中心市街地活性化広場公園整備事業の補助対
象地区の中で、３箇所以上の公園で、かつ、
１箇所当たりの面積が５００㎡以上となって
いるが、１箇所以上の公園で、かつ面積が５
００㎡以上に補助採択要件の緩和をする。

まちなかの低未利用地を整備し、交流人口の増加を
図るため、緑陰、水辺等の潤い空間やイベント活用
の広場を整備する。

福
島
県

須賀川市
老朽密集地域再
生事業

公園と店舗等が一体となった面的整備をすることにより、
土地の集約化や街区再編を推進し、あわせて生活密着型商
業地域として地域経済の活性化や雇用の創出を図る。ま
た、地域の安全・安心なまちづくりに寄与する。

都市公園法第４
条における建築
物の建築面積の
総計の規制緩和

都市公園法第４条の中で、都市公園に公園施
設として設けられる建築物の建築面積の総計
は、当該都市公園の敷地面積の１００分の２
をこえてはならないとあるが、１００分の４
０をこえてはならないとする。

まちなかの低未利用地を整備し、交流人口の増加を
図るため、来街者の利便施設として東屋、トイレ及
び物販施設を整備し、地域の活性化を図るととも
に、雇用を創出し、まちなか低未利用地の有効活用
先導プロジェクトとする。

福
島
県

大越町
児童の保育・教
育の一体化計画

育児に関する心配、悩みに対しての相談、支援と就学前児
童の保育・教育を連携してできる機能の充実と体制づくり
を進めることは、子育て中の親が安心して就労でき、少子
化による様々な弊害をクリアでき、優秀な人材育成の基盤
となる。

保育所建設事業
補助金と幼稚園
建設事業補助金
の統合

厚生労働省の保育所施設整備事業補助金と文
部科学省の幼稚園施設整備事業補助金を一元
化し、幼児教育施設整備事業のための補助金
とする。

老朽している保育所、幼稚園それぞれの施設を統合
により改築する。

福
島
県

舘岩村
新エネルギーに
よる地域再生計
画

地球温暖化をはじめとする地球環境問題化が顕在化する今
日、環境負荷の少ない新エネルギーの導入促進が重要に
なっています。そこで村では、豊富なむ森林、雪、風、温
泉熱など新しいエネルギー資源を活用した事業を創出、構
築しながら雇用の安定を図る。

保安林解除の権
限移譲

現在、一定の保安林解除については農林水産
省が行っているが、1ヘクタール未満の解除
については、市町村での解除を認める。

水源かんよう保安林内に風力発電の開発を行う。

福
島
県

国見町
遊休農地の利活
用

本町の基幹産業である農業（樹園地経営）を支え発展させ
るため、遊休農地の解消には、就農者を増加させることが
必要であり、一般勤労者が小規模農地を取得・貸借できる
よう、農地取引の下限面積の緩和等の規制緩和を活用する
ことにより新規就農者の拡大を図り、農業の振興と地域コ
ミュニティの活性化を促す。

農地取引の下限
面積の緩和

遊休農地の利活用を促進させるため、農地取
引の下限面積を緩和する。

新規就農者創生のために、新規就農促進事業を行
う。
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福
島
県

相馬市

植林NPO育成と
グリーンツーリ
ズムによる地域
再生計画

収益事業として、グリーンツーリズムを実践し、その益金
をもって植林活動を行う予定である。NPO法人の収益事業
について非課税とすることにより少しでも多くの資金確保
を図り、さらなる植林活動を推進するため。

NPO法人の収益
事業に対する法
人税課税の廃止

収益事業に対する税率２２％の廃止
NPO法人として、植林活動とグリーンツーリズムの
推進

福
島
県

相馬市

高齢化社会に対
応したサービス
供給による地域
再生計画

高齢化社会による諸問題、とりわけ、ひとり暮らし高齢者
の問題（健康状況・衛生状況・食生活状況）の迅速な把
握・解決にあたって、ひとり暮らし高齢者の生活をサポー
トをするＮＰＯ法人が活動しやすい環境を整えることによ
り、安心して暮らせる地域社会の構築を図る。

国庫補助事業に
より整備した施
設の目的外使用

国庫補助事業で整備された施設を耐用年数を
経過したかどうかに関わらず、地域の判断で
目的外使用を認める。

地域内には、国庫補助事業で整備した様々な施設が
存在している。それらを活動の拠点として利用す
る。

福
島
県

白沢村
花実の里「福舞
里」プラン

村の再生に向け、遊休農地の有効活用による農業所得向
上、農産物加工品の製造・販売・飲食提供等による地域雇
用の確保、グリーンツーリズムとの連携による地域経済の
活性化を目標とする「福舞里プラン」を推進する。本プラ
ン推進のため、「主体となる組織の速やかな確立」「人材
育成・確保の実現」「中核となる施設の早期整備」「実際
に展開される事業の内容・手法等の運営体制の明確化と実
行」が求められる。このため、事業主体の立ち上げに関わ
る支援措置、事業の根幹を成す農地の取得集約化に関係す
る法令・手続きの緩和・簡素化、活性化を担う中核施設の
整備に関係する許認可法令・手続きの緩和・簡素化、生産
から加工販売に展開する各種補助事業の導入手続きの簡素
化・採択要件緩和等の支援措置を講じ、事業の速やかな推
進を目指す。

農地法に関する
権限の移譲

市町村・株式会社等による農地取得、農業経
営を可能とする。

遊休農地、耕作放棄地の集約のため新設法人（株式
会社）による農地取得を行う。

福
島
県

白沢村
花実の里「福舞
里」プラン

村の再生に向け「遊休農地の有効活用による農業所得向
上」「加工品の製造・販売・飲食等の実施による地域雇用
の確保」「遊休農地の再生による村内農業全体の活性化及
び再生」を目標とする「福舞里プラン」を推進する。プラ
ン推進のため、「主体となる組織の速やかな確立」「人材
育成・確保の実現」「中核となる施設の早期立ち上げ」
「実際に展開される事業の内容・手法等運営体制の明確化
と実行」が求められる。このため、事業主体法人の立ち上
げに関わる支援措置、事業の根幹を成す農地の取得集約化
に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、活性化を担う中
核施設の整備に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、農
業生産から加工販売に展開する事業に関わる各種補助事業
の導入手続きの簡素化・条件緩和等の支援措置を講じ、事
業の速やかな推進を目指す。

農地法に関する
権限の移譲

開発許可に関する手続きを簡素化する。 計画する中核施設の整備を速やかに実現する。

福
島
県

白沢村
花実の里「福舞
里」プラン

村の再生に向け「遊休農地の有効活用による農業所得向
上」「加工品の製造・販売・飲食等の実施による地域雇用
の確保」「遊休農地の再生による村内農業全体の活性化及
び再生」を目標とする「福舞里プラン」を推進する。プラ
ン推進のため、「主体となる組織の速やかな確立」「人材
育成・確保の実現」「中核となる施設の早期立ち上げ」
「実際に展開される事業の内容・手法等運営体制の明確化
と実行」が求められる。このため、事業主体法人の立ち上
げに関わる支援措置、事業の根幹を成す農地の取得集約化
に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、活性化を担う中
核施設の整備に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、農
業生産から加工販売に展開する事業に関わる各種補助事業
の導入手続きの簡素化・条件緩和等の支援措置を講じ、事
業の速やかな推進を目指す。

農振法に関する
権限の移譲

農振除外手続きを簡素化する。
農業振興地域内の農用地区域に加工施設・宿泊交流
施設等を建設するために白地区域への用途区分変更
を行う。

福
島
県

白沢村
花実の里「福舞
里」プラン

村の再生に向け「遊休農地の有効活用による農業所得向
上」「加工品の製造・販売・飲食等の実施による地域雇用
の確保」「遊休農地の再生による村内農業全体の活性化及
び再生」を目標とする「福舞里プラン」を推進する。プラ
ン推進のため、「主体となる組織の速やかな確立」「人材
育成・確保の実現」「中核となる施設の早期立ち上げ」
「実際に展開される事業の内容・手法等運営体制の明確化
と実行」が求められる。このため、事業主体法人の立ち上
げに関わる支援措置、事業の根幹を成す農地の取得集約化
に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、活性化を担う中
核施設の整備に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、農
業生産から加工販売に展開する事業に関わる各種補助事業
の導入手続きの簡素化・条件緩和等の支援措置を講じ、事
業の速やかな推進を目指す。

土地改良法に関
する権限の移譲

換地・交換分合業務に関する事務手続業務を
簡素化する。

新設する法人組織が貸借農地の換地、交換分合を実
施する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

白沢村
花実の里「福舞
里」プラン

村の再生に向け「遊休農地の有効活用による農業所得向
上」「加工品の製造・販売・飲食等の実施による地域雇用
の確保」「遊休農地の再生による村内農業全体の活性化及
び再生」を目標とする「福舞里プラン」を推進する。プラ
ン推進のため、「主体となる組織の速やかな確立」「人材
育成・確保の実現」「中核となる施設の早期立ち上げ」
「実際に展開される事業の内容・手法等運営体制の明確化
と実行」が求められる。このため、事業主体法人の立ち上
げに関わる支援措置、事業の根幹を成す農地の取得集約化
に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、活性化を担う中
核施設の整備に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、農
業生産から加工販売に展開する事業に関わる各種補助事業
の導入手続きの簡素化・条件緩和等の支援措置を講じ、事
業の速やかな推進を目指す。

農地保有合理化
事業法人指定要
件の拡大

地域再生のため株式会社等が農地保有合理化
法人になることを可能とする。

新設する法人組織が農地保有合理化法人となり、遊
休農地を集約する。

福
島
県

白沢村
花実の里「福舞
里」プラン

村の再生に向け「遊休農地の有効活用による農業所得向
上」「加工品の製造・販売・飲食等の実施による地域雇用
の確保」「遊休農地の再生による村内農業全体の活性化及
び再生」を目標とする「福舞里プラン」を推進する。プラ
ン推進のため、「主体となる組織の速やかな確立」「人材
育成・確保の実現」「中核となる施設の早期立ち上げ」
「実際に展開される事業の内容・手法等運営体制の明確化
と実行」が求められる。このため、事業主体法人の立ち上
げに関わる支援措置、事業の根幹を成す農地の取得集約化
に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、活性化を担う中
核施設の整備に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、農
業生産から加工販売に展開する事業に関わる各種補助事業
の導入手続きの簡素化・条件緩和等の支援措置を講じ、事
業の速やかな推進を目指す。

税法に関する権
限の移譲

一定期間の所得税、地方税、法人税を減免す
る。

新規立ち上げ法人（株式会社）の経営基盤確立。

福
島
県

白沢村
花実の里「福舞
里」プラン

村の再生に向け「遊休農地の有効活用による農業所得向
上」「加工品の製造・販売・飲食等の実施による地域雇用
の確保」「遊休農地の再生による村内農業全体の活性化及
び再生」を目標とする「福舞里プラン」を推進する。プラ
ン推進のため、「主体となる組織の速やかな確立」「人材
育成・確保の実現」「中核となる施設の早期立ち上げ」
「実際に展開される事業の内容・手法等運営体制の明確化
と実行」が求められる。このため、事業主体法人の立ち上
げに関わる支援措置、事業の根幹を成す農地の取得集約化
に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、活性化を担う中
核施設の整備に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、農
業生産から加工販売に展開する事業に関わる各種補助事業
の導入手続きの簡素化・条件緩和等の支援措置を講じ、事
業の速やかな推進を目指す。

酒類等に関する
製造免許の一元
化

現在、酒類等の製造施設を国庫補助事業で建
設する場合、事業認可があった時点で酒類の
製造免許も受けたものとみなす。

新規に酒類の製造施設及び販売所を建設する。

福
島
県

白沢村
花実の里「福舞
里」プラン

村の再生に向け「遊休農地の有効活用による農業所得向
上」「加工品の製造・販売・飲食等の実施による地域雇用
の確保」「遊休農地の再生による村内農業全体の活性化及
び再生」を目標とする「福舞里プラン」を推進する。プラ
ン推進のため、「主体となる組織の速やかな確立」「人材
育成・確保の実現」「中核となる施設の早期立ち上げ」
「実際に展開される事業の内容・手法等運営体制の明確化
と実行」が求められる。このため、事業主体法人の立ち上
げに関わる支援措置、事業の根幹を成す農地の取得集約化
に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、活性化を担う中
核施設の整備に関係する法令・手続きの緩和・簡素化、農
業生産から加工販売に展開する事業に関わる各種補助事業
の導入手続きの簡素化・条件緩和等の支援措置を講じ、事
業の速やかな推進を目指す。

地方公務員法の
改正

民間企業への地方公務員の出向の際の身分保
障を行う。

新規立ち上げ法人への村職員の出向による人材確
保。

福
島
県

会津若松
市

（仮称）会津ベ
ンチャーランド
構想

インキュベート施設等の設置に伴う開発許可等の緩和

地域再生計画に
基づく建築物の
開発許可等に関
する特例

会津大学周辺でのインキュベート施設等の開
発許可等については特例措置により都市計画
法第34条第10号に該当するものとして取り扱
う。

大学周辺は市街化調整区域であり、産学官連携を目
的とする企業や研究所を集積するためのインキュ
ベート施設等ついては開発行為等を可能とする。

福
島
県

会津若松
市

（仮称）会津ベ
ンチャーランド
構想

インキュベート施設等の設置に伴う補助要件の緩和

インキュベート
施設等の設置に
伴う補助要件の
緩和

新事業創出促進法での対象範囲を民間業者ま
でに拡大することや、高度技術産業集積地域
や高度研究機能集積地区等の対象地区の限定
も解除する。

会津大学周辺の空き施設を再利用してインキュベー
ト施設を整備する際の補助要件を緩和し、補助対象
として措置する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

会津若松
市

（仮称）会津ベ
ンチャーランド
構想

公共事業の発注に際してベンチャー企業の信頼度を認定す
る制度の創出

日本版ＳＢＩＲ
のさらなる充実
体制の強化

優秀な技術力があっても販路拡大や信用度合
いが不足しているベンチャー企業を対象に技
術力等の認定制度を創設し、積極的に公共事
業へ参入させる。

ＩＴ産業を中心として創業してきた地元ベンチャー
企業が高いレベルで認定されることにより県内をは
じめ全国でも活躍できる機会が創設され、域内経済
の活性化と雇用の拡大が図られる。

福
島
県

会津若松
市

（仮称）会津ベ
ンチャーランド
構想

エンジェル税制の大幅強化
エンジェル税制
の大幅強化

現状のエンジェル税制は、株式譲渡益を1/4
まで圧縮することができ、譲渡損失が出た場
合には譲渡益と相殺し損失分を３年間繰越控
除可能という内容となっているが、譲渡益を
生じなければ相殺する事ができない。従っ
て、より実態に即しメリットの大きい所得と
の相殺を可能とする。また、資金の市場への
循環を考慮すると、譲渡益を一定期間内にベ
ンチャー企業に対し再投資した場合には、譲
渡益課税を繰り延べることができるようにす
る。

エンジェルの育成を図るとともに、ベンチャー企業
への資金調達を促進する。また、エンジェルの社会
的認知度を高め、数多く輩出する。

福
島
県

会津若松
市

（仮称）会津ベ
ンチャーランド
構想

国民生活金融公庫の「新規開業特別貸付等の保証人特例措
置」の条件緩和及びＩＴ支援枠の創設

国民生活金融公
庫の条件緩和及
びＩＴ支援枠の
創設

左記の制度については、自己資本の確保、経
験年数、雇用の確保等の条件の制約から、利
用が極めて低い状況にある。従って、その条
件を緩和するとともに利率を引き下げ利用率
アップにつなげる。また、会津大学を核にし
たベンチャー企業立ち上げに係る負担軽減を
図るため、ＩＴ枠を創設する。

優れたアイデアや技術を保有しながら、資金力が乏
しく創業できない開業希望者に対し、低利融資制度
を準備することで、更なる企業化を促進する。

福
島
県

会津若松
市

（仮称）会津ベ
ンチャーランド
構想

国の研究開発プロジェクトの集中投資による情報関連企業
の立地促進や事業化の促進

研究開発プロ
ジェクトの集中
投資

本地域にＩＴ関連の研究開発プロジェクトを
集中的に投資する。

情報関連企業の立地促進と関連産業の集積を図る。

福
島
県

会津若松
市

城下町の回廊づ
くり
（中心市街地の
活性化）

中心市街地内に分布する様々な魅力ある資源を活用し、通
りの統一的なコンセプト（景観協定）に基づいた景観整備
を図ることにより、通りの連続性を強化し、年間270万人
以上の観光客を街なかに回遊させるとともに、通りの空地
等をイベント等に活用するなど、賑わいづくりを図りより
一層の交流を拡大する。その手法として行政と民間との協
働作業を強めていく。

建築基準法の規
制緩和

空家や空き蔵を他の用途に使用するなど、活
用範囲の自由度を高めるため、建築基準法第
20条（構造耐力）、同法第35条（特殊建築物
等の避難及び消火に関する技術的基準）の規
制緩和を図る。

通りに点在する空き店舗や空き蔵、空き住宅を、計
画的に業種の導入・再配置を行い、通りの連続性
と、憩いの場・交流の場としての拠点整備を推進す
るとともに、新規に創業したい商業者の育成を図
る。
・テナントミックス事業
・チャレンジショップ事業
・まちの駅整備事業

福
島
県

会津若松
市

城下町の回廊づ
くり
（中心市街地の
活性化）

中心市街地内に分布する様々な魅力ある資源を活用し、通
りの統一的なコンセプト（景観協定）に基づいた景観整備
を図ることにより、通りの連続性を強化し、年間270万人
以上の観光客を街なかに回遊させるとともに、通りの空地
等をイベント等に活用するなど、賑わいづくりを図りより
一層の交流を拡大する。その手法として行政と民間との協
働作業を強めていく。

道路使用許可の
容易化・使用料
の減免

道路敷地を活用して、お日市やフリーマー
ケット等の開催に当たり、事務局の一括申請
や、定期的なイベントの場合は手続を簡素化
するなど、道路使用許可申請手続の容易化・
迅速化を図る。
また、道路使用料を減免するなどして、個人
出店の負担軽減を図り、出店機会の増加を促
進する。

会津地方最大のお日市である「十日市」の開催エリ
アの拡大し、来街者10万人の更なる増加を図る。
・お日市の開催
各通り独自の趣向による道路敷を活用したイベント
の開催によりより来街者と商業者のコミュニケー
ションを形成する。
・歩行者天国の定期的開催
・歩道を活用したフリーマーケット
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名
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名

地域再生構想の
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提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

会津若松
市

城下町の回廊づ
くり
（中心市街地の
活性化）

中心市街地内に分布する様々な魅力ある資源を活用し、通
りの統一的なコンセプト（景観協定）に基づいた景観整備
を図ることにより、通りの連続性を強化し、年間270万人
以上の観光客を街なかに回遊させるとともに、通りの空地
等をイベント等に活用するなど、賑わいづくりを図りより
一層の交流を拡大する。その手法として行政と民間との協
働作業を強めていく。

補助事業の条件
緩和

地域住民や観光客が利用しやすい拠点整備を
図るため、民間の自由な発想が発揮できるこ
とが必要であることから、補助事業の採択要
件を、事業主体者として民間を視野にいれた
ものに拡大する。

商店街に在する空地を商店街基盤施設（広場）とし
て整備するにあたり、民間の柔軟で多様な発想によ
る企画、設計、整備、運営による賑わいの仕掛けづ
くりが有効な手法である（常に催事が開催）ことか
ら、整備の事業主体者をＴＭＯとして、民間と行政
との協働による施設整備を展開する。
・野口英世青春広場整備事業

福
島
県

会津若松
市

城下町の回廊づ
くり
（中心市街地の
活性化）

中心市街地内に分布する様々な魅力ある資源を活用し、通
りの統一的なコンセプト（景観協定）に基づいた景観整備
を図ることにより、通りの連続性を強化し、年間270万人
以上の観光客を街なかに回遊させるとともに、通りの空地
等をイベント等に活用するなど、賑わいづくりを図りより
一層の交流を拡大する。その手法として行政と民間との協
働作業を強めていく。

建築基準法の規
制緩和

通りの統一的コンセプト（景観協定等）に基
づいた景観整備を図るために、建築基準法第
61条（防火地域内の建築物）、同法第62条
（準防火地域内の建築物）で制限する外壁部
分の防火構造、及び同法第63条（屋根）で制
限する不燃材料で造る規制を一部の改修程度
の場合においては、木（可燃材料）の使用が
可能なように規制緩和を図る。

各通りの景観形成に係る協定等に基づき、まちづく
りのコンセプトに即した街並みの修景整備や店舗の
改修等により、街なかの界隈スペース、歩行者空間
を整備するなど商店街の通りとしての魅力づくりを
図る。
・景観形成事業
・街並みの維持、復元事業

福
島
県

会津若松
市

地域再生マネー
ジャー制度等を
活用した観光振
興

地域再生マネージャー制度の活用等による観光振興
地域マネー
ジャー制度の導
入等

国の地域再生マネージャー制度を活用したマ
ネージャーを配置や、フィルムコミッション
事業における道路使用許可等の容易化・迅速
化などによる会津地域の自然景観・観光資源
を活用。新たな人材の投入による経営戦略の
再構築、地域の活性化をめざす。

地域再生マネージャー制度の活用により地域の観光
振興の再生の鍵を握る旅行業界の実務経験者等専門
家である同マネージャーの配置。温泉地域における
サービス向上、旅行プランの設定、温泉療養、ＰＲ
の強化などによる活性化。フィルムコミッション事
業における専門家の配置。観光事業者への新たな経
営戦略の提供等を行なえる人材の配置を推進し、地
域の活性化を図る。

福
島
県

玉川村
産業振興・滞在
型農業体験によ
る地域再生計画

教員住宅や学校の空き教室を多目的に利用出来る様にし
て、滞在型農業、地場産業振興を図る。

学校施設の多目
的利用への転用

現在、教員住宅や教室に空きがあるので、短
期の宿泊施設等としての多目的使用を認め
る。

農業体験学校や田舎体験教室を行う

福
島
県

玉川村

農業振興・グ
リーンツーリズ
ム事業による地
域再生計画

遊休農地の解消、農地の有効活用を図る為、農地取得面積
等の要件緩和により、新規就農者による第３種兼業農家
（グリーンツーリズムによる自給農家）の確立。

新規就農に係る
農地取得面積等
の要件の緩和

農業をしたい人が、どこでも農業をできるよ
うにするため、農振・農用地区域を「農業自
由区」とする。

農地取得の下限面積制限（5,000㎡）の規制緩和
（2,000㎡）により、個人レベルの農地購入が可能
になる。また、グリーンツーリズムの推進につなが
り、民間法人の参入が容易になると思われる。

福
島
県

玉川村
桜による地域再
生計画

桜の植樹に限り、河川及び道路の占用許可の権限を市町村
へ移譲。

河川及び道路の
占用許可の権限
移譲。

本村を、桜の名勝としての観光地とする。 桜保存事業の拡大。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

玉川村
バイオマス活用
による地域再生

バイオマスプラントに対する財政支援措置の拡大。

バイオマスプラ
ント整備等の財
源を確保するた
めの地方債を措
置。

バイオマスエネルギーを有効活用し、アクア
施設・農業法人の経営を行うための財政的支
援

バイオマスプラント及びアクア施設の設立及び法人
的農業経営を行う。

福
島
県

鹿島町
健康と福祉のま
ちづくり構想

海に隣接する地域資源を活かしたタラソテラピー施設を核
とし、生活習慣病の一次予防の視点で医療機関等と連携し
個人の健康診断データなどの一本化、根拠に基づく個人に
あった保健指導、改善プログラムを実施する。
自らの健康と質の向上を図るとともに、健康保険適用拡大
により利用促進につながる。また、収益に関する補助金要
件の見直しにより、建設予定の施設は公設民営でも民間委
託の効果を最大限にあげられると見込まれる。
ヘルスツーリズム等の広域的な交流の場として、近隣市町
村と連携し広域観光ルートとして相乗効果の発揮し、世代
に応じた健康づくり、疾病予防策の推進による医療費の軽
減や健康寿命の延伸、健康産業や地場産業での雇用確保、
地域間交流等による地域活性化を図る。

タラソテラピー
施設への公的医
療保険等の適用

タラソテラピー施設利用者の医療保険の適用

海水という人の体液に近い成分と不感温度帯という
快適な環境の中、海水の物理的特性（浮力、温度、
粘性、圧力など）等を十分に活用した施設を設置
し、高齢者や運動嫌いな人でも楽しく知らない間に
運動が継続的に行え、疾病の予防や改善に寄与す
る。効果をさらに拡大するため、医療保険の適用や
医療機関との連携による個人健康診断データの一本
化など予防の視点に立ち自らの健康と生活の質の向
上が図れるよう支援していく。

福
島
県

鹿島町
健康と福祉のま
ちづくり構想

海に隣接する地域資源を活かしたタラソテラピー施設を核
とし、生活習慣病の一次予防の視点で医療機関等と連携し
個人の健康診断データなどの一本化、根拠に基づく個人に
あった保健指導、改善プログラムを実施する。
自らの健康と質の向上を図るとともに、健康保険適用拡大
により利用促進につながる。また、収益に関する補助金要
件の見直しにより、建設予定の施設は公設民営でも民間委
託の効果を最大限にあげられると見込まれる。
ヘルスツーリズム等の広域的な交流の場として、近隣市町
村と連携し広域観光ルートとして相乗効果の発揮し、世代
に応じた健康づくり、疾病予防策の推進による医療費の軽
減や健康寿命の延伸、健康産業や地場産業での雇用確保、
地域間交流等による地域活性化を図る。

収益が生じると
認められる事業
への補助金要件
の見直し

電力移出県交付金により整備する場合におい
て、主事業の目的の有効性の増大に寄与する
収益事業を含む交付対象の範囲を広げ、運営
を民間委託しても民間事業者のノウハウや創
意工夫による効果発揮の妨げとならないよう
にする。

タラソテラピー施設を核とした広域交流拠点を整備
する。運営を民間委託の効果を最大限発揮し、観光
開発による産業振興及び雇用の安定、促進を図る

福
島
県

昭和村
新規就農促進と
山間農村地域の
再生計画

益々グローバル化が進むであろう農業は、農業従事者の高
齢化と後継者不足等から食糧自給率の低下が心配され、食
の根底が問題になることから、消費者の理解と参加を促す
方法として都市住民と農村住民の対流のなかから新規就農
者を確保し、山間地域の農村活性化を促進するため農地の
賃借契約について規制緩和を図るものである。

農地法の規制緩
和

新規就農者が農地を借りる場合の下限面積の
緩和

新規就農の促進

福
島
県

昭和村

過疎小規模校の
教育環境の充実
による地域再生
計画

複式学級の解消、小中校舎統合により小規模校の特性を生
かした小中連携教育など教育環境の整備による地域の独自
性を生かした少子化に対応した教育の促進

過疎小規模校に
おける教職員の
増員配置

過疎少子化による小規模校の複式学級解消が
図られるよう過疎地域の特例措置として教職
員の定数を定める。

複式学級の解消と小中校舎統合による小中連携教育
により、小規模校の特性と地域の独自性を生かした
教育を行う。

福
島
県

昭和村
公共施設連携に
よる地域再生計
画

○小中学校と保育所の両方の栄養士資格保持者の設置
○配食車の追加
○食品衛生法の規制緩和
○児童福祉施設最低基準の緩和
○保育所における調理業務委託の緩和

保育所調理施設
以外での調理委
託

現在、施設内の調理室を使用して調理させる
ことになっており、施設外で調理したものを
搬入する方法は認められていないのでそれを
可能とする。

保育所児童分の給食を昭和村給食センターで献立作
成、調理し搬入する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

昭和村
からむし織の里
構想

国、県、地域が一体となってからむしの保存・伝承と地場
産業の振興を図り、独自の地域資源を活用した地域の再生
を図る。

文化財の保存と
地場産業の振興
までを体系的に
支援する制度の
創設

文化とは、地域に根ざしたより良い生活習慣
である。文化を守るということは、単に貴重
な文化遺産として保存することではなく、生
活に密着した生きた生活習慣を守り育てるこ
とであるという観点から、文化財の保存・伝
承とそれを資源とした地場産業の振興までを
体系的に人的、技術的、財政的に支援する制
度の創設を図る。

人的、技術的、財政的に支援する制度を活用し、か
らむし織の価値を高め、販売力を強化することに
よって、からむしに携わるすべての人々の生活基盤
を確立する。

福
島
県

伊達町
市街化調整区域
の特定地域開発
による地域再生

あくまでも市街化調整区域であるため、農地の保全を前提
として、市街化調整区域での開発行為をある程度認めてい
くことで、地域の活性化・地域経済の活性化・地域雇用の
創出を促す。

大規模既存集落
指定要件の緩和
及び新設

大規模既存集落の福島県の指定要件に関わら
ず、町の計画により指定する。

川東地区に町で指定地域を設定し申請する。

福
島
県

伊達町
市街化調整区域
の特定地域開発
による地域再生

あくまでも市街化調整区域であるため、農地の保全を前提
として、市街化調整区域での開発行為をある程度認めてい
くことで、地域の活性化・地域経済の活性化・地域雇用の
創出を促す。

大規模既存集落
指定要件の緩和
及び新設

住宅立地基準の緩和
現在分家住宅のみが許可対象となっているが、優良
田園住宅地として１，０００㎡を上限として菜園つ
きのゆとりある住宅地として開発可能にしていく。

福
島
県

伊達町
市街化調整区域
の特定地域開発
による地域再生

あくまでも市街化調整区域であるため、農地の保全を前提
として、市街化調整区域での開発行為をある程度認めてい
くことで、地域の活性化・地域経済の活性化・地域雇用の
創出を促す。

大規模既存集落
指定要件の緩和

新規工場施設の立地基準の新設

集落内で生活するための雇用の場の創出を図るため
に、小規模工場の立地基準を新設する。併せてベン
チャー企業等新規事業創出者のための廉価な工場用
地を確保するための開発基準を新設する。

福
島
県

伊達町
市街化調整区域
の特定地域開発
による地域再生

あくまでも市街化調整区域であるため、農地の保全を前提
として、市街化調整区域での開発行為をある程度認めてい
くことで、地域の活性化・地域経済の活性化・地域雇用の
創出を促す。

大規模既存集落
指定要件の緩和

新規商店食堂等のサービス業基準の緩和
集落内で生活するために必要な日常生活用品・食堂
等、地域内で賄えるような基準の緩和をする。類似
店舗の制限の撤廃。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

「石油特会」に
定める補助金対
象要件への「中
小水力発電」追
加

中小水力発電の設置に対する補助について
は、既に「電源開発促進対策特別会計」で補
助の対象になっているため「石油及びエネル
ギー需給構造高度化対策特別会計」での補助
金等の対象とはしないという関係省庁の見解
が一般的であるが、中小水力発電は、電源開
発を目的とする大規模水力発電事業とは異な
るものであると考えられる。よって「石油及
びエネルギー需給構造高度化対策特別会計法
施行令」第１条に定めるエネルギーに「中小
水力」を追加していただき、ダムの建設を必
要としない中小水力発電導入促進のための補
助率を引き上げる支援をお願いいたしたい。

ダムの無い小水力発電導入促進事業：ブナの森から
の湧水による小型水力発電所の建設は、ブナの森が
ダムであり、ダム建設の必要がない理想的な水力発
電システムとして、環境保全と地域背源の活用の両
面からシンボル的な施策となる。また、その水はバ
イナリー発電の冷却水としてにさらに活用し、温水
となった時点で園芸温室等にも利用することで、山
間地域の農業振興に資するものとなり、本事業は極
めてモデル性の高い事業である。中小水力発電の設
置に対する補助金をいわゆる「石油特会」での補助
対象要件に追加していただき、環境省「環境と経済
の好循環のまちモデル事業」・「二酸化炭素排出抑
制対策事業」及び経済産業省・ＮＥＤＯ「地域新エ
ネルギー導入促進事業」・「地球温暖化防止支援事
業」並びに経済産業省・(財)電源地域振興センター
「電源地域新エネルギー供給構造構築促進対策事
業」等補助事業実施要項に「中小水力発電」の設置
に対する補助金を追加し、導入促進のために補助率
を引き上げる支援をお願いいたしたい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

「石油特会」に
定める補助金対
象要件への「中
小水力発電」追
加支援及び省内
関連補助事業要
件への「中小水
力発電」追加

中小水力発電の設置に対する補助について
は、既に「電源開発促進対策特別会計」で補
助の対象になっているため「石油及びエネル
ギー需給構造高度化対策特別会計」での補助
金等の対象とはしないという関係省庁の見解
が一般的であるが、中小水力発電は、電源開
発を目的とする大規模水力発電事業とは異な
るものであると考えられる。中小水力発電の
設置に対する補助金をいわゆる「石油特会」
での補助対象要件に追加し、環境省「環境と
経済の好循環のまちモデル事業」及び「二酸
化炭素排出抑制対策事業」等補助事業実施要
項にも「中小水力発電」の設置に対する補助
金を追加・反映し、ダムの無い中小水力発電
導入促進に支援をお願いいたしたい。

ダムの無い小水力発電導入促進事業：ブナの森から
の湧水による小型水力発電所の建設は、ブナの森が
ダムであり、ダム建設の必要がない理想的な水力発
電システムとして、環境保全と地域背源の活用の両
面からシンボル的な施策となる。また、その水はバ
イナリー発電の冷却水としてにさらに活用し、温水
となった時点で園芸温室等にも利用することで、山
間地域の農業振興に資するものとなり、本事業は極
めてモデル性の高い事業である。中小水力発電の設
置に対する補助金をいわゆる「石油特会」での補助
対象要件に追加していただき、環境省「環境と経済
の好循環のまちモデル事業」・「二酸化炭素排出抑
制対策事業」等補助事業実施要項に「中小水力発
電」の設置に対する補助金を追加し、導入促進のた
めに補助率を引き上げる支援をお願いいたしたい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

「石油特会」に
定める補助金対
象要件への「中
小水力発電」追
加支援及び省内
関連補助事業要
件への「中小水
力発電」追加

中小水力発電の設置に対する補助について
は、既に「電源開発促進対策特別会計」で補
助の対象になっているため「石油及びエネル
ギー需給構造高度化対策特別会計」での補助
金等の対象とはしないという関係省庁の見解
が一般的であるが、中小水力発電は、電源開
発を目的とする大規模水力発電事業とは異な
るものであると考えられる。中小水力発電の
設置に対する補助金をいわゆる「石油特会」
での補助対象要件に追加し、経済産業省・Ｎ
ＥＤＯ「地域新エネルギー導入促進事業」・
「地球温暖化防止支援事業」及び(財)電源地
域振興センター「電源地域新エネルギー供給
構造構築促進対策事業」等補助事業実施要項
にも「中小水力発電」の設置に対する補助金
を追加・反映し、ダムの無い中小水力発電導
入促進に支援をお願いいたしたい。

ダムの無い小水力発電導入促進事業：ブナの森から
の湧水による小型水力発電所の建設は、ブナの森が
ダムであり、ダム建設の必要がない理想的な水力発
電システムとして、環境保全と地域背源の活用の両
面からシンボル的な施策となる。また、その水はバ
イナリー発電の冷却水としてにさらに活用し、温水
となった時点で園芸温室等にも利用することで、山
間地域の農業振興に資するものとなり、本事業は極
めてモデル性の高い事業である。中小水力発電の設
置に対する補助金をいわゆる「石油特会」での補助
対象要件に追加していただき、経済産業省・ＮＥＤ
Ｏ「地域新エネルギー導入促進事業」・「地球温暖
化防止支援事業」及び(財)電源地域振興センター
「電源地域新エネルギー供給構造構築促進対策事
業」等補助事業実施要項に「中小水力発電」の設置
に対する補助金を追加し、導入促進のために補助率
を引き上げる支援をお願いいたしたい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

「地域新エネル
ギー導入促進事
業」「電源地域
新エネルギー供
給構造構築促進
対策事業」補助
金対象要件への
「中小地熱・バ
イナリー発電」
追加

中小地熱発電・バイナリー発電等に対する補
助金を、経済産業省・ＮＥＤＯ「地域新エネ
ルギー導入促進事業」及び(財)電源地域振興
センター「電源地域新エネルギー供給構造構
築促進対策事業」補助事業実施要項に追加し
ていただき、発電と熱利用に対する補助率を
引き上げる支援をお願いいたしたい。

地熱エネルギーの利用：地熱発電所の蒸気や余熱は
温泉や暖房（リハビリテーション施設・温水プー
ル）乾燥（木工・工芸）保温（農業モデルハウス）
食物リサイクル施設や融雪など様々に利用可能であ
り、農業・観光・健康増進など地域基幹産業の再生
が助長されるものである。中小地熱発電・バイナ
リー発電等に対する補助金を、経済産業省・ＮＥＤ
Ｏ「地域新エネルギー導入促進事業」及び(財)電源
地域振興センター「電源地域新エネルギー供給構造
構築促進対策事業」補助事業実施要項に追加してい
ただき、発電と熱利用のための補助率を引き上げる
支援をお願いいたしたい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

国有林野法によ
る規制の緩和と
手続きの迅速
化・簡素化

国有林野内入林届・地質調査・土地貸付・立
木補償等許認可に係る手続きの迅速化・簡素
化及び、福島県との県立自然公園内事務手続
きの迅速化・簡素化のための連携支援

ダムのない中小水力発電、地熱・バイナリー発電の
導入促進、食物リサイクル施設やエコハウスの整
備、グリーンツーリズム・エコツーリズム事業の推
進を実現するために、福島県天栄村大字湯本及び大
字田良尾地内の国有林野内に係る入林届・地質調
査・土地貸付・立木補償等許認可に係る手続きの迅
速化・簡素化のための支援をお願いいたしたい。ま
た、計画対象地域は県立自然公園内普通地域の指定
があることから、福島県との連携にる支援をお願い
いたしたい。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

再生可能エネル
ギー開発のため
の、国有林野内
における民間資
本による営利事
業の容認及び土
地利用手続きの
迅速化・簡素化

本計画は産学官民の連携による事業の実現を
目指しており、事業対象地域の大半が国有林
野内であるため、国有林野内における民間資
本による営利事業の容認及び土地利用手続き
の迅速化・簡素化をお願いいたしたい。

本計画は、小水力・中小地熱・バイナリー発電等の
導入事業と、関連エネルギーの温泉や暖房（リハビ
リ施設・温水プール）乾燥（木工・工芸）保温（農
業モデルハウス）融雪などへの利用、雪氷熱エネル
ギーの農業・観光などへの利用、食物リサイクル施
設やエコハウス等の整備によるグリーンツーリズム
及びエコツーリズム事業の推進等を内容としてお
り、自治体単独では実現不可能であり、産学官民の
連携が特に重要である。事業の実施主体については
天栄村、第三セクター（村出資２社）、(財)天栄村
振興公社、ＮＰＯ等が挙げられるが、事業対象地域
の大半が国有林野内であるため、国有林野内におけ
る民間資本による営利事業の容認及び土地利用手続
きの迅速化・簡素化をお願いいたしたい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

ＮＰＯ活動等活
性化支援のため
の経費の地方交
付税算入

環境教育などのコミュニティ・サービス事業
を行うＮＰＯ活動等を活性化するため、アド
バイザー派遣や人材の研修・育成、活動助成
などに要する経費を地方交付税に算入する支
援をお願いいたしたい。

地域エコネットワーク研究会の設置、環境カウンセ
ラー・森林カウンセラーの育成、エコハウスの整備
とグリーンツーリズム及びエコツーリズム事業の推
進は、交流促進と環境保全を担う人づくりに資する
ものであり、環境教育などのコミュニティ・サービ
ス事業を行うＮＰＯ活動等を活性化するため、アド
バイザー派遣や人材の研修・育成、活動助成などに
要する経費を地方交付税に算入する支援をお願いい
たしたい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

地域活性化事業
債の対象要件の
緩和及び充当率
１００％措置

本計画実現のために、地域活性化事業債の起
債充当率「１００％」措置と、下記項目の取
扱についての対象要件の緩和をお願いいたし
たい。　①第三セクター等に対する出資金、
貸付金、補助金　②国庫補助負担事業の地方
負担分及び継ぎ足し単独事業　③補助事業等
との合築及び補助事業と同時に施行する事業
④民間施設との合築により整備する施設　⑤
再生可能エネルギーによる発電事業を含めた
事業収益性のある施設の整備事業　⑥展示・
普及・研修施設、スポーツ・レクリェーショ
ン施設など新エネルギー導入に関連する、い
わゆる箱物の整備

本計画は、小水力・中小地熱・バイナリー発電等の
導入事業と、関連エネルギーの温泉や暖房（リハビ
リ施設・温水プール）乾燥（木工・工芸）保温（農
業モデルハウス）融雪などへの利用、雪氷熱エネル
ギーの農業・観光などへの利用、食物リサイクル施
設やエコハウス等の整備によるグリーンツーリズム
及びエコツーリズム事業の推進等を内容としてお
り、自治体単独では実現不可能であり、産学官民の
連携が特に重要である。事業の実施主体については
天栄村、第三セクター（村出資２社）、(財)天栄村
振興公社、ＮＰＯ等が挙げられるが、第三セクター
等に対する出資金等の取扱い、国庫補助負担事業の
地方負担分等の取扱い、補助事業との合併施工等の
取扱い、民間施設との合築等の取扱い、収益性のあ
る施設の取扱い、箱物整備の取扱い等々について地
域活性化事業債の対象要件緩和と起債充当率１０
０％措置をお願いいたしたい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

地域再生計画実
現のための各種
施策の集中

本計画を実現するために、環境省「環境と経
済の好循環のまちモデル事業」・「二酸化炭
素排出抑制対策事業」」・「環境保全型自然
体験活動（エコツーリズム）推進事業」・
「地方公共団体率先対策エコハウス整備事
業」等の各種施策の集中的な支援をお願いい
たしたい。

本計画に示すダムの無い中小水力発電、雪氷熱・地
熱・バイナリー発電の導入促進及び地域エコネット
ワーク研究会の設置、環境カウンセラー・森林カウ
ンセラーの育成による環境教育のための人づくり事
業、食物リサイクル施設やエコハウスの整備のよる
環境教育の推進は環境省「環境の保全のための意欲
の増進及び環境教育の推進に関する法律」に基づく
目的達成のためのモデル事業となり得る事業であ
り、事業を実現するために「環境と経済の好循環の
まちモデル事業」及び「二酸化炭素排出抑制対策事
業」等の各種施策の集中的な支援をお願いいたした
い。また、事業選定に当たっては、人口規模（大規
模１５万人程度、小規模数千人程度）による事業費
規模の縛りを無くし、小さな地域でもビジョンを達
成できるような事業費の集中的支援をお願いいたし
たい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

地域再生計画実
現のための各種
施策の集中

ダムのない中小水力発電、雪氷熱・地熱・バ
イナリー発電の導入促進を実現するために、
経済産業省関係補助事業ＮＥＤＯ及びＮＥＦ
並びに(財)電源地域振興センター等の各種支
援事業の集中的な採択をお願いいたしたい。

本計画に示すダムの無い中小水力発電、雪氷熱・地
熱・バイナリー発電の導入促進及び地域エコネット
ワーク研究会の設置、環境カウンセラー・森林カウ
ンセラーの育成による環境教育のための人づくり事
業、食物リサイクル施設やエコハウスの整備のよる
環境教育の推進は、経済産業省関連法律に基づく目
的達成のためのモデル事業となり得る事業であり、
事業を実現するためにの各種施策の集中的な支援を
お願いいたしたい。

福
島
県

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位に
した地域再生計
画

本計画は、環境保全とエネルギーの需給安定そして経済成
長のいわゆる３Ｅの調和・実現という「トリレンマ」に対
する挑戦モデルとして策定するものであり、住民が森と共
生しながら安定的に暮らす地域社会システムを形成する手
段として、ブナの森の湧水によるダムの無い水力発電や温
泉熱・地熱・雪氷熱等のエネルギーの利用促進と環境教育
を推進させ、地域の環境行動を経済的な利益に繋げようと
する地域再生計画である。新エネ導入可能性調査の総合評
価も高く、食物リサイクル施設など産学官民の連携による
事業の実現により「ゼロエミッション」を目指した発展が
可能な地域でもあり、森に降り積む雪を幸に替えるための
循環システムの構築は高い波及効果が得られるものであ
る。

地域再生計画実
現のための各種
施策の集中

小水力・中小地熱・バイナリー発電等の導入
事業と、関連エネルギーの温泉や暖房（リハ
ビリ施設・温水プール）乾燥（木工・工芸）
保温（農業モデルハウス）融雪などへの利
用、雪氷熱エネルギーの農業・観光などへの
利用、更には食物リサイクル施設やエコハウ
ス等の整備によるグリーンツーリズム及びエ
コツーリズム事業の実現のために、農林水産
省関係補助事業の各種支援事業の集中的な採
択をお願いいたしたい。

小水力・中小地熱・バイナリー発電等の導入事業
と、関連エネルギーの温泉や暖房（リハビリ施設・
温水プール）乾燥（木工・工芸）保温（農業モデル
ハウス）融雪などへの利用、雪氷熱エネルギーの農
業・観光などへの利用、更には食物リサイクル施設
やエコハウス等の整備によるグリーンツーリズム及
びエコツーリズム事業の推進等を内容とする循環型
社会形成のためのモデル事業としての本計画は、自
治体単独では実現不可能であり、産学官民の連携が
特に重要である。事業の実施主体については天栄
村、第三セクター（村出資２社）、(財)天栄村振興
公社、ＮＰＯ等が挙げられるが、事業を実現するた
めにの農林水産省関連各種施策の集中的な支援をお
願いいたしたい。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

天栄村

国営ダム管理事
業とダム周辺地
域の連携による
地域再生

１．各種許認可の規制緩和措置
　（国有林野の変更及び新規使用許可、農政局の多目的湖
面利用・土地占有許可、河川法の河川工事許可、河川占有
許可等）
２．健全な水辺環境の保全対策
３．自然を活かした総合的な観光地域づくり

１．羽鳥湖周辺
開発規制緩和措
置
２．羽鳥湖水辺
環境保全対策支
援
３．天栄村総合
観光地域づくり
支援

１．羽鳥湖地域開発に向けた規制緩和と関係
省庁の一体的な許認可の体制確立
２．農業用水として使用される羽鳥湖の水の
純化を高めるため羽鳥湖周辺の環境対策に対
しての支援
３．県立自然公園内の自然を活かした総合的
な一地域一観光の支援

１．各種許認可の規制緩和措置
　　関係省庁の許認可に併せ、県立公園、保安林、
道路法等の諸手続き
　　県景観条例の制定による環境保全
２．羽鳥湖水辺環境保全対策
　　生活等排水の改善、稚魚の放流、雑魚の駆除
３．総合的な観光地域づくり
　　駐車場、取付道路、浮桟橋、遊歩道、ボート場

福
島
県

天栄村

国営ダム管理事
業とダム周辺地
域の連携による
地域再生

１．主要県道での休憩施設整備と併せて地域交流拠点の形
成やサービスの高度化・多様化等を図り地域の活性化が求
められている地域であり、交流の拡大や地域連携の地産地
消の促進と魅力と活力ある地域づくりと高収入の収益を図
る。

「道の駅」登録
の緩和

「道の駅」の配置を検討する際の考慮すべき
施設として、公共施設　簡易パーキング、道
路情報ターミナル、チエーン着脱所、展望
台、公園、集会センター　　民間施設　ドラ
イブイン、温泉施設等が挙げられるが改善整
備により認定いただきたい。

公衆用トイレ、道路情報ターミナル、公園等の整備
を図り仮眠施設の整備を図るとともに既存の施設の
整備を図りたい、雇用の場を増やしたい。

福
島
県

天栄村

地域特産作物を
活用した「食
育」文化の創造
による地域再生

酒税法に関する規制緩和
　　製造の規制免除、見込数量の下限数量緩和

酒税法の規制緩
和措置支援

現在税務署が許可している酒類の製造免許に
ついて規制緩和により製造を容易とする。

酒類の製造（１年間の見込数量撤廃）
　　果実酒類、リキュール類、雑酒

福
島
県

天栄村

地域特産作物を
活用した「食
育」文化の創造
による地域再生

１．ヤーコン加工施設の設置
２．ヤーコン予冷施設の設置
３．ヤーコン直売所の設置
４．食に関する知識を高める学校教育、生涯学習の推進
５．特産作物による都市交流事業

１．ヤーコン加
工施設設置事業
２．ヤーコン予
冷施設設置事業
３．ヤーコン直
売所設置事業
４．食育推進事
業
５．都市交流事
業

１．ヤーコンの加工施設を設置
２．ヤーコン予冷施設の設置
３．ヤーコン直売所の設置
４．食に関する学校教育課程への組み入れ、
生涯学習による住民への情報提供
５．特産作物による都市との交流事業

１．加工施設の設置
　　新たなヤーコン製品の開発、製造
２．ヤーコン予冷施設の設置
　　ヤーコンの通年供給に向けの保管
３．ヤーコン直売所の設置
　　ヤーコンに関わる専門の販売
４．食に関する教育の推進
　　学校教育課程への組み入れ、生涯学習による住
民への情報提供
５．都市交流事業
　　特産作物を活用した都市との交流

福
島
県

天栄村

地域特産作物を
活用した「食
育」文化の創造
による地域再生

木造・２階建2,000m2(文化ホール・生涯学習公民館施設・
図書館等)

防衛施設庁によ
る補助事業対象
要件の拡大

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法
律第８条による民政安定事業にかかる補助事
業の規制緩和

地域住民が広く学習・研修を通じて交流をはかる場
としての複合施設建設により生涯学習が推進され
る。

福
島
県

天栄村

地域特産作物を
活用した「食
育」文化の創造
による地域再生

本村に設置されている演習場では、爆破訓練、大砲、対戦
車砲等の射撃訓練が年間を通して行われている。こういっ
た中で平成13年9月に155ミリりゅう弾砲の演習場外の温泉
旅館街近くに着弾するという誤射事故が発生し、観光客は
勿論のこと村民に大きな不安を与えてた。このことから、
事故を原因とする火災発止に対し住民の不安を解消するた
めに、消防施設・設備を充実しすることにより、民生の安
定を図る。

防衛施設周辺整
備事業に係る採
択要件の拡充・
緩和

防衛庁施設設置地区だけの採択であったが村
内一円で事業採択が可能となる

消防施設・設備の整備を行う。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

安達町
開発による地域
再生

豊富な交通の利便性を最大限に活かし、住宅ニーズの動向
を踏まえた良質で魅力のある宅地造成・分譲を行うため、
規制緩和や事務の簡素化により事業を迅速に進め、定住促
進で地域の活性化を図る。

農振除外に関す
る事務手続きの
簡素化

現在県の同意を得ることとなっている農業振
興整備計画の変更（農振除外）の手続きにつ
いて簡素化（短期間化）する。

駅及び公共施設周辺の農地について宅地造成・分譲
をする。

福
島
県

安達町
開発による地域
再生

豊富な交通の利便性を最大限に活かし、住宅ニーズの動向
を踏まえた良質で魅力のある宅地造成・分譲を行うため、
規制緩和や事務の簡素化により事業を迅速に進め、定住促
進で地域の活性化を図る。

農村地域工業導
入促進法の指定
を受けて整備し
た工業用地への
宅地への転用

農村地域工業導入促進法に基づき整備された
工業団地のうち売却が見込めない土地につい
ての他の目的への転用することを認める。

団地内未売却地のうち既進出企業への影響がないと
思われる一画の団地について宅地の造成・分譲を実
施

福
島
県

安達町
開発による地域
再生

豊富な交通の利便性を最大限に活かし、住宅ニーズの動向
を踏まえた良質で魅力のある宅地造成・分譲を行うため、
規制緩和や事務の簡素化により事業を迅速に進め、定住促
進で地域の活性化を図る。

国庫補助金の交
付を受けて設置
した工業用給水
施設の町上水道
施設への転用

電力移出県等交付金を受けて整備した工業団
地専用給水設備について町上水道施設として
の利用を認める。

新たな配水地の設置や、設備の建設に変えて既存設
備の一部を利用する。

福
島
県

月舘町
都市や地域間交
流による地域再
生計画

補助採択当事と現在では、状況が大きく異なっており、当
事の計画の縛りを解いてほしい。また、不必要な報告物は
無駄なコストになるので廃止してほしい。増改築等を当事
の補助とリンクさせるのではなく、現在の利用状況から判
断してできるよう、またその申請許可の簡素化を図ってほ
しい。補助金をメニュー化せず、採択基準を緩和してほし
い。

施策・補助金の
活用、利便性の
向上

全国一律基準の施設基準の緩和。各種施策の
集中・連携。

交流体験施設の建設。野菜直販所の充実。これらに
従事する雇用の創出。特産野菜の栽培による地域活
性化。

福
島
県

月舘町
介護予防・障害
者支援による地
域再生計画

高齢者の介護予防のために、学校の空き教室やその他の公
共施設を目的外使用し、活用することで、地域の自助・自
立を促す。また「介護保険制度」や「障害者等支援費制
度」の、利用施設や事業所の職員の配置基準等の規制緩和
をすることで、地域に合った「身の丈の福祉」を構築す
る。

施設の目的外使
用許可

仕事等からの引退後も活動を活発化させ、ボ
ケや社会的孤立、老人性の疾患から守り、生
き甲斐の創出を図っていくことが重要であ
る。学校の空き教室や既存の公共施設を自由
に使えるようにし、生き甲斐作りや地域再生
を後押しする。直接経済活性化や雇用創出に
は結びつかないが、地域再生を地域で考える
場にし、伸びるまえの縮みにできれば。

学校の空き教室や既存の公共施設を利用した健康教
室、ふれあいサロン、ミニデイサービス等の開催。
子どもたちとの交流。老人保健法や介護保険法に基
づく介護予防施策だけでなく、生涯学習などのあら
ゆる施策を総動員・有機的に組み合わせて「要介
護」高齢者を増やさず、高齢者こそが地域を牽引す
るよう、地域再生を図る。

福
島
県

月舘町

国有施設の開
放・有効活用に
よる地域再生計
画

国の機関・施設は、管理上それぞれに一定の基準をもって
許可はしているであろうが、住民活動活性化のため資格要
件等の規制を大幅に緩和をする。また、遊休国有地等の利
活用も、その規制を大幅に緩和をする。

国の機関・施
設、遊休国有地
等の利活用規制
の緩和

国の機関・施設、遊休国有地等の利活用を図
り、その使用に当たっての規制を大幅に緩和
する。

国の機関・施設、遊休国有地等は、自由に使えるこ
とを市区町村や住民にＰＲする。その使い方やアイ
デアは住民に委ねる。当然、管理上問題ないよう、
義務も負ってもらうのは当然である。申告許可制で
なく、届出制で。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

柳津町
スクールバス活
用による住民交
通手段の確保

過疎地域等山間地においては、過疎化とともに少子高齢化
による住民交通手段の確保についての問題が顕在化してき
ている。これらの地域の多くはへき地教育振興法に基づく
スクールバスにより児童生徒の通学手段としているところ
である。近年、このスクールバスに乗車する状況が定員を
下回る情勢となってきている。この空席部分を住民が利用
することによって、住民生活の利便性の向上と、通勤手段
の確保による雇用機会の拡大を図るものである。

国庫補助事業で
整備した施設の
目的外使用

国庫補助事業で整備した施設の目的外使用

現在、柳津町が児童生徒を乗車させ運行しているス
クールバスの空席部分に、一般住民を有償にて乗車
させ、住民の利便性の向上と雇用機会の増大を図り
たい。このためにへき地教育振興法第７条第３号に
かかる補助施設の目的外使用を認めていただきた
い。あわせて、当該スクールバスの購入にあたって
は、国庫補助金のほか地方債(辺地債・過疎債)を充
当しており、元利償還金の基準財政需要額への算入
について現行どおり継続をお願いしたい。

福
島
県

柳津町
スクールバス活
用による住民交
通手段の確保

過疎地域等山間地においては、過疎化とともに少子高齢化
による住民交通手段の確保についての問題が顕在化してき
ている。これらの地域の多くはへき地教育振興法に基づく
スクールバスにより児童生徒の通学手段としているところ
である。近年、このスクールバスに乗車する状況が定員を
下回る情勢となってきている。この空席部分を住民が利用
することによって、住民生活の利便性の向上と、通勤手段
の確保による雇用機会の拡大を図るものである。

過疎債・辺地債
で整備した施設
の目的外使用

過疎債・辺地債で整備した施設の目的外使用

現在、柳津町が児童生徒を乗車させ運行しているス
クールバスの空席部分に、一般住民を有償にて乗車
させ、住民の利便性の向上と雇用機会の増大を図り
たい。このためにへき地教育振興法第７条第４号に
かかる補助施設の目的外使用を認めていただきた
い。あわせて、当該スクールバスの購入にあたって
は、国庫補助金のほか地方債(辺地債・過疎債)を充
当しており、元利償還金の基準財政需要額への算入
について現行どおり継続をお願いしたい。
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柳津町
スクールバス活
用による住民交
通手段の確保

過疎地域等山間地においては、過疎化とともに少子高齢化
による住民交通手段の確保についての問題が顕在化してき
ている。これらの地域の多くはへき地教育振興法に基づく
スクールバスにより児童生徒の通学手段としているところ
である。近年、このスクールバスに乗車する状況が定員を
下回る情勢となってきている。この空席部分を住民が利用
することによって、住民生活の利便性の向上と、通勤手段
の確保による雇用機会の拡大を図るものである。

道路運送法に基
づく有償運行の
許可について

道路運送法に基づく有償運行の許可につい
て、有償運行と無償運行(スクールバス)が混
在することの許可について弾力的運用により
許可をいただきたい。

現在、柳津町が児童生徒を乗車させ運行しているス
クールバスの空席部分に、一般住民を有償にて乗車
させ、住民の利便性の向上と雇用機会の増大を図り
たい。このためにへき地教育振興法第７条第５号に
かかる補助施設の目的外使用を認めていただきた
い。あわせて、当該スクールバスの購入にあたって
は、国庫補助金のほか地方債(辺地債・過疎債)を充
当しており、元利償還金の基準財政需要額への算入
について現行どおり継続をお願いしたい。

福
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県

棚倉町

超高速インター
ネット網構築に
よる地域再生構
想

本地域は情報通信格差是正事業（地域イントラ基盤整備事
業）により公共施設までの光ファイバー網の整備が進んで
いる。今後住民までの距離をどう埋めるかが課題である。
中心部を民間が整備し、山振地域を補助事業により整備す
るとする場合、中心部郊外～山振地域の中間地域が民間業
者による加入者系光ファイバー網の整備が見込めない地域
となっている。本提案は既存の補助事業対象区域を拡大し
て運用できるよう要望するものです。（例：一部山振地域
であれば全町的に補助地域に該当する等）

加入者系光ファ
イバー網設備整
備事業の補助基
準緩和

過疎地域等の地方公共団体がモデル事業とし
て地域公共ネットワーク網を整備するための
事業である。本地域は一部辺地、一部山村地
域（全面積15,982㎡うち振興山村面積12,856
㎡全体の８割）である。本補助事業の対象地
域は条件不利地域に限定されており、山振地
域（条件不利地域）と中心部郊外～山振地域
（条件不利地域）までが民間による整備が見
込めない地域となっているため、行政サービ
スの拡充や町全体のIT化の底上げなどより事
業効果を高めるためにも町全体で取り組める
よう対象地域基準を緩和する。

補助対象地域を現行の一部対象地域のみでなく、自
治体全域として対象とされたい。
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棚倉町

超高速インター
ネット網構築に
よる地域再生構
想

本地域は情報通信格差是正事業（地域イントラ基盤整備事
業）により公共施設までの光ファイバー網の整備が進んで
いる。今後住民までの距離をどう埋めるかが課題である。
本提案は既存の補助事業対象者を拡大して運用できるよう
要望するものです。

加入者系光ファ
イバー網設備整
備事業の補助事
業者の緩和

自治体以外で、将来的なネットビジネスの可
能性として投資する（PFI手法も含む）民間
企業等（TMO、NPO等含む）に対し、本事業の
趣旨にあう光ファイバー網等施設整備をする
場合補助できるようにする。

補助事業者を自治体のみでなく民間事業者も対象と
する。
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三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

地域再生マネー
ジャーの採択基
準、対象、利用
条件等に係る要
件の緩和

総務省において来年度の導入が予定されてい
る地域再生マネージャー制度における採択基
準を緩和する。

地域再生マネージャーには、登録された人材
以外でも、市町村の推薦があれば選定するこ
とができるようにする。

また、地域再生マネージャー以外に、必要に
応じて専門家をアドバイザーとして招聘する
ことができるようにする。その費用も本制度
の対象とする。

地域再生マネージャーの指導のもとプロジェクト
チームを組織し、地域再生構想を実現するためのア
クションプログラムを策定する。同時に、アクショ
ンプログラムを実施する人材の誘致、教育、育成を
行う。人材の教育、育成にあたっては、官民問わず
やる気のある人材を対象にこれを実施する。すぐに
でも開始できるアクションプログラムは、構想の策
定が終了していなくても、すぐに着手する。その他
のアクションプログラムについては、条件が整い次
第、順次実施していく。地域再生マネージャーは、
プロジェクト開始後も一貫して進捗管理を行い、適
宜軌道修正を行っていく。また、必要に応じて専門
家をアドバイザーとして招聘し、適切な指導を実施
していく。これにより、事業内容を現代のビジネス
に即した実践的なものにすることが可能となり、さ
らに自立して継続的に構想を推進していく体制づく
りが可能となる。
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福
島
県

三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

複数省庁にまた
がる施策の連携
と集中的実施

農林水産省、総務省、文部科学省、厚生労働
省、経済産業省、国土交通省、環境省の連携
で行われている「都市と農山漁村の共生・対
流推進会議」の機能を強化し、現在個別に実
施されている施策を統括的に活用できるよう
にする。

そのための相談、申請窓口と事務機能を推進
会議内もしくは地域再生本部等の適切な機関
内に設ける。

本地域おいては、「エコツーリズム」の推進
を目的とした各省庁の施策を統括的かつ集中
的に実施する。

支援措置番号１において策定したアクションプログ
ラムに基づき、「森林環境を活用したビジネスモデ
ル創造プロジェクト」を推進する。特に本地域おい
て有能な人材を多く保有し、短期間での成果が期待
される「エコツーリズム」におけるビジネスモデル
づくりを推進する。アクションプログラムの継続的
な実施を実現する人材を確保するため、有能な人材
の誘致を行うと共に、官民問わず地域の有望な若者
を中心に、実践的な教育を実施する。これにより、
本地域に不足しているツアーコーディネーターやツ
アーオペレーターといった、エコツーリズムに関す
るプロの人材を創出し、さらに効果的な施策を実施
することのできる公共スタッフを創出する。
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三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

保安林内の森林
資源の有効活用
を行うための森
林法で定める権
限の委譲

森林法で定める保安林内の規制事項は、保安
林の機能を考えた場合、過剰に規制されてい
ることが少なくない。また、保安林内での規
制行為の許可の権限が現状は知事にあるた
め、個々の保安林の実情に応じて迅速に許可
を行うことが困難な状況にある。そのため、
保安林内に存在する森林資源については、現
状ではほとんど有効活用されていない。

これら森林資源を有効活用できるよう、森林
法第３４条における許可の権限を市町村町に
委譲するとともに、保安林の機能に影響がで
ない範囲において、個々の保安林の状況に応
じ、市町村長が一部制限事項を緩和すること
ができるようにする。

地域内に多々存在する保安林において、その目的に
支障を来さない範囲で、木材、林産物等の森林資源
の活用を進める。
これにより、比較的容易に入手ができ、かつ良質で
安価な原材料の安定供給が可能となる。
具体的には、利用可能な資源の特性に合わせ、最先
端のマーケティングノウハウやハイレベルのデザイ
ンを用いた商品開発を行う。
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三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

民泊を実現する
ための旅館業法
の緩和

市町村長の裁量により、旅館業法に定める基
準に満たない一般民家においても宿泊サービ
スが行えるように、旅館業法に適用除外の特
例を設ける。

本地域では、昭和４９年に、全国に先駆けて都市と
山村の交流を目的とした「ふるさと運動」を始め、
一般民家を利用したボランティアベースの宿泊、
「民泊」を実施してきた。しかしながら、高齢化な
どの問題もあり、ボランティアベースでの「民泊」
は、継続が困難な状況にある。そこで、この一定の
基準を満たした一般民家において「民泊」を業とし
て行えるようにし、エコツーリズム客の宿泊の受け
皿を創出する。
宿泊サービスを提供する民家については、市町村が
定めるサービス基準を満たすことを条件づける。た
だしこれは、旅館業法が定める設備面での基準では
なく、あくまでもお客様をもてなすためのサービス
業における基準とする。
これにより、一般家庭における新たな収入源が創出
される。
また、夕食を提供しないＢ＆Ｂタイプの宿泊形態を
設けることで、民泊実施家庭の負担を軽減する共
に、夕食を地域内の飲食施設でとってもらうこと
で、地域における外食産業の振興もはかる。
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三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

緊急雇用創出特
別交付金の事業
委託先の条件緩
和と支給額、支
給期間の変更

豊かな森林環境の維持を行うため、自立した
森林維持・管理業者の育成を目的に「緊急地
域雇用創出特別交付金」の運用に特例を設け
る。
森林維持・管理に係る業務を対象に、市町村
の事業の委託先、額、交付期間の緩和を行
う。
委託先については、既存の事業主だけでな
く、新たに自ら創業する者に対して、法人、
個人を問わず一定の条件を満たすことで委託
できるようにする。その際の交付額について
は、全額を支給するのではなく

豊かな森林環境を維持していくためには、森林維
持・管理を業とする地域住民が必要となる。
そこで、新たにこれらの事業を自ら始めようとする
地位住民に対し、事業が軌道になるまでの期間、
「緊急地域雇用創出特別交付金」で対象となる森林
管理事業を、失業者が３人以上事業に参画すると
いったような条件を前庭に、個人事業主に対しても
事業委託ができるにする。
なおその際の委託費用は、既存の委託費用の半額程
度とし、その代わりそれぞれの事業者が自立して事
業が行えるようになるまで、３年を上限に委託期間
を延長することができるようにする。これにより、
経済的に自立可能な森林維持・管理事業者を育成が
可能となり、新たな雇用が地域に創出される。
これはまた、経済林のみらず、本地域に広大に存在
する広葉樹林の森林環境を維持し、さらに水源地と
しての環境を良好に保つための人材の育成でもあ
る。
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森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

健康食品の機能
表示を可能とす
る薬事法の緩和

現在薬事法で規制されている健康食品の機能
表示を可能にできるよう、指定地域内の原材
料を用いて指定地域内で生産された健康食品
については、薬事法の適用を除外する特例を
設ける。

森林において採取できる健康食品の原材料を基に、
最先端のマーケティングを活用し、さらにハイセン
スなデザインを施したパッケージや、コピーライト
を導入し、高品質で魅力的な健康食品の開発を行
う。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

良質なミネラル
ウォーターの商
品化を実現する
食費衛生法の緩
和

現在食品衛生法で規制されているミネラル
ウォーターの製造基準を、ヨーロッパの製造
基準に準ずる内容とすることで、きちんとし
た検査を受け、基準を満たせば、源水のまま
ボトリングして商品として販売することを可
能とする。

地域の森林に豊富に存在する良質な水を、ヨーロッ
パのナチュラルミネラルウォーターと同様源水のま
まボトリングし、ミネラルウォーターとして販売す
る。

福
島
県

三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

山村における魅
力的で豊かな住
環境を実現する
ための優良田園
住宅建設促進法
における緩和措
置

日本やヨーロッパの歴史的な村々に多く見ら
れる低層高密度居住を基本としたの魅力的で
豊かな住空間の創造を可能とするため、「優
良田園住宅の建設の促進に関する法律」で定
められている住宅の規制を緩和する。
具体的には、階数、敷地面積、建ぺい率、容
積率についての規定を、市町村が個々に目ざ
す住空間の内容に応じて自ら設定できるよう
にする。

近年世界的に高い評価を得ている不動産開発手法で
あるアーバンヴィレッジの開発思想を取り入れた、
低層高密度居住を基本とした魅了的で豊かな山村の
住環境整備し、新規定住促進を促す。
同時にこの整備過程において、特別豪雪地帯である
本地域の機構に適した、地域の木材を豊富に取り入
れた、ハイデザインで高機能な新しいタイプの住宅
を開発し、地域外へと展開できる住宅産業を創出す
る。

福
島
県

三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

新規定住を促進
させ、未利用農
地、山林の有効
活用を促進させ
るための宅地建
物取引業法の緩
和措置

不動産仲介業社が存在しない、もしくは仲介
機能が事実上機能していない市町村において
は、行政が必要に応じて容易に仲介機能を提
供できるよう、宅地建物取引業法の適用を除
外する

不動産仲介機能が存在しない地域において、行政が
この機能を提供する。
これにより不動産情報の受発信が促進されるのみな
らず、不動産所有者と借り手の間に第３者が介在す
ることで、直接取引において発生する問題を未然に
防ぐことができるようになる。
これにより、新規定住者の再転出を抑制し、さらに
不動産所有者の貸し出し意欲を誘発することが可能
となり、最終的には未利用の不動産（家屋、田畑、
山林等）の有効活用を促進することができる。

福
島
県

三島町

森林業のビジネ
スチェーン再構
築による地域再
生構想

　会津地域の豊かな森林資源に光を当て、本地域に不足し
ている現代ビジネスに必要不可欠なマーケティングノウハ
ウやハイセンスなデザイン、さらに最先端のテクノロジー
などを活用し、事業性のある新たな森林ビジネスと、これ
らを結ぶビジネスチェーンを創造していく。
　また同時に、これらビジネスを支えていく人材の誘致
と、地域の人材育成を行う。さらにこれらを支えていくた
め、経済的にも持続可能な育林、森林環境保全を実現す
る。
　これにより、地場産業である森林業を再構築し、雇用の
場を創出、さらに新規定住者の増加を目指す。さらに将来
は、木の文化に根ざした居住・業務活動の行われる場を有
する、職・住・余暇を組み合わせた複合型森林都市の形成
を目指す。

JAS企画にとら
われない木材の
品質証明の発行

　現在、地産地消を推進しているが、芯が黒
いとの理由で、構造的には全然劣らない会津
杉は、JAS企画から外され、公共事業への利
用は極めて少なかったのが、規制を緩和する
ことで、消費拡大につながる。

　会津杉の黒芯材が地域の特産となる研究開発を行
う。　　　　　　　　　　　　　会津杉の利用拡大
運動の展開。

福
島
県

三春町
中心市街地の活
性化による地域
再生

観光資源である「滝桜」周辺と中心市街地の整備を進め、
さらなる観光客数自体の増加、「滝桜」及び「さくら湖」
周辺部と中心市街地への観光客の回遊性の向上及び町周辺
部（ムラ）と中心市街地（マチ）の交流の促進を図ること
により中心市街地を活性化し、地域経済活性化を実現す
る。
そのための支援措置として、商業施設整備、公共駐車場整
備整備及びまちなか広場整備に関する各種補助制度の改正
を提案する。

商業集積事業に
おける基盤整備
及び施設整備の
充実に資する制
度改正及び創出

33に掲げたような商業集積事業における基盤
整備等に関する補助制度について、補助対象
が施設の建設、整備及び取得に要する経費に
限定されているが、これを土地の取得や造成
費及び施設の補償費まで含むことと改正すべ
きである。

中心市街地活性化を目的として、商業施設の集積を
図るための基盤整備（土地の取得、家屋の除却及び
造成）及び施設整備を行う。

福
島
県

三春町
中心市街地の活
性化による地域
再生

観光資源である「滝桜」周辺と中心市街地の整備を進め、
さらなる観光客数自体の増加、「滝桜」及び「さくら湖」
周辺部と中心市街地への観光客の回遊性の向上及び町周辺
部（ムラ）と中心市街地（マチ）の交流の促進を図ること
により中心市街地を活性化し、地域経済活性化を実現す
る。
そのための支援措置として、商業施設整備、公共駐車場整
備整備及びまちなか広場整備に関する各種補助制度の改正
を提案する。

駐車場整備に関
する補助制度の
補助対象率、補
助率アップ及び
採択基準の緩和

33に掲げたような駐車場整備に関する各補助
制度について、補助対象率及び補助率のアッ
プ及び採択基準の緩和（中心市街地活性化及
び中心市街地（マチ）と町周辺部（ムラ）の
交流促進目的での利用を可能とする形での緩
和）

中心市街地における駐車場整備を実施する。滝桜の
開花時には３０万人以上の観光客があるが、中心市
街地への入り込み数は２万人に満たず、流入率は
４％台となっており、観光資源を有効に地域経済活
性化に生かしているといえない状況にある。この原
因の一つに中心市街地における駐車場不足がある。
したがって、この問題を解決し、中心市街地への観
光客の流入率を向上させるために実施する。また、
公共交通網の整備が十分とはいえない本町において
は、自動車が主要な交通手段となっている。そのた
め、中心市街地（マチ）と町周辺部（ムラ）の交流
を再構築するためにも中心市街地における駐車場整
備は不可欠である。
大都市部では民間による駐車場整備がなされている
が、本町のような人口が２万人に満たない地方小都
市においては、行政による公共駐車場整備が必須で
ある。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

三春町
中心市街地の活
性化による地域
再生

観光資源である「滝桜」周辺と中心市街地の整備を進め、
さらなる観光客数自体の増加、「滝桜」及び「さくら湖」
周辺部と中心市街地への観光客の回遊性の向上及び町周辺
部（ムラ）と中心市街地（マチ）の交流の促進を図ること
により中心市街地を活性化し、地域経済活性化を実現す
る。
そのための支援措置として、商業施設整備、公共駐車場整
備整備及びまちなか広場整備に関する各種補助制度の改正
を提案する。

マチとムラの交
流促進と集客の
ためのまちなか
広場の整備に資
する制度改正

33に掲げたようなまちなか広場の整備に関す
る補助制度について、補助対象が施設の設
計、建設に要する経費に限定されているが、
これを土地の取得や造成費及び施設の補償費
まで含むことと改正すべきである。

中心市街地活性化のため、マチとムラの交流拠点と
して農産物の直売などを行う市や集客のためのイベ
ントの開催場所としてのまちなか広場を整備する。

福
島
県

三春町
農業・農村振興
による地域再生

農業・農村の活性化を目指し、新規就農者を支援するた
め、農振法・農地法の運用緩和や助成制度の創設・拡充を
提案する。
具体的には、農振農用地であっても新規就農者の住居建設
を認めること、農業生産活動を行う個人・企業に対する農
地法の規制緩和、新規就農者や農業法人に対する無利子・
無担保の融資制度の創設、新規就農者への３年間の所得保
障制度の創設を提案する。

企業の農業生産
における農業者
としての資格認
定に関する権限
移譲

企業が農業生産活動を行う場合、農業者とし
ての資格を町農業委員会の裁量により認定す
る。

企業の農業参入に対し、町の裁量において農業者と
しての認定を行うことにより、町農業活性化を推進
する。

福
島
県

三春町
農業・農村振興
による地域再生

農業・農村の活性化を目指し、新規就農者を支援するた
め、農振法・農地法の運用緩和や助成制度の創設・拡充を
提案する。
具体的には、農振農用地であっても新規就農者の住居建設
を認めること、農業生産活動を行う個人・企業に対する農
地法の規制緩和、新規就農者や農業法人に対する無利子・
無担保の融資制度の創設、新規就農者への３年間の所得保
障制度の創設を提案する。

新規就農者への
融資制度の充実

現在の新規就農者融資制度の枠を広げる。
また、新規就農者への所得保障制度を確立す
る。

新規就農者への融資及び新規就農者への所得保障を
行い、参入を容易にする。

福
島
県

三春町
農業・農村振興
による地域再生

農業・農村の活性化を目指し、新規就農者を支援するた
め、農振法・農地法の運用緩和や助成制度の創設・拡充を
提案する。
具体的には、農振農用地であっても新規就農者の住居建設
を認めること、農業生産活動を行う個人・企業に対する農
地法の規制緩和、新規就農者や農業法人に対する無利子・
無担保の融資制度の創設、新規就農者への３年間の所得保
障制度の創設を提案する。

農振除外及び農
地転用許可基準
の緩和

農振除外及び農地転用の許可基準を、短期間
に許可できるよう緩和する。

新規就農者の居住地について、農振農用地での転用
を認め、新規就農のための住環境を整備する。

福
島
県

保原町
都市再開発によ
る地域再生計画

　現在の「道の駅」は、郊外型の休憩所としての機能が強
く、全国一律的な状況であるが、鉄道の駅のように街中に
設置することにより、町の顔としての利用及び車社会への
対応、地域の連携による中心市街地活性化、また高齢化社
会への施設整備等を柔軟に行えるよう「まちなか道の駅」
等の設置基準の要件を提案する。

道の駅設置基準
の利便性の向上

　既存の道の駅との設置位置・交通量、また
施設整備等の採択基準の緩和

「まちなか道の駅」を主とした都市再開発事業
・公共交通機関（乗合バス）の衰退による車社会へ
の対応
・高齢者への福祉向上
・街中の賑わい創造

福
島
県

石川町 地域雇用の創出

地方における短期的・弾力的労働力の供給方法として、安
価な時間外労働の供給・確保を行ない、地方の企業と地方
の労働者の定着を行ない、これ以上の地方経済の後退を避
けるための労働基準法の改正

時間外勤務に係
る賃金の計算額
算出の弾力化

現在の労働基準法による時間外勤務に係る賃
金の計算額の算出規定で「通常の労働時間の
賃金の計算額」を「通常の労働時間の賃金の
計算額または最低賃金法の規定による最低賃
金額を下回らない額で労使協定により定めた
額」に改正する。

時間外勤務に係る賃金の計算額を引き下げることに
より弾力的労働力の確保を可能にし、企業と労働者
の地方への定着を促進し、さら新たな雇用の創出
（ワークシェアリング)が可能となる。さらには、
地方公務員の時間外勤務手当の単価を引き下げるこ
とも可能となり、公務部門での短期雇用によるワー
クシェアリングも促進できる。福島県の最低賃金６
１０円を基本にすれば、１時間あたり６１０円×
１．２５＝７６３円で労働力が提供できれば、地方
の企業は安い有能な労働力で繁忙期に対応でき、労
働者は可処分所得が増し地方の活力が復活する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

石川町
未利活用農用地
の再生計画

構造改革特区により認定されるべき農業生産法人以外の法
人による農地の貸付と併せ、当該法人に対する貸付制度を
設けることにより、農業分野における新たな取り組みや未
活用農用地の有効活用が図れる｡

農業生産法人以
外の法人に対す
る貸付制度の創
出

新規就農者に対する貸付制度を農業生産法人
以外の法人に対しても新規就農の観点から対
応可能とする｡（構造改革特区との併用）

農業生産法人以外の法人による新規就農の開拓

福
島
県

石川町
未利活用農用地
の再生計画

構造改革特区により認定されるべき農業生産法人以外の法
人による農地の貸付と併せ、当該法人に対する貸付制度を
設けることにより、農業分野における新たな取り組みや未
活用農用地の有効活用が図れる｡

農振除外手続き
及び農地法の手
続きの権限委譲

新規就農者等に農地付き住宅を提供する際の
宅地に係る農振除外手続き及び農地法第５条
の手続きの市町村への権限委譲により迅速な
対応が可能となる｡（構造改革特区における
農地取得の下限面積の緩和との関連があ
る。）

農地付き住宅の提供

福
島
県

石川町
未利活用農用地
の再生計画

構造改革特区により認定されるべき農業生産法人以外の法
人による農地の貸付と併せ、当該法人に対する貸付制度を
設けることにより、農業分野における新たな取り組みや未
活用農用地の有効活用が図れる｡

構造改革特区と
地域再生計画の
一元化

規制改革以外の地域再生計画がある場合にお
いては、構造改革特区の認定を受けずに地域
再生計画の認定のみで可能とする｡

農業生産法人以外の法人による新規就農の推進

福
島
県

石川町
里地里山再生計
画

本町の里地里山再生計画は、荒廃した山林と中間山地の農
地を人の手で管理し、歴史と文化に育まれた美しい里地里
山として再生するものである。再生の視点は、地球温暖化
防止や国土保全であり地球的国家的なものである。地域的
には、里地里山の環境が生みだした資源の活用と多様な里
地里山の植物の種子や苗木の生産活動の活発化、更には、
都市との交流を進め地域経済の活性化を図るものである。

農振除外手続き
及び農地法第５
条の手続きの市
町村移譲

現在、与えられている農業振興地域の整備に
関する法律及び農地法の市町村権限の枠の拡
大を図り、荒廃している里地里山の遊休農地
に対し広葉樹等の植林等に対する農振除外手
続き及び農地法第５条の手続きを市町村に移
譲し効果的な土地利用を図る。

里地里山の荒廃農地のすみやかな山林・原野への地
目変更

福
島
県

石川町
里地里山再生計
画

本町の里地里山再生計画は、荒廃した山林と中間山地の農
地を人の手で管理し、歴史と文化に育まれた美しい里地里
山として再生するものである。再生の視点は、地球温暖化
防止や国土保全であり地球的国家的なものである。地域的
には、里地里山の環境が生みだした資源の活用と多様な里
地里山の植物の種子や苗木の生産活動の活発化、更には、
都市との交流を進め地域経済の活性化を図るものである。

里地里山地内の
神社仏閣等習俗
施設に対する公
金支出

里地里山地内には、江戸時代に建築された神
社仏閣が存在し、里山に住む人々のシンボル
的存在になっているため、これらの地域管理
を行っている施設を習俗施設及び文化財とし
て修繕等に公金支出を行いたい。

地域管理の習俗施設（神社仏閣）の修繕等に対する
公金の支出

福
島
県

石川町
里地里山再生計
画

本町の里地里山再生計画は、荒廃した山林と中間山地の農
地を人の手で管理し、歴史と文化に育まれた美しい里地里
山として再生するものである。再生の視点は、地球温暖化
防止や国土保全であり地球的国家的なものである。地域的
には、里地里山の環境が生みだした資源の活用と多様な里
地里山の植物の種子や苗木の生産活動の活発化、更には、
都市との交流を進め地域経済の活性化を図るものである。

特定農山村地域
の指定要件の緩
和

新山村振興等農林漁業特別対策事業の実施地
域の要件として特定農山村地域における農林
業等の活性化のための基盤整備の促進に関す
る法律による「特定農山村地域」がある。特
定農山村地域の指定要件の中の要件１　①ア
勾配１／２０以上の面積が全体面積の「５
０％を２５％」に、②林野率「７５％を６
０％」に緩和し、特定農山村地域の指定を受
け、本町の大半の地域を新山村振興等農林漁
業特別対策事業の対象地域としたい。

新山村振興等農林漁業特別対策事業を活用し、荒廃
した里地里山地内の多種多様な植物の植生を豊かに
するため、希少植物となった里地里山植物の繁殖の
ための種子生産や苗木生産事業を実施したい。この
他、里地里山の自然、歴史、文化を活用し地域を再
生する事業も展開したい。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

石川町
幼児教育、保育
の一元化による
地域再生計画

幼児教育及び保育を同一施設で実施するとともに、児童福
祉施設の最低基準で規定されている調理室の設置を緩和す
ることにより、給食センター等での一括調理が可能とな
り、効率的な住民サービスが供給できる。

保育所、幼稚園
運営の一元化

１施設で保育と幼児教育の運営を可能とす
る。

現在の施設において入所、入園希望児童すべてを受
け入れる。

福
島
県

石川町
幼児教育、保育
の一元化による
地域再生計画

幼児教育及び保育を同一施設で実施するとともに、児童福
祉施設の最低基準で規定されている調理室の設置を緩和す
ることにより、給食センター等での一括調理が可能とな
り、効率的な住民サービスが供給できる。

保育所における
調理施設の施設
設置の緩和

現在施設内調理しか認められていない規定を
除外する。また外部委託することを可能とす
る。

保育施設の調理業務の集約

福
島
県

石川町
住所地特例によ
る地域再生計画

高齢化社会において、養護老人ホーム及び特別養護老人
ホームの需用が更に増加することが予想され、当該施設の
所在市町村の財政負担軽減がされるよう住所地特例を一元
化することで、新たな施設建設と雇用を促す。

住所地特例の一
元化

現在、敬遠される当該施設の建設及び民間施
設の誘致が容易となる。

住所地特例を適用する。

福
島
県

河東町
国際観光ネット
ワーク河東学園
構想

・会津圏域の歴史文化資源と自然景観などの資源を活用し
た「国際観光ネットワーク学園」の展開を、小中一貫教育
を行う河東学園施設の遊休時間を活用した目的外利用の交
流学習講座プログラムの中で行う。特に農業や観光、文
化、健康など異質なものの統合実践を通して、会津圏域に
新しいサービス産業とその実践をコーディネートし付加価
値を生み出す事業を農家や住民の参加で組織された組合や
事業ＮＰＯによって行い、その中で人材創出を行う学習交
流起業ネットワーク型の構想。
●具体的な実践イメージ
・学校での地産地消を実現するスローフードレストランの
実践
・学校での地域の農産物利用や農家主婦などの指導での食
加工実践
・学校での食の展開から地域農家レストラン、農家民宿な
どへの展開実践
・学校での食と芸術と健康交流とミニコンサート交流の実
践
・学校でのハーブ教育園づくりと有料観賞園開放、ハーブ
料理の実践
・さらに「食づくり」「健康づくり」「芸術文化交流」を
テーマとし磐梯山や猪苗代湖から古都・農村体験交流観
光、新サービス産業な
どへ展開する国際交流観光産業と産業コーディネーターや
国際観光・グリーンツーリズムガイドなど新しい付加価値
型人材を育成雇用していく。

教育施設の目的
外使用に関する
規制緩和

■河東学園施設の遊休時間帯、地域貢献・地
域起業型での有料公開利用と図書館・コン
ピューター室を活用した起業型の情報サービ
スとプロガイド養成講座

●夜間･土日祭日の学校学習施設の有料利用サービ
ス
・温水プールのサウナ、ジャグジーや体育館などを
活用した健康講座付きプール教室
・温水プール+農家食健康講座付きの健康観光ツ
アー（不定期企画：年１回のツアー講座）
・ホールのミニコンサートや演劇、映画鑑賞利用
・ホールでの音楽付き記念パーティ利用（定期企
画：成人式、卒業式、姉妹都市交流など祭日利用の
交流講座）
・ホールでの学園主催者による伝統芸能定期公演つ
きディナーパーティ
● 夜間･土日祭日のラーニングセンターでの有料利
用の情報サービス
・図書館の情報サービス
・コンピューターセンターのＩＴ学習講座
・国際交流観光情報の受発信ＨＰ作成講座
・生涯学習施設での地元学学習＆有料ガイドマップ
作成講座
・国際交流観光ガイドライセンス取得講座
・国際交流コーディネーター養成講座

福
島
県

河東町
国際観光ネット
ワーク河東学園
構想

・会津圏域の歴史文化資源と自然景観などの資源を活用し
た「国際観光ネットワーク学園」の展開を、小中一貫教育
を行う河東学園施設の遊休時間を活用した目的外利用の交
流学習講座プログラムの中で行う。特に農業や観光、文
化、健康など異質なものの統合実践を通して、会津圏域に
新しいサービス産業とその実践をコーディネートし付加価
値を生み出す事業を農家や住民の参加で組織された組合や
事業ＮＰＯによって行い、その中で人材創出を行う学習交
流起業ネットワーク型の構想。
●具体的な実践イメージ
・学校での地産地消を実現するスローフードレストランの
実践
・学校での地域の農産物利用や農家主婦などの指導での食
加工実践
・学校での食の展開から地域農家レストラン、農家民宿な
どへの展開実践
・学校での食と芸術と健康交流とミニコンサート交流の実
践
・学校でのハーブ教育園づくりと有料観賞園開放、ハーブ
料理の実践
・さらに「食づくり」「健康づくり」「芸術文化交流」を
テーマとし磐梯山や猪苗代湖から古都・農村体験交流観
光、新サービス産業な
どへ展開する国際交流観光産業と産業コーディネーターや
国際観光・グリーンツーリズムガイドなど新しい付加価値
型人材を育成雇用していく。

学校施設での食
加工生産・飲食
サービス

■学校施設での学習や地域農業や地域教育、
交流観光に貢献できる食加工生産・飲食サー
ビス

● 夜間･土日祭日の学校給食設備の有料利用飲食
サービス
・地元農家の出前料理講座としての旬な野菜山菜レ
ストラン
・地元農家の出前料理講座としての地元交流のため
のミニコンサート発表会+食パーティ
・地元農家の出前料理講座としての農産物加工・生
産
・私シェフの河東料理発表の旬刊講座
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

河東町
国際観光ネット
ワーク河東学園
構想

・会津圏域の歴史文化資源と自然景観などの資源を活用し
た「国際観光ネットワーク学園」の展開を、小中一貫教育
を行う河東学園施設の遊休時間を活用した目的外利用の交
流学習講座プログラムの中で行う。特に農業や観光、文
化、健康など異質なものの統合実践を通して、会津圏域に
新しいサービス産業とその実践をコーディネートし付加価
値を生み出す事業を農家や住民の参加で組織された組合や
事業ＮＰＯによって行い、その中で人材創出を行う学習交
流起業ネットワーク型の構想。
●具体的な実践イメージ
・学校での地産地消を実現するスローフードレストランの
実践
・学校での地域の農産物利用や農家主婦などの指導での食
加工実践
・学校での食の展開から地域農家レストラン、農家民宿な
どへの展開実践
・学校での食と芸術と健康交流とミニコンサート交流の実
践
・学校でのハーブ教育園づくりと有料観賞園開放、ハーブ
料理の実践
・さらに「食づくり」「健康づくり」「芸術文化交流」を
テーマとし磐梯山や猪苗代湖から古都・農村体験交流観
光、新サービス産業な
どへ展開する国際交流観光産業と産業コーディネーターや
国際観光・グリーンツーリズムガイドなど新しい付加価値
型人材を育成雇用していく。

スクールバス、
福祉バス、時間
外交通バスとし
ての有効利用

■コミュニティバス利用
● 地域限定でのスクールバス、福祉バス、時間外
交通バスとしての有効利用

福
島
県

河東町
国際観光ネット
ワーク河東学園
構想

・会津圏域の歴史文化資源と自然景観などの資源を活用し
た「国際観光ネットワーク学園」の展開を、小中一貫教育
を行う河東学園施設の遊休時間を活用した目的外利用の交
流学習講座プログラムの中で行う。特に農業や観光、文
化、健康など異質なものの統合実践を通して、会津圏域に
新しいサービス産業とその実践をコーディネートし付加価
値を生み出す事業を農家や住民の参加で組織された組合や
事業ＮＰＯによって行い、その中で人材創出を行う学習交
流起業ネットワーク型の構想。
●具体的な実践イメージ
・学校での地産地消を実現するスローフードレストランの
実践
・学校での地域の農産物利用や農家主婦などの指導での食
加工実践
・学校での食の展開から地域農家レストラン、農家民宿な
どへの展開実践
・学校での食と芸術と健康交流とミニコンサート交流の実
践
・学校でのハーブ教育園づくりと有料観賞園開放、ハーブ
料理の実践
・さらに「食づくり」「健康づくり」「芸術文化交流」を
テーマとし磐梯山や猪苗代湖から古都・農村体験交流観
光、新サービス産業な
どへ展開する国際交流観光産業と産業コーディネーターや
国際観光・グリーンツーリズムガイドなど新しい付加価値
型人材を育成雇用していく。

地域内外の各施
設、各団体、各
業界、各人材と
の連携ネット
ワーク

■河東学園を核とした地域内外の各施設、各
団体、各業界、各人材との連携ネットワーク

●町内外の農家－温泉旅館－料理家との連携事業：
「農産物直販、農家民宿、農家レストラン、世界の
農産物との交流料理」などと連携した国際交流観光
講座
●町内外の国際観光ガイド-登山家－環境専門家－
観光エージェントとの連携事業：国際観光での磐梯
登山と河東自然ガイド講座
●町内外の国際観光ガイド-農家－学園運営者-リエ
ゾンオフィスなどの情報機構との連携事業：猪苗代
－会津－河東の国際交流観光情報ネット事業として
バーチャルに展開する講座募集システムの開発
●町内外の国際観光ガイド-ユニバーサルデザイン
専門家－農家－温泉旅館－料理家－観光エージェン
トとの連携事業：稼働率の低い観光旅館での高齢者
や障害者にも対応できる宿の安価な価格での交流講
座
●町内外の農家－学園運営者-リエゾンオフィス-農
家民宿－各大学との連携事業：稼働率の低い各施設
での提携による産学複合研修講座、会津大学だけで
なくネットできる大学や人材と提携した講座
●町内外の国際観光ガイド-健康指導者－温泉旅館
－環境専門家との連携事業：健康講座に協力できる
温泉浴、森林浴のできる温泉施設講座

福
島
県

福島市
オープンカフェ
の設置による地
域再生計画

　公共施設の管理の民間開放等を積極的に推進することに
より、雇用拡大と地域活性化を実現し、中心市街地の再生
を目指す。
　そのため、歩道空間を利用したオープンカフェを設置す
ることにより、オープンカフェに人々が立ち寄ることで賑
わいが生まれ、さらに休憩することにより遠くまで買い物
などに足を運ぶようになり回遊性の向上にもつながる。
　また、自治体は新たな収入として、占用料を徴収するこ
とができる。

公共施設の柔軟
な利活用の実現

　スムースな施設の有効活用を図るために
は、不法占用の排除などに留意しつつ、施設
の占用許可方針や占用形態などについて、管
理者である自治体が策定できることとする。

　施設の占用許可方針や占用形態などについて、管
理者である自治体が策定できるようになり、オープ
ンカフェ設置が可能となることにより、中心市街地
の賑わいが創出されることで、経済の活性化と雇用
の拡大を行う。

福
島
県

福島市
オープンカフェ
の設置による地
域再生計画

　公共施設の管理の民間開放等を積極的に推進することに
より、雇用拡大と地域活性化を実現し、中心市街地の再生
を目指す。
　そのため、歩道空間を利用したオープンカフェを設置す
ることにより、オープンカフェに人々が立ち寄ることで賑
わいが生まれ、さらに休憩することにより遠くまで買い物
などに足を運ぶようになり回遊性の向上にもつながる。
　また、自治体は新たな収入として、占用料を徴収するこ
とができる。

道路の使用の許
可申請に係る手
続きの容易化・
迅速化

　スムースな施設の有効活用を図るため、道
路の使用の許可申請に係る手続きの容易化・
迅速化を図る。

オープンカフェを設置することにより、中心市街地
の賑わいを創出することで、経済の活性化と雇用の
拡大を行う。

福
島
県

福島市
オープンカフェ
の設置による地
域再生計画

　公共施設の管理の民間開放等を積極的に推進することに
より、雇用拡大と地域活性化を実現し、中心市街地の再生
を目指す。
　そのため、歩道空間を利用したオープンカフェを設置す
ることにより、オープンカフェに人々が立ち寄ることで賑
わいが生まれ、さらに休憩することにより遠くまで買い物
などに足を運ぶようになり回遊性の向上にもつながる。
　また、自治体は新たな収入として、占用料を徴収するこ
とができる。

道路の占用の許
可に関する権限
の移譲

　スムースな施設の有効活用を図るため、都
道府県が許可している道路の占用の許可につ
いて、地域再生構想の対象区域の市町村で許
可が可能とする。

オープンカフェを設置することにより、中心市街地
の賑わいを創出することで、経済の活性化と雇用の
拡大を行う。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

福島市
オープンカフェ
の設置による地
域再生計画

　公共施設の管理の民間開放等を積極的に推進することに
より、雇用拡大と地域活性化を実現し、中心市街地の再生
を目指す。
　そのため、歩道空間を利用したオープンカフェを設置す
ることにより、オープンカフェに人々が立ち寄ることで賑
わいが生まれ、さらに休憩することにより遠くまで買い物
などに足を運ぶようになり回遊性の向上にもつながる。
　また、自治体は新たな収入として、占用料を徴収するこ
とができる。

露店の飲食店出
店にかかる許可
の容易化・迅速
化

道路上での露店（飲食店）の出店にあたって
の基準の緩和と手続の簡素化を図る。

オープンカフェとともに、露店（飲食店）を設置す
ることにより、お客の回遊性を図り、中心市街地の
賑わいを創出することで、経済の活性化と雇用の拡
大を行う。

福
島
県

福島市
地域介護ケアシ
ステム

高齢化社会においては住み慣れた地域内での安心・安全な
相互扶助支援体制整備が必要である。介護保険の制度活用
による町会単位の要支援者の見守り、傷病罹患時のケアな
どデイサービスを含め組織化による地域介護ケアシステム
を構築することにより市民協働による共に生きる地域介護
社会づくりを目指す。

市長の認める地
縁団体（町内会
等）で実施する
「ふれあいの
家」を通所介護
施設（デイサー
ビス）として認
可するため事業
主体要件、人的
基準及び施設基
準等を緩和す
る。

市長の認める地縁団体（町内会）が運営する
利用しやすい身近な施設としてまた小規模デ
イサービス施設として｢ふれあいの家」を認
可するための事業主体要件、人的基準及び施
設基準等を緩和してほしい。

住み慣れた地域内で安心・安全な生活支援を受けら
れるデイサービス施設として「ふれあいの家事業」
を地縁団体（町内会）が設置運営する。その認可要
件である法人化、人的・施設設置基準の緩和を求め
る。また緊急災害時や疾病罹患時の身近な見守り、
生活支援機能をもたせた居宅支援組織として立ち上
げる。

福
島
県

福島市
地域遊休資源高
付加価値化計画

　遊休バイオマス資源のりんご・柿を活用して健康酢を製
造し、りんご・柿のイメージアップ食品並びに健康増進食
品として開発製品化するため、市が製造する場合に限って
酒類の製造免許は必要としない。

市がりんご酢・
柿酢を開発製造
することによる
地域再生の実現

　地域資源であるりんご・柿の高付加価値化
を図るため、りんご酢・柿酢を開発製造する
ため、市が製造する場合に限り、酒税法にか
かわる酒類の製造免許を必要としない。

　遊休バイオマス果樹資源の健康酢転換事業によ
り、遊休バイオマス資源のりんご・柿を活用して健
康酢を製造し、りんご・柿の地域イメージアップ食
品並びに健康増進食品として開発製品化する。
　このことにより、地域経済の活性化と雇用の拡大
を行う。

福
島
県

原町市
既存ダムの有効
活用による地域
再生計画

都市用水（上水道水及び工業用水)の安定確保は市政の進
展に不可欠な要素である。新たなダム建設が困難となり既
存ダムの有効活用が地域の経済の発展には不可欠となって
いる。

ダム用途変更の
補助金返還の廃
止

農業用及び工業用に建設されたダムを他用途
（上水道及び工業用水）への変更を容易にす
る。

農業用のダムは、現在３０％を超える転作が実施さ
れ余剰水が予想される。この余剰水を上水道事業や
工業用水事業に活用し、企業誘致等の地域経済の活
性化に活用する。

福
島
県

原町市
既存ダムの有効
活用による地域
再生計画

都市用水（上水道水及び工業用水)の安定確保は市政の進
展に不可欠な要素である。新たなダム建設が困難となり既
存ダムの有効活用が地域の経済の発展には不可欠となって
いる。

特定水利使用に
係る許可手続き
の簡素化

特定水利使用の許可手続きを簡素化し、ダム
の他用途変更手続きの簡素化する。

特定水利使用の許可に係る国土交通大臣への協議、
同意取得の省略

福
島
県

原町市
中心市街地活性
化

中心市街地の活性化には、行政の関与が欠かせない状況に
あり、そのためには補助制度の充実が必要である。

まちづくり総合
支援事業におけ
る補助対象施設
の拡大

・衰退の著しい中心市街地の活性化を図るた
め、市民の交流施設として相応しい公共公益
施設及び商業施設の整備をするに当り、導入
を検討している事業における対象施設の拡大
について。公共公益施設は国土交通省所管の
「まちづくり総合支援事業又はまちづくり交
付金」により、また、商業施設は通商産業省
所管の「中心市街地等商店街リノベーション
補助金」により施設整備の計画を検討してい
るが、両施設は土地区画整理事業により整備
された同一街区内にあり回遊性を生かした街
並みを形成する開発事業として位置付けてい
ることから、一体的に整備を進める事業にお
ける補助対象施設を、個別に事業を実施する
場合より対象施設の拡大を提案する。

・公共公益施設の一つに図書館を検討しているが、
これからの「図書館」は貸本を主とした従来の図書
館機能から多機能を有した図書館に移行しており、
中心市街地に人を集めるだけでなく、文化・交流・
情報発信機能等を提供する公益的施設として、ホー
ル・会議室などに活用できる「地域交流センター」
と併せて施設整備をすることにより、それぞれの施
設利用者だけでなく商業施設利用者との交流が生ま
れ、中心市街地に新たな魅力と活力が付与される。
このことから、図書館を交流機能を備えた高度情報
センターと位置づけし補助対象施設に含めることを
提案する。
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内容
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福
島
県

原町市
中心市街地活性
化

中心市街地の活性化には、行政の関与が欠かせない状況に
あり、そのためには補助制度の充実が必要である。

リノベーション
補助における対
象施設の拡大

・衰退の著しい中心市街地の活性化を図るた
め、市民の交流施設として相応しい公共公益
施設及び商業施設の整備をするに当り、導入
を検討している事業における対象施設の拡大
について。公共公益施設は国土交通省所管の
「まちづくり総合支援事業又はまちづくり交
付金」により、また、商業施設は通商産業省
所管の「中心市街地等商店街リノベーション
補助金」により施設整備の計画を検討してい
るが、両施設は土地区画整理事業により整備
された同一街区内にあり回遊性を生かした街
並みを形成する開発事業として位置付けてい
ることから、一体的に整備を進める事業にお
ける補助対象施設を、個別に事業を実施する
場合より対象施設の拡大を提案する。

・リノベーション補助については対象施設がテナン
トミックスに資する施設となっているが、活性化施
設の一翼を担う全ての商業施設について補助対象と
なるよう提案する。

福
島
県

原町市

海をテーマにし
た「交流」・
「環境」・「情
報」により地域
経済の再生と振
興

地域資源である「海」を活用し、「交流」・「環境」・
「情報」による地域再生と雇用の安定を図る。本市におい
ては北泉海浜総合公園を中心に海水浴や野外キャンプに利
用者による交流は図られているが、地域経済の活性化に寄
与していない状況にある。地域再生として「マリンツーリ
ズム」による地域経済の活性化と雇用の場の確保を図るた
め、「新たな観光資源」の開発としてCCZの施設機能を拡
充し、通年型観光拠点として新たにサーフ関連施設、港湾
施設の整備を行い、海などの環境教育を担うサーフカレッ
ジなどコミュニテｲビジネスの創出。

各種関係法令の
手続きの緩和及
び支援策の連携

①港湾法・河川法及び海岸法の手続きの緩和
②地域整備に伴う各種施策の集中

海をテーマとして施設の整備：サーフ関連施設（ピ
アの建設）・小型船だまりの整備（プレージャー
ボートの係留場）など

福
島
県

原町市

海をテーマにし
た「交流」・
「環境」・「情
報」により地域
経済の再生と振
興

地域資源である「海」を活用し、「交流」・「環境」・
「情報」による地域再生と雇用の安定を図る。本市におい
ては北泉海浜総合公園を中心に海水浴や野外キャンプに利
用者による交流は図られているが、地域経済の活性化に寄
与していない状況にある。地域再生として「マリンツーリ
ズム」による地域経済の活性化と雇用の場の確保を図るた
め、「新たな観光資源」の開発としてCCZの施設機能を拡
充し、通年型観光拠点として新たにサーフ関連施設、港湾
施設の整備を行い、海などの環境教育を担うサーフカレッ
ジなどコミュニテｲビジネスの創出。

各種関係法令の
要件の緩和及び
支援策の連携

①農業振興地域の整備に関する法・農地法の
手続の緩和②地域整備に伴う各種施策の集中

CCZ背後地の整備：住宅団地の整備・生活関連施設
の整備などにによる地域開発

福
島
県

原町市
個性豊かな商店
街による地域再
生

中心市街地商業の再整備として都市計画道路の整備を進
め、店舗の近代化による集客対策及び地域再生を進めるた
め、店舗の新築等に対する都市計画法及び建築基準法の規
制を緩和よる支援

各種法令の規制
の緩和

都市計画法及び建築基準法の地域地区の建ぺ
い率・容積率の規制緩和・都市計画変更の簡
素化・都市計画道路などの整備における道路
構造令の適用の緩和

①野馬追通りなど地域拠点の整備及び特色ある商店
街の形成を図るための街路整備の実施。②商業集積
を推進する新たな商業店舗等整備および新規創業を
支援するチャレンジショップの整備など

福
島
県

都路村
小規模農地取得
による定住促進

都会からのＩターン等が多いなか、より良い移住条件が求
められている。今回の支援措置により小規模農地を取得す
ること及び移住先にて早期に新生活を開始できるメリット
を生かし、他地域との差別化をはかり、民間での受入事業
の後押しをするとともに、新規入村者増加による地域の活
性化及び経済効果が期待される。

新規就農に係る
農地面積等の要
件緩和

現在、農地取得時に取得面積についての制限
があるが、５０アール未満の農地についても
取得を可能とする

小規模農地を取得できることをメリットとして、Ｉ
ターン等を積極的に行い地域の活性化につなげる。

福
島
県

都路村
小規模農地取得
による定住促進

都会からのＩターン等が多いなか、より良い移住条件が求
められている。今回の支援措置により小規模農地を取得す
ること及び移住先にて早期に新生活を開始できるメリット
を生かし、他地域との差別化をはかり、民間での受入事業
の後押しをするとともに、新規入村者増加による地域の活
性化及び経済効果が期待される。

農地転用の許可
権限の市町村へ
の移譲

現在、農地転用については県知事または大臣
の許可が必要であるが、市町村での許可を可
能とする

土地取得者の転居や住宅建築の迅速化を図れる
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福
島
県

都路村
資産の他目的活
用による推進

利用いただく村民をはじめ、都会からの誘客を図ること
が、肝要な事案であり、そのニーズに応えられるよう施設
の見直し、改修することにより地域の活性化及び経済効果
の増加が期待できる。

補助金建設施設
に係る他目的使
用への要件緩和

補助金により建設した施設を、変化する地域
住民の要望、実情に即して、改修及び他目的
への使用を可能とする

時代や地域のニーズの応じた施設利用を効率的に行
える。また、施設の有効活用や工事期間の短縮及び
建設費用や改造費用の削減が行える

福
島
県

安達郡本
宮町

地域再生取組み
のため定住住民
生活基盤確保促
進を図る各種規
制の緩和

定住促進からアプローチする地域再生
本町における定住の促進化の促進により、地域再生に取り
組む。　　　しかし、定住促進には多種な規制があるた
め、規制の緩和により環境整備を推進し、町再生を促進す
る。

定住促進からの
町再生のための
規制緩和

農業振興地域の整備に関する法律
農地法
農家定義の設定
農地法権利移動の下限緩和
農御者年金受給要件
相続税徴収猶予
都市計画法・農地法の調整規定
都市計画法
文化財保護法
市民農園整備促進法
建築基準法
以上の法規制における自治体の裁量権等の規
制緩和を受け、町再生を促進させる。

法等の規制緩和を受け、自治体の裁量による再生促
進を図る。

福
島
県

安達郡本
宮町

職住一体の町づ
くりのため既成
市街地での用途
地域の弾力的運
用

商工業店舗及び営業者の住宅敷地が公共事業用地となり店
舗（住宅）を新･増築する場合、減少する敷地に相当する
面積を隣接地に確保して基準時における敷地面積とする。
地域で相当期間営業する者が、営業活動のため店舗（住
宅）を新･増築する場合は同様とする。店舗（住宅）の新･
増築は、既存建築物の用途地域決定基準を適用する。

職住一体の町づ
くりのため既成
市街地での用途
地域の弾力的運
用

都市計画区域と用途地域が決定した地域につ
いて、都市計画区域と用途地域全体を変更す
ることなく、必要に応じて県と協議して決定
する。

都市計画道路、築堤、中心市街地活性化事業等

福
島
県

滝根町

「あぶくま洞
（鍾乳洞）」を
核とした活力あ
る観光地づくり

　本町の観光資源である「あぶくま洞（鍾乳洞）」を核と
した特色ある地域づくりを行うため、グリーンツーリズム
による民泊・農林業体験事業、生産者の顔が分かる安全で
安心な農産物・特産物を広く提供する事業、観光客の憩い
の場や地域情報発信機能を持った施設整備を柱として事業
を展開し、農家の経営意欲と所得の向上、地域の雇用促
進、都市と農山村の交流促進を図る。
　また、近年増加傾向にある、福島空港を利用した「あぶ
くま洞」への海外からの観光客に対応するため、国際化に
対応したインフラ整備を行ない、地域観光の活性化を図
る。

グリーンツーリ
ズムにおける宿
泊営業許可等の
緩和

　一般住宅や居住者がいない農家住宅を利用
した旅館営業は不可能なため、季節限定で行
なわれるグリーンツーリズムでの民泊施設に
ついては、旅館業法や食品衛生法の規制を緩
和し、グリーンツーリズムの促進と都市と農
山村の交流促進を図る。

　旅館として建設した建物以外の一般住宅や農家住
宅を利用した民泊を行なう。

福
島
県

滝根町

「あぶくま洞
（鍾乳洞）」を
核とした活力あ
る観光地づくり

　本町の観光資源である「あぶくま洞（鍾乳洞）」を核と
した特色ある地域づくりを行うため、グリーンツーリズム
による民泊・農林業体験事業、生産者の顔が分かる安全で
安心な農産物・特産物を広く提供する事業、観光客の憩い
の場や地域情報発信機能を持った施設整備を柱として事業
を展開し、農家の経営意欲と所得の向上、地域の雇用促
進、都市と農山村の交流促進を図る。
　また、近年増加傾向にある、福島空港を利用した「あぶ
くま洞」への海外からの観光客に対応するため、国際化に
対応したインフラ整備を行ない、地域観光の活性化を図
る。

地域特産物等を
販売する際の食
品衛生管理者要
件の緩和、営業
許可区分の整理
統合

　農産物直売所等で加工食品を調理販売する
際は食品衛生管理者の資格を必要とするが、
一般農家が地域農産物等を加工調理販売する
場合は食品衛生管理者となる要件を緩和す
る。
　また、３４区分に分かれている営業区分を
整理統合し、営業許可を取る手続の簡素化を
図る。

　農家の人が食品衛生管理者となり、自らが加工調
理した地域農産物の加工食品を販売することができ
る。
　また、営業許可を取る際の手続が簡素化される。

福
島
県

滝根町

「あぶくま洞
（鍾乳洞）」を
核とした活力あ
る観光地づくり

　本町の観光資源である「あぶくま洞（鍾乳洞）」を核と
した特色ある地域づくりを行うため、グリーンツーリズム
による民泊・農林業体験事業、生産者の顔が分かる安全で
安心な農産物・特産物を広く提供する事業、観光客の憩い
の場や地域情報発信機能を持った施設整備を柱として事業
を展開し、農家の経営意欲と所得の向上、地域の雇用促
進、都市と農山村の交流促進を図る。
　また、近年増加傾向にある、福島空港を利用した「あぶ
くま洞」への海外からの観光客に対応するため、国際化に
対応したインフラ整備を行ない、地域観光の活性化を図
る。

「道の駅」設置
要件等の緩和

　国道や県道に限られている「道の駅」設置
要件を緩和する。
　また、「道の駅」整備において、道路管理
者が施設整備する範囲を拡大する。

　町の観光施設である「あぶくま洞」に続く町道に
「道の駅」を設置し、観光客の憩いの場、地域情報
の発信、都市と農山村の交流を促進する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

滝根町

「あぶくま洞
（鍾乳洞）」を
核とした活力あ
る観光地づくり

　本町の観光資源である「あぶくま洞（鍾乳洞）」を核と
した特色ある地域づくりを行うため、グリーンツーリズム
による民泊・農林業体験事業、生産者の顔が分かる安全で
安心な農産物・特産物を広く提供する事業、観光客の憩い
の場や地域情報発信機能を持った施設整備を柱として事業
を展開し、農家の経営意欲と所得の向上、地域の雇用促
進、都市と農山村の交流促進を図る。
　また、近年増加傾向にある、福島空港を利用した「あぶ
くま洞」への海外からの観光客に対応するため、国際化に
対応したインフラ整備を行ない、地域観光の活性化を図
る。

自治体が行なう
酒類販売の販売
条件緩和

　酒類販売は、販売免許を取得するとともに
販売地ごとに管轄税務署の許可を必要とする
ため、全国の博覧会・イベント等で特産品酒
類を販売するには煩雑な手続が伴う。自治体
が地域特産物酒類を販売する場合は、販売地
ごとの税務署の許可を不要とし、販売する酒
類の範囲又は方法についても要件を緩和す
る。

　全国各地の博覧会等において、特産品の酒類を販
売することで、ＰＲと販路拡大につなげる。

福
島
県

滝根町

「あぶくま洞
（鍾乳洞）」を
核とした活力あ
る観光地づくり

　本町の観光資源である「あぶくま洞（鍾乳洞）」を核と
した特色ある地域づくりを行うため、グリーンツーリズム
による民泊・農林業体験事業、生産者の顔が分かる安全で
安心な農産物・特産物を広く提供する事業、観光客の憩い
の場や地域情報発信機能を持った施設整備を柱として事業
を展開し、農家の経営意欲と所得の向上、地域の雇用促
進、都市と農山村の交流促進を図る。
　また、近年増加傾向にある、福島空港を利用した「あぶ
くま洞」への海外からの観光客に対応するため、国際化に
対応したインフラ整備を行ない、地域観光の活性化を図
る。

国際化に対応し
た標識設置補助
制度の統一化

　市町村が設置する標識・案内板等の道路占
用許可の許可期限を緩和する。
　道路構造令によらない、国際化に対応した
標識設置を補助対象とする。

　案内板等の設置手続に利便性が生まれる。
　国際化に対応した英語・韓国語・中国語表記の標
識・案内板を設置する。

福
島
県

滝根町

「あぶくま洞
（鍾乳洞）」を
核とした活力あ
る観光地づくり

　本町の観光資源である「あぶくま洞（鍾乳洞）」を核と
した特色ある地域づくりを行うため、グリーンツーリズム
による民泊・農林業体験事業、生産者の顔が分かる安全で
安心な農産物・特産物を広く提供する事業、観光客の憩い
の場や地域情報発信機能を持った施設整備を柱として事業
を展開し、農家の経営意欲と所得の向上、地域の雇用促
進、都市と農山村の交流促進を図る。
　また、近年増加傾向にある、福島空港を利用した「あぶ
くま洞」への海外からの観光客に対応するため、国際化に
対応したインフラ整備を行ない、地域観光の活性化を図
る。

観光振興に活用
する補助制度の
整理統合・一元
化

　各省庁の補助金で、観光振興に活用できる
補助金を整理統合する。
　あるいは、各種施策を連携集中する。

鍾乳洞を中心とした体験型学習施設、学びの拠点を
整備する。

福
島
県

　高郷村

太古のロマンあ
ふれる
川と緑の里たか
さと
～　村はまるご
と
夢博物館　～

当村の夢博物館構想は、経済低迷から打開と活性化を図る
施策として、本県単独事業による基本構想を策定したばか
りである。そこに「地域再生構想」募集があり、地域再生
の意義・目的に共通する点が多く、「夢博物館基本構想」
そのままを提案する。提案の概要は都市との交流を行い、
お互いに双方の問題解決をするというのを目的とした。こ
の構想実施の場合に次のような点が支障することが考えら
れる。まず一つは国補助事業で建設した施設の内部改造や
一部分の目的外利用などの許認可不要。二つ目に化石発掘
体験など河川敷で行う場合の河川使用許可や採掘する場合
の許可などの手続きを簡素化、さらには電力会社の所有地
であるがそれらの手続きの簡素化。三つ目に許可等の簡素
化。最後に財政支援措置。また、その際の申請書類等の簡
素化を提案する。

都市交流による
地域再生を図る
構想であるが、
核となるツーリ
ズム整備の支援
措置

化石の調査や発掘調査と交流による発掘体験
を実施するには、現在は河川法による手続き
が大変である。これらの手続きの簡素化。ま
た、農業体験をするは場合の農地法、農振
法、食品衛生法等の規制緩和。さらには、農
家への民泊を実施したいが、その受入れる民
泊手続きの簡素化や複雑な届出の廃止（市町
村への権限移譲も含む）。

① グリーンツーリズム（農業体験・炭焼き体験・
そば打ち体験など）
② 化石発掘体験、地層学習、文化財・史跡見学な
ど）
③ 自然探察（ボート漕ぎ体験、山野草群生地探
訪、山登り、自然探訪など）
④ 村営施設を利用したスポレク体験
⑤ 温泉によるリフレッシュ体験
上記によるメニューで都市交流を展開し地域再生を
図りたい。

福
島
県

　高郷村

太古のロマンあ
ふれる
川と緑の里たか
さと
～　村はまるご
と
夢博物館　～

当村の夢博物館構想は、経済低迷から打開と活性化を図る
施策として、本県単独事業による基本構想を策定したばか
りである。そこに「地域再生構想」募集があり、地域再生
の意義・目的に共通する点が多く、「夢博物館基本構想」
そのままを提案する。提案の概要は都市との交流を行い、
お互いに双方の問題解決をするというのを目的とした。こ
の構想実施の場合に次のような点が支障することが考えら
れる。まず一つは国補助事業で建設した施設の内部改造や
一部分の目的外利用などの許認可不要。二つ目に化石発掘
体験など河川敷で行う場合の河川使用許可や採掘する場合
の許可などの手続きを簡素化、さらには電力会社の所有地
であるがそれらの手続きの簡素化。三つ目に許可等の簡素
化。最後に財政支援措置。また、その際の申請書類等の簡
素化を提案する。

都市交流による
受入れとさらに
は、温泉保養施
設の施設拡充の
ため宿泊施設整
備の支援措置

現制度の宿泊施設等補助事業は採択条件も厳
しく、当時の保養施設整備時では建設が不可
能であった。今回、施設利用者（村外）の中
からも宿泊施設整備の要望も高いうえ、誘客
を期待し計画をしている。地域再生のため、
地域の経済効果や雇用創設を図るねらいであ
り、従来のような投資的効果を追従するばか
りの問題ではない。また、補助事業により建
設した施設の目的外利用に対する規制（補助
金適化法）の緩和も提案する。

都市交流の受け入れと温泉保養施設の利用客の宿泊
を目的とする宿泊施設の建設を計画している。
建設場所　温泉保養施設敷地内
建築規模　２階建　1,000㎡　客室１０室
研修・ホール・食堂・厨房・

福
島
県

富岡町

電源地域の再生
計画（電源交付
金の町村におけ
る一般財源化）

交付金制度は、国のエネルギー施策のもと消費地に発生す
る課税の原因とその目的であり、国と立地地域の共有した
エネルギー施策の下で、定額的に生産地に還元されるべき
もの。又還元された時点で税の目的は達せられており、国
における関与はあるべきではなく、今、政府によって進め
られている構造改革からしても、交付金制度に関係する
国、県及び市町村にわたる事務についての整理が必要不可
欠と考えるもの。

電源交付金制度
の見直し

交付金制度を見直し、電源立地地方の独自の
一般財源化とする。

使途のない財源として定額交付

55 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

富岡町

地域の再生計画
（「小さな町を
つくってしまお
う」）

雇用をはじめ、地産地消の平均したローリングをはかり地
方としての役割と、昔からの息づく産業を維持し、地域全
体の活性化を促すもの。

地域住民の生活
の保証の前提の
確保

中央での生活者について地方への環境享受を
促し、同時に地方の地域活性化と住環境とし
ての見直しを図る。

地方の再生を図ることによる安定した生活国土の編
成

福
島
県

富岡町

「原子力との共
生」電力生産地
と消費地との恒
常的役割の付加

電力生産地と消費地の共存共栄の安定と継続を確立し地域
の再生をめざすもの。

原子力との共生 国の電力生産地に対する中央との共存の支援
原子力立地との共存共栄を図り、原子力政策の円滑
な相互理解の醸成

福
島
県

富岡町

相双地域観光拠
点事業整備によ
る地域の再生計
画

相双地方広域観光拠点整備事業の双葉地方の拠点として整
備するもの。

広域観光の基盤
づくり

電源交付金（特別交付金県配分）の対象事業
としていただきたい。

観光の受け入れ基盤の整備

福
島
県

富岡町
一級町村道の補
助制度の充実と
推進について

地域の新たな環境について整備を図り新たな地域の編成を
促すもの。

隣接町村道の整
備による地域の
連携

隣接町村にまたがる観光資源について広域的
な環境の整備を図り、地域の再生を目指す。

隣接町村道の整備

福
島
県

常葉町
グリーンツーリ
ズムを活用した
地域間交流

市民農園や農家民宿を可能にし、より身近に農業や自然を
体感してもらい自然環境の大切さを実感してもらう。ま
た、実際に作物の栽培・収穫をすることにより、食に対す
る安全性の理解を深めてもらう。そのことにより、地域の
農業の活性化や地域間交流の発展により、新たな市場の開
拓が見込まれる。

農家民宿を可能
とするための規
制緩和

旅館業法の規制緩和 一般農家において旅行者を宿泊させる

福
島
県

常葉町
グリーンツーリ
ズムを活用した
地域間交流

市民農園や農家民宿を可能にし、より身近に農業や自然を
体感してもらい自然環境の大切さを実感してもらう。ま
た、実際に作物の栽培・収穫をすることにより、食に対す
る安全性の理解を深めてもらう。そのことにより、地域の
農業の活性化や地域間交流の発展により、新たな市場の開
拓が見込まれる。

農地転用の許可
権限の市町村へ
の移譲

農林水産省・都道府県が許可している農地転
用について、市町村で許可が可能とする。

農地転用の許可を市町村が行う
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

猪苗代町
雇用対策、求職
者の早期就職促
進

地域の求職者及び求人企業の身近な存在である町が無料職
業紹介事業を行うことによる利便性の向上、及び地域の求
職者の早期就職及び地域の求人企業の早期雇用確保を図る
ため、改正職業安定法による地方公共団体が行うことので
きる無料職業紹介事業に限らず、地域の求人・求職に係る
事務を取り扱うことができることとする。

職業安定法に基
づく地方公共団
体が行うことの
できる無料職業
紹介事業の拡充

　地域の求職者及び求人企業が身近なものと
して利用できる利便性や、「求職」・「求
人」の早期対応を図るため、職業安定法によ
る地方公共団体が行うことができる無料職業
紹介事業の内容を拡充していただきたい。

　現在は、会津若松公共職業安定所管内の求人情報
を提供する「求人情報提供窓口」を開設している
が、十分な成果が得られないため、無料職業紹介事
業を実施し、町商工会や町内企業等関係機関と連携
しながら、雇用の拡大、雇用機会の開拓、求職者の
早期就職促進を図り、もって地域経済の発展及び地
域の活性化に資する。

福
島
県

船引町
中心市街地活性
化による地域再
生計画

交通弱者である高齢者や、未成年者等に対して、煩雑で多
岐に渡る諸施策を統合し、手続き等がより身近な場所で可
能となるよう、駅舎に行政コーナーを設け、併せて健康増
進を目的とした、憩いの健康サロンを建設する。

役場発行の証明
書交付事務及び
公共施設の管理
運営の民間委託

現在、地方公共団体にしか認められていない
証明書等の交付事務及び公共施設の管理運営
も民間委託することを可能とする。

中心市街地活性化事業で建設予定の駅舎の中に行政
コーナーと健康増進憩いのサロンを設け、証明書等
の発行と、駅舎の管理運営をＴＭＯなどの民間組織
に委託したい。

福
島
県

船引町
中心市街地活性
化による地域再
生計画

身近な公共交通機関である路線バスも経営が苦しく、真に
利用者のための運行状況にないので、デマンド型の自治体
バス導入と併せて、駅前周辺の道路や広場の再整備を進め
たい。

バス事業の規制
緩和及び道路等
環境整備補助金
の集中支援

弾力的なバス路線の即時認定と料金の自由
化、個人タクシー認可に係る要件の緩和及び
施設整備補助金の一括集中による支援。

バス路線の新規開設には地域協議会の同意が必要で
あり、時間がかかる。また参入業者には資格制限が
ありタクシー業者などが自由に参入できるよう条件
整備が必要である。　またこれらと併せて駅前道路
や広場等の差雨声日も必要なので、関係整備補助の
集中的早期実施を実現してほしい。

福
島
県

船引町
中心市街地活性
化による地域再
生計画

中心市街地の商店に目立ちつつある空き店舗等を利用し、
時代の要請もある児童や幼児のための保育施設や、一般の
人も気軽に利用できる「まちなかサロン」等を設置し、賑
わいのある町並みを再構築したい。

児童クラブ・保
育所の整備によ
る市街地の活性
化

保育所・児童クラブ等設置及び管理運営の規
制緩和により、小規模でも随時自由に利用で
きる子育て支援施設を中心市街地（空き店
舗）に設置することで、子育て支援と地域活
性化を総合的に推進する。

規定の保育所等は設置基準が定められており、小規
模な開設や不定期の児童クラブの開設は実現が難し
い。子育て支援と中心市街地活性化のため、空き店
舗等を利用し、自由な施設を開設したい。

福
島
県

岩代町
遊休農地の有効
利用

　農地転用許可の権限を移譲することにより、荒廃した遊
休桑園の有効利用を図り、もって自然景観の美しいまちづ
くりを推進する。
 農地転用による経営移譲年金支給停止要件を緩和するこ
とにより、荒廃した遊休桑園の有効利用を図り、もって自
然景観の美しいまちづくりを推進する。
　農地転用による贈与税の納税猶予措置を緩和することに
より､荒廃した遊休桑園の有効利用を図り、もって自然景
観の美しいまちづくりを推進する。

荒廃した遊休農
地の転用許可の
規制緩和

　現在､4ha未満の転用許可については県知
事､4ha以上の転用許可については農林水産大
臣の許可となっているが､町長の許可で可能
とする。

　荒廃した桑園を元の里山に戻し､「自然美術館の
まちづくり」を推進する。

福
島
県

岩代町
遊休農地の有効
利用

　農地転用許可の権限を移譲することにより、荒廃した遊
休桑園の有効利用を図り、もって自然景観の美しいまちづ
くりを推進する。
 農地転用による経営移譲年金支給停止要件を緩和するこ
とにより、荒廃した遊休桑園の有効利用を図り、もって自
然景観の美しいまちづくりを推進する。
　農地転用による贈与税の納税猶予措置を緩和することに
より､荒廃した遊休桑園の有効利用を図り、もって自然景
観の美しいまちづくりを推進する。

　経営移譲年金
支給停止要件の
緩和

　経営移譲年金支給停止要件の緩和
　荒廃した桑園を元の里山に戻し､「自然美術館の
まちづくり」を推進する。

57 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

岩代町
遊休農地の有効
利用

　農地転用許可の権限を移譲することにより、荒廃した遊
休桑園の有効利用を図り、もって自然景観の美しいまちづ
くりを推進する。
 農地転用による経営移譲年金支給停止要件を緩和するこ
とにより、荒廃した遊休桑園の有効利用を図り、もって自
然景観の美しいまちづくりを推進する。
　農地転用による贈与税の納税猶予措置を緩和することに
より､荒廃した遊休桑園の有効利用を図り、もって自然景
観の美しいまちづくりを推進する。

　贈与税の納税
猶予措置の緩和

　贈与税の納税猶予措置の緩和
　荒廃した桑園を元の里山に戻し､「自然美術館の
まちづくり」を推進する。

福
島
県

下郷町
交流促進による
地域づくり

地域全体での交流の促進により地域の再生を行うため、地
域資源を活用できる様々な手段を講じていく。まず廃校予
定学校校舎を交流の拠点として多目的に利活用し、地域住
民と都市との交流展開を図るものとする。また、年々増加
する観光客の長期滞在型を目的として、昔ながらの農山村
景観を再現し、点在する観光資源を結び広げていき、地域
全体の活性化を図る。更には観光資源となる史跡や天然記
念物、国立自然公園などを、地域住民自らが管理・利活用
していくことや、基幹産業である農業の継承と地域の特性
を活かした交流の展開による活性化を行うための施策を講
じることにより、町と地域住民が一体となって交流促進に
よる地域づくりに取り組む。

教育施設の目的
外使用に伴う補
助金返還の免除
等

急速な少子化に伴い休校にとなっている小学
校（分校）校舎など統廃校が余儀なくされて
いる小学校分校校舎について、交流の促進の
基点となるよう多目的に活用するための施設
として再生活用するため、目的外使用（転
用）を容認し、補助金返還の免除や起債の返
還免除又は段階的返済の容認

統廃合により廃校校舎となる予定の学校教育施設
（楢原小学校戸赤分校校舎と江川小学校大内分校）
について幅広い年齢層の長期滞在型を加味した多目
的な交流施設に改修し、交流の基点とすることによ
り、町内全域の交流人口の増加につながり、地域経
済の活性化や雇用創出が得られる。

福
島
県

下郷町
交流促進による
地域づくり

地域全体での交流の促進により地域の再生を行うため、地
域資源を活用できる様々な手段を講じていく。まず廃校予
定学校校舎を交流の拠点として多目的に利活用し、地域住
民と都市との交流展開を図るものとする。また、年々増加
する観光客の長期滞在型を目的として、昔ながらの農山村
景観を再現し、点在する観光資源を結び広げていき、地域
全体の活性化を図る。更には観光資源となる史跡や天然記
念物、国立自然公園などを、地域住民自らが管理・利活用
していくことや、基幹産業である農業の継承と地域の特性
を活かした交流の展開による活性化を行うための施策を講
じることにより、町と地域住民が一体となって交流促進に
よる地域づくりに取り組む。

農地に係る権利
の移動に伴う規
制緩和と手続き
の簡略化

農業経営者の担い手確保を含めた農業の活性
化と農業を活用した交流の促進ため、農地の
権利移動に伴う下限面積の緩和と、非農業者
の権利移動の許可を福島県知事から下郷町長
へ移譲

農業者の確保と担い手育成、更には農業を活用した
都市との交流の促進を図ることにより、基幹産業の
再生と交流人口の増加につながり、地域経済の活性
化や雇用の創出が得られる

福
島
県

下郷町
交流促進による
地域づくり

地域全体での交流の促進により地域の再生を行うため、地
域資源を活用できる様々な手段を講じていく。まず廃校予
定学校校舎を交流の拠点として多目的に利活用し、地域住
民と都市との交流展開を図るものとする。また、年々増加
する観光客の長期滞在型を目的として、昔ながらの農山村
景観を再現し、点在する観光資源を結び広げていき、地域
全体の活性化を図る。更には観光資源となる史跡や天然記
念物、国立自然公園などを、地域住民自らが管理・利活用
していくことや、基幹産業である農業の継承と地域の特性
を活かした交流の展開による活性化を行うための施策を講
じることにより、町と地域住民が一体となって交流促進に
よる地域づくりに取り組む。

農山村景観再現
のための都市整
備関連事業とし
ての補助採択容
認

都市との共生・交流促進のため、農山村景観
形成重点地域を位置づけ、農山村景観の整
備・再現を行うにあたり、関係する府省庁に
おける支援施策の対象化

町内の国道沿線や中心地などを除く地域を農山村景
観形成重点地域に位置づけ、無電柱化や電柱等の移
転、水車やバッタリなど昔ながらの施設を再現する
ことにより、町最大の観光地である大内宿との調和
や都会からの訪問者に安心感を与える農山村の景観
が形成され、長期滞在型の訪問者拡大につながって
いくことにより、地域経済の活性化、地域雇用の創
出が得られる

福
島
県

下郷町
交流促進による
地域づくり

地域全体での交流の促進により地域の再生を行うため、地
域資源を活用できる様々な手段を講じていく。まず廃校予
定学校校舎を交流の拠点として多目的に利活用し、地域住
民と都市との交流展開を図るものとする。また、年々増加
する観光客の長期滞在型を目的として、昔ながらの農山村
景観を再現し、点在する観光資源を結び広げていき、地域
全体の活性化を図る。更には観光資源となる史跡や天然記
念物、国立自然公園などを、地域住民自らが管理・利活用
していくことや、基幹産業である農業の継承と地域の特性
を活かした交流の展開による活性化を行うための施策を講
じることにより、町と地域住民が一体となって交流促進に
よる地域づくりに取り組む。

史跡の有効利活
用のための施策
容認

史跡（歴史の道）を地域住民が交流促進のた
めに有効利活用するために、地域住民が最小
限の整備を図るための規制緩和

史跡（歴史の道）である下野街道を地域住民によ
り、昔ながらの工法で維持管理していくことによ
り、街道を来訪者が利用しやすくし、長期滞在型の
観光地づくりが得られる

福
島
県

下郷町
交流促進による
地域づくり

地域全体での交流の促進により地域の再生を行うため、地
域資源を活用できる様々な手段を講じていく。まず廃校予
定学校校舎を交流の拠点として多目的に利活用し、地域住
民と都市との交流展開を図るものとする。また、年々増加
する観光客の長期滞在型を目的として、昔ながらの農山村
景観を再現し、点在する観光資源を結び広げていき、地域
全体の活性化を図る。更には観光資源となる史跡や天然記
念物、国立自然公園などを、地域住民自らが管理・利活用
していくことや、基幹産業である農業の継承と地域の特性
を活かした交流の展開による活性化を行うための施策を講
じることにより、町と地域住民が一体となって交流促進に
よる地域づくりに取り組む。

史跡名勝天然記
念物の管理の権
限委譲

史跡や天然記念物について地域が自ら考え保
護し、そして地域の実情にあった利活用を
行っていくため、地域住民の意見や労力を活
かすことや、非常時における迅速な対応のた
め、文化財保護法第８０条の文化庁長官の権
限を下郷町長に移譲

史跡（歴史の道）である下野街道や、天然記念物で
ある塔のへつり、中山風穴について、地域住民が自
らが地域活性化に利活用し管理していく。これに伴
い権限が移譲されることにより地域事情にあった迅
速な対応が可能となり、地域資源と観光の一体化し
た活用が見込まれる
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

下郷町
交流促進による
地域づくり

地域全体での交流の促進により地域の再生を行うため、地
域資源を活用できる様々な手段を講じていく。まず廃校予
定学校校舎を交流の拠点として多目的に利活用し、地域住
民と都市との交流展開を図るものとする。また、年々増加
する観光客の長期滞在型を目的として、昔ながらの農山村
景観を再現し、点在する観光資源を結び広げていき、地域
全体の活性化を図る。更には観光資源となる史跡や天然記
念物、国立自然公園などを、地域住民自らが管理・利活用
していくことや、基幹産業である農業の継承と地域の特性
を活かした交流の展開による活性化を行うための施策を講
じることにより、町と地域住民が一体となって交流促進に
よる地域づくりに取り組む。

国立自然公園地
内における管理
権限委譲

日光国立自然公園における特別地域の管理に
ついて、自然公園の有効利活用による地域活
性化のため、法１７条第３項の権限を環境庁
長官から町に移譲

日光国立自然公園の大峠付近について、道路が整備
されていることからも、駐車場兼ヘリポートを設置
し、訪問客の受入体制整備や訪問者の安全性を高め
ることにより、訪問者の増加が見込まれることにな
る。更に設置後の維持管理や対応が迅速かつ、た地
域実情にあった施策が可能となる

福
島
県

福島県
リゾート景観再
生構想

地域の実態を把握している地元市町村が、自然公園地域に
おいて景観を阻害している放置工作物等を取り除くことに
より、景観を向上させ、観光・リゾート地としての地域の
魅力を向上させる。

景観再生のため
に行う自然公園
地域内の放置工
作物等撤去等に
係る権限の付与

自然公園地域における放置工作物等を、地元
市町村が独自の判断で速やかに撤去できる権
限を付与する。

倒産、休業（閉鎖）等により、自然公園内に放置さ
れ景観を著しく阻害している工作物等を現地の状況
を把握している市町村が撤去し、本来の景観を再生
する。

福
島
県

福島県
リゾート景観再
生構想

地域の実態を把握している地元市町村が、自然公園地域に
おいて景観を阻害している放置工作物等を取り除くことに
より、景観を向上させ、観光・リゾート地としての地域の
魅力を向上させる。

景観再生のため
に行う自然公園
地域内の放置工
作物撤去等費用
の徴収権限の付
与

自然公園地域における放置工作物等を、地元
市町村が撤去した場合、その費用を所有権者
から徴収する権限を付与する。

倒産、休業（閉鎖）等により、自然公園内に放置さ
れ景観を著しく阻害している工作物等を現地の状況
を把握している市町村が撤去し、本来の景観を再生
する。

福
島
県

福島県
リゾート景観再
生構想

地域の実態を把握している地元市町村が、自然公園地域に
おいて必要最低限度の範囲で樹木の剪定等を行い、景観を
向上させ、観光・リゾート地としての地域の魅力を向上さ
せる。

景観再生のため
に行う自然公園
地域内の樹木伐
採等に関する許
可の免除

地元市町村が景観保全のため立木の剪定等を
必要最小限の範囲において機動的に実施でき
るための、国の許可の免除等（事後報告制度
等）

樹木等が繁茂し、景観を阻害している場合、必要最
小限の範囲で現状を把握している市町村が伐採等を
行い、柔軟に景観の再生を行う。

福
島
県

福島県
リゾート景観再
生構想

地域の実態を把握している地元市町村が、自然公園地域に
おいて必要最低限度の範囲で樹木の剪定等を行い、景観を
向上させ、観光・リゾート地としての地域の魅力を向上さ
せる。

景観再生のため
に行う自然公園
地域内の樹木伐
採等に関する費
用の補助対象化

地元市町村が景観保全のため立木の剪定等を
必要最小限の範囲において機動的に実施でき
るための費用を補助対象とする。

樹木等が繁茂し、景観を阻害している場合、必要最
小限の範囲で現状を把握している市町村が伐採等を
行い、柔軟に景観の再生を行う。

福
島
県

福島県

公共交通機関事
業者との連携に
よる観光振興、
観光関連産業再
生構想

民間事業者(JR)との共同事業への交付金利用を容易にす
る。

電源立地地域対
策交付金制度の
拡充

民間事業者との共同事業への電源立地地域対
策交付金の利用による、観光振興と観光関連
産業の再生。

ＳＬ修繕費、駅舎等の応分の負担による改修、路線
沿線の修景。現在、年間２回ＪＲ只見線で運行され
ているＳＬ車両は栃木県の真岡鉄道よりレンタルし
ている。ＳＬを只見線で独自に持つためには、古い
車両を修繕し運行できるようにしなければならな
い。車両を持つことにより通年運行が可能になり、
併せて駅舎等、沿線のＳＬにあった修景をおこなう
ことにより、豊かな四季の歳時記の郷・奥会津の魅
力を高めることができ、観光を軸とした地域産業の
発展が見込める。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

福島県
福島空港を核と
した地域の活性
化構想

産業の振興と観光の振興を図ることにより福島空港を
「人・ものの交流拠点」として機能させ、地域経済の活性
化と地域雇用の創造をめざすものである。
１．産業の振興
①研修ビザの免除                         ②免税取扱
品の販売店の設置          ③臨時開庁手数料の軽減
④総合保税地域の許可要件の緩和（特区対応）
２．観光の振興　　　　　　　　　①観光ビザの免除

福島空港利用客
への短期滞在査
証の免除

韓国人、中国人について、福島空港利用客へ
の短期滞在査証の免除

韓国人、中国人について、観光及び短期の企業研修
を目的とした福島空港利用客への短期滞在査証を免
除することにより、福島空港の利用者の増加が見込
まれる。

福
島
県

福島県
福島空港を核と
した地域の活性
化構想

産業の振興と観光の振興を図ることにより福島空港を
「人・ものの交流拠点」として機能させ、地域経済の活性
化と地域雇用の創造をめざすものである。
１．産業の振興
①研修ビザの免除                         ②免税取扱
品の販売店の設置          ③臨時開庁手数料の軽減
④総合保税地域の許可要件の緩和（特区対応）
２．観光の振興　　　　　　　　　①観光ビザの免除

地域の活性化の
ために、特定の
条件のもとに限
定された外国貨
物に係る関税の
免税措置

地域の活性化・国際化のために、特定の事業
者が、福島空港周辺地域内において販売する
ため福島空港を利用して外国から輸入する物
品に係る関税を免除する。

地域内の事業者が、地方空港周辺地域（空港内を含
む）において販売することを目的として、特定の地
方空港を利用して輸入する外国貨物に係る関税の免
除を受け、当該輸入品を販売する店舗を地域内に設
置することにより、当該地域内における商業の振
興、地域経済の国際化などを図り、数多くの人やも
のが集う地域づくりを行う。

福
島
県

福島県
福島空港を核と
した地域の活性
化構想

産業の振興と観光の振興を図ることにより福島空港を
「人・ものの交流拠点」として機能させ、地域経済の活性
化と地域雇用の創造をめざすものである。
１．産業の振興
①研修ビザの免除                         ②免税取扱
品の販売店の設置          ③臨時開庁手数料の軽減
④総合保税地域の許可要件の緩和（特区対応）
２．観光の振興　　　　　　　　　①観光ビザの免除

通関業務の時間
外手数料である
臨時開庁手数料
の軽減

福島空港区域及び福島空港周辺地域におい
て、行政機関の休日又はこれ以外の日の税関
の執務時間外において臨時の執務を求める場
合の手数料の額を2分の１に軽減する。

通関業務の時間外手数料である臨時開庁手数料を軽
減することにより、民間事業者による国際物流の効
率化に向けた取り組みを推進し、貿易の振興を図
る。

福
島
県

福島県
ベンチャーラン
ドふくしま

地方企業が世界でも競争力のある製品を開発するため、地
域に存在する科学技術を活用するとともに、国の各省庁が
実施している産業創出、知的財産等に関する施策を効果的
に連携させ迅速な新産業の創出を図り、地域経済の活性化
に寄与する。

各省庁間の産業
創出プロジェク
トの効果的な活
用

文部科学省の都市エリア産学官連携促進事
業、独立行政法人科学技術振興機構の地域結
集型共同研究等と、経済産業省の産業クラス
ター推進計画に基づく地域コンソーシアム等
の補助事業の一括した採択。

都市エリア産学官連携促進事業、地域結集型共同研
究等と、経済産業省の産業クラスター推進計画に基
づく地域コンソーシアム等の補助事業を一体的に行
うことことにより、県が主体的かつ迅速に産業創出
に対する支援が可能となる。

福
島
県

福島県
ベンチャーラン
ドふくしま

地方企業が世界でも競争力のある製品を開発するため、地
域に存在する科学技術を活用するとともに、国の各省庁が
実施している産業創出、知的財産等に関する施策を効果的
に連携させ迅速な新産業の創出を図り、地域経済の活性化
に寄与する。

新事業創出促進
法により猶予期
間が与えられた
最低資本金の増
資について期間
を延長する。

最低資本金規制の特例をこれまでの５年間か
ら延長する。

最低資本金規制の特例については、会社設立から５
年間認められているところであるが、これを１０年
に延長し、企業育成を効果的に推進したい。

福
島
県

福島県
ベンチャーラン
ドふくしま

地方企業が世界でも競争力のある製品を開発するため、地
域に存在する科学技術を活用するとともに、国の各省庁が
実施している産業創出、知的財産等に関する施策を効果的
に連携させ迅速な新産業の創出を図り、地域経済の活性化
に寄与する。

ベンチャー企業
の官公需への積
極的な登用を図
ると共に、国が
それを認定する
ような制度の創
設

ベンチャー企業の創出と存続を支援するた
め、地方自治体が積極的にベンチャー企業が
開発した製品や、技術を登用することは既に
各自治体でも実施されているところである
が、ベンチャー企業がさらに市場を他県、他
地域に求めたときに、どうしても実績のなさ
や、経営的な安定性がないことから、参入で
きない状況であるため、国がベンチャー企業
を認定するような制度を制定し、その認定を
受けたベンチャー企業は全国で官公需の入札
等に参加できる資格認定制度を制定する。

官公需の発注に際して、ベンチャー企業の信頼度を
認定する全国的な一律の制度を設け、一定の要件
（経営状況や客観的機能性や信頼性などが確認でき
ること等）を満たし認定を受けたベンチャー企業
は、受注実績の有無にかかわらず官公需に参加でき
る仕組みを創設する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

福島県
ベンチャーラン
ドふくしま

地方企業が世界でも競争力のある製品を開発するため、地
域に存在する科学技術を活用するとともに、国の各省庁が
実施している産業創出、知的財産等に関する施策を効果的
に連携させ迅速な新産業の創出を図り、地域経済の活性化
に寄与する。

企業が新製品開
発を目的として
研究開発費補助
金を得たとき
に、研究開発が
終了した後にそ
の設備を使用し
て生産すること
を認める。

創造技術研究開発費補助金によって取得した
機械装置等は、研究開発、及び試作品の製作
までは、認められているが、それ以外には使
用できないこととなっており、この使用範囲
を拡大することにより、生産設備への流用に
ついても認める。

地域活性化創造技術研究開発費補助金実施要領にお
いて、当該補助金により取得した「機械装置等」
は、当該補助事業以外の目的には使用できないこと
となっているが、補助対象期間が終了後に限って
は、一定の条件のもとにその後の使用も認める。

福
島
県

福島県
ベンチャーラン
ドふくしま

地方企業が世界でも競争力のある製品を開発するため、地
域に存在する科学技術を活用するとともに、国の各省庁が
実施している産業創出、知的財産等に関する施策を効果的
に連携させ迅速な新産業の創出を図り、地域経済の活性化
に寄与する。

特許の申請にか
かる審査期間の
短縮化

特許の申請の後の審査について、これまでよ
りも審査期間を短縮し、迅速な特許取得を図
る。

特許審査にかかる人員の増員や、専門分野を持つ外
部機関への審査委託等を活用することにより、迅速
な審査を実施する。

福
島
県

福島県
ベンチャーラン
ドふくしま

地方企業が世界でも競争力のある製品を開発するため、地
域に存在する科学技術を活用するとともに、国の各省庁が
実施している産業創出、知的財産等に関する施策を効果的
に連携させ迅速な新産業の創出を図り、地域経済の活性化
に寄与する。

企業立地資金貸
付基金を活用し
たベンチャー企
業に対する新た
な支援制度の創
設

電源立地特別交付金を財源として企業立地資
金貸付基金を設けているが、県内に事業所を
新設又は増設する企業が設備等の取得費用の
貸付原資にのみ充当が可能であり、他の事業
の費用に充てることは認められていない。ま
た、電源立地特別交付金は運用通達におい
て、「特定企業を利するための経理助成、投
機的事業への助成」などに交付することがで
きない旨規定されている。そこで、この基金
の有効活用の観点から、交付金の目的である
企業導入、産業の近代化の範囲内で要件を緩
和していただき、ベンチャー企業に対する新
たな支援策を設け、新事業の創出を図る。

ベンチャー企業に対する支援策を創設する。①設備
等の取得費用に対する助成制度の新設、②運転資金
貸付け制度の新設、③出資金又は出資補助制度の新
設

福
島
県

福島県
ベンチャーラン
ドふくしま

地方企業が世界でも競争力のある製品を開発するため、地
域に存在する科学技術を活用するとともに、国の各省庁が
実施している産業創出、知的財産等に関する施策を効果的
に連携させ迅速な新産業の創出を図り、地域経済の活性化
に寄与する。

信用保証協会基
本財産の取り崩
し手続きの簡略
化

　
　信用保証協会の基本財産のうち基金準備金
額の10％については、その取り崩しに当たっ
て、県と信用保証協会との協議により実施で
きるよう変更する。また、剰余金の基本財産
への繰入割合を50％から30％に引き下げる。

金融機関によるベンチャー企業をはじめとした中小
企業融資に対する保証事業の実施。
　信用保証協会が積極的保証することにより、ベン
チャー企業が融資を受けやすくなり、ベンチャー企
業の資金繰りが向上する。

福
島
県

福島県
うつくしま中山
間地域農業・農
村活性化構想

国施策の利便性向上等の支援を活用しながら、次の施策方
針に基づき施策（事業）を展開することにより、地域経済
の活性化や雇用創出を推進し、もって地域再生の実現を図
る。
（１）特色ある農産物を活用した、地域資源を生かしたグ
リーン・ツーリズム、地域の観光と連携した都市との交流
を推進し、就業機会の創出や地域の活性化を図る。
（２）農業生産を核とし、農産物の加工、流通、販売や農
村の特色を生かしたサービスの提供など、アグリビジネス
へ積極的に取組、農家経営の向上と地域の活性化を図る。

農業改良資金の
融資対象メ
ニュー拡大

農家経営の改善に有効な手段として活用され
ている農業改良資金のメニューに、アグリビ
ジネス等（農家民宿等）への融資を新たに加
える。

農家がアグリビジネスを始めるに際して、農家民宿
等の整備に要する経費を融資対象に加えることによ
り、地域農業の振興と都市との交流の促進、さらに
は地域経済の活性化を図る。

福
島
県

福島県
うつくしま中山
間地域農業・農
村活性化構想

国施策の利便性向上等の支援を活用しながら、次の施策方
針に基づき施策（事業）を展開することにより、地域経済
の活性化や雇用創出を推進し、もって地域再生の実現を図
る。
（１）特色ある農産物を活用した、地域資源を生かしたグ
リーン・ツーリズム、地域の観光と連携した都市との交流
を推進し、就業機会の創出や地域の活性化を図る。
（２）農業生産を核とし、農産物の加工、流通、販売や農
村の特色を生かしたサービスの提供など、アグリビジネス
へ積極的に取組、農家経営の向上と地域の活性化を図る。

新山村振興等農
林漁業特別対策
事業の実施主体
拡大

新山村振興等農林漁業特別対策事業における
事業主体に、商工団体や商工業者等の組織す
る公共性がある団体を新たに加える。

新山村振興等農林漁業特別対策事業における事業主
体に、商工団体や商工業者等の組織する公共性があ
る団体を新たに加えることにより、地域経済の活性
化を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

福島県
会津本郷
町

会津本郷焼き窯
元を巡る街並み
回廊の整備

会津本郷焼きの窯元に多くの観光客を呼び込み、産業活性
化と観光による交流人口拡大を図る目的で県道の整備を行
うが、道路区域が利活用面で柔軟に使用できるよう措置を
講じる。また、農耕地の減少に伴って余った水をまちなみ
に活用する場合に水利権が支障となっているため、これを
緩和し、うるおいとやすらぎを備えたまちなみを再生す
る。

道路の管理権限
の委譲

会津本郷焼きを活用したイベント等に使用す
る場合の県道の管理について、道路区域の利
活用に関係した区間に限定し、管理権限を県
から市町村へ委譲。

県道会津若松会津本郷線を歩行者優先の道路に改築
し、会津本郷町や地域住民が道路空間を様々な利活
用を円滑に行う。

福
島
県

福島県
会津本郷
町

会津本郷焼き窯
元を巡る街並み
回廊の整備

会津本郷焼きの窯元に多くの観光客を呼び込み、産業活性
化と観光による交流人口拡大を図る目的で県道の整備を行
うが、道路区域が利活用面で柔軟に使用できるよう措置を
講じる。また、農耕地の減少に伴って余った水をまちなみ
に活用する場合に水利権が支障となっているため、これを
緩和し、うるおいとやすらぎを備えたまちなみを再生す
る。

河川法における
水利権の委譲

農業団体の有している水利権において、まち
の中を巡る農業用水路から環境用水としてま
ちの中に流せるよう水利権の許認可権を市町
村に委譲する。

道路整備等で水路を整備する場合、現行の河川法
（水利権）では規制が厳しく、農耕地の減少に伴っ
て余った水などを有効に活用できない状況にある。
これを緩和することにより自然との共生できる環境
整備が可能となる。

福
島
県

福島県
会津若松
市

総合治水対策に
よる歴史･自然･
文化がいきづく
夢のあるまち再
生事業

　景気の低迷と市街地の空洞化などにより活力を失ってい
る会津若松市では、内水被害を契機として、まちづくりと
一体となった治水対策を必要としており、平成15年３月に
関係機関からなる「会津若松市総合治水対策検討会」を組
織している。
　内水被害の現状分析から、雨水排水路の抜本的な改善や
流域内での雨水貯留が不可欠であり、これらの施設整備を
通じて、歴史と伝統がいきづいた「会津らしさ」が感じら
れる街へと再生していく必要がある。
　このため、特定都市河川浸水被害対策法の適用条件緩和
を前提に、流域住民全体の取り組みとして総合治水の考え
方の下、雨水貯留効果が認められた整備を行う住民個人や
企業に対し、治水事業費相当額の補助を市町村経由で行
い、地域再生として会津の伝統産業を活用した流域内の排
水・貯留施設の整備や城のお堀の浄化もあわせて実施し、
①住民が自信と誇りを回復し郷土への愛着をより一層強く
持ち、また、②訪れた人々には会津の歴史と伝統を肌で感
じられるような街へと再生していこうとするものである。

特定都市河川浸
水被害対策法の
指定要件の拡大

特定都市河川浸水被害対策法に指定される河
川は三大都市圏や大都市を流下する河川に絞
られる見込みであり、同法の指定要件を緩和
するとともに、地方都市の河川に流域貯留浸
透事業等、総合治水に関連した事業の採択を
受けられるようにする。

1)雨水排水路の整備
　カギ型道路の形状を考慮した雨水排水路の再編と
断面拡大
2)雨水の各戸貯留
　既存の調査資料から地下水位が比較的高いことか
ら、各戸貯留では、街並みに配慮し、酒樽等を利用
した雨水の一時貯留と浄水施設の整備を図る。
3)公共施設の貯留施設の整備・耐水化
　流域の総合的な治水対策の一環として、公共施設
への貯留施設を配置・整備する。また、貯留施設の
規模に応じて施設の耐水化を図る。
4)公共空地(公園・校庭、お城のお堀等)の遊水施設
整備
　流域の総合的な治水対策の一環として、公共空地
への貯留施設を配置・整備する。

福
島
県

福島県
会津若松
市

総合治水対策に
よる歴史･自然･
文化がいきづく
夢のあるまち再
生事業

　景気の低迷と市街地の空洞化などにより活力を失ってい
る会津若松市では、内水被害を契機として、まちづくりと
一体となった治水対策を必要としており、平成15年３月に
関係機関からなる「会津若松市総合治水対策検討会」を組
織している。
　内水被害の現状分析から、雨水排水路の抜本的な改善や
流域内での雨水貯留が不可欠であり、これらの施設整備を
通じて、歴史と伝統がいきづいた「会津らしさ」が感じら
れる街へと再生していく必要がある。
　このため、特定都市河川浸水被害対策法の適用条件緩和
を前提に、流域住民全体の取り組みとして総合治水の考え
方の下、雨水貯留効果が認められた整備を行う住民個人や
企業に対し、治水事業費相当額の補助を市町村経由で行
い、地域再生として会津の伝統産業を活用した流域内の排
水・貯留施設の整備や城のお堀の浄化もあわせて実施し、
①住民が自信と誇りを回復し郷土への愛着をより一層強く
持ち、また、②訪れた人々には会津の歴史と伝統を肌で感
じられるような街へと再生していこうとするものである。

流域総合治水支
援

建築・土木施設を整備する場合、市町村経由
で個人や企業へ治水事業費相当額を補助す
る。従来、国土交通省が行ってきた公共事業
としての治水事業を、民間が小規模多数で間
接的に行い、同等以上の効果を発現させ、
もって公共の福祉への貢献と雇用創出、環境
問題改善に寄与するもの。

建築・土木施設を整備する場合、市町村経由で個人
や企業へ治水事業費相当額を補助する。
①駐車場の透水性舗装や遊水池化
②屋上緑化
③雨水升や水路の透水(ポーラスコンクリート等)化
④敷地内の雨水貯留施設（窪地・地下タンク等）
⑤その他、総合治水の考え方に合致したもの

福
島
県

福島県
南会津観光支援
と交流人口拡大

構造改革特別区域法における農地法及び特定農地貸付法等
の特例の区域認定とセットで、首都圏からの観光客の来訪
が多い南会津地域において、多様な法人の農業参入と、首
都圏の人も市民農園の開設を行い、南会津ブランドとして
の地場産品の消費拡大や首都圏には無いなごみの空間（視
点場）の整備、遊歩道の整備を行い、さらなる交流人口の
拡大に努める。

道路管理者以外
の施設整備

観光関係等民間事業による道路標識の設置及
び管理

・民間や市町村の裁量で県管理施設を活用し、地域
の活性化を図るため
・観光関係等民間事業による道路標識の設置及び管
理

福
島
県

福島県
南会津観光支援
と交流人口拡大

構造改革特別区域法における農地法及び特定農地貸付法等
の特例の区域認定とセットで、首都圏からの観光客の来訪
が多い南会津地域において、多様な法人の農業参入と、首
都圏の人も市民農園の開設を行い、南会津ブランドとして
の地場産品の消費拡大や首都圏には無いなごみの空間（視
点場）の整備、遊歩道の整備を行い、さらなる交流人口の
拡大に努める。

道路管理権限の
委譲

道路区域の利活用に関係した範囲に限定し権
限を県から市町村に委譲

・民間や市町村の裁量で県管理施設を活用し、地域
の活性化を図るため
・道路区域の利活用に関係した範囲に限定し権限を
県から市町村に委譲
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

福島県
喜多方市

良好な景観づく
りを目的とした
住民協定に対す
る支援

現行の補助制度では住民協定に基づく建築物の改築に対す
る補助は認められていない。さらに、事業区域からはずれ
た建築物等については、地域一体となった景観形成が必要
でありながらも、支援できない状況にある。これにより街
路事業において地域一体となった景観づくりを行うことが
可能となる。

街路事業の補助
対象範囲の拡大

街路事業の実施に合わせ住民協定（景観協
定）を締結している地域において、街路事業
の中で通常の補償費に加えて協定に基づいた
沿道景観のグレードアップ分まで、さらに地
域全体で整備する必要があれば、支障物件以
外の景観形成に要する費用まで補助の対象範
囲を拡大する。

街路事業において通常の補償費に加えて、沿道景観
のグレードアップ、支障物件以外の景観形成に要す
る費用等、良好な景観づくりを目的とした住民協定
まで補助対象範囲に含めることで、良好な都市景観
が形成される。

福
島
県

福島県
ふくしまバイリ
ンガル構想

　経済・社会等のグローバル化が進展し、大交流時代の国
際社会を主体的に生きるための資質・能力を備えた人材の
育成が大きな課題となっているなか、国際的共通語となっ
ている「英語」によるコミュニケーション能力を身に付け
ることが必要であり、このことは、子どもたちの将来のた
めにも非常に重要な課題となっている。
　このため、学校と地域が一体となり、聞く、話す力から
考える力まで含めた英語力を備え、世界に発信できる人材
の育成を図るとともに、英語で世界と交流できる地域（バ
イリンガル圏）の形成を図る。
　こうした人材育成、バイリンガル圏の形成が地域経済の
活性化、雇用の創造に大きく貢献する。

ＡＬＴ（外国語
指導助手）の契
約更新の年限
（３年）撤廃又
は延長

ＡＬＴ（外国語指導助手）は３年を超えて契
約を更新することができないこととなってお
り、この年限を撤廃又は延長する。

（具体的内容）
(1)教員派遣・教員研修事業
(2)生徒研修事業
(3)交流・コンテスト事業
(4)地域交流事業
(5)語学指導等を行う外国青年招致事業
上記事業を実施するに当たりＡＬＴ（外国語指導助
手）を有効に活用する。
（効果）
英語を自由に駆使できる人材を多数輩出し、その人
材が地域の活性化を担う。バイリンガル地域をア
ピールすることにより、観光等のサービス産業の活
性化や外資系企業誘致等が促進され、地域経済の発
展及び雇用の創出に貢献できる。
（支援措置の必要性）
人材育成には、教員の確保が大きな課題であり、Ａ
ＬＴの活用は欠かせない。ＡＬＴの契約更新の年限
（３年）を撤廃又は延長することにより、意欲と能
力の高い人材をより長期に活用することができる。
さらに、必要に応じて単独で授業ができるようにな
れば学校の状況に応じた柔軟な対応が可能となる。

福
島
県

福島県
ふくしまバイリ
ンガル構想

　経済・社会等のグローバル化が進展し、大交流時代の国
際社会を主体的に生きるための資質・能力を備えた人材の
育成が大きな課題となっているなか、国際的共通語となっ
ている「英語」によるコミュニケーション能力を身に付け
ることが必要であり、このことは、子どもたちの将来のた
めにも非常に重要な課題となっている。
　このため、学校と地域が一体となり、聞く、話す力から
考える力まで含めた英語力を備え、世界に発信できる人材
の育成を図るとともに、英語で世界と交流できる地域（バ
イリンガル圏）の形成を図る。
　こうした人材育成、バイリンガル圏の形成が地域経済の
活性化、雇用の創造に大きく貢献する。

ＡＬＴがＴ・Ｔ
だけでなく単独
で授業が行える
よう運用を弾力
化

ＡＬＴ（外国語指導助手）が助手として職務
に従事するとなっている部分を、必要に応じ
て単独で授業ができるようにする。

（具体的内容）
(1)教員派遣・教員研修事業
(2)生徒研修事業
(3)交流・コンテスト事業
(4)地域交流事業
(5)語学指導等を行う外国青年招致事業
上記事業を実施するに当たりＡＬＴ（外国語指導助
手）を有効に活用する。
（効果）
英語を自由に駆使できる人材を多数輩出し、その人
材が地域の活性化を担う。バイリンガル地域をア
ピールすることにより、観光等のサービス産業の活
性化や外資系企業誘致等が促進され、地域経済の発
展及び雇用の創出に貢献できる。
（支援措置の必要性）
人材育成には、教員の確保が大きな課題であり、Ａ
ＬＴの活用は欠かせない。ＡＬＴの契約更新の年限
（３年）を撤廃又は延長することにより、意欲と能
力の高い人材をより長期に活用することができる。
さらに、必要に応じて単独で授業ができるようにな
れば学校の状況に応じた柔軟な対応が可能となる。

福
島
県

福島県
ふくしまバイリ
ンガル構想

　経済・社会等のグローバル化が進展し、大交流時代の国
際社会を主体的に生きるための資質・能力を備えた人材の
育成が大きな課題となっているなか、国際的共通語となっ
ている「英語」によるコミュニケーション能力を身に付け
ることが必要であり、このことは、子どもたちの将来のた
めにも非常に重要な課題となっている。
　このため、学校と地域が一体となり、聞く、話す力から
考える力まで含めた英語力を備え、世界に発信できる人材
の育成を図るとともに、英語で世界と交流できる地域（バ
イリンガル圏）の形成を図る。
　こうした人材育成、バイリンガル圏の形成が地域経済の
活性化、雇用の創造に大きく貢献する。

「地域子ども教
室推進事業」に
おける英語教室
等への重点支援

国で１６年度から実施する「地域子ども教室
推進事業」において、英語教室など英語に親
しむ活動に対し、重点的に支援する。

（具体的内容）
地域子ども教室推進事業
（効果）
英語を自由に駆使できる人材を多数輩出し、その人
材が地域の活性化を担う。バイリンガル地域をア
ピールすることにより、観光等のサービス産業の活
性化や外資系企業誘致等が促進され、地域経済の発
展及び雇用の創出に貢献できる。
（支援措置の必要性）
「地域子ども教室推進事業」を活用し、学校と地域
が一体となって英語に親しむ機会をより多く提供す
る必要がある。

福
島
県

福島県
白河市

南湖公園再生計
画

地域のシンボルであり観光名所でもある南湖公園は、昨
今、生活環境の変化等に伴い水質の低下、マツクイムシ被
害の発生、周辺景観の変化等の諸課題が指摘され、その早
急な解決が求められている。
しかし、この地域は文化財保護法をはじめとする複数の法
令の規制の対象となっており、現状変更を伴う行為は容易
に認められない状況にある。
このようなことから、権限委譲や民間への業務委託、補助
要件の緩和等を進めることで課題解決を図り、併せて新た
な雇用の創出や地域資源・観光資源としてのイメージアッ
プ、人材育成、観光客の誘客へとつなげていく。

森林整備に対す
る文化財保護法
の法規制緩和

南湖における、散策管理道の設置や除間伐、
補植などの施業を実施する場合、文化財保護
法の史跡名勝天然記念物に関し、樹木を個体
として管理しており、伐採や後継樹育成のた
めの補植については、「その現状を変更し、
又はその保存に影響を及ぼす行為をしようと
するときは、許可を受けなければならない」
の適用規制を受けるため同法の適用除外とす
る。

専門家及び住民も交え、現地の状況に応じた整備や
管理のあり方の計画策定とそれに基づく整備の推進
に資する。

63 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

福島県
白河市

南湖公園再生計
画

地域のシンボルであり観光名所でもある南湖公園は、昨
今、生活環境の変化等に伴い水質の低下、マツクイムシ被
害の発生、周辺景観の変化等の諸課題が指摘され、その早
急な解決が求められている。
しかし、この地域は文化財保護法をはじめとする複数の法
令の規制の対象となっており、現状変更を伴う行為は容易
に認められない状況にある。
このようなことから、権限委譲や民間への業務委託、補助
要件の緩和等を進めることで課題解決を図り、併せて新た
な雇用の創出や地域資源・観光資源としてのイメージアッ
プ、人材育成、観光客の誘客へとつなげていく。

森林整備に対す
る法規制緩和

南湖における、散策管理道の設置や除間伐、
補植などの施業を実施する場合、都市計画法
の風致地区における木材の伐採規制政令に基
づく規制の、適用除外とする。

専門家及び住民も交え、現地の状況に応じた整備や
管理のあり方の計画策定とそれに基づく整備の推進
に資する。

福
島
県

福島県
白河市

南湖公園再生計
画

地域のシンボルであり観光名所でもある南湖公園は、昨
今、生活環境の変化等に伴い水質の低下、マツクイムシ被
害の発生、周辺景観の変化等の諸課題が指摘され、その早
急な解決が求められている。
しかし、この地域は文化財保護法をはじめとする複数の法
令の規制の対象となっており、現状変更を伴う行為は容易
に認められない状況にある。
このようなことから、権限委譲や民間への業務委託、補助
要件の緩和等を進めることで課題解決を図り、併せて新た
な雇用の創出や地域資源・観光資源としてのイメージアッ
プ、人材育成、観光客の誘客へとつなげていく。

所有森林管理の
民間委託簡便化

南湖及び周辺の森林管理を民間団体に対し
て、長期的に施業委託を行う場合でも、予算
は単年度主義であり、翌年度以降に跨る場合
の費目が限定され、債務負担になじまないと
しているが、地方自治法上でも費目を見直し
債務負担行為で、長期的に管理できるように
簡便化を図る。

施業の実施時期や雇用計画の長期的な見通しを持た
せ、自主的かつ臨機応変な対応が可能となるよう、
森林整備計画期間を通した長期の管理委託契約が簡
便に行えるよう、民間団体に対し、長期施業委託を
行い、森林整備（除間伐、下刈り等）を１０年間で
一巡させるなどにより、雇用や森林ボランティア活
動の長期安定化に資する。

福
島
県

福島県
白河市

南湖公園再生計
画

地域のシンボルであり観光名所でもある南湖公園は、昨
今、生活環境の変化等に伴い水質の低下、マツクイムシ被
害の発生、周辺景観の変化等の諸課題が指摘され、その早
急な解決が求められている。
しかし、この地域は文化財保護法をはじめとする複数の法
令の規制の対象となっており、現状変更を伴う行為は容易
に認められない状況にある。
このようなことから、権限委譲や民間への業務委託、補助
要件の緩和等を進めることで課題解決を図り、併せて新た
な雇用の創出や地域資源・観光資源としてのイメージアッ
プ、人材育成、観光客の誘客へとつなげていく。

所有森林管理の
民間委託費の補
助対象拡大

南湖及び周辺の森林管理の補助対象には、政
令で定められた者が対象であるが、民間団
体・ボランティアに対しても、長期的に施業
委託を行えるよう、補助対象とする。

施業の実施時期や雇用計画の長期的な見通しを持た
せ、自主的かつ臨機応変な対応が可能となるよう、
森林整備計画期間を通した長期の管理委託契約が簡
便に行えるよう、民間団体に対し、長期施業委託を
行い、森林整備（除間伐、下刈り等）を１０年間で
一巡させるなどにより、雇用や森林ボランティア活
動の長期安定化に資する。

福
島
県

福島県
白河市

南湖公園再生計
画

地域のシンボルであり観光名所でもある南湖公園は、昨
今、生活環境の変化等に伴い水質の低下、マツクイムシ被
害の発生、周辺景観の変化等の諸課題が指摘され、その早
急な解決が求められている。
しかし、この地域は文化財保護法をはじめとする複数の法
令の規制の対象となっており、現状変更を伴う行為は容易
に認められない状況にある。
このようなことから、権限委譲や民間への業務委託、補助
要件の緩和等を進めることで課題解決を図り、併せて新た
な雇用の創出や地域資源・観光資源としてのイメージアッ
プ、人材育成、観光客の誘客へとつなげていく。

農業用ため池と
しての南湖の整
備に対する規制
の緩和

利水及び親水施設である南湖の機能維持・強
化に向けた施設整備のために、文化財保護法
上、重要文化財施設等の区域であっても、そ
の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼ
す行為をしようとするときの許可について、
ため池管理者が維持管理上必要な施設を一体
的に整備できるように規制を緩和する。

ため池としての水利施設の整備や堆積土砂の浚渫と
併せてため池周辺の親水・景観保全のための施設を
整備する地域用水環境整備事業を実施する。

福
島
県

福島県
白河市

南湖公園再生計
画

地域のシンボルであり観光名所でもある南湖公園は、昨
今、生活環境の変化等に伴い水質の低下、マツクイムシ被
害の発生、周辺景観の変化等の諸課題が指摘され、その早
急な解決が求められている。
しかし、この地域は文化財保護法をはじめとする複数の法
令の規制の対象となっており、現状変更を伴う行為は容易
に認められない状況にある。
このようなことから、権限委譲や民間への業務委託、補助
要件の緩和等を進めることで課題解決を図り、併せて新た
な雇用の創出や地域資源・観光資源としてのイメージアッ
プ、人材育成、観光客の誘客へとつなげていく。

農業用ため池と
しての南湖の整
備に対する規制
の緩和

利水及び親水施設である南湖の機能維持・強
化に向けた施設整備のために、公有水面埋立
行為であっても、ため池の管理者が、管理道
の整備等必要最小限の改修・整備は実施でき
るように規制を緩和する。

ため池としての水利施設の整備や堆積土砂の浚渫と
併せてため池周辺の親水・景観保全のための施設を
整備する地域用水環境整備事業を実施する。

福
島
県

福島県
白河市

南湖公園再生計
画

地域のシンボルであり観光名所でもある南湖公園は、昨
今、生活環境の変化等に伴い水質の低下、マツクイムシ被
害の発生、周辺景観の変化等の諸課題が指摘され、その早
急な解決が求められている。
しかし、この地域は文化財保護法をはじめとする複数の法
令の規制の対象となっており、現状変更を伴う行為は容易
に認められない状況にある。
このようなことから、権限委譲や民間への業務委託、補助
要件の緩和等を進めることで課題解決を図り、併せて新た
な雇用の創出や地域資源・観光資源としてのイメージアッ
プ、人材育成、観光客の誘客へとつなげていく。

文化財保護法の
規制緩和

文化財保護法第８０条（現状変更等の制限及
び原状回復の命令）の規制を緩和し、通常の
維持保全事業の行為が円滑にできる措置を講
じる。

南湖公園の水質浄化対策（浄化施設設置）　護岸の
修復
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

農村総合整備モ
デル事業実施要
綱に定める補助
金で建設した農
村環境改善セン
ターを公民館施
設として利用拡
大

農村総合整備モデル事業実施要綱に定める補
助金で建設し、耐用年数の経過していない農
村環境改善センターに公民館施設としての併
設利用を認める。

農村環境改善センター施設の一部を公民館施設とし
ても利用できるようにする。

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

農業農村活性化
農業構造改善促
進対策要綱に定
める補助金で建
設した農業構造
改善センターを
公民館施設とし
て利用拡大

農業農村活性化農業構造改善促進対策要綱に
定める補助金で建設し、耐用年数の経過して
いない農業構造改善センターに公民館施設と
しての併設利用を認める。

既存の農業構造改善センター施設の一部を公民館施
設としても利用できるようにする。

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

第２次農業構造
改善促進対策要
綱に定める補助
金で建設した農
業研修センター
を公民館施設と
して利用拡大

第２次農業構造改善促進対策要綱に定める補
助金で建設し、耐用年数の経過していない農
業研修センターに公民館施設としての併設利
用を認める。

既存の農業研修センター施設の一部を公民館施設と
しても利用できるようにする。

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

新農業構造改善
事業促進対策要
綱に定める補助
金で建設した農
業構造改善セン
ターを公民館施
設として利用拡
大

新農業構造改善事業促進対策要綱に定める補
助金で建設し、耐用年数の経過していない農
業構造改善センターに公民館施設としての併
設利用を認める。

既存の農業構造改善センター施設の一部を公民館施
設としても利用できるようにする。

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

山村林業構造改
善事業実施要領
に定める補助金
で建設した林業
構造改善セン
ターを公民館施
設として利用拡
大

山村林業構造改善事業実施要領に定める補助
金で建設し、耐用年数の経過していない林業
構造改善センターに公民館施設としての併設
利用を認める。

既存の林業構造改善センター施設の一部を公民館施
設としても利用できるようにする。

福
島
県

会津坂下
町

既存施設の有効
活用によるグ
リーンツーリズ
ム・環境教育の
推進

農村総合モデル整備事業により整備した農村環境改善セン
ターについて地域の実情に合わせて、他の目的に転用し、
宿泊施設としての有効活用を図る。

農村総合モデル
事業で整備した
施設の目的外使
用の容認

補助金の返還や起債の繰上げ償還などの免除
や改造に要する経費の起算などの緩和策

農村環境改善センターに新たに宿泊機能をもたせ、
有効活用を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

会津坂下
町

幼・保一元化に
よる保育・教育
内容の充実

幼保一元化をはかり、就学前の幼児教育の環境の整備を図
る。

教育・保育環境
の充実のための
幼・保一元化

国庫補助により整備した施設の目的外使用や
文部科学省・厚生労働省間の垣根を越えた制
度の合理的な再編

就学前の幼児の教育・保育環境を充実させるため、
幼稚園・保育所の垣根を越えて一元化教育を実施す
る。

福
島
県

会津坂下
町

米生産調整の緩
和

米の生産調整を緩和することにより、高品質な米の安定供
給、町土の有効活用、農家の経営安定、産業の活性化を図
る。

米の生産調整の
緩和

食糧法に関連する生産調整についての緩和
米価格の安定化を図るとともに、売れる米作り施策
を展開し、農業経営の安定と産業の活性化を図るた
め、米の生産調整を緩和し、

福
島
県

会津坂下
町

ＩＴを活用した
地域間格差の是
正

情報インフラの整備により、地域間格差の是正、産業の振
興を図る。

情報インフラの
整備に係る経費
の地方交付税算
入

情報過疎地域における情報インフラの整備に
かかる経費について、地方交付税への算入を
認める

情報インフラ未整備の地域間の情報網を整備する。

福
島
県

会津坂下
町

ＮＰＯ等による
福祉サービスの
提供施設の整備

住民ニーズの高い福祉サービスの提供を既存の公営住宅を
地域の実情に合わせ、他の目的に転用し、福祉サービス提
供の拠点施設として有効活用を図る。

国庫補助等で整
備した公営住宅
について目的外
使用の容認

補助金の返還や起債の繰上げ償還などの免除
や改造に要する経費の起算などの緩和策

既存の施設である公営住宅の一部を利用する。

福
島
県

泉崎村 公の施設民間委託

行政財産についての自治法２４４条の２第３項による委託
先の制限を撤廃し行政の判断で自由に委託先を選択できる
体制とすることにより、地域経済の活性化と地域雇用の創
出を図る。

行政財産等の管
理運営業務の外
部委託の自由化

地方自治法第２４４条の２第３項の公の施設
の管理運営委託先の規定を緩和し、各自治体
に委託先の選定権を一任する。

本村は、公営の宿泊施設（サイクリングターミナ
ル）を有し、管理運営は自治法に基き第三セクター
に委託しているが、商工会及び民間企業への委託に
より民間活力の導入を図るとともに地域に根ざした
効果的な管理運営ができる。

福
島
県

会津本郷
町

農村地域の再生
構想

　農地法第２条７項第１号の「農業に関連する事業」につ
いて明確にすると共に、地方公共団体が出資し、その主た
る目的が農業振興にあると認められる事業者については、
農地所有や、原料の1/2自社生産の事業要件を満たさなく
とも農業生産法人とするもの。

農業生産法人の
事業要件の緩和

　農地法の運用緩和：農業生産法人の事業要
件である農地所有の有無や、原料の1/2自社
生産の制限を取り払い地方公共団体が農業振
興のための施策として出資した事業者につい
ての農業生産法人の認定。

　新たな「米政策改革大綱」に向けた農家の核をな
す生産法人の立ち上げにより地方の農家のあるべき
姿の実現。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

会津本郷
町

小都市中心市街
地再生構想

１．要件の規定は、該当する自治体を限定するものである
ので、地域実情に応じた緩和を要望する。
２．①法第9条第6項第1号要件の緩和　②法第9条第5項第2
号要件の緩和・同条第4項要件の緩和
３．小都市における中心市街地活性化施策は、地域全体の
まちづくりであるため、中小企業振興中心の事業とは別枠
にて、地域全体のまちづくりのための予算措置を望む。

１．要件の規定
は、該当する自
治体を限定する
ものであるの
で、地域実情に
応じた緩和を要
望する。
２．①法第9条
第6項第1号要件
の緩和　②法第
9条第5項第2号
要件の緩和・同
条第4項要件の
緩和
３．小都市にお
ける中心市街地
活性化施策は、
地域全体のまち
づくりであるた
め、中小企業振
興中心の事業と
は別枠にて、地
域全体のまちづ
くりのための予
算措置を望む。

23．記載の別添「小都市中心市街地再生構
想」のとおり

1　自治体が限定されなくなり投資効果が上がる。
２①②　事業単位で責任を持つことで、自治体・Ｔ
ＭＯ・事業者等がそれぞれの役割において円滑に事
業を展開できる。
３　経済産業省事業に捉われることなく、広く地域
振興の意味で取り組みができるということは、小都
市における投資拡大に繋がる。

福
島
県

会津本郷
町

地場産業再生構
想

　会津本郷焼は東北最古の焼き物として発展してきたが、
近年の経済状況や窯元の後継者問題で厳しい状況にある。
また、窯元が点在する地区は都市計画地域の市街化区域に
あるため、新たに窯を建設する事ができないことから、新
たな窯元の進出を阻ばんでいる。このような状況を解消す
るため、窯元が点在する地区の規制を緩和し、新たな窯元
を育成するとともに、伝統ある会津本郷焼を後世に伝え、
窯業の町を活性化し、陶芸の里を発展させる。

建築基準法の用
途地域内の建築
物の制限緩和

建築基準法第４８条第５項及び第８項関係の
別表２に記載のある陶磁器に関連する事項に
ついて当該区域内においてはこれを準用しな
い。また、当該用途地域に隣接する市街化調
整区域（現況山林）内に窯業又は陶磁器の製
造に関連する建築物及び工作物（登り窯等）
について建築することができるよう、都市計
画法第２９条第１項第２号及び都市計画法施
行令第２０条にその旨の項目を追加するも
の。

会津本郷町窯元設置事業：新たな窯元の進出を援助
又は誘致し育成するとともに、伝統ある会津本郷焼
を後世に伝え、窯業の町を活性化し、陶芸の里を発
展させる。

福
島
県

鮫川村

小学校廃校利用
による幼稚園、
保育所の一体的
運営

　鮫川村は、福島県の南端に位置する中山間地域である。
村内に小学校が6校在ったが、少子化により複式学級等が
急増したため、平成15年4月に中心部より最も遠い小学校
を除いて統合したため、4校が廃校となった。
　他方、村内には保育所2施設、幼稚園1施設があるが、保
育所はいずれも築後35年、26年経過し、施設の傷みも激し
く、改築の時期にある。
　本村としては、少子化の進展、保育や幼児教育に対する
ニーズの変化などに鑑み、幼稚園・保育所運営の一体化を
図りたいと考えている。
　幼・保の一体的運営に最も適した廃校が、現行の「公立
学校施設整備補助金等に係る財産処分の承認」が得られる
年限に達しておらず、苦慮しているところである。

「補助金等に係
る予算の執行の
適正化に関する
法律」の緩和

公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分
の承認の期間の短縮

廃校となった学校の有効活用を図るため、公立学校
施設整備費補助金等に係る財産処分の承認が国庫補
助完了後10年の縛りを緩和いただくことにより、保
育所、幼稚園への活用が促進される。

福
島
県

鮫川村
大豆の特産品開
発と健康・長寿
の村づくり

　福島県鮫川村は、阿武隈高原の南端に位置し、標高350
～700㍍に在る丘陵高原型の農山村である。鮫川村は自立
できる村づくりを目差し、基幹産業の農業の振興を通し
て、地域経済の活性化と雇用の創出を図る決意である。
　本村は、農業従事者の高齢化により遊休農地が増え、農
業の持つ公益的機能も低下してきている現状にある。ま
た、高齢化率も28％に達し、医療費の伸びも危惧されてい
るところである。さらに、地形的、地理的にも企業の誘致
が期待できない条件にあるため、若者の雇用の場が極めて
少ない現状にある。
　これらの課題を解決するため、廃校となった学校を活用
して、健康食品として注目されている「大豆」の加工に着
目し、人材を育成して振興公社の設立を図り、栽培の振
興、加工品の開発、グリーンツーリズム、環境教育の受け
入れ等、地域活性化を多面的に図るものである。

特産品開発事業
農林水産省補助事業「経営構造対策事業」の
ソフト事業の拡充

①加工技術習得事業－専門的な知識・技術の習得のため、
民間企業や研究機関に長期間派遣し、担い手となる人材の
育成を図る。
高品質の特産品開発が可能になる。
②健康づくり事業
・栽培～加工まで、住民との協働を基本に推進することに
より、地域づくりへの意欲の高揚(住民の連帯)、地域づく
りの共有化が期待できる。
・本村の高齢者疾病のおよそ60％を占めている循環器系疾
患、筋骨系疾患、尿路器系疾患、呼吸器系疾患予防に、大
豆は高い機能性を有しており、加工品の普及と相まって、
摂取量の増加が期待でき、健康の増進と医療費の縮減が図
れる。
③市場調査事業
国民の消費性向、関連商品の流通動向を把握することによ
り、商品開発並びに生産の安定が図られ、農地の有効活用
と雇用の安定的な創出を図れる。
④農産物処理加工施設整備(処理、加工、冷蔵、貯蔵、包
装用機械施設)
・選別、洗浄から仕込みまで機械化一貫作業により、均
一、高品質製品の大量生産が可能。
・グリーンツーリズムの推進～加工体験の受け入れ
⑤振興公社の設立
・官民共同出資の公社の設立により、住民との協働が広が
り、地域の多様な課題の解決と地域資源の有効活用が可能
になる。(一点突破全面展開の地域づくり)
・既存の観光施設なども運営対象にすることにより、グ
リーンツーリズムの推進、里山の魅力を活かした体験型環
境教育の受け入れが拡充できる。
・意欲のある有能な職員の雇用が可能になるとともに、加
工施設などでの作業従事者の雇用が広がる。

福
島
県

鮫川村
大豆の特産品開
発と健康・長寿
の村づくり

　福島県鮫川村は、阿武隈高原の南端に位置し、標高350
～700㍍に在る丘陵高原型の農山村である。鮫川村は自立
できる村づくりを目差し、基幹産業の農業の振興を通し
て、地域経済の活性化と雇用の創出を図る決意である。
　本村は、農業従事者の高齢化により遊休農地が増え、農
業の持つ公益的機能も低下してきている現状にある。ま
た、高齢化率も28％に達し、医療費の伸びも危惧されてい
るところである。さらに、地形的、地理的にも企業の誘致
が期待できない条件にあるため、若者の雇用の場が極めて
少ない現状にある。
　これらの課題を解決するため、廃校となった学校を活用
して、健康食品として注目されている「大豆」の加工に着
目し、人材を育成して振興公社の設立を図り、栽培の振
興、加工品の開発、グリーンツーリズム、環境教育の受け
入れ等、地域活性化を多面的に図るものである。

国庫補助事業で
整備した施設に
係る目的外使用
の承認

廃校となった小学校の有効活用を図るため、
「公立学校施設整備費補助金等に係る財産処
分の承認」事項の規制緩和。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

大信村
ニューアグリビ
ジネス～農業再
生計画

農業への民間企業、NPO（特定非営利活動法人）の参入。
農業振興地域の指定解除の緩和

農業への民間企
業、NPO（特定
非営利活動法
人）等の参入

現行農地法では、農地の買い入れ又は借入が
出来るのは、農業者と農業生産法人に限られ
ているが、これを農業生産法人以外にも可能
とすること。

外食関連企業が、その食材を調達するため自社直営
の農業を経営する。
障害者等を支援するNPO法人が、その自立や職業訓
練のための農場を経営する。　　　観光関連企業
が、グリーンツーリズムの受け入れ施設としての農
場を経営する。

福
島
県

磐梯町

歴史と文化から
国際人の感性教
育による再生事
業

英語の授業を取り入れ、活きた会話を進めるにあたり、英
語教育の継続性から、ＡＥＴの３年という期間の延長を含
め、外国人の教師で対応したいが、日本の教員免許なしで
教師・講師としての採用をしたい。また、英会話を小学校
の授業の科目として英会話の導入を図りたい。

外国語指導助
手、教師、講師
の採用緩和

外国語指導助手の期限延長、外国人の外国語
教師・講師の免許外採用

外国人から直接耳で聞き、答える発音を幼児、児童
から教育することにより、活きた英語の教育が出来
る。

福
島
県

磐梯町
「仏都会津の
源」史跡慧日寺
跡周辺再生事業

これまで既存の補助事業及び単独事業により整備してき
た、史跡慧日寺跡環境整備基本計画の事業にかかる補助残
に対して、過疎債の適用又は地域再生債等の起債制度整備
をしていただきたい。

補助残の起債充
当拡大（過疎・
再生債）

文化財保護法による補助残に対する起債充当
の新設

補助残に対して起債が充当できれば、これまで先送
りとなっていた基本計画に基づく事業が計画どおり
に進行できる。

福
島
県

磐梯町
磐梯山グリーン
ツーリズム再生
事業

道の駅整備を中核としグリーンツーリズムの複合的施設を
集中させ、自然豊かなパノラマ館を作り町の情報発信基地
とし、その１つとして神々が宿ると言われた磐梯山の信仰
の道・湯道の整備を図り、自然散策と観光をつなげ、自然
を守り育てながらアメニティーリゾートの原点を通し都会
と農村の交流を深め、活性化の相乗効果をはかる。

各種許認可制度
の一括許可申請
及び一括許可制
度

磐梯山周辺は国立公園内であり更に原生林で
あるブナ林も生息しており、その整備に当
たっては今の国立公園法・森林法・保安林法
の許認可の一括取り扱いと規制緩和を図る。

歴史と文化をとおした自然探訪と山岳信仰の道や湯
道を復元し整備を図る。

福
島
県

磐梯町
自然から学ぶ地
域再生

家庭から出る廃棄物の分別を徹底し、有用微生物を利用し
堆肥化をはかり、有機農業の普及実践を促し、特産品とし
ての流通販売の確立とともに、二次・三次産品として、健
康・自然食品の生産を図り農・項・商業が一体となった、
生産を進めて行くと同時に、豊かな山紫水明の地を後世ま
で残していく。この推進のため、自然環境の維持・保全と
して、環境税などの目的税の創設と導入を図りたい。

税の町村移譲 目的税として環境税の新設

環境税が創設されれば、廃棄物の堆肥化推進と、資
源環境循環型の地域づくりの目的税として、自然環
境の維持・保全として、環境税などの目的税の創設
と導入を図りたい。

福
島
県

磐梯町

仏都・会津のシ
ンボル磐梯町へ
の定住化構想
(過疎地域から
の脱却のための
地域再生）

「過疎地域からの脱却のための地域再生」は町振興計画と
町過疎対策計画を一体的に捉え、さらに計画の検証を行い
ながら見直しを図り、本当に過疎からの脱却が図られ、町
の目標人口を達成できるために事業を集中的に実施するこ
とにより、町の本当の活性化を図るために地域再生を行い
たい。

各種許可制度の
一括許可申請及
び一括許可制度

過疎地域からの脱却の地域再生プランに関し
ての各種許可申請について農地法・農業振興
地域の整備に関する法律･都市計画法等に係
る許可申請及び許可について一括して取り扱
い、併せて基準面積の緩和等を図る

各種申請の一括許可申請により統一的な申請が行わ
れることにより、事務の簡素化が図られ、又各種許
可を簡素化することになる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

磐梯町

仏都・会津のシ
ンボル磐梯町へ
の定住化構想
(過疎地域から
の脱却のための
地域再生）

「過疎地域からの脱却のための地域再生」は町振興計画と
町過疎対策計画を一体的に捉え、さらに計画の検証を行い
ながら見直しを図り、本当に過疎からの脱却が図られ、町
の目標人口を達成できるために事業を集中的に実施するこ
とにより、町の本当の活性化を図るために地域再生を行い
たい。

補助金制度の複
数同時実施を可
能

各種補助金制度の複数同時実施が可能なもの
とすること

土地区画整理事業及び上下水道事業や商業スペース
整備事業､まちづくり総合整備事業等などの各種補
助事業を複数同時に実施することにより事業の早期
完成につながる。

福
島
県

磐梯町

仏都・会津のシ
ンボル磐梯町へ
の定住化構想
(過疎地域から
の脱却のための
地域再生）

「過疎地域からの脱却のための地域再生」は町振興計画と
町過疎対策計画を一体的に捉え、さらに計画の検証を行い
ながら見直しを図り、本当に過疎からの脱却が図られ、町
の目標人口を達成できるために事業を集中的に実施するこ
とにより、町の本当の活性化を図るために地域再生を行い
たい。

事業主体の町と
ＰＦＩ事業者の
合同実施の認定

補助事業の事業主体を拡大し、町とＰＦＩ事
業者などの組み合わせた形でも対象とする

事業主体の拡大を図ることにより、ＰＦＩを含む民
間と町との新たな共同事業を取り組むことにより新
規雇用の創出が図られる。

福
島
県

鏡石町
工業団地未利用
地と周辺開発に
よる雇用の創出

緊急に雇用の創出を図るため、企業誘致にあたっての交通
条件の整備と有効な土地利用が重要であるため、一般国道
４号の早期４車化と都市計画区域の用途変更手続きの簡素
化及び町の独自性をもった制度を創出し、企業の集積を促
す。

商業施設の特徴
生をかした都市
計画の線引き、
用途地域の変更
手続きの簡素化
及び独自制度の
創出

現在、国土交通大臣の同意を得て知事が決定
する都市計画の線引き、用途変更について、
周辺（２０ｈａ未満）区域については、町決
定を可能とする。

大規模商業施設の誘致と周辺開発事業を推進する。

福
島
県

鏡石町
工業団地未利用
地と周辺開発に
よる雇用の創出

緊急に雇用の創出を図るため、企業誘致にあたっての交通
条件の整備と有効な土地利用が重要であるため、一般国道
４号の早期４車化と都市計画区域の用途変更手続きの簡素
化及び町の独自性をもった制度を創出し、企業の集積を促
す。

国直轄工事の優
先的な整備

国直轄工事着手にあたっての整備手法につい
て町の計画を最優先させるものとする。

大規模商業施設の誘致と周辺開発事業を推進する。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

補助金等で整備した学校施設等（学校施設、児童福祉施
設、農林水産施設外）の民間事業者等への譲渡・売却及び
民間事業者等への開放とするための制限緩和

学校施設等の有
効活用のための
制限緩和（財産
処分、目的外使
用）

公立学校施設整備費補助金等で建設した学校
施設等で、余裕教室や今後統廃合により廃校
となる学校や児童福祉施設、農林水産施設
等、補助金等により整備された施設の民間事
業者による目的外使用が可能となるよう財産
処分制限の緩和をお願いしたい。

補助金等の制限が緩和されることで、学校等の余裕
教室の開放や施設譲渡が可能となれば、高齢者福祉
（介護）、児童福祉（子育て支援）、健康づくり等
のコミュニティービジネスを始めとする起業者に対
する支援、さらには研究機関、情報通信事業者等の
企業進出が誘発され、町民の健康増進の場の確保、
雇用拡大、経済活性化が図られる。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

公有地を活用した文教施設等集中配置のための公園施設種
類の拡大

都市公園施設の
種類の拡大と設
置基準緩和

公園施設の種類に幼稚園、保育園、小中学校
を追加する。更には、公園施設の設置基準
（建蔽率緩和）を緩和願いたい。

都市公園法に定める施設の種類に幼稚園、保育園、
小・中学校が追加されることで、将来予想される文
教施設の統廃合時に新設される校舎を都市公園内に
整備することが可能となり、隣接する福祉施設等と
のボランティア活動等の連携も図られる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

健康保険・老人保健・介護保険制度の一元化及び保険者の
一本化

健康保険・老人
保健・介護保険
制度の一元化及
び保険者の一本
化

高齢者に係る給付の重複等を是正し、もって
住民の利便性と健康づくり思想の高揚を図る
ため、現在個別に給付事業を行っている健康
保険・老人保健・介護保険制度の一元化をお
願いしたい。

健康保険・老人保健・介護保険制度の一元化によ
り、高齢者に顕著な診療・介護給付等の重複を防
ぎ、過剰給付を防止すると共に同一医師等の指導に
よるトータルなケアを実施し、健康づくりの重要性
が喚起され、高齢者が、自ら健康づくりに目覚め、
適正な給付水準を保つことが可能となる。また、個
別事務を統合することにより、事務能率の向上を図
る。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

介護サービス事業者等の指定基準及び介護予防施策等の規
制緩和及び弾力的運用

介護サービス事
業者等の指定基
準及び介護予防
施策等の規制緩
和及び弾力的運
用

介護サービス事業者としての指定を受けるた
めには、物的・人的規制があるほか、予防機
関との線引きが確立されているが、境界層に
いる高齢者については、要介護・要支援にシ
フトしていく傾向にある。また、精神・身体
障害の自立支援機関との線引きも確立してお
り、サービス提供が多岐にわたってしまうと
いった課題が多く、これらの要因を除去する
環境づくりが必要であることから、指定介護
老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する
基準・指定介護療養型医療施設の人員、設備
及び運営に関する基準・指定居宅サービス事
業者・指定居宅介護支援事業者及び介護保険
施設に係る指定等に関する規則・介護予防施
策等の規制緩和及び弾力的運用をお願いした
い。

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関す
る基準・指定介護療養型医療施設の人員、設備及び
運営に関する基準・指定居宅サービス事業者・指定
居宅介護支援事業者及び介護保険施設に係る指定等
に関する規則・介護予防施策等の規制緩和及び弾力
的運用により、地域に根ざした関連施設の活性化は
もとより、関連施設が多数できることにより、関連
事業者の増加や、本体業務従事者が増加し、雇用創
造につながるとともに個々に対応したきめ細かな
サービスの提供が可能となる。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

出産費用の保険診療の適用及び出産費・就学前幼児の医療
費の全額給付

出産費用の保険
診療の適用及び
出産費・就学前
幼児の医療費の
全額給付

現在出産の保険給付については、各制度によ
り出産退院後の保険給付を行っているが、高
額となるため子を設けることを手控える傾向
にある。また、就学前幼児の医療費について
は、自治体の施策により全額補助している
が、一部診療後の保険給付となっており、利
用者から見た手続の簡素化が必要である。以
上のことから、給付の面から子育てを支援す
ることにより少子化防止するために、出産費
用の保険診療の適用及び出産費・就学前幼児
の医療費の全額給付をお願いしたい。

出産費用の保険診療の適用及び出産費・就学前幼児
の医療費の全額給付により、出産に対する割高感を
除去し、また、就学前幼児の診療にかかる医療給付
についても同様とすることにより、無理なく子を設
け、安心して子育てができ少子化に歯止めがかかる
ものと期待される。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

少子化・利用者のニーズに対応し、子育て支援を図るため
の幼稚園及び保育所の一元化

幼稚園及び保育
所の一元化

少子化、両親の共働きという家庭の増加等を
背景とする利用者ニーズの多様化、就学前の
子ども達のより良い育成環境を整備を図るた
めには、幼稚園と保育所の両者の機能を巧み
に活かした受け入れ態勢の整備が必要であ
り、既存施設の共用と合わせて、子育て支援
の必要な子どもや保護者のニーズに合わせた
施設運営を可能とするために、幼稚園、保育
所の一元化をお願いしたい。

従来の幼稚園の就学前の教育機能や保育園の保育機
能を融合した施設運営を図り、子育て支援の必要な
保護者のニーズにあったサービスメニューを複数準
備し、利用者が複数の選択肢の中からサービスの享
受が図られることにより少子化に歯止めをかける。
また、現在は利用者の所得応じた料金設定から、利
用するサービスにあった使用料体系の構築を図る。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

幼児教育時からの外国人による外国語教育プログラムの導
入

公費による外国
人の教員として
の採用と教育プ
ログラムへの英
語の授業の導入

公費による外国人の教員としての採用と幼稚
園、小学校からの教育プログラムへの英語授
業の導入を可能とし、早期導入により国際化
への対応を図るために、教育プログラムへの
外国語追加をお願いしたい。

幼稚園、小学校の教育プログラムに外国語が導入さ
れることで、幼児期から外国語（英語）に親しむこ
とができ、国際化に対応しうる英語力（語学力）の
向上を目指すとともに国際社会への関心と理解が高
まるものと期待される。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

観光ビザによる短期入国外国人の英語講師としての招聘

夏休み等の学校
の休業中の期
間、外国人を招
聘し、英語や外
国の異文化に触
れさせる

夏休み等の学校の休業中の期間、外国人を招
聘し、英語や外国の異文化に触れさせ国際化
へ対応できる人づくりを推進するため、短期
滞在資格による外国人講師招聘を可能として
ほしい。

短期滞在資格による活動内容が拡大されることで、
外国の大学生等を小中学校の夏休み期間中に外国語
講師として招聘でき、英語や異文化を体験させるこ
とができ、語学力の向上や国際化へ対応しうる人材
育成が図られる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

林地開発に関する許認可権限の移譲
林地開発に関す
る許認可権限の
移譲

当町の約７割を占める森林の有する、水資源
の涵養、環境保全、余暇活動の場等といった
公益的な機能を保全し、自然的経済的社会的
諸条件及びその周辺地域における土地利用の
動向に対応しうる、土地の適正な利用を図る
ため林地開発に伴う許認可権限を県知事から
町へ委譲願いたい。

開発行為を行うに当たっては、森林の持つ公益的機
能を阻害しないよう行い、森林の土地の適切な利用
を確保するため、1へクタールを超える林地の開発
は、森林法第10条の2の規定により知事の許可制と
なっているが、町に権限が移譲されることで、自然
的経済的社会的諸条件及びその周辺地域における土
地利用の動向に対応しうる土地の適正な利用と、開
発事業者に対する監視、指導体制が図られる。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

町税（固定資産税）課税権限の確立
固定資産税課税
権限の移譲付与

誘致企業、交流宿泊施設（ホテル等）、新築
住宅に対する課税免除等不均一課税を行うこ
とにより、企業の誘導、宿泊を伴う交流人口
の拡大、新築住宅の建設を誘発し、地域経済
活性化と交流人口の増加を図る。

町税（固定資産税）の課税権限の移譲を受けること
により、町が独自に課税を行い、企業誘致、宿泊施
設の活性化、新築住宅の建設誘導を税制面から積極
的に促進する。このことにより、企業立地促進が図
られ、宿泊交流人口の拡大、新築住宅建設による定
住人口の増加につながり、地域雇用、地域経済の大
幅な活性化と特色ある地域再生が見込めるものであ
る。（例示:製造事業所・研究所等の新設事業所の
５年間課税免除。新築住宅の５年間の課税免除な
ど）

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

堆肥化施設の廃掃法適用要件の緩和

畜産農家等の設
置する堆肥化施
設の廃棄物処理
業者適用の除
外。

資源循環型社会（農業）、家畜排泄物法に適
用した農業経営の上では、堆肥化施設は必要
不可欠な施設であり、畜産農家が耕種農家と
連携し、堆肥化施設を容易に設置、運営でき
るよう、産業廃棄物処理業者の資格取得用件
の対象外とする。

複数の経営体による協同設置により、多額の費用負
担の伴う施設を個別で整備する必要が無くなり、資
源循環型社会の意識醸成、産業の振興、地域環境保
全に繋がる。耕畜連携による任意組合によって設置
される、家庭用生ごみや家畜排泄物を原料とする堆
肥化施設設置者を廃棄物処理業者適用の除外をお願
いしたい。

福
島
県

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

公営住宅入居要件の緩和
公営住宅入居条
件の緩和

入居条件を緩和し、小野町に居住を希望する
他市町村からの転入者を受け入れる。特に誘
致企業等においては、県外等から転勤により
転入する者もおり、安心して働くことのでき
る環境整備の一つとしても、入居条件の弾力
的運用を可能としてほしい。

公営住宅の設置目的は、住宅困窮者及び低所得者へ
の住宅提供であり、入居者の募集は公募となってい
るが、当町への転入希望者へ賃貸することで、定住
促進・他市町村から移住希望者が安心して移住でき
る環境整備が図られる。

福
島
県

白河市
福島県

南湖公園再生と
交流人口の拡大

通常管理も含め、国指定史跡「南湖」の保全に向けた取り
組みを強化して、良好な環境を保持するとともに、今後整
備を予定する「歩いて、見て、食べて、体感する」散策
ルート「歴史花街道」と有機的に結合させて交流人口の拡
大を促す。

文化財保護法の
規制緩和

維持保全事業等の行為を円滑に行うための文
化財保護法第８０条（現状変更等の制限及び
原状回復の命令）の規制緩和

南湖の総合的な環境保全及び水質浄化対策

福
島
県

霊山町
猪を利用した地
域再生計画

　農地等に甚大な被害をもたらす猪の捕獲に関する規制緩
和をすることにより、荒廃農地の復活、観光牧場の設置、
猪肉や、豚とかけ合わせた猪豚肉の生産・販売を行い町お
こしを図っていく。

猪を利用したま
ちづくり

　現在、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す
る法律による禁猟区域・期間の緩和により、
猪の捕獲と荒廃農地の復活が可能となる。

　猪の捕獲による観光牧場の設置、猪肉や猪豚肉の
生産・販売、荒廃農地の解消ができる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

霊山町
地域交流による
地域再生計画

　遊休地解消による農地の活用と都市との交流事業で町の
活性化を図る。

農地を利用した
都市住民との交
流

　現在、農地法による農地の下限面積の緩和
により、遊休地解消と体験学習事業を通して
の交流事業が図られる。

　農地法の緩和により、都市住民等の体験事業の実
施による遊休農地の解消を図る。

福
島
県

岩瀬村

安心して暮らせ
る村づくりと介
護施設サービス
の推進

地域保健活動を活発化し保健、福祉、医療を一帯的に推進
のため、地域に密着した施策として、特別養護老人ホーム
設置の必要性が緊急のものとなっているので民間活力によ
る設備をもって達成したい。

農山村の高齢者
支援と介護保険
事業の支援措置

老後の安心を、みんなで支える制度の介護保
険が、都市部を中心とした施設整備になって
いるため、農村部では、不均衡が生じている
ので国・県は、整備水準の見直しとともに認
可制度を緩和し単年度申請処理に是正してい
ただきたい。

特別養護老人ホーム建設事業
特老ホーム８０人
ショートステイ専用居室２０人
ケアハウス１０人
デイサービスセンター２０人

福
島
県

岩瀬村
地域農業再生
「売れる米づく
り」計画

「産地づくり対策交付金」の中で、米づくりのための支援
が特定されているので、米づくり及び販売ＰＲ活動等の事
業について利活用が図られるよう是正願いたい。

米生産・販売に
対する支援措置

「新たな米政策」の中で「売れる米づくり」
を推進した場合に水田農業構造改革交付金の
活用方法に制約があるため、制度を見直し地
域に合った利活用が図れるよう是正するこ
と。

岩瀬清流米等の特別栽培の作付け面積の拡大に要す
る経費の助成。水稲の安全・安心を確保するための
栽培履歴管理、残留農薬分析の経費の助成。ライス
センタ－、機械利用組合等の施設、機械等を導入す
る経費の助成。産地づくり対策の交付額の算定は、
需要に即した米づくりの取組実績を算定に反映させ
る。有機ＪＡＳ認証料、販売活動ＰＲ経費の助成。

福
島
県

岩瀬村

幼稚園における
幼稚園児及び保
育所児の合同活
動事業

保育所を現存幼稚園への併設による改築として、幼稚園児
及び保育所児の合同活動を展開したい。

幼保一体化活動
特認

幼稚園における幼稚園児、保育所児の合同活
動の容認

幼稚園において、幼稚園児・保育所児の合同保育活
動を行う

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

農村総合整備モ
デル事業実施要
綱に定める補助
金で建設した農
村環境改善セン
ターを公民館施
設として利用拡
大

農村総合整備モデル事業実施要綱に定める補
助金で建設し、耐用年数の経過していない農
村環境改善センターに公民館施設としての併
設利用を認める。

農村環境改善センター施設の一部を公民館施設とし
ても利用できるようにする。

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

農業農村活性化
農業構造改善促
進対策要綱に定
める補助金で建
設した農業構造
改善センターを
公民館施設とし
て利用拡大

農業農村活性化農業構造改善促進対策要綱に
定める補助金で建設し、耐用年数の経過して
いない農業構造改善センターに公民館施設と
しての併設利用を認める。

既存の農業構造改善センター施設の一部を公民館施
設としても利用できるようにする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

第２次農業構造
改善促進対策要
綱に定める補助
金で建設した農
業研修センター
を公民館施設と
して利用拡大

第２次農業構造改善促進対策要綱に定める補
助金で建設し、耐用年数の経過していない農
業研修センターに公民館施設としての併設利
用を認める。

既存の農業研修センター施設の一部を公民館施設と
しても利用できるようにする。

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

新農業構造改善
事業促進対策要
綱に定める補助
金で建設した農
業構造改善セン
ターを公民館施
設として利用拡
大

新農業構造改善事業促進対策要綱に定める補
助金で建設し、耐用年数の経過していない農
業構造改善センターに公民館施設としての併
設利用を認める。

既存の農業構造改善センター施設の一部を公民館施
設としても利用できるようにする。

福
島
県

梁川町

農林業施設、公
民館施設共同に
よる地域再生計
画

農林業施設と公民館施設の併設利用を行い、相乗効果によ
る人づくりを推進し、地域活性化と経済の振興や雇用の拡
大を図る。

山村林業構造改
善事業実施要領
に定める補助金
で建設した林業
構造改善セン
ターを公民館施
設として利用拡
大

山村林業構造改善事業実施要領に定める補助
金で建設し、耐用年数の経過していない林業
構造改善センターに公民館施設としての併設
利用を認める。

既存の林業構造改善センター施設の一部を公民館施
設としても利用できるようにする。

福
島
県

南郷村
地域特性を生か
した農村地域の
活性化

地域の特性を生かした農業の振興を図ることにより、雇用
の拡大と過疎地域の活性化を図る。

農地取得面積の
要件緩和

新規参入農家の農地取得について、農地法の
農地所有面積の要件を緩和する。

南郷トマト新規参入農家の募集を行う。

福
島
県

飯舘村
いいたてジット
（貸家民宿）構
想

１．旅館業法の取扱緩和
　①グリーン・ツーリズムの実態を踏まえ、簡易宿所の営
業許可とする。
　②客専用の調理場設置については、「宿食」する体験型
として調理場の設置及び営業許可を不用とする。
２．消防法等についても、実態にあった緩和策を講じられ
たい。

グリーン・ツー
リズム推進に向
けて「農家民
宿」営業許可基
準等の関係法規
制の緩和

農家民宿の営業許可基準等の関係法規制の緩
和

　農家民宿の営業許可基準等を緩和することにより
本村のグリーン・ツーリズム活動の推進を図る。
　農家民宿を普及させることにより、受け入れ農家
等の元気発揚、地域全体の活性化を大いに期待す
る。

福
島
県

飯舘村
いいたて農地転
用構想

補助事業実施地区の用途変更の条件緩和と農振法による農
用地除外、農地法による農地転用、円滑化により構想を推
進する。

補助事業実施地
区の用途変更の
条件緩和

補助事業実施地区の用途変更の条件緩和と農
振法、農地法の適用緩和

採草地、放牧地の林地化による国土の保全と自然環
境の保護及び山林経営の創出
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

飯舘村
いいたて国有林
開放構想

国有林の村への無償譲与 国有林開放 林野庁から村への所有権の移転
譲与を受け施業計画を樹立し、国土の保全や、自然
環境の保護を図りながら、計画的な雇用の創出を図
る。

福
島
県

飯舘村
いいたて移動
サービス構想

道路運送法及び関連法規の緩和措置
道路運送法及び
関連法規の緩和
措置

道路運送法及び関連法規の緩和措置
道路運送法及び関連法規の緩和することにより、村
内の移動サービスを安価に提供するＮＰＯ活動の推
進を図る。

福
島
県

飯舘村

相馬農業高等学
校飯舘分校の特
色ある分校づく
り構想

全寮制による不登校生徒の生きがいづくり。
地域との共同経営。

学校を地域との
共同経営に

地域との共同経営により地域が生徒を育て小
規模校の存続を図る

全寮制として、自然と地域の人々とのふれあいを通
して、不登校生徒に生きがいとやりがいを与える教
育を行う。地域との共同経営により地域が生徒を育
て小規模校の存続を図る。

福
島
県

平田村
遊休農地利用に
よる循環型農業
の村づくり

地域の自主性を生かした「農空間の創造」を基本に、体験
農業、農家民泊等「地元産は安全」を啓蒙し、土づくり、
農産物の生産、消費拡大を図り、農家所得の向上に期す
る。

有機農業の振興
と都市市民との
交流

中山間地域活性化資金貸付基準の緩和、国有
林野許可権限の一部県への移譲

遊休農地等所有者から畑地を借り受け、可能な限り
耕地を集団化し、地区ごとに農作物等を作付けし、
事業の共同化を図る。収穫、加工、発送は地元農
家・住民の労働力を確保し、雇用を図る。加工・流
通施設は、1年を通じ可動可能な地元の風土、気候
を活用した製品の開発を目指す。

福
島
県

平田村
新エネルギー開
発

新エネルギーの一つとして風力によるエネルギーの利用に
着目すべく国有林野法の規制緩和と各種手続きに対する簡
素化。

国有林野法の規
制緩和と各種手
続きの簡素化

新エネルギーの活用をするため、風力発電の
建設を予定するものであるが、建設予定地に
国有林が含まれる可能性を考慮しての、規制
緩和、各種手続きの簡素化を提案

本村の豊かな風力を生かし、風力発電の建設を予定
し、現在のエネルギー消費を抑制しつつ、自立した
電気の供給を図る。

福
島
県

平田村
一貫教育の確立
と子育て支援

学習指導要領に関する規制緩和、廃校舎への転用手続きの
簡素化、放課後児童クラブの補助基準改善

学習指導要領に
関する規制緩
和、廃校舎への
転用手続きの簡
素化、放課後児
童クラブの補助
基準改善

現在厚生労働省と文部科学省での手続きの一
体化。放課後児童クラブにおける補助基準額
上限基準の改善

保育所、幼稚園の統廃合に係る幼児教育体系の一体
化及び廃校舎の再利用。放課後児童クラブの新地区
開設。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

平田村
平田ICを活用し
た地域活性･交
流促進事業構想

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開への取り組み
を背景に、あぶくま高原道路平田IC整備のインパクトを生
かして、持続発展的な地域経済の活性化と、周辺市町村は
もとより広域的な観光･文化交流を促進するため、平田IC
周辺地域においてハード･ソフト両面から、①『道の駅ひ
らた』整備計画、②『あぶくま高原ファミリー牧場』整備
計画、『ほたるの里』河川公園整備計画に取り組むもので
す。

国と県で二元化
している醸造施
設に対する補助
体制の一元化

醸造施設に対する補助金の統合化を進め、ま
た窓口を一本化する。

冷涼な気候で醸造適地と言われる立地条件を活かし
た醸造技術研究開発や平田村産酒造好適米･新酵母
菌を使用した新ブランド高品質酒や、｢モルトラン
ド｣で熟成した高付加価値原酒の製造･販売を、平田
村･東京農業大学･民間企業と連携しながら実施し、
地域活性化、広域･観光交流の活性化を促すもので
す。
また、新たな商品開発は村の特産品となるととも
に、製造者の生き甲斐等にもつながるものです。

福
島
県

平田村
平田ICを活用し
た地域活性･交
流促進事業構想

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開への取り組み
を背景に、あぶくま高原道路平田IC整備のインパクトを生
かして、持続発展的な地域経済の活性化と、周辺市町村は
もとより広域的な観光･文化交流を促進するため、平田IC
周辺地域においてハード･ソフト両面から、①『道の駅ひ
らた』整備計画、②『あぶくま高原ファミリー牧場』整備
計画、『ほたるの里』河川公園整備計画に取り組むもので
す。

農振農用地指定
除外手続きの簡
素化

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づ
く農振農用地指定除外の手続きを簡素化す
る。

あぶくま高原道路平田IC整備のインパクトを活用
し、国道49号沿いに｢道の駅ひらた」を開設し、国
道49号、ならびにあぶくま高原道路利用者や周辺市
町村等に対して様々な情報提供やサービスを提供す
るともに、平田村における新たな情報発信基地･地
場産品開発販売拠点･広域交流拠点として整備する
ものです。
また、地場産品の開発･販売や情報発信等によっ
て、村内外の交流が促進され、村民にとっても来訪
者にとっても生き甲斐や活力が醸成されるもので
す。

福
島
県

平田村
平田ICを活用し
た地域活性･交
流促進事業構想

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開への取り組み
を背景に、あぶくま高原道路平田IC整備のインパクトを生
かして、持続発展的な地域経済の活性化と、周辺市町村は
もとより広域的な観光･文化交流を促進するため、平田IC
周辺地域においてハード･ソフト両面から、①『道の駅ひ
らた』整備計画、②『あぶくま高原ファミリー牧場』整備
計画、『ほたるの里』河川公園整備計画に取り組むもので
す。

一定規模の農地
開発許可に係る
村への権限委譲

農地の所有者から農地を買い受け、借り受け
て転用する場合（農地法第五条）について、
知事（転用面積が4ヘクタールを超える場合
は農林水産大臣）の許可を必要とするが、用
途が明白(例えば、道の駅)な場合は、これを
村に権限委譲する。

あぶくま高原道路平田IC整備のインパクトを活用
し、国道49号沿いに｢道の駅ひらた」を開設し、国
道49号、ならびにあぶくま高原道路利用者や周辺市
町村等に対して様々な情報提供やサービスを提供す
るともに、平田村における新たな情報発信基地･地
場産品開発販売拠点･広域交流拠点として整備する
ものです。
また、地場産品の開発･販売や情報発信等によっ
て、村内外の交流が促進され、村民にとっても来訪
者にとっても生き甲斐や活力が醸成されるもので
す。

福
島
県

平田村
平田ICを活用し
た地域活性･交
流促進事業構想

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開への取り組み
を背景に、あぶくま高原道路平田IC整備のインパクトを生
かして、持続発展的な地域経済の活性化と、周辺市町村は
もとより広域的な観光･文化交流を促進するため、平田IC
周辺地域においてハード･ソフト両面から、①『道の駅ひ
らた』整備計画、②『あぶくま高原ファミリー牧場』整備
計画、『ほたるの里』河川公園整備計画に取り組むもので
す。

村や株式会社･
NPO等による農
地取得と農業経
営に係る許認可
要件の緩和

農地法の見直しが行われて農業生産法人の株
式会社化が認められたが、それに係る手続
き･許認可要件を緩和する。

｢道の駅ひらた｣において、伝統技術を活用した地場
産品の開発･販売や技術の伝承、農業や炭焼き等を
行うとともに、「あぶくま高原ファミリー牧場」で
は、畜舎や管理棟、物品販売(仮設テント等）を整
備し、村民が有する酪農技術を活用した羊などの飼
育と地場産品の開発･販売を行い、あわせて、それ
ぞれの体験イベントを実施して、地域活性化や広域
交流を促進するものです。
また、柔軟な運営体制をとることによって安定した
経営基盤を確立することができます。

福
島
県

平田村
平田ICを活用し
た地域活性･交
流促進事業構想

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開への取り組み
を背景に、あぶくま高原道路平田IC整備のインパクトを生
かして、持続発展的な地域経済の活性化と、周辺市町村は
もとより広域的な観光･文化交流を促進するため、平田IC
周辺地域においてハード･ソフト両面から、①『道の駅ひ
らた』整備計画、②『あぶくま高原ファミリー牧場』整備
計画、『ほたるの里』河川公園整備計画に取り組むもので
す。

道路管理者外の
道路用地内の建
築物･工作物等
の設置に係る許
認可要件の緩和

立体道路制度(道路法･都市計画法･建築基準
法)の活用や区分所有権等の権原の取得に
よって道路管理者外の道路用地内における建
築物･工作物の設置が可能だが、平田村の都
市計画区域(用途指定･未線引き)における道
路占用許可、または区分所有権等の手続きを
とるにあたって、その許認可要件を緩和す
る。

「あぶくま高原ファミリー牧場」では、畜舎や管理
棟、物品販売(仮設テント等）を整備し、村民が有
する酪農技術を活用した羊などの飼育と地場産品の
開発･販売を行い、あわせてその体験イベントを実
施して、地域活性化や広域交流を促進するもので
す。
また、一般的に植栽して維持管理することが一般的
であるインターランプ内用地において他の目的に使
う例は非常に稀であるため、平田IC整備のインパク
トを広くアピールすることができます。

福
島
県

平田村
平田ICを活用し
た地域活性･交
流促進事業構想

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開への取り組み
を背景に、あぶくま高原道路平田IC整備のインパクトを生
かして、持続発展的な地域経済の活性化と、周辺市町村は
もとより広域的な観光･文化交流を促進するため、平田IC
周辺地域においてハード･ソフト両面から、①『道の駅ひ
らた』整備計画、②『あぶくま高原ファミリー牧場』整備
計画、『ほたるの里』河川公園整備計画に取り組むもので
す。

本構想の実施に
あたり、国土交
通省･環境省･農
林水産省･経済
産業省・総務
省･文部科学省
などの公園整
備･基盤整備･地
域活動に係る助
成･支援策の一
元化

同一地域で行われる同一または類似の政策目
標を有する複数の施策であって、複数の府省
に所管がまたがっているものについて、それ
らの施策を統合して実施し、または進行管理
を調整する。

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開への取
り組みを背景に、あぶくま高原道路平田IC整備のイ
ンパクトを生かして、持続発展的な地域経済の活性
化と、周辺市町村はもとより広域的な観光･文化交
流を促進するため、平田IC周辺地域においてハー
ド･ソフト両面から、①『道の駅ひらた』整備計
画、②『あぶくま高原ファミリー牧場』整備計画、
『ほたるの里』河川公園整備計画に取り組むもので
す。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

只見町
国庫補助取得財
産の有効活用

補助金適正化法処分制限期間の緩和

国庫補助事業施
設の民間への貸
し出し、統合化
による空き校舎
の再利用

民間企業への貸し出し、統合中学校化による
空き校舎の再利用を図る。

民間企業への貸し出し、統合中学校化による空き校
舎の再利用を図る。

福
島
県

只見町
電源移出市町村
の電気料金軽減
対策

水力発電立地給付金の創設
電源地域の電気
料金軽減対策

水力発電立地地域の電気料金軽減対策を図
り、企業誘致等、雇用対策と地域振興を可能
とする。

新潟市と福島県いわき市を結ぶ一般国道２８９号の
交通不能区間は既に国直轄権限代行事業による整備
が進められている。現在工事が進められている新潟
県境と当町只見町に位置する｢八十里地点｣の交通不
能区間の解消は高速交通道路網への一時間以内での
アクセスの実現など、当町にとり将来新潟県中・下
越地方との産業・経済・文化の新たな地域連携軸と
なる重要路線と位置づけ、将来の企業誘致や広域的
な観光振興対策を模索している。

福
島
県

只見町

新規就農者の支
援、農業と建設
業の連携による
産業振興対策

行政、株式会社による農地取得、農業経営を可能とする。
新規就農者の農地取得、農地面積要件を緩和する。

行政、株式会社
による農地取得
と農業経営、新
規就農者の農地
取得

行政、株式会社による農地取得、農業経営、
新規就農者の農地取得が可能とする。

都市からの新規就農者の受け入れ推進、地元建設業
の農業経営への参入など｢農｣を機軸とした新たな産
業振興を行う。

福
島
県

只見町
山里の名水活用
による酒づくり

酒の製造免許の要件緩和
産業振興と雇用
の促進

最低数量の緩和により、参入を簡易にする。 地元酒造会社の設立

福
島
県

只見町
伝統文化の伝承
（いずしづく
り）

食品衛生法の緩和によるいずしの普及、振興
食品衛生法の緩
和

町内旅館、民宿等でのいずし作りを簡易にす
る。

昔からの伝統食文化を伝承する。

福
島
県

只見町
体験交流事業の
推進

道路運送法の緩和により、宿泊施設所有のバス等での運送
を可能とする。

宿泊施設所有の
バス等での運送

グリーンツーリズム推進のため、公共交通機
関・事業用バス利用が困難な当町において、
民宿旅館等を経営する者が宿泊者を体験場
所、体験施設等まで自家用自動車で運送する
ことが、旅客自動車運送事業類似行為となら
ないよう規制を緩和する。

当町の旅館民宿等に宿泊し農林業等の観光体験者に
限り、宿泊サービスの一環で受け入れ側の宿泊施設
所有の自家用バス等で運送を可能とすることで、来
訪者の利便性を向上させ、交流人口の増加を期待で
きる。交流促進と地域資源活用により地域活性化を
図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

只見町
水力発電施設立
地市町村への継
続的支援

交付期間の延長、交付限度額の引き上げ
電源立地地域対
策交付金交付規
則の改正

交付期間の延長、交付限度額の引き上げ 地域振興対策事業への長期的な投資

福
島
県

只見町
有害鳥獣の適正
管理

有害鳥獣駆除の迅速な対応による、山村の定住環境の改善
有害鳥獣駆除の
許可権限の市町
村への完全移譲

有害鳥獣の駆除を目的とする鳥獣の捕獲許可
を市町村長が行い、捕獲鳥獣の種類を現に被
害を及ぼしているすべての鳥獣とする。

現在、特例として一部の狩猟鳥獣の捕獲許可を市町
村長が行っているが、サギ、鵜、クマ等、捕獲でき
る鳥獣の種類を拡大する。

福
島
県

只見町
山林資源の保全
による環境保護
対策

民有林道通行規制許可の権限委譲
民有林道通行規
制許可の市町村
への権限委譲

山林資源の保護や不法投棄による環境を保全
するために、林道通行許可権限を市町村に委
譲し、地域資源の保護活用を図る。

山菜資源の活用した観光ワラビ園への誘客事業

福
島
県

只見町
空き屋活用によ
る介護の充実

個室確保の緩和、有料老人ホームとの類似性規制緩和

個室確保の緩
和、有料老人
ホームとの類似
性規制緩和

個室確保の要件撤廃、有料老人ホームとの類
似性規制を緩和し、コストの安い、自宅感覚
の共同生活を実現する。

町内空き家調査の実施、福祉計画の策定、事業実施
団体の育成、

福
島
県

只見町
ブロードバンド
回線整備構想

総務省の地域情報通信振興関連施策（地域イントラネット
基盤施設整備事業等）の緩和

総務省の地域情
報通信振興関連
施策（地域イン
トラネット基盤
施設整備事業
等）の緩和

総務省の地域公共ネットーワーク整備推進メ
ニューの緩和(補助率の引き上げ、補助要件
の緩和)

町内公共施設間の超高速通信網（光ファイバ網）の
整備

福
島
県

只見町
携帯電話通話エ
リアの拡大

総務省の地域情報通信振興関連施策（移動通信用鉄塔姿勢
津整備事業）のメニューの拡大・緩和

総務省の地域情
報通信振興関連
施策（移動通信
用鉄塔姿勢津整
備事業）のメ
ニューの拡大・
緩和

補助事業のメニュー拡大。鉄塔施設整備だけ
ではなく、エリアを増幅する機器の整備につ
いてもメニューに加える。

役場、地区ｾﾝﾀｰ（公民館・支所）周辺は、通信事業
者の参入、総務省補助事業等により整備完了した
が、公共施設から離れた集落へのエリアをエリア増
幅器等により整備し、町内全集落を携帯電話の利用
可能地域とする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

只見町

山里の農家民泊
を主体とした都
市との交流促進
プラン

農林業と観光を基幹産業として位置づけ、これらの連携を
通して都市との対流を図り地域の活性化を目差す。そのた
め、滞在の拠点として農家民泊を推進する。旅館業法、食
品衛生法、消防法、旅行業法、道路運送法の緩和措置。国
有林や農地の利用促進のための緩和措置を進め農村の普段
どおりの生活を都市住民に提供し交流促進を図る。

○グリーンツー
リズムに関わる
許認可（宿泊業
の緩和、食品衛
生法の緩和、消
防法の緩和、旅
行業法の緩和、
道路交通法の緩
和）
○国有林野法の
緩和
○農地法の緩和
○都市との対流
事業の国土交通
省、農林水産
省、厚生労働
省、経済産業省
等の支援の連
携、集中

○普通の農家であるので営業許可に該当しな
い施設とする。(旅館業法第3条)○宿泊及び
農家レストランで食事を提供しようとする場
合には、飲食店営業の営業許可が必要である
が普段食べているものであり該当にならない
ものとする。(食品衛生法第20条)
○建築物の防火に関する消防長の同意が必要
な事項の緩和措置(非常ベル、自動サイレン
又は放送設備、自動火災報知設備と検査)(消
防法第7条)○体験指導者が報酬を得て、旅行
募集、手配などを事業で行う場合旅行業とな
るが、規制の緩和を図る。(旅行業法第2
条)○体験指導者が運転する場合、白バス行
為の禁止の範疇に入るが、民宿のバス等で特
定目的(民宿から山や畑に行く)の場合は緩和
を図る。(道路交通法第4条第80条)○共用林
野の設定は市町村内の住民に限定されている
が市町村の契約者が一定の条件を付けて利用
範囲等を設定できることとする。（国有林野
法第18条）○許可権者は県となっているが市
町村に委譲する。（農地法第5条）

農家民泊を主体とした受け入れ体制を作り、農村空
間を多面的に活用した都市との対流事業を推進す
る。

福
島
県

只見町
地方の為の「地
方税法」改正

地方税法第348条（固定資産税の非課税の範囲）第2項第1
号の国等の所有する固定資産（森林管理署の家屋）は国有
資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律第2条に
おいて交付金の対象に含むこと。

地方のための税
法の特例を適用
する。

国等公共団体の特例における固定資産税の減
額を補填すること。

交付金制度の値切り排除

福
島
県

只見町
地方の為の「地
方税法」改正

地方税法第348条（固定資産税の非課税の範囲）第2項第7
号の2自然公園法第13条第1項に規定する国立公園又は国定
公園の特別地域の内同法第14条第1項に規定する特別保護
地区その他総務省令で定める地域内の土地で総務省で定め
るもの、から法人等営利を目的とする団体の所有する固定
資産は課税対象とすること。

地方のために税
法の非課税範囲
に特例を設ける
こと。

非課税の範囲の中に非営利のものと営利のも
のが混在している現状は、公平・公正の原則
に反している。

地方税法第348条第2項第7号2又は自然公園法第13条
第1項・同法第14条第1項の改正。

福
島
県

只見町
地方の為の「地
方税法」改正

地方税法第350条（固定資産税の税率）第1項税率の適用は
土地、家屋、償却資産毎に定めるのものとする。なぜなら
各資産毎に免税点が設定され性格が異なるものである。
又、同条第2項において特定の納税義務者の意見を聞く制
約は削除すること。（行政不服審査法等で救済される。）

固定資産税の構
成単位毎に税率
を設定し地方の
施策を反映でき
る制度とする。
また、課税標準
額の２/３を占
める納税義務者
の特典は削除す
る。他に救済措
置は存在する。
（過剰保護であ
る）

固定資産税の構成単位毎に税率を設定するこ
とにより工場誘致等柔軟な対応が可能とな
る。また、課税標準額の２/３を占める納税
義務者の特典は特に税法で掲げるべき筋では
ない。他に救済措置は存在する。

固定資産税の構成単位毎に税率を設定することによ
り工場誘致等柔軟な対応が可能となる。また、課税
標準額の２/３を占める納税義務者の特典は特に税
法で掲げるべき筋ではない。他に救済措置は存在す
る。

福
島
県

只見町
地方の為の「地
方税法」改正

地方税法第349条の4（大規模の償却資産に対する固定資産
税の課税標準の特例等）における市町村の課税限度額を引
き上げる改正及び代わるべき措置を講じていただきたい。

地方での課税権
の拡大及び地方
の自立を阻害し
ている地方税法
は改正すべきで
ある。（地方で
も立法技術や評
価技術は向上し
ている。）

人口規模に応じて課税限度額を一方的に法定
化されるのは、国の施策に呼応して多大な犠
牲や時間を投じてきた地域や地方を切り捨て
る行為である。よって、地域や地方を尊重す
る財源の裏付けある対応を望みます。

地方税法第349条の4（大規模の償却資産に対する固
定資産税の課税標準の特例等）における市町村の課
税限度額を引き上げる改正及び代わるべき措置を講
じていただきたい。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

喜多方市

循環型社会形成
のための有機廃
棄物の堆肥化施
設による資源再
生利用の推進

　有機性廃棄物である下水汚泥については産業廃棄物、し
尿汚泥については一般廃棄物と区分され、これらをあわせ
て処理する施設については、産業廃棄物処理施設及び一般
廃棄物処理施設の許可がそれぞれ必要であるが、下水汚泥
を再生利用する産業廃棄物処理施設の許可を受けた場合に
は、同様な性質を有するし尿汚泥（一般廃棄物）について
は廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第１２条の
７の６の規定する廃棄物と同様に都道府県知事への届出制
とする特例を設け、規制を緩和していたたきたい。

　民間企業が設
置する堆肥化施
設係る許可申請
手続の簡略化

　下水汚泥を処理する産業廃棄物処理施設と
して再生利用施設を設置した場合に、同様な
性質を有するし尿汚泥等の一般廃棄物を処理
する場合には一般廃棄物処理施設の許可を不
要とすることに替えて都道府県知事への届出
制とし、廃棄物再生利用施設の許可の規制を
緩和する。

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正
する法律（平成１５年法律第９３号）により、創設
された廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条
の２の４の規定に基づき、環境省令で定める特例と
して、下水汚泥等の再生利用施設については一般廃
棄物であるし尿汚泥、生ごみその他の堆肥化が可能
な有機性廃棄物をあわせて処理する場合には、一般
廃棄物処理施設の許可を不要とし、都道府県知事へ
の届出制とすること。

福
島
県

喜多方市
グリーン・ツー
リズムで地域活
性

地域の既存資源を活用し、民間の人材及び技術を活用した
新しい産業としてグリーン・ツーリズムを行い、地域の活
性化を図る。
農村の姿そのままで、喜多方ならではの自然体の交流を行
うため、さらに、初期投資を行わない事で採算性の向上を
図り地域へのメリット還元を早急に顕現化させるため、旅
館業法等の現行法令を弾力的に運用し、農泊という新しい
分野を確立するものとする。

※農泊とは、自然や人情が豊かな農山村において、農業や
昔ながらの生活文化体験、滞在者が農家と一緒に農産物の
調理や加工により本物の食文化を体験し、日本人が忘れ去
ろうとしている本当に豊かな生き方を継続的な交流を通じ
楽しもうとするものである。（会員制）

農泊の認証

農泊という新しい分野を現行法令の枠組みに
併せるのではなくまったく新しいものとして
認証する。
※「農泊」の追加
※農泊の定義追加  (案)既存の農村住宅にお
いて、交流を主体とした宿泊で、居住地の市
町村長が推薦する者が行う営業
※農泊については届出とする旨を追加
※設備基準の適用除外

農泊の実施により滞在型グリーン・ツーリズムを確
立し、地域産業の活性化及び農村所得の向上を図
る。
蔵のまち喜多方ならではの座敷蔵（無窓室）での農
泊の実施

福
島
県

喜多方市
グリーン・ツー
リズムで地域活
性

地域の既存資源を活用し、民間の人材及び技術を活用した
新しい産業としてグリーン・ツーリズムを行い、地域の活
性化を図る。
農村の姿そのままで、喜多方ならではの自然体の交流を行
うため、さらに、初期投資を行わない事で採算性の向上を
図り地域へのメリット還元を早急に顕現化させるため、旅
館業法等の現行法令を弾力的に運用し、農泊という新しい
分野を確立するものとする。

※農泊とは、自然や人情が豊かな農山村において、農業や
昔ながらの生活文化体験、滞在者が農家と一緒に農産物の
調理や加工により本物の食文化を体験し、日本人が忘れ去
ろうとしている本当に豊かな生き方を継続的な交流を通じ
楽しもうとするものである。（会員制）

農泊における農
村家屋の保全

農泊を行う家屋の形態を変更しないで農泊の
営業を行う。

※農泊については用途変更扱いとせず、建築
確認申請の除外

家屋の形態を保全し、農村、田舎らしさを活かした
農泊を行う。

福
島
県

喜多方市
グリーン・ツー
リズムで地域活
性

地域の既存資源を活用し、民間の人材及び技術を活用した
新しい産業としてグリーン・ツーリズムを行い、地域の活
性化を図る。
農村の姿そのままで、喜多方ならではの自然体の交流を行
うため、さらに、初期投資を行わない事で採算性の向上を
図り地域へのメリット還元を早急に顕現化させるため、旅
館業法等の現行法令を弾力的に運用し、農泊という新しい
分野を確立するものとする。

※農泊とは、自然や人情が豊かな農山村において、農業や
昔ながらの生活文化体験、滞在者が農家と一緒に農産物の
調理や加工により本物の食文化を体験し、日本人が忘れ去
ろうとしている本当に豊かな生き方を継続的な交流を通じ
楽しもうとするものである。（会員制）

農泊における農
村家屋の保全

農泊を行う家屋の形態を変更しないで農泊の
営業を行う。

※農泊については用途変更扱いとせず、建築
確認申請の対象外とする

家屋の形態を保全し、農村、田舎らしさを活かした
農泊を行う。

福
島
県

喜多方市
グリーン・ツー
リズムで地域活
性

地域の既存資源を活用し、民間の人材及び技術を活用した
新しい産業としてグリーン・ツーリズムを行い、地域の活
性化を図る。
農村の姿そのままで、喜多方ならではの自然体の交流を行
うため、さらに、初期投資を行わない事で採算性の向上を
図り地域へのメリット還元を早急に顕現化させるため、旅
館業法等の現行法令を弾力的に運用し、農泊という新しい
分野を確立するものとする。

※農泊とは、自然や人情が豊かな農山村において、農業や
昔ながらの生活文化体験、滞在者が農家と一緒に農産物の
調理や加工により本物の食文化を体験し、日本人が忘れ去
ろうとしている本当に豊かな生き方を継続的な交流を通じ
楽しもうとするものである。（会員制）

農泊を含む農山
村及び農林業体
験における食品
提供の容認

農泊を含む農山村及び農林業体験での体験型
による食品提供をスムーズに行い、地域なら
ではの食文化を提供する。

※食品の提供及び漬物、味噌、しょうゆ等の
加工について、参加者が体験し、交流を目的
とする場合、適用除外であることを明確にす
る。

一般農村住宅、公民館等において、農家と滞在者が
一緒に、地域の農林産物を活用し調理、加工の体験
を行い、食文化を理解し、食料の大切さ、安全・安
心、本当の美味しさを実感できるようにする。
※漬物、味噌、しょうゆ等の加工についても行う。

福
島
県

喜多方市
グリーン・ツー
リズムで地域活
性

地域の既存資源を活用し、民間の人材及び技術を活用した
新しい産業としてグリーン・ツーリズムを行い、地域の活
性化を図る。
農村の姿そのままで、喜多方ならではの自然体の交流を行
うため、さらに、初期投資を行わない事で採算性の向上を
図り地域へのメリット還元を早急に顕現化させるため、旅
館業法等の現行法令を弾力的に運用し、農泊という新しい
分野を確立するものとする。

※農泊とは、自然や人情が豊かな農山村において、農業や
昔ながらの生活文化体験、滞在者が農家と一緒に農産物の
調理や加工により本物の食文化を体験し、日本人が忘れ去
ろうとしている本当に豊かな生き方を継続的な交流を通じ
楽しもうとするものである。（会員制）

良好な地域環境
の保全

交流人口の増加に伴う環境負荷の低減を図る
ため、合併浄化槽の設置を促進する。

※合併浄化槽設置整備事業補助金での農泊枠
を創設する。なお農泊は住宅として運用す
る。

浄化槽整備事業における補助枠について、農泊のた
めの特別枠を設ける。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

喜多方市

合併・少子高齢
化時代の「ひ
と」と「ここ
ろ」のミーティ
ングスペース確
保

「ひととこころのミーティングスペースの確保」
市町村合併・少子高齢化社会では「広域的に文化活動や集
会施設の中心として拠点になれる」と「身近にあって、移
動手段が限られる高齢者や子供でも気軽に利用できる」と
いう相反する運営をする文化施設が必要になると考えまし
た。喜多方市には、文化活動の拠点として、街の活性化に
も貢献してきた喜多方プラザと、市街地で古くから身近に
利用されてきた喜多方市厚生会館があり、喜多方プラザは
開館当初から広域市町村圏組合の運営で広域的な運営をし
て実績を積んでおり、厚生会館は身近という立地条件を満
たしています。その両施設の機能を復活し、将来を見据え
た新機能を含む施設・設備改修を施し、市民の文化活動の
停滞を起こさず、更なる発展と、街づくり、ひとづくリに
貢献しようというものです。

老朽化・陳腐化
による喜多方市
喜多方プラザの
設備改修のため
の財政援助。

喜多方プラザ文化センター（運営・喜多方地
方広域市町村圏組合）に対する設備改修経費
（工事費・設計料)の補助制度の創設

※平成12年度に文化庁が実施した地域文化活
動促進費補助金（公立文化施設文化活動関連
設備整備事業※音響、照明等の設備や備品が
補助対象）を復活させ、施設本体の改修も補
助対象とし、併せて補助金額を拡大をする。

喜多方プラザ設備改修は　空調設備、舞台照明設
備、舞台機構、舞台音響設備、客席椅子、内装、外
装の更新など。また将来を見据えた機構としてデジ
タル化、ネットワーク化を各設備に取り入れ、省力
化と多機能化を実現する。それには既に敷設されて
いる光ファイバ網を大いに利用する。この設備改修
によって、利用者の高度な専門性や多様化するニー
ズに応える。運用システム対応の省力化は、利用者
と運営側の人と人のつながりの時間を増加させ、文
化活動、芸術活動をさらに発展させる。

福
島
県

喜多方市

合併・少子高齢
化時代の「ひ
と」と「ここ
ろ」のミーティ
ングスペース確
保

「ひととこころのミーティングスペースの確保」
市町村合併・少子高齢化社会では「広域的に文化活動や集
会施設の中心として拠点になれる」と「身近にあって、移
動手段が限られる高齢者や子供でも気軽に利用できる」と
いう相反する運営をする文化施設が必要になると考えまし
た。喜多方市には、文化活動の拠点として、街の活性化に
も貢献してきた喜多方プラザと、市街地で古くから身近に
利用されてきた喜多方市厚生会館があり、喜多方プラザは
開館当初から広域市町村圏組合の運営で広域的な運営をし
て実績を積んでおり、厚生会館は身近という立地条件を満
たしています。その両施設の機能を復活し、将来を見据え
た新機能を含む施設・設備改修を施し、市民の文化活動の
停滞を起こさず、更なる発展と、街づくり、ひとづくリに
貢献しようというものです。

老朽化・陳腐化
による喜多方市
喜多方プラザの
設備改修のため
の財政援助。

喜多方プラザ文化センター（運営・喜多方地
方広域市町村圏組合）に対する設備改修経費
（工事費・設計料)の起債制度の創設

喜多方プラザ設備改修は　空調設備、舞台照明設
備、舞台機構、舞台音響設備、客席椅子、内装、外
装の更新など。また将来を見据えた機構としてデジ
タル化、ネットワーク化を各設備に取り入れ、省力
化と多機能化を実現する。それには既に敷設されて
いる光ファイバ網を大いに利用する。この設備改修
によって、利用者の高度な専門性や多様化するニー
ズに応える。運用システム対応の省力化は、利用者
と運営側の人と人のつながりの時間を増加させ、文
化活動、芸術活動をさらに発展させる。

福
島
県

喜多方市

合併・少子高齢
化時代の「ひ
と」と「ここ
ろ」のミーティ
ングスペース確
保

「ひととこころのミーティングスペースの確保」
市町村合併・少子高齢化社会では「広域的に文化活動や集
会施設の中心として拠点になれる」と「身近にあって、移
動手段が限られる高齢者や子供でも気軽に利用できる」と
いう相反する運営をする文化施設が必要になると考えまし
た。喜多方市には、文化活動の拠点として、街の活性化に
も貢献してきた喜多方プラザと、市街地で古くから身近に
利用されてきた喜多方市厚生会館があり、喜多方プラザは
開館当初から広域市町村圏組合の運営で広域的な運営をし
て実績を積んでおり、厚生会館は身近という立地条件を満
たしています。その両施設の機能を復活し、将来を見据え
た新機能を含む施設・設備改修を施し、市民の文化活動の
停滞を起こさず、更なる発展と、街づくり、ひとづくリに
貢献しようというものです。

老朽化による喜
多方市厚生会館
（喜多方市中央
公民館分館）の
内装外壁の改装
及び補強工事を
行う場合の経費
の財政援助

喜多方市厚生会館（喜多方市中央公民館分
館）の内装外壁の改装及び補強工事を行う場
合の経費の補助制度の創設
※平成12年度に文化庁が実施した地域文化活
動促進費補助金（公立文化施設文化活動関連
設備整備事業※音響、照明等の設備や備品が
補助対象）を復活させ、補助対象となる施設
規模（固定席の数）の要件を緩和し、施設施
設の内装・外装の改装工事及び補強工事も補
助対象とし、併せて補助金額を拡大をする。

厚生会館（中央公民館分館）は高度な設備を配しな
がらも、表面上は簡易に見える。専門家の存在なし
に誰でも気軽に使用できる設備を導入し、住民の自
主運営を目指す。

福
島
県

喜多方市

合併・少子高齢
化時代の「ひ
と」と「ここ
ろ」のミーティ
ングスペース確
保

「ひととこころのミーティングスペースの確保」
市町村合併・少子高齢化社会では「広域的に文化活動や集
会施設の中心として拠点になれる」と「身近にあって、移
動手段が限られる高齢者や子供でも気軽に利用できる」と
いう相反する運営をする文化施設が必要になると考えまし
た。喜多方市には、文化活動の拠点として、街の活性化に
も貢献してきた喜多方プラザと、市街地で古くから身近に
利用されてきた喜多方市厚生会館があり、喜多方プラザは
開館当初から広域市町村圏組合の運営で広域的な運営をし
て実績を積んでおり、厚生会館は身近という立地条件を満
たしています。その両施設の機能を復活し、将来を見据え
た新機能を含む施設・設備改修を施し、市民の文化活動の
停滞を起こさず、更なる発展と、街づくり、ひとづくリに
貢献しようというものです。

老朽化による喜
多方市厚生会館
（喜多方市中央
公民館分館）の
内装外壁の改装
及び補強工事を
行う場合の経費
の財政援助

喜多方市厚生会館（喜多方市中央公民館分
館）の内装外壁の改装及び補強工事を行う場
合の経費の起債制度の創設

厚生会館（中央公民館分館）は高度な設備を配しな
がらも、表面上は簡易に見える。専門家の存在なし
に誰でも気軽に使用できる設備を導入し、住民の自
主運営を目指す。

福
島
県

喜多方市
地域ブランド育
成事業

  「喜多方ラーメン」等の地場産品について、産地表示を
活用した団体商標登録を行うことにより、地域ブランドの
確立、更なる魅力を拡大を図り、地域経済の活性化を促
す。

商標法の改正
  原則として認められていない産地表示を活
用した団体商標登録が可能となるよう商標法
を改正していただきたい。

喜多方ラーメン等の団体商標登録

福
島
県

喜多方市

旧土地区画整理
法事業地内にお
ける都市再生区
画整理事業

旧法により実施された土地区画整理事業において、現地と
図面のせいごうが取れていないため、土地取引にも支障を
きたしていることから、都市再生の観点から再整備する。

都市再生区画整
理事業の再採択
についての基準
緩和

施設の利便性の向上により、再整備に対する
採択基準等の緩和。
都市再生推進事業制度要綱（平成14年3月24
日）第6条の3、2項の一「前項第一号の要件
を満たしかつ、公共用地率（幹線道路等は除
く）が、15%未満であること。」とあるが、
一旦は整備済みであるため、公共用地率は、
概ね25%である。

一度整備済であるが、図面との不整合が大きいた
め、再度整備し、公図を作成する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

喜多方市
戸籍システムの
アウトソーシン
グ

戸籍システムのアウトソーシングにおける地元民間iDCの
活用

戸籍システムの
アウトソーシン
グ

１．戸籍原簿（サーバ）を市役所に備え付け
なくてもよくする

電子化された戸籍データのサーバ管理業務をアウト
ソーシングすることにより、行政サービスの２４時
間３６５日の提供を可能とするとともに民間iDCに
おける雇用増が効果として期待できる。

福
島
県

喜多方市
河川の流水利用
による地域活性
化構想

河川の流水を利用し、市街地へ清流を引き込み水路を造る
など水と調和した街づくりを推進を図る。さらに、環境変
化により減少したへらブナを回復するためも水利系の再生
により観光資源の保存と活性化事業の推進を図る。

河川法第４０条
要件緩和措置

河川法第４０条の要件を緩和すること

※河川管理者から水利使用の許可を受けるた
めには、法第40条の1第1項における「公益性
が著しく大きい場合」とされているが、これ
を「相当な公益性が認められる場合」にも適
用する。

河川流水を街なかに引き込み、親水区間の整備を進
めることにより、新たな観光スポットづくりや住環
境の向上を図る。環境変化により、流れの停滞した
川へ水を引き込むことにより、かつての状態を再生
させ、へらブナ釣り場の観光資源再生を図る。

福
島
県

喜多方市
誘客による地域
再生

分校等を滞在施設に利用する際の使用目的拡大の許可

補助金施設の多
目的使用の許可
及び手続きの簡
素化

補助金施設の使用目的拡大の許可
補助金施設の目的外使用許可の緩和

現在使われていない分校を農業体験者滞在施設に改
築する。

福
島
県

喜多方市
誘客による地域
再生

新規就農の際の面積要件緩和
新規就農の際の
面積要件緩和

利用権設定が可能となる50aを10aに緩和し、
野菜・花き等集約型農業の新規参入を促進す
る。

利用権設定が可能となる50aを10aに緩和し、野菜・
花き等集約型農業の新規参入を促進する。

福
島
県

喜多方市
高齢化と共生す
る「太極拳のま
ち」の創造

　社団法人日本武術太極拳連盟と協同で、太極拳がもたら
す心と身体の変化を検証し広く、健康法として国民の介護
予防に繋げたい。
　また、産・学・官連携による検証機器や介護予防機具の
開発研究にも繋げたい。

「介護予防モデ
ル事業」として
の採択。
　大学への支援

　日本武術太極拳連盟と協同で、太極拳がも
たらす心と身体の変化を検証するため、対照
群を幅広く（太極拳の未経験者と体験者、体
験年数により区分）設定し太極拳による効果
を検証し、健康法として国民の介護予防に繋
げたい。
　また、産・学・官連携による検証機器や介
護予防機具の開発研究にも繋げたい。

　日本武術太極拳連盟と協同で、太極拳がもたらす
心と身体の変化を検証するため、対照群を幅広く
（太極拳の未経験者と体験者、体験年数により区
分）設定し太極拳による効果を検証し、健康法とし
て国民の介護予防に繋げたい。

福
島
県

会津若松
市
郡山市
北塩原村
磐梯町
猪苗代町
河東町
（磐梯高
原広域サ
イン計画
策定・推
進協議
会）

磐梯高原美しい
景観形成
～磐梯高原広域
サイン整備構想
～

磐梯高原を周遊性を高めた観光地としてに伸展させるた
め、自然景観の保持を最優先に考えながら、域内の観光資
源を有機的に結合し、周遊性を高めた観光資源として整備
する。具体的には、①景観を著しく阻害している広告・誘
導看板類を整理・統合して景観の改善を図る広域的誘導サ
インシステムを導入する。②このシステムをより効果的に
導入するために、道路法に基づき道路管理者が設置する案
内標識と連携し、景観に配慮した統一的・一体的なデザイ
ンにより、視認性の高いサインを整備する。③これによっ
て、散在する自然の観光資源や歴史的観光資源間の周遊性
を高め、もって旅行形態の変化に対応した観光地づくりと
観光ルート開発等により、国際的な観光地として地域の活
性化を図るとともに、雇用の創出に寄与させる。

道路法に基づく
道路標識等の設
置基準及び占用
許可基準の緩和

道路法の道路標識の設置基準と道路占用基準
を緩和し、道路管理者が設置する案内標識と
地域案内・誘導サインを一体的に整備ができ
るようにするとともに、来訪者にとって視認
性が高い位置に案内・誘導サインを設置でき
るようにして頂きたい。

道路標識及び地域案内・誘導サインを一体的に整備
するとともに、当該標識・サインをより視認性の高
い位置に設置することにより、当該景観地域の観光
情報等を適切に整備し、世界に誇れる景観の保持と
周遊性を高めた観光資源の効果的な利用を推進さ
せ、地域の活性化を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

会津若松
市
郡山市
北塩原村
磐梯町
猪苗代町
河東町
（磐梯高
原広域サ
イン計画
策定・推
進協議
会）

磐梯高原美しい
景観形成
～磐梯高原広域
サイン整備構想
～

磐梯高原を周遊性を高めた観光地としてに伸展させるた
め、自然景観の保持を最優先に考えながら、域内の観光資
源を有機的に結合し、周遊性を高めた観光資源として整備
する。具体的には、①景観を著しく阻害している広告・誘
導看板類を整理・統合して景観の改善を図る広域的誘導サ
インシステムを導入する。②このシステムをより効果的に
導入するために、道路法に基づき道路管理者が設置する案
内標識と連携し、景観に配慮した統一的・一体的なデザイ
ンにより、視認性の高いサインを整備する。③これによっ
て、散在する自然の観光資源や歴史的観光資源間の周遊性
を高め、もって旅行形態の変化に対応した観光地づくりと
観光ルート開発等により、国際的な観光地として地域の活
性化を図るとともに、雇用の創出に寄与させる。

まちづくり交付
金の交付対象の
拡充

国土交通省都市・地域整備局が平成１６年度
から実施する「まちづくり交付金」につい
て、地方公共団体が、景観を生かしたまちづ
くり事業を実施する際に必要である看板類の
設置・撤去に係る経費を交付対象にして頂き
たい。
また、実施主体としては地方公共団体で組織
する協議会を対象とし、広域的な整備促進を
支援していただきたい。

提案６市町村の協議会で策定した磐梯高原広域サイ
ン計画に基づき案内・誘導サインを設置し、設置替
え等により不要となる看板類の撤去事業を実施する
ことにより、当該景観地域の観光情報等を適切に整
備し、世界に誇れる景観の保持と周遊性を高めた観
光資源の効果的な利用を推進させ、地域の活性化を
図る。

福
島
県

会津若松
市
郡山市
北塩原村
磐梯町
猪苗代町
河東町
（磐梯高
原広域サ
イン計画
策定・推
進協議
会）

磐梯高原美しい
景観形成
～磐梯高原広域
サイン整備構想
～

磐梯高原を周遊性を高めた観光地としてに伸展させるた
め、自然景観の保持を最優先に考えながら、域内の観光資
源を有機的に結合し、周遊性を高めた観光資源として整備
する。具体的には、①景観を著しく阻害している広告・誘
導看板類を整理・統合して景観の改善を図る広域的誘導サ
インシステムを導入する。②このシステムをより効果的に
導入するために、道路法に基づき道路管理者が設置する案
内標識と連携し、景観に配慮した統一的・一体的なデザイ
ンにより、視認性の高いサインを整備する。③これによっ
て、散在する自然の観光資源や歴史的観光資源間の周遊性
を高め、もって旅行形態の変化に対応した観光地づくりと
観光ルート開発等により、国際的な観光地として地域の活
性化を図るとともに、雇用の創出に寄与させる。

景観形成事業推
進費事業の弾力
的な運用

国土交通省国土計画局が実施する景観形成事
業推進費事業の採択については、単年度事業
のみではなく、観光立国の推進に資する良好
な景観形成のために数年次で実施する事業に
ついても、支援の対象として頂きたい。

景観を著しく阻害している広告・誘導看板類を整
理・統合して景観の改善を図る広域的誘導サインシ
ステムを導入することにより、当該景観地域の観光
情報等を適切に整備し、世界に誇れる景観の保持と
周遊性を高めた観光資源の効果的な利用を推進さ
せ、地域の活性化を図る。

福
島
県

金山町
内水面漁業の振
興

　河川環境の変化により、魚の生態系が崩れたため、環境
の改善と漁業の振興を図る。

　アユ冷水病原
因究明のための
支援及びヒメマ
ス生息環境を改
善するための支
援

①沼沢湖は県内唯一のヒメマスが生息してい
るので、生息環境の改善を行うため、電力発
電用の水位の変動を少なくし、自然繁殖と害
魚の只見川からの流入を防ぎたい。
②野尻川は、冷水病の発生により放流魚の
「アユ」及び「在来魚」が感染し魚の生態系
に変化がおきている。冷水病の解消と渓流魚
の復活を図りたい。
③只見川及び小河川は発電用ダム及び砂防堰
堤の設置により魚の遡上が阻害され、またダ
ム等の設置により水の流れが滞留して魚の繁
殖に影響を及ぼしているためダム等に魚道を
設置し豊かな漁業資源の復活を図りたい。

①魚族資源の保護と豊かな川の恵みを復活させるた
め魚道設置の義務化　　　　　　　　　　　②冷水
病対策と早期解消　　　　　　　　　　　　　③ヒ
メマス生息環境の改善を図るため、国県の支援

福
島
県

金山町 緑の産業の育成
　森林資源の保護と国有林の利活用による、みどりの産業
の育成。

　森林の手入れ
費用の支援

ブナ林、ユキツバキ群落の保護及び過疎高齢
化により、山が荒れてきているので、その保
護と手入れについて、ＮＰＯ法人の参入によ
り整備を行いたい。

①国有林への立ち入り許可の簡素化
②国有林地貸付許可の簡素化
③山の手入れに対する助成措置

福
島
県

矢祭町
合併しない町村
の自立推進計画
の認定

本町の町税額の最高は平成13年度の6.2億円である。この
時における誘致企業1社の法人町民税・固定資産税・従業
員の個人町民税は約2億円となり、財政力指数も0.225と
ピークとなった。このため15年度において、2千人規模の
新工場立地協定を締結し、23年度操業に向けて進入道路や
工業団地造成計画を樹立し、一部は着工したが、林地開発
や都市計画の許認可に相当の日数を要するため、事務の迅
速化と都市計画法の許認可免除を要望します。

自立推進計画に
おける開発行為
の迅速化

都市計画法の区域ではないが、１ﾍｸﾀｰﾙ以上
の工場団地造成には許可が必要なので免除が
あれば迅速化が図られる｡

平成17年度より実施予定

福
島
県

矢祭町 幼保一体化構想
幼稚園の空き教室を利用し、保育所として活用できるよう
に法制度の改善が望まれる。保育所内に調理室を設けず、
外部搬入を認めてほしい。

町施設使用の効
率化と民間委託
することによる
雇用促進

保育所児童の給食について外部搬入を認めて
ほしい。幼稚園の空き教室を利用して保育所
として利用することによって、施設の効率的
な利用が図られる｡

平成16年4月より給食センターを民間委託する予定
であり、保育所、幼稚園を一体化する予定である。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

川俣町

保育園待機児童
解消のための幼
稚園施設の有効
活用

①幼稚園施設の空き教室を一部転用し、保育室として有効
活用を図る。

②一部転用等の手続きについては、許可基準の緩和、町長
裁量による届出制とするなど簡素化を図る。

幼稚園内への保
育クラスの設置

①保育園の１部分を幼稚園施設内におくこと
ができるような措置が必要。

②保育所における給食の実施について、他か
らのケータリングや弁当での代替ができるな
ど柔軟な運用の容認。

③保育所の保育内容と幼稚園のカリキュラム
の混在についての容認。

　年齢ごとの保育クラスを幼稚園内に設置し、幼稚
園のカリキュラムを実施する。

福
島
県

古殿町
流鏑馬の里づく
りによる地域再
生計画

　流鏑馬の里づくりによる統一的なイメージづくり、観光
客の増加、都市との交流促進等を図るため、流鏑馬の伝
承・披露のための施設、都市との交流促進施設、親水公園
等の整備及びPRを進め、国、県道案内標識への記載の規制
緩和、農振農用地区域除外許可権等の権限移譲により、ス
ムーズかつ迅速な施設整備を図る。また、観光地の標識、
案内板等の様式統一化により観光客の利便性の向上を図る
とともに、地域資源活用促進事業等の活用による財源の確
保により確実な事業実施を図る。

観光地の標識、
案内板等の様式
統一化

　本町を訪れる観光客の利便性向上のため、
標識、案内板等の様式を統一する。

　本町には景勝地、歴史的施設等の観光地が各所に
存在するが、観光客への利便性向上ため、様式を統
一する。

福
島
県

古殿町
流鏑馬の里づく
りによる地域再
生計画

　流鏑馬の里づくりによる統一的なイメージづくり、観光
客の増加、都市との交流促進等を図るため、流鏑馬の伝
承・披露のための施設、都市との交流促進施設、親水公園
等の整備及びPRを進め、国、県道案内標識への記載の規制
緩和、農振農用地区域除外許可権等の権限移譲により、ス
ムーズかつ迅速な施設整備を図る。また、観光地の標識、
案内板等の様式統一化により観光客の利便性の向上を図る
とともに、地域資源活用促進事業等の活用による財源の確
保により確実な事業実施を図る。

国、県道案内標
識の記載事項の
規制緩和

　現在、地名、地域の名称のみの表示しか認
められていないが、流鏑馬のPRの促進のため
流鏑馬のイメージデザイン等の表示を可能と
する。

　現在、地名、地域の名称のみの表示しか認められ
ていないが、流鏑馬のPRの促進のため流鏑馬のイ
メージデザイン等の表示を可能とする。

福
島
県

古殿町
流鏑馬の里づく
りによる地域再
生計画

　流鏑馬の里づくりによる統一的なイメージづくり、観光
客の増加、都市との交流促進等を図るため、流鏑馬の伝
承・披露のための施設、都市との交流促進施設、親水公園
等の整備及びPRを進め、国、県道案内標識への記載の規制
緩和、農振農用地区域除外許可権等の権限移譲により、ス
ムーズかつ迅速な施設整備を図る。また、観光地の標識、
案内板等の様式統一化により観光客の利便性の向上を図る
とともに、地域資源活用促進事業等の活用による財源の確
保により確実な事業実施を図る。

農振農用地区域
除外許可権及び
農地転用許可権
の町への一部移
譲

　農振農用地区域除外及び農地転用の許可に
ついては知事若しくは大臣の許可権である
が、手続きの迅速化のため農振農用地区域除
外については公共施設を建設する場合は知事
から市町村長へ、農地転用の許可について
は､２ha未満の転用については知事から市町
村長へそれぞれ移譲する。

　都市との交流促進施設等を建設するにあたり、農
振農用地区域除外及び農地転用の許可については知
事若しくは大臣の許可権であるが、手続きの迅速化
のため農振農用地区域除外については公共施設を建
設する場合は知事から市町村長へ、農地転用の許可
については､２ha未満の転用については知事から市
町村長へそれぞれ移譲する。

福
島
県

古殿町
流鏑馬の里づく
りによる地域再
生計画

　流鏑馬の里づくりによる統一的なイメージづくり、観光
客の増加、都市との交流促進等を図るため、流鏑馬の伝
承・披露のための施設、都市との交流促進施設、親水公園
等の整備及びPRを進め、国、県道案内標識への記載の規制
緩和、農振農用地区域除外許可権等の権限移譲により、ス
ムーズかつ迅速な施設整備を図る。また、観光地の標識、
案内板等の様式統一化により観光客の利便性の向上を図る
とともに、地域資源活用促進事業等の活用による財源の確
保により確実な事業実施を図る。

地域資源活用促
進事業等の活用
による事業の促
進

　流鏑馬用馬の育成施設及び流鏑馬の伝承・
披露のための施設、都市との交流促進施設
（体験宿泊施設）、親水公園施設等を整備す
るにあたり、地域資源活用促進事業、地域雇
用機会増大促進支援事業等の活用による事業
の促進を図る。

　流鏑馬用馬の育成施設及び流鏑馬の伝承・披露の
ための施設、都市との交流促進施設（体験宿泊施
設）、親水公園施設等を整備するにあたり、地域資
源活用促進事業、地域雇用機会増大促進支援事業等
の活用による事業の促進を図る。

福
島
県

古殿町

「グローカルｅ
町づくり～おら
が町のIT戦略
～」による地域
再生計画

本町における地域情報化の現状は、地理的要件などから、
民間サービスの参入が著しく遅れており、今後の拡大の見
通しも大変厳しい状況にある。典型的な中山間地域である
本町は、若者の町外流出や少子高齢化等の問題を抱えてお
り、都市部との情報格差もその要因の一つとして考えられ
る。そこで、町が主体となって情報通信網基盤整備を行い
全町民が高速情報通信、移動体通信（携帯電話）、TV放送
のサービスを受けられることを可能とし、これにより、生
活利便性や町民福祉の向上、産業の振興などを図り、地域
再生を目指す。その際、事業の利便性向上や重複投資の回
避など効率的に事業を展開することができるよう、目的別
に制度化されている情報通信施策を当町の実情、将来展望
に即した形で連携、一元化可能とすることを求める。

情報通信格差是
正事業における
採択要件の緩
和、利便性の向
上

情報通信格差是正事業における「地域イント
ラネット基盤施設整備事業等」及び「移動通
信用鉄塔施設整備事業」の採択基準、対象、
利用条件等の改善

情報通信格差是正事業における「地域イントラネッ
ト基盤施設整備事業等」にて整備した伝送路の一部
を移動通信用基地局との伝送用専用線として確保し
た上で「移動通信用鉄塔施設整備事業」により移動
通信用鉄塔施設を整備する。それにより、効率的に
整備が図られ、なおかつ移動通信サービス提供事業
者が事業を展開しやすくなる。
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具体的事業の実施内容

福
島
県

古殿町

「グローカルｅ
町づくり～おら
が町のIT戦略
～」による地域
再生計画

本町における地域情報化の現状は、地理的要件などから、
民間サービスの参入が著しく遅れており、今後の拡大の見
通しも大変厳しい状況にある。典型的な中山間地域である
本町は、若者の町外流出や少子高齢化等の問題を抱えてお
り、都市部との情報格差もその要因の一つとして考えられ
る。そこで、町が主体となって情報通信網基盤整備を行い
全町民が高速情報通信、移動体通信（携帯電話）、TV放送
のサービスを受けられることを可能とし、これにより、生
活利便性や町民福祉の向上、産業の振興などを図り、地域
再生を目指す。その際、事業の利便性向上や重複投資の回
避など効率的に事業を展開することができるよう、目的別
に制度化されている情報通信施策を当町の実情、将来展望
に即した形で連携、一元化可能とすることを求める。

情報通信施策の
集中

情報通信格差是正事業、電気通信格差是正事
業及び情報通信を活用したソフト事業の集中
展開

情報通信基盤整備を図る目的のもと、「地域イント
ラネット施設整備事業」「加入者系光ファイバー網
整備事業」「移動通信用鉄塔施設整備事業」、「新
世代地域ケーブルテレビ施設整備事業」等の集中採
択

福
島
県

古殿町

「グローカルｅ
町づくり～おら
が町のIT戦略
～」による地域
再生計画

本町における地域情報化の現状は、地理的要件などから、
民間サービスの参入が著しく遅れており、今後の拡大の見
通しも大変厳しい状況にある。典型的な中山間地域である
本町は、若者の町外流出や少子高齢化等の問題を抱えてお
り、その要因としては基幹産業である農林業の低迷や雇用
の場の不足が考えられるほか、都市部との情報格差もその
要因として考えられる。そこで、町が主体となって情報通
信網基盤整備を行い全町民が高速情報通信、移動体通信
（携帯電話）、TV放送のサービスを受けられることを可能
とし、これにより、生活利便性や町民福祉の向上、産業の
振興などを図り、地域再生を目指す。その際、目的別に制
度化されている情報通信施策を当町の実情、将来展望に即
した形で連携、一元化を図ることにより事業の利便性向上
及び重複投資の回避など、効率的に事業を展開する。

情報通信施策の
連携

各府省間に跨る情報通信施策の連携による一
元的推進

総務省「情報通信格差是正事業等」、「電気通信格
差是正事業」及び農林水産省「ｅ‐村づくり計画」
の一元的推進

福
島
県

いわき市
環境産業振興に
よる産業再生

リサイクルなどに係る高度な技術や企業集積等といった、
いわき市における環境産業振興に向けた高い優位性を活用
し、地域の特性や実態を反映した環境産業振興を図ること
により、地域経済の活性化とと循環型社会形成を促進する
ため、リサイクル施設の都市計画に係る手続きの権限委譲
を提案するもの。

リサイクル施設
の設置に関する
都市計画審議会
の権限委譲

産業廃棄物処理施設の設置については、都道
府県の都市計画審議会の議を経て決定される
こととなっているため、本市の環境産業振興
にあたって、「都道府県レベルの開催となる
ため案件の内容や件数に応じた弾力的な開催
が難しくなるとともに、地域に根ざした審議
を活発・十分に行うために長期間を要する」
「都道府県レベルでの審議になるため、地域
の特性や実態を十分に反映した、自主的な環
境産業振興や循環型社会形成促進の取組みが
不十分となる」といった課題を抱えている。
そのため、中核市として産業廃棄物処理に係
る権限を有し、独自の廃棄物処理計画を策定
しているとともに、小規模な県と同規模の面
積を有する広域都市で、市の都市計画審議会
により広域の見地から都市計画を決定してい
るいわき市については、「廃棄物行政・都市
計画行政に関して都道府県と同等の能力を有
していることから、リサイクル（産業廃棄物
の中間処理）の都市計画に係る手続きについ
ては、都道府県から市に権限委譲することを
提案するもの。

権限委譲により、環境産業に取り組もうとする事業
者等の迅速な事業化が可能となり、環境産業振興に
よる産業再生が実現する。なお、現段階で予定され
ている事業計画は次のとおり。
・民間事業者により平成16年度に計画されている食
品リサイクル事業
・民間事業者により平成16年度に計画されている化
学品リサイクル事業
・民間事業者により平成17年度以降に計画されてい
る木質バイオマス活用事業
・民間事業者により平成17年度以降に計画されてい
るプラスチックリサイクル事業等

福
島
県

いわき市
小名浜港背後地
等の整備による
地域再生

重要港湾小名浜港は、港湾機能の高度化と併せて、１、２
号埠頭の再開発等が進み、年間２８０万人に及ぶ観光客で
賑わいを呈しているが、貨物ターミナルにより「港」と
「まち」が分断され、その集客力を活かしきれず、中心市
街地では空洞化が進行している。このため、平成１２年に
官民が一堂に会する「小名浜港背後地等の整備に係る連
絡・調整会議」を立ち上げ、土地区画整理事業により貨物
ターミナル移転し、「港と一体的なまちづくり」を目標に
地域活性化を推進している。しかし、事業実現のために
は、一般の民家や工場等の地区外移転が前提となることか
ら、土地区画整理事業において、地区外転出者の用地買収
や転出補償等の制度も組み込んだ総合的、一体的な事業手
法としての拡充を図り、事業の早期立ち上げを支援する必
要があると考える。

土地区画整理事
業における地区
外転出等の特例
措置について

　区画整理に参加しない権利者や土地利用
上、区域内に換地することが適正でないなど
特別な事情により地区内換地が困難な場合に
は、施行者が権利者の用地を取得せざるを得
ないが、これにより地区外に転出する権利者
に対する買い取り補償は、認められていな
い。
　事業の円滑な施行のためには、土地区画整
理事業において、権利者の申し出等により、
施行者が用地を取得し、当該権利者が地区外
に転出する際に補償ができる制度や取得した
土地の処分及び清算に関する制度を創設して
ほしい。

土地区画整理事業により貨物ターミナルの移転を計
画しているが、貨物ターミナル用地の確保や新たな
都市拠点用地の創出が必要となるため、移転先の一
般の民家や工場等は地区内への換地が困難となり、
地区外へ転出する権利者の用地を買収し、建物を補
償する必要がある。
従って、土地区画整理法において、このような特別
な事情がある場合は、施行者が地区外転出者の用地
を取得し、補償できる制度や、取得した土地を公共
用地や民間共同事業者へ換地すること等の処分及び
清算に関する制度の創設するとともに、併せて、地
区外転出者（用地譲渡者）に対する課税の特例を創
設し、既成市街地における貨物ターミナル移転等の
特殊な事業については、土地区画整理事業の中で総
合的なまちづくり制度の活用と権利者の合意形成を
促進し、事業の早期立ち上げと土地の流動化を促進
することにより、地域経済の活性化とまちづくりの
実現が図られる。

福
島
県

いわき市
小名浜港背後地
等の整備による
地域再生

重要港湾小名浜港は、港湾機能の高度化と併せて、１、２
号埠頭の再開発等が進み、年間２８０万人に及ぶ観光客で
賑わいを呈しているが、貨物ターミナルにより「港」と
「まち」が分断され、その集客力を活かしきれず、中心市
街地では空洞化が進行している。このため、平成１２年に
官民が一堂に会する「小名浜港背後地等の整備に係る連
絡・調整会議」を立ち上げ、土地区画整理事業により貨物
ターミナル移転し、「港と一体的なまちづくり」を目標に
地域活性化を推進している。しかし、事業実現のために
は、一般の民家や工場等の地区外移転が前提となることか
ら、土地区画整理事業において、地区外転出者の用地買収
や転出補償等の制度も組み込んだ総合的、一体的な事業手
法としての拡充を図り、事業の早期立ち上げを支援する必
要があると考える。

土地区画整理事
業における地区
外転出等の特例
措置について

　土地区画整理事業において、権利者の申し
出や特別な事情により地区内換地が困難な場
合には、施行者が用地を取得せざるを得な
い。
　この場合、事業の円滑な施行のため、これ
ら用地を譲渡し地区外に転出する権利者に対
し、課税の特例を設けてほしい。

土地区画整理事業により貨物ターミナルの移転を計
画しているが、貨物ターミナル用地の確保や新たな
都市拠点用地の創出が必要となるため、移転先の一
般の民家や工場等は地区内への換地が困難となり、
地区外へ転出する権利者の用地を買収し、建物を補
償する必要がある。
従って、土地区画整理法において、このような特別
な事情がある場合は、施行者が地区外転出者の用地
を取得し、補償できる制度や、取得した土地を公共
用地や民間共同事業者へ換地すること等の処分及び
清算に関する制度の創設するとともに、併せて、地
区外転出者（用地譲渡者）に対する課税の特例を創
設し、既成市街地における貨物ターミナル移転等の
特殊な事業については、土地区画整理事業の中で総
合的なまちづくり制度の活用と権利者の合意形成を
促進し、事業の早期立ち上げと土地の流動化を促進
することにより、地域経済の活性化とまちづくりの
実現が図られる。

84 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容
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福
島
県

建設業協
会郡山支
部

県中地区森林再
生計画

外材に頼らず、地場産業として県産材を計画的に供給する
とともに地元の森林の自然景観と森林機能の保全にあた
る。

木工団地との提
携
森林組合との提
携
福島県木造技術
開発協同組合と
の提携

郡山市所有の市有林及び福島県所有の県有林
の払い下げ

地産地消として県内産品の優先使用を行い地域経済
の活性化にあたる。
森林保全事業を行うことによる雇用の確保。
間伐材を利用した集成材等の開発とその供給を行
う。

福
島
県

建設業協
会郡山支
部

郡山市湖南地区
活性化計画

５校ある小学校跡地を無駄にせず宿泊者を受け入れること
により地域の活性化を図る。

郡山市からの低
価格による譲渡

既存学校施設に対する郡山市の権限を建設業
協会郡山支部に移譲

年間を通じて学生及び社会人の合宿所としての利用
を図るにより、各種ｽﾎﾟ-ﾂの振興とそれにより生じ
る合宿所としての地域雇用の受け入れ。

福
島
県

建設業協
会郡山支
部

市民・住民参加
型の多自然型河
川の構築（水辺
の維持管理委
託）

逢瀬川周辺区域を市民・住民が憩いの場所として誘われる
ような生活空間として定着しまた、ビオトープ事業を整備
し人と動植物の共存区間を造るために住民参加型の水辺空
間の維持管理委託

福島県・郡山市
の委託事業の民
営化

現在は、福島県、郡山市が事業の一環として
いる河川維持管理事業の一部（除草・伐採・
伐木・河川内清掃）を逢瀬川ふれあい通り実
行委員会（会長　長尾トモ子）に委託する。

・河川維持管理委託（除草・清掃・河川周辺のパト
ロール）・動植物の生態調査・水質検査・「川に親
しむ会」などの各種イベント開催・小・中学校での
自然観察会を開催し子供達の課外事業（ゆとりとふ
れあいの授業）・逢瀬川沿道は市内で有数の桜並木
があるので地域の観光地の保存

福
島
県

建設業協
会郡山支
部

県中地区産業廃
棄物リサイクル
推進計画

県中地区近郊の遊休農地を集約借上げし、リサイクル中間
処理施設を建設する。農業・建設業の余剰労働力を分別・
細分化作業の労働力とする。中央部に処理施設を設け、外
周部には農業施設や緑地帯などの緩衝帯を設け、外部への
影響を極力抑えるとともに、コンポスト化や焼却などの中
間処理によって生じる資源やエネルギーを有効活用し、法
人による農業経営・アグリビジネスの創出を目指す。

法人による農業
経営

法人による農業経営
廃棄物中間処理施設より発生する資源を活用し高付
加価値農産物の生産を行う。

福
島
県

福島商工
会議所

スポーツコンベ
ンション機能整
備事業

スポーツ関連の公共施設の近隣における民間開発の規制緩
和と手続きの簡素化

スポーツ関連の
公共施設の近隣
における民間開
発の規制緩和お
よび手続きの簡
素化

スポーツ関連の公共施設が立地する地区は、
都市計画法、農振法等の規制があり、これら
の許認可手続きを簡素化するとともに、地域
が開発計画を策定した場合には、規制を緩和
する。

①地域における整備計画の策定　②土地利用の許認
可　③民間施設の導入　これによりスポーツコンベ
ンション昨日が整備ｋされ地域の集客力の向上及び
雇用の創出に寄与できるとともに、周辺の観光施設
との連携により地域活力が増大する。

福
島
県

福島商工
会議所所

中心市街地活性
化イベントの規
制緩和

中心市街地の活性化を目的としたイベントの実施に当た
り、道路使用許可およ飲食業の臨時出店許可の簡素化を図
る。

中心市街地活性
化イベントの規
制緩和

中心市街地活性化を目的とした地域のイベン
トを実施する場合、道路の使用及び飲食店の
出店にかかる許認可を緩和し、地域経済の活
性化を図る。

中心市街地で実施されるイベントについて、道路使
用及び飲食店の営業に関して、一元的な許認可と迅
速化を実施することにより、イベントを実施しやす
くなることにより、中心市街地の賑わいが創出され
る。
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名
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提案概要
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る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

福島県商
工会連合
会

電源三法交付金
でクリーンエネ
ルギー発電

電源地帯（特に原子力発電）に交付される電源三法交付金
の対象事業を拡大し、風力発電所建設にも使用できるよう
にされたい。クリーンな風力により発電された電気は、地
元の企業のために低廉に供給することで、企業立地と雇用
の促進が確保される。
低廉な電気料とすることにより、住民福祉の充実に充てる
ことも可能である。原子力発電という大規模発電を支える
電源地帯への大きな恩返しになるのではないか。
なお、この提案については対象地域が広範であることか
ら、行政との意見調整は行っていない。

電源三法交付金
でクリーンエネ
ルギー発電

電源三法交付金の使途に、風力発電所建設も
加えられたい。

電源三法交付金による風力発電所建設は、設置する
事業者負担が小さいことから低料金で電気を供給で
きる。クリーンな電気を低廉に供給することによ
り、企業進出を促すことができ、雇用も確保され
る。

福
島
県

福島県商
工会連合
会

デマンド型乗合
交通システムの
普及プロジェク
ト

　地方における街中交通の現状は、道路運送法の改正（平
成14年2月）により、地方の赤字路線バスの休廃止やバス
停まで行く不便さや運行回数の減少等によって、高齢者や
児童等の交通弱者にとって街郊外等から街中への交通体系
が整っていない状況にあり、住民より福祉バスの導入要望
など交通不便者に対するシビルミニマムの確保が急務と
なっている。
　このことから、地元タクシー会社等より車輌を時間借り
して、電話予約による戸口から戸口へのデマンド型乗合交
通システムを福島県商工会連合会は福島大学・ＮＴＴ東日
本と共同開発した。
　本システムの運用にあたり、オペレータ並びにタクシー
運転手の雇用を創出することができる。また、街中への交
通が不便なため、買物客が郊外の大型店等への流出により
中心市街地の集客が低下し、地元商店街の活性化等による
地域振興が急務となっている。
　本システムは、利用データを随時ビジュアルに分析し、
サービス内容を最適な形に見直しを図ると共に地域ならで
はの多目的かつスムーズなサービスづくりの実現を図るた
めに、管理運営を商工会を中心とした組織により低定額料
金の交通手段を地元タクシー会社の待機車輌を有効活用し
たサービスを提供する。さらに、地元商店・商店街との連
携したサービスの提供により、デマンド型乗合交通システ
ムを少子高齢化対応のまちづくりと地域経済の活性化に寄
与することができる。

地方における交
通不便者のシビ
ルミニマム確保
のためのデマン
ド交通システム
の普及

①国・県が補助している生活交通路線に対す
る補助要件の緩和
　国・県が補助している生活交通路線は、広
域行政圏の中心都市等にアクセスする広域
的・幹線的路線のため重要な生活路線である
と共にデマンド型乗合交通も必要とされてい
る。しかし、補助要件である「１日の輸送量
が15人～150人」がネックとなり併用運行が
難しいことから、この要件を緩和することに
より広域的幹線の確保と地方の実情に応じた
生活交通の確保を可能とする。

②タクシー事業者によるデマンド型乗合運行
を「21条許可」の緩和
　タクシー事業者によるデマンド型乗合運行
を「21条許可」により行う場合、貸切の営業
区域を広域市町村とすると共に広域市町村で
の「21条許可」を可能とする。

③タクシー事業者が「21条許可」による乗合
運行にあたっての運行管理者の資格要件の緩
和
　タクシー事業者がタクシー車両（10人以
下）を使用して「21条許可」による乗合運行
にあたっては、運行管理者の資格を「乗用運
行管理者」のみで可能とする。

　福島県小高町では、高齢者を中心とした交通弱者
の足の確保が急務となっていたが、電話予約による
低定額料金で戸口から戸口のデマンド型乗合交通シ
ステムの導入により、シビルミニマムを実現する最
適な交通手段の確保に留まらず、「自分の選択で買
物をする」「美容室に行く」また生涯学習やカル
チャー講座を受講したりと高齢者同士の交流と生き
甲斐の創出の一助となっている。
　さらに利用状況から街中を回遊して買物をして帰
るという行動が広がっていることから、中心商店街
等の活性化が図られている。
　また、本システムの導入により交通不便地域にお
ける交通弱者対策として全国的に普及し、現在10箇
所の町村で導入されている。

福
島
県

福島県商
工会連合
会

広域給食セン
タープロジェク
ト

　補助金で作った施設を多目的利用することで、地域と密
着したビジネスが構築できる。
　現に学校給食では、人件費が6割を占め年間稼動が180日
と効率性がきわめて悪いのが現状である。
　施設の有効活用を図り、人件費コストを給減することに
よって、雇用機会の拡大が図られ、併せて地産地消の原点
に立った。地元産の食材の利用が可能となり、健全な青少
年の育成に寄与できる。

給食施設の民間
生活の促進

給食施設の柔軟活用に関する地方公共団体の
理解

給食施設の広域的柔軟な活用により、在宅高齢者向
け弁当の食材、病院食の提供など多様な活用ができ
る。また、機械で野菜をカットしないで手作業で加
工調理できるため、主婦、高齢者、障害者の雇用促
進を図ることができる。同時に地元産の規格外の野
菜を消費でき、地産地消にも貢献できる。

福
島
県

舘岩村商
工会

砂防のリサイク
ル

渓谷・渓流を守り、砂防を活かす。　砂防は大事な役目を
果たしておりますが、場所によって放置されたままでは自
然を壊していますので、上流の砂利採取許可などの法的処
置をお願いしたい。

自然を守る砂防
のリサイクルと
雇用創出

自然を守るために作られた砂防ダムが、土砂
の堆積を除去しないため、かえって自然破壊
の現況になっている。国土交通省の法律に
よって現状は守られているが、自然環境の保
全や地域の視点から考えていないため、隘路
が生じている。

従来の公共事業が減少しているので、ダンプカー・
ユンボー・労働力などを、当地域の重要な部分の再
生に向ける。

福
島
県

福島県中
小企業団
体中央会

企業組合の農業
参入

農地法第２条７項の中に企業組合を付け加える。
農業に関する各
種制度資金の対
象とする。

新規就農資金
経営体質強化資金
農業改良資金
等の対象とする。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
島
県

福島県中
小企業団
体中央会

企業組合による
農地の利活用の
促進

企業組合は中小企業協同組合法にその根拠がある法人であ
る。この組織は近年急速に普及している組織形態である。
組織概要は組合の目的に賛同する個人が加入資格があり、
最低資本金などの制約はない。設立は都道府県知事の認可
制。組織の性格は事業者、勤労者、サラリーマン、主婦、
学生等の個人が労働と資本を持ち寄り、その職場を確保す
るというものである。このような組織が農業生産法人に認
定されれば創業の促進、遊休農地や担い手不足の解消ある
いは生きがい農業の開拓に繋がるものと考える。

農地法第２条７
項の改正が必要
である。

現在、農地法第２条７項では、農業生産法人
となり得るのは株式会社、有限会社、合名会
社、合資会社、農事組合法人のうちで一定の
要件を満たしていることが必要であるとなっ
ている。これに企業組組織を追加するよう法
改正する。

農地法では一定の要件を満たした株式会社、有限会
社、合名会社、合資会社、農事組合法人しか農地を
取得し農業を営むことができない。企業組合組織は
創業やベンチャーの組織として最近注目されている
組織である。この組織は労働と資本を持ち寄りかつ
民主的な運営により、組合に参加した人達の労働の
場を確保する組織である。要するに農地を取得して
そこに参加した組合員が自ら就業することが必要で
ある。したがって、単に農地を取得し、そこで他人
を使って農業を営もうとする組織ではない。組合に
参加した者は農業の担い手となるのである。
また、今我が国では、創業やベンチャー企業の育成
が急務となっているが企業組合による農業分野の就
業も立派な創業であると考える。

福
島
県

福島県旅
館ホテル
生活衛生
同業組合

街道の創設

観光における地域再生のための地方行政各部署の施策、予
算の一元化と部署職員の派遣をもとに、民間の各産業を網
羅した体制を構築し､さらに街道づくりをテーマに歴史文
化､産業、物､人、自然環境等の全てをアイテムとした取り
組みが必要であり､そのための地域観光推進室（仮称）の
創設に中央行政からの具体的な推進室の設置要項や街道整
備に関するマニュアル等の作成と指導を要望いたします。

地域観光推進室
の創設

地域観光推進室創設のための指導
１．地域観光推進室創設の設置要項の作成と実施指
導　　　　　　　　　　　　　　２．街道創設のた
めのマニュアル作成と実施指導

福
島
県

月舘町
介護予防・障害
者支援による地
域再生計画

高齢者の介護予防のために、学校の空き教室やその他の公
共施設を目的外使用し、活用することで、地域の自助・自
立を促す。また「介護保険制度」や「障害者等支援費制
度」の、利用施設や事業所の職員の配置基準等の規制緩和
をすることで、地域に合った「身の丈の福祉」を構築す
る。

事業所要件の緩
和等

全国一律基準の施設基準・事業所認定基準の
緩和。現状では、支援費制度への新規参入
は、人員基準等で難しい。確かに、新規事業
所を立ち上げれば、5名程度の雇用創出にな
るが、その前提となる「採算」が担保されな
くては雇用も絵に描いた餅。それよりも、介
護保険事業所でも兼務で事業参入を可能にし
た方が採算も取れ、１～２名の確実な雇用が
見込めるなら、そちらの方が現実的。

基準を緩和し、介護保険事業所での支援費制度への
取り組みを可能にする。

茨
城
県

真壁町
歴史的たたずま
いを活かした地
域づくり

広域交通ネットワークの整備効果を生かし，交流人口の拡
大と地域経済の活性化を図るため，行政と住民が一体とな
り，歴史的景観の保存・再生を通した特色あるあちづくり
を展開し，来訪者と地域住民が気軽に交流できる歓光地
（造語）づくりを目指す。

総合的・一体的
なまちづくりの
ための施策の集
中・連携

歴史的街並みの再生・保存や伝統的文化の継
承・地場産業の振興当を総合的・一体的に進
めるため，各省庁の関連事業を連携させる。

都市計画事業のメニューに取り組んだ際，それらの
調査を特定したものだけでなく，全体的な整備計画
を作成することが可能にし，該当する事業を随時導
入できるような仕組みにする。
また，同時に伝統的建造物群保存対策のための学術
的調査を同時に行えるようにする。

茨
城
県

真壁町
歴史的たたずま
いを活かした地
域づくり

広域交通ネットワークの整備効果を生かし，交流人口の拡
大と地域経済の活性化を図るため，行政と住民が一体とな
り，歴史的景観の保存・再生を通した特色あるあちづくり
を展開し，来訪者と地域住民が気軽に交流できる歓光地
（造語）づくりを目指す。

住民による交流
拠点の運営等に
ついての交付税
措置

住民と行政が一体となってまちづくり及び交
流を推進するため，交流拠点の運営等を住民
団体に委託することとし，その経費について
交付税措置を講じる。

住民団体によるまちなみ案内の拠点施設の運営，ガ
イドブックの作成，案内板の作成等来訪者の利便性
を図る。

茨
城
県

真壁町
歴史的たたずま
いを活かした地
域づくり

広域交通ネットワークの整備効果を生かし，交流人口の拡
大と地域経済の活性化を図るため，行政と住民が一体とな
り，歴史的景観の保存・再生を通した特色あるあちづくり
を展開し，来訪者と地域住民が気軽に交流できる歓光地
（造語）づくりを目指す。

登録文化財相続
の特例措置

当町は，歴史的建造物を有形文化財として登
録することによって，それらが取り壊される
ことを防ぎ，あるべき景観の保持に力を注い
でいるが，それら建造物の所有者の大多数が
高齢者であるため，歴史的建造物やあるべき
景観が次世代に受け継ぎやすくするための措
置

重要文化財に指定されている民家で，所有者の居住
の用に供されているものの相続時の建造物評価額
は，６割控除という事例に準じて，登録文化財の民
家で，所有者の居住に供されているもの相続税につ
いては，控除すべきである。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

山方町
廃校利用と都市
交流

自然資源、生産資源(山里、棚田、そば畑，漆林など)、文
化資源（神社仏閣、史跡、民俗芸能、民話など）、人材
(偉人、伝統職人、自然案内人など)すばらしい資源があ
る。これらの資源を活用し民間主体により廃校になった小
学校を核として都市住民との交流を図り地域活性化に取り
組む。

・補助事業等に
より取得した財
産の処分制限の
解除
・廃校利用への
民間参入と税制
優遇

・町が交流拠点施設として廃校を改修する
際、リニューアル債の活用を認めるとともに
償還金金利を地方交付税に算入
・改修した廃校をNPO法人や民間企業等への
貸与を認め、営利事業となる都市農村交流事
業の拠点施設として活用する
・事業運営するＮＰＯ法人等が、運営資金と
して、民間から資金を集めた場合、その資金
に対する優遇税制措置

 NPO法人等が廃校を野外活動やコミュニテイ・ビジ
ネス活動の拠点施設として活用する。それに伴い体
験活動を指導する地域の人材の活用や地域特産物の
活用が図られ、地域雇用の創出や経済効果が得られ
る。

茨
城
県

五霞町
複合型産業拠点
形成プロジェク
ト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京か
ら50ｋｍに位置する地理的条件や新4号国道，圏央道など
の整備効果を生かして，商業・流通・業務など新たな複合
型産業拠点の形成を図ることにより，新たな雇用の創出や
町の活性化を推進する。

農地転用許可基
準の緩和

【施策の利便性の向上】　　　　　　　　・
第三種農地の立地基準のうち「おおむね300
メートル以内に，高速道の出入り口が存す
る。」との規定について，高速道路の出入り
口からの距離要件を地域の実情に応じて緩和
するとともに，「出入り口が存する」にイン
ターチェンジ用地買収に着手するなどその整
備が確実なものも含めることとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新４号国
道と圏央道のクロスポイント周辺地区における商
業・業務など複合型の産業立地を促進し，兼業農家
を含めた地域住民の新たな雇用の場を創出し，地域
経済の活性化を図る。

茨
城
県

五霞町
複合型産業拠点
形成プロジェク
ト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京か
ら50ｋｍに位置する地理的条件や新4号国道，圏央道など
の整備効果を生かして，商業・流通・業務など新たな複合
型産業拠点の形成を図ることにより，新たな雇用の創出や
町の活性化を推進する。

新たな産業拠点
の形成のための
関連施策の集中
実施

【各種施策の集中】　　　　　　　　　　新
たな産業拠点の形成に資する基盤整備を進め
るため，各省庁において実施する関係施策を
集中的に展開する。

　
新４号国道における暫定４車線化（最終的には６車
線）及び主要交差点の早期立体化を実現し，アクセ
ス道路や上・下水道，河川改修などの基盤整備を集
中的に実施し，商業・流通業務などの産業立地を促
進する。

茨
城
県

友部町

物流拠点の立地
優位性を最大限
活用した地域振
興

　友部町に整備中の総合流通センターは、常磐自動車道、
北関東自動車道の交通網を活用する広域的な物流拠点とし
て、また、県内に分散する地域的な物流拠点の中核として
機能されるべく茨城県が事業主体、友部町が用地交渉、地
元住民調整などの役割分担で進めてきている。
　その結果、約９８％もの用地買収率に達しながらも、景
気の先行きの不透明を反映して物流拠点の企業立地ニーズ
は厳しい状況にあり、事業進捗が進んでいない。
　このため、市場ニーズに合致した土地利用への転換を容
易にするための必要な支援措置を講じ、企業の進出を加速
化させ、地域経済の活性化と地域雇用の創造を図る。

流通業務団地内
の都市計画変更
に伴う譲渡所得
特別控除の特例
措置の適用

　流通業務団地での立地ニーズに対応して事
業計画変更を弾力的に行おうとする場合に、
問題となる事業変更前における譲渡所得特別
控除の特例措置の取扱いを明確にする。

　流通業務団地において、最近の物流業界の複合施
設（流通過程での流通加工、販売機能等を併設した
施設）等のニーズや小売店舗の立地ニーズに対応し
て流通業務施設以外の施設立地を進めるためには、
流通業務地区での制限緩和措置（流通業務市街地の
整備に関する法律第５条ただし書の適用）に加え
て、都市計画の変更が必要になる。この場合、従来
の計画により土地を譲渡した際に租税特別措置法に
基づく５０００万円控除を受けた案件については、
流通業務団地から除外されても流通業務地区となっ
ているものについては、当該控除が取り消されて遡
及して譲渡者に課税されることのないよう明確にす
ることが事業を円滑に進めるうえで不可欠である。

茨
城
県

友部町

物流拠点の立地
優位性を最大限
活用した地域振
興

　友部町に整備中の総合流通センターは、常磐自動車道、
北関東自動車道の交通網を活用する広域的な物流拠点とし
て、また、県内に分散する地域的な物流拠点の中核として
機能されるべく茨城県が事業主体、友部町が用地交渉、地
元住民調整などの役割分担で進めてきている。
　その結果、約９８％もの用地買収率に達しながらも、景
気の先行きの不透明を反映して物流拠点の企業立地ニーズ
は厳しい状況にあり、事業進捗が進んでいない。
　このため、市場ニーズに合致した土地利用への転換を容
易にするための必要な支援措置を講じ、企業の進出を加速
化させ、地域経済の活性化と地域雇用の創造を図る。

流通業務団地の
譲受人資格の緩
和

　流通業務施設を建設し、当該施設を賃借
し、または譲渡する事業を営むことを主たる
目的とする法人等に対しても、都市計画の変
更を要することなく造成敷地を譲渡すること
が可能となるような法律の運用を認める。

　流通業務団地の造成敷地の譲受人は、自ら流通業
務施設を経営しようとする者となっているため（法
第３５条）、最近の物流業界の初期投資の抑制と投
資リスクの軽減を図るためのリース方式の用地提供
ニーズに対応できない状況にある。
　このため、自ら経営しようとする者以外（たとえ
ば、流通業務施設を建設し、当該施設を賃借し、ま
たは譲渡する事業を営むことを主たる目的とする法
人で、当該事業の経営に必要な資力、信用を有する
者）に対しても造成敷地を譲渡することが可能とな
るよう規制を緩和することにより、企業の進出を促
進する。

茨
城
県

友部町

物流拠点の立地
優位性を最大限
活用した地域振
興

　友部町に整備中の総合流通センターは、常磐自動車道、
北関東自動車道の交通網を活用する広域的な物流拠点とし
て、また、県内に分散する地域的な物流拠点の中核として
機能されるべく茨城県が事業主体、友部町が用地交渉、地
元住民調整などの役割分担で進めてきている。
　その結果、約９８％もの用地買収率に達しながらも、景
気の先行きの不透明を反映して物流拠点の企業立地ニーズ
は厳しい状況にあり、事業進捗が進んでいない。
　このため、市場ニーズに合致した土地利用への転換を容
易にするための必要な支援措置を講じ、企業の進出を加速
化させ、地域経済の活性化と地域雇用の創造を図る。

立地条件が極め
て優れた地域へ
のインターチェ
ンジの設置制度
の創設（友部
サービスエリア
へのＥＴＣ専用
インターチェン
ジの設置）

　本事案の高速道路のＳＡに隣接した総合流
通センターのように立地特性が極めて優れて
いる地域においては、その機能を最大限発揮
するため、ＳＡにＥＴＣ専用ＩＣを永続的に
整備するモデル事業を国において創設する。

　現在、国は、高速道路のＳＡ・ＰＡに接続するス
マートＩＣ（ＥＴＣ専用ＩＣ）の社会実験制度の導
入を予定しているが、このような制度は、本来、総
合流通センターのようにＳＡ（常磐道友部ＳＡ）に
隣接して拠点開発されているポイントをその対象と
することが最も意義のあることであり、また、社会
経済的にも実験終了後についてはそのまま継続して
供用することが最適である。
　したがって、本流通センター及び友部ＳＡの地域
を高速交通網と地域開発拠点が一体的に開発された
地域再生のための起爆点と位置づけて今回の社会実
験制度を含めて新たな整備方式のモデルとして取り
扱うことを提案する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

潮来市
麻生町
北浦町
玉造町

行方ふるさと圏
創生プロジェク
ト

　地域住民自らが、自分たちの地域を元気にするため、地
域の課題解決のために主体的に取り組む、地域ニーズに対
応したサービス事業や地域資源を活かした事業（コミュニ
ティ・ビジネス）などの創業を支援する。
  具体的には，①住民の主体的事業の助成（産業振興、環
境保全、福祉支援、生活支援等）、②アドバイザー派遣、
③交流事業・イベントの開催、④中間支援組織（民間によ
る公益的専門的組織）の設置を行う。

中間支援組織
（民間による公
益的専門的組
織）の活動支援

[その他]
①地方公共団体が中間支援組織に対し創業支
援委託等を行う場合、その委託費等を地方交
付税に算入
②民間（地域住民、地域企業）からの寄付等
に対する優遇税制措置

 地域に密着した創業家探し､成功事例集による広報
活動を通じた、起業家の掘起し、その後の支援を行
う。

茨
城
県

潮来市
麻生町
北浦町
玉造町

行方ふるさと圏
創生プロジェク
ト

　地域住民自らが、自分たちの地域を元気にするため、地
域の課題解決のために主体的に取り組む、地域ニーズに対
応したサービス事業や地域資源を活かした事業（コミュニ
ティ・ビジネス）などの創業を支援する。
  具体的には，①住民の主体的事業の助成（産業振興、環
境保全、福祉支援、生活支援等）、②アドバイザー派遣、
③交流事業・イベントの開催、④中間支援組織（民間によ
る公益的専門的組織）の設置を行う。

コミュニティビ
ジネス活動等の
活性化支援

[その他]
　コミュニティビジネス・NPO活動を活性化
するためにアドバイザーの派遣・活動支援の
経費など、地方公共団体の取組に要する経費
を地方交付税に算入

コミュニティビジネス・ＮＰＯ活動を活性化するた
めにアドバイザーの派遣・活動経費の支援を行う。

茨
城
県

潮来市
麻生町
北浦町
玉造町

行方ふるさと圏
創生プロジェク
ト

　地域住民自らが、自分たちの地域を元気にするため、地
域の課題解決のために主体的に取り組む、地域ニーズに対
応したサービス事業や地域資源を活かした事業（コミュニ
ティ・ビジネス）などの創業を支援する。
  具体的には，①住民の主体的事業の助成（産業振興、環
境保全、福祉支援、生活支援等）、②アドバイザー派遣、
③交流事業・イベントの開催、④中間支援組織（民間によ
る公益的専門的組織）の設置を行う。

水辺空間を利用
したコミュニ
ティビジネス・
交流事業に対す
る規制の緩和

[権限委譲]
①河川敷の占用許可に係る権限を国から市町
村へ移譲
②船舶を使用する場合の各種法の制限除外(1
日のイベントで漁船を客船にする場合の不定
期航路の申請）

　この地域の豊かな水辺空間を利用したコミュニ
ティビジネスやイベントを、地域住民が主体的に実
施する。

茨
城
県

潮来市
麻生町
北浦町
玉造町

行方ふるさと圏
創生プロジェク
ト

　地域住民自らが、自分たちの地域を元気にするため、地
域の課題解決のために主体的に取り組む、地域ニーズに対
応したサービス事業や地域資源を活かした事業（コミュニ
ティ・ビジネス）などの創業を支援する。
  具体的には，①住民の主体的事業の助成（産業振興、環
境保全、福祉支援、生活支援等）、②アドバイザー派遣、
③交流事業・イベントの開催、④中間支援組織（民間によ
る公益的専門的組織）の設置を行う。

コミュニティ・
ファンドの形成
支援

　
[その他]
①地方公共団体が出資等を行い地方債を発行
する場合、償還金金利を地方交付税に算入

　コミュニティビジネス事業者の活動資金の調達を
容易にするため、コミュニティ・ファンドを創設す
る。

茨
城
県

茨城県

茨城グリーンふ
るさと交流圏魅
力アップ・プロ
ジェクト

  対象地域であるグリーンふるさと圏は，自然や歴史など
豊かな地域資源に恵まれており，最近では，各地域におい
て，これらの資源を活用した都市農村交流の取り組みが増
えてきたところである。　　　　　　　　　　　　　この
ため，こうした取り組みを支援すると共に，①～③によ
り，地域間の連携や交流メニューを増やし，地域全体の魅
力向上を図ることにより，都市農村交流を一層活性化し，
グリーン・ツーリズムの拠点地域形成を図る。
①地域資源の有効活用
②地域団体への支援
③交通基盤の整備　　等

遊休農地活用要
件の緩和と支援

・遊休農地を活用し市民農園を開設する場
合，面積要件の引き上げ，農産物販売などを
可能とする
・遊休農地を活用した都市農村交流事業を実
施するＮＰＯ等に対し，市町村が支援を行っ
た場合，その経費を地方交付税に算入

・遊休農地をＮＰＯや民間企業が賃借し，主に都市
住民を対象にした市民農園として整備する場合，１
０㌃未満の面積要件を引き上げるとともに，借受期
間の延長及び借受者が収穫物を販売することを可能
とする。
・ＮＰＯ等が遊休農地を賃借し，農機具の購入支援
や営農指導等のアドバイザー派遣を受け，農業体験
のほ場として整備・管理する。
・これにより，地元直販店の売上げ増などの経済効
果が見込まれるとともに，農村環境の保全が図られ
る。

茨
城
県

茨城県

茨城グリーンふ
るさと交流圏魅
力アップ・プロ
ジェクト

  対象地域であるグリーンふるさと圏は，自然や歴史など
豊かな地域資源に恵まれており，最近では，各地域におい
て，これらの資源を活用した都市農村交流の取り組みが増
えてきたところである。　　　　　　　　　　　　　この
ため，こうした取り組みを支援すると共に，①～③によ
り，地域間の連携や交流メニューを増やし，地域全体の魅
力向上を図ることにより，都市農村交流を一層活性化し，
グリーン・ツーリズムの拠点地域形成を図る。
①地域資源の有効活用
②地域団体への支援
③交通基盤の整備　　等

森林整備事業に
係る補助要件の
緩和

・林野庁所管「森林環境保全整備事業」の補
助対象にＮＰＯや中間法人（森林クラブ等）
を追加

・ＮＰＯや中間法人が，市町村，地権者と保全協定
を締結した後，水土保全林整備事業や資源循環林整
備事業を活用し，除・間伐や枝打ち等の森林体験事
業を実施できるようにする。
・この結果，財政基盤の脆弱なＮＰＯ等の活動が促
進され，森林の間伐体験などにより，指導者として
林業従事者の活用が図られる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県

茨城グリーンふ
るさと交流圏魅
力アップ・プロ
ジェクト

  対象地域であるグリーンふるさと圏は，自然や歴史など
豊かな地域資源に恵まれており，最近では，各地域におい
て，これらの資源を活用した都市農村交流の取り組みが増
えてきたところである。　　　　　　　　　　　　　この
ため，こうした取り組みを支援すると共に，①～③によ
り，地域間の連携や交流メニューを増やし，地域全体の魅
力向上を図ることにより，都市農村交流を一層活性化し，
グリーン・ツーリズムの拠点地域形成を図る。
①地域資源の有効活用
②地域団体への支援
③交通基盤の整備　　等

河川敷地占用許
可の権限移譲

・直轄河川の占用許可等に係る権限を国から
県に移譲し，県管理の河川との手続きの一本
化を図る

・対象区域内にある久慈川や那珂川は，カヌー愛好
者の間で高い評価を得ており，特に那珂川はカヌー
人口日本一とも言われていることから，この地域を
カヌーの一大拠点とするため，手続きの一本化や一
時占用期間の弾力的運用を図ることにより，民間事
業者の参入を促進する。
・アウトドア活動の拠点として，広く認知されるこ
とにより，交流人口の増加が図れる。

茨
城
県

茨城県

茨城グリーンふ
るさと交流圏魅
力アップ・プロ
ジェクト

  対象地域であるグリーンふるさと圏は，自然や歴史など
豊かな地域資源に恵まれており，最近では，各地域におい
て，これらの資源を活用した都市農村交流の取り組みが増
えてきたところである。　　　　　　　　　　　　　この
ため，こうした取り組みを支援すると共に，①～③によ
り，地域間の連携や交流メニューを増やし，地域全体の魅
力向上を図ることにより，都市農村交流を一層活性化し，
グリーン・ツーリズムの拠点地域形成を図る。
①地域資源の有効活用
②地域団体への支援
③交通基盤の整備　　等

廃校利用主体の
民間参入と税制
優遇

・市町村が交流拠点施設として廃校を改修す
る際，財源確保のためリニューアル債を措置
するとともに，償還金を地方交付税に算入
・改修した廃校の運営についてはＮＰＯ等へ
アウトソーシングし，都市農村交流事業の拠
点施設として活用
・ＮＰＯが事業運営主体となり，民間（地域
住民・地域企業）から運営資金等の財政的な
支援を受けた場合の優遇税制措置

・ＮＰＯ等に対して，廃校を野外活動の拠点施設や
コミュニティ・ビジネス活動の拠点施設として開放
することにより，体験活動を指導する地域の人材活
用や地域特産物の活用が図られ，地域雇用の創出や
経済的な効果が得られる。
・また，ＮＰＯが事業運営する場合には，認定ＮＰ
Ｏ法人とみなして，税法上の特典を与えることによ
り，民間からの寄付を集め易くなり，円滑な事業活
動が促進される。

茨
城
県

茨城県

茨城グリーンふ
るさと交流圏魅
力アップ・プロ
ジェクト

  対象地域であるグリーンふるさと圏は，自然や歴史など
豊かな地域資源に恵まれており，最近では，各地域におい
て，これらの資源を活用した都市農村交流の取り組みが増
えてきたところである。　　　　　　　　　　　　　この
ため，こうした取り組みを支援すると共に，①～③によ
り，地域間の連携や交流メニューを増やし，地域全体の魅
力向上を図ることにより，都市農村交流を一層活性化し，
グリーン・ツーリズムの拠点地域形成を図る。
①地域資源の有効活用
②地域団体への支援
③交通基盤の整備　　等

財団法人に対す
る旅行業法等の
緩和

・財団法人が旅行業を営む場合の登録要件緩
和
　①旅行業務取扱主任者の配置免除
　　代わりに，(財)都市農山漁村交流活性化
機構が実施するグリーン・ツーリズムの認定
資格を有する者を配置
　②登録手数料の免除
　③営業保証金の供託免除
・交通条件不利地域において財団法人が都市
農村交流のために行う白バス運行を可能とす
る

・対象区域は，都市農村交流に活用可能な資源を多
数有するものの，資源が十分に活用されていないた
め，(財)グリーンふるさと振興機構等が体験ツアー
等を主催し，地域資源の認知度を高めることによ
り，民間事業者の参入を誘引する。
・また，参加者の利便性を図るため，自家保有バス
の有償運行を行う。

茨
城
県

茨城県

茨城グリーンふ
るさと交流圏魅
力アップ・プロ
ジェクト

  対象地域であるグリーンふるさと圏は，自然や歴史など
豊かな地域資源に恵まれており，最近では，各地域におい
て，これらの資源を活用した都市農村交流の取り組みが増
えてきたところである。　　　　　　　　　　　　　この
ため，こうした取り組みを支援すると共に，①～③によ
り，地域間の連携や交流メニューを増やし，地域全体の魅
力向上を図ることにより，都市農村交流を一層活性化し，
グリーン・ツーリズムの拠点地域形成を図る。
①地域資源の有効活用
②地域団体への支援
③交通基盤の整備　　等

多様な交通手段
の確保による地
域住民の足の確
保

・バス路線の維持が困難な地域において，行
政バスや民間業者の車両を活用して有償運行
を行う場合の道路運送法要件の緩和

・公共交通機関の不便地において，町村等公的な機
関が運行しているスクールバスや福祉バス，民間事
業者の保有する送迎バス及びコンビニ配送車両など
について，その未稼働の時間帯を利用し，目的外使
用を認め，住民の交通手段として有償運行させるこ
とにより，地域住民の利便性の向上と車両の有効活
用が図れる。

茨
城
県

茨城県

茨城グリーンふ
るさと交流圏魅
力アップ・プロ
ジェクト

  対象地域であるグリーンふるさと圏は，自然や歴史など
豊かな地域資源に恵まれており，最近では，各地域におい
て，これらの資源を活用した都市農村交流の取り組みが増
えてきたところである。　　　　　　　　　　　　　この
ため，こうした取り組みを支援すると共に，①～③によ
り，地域間の連携や交流メニューを増やし，地域全体の魅
力向上を図ることにより，都市農村交流を一層活性化し，
グリーン・ツーリズムの拠点地域形成を図る。
①地域資源の有効活用
②地域団体への支援
③交通基盤の整備　　等

交流事業の基盤
となる交通体系
の整備

・各省庁で展開している生活利便性向上や産
業振興のための各種道路整備を集中的に実施
し，都市農村交流事業を一層推進

・国道１１８号や４６１号などの整備を促進し，地
域間の連携を図り，多様なメニューを有機的につな
げることにより，地域の魅力アップを図るととも
に，道路交通体系の整備により，民間事業者の参入
を誘引する。

茨
城
県

茨城県

茨城グリーンふ
るさと交流圏魅
力アップ・プロ
ジェクト

  対象地域であるグリーンふるさと圏は，自然や歴史など
豊かな地域資源に恵まれており，最近では，各地域におい
て，これらの資源を活用した都市農村交流の取り組みが増
えてきたところである。　　　　　　　　　　　　　この
ため，こうした取り組みを支援すると共に，①～③によ
り，地域間の連携や交流メニューを増やし，地域全体の魅
力向上を図ることにより，都市農村交流を一層活性化し，
グリーン・ツーリズムの拠点地域形成を図る。
①地域資源の有効活用
②地域団体への支援
③交通基盤の整備　　等

野外活動体験施
設整備に係る各
種施策の統合・
集中

・野外活動拠点整備に係る各省庁所管の補助
事業の効率的な一元化を図る。
　・歴史の道整備活用推進事業
　・ふるさと自然ネットワーク整備事業
　・教育のもり整備事業

・市町村が森林や小川，歴史遺産など地域資源を活
用して体験交流事業の拠点を整備するような場合，
各省庁の野外活動施設整備に係る補助制度を一本化
して受けることにより，対象範囲，整備項目等が拡
大し，市町村の使いやすいものとなり，整備が一体
的に促進される。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

レイクツーリズ
ムの基盤整備

　環境と共生した持続的発展を図る行動のシ
ンボルとしての役割を持つ霞ヶ浦において，
自然と人間の共生をテーマとしたレイクツー
リズムの基盤等を整備するため，各省庁で展
開している環境関係施策を当地域において連
携して実施する。

 霞ヶ浦沿岸において，各省庁の施策を一体的かつ
集中的に展開し，湖面と後背地の一体感を醸成する
と共に水質浄化活動の象徴施設ともなりうる「湖水
浴場の再生」，水辺へのアクセスの確保と水辺景観
を楽しむ「湖岸道路・サイクリング及びウォーキン
グロード」，水辺環境の保全や希少動植物の生息地
保護と一体となった「親水拠点」や「自然体験の場
づくり」，霞ヶ浦環境センター（仮称）等水辺拠点
間の連携とアクセス確保のための水上バスや舟運復
活のための「航路確保」についての整備推進を図
る。また，国立科学博物館の霞ヶ浦資料センター
（仮称）の早期整備を図る。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

土地改良事業に
おける創設非農
用地の取得者及
び用途範囲の拡
大

　土地改良事業における創設非農用地の取得
者及び用途の範囲を拡大する。（現行－取得
者：営利を目的としない法人に限定　用途：
共同減歩による非農用地は土地改良施設，農
業経営合理化施設等に限定）

 土地改良事業により創設した非農用地について民
間事業者による交流施設等の立地を図り，水辺への
誘導を図る。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

特別電源所在県
科学技術振興事
業費補助金の補
助対象範囲の拡
大

　特別電源所在県科学技術振興事業費補助金
について，補助対象である研究施設との一体
的運営により研究機能の向上を図る非研究施
設も補助対象とする。

 霞ヶ浦の水質浄化を図るためには，住民とのパー
トナーシップに基づいた対策を進めることが必要不
可欠であることから，水質浄化の研究機能を有する
霞ヶ浦環境センター（仮称）の研究施設と一体的
に，環境教育や，住民等の研修機能を備えた非研究
施設を整備する。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

水質浄化技術開
発等に係る産学
官連携共同研究
の促進

　霞ヶ浦の水質浄化を促進するため，産学官
連携による，水質生成メカニズム解明及び水
質浄化技術開発研究等に対する施策の連携・
集中を図る。

 水質生成メカニズム解明や水質浄化技術開発に係
る産学官連携共同研究を積極的に展開することによ
り，水質浄化に資する技術の研究開発と環境産業の
創出・振興を図る。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域資
源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を積
極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・発
信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレク
リエーションゾーンの形成を図る。

河川流水及び敷
地の占用許可の
特例と手続きの
迅速化

　水質浄化等の研究をする者やその実験設備
等の設置について，河川流水及び敷地の占用
許可の特例措置を講じるとともに手続きの迅
速化を図る。また，許可対象者をＮＰＯ法人
等にも拡大する。

 霞ヶ浦及び霞ヶ浦の河川敷地において，水質浄化
技術開発研究に係る実証実験装置の実験を行うこと
により，水質浄化技術の研究開発と環境関連産業の
創出・振興を図る。
　また，霞ヶ浦河川敷地において，NPO，住民団体
等が主体となってフラワーコリドール事業を実施
し，水辺景観づくりを進める。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域資
源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を積
極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・発
信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレク
リエーションゾーンの形成を図る。

公共下水道の末
端管渠に対する
補助対象要件の
緩和

　霞ヶ浦流域の公共下水道管路への補助対象
要件を緩和（下水排除量要件の緩和）し、上
流末端管路の補助対象範囲を拡大する。

 市整備の公共下水道末端管路の補助対象範囲を拡
大し，下水道の早期整備を図り，生活排水対策のス
ピードアップと霞ヶ浦の水質浄化を一層推進する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

下水道事業債の
借換対象要件の
緩和

　公営企業借換債の対象要件である既往起債
の利率要件を引き下げる。

 下水道高資本費対策借換債の対象要件（利率年
７．０％以上）を大幅に緩和することにより、低金
利時代の実態に応じた借換を行うことにより，住民
の経済的負担の軽減と公営企業としての経営の健全
化を図り，霞ヶ浦の水質浄化を一層推進する。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

交流情報発信拠
点の整備

　道の駅等の制度を活用した地域振興拠点施
設の整備への支援

 圏央道江戸崎ＩＣ（仮称）周辺地区等において，
地域の特産品販売や加工体験，総合的な観光ＰＲ等
の機能をもつ広域的な交流情報発信拠点の整備を図
る。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

第三セクター設
立のための出資
金に対する地域
再生事業債の適
用

　市町村が，道の駅の地域振興施設を設置・
運営する第三セクターを設立するための出資
金について，地域再生事業債の適用を可能に
する。

 圏央道江戸崎ＩＣ（仮称）周辺地区等において，
第三セクターによる地域振興施設の設置・運営を容
易にする。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

共生林整備事業
に係る面積要件
の緩和

　林野庁所管の『共生林整備事業』中，「絆
の森整備事業」における造林事業の採択（面
積）要件を緩和する（5ha→0.5ha）。

 身近な平地林の保全・再生を図るとともに，地域
のＮＰＯ等の環境教育や健康づくり等，平地林の多
様な利用に対応した保全・整備を行う。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

観光協会やNPO
等に対する旅客
自動車運送事業
許可要件の緩和

　市町村観光協会や地元の旅館業組合，ＮＰ
Ｏ法人等が，自家用車を用い，域内での資源
間の輸送を有償で行う場合において，一定の
条件のもと，一般旅客自動車運送事業の特例
許可を与える。

 市町村観光協会や地元の旅館業組合，ＮＰＯ法人
等が，営利を目的とせず有償で旅行者のバス輸送を
行い，広域的な地域資源間等の移動の利便性向上を
図る。

茨
城
県

茨城県
霞ヶ浦レイク
ツーリズム推進
プロジェクト

　霞ヶ浦や霞ヶ浦に育まれた自然，歴史，文化などの地域
資源等と、圏央道等の広域交通ネットワークの整備効果を
積極的に活かし，環境と共生する新たな地域文化を創造・
発信するレイクツーリズムを核とした，首都圏におけるレ
クリエーションゾーンの形成を図る。

観光協会やＮＰ
Ｏ等に対する旅
行業登録要件の
緩和

　観光協会，ＪＡ，漁協，ＮＰＯ法人等が旅
行業を営む場合の登録要件の緩和措置を講ず
る。
①旅行業務取扱主任者の配置免除
→(財）都市農山漁村交流活性化機構が実施
する，グリーンツーリズムの認定資格を有す
るものを配置することをもって代用
②登録要件に関する財産的基礎要件の軽減
③営業保証金の供託免除

 地域のＮＰＯ等が自然や歴史遺産等の地域資源を
紹介するため，自ら旅行業者として，地域資源や交
流プログラムを活かした主催旅行を，営利を目的と
せずに実施する。（客は実費負担）
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

河川等を活用し
た自然環境ネッ
トワークの整備
に係る各種施策
の連携・統合

  各省庁で実施する河川・森林等を活用した
環境教育や自然体験活動，交流事業に資する
各種補助事業（環境整備，施設整備）につい
て，市町村等が策定する総合的な整備計画に
基づく一括採択を可能にする。
・水辺の楽校プロジェクト，河川環境整備事
業（国交省）
・都市地方連携推進事業（国交省）
・ふるさと自然ネットワーク整備事業（環境
省）
・森林空間総合整備事業（林野庁）

　本地域の持つ，河川や森林などの豊かな自然環境
を活用した環境教育や体験交流活動に親しめる良好
な自然空間の形成を図るとともに，地域内外の人々
の交流の場を創出する。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

河川を活用した
交流事業やフィ
ルムコミッショ
ン推進のための
支援措置

河川を利用した交流事業の展開や交流環境の
整備を円滑に行えるよう各種の支援措置を講
じる。
・河川敷地の一時占用許可の市町村長への権
限委譲
・河川敷地占用許可のＮＰＯ法人や住民団体
への適用範囲拡大
・河川構造物（床止め）の撤去と新たな工法
の開発

　映画・テレビ番組の撮影や各種イベントの開催に
関する手続きの簡素化・迅速化を進めるとともに，
ＮＰＯ法人などによる河川敷地でのフラワーベルト
の整備や河川を活かした自然環境教育，健康づくり
などの交流事業を促進する。また，床止めなどの河
川工作物に代わる新たな工法の開発を推進すること
により，広域的な地域での舟運の復活や広域的な
ボート大会の開催など，交流環境の整備を促進す
る。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

ＮＰＯ法人等に
よる体験・交流
活動を支援する
コミュニティ
ファンドの形成
促進

・ＮＰＯ法人等による河川等を活用した環境
学習や自然体験学習活動を支援するために地
方公共団体が行うコミュニティ・ファンドの
形成について、（財）河川環境管理財団の河
川整備基金を活用した出資を可能にする。
・上記ファンドに対する民間（企業及び個
人）からの出資について、地方公共団体に対
する寄付金同様、全額損金算入（個人の場合
は所得控除）可能とする税法上の緩和措置を
講ずる。

　コミュニティ・ファンドを形成し財政基盤の脆弱
なＮＰＯ法人などに対して出融資を行うことによ
り、官民協働の河川を活用した環境学習や自然体験
活動の活発化を図る。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

ＮＰＯ法人の所
得の損金算入枠
の拡大

　認定ＮＰＯ法人の収益事業に課される法人
税について、みなし寄付金の損金算入枠を社
会福祉法人の学校法人等と同等の扱いとする
緩和措置を講ずる。
　※所得金額の２０％の範囲内 → ５０％

　ＮＰＯ法人の運営の安定化を図り、河川を活用し
た環境学習や自然体験活動の活発化を図る。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

広域ウォーキン
グトレイル整備
に係る各種施策
の統合

　各省庁で実施する歩道等の整備に関する各
種補助事業について，市町村等が策定する総
合的な整備計画に基づく一括採択を可能にす
る。

　市街地や自然環境，田園地区，歴史地区などを結
ぶ広域的なウォーキングトレイルの整備＜新設，拡
幅，段差解消，電線地中化，古道の再生等＞や休憩
施設，案内標識などを整備することによりウォーキ
ングを活用した交流人口の拡大を図る。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

平地林の保全活
用による交流事
業展開のための
支援措置

　林野庁所管の「共生林整備事業（絆の森整
備事業）」の事業規模の要件緩和
　・５ｈａ以上 → ０．５ha以上

　身近な平地林の保全・再生を図るとともに，地域
のＮＰＯ等の環境教育や健康づくり等平地林の多様
な利用に対応した保全・整備を行う。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

都市計画関連施
策の集中・連携
によるクロスポ
イントの都市機
能強化

　広域的な地域における鉄道のクロスポイン
トである中心的な都市＜取手市，守谷市，下
館市＞について，商業，業務，文化，居住な
ど複合的な都市機能の集積を図るため，各省
庁で展開している都市計画関連施策を集中的
に実施するとともに，以下の措置を講ずる。
　・地方債充当率のかさ上げ（55%→90%）
　・地方債償還期間の延長(現行20年以内)
  ・公営企業借換債の対象枠拡大
     (すべての公営企業分野への拡大)

　鉄道のクロスポイントである取手市・守谷市・下
館市において実施する「取手駅北土地区画整理事
業」，「守谷駅周辺一体型土地区画整理事業」及び
「下館市シビックコア地区整備事業」「下館駅周辺
南北一体化事業」などの整備推進を図る。
　併せて，駐車場などの公営施設の安定した運営を
図る。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

来訪者の利便性
の向上に資する
バス路線に係る
補助要件の改廃

・バス運行対策費補助制度に関する要件緩和
 ・鉄道駅と交流拠点等を結ぶバス路線を補
助対象に追加するとともに，都道府県の交付
額以内とする要件を撤廃

　バス事業者による駅と交流拠点・地域資源を結ぶ
バス路線の整備を促進し、鉄道を利用する来訪者の
利便性の向上と交流人口の拡大を図る。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

市町村の運営す
るコミュニティ
バスの事業計画
の変更に係る規
制の緩和

　市町村が委託等により運行するコミュニ
ティバスについて，事業計画の変更を事後届
出制にするなど規制の緩和を図る。

　交流人口の拡大などを図るため，利用者のニーズ
に応じて柔軟に運行経路を設定する。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

地方鉄道事業者
の施設設備近代
化のための補助
制度の対象範囲
の拡充

　鉄道軌道近代化設備整備費補助制度に関す
る要件緩和
＜補助対象路線の要件緩和＞
・経常損失を生じている路線の要件撤廃
＜国庫補助金交付額の要件緩和＞
・地方公共団体の補助額同額の要件を撤廃
・補助金額の下限１０００万円の要件撤廃

　鉄軌道近代化設備費補助について，きめ細かい近
代化設備投資への補助制度を実現することにより，
地方鉄道事業者の施設・設備の近代化を促進する。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

芸術文化活動の
ための施設改修
に対する起債対
象範囲の拡大

　空き校舎や公民館等公共施設の転用や空き
店舗など民間の遊休スペースの活用により，
地域の滞在型芸術文化活動を推進するため，
当該施設の改造等に要する経費について地方
債の対象とする。

　国内外の芸術家に対し，公共施設や所有者との貸
借契約に基づき工場跡・空き店舗・古民家などの民
間遊休スペースを創作スタジオとして改造・貸与
し，芸術家の創作活動やアウトリーチ活動を支援す
る。

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

外国人芸術家に
対する公営住宅
の目的外使用承
認の簡素化

　「文化活動」の在留資格を持ち，公的機関
が身元引受人となって在留する外国人芸術家
について，公営住宅の本来の目的を阻害しな
い範囲で目的外使用を認めるとともに，国土
交通大臣への事後報告制度の導入など手続き
の簡素化を図る。

　公営住宅の本来の目的を阻害しない範囲で外国人
芸術家に住居として貸与し，滞在型創作活動を支援
する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
鬼怒・小貝 花
と水の交流圏形
成プロジェクト

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

学芸員資格取得
に必要な博物館
実習の対象施設
の範囲拡大

　学芸員資格取得に必要な博物館実習の対象
施設について，学芸員を配置した地域の芸術
活動における実習も対象とする。

　学芸員を志す県内の美術系大学生に対し多様な実
習の機会を提供し，人材育成を図る。

茨
城
県

茨城県
常総線沿線／広
域交流圏再生事
業

　鬼怒川・小貝川の沿岸地域について，恵まれた地理的条
件やつくばエクスプレスの整備効果を活かし，水と緑に育
まれた豊かな自然環境や歴史・文化など豊富な地域資源を
活用した市町村間のネットワーク強化など広域的な地域間
連携により，自然の魅力あふれる首都圏の新たな広域交流
圏の形成を図る。

ＮＰＯ法人や住
民団体等に対す
る旅行業法の緩
和

　ＮＰＯ法人や住民団体などが旅行業を営む
場合の登録要件の緩和措置を講ずる。
①旅行業務取扱主任者の配置免除
→（財）都市農山漁村交流活性化機構が実施
するグリーン・ツーリズムの認定資格を有す
る者を配置
②登録要件に関する財産的基礎要件の軽減
③営業保証金の供託免除

　自然や歴史，芸術などの地域資源を活用した本地
域内に限定した主催旅行を実施する。

茨
城
県

茨城県
カシマスポーツ
交流空間創造プ
ロジェクト

  対象地域は、自然環境、地理的条件に恵まれ、サッ
カー、トライアスロン、サーフィン、テニスなど非常に多
くの大会が開催されるなどスポーツが盛んであり、また、
更に需要が見込める地域である。
　特に、Ｊリーグ鹿島アントラーズのホームタウンとして
サッカーの盛んな地域であり、一部ではこれを生かして、
サッカーを中心としたスポーツ合宿に取り組み、多くの経
済効果をもたらしている。
　このような地域の特徴を生かして、域内全体で官民が一
体となって誘客等のマネジメント組織を整備しながら、拠
点となる新たなスポーツ施設の整備、民間による施設の拡
充などのスポーツ交流活動の取り組み促進、これらを整備
するための土地利用の活性化を図り、交流人口を拡大し、
観光産業の活性化による地域雇用を増大する。

地方公共団体が
行うスポーツ施
設整備に対する
支援

　スポーツ施設（健康増進施設などの関連施
設を含む）整備及び関連道路整備等を地域再
生関連起債対象に加えること。

域外者の利用を主目的とした地方公共団体による新
たなスポーツ施設整備を行う。

茨
城
県

茨城県
カシマスポーツ
交流空間創造プ
ロジェクト

  対象地域は、自然環境、地理的条件に恵まれ、サッ
カー、トライアスロン、サーフィン、テニスなど非常に多
くの大会が開催されるなどスポーツが盛んであり、また、
更に需要が見込める地域である。
　特に、Ｊリーグ鹿島アントラーズのホームタウンとして
サッカーの盛んな地域であり、一部ではこれを生かして、
サッカーを中心としたスポーツ合宿に取り組み、多くの経
済効果をもたらしている。
　このような地域の特徴を生かして、域内全体で官民が一
体となって誘客等のマネジメント組織を整備しながら、拠
点となる新たなスポーツ施設の整備、民間による施設の拡
充などのスポーツ交流活動の取り組み促進、これらを整備
するための土地利用の活性化を図り、交流人口を拡大し、
観光産業の活性化による地域雇用を増大する。

官民一体となっ
たマネジメント
体制への支援

・スポーツ合宿客の誘客等を推進するために
官民一体のマネジメント体制を構築し、運営
主体に対する運営費補助等の経費について地
方交付税に算入する。
・新たに構築するマネジメント運営主体へ、
スポーツ合宿客の誘客等の活動に関する助
言、指導を行うアドバイザーの派遣を行うこ
とができるとする要件の緩和を行うこと。

地元市町、旅館・民宿業組合、観光協会、商工会、
スポーツ関係団体などが一体となった受入・ＰＲ体
制を構築し、スポーツイベントの企画実施、誘客活
動、その他の付加価値サービスの提供を行う。

茨
城
県

茨城県
カシマスポーツ
交流空間創造プ
ロジェクト

  対象地域は、自然環境、地理的条件に恵まれ、サッ
カー、トライアスロン、サーフィン、テニスなど非常に多
くの大会が開催されるなどスポーツが盛んであり、また、
更に需要が見込める地域である。
　特に、Ｊリーグ鹿島アントラーズのホームタウンとして
サッカーの盛んな地域であり、一部ではこれを生かして、
サッカーを中心としたスポーツ合宿に取り組み、多くの経
済効果をもたらしている。
　このような地域の特徴を生かして、域内全体で官民が一
体となって誘客等のマネジメント組織を整備しながら、拠
点となる新たなスポーツ施設の整備、民間による施設の拡
充などのスポーツ交流活動の取り組み促進、これらを整備
するための土地利用の活性化を図り、交流人口を拡大し、
観光産業の活性化による地域雇用を増大する。

交流ネットワー
クの形成に対す
る支援

・ＩＴを活用した情報ネットワーク形成のた
めの支援施策の連携・集中
・拠点整備に併せ、域内外の拠点を結ぶ交通
ネットワーク形成のための道路関連施策の集
中

観光・スポーツ交流の宿泊・交通手段などの情報を
一元化し、インターネット、案内所の端末を通して
情報発信、宿泊、スポーツ体験など各種予約を受け
るなど、ＩＴを活用した情報交流のネットワークを
図る。

また、域内外の拠点間の交通体系を整備することに
より、域内への流入客の増加、域内の周遊機会の拡
大を図る。

茨
城
県

茨城県
カシマスポーツ
交流空間創造プ
ロジェクト

  対象地域は、自然環境、地理的条件に恵まれ、サッ
カー、トライアスロン、サーフィン、テニスなど非常に多
くの大会が開催されるなどスポーツが盛んであり、また、
更に需要が見込める地域である。
　特に、Ｊリーグ鹿島アントラーズのホームタウンとして
サッカーの盛んな地域であり、一部ではこれを生かして、
サッカーを中心としたスポーツ合宿に取り組み、多くの経
済効果をもたらしている。
　このような地域の特徴を生かして、域内全体で官民が一
体となって誘客等のマネジメント組織を整備しながら、拠
点となる新たなスポーツ施設の整備、民間による施設の拡
充などのスポーツ交流活動の取り組み促進、これらを整備
するための土地利用の活性化を図り、交流人口を拡大し、
観光産業の活性化による地域雇用を増大する。

民間が行うス
ポーツ交流活動
に対する支援

・マリーナ整備の補助制度については、現
在、県及び市町村が行う場合のみを対象とし
ているが、補助対象を民間が実施する場合に
も拡大する。
また、民間が実施する場合の国の補助率を２
分の１に嵩上げする。（市町村が実施する場
合、現行３分の１）
・地方公共団体が行う民間への助成に要する
経費について地方交付税に算入する。

常陸利根川にマリーナ(係留施設）を整備し、不法
係留の解消並びに河川の利活用の推進を図る。

また、誘客を図るために、
・民間が整備するスポーツ施設整備費の補助を行
う。
・民間が借り入れた資金への利子補給補助を行う。
・民間が共同で実施するPR費用等の助成を行う。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
カシマスポーツ
交流空間創造プ
ロジェクト

  対象地域は、自然環境、地理的条件に恵まれ、サッ
カー、トライアスロン、サーフィン、テニスなど非常に多
くの大会が開催されるなどスポーツが盛んであり、また、
更に需要が見込める地域である。
　特に、Ｊリーグ鹿島アントラーズのホームタウンとして
サッカーの盛んな地域であり、一部ではこれを生かして、
サッカーを中心としたスポーツ合宿に取り組み、多くの経
済効果をもたらしている。
　このような地域の特徴を生かして、域内全体で官民が一
体となって誘客等のマネジメント組織を整備しながら、拠
点となる新たなスポーツ施設の整備、民間による施設の拡
充などのスポーツ交流活動の取り組み促進、これらを整備
するための土地利用の活性化を図り、交流人口を拡大し、
観光産業の活性化による地域雇用を増大する。

市街化調整区域
における関連施
設の開発支援

　スポーツ施設に近接した地域におけるス
ポーツ交流事業に寄与すると認められる施設
の整備については、地域経済の動向など地域
状況を考慮のうえ市街化調整区域内であって
も開発を許可するものであることを開発許可
制度運用指針で明示する。

スポーツ施設に近接した地域において、施設利用客
の利用に資する大規模な休憩サービス施設、土産品
等の物販施設を設置する。

茨
城
県

茨城県
カシマスポーツ
交流空間創造プ
ロジェクト

  対象地域は、自然環境、地理的条件に恵まれ、サッ
カー、トライアスロン、サーフィン、テニスなど非常に多
くの大会が開催されるなどスポーツが盛んであり、また、
更に需要が見込める地域である。
　特に、Ｊリーグ鹿島アントラーズのホームタウンとして
サッカーの盛んな地域であり、一部ではこれを生かして、
サッカーを中心としたスポーツ合宿に取り組み、多くの経
済効果をもたらしている。
　このような地域の特徴を生かして、域内全体で官民が一
体となって誘客等のマネジメント組織を整備しながら、拠
点となる新たなスポーツ施設の整備、民間による施設の拡
充などのスポーツ交流活動の取り組み促進、これらを整備
するための土地利用の活性化を図り、交流人口を拡大し、
観光産業の活性化による地域雇用を増大する。

農用地区域設定
基準の緩和

　国営土地改良事業の受益地であっても，農
用地区域に設定しないことを可能とする。
（国営土地改良事業の受益地は，農用地区域
に設定することになっているが，当該受益地
で予定されていた県営土地改良事業が中止
（見直し）になった場合，受益地のうち国営
土地改良事業の効果が発現しない区域につい
ては，地域の特性に即し農用地区域に設定し
ないことを可能とする。）

農用地区域を設定しないエリアについては、スポー
ツ交流事業を積極的に推進する。

（今後も農用地区域を設定するエリアについては、
次項により土地改良事業の円滑な推進を図り、農業
との調和の図られた地域再生を図る）

茨
城
県

茨城県
カシマスポーツ
交流空間創造プ
ロジェクト

  対象地域は、自然環境、地理的条件に恵まれ、サッ
カー、トライアスロン、サーフィン、テニスなど非常に多
くの大会が開催されるなどスポーツが盛んであり、また、
更に需要が見込める地域である。
　特に、Ｊリーグ鹿島アントラーズのホームタウンとして
サッカーの盛んな地域であり、一部ではこれを生かして、
サッカーを中心としたスポーツ合宿に取り組み、多くの経
済効果をもたらしている。
　このような地域の特徴を生かして、域内全体で官民が一
体となって誘客等のマネジメント組織を整備しながら、拠
点となる新たなスポーツ施設の整備、民間による施設の拡
充などのスポーツ交流活動の取り組み促進、これらを整備
するための土地利用の活性化を図り、交流人口を拡大し、
観光産業の活性化による地域雇用を増大する。

都市と農山漁村
の共生及び対流
の促進

・土地改良事業における創設非農用地の換地
取得者の範囲を拡大する。（現行：営利を目
的としない法人に限定）
・また、現在、土地改良事業における非農用
地の同意取得率は１００％の要件としている
が、有資格者（農用地の所有者等）の場合と
同様の３分の２以上に緩和する。

土地改良事業により創設した都市との共生・対流の
促進に資する施設等の用地については，民間事業者
による直接取得を可能とする。

また、土地改良事業の事業実施、土地集積が促進さ
れ、スポーツ用地の確保も容易となる。

茨
城
県

茨城県

『鹿島経済特
区』推進プロ
ジェクト構想
（＝コンビナー
ト地域再生プロ
ジェクト）

【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

保安四法の地方
への権限移譲①
（石災法）
－レイアウト新
設・変更許認可
権－

　
　レイアウトの新設・変更届出に係る許認可
権について、市町村（消防本部）にその権限
を委譲する。

　事業所レイアウトは、当該地域の周辺環境、事業
所毎の取扱物質・取扱量に伴う危険性、また地域防
災計画を勘案して最善かつ合理的に判断されるべき
もので、その届出（審査）先を地域特性を最も把握
している市町村（消防本部）に権限委譲することに
より、適切かつ迅速な処理とファインケミカルなど
生産までの時間の長短が事業の成否を分ける先端産
業の立地促進を図る。

茨
城
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ト地域再生プロ
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【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

保安四法の地方
への権限移譲②
（高圧ガス保安
法）
－貯槽以外の高
圧ガス設備開放
検査期間変更許
認可権－

　貯槽以外の高圧ガス設備の開放検査期間変
更に係る許認可権について、安全性検証を行
える審査体制を有する県にその権限を委譲す
る。

　「鹿島経済特区」（構造改革特区）において、既
に、貯槽以外の高圧ガス設備開放検査期間変更に関
し、県が独自に有する審査体制（保安等専門委員
会）での安全性検証を条件に、２件の延長が認めら
れたが、今後、かなりの数の特区申請が見込まれる
ことから、上記体制を有する県への権限委譲の対象
拡大を図る。
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『鹿島経済特
区』推進プロ
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ト地域再生プロ
ジェクト）

【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

保安四法の地方
への権限移譲③
（労働安全衛生
法）
―ボイラー・圧
力容器に係る許
認可権―

　厚生労働省（労働基準監督署）が所管する
ボイラー・圧力容器の新設・変更に係る許認
可権等についての県との連携、一元化を推進
する。

　高圧ガスと圧力容器の２つの取扱いとなる（圧力
容器が労働基準監督署所管、高圧ガス部分が県（一
部は国）所管）プラントが見られる。事務の効率化
一元化の観点から、連携強化を図るとともに、将来
的には一元化（権限移譲）を進める。
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『鹿島経済特
区』推進プロ
ジェクト構想
（＝コンビナー
ト地域再生プロ
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【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

県独自のプラン
ト維持基準導入
に係る新例示基
準方式の採用

　高圧ガス設備の維持基準についての例示基
準の導入）する際に、現行の一律施行でな
く、特区制度の枠組みを活用し、事業者や使
用可能範囲を限定する例示基準の採用による
県独自のモデル事業を展開する。

　「鹿島経済特区」では、構造改革特区認定で安全
性を検証できる体制（保安等検討委員会）を有し、
プラントの維持基準にかかる専門家が委員となって
いる。委員会で、安全性が充分確保できる範囲内を
検証した上で、一定水準以上の能力・体制を有する
事業者並びに地区を限定した例示基準の運用を図
り、特区内での先駆的なモデル事業を展開する。
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『鹿島経済特
区』推進プロ
ジェクト構想
（＝コンビナー
ト地域再生プロ
ジェクト）

【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

コンビナートの
高度産業間連携
推進にかかる各
種補助施策の重
点配分

①新エネルギー・産業技術総合開発機構［Ｎ
ＥＤＯ］が取り進める産業間連携（技術開
発）の重点的配分。
②経済産業省資源エネルギー庁が取り進める
コンビナートルネサンス事業活用によるコン
ビナート工区間を連絡配管帯（トンネル）整
備の重点的配分。
③新エネルギー・産業技術総合開発機構［Ｎ
ＥＤＯ］が取り進めるコンビナート省エネ事
業（熱エネルギーの相互有効活用）の重点的
配分

　従来の枠にとらわれないコンビナート全体での高
度産業間連携（鉄鋼＋石油化学・精製＋エネルギー
＋一般）を進め、資源（相互の副生成物や熱エネル
ギー等）の最大有効活用［＝高度有機的結合］を図
ることにより、次世代型コンビナート（＝スーパー
インテグコンビナート）を構築し、世界トップレベ
ルのコスト競争力のある複合産業集積群の形成を進
める。
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【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

コンビナート内
における副生品
への石油税等の
非課税化

　コンビナート内の製造過程で発生する副生
品について、コンビナート内で原料（製品）
として取引きされる場合、石油税及び揮発油
税（還付制度の創設を含む）を非課税とす
る。

　石油化学事業所で発生する留分を石油精製事業所
でガソリン添加用として利活用される場合、石油税
の対象となるほか、灯軽油をエチレン製造用として
使用する場合、石油税の還付制度がないなど、コン
ビナート内での原料のやりとりにも一部の品目で、
２重課税がされているため、相互の留分の有効利活
用が促進されない状況にあることから、コンビナー
ト内における副産品について、非課税とする。
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【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

グリーン調達指
定品目の輸出に
係る越境審査の
見直し

　鉄鋼スラグなどグリーン調達指定品目につ
いては、環境省が所管する廃棄物の越境審査
を見直し、免除又は簡易な届出に変更する。

　グリーン調達品目に指定されている鉄鋼スラグも
現状では、「ＦＯＢ＜０」の場合越境審査を受ける
必要があり、１件審査で、かつ手続き期間に６ヶ月
を要するなど、海外を含めた有効利用に支障をきた
している。再利用が可能と認知されている品目（＝
グリーン調達品目）については、活用実績も踏ま
え、越境審査を免除、又は簡易な届出に変更し、コ
ンビナート内の資源有効利活用を進める。
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【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

地域活性化事業
債の適用範囲拡
大（産業インフ
ラ）

　総務省所管の「地域活性化事業債」の対象
に、地方自治体が実施する産業インフラ基盤
整備事業等を加える。［対象拡大］

　地域経済の活性化の根幹を担う産業基盤整備（工
区間の橋梁・連絡トンネル、港湾関連施設、共通緑
地）等への地域活性化事業債の充当範囲を拡大する
ことにより、産業拠点としてのメリット強化やポテ
ンシャル向上を進め、新規企業の立地（＝雇用創
出）を促進させる。

茨
城
県

茨城県
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区』推進プロ
ジェクト構想
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【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

次世代エネル
ギー供給プラン
ト（水素、ＤＭ
Ｅ等）に対する
補助金の重点配
分

　次世代エネルギー（水素、ＤＭＥ）生産・
供給の（実証）プラント等に対する経済産業
省資源エネルギー庁にかかる新エネ関連補助
金の重点的配分。

　次世代エネルギーとしての期待される水素やＤＭ
Ｅ等の生産・供給拠点としての基盤づくりに向け、
各種（実証）生産プラントのモデル地区として各種
事業を展開し、２１世紀を担うエネルギー拠点の形
成を促進する。
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【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

つくばとの産官
学連携による共
同研究に対する
補助金の重点配
分

　産官学連携による共同研究（鹿島コンビ
ナート関連研究事業）への補助金の重点的配
分。　　　　　　　　　　　　①経済産業省
資源エネルギー庁（新エネルギー・産業技術
総合開発機構［ＮＥＤＯ］）
②日本学術会議

　つくばとの連携により、最先端化学、医薬中間
体、ナノテクノロジーなどの新規成長分野にかかる
共同研究を積極的に展開し、研究開発と生産が一体
となった２１世紀を担える産業拠点の創出を図る。
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（＝コンビナー
ト地域再生プロ
ジェクト）

【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

工業用水道に係
る政府債借換制
度の創設

　工業用水道事業に係る高金利の政府債を現
状に則した低金利の政府債に借り換えできる
制度の創設。

　政府債については、公庫債のような借換制度ない
ため、現状でも８％の金利の負債があり、工業用水
のコスト高の要因となっている。このため、現状に
則した金利への借換を推進することで、工業用水単
価の低減を図る。

茨
城
県

茨城県

『鹿島経済特
区』推進プロ
ジェクト構想
（＝コンビナー
ト地域再生プロ
ジェクト）

【提案概要】　　　　　　　　　　　　　　　地域再生構
想の指針の柱である①地方への権限移譲や②縦割り行政の
効率化一本化〔保安四法〕を進めることにより、迅速かつ
地域の実情に応じた適正な処理を図る。
また、国際基準の導入〔維持基準ＡＰＩ〕やプラント検査
の適切な延長措置〔高圧ガス開放検査周期〕により、飛躍
的な生産性を図るなど、我が国の産業の発展や国際競争力
強化に貢献する行政システムの構築を先駆的に進める。
また、次世代エネルギー（水素燃料、ＤＭＥ等）や最先端
のエレクトロニクスに直結するファインケミカル産業等の
中核拠点となるための各種補助金の重点配分を進める。
それらに加え、国内有数の産業拠点となりうるための各種
産業インフラ基盤の充実（インフラコストの低減等）を進
める。

産業活性化のた
めの新たな減価
償却制度等の導
入

　新規設置または増設されるすべての機器設
備（プラント等）を対象として、①加速度償
却制度の導入（事業環境に応じたフレキシブ
ルな償却期間の設定）、②残存価額制度の廃
止、を内容とする減価償却制度　の導入

　日進月歩の最先端プラント等は、稼働期間が短い
現状に即して、海外先進国並の加速度償却制度の導
入や残存価格制度の廃止を進めるなど、欧米並の事
業環境を整備し、我が国における産業の国際競争力
強化や高付加価値化に向けたプラント等の構造転換
を推進する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　筑波研究学園都市は１９６３年の閣議了解以降，約４０
年に渡り営々と都市の建設整備及び研究活動等が進められ
成熟期を迎えつつある。
これまで都市建設に際して大きな役割を担ってきた国の機
関や公団等の独立行政法人化の動きや平成１７年秋のつく
ばエクスプレス開通を契機に，これまで蓄積されてきた資
源のリニューアルと合わせ新しいまちづくりを進めること
により，地域の活性化を図る。

つくば駅周辺に
おける新しい顔
づくり

・公務員宿舎の改廃の弾力的運用
　公務員宿舎については、公務員宿舎の建替
え等に関する基本的な取扱い（財務省）等に
拘わらず地域の実情に合わせて弾力的に建替
え等を行うとともに、空き室の多目的利用を
認めること。
（参考）
・公務員宿舎の建替え等に関する財務省の基
本的な取扱い
　耐用年数：６０年
　建替え等の検討開始時期：築４０年
・減価償却資産の耐用年数に関する省令
　鉄骨鉄筋コンクリート造りの住宅用
　建物の耐用年数　４７年

・つくば駅前の国家公務員宿舎移転後の跡地は、業
務施設の誘致や産学官連携のための拠点施設整備を
行う。
・国家公務員宿舎の空き室については、ビジネスイ
ンキュベーターやオープンラボ等の創業支援施設と
して活用する。
・国家公務員宿舎のＴＸ沿線地区への建て替えを促
進し、優れた研究環境を誇るモデル的な街区づくり
を行う。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　筑波研究学園都市は１９６３年の閣議了解以降，約４０
年に渡り営々と都市の建設整備及び研究活動等が進められ
成熟期を迎えつつある。
これまで都市建設に際して大きな役割を担ってきた国の機
関や公団等の独立行政法人化の動きや平成１７年秋のつく
ばエクスプレス開通を契機に，これまで蓄積されてきた資
源のリニューアルと合わせ新しいまちづくりを進めること
により，地域の活性化を図る。

地域交通アクセ
スの改善

・民間企業（企業、病院、ホテル等）が所有
する遊休バス等の利活用による公共交通機能
の充実
　一般旅客自動車運送事業の免許要件の緩
和、自家用自動車における有償運送の許可要
件の緩和など

・自転車利用休憩施設の整備促進
　市街地内と郊外部を結び自転車移動のネッ
トワーク化を図るため、農業振興地域の整備
に関する法律及び農地法の規制緩和により、
農道や隣接する農地に休憩施設や駐輪場等の
整備を可能にするとともに、公民館等既存施
設の有効活用を図れるようにする。

・企業等が所有する自社バスや遊休バス（白ナン
バー）を利活用し、民間主導で地方公共団体と有料
バス事業を共同運営することにより、自社職員や訪
問客等に加えて地域住民の移動手段として活用し、
地域公共交通機関の拡充を図る。

・郊外における農道やその隣接農地に、休憩施設や
バス停隣接駐輪場等を整備する。
・既存の施設（補助金等で整備した公民館や集会施
設等）の一部を休憩施設として活用する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　筑波研究学園都市は１９６３年の閣議了解以降，約４０
年に渡り営々と都市の建設整備及び研究活動等が進められ
成熟期を迎えつつある。
これまで都市建設に際して大きな役割を担ってきた国の機
関や公団等の独立行政法人化の動きや平成１７年秋のつく
ばエクスプレス開通を契機に，これまで蓄積されてきた資
源のリニューアルと合わせ新しいまちづくりを進めること
により，地域の活性化を図る。

科学技術体験ま
ちづくりの推進

・つくばの魅力向上のための貴重な地域資源
である研究機関等の展示施設の充実及び見学
体制を整備するための予算措置の拡充。
・スミソニアン博物館を範とした見学コース
等の設定による見学者の誘致のための各省庁
（各独法）連携による支援体制づくり及び
フィルムコミッションへの積極的な協力。

・各研究機関の研究成果や科学技術を普及啓発する
ため、各省庁が連携して広報予算枠の拡充を図ると
ともに、各研究機関が連携して見学コースの設定な
どに関与し公開促進を図る。
・つくば駅の自由通路部分にインフォメーション機
能を設置し、研究機関の情報や観光情報を一元的に
発信することにより、インフォメーション機能の充
実を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　筑波研究学園都市は１９６３年の閣議了解以降，約４０
年に渡り営々と都市の建設整備及び研究活動等が進められ
成熟期を迎えつつある。
これまで都市建設に際して大きな役割を担ってきた国の機
関や公団等の独立行政法人化の動きや平成１７年秋のつく
ばエクスプレス開通を契機に，これまで蓄積されてきた資
源のリニューアルと合わせ新しいまちづくりを進めること
により，地域の活性化を図る。

TX光ファイバー
ケーブルの多面
的活用

・TXの鉄道施設の一部（光ファイバー）を有
効利用するための規制緩和
　鉄道施設の一部を抵当財団から除外できる
ように鉄道抵当法を改正又は解釈変更
　抵当権が設定されていても電気通信事業に
利用できるよう、電気通信事業法の解釈変更

鉄道事業用光ファイバーの一部を、鉄道事業に支障
のない範囲内で電気通信事業者に貸し出し、IT技術
を駆使した情報化されたまちづくりに資する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　平成17年秋開業予定のつくばエクスプレス沿線地域の区
画整理事業においては，つくばの持つ先進性と豊かな田園
環境を融合した，新しい郊外型のライフスタイルを提案す
るまちづくりを進めていく。
　この具体策として，新エネルギーを用いた環境共生住宅
や緑地一体型の住宅，流域貯留浸透施設の導入等を展開し
ていくとともに，郊外における新しい住まい方を総合的に
提案する。
　このように，先進的なまちづくりを進めることによって
つくば地域全体における活性化を進めることを目標とす
る。

定期借地制度に
よる市街化の促
進

保留地において，定期借地制度を活用するた
めの保留地取得資金貸付金制度の拡充
・定期借地を目的とする保留地管理法人の設
立要件の緩和
・地方公共団体からの貸付限度額の拡大
・償還期限の延長

　大規模の事業用地においては土地を保有するので
はなく，借地によることが一般的となってきてお
り，一般の住宅地においても，定期借地によるゆと
りある住宅に対する需要が増加してきている。この
ため，保留地を活用してこのようなニーズに対応
し，魅力あるまちづくりをすすめていく。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　　平成17年秋開業予定のつくばエクスプレス沿線地域の
区画整理事業においては，つくばの持つ先進性と豊かな田
園環境を融合した，新しい郊外型のライフスタイルを提案
するまちづくりを進めていく。
　この具体策として，新エネルギーを用いた環境共生住宅
や緑地一体型の住宅，流域貯留浸透施設の導入等を展開し
ていくとともに，郊外における新しい住まい方を総合的に
提案する。
　このように，先進的なまちづくりを進めることによって
つくば地域全体における活性化を進めることを目標とす
る。

新エネルギーを
用いた環境共生
住宅地の形成

　環境に配慮した良好な住宅地を形成するた
め，新エネルギーを導入した環境共生の住宅
の建設にかかる補助事業を連携して実施す
る。

　つくばエクスプレス沿線地域において，新エネル
ギーを導入し，地球環境や資源の有効利用，自然環
境の保全等環境に配慮した先進的な住宅の建設を促
進し，郊外における新しい住まい方を積極的に提案
する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　平成17年秋開業予定のつくばエクスプレス沿線地域の区
画整理事業においては，つくばの持つ先進性と豊かな田園
環境を融合した，新しい郊外型のライフスタイルを提案す
るまちづくりを進めていく。
　この具体策として，新エネルギーを用いた環境共生住宅
や緑地一体型の住宅，流域貯留浸透施設の導入等を展開し
ていくとともに，郊外における新しい住まい方を総合的に
提案する。
　このように，先進的なまちづくりを進めることによって
つくば地域全体における活性化を進めることを目標とす
る。

緑豊かな住宅地
の形成

優良田園住宅制度等に対する優遇措置の実施
　・優良田園住宅や沿道，商業地等におけ
　　る緑地部分について固定資産税の減免
　　を講じる。
市街化区域における市民農園の整備の促進
　・市街化区域内に対して市民農園の
    固定資産税の減免措置を講ずる。

　民有緑地（農地や林地）と一体となった住宅の整
備促進，沿道や商業地における緑化，あるいは地区
内における市民農園の展開を図ることにより，本県
の沿線地域の特色を生かした緑豊かな住宅地を形成
する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　　平成17年秋開業予定のつくばエクスプレス沿線地域の
区画整理事業においては，つくばの持つ先進性と豊かな田
園環境を融合した，新しい郊外型のライフスタイルを提案
するまちづくりを進めていく。
　この具体策として，新エネルギーを用いた環境共生住宅
や緑地一体型の住宅，流域貯留浸透施設の導入等を展開し
ていくとともに，郊外における新しい住まい方を総合的に
提案する。
　このように，先進的なまちづくりを進めることによって
つくば地域全体における活性化を進めることを目標とす
る。

地域コミュニ
ティの形成に対
する支援

　現在都市公団のみが対象となっているコ
ミュニティ戦略型テーマタウン整備事業の対
象範囲を地方公共団体にも拡大する。

　環境や景観等に配慮した良好な住宅地を形成する
にあたり，地権者などの住民参加によるまちづくり
や住宅づくりを行なっていくとともに，新しいまち
を育てるコミュニティの形成を支援する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　平成17年秋開業予定のつくばエクスプレス沿線地域の区
画整理事業においては，つくばの持つ先進性と豊かな田園
環境を融合した，新しい郊外型のライフスタイルを提案す
るまちづくりを進めていく。
　この具体策として，新エネルギーを用いた環境共生住宅
や緑地一体型の住宅，流域貯留浸透施設の導入等を展開し
ていくとともに，郊外における新しい住まい方を総合的に
提案する。
　このように，先進的なまちづくりを進めることによって
つくば地域全体における活性化を進めることを目標とす
る。

水環境への配慮

流域貯留浸透事業における補助の拡充
・流域貯留浸透事業にかかる水環境創造
　事業（下水道事業）と流域貯留浸透事
　業（河川事業）という二つの補助事業
　を統合的に実施する。

　地域の田園環境を含めた水環境への影響を最小限
にするため，開発区域内の学校及び道路、公園等に
雨水貯留浸透施設を設置する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　平成17年秋開業予定のつくばエクスプレス沿線地域の区
画整理事業においては，つくばの持つ先進性と豊かな田園
環境を融合した，新しい郊外型のライフスタイルを提案す
るまちづくりを進めていく。
　この具体策として，新エネルギーを用いた環境共生住宅
や緑地一体型の住宅，流域貯留浸透施設の導入等を展開し
ていくとともに，郊外における新しい住まい方を総合的に
提案する。
　このように，先進的なまちづくりを進めることによって
つくば地域全体における活性化を進めることを目標とす
る。

一体型土地区画
整理事業による
市街化の促進

早期の市街化促進を目的としたつくばエクス
プレス沿線地域を対象とした優遇措置を実施
する。
・ 組合等施行土地区画整理事業のうち
　都市基盤整備公団の施行分について
　地方負担分への起債措置の拡充

　鉄道整備と一体で面整備を行っているつくばエク
スプレス沿線地区では短期間に集中して資金を投入
する必要があるが，都市基盤整備公団施行地区につ
いては組合等施行土地区画整理事業であるため起債
措置が認められていないため一般財源で対応してお
り，地元自治体の財政を圧迫している。このため，
起債措置を拡充することにより地元自治体の負担を
軽減することができる。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

　平成17年秋開業予定のつくばエクスプレス沿線地域の区
画整理事業においては，つくばの持つ先進性と豊かな田園
環境を融合した，新しい郊外型のライフスタイルを提案す
るまちづくりを進めていく。
　この具体策として，新エネルギーを用いた環境共生住宅
や緑地一体型の住宅，流域貯留浸透施設の導入等を展開し
ていくとともに，郊外における新しい住まい方を総合的に
提案する。
　このように，先進的なまちづくりを進めることによって
つくば地域全体における活性化を進めることを目標とす
る。

住宅・都市施策
の集中・連携に
よる特色ある住
宅街区づくり

　つくばエクスプレス沿線地域を先進的な住
宅群を建設するパイロットエリアとして位置
づけ，国が行う各種の住宅・都市施策を本地
域で集中的に実施する。

　沿線で展開する区画整理事業地区の早期の市街化
を促進するため，環境共生やＩＴ技術などを用いた
先進的な住宅の建設を促進し，これからの郊外にお
ける新しい住まい方を総合的に提案していくととも
に，国が行なう施策の積極的導入を図る。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

つくば地区は、国の研究機関の４０％近くが存在する日本
最大級の研究集積地であり、研究分野はトップレベルの最
先端科学、基礎科学、産業技術など他に例を見ない知的資
源の集積を有している。この集積を活用した、産学官連携
や地域の連携による産業活性化、多様な新産業の創出を目
指す。

新産業の創出

・研究のための採血行為の規制緩和
　研究機関において、研究のために採血する
場合には、医師の指導・監督がなくても、看
護師などが単独で携わることができるように
する。

　研究機関において、研究のために採血する場合に
は、医師の指導・監督がなくても、看護師などが単
独で携わることができるようにする。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

今般の厳しい経済情勢において業務核都市の育成・整備を
推進する観点から，商業，教育，福祉・医療など業務系機
能の立地を誘発する多様な都市的機能の集積や，民間企業
による立地促進を図るため，中核的施設の対象拡大や，中
核的民間施設に係る租税特例措置や無利子融資に係る第三
セクター要件の撤廃等，関連制度の拡充を提案する。

業務核都市にお
ける中核的施設
の対象の拡大

業務核都市における中核的施設について，商
業，教育，福祉・医療施設等多様な都市的施
設も対象とする。

施策のＰＲに努め，業務集積地区における未利用地
に，商業・教育・福祉医療等多様な都市的機能や民
間企業による中核的民間施設の立地を促進する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

今般の厳しい経済情勢において業務核都市の育成・整備を
推進する観点から，商業，教育，福祉・医療など業務系機
能の立地を誘発する多様な都市的機能の集積や，民間企業
による立地促進を図るため，中核的施設の対象拡大や，中
核的民間施設に係る租税特例措置や無利子融資に係る第三
セクター要件の撤廃等，関連制度の拡充を提案する。

業務核都市にお
ける中核的民間
施設に適用され
る国税及び地方
税の特例措置の
適用に係る第三
セクター要件の
撤廃

一定要件を満たす第三セクターのみが対象と
なっている国税及び地方税の特例措置につい
て，一般の民間企業にも摘要を認める。

施策のＰＲに努め，業務集積地区における未利用地
に，商業・教育・福祉医療等多様な都市的機能や民
間企業による中核的民間施設の立地を促進する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

今般の厳しい経済情勢において業務核都市の育成・整備を
推進する観点から，商業，教育，福祉・医療など業務系機
能の立地を誘発する多様な都市的機能の集積や，民間企業
による立地促進を図るため，中核的施設の対象拡大や，中
核的民間施設に係る租税特例措置や無利子融資に係る第三
セクター要件の撤廃等，関連制度の拡充を提案する。

業務核都市にお
ける中核的民間
施設に適用され
る無利子融資
（ＮＴＴ－Ｃタ
イプ）の対象に
係る第三セク
ター要件の撤廃

業務核都市の育成・整備を図るためには，一
般民間企業による業務集積地区への立地が不
可欠であることから，一定要件を満たす第三
セクターのみが対象となっている無利子融資
（NTT-Cタイプ）について，一般の民間企業
にも摘要を認める。

施策のＰＲに努め，業務集積地区における未利用地
に，商業・教育・福祉医療等多様な都市的機能や民
間企業による中核的民間施設の立地を促進する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

今般の厳しい経済情勢において業務核都市の育成・整備を
推進する観点から，商業，教育，福祉・医療など業務系機
能の立地を誘発する多様な都市的機能の集積や，民間企業
による立地促進を図るため，中核的施設の対象拡大や，中
核的民間施設に係る租税特例措置や無利子融資に係る第三
セクター要件の撤廃等，関連制度の拡充を提案する。

業務核都市基本
構想変更手続き
の簡素化

中核的民間施設の追加等，基本構想の部分的
な変更については，予備調査を廃止するなど
現行の変更手続きの簡素化と，調整期間の短
縮化を図る。

民間事業者の立地動向に即応し，優遇措置の摘要が
可能となるよう，タイムリーな基本構想変更を図
る。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

つくばエクスプレスの整備効果を積極的に活かし，本県有
数の観光資源である筑波山や，多数の観光果樹園等を有す
る筑波山エリアへの，交通基盤等の充実・強化を進めるこ
とにより，観光振興による交流人口の拡大を図る。

コミュニティバ
スの事業計画変
更手続きの簡素
化

　市町村等が運行するコミュニティバスにつ
いて，利用者のニーズ等に応じて機動的な事
業計画の変更（特に運行経路の設定）が可能
となるように，事後届出制にするなどの規制
緩和を図る。

利用者のニーズに応じ，駅と市街地・交流施設等を
結ぶコミュニティーバスの運行を機動的に行い，来
訪者等の移動の利便性向上を図る。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

つくばエクスプレスの整備効果を積極的に活かし，本県有
数の観光資源である筑波山や，多数の観光果樹園等を有す
る筑波山エリアへの，交通基盤等の充実・強化を進めるこ
とにより，観光振興による交流人口の拡大を図る。

観光協会やNPO
等に対する旅客
自動車運送事業
許可要件の緩和

　市町村観光協会や地元の旅館業組合，ＮＰ
Ｏ法人等が，自家用車を用い，域内での資源
間の輸送を有償で行う場合において，一定の
条件のもと，一般旅客自動車運送事業の特例
許可を与える。

市町村観光協会や地元の旅館業組合，ＮＰＯ法人等
が，営利を目的とせず有償で旅行者のバス輸送を行
い，広域的な地域資源間等の移動の利便性向上を図
る。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

つくばエクスプレスの整備効果を積極的に活かし，本県有
数の観光資源である筑波山や，多数の観光果樹園等を有す
る筑波山エリアへの，交通基盤等の充実・強化を進めるこ
とにより，観光振興による交流人口の拡大を図る。

スマートＩＣの
整備基準等の配
慮・交流情報発
信拠点整備への
支援

　スマートＩＣについて，交通渋滞の緩和や
時間短縮の他，交流の拡大など地域振興面に
も配慮した整備方針・基準を検討する。
　また，道の駅等の制度を活用した地域振興
拠点施設の整備について支援する。

首都圏からのマイカーやバス等による本地域へのア
クセス及び域内回遊性の向上を図るため，筑波山方
面への交通の要衝である常磐自動車道千代田ＰＡ付
近へのスマートＩＣの誘致や，地域の特産品販売や
加工体験，総合的な観光ＰＲ等の機能をもつ広域的
な交流情報発信拠点の整備について併せて検討す
る。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

つくばエクスプレスの整備効果を積極的に活かし，本県有
数の観光資源である筑波山や，多数の観光果樹園等を有す
る筑波山エリアへの，交通基盤等の充実・強化を進めるこ
とにより，観光振興による交流人口の拡大を図る。

観光協会やＮＰ
Ｏ等に対する旅
行業登録要件の
緩和

　観光協会，ＪＡ，ＮＰＯ法人等が旅行業を
営む場合の登録要件の緩和措置を講ずる。
①旅行業務取扱主任者の配置免除
→(財）都市農山漁村交流活性化機構が実施
する，グリーンツーリズムの認定資格を有す
るものを配置することをもって代用
②登録要件に関する財産的基礎要件の軽減
③営業保証金の供託免除

地域のＮＰＯ等が自然や歴史遺産等の地域資源を紹
介するため，旅行業者として地域資源，交流プログ
ラムを活かして主催旅行を営利を目的とせずに（客
は実費負担）実施する。

茨
城
県

茨城県
つくば広域都市
圏活性化プロ
ジェクト

つくばエクスプレスの整備効果を積極的に活かし，本県有
数の観光資源である筑波山や，多数の観光果樹園等を有す
る筑波山エリアへの，交通基盤等の充実・強化を進めるこ
とにより，観光振興による交流人口の拡大を図る。

国際観光目的公
益法人に係る許
認可権等の権限
委譲

　土浦・つくばコンベンションビューローの
法人化に伴う許認可権の県知事への権限委
譲。

国際観光を事業目的とする法人化に係る権限の委譲
を基に、土浦・つくばコンベンションビューローの
法人化を促進し、組織の機能強化を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県

ひたちなか地区
の土地活用及び
港湾利用推進プ
ロジェクト

　ひたちなか地区（常陸那珂工業団地，土地区画整理地
等）への企業立地を一層促進できるよう，土地利用に関す
る制度の緩和や補助金の対象地域の拡大等を行うととも
に，港湾における手続きの簡素化やコストの低減化による
使いやすい港づくりを進めることにより，地域経済の活性
化，雇用の創出を図り，国際港湾公園都市づくりを推進す
る。

工業団地造成事
業で造成された
敷地の譲受人の
資格の緩和

　造成工場敷地の譲受人の資格は，自ら製造
工場等を経営しようとする者とされている
が，自ら製造業等を経営しない者（リース会
社，ゼネコン，個人等）に譲渡・賃貸するこ
とを可能とする。

　茨城県が，自ら製造業等を経営しない者へ造成工
場敷地を譲渡又は賃貸することを可能とし，当該譲
受人，賃借人が製造業等を営む者へ土地・建物を譲
渡又は賃貸することにより，製造業者の初期投資の
軽減等が図られ立地しやすい環境をつくる。

茨
城
県

茨城県

ひたちなか地区
の土地活用及び
港湾利用推進プ
ロジェクト

　ひたちなか地区（常陸那珂工業団地，土地区画整理地
等）への企業立地を一層促進できるよう，土地利用に関す
る制度の緩和や補助金の対象地域の拡大等を行うととも
に，港湾における手続きの簡素化やコストの低減化による
使いやすい港づくりを進めることにより，地域経済の活性
化，雇用の創出を図り，国際港湾公園都市づくりを推進す
る。

電源過疎地域等
企業立地促進事
業費補助金対象
地域の拡大

　電源過疎地域等企業立地促進事業費補助金
対象地域をひたちなか地区全体に拡大する。

　ひたちなか地区における補助金の対象地域は常陸
那珂工業団地内（旧那珂湊市）であり，補助金の対
象地域を国から返還された地区全体（1,182ha）に
拡大することで地区内の企業立地の促進が図られ
る。

茨
城
県

茨城県

ひたちなか地区
の土地活用及び
港湾利用推進プ
ロジェクト

　ひたちなか地区（常陸那珂工業団地，土地区画整理地
等）への企業立地を一層促進できるよう，土地利用に関す
る制度の緩和や補助金の対象地域の拡大等を行うととも
に，港湾における手続きの簡素化やコストの低減化による
使いやすい港づくりを進めることにより，地域経済の活性
化，雇用の創出を図り，国際港湾公園都市づくりを推進す
る。

事業用借地権の
設定期間の延長

　事業用借地権の設定期間（１０～２０年）
を１０～３０年に延長する。

　事業用借地権の設定期間を１０～３０年にするこ
とにより長期の土地利用も可能となり，企業のニー
ズに弾力的に対応することができることから，ひた
ちなか地区における企業立地が促進される。

茨
城
県

茨城県

ひたちなか地区
の土地活用及び
港湾利用推進プ
ロジェクト

　ひたちなか地区（常陸那珂工業団地，土地区画整理地
等）への企業立地を一層促進できるよう，土地利用に関す
る制度の緩和や補助金の対象地域の拡大等を行うととも
に，港湾における手続きの簡素化やコストの低減化による
使いやすい港づくりを進めることにより，地域経済の活性
化，雇用の創出を図り，国際港湾公園都市づくりを推進す
る。

建物や機械に対
する特別償却の
期限の延長並び
に償却率の引き
上げ及び適用年
度の繰り下げ

　輸入促進地域（ＦＡＺ）の特定集積地区に
おいて，製造業者，卸売業者，小売業者等が
取得する建物や機械について，輸入関連事業
用資産の特別償却の期限（平成16年3月31日
まで）のＦＡＺ法期限（平成18年5月29日ま
で）までの延長，並びに償却率（建物１
０％，機械２０％）の引き上げ（建物１
２％，機械２５％）及び適用年度（供用年度
のみ）の繰り下げ（減価償却期間において企
業が希望する年度）とする。

　輸入促進地域（ＦＡＺ）の特定集積地区内に立地
した企業に対し，建物や機械に対する特別償却の適
用期限の延長，並びに償却率引き上げ及び適用年度
の繰り下げを行うことにより，特定集積地区内にお
ける税制の優遇措置が拡大され，企業立地が促進さ
れる。

茨
城
県

茨城県

ひたちなか地区
の土地活用及び
港湾利用推進プ
ロジェクト

　ひたちなか地区（常陸那珂工業団地，土地区画整理地
等）への企業立地を一層促進できるよう，土地利用に関す
る制度の緩和や補助金の対象地域の拡大等を行うととも
に，港湾における手続きの簡素化やコストの低減化による
使いやすい港づくりを進めることにより，地域経済の活性
化，雇用の創出を図り，国際港湾公園都市づくりを推進す
る。

外国人である乗
員の上陸許可手
続の簡素化に係
る国の機関の連
携

　外国人である乗員が休養，買物その他のこ
れらに類似する目的をもって上陸する場合に
おける乗員上陸許可証について，対象区域内
の国の港湾関係官公署の端末から電子的方法
による交付を可能とする。

　平成１５年７月から港湾手続のシングルウインド
ウシステムが稼働し，各種申請手続についてはワン
ストップサービス化が図られたが，同システム稼働
後も，上陸許可証の交付を受ける場合は，出入国管
理事務所まで出向く必要がある。
　このため，乗員上陸許可証を，対象区域内の国の
港湾関係官公署の端末からの交付を可能とすること
により，手続面・費用面でのコストを低減する。

茨
城
県

茨城県

ひたちなか地区
の土地活用及び
港湾利用推進プ
ロジェクト

　ひたちなか地区（常陸那珂工業団地，土地区画整理地
等）への企業立地を一層促進できるよう，土地利用に関す
る制度の緩和や補助金の対象地域の拡大等を行うととも
に，港湾における手続きの簡素化やコストの低減化による
使いやすい港づくりを進めることにより，地域経済の活性
化，雇用の創出を図り，国際港湾公園都市づくりを推進す
る。

検疫体制の一元
化

　現在，検査対象ごとに実施されている検疫
事務について，対象区域内においては，体制
を一元化して行うこととする。

　船舶・人に係る検疫及び動植物，食品に係る検疫
について，対象区域内の検査機関を一元化して対応
することにより，迅速かつ効率的な手続きとする。
　このことにより行政サービスの効率化を図り，港
湾の利便性を高めることで常陸那珂港の利用を促進
する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

ユニバーサルデ
ザイン化に関す
る優遇税制

・企業が，通路への手すりや階段スロープの
設置など既存建物をバリアフリー化した場
合，又は，ユニバーサルデザインに配慮した
建物を建築した場合，法人税の減免など税制
上の優遇措置を講じる。
・住民がユニバーサルデザインに配慮した住
宅を建築，増改築した場合，所得税の減免な
ど税制上の優遇措置を講じる。

　優遇税制措置により，圏域内のユニバーサルデザ
イン化が促進される。

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

ユニバーサルデ
ザイン化に関す
る金融支援

・民間企業がユニバーサルデザインに配慮し
た建物を建設，増改築等する場合の低利の政
策融資制度や助成制度を創設する。
・住民がユニバーサルデザインに配慮した建
物を建築，増改築等する場合の低利の政策融
資制度や助成制度を創設する。

　金融支援措置により，圏域内のユニバーサルデザ
イン化が促進される。

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

交通バリアフリ
－の促進に対す
る支援

圏域全体のバリアフリー化を促進するため，
国土交通省等の各種支援策を広域的・集中的
に実施する。

　圏域の公共施設（水戸駅等圏域内の各駅，道路，
路線バス，その他公共施設等）のバリアフリー化，
ユニバーサルデザイン化を短期間で実施する。

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

地域コミュニ
ティ施設のユニ
バーサルデザイ
ン化を促進るた
めの環境整備

・空き教室や公民館等公共施設や，空き店舗
など民間遊休スペースの活用により，児童・
高齢者等の交流を促進するため，当該施設の
バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化を
含めた増改築等の経費について，地方債の対
象とする。
・また，地方公共団体が，空き教室や公民館
等公共施設や，空き店舗など民間遊休スペー
スを児童・高齢者等の交流施設として，バリ
アフリー化・ユニバーサルデザイン化をを含
めた増改築等を助成する場合の経費につい
て，地方交付税に算入する。

　空き教室，空き店舗を高齢者や児童等が安心して
交流を深める空間とするため，バリアフリー化，ユ
ニバーサルデザイン化の促進を図る。

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

ユニバーサルデ
ザインに関する
特許保護措置の
緩和

圏域内のユニバーサルデザインに関する特許
権の存続期間（２０年）を短期にする，ある
いは，なくす。

　特許権存続期間の短縮により，圏域内の企業活動
が活発になるとともに，住民生活のユニバーサルデ
ザイン化が促進される。

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

健康増進・福祉
機器展示施設等
の整備に対する
支援

・地方公共団体が行う健康増進や生きがい関
連施設，福祉機器・住宅改修研究研修・展示
施設等の整備に係る経費について，地方債対
象に加える。
・民間企業が健康増進や生きがい関連施設，
福祉機器・住宅改修研究研修・展示施設等の
整備を行う場合の低利融資制度を創設すると
ともに，法人税の減免等税制上の優遇措置を
講じる。

　健康増進や生きがい活動と併せ，福祉機器や住宅
改修技術の研究や研修を行う拠点を整備することに
より，広くユニバーサルデザインの普及を図るとと
もに，新たな福祉機器・住宅研究開発を支援するこ
とにより地域産業の活性化を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

福祉機器・住宅
改修技術の研究
開発に関する助
成措置

・民間企業が新たな福祉機器・住宅改修技術
の研究・開発を行う場合の低利政策融資制度
の創設し，また，法人税の減免等税制上の優
遇措置を講じる。
・地方公共団体が行う民間企業の福祉機器・
住宅改修技術の研究・開発への支援措置に要
する経費について，地方交付税に算入する。

　民間企業が行う福祉機器・住宅改修技術の研究開
発を支援することにより，地域産業の活性化を図
る。

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

障害者、高齢者
に対する移動支
援

　・障害者がＪＲ、バス等の公共交通機関や
高速道路等有料道路を利用した場合の割引制
度を拡充する。
・各駅に常駐して障害者、高齢者への乗車及
び降車を介助する「乗車介助員ボランティ
ア」の確保を助成する。

　障害者，高齢者の外出及び移動が容易となること
により，障害者の社会参加が促進される。

茨
城
県

茨城県

県央地域ユニ
バーサルデザイ
ン推進プロジェ
クト

　当該圏域は，保健・福祉・医療の集積が進んでいる地域
であり，特に桜の郷地区は，人にやさしいまちづくりのモ
デルとして，新しい街が形成されようとしている。
このような地域において，ユニバーサルデザイン，バリア
フリーへの取り組みを支援することにより，高齢者、障害
者を含めた誰もが安心して暮らせ滞在できるまちづくりを
促進するとともに，地域産業の活性化を図る。

ホテル・観光施
設等におけるホ
スピタリティの
向上

・ホテル・観光施設等が障害者やその関係者
を講師として迎えホスピタリティの向上を目
指す「もてなし向上指導事業」に対し，助成
措置を講じる。

　ホテル・観光施設等のホスピタリティの向上によ
り，滞在型観光客の増加，観光産業の振興が図れ
る。

茨
城
県

茨城県
温泉施設を活用
した観光農業推
進プロジェクト

　対象地域の市町村は独自の温泉施設を設置し，地域の活
性化を図ってきたところであるが，これら周辺の農業資源
を活用した都市農村交流，観光農業などの取り組みを促進
し，地域全体の魅力向上を図ることにより、一層の地域活
性化を推進する。
①農業体験施設等の整備
②農産物加工施設・販売施設の整備
③多様な事業主体の参入

市民農園開設主
体の拡大及び開
設手続きの簡素
化

・現行法上，地方公共団体と農協に限定され
ている市民農園の開設主体の範囲を拡大し，
民間企業等の参入も認める。
・市民農園区域における市民農園の開設認定
は，市町村が行うこととされているが，その
際に必要な都道府県の同意を不要とする。

・民間企業等が温泉施設周辺の農地を賃借し，休憩
所，トイレ，農機具収納施設等の施設を備えた市民
農園として整備し，農業体験ができる場として活用
する。

茨
城
県

茨城県
温泉施設を活用
した観光農業推
進プロジェクト

　対象地域の市町村は独自の温泉施設を設置し，地域の活
性化を図ってきたところであるが，これら周辺の農業資源
を活用した都市農村交流，観光農業などの取り組みを促進
し，地域全体の魅力向上を図ることにより、一層の地域活
性化を推進する。
①農業体験施設等の整備
②農産物加工施設・販売施設の整備
③多様な事業主体の参入

施設園芸用地等
の取扱いの弾力
化

・農地に温室等を設置し，野菜，花卉等を栽
培する際，その農地に形質変更を加えた場
合，農地法に基づく転用許可が必要となる
が，農作物の栽培目的に利用される場合は，
農地として取り扱うこととして，転用を不要
とする。

・温泉施設周辺に観光農園を整備し，一体的な活用
を図る。

茨
城
県

茨城県
温泉施設を活用
した観光農業推
進プロジェクト

　対象地域の市町村は独自の温泉施設を設置し，地域の活
性化を図ってきたところであるが，これら周辺の農業資源
を活用した都市農村交流，観光農業などの取り組みを促進
し，地域全体の魅力向上を図ることにより、一層の地域活
性化を推進する。
①農業体験施設等の整備
②農産物加工施設・販売施設の整備
③多様な事業主体の参入

農用地区域内に
設置できる農業
用施設の範囲の
拡大

・農用地区域内に農畜産物の加工施設，販売
施設を設置する場合，その施設を設置管理す
る農業者自らが生産する農畜産物を一定の量
又は金額を利用する必要がある。
・周辺農家に栽培委託した農畜産物を加工・
販売する場合は，この要件を緩和し，民間企
業の参入も可能とする。

・温泉施設周辺に農産物直売所，加工所を併設する
とともに，加工所内では，観光客がジャムやジュー
スづくりなどの体験ができる場として活用する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県
温泉施設を活用
した観光農業推
進プロジェクト

　対象地域の市町村は独自の温泉施設を設置し，地域の活
性化を図ってきたところであるが，これら周辺の農業資源
を活用した都市農村交流，観光農業などの取り組みを促進
し，地域全体の魅力向上を図ることにより、一層の地域活
性化を推進する。
①農業体験施設等の整備
②農産物加工施設・販売施設の整備
③多様な事業主体の参入

農産物加工施設
建設に係る規制
緩和

・農産物加工施設や農産物直売所等の施設の
建設については，開発行為の許可が必要とさ
れるが，これらの施設を「農業の用に供する
政令で定める建築物」として位置付けること
により，許可を不要とする。

・温泉施設周辺に農産物直売所，加工所を併設する
とともに，加工所内では，観光客がジャムやジュー
スづくりなどの体験ができる場として活用する。

茨
城
県

茨城県
温泉施設を活用
した観光農業推
進プロジェクト

　対象地域の市町村は独自の温泉施設を設置し，地域の活
性化を図ってきたところであるが，これら周辺の農業資源
を活用した都市農村交流，観光農業などの取り組みを促進
し，地域全体の魅力向上を図ることにより、一層の地域活
性化を推進する。
①農業体験施設等の整備
②農産物加工施設・販売施設の整備
③多様な事業主体の参入

交流施設のバリ
アフリー化の推
進

・農林水産省の施策で整備する体験交流施設
に併せて，他省の施策も実施し，施設のバリ
アフリー化を推進する。

・身障者にとって比較的体験しにくい農産物の収穫
体験等ができるように，施設のバリアフリー化を進
める。

茨
城
県

茨城県
温泉施設を活用
した観光農業推
進プロジェクト

　対象地域の市町村は独自の温泉施設を設置し，地域の活
性化を図ってきたところであるが，これら周辺の農業資源
を活用した都市農村交流，観光農業などの取り組みを促進
し，地域全体の魅力向上を図ることにより、一層の地域活
性化を推進する。
①農業体験施設等の整備
②農産物加工施設・販売施設の整備
③多様な事業主体の参入

観光協会等に対
する旅行業登録
要件の緩和

観光協会等が旅行業を営む場合の登録要件を
緩和する。
①旅行業業務取扱主任者の配置免除
②登録要件に関する財産的基礎要件の軽減
③営業保証金の供託免除

市町村観光協会等が体験型観光を紹介するため，旅
行業者として地域資源や体験ﾒﾆｭｰを活かした主催旅
行を実施する。

茨
城
県

茨城県
温泉施設を活用
した観光農業推
進プロジェクト

　対象地域の市町村は独自の温泉施設を設置し，地域の活
性化を図ってきたところであるが，これら周辺の農業資源
を活用した都市農村交流，観光農業などの取り組みを促進
し，地域全体の魅力向上を図ることにより、一層の地域活
性化を推進する。
①農業体験施設等の整備
②農産物加工施設・販売施設の整備
③多様な事業主体の参入

観光協会等に対
する旅客自動車
運送事業許可要
件の緩和

観光協会等が自家用車を用い，地域の施設間
の輸送を有償で行う場合において，一定の条
件の下，一般旅客運送事業の特例許可を与え
る。

市町村観光協会等が営利を目的とせず，有償で旅行
者の輸送を行い，市民農園，直売所やレストラン間
など施設間の移動の利便性を図る。

茨
城
県

茨城県

いばらき常総大
地における大規
模園芸産地の育
成

　対象である県西地域は、園芸作物の生産が盛んな地域で
あるが、より一層の活性化を図り，大規模園芸産地の拠点
形成を図る。
①多様な担い手の農業参入
②生産性の高い畑地整備
③農産物加工施設等の整備促進
等

農地取得に際す
る下限面積要件
の緩和

・農業担い手の減少等により農地の耕作放棄
が進む一方で、現行の農地法では、農地の細
分化防止を図る観点から農地取得後の最低経
営規模面積要件を設けており、新規の就農が
難しい状況にある。
・地域の実情に応じた最低経営規模の下限面
積を緩和し、新規就農者の受け入れを促進す
ることで、農地の保全及び有効利用を図り、
地域の活性化を推進する。

・新規就農者の最低経営規模下限面積を地域の実情
に応じて設定する。

茨
城
県

茨城県

いばらき常総大
地における大規
模園芸産地の育
成

　対象である県西地域は、園芸作物の生産が盛んな地域で
あるが、より一層の活性化を図り，大規模園芸産地の拠点
形成を図る。
①多様な担い手の農業参入
②生産性の高い畑地整備
③農産物加工施設等の整備促進
等

農業協同組合に
よる農地権利取
得制限の緩和

・現行の農地法では、農地はその耕作者自ら
が所有することを最も適当であるとの観点か
ら、農業生産法人以外の法人が農地の権利設
定（売買・貸借）は認めていない状況にあ
る。
・また，農業協同組合は、農業協同組合法
上、組合員からの委託を受けて行う場合以外
は、農業経営を行うことが認められていな
い。
・このため，農業協同組合自らが農業経営を
行うことを前提とした農地の権利取得を認め
る。

・農業協同組合に農地の権利取得を認めることで、
農地の保全及び有効利用を図り、地域の活性化を推
進する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

茨城県

いばらき常総大
地における大規
模園芸産地の育
成

　対象である県西地域は、園芸作物の生産が盛んな地域で
あるが、より一層の活性化を図り，大規模園芸産地の拠点
形成を図る。
①多様な担い手の農業参入
②生産性の高い畑地整備
③農産物加工施設等の整備促進
等

畑地帯総合整備
事業における創
設非農用地の換
地取得者の範囲
拡大

・土地改良事業における創設非農用地の取得
対象者は、民間事業者等が直接取得できるよ
うにする。

・現法において、公共団体等の非営利団体が取得対
象となっており、個々の事業者でも直接取得できる
ように自由度を持たせる。

茨
城
県

茨城県

いばらき常総大
地における大規
模園芸産地の育
成

　対象である県西地域は、園芸作物の生産が盛んな地域で
あるが、より一層の活性化を図り，大規模園芸産地の拠点
形成を図る。
①多様な担い手の農業参入
②生産性の高い畑地整備
③農産物加工施設等の整備促進
等

野菜指定産地の
指定基準のうち
共販等率の算定
方法の見直し

・県西地方は大規模な野菜産地が多数ある
が，共販率が低く，野菜指定産地の指定を受
けられない産地が多数ある。
・平成１４年度から，共販等率の算定に当
たっては，共同出荷組織による出荷に加え，
登録生産者の要件（１０ha）を満たしている
生産者の出荷を対象とすることになったが，
当該対象野菜の作付面積がおおむね５ha以上
に達している生産者により出荷される数量も
含めて２/３を超えていれば指定を受けられ
るように要件を緩和する。

・野菜指定産地に指定されることで、野菜価格安定
制度が利用でき、農業者の経営安定につながる。

茨
城
県

茨城県

いばらき常総大
地における大規
模園芸産地の育
成

　対象である県西地域は、園芸作物の生産が盛んな地域で
あるが、より一層の活性化を図り，大規模園芸産地の拠点
形成を図る。
①多様な担い手の農業参入
②生産性の高い畑地整備
③農産物加工施設等の整備促進
等

農産物加工施設
等の建設に係る
規制緩和

・農産物加工施設等は、市場出荷基準に満た
ない農産物を加工用として出荷できる、園芸
産地づくりには欠かせない施設であるため、
建設に係る規制を緩和する。

・都市計画法により、市街化調整区域等において農
産物加工施設・農産物直売所を建設することは困難
となっているが、農産物加工施設等を、都市計画法
第２９条第２号の「農業の用に供する政令で定める
建築物」と位置づける。

茨
城
県

取手市

市民とのパート
ナーシップによ
る地域協働社会
の構築

行政パートナーに対して、窓口業務等を広く担わせること
を可能とすることで、広く住民が行政に関わり、理解を深
めることで地域をともに築く意識を醸造し、さらに、効率
的で柔軟な行政への転換を図る。

地方公務員に係
る臨時的任用期
間の延長

臨時職員は地方公務員法により任用期間が一
年間までとなっているが、一年を超えた期間
での任用を可能とし、臨時職員の活用を図
る。

臨時職員は地方公務員法により任用期間が一年間ま
でとなっているが、一年を超えた期間での任用を可
能とし、臨時職員の活用を図る。

茨
城
県

取手市

市民とのパート
ナーシップによ
る地域協働社会
の構築

行政パートナーに対して、窓口業務等を広く担わせること
を可能とすることで、広く住民が行政に関わり、理解を深
めることで地域をともに築く意識を醸造し、さらに、効率
的で柔軟な行政への転換を図る。

戸籍事務取扱者
の資格要件緩和

戸籍事務取扱者の資格要件緩和
・市職員以外でも市が条例で定めた資格要件
を満たすものに対して戸籍事務を取り扱える
ようにする。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要件を満たす
ものに対して戸籍事務を取り扱えるようにし、行政
窓口機能の拡充を図る。

茨
城
県

取手市

市民とのパート
ナーシップによ
る地域協働社会
の構築

行政パートナーに対して、窓口業務等を広く担わせること
を可能とすることで、広く住民が行政に関わり、理解を深
めることで地域をともに築く意識を醸造し、さらに、効率
的で柔軟な行政への転換を図る。

国民健康保険事
務取扱者の資格
要件緩和

国民健康保険事務取扱者の資格要件緩和
・市職員以外でも市が条例で定めた資格要件
を満たすものに対して国民健康保険事務を取
り扱えるようにする。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要件を満たす
ものに対して国民健康保険事務を取り扱えるように
し、行政窓口機能の拡充を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

取手市

市民とのパート
ナーシップによ
る地域協働社会
の構築

行政パートナーに対して、窓口業務等を広く担わせること
を可能とすることで、広く住民が行政に関わり、理解を深
めることで地域をともに築く意識を醸造し、さらに、効率
的で柔軟な行政への転換を図る。

児童手当事務取
扱者の資格要件
緩和

児童手当事務取扱者の資格要件緩和
・市職員以外でも市が条例で定めた資格要件
を満たすものに対して児童福祉事務を取り扱
えるようにする。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要件を満たす
ものに対して児童手当事務を取り扱えるようにし、
行政窓口機能の拡充を図る。

茨
城
県

取手市

市民とのパート
ナーシップによ
る地域協働社会
の構築

行政パートナーに対して、窓口業務等を広く担わせること
を可能とすることで、広く住民が行政に関わり、理解を深
めることで地域をともに築く意識を醸造し、さらに、効率
的で柔軟な行政への転換を図る。

介護保険事務取
扱者の資格要件
緩和

介護保険事務取扱者の資格要件緩和
・市職員以外でも市が条例で定めた資格要件
を満たすものに対して介護保険事務を取り扱
えるようにする。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要件を満たす
ものに対して介護保険事務を取り扱えるようにし、
行政窓口機能の拡充を図る。

茨
城
県

日立市
既存の社会資本
を活用した交通
渋滞緩和策

国道６号、２４５号を現道幅員のまま３車線とし、国道６
号を上り１車線、下り２車線（又は、上り2車線、下り1車
線）、国道２４５号を上り２車線、下り１車線（又は、上
り１車線、下り２車線）とする。

車道幅員を最小
化し、現道幅員
の有効活用によ
る渋滞緩和

国土交通省が所管する国道について、道路構
造令第５条の４に規定される車道幅員の弾力
的な運用により、現道幅員のまま車道３車線
化を図る。

道路構造令第５条の４に規定されている車道幅員に
ついて、３ｍを採用、かつ路肩０.２５ｍとし、道
路全幅員１０ｍ以内で車道３車線化を図る。
（市役所前国道6号の車道幅員１２ｍ）
※車道（3.25ｍ＋3.25ｍ）＋3.25ｍ
　＋路肩（0.75ｍ+0.75ｍ）＝11.25ｍ
を基本とするが。狭小幅員区間は車道３ｍ、路肩
0.25ｍを採用

茨
城
県

日立市
既存の社会資本
を活用した交通
渋滞緩和策

常磐自動車道日立南太田ＩＣ、日立中央ＩＣ、日立北ＩＣ
間において、定期券、回数券、ポイント制などを導入し、
一般国道の渋滞を緩和するとともに、社会資本である高速
道路の有効活用を図る。

高速道路の有効
活用による市内
交通渋滞の緩和

市内一般国道の渋滞に対し、常磐自動車の交
通量はさほど多くない。
標準的な高速道路の計画交通量は48,000台/
日であるが常磐自動車道における現在の交通
量は、約25,000台／日である。そのため、料
金割引制度を導入し、一般国道の車両を迂回
させる。

高速自動車国道法及び道路整備特別措置法により定
められている、割引制度の運用基準の緩和を図り、
高速道路の利用を増加させる。
定期券導入に当たってはJRの割引率に準拠。（6ヶ
月間定期は、約6割引）

茨
城
県

日立市
市独自財源確保
策

都道府県及び政令指定都市に限定している宝くじ発行の要
件を緩和する。

市町村宝くじ発
行要件緩和

当せん金付証票法、地方財政法の規定により
総務省の認可により発行できる市として日立
市が指定を受ける。市が発行する宝くじの発
行による収入は、教育や福祉、産業育成支援
策等のより具体の施策を展開するための特定
の財源とすることを明示したうえで活用す
る。

当せん金付証票法、地方財政法の規定により総務省
の認可により発行できる市として日立市が指定を受
け、市単独の宝くじ発行を行う。
使途目的を具体の事業名に限定した宝くじ発行とす
る。

茨
城
県

日立市
市独自財源確保
策

原子力発電施設等の周辺地域の住民・企業等に交付してい
る給付金を当該市町村の財源とし、防災、教育、福祉に充
て、より補助目的の具現化を図る。

電源立地特別交
付金の有効活用

補助金交付要綱による予算補助により住民・
企業に給付されている原子力立地給付金を、
より具体の使途が明確になるよう市の事業の
財源に充当する。
そのためには、現在市民・企業に給付されて
いる交付金を市の事業財源に充てることがで
きるよう手続きを明確にする。

現在、市民・企業に給付されている交付金を、市の
歳入にできるよう市議会の議決を得ること等を盛り
込んでその手続きを明確化する。
使途目的を、防災、教育施設に限定した事業の財源
に充てる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

日立市
国庫補助により
整備した施設の
有効活用

国庫補助事業完了後10年を超える期間を経過した建物につ
いては無償による財産処分で同一地方公共団体内において
転用する場合は、文部科学省局長通達「公立学校施設整備
費補助金等に係る財産処分の承認等について」を、農林水
産省、国土交通省の所管事業にも準拠させ、社会資本の有
効活用を図り地域の活性化に資する。

補助事業施設の
有効活用による
地域活性化

平成３年度に整備した新都市拠点整備事業
（国土交通省）及び昭和53年度に整備した地
方卸売市場施設整備事業（農林水産省）によ
る施設の用途廃止基準の緩和。

科学、文化、情報及び福祉の機能を有する総合施設
である日立シビックセンターの中には、市民ニーズ
の変化等に伴い利用頻度が低くなっている施設があ
る。当該施設は、補助事業により整備したものであ
るが、その用途を廃止し、中心市街地活性化のため
の商業施設貸付等を行えるよう活用の幅を広げた
い。

公設地方卸売市場は、商業流通形態の変化により大
幅にその利用頻度が低減している。よって、補助事
業により整備した施設を用途廃止し、他の目的に転
用し地域経済の活性化を図る。

茨
城
県

日立市
市民生活の利便
性を確保のため
の公共機関支援

赤字経営となっているバス事業者の軽油取引税について減
免措置を適用させ、経営の安定化を図り、公共交通機関を
存続させ地域住民の利便性の確保を図る。

公共交通機関の
確保策

軽油取引税の免除を行い、公共交通機関であ
るバス交通の運行の安定化を図る。

軽油取引税については、他の免除に準じ、32円/
リッターを免除する。
（例：市内事業者　129万リットル/年　　約１１０
系統）

茨
城
県

日立市

地方債の適用拡
大による公共施
設の機能維持方
策

新規建設事業を中心に規定されている地方債制度の適用範
囲を、既存施設の機能強化及び維持補修等について適用で
きるよう拡大する。

地方債制度の適
用範囲の拡大

地方債対象事業として整備した施設の機能強
化及び維持補修等に係る事業について、地方
債の対象事業とする。

地方債事業として整備した、市役所庁舎、清掃セン
ター、市営住宅、福祉施設、教育施設、各種文化施
設等の公共施設の機能強化、維持補修に係る事業に
ついて、地方債の対象事業として整備することで、
既存施設の有効活用し、市民生活の質の向上及び活
性化を図る。　　　　　　　　　　　　維持補修事
業に係る起債の限度額は、既存施設の起債額に対す
る償還済額を上限とする。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

地域企業と茨城大学等の実質的な交流促進や、即戦力とな
りうる学生等の育成を図るためのインターンシップ事業を
推進する。

茨城大学等にお
ける長期イン
ターンシップの
実施と単位認定

地域企業への人材輩出機能となり、かつ大学
生が企業の即戦力となり得るよう、最長１年
間の長期に渡るインターンシップの実施と、
その単位認定ができるよう制度化する。

　現在の大学生や大学院生は、企業の要求する技術
者や研究者としてのスキルや体験を持ち合わせてな
く、現場との乖離が問題になっている。また、就職
状況が困難な現在こそ、地域企業との接点を多く持
ち、就職活動に直結するような指導も必要とされて
いることからインターンシップ制度を強化する。従
来の3週間程度の短期から、概ね1年程度の技術を習
得できる期間の派遣を行うシステムを構築する。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

地域企業と地域の工業高校等の実質的な交流促進や、即戦
力となりうる学生等の育成を図るためのインターンシップ
事業の推進

地域の工業高校
における「デュ
アルシステム」
の推進

文科省の実施する日本版「デュアルシステ
ム」のモデル校に地域の工業高校を指定す
る。

　日立市内の平成15年3月の高校卒業者就職率は
85.8％と茨城県の91.0％と比較しても低くなってい
る。
　将来の高度なものづくりの熟練技術、技能の担い
手となり得る人材を育成し、高校卒業未就労者のフ
リーター化、無業化を防止するため、日立市内の高
校において、企業での実習及び教育訓練を受ける
デュアルシステムを導入することにより、実践的な
職業人を養成する。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

地域企業と茨城大学における産学連携を推進するために、
文科省の実施する「産学連携コーディネーター」を茨城大
学に重点配置する。

茨城大学への産
学連携コーディ
ネーターの重点
配置

地域において産学連携を推進するためには、
企業のニーズと研究者の技術シーズを理解し
たコーディネーターの存在が必要不可欠であ
るが、現在、茨城大学には１名の客員教授が
在籍するのみであるため、これを補強するた
めに文科省の産学連携コーディネーターによ
る配置する。

　茨城大学地域共同研究開発センターでは、ものづ
くり経験のある客員教授が登用されるなど、徐々に
地域中小企業に相談等に対応できる体制が整いつつ
あるが、絶対的にマンパワーが不足しており、地域
企業との共同研究や技術相談が進まない要因となっ
ている。そこで、文部科学省の産学連携を推進する
コーディネーターを重点配置するなど、スタッフの
充実を図る。また地域中小企業の相談や共同研究需
要に耐えうる研究室や実験機器等の施設の充実を図
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

電源立地特別交付金により整備を予定している、産業支援
センターでの機器整備においてリース品の採用を認可す
る。

電源立地特別交
付金による産業
支援センター機
器整備における
リース品採用の
認可

コンピュータ等の情報機器は、特に技術進歩
が著しく、買い取りで機器整備してしまう
と、3年後には性能の低下が顕著となり、業
務に支障が発生するため、こうした機器の整
備にリース品などの採用を認可できるよう、
補助金交付規則などの運用を弾力的にする。

　現行制度による電源交付金等は、企業が行う研究
開発などのソフト事業が対象となっていない。　電
源地域の振興のためには、自治体が行う研究に限ら
ず、企業自らが行う研究開発が重要であり、まさに
地域産業の振興に直接つながるものであることか
ら、要件の拡充が必要である。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

産学連携による共同研究のための資金には、国等の開発助
成金や委託金などのメニューがあるが、多くは提案公募制
であり、有望な対案の全てが採択されているわけではな
く、企業の自己資金により開発が進められる例も多い。そ
こで開発資金を調達するための新しい融資制度を創設す
る。

新しい融資制度
「産学連携融
資」の創設

無担保･無保証人による融資のため、金融庁
の「金融検査マニュアル」を緩和する

　物的・人的担保の提供が困難な中小企業者にとっ
て、無担保・無保証人融資は資金繰りの円滑化とい
う視点から有効であるが、金融検査マニュアルに定
められた「担保による調整」「保証等による調整」
「債権の分類」等の基準から、慎重な審査にならざ
るを得ないが、銀行業務の健全かつ適切な運営を確
保しつつ、中小企業者の事業資金が円滑に供給され
るような金融検査マニュアルの緩和を行い、日立市
の企業における産学連携による研究開発を促進す
る。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

中小企業における研究開発事業は、単年度で完了すること
だけでも相当の人材と資金の注入が必要であるが、補助金
等を活用した事業推進の場合、諸手続きに時間を要し、実
質の開発期間が６月程度になることが少なくないため、諸
手続きに要する期間短縮を権限委譲により実現する。

権限委譲による
補助金交付決定
の迅速化と規制
緩和

経済産業省の「経営革新支援対策費等補助
金」や「地域活性化創造技術研究開発費補助
金」などの決定権を県に委譲する

国・県の研究開発型補助金は「事業者→県→国」の
順で交付申請が行われ、その逆の順で交付決定が行
われているが、決裁手続き等の事務処理のため交付
決定の時期が大幅に遅れ、開発期間を十分確保でき
ない。そこで、県に対し権限を委譲し、迅速な交付
決定、支払いができる仕組みを構築する。また、開
発型補助金を資産となる製造装置の開発にも利用可
能となるよう要綱等を緩和する。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

中小企業における研究開発事業は、単年度で完了すること
だけでも相当の人材と資金の注入が必要であるが、補助金
等を活用した事業推進の場合、諸手続きに時間を要し、実
質の開発期間が６月程度になることが少なくないため、諸
手続きに要する期間短縮を権限委譲により実現する。

開発型補助金で
の特許取得の承
認

経済産業省の「経営革新支援対策費等補助
金」や「地域活性化創造技術研究開発費補助
金」などにおける特許出願費用を補助対象経
費として承認する。

現行制度の国等の開発型補助金では、開発に伴う特
許出願費用（弁理士報償費、海外出願翻訳料）が認
められていないが、弁理士報償費が50万円、翻訳料
が100万円と高額であり、中小企業には負担が大き
い。研究開発成果の保護、事業化の進展、研究開発
型企業の創出のためには、当該経費を補助対象経費
として承認できるよう要綱等を緩和する。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

産学連携による研究開発の活性化と、それをサポートする
人材を確保するため、産業クラスター計画を採択･展開す
る。

日立地区におけ
る産業クラス
ター計画の展開

経済産業省関東経済産業局が実施している
「地域活性化プロジェクト」を日立市におい
ても展開する。

産学連携による地域中小企業の研究開発の推進と、
そこから波及する競争力のある地域企業の創出のた
めにはも産業クラスター計画の採択･展開が効果的
である。
これにより技術開発を含む経済産業省の地域関連施
策が総合的･重点的に投入される期待が高まる。
クラスター計画が採択されることにより、研究開発
に対する助成や産学連携コーディネーターの人件費
の助成が得られ、地域における産学連携の推進が加
速される。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

地域に社会システム型製品を生み出す力を醸成するため、
社会実験事業を誘致し、地域一丸となり展開する。

地域を実験
フィールドとし
た社会実験の実
施

燃料電池自動車やDME燃料自動車、成層圏プ
ラットフォーム、新交通システム、新エネル
ギーなどの実用化に伴う社会実験を、各省庁
が日立市をフィールドとして重点的に実施す
る。

新交通システムやETC、GPSなど社会システム型の開
発を進めるためには。都市と住民を巻き込んだ社会
実験が必要不可欠であるが、日立市は人口20万人、
70,000世帯、都市としての一定水準のインフラも整
備され、また、海、山、川ありと自然環境にも恵ま
れ実証実験にはまさに最適である。実験は短期間で
ある場合が多いが、雇用や実験機器製作などの仕事
も発生し、経済への波及効果も期待されるため、こ
うした国家レペルでの実証実験を誘致･実施する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

職業能力開発促進法で規定する職業能力開発校が自ら施設
や各種機器等を保有するのではなく、民間企業と施設を共
用し、民間講師を迎え入れ、民間企業が求める人材を育成
するため、規定の課程によらず訓練を行うことを認める。

民間企業の施設
及び機器を有効
活用してのニー
ズにあった人材
の育成

厚生労働省の職業能力開発促進法によれば、
職業能力開発校の各訓練科ごとに必要とする
設備については、「教科の科目に応じ当該科
目の訓練を適切に行うことができると認めら
れているものであること」とされており、職
業能力開発校自体に設置されなくとも、近隣
の民間施設に存在し適切に活用できる場合は
設置されているものとみなすことができる。
また、訓練科ごとに定められている各種の授
業時間を柔軟に運用し、企業ニーズに合わせ
た人材の育成を図る。

職業訓練校を民間研修機関に隣接して設置し、民間
訓練機関に設置していない必要な機器のみを整備す
ることで対応する。
また、訓練科ごとの必要時間数を柔軟に運用し、民
間企業からのニーズに合わせた職業訓練を行い、職
場にすぐ対応できる訓練生を育て、雇用の確保に寄
与する。

茨
城
県

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

国庫補助事業による研究開発を実施する場合、事業確定後
に補助金が支出されるため、中小企業にとって借入れ金利
を含め資金調達が厳しい状況にある。
そのため、市が国・県及び事業者の中間に入り、補助事業
の事業着手前であっても補助金を交付することにより、事
業者を支援する。

研究開発事業の
国庫補助金着手
前交付

国庫補助事業のうち、中小企業の研究開発に
係る補助金等の事業着手前支払制度を創設。
国・県から直接事業者に支払われる補助金
を、市が受ける流れを作り、市が補助金決定
後に事業者に支払う。（現在の間接補助規程
では支払うことができない。）
補助事業着手時に補助金を市の責任のもと先
払いすることを可能とし、事業完了後市が
県・国等から補助金を受けることで、事業者
の資金調達の利便を図る。（補助申請手続き
の大幅な変更を必要としない。）

国庫補助事業のうち中小企業の研究開発に係る、補
助金等の事業着手前支払制度を創設。

茨
城
県

つくば市

筑波研究学園都
市のリニューア
ル及びつくばエ
クスプレスを活
用した地域活性
化構想

　約４０年にわたる筑波研究学園都市の建設，研究活動等
により蓄積された多くの知的，物的資産とあわせ，豊かな
自然環境を活用することで，地域の活性化につなげていく
ことは重要かつ必要であります。また，つくばエクスプレ
スの開通，国の研究機関等の独立行政法人化といった動向
を契機として，「つくば」の魅力を高めるまちづくりが強
く求められています。これらをふまえ，新たな施策展開に
より，地域活性化，地域雇用の創出を図るものである。

健康づくりを核
とした地域の活
性化及び新産業
の創出

（施策の利便性の向上）
・大学・研究機関での先端科学プログラムの
導入，実践及び民間企業との連携によるツ
アー企画等新事業の創設。

　健康づくりへの関心が高まる中，筑波研究学園都
市を抱える当市のポテンシャルを発揮し，産・官・
学連携によるプログラムの創設，実践を行う。この
ことにより，「つくば」の豊かな自然環境，里山の
保全活動等への参加をプログラムの一つとすること
で，環境保全の啓発と体力の向上，維持といった相
乗効果が期待できる。

茨
城
県

つくば市

筑波研究学園都
市のリニューア
ル及びつくばエ
クスプレスを活
用した地域活性
化構想

　約４０年にわたる筑波研究学園都市の建設，研究活動等
により蓄積された多くの知的，物的資産とあわせ，豊かな
自然環境を活用することで，地域の活性化につなげていく
ことは重要かつ必要であります。また，つくばエクスプレ
スの開通，国の研究機関等の独立行政法人化といった動向
を契機として，「つくば」の魅力を高めるまちづくりが強
く求められています。これらをふまえ，新たな施策展開に
より，地域活性化，地域雇用の創出を図るものである。

健康づくりを核
とした地域の活
性化及び新産業
の創出

（施策の利便性の向上）
・大学・研究機関での先端科学プログラムの
導入，実践及び民間企業との連携によるツ
アー企画等新事業の創設。

　首都圏からの立地条件やつくばエクスプレスを活
用することで，滞在型，日帰型等ニーズにあった柔
軟なプログラミングを創設、実践する。このことに
より，「つくば」の豊かな自然環境，里山の保全活
動等への参加をプログラムの一つとすることで，環
境保全の啓発と体力の向上，維持といった相乗効果
が期待できる。

茨
城
県

つくば市

筑波研究学園都
市のリニューア
ル及びつくばエ
クスプレスを活
用した地域活性
化構想

　約４０年にわたる筑波研究学園都市の建設，研究活動等
により蓄積された多くの知的，物的資産とあわせ，豊かな
自然環境を活用することで，地域の活性化につなげていく
ことは重要かつ必要であります。また，つくばエクスプレ
スの開通，国の研究機関等の独立行政法人化といった動向
を契機として，「つくば」の魅力を高めるまちづくりが強
く求められています。これらをふまえ，新たな施策展開に
より，地域活性化，地域雇用の創出を図るものである。

サイエンス型コ
ンベンション観
光都市の創成

（施策の利便性の向上）
・つくばの魅力向上のための貴重な地域資源
である研究機関等の展示施設の充実及び見学
体制を整備するための予算措置の拡充。
・見学，体験型観光農園，市民農園整備に向
けた研究成果の実証など研究機関等の連携強
化，アグリビジネスにおけるマーケティング
調査等支援体制づくり。
（各種施策の連携）
・市内に集積する研究機関等を周遊(学）す
る見学コース等の設定による見学者誘致のた
めの各省庁（各独法）連携による支援体制づ
くり及びフィルムコミッションへの積極的な
参加。・情報の共有化を促進するための各省
庁（各独法）連携による支援体制づくり
（権限委譲）
・土浦・つくばコンベンションビューローの
公益法人化に伴う許認可権の県知事への権限
委譲。

　各研究機関の研究成果や科学技術を普及啓発する
ため，各省庁が連携して広報予算枠の拡充を図ると
ともに，各研究機関が連携して見学コースの設定な
どに関与し公開促進を図る。特に，観光農園，市民
農園の整備における研究機関等の研究成果の実証を
はじめ関係機関の連携強化，支援体制づくりを構築
する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

つくば市

筑波研究学園都
市のリニューア
ル及びつくばエ
クスプレスを活
用した地域活性
化構想

　約４０年にわたる筑波研究学園都市の建設，研究活動等
により蓄積された多くの知的，物的資産とあわせ，豊かな
自然環境を活用することで，地域の活性化につなげていく
ことは重要かつ必要であります。また，つくばエクスプレ
スの開通，国の研究機関等の独立行政法人化といった動向
を契機として，「つくば」の魅力を高めるまちづくりが強
く求められています。これらをふまえ，新たな施策展開に
より，地域活性化，地域雇用の創出を図るものである。

サイエンス型コ
ンベンション観
光都市の創成

（施策の利便性の向上）
・つくばの魅力向上のための貴重な地域資源
である研究機関等の展示施設の充実及び見学
体制を整備するための予算措置の拡充。
・見学，体験型観光農園，市民農園整備に向
けた研究成果の実証など研究機関等の連携強
化，アグリビジネスにおけるマーケティング
調査等支援体制づくり。
（各種施策の連携）
・市内に集積する研究機関等を周遊(学）す
る見学コース等の設定による見学者誘致のた
めの各省庁（各独法）連携による支援体制づ
くり及びフィルムコミッションへの積極的な
参加。・情報の共有化を促進するための各省
庁（各独法）連携による支援体制づくり
（権限委譲）
・土浦・つくばコンベンションビューローの
公益法人化に伴う許認可権の県知事への権限
委譲。

　各研究機関が保有し，かつ公開可能な報告書，論
文等をはじめ紹介情報について，市立図書館等公共
施設との連携，情報の相互共有を図る。

茨
城
県

つくば市

筑波研究学園都
市のリニューア
ル及びつくばエ
クスプレスを活
用した地域活性
化構想

　約４０年にわたる筑波研究学園都市の建設，研究活動等
により蓄積された多くの知的，物的資産とあわせ，豊かな
自然環境を活用することで，地域の活性化につなげていく
ことは重要かつ必要であります。また，つくばエクスプレ
スの開通，国の研究機関等の独立行政法人化といった動向
を契機として，「つくば」の魅力を高めるまちづくりが強
く求められています。これらをふまえ，新たな施策展開に
より，地域活性化，地域雇用の創出を図るものである。

サイエンス型コ
ンベンション観
光都市の創成

（施策の利便性の向上）
・つくばの魅力向上のための貴重な地域資源
である研究機関等の展示施設の充実及び見学
体制を整備するための予算措置の拡充。
・見学，体験型観光農園，市民農園整備に向
けた研究成果の実証など研究機関等の連携強
化，アグリビジネスにおけるマーケティング
調査等支援体制づくり。
（各種施策の連携）
・市内に集積する研究機関等を周遊(学）す
る見学コース等の設定による見学者誘致のた
めの各省庁（各独法）連携による支援体制づ
くり及びフィルムコミッションへの積極的な
参加。・情報の共有化を促進するための各省
庁（各独法）連携による支援体制づくり
（権限委譲）
・土浦・つくばコンベンションビューローの
公益法人化に伴う許認可権の県知事への権限
委譲。

　大学，各研究機関が保有する施設（体育施設等）
使用許可の容易化を図る。

茨
城
県

つくば市

筑波研究学園都
市のリニューア
ル及びつくばエ
クスプレスを活
用した地域活性
化構想

　約４０年にわたる筑波研究学園都市の建設，研究活動等
により蓄積された多くの知的，物的資産とあわせ，豊かな
自然環境を活用することで，地域の活性化につなげていく
ことは重要かつ必要であります。また，つくばエクスプレ
スの開通，国の研究機関等の独立行政法人化といった動向
を契機として，「つくば」の魅力を高めるまちづくりが強
く求められています。これらをふまえ，新たな施策展開に
より，地域活性化，地域雇用の創出を図るものである。

サイエンス型コ
ンベンション観
光都市の創成

（施策の利便性の向上）
・つくばの魅力向上のための貴重な地域資源
である研究機関等の展示施設の充実及び見学
体制を整備するための予算措置の拡充。
・見学，体験型観光農園，市民農園整備に向
けた研究成果の実証など研究機関等の連携強
化，アグリビジネスにおけるマーケティング
調査等支援体制づくり。
（各種施策の連携）
・市内に集積する研究機関等を周遊(学）す
る見学コース等の設定による見学者誘致のた
めの各省庁（各独法）連携による支援体制づ
くり及びフィルムコミッションへの積極的な
参加。・情報の共有化を促進するための各省
庁（各独法）連携による支援体制づくり
（権限委譲）
・土浦・つくばコンベンションビューローの
公益法人化に伴う許認可権の県知事への権限
委譲。

　観光振興を事業目的とする法人化に係る権限の委
譲を基に，土浦・つくばコンベンションビューロー
の公益法人化を促進し，組織の機能強化を図る。

茨
城
県

つくば市

筑波研究学園都
市のリニューア
ル及びつくばエ
クスプレスを活
用した地域活性
化構想

　約４０年にわたる筑波研究学園都市の建設，研究活動等
により蓄積された多くの知的，物的資産とあわせ，豊かな
自然環境を活用することで，地域の活性化につなげていく
ことは重要かつ必要であります。また，つくばエクスプレ
スの開通，国の研究機関等の独立行政法人化といった動向
を契機として，「つくば」の魅力を高めるまちづくりが強
く求められています。これらをふまえ，新たな施策展開に
より，地域活性化，地域雇用の創出を図るものである。

合理的な土地利
用計画推進のた
めの規制緩和

（権限委譲）・つくば市の土地利用等の施策
の利便性の向上を図るため，市街化調整区域
における開発事業の関係法令等の権限委譲。

・民間企業等の市街化調整区域における開発事業に
おいて，農業振興地域の整備に関する法律及び農地
法の規制の緩和を図る。・都市計画法に基づく開発
許可における開発の審査を市民の代表が審査できる
制度の創設。

茨
城
県

つくば市

市内公共交通を
補完する新たな
交通システムの
整備

　面積が284.07平方キロメートルという広大な本市は，６
町村の合併により誕生し，中心部には筑波研究学園都市が
位置し，周辺には旧市街地が小規模に分散立地している。
市内の移動手段はもっぱら自家用車による典型的な車社会
となっており，経済的負担も大きく企業にとっても大きな
問題となっている。こうした状況をバス事業者や行政のみ
で整備充実を図るのでなく，民間企業の保有しているバス
等も活用し，市内公共交通を補完する新たな交通システム
を構築し，市民生活の利便性向上及び市内産業の活性化と
企業の誘致推進による雇用機会の創出・雇用拡大を図る。

市内の公共交通
を補完する新た
な運行システム
の整備充実

（施策の利便性の向上）
　民間企業の保有している遊休バス等を活用
した，新たな交通システムの構築。
（規制緩和）
　道路運送法，一般旅客自動車運送事業の免
許要件等運行に関する許可要件の規制緩和

　市内交通網の充実を図るため，病院，結婚式場，
私立学校など民間が独自に保有している遊休バスを
有機的・機動的に運行することで過剰な設備投資や
財政負担を軽減することが可能となり，市民生活の
利便性向上及び市内産業の活性化と企業の誘致推進
による雇用機会の創出・雇用拡大を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

茨
城
県

特定非営
利活動法
人日本デ
スカウン
セリング
協会

高齢消費者を回
想法で育成する
事業

高齢者対応の長寿社会実現のためには、高齢者が社会に対
して経済的なつながりを維持できるように社会が「高齢消
費者」育成のために「介助サービス技術」を習得すること
が望ましい。また、痴呆症状の発症抑制に効果があるとさ
れる回想法を広く普及し、「外出して楽しみ」「昔話をし
て楽しむ」社会環境を整えることで、経済効果の向上と医
療費抑制の両面の効果が期待できる。

高齢消費者の育
成と痴呆老人抑
制のための回想
法センター設置
事業

従来、消費者と痴呆予防は別のものと考えら
れてきたが、回想法センターを開設すること
で、外出への意欲が刺激され、外出ついでに
介助サービス技術を所有する店員がいるデ
パートによって買い物をする。回想法セン
ターでは、痴呆予防となる回想法とともに介
助サービス講座を開催して高齢者が安心して
買い物ができる商店街を育成する。支援措置
としては、藤代町で管轄する「古屋」の改装
費用と維持費を希望する。住民から公益活用
を希望して管理委譲されたが、町ではその予
算がない。

現在、町で回想法の勉強会を開催したり、傾聴ボラ
ンティアをしているが、急速に進む高齢化対応とし
て、回想法センターを開設したい。具体的な物件は
あるのだが、資金がない。回想法センターができれ
ば、消え行く藤代町の文化を保存でき、また一人ぐ
らい高齢者の外出を促すこともできる。

栃
木
県

大平町
農業・商業・住
居が融合するま
ちづくり

地方の時代といわれる現在、独自のまちづくりを行ってい
くうえで市街化調整区域に係る開発許可及び農地転用の規
制など必ず県知事の許可権限に直面します。また、従来の
規制に基づいた手法で基盤整備をすすめるのでは、現在の
速い経済状況に対応できる地域再生へとつながるまちづく
りは困難であります。そこで、地方公共団体の規模に関係
なく、地方公共団体の町づくりの指針と一致し、地域住民
の同意が得られ、国県道の４車線以上の路線や市街化区域
が隣接している地域などの一定の条件がクリアされれば都
市計画法第３４条１０号イ・令第３１条、農業振興地域整
備計画に関する法律第１３条第２項、農地法第４条及び第
５条の規制緩和や、例外規定等を認める法律の制定を提案
いたします。

市街化調整区域
における開発許
可の緩和と農地
転用許可の一元
化。

市街化調整区域内の開発許可をするにあた
り，地域経済の活性化につながり、地域の実
情にあった区域であれば都市計画法第３４条
１０号イ・令第３１条の規制緩和及び、農業
振興地域整備計画に関する法律第１３条第２
項、農地法第４条及び第５条の規制緩和及び
事務手続きの一元化を提案します。

地方交付税や国庫補助金等の縮減が現実のものとな
りつつある中で、市町村は独自の努力で何とか生き
残りを模索していますが、まちづくりの権限のほと
んどが市町村に委譲されていません。そこで、地域
の再生を行うためには、市街化調整区域内の大規模
商業施設等の開発許可が必要とされます。そこで、
国県道の４車線以上の路線や市街化区域が隣接して
いる地域などの一定の条件がクリアされれば当該地
区の開発許可になる規制緩和策等が必要となりま
す。

栃
木
県

藤原町
日光市
那須町
塩原町

「日光国立公
園」観光新生プ
ロジェクト

全国有数の温泉地である日光国立公園地域に従前のような
賑わいを再生するため、国の各種施策の集中や利便性の向
上、諸制度の整備などを推進し、観光客に地域の魅力をＰ
Ｒできるような施設等の充実や温泉街の魅力の創出、外客
誘致の推進、観光産業そのものを支える基盤の整備など、
様々な観点からの観光振興事業を総合的に展開する。

（藤原町）
鬼怒川温泉駅前
整備推進のため
の「まちづくり
交付金」の活用
（塩原町）
塩原町温泉公園
整備推進のため
の「まちづくり
交付金」の活用

（藤原町）
市街地の中心であり町の表玄関としての役割
を果たしている鬼怒川温泉駅前について、平
16～20にかけて、「和」と「鬼」をテーマに
温泉町の情緒を醸し出すような各種施設等を
整備し、ここを新たな町づくりの核として位
置づけ、更に周辺整備を行うことで温泉街の
再活性化を図る計画としており、当該事業に
国土交通省所管の「まちづくり交付金」を投
入されたい。
（塩原町）
温泉街の中心地に、源泉を利用した町のシン
ボルとなるような公園を平17～18にかけて整
備する予定であり、露天風呂など各種施設の
充実を図るため、当該事業に国土交通省所管
の「まちづくり交付金」を投入されたい

（藤原町）　　　　　　　　　　　　　　　　訪れ
る観光客が最初と最後に見るのが駅であり、リピー
ターとなって「また来たい」と感じてもらえるよう
なイメージを与えるとともに、話題性や賑わいの創
出につながるような駅前整備を図る。①イベント広
場、②足湯・歩行浴等の体験型温泉施設、③瓦屋根
のバス乗降場、④観光インフォメーション、⑤から
くり時計、⑥サイン・案内板　等
（塩原町）　　　　　　　　　　　　　　　最近の
温泉観光客の期待は,宿泊施設の魅力のほか、「温
泉の泉質、湯量、湯けむり」等の温泉地自体の魅力
への期待が高くなっている。これらのニーズに応
え、湯量豊富な塩原温泉をアピールするため、整備
予定地の源泉を活用し、観光客が集えるような「公
園整備」を図る。①イベント広場、②足湯・歩行浴
等の体験型温泉施設、③露天風呂　等

栃
木
県

藤原町
日光市
那須町
塩原町

「日光国立公
園」観光新生プ
ロジェクト

全国有数の温泉地である日光国立公園地域に従前のような
賑わいを再生するため、国の各種施策の集中や利便性の向
上、諸制度の整備などを推進し、観光客に地域の魅力をＰ
Ｒできるような施設等の充実や温泉街の魅力の創出、外客
誘致の推進、観光産業そのものを支える基盤の整備など、
様々な観点からの観光振興事業を総合的に展開する。

（藤原町）
（日光市）
（塩原町）
自然公園法の特
別地域内におけ
る観光地の魅力
創出事業に係る
利便性の向上

自然公園法の特別地域内においては、観光地
の魅力の演出としてのライトアップ等を実施
する際に、工作物の設置について容易に許可
が下りない現状である。よって、地域の実情
や計画内容に応じた柔軟な対応を求めたい。

観光地の魅力づくりの一環として、温泉街の街路樹
のイルミネーション整備や河川・渓谷などのライト
アップを実施し、観光客のそぞろ歩きを演出した
り、宿泊施設から夜の景観の美しさを楽しんでもら
うことができる。

栃
木
県

藤原町
日光市
那須町
塩原町

「日光国立公
園」観光新生プ
ロジェクト

全国有数の温泉地である日光国立公園地域に従前のような
賑わいを再生するため、国の各種施策の集中や利便性の向
上、諸制度の整備などを推進し、観光客に地域の魅力をＰ
Ｒできるような施設等の充実や温泉街の魅力の創出、外客
誘致の推進、観光産業そのものを支える基盤の整備など、
様々な観点からの観光振興事業を総合的に展開する。

（藤原町）
（塩原町）
安全で快適に歩
けるまちづくり
の推進のための
河川法の規制緩
和

河川法第24条に基づく土地の占用及び第26条
の工作物の新築等の許可が厳しく、温泉街か
ら河川敷へのアプローチ整備が困難である。
よって、規制の緩和措置を求めたい。

温泉街から河川敷に降りるアプローチを整備するこ
とで、観光客が川面や渓谷の美しさをより近くで楽
しむことができ、歩いて散策できる新たなスポット
づくりにもつながる。

栃
木
県

藤原町
日光市
那須町
塩原町

「日光国立公
園」観光新生プ
ロジェクト

全国有数の温泉地である日光国立公園地域に従前のような
賑わいを再生するため、国の各種施策の集中や利便性の向
上、諸制度の整備などを推進し、観光客に地域の魅力をＰ
Ｒできるような施設等の充実や温泉街の魅力の創出、外客
誘致の推進、観光産業そのものを支える基盤の整備など、
様々な観点からの観光振興事業を総合的に展開する。

（４市町共通）
外国人観光客誘
致のための国の
各種施策の集中

外国人観光客の来訪を促進するため、国のグ
ローバル観光戦略に基づくビジット・ジャパ
ン・キャンペーン事業の当該エリアへの集中
や、国の関係団体である日本観光協会、国際
観光振興機構等が行う事業において、当該エ
リアを中心とした本県観光地を積極的に取り
上げてもらえるよう提案する。

国が直接実施する事業において当該エリアを重点的
に取り上げてもらうことにより、東アジアをはじめ
とする諸外国への宣伝効果が期待できるほか、地方
連携事業の予算を投下してもらうことで、各市町と
して海外旅行エージェント・マスコミ等の招請事業
や観光プロモーションツールの作成等、多様な誘致
事業を展開することができる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

栃
木
県

藤原町
日光市
那須町
塩原町

「日光国立公
園」観光新生プ
ロジェクト

全国有数の温泉地である日光国立公園地域に従前のような
賑わいを再生するため、国の各種施策の集中や利便性の向
上、諸制度の整備などを推進し、観光客に地域の魅力をＰ
Ｒできるような施設等の充実や温泉街の魅力の創出、外客
誘致の推進、観光産業そのものを支える基盤の整備など、
様々な観点からの観光振興事業を総合的に展開する。

（藤原町）
水の安定供給を
図るための砂防
法及び河川法の
規制緩和

砂防法第４条に基づく指定地域としての規制
があるほか、河川法第24条及び第26条により
取水堰の設置が許可されない。よって、規制
の緩和措置を求めたい。

鬼怒川・川治温泉街は、ピーク時には１日で24,000
人もの宿泊客を抱える大温泉街であり、上水道の安
定供給を図ることは必要不可欠である。従って、砂
防指定地域である川治地区の大下沢の取水施設と鬼
怒川地区の取水堰の整備を行うことができれば、宿
泊客及び地域住民の生活の安定が図られることとな
る。

栃
木
県

藤原町
日光市
那須町
塩原町

「日光国立公
園」観光新生プ
ロジェクト

全国有数の温泉地である日光国立公園地域に従前のような
賑わいを再生するため、国の各種施策の集中や利便性の向
上、諸制度の整備などを推進し、観光客に地域の魅力をＰ
Ｒできるような施設等の充実や温泉街の魅力の創出、外客
誘致の推進、観光産業そのものを支える基盤の整備など、
様々な観点からの観光振興事業を総合的に展開する。

（藤原町）
地域の中核的医
療機関としての
総合病院の整備

町の中核的医療機関である珪肺労災病院（労
働福祉事業団経営）の廃止通告が国からなさ
れたが、病院の有無は地域住民はもとより、
観光をはじめとする旅行者にとっても大変重
要である。特に主要温泉地である町にとって
は大きな打撃となり、ひいては本県経済に及
ぼす影響も多大なものとなることが憂慮され
る。ついては、当病院を総合病院として、独
立行政法人化される国立病院で継続されるよ
う求めたい。

地域住民の医療を通じた健康の確保及び修学旅行を
はじめとする団体旅行等を誘致する場合の、不測の
事態に対応しうる救急医療の確保が図られる。

栃
木
県

藤原町
日光市
那須町
塩原町

「日光国立公
園」観光新生プ
ロジェクト

全国有数の温泉地である日光国立公園地域に従前のような
賑わいを再生するため、国の各種施策の集中や利便性の向
上、諸制度の整備などを推進し、観光客に地域の魅力をＰ
Ｒできるような施設等の充実や温泉街の魅力の創出、外客
誘致の推進、観光産業そのものを支える基盤の整備など、
様々な観点からの観光振興事業を総合的に展開する。

（４市町共通）
固定資産税率の
軽減に伴う各自
治体への財源補
填措置

長引く景気低迷と入湯客数の減少、足利銀行
の一時国有化措置等により、厳しい経営状況
が続くホテル・旅館経営者の税負担（特に固
定資産税）は重荷になっている。そこで、各
市町が救済措置として税率を軽減した場合、
結果として自治体側も減収となるため、行財
政が逼迫する恐れがある。そこで、各市町の
減収分について、一定期間、特別交付金とし
て交付されるよう提案する。

固定資産税の標準税率は１００分の１．４である
が、この税率の軽減化を図り、自治体側の減収分を
交付金で賄えれば、ホテル・旅館業者は先行投資し
た設備資金借入金の返済や今後の設備投資に充てら
れ、宿泊者等の増客と温泉街の活性化につながる。

栃
木
県

藤原町
日光市
那須町
塩原町

「日光国立公
園」観光新生プ
ロジェクト

全国有数の温泉地である日光国立公園地域に従前のような
賑わいを再生するため、国の各種施策の集中や利便性の向
上、諸制度の整備などを推進し、観光客に地域の魅力をＰ
Ｒできるような施設等の充実や温泉街の魅力の創出、外客
誘致の推進、観光産業そのものを支える基盤の整備など、
様々な観点からの観光振興事業を総合的に展開する。

（那須町）
那須・塩原エコ
アップ事業の早
期完了

那須・塩原エコアップ事業は、平成14年３
月、環境省が策定した「那須・塩原地域新活
性化整備基本計画」に基づき、41の事業から
なる整備計画が14年度から事業着手し、18年
度に完了の計画であるが、このうち、進捗の
遅れている事業について早期の実施を求めた
い。

湯本・殺生石地区は、那須地区自然公園における代
表的地区であり、観光においても重要地区である。
当地区には、「那須・塩原地域新活性化整備基本計
画」に基づき、国によってインフォメーションセン
ターの整備（17年度完成見込）が予定されている
が、早期の完成に向けての関係省庁間の早急な対応
を望む。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

政府系金融機関
の金融環境変化
対応資金の融資
条件の緩和

国民生活金融公庫、中小企業金融公庫及び商
工組合中央金庫の｢金融環境変化対応資金｣に
ついて、貸出基準を緩和して踏み込んだ融資
を行うとともに、現在、担保と保証人が必要
とされているが、これを、原則として無担
保、第三者保証人なしの制度とする。

国民生活金融公庫、中小企業金融公庫及び商工組合
中央金庫の｢金融環境変化対応資金｣について、原則
として無担保、第三者保証人なしの制度とする。こ
れにより、足利銀行の破綻により資金繰りの悪化が
懸念される中小企業に対する円滑な資金供給を可能
とする。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

政府系金融機関
の特別貸付の貸
付対象等の拡充

商工組合中央金庫、中小企業金融公庫及び国
民生活金融公庫の特別貸付の貸付対象を拡充
し、再生が軌道に乗りつつある事業者に対し
て次の①～③からの借入金の返済（リファイ
ナンス）資金の融資を可能とする。
①株式会社産業再生機構
②再生に取り組む中小企業等に対する投資事
業を行うために中小企業等投資事業有限責任
組合契約に関する法律及び産業活力再生特別
措置法に基づいて組成された中小企業等投資
事業有限責任組合（地域中小企業再生ファン
ド）
③株式会社整理回収機構

商工組合中央金庫、中小企業金融公庫及び国民生活
金融公庫の特別貸付の貸付対象を拡充し、再生が軌
道に乗りつつある事業者に対して次の①～③からの
借入金の返済（リファイナンス）資金の円滑な融資
を可能とすることにより、県内中小企業等の短期
的、集中的な再生を促進させる。
①株式会社産業再生機構
②再生に取り組む中小企業等に対する投資事業を行
うために中小企業等投資事業有限責任組合契約に関
する法律及び産業活力再生特別措置法に基づいて組
成された中小企業等投資事業有限責任組合（地域中
小企業再生ファンド）
③株式会社整理回収機構
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

産業再生機構、
中小企業再生支
援協議会、整理
回収機構等の連
携

足利銀行の一時国有化による本県経済の停滞
を防ぐためには、経営不振に陥っている企業
を、迅速かつ集中的に、１社でも多く再生さ
せる必要があることから、産業再生機構、中
小企業再生支援協議会、整理回収機構、日本
政策投資銀行をはじめとする政府系金融機関
が相互に連携し、より効果的な支援が可能と
なるよう、これら関係機関によるネットワー
クを構築する。

経営不振に陥った企業を再生させていくことは、県
内経済の活性化に不可欠な方策である。規模、業種
等により企業再生の形態も様々であることから、産
業再生機構、中小企業再生支援協議会、整理回収機
構、日本政策投資銀行をはじめとする政府系金融機
関が相互に緊密な連携を図り、それぞれの支援機能
を最大限に発揮していただくことが重要である。そ
こで、各機関担当者による連絡調整組織の整備によ
り、各種支援施策の実効性を確保するものである。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

中小企業再生支
援協議会による
経営改善計画に
係る税務上の取
扱いの改善

中小企業再生支援協議会で策定を支援した経
営改善計画に基づき債権放棄が行われた場合
には、全ての事例について、①債権放棄によ
る損失の損金算入及び②債務免除益の範囲内
での過去の欠損金算入を可能とする。

中小企業再生支援協議会が関与して策定した経営改
善計画の税務上の取扱いについては、事実上、個々
の事例ごとに国税庁に事前相談を行い、国税庁から
示されている検討項目に全て該当する場合に限り、
①債権放棄による損失の損金算入及び②債務免除益
の範囲内での過去の欠損金算入が認められることに
なっている。これを、中小企業再生支援協議会が関
与して策定した経営改善計画に基づき債権放棄が行
われた場合には、全ての事例について、これら税務
上の取扱いを可能とし、経営改善計画の策定を促進
させる。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

中小企業再生支
援協議会による
支援企業の債務
者としての取扱
いの改善

中小企業再生支援協議会が策定支援した経営
改善計画についても、産業再生機構が買取を
決定した債権に係る債務者についての事業再
生計画と原則として同様に扱う。

中小企業再生支援協議会が策定支援した経営改善計
画についても、産業再生機構が買取を決定した債権
に係る債務者についての事業再生計画と原則として
同様に扱うことにより、当該企業のその後の資金調
達、事業展開を円滑化する。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

地域中小企業支
援センターによ
る再生に向けた
企業の取組支援

平成１６年度以降、地域中小企業支援セン
ターの支援対象業務から経営革新が除外さ
れ、主に一般的な経営相談及び創業支援を行
うこととされ、また、専門家派遣事業も廃止
されることとされているが、地域の中小・零
細企業が再生を目指し、経営革新や第二創業
等の新たな事業展開に取り組むことを支援す
るため、経営革新支援業務と専門家派遣事業
の継続を求める。

地域中小企業支援センターが経営革新支援業務を継
続して行うことにより、各地域の中小・零細企業
が、それぞれの実情に応じて、それぞれ特色のある
商工会・商工会議所、地域中小企業支援センター、
中小企業再生支援協議会の支援機能をフルに活用で
きることになり、経営革新等の実効性が確保され、
企業の再生が実現する。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

産業クラスター
計画に基づく各
種支援施策の集
中的投入

足利銀行の一時国有化に伴う影響を最小限に
食い止め、本県経済のより一層の活性化を図
るため、首都圏北部地域産業活性化推進ネッ
トワークの推進に当たり、地域企業が取り組
む研究開発に係る各種の助成制度を優先的に
投入するとともに、産学官連携、経営支援、
販路開拓等の各種支援施策の充実強化を図
る。

首都圏北部地域産業活性化推進ネットワークは、産
業クラスター計画の１プロジェクトとして、首都圏
北部地域（群馬県及び栃木県）における輸送機械等
の産業集積のポテンシャルを活かすために構築され
たネットワークであり、世界に通用する企業群の育
成を目標に各種事業を実施している。
本ネットワークの推進に当たり、地域企業が取り組
む研究開発に係る各種の助成制度を優先的に投入す
るとともに、産学官連携、経営支援、販路開拓等の
各種支援施策の充実強化を図ることにより、県内企
業による技術開発や新事業展開等の取組を促進さ
せ、製造産業を中心とした厚みのある産業集積を実
現する。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

都市エリア産学
官連携促進事業
の補助要件の改
善

都市エリア産学官連携促進事業における、管
理法人の事務経費を補助対象経費とする。

管理法人の事務経費の負担を軽減することにより、
一層効果的な研究事業の実施を可能とする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

地域新生コン
ソーシアム事業
の委託要件の改
善

地域新生コンソーシアム事業について、
①研究経費の概算払いを可能とする。
②管理法人の事務経費を対象経費とする。
③採択枠を大幅拡大する。

企業の研究経費調達の負担及び管理法人の事務経費
の負担を軽減することにより、地域新生コンソーシ
アム事業への取組を促し、採択幅の拡大により、県
内企業の研究開発事業の取組を促進する。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

産学官連携コー
ディネート体制
の強化

栃木県では平成１５年４月にオープンした産
業支援拠点施設「とちぎ産業創造プラザ」内
に県内大学等のサテライトオフィスを設置す
るなど、同プラザを拠点として産学官連携の
推進に努めているが、大学側コーディネータ
の果たす役割が極めて重要であることから、
地域共同研究センターや工業高等専門学校の
コーディネータを増員し、産学官連携のコー
ディネート体制を強化する。

宇都宮大学の地域共同研究センターや小山工業高等
専門学校の地域交流連携室のコーディネーターを増
員することにより、「とちぎ産業創造プラザ」を拠
点として、

①企業からの産学官連携に関する相談への対応
②産学官共同研究プロジェクトのプロデュース
③大学発ベンチャーの創出支援

などの産学官連携活動を推進する。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

県中小企業支援
センターの新事
業創出支援体制
の強化

中小企業経営資源強化対策費補助金（国庫）
の補助対象である県中小企業支援センターに
ついて、
①プロジェクトマネージャー・サブマネー
ジャーの複数年契約による採用を可能とす
る。
②マネージャーにかかる人件費を含めた全体
の事業費について、各自治体一律的なカット
ではなく、地域の実情に応じた優先的な配分
を求める。

①本県の中小企業支援センターのプロジェクトマ
ネージャー、サブマネージャーついて、５年程度の
複数年契約とすることによって優秀な人材を長期・
安定的に確保することにより、人的ネットワークの
強化を図る。
②国庫補助金の優先的な配分により、支援施策の継
続的な実施を可能とすることにより、地域からの新
事業創出を促進する。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

中心市街地活性
化事業の補助要
件の改善

（商店街等活性化事業、コミュニティ施設活
用商店街活性化事業）
１補助対象者の拡大
　補助対象者に任意の商店会も加えること

（大型空き店舗活用支援事業）
１補助対象者の拡大
　補助対象者に市町村を加えること
２補助要件の緩和
〈現行〉対象となる店舗面積のうち、中小小
売商業者及び中小サービス業者の使用する部
分は、 新規創業または経営革新を行うもの
でなくてはならない
〈改善〉新たに入居する中小小売商業者及び
中小サービス業者が使用する場合は全て補助
対象とすること
３補助要件の弾力的運用
〈現行〉
 ・小売業に属する事業の用に供する部分の
店舗面積が２００㎡以上あること。
 ・対象となる店舗面積のうち、１／２以上
が小売業の用に供されていること
 ・対象となる店舗面積のうち、中小小売商
業者及び中小サービス業者の使用する部分が
１／４以上あること
〈改善〉 面積要件については弾力的に運用
すること

（商店街等活性化事業・コミュニティ施設活用商店
街活性化事業）
・補助対象者に任意の商店会を加えることにより、
地域における空き店舗対策等、商店街等の個性化、
差別化を図るための取組が容易となり、中心市街の
活性化を図る。

（大型空き店舗活用支援事業）
・補助対象者に市町村を加えることにより、集客効
果がある施設を大型空き店舗に誘致することを可能
とし、また、補助要件の緩和・弾力的運用をするこ
とにより大型店撤退後の空き店舗のより早い解消が
可能となり、中心市街の活性化を図る。

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

各府省庁等の地
域再生関連施策
等に関する情報
の一元的提供

各府省庁及び関係機関が有する新事業の創
出、地域産業の再生、地域づくり、地域金融
の強化、地域雇用の確保等の地域再生関連施
策や制度に係る情報を、ホームページ上等で
一元的に提供するシステムを構築する。

ホームページ等で一元的に公開された各府省庁等の
地域再生関連施策や制度を効果的に活用しながら、
地域の特性を活かした地域再生の取組を積極的に展
開していく。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

地域求職活動援
助計画の区域拡
大

　宇都宮・小山地域（２市８町）を対象とし
た現在の「栃木県地域求職活動援助計画」の
適用区域を栃木県全域とする。
○現在の要件
①　自然的経済的社会的条件が一体の地域
②　月平均求職者が概ね3,000人以上
③　求職者に求人情報が適切に提供されてい
ないこと
④　求職者の就業が困難な状況にあること
○要件の改善
　現在の適用区域を栃木県全域とすること

　「栃木県地域求職活動援助計画」に基づき、県内
の求職者に対し求人に関する情報を適切に提供し、
求職者の安定した職業への就業を援助する。
①　人材受入情報の収集・提供
②　職業講習の実施
③　企業合同説明会の実施
④　職業適性検査の実施
⑤　就職ガイダンスの実施
⑥　求職者・就業者間の交流会の実施
⑦　労働力需給調査の実施

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

高度技能活用雇
用安定計画の同
意要件改善

　地域雇用開発促進法に基づく「高度技能活
用雇用安定計画」に係る国の同意要件を緩和
する。
○現在の同意要件（いずれか）
①　最近６か月間の地域の常用有効求人倍率
の月平均値が全国の常用有効求人倍率の月平
均値以下
②　最近６か月間の常用有効求人倍率の月平
均値が最近５年間のいずれかの同期の常用有
効求人倍率の月平均値と比し低下
○要件の改善（次の要件を追加）
①　最近６か月間の地域の常用有効求人倍率
の月平均値が１倍未満

　「県南高度技能活用雇用安定計画」に基づき、高
度の技能等を活用した新事業展開による新たな雇用
機会の開発を図るとともに、製造業の構造変化に伴
う円滑な労働移動や「ものづくり」を支える人材の
育成を推進し、地域の雇用の改善を図る。
①　新たな雇用機会の開発促進
・新事業展開のための高度技能労働者の確保支援
・雇用環境の改善、労働者福祉の増進
・新事業展開のための雇用開発の情報提供
②　失業なき労働移動の実現
・新事業展開や技能職種等の情報提供
・求人、求職のマッチング支援

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

緊急地域雇用創
出中小企業特別
委託事業の要件
改善

　緊急地域雇用創出特別基金事業である中小
企業特別委託事業の委託対象者の内、中小企
業信用保険法第２条第３項第６号による認定
を受けた企業の委託要件を緩和する。
○現在の要件
①　常時雇用する労働者の数が５０人未満
②　売上高が３年前から直近の事業年度まで
２年連続減少
③　直近の事業年度の生産指標が３年前に比
べ３分の１以上減少
○要件の改善
①　中小企業事業主
②　最近３ヶ月間の生産指標が前年同期比か
ら減少

　中小企業の雇用の安定や雇用機会の創出を目的と
した事業の委託を推進し、県及び市町村における緊
急かつ臨時的な雇用・就業機会の創出を図る。
①　環境の保全、改善等に資する事業
②　防災体制の整備に資する事業
③　住民の福祉や健康増進に資する事業
④　歴史、文化、伝統工芸品等に関する理解の促進
等に資する事業など

栃
木
県

栃木県
栃木県経済新生
構想

　本県の中核的金融機関である足利銀行の一時国有化によ
る県内経済への影響を最小限に食い止め、本県経済の新生
を実現するため、政府系金融機関による貸付対象の拡充等
により「地域金融の円滑化」を促進するとともに、産業再
生機構や中小企業再生支援協議会の活用促進等により「中
小企業の再生」を強力に推進する。また、産業クラスター
計画に基づく支援施策の集中や産学官大型研究プロジェク
トの推進、さらには中心市街地・商業地の活性化のための
まちづくりの取組支援等により「地域産業の活性化」を全
県的に進めるとともに、地域求職活動援助計画の区域拡大
や緊急地域雇用創出中小企業特別委託事業の活用等によ
り、「地域雇用の確保」を目指すものである。

離転職者向け特
別職業訓練の実
施要件の改善

離職者の急増等の緊急的な変化に対応して、
年間計画にない特別職業訓練の実施を可能と
し、かつ、対象者の年齢を問わないこととす
る。

足利銀行の一時国有化に起因する離転職者の増加が
懸念されるが、これらに迅速に対応し、特別職業訓
練として、転職を容易にする緊急再就職訓練を実施
する。

群
馬
県

前橋市 子育て支援構想

　子育て支援の促進のため、保育サービスの向上、民間活
力の導入、財政の効率化の観点から、公立保育所の民営化
を実施する。その促進のために、国庫補助を利用した施設
等の財産処分（譲渡・貸与）の際に生じる国庫納付金につ
いては、同一事業を継続した場合について、すべて不要に
するもの。

　公立保育所の
民営化における
財産処分に係る
国庫納付金の免
除

　社会福祉施設等施設整備費及び社会福祉施
設等設備費国庫補助金の交付を受けて取得し
た保育所の財産処分については、補助金等に
係る予算の執行の適正化に関する法律に規定
する条件に基づく厚生大臣の承認が必要とな
り、処分制限期間内のものについては、国庫
納付金が生じてくる。同補助金に係る財産処
分承認手続きの簡素化については平成１２年
３月１３日付で通知がだされているところで
あるが、公立保育所の民営化実施に伴い、譲
渡・貸与を行う場合について、厚生労働大臣
が定める処分制限期間内での財産処分であっ
ても、国庫納付金が不要となるというもの。
さらに、その場合の譲渡・貸与の方法として
無償でも有償でも可能とし、譲渡・貸与先団
体等については地方公共団体又は社会福祉法
人及び財団・社団法人に限らずその他の団体
でも可能とするものである。

公立保育所の民営化

群
馬
県

群馬県
ウェルカム・ぐ
んま国際観光推
進構想

国際観光テーマ地区に指定された市町村において、民間事
業者が「輸出物品販売場」を運営する時、許可制から届出
制にして手続きを簡素化する。

民間事業者が運
営する「輸出物
品販売場」に掛
かる手続きの簡
素化。

国際観光テーマ地区に指定された市町村にお
いて、民間事業者が「輸出物品販売場」を運
営する時、許可制から届出制にして手続きを
簡素化する。

外国人観光客等の非居住者が購入する土産物等に掛
かる消費税を免除するため、「輸出物品販売場」の
許可を、国際観光テーマ地区に指定された市町村に
おいて、許可制を届出制にし、外客の一層の誘致促
進と消費の拡大を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

群
馬
県

伊勢崎市

北関東自動車道
伊勢崎パーキン
グエリア周辺地
域観光拠点再生
構想

北関東自動車道の持つ多大な利便性、観光動員力を当該地
域の活性化に波及させるため、国土交通省が社会実験とし
て計画しているスマートＩＣを一般補助制度化し伊勢崎
パーキングエリアに設置、その設置費用を国と自治体の負
担で導入する財政支援措置の創設を求める。
また、市街化調整区域における無秩序な開発を防ぐセーフ
ティネットを張った上で、「農振除外」「農地転用」「開
発行為」の許認可に係る一連の手続きを地域の実情に精通
している本市の首長の判断に委ねて一元化を図ることで、
民間開発に対する利便性の向上を図るものである。
このことにより、個性的で魅力ある民間開発による新たな
雇用の創出、地場産業の形成等によって地域経済の活性化
を図ると同時に、周辺地域に点在している既存観光資源が
伊勢崎パーキングエリアを中心に一体的にリンクされるこ
とで、観光拠点の再生を図るものである。

スマートＩＣの
設置

伊勢崎パーキングエリアにスマートＩＣを設
置し、地域再生に同ＰＡを高度利用できるよ
うに支援措置

国土交通省のスマートＩＣの社会実験事業を一般補
助制度化し、伊勢崎パーキングエリアに設置。その
際の連結道の整備とＥＴＣ料金所の設置に係る経費
に対する財政支援措置

群
馬
県

伊勢崎市

北関東自動車道
伊勢崎パーキン
グエリア周辺地
域観光拠点再生
構想

北関東自動車道の持つ多大な利便性、観光動員力を当該地
域の活性化に波及させるため、国土交通省が社会実験とし
て計画しているスマートＩＣを一般補助制度化し伊勢崎
パーキングエリアに設置、その設置費用を国と自治体の負
担で導入する財政支援措置の創設を求める。
また、市街化調整区域における無秩序な開発を防ぐセーフ
ティネットを張った上で、「農振除外」「農地転用」「開
発行為」の許認可に係る一連の手続きを地域の実情に精通
している本市の首長の判断に委ねて一元化を図ることで、
民間開発に対する利便性の向上を図るものである。
このことにより、個性的で魅力ある民間開発による新たな
雇用の創出、地場産業の形成等によって地域経済の活性化
を図ると同時に、周辺地域に点在している既存観光資源が
伊勢崎パーキングエリアを中心に一体的にリンクされるこ
とで、観光拠点の再生を図るものである。

農業振興地域整
備計画の変更に
おける規制緩和

農業振興地域の整備に関する法律に基づく、
農振地域整備計画の変更における県知事の協
議、同意について当該区域に限り不要とし、
民間開発の際に必要となる「農振除外」「農
地転用」「開発行為」の許認可に係る一連の
手続きを地域の実情に精通している本市の首
長の判断に委ねて一元化。以って、民間開発
に対する利便性の向上を図り、事務手続きの
短縮を図る。

伊勢崎パーキングエリア周辺約２０ｈａに限定した
地域において、都市計画法第３４条第８号の４の規
定に基づき、広域観光交流拠点の形成を目的とする
民間開発に関する条例を定め、この「開発行為」に
連動する、農業振興地域の整備に関する法律第１３
条第１項に定める「農業振興地域整備計画の変更」
を行う際、同条第４項の準用規定により、第８条第
４項に定める都道府県知事の協議及び同意を当該区
域に限り不要とし、地域の実情に精通している本市
の首長の判断に委ねて一元化を図る。
このことにより、民間開発に対する利便性の向上を
図り、個性的で魅力ある民間開発を誘導し、新たな
雇用の創出、地場産業の形成等によって地域経済の
活性化を図ると同時に、周辺地域に点在している既
存観光資源が伊勢崎パーキングエリアを中心に一体
的にリンクされることで、観光拠点の再生を図るも
のである。

群
馬
県

伊勢崎市

北関東自動車道
伊勢崎パーキン
グエリア周辺地
域観光拠点再生
構想

北関東自動車道の持つ多大な利便性、観光動員力を当該地
域の活性化に波及させるため、国土交通省が社会実験とし
て計画しているスマートＩＣを一般補助制度化し伊勢崎
パーキングエリアに設置、その設置費用を国と自治体の負
担で導入する財政支援措置の創設を求める。
また、市街化調整区域における無秩序な開発を防ぐセーフ
ティネットを張った上で、「農振除外」「農地転用」「開
発行為」の許認可に係る一連の手続きを地域の実情に精通
している本市の首長の判断に委ねて一元化を図ることで、
民間開発に対する利便性の向上を図るものである。
このことにより、個性的で魅力ある民間開発による新たな
雇用の創出、地場産業の形成等によって地域経済の活性化
を図ると同時に、周辺地域に点在している既存観光資源が
伊勢崎パーキングエリアを中心に一体的にリンクされるこ
とで、観光拠点の再生を図るものである。

農地法に基づく
農地転用許可に
おける権限移譲

農地法に基づく、農地転用許可について当該
区域に限り、転用面積に関わらず首長が許可
できるものとし、民間開発の際に必要となる
「農振除外」「農地転用」「開発行為」の許
認可に係る一連の手続きを地域の実情に精通
している本市の首長の判断に委ねて一元化。
以って、民間開発に対する利便性の向上を図
り、事務手続きの短縮を図る。

伊勢崎パーキングエリア周辺約２０ｈａに限定した
地域において、都市計画法第３４条第８号の４の規
定に基づき、広域観光交流拠点の形成を目的とする
民間開発に関する条例を定め、この「開発行為」に
連動する、農地法第４条及び第５条に基づく「農地
転用許可」について、当該区域に限り権限移譲し、
転用面積に関わらず首長が許可できるものとし、地
域の実情に精通している本市の首長の判断に委ねて
一元化を図る。
このことにより、民間開発に対する利便性の向上を
図り、個性的で魅力ある民間開発を誘導し、新たな
雇用の創出、地場産業の形成等によって地域経済の
活性化を図ると同時に、周辺地域に点在している既
存観光資源が伊勢崎パーキングエリアを中心に一体
的にリンクされることで、観光拠点の再生を図るも
のである。

群
馬
県

伊勢崎市

伊勢崎オート
レース「リ
ニューアルプロ
ジェクト」

本提案は、市民の健全なレジャーであるオートレース事業
の再建・健全化と売上増、集客力の向上を目的として、小
型自動車競走法に規定された実施事務のうち一括委託でき
る業務（第４条）の緩和によって、施行者が民間企業等に
競走業務以外のすべての公営競技運営業務をアウトソーシ
ングできるようにするとともに、新規ファンの開拓による
売上増加を図るために、総合的アミューズメント施設への
転換による雇用の創出を図り、この２つの構想を車の両輪
として地域再生を図るものである。

小型自動車競走
実施事務の委託
業務の拡大・施
設設置基準の緩
和

競走実施事務の委託できる業務内容の拡大を
図ることによって、施行者が競走事務以外の
場内における全ての運営を民間企業等にアウ
トソーシングできるようにするための法第４
条の緩和

小型自動車競走法第４条第２号（勝車投票券の発売
または払戻金及び返還金の交付）で定められた一括
委託できる業務内容の拡大を図ることにより,施行
者が小型自動車競走事務以外の全ての場内における
運営（従業員の雇用、施設管理、駐車場管理、場内
警備、売店等の運営等）を民間企業等に一括委託す
ることにより、経営の健全化を推進する。

群
馬
県

伊勢崎市

伊勢崎オート
レース「リ
ニューアルプロ
ジェクト」

本提案は、市民の健全なレジャーであるオートレース事業
の再建・健全化と売上増、集客力の向上を目的として、小
型自動車競走法に規定された実施事務のうち一括委託でき
る業務（第４条）の緩和によって、施行者が民間企業等に
競走業務以外のすべての公営競技運営業務をアウトソーシ
ングできるようにするとともに、新規ファンの開拓による
売上増加を図るために、総合的アミューズメント施設への
転換による雇用の創出を図り、この２つの構想を車の両輪
として地域再生を図るものである。

小型自動車競走
実施事務の委託
業務の拡大・施
設設置基準の緩
和

競走場内設備の設置基準等において、日用品
等を取り扱う物販店舗や他の公営競技の簡易
型場外発売施設等の設置を可能とすることに
より、新たな雇用の創出、ファンの開拓と売
上増を図るための法第５条第４項の緩和

第５条第４項及び施行規則第１０条第４号（小型自
動車競走場の設置許可に関する位置、構造及び設備
に関する規定）　における場内設備の設置基準を緩
和して、日用品等を取り扱う物販店舗や他の公営競
技の簡易型場外発売施設等の設置を認めることによ
り、新たなファンの拡大と来場者の増加による売上
増、来場者の利便性の向上、さらには公営競技施設
を総合的アミューズメント施設として再生する。

群
馬
県

農事組合
法人フラ
ワービ
レッジ倉
渕生産組
合

健康の駅・園芸
福祉の里

生活習慣病などの予防を含む健康増進について、農業、農
村をそのフィールドとして計画されているプログラムであ
る。自然環境や温泉などの地域資源が豊かな当村（群馬県
倉渕村）では、既にクラインガルテンなど開設されている
が、それらの資源を活用して、主に都市住民を対象とした
プログラムを作成して健康増進につなげる。また、近年注
目を集めてきた花や園芸作業が心身のリフレッシュ、癒し
に効果がある「園芸福祉」を活用したり、温泉、森林療法
など各種療法と組み合わせ、さらに地産地消によるスロー
フード・スローライフの体験により健康増進に役立ててい
くものである。また、専門医師の協力による健康調査によ
るデーターや、福祉立村として成り立たせ、地域雇用の創
出や交流による経済向上をはかる計画である。

所用金額
合計  ６００万
円也  の支援処
置

３１の「具体的事業の実施内容」を実施する
にあたり、事業を潤滑に運営するために所要
金額の支援措置を受ける必要がある。

件名：健康の駅・園芸福祉の里
目的：健康増進をはかる・スローライフ・スロー
フードの体験
対象：主に都市住民
参加者：①一泊二日コース  ５０名
②一日  コース   １００名
内容：①園芸作業・（園芸福祉）森林浴・温泉入浴
等、②健康講話・健康診断・健康相談  （専門医師
による）、③健康データーの作成  （東大式THI方
式による）
事業主体者：農事組合法人  フラワービレッジ倉渕
生産組合
協力者：倉渕村   村内NPO 2団体
効果：①園芸活動・園芸福祉・自然活動を通じた健
康増進のデーター
②事業推進における地域雇用の創造・地域資源の活
用
③都市農村交流における地産品の販売など経済効果
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

埼
玉
県

草加市

古さと新しさが
調和する賑わい
と潤いのある
「今様・草加
宿」

草加市においては、化製場の移転・増設等に関する変更許
可を行えるようにしたい。併せて、設置許可を受けたもの
からの承継を可能としたい。また、環境基準への適合を条
件としながら、市長が認めた地域においては、化製場等に
関する法律施行細則第６条及びこれを受けて制定された埼
玉県条例の適用を除外したい。現状では廃業かジリ貧かを
迫られている市内皮革産業を活性化し、併せて、環境基準
に適合した工場の近代化、構造設備の更新を促進し建て替
えや移設についての手続きを容易に行えるようにしたい。

化製場の移転・
増設・継承等の
手続きを簡易に
する

草加市においては、化製場の移転・増設等に
関する変更許可を行えるようにしたい。併せ
て、設置許可を受けたものからの承継を可能
としたい。また、環境基準への適合を条件と
しながら、市長が認めた地域においては、化
製場等に関する法律施行細則第６条及びこれ
を受けて制定された埼玉県条例の適用を除外
したい。

草加市においては、化製場の移転・増設等に関する
変更許可を行えるようにしたい。併せて、設置許可
を受けたものからの承継を可能としたい。また、環
境基準への適合を条件としながら、市長が認めた地
域においては、化製場等に関する法律施行細則第６
条及びこれを受けて制定された埼玉県条例の適用を
除外したい。現存する化製場等は老朽化が進んでお
り建替えや、改築の必要性に迫られているが、化製
場等に関する法律は、設置許可のみの規定しかおい
ておらず、特定の場合、特定の人に対してのみ許可
を認めている。そのため、草加市内の工場が増築や
建替えを行う際には新設扱いとなり、積極的な設備
投資・新技術の導入等が行えない。そのため環境へ
の負荷が大きい従来の施設を使い続けることとな
り、産業の発展を妨げ、ひいては地域経済の発展を
妨げる結果となってしまっている。そこで、現状で
は廃業かジリ貧かを迫られている市内皮革産業を活
性化し、併せて、工場の近代化、構造設備の適合を
促進し建て替えや移設についての手続きを容易に行
えるようにしたい。

埼
玉
県

草加市

古さと新しさが
調和する賑わい
と潤いのある
「今様・草加
宿」

草加市以外で生産された「粗末な材料と稚拙な技術による
大量生産の草加せんべい」が大量に流通するなど、産地偽
装等の食品表示の信頼性を根底から揺るがす問題が相次
ぎ、「地域ブランドの保護をより強めるべきだ」との意見
が消費者から非常に強く寄せられている。そこで、「草加
せんべい」を表示するために必要な産地・材料・製法等の
基準を定め、この基準を満たした”せんべい”のみ「草加
せんべい」として認証することによって、「草加せんべ
い」を名乗るに相応しくない商品を市場から排除し、消費
者に安心と満足を与え、納得を得ることによって「草加せ
んべい」ブランドの確立を図りたい。

「草加せんべ
い」を表示する
ために必要な産
地・材料・製法
等の基準を定め
る

「草加せんべい」を表示するために必要な産
地・材料・製法等の基準を定め、この基準を
満たしたせんべいのみ「草加せんべい」とし
て認証することによって、「草加せんべい」
を名乗るに相応しくない商品を市場から排除
し、消費者に安心と満足を与え、納得を得る
ことによって「草加せんべい」ブランドの確
立を図る。

産地を消費者に誤認・混同させるような表示は不当
競争防止法などで禁じられているにも係わらず、現
在、食品の表示では地名を含む名詞を知的財産とし
て保護することが難しい。そのため、草加市以外で
生産された「粗末な材料と稚拙な技術による大量生
産の草加せんべい」が大量に流通するなど、産地偽
装等の食品表示の信頼性を根底から揺るがす問題が
相次ぎ、「地域ブランドの保護をより強めるべき
だ」との意見が消費者から非常に強く寄せられてい
る。
　そこで、農林水産省において２，００５年を目処
に「農産加工商品についての地域や一定の製法基準
などを定める基本法」の制定を行うと聞き及ぶとこ
ろでもあり、「草加せんべい」を表示するために必
要な産地・材料・製法等の基準を定め、この基準を
満たした”せんべい”のみ「草加せんべい」として
認証することによって、「草加せんべい」を名乗る
に相応しくない商品を市場から排除し、消費者に安
心と満足を与え、納得を得ることによって「草加せ
んべい」ブランドの確立を図りたい。

埼
玉
県

草加市

古さと新しさが
調和する賑わい
と潤いのある
「今様・草加
宿」

中心市街地活性化法では、市町村、商工会議所、商店街、
住民等が連携して地域特性を活かしたまちづくりプランを
策定することが大前提となっている。しかしその反面、そ
の運営主体たるＴＭＯを担える組織として住民やそれらを
代表する地縁住民自治組織、また商店街組織といった既存
の地域組織が含まれていない。
　中心市街地にある商業施設、学校・病院等の行政施設、
生活利便施設等の既存ストックを有効活用して、地域の住
民にとって安心・安全なまちづくりを進めることは、自然
環境の保全や人口の高齢化、逼迫した行政の財政状況から
考えても重要であると思われる。したがって、地域の住民
の視点を重視し、まちづくり、地域活性化を進めること
が、その実現性、効率性から考えても重要でり、中心市街
地活性化において検討されるべきであると考える。

中小小売商業高
度化事業構想の
認定対象者の追
加及び対象事業
の拡大

中心市街地活性化法第１８条では、ＴＭＯに
なり得る組織として、商工会議所、商工会、
第三セクター特定会社、第三セクター公益法
人の４者が挙げられいる。この該当組織に、
地縁住民自治組織、商店街組織といった既存
の地域組織が含まれるよう同法の変更又は緩
和すること。
　取り扱う活性化の項目を商業に限定せず、
中心市街地に求められる都市機能（福祉、住
宅、文化等）もその対象事業として追加する
こと。

　現在、住民主体によるまちづくり活動を促進させ
るための「パートナーシップによるまちづくり事
業」を進めているが、まちづくりに関する内容を最
終的に決定するのは、行政である。現在参加型まち
づくりといった名称により「住民参加」が標榜され
ているが、参加型まちづくりは決定までの「仕組
み」の中には十分に取り入られていないのが現状で
あるといわざるを得ない。住民参加、住民による決
定した内容によってまちづくりを進めていくために
は、それだけの権限、自治権を住民側に付与し、本
当の重み・責任を持たせなければ、本質的なパート
ナーシップとはなり得ないし、まちづくりは進めら
れない。
　当該事業では、住民主体によるまちづくり活動を
進めながら、その地域の問題・課題の整理、それを
受けて地域の将来像の検討、そして、その将来像を
実現させるための計画づくりを行っている。しか
し、できあがった計画は、現状では地域内での合
意、紳士協定的なものでしかなく、何らかの権限や
規制、拘束力を持ち合わせていない。そこで、住民
の作成した計画、住民の意思をより確実に実現する
ために、今回の中心市街地活性化法の運用が必要で
ある。

埼
玉
県

さいたま
市

市民と行政の協
働（コラボレー
ション）による
まちづくり構想

さいたま市は市民と行政との協働（コラボレーション）を
市政運営の基本理念の一つとして掲げて、例えば、行政区
ごとに市民や団体の代表などから構成される区民会議を設
置し、まちづくりに関する提言を行っていただくととも
に、実践する取組みを行っているところである。さらに、
今後は、福祉やまちづくりなど多様な分野で、ＮＰＯ・ボ
ランティア団体など近時活動が活発化してきている現状を
踏まえ、これら市民活動団体の活動実態の十分な把握に努
めるとともに、市行政との連携を図り、市民との協働（コ
ラボレーション）によるまちづくりや地域コミュニティの
再生を進めていくこととしており、そのために必要な国の
支援措置等を提案するものである。

NPO法人の認証
権限等の政令指
定都市への移譲

事務所が一つの政令指定都市の区域内に所在
するNPO法人を設立しようとする場合の認証
権限等の政令指定都市への移譲を求めるもの
である。

政令指定都市において、その区域内を主たる活動範
囲とするNPO法人の認証や監督を行うことにより、
これら法人の活動実態等を十分踏まえた、行政との
協働（コラボレーション）をさらに推進する。

埼
玉
県

さいたま
市

市民と行政の協
働（コラボレー
ション）による
まちづくり構想

さいたま市は市民と行政との協働（コラボレーション）を
市政運営の基本理念の一つとして掲げて、例えば、行政区
ごとに市民や団体の代表などから構成される区民会議を設
置し、まちづくりに関する提言を行っていただくととも
に、実践する取組みを行っているところである。さらに、
今後は、福祉やまちづくりなど多様な分野で、ＮＰＯ・ボ
ランティア団体など近時活動が活発化してきている現状を
踏まえ、これら市民活動団体の活動実態の十分な把握に努
めるとともに、市行政との連携を図り、市民との協働（コ
ラボレーション）によるまちづくりや地域コミュニティの
再生を進めていくこととしており、そのために必要な国の
支援措置等を提案するものである。

公立社会教育施
設整備費補助金
に係る財産処分
の承認条件の緩
和

公民館を従来の生涯学習活動の拠点のみなら
ず、ＮＰＯやボランティア団体の活動拠点と
しての機能や役割を持たせることとした場合
についても、財産処分を承認し、補助金の返
還を行わなくても済むよう、承認条件の緩和
を求めるものである。

公民館を従来の生涯学習活動の拠点のみならず、Ｎ
ＰＯやボランティア団体の活動拠点としての機能や
役割を持たせることにより、市民と行政との協働
（コラボレーション）を推進する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

埼
玉
県

さいたま
市

市民と行政の協
働（コラボレー
ション）による
まちづくり構想

さいたま市は市民と行政との協働（コラボレーション）を
市政運営の基本理念の一つとして掲げて、例えば、行政区
ごとに市民や団体の代表などから構成される区民会議を設
置し、まちづくりに関する提言を行っていただくととも
に、実践する取組みを行っているところである。さらに、
今後は、福祉やまちづくりなど多様な分野で、ＮＰＯ・ボ
ランティア団体など近時活動が活発化してきている現状を
踏まえ、これら市民活動団体の活動実態の十分な把握に努
めるとともに、市行政との連携を図り、市民との協働（コ
ラボレーション）によるまちづくりや地域コミュニティの
再生を進めていくこととしており、そのために必要な国の
支援措置等を提案するものである。

国有財産の使用
収益の許可の弾
力化

市域内の国有財産となっているオープンス
ペース、広場などにおいて、夜間や休日にＮ
ＰＯやボランティア団体など市民活動団体が
イベント等を行うことを認めるなど、国有財
産法に基づく使用収益の許可の運用の弾力化
を求めるものである。

市域内の国有財産を活用して、ＮＰＯやボランティ
ア団体など市民活動団体の活動拠点の確保を図る。

埼
玉
県

川口市

行政サービスの
民間開放による
地域の教育力再
生

本市では人づくりを市政の柱に据え教育改革を推進してい
る。学校と家庭、地域が一体となり未来を担う子どもたち
の教育に力を注ぐことは地域の再生につながる。特に、文
部科学省の「子どもの居場所づくり新プラン」を具現化す
ることによって、そこにかかわる保護者や地域住民の意識
改革が進み、学校と家庭・地域の役割分担が明確になり、
それぞれの教育力向上が期待できる。しかし、このプラン
の推進にあたり、行政主導では財政面の限界があり、ボラ
ンティアのみに頼るのでは、よりよい教育サービスの提供
が期待できない。他にも、増え続ける不登校や非行問題行
動への対策、社会奉仕体験の実施など、民間の力を導入す
ることによって、より高い教育サービスの提供が期待でき
る内容については、積極的にアウトソーシングを推進して
いく。

「地域子ども教
室推進事業」等
に係る行政サー
ビスの民間開放

「地域子ども教室」や「地域総合型スポーツ
クラブ」の設立にあたり、民間参入を容認
し、官民が一体となって、よりよい教育サー
ビスの提供を目指す。

子どもの居場所づくり新プランによる「地域子ども
教室」や「地域総合型スポーツクラブ」設置の推進
にあたり、行政がすべての財政負担をするのではな
く、ＮＰＯや民間教育機関にアウトソーシングする
ことによって、有料の教育サービスを提供できるよ
うにする。具体的には、行政が計画する無料の子ど
もの居場所づくりの事業と並行して、民間による習
字、珠算、ピアノ、英会話教室やスポーツクラブの
活動を学校の施設を活用してで実施できるようにす
る。保護者にとっては、学校施設を利用することに
よって、子どもの安全性の確保や経済的な負担の軽
減につながる。

埼
玉
県

川口市

行政サービスの
民間開放による
地域の教育力再
生

本市では人づくりを市政の柱に据え教育改革を推進してい
る。学校と家庭、地域が一体となり未来を担う子どもたち
の教育に力を注ぐことは地域の再生につながる。特に、文
部科学省の「子どもの居場所づくり新プラン」を具現化す
ることによって、そこにかかわる保護者や地域住民の意識
改革が進み、学校と家庭・地域の役割分担が明確になり、
それぞれの教育力向上が期待できる。しかし、このプラン
の推進にあたり、行政主導では財政面の限界があり、ボラ
ンティアのみに頼るのでは、よりよい教育サービスの提供
が期待できない。他にも、増え続ける不登校や非行問題行
動への対策、社会奉仕体験の実施など、民間の力を導入す
ることによって、より高い教育サービスの提供が期待でき
る内容については、積極的にアウトソーシングを推進して
いく。

「不登校児童生
徒の支援」の民
間開放

学校が行う不登校指導を補完するものとし
て、宿泊体験など集団適応のための体験活動
やカウンセリング、授業についていくための
基礎学力を身につける補習授業など個に応じ
たきめこまかな対応をするための場づくりを
行政とボランティアや民間教育機関が連携し
て行う。また、子どもたちが、地元地域でサ
ポートを受けられるよう、「サポート教室」
の開設にあたって公民館等の利用を積極的に
行う。

様々な不登校対策の施策が講じられているにもかか
わらず、有効な対策が見つからない現状にある。ま
た、不登校対策が学校教育の枠の中で行われている
ため、義務教育修了後のケアがほとんど行われてい
ないことも子どもの自立を遅らせる要因となってい
る。不登校の子どもたちはそれぞれに違った課題を
抱えており、個に応じたきめ細かな対応が必要であ
る。カウンセリングによる心のケアはもとより、学
校復帰のためには、集団への適応訓練や学年相当の
授業に耐えうる基礎学力の保障もしなくてはならな
い。しかし、中学生の４％にも及ぶ不登校生徒への
対応は、もはや学校や公的機関だけでは十分な支援
ができない状況にある。そこで、不登校児童生徒の
指導にあたり、学校を中心とした不登校指導を補完
するものとして、ボランティアはもとより民間の教
育機関等と行政が連携し、学校復帰のための「サ
ポート教室」を設置し個に応じた有料の教育サービ
スを地域で受けられるようにする。具体的には、夏
休みの宿泊体験活動、職業・ボランティア体験活
動、中学3年生と卒業生を対象とした高校進学のた
めの補習教室等が上げられる。また、不登校の予防
的な指導として、学力不振児や外国人児童生徒への
補習の教室も開設する。なお、民間参入による保護
者の経済的な負担を軽減するため、行政による就学
助成金制度や公民館等の公的施設の利用も推進す
る。

埼
玉
県

川口市

行政サービスの
民間開放による
地域の教育力再
生

本市では人づくりを市政の柱に据え教育改革を推進してい
る。学校と家庭、地域が一体となり未来を担う子どもたち
の教育に力を注ぐことは地域の再生につながる。特に、文
部科学省の「子どもの居場所づくり新プラン」を具現化す
ることによって、そこにかかわる保護者や地域住民の意識
改革が進み、学校と家庭・地域の役割分担が明確になり、
それぞれの教育力向上が期待できる。しかし、このプラン
の推進にあたり、行政主導では財政面の限界があり、ボラ
ンティアのみに頼るのでは、よりよい教育サービスの提供
が期待できない。他にも、増え続ける不登校や非行問題行
動への対策、社会奉仕体験の実施など、民間の力を導入す
ることによって、より高い教育サービスの提供が期待でき
る内容については、積極的にアウトソーシングを推進して
いく。

社会奉仕活動等
の教育課程への
位置づけと、体
験学習プログラ
ムの民間参入の
促進

社会奉仕活動やボランティア活動等を教育課
程に位置づけ、子どもたちが地域で学ぶ機会
を設定する。その際、地域ボランティア団
体、町会等との連携はもとより、民間機関が
作成した体験学習プログラムの活用も推進す
る。

子どもたちに豊かな人間性を育て、青少年の健全育
成を目指すためには、ボランティア活動や社会奉仕
活動等の多様な体験活動を行うことが有効な手段で
ある。しかし、現行の教育課程の各教科、道徳、特
別活動、総合的な学習の時間にそれらの活動を位置
づける時間的なゆとりはない。また、校外における
学習は、企画立案や地域との打合せなど準備に時間
と労力を要することもあり、現実的には実施するこ
とが難しい状況にある。そこで、構造改革特別区域
研究開発学校設置事業を利用して、教育課程内に、
ボランティア活動等を位置づけ、週休日や長期休業
を利用して全ての子どもが実施するようにする。実
施にあたっては、学校・教員の企画した体験活動以
外にも、ＮＰＯやボランティア団体、民間企業が企
画した、職業体験や起業家プログラム、社会奉仕活
動や地域のボランティア活動、通学合宿や農村ホー
ムステイ、キャンプ実習など学校内では味わえない
豊かな体験プログラムを提供し、子どもたちに社会
性や規範意識などを育む。

埼
玉
県

新座市
新座市「観光に
よる地域再生」
構想

　本市は東京都に隣接しながら、首都近郊緑地保全区域に
指定されている平林寺の境内林や雑木林など、武蔵野の面
影を色濃く残す地域である。そこで、市内に点在する既存
の観光資源に加え、新たな施設整備と事業展開を行うこと
で市全域が観光都市として発展することを目指す。なお、
本市の観光都市化事業は、前述の地域特性を最大に活かす
ため、観光、環境、景観の３つを基本の柱とし、市内に残
る自然や農業などの地場産業の保護育成を重視する中で、
地域経済の活性化や新規雇用の創出を図るものである。
 ついては、観光化事業をスムーズに推進するため、各省
庁で実施する補助事業やアドバイス制度の集中、更には産
業を市内に集中させ地場産業を盛り上げていくための規制
の優遇措置を提案するものである。

国の地域再生施
策（まちづくり
交付金等）の集
中実施

各府省等の地域再生施策として「まちづくり
交付金」等の諸制度があるが、これらの施策
の集中により、観光都市として「地域観光基
本計画」を策定し、道の駅整備事業やうど
ん・そば等の地場産業の育成・公用車の休祭
日のレンタカー利用・都市公園のワイナリー
整備事業等の諸施策を効率的に推進する。

・　道の駅整備事業（（仮称）ふるさと新座館の設
置）
→　市中央部の観光地の情報発信基地として、機能
する施設として効果がある。
・　うどん、そば屋等の産業集積
→　地域雇用の促進・新たな地場産業の育成に効果
がある。
・　西堀浄水場高架水槽・市庁舎の展望ラウンジの
設置事業
→　眺望抜群の本市庁舎最上階を活用し、来客者を
楽しませる飲食施設を設置することで、集客の目玉
にする。
・　公用車の休祭日のレンタカー利用
→　話題性に富み、かつ安価な料金設定が可能なた
め、来客者の利便性の向上に資する。
・　都市公園のワイナリー整備事業
→　観光の目玉となるとともに、地域雇用の促進・
新たな地場産業の育成に効果がある。
・　都市公園内のキャンプ場整備事業
→　観光の目玉となるとともに、地域雇用の促進に
資する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

埼
玉
県

新座市
新座市「観光に
よる地域再生」
構想

　本市は東京都に隣接しながら、首都近郊緑地保全区域に
指定されている平林寺の境内林や雑木林など、武蔵野の面
影を色濃く残す地域である。そこで、市内に点在する既存
の観光資源に加え、新たな施設整備と事業展開を行うこと
で市全域が観光都市として発展することを目指す。なお、
本市の観光都市化事業は、前述の地域特性を最大に活かす
ため、観光、環境、景観の３つを基本の柱とし、市内に残
る自然や農業などの地場産業の保護育成を重視する中で、
地域経済の活性化や新規雇用の創出を図るものである。
 ついては、観光化事業をスムーズに推進するため、各省
庁で実施する補助事業やアドバイス制度の集中、更には産
業を市内に集中させ地場産業を盛り上げていくための規制
の優遇措置を提案するものである。

観光交流空間づ
くりモデル事業
の要件緩和

　観光計画に基づく、各種事業（ソフト・
ハード）の実施に当たっては、市単独での実
施は、財政的に困難な状況であることから、
同施策を有効活用することで、効率的に事業
を推進していきたいと考えている。
　しかしながら、同制度については、市町村
を跨る広域的な事業を対象としているため、
現状市町村単独での事業は申込みできない状
況となっている。
　この点を緩和することで、当制度の活用を
図っていきたい。

・　道の駅整備事業（（仮称）ふるさと新座館の設
置）
→　市中央部の観光地の情報発信基地として、機能
する施設として効果がある。
・　うどん、そば屋等の産業集積
→　地域雇用の促進・新たな地場産業の育成に効果
がある。
・　西堀浄水場高架水槽・市庁舎の展望ラウンジの
設置事業
→　眺望抜群の本市庁舎最上階を活用し、来客者を
楽しませる飲食施設を設置することで、集客の目玉
にする。
・　公用車の休祭日のレンタカー利用
→　話題性に富み、かつ安価な料金設定が可能なた
め、来客者の利便性の向上に資する。
・　都市公園のワイナリー整備事業
→　観光の目玉となるとともに、地域雇用の促進・
新たな地場産業の育成に効果がある。
・　都市公園内のキャンプ場整備事業
→　観光の目玉となるとともに、地域雇用の促進に
資する。

埼
玉
県

新座市
新座市「観光に
よる地域再生」
構想

　本市は東京都に隣接しながら、首都近郊緑地保全区域に
指定されている平林寺の境内林や雑木林など、武蔵野の面
影を色濃く残す地域である。そこで、市内に点在する既存
の観光資源に加え、新たな施設整備と事業展開を行うこと
で市全域が観光都市として発展することを目指す。なお、
本市の観光都市化事業は、前述の地域特性を最大に活かす
ため、観光、環境、景観の３つを基本の柱とし、市内に残
る自然や農業などの地場産業の保護育成を重視する中で、
地域経済の活性化や新規雇用の創出を図るものである。
 ついては、観光化事業をスムーズに推進するため、各省
庁で実施する補助事業やアドバイス制度の集中、更には産
業を市内に集中させ地場産業を盛り上げていくための規制
の優遇措置を提案するものである。

地域再生マネー
ジャー制度（仮
称）の活用

　野火止用水や平林寺等を中心とした、観光
地としての一体的な整備を行うに当たって、
市民参画による、地域産業観光基本計画を策
定する。
　策定に当たっては、同取組みについての具
体的・実務的なノウハウ等を持つ専門家を招
へいすることを支援する総務省の同制度を優
先的に適用していただく。

　市中央部の観光地としての一体的整備を行うに際
して、国内外から幅広く観光客を呼ぶことを可能に
するため、地域産業観光基本計画を策定する。
　計画の策定に当たっては、市民、商工会、地域再
生マネージャー等様々な方からの助言をもとに、
ワークショップ形式により策定する。

埼
玉
県

新座市
新座市「観光に
よる地域再生」
構想

　本市は東京都に隣接しながら、首都近郊緑地保全区域に
指定されている平林寺の境内林や雑木林など、武蔵野の面
影を色濃く残す地域である。そこで、市内に点在する既存
の観光資源に加え、新たな施設整備と事業展開を行うこと
で市全域が観光都市として発展することを目指す。なお、
本市の観光都市化事業は、前述の地域特性を最大に活かす
ため、観光、環境、景観の３つを基本の柱とし、市内に残
る自然や農業などの地場産業の保護育成を重視する中で、
地域経済の活性化や新規雇用の創出を図るものである。
 ついては、観光化事業をスムーズに推進するため、各省
庁で実施する補助事業やアドバイス制度の集中、更には産
業を市内に集中させ地場産業を盛り上げていくための規制
の優遇措置を提案するものである。

新規創業者融資
制度の条件緩和

　観光地整備事業の一つとして、うどん・そ
ば等の産業集積を行うに当たって、新規事業
者向けの国（国民生活金融公庫）の事業者向
け融資制度について、当該地域に限り一定の
条件緩和をすることにより、新規開業につい
て優遇制度を設ける。
　現状、同融資制度については、融資申込み
に当たって、①雇用創出を伴う事業を行うこ
と、②技術やサービス等に工夫を加え、多様
なニーズに対応する事業を始められる等の諸
要件が該当要件であるほか、運用で自己資金
５０％以上あることや職務経験等厳しい要件
が掲げられている。
　こうした諸要件を、当該地域・業種につい
て、市の発行する紹介状等を交付することに
より、国民生活金融公庫からの融資を受け易
くすることを提案する。

　市中央部の観光地の整備に当たり、うどん・そば
等の産業集積を図るが、新規事業の開拓及び雇用の
促進を図る観点から、当該地域・業種に限って、現
行の「新創業融資制度」（国民生活金融公庫）を利
用し易くする。
　具体的には、当融資制度の申込みに当たって、市
を窓口にし、開業に当たって市が事業計画等を指導
するが、この際に、市の観光基本計画に合致した創
業者については、市が国民生活金融公庫に対して、
紹介状を交付する。
　この紹介状をもって、国民生活金融公庫は、当該
融資申込者への融資について、特段の配慮を図って
いただく。

埼
玉
県

埼玉県
むさしの研究の
郷構想

圏央道と関越道の結節点という地域の特徴を活かし支援措
置を講じることにより、研究機能を核とした多機能複合型
の魅力あるまちづくりを促進し、地域に産業が集積するこ
とにより、地域経済の活性化や地域雇用を創造する。

耐用年数未経過
の補助施設の取
壊し等について

構想区域内の県有地を活用し地域再生を促進
する施設等を導入したいが、耐用年数未経過
の補助施設があり当該施設の廃止・取壊しに
よる補助金返還が障害となり県有地の有効活
用が進展しない。
ついては、構想区域内の県有地を活用し地域
再生を促進するための施設や機能等を導入す
る場合には、県有地内の耐用年数未経過の補
助施設の廃止・取壊し等について、他への建
替え等、当該施設の機能を担保する措置がと
られる場合には、補助金の返還を免除してい
ただきたい。

構想区域内の県有地を活用し地域再生を促進する施
設等を導入したいが、耐用年数未経過の補助施設が
あり当該施設の廃止・取壊しによる補助金返還が障
害となり県有地の有効活用が進展しない。
ついては、構想区域内の県有地を活用し地域再生を
促進するための施設や機能等を導入する場合には、
県有地内の耐用年数未経過の補助施設の廃止・取壊
し等について、他への建替え等、当該施設の機能を
担保する措置がとられる場合には、補助金の返還を
免除していただきたい。

埼
玉
県

埼玉県
こどもいきいき
育成構想

・保護者の多様な保育ニーズに対応するとともに、待機児
童の解消をはかるため、幼稚園と保育所の連携に関する規
制を緩和するとともに、幼保一体施設の整備を促進するこ
とにより、子供の健やかな育成を図るとともに、新たな雇
用を創出し、地域経済の活性化を図ることとする。

幼保一体施設に
おける幼稚園教
諭、保育士資格
の共用化

幼保一体施設において、幼稚園児と保育所児
の合同保育は、構造改革特区の認定を受ける
ことにより、実施可能となっている。しかし
ながら、この場合でも、幼稚園教諭と保育士
資格の両方を有していることが条件となって
いる。幼保一体施設では、幼稚園教諭と保育
士の交流が図られ、実質的にその能力の向上
が期待されるため、混合保育の実施に際し、
幼稚園教諭か保育士資格のどちらか片方を有
していれば差し支えないものとする。

・保育士資格のみの資格を有している職員による幼
保一体施設における合同保育の実施を可能とする。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

埼
玉
県

埼玉県

特別養護老人
ホームの整備に
よる福祉サービ
スの充実構想

特別養護老人ホーム整備における取得困難な用地確保を要
件緩和によって可能とし、地域のニーズにあった福祉サー
ビスを実現できる。

特別養護老人
ホームを設置す
る場合の土地確
保に関する要件
緩和

現行の要件「賃借料の水準は、無料又は極力
低額であることが望ましい」から、既設法人
が通所施設を設置する場合の要件「賃借料
が、地域の水準に照らして適正な額以下であ
ること」への要件緩和

特別養護老人ホームの整備における土地確保の要件
を緩和することにより、土地の確保が困難な都市部
においても土地の確保が可能になり、特別養護老人
ホーム整備の促進が図られる。

埼
玉
県

志木市
活き活きまちづ
くり構想

「北海道・留辺蘂町」のような登録事業所間での複数回使
用可能な地域通貨である。
また事業所間だけの流通ではなく、個人間での謝礼などに
も利用できる地域通貨を発行し、商業の活性化及びコミュ
ニティの醸成を図る。

地域通貨(無期
限型)の発行及
び流通

現在期限付きの「前払い式証票」の恒常的な
利用の認定。

市内限定の地域通貨を発行することにより他市への
購買力の歯止めを図り、市内商店の商業振興を図
る。

埼
玉
県

志木市
活き活きまちづ
くり構想

大型店の進出や消費者志向の変化及び長引く景気の低迷な
どにより、各商店街には空き店舗が点在し、商店街の活性
化の支障になっている。
市や商工会及び民間事業者が実施主体となり市内の空き店
舗を活用し、事業を展開するにあたり国における補助金制
度の統合が必要となる。
個別補助制度を統合する。

空き店舗活用に
伴う商店街活性
化補助金の統合

国における補助制度（経済産業省）
①中小商業活性化総合補助事業
起業家に対する施設整備補助
②IT活用型経営革新モデル事業　　　　　経
営革新のための調査研究補助
③コミュニティ施設活用商店街活性化事業
空き店舗を活用しての施設設置・運営補助
④新事業支援施設整備費補助
起業家を育成するための施設整備補助
⑤商業・サービス業集積関連施設整備費補助
中心市街地活性化法に基づく施設整備補助

（１）地場産業の振興事業
・宗岡地区荒川堤外の低農薬・低化学肥料栽培米
「コシヒカリ＝宗岡はるか舞（埼玉県認証米）」及
び志木地区の農産物（路地野菜）の直接販売による
地産地消事業
・チャレンジショップにて、経営のノウハウを学び
地域商店街の空き店舗で独立し、地域産業の担い手
となる。
（２）起業家への支援事業
・空き店舗を活用したインキュベーション施設を設
置し、起業家への創業を支援する。
（３）高齢者世帯生活サポート事業　　　・IT機器
を活用した、高齢者世帯の生活サポートサービス事
業及びCATV活用による機器（高齢者でも操作の容易
なインターネット接続）購入補助
（４）情報提供事業
・IT機器による行政関連の情報サービス
・商店街イベント情報の提供、個人商店の紹介
（５）地域住民主導のコミュニティ事業　　　　・
地域住民または団体による作品展示・販売、高齢者
交流事業
（６）まちづくり推進事業
・舟運や「蔵づくり」の地域性を活かした事業
・世界に一種類しかない貴重な「市民の木＝チョウ
ショウインハタザクラ」を活かした事業

埼
玉
県

志木市
活き活きまちづ
くり構想

市内を活動拠点としているＮＰＯ法人に係る法人関係税の
非課税化を実施することによって、市内のＮＰＯ法人が増
加し、市民公益活動の促進が図れる。

市民活動の促進
ＮＰＯ法人の収益事業に係る法人関係税の非
課税化

市内を活動拠点としているＮＰＯ法人に係る法人関
係税の非課税化

埼
玉
県

志木市
活き活きまちづ
くり構想

ＮＰＯ法人に対する寄附金の控除優遇措置を実施すること
によって、ＮＰＯ法人の活動の促進を図る。

市民活動の促進 ＮＰＯ法人に対する寄附金の控除優遇措置

パブリックサポートテスト要件の緩和　　　　①一
者からの寄附金の算入基準限度額の５％から２５％
程度に緩和　　　　　　　②少額寄附金（現行１，
０００円未満）の算入除外規定を削除
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

埼
玉
県

エコとだ
ネット
ワーク

ゴミから花を咲
かせるコミュニ
ティビジネス

小中学校で大量に発生する給食の残り物を処理するコンポ
ストの堆肥は、ゴミとして出されるだけで子供たちにも知
られておらず、また、広域行政の焼却場の処理能力も限界
に近づいている現在、ゴミを減らす効果の高い生ごみのリ
サイクルによって、ゴミが価値を生み出す仕組みを作り上
げることで、商業の活性化とゴミ教育の徹底が図れると共
に、ゴミから花を生み出すシステムを構築し、それによっ
て新たな地域産業と地域雇用を生み出すことが可能とな
る。

ゴミの堆肥化と
地域通貨化

①空き店舗を活用したゴミステーションの設
置（当初２カ年家賃等）
②大型コンポストの購入
③ゴミ計量器の購入
④ゴミ及び花預金管理用パソコンの購入
⑤集配用電動カートの開発・購入と陸運局・
警察の許可
⑥荒川河川敷の堆肥置き場としての占用（事
前相談済で可能）
⑦おしゃれなスタッフ作業用具及び作業着の
製作・購入

早稲田商店街と連携して、空き店舗を活用して市民
の生ごみを持ち込むステーションを設置し、大型コ
ンポスト２台により２４時間で堆肥化させ、小中学
校のコンポストによる堆肥や現在受け入れ先のない
街路樹枯葉腐葉土と併せて、河川敷や借用畑等の堆
肥置き場で腐葉土をつくり、併せて園芸花やサクラ
ソウなどの草花を育て、無料配布又は市緑地公社へ
販売する。持ち込んだゴミは各自が計量器で計量し
（早稲田商店街で実施済み）、量に応じて花預金と
して預金できるようにし、パソコンで管理する。花
預金は、堆肥や花と交換するだけでなく、地域通貨
（とだオールとして実施中）や、市内商店と協力し
て野菜や魚、その他の商品との交換も可能とする。
生ごみゴミや花は高齢者等のために集配も実施し、
そのためおしゃれでクリーンな電動カート（又は低
公害車）による巡回を毎日行う。

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

国による現地業務上直接関係する事業のための職員派遣に
関わる兼業規制の緩和、及び公共性の高い研究内容に関す
る学校法人または財団法人への研究者としての兼業を認め
る人事院規則の創設

国による現地直
接支援のための
職員派遣に係る
兼業規制の緩和

【地域再生の全体構想に関わる提案事項】
●国による現地直接支援のための職員派遣に
係る兼業規制の緩和
※本地域におけるプロジェクト全体構想を、
早稲田大学をはじめとする「産学公・地域連
携」をもとに、国等の施策の連携・集中・統
合等を適時有効に講じつつ推進していく上
で、国による現地直接支援のための担当職員
を地域内のプロジェクト推進機関等に派遣・
配置し、現地・現場の状況に密着した常設的
な協働体制を構築することが極めて有効であ
る。
※このため、内閣府をはじめとした関係府省
庁からの意欲ある自薦志望者を中心に、本地
域内で活動する早稲田大学の教員・研究員や
財団職員として任用することにより、地域再
生プロジェクト遂行の現場と直接頻繁に行き
来し、現場の視点から関係各所の施策対応を
総合調整すると共に、国等の新たな政策形成
へのフィードバックに努めるなどの活動が可
能となるよう、国家公務員の兼業規制の緩和
特例による支援措置を提案したい。

◆国の直接支援による現地・現場レベルでの連携・
協働体制の構築
　地域再生のための各個別プロジェクトの推進に関
わる個々の支援措置に加え、当地域における全体構
想の実現に向けた一元的な現地推進組織として、地
域内におけるプロジェクト遂行の現場と密着しつつ
国・県・市等の関係各所間の緊密な連携と各種施策
の統合・集中を適時確保するために、国（内閣府
等）からの職員派遣による現地直接支援をもとに地
域内外との有効な連携・協働体制を構築する「地域
再生プロジェクト現地統括チーム(仮称)」を設置す
る。
①パイロットプロジェクトの認定
②全体のコーディネート
・プロジェクトの理念の構築
・各府省の施策の総合調整
・プロジェクト同士の横の連携の確保
③地域内外との連携・ネットワークの強化
・各プロジェクトのHPを管理し、先進事例の先駆的
情報を一般に逐次提供
・全国各地の事例の多角的情報分析による有用ツー
ルの導入支援
※本提案の代表者であり本庄地域内での事業実施主
体である財団法人本庄国際リサーチパーク研究推進
機構は、埼玉県、本庄市、美里町、児玉町、神川
町、神泉村、上里町、岡部町及び早稲田大学等が共
同で設立したものであり、埼玉県北部の本庄地方拠
点都市地域において産、学、公及び地域が連携し地
域づくりを進める団体である。

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

バイオエタノール及びバイオエタノール混合燃料の製造・
利用等に関わる各種研究開発補助金の統合化

バイオエタノー
ルの製造・利用
等に関する研究
開発補助金の統
合化

【バイオエタノール①】
●バイオエタノール及びバイオエタノール混
合燃料の製造・利用等に関わる各種研究開発
補助金の統合化
※バイオマス由来の｢エコ燃料｣（バイオエタ
ノールとその混合燃料）の現行機器への利用
拡大に際しては、生成・製造技術や保管・貯
蔵技術の確立（経済性の成立等）、機器使用
部品の腐食調査や安全性等の技術的な開発・
検証と課題解決のほか、エコ燃料の普及促進
に向けた組織体制の構築及び維持・運営、利
用者優遇策の導入等を含めたトータルシステ
ムとしての包括的取り組みが必要とされるこ
とから、各種の研究開発補助金の統合化や各
種普及施策等の関連施策を集中した支援措置
により、円滑な実証実験の実施とこれによる
普及拡大の迅速化を期待することができる。

◆バイオマス由来のバイオエタノールを既存のガソ
リンや重油等に混入して製造する｢エコ燃料｣を、本
庄地域内において実車・実機に導入し実際に活用す
ることにより、原料バイオマスの確保から収集・運
搬、生成プロセス技術、保管・貯蔵技術、供給イン
フラ整備、利活用対象機器の整備、アフターケアな
ど、｢エコ燃料｣の普及を促進し社会システムに定着
させていくための総合的な実証研究を実施する。
◆具体的には、原料確保～燃料生成～燃料輸送・販
売～燃料利用機器・部品の製造・販売（整備・再利
用を含む）、燃焼装置管理（ボイラ等）などに関わ
る関連事業者に、燃料消費者である一般家庭を含め
た実証実験の実施と並行して、地域的な｢エコ燃料｣
の普及促進のための組織（エコユーザー・ネット
ワーク）を設置・運営する。
＊各種利用機器等の信頼性評価の実施による機器等
の改良および効率的利用の技術的ノウハウの開発を
含む。
◆こうした取り組みを進める中で、地域住民をはじ
めとするエコユーザーの育成と参加をさらに促進し
つつ、地域内の資源循環に資するバイオマス利用を
拡大し、地球温暖化防止に寄与するカーボンニュー
トラルのエネルギー利用を促すとともに、参加事業
者にとっての新規ビジネス機会を創出することが可
能となり、新規技術のみならず、先導的な社会シス
テムとしての新規性を創出することが期待される。

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

バイオエタノール混合燃料の利用・取扱に関する課税措置
の緩和（非課税化）
※自動車用燃料としてすでに課税済のガソリンにエタノー
ルを混和するプロセスを販売店において実施した場合、法
律の規定により販売店に揮発油税等が新規に課税されるこ
ととなるが、本プロジェクトが限られた地域における実証
事業であること、および将来的なアルコール類混和率の向
上と「エコ燃料」としての普及拡大を視野に入れたパイ
ロット事業であることを勘案して、当該課税措置の緩和
（非課税化）を求めたい。

バイオエタノー
ル混合燃料の利
用・取扱に関す
る課税措置の緩
和

【バイオエタノール②】
●バイオエタノール混合燃料の利用・取扱に
関する課税措置の緩和（非課税化）
※自動車用燃料としてすでに課税済のガソリ
ンにエタノールを混和するプロセスを販売店
において実施した場合、法律の規定により販
売店に揮発油税等が新規に課税されることと
なるが、本プロジェクトが限られた地域にお
ける実証事業であること、および将来的なア
ルコール類混和率の向上と「エコ燃料」とし
ての普及拡大を視野に入れたパイロット事業
であることを勘案して、当該課税措置の緩和
（非課税化）による支援措置を提案したい。

◆バイオマス由来のバイオエタノールを既存のガソ
リンや重油等に混入して製造する｢エコ燃料｣を、本
庄地域内において実車・実機に導入し実際に活用す
ることにより、原料バイオマスの確保から収集・運
搬、生成プロセス技術、保管・貯蔵技術、供給イン
フラ整備、利活用対象機器の整備、アフターケアな
ど、｢エコ燃料｣の普及を促進し社会システムに定着
させていくための総合的な実証研究を実施する。
◆具体的には、原料確保～燃料生成～燃料輸送・販
売～燃料利用機器・部品の製造・販売（整備・再利
用を含む）、燃焼装置管理（ボイラ等）などに関わ
る関連事業者に、燃料消費者である一般家庭を含め
た実証実験の実施と並行して、地域的な｢エコ燃料｣
の普及促進のための組織（エコユーザー・ネット
ワーク）を設置・運営する。
＊各種利用機器等の信頼性評価の実施による機器等
の改良および効率的利用の技術的ノウハウの開発を
含む。
◆こうした取り組みを進める中で、地域住民をはじ
めとするエコユーザーの育成と参加をさらに促進し
つつ、地域内の資源循環に資するバイオマス利用を
拡大し、地球温暖化防止に寄与するカーボンニュー
トラルのエネルギー利用を促すとともに、参加事業
者にとっての新規ビジネス機会を創出することが可
能となり、新規技術のみならず、先導的な社会シス
テムとしての新規性を創出することが期待される。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

公道を使用した走行実験等に必要な自動車道事業の許可お
よび工事施工等に関わる許認可手続き等の一元化・迅速化
（道路運送法）
※公道を使用した走行ルートにおいて、高効率の蓄電・給
電システムをインフラとして備えた先進電動バスの開発・
実用化とその運行管理等に関わる実証実験に際し、必要な
自動車道事業者の免許申請・取得に係る手続きや、上記エ
ネルギー供給インフラ（非接触式給電設備）の設置に伴う
道路使用制限および工事施行等に関する許認可手続き等の
一元化と迅速化による支援を提案したい。

公道を使用した
走行実験に関わ
る許認可手続き
等の一元化・迅
速化

【先進コミュニティ①】
●公道を使用した走行実験等に必要な自動車
道事業の許可および工事施工等に関わる許認
可手続き等の一元化・迅速化（道路運送法）
※本プロジェクトでは、本庄地域内の公道を
使用した走行ルートにおいて、高効率の蓄
電・給電システムをインフラとして備えた先
進電動バスの開発・実用化とその運行管理等
に関わる実証実験を予定しているが、これに
必要な自動車道事業者の免許申請・取得に係
る手続きや、上記エネルギー供給インフラ
（非接触式給電設備）の設置に伴う道路使用
制限および工事施行等に関する許認可手続き
等の一元化と迅速化による支援を提案した
い。

◆地域内の公道に設定した実車走行ルートにおい
て、先進電動バスの開発・実用化とその運行管理等
に関わる実証実験を実施する中で、将来的な燃料電
池車を含む各種低公害自動車の導入・普及を支える
次世代エネルギーインフラを先行的に整備する。
＊技術的な開発としては、各種２次電池を利用した
バスの電動化やハイブリッド化による低公害化と省
エネルギーの効果を明確にして、その有効性と将来
の普及に向けた可能性を探る。
＊環境への配慮としては、先進コミュニティ交通シ
ステムを導入することによる景観への影響とそれを
維持する総合政策の検討、更なる都市創造・計画に
むけての検討、導入による環境負荷の評価と安全性
の評価などを行う。
＊さらに、社会システムへの定着のための方策とし
て、市民の交通機関に対する意識調査、システム導
入による経済効果、社会実験の試行、システムの規
格・標準化を目指すものとする。
◆こうした継続的な実証実験の効果としては、地域
内の都市整備・道路整備や街づくり事業とも相まっ
た地域交通システム計画の視点・枠組みからの総合
的取り組みと共に、本プロジェクトに参画する自動
車・運輸等関連事業者や利用者市民によるエコユー
ザーとしての環境配慮活動を通じて、将来の水素エ
ネルギー社会をも展望した新規ビジネス機会の創出
が期待される。

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

次世代エネルギーインフラに使用する電池材料(ナトリウ
ム)に対する危険物規制の緩和(消防法)
※先進電動バスの開発・実用化とその運行管理等に関わる
実証実験を通じて、各種低公害自動車の普及を促す次世代
エネルギーインフラを先行的に整備する際、蓄電システム
に使用される予定の電池材料(ナトリウム)に関して、消防
法に規定されている危険物の貯蔵・保管に関する指定数量
に対しての緩和を求めたい。

エネルギーイン
フラに使用する
電池材料に対す
る危険物規制の
緩和

【先進コミュニティ②】
●次世代エネルギーインフラに使用する電池
材料(ナトリウム)に対する危険物規制の緩和
(消防法)
※本プロジェクトでは、先進電動バスの開
発・実用化とその運行管理等に関わる実証実
験を通じて、各種低公害自動車の普及を促す
次世代エネルギーインフラを先行的に整備す
ることとしているが、この際、蓄電システム
に使用される予定の電池材料(ナトリウム)に
関して、消防法に規定されている危険物の貯
蔵・保管に関する指定数量に対しての緩和を
有効な支援措置として提案したい。

◆地域内の公道に設定した実車走行ルートにおい
て、先進電動バスの開発・実用化とその運行管理等
に関わる実証実験を実施する中で、将来的な燃料電
池車を含む各種低公害自動車の導入・普及を支える
次世代エネルギーインフラを先行的に整備する。
＊技術的な開発としては、各種２次電池を利用した
バスの電動化やハイブリッド化による低公害化と省
エネルギーの効果を明確にして、その有効性と将来
の普及に向けた可能性を探る。
＊環境への配慮としては、先進コミュニティ交通シ
ステムを導入することによる景観への影響とそれを
維持する総合政策の検討、更なる都市創造・計画に
むけての検討、導入による環境負荷の評価と安全性
の評価などを行う。
＊さらに、社会システムへの定着のための方策とし
て、市民の交通機関に対する意識調査、システム導
入による経済効果、社会実験の試行、システムの規
格・標準化を目指すものとする。
◆こうした継続的な実証実験の効果としては、地域
内の都市整備・道路整備や街づくり事業とも相まっ
た地域交通システム計画の視点・枠組みからの総合
的取り組みと共に、本プロジェクトに参画する自動
車・運輸等関連事業者や利用者市民によるエコユー
ザーとしての環境配慮活動を通じて、将来の水素エ
ネルギー社会をも展望した新規ビジネス機会の創出
が期待される。

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

多様な履修カリキュラムの編成に対する学習指導要領の適
用緩和
※生涯教育的な観点からの環境教育を、「小・中・高・大
学」一貫した独自のプログラムにより実行していく上で必
要となる多様な履修カリキュラムの編成に当たり、現行学
習指導要領の適用緩和の特例、もしくは同要領に基づく教
育課程の弾力化を認可した「特区研究開発校制度」におい
て文部科学大臣の認定を必要とする事項についての地方公
共団体への権限委譲を提案したい。

多様な履修カリ
キュラムの編成
に対する学習指
導要領の適用緩
和

【生涯環境教育①】
●多様な履修カリキュラムの編成に対する学
習指導要領の適用緩和
※生涯教育的な観点からの環境教育を、
「小・中・高・大学」一貫した独自のプログ
ラムにより実行していく上で必要となる多様
な履修カリキュラムの編成に当たり、現行学
習指導要領の適用緩和の特例、もしくは同要
領に基づく教育課程の弾力化を認可した「特
区研究開発校制度」において文部科学大臣の
認定を必要とする事項についての地方公共団
体への権限委譲を提案したい。

◆小・中・高校から大学までの一貫した環境教育プ
ログラムとその方法論の開発・実証
＊地域全体として、「エコユーザー」の育成を生涯
教育的観点から進めていくために、初等教育の段階
から成人以後にかけての一貫した独自の環境教育の
プログラムを開発・実践する。
＊具体的には、学科・領域を横断した環境に関する
総合的知識の習得を基礎に、市民参加型及び実地一
体型の環境教育や環境インターンシップの制度化な
ど、地域の実生活と結びついた体験・参加型学習を
系統的に行うことを通じて、世代を越えたエコユー
ザー層による環境配慮意識の向上、エコ活動への参
加促進を図る。
＊以上の実施・運営に当たっては、早稲田大学との
全面的な連携・協力をもとに、（財）本庄国際リ
サーチパーク研究推進機構が新たな基金の増設等に
より、地域内の公立校等との協働が可能な環境教育
専門機関を創設する（おおむね３年後を目途に準
備)。

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

市町村負担による地元市民・民間人材の教職員任用に関す
る規制緩和
※体験型学習を重視した市民参加型・実地一体型等の「生
きた環境教育」を実施する上で、地域の環境問題の現場を
知る意欲ある民間人材を教職員として積極的に委嘱・任用
するために、市町村の負担による教職員任用条件の拡充を
特例により容認した特区制度（市町村立学校職員給与負担
法の特例）の適用による支援措置を提案したい。

市町村負担によ
る民間教職員の
任用に関する規
制緩和

【生涯環境教育②】
●市町村負担による地元市民・民間人材の教
職員任用に関する規制緩和
※体験型学習を重視した市民参加型・実地一
体型等の「生きた環境教育」を実施する上
で、地域の環境問題の現場を知る意欲ある民
間人材を教職員として積極的に委嘱・任用す
るために、市町村の負担による教職員任用条
件の拡充を特例により容認した特区制度（市
町村立学校職員給与負担法の特例）の適用に
よる支援措置を提案したい。

◆多様な地元民間人材の能力を活用した市民参加型
及び実地一体型環境教育の充実
＊「小・中・高校・大学」一貫した独自の環境教育
プログラムにおいては、座学による基礎的知識の習
得に加えて、地域の環境問題に密着した体験型学習
（環境保全活動、農業体験、工場生産体験、環境行
政業務の体験など）が重要な内容となるが、これに
は、それぞれの現場に詳しく、高い環境意識と意
欲・能力を備えた様々な地元民間人材の積極的な参
加・協力が不可欠である。
＊このため、これらの人材を正規の学校教職員とし
て委嘱・任用することにより、一貫した環境教育プ
ログラムに基づく質の高い教育活動を継続して委ね
ることが可能となる。
＊体験型学習を重視したカリキュラムによる市民参
加型の環境教育と、これを担う地元民間人材の有償
での教職員任用制度の実現は、地域で活動する多く
の環境スペシャリストを勇気付けるだけでなく、数
多くの環境市民（エコユーザー)の育成にも寄与す
ることが期待される。また、地域外で活躍する優れ
た環境教育家・専門家を本庄地域に誘引するインセ
ンティブにもなり、環境教育プログラムのさらなる
充実化にも寄与することが期待される。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

民間機関への環境教育のアウトソーシング等に関する地元
教育委員会による自己裁量と主体的判断を誘導しうる制度
を顕在化するとともに、そのような機関における環境教育
に関する非常勤講師の取り扱いについて、例えば教育職員
免許状を有しないものの取扱いについての規定の整備をす
るなど、地域をベースとした環境教育プログラムの効果的
な実施に関する公立学校と他の教育機関との教員人事、単
位互換及び民間機関への特定課程の外部委託（アウトソー
シング)等を実施する際の支援措置を求めたい。

環境教育のアウ
トソーシング等
に係る教育委員
会の自己裁量拡
大

【生涯環境教育③】
●民間機関への環境教育のアウトソーシング
等に関する地元教育委員会による自己裁量と
主体的判断を誘導しうる制度の顕在化
●環境教育に関する非常勤講師について、教
育職員免許状を有しないものの取扱いについ
ての規定の整備
※地域をベースとした環境教育プログラムの
効果的な実施に関して、主として公立学校に
おける他の教育機関との教員人事、単位互換
及び民間機関への特定課程の外部委託（アウ
トソーシング)等を実施する際の支援措置を
提案したい。

◆既存の公私立学校や民間機関が連携・協働した地
域環境教育の実現
＊地域をベースとして「小・中・高校・大学」一貫
した環境教育プログラムを開発・実践するために
は、公立及び私立の既存教育機関相互の連携を強化
すると共に、本財団を中心に運営される民間の環境
教育専門機関(予定)との間の緊密な連携・協働関係
を確保し強化していくことが必要である。
＊このため、具体的には、国・県から地元教育委員
会への権限移譲ないし特例認可を実現することによ
り、地域内の学校・教育機関の間での教員の人事交
流や、各機関間・ステージ間の単位互換（科目履修
認証）、地域の産業界・行政等との提携による環境
インターンシップの制度化などを、地域独自の取り
組みに応じて適切かつ円滑に導入・実施するととも
に、特定カリキュラムを対象とした環境教育の公立
校からの外部委託（アウトソーシング）を積極的に
実施する。

埼
玉
県

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの
育成と参加を通
じた <自律･循
環>の地域づく
り

地域通貨による環境価値創出実証実験の円滑運営に資する
体制整備
※生活密着型環境新技術の社会システムへの定着を実証実
験するための価値体系の創出。
市民レベルでの地域通貨による二酸化酸素排出権取引を念
頭に置いた、循環財（エネルギー）循環ネットワークの実
証実験とコミュニティ・ビジネスの育成環境の醸成。

地域通貨による
環境価値創出実
証実験の円滑運
営に資する体制
整備

【地域通貨】
●地域通貨による環境価値創出実証実験の円
滑運営に資する体制整備
※生活密着型環境新技術の社会システムへの
定着を実証実験するための価値体系の創出。
　市民レベルでの地域通貨による二酸化酸素
排出権取引を念頭に置いた、循環財（エネル
ギー）循環ネットワークの実証実験とコミュ
ニティ・ビジネスの育成環境の醸成。

　本構想では上記の研究の社会実証実験を前提と
し、環境に配慮する様々な価値の取引を想定し、こ
れを一般通貨経済からブロックする形の新たな価値
体系として「地域環境通貨」を提案する。
　地域通貨の流通圏域を想定している本地域と、取
引の対象である循環財の流通する圏域の一致が期待
できるもの、例えば、域内で完結する流通の完結す
べき一般廃棄物、あるいはこれを利用した地域での
リサイクルの取り組み（バイオマス）、これらのエ
ネルギーを使った域内の交通、域内の自動車に限っ
たＥ１０の試行実験、さらに試験的に作られた生ゴ
ミ堆肥による有機野菜の地産地消を対象と考える。
これらの生活密着型の環境新技術を社会に定着する
ことを意図するとき、社会実証実験において別な価
値体系を持つことは有意義であり、かつこれらを活
用したコミュニティ・ビジネスを育成する際、市場
獲得に優位であると考えられる。
　研究的な要素としては、これらの行為が実経済活
動との比較で、排出権取引としてどの程度の価値を
有するかを定量的に検証し、その循環財の循環圏域
の適正規模の検証と流通の活性を観る。

千
葉
県

我孫子市

昭和４５年ＤＩ
Ｄ内都市計画道
路の効果的な整
備

昭和４５年ＤＩＤ内都市計画道路の整備について、国土交
通省道路局の所管とし、都市計画道路整備事業の補助採択
基準、申請手続等を一本化し、都市計画道路を効果的・効
率的に整備する。

昭和４５年ＤＩ
Ｄ内都市計画道
路国庫補助採択
等の改善

昭和４５年ＤＩＤ内都市計画道路の補助採
択、申請手続等を道路局所管で一本化する。

昭和４５年ＤＩＤ内（既成市街地内）の都市計画道
路整備事業

千
葉
県

我孫子市

都市計画決定の
権限を市に委譲
し、地域の実情
に即した個性あ
るまちづくりの
推進

地域の実情に即した個性あるまちづくりを推進するため、
用途地域をはじめとする都市計画の決定権限を市に委譲す
る。

都市計画決定の
市への権限委譲

首都圏においては都市計画法第８条第１項に
規定する用途地域については、同法第１５条
及び同施行令第９条により、広域の見地から
都道府県が都市計画を定めることとしてい
る。しかし、首都圏においても地域の実情を
最も把握している市町村が用途地域をはじめ
とする都市計画の決定ができるよう権限の委
譲をさらに進める。

工場がなくなった工業地域を市のまちづくりの方針
や地域の実情を踏まえ、市が主体的に用途地域をは
じめとする都市計画を変更することにより、活力あ
る市街地を形成する。平成１６年度に地域の実態調
査を行い、住民との合意形成を図り、都市計画の変
更を行う。

千
葉
県

我孫子市

年金福祉事業団
法第１７条第１
項第４号の規定
に基づく貸し付
け審査の改善に
よる生活保護費
の不正受給防止

（旧）年金福祉事業団法第１７条第１項第４号に規定され
た年金の受給権者に、その受給権を担保として小口の貸付
け（年金額の１８か月以内の額（１０万円から２５０万円
までの範囲内）で貸付け）が行われているが、貸し出し審
査で借入者の生活実態や返済能力が考慮されていないた
め、貸付金を短期間に費消し、担保期間を無収入で暮すこ
とを選ぶ者が増加し、生活保護の申請者が増加することが
危惧される。そのため、貸し出しに当たって、借入者の生
活実態や返済能力を調査することを貸し出し金融機関に義
務付ける。

（旧）年金福祉
事業団法第１７
条第１項第４号
の規定に基づく
貸し出し審査の
改善

年金担保貸付制度の審査に当たっては、借入
者の生活実態や返済能力に見合った貸し出し
を行うよう金融機関に義務付けること。

年金担保貸付金の貸し出し審査にあたって、当該年
金以外に収入（財産等）が無い者からの申請につい
ては、申請者の生活実態や返済能力を充分に調査
し、貸付額を算定するとともに、生計維持に必要な
額（最低生活費相当額）を控除した額を返済に充て
るようにする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

千
葉
県

市川市
子育て、福祉、
介護、健康、安
全等の財・サー
ビスによる地域
再生

地域の子育て、福祉、介護、健康、安全等の支援を必要と
する住民の要望を把握し、支援を志願する住民について、
会員登録を行いコミュニティ・サービス事業を運営する。
住民は提供した支援の実績に応じて”地域通貨”の支払い
を受ける。この”地域通貨”を住基カード、携帯電話等の
領域に記憶させ、地域公共ネットワークの活用を推進とす
ることで、公共施設、商店街、自宅等から支援を志願し提
供を申し出る形とし、住民は受け取った”地域通貨”を活
用して行政（表彰）、商店街等（割引）等で還元できるよ
うにする。これにより地域のコミュニティ活動を活性化さ
せ、地域内消費循環を促進を図る。また、住民がコミュニ
テ活動で得たニーズを基に、ビジネスチャンスを捉えコ
ミュニティ・ビジネスを創造できる地域づくりを推進す
る。コミュニティ・サービス事業の運営にあたっては、運
営主体（ＮＰＯ、株式会社等）へ地域住民、地域企業等か
ら出資等（コミュニティ・ファンド形成）で運営を行い、
運営の中で出てきた住民の悩み、相談ごと、コミュニティ
ビジネス支援等については、官民の実務的ノウハウを有す
る人材を地域再生マネージャー（仮称）として確保し、支
援体制を構築する。また、ＩＴ化に伴う運営コストを削減
するために行政連携の共同利用データセンターへのアウト
ソーシング（ハウジング等）を促進し、コミュニティ・
サービス事業を切り口に地方公共団体の行政サービス（施
設予約等）についてもアウトソーシングを促進する。具体
的に展開する際は「ＩＴを活用した地域通貨の導入研究
会」等で調査、研究し、地域再生構想を展開する。

地方公共団体の
行政サービス
（施設使用等）
における地域通
貨利用

地域通貨の行政サービス（施設使用等）利用
を許可する。

近い将来、行政サービス（施設使用等）を地域通貨
で利用可能とするとで、地域の地域通貨が更に循環
し、コミュニティの活性化による地域内消費循環、
コミュニティ・ビジネスの創造が促進された運営が
可能となる。

千
葉
県

市川市
子育て、福祉、
介護、健康、安
全等の財・サー
ビスによる地域
再生

地域の子育て、福祉、介護、健康、安全等の支援を必要と
する住民の要望を把握し、支援を志願する住民について、
会員登録を行いコミュニティ・サービス事業を運営する。
住民は提供した支援の実績に応じて”地域通貨”の支払い
を受ける。この”地域通貨”を住基カード、携帯電話等の
領域に記憶させ、地域公共ネットワークの活用を推進とす
ることで、公共施設、商店街、自宅等から支援を志願し提
供を申し出る形とし、住民は受け取った”地域通貨”を活
用して行政（表彰）、商店街等（割引）等で還元できるよ
うにする。これにより地域のコミュニティ活動を活性化さ
せ、地域内消費循環を促進を図る。また、住民がコミュニ
テ活動で得たニーズを基に、ビジネスチャンスを捉えコ
ミュニティ・ビジネスを創造できる地域づくりを推進す
る。コミュニティ・サービス事業の運営にあたっては、運
営主体（ＮＰＯ、株式会社等）へ地域住民、地域企業等か
ら出資等（コミュニティ・ファンド形成）で運営を行い、
運営の中で出てきた住民の悩み、相談ごと、コミュニティ
ビジネス支援等については、官民の実務的ノウハウを有す
る人材を地域再生マネージャー（仮称）として確保し、支
援体制を構築する。また、ＩＴ化に伴う運営コストを削減
するために行政連携の共同利用データセンターへのアウト
ソーシング（ハウジング等）を促進し、コミュニティ・
サービス事業を切り口に地方公共団体の行政サービス（施
設予約等）についてもアウトソーシングを促進する。具体
的に展開する際は「ＩＴを活用した地域通貨の導入研究
会」等で調査、研究し、地域再生構想を展開する。

地域公共ネット
ワーク(LGWAN
等）の民間開放

準行政サービスを運営する民間主体（NPO、
株式会社）に地域公共ネットワーク（LGWAN
等）を開放する。

準行政サービスであるコミュニティ・サービス事業
をNPO等の民間主体が運営するにあたり、「してほ
しいこと」と「できること」を身元確認した上で運
営し、トラブル等を起こさないようにする必要があ
る。近い将来、住基カード等を利用した公的個人認
証（LGWAN等）利用が準行政サービスを運営する民
間主体（NPO等）においても許可されれば、トラブ
ルを軽減した円滑な運営が可能となる。

千
葉
県

市川市
子育て、福祉、
介護、健康、安
全等の財・サー
ビスによる地域
再生

地域の子育て、福祉、介護、健康、安全等の支援を必要と
する住民の要望を把握し、支援を志願する住民について、
会員登録を行いコミュニティ・サービス事業を運営する。
住民は提供した支援の実績に応じて”地域通貨”の支払い
を受ける。この”地域通貨”を住基カード、携帯電話等の
領域に記憶させ、地域公共ネットワークの活用を推進とす
ることで、公共施設、商店街、自宅等から支援を志願し提
供を申し出る形とし、住民は受け取った”地域通貨”を活
用して行政（表彰）、商店街等（割引）等で還元できるよ
うにする。これにより地域のコミュニティ活動を活性化さ
せ、地域内消費循環を促進を図る。また、住民がコミュニ
テ活動で得たニーズを基に、ビジネスチャンスを捉えコ
ミュニティ・ビジネスを創造できる地域づくりを推進す
る。コミュニティ・サービス事業の運営にあたっては、運
営主体（ＮＰＯ、株式会社等）へ地域住民、地域企業等か
ら出資等（コミュニティ・ファンド形成）で運営を行い、
運営の中で出てきた住民の悩み、相談ごと、コミュニティ
ビジネス支援等については、官民の実務的ノウハウを有す
る人材を地域再生マネージャー（仮称）として確保し、支
援体制を構築する。また、ＩＴ化に伴う運営コストを削減
するために行政連携の共同利用データセンターへのアウト
ソーシング（ハウジング等）を促進し、コミュニティ・
サービス事業を切り口に地方公共団体の行政サービス（施
設予約等）についてもアウトソーシングを促進する。具体
的に展開する際は「ＩＴを活用した地域通貨の導入研究
会」等で調査、研究し、地域再生構想を展開する。

地方公務員の出
向派遣等による
ノウハウ提供

民間主体（NPO、株式会社等）への地方公務
員の出向派遣等を許可する。

コミュニティ・サービス事業を運営する民間主体
（NPO、株式会社等）に、地域再生マネジャー（仮
称）として、地方公務員を出向派遣し、行政固有の
ノウハウ等（子育て、福祉、介護、健康、安全等）
活かし、住民からの悩み、相談ごと、コミュニ
ティ・ビジネス支援等を人事交流によって実施する
で、地域のコミュニティ・ビジネス等を円滑に推進
することが可能となる。

千
葉
県

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

現在、地質環境修復技術として、地質に自生する微生物活
性を高めることによって、土壌・地下水汚染浄化を促進す
る技術に非常に高価なバイオ資材が利用されている。この
バイオ資材は、糖類、アミノ酸類などを利用して生成され
る物質であり、バイオ技術により様々な有機物から転換が
可能な物質である。一方、野田市には食品廃棄物や農業廃
棄物、家庭生ごみなどの利用すべき有機物が多量に存在
し、微生物を扱う専門の研究所、大学が立地している。こ
うした資源を有機的に結合し、安価なバイオ資材の開発を
進めて新規事業の創出を行うと共に、これを利用した土
壌・地下水汚染浄化を進め、安全な市域の創造を行うこと
により、土地取引におけるリスクの低減を図って企業の進
出を促進し、新たな雇用の創出を図ることを目的とした構
想である。

研究開発の活発
化

科学技術振興対策事業等を利用した研究開発
促進。なお、委員会直入などフレキシブルな
財政措置を講ずる様、要望する。

全体の構想を実現するために必要な調査・研究を推
進し、実施可能性を探るとともに、知的財産の創
出、管理等に活用する
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

千
葉
県

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

現在、地質環境修復技術として、地質に自生する微生物活
性を高めることによって、土壌・地下水汚染浄化を促進す
る技術に非常に高価なバイオ資材が利用されている。この
バイオ資材は、糖類、アミノ酸類などを利用して生成され
る物質であり、バイオ技術により様々な有機物から転換が
可能な物質である。一方、野田市には食品廃棄物や農業廃
棄物、家庭生ごみなどの利用すべき有機物が多量に存在
し、微生物を扱う専門の研究所、大学が立地している。こ
うした資源を有機的に結合し、安価なバイオ資材の開発を
進めて新規事業の創出を行うと共に、これを利用した土
壌・地下水汚染浄化を進め、安全な市域の創造を行うこと
により、土地取引におけるリスクの低減を図って企業の進
出を促進し、新たな雇用の創出を図ることを目的とした構
想である。

廃棄物の資源化
バイオマスの利活用の推進事業等を利用した
資源化技術の確立

バイオ資材の原料となる食品廃棄物、農業廃棄物、
家庭生ごみのバイオ資材への転換方法の研究やテス
トプラントの設計、構築等実証化に活用する。ま
た、安価な原料の運搬、調達システムを構築するた
めに必要。

千
葉
県

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

現在、地質環境修復技術として、地質に自生する微生物活
性を高めることによって、土壌・地下水汚染浄化を促進す
る技術に非常に高価なバイオ資材が利用されている。この
バイオ資材は、糖類、アミノ酸類などを利用して生成され
る物質であり、バイオ技術により様々な有機物から転換が
可能な物質である。一方、野田市には食品廃棄物や農業廃
棄物、家庭生ごみなどの利用すべき有機物が多量に存在
し、微生物を扱う専門の研究所、大学が立地している。こ
うした資源を有機的に結合し、安価なバイオ資材の開発を
進めて新規事業の創出を行うと共に、これを利用した土
壌・地下水汚染浄化を進め、安全な市域の創造を行うこと
により、土地取引におけるリスクの低減を図って企業の進
出を促進し、新たな雇用の創出を図ることを目的とした構
想である。

新規事業の創出
地域経済新生対策事業等を利用した新規事業
への資金確保。なお、委員会直入などフレキ
シブルな財政措置を講ずる様、要望する。

地域の有機物原料を活用した新事業を創出するため
に必要な資金の確保、設備の構築。

千
葉
県

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

現在、地質環境修復技術として、地質に自生する微生物活
性を高めることによって、土壌・地下水汚染浄化を促進す
る技術に非常に高価なバイオ資材が利用されている。この
バイオ資材は、糖類、アミノ酸類などを利用して生成され
る物質であり、バイオ技術により様々な有機物から転換が
可能な物質である。一方、野田市には食品廃棄物や農業廃
棄物、家庭生ごみなどの利用すべき有機物が多量に存在
し、微生物を扱う専門の研究所、大学が立地している。こ
うした資源を有機的に結合し、安価なバイオ資材の開発を
進めて新規事業の創出を行うと共に、これを利用した土
壌・地下水汚染浄化を進め、安全な市域の創造を行うこと
により、土地取引におけるリスクの低減を図って企業の進
出を促進し、新たな雇用の創出を図ることを目的とした構
想である。

新規事業の創出
地域資源活用促進事業等を利用した資金調
達。なお、委員会直入などフレキシブルな財
政措置を講ずる様、要望する。

地域の有機物原料を活用した新事業を創出するため
に必要な資金の確保、設備の構築。

千
葉
県

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

現在、地質環境修復技術として、地質に自生する微生物活
性を高めることによって、土壌・地下水汚染浄化を促進す
る技術に非常に高価なバイオ資材が利用されている。この
バイオ資材は、糖類、アミノ酸類などを利用して生成され
る物質であり、バイオ技術により様々な有機物から転換が
可能な物質である。一方、野田市には食品廃棄物や農業廃
棄物、家庭生ごみなどの利用すべき有機物が多量に存在
し、微生物を扱う専門の研究所、大学が立地している。こ
うした資源を有機的に結合し、安価なバイオ資材の開発を
進めて新規事業の創出を行うと共に、これを利用した土
壌・地下水汚染浄化を進め、安全な市域の創造を行うこと
により、土地取引におけるリスクの低減を図って企業の進
出を促進し、新たな雇用の創出を図ることを目的とした構
想である。

新規事業の創出 地域雇用機会増大促進支援事業
新たな事業を創出するとともに、必要な人員の確保
を行い、あわせて関連事業における雇用促進を進め
る必要がある。

千
葉
県

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

現在、地質環境修復技術として、地質に自生する微生物活
性を高めることによって、土壌・地下水汚染浄化を促進す
る技術に非常に高価なバイオ資材が利用されている。この
バイオ資材は、糖類、アミノ酸類などを利用して生成され
る物質であり、バイオ技術により様々な有機物から転換が
可能な物質である。一方、野田市には食品廃棄物や農業廃
棄物、家庭生ごみなどの利用すべき有機物が多量に存在
し、微生物を扱う専門の研究所、大学が立地している。こ
うした資源を有機的に結合し、安価なバイオ資材の開発を
進めて新規事業の創出を行うと共に、これを利用した土
壌・地下水汚染浄化を進め、安全な市域の創造を行うこと
により、土地取引におけるリスクの低減を図って企業の進
出を促進し、新たな雇用の創出を図ることを目的とした構
想である。

新規事業の創出
千葉県環境保全条例に基づく地下水採取規制
の部分凍結あるいは権限委譲

新規事業の創出に不可欠な水資源の確保及び新たな
企業誘致に必要。近年の合理化、企業撤退に伴う利
用減少分を活用する形で利用可能とする施策がイン
パクトも少なく望ましい。

千
葉
県

野田市
環境バイオシ
ティ野田構想

現在、地質環境修復技術として、地質に自生する微生物活
性を高めることによって、土壌・地下水汚染浄化を促進す
る技術に非常に高価なバイオ資材が利用されている。この
バイオ資材は、糖類、アミノ酸類などを利用して生成され
る物質であり、バイオ技術により様々な有機物から転換が
可能な物質である。一方、野田市には食品廃棄物や農業廃
棄物、家庭生ごみなどの利用すべき有機物が多量に存在
し、微生物を扱う専門の研究所、大学が立地している。こ
うした資源を有機的に結合し、安価なバイオ資材の開発を
進めて新規事業の創出を行うと共に、これを利用した土
壌・地下水汚染浄化を進め、安全な市域の創造を行うこと
により、土地取引におけるリスクの低減を図って企業の進
出を促進し、新たな雇用の創出を図ることを目的とした構
想である。

土壌・地下水汚
染の対策推進

科学技術振興対策事業等を利用した研究開発
促進。なお、委員会直入などフレキシブルな
財政措置を講ずる様、要望する。

土壌・地下水汚染浄化に必要な地質に関する調査・
研究を実施し、地質微生物の存在量の確定や応用可
能量の把握など、自然浄化能の把握を行い、バイオ
資材とのマッチングを検証する必要がある。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

千
葉
県

野田市

ユビキタス・ス
タディ＆ワーク
～生涯学習環境
の高度化と雇用
創出

自治体、高校・大学、NPO法人等の有機的連携のもと、限
られた人的・物的財産を最大限活用して、当市の教育・生
涯学習分野での先進的な取組みを踏まえ、「どこでも学
習・労働可能な地域づくり～ユビキタススタディ＆ワー
ク」環境の構築を図り、もって生涯学習環境の高度化と雇
用の創出を目指す。

地域に根ざした
定時制高校の創
設

学校教育法第2条で制限されている学校の設
置者の要件を緩和し、NPO法人等の真に教育
に情熱を持った団体による学校の運営を認め
る。

千葉県立高等学校再編計画により廃止予定となって
いる当市内の定時制高校（野田高校）は、①学力的
な問題で他の高校に進学できない生徒の受け口と
なっていること、②不登校等の問題で、他の高校に
進学できない生徒の受け口になっていること、③中
途退学等で再出発を望む生徒の受け口となっている
こと、④身体障害児を積極的に受け入れていること
等から、当該生徒の進学先としてニーズが高く、県
が代替を予定している他の定時制高校とは生徒の進
学ニーズに大きな差があるなど、その存続の必要性
はきわめて高い。その解決策として、限られた財源
の中で教育の質を維持した上で最大限の教育を実現
することを主眼として、高校の運営経験を有する教
員OB等からなるNPO法人を設立し、当該定時制高校
の運営を委託する。

千
葉
県

野田市

ユビキタス・ス
タディ＆ワーク
～生涯学習環境
の高度化と雇用
創出

自治体、高校・大学、NPO法人等の有機的連携のもと、限
られた人的・物的財産を最大限活用して、当市の教育・生
涯学習分野での先進的な取組みを踏まえ、「どこでも学
習・労働可能な地域づくり～ユビキタススタディ＆ワー
ク」環境の構築を図り、もって生涯学習環境の高度化と雇
用の創出を目指す。

高校・大学等と
の連携による生
涯学習環境の構
築

NPO法人を核とした生涯学習環境の構築を図
ることから、生涯学習まちづくりモデル支援
事業の対象とする。

広く学習分野への貢献を果たすため、NPO法人の人
的・知的財産を有効活用すると共に、地域教育・生
涯学習の核としての役割を担わせることから、地元
の高校・大学（東京理科大学、東京大学（柏））等
とNPO法人の連携による市民講座の実施等の生涯学
習事業を行うことにより、生涯学習拠点の構築を図
る。

千
葉
県

野田市

ユビキタス・ス
タディ＆ワーク
～生涯学習環境
の高度化と雇用
創出

自治体、高校・大学、NPO法人等の有機的連携のもと、限
られた人的・物的財産を最大限活用して、当市の教育・生
涯学習分野での先進的な取組みを踏まえ、「どこでも学
習・労働可能な地域づくり～ユビキタススタディ＆ワー
ク」環境の構築を図り、もって生涯学習環境の高度化と雇
用の創出を目指す。

公民館を活用し
たIT体験

NPO法人を核としたIT活用の環境構築を図る
ことから、eまちづくり交付金の対象とす
る。

広く学習分野への貢献を果たすため、NPO法人の人
的・知的財産を有効活用すると共に、地域教育・生
涯学習の核としての役割を担わせることから、公民
館で既に実施しているIT情報活用コーナーのNPO法
人による運営を行う。

千
葉
県

野田市

ユビキタス・ス
タディ＆ワーク
～生涯学習環境
の高度化と雇用
創出

自治体、高校・大学、NPO法人等の有機的連携のもと、限
られた人的・物的財産を最大限活用して、当市の教育・生
涯学習分野での先進的な取組みを踏まえ、「どこでも学
習・労働可能な地域づくり～ユビキタススタディ＆ワー
ク」環境の構築を図り、もって生涯学習環境の高度化と雇
用の創出を目指す。

シルバー人材セ
ンターの充実

教育に関する専門的技能を有する人材を確保
するため、シルバー人材センターとNPO法人
の人的交流を図ることについて、地域雇用機
会増大促進支援事業の対象とする。

今後高齢社会の深度により、高齢者の雇用創出と生
きがい対策としてのシルバー人材センターの今後の
役割がますます大きくなることが予想され、また厚
生労働省のシルバー人材の職域拡大の方針を見据え
つつ、特に教育に関する専門的技能を有する人材を
シルバー人材センターに登録してもらうことによ
り、NPO法人とシルバー人材センターの派遣事業等
による人的交流を図り、もって当構想の一翼を担う
人材の確保を図ると共に、高齢者の雇用創出と生き
がい作りの環境を構築する。

千
葉
県

野田市

プライマリー農
産品を中核とす
るアグリルネサ
ンス

都市農業形態に近い地域実情のこともあり、後継者不足が
増加し、それに伴い遊休農地が市内全域に数多く見られる
状況をにある。そのため、後継者の育成と遊休農地の解消
を図り、また、主要産物である「えだ豆」の普及と新たな
野田ブランド産品の育成を図る。さらに市内全域に市民農
園を整備し、農作物の栽培に親しんでもらい、野田市農業
の活性化と雇用の創出を図り、農業離れに歯止めをかけ
る。

農業後継者の育
成

地元主要産品の継続的な生産を確保するため
の後継者育成

プロ農業経営の維持・発展のための支援の集中化・
重点化
・農業機械の低価格化への企業への働きかけ
・Ｉターン、Ｕターンによる就農者を確保するた
め、受入体制の整備（住居、農地、機械設備等）に
対する補助
・農地を取得できる条件の緩和

千
葉
県

野田市

プライマリー農
産品を中核とす
るアグリルネサ
ンス

都市農業形態に近い地域実情のこともあり、後継者不足が
増加し、それに伴い遊休農地が市内全域に数多く見られる
状況をにある。そのため、後継者の育成と遊休農地の解消
を図り、また、主要産物である「えだ豆」の普及と新たな
野田ブランド産品の育成を図る。さらに市内全域に市民農
園を整備し、農作物の栽培に親しんでもらい、野田市農業
の活性化と雇用の創出を図り、農業離れに歯止めをかけ
る。

アグリファー
ム・パークの構
築

地元主要産品を内外にＰＲすると共に、市民
が農業を体験したり、くつろげたりする場所
の構築

市内全域にバランスよく市民農園を設置し、気軽に
市民が農業体験できることにより、農業への関心を
深めるとともに主要産品等の消費拡大を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

千
葉
県

野田市

プライマリー農
産品を中核とす
るアグリルネサ
ンス

都市農業形態に近い地域実情のこともあり、後継者不足が
増加し、それに伴い遊休農地が市内全域に数多く見られる
状況をにある。そのため、後継者の育成と遊休農地の解消
を図り、また、主要産物である「えだ豆」の普及と新たな
野田ブランド産品の育成を図る。さらに市内全域に市民農
園を整備し、農作物の栽培に親しんでもらい、野田市農業
の活性化と雇用の創出を図り、農業離れに歯止めをかけ
る。

品種改良のため
の研究

地元大学や民間企業との連携による品種改良
の研究

品種改良による地元ブランド産品の開発や収穫の増
量、品質のレベルアップを推進（例えば「野田独自
のF1えだ豆」の開発など）

千
葉
県

野田市

プライマリー農
産品を中核とす
るアグリルネサ
ンス

都市農業形態に近い地域実情のこともあり、後継者不足が
増加し、それに伴い遊休農地が市内全域に数多く見られる
状況をにある。そのため、後継者の育成と遊休農地の解消
を図り、また、主要産物である「えだ豆」の普及と新たな
野田ブランド産品の育成を図る。さらに市内全域に市民農
園を整備し、農作物の栽培に親しんでもらい、野田市農業
の活性化と雇用の創出を図り、農業離れに歯止めをかけ
る。

まめバスによる
ＰＲ

地元主要産品ＰＲとコミュニュティバスの運
行をコラボレイトすることによる相乗効果

平成１５年６月６日に野田市と関宿町が合併し、野
田市の主要産品である「えだ豆」の出荷量が全国第
１位ないし第２位になったっことから、コミュニュ
ティバスも「まめバス」と命名し市民と一体となっ
て地域活性化を図っている。従って、地元主要産品
ＰＲとコミュニュティバスの運行をドッキングし、
主要産品の地産地消とまめバスの利用促進を図る。

千
葉
県

千葉市
いずみグリーン
ビレッジ構想

「いずみグリーンビレッジ」構想は，千葉市若葉区東部鹿
島川流域に位置する農業振興地域１５町約4,100haの区域
を対象とし，畑地や林地の間に集落が分布する土地利用が
図られ，鹿島川に沿って入り組んだ谷津田等によって構成
される，自然環境に恵まれた千葉市の主要な農業地域であ
る。構想地域の農地は，主として露地野菜中心の農業が営
まれているが，経営者の高齢化や後継者不足などによって
遊休農地が増加する傾向にある。一方，都市住民には自然
との共生に対する認識が高まり，自然への志向も高まって
きている。このため，優良農地の積極的な保全と活用に努
めるとともに，自然とのふれあいや体験農業を通じた農
業・農村文化の理解など，都市住民との幅広い交流の場を
創出し，豊かな農村環境の維持・保全に努めるものであ
る。

補助金採択要件
の緩和

直売施設等整備に関する補助金の採択要件緩
和

ふれあい交流施設の整備（①農産物直売施設,②地
域食材供給施設，③軽食レストラン）

千
葉
県

千葉市
蘇我特定地区整
備構想

「蘇我特定地区整備構想」では，大規模製鉄所の移転に伴
い遊休地化が見込まれる蘇我臨海部において商業・業務，
居住，レクリエーションなど多様な都市機能を導入し，適
切な土地利用転換による拠点市街地の形成を図り，当該地
区の機能更新を図るものである。

建築基準法の接
道条件の適用除
外

構内道路が整備された大規模工場跡地等の遊
休地化に伴う地区の再整備にあたっては，建
築基準法第４３条の接道義務を適用除外とし
て建築確認を受けることができることとす
る。

誘致企業による施設建設が迅速化され，円滑な整
備・集積が図られるものであり，当該地区の拠点形
成に寄与する。

千
葉
県

千葉県
「東京湾ゲノム
ベイ地域」の形
成の推進

県では、特区制度や都市再生プロジェクトを活用しなが
ら、かずさアカデミアパークと京葉臨海部の企業や大学・
研究機関等の連携による産学官の共同研究をはじめとし
て、かずさ地域、千葉地域、柏・東葛地域の３つの知的集
積の拠点間の相互連携を強化し、ゲノム関連産業の振興を
図ることとしている。今後、ゲノム関連分野を中心とした
世界レベルの研究開発の促進と研究成果の産業化を進める
ため、国における関連予算・施策の集中や産学官の共同研
究が円滑に実施できる仕組みづくりを通じて、地域経済の
活性化と雇用創出を図る。

補助金の制度の
見直し

「地域新生コンソーシアム研究開発事業｣
（経済産業省）での委託研究期間終了後にお
ける、使用した研究機械装置の国からの借受
けについて、㈱かずさアカデミアパーク等の
民間企業が公益法人等と同様に認められるよ
う、制度を見直し。

かずさアカデミアパークの中核的施設であるかずさ
DNA研究所は、バイオテクノロジーの基礎研究にお
いて国際的レベルの成果を挙げている。また本県で
は、臨海部の大手企業を中心にした研究開発も進め
られている。
こうした動きを一層加速し、かずさDNA研究所や生
物遺伝資源保存施設が有する資源を基に、臨海部の
企業や大学・研究機関等が共同して実施する産業
化・実用化を目指した研究プロジェクトを積極的に
進めていくため、｢地域新生コンソーシアム事業」
等を活かし、コンソーシアム等による共同研究を
行っていく。その推進のための中核機関としては、
㈱かずさアカデミアパークが中核機関となることを
想定している。

千
葉
県

千葉県
「東京湾ゲノム
ベイ地域」の形
成の推進

県では、特区制度や都市再生プロジェクトを活用しなが
ら、かずさアカデミアパークと京葉臨海部の企業や大学・
研究機関等の連携による産学官の共同研究をはじめとし
て、かずさ地域、千葉地域、柏・東葛地域の３つの知的集
積の拠点間の相互連携を強化し、ゲノム関連産業の振興を
図ることとしている。今後、ゲノム関連分野を中心とした
世界レベルの研究開発の促進と研究成果の産業化を進める
ため、国における関連予算・施策の集中や産学官の共同研
究が円滑に実施できる仕組みづくりを通じて、地域経済の
活性化と雇用創出を図る。

知的クラスター
創成事業の首都
圏への適用

首都圏においては採択されていない「知的ク
ラスター創成事業」（文部科学省）を本県に
おいても適用するよう、採択基準を改善。

かずさアカデミアパークの中核的施設であるかずさ
DNA研究所は、バイオテクノロジーの基礎研究にお
いて国際的レベルの成果を挙げている。一方では、
臨海部の大手企業を中心にした研究開発も進められ
ている。
こうした動きを一層加速し、かずさDNA研究所や生
物遺伝資源保存施設が有する資源を基に、柏・東葛
地域や千葉地域の企業や大学・研究機関等が共同し
てその産業化・実用化を推進するため、｢知的クラ
スター創成事業」を活かし、研究プロジェクトを積
極的に進めていく。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

千
葉
県

千葉県
「東京湾ゲノム
ベイ地域」の形
成の推進

県では、特区制度や都市再生プロジェクトを活用しなが
ら、かずさアカデミアパークと京葉臨海部の企業や大学・
研究機関等の連携による産学官の共同研究をはじめとし
て、かずさ地域、千葉地域、柏・東葛地域の３つの知的集
積の拠点間の相互連携を強化し、ゲノム関連産業の振興を
図ることとしている。今後、ゲノム関連分野を中心とした
世界レベルの研究開発の促進と研究成果の産業化を進める
ため、国における関連予算・施策の集中や産学官の共同研
究が円滑に実施できる仕組みづくりを通じて、地域経済の
活性化と雇用創出を図る。

自由度の高い研
究資金の配分

研究資金に係る補助金・委託費等について、
組織内部に自主的評価委員会を設けるなど補
助金・委託費等の使途について適正なチェッ
クが行われる場合には、提出する実績報告書
の内容等を簡素化するなど、研究者が本来の
研究に集中できるよう、制度を見直し。

当地域における研究に係る各種補助金について、実
績報告書による報告内容の簡素化とこれによる研究
者の研究への集中を通じ、研究の活性化を図る。

千
葉
県

千葉県
「東京湾ゲノム
ベイ地域」の形
成の推進

県では、特区制度や都市再生プロジェクトを活用しなが
ら、かずさアカデミアパークと京葉臨海部の企業や大学・
研究機関等の連携による産学官の共同研究をはじめとし
て、かずさ地域、千葉地域、柏・東葛地域の３つの知的集
積の拠点間の相互連携を強化し、ゲノム関連産業の振興を
図ることとしている。今後、ゲノム関連分野を中心とした
世界レベルの研究開発の促進と研究成果の産業化を進める
ため、国における関連予算・施策の集中や産学官の共同研
究が円滑に実施できる仕組みづくりを通じて、地域経済の
活性化と雇用創出を図る。

国際拠点形成の
促進

「東京圏ゲノム科学の国際拠点形成プロジェ
クト」（都市再生プロジェクト）で「国際研
究交流拠点」の整備をめざしているかずさ地
域において、国際的な共同研究及び人材育成
機能を持った国際的な研究交流施設整備の早
期実現や、産業面における国際交流を推進す
る「Local to Local産業交流事業」や外国企
業の立地を促進する「先進的対内直接投資推
進事業」を優先採択。

県が率先して、かずさアカデミアパークにおいて、
海外の研究者等への滞在・居住可能な空間を確保す
るとともに、「Local to Local産業交流事業」
（JETRO）の活用による上海との産業交流や、「先
進的対内直接投資推進事業」（経済産業省）の活用
による、海外の有望な企業の誘致に積極的に取り組
む。また、共同研究や人材育成機能を持った国際的
な研究交流施設の整備を促進する。

千
葉
県

千葉県
「東京湾ゲノム
ベイ地域」の形
成の推進

県では、特区制度や都市再生プロジェクトを活用しなが
ら、かずさアカデミアパークと京葉臨海部の企業や大学・
研究機関等の連携による産学官の共同研究をはじめとし
て、かずさ地域、千葉地域、柏・東葛地域の３つの知的集
積の拠点間の相互連携を強化し、ゲノム関連産業の振興を
図ることとしている。今後、ゲノム関連分野を中心とした
世界レベルの研究開発の促進と研究成果の産業化を進める
ため、国における関連予算・施策の集中や産学官の共同研
究が円滑に実施できる仕組みづくりを通じて、地域経済の
活性化と雇用創出を図る。

科学技術予算の
重点投入

「東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形
成」（都市再生プロジェクト）の実現のた
め、対象地域である、かずさ、千葉、柏・東
葛地域において取り組むこととしている健康
科学分野の産業化を目指したゲノム研究開発
に関する国関連予算を重点的投資。

都市再生プロジェクトを実現するため、かずさ地域
において、かずさDNA研究所や生物遺伝資源保存施
設が有する資源を基に、臨海部の企業や大学・研究
機関等が共同して実施する産業化・実用化を目指し
た研究プロジェクトを、国の科学技術予算による重
点的支援を得ながら積極的に進めていく。
また、千葉地域、柏・東葛飾地域において、千葉大
学、東京大学柏キャンパス、東京理科大学などを中
心に企業との新技術創出に向けた共同研究プロジェ
クトを創出していく。

千
葉
県

千葉県
「東京湾ゲノム
ベイ地域」の形
成の推進

県では、特区制度や都市再生プロジェクトを活用しなが
ら、かずさアカデミアパークと京葉臨海部の企業や大学・
研究機関等の連携による産学官の共同研究をはじめとし
て、かずさ地域、千葉地域、柏・東葛地域の３つの知的集
積の拠点間の相互連携を強化し、ゲノム関連産業の振興を
図ることとしている。今後、ゲノム関連分野を中心とした
世界レベルの研究開発の促進と研究成果の産業化を進める
ため、国における関連予算・施策の集中や産学官の共同研
究が円滑に実施できる仕組みづくりを通じて、地域経済の
活性化と雇用創出を図る。

バイオコーディ
ネータの確保

バイオテクノロジーの基礎研究を行う共同研
究施設の整備において、大学等の研究シーズ
を産業化に結びつける、バイオテクノロジー
と経営の両面に精通したバイオコーディネー
タの配置が必要であるため、育成・配置する
制度を創設。

今後本県が整備するバイオテクノロジーの基礎研究
を行う共同研究施設の整備において、大学等の研究
シーズを産業化に結びつける人材を配置するにあた
り、国において、大学等の研究シーズを産業化に結
びつけるためのバイオコーディネータを育成･配置
する制度（資格認定制度や活用支援、継続学習等）
を創設し、産学官の共同プロジェクトを積極的に推
進する。

千
葉
県

千葉県
「東京湾ゲノム
ベイ地域」の形
成の推進

県では、特区制度や都市再生プロジェクトを活用しなが
ら、かずさアカデミアパークと京葉臨海部の企業や大学・
研究機関等の連携による産学官の共同研究をはじめとし
て、かずさ地域、千葉地域、柏・東葛地域の３つの知的集
積の拠点間の相互連携を強化し、ゲノム関連産業の振興を
図ることとしている。今後、ゲノム関連分野を中心とした
世界レベルの研究開発の促進と研究成果の産業化を進める
ため、国における関連予算・施策の集中や産学官の共同研
究が円滑に実施できる仕組みづくりを通じて、地域経済の
活性化と雇用創出を図る。

研究成果のネッ
トワーク化の推
進等産学官の連
携の強化

産学官の連携強化を推進するため、大学、国
立試験研究機関等全国の知的基盤を提供する
機関のネットワーク化を進め、バイオテクノ
ロジーにおける研究成果に係る情報を、関係
省庁横断的に、かつ、一元的に提供する国に
よる総合的窓口を整備。

大学、国立試験研究機関等知的基盤を提供する機関
の全国的なネットワーク化に基づく、国のバイオテ
クノロジーの研究成果に係る情報を活用することに
より、当地域における産学官の共同プロジェクトを
積極的に推進する。

千
葉
県

千葉県
成田空港を活用
した周辺地域の
活性化

　成田空港は、年間3000万人以上の旅客数を誇り、日本の
国際航空貨物の60％以上を扱う我が国最大の国際空港であ
り、海外から多くの旅行者が利用するほか、空港の周辺に
は多数の物流関連企業が立地しています。
　千葉県は、この地域特性を活かし物流関連企業の一層の
集積を図ることが、地域経済の活性化や雇用の創造を実現
する上で最も効果的と判断し、「国際空港特区」の認定を
受けており、その早期実現に向け、物流関連企業が立地し
易い環境、スムーズに事業を行える環境を整備するための
措置を提案します。
　また、成田空港を利用する外国人が空港周辺の観光など
有意義に過ごすことができるよう、出入国審査の迅速化を
実現するための、トランジット客を対象とした出入国審査
窓口の設置を提案します。

保税運送に係る
手続の簡素化と
包括保税運送承
認の適用範囲の
拡大

　成田空港外の周辺地域は、空港内貨物施設
のスペース不足を主な原因として、民間事業
者が単独で運営する保税蔵置場等の物流施設
が、個々に分散して立地する状況である。
　航空貨物は、取扱いの迅速性がその特性で
あるため、空港外の保税施設においても、空
港内と同等の短いリードタイムが求められ
る。
　そこで、空港と空港外保税施設の間の保税
運送、及び同一企業が運営する空港外保税施
設相互間の保税運送については、保税運送承
認手続全体の簡素化をお願いしたい。
　また、その方策の１つとして、包括保税運
送承認制度をより広範囲に適用していただ
き、承認期間についてもより長期としていた
だけるよう、制度の運用面についてご検討い
ただきたい。

　空港と空港外保税施設の間の保税運送自体にかか
る時間的ロスは避けられないものの、保税運送承認
手続が簡素化されることにより、運送前後の作業時
間短縮やコスト軽減が図られ、空港外保税施設の使
い勝手が高まる。
　このことにより、今まで空港内で通関していた貨
物も空港外保税施設で通関する場合が増えるなど、
空港外保税施設への需要が高まることとなるので、
その優位性を活かして、物流関連企業の成田空港周
辺地域への立地を促進することとしたい。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

千
葉
県

千葉県
成田空港を活用
した周辺地域の
活性化

　成田空港は、年間3000万人以上の旅客数を誇り、日本の
国際航空貨物の60％以上を扱う我が国最大の国際空港であ
り、海外から多くの旅行者が利用するほか、空港の周辺に
は多数の物流関連企業が立地しています。
　千葉県は、この地域特性を活かし物流関連企業の一層の
集積を図ることが、地域経済の活性化や雇用の創造を実現
する上で最も効果的と判断し、「国際空港特区」の認定を
受けており、その早期実現に向け、物流関連企業が立地し
易い環境、スムーズに事業を行える環境を整備するための
措置を提案します。
　また、成田空港を利用する外国人が空港周辺の観光など
有意義に過ごすことができるよう、出入国審査の迅速化を
実現するための、トランジット客を対象とした出入国審査
窓口の設置を提案します。

税関執務時間外
の臨時開庁手数
料の廃止

　「国際空港特区」の認定により臨時開庁手
数料の半額化が実現したことで、特区認定後
の臨時開庁申請件数は認定前に比べ約１０
パーセント増加し、航空貨物の取扱いに求め
られる迅速性の面において、空港内外の物流
施設の機能が高まることとなった。
　そこで、この成果をさらに大きなものとす
るため、成田空港での通関等に係る臨時開庁
手数料の廃止をお願いしたい。

　航空輸送は迅速性の要求に応えることが最大の使
命であるため、成田空港での臨時開庁申請件数は、
海上輸送の港湾に比べると圧倒的に多く、毎年相当
な申請件数に達する。
　このような成田空港独自の特殊性を踏まえ、恒常
化している臨時開庁の手数料を廃止することによ
り、物流関連企業の成田空港周辺地域への立地を促
進することとしたい。

（参考）平成１４年臨時開庁申請件数
　　成田空港　　：　１８２，０００件
　　関西国際空港：　　６８，０００件
　　横浜港　　　：　　　３，２００件

千
葉
県

千葉県
成田空港を活用
した周辺地域の
活性化

　成田空港は、年間3000万人以上の旅客数を誇り、日本の
国際航空貨物の60％以上を扱う我が国最大の国際空港であ
り、海外から多くの旅行者が利用するほか、空港の周辺に
は多数の物流関連企業が立地しています。
　千葉県は、この地域特性を活かし物流関連企業の一層の
集積を図ることが、地域経済の活性化や雇用の創造を実現
する上で最も効果的と判断し、「国際空港特区」の認定を
受けており、その早期実現に向け、物流関連企業が立地し
易い環境、スムーズに事業を行える環境を整備するための
措置を提案します。
　また、成田空港を利用する外国人が空港周辺の観光など
有意義に過ごすことができるよう、出入国審査の迅速化を
実現するための、トランジット客を対象とした出入国審査
窓口の設置を提案します。

トランジット客
の専用窓口の設
置

現在、成田空港の国際線には、年間３００万
人以上の通過者(トランジット客）が利用し
ており、平行滑走路の運用開始により、その
数は更に増加することが予想される。トラン
ジット客の中には長時間空港内に待機する者
が多数いると考えられることから、これらの
通過者が、待機時間を利用して、空港周辺で
観光や買い物を楽しむ等有意義に過ごせるよ
う、成田空港におけるトランジット客専用の
出入国審査窓口の設置を提案したい。

　現在、成田空港には年間約320万人（平成14年）
に及ぶ国際線の通過者（トランジット客）がおり、
この中には次の国際便への待ち時間を利用して観光
等を楽しむため我が国に上陸する者がいる。そのパ
ターンとしては、査証相互免除国から査証の取得な
しに上陸する場合と、寄港地上陸許可を得て72時間
の範囲で上陸する場合（主に査証相互免除国以外の
国からの外国人）がある。これらの外国人は、通
常、他の目的で出入国する外国人と同一の窓口で審
査を受けている。
　出入国窓口では発着便の集中等によりしばしば混
雑が生じ、手続きに長い時間を要することがあり、
次の便まで、ある程度時間があるトランジット客
が、空港外に出て、買い物や小観光を楽しむことを
困難にしている。このような状況のもと、トラン
ジット客の出入国審査のための専用窓口を成田空港
内に設置し、出入国手続きの時間短縮を図ることに
より、成田空港周辺地域における外国人観光客の増
加を図る。
　なお、本要望に加え、外国人旅行者に対する空港
周辺バスツアーの実施、観光施設等での外国語表記
の推進、おみやげ購入や飲食に使用できるウェルカ
ムカードの配付、国内外の航空会社へのPR促進等
を、県として併せて実施することにより、成田空港
周辺への外国人旅行者の誘客を積極的に行い、地域
の観光関連産業の発展や雇用の創出を図る。

千
葉
県

千葉県
「安房自然学
校」の推進構想

安房地域にある豊かな自然や伝統文化等を活かした参加体
験型観光の一層の推進と効果を高めるため、自然体験型観
光に関わる補助事業の統合（パッケージ化）を図り、総合
的、一体的な補助事業の実施を可能にする。

補助事業の統合
（パッケージ
化）

次のような補助事業〔例示〕のパッケージ化
を図り、総合的、一体的な事業実施を可能に
する。

○パッケージ化する補助事業〔例示〕
〔国土交通省関連〕
①都市地方連携型地域再生プロジェクト推進
事業
　
〔農林水産省関連〕
②新グリーン・ツーリズム総合推進対策のう
ち地域連携システム整備事業、やすらぎ空間
整備事業
③子どもたちの農業・農村体験学習推進事業

〔文部科学省関連〕
④青少年長期自然体験活動推進事業
⑤省庁連携子ども体験型環境学習推進事業

等

安房地域全域を対象に案内標識の整備、道の駅の活
用・連携、体験交流施設の整備、インストラクター
の養成、など広域的、一体的に取り組むことによ
り、自然体験型観光の一大ゾーンの形成促進を図る
とともに、ふるさと空間づくりの推進を総合的に進
め、交流人口の恒常的な拡大、観光産業の発展、ひ
いては地域経済の活性化及び雇用創出を図る。
○道の駅の活用・連携
　〔国土交通省〕
　①都市地方連携型地域再生プロジェクト推進事業
○体験交流施設の整備
　〔農林水産省〕
　②地域連携システム整備事業
○インストラクターの養成
　〔農林水産省〕
　③子どもたちの農業・農村体験学習推進事業
　〔文部科学省〕
　④青少年長期自然体験活動推進事業
　⑤省庁連携子ども体験型環境学習推進事業

千
葉
県

千葉県
「バイオマス立
県ちば」の推進

　千葉県では、本県の持つポテンシャルを有効に活用し、
バイオマス利用に関する先進的な取組を行なう街づくり
「バイオマスタウン」の構築を進め、これらのバイオマス
タウンが相乗効果を発揮した「バイオマス立県ちば」を目
指すこととしている。
　そのために、「バイオマス利活用フロンティア整備事
業」を利用できる事業主体について、現在は都道府県、市
町村、ＰＦＩ事業者、第三セクターとなっているが、これ
を拡大し、農業協同組合やエネルギー利用を図ろうとする
事業者も含めることを提案する。

バイオマス利活
用フロンティア
整備事業対象の
民間事業者への
拡充

　「バイオマス利活用フロンティア整備事
業」を利用できる事業主体について、現在は
都道府県、市町村、ＰＦＩ事業者、第三セク
ターとなっているが、これを拡大し、農業協
同組合やエネルギー利用を図ろうとする事業
者も含めることを提案する。

　千葉県では、本県の持つポテンシャルを有効に活
用し、バイオマス利用に関する先進的な取組を行な
う街づくり「バイオマスタウン」の構築を進め、こ
れらのバイオマスタウンが相乗効果を発揮した「バ
イオマス立県ちば」を目指すこととしている。
　そのために、バイオマス利活用の事業主体につい
て、「バイオマス利活用フロンティア整備事業」で
現在認められている都道府県、市町村、ＰＦＩ事業
者、第三セクターだけでなく、農業協同組合やエネ
ルギー利用を図ろうとする事業者にも拡大すること
を促進することとする。
　これにより、地域経済の活性化、雇用促進に加
え、バイオマス関連技術の一層の進歩・発展を目指
していくこととする。

千
葉
県

千葉県
「バイオマス立
県ちば」の推進

　千葉県では、本県の持つポテンシャルを有効に活用し、
バイオマス利用に関する先進的な取組を行なう街づくり
「バイオマスタウン」の構築を進め、これらのバイオマス
タウンが相乗効果を発揮した「バイオマス立県ちば」を目
指すこととしている。
　そのために、バイオマス利活用に係る補助金について、
省庁間、同一省庁の部局間にわたっているものにつき、一
括して補助事業が利用できるよう、制度の統合を提案す
る。

バイオマス関連
補助制度の統合

  バイオマス利用の一層の促進のために、バ
イオマス利活用に係る補助金について、省庁
間、同一省庁の部局間にわたっているものに
つき、一括して補助事業が利用できるよう、
制度の統合を提案する。
　例えば、メタン発酵施設を利用した産地直
売所を建設する場合、バイオマス利活用フロ
ンティア整備事業（農村振興局）と農業経営
総合対策事業（経営局）を併用しなければな
らないが、所管部局が異なる。
　また、下水汚泥と食品残さを併せてメタン
発酵する場合は、前者が国土交通省、後者が
農林水産省とに分かれるため、個別の協議が
必要となり、両者の承認がないと事業の実施
が不可能になるばかりでなく、両者を調整す
る窓口も存在しない。

　千葉県では、本県の持つポテンシャルを有効に活
用し、バイオマス利用に関する先進的な取組を行な
う街づくり「バイオマスタウン」の構築を進め、こ
れらのバイオマスタウンが相乗効果を発揮した「バ
イオマス立県ちば」を目指すこととしている。
　そのために、バイオマス利活用に取り組む事業者
がバイオマス利活用に係る補助金を導入することに
ついて、支援をすることとしている。また、これら
の事業者の参入を促すための制度改正について、国
に対し働きかけをすることとしている。
　具体的には、バイオマス利活用に係る補助金につ
いて、省庁間、同一省庁の部局間にわたっているも
のにつき、一括して補助事業が利用できるよう、制
度の統合を提案する。
　これにより、手続き等の簡素化が進み、バイオマ
ス関連事業の実施が一層促進されることとなる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

千
葉
県

千葉県
「バイオマス立
県ちば」の推進

　千葉県では、本県の持つポテンシャルを有効に活用し、
バイオマス利用に関する先進的な取組を行なう街づくり
「バイオマスタウン」の構築を進め、これらのバイオマス
タウンが相乗効果を発揮した「バイオマス立県ちば」を目
指すこととしている。
　そのために、全省庁横断的な取組の一層の推進が必要で
あり、バイオマス総合戦略推進のための総合的調整やワン
ストップの窓口となる組織の設置、年度当初の予算に拘束
されない柔軟な予算である（仮称）「バイオマス振興調整
費」の創設を提案する。

バイオマス利用
促進のための新
組織設置及び弾
力的な予算枠の
創設

「バイオマス・ニッポン」の制定により関連
省庁による協調体制の第一歩は踏み出された
と思うが、事業の推進にあたっては、事情の
変化等に素早く対応ができ、総合的な調整や
ワンストップの窓口となる組織の設置や、年
度当初の予算に拘束されない柔軟な予算であ
る（仮称）「バイオマス振興調整費」の創設
を提案する。

　千葉県では、本県の持つポテンシャルを有効に活
用し、バイオマス利用に関する先進的な取組を行な
う街づくり「バイオマスタウン」の構築を進め、こ
れらのバイオマスタウンが相乗効果を発揮した「バ
イオマス立県ちば」を目指すこととしている。
  そのために、バイオマス利活用に取り組む事業者
の参入を促すための制度改正について、国に対し働
きかけをすることとしている。
 具体的には、事業の推進にあたって、事情の変化
等に素早く対応ができ、総合的な調整やワンストッ
プの窓口となる組織の設置や、年度当初の予算に拘
束されない柔軟な予算である（仮称）「バイオマス
振興調整費」の創設を提案する。
　この組織が設置されることで、事業者はバイオマ
ス関連技術等の最新情報が入手しやすくなるなどの
利点が生ずる。また、（仮称）「バイオマス振興調
整費」が創設された場合は、関係省庁や関係局間の
調整が円滑になされることが期待されるため、事業
の実施が一層促進されることになる。

千
葉
県

千葉県
「健康福祉千葉
方式」の推進

　千葉県では、健康福祉政策の実施にあたり、子ども、障
害者、高齢者を含めた全ての県民が、自らの判断で、あり
のままの姿で、地域で明るく楽しく生活できるよう「健康
福祉千葉方式」を推進することとしている。
　現在本県では、都市化、核家族化等の進行により、都市
部のみならず地方においても地域や家庭の育児機能の低下
が深刻な問題となっており、子育て家庭では、育児に対す
る悩みや負担感が増大している。この深刻化している問題
に対し、子育てのノウハウを蓄積している保育所が地域の
子育て支援の中心的役割を担っていくことが不可欠であ
る。
　そこで、千葉県内の全ての保育所を地域での子育て支援
を行う「地域子育て支援センター」として整備を進め、安
心して子育てができる地域づくりを図る。

地域子育て支援
センター事業に
おける対象事業
の要件緩和

①現在、地域子育て支援センター事業におい
て、指定施設は３事業、小規模型指定施設は
２事業を実施することが要件となっている
が、指導者を配置していれば、１事業のみで
あっても小規模型指定施設とする。
②専任の指導者を配置しないで１事業以上実
施している場合にも、地域子育て支援セン
ター事業として位置付ける。
③保育所が公園出前保育、絵本の読み聞か
せ、親同士の交流事業等地域の実情に応じた
子育て支援事業を本来事業に追加して行う場
合は、地域子育て支援センター事業の対象と
する。

　千葉県内の全ての保育所を、地域の子育て支援を
担うよう地域子育て支援センターとして整備を進め
る。
　このことにより、安心して子育てができる地域を
形成することができ、保護者の育児に対する負担感
が軽減されることにより、少子化対策に資すること
となる。また、地域子育て支援センターとしての取
組を行うにあたり、専任の指導員を配置するところ
にあっては雇用の創出が図られる。

千
葉
県

千葉県
雇用対策の推進
と産業人材の育
成

地域の雇用の安定と２１世紀の産業を支える人づくりのた
め、平成１６年度で終了することとなっている緊急地域雇
用創出特別交付金事業のうち、地域雇用の拡大の大きく貢
献する基幹的事業については平成１７年度以降も継続する
こと。

緊急地域雇用創
出特別交付金事
業の継続

本県においては、緊急地域雇用創出特別基金
事業を有効に活用して、（ⅰ）「障害者就業
支援ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ」を設置して、就労を希望する
障害者に対してマンツーマンで各々の能力・
特性に合った就業支援を実施　（ⅱ）「県民
再就職支援センター」を設置して再就職を支
援するための相談・情報提供を実施　（ⅲ）
本年度、全国に先駆けて「地域キャリアセン
ター」を設置して、高校新卒者の就職支援を
実施、など様々な就業支援策を展開し、成果
を挙げてきているが、こうした地域雇用の増
加に大きく貢献する施策に対しては、17年度
以降も基金事業を継続すること。

緊急地域雇用創出特別基金事業を有効に活用して、
（ⅰ）「障害者就業支援ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ」を設置して、就
労を希望する障害者に対してマンツーマンで各々の
能力・特性に合った就業支援を実施　（ⅱ）「県民
再就職支援センター」を設置して再就職を支援する
ための相談・情報提供を実施　（ⅲ）本年度、全国
に先駆けて「地域キャリアセンター」を設置して、
高校新卒者の就職支援を実施、など様々な就業支援
策を総合的に展開している。

千
葉
県

千葉県
雇用対策の推進
と産業人材の育
成

県立高等技術専門校は、その施設又は設備に要する経費の
1/2を国が負担しており、専門校の利用目的を変更した場
合、補助金を返還する必要がある。県では、時代の変化に
応じた適切な産業人材育成を図るため、官民の役割分担等
を進めながら、職業能力開発支援機能の拡充に向けて、県
立高等技術専門校の再編を進める一方、民間による多様な
職業訓練委託を進めることとしている。また、これに伴
い、再編される専門校については、地域の実情とニーズを
踏まえ、地域の活性化に効果的で柔軟な活用促進を図るこ
ととしている。このため、高等技術専門校の再編に伴い、
専門校施設等の利用目的を変更した場合でも、地域の活性
化につながるような目的に活用する場合は、返還が免除さ
れるよう提案する。

既存施設を再
生・有効活用す
る場合の国庫補
助金の返還免除

県立高等技術専門校（職業能力開発促進法第
15条の６第1項第1号に規定する「職業能力開
発校」）は、その施設又は設備に要する経費
の1/2を国が負担しており、専門校の利用目
的を変更した場合、補助金を返還する必要が
ある。
　県では、時代の変化に応じた適切な産業人
材育成を図るため、官民の役割分担等を進め
ながら、職業能力開発支援機能の拡充に向け
て、県立高等技術専門校の再編を進める一
方、民間による多様な職業訓練委託を進める
こととしている。また、これに伴い、再編さ
れる専門校については、地域の実情とニーズ
を踏まえ、地域の活性化に効果的で柔軟な活
用促進を図ることとしている。このため、高
等技術専門校の再編に伴い、専門校施設等の
利用目的を変更した場合でも、地域の活性化
につながるような目的に活用する場合は、返
還が免除されるよう提案するものである。

県立高等技術専門校の再編後においては、地域の実
情とニーズを踏まえ、地域の活性化に効果的で柔軟
な活用促進を図ることとしている。活用策について
は、民間事業者、ＮＰＯ法人、大学、地元市町村で
「活用のアイデアと手法」を探る検討会を開催する
ことを検討しているところである。
　県としては、現在のところ、施設・設備を活用し
た住民向け技術講習や中高年（副業のツール又はセ
カンドステージのライフプランのツールとして）を
対象とした技術習得（設備の活用、木工、エクステ
リア、造園等）施設として活用することを考えてい
る。

千
葉
県

千葉県
雇用対策の推進
と産業人材の育
成

千葉県が平成１６年度に設置する若年者向け就職支援セン
ターの設置運営への支援を行うとともに、関係省庁の施策
相互の連携の促進を図ること。

若年者向け就業
支援センターへ
の支援と関係省
庁の施策相互の
連携推進

県では、若年者の就業について重要な政策課
題として捉え、14年度、フリーター等の若年
者就業について実態調査を実施し、時代に
合った職業訓練や就業カウンセリングに力を
入れていくことにしており、今後は、これら
の実績を踏まえ、若年者の就業支援のための
ワンストップセンターを設置し、施策の一層
の拡充を図ることとしている。このため、厚
生労働省、経済産業省等が平成16年度に計画
している若年者就業支援対策において、この
ワンストップセンターの設置運営を支援する
とともに、ワンストップセンターの運営に関
して国の職業紹介事業との十分な連携の確保
など、国施策の連携促進、を提案。

若年者向け就業支援センターにおけるキャリアカウ
ンセリングや併設されるハローワークでの職業紹介
と併せ、産業人材の育成に係る経済産業省事業を実
施する。これにより、若年者の就業支援に関する
サービスのワンストップでの提供が可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

千
葉
県

千葉県
既存水源(県営
工業用水水源）
の有効活用

　水道の供給に必要な水源については、今後、新たな水源
開発が極めて困難な状況にあり、既存水源の有効活用等弾
力適運用が重要となってくる。
　千葉県では、余剰の見込まれる既存の工業用水道水源を
上水道水源に転用し、上水道水源の不足を解消する施策を
展開しているところであるが、当該水源は、国庫補助金、
起債を財源として取得したものであることから、移転によ
り目的外使用とされることから、国庫補助金の返還及び起
債の繰上償還が必要となる。
　そこで、既存水源を有効活用する場合、「補助金等に係
る予算の執行の適正化に関する法律」の「目的外使用」の
解釈の弾力化や補助金返還と交付の相殺のしくみの導入な
どによる補助制度のあり方の見直し及び起債の繰上償還方
法等の改善等について提案する。

既存水源の有効
活用を図る上で
の国庫補助及び
起債制度の見直
し

　既存水源の有効活用に当たり、国庫補助金
及び起債を財源として取得した水源を他の事
業体に転用又は融通する場合、水道事業体間
若しくは都市用水間では目的外使用とされ、
国庫補助金の返還及び起債の繰上償還が求め
られることに対し、「補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する法律」の「目的外使
用」の解釈の弾力化や補助金返還と交付の相
殺のしくみの導入などによる補助金のあり方
の見直し及び起債の繰上償還の方法等の改善
を提案する。
　なお、起債の繰上償還の方法等の改善に係
る具体的な提案内容は以下のとおりである。
①事業体（借入者）において繰上償還する借
用証書を選択できるようにすること。
②一般会計出資（債）については、その算定
に当たり、補助金交付がない場合であっても
補助対象要件を満たす場合には出資対象経費
として認定できる等制度の見直しを図るこ
と。
(詳細は、別紙のとおり）

　工業用水道の既存水源を上水道水源に用途間転用
するとともに、上水道事業体間での地域間水源融通
を同時に行い、水源不足の解消と地域住民の水道料
金負担の抑制及び波及効果としての地域経済の活性
化をはかる。
  また、水源の移転に伴う新規浄水場の建設及び管
理については、ＰＦＩの活用及びアウトソーシング
等を検討し、地域雇用の創出を図る。

千
葉
県

中嶋修
密本俊一

水環境ビジネス
と三つの再生
（企業、産業、
金融）で雇用創
出を

地域再生を成功させる為には「雇用を守る」と「雇用を創
る」事が最も重要なテーマとなります。今回のプロジェク
トの骨子は「雇用を守る為には」＝企業再生・事業再生・
不良債権処理「雇用を創る為には」＝ニュービジネス（上
下水道の民営化等の水環境ビジネス創出）を地域に創る事
です。具体的には①地域の基幹産業である建設業の再生
(再編と事業転換)②地域金融機関の積極的参加（企業再
生・Ｍ＆Ａ・ビジネスマッチング他）③水環境ビジネス創
出(水道民営化･下水関連・雨水流出抑制・水循環)を実行
します。又各省庁が通達をしているさまざまな施策を集中
させ、しかも同時に実行する事でシナジー効果が期待でき
ます。地域経済活性化の為の呼び水政策・地域に一人でも
多く雇用を創る為のビジネスモデル構築の提案でもありま
す。

地域再生のため
に地元企業優先
措置に支援措置
が必要

建設業問題・不良債権問題・水道の民営化等
については全国共通の問題であります。今回
の提案は一種の呼び水政策の様なものですか
ら、地域再生本部に対してのお願いは問題点
を専門家と各省庁の担当者で検討して頂き、
地域によって異なる条件に対してもアドバイ
スできる体制を作って頂きたいと思います。
そして全国につながるビジネスモデルになれ
ばと考えます。　　今回一つだけ上げますの
は水道の民営化を実行するに当り、地元優先
でやる場合に公正取引委員会に事前相談が必
要であるかの問題です。

今回の提案は水道の民営化についての検討をしてお
りますが、その中で地域経済活性化のためには地元
企業優先での枠組みを考えております。市場経済と
自由競争社会は当然理解しておりますが、地域住民
の幸福のためには、地元優先が妥当であり、それが
公正取引委員会から認めてもらえる様な支援が頂け
れば、円滑に行く事は間違いありません。

東
京
都

青梅市
ケーブルテレビ
を活用した地域
情報化

ケーブルテレビを活用した地域情報化を進めるため、民間
事業者への施設整備に対する支援措置の拡大を提案

地域情報化に資
する民間ケーブ
ルテレビ事業者
に対する支援措
置

市町村または第3セクターに限られている
「新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業」
の対象事業主体を、自治体の認める民間事業
者にも拡大するとともに、補助率のアップを
願いたい。（現行制度では、補助率は、第３
セクターが事業主体の場合、首都圏近郊整備
地域では6分の1、市町村が事業主体でも３分
の１とされている）アップすることにより、
施策の利便性向上を願いたい。
または、地域情報化のための支援制度を創設
願いたい。

民間ケーブルテレビ事業者により、市内全域への
ケーブルテレビ幹線網を敷設する。
市内全域での利用が可能となれば、市から事業者へ
の放映委託等により、行政情報、コミュニティー情
報、防災情報、リサイクル情報等を、身近で利便性
の高いテレビを通じて放送する。
幹線網敷設による雇用創出、施設を活用した新ビジ
ネスの展開とケーブルテレビ事業者の事業拡大、市
内情報交流の活発化に伴うう、地域の活性化等が期
待される。

東
京
都

青梅市

圏央道青梅イン
ターチェンジ周
辺複合物流拠点
整備構想

首都圏中央連絡自動車道・青梅インターチェンジの北側隣
地（今井４丁目）の約５３ヘクタールの農地について、東
京都多摩地域や埼玉県南西部地域の産業および生活拠点地
区の活動を支援する広域性の高い複合機能型物流拠点を整
備する。
具体的には、トラックターミナル、倉庫、卸売市場および
商業施設などを誘導する。

新たな農業生産
の創出負担な
く、計画区域を
農業振興地域・
農用地区域から
の解除を可能と
されたい。

農業振興地域の指定・変更は、都道府県が、
市町村の意見を聴いて行う。また、市町村
は、農用地区域以外に代替する土地がないこ
と、農用地区域内の土地の農業上の効率的か
つ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがない
こと等の要件を満たした場合には、都道府県
知事の同意を得て、当該土地を農用地区域か
ら除外するための市町村農業振興地域整備計
画の変更を行うことができるとされている。
本事業構想については、市町村独自の判断
で、新たな農業生産の創出負担なく、計画区
域を農業振興地域・農用地区域からの解除を
可能とされたい。

首都圏中央連絡自動車道・青梅インターチェンジの
北側隣地（今井４丁目）の約５３ヘクタールの農地
について、東京都多摩地域や埼玉県南西部地域の産
業および生活拠点地区の活動を支援する広域性の高
い複合機能型物流拠点を整備する。
具体的には、トラックターミナル、倉庫、卸売市場
および商業施設などを誘導する。

東
京
都

青梅市

圏央道青梅イン
ターチェンジ周
辺複合物流拠点
整備構想

首都圏中央連絡自動車道・青梅インターチェンジの北側隣
地（今井４丁目）の約５３ヘクタールの農地について、東
京都多摩地域や埼玉県南西部地域の産業および生活拠点地
区の活動を支援する広域性の高い複合機能型物流拠点を整
備する。
具体的には、トラックターミナル、倉庫、卸売市場および
商業施設などを誘導する。

立地する企業に
対する低金利融
資制度の拡充を
図られたい。

日本政策投資銀行法第20条にもとづき融資を
行うため、日本政策投資銀行は、「平成１5
年度投融資指針」において、流通基盤施設整
備事業または流通活動システム化拠点施設整
備事業等に対して、低利融資できることとし
ているが、本構想にもとづく流通関連事業者
への融資に関しては、さらなる低利融資によ
る施策の利便性向上を願いたい。

首都圏中央連絡自動車道・青梅インターチェンジの
北側隣地（今井４丁目）の約５３ヘクタールの農地
について、東京都多摩地域や埼玉県南西部地域の産
業および生活拠点地区の活動を支援する広域性の高
い複合機能型物流拠点を整備する。
具体的には、トラックターミナル、倉庫、卸売市場
および商業施設などを誘導する。

132 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

青梅市

圏央道青梅イン
ターチェンジ周
辺複合物流拠点
整備構想

首都圏中央連絡自動車道・青梅インターチェンジの北側隣
地（今井４丁目）の約５３ヘクタールの農地について、東
京都多摩地域や埼玉県南西部地域の産業および生活拠点地
区の活動を支援する広域性の高い複合機能型物流拠点を整
備する。
具体的には、トラックターミナル、倉庫、卸売市場および
商業施設などを誘導する。

流通業務市街地
において、商業
施設の併設も可
能とされたい。

流通業務市街地の整備に関する法律
流通業務地区内では、公共施設、一部の公益
的施設以外は、法第５条第１項第１号から第
１１号までに規定する施設以外の立地が制限
される。ただし、流通業務地区の機能を害す
るおそれがないと認め、または公益上やむを
得ないと認めて都道府県知事が許可した場合
は、この限りでないとされている。本事業構
想においては、市の判断で商業施設の併設も
可能となるように願いたい。

首都圏中央連絡自動車道・青梅インターチェンジの
北側隣地（今井４丁目）の約５３ヘクタールの農地
について、東京都多摩地域や埼玉県南西部地域の産
業および生活拠点地区の活動を支援する広域性の高
い複合機能型物流拠点を整備する。
具体的には、トラックターミナル、倉庫、卸売市場
および商業施設などを誘導する。

東
京
都

青梅市

圏央道青梅イン
ターチェンジ周
辺複合物流拠点
整備構想

首都圏中央連絡自動車道・青梅インターチェンジの北側隣
地（今井４丁目）の約５３ヘクタールの農地について、東
京都多摩地域や埼玉県南西部地域の産業および生活拠点地
区の活動を支援する広域性の高い複合機能型物流拠点を整
備する。
具体的には、トラックターミナル、倉庫、卸売市場および
商業施設などを誘導する。

市の計画策定、
整備に対する財
政的支援と、本
事業計画につい
て、首都圏整備
計画等に位置づ
け願いたい。

首都圏整備計画に位置づけていただくととも
に、計画策定、整備に対する財政支援を願い
たい。

首都圏中央連絡自動車道・青梅インターチェンジの
北側隣地（今井４丁目）の約５３ヘクタールの農地
について、東京都多摩地域や埼玉県南西部地域の産
業および生活拠点地区の活動を支援する広域性の高
い複合機能型物流拠点を整備する。
具体的には、トラックターミナル、倉庫、卸売市場
および商業施設などを誘導する。

東
京
都

杉並区

余裕教室を活用
した福祉施設運
営による地域の
再生

学校の余裕教室に区が設置した高齢者在宅サービスセン
ターの運営をＮＰＯ法人に委託しているところである。
施設を区が設置し、ＮＰＯ法人に委託するといった形式で
はなく、法人自身が自主的な運営を行う施設とする。
運営を委託しているＮＰＯ法人が介護保険事業者として育
成することは、地域に密着した介護保険事業者が育ち、質
の高いサービスを提供できる。

余裕教室の活用

国からの補助金を得て立てられた建物につい
ては、法によってその用途以外に転用する場
合、補助金の返還等により大臣の承認を得る
必要がある。学校施設ついては通達によって
緩和されているが、運営主体を学校法人ない
しは社会福祉法人に限られているため、これ
をＮＰＯ法人にまで緩和する。
また、厚生省通知では転用時の整備費につい
ての補助金の対象は市町村が実施主体である
ものに限られている。この範囲を社会福祉法
人及びＮＰＯ法人にまで緩和する。
これにより区が委託するといった形式ではな
く、ＮＰＯ法人が自主的に運営できる。ま
た、地域に密着した介護保険事業者が育ち、
質の高いサービスを提供できる。

学校の余裕教室を補助金を活用して改修し、区が設
置した高齢者在宅サービスセンターを廃止し、設置
及び運営をＮＰＯ法人にまかせる。
地域に密着したＮＰＯ法人を核として、地域の人材
や協力のネットワークできる。
また、介護保険事業者として、質の高いサービスを
提供する法人が育つ。

対象施設　　５施設（小学校３施設、中学校２施
設）　　５ＮＰＯ法人

東
京
都

世田谷区

水と緑の住環境
地域（国分寺崖
線中心）の保全
整備による都市
再生構想

これまでに世田谷区は、国分寺崖線とその周辺に残る自然
環境を保全するため、公園・緑地等の整備を行ってきた
が、その一方で、斜面地マンション等の集合住宅が増加
し、斜面地のみどりが大きく失われている。国分寺崖線周
囲に居住している区民を対象にアンケートを実施し、区民
の協力を得ながら新たな保全と整備の方策を展開し、自然
共生型都市づくりのモデルとしていく。

建築基準法の改
正

容積率算入方法等において、地域の実情に応
じた区の裁量を認める。
Ex.建築基準法52条3項の末尾に「ただし、特
定行政庁が指定した地域を除く。」等を加筆
する。

建築基準法を改正したうえで、区独自の条例を制定
し、国分寺崖線に建築される中高層建築物を規制す
るなど、斜面地のみどりを保全する。

東
京
都

三鷹市

三大都市圏にお
ける用途地域決
定権の市町村へ
の移譲

地方分権推進法の趣旨に則り、地域の特性や実情に応じた
政策誘導のまちづくりを推進するため、都市計画法施行令
第９条第１項第１号の規定により、三大都市圏においての
み都府県の決定とされている用途地域の指定に関する権限
を、基本原則に従って市町村に移譲する。

三大都市圏にお
ける用途地域決
定権の市町村へ
の移譲

都市計画法施行令第９条第１項第１号の規定
により、三大都市圏においてのみ都府県の決
定とされている用途地域の指定に関する権限
を、基本原則に従って市町村に移譲する。

都市計画法施行令第９条第１項第１号の規定によ
り、三大都市圏においてのみ都府県の決定とされて
いる用途地域の指定に関する権限を、基本原則に
従って市町村に移譲し、地域の特性や実情に応じた
政策誘導のまちづくりを推進する。

東
京
都

三鷹市
道路空間有効活
用事業

駅前広場など駅前周辺地区の道路空間を、中心市街地の活
性化に資する行事、イベント等に活用できることを明確に
するため、道路占用許可の適用事項に行事、イベントを追
加する。

道路占用許可の
適用事項に行
事、イベントを
追加する。

駅前広場など駅前周辺地区の道路空間を、中
心市街地の活性化に資する行事、イベント等
に活用できることを明確にするため、道路法
第３２条第１項の道路占用許可事項にイベン
ト、行事を加える。

中心市街地の活性化に資する事業として、駅前広場
など駅前周辺地区の道路空間を活用して行事、イベ
ント等が容易に実施できるようにする。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

三鷹市
公共事業に係る
用地取得の円滑
化

１．相続税猶予対象農地（特例農地）を公共事業として買
収する場合に係る利子税を免除する。
２．当該農地の２割を超える部分を公共事業用地として買
収した場合にも、残地については、特例農地の継続ができ
るようにする。

用地買収に係る
特例農地の利子
税免除及び残地
の猶予特例の継
続

１．相続税猶予対象農地（特例農地）を公共
事業として買収する場合に係る利子税を免除
する。
２．当該農地の２割を超える部分を公共事業
用地として買収した場合にも、残地について
は、特例農地の継続ができるようにする。

公共事業用地の取得において大きな障害となってい
た特例農地の円滑な取得が可能となる。

東
京
都

千代田区

児童の教育・健
全育成と連携し
た地域活性化構
想

児童の教育・健全育成の拠点施設整備のため、複合施設包
括補助金制度へ統合する。地域再生に資する施設について
学校との併設規制を緩和する。

児童の教育・健
全育成複合施設
包括補助金制度
への統合

小学校、幼稚園、児童館に関する補助金につ
いて、包括的に一本化して交付する制度とし
て統合する。各施設の補助基準についても、
施設・設備の共同利用が図れるように要件の
改善を行う。

小学校、こども園（幼稚園と保育園の一元化施
設）、児童館の機能を持つ複合施設を整備し、児童
の教育・健全育成の拠点として一体的に連携した運
営を行う。

東
京
都

千代田区

児童の教育・健
全育成と連携し
た地域活性化構
想

児童の教育・健全育成の拠点施設整備のため、複合施設包
括補助金制度へ統合する。地域再生に資する施設について
学校との併設規制を緩和する。

地域再生に資す
る施設について
学校との併設規
制を緩和

飯田橋駅から靖国通りにかけて早稲田通りの
連続性を持たせて賑わいを創出するため、地
域再生に資する施設について、学校との併設
規制を緩和する。

小学校、こども園（幼稚園と保育園の一元化施
設）、児童館の機能を持つ複合施設を整備に併せ
て、地域再生に資する施設を併設し、早稲田通りの
賑わいを創出する。

東
京
都

千代田区
「さくらの千代
田」観光振興構
想

区内の桜の名所において、桜の再生事業を実施するととも
に、各種観光施策と連携することで、周辺の観光資源との
相乗効果を創出し、観光振興を図る。

各種補助金等の
集中適用

一地域一観光づくり推進事業、訪日外国人旅
行環境整備事業、観光交流空間整備及び多様
な主体の参加・連携促進施策検討・推進経
費、観光推奨バス実証実験、観光基盤施設整
備経費、都市公園整備事業等の補助事業を集
中的に適用する。

ＮＰＯを活用した観光ガイドボランティア育成事
業、観光交流空間づくりなど観光交流の促進、桜を
テーマにしたコンテストの実施、案内標識の効果
的・効率的な整備の検討、観光推奨バス路線の検
討、民地の桜の再生に対する助成、さくら基金への
国の参加

東
京
都

江戸川区
区道上の放置自
動車早期撤去処
分構想

区道上の放置自動車早期撤去の提案概要　現状　放置自動
車を道路管理者（以下区という）が撤去処分するために
は、交通管理者（以下警察という）の「廃棄認定」が必要
となっている。ところが、現在、警察による「廃棄認定」
は、簡素化・早期認定化がなされていないため、多数の放
置自動車が、区道上に放置されている。　施策内容　①放
置自動車の概念を明らかにするとともに②区道上の放置自
動車の撤去処分のための「廃棄認定」についてその認定基
準の簡素化・早期認定化を図る。以上のような施策を実現
することにより区内における放置自動車を早期撤去し街並
みの美観・景観の向上を実現化する。

区と警察の連携
を強化し放置自
動車の早期撤去
処分を実現す
る。

①区と警察の協力・連携内容の明確化・義務
化の実現②駐車違反車と放置自動車の概念の
明確化③区道上の放置自動車の撤去処分の前
提となる警察の「廃棄認定」についてその認
定基準の簡素化・早期認定化

区道上の放置自動車の撤去処分の手続き①放置自動
車の発見・警告書等による公示②警察による所有者
等の調査③所有者等に自主撤去要請④自主撤去しな
い車両について警察が廃棄認定⑤④を受けて区が放
置自動車を撤去処分する。この一連の手続きの迅速
化が図られる。

東
京
都

江戸川区
江戸川区土地利
用推進構想

用途地域の決定権限について、特別区は東京都市計画区域
として２３区一体となっているが、実際には特別区にて地
元住民への説明会等の都市計画手続きを実施している。ま
た、都市計画決定手続き期間についても長期にわたること
となり不効率である。ついては、用途地域の都市計画決定
権限を特別区に移譲されるよう、都市計画法の改正をされ
たい。

用途地域の決定
権限の移譲に向
けた都市計画法
の改正

都市計画法第15条第１項第３号を見直し、都
市計画決定権限を特別区に移譲してほしい。

都市計画法改正
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

江戸川区
密集住宅市街地
整備促進事業の
推進構想

道路用地の買収に伴う老朽建築物の扱いについて、「買
収・除却」および「建物移転補償」のどちらも選択できる
ように、補助金制度の改善を望む。また、密集事業におい
て、整備計画区域と事業区域が同一の場合に承認と同意の
一本化を望む。

密集住宅市街地
整備促進事業に
おける、補助金
制度の改善

老朽建築物の買収・除却について建物の築年
数が２／３を経過したものは、事業者が買収
し除却することとなっているが、事業の早期
完了のために築年数に関係なく、「建物移転
補償」制度も適用できるようにしてほしい。

道路用地買収に伴う老朽建築物の買収・除却の場
合、権利者との合意が得られてから建物除却までの
間の手続きが煩雑なため、最短の期間を見ても１ヵ
年を要してしまう。
補償制度も可となれば、権利者との話し合いをス
ムースに進められ、買収・除却とを使い分けること
により事業の進捗が図られる。

東
京
都

江戸川区
密集住宅市街地
整備促進事業の
推進構想

道路用地の買収に伴う老朽建築物の扱いについて、「買
収・除却」および「建物移転補償」のどちらも選択できる
ように、補助金制度の改善を望む。また、密集事業におい
て、整備計画区域と事業区域が同一の場合に承認と同意の
一本化を望む。

密集住宅市街地
整備促進事業の
整備計画と事業
計画の一本化

密集市街地において、整備計画区域と事業実
施区域が同一エリアの場合に、承認と同意の
同時申請ができるように一本化してほしい。

一本化により、手続きの簡素化と事務量の削減、経
費等の節約が図られる。

東
京
都

墨田区
墨田区産業活力
創生構想

　地域のニーズや企業を熟知し、住民や企業に最も身近な
基礎的自治体である墨田区が、これまで蓄積した情報や人
材、住民や企業との信頼関係、すみだ中小企業センターの
機能や産学官連携をフルに活用して、きめ細かなサポート
を行うとともに、国、都道府県等の各種支援策を企業が有
効活用しやすい環境を創出する。
　このことを通じて、環境、健康福祉、生活文化などの身
近な暮らしや地域のニーズに応える新技術・新製品開発、
新分野開拓や第二創業などに取り組む企業を積極的に支援
し、企業活力の再生を図っていくことにより、墨田区の産
業集積の維持・発展及び地域経済の活性化を図る。

研究開発等事業
計画（創造活動
促進法）認定権
限の市長等への
委譲

「中小企業創造活動促進法」に基づく「研究開

　創造的事業活動に意欲的な企業に対して、中小企
業創造活動促進法に基づく各種支援策（助成制度、
低利融資制度、債務保証制度、税制面での優遇措置
等）を活用しやすい環境を整備することにより、創
造的事業活動に取り組む企業を多数創出することを
もって、地域産業の活力の再生を図る。

東
京
都

墨田区
墨田区産業活力
創生構想

　地域のニーズや企業を熟知し、住民や企業に最も身近な
基礎的自治体である墨田区が、これまで蓄積した情報や人
材、住民や企業との信頼関係、すみだ中小企業センターの
機能や産学官連携をフルに活用して、きめ細かなサポート
を行うとともに、国、都道府県等の各種支援策を企業が有
効活用しやすい環境を創出する。
　このことを通じて、環境、健康福祉、生活文化などの身
近な暮らしや地域のニーズに応える新技術・新製品開発、
新分野開拓や第二創業などに取り組む企業を積極的に支援
し、企業活力の再生を図っていくことにより、墨田区の産
業集積の維持・発展及び地域経済の活性化を図る。

経営革新計画
（経営革新支援
法）承認権限の
市長等への委譲

「中小企業経営革新支援法」に基づく「経営革

　経営革新に意欲的な企業に対して、中小企業経営
革新支援法に基づく各種支援策（助成制度、低利融
資制度、債務保証制度、税制上の優遇措置等）を活
用しやすい環境を整備することにより、経営革新に
取り組む企業を多数創出することをもって、地域産
業の活力の再生を図る。

東
京
都

墨田区
墨田区産業活力
創生構想

地域のニーズや企業を熟知し、住民や企業に最も身近な基
礎的自治体である墨田区が、これまで蓄積した情報や人
材、住民や企業との信頼関係、すみだ中小企業センターの
機能や産学官連携をフルに活用して、きめ細かなサポート
を行うとともに、国、都道府県等の各種支援策を企業が有
効活用しやすい環境を創出する。
　このことを通じて、環境、健康福祉、生活文化などの身
近な暮らしや地域のニーズに応える新技術・新製品開発、
新分野開拓や第二創業などに取り組む企業を積極的に支援
し、企業活力の再生を図っていくことにより、墨田区の産
業集積の維持・発展及び地域経済の活性化を図る。

小規模の研究開
発型中小企業に
対する特許料及
び審査請求料の
免除

従業員２９人以下の小規模の研究開発型中小企

　研究開発に意欲的な企業に対して、特許を取得し
やすい環境を整備することにより、研究開発型企業
を多数創出することをもって、地域産業の活力の再
生を図る。

東
京
都

大田区

おおた“はばた
き”プログラム
による地域再生
構想

　将来に向けて安定した地域社会を築くため、産業、子育
て、教育、雇用の４分野を重点施策とする緊急プロジェク
ト「おおた“はばたき”プログラム」を実現する。
　大田区産業の中核である中小企業の再生を支援すること
により、地域産業の活性化につなげると同時に、地域の子
育て・学校教育の支援体制を強化していくことにより多様
な世代が支えあう地域社会を構築する。また、公共サービ
スに民間活力を導入することにより、区民の雇用機会の拡
大と区民サービスの向上を図る。
　これらの施策に取り組むにあたり、国の支援施策の集
中、既存公共施設の統合・転用条件の見直し、民間事業者
の参入条件の整備等を提案する

国庫補助金によ
り取得した施設
の転用に係る制
限の緩和措置

　補助金等の交付を受けて取得し又は効用の
増加した財産を、補助金等の交付の目的に反
して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けるに
当たっては、各省各庁の長の承認をが必要と
されている。また、転用等で、報告手続によ
り、承認があったものとして取り扱った場合
でも、国庫補助事業完了時から起算して、別
に定められた期間を経過するまでは所要の手
続を経ることなく財産処分を行うことができ
ないとされている。
　このことについて、国庫補助金により取得
した児童館の転用に当たり、１０年経過前
に、保育施設等へ転用しすることを可能と
し、承認手続については、当区議会の承認と
する。

　学校施設の一部活用で、児童館機能を持つ施設を
検討している。これにより、既存の児童館も統合で
きることになる。廃止児童館の地域需要は、保育施
設であり、児童館から保育施設への転用を行う。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

大田区

おおた“はばた
き”プログラム
による地域再生
構想

　将来に向けて安定した地域社会を築くため、産業、子育
て、教育、雇用の４分野を重点施策とする緊急プロジェク
ト「おおた“はばたき”プログラム」を実現する。
　大田区産業の中核である中小企業の再生を支援すること
により、地域産業の活性化につなげると同時に、地域の子
育て・学校教育の支援体制を強化していくことにより多様
な世代が支えあう地域社会を構築する。また、公共サービ
スに民間活力を導入することにより、区民の雇用機会の拡
大と区民サービスの向上を図る。
　これらの施策に取り組むにあたり、国の支援施策の集
中、既存公共施設の統合・転用条件の見直し、補助金運用
方法の見直し、民間事業者の参入条件の整備等を提案する

国庫補助金によ
り取得した施設
の転用に係る制
限の緩和措置

　補助金等の交付を受けて取得し又は効用の
増加した財産を、補助金等の交付の目的に反
して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けるに
当たっては、各省各庁の長の承認をが必要と
されている。また、転用等で、報告手続によ
り、承認があったものとして取り扱った場合
でも、国庫補助事業完了時から起算して、別
に定められた期間を経過するまでは所要の手
続を経ることなく財産処分を行うことができ
ないとされている。
また、財産処分の承認に際しては、処分する
部分の残存価格に対する補助金相当額を国庫
に納付することになっている。
　このことについて、国庫補助金により取得
した区立小学校に用途変更の必要が生じた場
合には、変更する部分の残存価格に対する補
助金相当額を国庫に納付することを廃止し、
１０年経過前に、他の施設等へ転用しするこ
とを可能とし、承認手続については、当区議
会の承認とする。

　少子化による児童減少により、児童のよりよい教
育環境を整備していくため、｢大田区立小学校適正
配置実施計画」を策定している。適正配置後の小学
校施設の活用については、産業再生のための施設、
保育園待機児解消等子育て支援のための施設、高齢
者施設、障害者施設等、教育施設以外の用途も計
画・検討の範囲に含まれる。

東
京
都

大田区

おおた“はばた
き”プログラム
による地域再生
構想

　将来に向けて安定した地域社会を築くため、産業、子育
て、教育、雇用の４分野を重点施策とする緊急プロジェク
ト「おおた“はばたき”プログラム」を実現する。
　大田区産業の中核である中小企業の再生を支援すること
により、地域産業の活性化につなげると同時に、地域の子
育て・学校教育の支援体制を強化していくことにより多様
な世代が支えあう地域社会を構築する。また、公共サービ
スに民間活力を導入することにより、区民の雇用機会の拡
大と区民サービスの向上を図る。
　これらの施策に取り組むにあたり、国の支援施策の集
中、既存公共施設の統合・転用条件の見直し、民間事業者
の参入条件の整備等を提案する

産業再生、新産
業育成を図り大
都市圏にふさわ
しい次世代型産
業への転換を促
進するための国
庫補助金等の整
備

　産業再生、新産業育成を図るために整備す
る産業支援施設は、区内産業の復活、躍進の
ための核の一つとなるものであり、国、東京
都の財政面での支援と施策の集中が不可欠で
ある。
　また、新製品・新技術の開発や知的財産の
活用にあたって、高度な技術・技能と創造性
を持った人材の育成、活用が欠かせない。そ
のための仕組みづくりへの支援が必要であ
る。
　加えて、中小企業の経営基盤の安定、新分
野進出に伴う資金需要に応えられる制度整備
の一層の推進が必要である。

　既に取得している工業専用地域の工場跡地約７千
６百平方メートルを活用し、産業支援施設の整備に
着手する。
　本施設は、住工調和の実現を図りつつ、「基盤産
業の操業環境の整備」、「起業者の早期段階の事業
所」、「産学連携」、「共同開発」、等の機能を置
き込み、各種ソフト支援とともに中小企業者を支援
し、地域産業の活性化を図る。
・規模（予定）                         構造：
鉄筋コンクリート造り              階数：地上５
階建て                      延床面積：約9,300
㎡                    ユニット数：約50ユニット
（約50～200㎡）
駐車台数：約100台

東
京
都

大田区

おおた“はばた
き”プログラム
による地域再生
構想

　将来に向けて安定した地域社会を築くため、産業、子育
て、教育、雇用の４分野を重点施策とする緊急プロジェク
ト「おおた“はばたき”プログラム」を実現する。
　大田区産業の中核である中小企業の再生を支援すること
により、地域産業の活性化につなげると同時に、地域の子
育て・学校教育の支援体制を強化していくことにより多様
な世代が支えあう地域社会を構築する。また、公共サービ
スに民間活力を導入することにより、区民の雇用機会の拡
大と区民サービスの向上を図る。
　これらの施策に取り組むにあたり、国の支援施策の集
中、既存公共施設の統合・転用条件の見直し、民間事業者
の参入条件の整備等を提案する

保育園等施設整
備事業等に係る
補助金運用方法
の見直し

　今後増加が見込まれる老朽化保育園の改築
工事に合わせ、特に待機児の多い低年齢児保
育拡充のための定員増を行ことを計画してい
るが、区民ニーズに迅速に対応できる計画と
するため、国・都の補助金の運用方法を見直
し、①補助金申請の通年（又は４半期ごと）
の受付、②内示の迅速化(申請年度内内示）
③内示前着工の容認④補助基準、申請前の詳
細資料作成の緩和を行う。
　また、今後多様な活動主体との連携による
保育サービスの拡充を進めるにあたり、民間
参入を誘導しやすい条件整備が不可欠であ
る。施設整備や運営にあたり、補助対象とな
る運営主体の拡大や、独自のサービスメ
ニューや付加価値に伴う保育料を、自治体と
の協議により運営主体が主体的に設定できる
ようなしくみをつくる。

保育園改築に伴う低年齢児枠の拡充により、待機児
解消を図る。

多様な活動主体との連携による保育サービスの拡充
を進め、保育サービスの向上と地域雇用の確保を進
める。
　平成16年度～18年度　各２園民間委託。
　19年度以降も民営化を含めた民間活力の導入を計
画している。

東
京
都

東急不動
産（株）

区画整理保留地
の一時買取り機
構の創設

景気低迷、地価下落等により保留地処分が思うように進ま
ず、多くの区画整理事業が頓挫している。このような状況
を脱するために『保留地買取り機構』の創設を提案する。
　本機構は区画整理組合からの要望により保留地を各事業
計画に定められた金額で保留地を一時的に買取る。その後
１０年以内に、申し出のあった組合の代行者（業務代行
者、地方公共団体等）が分割で買い戻す。買い戻し価格は
本機構が買取った価格と同額とするが、本機構が保有して
いた間の金利は付さないものとする。
　保留地処分が可能となれば、事業が一挙に推進され工事
等も進捗し、地域経済の活性化や雇用促進に直結してい
く。あるいは、組合が解散可能となり、保留地も登記され
権利保全も可能となる。これにより保留地が健全な土地と
して流通出来るようになる。

区画整理保留地
買取り機構の創
設

全国で中断、頓挫している区画整理事業の保
留地を一時的に買取る機構を国の組織として
創設する。

区画整理事業概要（当社が業務代行）
　1)施行面積：85 ha
  2)保留地：1,300区画 (219,000㎡)
  3)建売販売実績：70区画/年（H14度)
  4)工事完了予定：H19/3
長引く景気低迷、個人消費の落ち込み等により建売
販売も苦戦を強いられている。現状の70区画/年で
推移すると保留地販売で約20年を要することになる
（当初予定では6年）。組合事業を14,5年延長する
ことは、借入金利や組合運営経費等で事業が大幅に
増大する。その費用が保留地価格に上乗せされ、市
場価格（地価の下落は依然として進行）と大幅な乖
離が生じて、結局保留地処分が出来ない状況に追い
込まれることは必至である。
　組合事業は短期間に事業を完了させることは資金
的にも健全であり、事業効果も大である。そのため
に、工事の進捗に合わせて『保留地買取り機構』が
保留地を一時的に買上げ、組合を予定通り解散させ
る。当社は10年以内に機構から毎年分割で保留地を
買い戻す（無利子）。
　事業が完遂してはじめて保留地が登記出来る。事
業完遂の目途が立たない場合、保留地の担保能力も
大幅に減ぜられ、保留地販売の大きな支障になって
しまう（建売購入の際、保留地である土地に担保を
設定して住宅ローンを組むのが一般的であるが、保
留地に担保力がなくなるとローンが組めずに、結
果、建売が買えないという事態が生じる）。また、
計画的に保留地が処分することが出来れば、工事も
順調に進捗し、地域経済の活性化や雇用促進にも直
結する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）
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地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

東急不動
産（株）

[保留地取得資
金貸付金制度]
の一部改訂によ
る保留地管理法
人の更なる活用

景気低迷、地価下落等により保留地処分が思うように進ま
ず、多くの区画整理事業が頓挫している。このような状況
を脱するために『保留地取得資金貸付金制度』の一部改訂
による保留管理法人の立上げ活性化を提案する。
　管理法人は区画整理組合からの要望により事業計画に定
められた金額を原則に保留地を一時的に買取る。当該法人
は土地活用による収益あるいは保留地の売却等により収入
を得た場合に、無利子融資の償還原資に充てる。たとえば
申し出のあった組合の代行者（業務代行者、地方公共団体
等）が当該法人から保留地を適宜分割で買い戻す。管理法
人は当該保留地取得資金を国及び地方公共団体から長期
（償還25年、据置10年）無利子の貸付によって調達する。
　保留地処分が可能となれば、事業が一挙に推進され工事
等も進捗し、地域経済の活性化や雇用促進に直結してい
く。あるいは、組合が解散可能となり、保留地も登記され
権利保全も可能となる。これにより保留地が健全な土地と
して流通出来るようになる。

[保留地取得資
金貸付金制度]
の一部改訂によ
る保留管理法人
の立上げ活性化
の提案※ex赤字
団体である地方
公共団体による
起債発行の容認
等

全国で中断、頓挫している区画整理事業の保
留地を、国及び地方公共団体からの長期無利
子融資の貸付資金によって調達できる保留管
理法人が一時的に買取る。（現行：地方公共
団体に対する貸付。無利子融資の1/4は地方
公共団体による貸付が要件→その場合にたと
えば赤字の地方公共団体による起債発行は認
められていないため、本制度を活用したくと
も実際は対応できない地方公共団体に対して
制度を一部改訂することによって管理法人の
立上げ可能とする）

区画整理事業概要（当社が業務代行）
　1)施行面積：85 ha
  2)保留地：1,300区画 (219,000㎡)
  3)建売販売実績：70区画/年（H14度)
  4)工事完了予定：H19/3
長引く景気低迷、個人消費の落ち込み等により建売
販売も苦戦を強いられている。現状の70区画/年で
推移すると保留地販売で約20年を要することになる
（当初予定では6年）。組合事業を14,5年延長する
ことは、借入金利や組合運営経費等で事業が大幅に
増大する。その費用が保留地価格に上乗せされ、市
場価格（地価の下落は依然として進行）と大幅な乖
離が生じて、結局保留地処分が出来ない状況に追い
込まれることは必至である。
　組合事業は短期間に事業を完了させることは資金
的にも健全であり、事業効果も大である。そのため
に、工事の進捗に合わせて『保留地管理法人』が保
留地を一時的に買上げ、組合を予定通り解散させ
る。当社は10年以内に当該法人から適宜分割して保
留地を買い戻す（長期無利子融資の活用）。
　事業が完遂してはじめて保留地が登記出来る。事
業完遂の目途が立たない場合、保留地の担保能力も
大幅に減ぜられ、保留地販売の大きな支障になって
しまう（建売購入の際、保留地である土地に担保を
設定して住宅ローンを組むのが一般的であるが、保
留地に担保力がなくなるとローンが組めずに、結
果、建売が買えないという事態が生じる）。また、
計画的に保留地が処分することが出来れば、工事も
順調に進捗し、地域経済の活性化や雇用促進にも直
結する。
　

東
京
都

葛飾区議
会議員
鈴木烈・
早川久美
子・伊藤
まさき
（代表：
鈴木）

「小学校を拠点
とした、地域コ
ミュニティ活性
化による、下町
再生構想」

本案は、小学校施設を活用した地域コミュニティの活性化
と、施設の管理運営等を地域・民間へ権限委譲等をするこ
とによる、地域雇用の創出を目的としています。小学校区
を基礎的な単位とし、集会所や図書館、敬老館、児童館、
防災施設等の公共施設に加え、民間の書店や予備校、ｽﾎﾟｰ
ﾂｸﾗﾌﾞ等の施設を小学校施設に集約することで、区民の利
便性向上と世代を超えた地域交流の場を実現します。施設
の管理運営や一部利用を地域・民間へ権限委譲すること
で、地域雇用の創出と民間活力の導入を図り、地域の経済
的な活性化も行います。また、本区をはじめとする多くの
自治体では、多くの公共施設が建替時期を迎えようとして
おりますが、厳しい財政事情もあり、今後、公共施設の適
正配置と統廃合の計画作りが急務となっています。本案が
実現出来れば、公共施設の適正配置と統廃合が実現でき、
住民サービスの向上を図りながら、財政負担を軽減するこ
とが可能となります。

学校施設の建替
えへの補助金の
要件緩和

現状、学校の新・増・改築に関しては、様々
な補助制度が準備されており、各自治体は、
これらを総合的に活用している。しかし、そ
れぞれ用途に制限があり、本案のように、大
胆に民間活力を導入するような施設の活用方
法は到底認められない。例えば、民間の書
店、予備校、ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞやｶﾌｪ等と複合化され
た学校が実現すれば、区民の利便性の向上や
地域経済の活性化は十分見込まれる上、学校
教育上の問題もないと考えられる。そのた
め、地域の判断で、学校と様々な施設の複合
が可能となるように、学校施設の建築補助に
関して、要件緩和が必要となっている。

学校を総合施設に建替える場合については、総合施
設の建築費用全体のうち、学校教育の目的で使用す
る施設の費用について、その全体施設への割合に応
じて、補助金が支給されるように、補助金制度の要
件緩和を行っていただきたい。

東
京
都

葛飾区議
会議員
鈴木烈・
早川久美
子・伊藤
まさき
（代表：
鈴木）

「小学校を拠点
とした、地域コ
ミュニティ活性
化による、下町
再生構想」

本案は、小学校施設を活用した地域コミュニティの活性化
と、施設の管理運営等を地域・民間へ権限委譲等をするこ
とによる、地域雇用の創出を目的としています。小学校区
を基礎的な単位とし、集会所や図書館、敬老館、児童館、
防災施設等の公共施設に加え、民間の書店や予備校、ｽﾎﾟｰ
ﾂｸﾗﾌﾞ等の施設を小学校施設に集約することで、区民の利
便性向上と世代を超えた地域交流の場を実現します。施設
の管理運営や一部利用を地域・民間へ権限委譲すること
で、地域雇用の創出と民間活力の導入を図り、地域の経済
的な活性化も行います。また、本区をはじめとする多くの
自治体では、多くの公共施設が建替時期を迎えようとして
おりますが、厳しい財政事情もあり、今後、公共施設の適
正配置と統廃合の計画作りが急務となっています。本案が
実現出来れば、公共施設の適正配置と統廃合が実現でき、
住民サービスの向上を図りながら、財政負担を軽減するこ
とが可能となります。

学校運営と、学
校施設の管理運
営権限の分離
と、管理運営権
限の地域・民間
への委譲

現在の学校教育法では、学校長に、学校施設
の管理運営は委ねられていますが、総合施設
の管理運営を学校長に委ねることは実質的に
不可能であり、学校の運営と、施設の管理権
限をを分離することが必要となります。学校
を含む総合施設の管理運営権限を地域・民間
に委譲することが出来れば、地域雇用の創出
につながるのみならず、施設管理上の民間の
すぐれた防犯等のノウハウや施設の民間事業
者への一部貸し出し等の有効活用、サービス
時間の延長などが実現できます。昨今導入さ
れた指定管理者制度は、こういった規制を取
り外すことを目的としていますが、、学校施
設については、依然として学校教育法上、そ
の施設の管理運営権限は学校法人に限定され
てしまっています。

学校の運営と、学校施設の権限を分離し、学校を含
む総合施設の管理権限を、地域・民間に委譲するこ
とが出来れば、総合施設全体の運営を、例えば、出
版社や教育関連の会社に委ねることで、より高度な
サービスを提供することが可能となる。また、出来
上がった総合施設の管理運営権限が民間企業に委譲
されるのであれば、総合施設の建替え費用に、PFI
など民間企業の資金を導入することもより容易にな
ることが想定される。本案により、学校施設の「再
開発事業」とでも呼ぶべきプロジェクトが可能とな
る。

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、地域内資金循環を可能とする従来
にない形式の地域資本市場の創成を提案する。最終目標
は、一定の開示要件を満たした地元企業の調達ニーズと地
域住民を主体とした投資ニーズのマッチングだが、段階的
な整備が現実的である。同プロジェクトは地方行政による
住民への金融サービス提供の具体策であるが、第一段階で
は地公体による住民向け地方債を対象に、販売体制と販売
後のメンテナンス体制を確立し、初期の地域内資金循環と
しての成果を検証し、第二段階以降へと有効に活用してい
く。市場の創設や運営は、都道府県等を中心とする地域関
係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、この組織が地域住
民の投資ニーズを調査すると共に、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、結果や成果を公表しなが
ら市場全体を育成する。

市場モデルの公
表と関係者によ
る議論の場の提
供

地域再生本部が地域資本市場のプロトタイプ
を公表するとともに、学識者等による地方資
本市場に関する議論の場を設け、その内容を
公表していく。

地域資本市場のプロトタイプや学識者による議論等
を公表していくことで、各地域金融市場創成に向け
た各地域の具体的な動きを助長し、創成プロジェク
トの拡大を図る。

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、地域内資金循環を可能とする従来
にない形式の地域資本市場の創成を提案する。最終目標
は、一定の開示要件を満たした地元企業の調達ニーズと地
域住民を主体とした投資ニーズのマッチングだが、段階的
な整備が現実的である。同プロジェクトは地方行政による
住民への金融サービス提供の具体策であるが、第一段階で
は地公体による住民向け地方債を対象に、販売体制と販売
後のメンテナンス体制を確立し、初期の地域内資金循環と
しての成果を検証し、第二段階以降へと有効に活用してい
く。市場の創設や運営は、都道府県等を中心とする地域関
係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、この組織が地域住
民の投資ニーズを調査すると共に、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、結果や成果を公表しなが
ら市場全体を育成する。

横断的な支援の
為の行政ネット
ワーク作り

地域において創成プロジェクト・チームが具
体的な実務検討を行った結果発生する行政上
の問題点確認の為に再生本部に窓口を設置し
て、関係省庁間の横断的協力を求める。

地域資本市場創成における行政上の実務的問題点を
迅速に確認していくとともに、その問合せあわせ内
容と結果を公表していくので、結果として地域資本
市場の基礎構築を早期に行うことが可能となる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、地域内資金循環を可能とする従来
にない形式の地域資本市場の創成を提案する。最終目標
は、一定の開示要件を満たした地元企業の調達ニーズと地
域住民を主体とした投資ニーズのマッチングだが、段階的
な整備が現実的である。同プロジェクトは地方行政による
住民への金融サービス提供の具体策であるが、第一段階で
は地公体による住民向け地方債を対象に、販売体制と販売
後のメンテナンス体制を確立し、初期の地域内資金循環と
しての成果を検証し、第二段階以降へと有効に活用してい
く。市場の創設や運営は、都道府県等を中心とする地域関
係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、この組織が地域住
民の投資ニーズを調査すると共に、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、結果や成果を公表しなが
ら市場全体を育成する。

住民向け地方債
のオープンな販
売体制確立の為
の支援

総務省がオープンな販売手法を用いた地域資
本市場を利用した地方債の発行事例を公表
し、他の地方公共団体に対する利用促進を要
請する。

地域資本市場創成の基礎構築段階では、オープンな
販売手法を用いた住民向け地方債で地域内資金循環
の実例を作っていく必要がある。総務省がオープン
な販売スキームを支援することで、地域内資金循環
の動きは拡大し、市場機能の拡充は加速していく。

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、地域内資金循環を可能とする従来
にない形式の地域資本市場の創成を提案する。最終目標
は、一定の開示要件を満たした地元企業の調達ニーズと地
域住民を主体とした投資ニーズのマッチングだが、段階的
な整備が現実的である。同プロジェクトは地方行政による
住民への金融サービス提供の具体策であるが、第一段階で
は地公体による住民向け地方債を対象に、販売体制と販売
後のメンテナンス体制を確立し、初期の地域内資金循環と
しての成果を検証し、第二段階以降へと有効に活用してい
く。市場の創設や運営は、都道府県等を中心とする地域関
係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、この組織が地域住
民の投資ニーズを調査すると共に、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、結果や成果を公表しなが
ら市場全体を育成する。

住民向け地方債
ＩＲモデルの作
成

総務省による住民向け地方債のＩＲモデルの
作成とその公表

総務省が住民にとって分かりやすい地方債のＩＲモ
デルを作成し公表することによって、多くの地方公
共団体の住民向けＩＲが促進され、地方債や地域内
資金循環についての住民の理解が進み、市場におけ
る住民の投資ニーズが高まる。

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、地域内資金循環を可能とする従来
にない形式の地域資本市場の創成を提案する。最終目標
は、一定の開示要件を満たした地元企業の調達ニーズと地
域住民を主体とした投資ニーズのマッチングだが、段階的
な整備が現実的である。同プロジェクトは地方行政による
住民への金融サービス提供の具体策であるが、第一段階で
は地公体による住民向け地方債を対象に、販売体制と販売
後のメンテナンス体制を確立し、初期の地域内資金循環と
しての成果を検証し、第二段階以降へと有効に活用してい
く。市場の創設や運営は、都道府県等を中心とする地域関
係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、この組織が地域住
民の投資ニーズを調査すると共に、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、結果や成果を公表しなが
ら市場全体を育成する。

券面不発行への
早期対応支援

再生本部が証券保管振替機構に対し、地方資
本市場利用の住民向け地方債発行に限り、券
面不発行への早期対応を要請する。

地域資本市場創成の基礎構築段階では、住民向け地
方債で地域内資金循環の実例を作っていく必要があ
り、その為に券面不発行の対応を早期に行う（一般
債については平成17年秋）ことで、発行者である地
方公共団体や仲介者である金融機関のコストを低下
させることが可能となる。

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、住民による地域内への投資を目的
とした地域内資金循環を可能とする地域資本市場の創成を
提案する。最終目標は、何らかの開示要件を満たした企業
の調達ニーズと住民を主体とした投資ニーズのマッチング
だが、段階的な構築が現実的である。市場創成には地方行
政の住民への金融サービス提供としての視点が必要だが、
その為に、地公体による住民向け地方債の販売体制とその
後のメンテナンスを確立し、同市場を利用した初期の地域
内資金循環として、その成果を検証し有効に活用してい
く。市場の創設や運営に関しては、都道府県等を中心とす
る地域関係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、市場とし
て地域住民の投資ニーズを調査し、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、その結果や成果を公表し
ながら、市場育成する。

投資調査の為の
特別交付金事業
要件の緩和

地域資本市場への投資ニーズの継続的調査を
厚生労働省による推奨事業例に追加し、雇用
期間要件、人件費割合要件を緩和、事業期間
を平成17年度まで延長する。

地域資本市場に関する投資ニーズ調査を継続的に実
施、公表することは、潜在的な投資ニーズを掘り起
こすとともに発行者の効率的な市場利用につなが
る。しかし、毎回の調査には大きな人的コストが発
生するため、投資ニーズ調査が緊急地域雇用創出特
別交付金による事業として認定されれば、各地方に
おける地域資本市場創成プロジェクトへの大きな支
援策となる。

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、地域内資金循環を可能とする従来
にない形式の地域資本市場の創成を提案する。最終目標
は、一定の開示要件を満たした地元企業の調達ニーズと地
域住民を主体とした投資ニーズのマッチングだが、段階的
な整備が現実的である。同プロジェクトは地方行政による
住民への金融サービス提供の具体策であるが、第一段階で
は地公体による住民向け地方債を対象に、販売体制と販売
後のメンテナンス体制を確立し、初期の地域内資金循環と
しての成果を検証し、第二段階以降へと有効に活用してい
く。市場の創設や運営は、都道府県等を中心とする地域関
係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、この組織が地域住
民の投資ニーズを調査すると共に、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、結果や成果を公表しなが
ら市場全体を育成する。

投資家教育プロ
ジェクトとの連
携

証券市場改革促進プログラムでは、国民の意
識改革を促するために投資教育を政策として
遂行することとなっているが、地域資本市場
においても投資家教育により投資ニーズの掘
り起こしが必要となってくる。そこで両プロ
ジェクト間の連携が可能となるように再生本
部に支援を要請する。

金融庁で政策推進する集約された投資教育のノウハ
ウや資源が有効活用できるよう、また地域資本市場
の立場から投資家教育に関与できるような関係団体
や行政との連携体制を確立する。

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、地域内資金循環を可能とする従来
にない形式の地域資本市場の創成を提案する。最終目標
は、一定の開示要件を満たした地元企業の調達ニーズと地
域住民を主体とした投資ニーズのマッチングだが、段階的
な整備が現実的である。同プロジェクトは地方行政による
住民への金融サービス提供の具体策であるが、第一段階で
は地公体による住民向け地方債を対象に、販売体制と販売
後のメンテナンス体制を確立し、初期の地域内資金循環と
しての成果を検証し、第二段階以降へと有効に活用してい
く。市場の創設や運営は、都道府県等を中心とする地域関
係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、この組織が地域住
民の投資ニーズを調査すると共に、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、結果や成果を公表しなが
ら市場全体を育成する。

自主的な市場
ルール策定への
協力

地域資本市場創成プロジェクト・チームが市
場ルール（参加条件、取引ルール、開示ルー
ル及び情報の取扱いなど）を策定していくた
めに、再生本部が関係団体等に支援を要請す
る。

地域資本市場の基礎構築の為には、利用者の信頼に
足る市場ルールの策定が必要だが、例えば取引ルー
ルに関する自主規制機能を持つために、証券業協会
への協力要請を行う。また情報の取り扱いについて
も、個人情報保護やインサイダー情報管理などの
ルール策定のために必要な情報等について、再生本
部が関係団体への支援要請を行うことにより、地域
資本市場創成プロジェクト・チームによる早期の自
主的な市場ルール確立が可能となる。
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都道
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名
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名

地域再生構想の
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提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創
成プロジェクト

地域経済活性化の為に、地域内資金循環を可能とする従来
にない形式の地域資本市場の創成を提案する。最終目標
は、一定の開示要件を満たした地元企業の調達ニーズと地
域住民を主体とした投資ニーズのマッチングだが、段階的
な整備が現実的である。同プロジェクトは地方行政による
住民への金融サービス提供の具体策であるが、第一段階で
は地公体による住民向け地方債を対象に、販売体制と販売
後のメンテナンス体制を確立し、初期の地域内資金循環と
しての成果を検証し、第二段階以降へと有効に活用してい
く。市場の創設や運営は、都道府県等を中心とする地域関
係者によるＮＰＯ的組織で行われるが、この組織が地域住
民の投資ニーズを調査すると共に、地域への投資ニーズを
促進する為の投資家教育を行い、結果や成果を公表しなが
ら市場全体を育成する。

市場管理に関す
る支援体制

地域資本市場の管理については、地域におけ
る自主的な組織によってなされるが、投資家
保護の枠組みは重要であり、その堅守の為の
証券取引等監視委員会等の取引管理に関する
支援体制の確立を再生本部が要請する。

地域資本市場を育成していく為には、市場利用者の
中心となる地域住民の信頼を早期に得て、維持して
いく努力が必要であるが、その為の市場管理は地域
における自主的な運営組織が行っていく。その運営
組織がより投資家保護等を徹底する為に、ＳＥＳＣ
等に対する事前確認制度等の支援体制の確立が必要
である。

東
京
都

オリック
ス㈱
㈱市ヶ谷
ティー
アールエ
ス

重粒子線医療セ
ンタープロジェ
クト

本プロジェクトはがん治療に絶大な効果をもたらす先端医
療技術である重粒子線治療を行うべく医療センターを建
設･運営しようと目論むもの。現在は国内に２ヶ所のみで
設営運営されているが今後の医療の発展及び重粒子線治療
の効果を考えると本件のように多数の大学が共同利用でき
るシステムのものを建設･運営することは極めて社会的意
義の高い事業。同時に共同利用及び大学からの出資（原則
無配当）と民間からの出資（有配当）を組み合わせる形態
の運営会社にする事により高額投資となるネックを解消
し、同時に民間のノウハウ・合理性追及効果を期待できそ
のリスクマネーを呼び込む事ができる。

国立大学の本事
業への出資を許
可する

国立大学法人法施行令第３条において国立大
学の出資する事ができる事業がいわゆるＴＬ
Ｏに限定されているものを本件に関しては例
外として認める。

＜出資に関しての考え方＞
各国立大学及び地方公共団体等からの出資（別資料
のD出資金）と民間からの出資（同じくE出資金）を
配当の有無で性格分けしようと考えている。すなわ
ち将来事業が利益を生み出した場合、配当を行うが
D出資金には原則行わず、E出資金に対してのみ行う
もの。こうする事によって民間業者は事業採算向上
への強い動機付けがなされ、このように事業性が見
込みにくい中でも民間の運営ノウハウがストレート
に反映される事を目論んでいる。又ダウンサイドリ
スクに対しては仮に採算悪化が続き資金不足に陥っ
た時には資金不足（債務超過）がE出資金を上回っ
た時を一つの目途と考え徒に赤字が垂れ流される事
を防いでいる。何れにしても既存の第三セクターな
どと違い配当に差を設ける事で公共性（D出資）と
合理性（E出資）をそこのところで区分けし、後は
基本的には資本の原則を導入しようと目論むもの。
＜具体的な事業内容＞
各提携（出資者等）の病院及び広く全国から重粒子
線治療の紹介を受け治療行為を行う医療法人を設立
しそこに本施設を賃貸し業務受託を受ける。実態的
には医療法人と直接の出資先となる施設所有運営法
人は一体運営。基本的には病棟はセンターには設置
せず重粒子線治療の部分だけを行い地域提携病院と
の連携を考えている。

東
京
都

オリック
ス㈱
㈱市ヶ谷
ティー
アールエ
ス

重粒子線医療セ
ンタープロジェ
クト

本プロジェクトはがん治療に絶大な効果をもたらす先端医
療技術である重粒子線治療を行うべく医療センターを建
設･運営しようと目論むもの。現在は国内に２ヶ所のみで
設営運営されているが今後の医療の発展及び重粒子線治療
の効果を考えると本件のように多数の大学が共同利用でき
るシステムのものを建設･運営することは極めて社会的意
義の高い事業。同時に共同利用及び大学からの出資（原則
無配当）と民間からの出資（有配当）を組み合わせる形態
の運営会社にする事により高額投資となるネックを解消
し、同時に民間のノウハウ・合理性追及効果を期待できそ
のリスクマネーを呼び込む事ができる。

公立大学の本事
業への出資を許
可する

地方独立行政法人法において設置･管理され
ている公立大学法人につき、その出資につい
ては特段の定めがなされていないが、国立大
学における出資に準じて本件については出資
を認める措置を講じていただきたい。

＜出資に関しての考え方＞
各公立大学及び地方公共団体等からの出資（別資料
のD出資金）と民間からの出資（同じくE出資金）を
配当の有無で性格分けしようと考えている。すなわ
ち将来事業が利益を生み出した場合、配当を行うが
D出資金には原則行わず、E出資金に対してのみ行う
もの。こうする事によって民間業者は事業採算向上
への強い動機付けがなされ、このように事業性が見
込みにくい中でも民間の運営ノウハウがストレート
に反映される事を目論んでいる。又ダウンサイドリ
スクに対しては仮に採算悪化が続き資金不足に陥っ
た時には資金不足（債務超過）がE出資金を上回っ
た時を一つの目途と考え徒に赤字が垂れ流される事
を防いでいる。何れにしても既存の第三セクターな
どと違い配当に差を設ける事で公共性（D出資）と
合理性（E出資）をそこのところで区分けし、後は
基本的には資本の原則を導入しようと目論むもの。
＜具体的な事業内容＞
各提携（出資者等）の病院及び広く全国から重粒子
線治療の紹介を受け治療行為を行う医療法人を設立
しそこに本施設を賃貸し業務受託を受ける。実態的
には医療法人と直接の出資先となる施設所有運営法
人は一体運営。基本的には病棟はセンターには設置
せず重粒子線治療の部分だけを行い地域提携病院と
の連携を考えている。

東
京
都

オリック
ス㈱

PET画像診断ｾﾝ
ﾀｰ

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは中規模ＰＥＴ画像診断センターの設立。ＰＥ
Ｔはがんの早期発見にかなり有用とされる最先端核医学機
器で各医療機関とも施設導入したいが、高額初期投資とラ
ンニングコストの一方で保険診療単価が低額な為、単独機
関では採算性が合わず、施設導入が進まないのが現状。特
に、人口規模100万人以下の地域では採算が取れず民間の
単独施設投資は想定不能。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、複数の地域の複
数医療機関から出資金を集積して1ヶ所に集め、中規模Ｐ
ＥＴ画像診断センターを建設しようとするもの。複数地域
の複数医療機関が共同利用可能な施設を建築することによ
り、投資効率の向上と集客により本来想定不能な地域にＰ
ＥＴ画像診断センターを建築。地域の経済効果・地域医療
の充実・地域医療費の削減を目的とするもの。

国立大学の本事
業への出資を許
可する

国立大学法人法施行令第３条において国立大
学の出資する事ができる事業がいわゆるＴＬ
Ｏに限定されているものを本件に関しては例
外として認める。

＜出資に関しての考え方＞
各国立大学及び地方公共団体等からの出資（別資料
のD出資金）と民間からの出資（同じくE出資金）を
配当の有無で性格分けしようと考えている。すなわ
ち将来事業が利益を生み出した場合、配当を行うが
D出資金には原則行わず、E出資金に対してのみ行う
もの。こうする事によって民間業者は事業採算向上
への強い動機付けがなされ、このように事業性が見
込みにくい中でも民間の運営ノウハウがストレート
に反映される事を目論んでいる。又ダウンサイドリ
スクに対しては仮に採算悪化が続き資金不足に陥っ
た時には資金不足（債務超過）がE出資金を上回っ
た時を一つの目途と考え徒に赤字が垂れ流される事
を防いでいる。何れにしても既存の第三セクターな
どと違い配当に差を設ける事で公共性（D出資）と
合理性（E出資）をそこのところで区分けし、後は
基本的には資本の原則を導入しようと目論むもの。
＜具体的な事業内容＞
各提携（出資者等）の病院からPET検査の紹介を受
け診断行為を行う医療法人を設立しそこに本施設を
賃貸し又業務委託を受ける。実態的には医療法人と
直接の出資先となる施設所有運営法人は一体運営。
又PET診断は保険対象に留まらず自由診療として利
用しやすい料金設定をし事業を行う事も目論んでい
る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

オリック
ス㈱

PET画像診断ｾﾝ
ﾀｰ

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは中規模ＰＥＴ画像診断センターの設立。ＰＥ
Ｔはがんの早期発見にかなり有用とされる最先端核医学機
器で各医療機関とも施設導入したいが、高額初期投資とラ
ンニングコストの一方で保険診療単価が低額な為、単独機
関では採算性が合わず、施設導入が進まないのが現状。特
に、人口規模100万人以下の地域では採算が取れず民間の
単独施設投資は想定不能。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、複数の地域の複
数医療機関から出資金を集積して1ヶ所に集め、中規模Ｐ
ＥＴ画像診断センターを建設しようとするもの。複数地域
の複数医療機関が共同利用可能な施設を建築することによ
り、投資効率の向上と集客により本来想定不能な地域にＰ
ＥＴ画像診断センターを建築。地域の経済効果・地域医療
の充実・地域医療費の削減を目的とするもの。

公立大学の本事
業への出資を許
可する

地方独立行政法人法において設置･管理され
ている公立大学法人につき、その出資につい
ては特段の定めがなされていないが、国立大
学における出資に準じて本件については出資
を認める措置を講じていただきたい。

＜出資に関しての考え方＞
各公立大学及び地方公共団体等からの出資（別資料
のD出資金）と民間からの出資（同じくE出資金）を
配当の有無で性格分けしようと考えている。すなわ
ち将来事業が利益を生み出した場合、配当を行うが
D出資金には原則行わず、E出資金に対してのみ行う
もの。こうする事によって民間業者は事業採算向上
への強い動機付けがなされ、このように事業性が見
込みにくい中でも民間の運営ノウハウがストレート
に反映される事を目論んでいる。又ダウンサイドリ
スクに対しては仮に採算悪化が続き資金不足に陥っ
た時には資金不足（債務超過）がE出資金を上回っ
た時を一つの目途と考え徒に赤字が垂れ流される事
を防いでいる。何れにしても既存の第三セクターな
どと違い配当に差を設ける事で公共性（D出資）と
合理性（E出資）をそこのところで区分けし、後は
基本的には資本の原則を導入しようと目論むもの。
＜具体的な事業内容＞
各提携（出資者等）の病院からPET検査の紹介を受
け診断行為を行う医療法人を設立しそこに本施設を
賃貸し又業務委託を受ける。実態的には医療法人と
直接の出資先となる施設所有運営法人は一体運営。
又PET診断は保険対象に留まらず自由診療として利
用しやすい料金設定をし事業を行う事も目論んでい
る。

東
京
都

株式会社
ユイプラ
ン

現代民家と結作
業の現代哲学
スローライフ・
結（ゆい）21

定期借地農地付賃貸集合住宅であります。入居者＝生産
者。地方行政からの援助、農地法の緩和など、かなりの研
究時期が必要であります。しかしながら、新ビジネスモデ
ルが構築できた時には、全国にこのシステムを広げてゆく
ことができます。

農地法の改正

「結プロジェクトマネジメント」では、農業
を行いたい人の受け入れ態勢（インフラ）の
整備をします。具体的事業内容として、農地
付賃貸集合住宅建設、全国集中管理・住替え
システム（ライフスタイルの選択の自由）、
農家の方の敷地利用・農地転用（食と農のオ
アシス創造特区利用）等があります。

定期借地農地付賃貸集合住宅であります。入居者＝
生産者。地方行政からの援助、農地法の緩和など、
かなりの研究時期が必要であります。しかしなが
ら、新ビジネスモデルが構築できた時には、全国に
このシステムを広げてゆくことができます。

東
京
都

株式会社
ユイプラ
ン

現代民家と結作
業の現代哲学
スローライフ・
結（ゆい）21

定期借地農地付賃貸集合住宅であります。入居者＝生産
者。地方行政からの援助、農地法の緩和など、かなりの研
究時期が必要であります。しかしながら、新ビジネスモデ
ルが構築できた時には、全国にこのシステムを広げてゆく
ことができます。

農地法の改正

「結プロジェクトマネジメント」では、農業
を行いたい人の受け入れ態勢（インフラ）の
整備をします。具体的事業内容として、農地
付賃貸集合住宅建設、全国集中管理・住替え
システム（ライフスタイルの選択の自由）、
農家の方の敷地利用・農地転用（食と農のオ
アシス創造特区利用）等があります。

定期借地農地付賃貸集合住宅であります。入居者＝
生産者。地方行政からの援助、農地法の緩和など、
かなりの研究時期が必要であります。しかしなが
ら、新ビジネスモデルが構築できた時には、全国に
このシステムを広げてゆくことができます。

東
京
都

ゼッタテ
クノロ
ジー株式
会社

新観光立国一知
ノユキビタス地
域戦略プロジェ
クト

観光は国内の都市の魅力を高め、国際交流や文化理解、引
いては安全保障にまでつながる国家的政策である。しかし
ながら現在、我が国においては、この観光に対する認識が
薄く、その経済の波及効果等に浸透に対する具体的事案と
して取り上げていない、このことから観光のもたらす経済
波及効果、文化的社会的波及効果を鑑みた場合、国と地域
が一体となった取組が必要となる。国民生活・文化のグ
ローバル化に対応し、魅力ある国を創造していくために
は、観光の国際化と活性化に果たす役割を強く認識した上
で、国家プロジェクトとして取り組んでいかなければなら
ない。このような意義から弊社では、観光のハード・ソフ
ト分野にとらわれず、現在ある資源・モノ・人の知のユキ
ビタスを連関させることにより、地域が、日本の再生を引
き起こす新観光立国プロジェクトを提案した。

観光政策におけ
る知のユキビタ
ス社会をめざす
ため、①人材育
成費行う財政措
置を、②ⅠＴ技
術の分野③大学
学科の増設に関
する権限委譲

権限移譲：文部科学省による大学の学科増設
及び定員に関する助言等に関する権限を都道
府県に移譲する。　財政支援：人材育成につ
いて、地域活性化に関する交付金・補助金に
計上する。

１．コミュニティ・クリエーター育成事業　２．観
光評価システム事業　３．地域の大学の観光学科増
設事業　４．情報ネットワーク構築事業　５．地域
の歴史文化遺跡・施設等整備事業

東
京
都

特定非営
利活動法
人地域自
立ソフト
ウェア連
携機構
（略称
MSCO)

崩壊した河川流
域コミュニティ
を情報基盤で再
構築

河川下流の過密化、上流の過疎化が加速している。この
ギャップの解消策は、若者が集中する大学の活用である。
大学では実践環境、実践指導者の不足、農林漁村では実践
環境、実践指導者の宝庫である。両者の融合は社会的資産
を有効に活用し、農林漁業の経験を次世代へ継承でき、流
域での地産地消、文化交流、環境保全、少子高齢化緩和な
どが実現する。

過疎地である小
菅村での廃屋・
廃施設の寮、教
室など教育施設
としての利用、
学生の短期実践
教育機関の義務
化及び農林漁
業、環境保全、
介護、看護経験
者の教育指導者
としての雇用

１）廃屋、廃施設での大学誘致認可及び財政
補助（たとえば、寮生文理宿泊のため、廃屋
整備費用支援、５０家屋×３００万円/１家
屋＝１億５千万円、小規模教室誘致に伴う教
室など共同利用施設のため、廃施設整備費用
支援、２施設×１千万円＝２千万円など）
２）高齢者を含む農林漁業経験、環境保全、
看護・介護経験者の教官雇用基準と財政支援
（たとえば、最低生活保障程度）    ３）
１）、２）を実現のための施策連携

河川上流域域の過疎地における廃屋、廃施設の有効
利用と下流域都市部の大学生の過疎地への短期流出
を軸とする制度連携が、都市部と過疎地の人口アン
バランス、少子高齢化の局在化を緩和する。そのこ
とで、過疎地での高齢者を含む雇用拡大、地域活性
を生み、かつ、都市部若者への環境保全経験、介
護・看護経験をを進める。効果規模としては、過疎
地の過疎地以前の復帰を目標値とする。
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府県
名
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地域再生構想の
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提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

特定非営
利活動法
人地域自
立ソフト
ウェア連
携機構
（略称
MSCO)

崩壊した河川流
域コミュニティ
を情報基盤で再
構築

河川下流の過密化、上流の過疎化が加速している。この
ギャップの解消策は、若者が集中する大学の活用である。
大学では実践環境、実践指導者の不足、農林漁村では実践
環境、実践指導者の宝庫である。両者の融合は社会的資産
を有効に活用し、農林漁業の経験を次世代へ継承でき、流
域での地産地消、文化交流、環境保全、少子高齢化緩和な
どが実現する。

都市部に立地す
る大学・専門学
校での、実践教
育課程での単位
認可制度、もし
くは実践教育奨
学金制度、奨学
金制度について
は、過疎地大作
資金の流用

１）多摩川下流域小金井市に立地する東京農
工大学見られるように、大学での、農林漁業
経験、環境保全、看護・介護実践教育課程を
充実するために、大学側から、積極的に学生
を過疎地に送り出す奨学金制度の設立が必要
で、過疎地対策資金などの利用が期待され
る。財政負担としては年間10０人×５年間×
１００万円/年間＝５億円）
２）１）を実現するための権限委譲

都市部在籍の学生を、過疎地へ転出させるための、
最初のプロモート策として、奨学金制度の有効利用
が欠かせない。また、農林業業の具体的な体験が、
課題次第では、環境保全、もしくは地域経済の振
興、介護・看護にもつながる。これは大学での単位
取得を超えて、都市と過疎地の共生のあり方が見え
てくる。過疎地の経験者は過疎地人口の一割、受け
入れはその数倍程度。

東
京
都

特定非営
利活動法
人地域自
立ソフト
ウェア連
携機構
（略称
MSCO)

崩壊した河川流
域コミュニティ
を情報基盤で再
構築

河川下流の過密化、上流の過疎化が加速している。この
ギャップの解消策は、若者が集中する大学の活用である。
大学では実践環境、実践指導者の不足、農林漁村では実践
環境、実践指導者の宝庫である。両者の融合は社会的資産
を有効に活用し、農林漁業の経験を次世代へ継承でき、流
域での地産地消、文化交流、環境保全、少子高齢化緩和な
どが実現する。

流域交通網は最
終的な課題であ
る。そのための
準備として、有
線放送網を整備
し、流域情報道
路整のための放
送法の規制緩
和、テラバンク
サーバー費用支
援、流域の環境
監視用カメラ費
用支援

1）流域情報道路は、現状の有線設備、ADSL
基地局を配置整備。ソフトェア整備、ハード
ウェア整備（例えば、テテバンクサーバー３
千万円/１式×２式＝６千万円、監視用カメ
ラ百万円×１００式＝１億円、電子会議用ソ
フトウェア１式２千万円、環境監視用ソフト
ウェア１式２千万円、GIS観光・環境・施設
管理１式５千万円）
２）情報交通網は、市町村を貫通した、河川
域の有効利用となり、河川整備予算利用
３）１）、２）を実現するための施策の利便
性向上

河川の流域環境は整備するためには、流域環境や
人々の生活環境の映像による、交流を促進するた
め、強力な２４時間稼動テラバンクサーバーを整備
し、電子会議、環境監視などを促進する。現在、流
域での地産地消が、過疎地での経済停滞のために遅
れているが、この種の高度情報化での経済的刺激が
重要な役割を果たす。将来的には、流域モノレール
などの流通・交通手段の実現が期待される。当面は
過疎地での交通量を間かな数倍程度。

東
京
都

ＮＴＴコ
ミュニ
ケーショ
ンズ株式
会社

コミュニティ支
援ネットワーク
による地域ビジ
ネスの活性化

地域の人と人との交流を促進し、結びつきを強めるツール
として“地域通貨”を導入し運営することで、人と人との
交流を活発化させ、地域住民が主体となり、地域が抱える
問題を、ビジネスとして継続的に取り組むことにより、地
域の問題を解決し、新たな雇用を作り出し、地域を経済の
活性化を図ることができる。また、コミュニティ・ネット
ワークの輪を広げていく手段として、住基カード等、ブ
ロードバンドの活用し、ITを活用したコミュニティ支援の
研究会を発足させ、地域ビジネスの活性化に向けた調査、
研究し地域再生構想を展開する。（添付１、添付３）

地域公共ネット
ワークの民間開
放

地域公共ネットワークを民間（市民、ボラン
ティア団体、NPO等）に開放する。

住基カード等を広域且つ共同で利用するために、住
基多目的システムとの連携や公的個人認証等を活用
し本人確認を行うために、“地域公共ネットワーク
の民間への開放“をすることで、住基カード等の利
用促進に繋げられる。

東
京
都

ＮＴＴコ
ミュニ
ケーショ
ンズ株式
会社

コミュニティ支
援ネットワーク
による地域ビジ
ネスの活性化

地域の人と人との交流を促進し、結びつきを強めるツール
として“地域通貨”を導入し運営することで、人と人との
交流を活発化させ、地域住民が主体となり、地域が抱える
問題を、ビジネスとして継続的に取り組むことにより、地
域の問題を解決し、新たな雇用を作り出し、地域を経済の
活性化を図ることができる。また、コミュニティ・ネット
ワークの輪を広げていく手段として、住基カード等、ブ
ロードバンドの活用し、ITを活用したコミュニティ支援の
研究会を発足させ、地域ビジネスの活性化に向けた調査、
研究し地域再生構想を展開する。（添付１、添付３）

地方公務員の出
向派遣等による
ノウハウ提供

地方公務員を民間（市民、ボランティア団
体、NPO等）に出向派遣等を許可する。

地域住民の労働力、技術、ノウハウなど、地域の資
源を活用し、産業の創造を図るために、ハローワー
ク等職員による行政の枠組みを越えて地域の市民、
ボランティア団体、NPO等と人事交流を図り、地域
の実情に添った形で事業の推進を支援する。これに
より地方公務員と市民、ボランティア団体、NPOな
どと人事交流を推進して行く事が可能なり、事業の
創造、推進が円滑に進むことなる。

東
京
都

ＮＴＴコ
ミュニ
ケーショ
ンズ株式
会社

コミュニティ支
援ネットワーク
による地域ビジ
ネスの活性化

地域の人と人との交流を促進し、結びつきを強めるツール
として“地域通貨”を導入し運営することで、人と人との
交流を活発化させ、地域住民が主体となり、地域が抱える
問題を、ビジネスとして継続的に取り組むことにより、地
域の問題を解決し、新たな雇用を作り出し、地域を経済の
活性化を図ることができる。また、コミュニティ・ネット
ワークの輪を広げていく手段として、住基カード等、ブ
ロードバンドの活用し、ITを活用したコミュニティ支援の
研究会を発足させ、地域ビジネスの活性化に向けた調査、
研究し地域再生構想を展開する。（添付１、添付３）

住民基本台帳
カードの条例の
規定を緩和

住民基本台帳カードの多目的利用において、
当該する目的のために利用する場合には、地
方公共団体毎に条例を定めなくても利用可能
にする。（認可、許可制又は法令にて規制）

住民基本台帳カードの多目的利用において、地方公
共団体毎の条例に定めなくとも、当該する目的のた
めに利用する場合には、地方公共団体毎に条例を定
めなくても利用可能にすることで、広域でサービス
を利用する場合においても事業の推進が円滑に進む
ことになる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

東洋建築
社

日光杉並木街道
遊歩道化による
地域活性化プロ
ジェクト

日光杉並木街道は世界に誇る文化遺産であるにも関わら
ず、現在は地域住民の生活道路として車両の往来が中心と
なっている。この世界的な遺産を活用するため、バイパス
建設事業による車両の完全排除を敢行し、杉並木街道の遊
歩道化を実現することが先決である。現在、国から委託さ
れていた管理者である栃木県によって、一部バイパス建設
事業が進められているが、その実現は夢物語に近い。この
現状を打開するため、日光市と今市市が合併した新市町村
が杉並木街道を管理し、遊歩道化による地域再生の明確な
ビジョンをもち、恩恵を受ける地域住民と一体となって、
バイパス建設事業の竣工を実現して頂きたい。２０キロの
世界に誇れる遊歩道化が実現すれば、近隣地域の経済の活
性化および雇用の創出、鉄道交通の活性化など、期待され
る効果は明らかである。

日光杉並木街道
遊歩道化実現に
向けた日光地区
新市への管理委
託替

日光杉並木街道に関する栃木県教育委員会の
管理権限を今後誕生する日光市・今市市他５
市による新市に全て移譲する。具体的には、
大正１１年の栃木県を管理者にしていいする
という内務省発理第３６号、昭和６２年の日
光杉並木街道及び並木寄進碑に関する権限を
栃木県教育委員会に委任するとする文化庁告
示２号があり、これらを新市に移譲するとい
うものである。

【観光住宅】地方に放置されている軸組住宅を日本の文化
を体験できる宿泊施設としてコンバージョンするプロジェ
クト。軸組住宅と同じ様式である書院造の研究や今昔の日
本的ライフスタイルの研究を通して導いたライフスタイル
を外国や都心からのツーリストに体感して頂く。「観光立
国」にある本来の観光を実現させる提案であり、カル
チャーツーリズムの一手法と位置付けている。現場である
小代地区は日光への玄関口である今市市内の魅力ある田園
地帯であると同時に、日光杉並木の玄関口である。遊歩道
化を実現して、日光への約20キロの杉並木街道散策の拠点
として世界の人々が小代から日光へ向けて歩き出すイメー
ジを念頭に展開している。小代地区再生の基盤となるプロ
ジェクトと位置付けているが、それに伴う飲食店や体験農
業など様々な経済活性化や雇用の創出が見込まれる。【杉
並木散策路におけるベロタクシー運行プロジェクト】日光
杉並木街道が遊歩道化されれば、多くの観光客が杉並木を
散策することになると推察されるが、健脚ではない方や時
間のない方に対して、ベロタクシーを運行させる。ベロタ
クシーはNPO法人環境共生都市推進協会が展開するドイツ
生まれの人力車のような乗り物で、人力であるためエコロ
ジーである。既に京都や表参道、六本木ヒルズなどで運行
されている。地域の若者を中心に雇用の創出を期待してい
る。この他杉並木遊歩道化に伴い大道芸、通訳ガイドや観
光ガイド、飲食店、農業民宿、など経済活性化・雇用の創
出の可能性は多岐に渡る。自動車社会において、世界的に
も圧倒的規模の歩行空間として、個性的職種が生まれる。
周辺農地等や河川なども余すところなく観光資源として活
用可能である。平行して走る２鉄道も潤う。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

民間活力の積極
的活用による地
域経済活性化

地元業者による新規参入の阻害等により、特区制度を用い
た地域経済活性化実現を妨げる場合もある。そこで、現行
の構造改革特別地域法を改正し、地方公共団体を介在させ
ない手法による特区申請を可能とする。

LEC大学に対す
る規制緩和・民
間事業者による
特区促進　「構
造改革特別区域
法の改正」

民間事業者による特区申請を可能とする。地
方公共団体のみに申請を認めている現行制度
では、地元業者による新規参入の阻害等によ
り、特区制度を用いた地域経済活性化実現を
妨げられてしまう可能性もある。

民間事業者による特区申請を可能とする。地方公共
団体のみに申請を認めている現行制度では、地元業
者による新規参入の阻害等により、特区制度を用い
た地域経済活性化実現を妨げられてしまう可能性も
ある。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

民間活力の積極
的活用による地
域経済活性化

株式会社立大学は、学校設置者に株式会社を認めたのみ
で、その他の規定は全て学校教育法・大学設置基準の規定
が適用されるのが現状である。しかし、それでは、規制に
よって過度の負担を強いられるため、特区法の効果が半減
する可能性が高い。そこで本提案では、過度に既存の規制
がおよび株式会社立の大学の趣旨を没却しないようにす
る。

LEC大学に対す
る規制緩和・民
間事業者による
特区促進　「構
造改革特別区域
法の改正」

民間事業者による特区申請を可能とする。地
方公共団体のみに申請を認めている現行制度
では、地元業者による新規参入の阻害等によ
り、特区制度を用いた地域経済活性化実現を
妨げられてしまう可能性もある。

民間事業者による特区申請を可能とする。地方公共
団体のみに申請を認めている現行制度では、地元業
者による新規参入の阻害等により、特区制度を用い
た地域経済活性化実現を妨げられてしまう可能性も
ある。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

「民間事業者」
の範囲

行政サービスの民間委託先を株式会社等の法人税法上の普
通法人に限定し、サービスの向上を図るとともに税収の確
保を図る。

民間委託先を株
式会社等の事業
法人に限定

行政サービスの民間委託先を株式会社等の普
通法人に限定

行政サービスの委託先を普通法人に限定し、民間事
業者による入札・プロポーザルによるコンペティ
ションを通じて、リーズナブルな行政サービスを実
施する。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

指定管理者制度
地方自治法244条の２第9項を改正し、利用料金について指
定管理者の自由な設定を認め、円滑な収益事業の実施を図
り、独立採算による運営を可能にする。

指定管理者制度
における利用料
金設定の自由
化。

指定管理者に料金設定の自由を認めることに
より、指定管理者制度を活性化し、地域経済
の活性化を図る。

指定管理者制度に関する地方自治法244条の２第９
項の改正
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名
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内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

PFI法の改正
（ハード・ソフ
ト両面にわたる
民間委託の促
進）

現行PFI法は、社会資本の整備という観点から民間活力の
活用を推進するものであり、施設の存在を前提としない事
業については、PFI法に定める「特定事業」に該当しな
い。（コンピュータ設備の整備及びそれによるサービスの
提供など）また施設の建築から運営までを一体的に扱うこ
とを想定していることから、運営や維持管理のみを民間業
者に委ねる事業（すでに存在する施設の運営等）について
はPFIの対象外とされている。そこで①既存の施設を運営
する事業（施設の建設等を伴わないもの）についてもPFI
法の「特定事業」とする、②施設の存在を前提としない事
業についてもPFI法の「特定事業」とする必要がある。具
体的なプロジェクトとしては、既存の図書館及び刑務所を
民間業者がPFI手法で運営し、雇用の創出を図る。

PFI法の改正

・PFI法第１条及び第２条の改正
（PFI法に定める、「特定事業」の対象の拡
大）

①既存の公立図書館をPFI手法を用いて、民間事業
者が運営を行なう。質の高い公共サービスの提供が
可能になるとともに、雇用の創出が期待できる。②
既存の矯正施設（刑務所）をPFI手法を用いて、民
間事業者が運営を行なう。効率的な刑務所運営と雇
用の創出が可能。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

第三セクター制
度の改革

地方経済再生のため、第三セクターの改革を早急で進める
ことができるよう制度改正する。地方公共団体が有する債
権を産業再生機構が譲り受けることを可能とし、事業を継
続したまま、経営改善を行い、第三セクターを再生させ
る。また、新たに保証債務の譲り受けもできるよう産業再
生機構の業務範囲を拡大する。

第三セクター制
度の改革

産業再生機構が譲り受けることができる債権
を「金融機関等」が有するもの以外にまで拡
大し、地方公共団体が有する債権を譲り受け
ることができるように改正する。

産業再生機構による第三セクターの再生を実現する
ため。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

第三セクター制
度の改革

地方経済再生のため、第三セクターの改革を早急で進める
ことができるよう制度改正する。地方公共団体が有する債
権を産業再生機構が譲り受けることを可能とし、事業を継
続したまま、経営改善を行い、第三セクターを再生させ
る。また、新たに保証債務の譲り受けもできるよう産業再
生機構の業務範囲を拡大する。

第三セクター制
度の改革

現在定められている基準とは別個に第三セク
ター再生のための支援基準を設ける。

産業再生機構による第三セクターの再生を実現する
ため。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

第三セクター制
度の改革

地方経済再生のため、第三セクターの改革を早急で進める
ことができるよう制度改正する。地方公共団体が有する債
権を産業再生機構が譲り受けることを可能とし、事業を継
続したまま、経営改善を行い、第三セクターを再生させ
る。また、新たに保証債務の譲り受けもできるよう産業再
生機構の業務範囲を拡大する。

第三セクター制
度の改革

現在定められている基準とは別個に第三セク
ター再生のための支援基準を設ける。

地方公共団体が有する第三セクターのための保証債
務及び将来発生する求償権を産業再生機構へ譲り渡
すことを可能とする。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

公務員人材の活
用

地方公務員が民間企業に派遣され、そこで実務に当たるこ
とができるようにする。それにより、民間の手法が自治体
行政に活かされ、自治体のサービス向上による地域経済の
活性化を目指す。
そのため、「国と民間企業との間の人事交流に関する法
律」の第二条第一項を改正し、また地方公務員法第三十五
条、第三十八条第一項に例外を設けることを提案する。

公務員人材の活
用

「国と民間企業との間の人事交流に関する法
律」の第二条第一項の「職員」の定義を改正
し、また地方公務員法第三十五条、第三十八
条第一項に、派遣中の職員にはこれを適用し
ない旨の例外を設ける。

地方公務員が、ある程度長期にわたって民間企業に
派遣され、その経営手法、広告手法、具体的成果を
出すためのスキルなどを学習することができるよう
にする。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

公務員に対する
研修制度の見直
し

１．研修施設の統合・改廃、民間委託。２．研修施設を民
間への開放（生涯学習の拠点化）３．公務員の研修受講は
原則として自費負担とする。４．上記１・２・３の施策を
実行する（通達の発行）。初年度はモデル地域を募集し、
補助金を支給する。

公務員に対する
研修制度の見直
し

自治体の有する職員研修所の管理権限を民間
に全面的に委譲する。自治体の有する職員研
修所の使用対象を民間人にも広げる。

職員研修所を民間事業者が運営する。職員研修所を
民間人が利用することができるようにする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

有資格者の派遣
事業（コミュニ
ティ・ビジネス
の促進）

士業者の派遣労働を認め、小規模のコミュニティビジネス
においても、士業者の専門的支援が受けられるようにす
る。
これによるコミュニティビジネスの定着・発展を目指す。
そのため、士業者の派遣を認めることを提案する。

有資格者の派遣
事業（コミュニ
ティ・ビジネス
の促進）

厚生労働省の労働者派遣事業関係業務取扱要
領の改正。
具体的には、第２　適用除外業務等　３　適
用除外業務以外の業務に係る制限の２）を削
除する。

コミュニティビジネスの事業体の会計・税務・社会
保険関係事務などについて専門知識の面から支援す
るため、士業者をそれら事業体に派遣する。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

民間活力の積極
的活用による地
域経済活性化

経営者が、「経営能力習得カリキュラム」を履修すること
を助成金交付の要件とする。

経営者教育事業
（中小企業の健
全育成）

経営者が、「経営能力習得カリキュラム」を
履修することを助成金交付の要件とする。

経営者が、「経営能力習得カリキュラム」を履修す
ることを助成金交付の要件とする。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

義務教育改革

企業が求める実務知識・能力と学校教育内容とのミスマッ
チを解消するべく、学校教育のカリキュラムを見直し、義
務教育（小・中学校）段階から「職業教育」を導入する。
そのために、学校教育基本法施行規則第二十四の二の別表
第一、同第五十四条別表第二について、各学年の「総合的
な学習の時間の授業時数」を三〇時数ずつ削減し、その三
〇時数を「社会」の授業時数に上乗せ充当する。加えて、
小学校学習指導要領の「第2章 第2節 社会」、中学校学習
指導要領の「第2章 第2節 社会」について、〔地理的分
野〕〔歴史的分野〕よりも〔公民的分野〕こそが「社会」
の中核的内容であること、その学習内容として、現代社会
の仕組みを基礎付けている法律・制度をも扱うこと、「社
会」が「職業教育」に相当する教科であることを明記す
る。

義務教育改革

企業が求める実務知識・能力と学校教育内容
とのミスマッチを解消するべく、学校教育の
カリキュラムを見直し、義務教育（小・中学
校）段階から「職業教育」を導入する。その
ために、学校教育基本法施行規則第二十四の
二の別表第一、同第五十四条別表第二につい
て、各学年の「総合的な学習の時間の授業時
数」を三〇時数ずつ削減し、その三〇時数を
「社会」の授業時数に上乗せ充当する。加え
て、小学校学習指導要領の「第2章 第2節 社
会」、中学校学習指導要領の「第2章 第2節
社会」について、〔地理的分野〕〔歴史的分
野〕よりも〔公民的分野〕こそが「社会」の
中核的内容であること、その学習内容とし
て、現代社会の仕組みを基礎付けている法
律・制度をも扱うこと、「社会」が「職業教
育」に相当する教科であることを明記する。

弊社は、義務教育段階の職業教育カリキュラムおよ
び〔公民的分野〕に相当する学習内容の企画・教科
書作成などを通じて貢献する。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

デュアルシステ
ムの促進（短期
的政策）

企業のインターンシップ受入れ義務の法制化
デュアルシステ
ムの促進（短期
的政策）

一定の条件を満たす企業のインターンシップ受

１．インターンシップ前の学生に対する“社会人と
してのマナー研修”
２．受入れ企業のインターンシッププログラムの作
成補助
３．インターンシッププログラム実施中の一部研修
請負

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

デュアルシステ
ムの促進～「若
年者トライアル
雇用事業」の
「ジョブ・カ
フェ」への拡大
適用）～

「若年者トライアル雇用事業」の職業紹介ルートを「若年
者のためのワンストップセンター（通称：『ジョブ・カ
フェ』）」にも拡大する。「ジョブ・カフェ」は、ハロー
ワークのみならず、地方公共団体・民間事業者・学校など
も連携した若年者就業支援施設であるため、より多くの若
年者・企業に対する職業紹介ルートの間口を広げることに
なり、制度の実効性も大幅に高まることになる。

デュアルシステ
ムの促進（短期
的政策）

「若年者トライアル雇用事業」の職業紹介
ルートを「若年者のためのワンストップセン
ター（通称：『ジョブ・カフェ』）」にも拡
大する。「ジョブ・カフェ」は、ハローワー
クのみならず、地方公共団体・民間事業者・
学校なども連携した若年者就業支援施設であ
るため、より多くの若年者・企業に対する職
業紹介ルートの間口を広げることになり、制
度の実効性も大幅に高まることになる。

「ジョブ・カフェ」への人材情報提供、求人情報、
各種職業知識・能力開発研修カリキュラムの企画・
制作に、一民間事業者として協力していく。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

民間活力の積極
的活用による地
域経済活性化に
ついて

求職者一人ひとりに対して、「特定の職業に就く」という
目的を設定し、これを達成するための最適な手段を、民間
事業者が提供できるようにする。

民間によるワン
ストップセン
ターの設置

民間事業者が求職者に対して、ワンストップ
で職業紹介トータルサービスを提供できるよ
う、求職者からの紹介手数料徴収禁止規定を
撤廃していただきたい。

民間事業者による「ワンストップ職業紹介サービ
ス」により、地域の失業率を改善する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

民間活力の積極
的活用による地
域経済活性化に
ついて

民間のノウハウによって、ハローワークの機能回復を図
る。

ハローワークの
民営化

ハローワークの権限・機能を民間に移譲す
る。

民間事業者がハローワークを運営する。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

雇用対策財源の
確保（雇用保険
の制度改革）

雇用保険財政を税方式化することにより、雇用保険財政の
健全化を図り、長引く失業問題の解決を図る。

雇用保険財政制
度の税方式への
転化

　雇用保険制度において、現在の社会保険方
式による保険料徴収から税方式の徴収システ
ムへと切り替える。

　雇用保険制度における、雇用安定事業、能力開発
事業、雇用福祉事業の三事業への関わることで、弊
社の職業能力開発プログラムなどを失業者への就職
支援として行う等。

東
京
都

㈱東京
リーガル
マインド

「キャリアアッ
プ休暇制度」の
創設

育児休業制度のキャリアアップ版としてのキャリアアップ
休暇制度を創設する。

キャリアアップ
休暇制度の創設

育児休業制度に類似したキャリアアップ休暇
制度を創設し、人材の流動化を図る。

キャリアアップ休暇制度を創設し、従業員の資格取
得等を促進し、人材としての仕立て直しを行う。

東
京
都

株式会社
熊谷組

「大型空き店舗
による公共・公
益機能コンバー
ジョン事業につ
いて」

中心市街地の多くに存在する「大型空き店舗」を公共・公益

「中心市街地商
業等活性化総合
支援事業費補助
金」

地域特性等に対応したオーダーメイド型事業
の支援を提案いたします。具体的には事業要
件の緩和、補助対象施設の廃止（土地取得費
等に関する柔軟な対応、等）、補助率・限度
額の廃止廃、間接補助（裏負担等）等のフ
ロー規制の廃止及び事業企画から、事業実施
終了に至るまでの継続した事業リスク分担等
を担保とした支援措置（単年度事業から複数
年度事業への標準化）を期待し、各地域（施
設）ニーズに合わせた機能構成や各種事業関
連費用をミックスさせた支援策を期待しま
す。

個別事業につきましては、関係権利者及び想定され
る地方公共団体様との調整により、地方公共団体か
らの「地域再生計画」に反映したいと存じます。

東
京
都

株式会社
熊谷組

「大型空き店舗
による公共・公
益機能コンバー
ジョン事業につ
いて」

中心市街地の多くに存在する「大型空き店舗」を公共・公
益機能に転換（コンバージョン）し、中心市街地の活性化
に資する機能とするプロジェクト提案です。事業イメージ
としては、商業施設を従前権利形態（民間所有）のまま
で、公共・公益施設にコンバージョン（用途変更）し、施
設完成後に所有権を移転します。その時点で支援措置（施
設の取得費、耐震補強費及び改修費、等）が交付されるイ
メージ（初期投資分は民間資金を先行させる）です。事業
推進フローにおいては、事業構想、計画タームと事業実施
タームと2段階に区分し、早期からの民間事業者の意見を
取り入れ、地域の特性に合わせたオーダーメイド型事業を
構築し、柔軟な支援措置を期待するものです。

 「商業・サー
ビス業集積関連
施設整備事業」

地域特性等に対応したオーダーメイド型事業
の支援を提案いたします。具体的には事業要
件の緩和、補助対象施設の廃止（土地取得費
等に関する柔軟な対応、等）、補助率・限度
額の廃止廃、間接補助（裏負担等）等のフ
ロー規制の廃止及び事業企画から、事業実施
終了に至るまでの継続した事業リスク分担等
を担保とした支援措置（単年度事業から複数
年度事業への標準化）を期待し、各地域（施
設）ニーズに合わせた機能構成や各種事業関
連費用をミックスさせた支援策を期待しま
す。

個別事業につきましては、関係権利者及び想定され
る地方公共団体様との調整により、地方公共団体か
らの「地域再生計画」に反映したいと存じます。

東
京
都

株式会社
熊谷組

「大型空き店舗
による公共・公
益機能コンバー
ジョン事業につ
いて」

中心市街地の多くに存在する「大型空き店舗」を公共・公
益機能に転換（コンバージョン）し、中心市街地の活性化
に資する機能とするプロジェクト提案です。事業イメージ
としては、商業施設を従前権利形態（民間所有）のまま
で、公共・公益施設にコンバージョン（用途変更）し、施
設完成後に所有権を移転します。その時点で支援措置（施
設の取得費、耐震補強費及び改修費、等）が交付されるイ
メージ（初期投資分は民間資金を先行させる）です。事業
推進フローにおいては、事業構想、計画タームと事業実施
タームと2段階に区分し、早期からの民間事業者の意見を
取り入れ、地域の特性に合わせたオーダーメイド型事業を
構築し、柔軟な支援措置を期待するものです。

「中心市街地等
商店街・商業集
積活性化施設整
備後補助金」

地域特性等に対応したオーダーメイド型事業
の支援を提案いたします。具体的には事業要
件の緩和、補助対象施設の廃止（土地取得費
等に関する柔軟な対応、等）、補助率・限度
額の廃止廃、間接補助（裏負担等）等のフ
ロー規制の廃止及び事業企画から、事業実施
終了に至るまでの継続した事業リスク分担等
を担保とした支援措置（単年度事業から複数
年度事業への標準化）を期待し、各地域（施
設）ニーズに合わせた機能構成や各種事業関
連費用をミックスさせた支援策を期待しま
す。

個別事業につきましては、関係権利者及び想定され
る地方公共団体様との調整により、地方公共団体か
らの「地域再生計画」に反映したいと存じます。

145 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都

株式会社
熊谷組

「大型空き店舗
による公共・公
益機能コンバー
ジョン事業につ
いて」

中心市街地の多くに存在する「大型空き店舗」を公共・公
益機能に転換（コンバージョン）し、中心市街地の活性化
に資する機能とするプロジェクト提案です。事業イメージ
としては、商業施設を従前権利形態（民間所有）のまま
で、公共・公益施設にコンバージョン（用途変更）し、施
設完成後に所有権を移転します。その時点で支援措置（施
設の取得費、耐震補強費及び改修費、等）が交付されるイ
メージ（初期投資分は民間資金を先行させる）です。事業
推進フローにおいては、事業構想、計画タームと事業実施
タームと2段階に区分し、早期からの民間事業者の意見を
取り入れ、地域の特性に合わせたオーダーメイド型事業を
構築し、柔軟な支援措置を期待するものです。

「大型空き店舗
活用支援事業
」

地域特性等に対応したオーダーメイド型事業
の支援を提案いたします。具体的には事業要
件の緩和、補助対象施設の廃止（土地取得費
等に関する柔軟な対応、等）、補助率・限度
額の廃止廃、間接補助（裏負担等）等のフ
ロー規制の廃止及び事業企画から、事業実施
終了に至るまでの継続した事業リスク分担等
を担保とした支援措置（単年度事業から複数
年度事業への標準化）を期待し、各地域（施
設）ニーズに合わせた機能構成や各種事業関
連費用をミックスさせた支援策を期待しま
す。

個別事業につきましては、関係権利者及び想定され
る地方公共団体様との調整により、地方公共団体か
らの「地域再生計画」に反映したいと存じます。

東
京
都

ゼッタテ
クノロ
ジー株式
会社

地域再生・知の
ユキビタス社会
構築プロジェク
ト

地域知的エネルギー家秀プロジェクト「日本型モデル」と
したコミュニティ・クリエーターが地域経済・地域再生の
ための「知」の先導役となって、社会を活性化させるモデ
ルを地域につくる。

コミュニティ・
クリエーター育
成事業に関する
財政措置

１．地域活性化対策費等、補助金にて補助
金・交付金に計上する。２．外国人医師の治
療免許登録について緩和措置をする。

コミュニティークリエーターを育成事業

東
京
都

水屋グ
ループと
西東京市
役所防災
課との共
同提案
（現在進
行中）

日本の新しい防
災予防対策整備
の強化策ならび
に、地域住人の
防災への意識改
革地元商工業の
活性化及び構造
改革。

官民共同による日本の新しい防災予防対策整備の強化とし
て地域社会の安全生活確保を図る事業提案及び、市町村レ
ベルでの安全な備蓄・保存水、緊急医療水ならびに日常生
活における飲用水確保のための安全な飲用水製造認可工場
誘致・設立。

各市の公共施設
に備える飲用水
整備を図る為自
治体レベルでの
予算支援

各市における財源不足による防災予算が取れ
ない為、防災整備の遅れが目立ちます。地域
住人の意識改革や酒販店の意識改革及び構造
改革の促進のためにも必要最低限の支援措置
を考慮願います。日本における地下水の汚
染、緊急井戸に指定されている場所でも飲用
不適が目立ち、緊急時の安全な飲用水の確保
がこの先必ず不足していくことでしょう。対
策整備には時間が相当かかるので国よりなん
らかの対策を願います。

西東京市と西東京市小売酒販組合との協力協定書を
添付しておりますが、地域ありとあらゆる場所に最
低1400箱のピュアウォーター18㍑箱入りを備えるも
のとし、ランニングストックという一切無駄のない
体制整備が実現いたします。この事業の理念は、意
識改革な主な事業ですがペットボトル等のゴミ問
題、減量化。資源の再利用、再活用も念頭におき、
地域住人のリサイクル活動の促進や飲用水の重要性
なども普及していくためです。

神
奈
川
県

厚木市
ファンタス
ティックやまな
み

有数の河川や里山に恵まれた地理的条件を生かし、自然の
中での生活体験を通じて、楽しみながら自然や命の大切さ
を学ぶ活動を行うとともに、都市近郊の観光地として、誰
もが訪れやすく、自然を満喫することができる観光ルート
を創設するため、国定公園や自然公園内の施設建設に関す
る公園計画の変更決定基準の緩和並びに砂防法による土地
の制限の権限、森林法による保安林の立木伐採等の許可権
限及びシャトルバス運行区間における一般車両の通行を制
限する権限の移譲により、地域振興を促す。

国定公園内にお
ける施設設置許
認可基準の緩和
と権限移譲

国定公園の公園事業執行に係る公園計画の変
更決定の基準として、「自然風景地の保護」
のみならず、「国民の保健その休養及び強化
に資する利用の増進」の観点について柔軟な
検討を願うとともに、公園事業の変更決定の
権限を、第三種特別地域等における場合は、
都道府県知事から当該市町村長へ権限移譲さ
れたい。

丹沢大山国定公園第三種特別地域内のおいて、ロー
プウェイの設置、シャトルバス関連施設等の整備及
び駐車場等の附帯施設の整備を行う。

神
奈
川
県

厚木市
ファンタス
ティックやまな
み

有数の河川や里山に恵まれた地理的条件を生かし、自然の
中での生活体験を通じて、楽しみながら自然や命の大切さ
を学ぶ活動を行うとともに、都市近郊の観光地として、誰
もが訪れやすく、自然を満喫することができる観光ルート
を創設するため、国定公園や自然公園内の施設建設に関す
る公園計画の変更決定基準の緩和並びに砂防法による土地
の制限の権限、森林法による保安林の立木伐採等の許可権
限及びシャトルバス運行区間における一般車両の通行を制
限する権限の移譲により、地域振興を促す。

砂防区域内にお
ける土地の制限
に係る権限移譲

砂防区域において、地域再生を目的とした総
合的な整備計画に位置付けられている工作物
の設置や土地の掘削等を行う場合において、
土地の制限及び砂防設備について砂防管理者
の許可権限を当該整備計画の実施者（市長）
に権限移譲されたい。

権限移譲の支援措置を受け、砂防区域内において
シャトルバスの運行を容易にする道路の拡幅整備
や、ふるさと食文化村・ふるさと自然文化村構想に
よる施設整備、工作物の設置等を行う。

神
奈
川
県

厚木市
ファンタス
ティックやまな
み

有数の河川や里山に恵まれた地理的条件を生かし、自然の
中での生活体験を通じて、楽しみながら自然や命の大切さ
を学ぶ活動を行うとともに、都市近郊の観光地として、誰
もが訪れやすく、自然を満喫することができる観光ルート
を創設するため、国定公園や自然公園内の施設建設に関す
る公園計画の変更決定基準の緩和並びに砂防法による土地
の制限の権限、森林法による保安林の立木伐採等の許可権
限及びシャトルバス運行区間における一般車両の通行を制
限する権限の移譲により、地域振興を促す。

保安林の立木の
伐採等の許可に
係る権限移譲

整備計画区域内において、ロープウエー関連
施設等の設置を場合において、保安林の立木
の伐採等の許可について、神奈川県から整備
計画の実施者（市長）に権限移譲されたい。

権限移譲の支援措置を受け、必要な立木の伐採等を
行い、ロープウエー関連施設の建設等を行う。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

厚木市
ファンタス
ティックやまな
み

有数の河川や里山に恵まれた地理的条件を生かし、自然の
中での生活体験を通じて、楽しみながら自然や命の大切さ
を学ぶ活動を行うとともに、都市近郊の観光地として、誰
もが訪れやすく、自然を満喫することができる観光ルート
を創設するため、国定公園や自然公園内の施設建設に関す
る公園計画の変更決定基準の緩和並びに砂防法による土地
の制限の権限、森林法による保安林の立木伐採等の許可権
限及びシャトルバス運行区間における一般車両の通行を制
限する権限の移譲により、地域振興を促す。

整備計画区域内
における一般車
両の通行制限に
係る権限移譲

シャトルバス運行整備計画区域内において、
道路管理者として市の権限が及ばない道路に
ついて、当該区域への一般車両の通行を制限
する公安委員会の権限を、整備計画の実施者
（市長）に権限移譲されたい。

権限移譲の支援措置を受け、シャトルバス運行区域
内における一般車両の通行禁止の措置を講じる。

神
奈
川
県

小田原市

社会関係資本
（ソーシャル・
キャピタル）の
培養によるにぎ
わいの創出

従来補助金適化法等の規定によりそれぞれ特定の目的にし
か利用することができなかった市の施設について、広く利
用できるようにすることにより市民活動を促進する。

史跡等購入費補
助金により購入
した土地の有効
活用

国庫補助により購入した史跡等の土地につい
て、史跡の復元整備のできる環境が整うまで
の間、更地として保有するのではなく、地下
の遺構を傷つけない範囲で他の用途への一時
転用を認める。

史跡については居住者の同意を得て公有地化してい
るが、順次購入しているためまとまった広さがな
く、現在はポケットパークとしているものの、中心
市街地の一等地であることから、臨時の駐車場やミ
ニギャラリーなどに活用し、来訪者の利便や市民の
芸術・文化の育成・交流の場として有効活用を図
る。

神
奈
川
県

小田原市

社会関係資本
（ソーシャル・
キャピタル）の
培養によるにぎ
わいの創出

従来補助金適化法等の規定によりそれぞれ特定の目的にし
か利用することができなかった市の施設について、広く利
用できるようにすることにより市民活動を促進する。

国庫補助により
整備した林業体
験施設の他用途
への転用

国庫補助により整備した林業体験施設につい
ては、恵まれた自然環境の中に立地した施設
であることから、林業体験に限定せずに広く
市民活動に開放する。

林業体験施設は恵まれた環境の中に存在することか
ら、自然の中で活動する青少年育成団体や街中での
練習が困難な音楽活動での利用に供し、文化芸術活
動の促進や青少年の健全育成に活用する。

神
奈
川
県

小田原市

社会関係資本
（ソーシャル・
キャピタル）の
培養によるにぎ
わいの創出

従来補助金適化法等の規定によりそれぞれ特定の目的にし
か利用することができなかった市の施設について、広く利
用できるようにすることにより市民活動を促進する。

図書館施設の有
料貸し出しによ
る利用の促進

図書館法により使用料を徴収できないとされ
ている図書館施設のうち、会t議室や視聴覚
ホールについては有料で貸し付けることがで
きるようにする。

図書館施設のうち、会議室や視聴覚ホールについて
は使用料を徴収しつつ広く文化芸術活動や発表会に
利用できるようにする。

神
奈
川
県

小田原市

社会関係資本
（ソーシャル・
キャピタル）の
培養によるにぎ
わいの創出

従来補助金適化法等の規定によりそれぞれ特定の目的にし
か利用することができなかった市の施設について、広く利
用できるようにすることにより市民活動を促進する。

土地開発公社所
有の先行取得用
地についての一
時転用

小田原駅東口お城通り地区について市街地再
開発事業が推進されているが、第２期用地と
して保留されている公社所有地について、第
２期事業推進時までに限り、簡易立体駐車場
等の設置を認める。

先行取得した公社用地のうち、第２期事業と位置付
けられた箇所については、当該事業着手時までの
間、簡易立体駐車場等の設置を認める。

神
奈
川
県

小田原市

社会関係資本
（ソーシャル・
キャピタル）の
培養によるにぎ
わいの創出

従来補助金適化法等の規定によりそれぞれ特定の目的にし
か利用することができなかった市の施設について、広く利
用できるようにすることにより市民活動を促進する。

教育施設の一部
転用

学校整備補助金等により整備された施設の一
部を改築等により転用する。

学校整備補助金により整備された施設のうち、空き
教室等について地域や市民団体の利用に供する施設
として改築し、転用を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

綾瀬市
交流とにぎわい
のあるまちづく
り

全国的にみて稀な、鉄道の駅がない本市においては、近隣
市の駅に近い市域外縁部から市街化が進んだため、市の中
央部が空洞化をおこしている。このため、市のシンボルと
なる中心核の形成に取り組み、土地区画整理事業や大型商
業施設の誘致など、中心市街地の創出を図ってきた。しか
し、将来市街地として位置付けた区域の中には、農振農用
地が含まれており、今後事業を展開する中で、農振農用地
の除外が課題となっている。また、重要な公共交通機関と
して、バス路線の整備を進めているが、中心市街地の形成
に併せ、中心市街地への交通確保が必要な状況となってい
る。こうしたことから、地域再生構想により、中心市街地
形成事業の推進と中心市街地への交流促進と交通不便地域
の解消のため、バス網整備を進め、地域経済の活性化を図
るため提案するものです。

農振農用地除外
の規制緩和

地域再生構想に定める区域において、農業振
興地域整備計画における農用地利用計画の変
更にかかる都道府県知事の同意を協議に変更
する。

①農業振興地域整備計画の見直し（当該地域を農用
地から除外）
②都市計画法に基づく市街化区域編入
③農業振興地域の区域変更（当該地域の指定解除）

神
奈
川
県

綾瀬市
交流とにぎわい
のあるまちづく
り

全国的にみて稀な、鉄道の駅がない本市においては、近隣
市の駅に近い市域外縁部から市街化が進んだため、市の中
央部が空洞化をおこしている。このため、市のシンボルと
なる中心核の形成に取り組み、土地区画整理事業や大型商
業施設の誘致など、中心市街地の創出を図ってきた。しか
し、将来市街地として位置付けた区域の中には、農振農用
地が含まれており、今後事業を展開する中で、農振農用地
の除外が課題となっている。また、重要な公共交通機関と
して、バス路線の整備を進めているが、中心市街地の形成
に併せ、中心市街地への交通確保が必要な状況となってい
る。こうしたことから、地域再生構想により、中心市街地
形成事業の推進と中心市街地への交流促進と交通不便地域
の解消のため、バス網整備を進め、地域経済の活性化を図
るため提案するものです。

補助金活用施設
の処分の弾力化

地域再生構想に定める区域において、補助金
適正化法に定める期限内であっても、農林畜
水産業関係の国庫補助金の返還を必要としな
いものとする。

①国庫補助金の清算免除
②畜産施設の移転

神
奈
川
県

綾瀬市
交流とにぎわい
のあるまちづく
り

全国的にみて稀な、鉄道の駅がない本市においては、近隣
市の駅に近い市域外縁部から市街化が進んだため、市の中
央部が空洞化をおこしている。このため、市のシンボルと
なる中心核の形成に取り組み、土地区画整理事業や大型商
業施設の誘致など、中心市街地の創出を図ってきた。しか
し、将来市街地として位置付けた区域の中には、農振農用
地が含まれており、今後事業を展開する中で、農振農用地
の除外が課題となっている。また、重要な公共交通機関と
して、バス路線の整備を進めているが、中心市街地の形成
に併せ、中心市街地への交通確保が必要な状況となってい
る。こうしたことから、地域再生構想により、中心市街地
形成事業の推進と中心市街地への交流促進と交通不便地域
の解消のため、バス網整備を進め、地域経済の活性化を図
るため提案するものです。

オムニバスタウ
ンの整備による
施策の集中

バス利用促進等総合対策事業による施策の集
中
具体的には３１番に掲げる事業を実施するた
め、オムニバスタウン整備総合対策事業、交
通システム対策事業、個別対策事業を活用す
る。

①　オムニバスタウン整備計画の策定
②　コミュニティバスの導入
③　ノンステップバスの導入
④　停留所施設改良
⑤　バスベイ整備

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

新規参入促進及び農地活用等農業施策のアウトソーシング
を実施するため、農地の斡旋・中間保有を行うことのでき
る農業経営基盤強化促進法における農地保有合理化法人の
範囲に、新都市農業推進計画の推進母体である第3セク
ターの株式会社を加えるもの。

アウトソーシン
グによる新規参
入促進と農地活
用のための農地
保有合理化法人
の範囲拡大
（民間開放）

農業施策のアウトソーシングを実施するた
め、新規農業参入者へ円滑かつ迅速に農地を
提供することを目的に、農地の斡旋・中間保
有を行うことのできる農地保有合理化法人の
範囲を新都市農業推進計画の母体となる第3
セクターの株式会社に拡大する。

第3セクターの株式会社が農地情報の収集を積極的
に行い、必要に応じてあらかじめ農地を保有し、新
規農業参入者のニーズに即応したスピーディーな農
地の斡旋を行う。
・アグリセラピー事業
・バイオマスフロンティア事業
・ヤングファーマー・インキュベート
　事業関連
　（起業意欲のある者への斡旋等）

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

新規参入促進及び農地活用等農業施策のアウトソーシング
を実施するため、新都市農業推進計画の推進母体である第
3セクターの株式会社が、インキュベート（新規農業参入
者等の育成）の一環として行う研修用農地の権利取得を実
現するもの。

アウトソーシン
グによる新規参
入促進と農地活
用のための第3
セクターの株式
会社による研修
用農地の権利取
得
（民間開放）

農業施策のアウトソーシングを実施するた
め、新規参入の農業者（個人・法人）を育成
することを目的として新都市農業推進計画の
推進母体となる第3セクターの株式会社が行
うインキュベート事業実施に係る農地の権利
取得を可能とするもの。

農業分野にチャレンジする若者等の掘り起こしを行
い、農業技術と経営感覚に優れたプロとしての農業
者を育成するため、新都市農業推進計画の推進母体
である第3セクターの株式会社が未利用農地の権利
取得を行い、研修用地としての活用を図る。
・アグリセンター事業
・ヤングファーマー・インキュベート
　事業

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

新規参入促進及び農地活用等農業施策のアウトソーシング
を実施するため、新都市農業推進計画の推進母体である第
3セクターの株式会社がインキュベート（新規農業参入者
の育成）の一環として行う研修用農地の取得に際して、公
有地の拡大の推進に関する法律の適用を図るもの。

アウトソーシン
グによる新規参
入促進と農地活
用のための第3
セクターの株式
会社による農地
取得の際の租税
特別法の適用
（民間開放）

農業施策のアウトソーシングを実施するた
め、新都市農業推進計画の推進母体である第
3セクターの株式会社が、研修用農地を取得
する場合に、地方公共団体が行う公有地の確
保と同等の譲渡所得に対する特別控除を適用
する。

農業分野にチャレンジする若者等の掘り起こしを行
い、農業技術と経営感覚に優れたプロとしての農業
者を育成するため、新都市農業推進計画の推進母体
である第3セクターの株式会社が未利用農地の権利
取得を行い、研修用地としての活用を図る。
・アグリセンター事業
・ヤングファーマー・インキュベート
　事業
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

新都市農業推進計画の推進母体として設立される第3セク
ターの株式会社に対して、新事業支援施設出資事業（地域
振興整備公団）の適用範囲を拡大するもの。

新事業支援施設
出資事業（地域
整備振興公団）
の出資範囲拡大
（施策利便の向
上）

現在、新事業支援施設出資事業は、技術開
発・商品・サービス開発を前提にした貸オ
フィス・貸ラボラトリーを中心に支援されて
いるが、これをアウトソーシングの一環とし
て設立される新都市農業推進計画の推進母体
である第3セクターの株式会社が行う「農業
版支援施設整備事業」に範囲を拡大するも
の。

第3セクターの株式会社が農業のフィールドとなる
農地の取得や支援施設の整備を行い、農業及び関連
産業の創業・新規分野進出の支援を行う。
・アグリテクニカル＆メディカル創造
　（農業版産学連携）事業
・アグリセンター事業
・アグリセラピー事業
・バイオマスフロンティア事業
・ヤングファーマー・インキュベート
　事業

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

特区による特定法人の事業拡大や新たな農業への法人参入
を促進するため、農業生産法人以外の法人の農地の権利取
得が可能となるよう、農地法の規制を緩和するもの。

アウトソーシン
グによる新規参
入促進と農地活
用のための農業
生産法人以外の
法人による農地
取得
（民間開放）

農業施策のアウトソーシングを実施するた
め、新都市農業推進計画の母体である第3セ
クターの株式会社の斡旋による場合に限り、
農業生産法人以外の法人が農地の権利所得を
実現するもの。

未利用農地を活用した特区制度による特区参入の特
定法人の新たな事業展開を促進するとともに、新規
参入農業者の範囲拡大等が図られる。
・ダチョウの肥育事業の新たな事業展開
・観光農園
・流通事業者の食品リサイル分野での参入

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

新都市農業推進計画の推進母体である第3セクターの株式
会社による農地の斡旋事業の効果を高め、新規農業参入者
が速やかに農地の権利取得を行い事業に着手できるように
するため、農地法第3条の許可権限を市の農業委員会に移
譲するもの

農地法第3条・
第4条・第5条許
可の許可権限の
移譲
（権限移譲）

新規に参入する法人・個人が農地を取得する
場合の許可は、現在、都道府県知事が行って
いる。
これを、新規農業参入者のニーズに即応した
スピーディーな対応を図るため、新都市農業
推進計画の母体として設立される第3セク
ターの株式会社による斡旋の場合に限って、
市の農業委員会に権限を移譲すもの。

未利用農地を活用した特区制度による特区参入の特
定法人の新たな事業展開を速やかに促進するととも
に、新規の農業参入の意欲を高め、民間による新た
な取組みを促進する。
・ダチョウの肥育事業の新たな事業展開
・観光農園
・流通事業者の食品リサイル分野での参入

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

行政サービスの民間開放を進めるとともに、農業施策に関
するアウトソーシング、循環型社会の構築促進を進めるた
めバイオマス利活用フロンティア推進事業の実施主体とし
て、新都市農業推進計画の母体として設立される第3セク
ターの株式会社を加えるもの。

バイオマス利活
用フロンティア
推進事業の実施
主体の範囲拡大
（民間開放/第3
セクターの株式
会社）

循環型社会の形成・地球温暖化防止・新たな
産業の創造等総合的な観点から、バイオマス
利活用フロンティア推進事業における有機性
資源飼料化推進対策事業（プラント建設）の
実施主体に新都市農業推進計画の推進母体と
して設立される第3セクターの株式会社を加
え、フロンティア事業としての一層の推進を
図る。

食品残渣を活用した農業分野での資源循環を図る。
学校給食等で発生する食品残渣を飼料化し、養豚用
の飼料として活用し、当該飼料により肥育された豚
肉を食材として活用する。
・給食食品残渣：年間約３００トン

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

行政サービスの民間開放を進めるとともに、農業施策に関
するアウトソーシング、循環型社会の構築促進を進めるた
め、バイオマス利活用フロンティア推進事業の実施主体と
して、民間企業を加えるもの。

バイオマス利活
用フロンティア
推進事業の実施
主体の範囲拡大
（民間開放/一
般企業）

循環型社会の形成・地球温暖化防止・新たな
産業の創造等総合的な観点から、バイオマス
利活用フロンティア推進事業における有機性
資源飼料化推進対策事業（プラント建設）の
実施主体に民間企業を加え、事業の一層の推
進を図る。

食品残渣を活用した農業分野での資源循環を図る。
レストラン、スーパー、市場等で発生する食品残渣
を飼料化し、養豚用の飼料として活用し、当該飼料
により肥育された豚肉を食材として活用する。
また、食品残渣を堆肥化し、畑の肥料として活用
し、当該肥料により育成された野菜等を食材として
活用する。
・食品流通業界による参入
・飲食業界による参入

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

農業への多様な新規参入を促進するため、資金面からの支
援を充実するに当たり、青年等の就農支援資金の貸付けを
受けるための就農計画の認定について、初年度所得目標額
を要件としない運用が図られるよう、施行規則に定める。

新規就農資金の
認定を受けるた
めの所得要件の
撤廃
（施策利便の向
上）

神奈川県が認定就農者の認定の最低要件とし
て判断する就農時の所得目標金額は２００万
円となっているが、農業への多様な新規参入
を促進するため、資金面からの支援を充実す
るに当たり、青年等の就農支援資金の貸付け
を受けるための就農計画の認定について、初
年度所得目標額を要件としない運用が図られ
るよう、施行規則に定める。

農業への多様な新規参入を促進するため、資金面か
らの支援を充実する。
・構造改革特区制度による新規参入者支援
・ヤングファーマーインキュベート
　事業による新規参入者支援
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

新規就農希望者等の研修機会を確保するため、あらゆる研
修機会を有効に活用・支援できるよう、第３セクター・株
式会社等により実施される研修についても、農業経営総合
対策に基づく補助対象事業とする。

農業経営総合対
策実施要領に基
づく事業実施主
体の拡大
（施策利便の向
上）

補助の対象となる事業実施主体は、県、市、
農業協同組合、公社、育成センター、特認団
体となっているが、農業技術や経営感覚に優
れた就農者や農業への就業者の育成を促進す
るため、あらゆる機会を有効に活用・支援で
きるよう、第３セクター・株式会社等の法人
により実施される研修についても、補助対象
事業とする。

農業高校・農業大学校の在学生、新規就農者や農業
への就業を希望する者等に対するインターンシッ
プ、農業技術・経営に関する研修機会を充実するこ
とにより人材の育成を図り、新規就農者や農業生産
法人または特区制度導入による参入法人への就業を
促進する。
・ヤングファーマーインキュベート事業

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

地場農産物の入手機会の拡大とともに、空き店舗活用によ
る商店街の活性化を促進するため、農業団体又は株式会社
等の法人が実施する空き店舗対策事業についても、中小商
業活性化事業に定める補助対象事業とする。

空き店舗対策事
業を実施する補
助対象事業者の
拡大
（施策利便の向
上）

補助の対象者となる「組合等」については、
商店街振興組合や、複数の中小企業等が共同
出資を行う法人など、商業者を中心とする団
体となっているが、本市、新都市農業推進計
画に基づき、地場農産物の入手機会の拡大と
ともに、空き店舗活用による商店街の活性化
を目的とした事業を実施する場合について
は、農業協同組合等の農業団体、株式会社等
の法人により実施される事業についても、補
助対象事業とする。

市民の地場農産物の入手機会の拡大とともに、商店
街の活性化を目的として、多様な主体が取り組む商
店街内にある空き店舗を利用した地場の農産品や特
産品の市（直売）等を支援する。
・商店街空き店舗を活用した「さがみはらのめぐみ
バザール開催事業」

神
奈
川
県

相模原市
新都市農業推進
計画

消費の拡大や農業技術等の研究意欲を喚起するため、農業
者等が取り組む身近な技術研究や、消費者ニーズに対応し
た地場農産物を活用した新商品の開発等、生産現場に密着
した身近な取り組みも、研究高度化事業の補助対象事業と
する。

研究高度化事業
の補助対象事業
の拡大
（施策利便の向
上）

補助対象事業は、市町村・大学・民間企業等
の法人を中心とした共同機関による先端技術
を活用した研究高度化事業が主たるものと
なっているが、農業者等が取り組む身近な技
術研究や、消費者のニーズに対応した地域農
産物を活用した商品の開発など、消費者と農
業者、民間企業と農業者等による生産現場に
密着した身近な取り組みも補助対象事業とす
る。

農業者、消費者、民間企業、大学研究機関等の連携
による、地場農産物を活用した商品、新たな栽培・
飼育方法、高付加価値の加工食品、農業技術等の研
究・開発等を実施し、市内消費の拡大及び農業経営
の高度化、新たなビジネスの創出を促進する。
・アグリテクニカル＆メディカル創造事業

神
奈
川
県

川崎市
川崎臨海部再生
－アジア起業家
村構想

川崎市では臨海部の再生を、産業再生・環境再生・都市再
生の３つの再生を基本に、環境をはじめとした新産業を
キーワードに都市の再生と国際貢献を目指す「国際環境特
別区」構想の推進を進めている。　臨海部立地企業の多様
で優れたものづくり技術を活かし、環境・エネルギー・安
全など高付加価値分野の新産業研究開発拠点の形成と、新
技術と既存技術の融合による産業の高度化を目指す。特
に、都市再生緊急整備地域である浜川崎駅周辺地域及び川
崎殿町・大師河原地域の２地域を、臨海部の再編整備を先
導する産業活性化拠点として位置付け、アジア成長企業の
活力を活かした対日投資の拡大と市内企業へのビジネス
チャンスの拡大により、地域経済の活性化及び雇用創出の
促進を図る「アジア起業家村」構想の推進により、川崎臨
海部の再生を図る。

羽田国際化と連
携した各種施策
の集中

都市再生の推進により、市民生活の質の向上
と地域経済・社会の活性化を図る、｢まちづ
くり交付金事業｣及び新事業の創出を通じた
地域経済の活性化や地域の産業集積の維持・
活性化に寄与することを目的とする｢新事業
支援施設整備事業｣について、地域再生計画
の区域において集中して実施する。

地域振興整備公団と連携したビジネス・インキュ
ベータ施設の整備及び市街地再生の連携と地権者等
をはじめとする民間事業者と一体となったまちづく
りの推進

神
奈
川
県

川崎市
川崎臨海部再生
－アジア起業家
村構想

川崎市では臨海部の再生を、産業再生・環境再生・都市再
生の３つの再生を基本に、環境をはじめとした新産業を
キーワードに都市の再生と国際貢献を目指す「国際環境特
別区」構想の推進を進めている。　臨海部立地企業の多様
で優れたものづくり技術を活かし、環境・エネルギー・安
全など高付加価値分野の新産業研究開発拠点の形成と、新
技術と既存技術の融合による産業の高度化を目指す。特
に、都市再生緊急整備地域である浜川崎駅周辺地域及び川
崎殿町・大師河原地域の２地域を、臨海部の再編整備を先
導する産業活性化拠点として位置付け、アジア成長企業の
活力を活かした対日投資の拡大と市内企業へのビジネス
チャンスの拡大により、地域経済の活性化及び雇用創出の
促進を図る「アジア起業家村」構想の推進により、川崎臨
海部の再生を図る。

先進的対内直接
投資推進事業の
範囲の拡大

（１）「採択件数及び１件あたりの支援額を
弾力的に適用する」誘致戦略立案からトップ
セールス、招聘活動等、事業実施内容に応じ
た採択と経費配分（２）「支援年度を単年度
から複数年度の継続とする」連続して3カ年
間継続採択（３）「支援活動の対象範囲の拡
大を図る」研究機関、研究者及び起業家等の
受入れや外国人受入れに伴う教育講座等への
適用（４）「支援対象活動の実施方法の弾力
化」当該事業を実施する民間団体、第三セク
ター等による実施

支援措置の弾力的な運用により、多様なサービスと
提供主体を確保し、直接投資と人材の呼び込みを推
進する。

神
奈
川
県

川崎市
川崎臨海部再生
－アジア起業家
村構想

川崎市では臨海部の再生を、産業再生・環境再生・都市再
生の３つの再生を基本に、環境をはじめとした新産業を
キーワードに都市の再生と国際貢献を目指す「国際環境特
別区」構想の推進を進めている。　臨海部立地企業の多様
で優れたものづくり技術を活かし、環境・エネルギー・安
全など高付加価値分野の新産業研究開発拠点の形成と、新
技術と既存技術の融合による産業の高度化を目指す。特
に、都市再生緊急整備地域である浜川崎駅周辺地域及び川
崎殿町・大師河原地域の２地域を、臨海部の再編整備を先
導する産業活性化拠点として位置付け、アジア成長企業の
活力を活かした対日投資の拡大と市内企業へのビジネス
チャンスの拡大により、地域経済の活性化及び雇用創出の
促進を図る「アジア起業家村」構想の推進により、川崎臨
海部の再生を図る。

アジア人留学生
のための奨学金
制度

東アジアの経済制度・システムの共通化・国
際化の基盤の形成に資するため、当面、特定
地域において経営者としての人材育成を支援
する奨学金制度を経済産業省「人材育成支援
事業」などの拡大として実施する。

アジア起業家村と連動して、アジアの活発な起業マ
インドを誘致、市内大学での研究を支援し、アジア
起業家村での創業を誘導する。

150 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

川崎市
川崎臨海部再生
－アジア起業家
村構想

川崎市では臨海部の再生を、産業再生・環境再生・都市再
生の３つの再生を基本に、環境をはじめとした新産業を
キーワードに都市の再生と国際貢献を目指す「国際環境特
別区」構想の推進を進めている。　臨海部立地企業の多様
で優れたものづくり技術を活かし、環境・エネルギー・安
全など高付加価値分野の新産業研究開発拠点の形成と、新
技術と既存技術の融合による産業の高度化を目指す。特
に、都市再生緊急整備地域である浜川崎駅周辺地域及び川
崎殿町・大師河原地域の２地域を、臨海部の再編整備を先
導する産業活性化拠点として位置付け、アジア成長企業の
活力を活かした対日投資の拡大と市内企業へのビジネス
チャンスの拡大により、地域経済の活性化及び雇用創出の
促進を図る「アジア起業家村」構想の推進により、川崎臨
海部の再生を図る。

短期滞在査証の
発給手続の簡素
化

国際的な人材育成に取り組む地域が中国人を
招聘する際には、国内の受入体制や現地の大
学などの組織体制が確実な機関については、
事前の登録などにより発給手続の簡素化を図
るものとする。

国際環境特区内に日中の環境系を中心としたベン
チャーの集積を誘致するとともに、上海交通大学な
どとの提携によりシンポジウムの開催などを通じた
相互情報の企業への提供、産学の相互ネットワーク
の形成、国際インキュベーション機能の設置による
中国をはじめとするアジア起業家の育成を進める。

神
奈
川
県

川崎市
川崎臨海部再生
－アジア起業家
村構想

川崎市では臨海部の再生を、産業再生・環境再生・都市再
生の３つの再生を基本に、環境をはじめとした新産業を
キーワードに都市の再生と国際貢献を目指す「国際環境特
別区」構想の推進を進めている。　臨海部立地企業の多様
で優れたものづくり技術を活かし、環境・エネルギー・安
全など高付加価値分野の新産業研究開発拠点の形成と、新
技術と既存技術の融合による産業の高度化を目指す。特
に、都市再生緊急整備地域である浜川崎駅周辺地域及び川
崎殿町・大師河原地域の２地域を、臨海部の再編整備を先
導する産業活性化拠点として位置付け、アジア成長企業の
活力を活かした対日投資の拡大と市内企業へのビジネス
チャンスの拡大により、地域経済の活性化及び雇用創出の
促進を図る「アジア起業家村」構想の推進により、川崎臨
海部の再生を図る。

投資・経営の在
留資格について
在留期間の延長

国際的な起業家支援・育成に取り組む地域に
ついては投資・経営にかかる在留資格につい
て、在留期間を３年から５年に延長する。

国際環境特区内に日中の環境系を中心としたベン
チャーの集積を誘致するとともに、上海交通大学な
どとの提携によりシンポジウムの開催などを通じた
相互情報の企業への提供、産学の相互ネットワーク
の形成、国際インキュベーション機能の設置による
中国をはじめとするアジア起業家の育成を進める。

神
奈
川
県

川崎市
福祉産業コンプ
レックスの構築
による地域再生

生活産業創出と雇用促進により真に豊かな成熟社会の実現
を図るため､「福祉産業コンプレックス」の構築による地
域再生の提案。川崎市の地域特性と資源を活かしながら､
多様な福祉関連企業の集積促進と､そのコラボレーション
により､高齢者を含めた生活者に､豊かさと安心をもたらす
製品やサービスを次々と生み出すシステムを構築する。具
体的には､安心ハウスを核とし､商店街の連携やコミュニ
ティサービスを組み合わせ､生活者の質を高めるサービス
の創造。また福祉機器に関する研究・共同開発や逆見本市
の開催により､生活者の視点に立った福祉機器の創造。特
に、川崎区（①市内で最も高齢化率が高い　②高い加工技
術・技能を有する中小企業の集積　③高齢者を支える地域
コミュニティの存在）をモデル地区として事業展開を図
り、これらの構築により将来的には全地域において「安心
タウン」の形成を図っていく。

①高齢者施設で
質の高いケア
サービスを受け
られるいわゆる
安心ハウスの概
念に該当する事
業に対する国
【(独）福祉医
療機構】による
融資条件の緩和

①有料老人ホーム（特定施設入所者生活介
護）及び痴呆性高齢者グループホームの整備
に対する独立行政法人福祉医療機構の融資条
件の緩和
②グループリビングの整備に対する同機構の
融資の実施

①有料老人ホーム（特定施設入所者生活介護）及び
痴呆性高齢者グループホームの整備に対する独立行
政法人福祉医療機構の融資条件の緩和
②グループリビングの整備に対する同機構の融資の
実施

神
奈
川
県

川崎市
福祉産業コンプ
レックスの構築
による地域再生

生活産業創出と雇用促進により真に豊かな成熟社会の実現
を図るため､「福祉産業コンプレックス」の構築による地
域再生の提案。川崎市の地域特性と資源を活かしながら､
多様な福祉関連企業の集積促進と､そのコラボレーション
により､高齢者を含めた生活者に､豊かさと安心をもたらす
製品やサービスを次々と生み出すシステムを構築する。具
体的には､安心ハウスを核とし､商店街の連携やコミュニ
ティサービスを組み合わせ､生活者の質を高めるサービス
の創造。また福祉機器に関する研究・共同開発や逆見本市
の開催により､生活者の視点に立った福祉機器の創造。特
に、川崎区（①市内で最も高齢化率が高い　②高い加工技
術・技能を有する中小企業の集積　③高齢者を支える地域
コミュニティの存在）をモデル地区として事業展開を図
り、これらの構築により将来的には全地域において「安心
タウン」の形成を図っていく。

②安心エリア実
現のための商店
街関係の国庫補
助の弾力的な運
用

中小商業活性化事業費補助金に係る諸条件の
緩和（取得財産の管理期間の短縮化、処分制
限の緩和、事業主体の拡大、空き店舗要件の
緩和、収益事業への対象拡大、継続的な支
援）

補助要件の緩和により、多様な事業主体による多様
なサービスの創出、高齢者社会、安全安心社会に対
応するハード整備を図り、商店街のコミュニティ機
能の再生を再生する。
①デイ保育施設や高齢者介護サービス等の福祉等
サービス施設の創出と誘導②高齢者向けパソコン教
室・給食サービス等新たな福祉サービス産業の創出
③福祉団体等が運営する手作りパン等の業種の誘導
④安全・安心なコミュニティ施設の整備⑤バリアフ
リー対応等商店街施設の改修⑥防犯カメラ等の設置
促進

神
奈
川
県

川崎市
福祉産業コンプ
レックスの構築
による地域再生

生活産業創出と雇用促進により真に豊かな成熟社会の実現
を図るため､「福祉産業コンプレックス」の構築による地
域再生の提案。川崎市の地域特性と資源を活かしながら､
多様な福祉関連企業の集積促進と､そのコラボレーション
により､高齢者を含めた生活者に､豊かさと安心をもたらす
製品やサービスを次々と生み出すシステムを構築する。具
体的には､安心ハウスを核とし､商店街の連携やコミュニ
ティサービスを組み合わせ､生活者の質を高めるサービス
の創造。また福祉機器に関する研究・共同開発や逆見本市
の開催により､生活者の視点に立った福祉機器の創造。特
に、川崎区（①市内で最も高齢化率が高い　②高い加工技
術・技能を有する中小企業の集積　③高齢者を支える地域
コミュニティの存在）をモデル地区として事業展開を図
り、これらの構築により将来的には全地域において「安心
タウン」の形成を図っていく。

③中小企業者を
対象とした研究
開発関係国庫補
助のうち福祉機
器開発枠の創出
と拡充

中小企業の研究開発に関する国庫補助に福祉
産業として業種枠を創出し、中小企業の福祉
機器の研究開発を促進する。

③中小企業者を対象とした研究開発関係国庫補助の
うち福祉機器開発枠の創出と拡充により①欧米の福
祉機器を日本の利用者へのマッチング②ニーズに
マッチする技術開発③福祉機器に関する逆見本市を
開催する④福祉機器の川崎ブランドとしての認定に
よる海外販路の開拓⑤開発した機器によるケアマ
ネージャーやホームヘルパーの研修を実現する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

川崎市
農環境の保全と
市民交流等農地
利活用促進構想

近年、特に低価格な外国産農畜産物の輸入が急増するとと
もに国内農畜産物の価格下落により農業を経営として成り
立たせることが困難となっている。また一方、農業従事者
の高齢化、後継者不足等の問題が深刻であり、遊休農地も
増加している状況である。本市の市街化調整区域内の農業
の現状についても同様な問題が深刻化しており、農地の新
たな有効活用策が求められている。しかし、現行の農地
法、税制等の法的制限があるために、農地の流動化、農地
保全及び新たな農地活用等を推進することができない状況
となっている。そこで、農地を利用する権利取得に関する
規制緩和、相続税納税猶予適用拡大による農地の流動化と
保全及び食農教育等推進のための施設設置に係る規制緩和
を図りながら、市民農園の拡大や食農教育等の新たな農地
の活用や民間活力を導入することで、新たな営農モデルを
創出していくことを目的とするものである。

相続税納税猶予
適用拡大による
農地の保全と都
市農村交流の拡
大

１相続税納税猶予適用拡大による農地の保全
と都市農村交流の拡大
　農地（市街化区域を除く。）において次の
各号の規定に基づき、被相続人が使用又は収
益をする権利を設定し又は農業相続人が設定
する場合は租税特別措置法第70条の６に規定
する相続税納税猶予の特例の適用を受けられ
るようにすること。
（１） 特定農地貸付けに関する農地法の特
例に関する法律第２条第２項に規定する特定
農地貸付により市町村又は農業協同組合によ
る権利が設定される場合
（２） 地方公共団体又は農地保有合理化法
人が認定農業者又は教育、医療若しくは社会
福祉事業を行うことを目的として設立された
法人（当該目的に係る業務の運営に必要な施
設の用に供する場合に限る。）に転貸するた
め使用又は収益をする権利を取得する場合
（３） 農業経営基盤強化促進法第４条第３
項第１号の規定に基づく利用権設定等促進事
業により使用又は収益をする権利が設定され
た場合
（４） ２の農園数増加のための農地の権利
移動に係る規制緩和により使用又は収益をす
る権利が設定された場合

市が事業主体となり、連絡協議会等を設置し農業団
体等との連携を図りながら、農家や法人等に対する
説明会を開催し、農地の貸し手、借り手の希望者を
募りながら両者を調整し、農地の活用・流動化を進
めていく。農地の使用又は収益をする権利が設定さ
れている農地について、相続税納税猶予の特例の適
用を受けることが可能となれば、農地の遊休化を防
ぐと同時に特定農地貸付による市民農園や法人によ
る食農教育等（体験農園、学童農園、園芸療法等）
の事業推進により、都市と農村の交流を図るための
農地の流動化が促進され、農村における食農教育や
園芸療法等の推進等新たな農地の活用策、営農モデ
ルの創出等の可能性が広がると考えられる。
１年目　権利設定面積　１ヘクタール
３年目　権利設定面積　３ヘクタール

神
奈
川
県

川崎市
農環境の保全と
市民交流等農地
利活用促進構想

近年、特に低価格な外国産農畜産物の輸入が急増するとと
もに国内農畜産物の価格下落により農業を経営として成り
立たせることが困難となっている。また一方、農業従事者
の高齢化、後継者不足等の問題が深刻であり、遊休農地も
増加している状況である。本市の市街化調整区域内の農業
の現状についても同様な問題が深刻化しており、農地の新
たな有効活用策が求められている。しかし、現行の農地
法、税制等の法的制限があるために、農地の流動化、農地
保全及び新たな農地活用等を推進することができない状況
となっている。そこで、農地を利用する権利取得に関する
規制緩和、相続税納税猶予適用拡大による農地の流動化と
保全及び食農教育等推進のための施設設置に係る規制緩和
を図りながら、市民農園の拡大や食農教育等の新たな農地
の活用や民間活力を導入することで、新たな営農モデルを
創出していくことを目的とするものである。

農園数増加のた
めの農地の権利
移動に係る規制
緩和

農地（市街化区域を除く。）において、農地
所有者が、もっぱら自給目的で耕作する者に
概ね50㎡の区域において１年以内の期間を定
めその農地を使用又は収益を目的とする権利
（所有権を除く。）を設定することを、農地
法第３条により認めることとする。方法とし
ては、農地法施行令第１条の６第１項及び第
２項に、概ね５０㎡の農地において１年以内
の期間を定め、所有権を除く使用又は収益を
目的とする権利を取得しようとする者が、
もっぱら自給目的で耕作の用に供すると認め
られること。という内容を盛り込むことで認
めるものとし規制緩和を行うものとする。
また、農地法第３条についての農業委員会許
可を不要としあらかじめ農業委員会に届け出
れば足りることとする。その場合、同法第20
条第１項の規定についても適用除外として、
賃貸借の解除についての県知事許可を不要と
し、賃貸借を定めた期間内で解除する場合に
ついては、借り手の立毛補償を条件として賃
貸借の解除ができるようにする。

市が事業主体となり、連絡協議会等を設置し農業団
体等との連携を図りながら、農家等に対する説明会
を開催し、市民農園として農地を活用したい農家の
募集を行う。募集後は、市が市民募集を行い、各農
園に希望市民を振り分けることとする。この規制緩
和により市民農園として農地を活用する機会と手続
きの簡略化を図り、遊休農地の解消と同時に市民が
耕作することのできる農園数が増加することによ
り、市民農園を利用したい市民ニーズに対応しなが
ら地域コミュニティの形成を促すとともに、新しい
農業経営の構築に結びつける。
１年目　権利設定件数　　５０件
３年目　権利設定件数　１５０件

神
奈
川
県

川崎市
農環境の保全と
市民交流等農地
利活用促進構想

近年、特に低価格な外国産農畜産物の輸入が急増するとと
もに国内農畜産物の価格下落により農業を経営として成り
立たせることが困難となっている。また一方、農業従事者
の高齢化、後継者不足等の問題が深刻であり、遊休農地も
増加している状況である。本市の市街化調整区域内の農業
の現状についても同様な問題が深刻化しており、農地の新
たな有効活用策が求められている。しかし、現行の農地
法、税制等の法的制限があるために、農地の流動化、農地
保全及び新たな農地活用等を推進することができない状況
となっている。そこで、農地を利用する権利取得に関する
規制緩和、相続税納税猶予適用拡大による農地の流動化と
保全及び食農教育等推進のための施設設置に係る規制緩和
を図りながら、市民農園の拡大や食農教育等の新たな農地
の活用や民間活力を導入することで、新たな営農モデルを
創出していくことを目的とするものである。

食農教育等推進
のため必要な施
設設置に係る規
制緩和

農業者、農業団体並びに教育、医療若しくは
社会福祉事業を行うことを目的として設立さ
れた法人等が市街化調整区域において食農教
育等の実施に係る建築物の建築の用に供する
目的で行うものについては、都市計画法第２
９条第１項第２号の政令で定める建築物に該
当するよう、同施行令第２０条に政令で定め
る建築物とする内容を盛り込むこととし、食
農教育等に係る建築物の建築を可能とする。

市が事業主体となり、連絡協議会等を設置し農業団
体等との連携を図りながら、農家、法人等に対する
説明会を開催し、食農教育等を実施したい事業者の
募集を行う。農業・農村体験と食の学習を通じた食
農教育や医療・社会福祉関係の園芸療法等の新たな
手法を取り込んでいくことにより、農業を基盤とし
た地域コミュニティを促進し、農村の活力を増進す
る起爆剤になると考えられる。また、地元農業団体
等との連携により、新たな農業収入の増加も期待で
きる。
１年目　設置件数　１件
３年目　設置件数　３件

神
奈
川
県

横浜市
ナショナルアー
トパーク構想

　1859年の開港以来我が国を代表する国際港湾都市として
発展してきた横浜のウォーターフロントにおいて、2009年
の開港150周年を記念し、また羽田空港再拡張・国際化を
踏まえ、我が国港湾の歴史を回顧するとともに、都市再生
を牽引する文化芸術活動の展開場所として、さらには観光
立国を目指す我が国の新たな観光拠点として、魅力ある空
間形成を図るとともに、民間による集客施設等の整備、映
像コンテンツ産業やエンターテイメント産業の振興を行
い、（仮称）ナショナルアートパーク構想を推進する。

国有地の利用に
関する協議窓口
の一元化

国有地の利用に関する各省庁の協議窓口を一
元化する。

都心臨海部の国有地において、民間による文化芸術
活動や商業施設利用等を進め、ウォーターフロント
の賑わいを創出する。

神
奈
川
県

横浜市
ナショナルアー
トパーク構想

　1859年の開港以来我が国を代表する国際港湾都市として
発展してきた横浜のウォーターフロントにおいて、2009年
の開港150周年を記念し、また羽田空港再拡張・国際化を
踏まえ、我が国港湾の歴史を回顧するとともに、都市再生
を牽引する文化芸術活動の展開場所として、さらには観光
立国を目指す我が国の新たな観光拠点として、魅力ある空
間形成を図るとともに、民間による集客施設等の整備、映
像コンテンツ産業やエンターテイメント産業の振興を行
い、（仮称）ナショナルアートパーク構想を推進する。

国有地の譲渡ま
たは無償貸与

民間による文化芸術活動や商業施設利用等の
ため、国有地の横浜市への譲与または無償貸
与を行う。

都心臨海部の国有地において、民間による文化芸術
活動や商業施設利用等を進め、ウォーターフロント
の賑わいを創出する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

横浜市
ナショナルアー
トパーク構想

　1859年の開港以来我が国を代表する国際港湾都市として
発展してきた横浜のウォーターフロントにおいて、2009年
の開港150周年を記念し、また羽田空港再拡張・国際化を
踏まえ、我が国港湾の歴史を回顧するとともに、都市再生
を牽引する文化芸術活動の展開場所として、さらには観光
立国を目指す我が国の新たな観光拠点として、魅力ある空
間形成を図るとともに、民間による集客施設等の整備、映
像コンテンツ産業やエンターテイメント産業の振興を行
い、（仮称）ナショナルアートパーク構想を推進する。

港湾緑地に設置
可能な利便施設
の追加

国庫補助事業に係る港湾緑地において設置可
能な利便施設に、物品販売等の商業施設を加
える。

象の鼻・大さん橋基部において、商業施設を設置
し、人々の集まる賑わいのある場所とする。

神
奈
川
県

横浜市
ナショナルアー
トパーク構想

　1859年の開港以来我が国を代表する国際港湾都市として
発展してきた横浜のウォーターフロントにおいて、2009年
の開港150周年を記念し、また羽田空港再拡張・国際化を
踏まえ、我が国港湾の歴史を回顧するとともに、都市再生
を牽引する文化芸術活動の展開場所として、さらには観光
立国を目指す我が国の新たな観光拠点として、魅力ある空
間形成を図るとともに、民間による集客施設等の整備、映
像コンテンツ産業やエンターテイメント産業の振興を行
い、（仮称）ナショナルアートパーク構想を推進する。

港湾緑地に設置
可能な施設の面
積要件の緩和

国庫補助事業に係る港湾緑地において設置可
能な施設の面積要件（緑地面積の２％が建築
面積の上限）を緩和する。

象の鼻・大さん橋基部において、商業施設、集客施
設を設置し、人々の集まる賑わいのある場所とす
る。

神
奈
川
県

横浜市
ナショナルアー
トパーク構想

　1859年の開港以来我が国を代表する国際港湾都市として
発展してきた横浜のウォーターフロントにおいて、2009年
の開港150周年を記念し、また羽田空港再拡張・国際化を
踏まえ、我が国港湾の歴史を回顧するとともに、都市再生
を牽引する文化芸術活動の展開場所として、さらには観光
立国を目指す我が国の新たな観光拠点として、魅力ある空
間形成を図るとともに、民間による集客施設等の整備、映
像コンテンツ産業やエンターテイメント産業の振興を行
い、（仮称）ナショナルアートパーク構想を推進する。

PFIによる港湾
施設整備の促進

PFI事業により緑地など港湾施設整備を行う
場合の国庫補助金交付の制度化

　港湾施設の整備について、ＢＴＯ、ＢＯＴ、ＢＯ
Ｏなど、幅広いＰＦＩ手法に柔軟に対応できる補助
金制度が確立することで、民間活力の活用がより一
層期待される。

神
奈
川
県

横浜市
ナショナルアー
トパーク構想

　1859年の開港以来我が国を代表する国際港湾都市として
発展してきた横浜のウォーターフロントにおいて、2009年
の開港150周年を記念し、また羽田空港再拡張・国際化を
踏まえ、我が国港湾の歴史を回顧するとともに、都市再生
を牽引する文化芸術活動の展開場所として、さらには観光
立国を目指す我が国の新たな観光拠点として、魅力ある空
間形成を図るとともに、民間による集客施設等の整備、映
像コンテンツ産業やエンターテイメント産業の振興を行
い、（仮称）ナショナルアートパーク構想を推進する。

文化芸術基盤施
設整備

映像コンテンツのデジタルアーカイブセン
ター、大学、デジタル映像スタジオ、国際文
化芸術学術交流施設等の文化芸術基盤施設の
整備を行う。

文化芸術基盤施設が設置されることにより、文化芸
術関連事業者を誘致しやすくなり、映像コンテンツ
産業やエンターテイメント産業を振興することがで
きる。

神
奈
川
県

横須賀市
中核市における
都市計画決定権
限の包括的移譲

中核市に政令指定都市と同様の都市計画決定権限を移譲す
ることを提案する。
都市計画決定権限は、中核市と一般市の違いがない。特に
用途地域については地方一般市に決定権限が移譲されてい
るものの、三大都市圏内の中核市には移譲されておらず、
中核市の指定を受けても自主・独立性を十分に発揮できて
いない。また、当該市のみで構成されている都市計画区域
における地域地区・都市施設の計画決定であっても、現行
法では一部しか市に権限移譲されていない。

都市計画法等の
改正

地域地区、都市施設、市街地開発事業、市街
地開発事業等予定区域の県の都市計画決定権
限を中核市に移譲すること、都市計画決定に
係る県関与の廃止・縮減の検討を提案する。

・住民ニーズ、地域の土地利用特性及び土地利用転
換構想に即した用途地域、臨港地区の変更
・旧都市計画法において都市計画決定した事業見通
しの立たない土地区画整理事業の廃止
・都市計画道路区域であるものの事業の必要性がな
くなった区域の除外
・臨港地区であるものの市街地的土地利用が望まし
い区域における臨港地区の除外、用途地域の変更
（上記の効果）
・住民サービスの向上、速やかな土地利用転換と土
地の有効活用が期待できる。

神
奈
川
県

横須賀市

浦賀港周辺地区
における国庫補
助制度の統合的
かつ弾力的な運
用

・平成１５年３月に閉鎖された住重浦賀艦船工場跡地の再
整備において、都市施設および港湾施設の一体的かつ効率
的な開発が可能となるよう、各々の国庫補助事業を統合的
して弾力的な運用ができる補助制度を提案する。
現在の国庫補助制度では、現実的に「港湾施設」と「都市
施設」が複合する地域であっても、その対象毎に明確に制
度が分かれており、一体的な再開発が実施し難い状況にあ
る。

・港湾施設およ
び都市施設を一
体的かつ効率的
な開発が可能と
なる統合的かつ
弾力的な国庫補
助事業制度の運
用。

・現行の「インフラ整備における国庫補助制
度」で明確に分断されている「港湾施設を対
象とした制度」と「都市施設を対象とした制
度」を、両者が複合する対象地域（浦賀港周
辺地区）に対して一括して統合的かつ弾力的
に運用出来るような補助制度を提案する。

・対象地域において今後整備が予定されている「港
湾整備事業によるプロムナード・マリーナ」等の建
設と「都市施設整備事業による道路・公園・ミュー
ジアムその他の開発等」の建設を統合的かつ弾力的
な事業とすることにより、より一体的で効率的な開
発を可能とする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

横須賀市

「公立学校施設
整備費補助金等
に係る財産処分
の承認等」の改
正

学童クラブは近隣から迷惑がられることも多い。本市では
学童クラブを公設する予定はないが、児童・生徒数の減少
による小中学校の空き教室を営利を目的としない民間学童
クラブが使用できるようにし、子育て支援を行ないたい。
現在は公立学校施設整備費補助金を転用相当分返還しなけ
ればできない。返還をなくし、国に転用報告をすることで
実施できるよう改正したい。

「公立学校施設
整備費補助金等
に係る財産処分
の承認等」の改
正

「公立学校施設整備費補助金等に係る財産処
分の承認等について」（平成9年11月20日
文教施第87号文部省教育助成局長通知）の別
表の適用番号２に営利を目的としない民間運
営者に使用させる場合も含むよう改正する。

小中学校の空き教室を転用し、民間学童クラブが使
用しやすくすることで、子育て支援をする。

神
奈
川
県

神奈川県
かながわ京浜臨
海部活性化プラ
ン

羽田空港の再拡張・国際化、世界の救助センターとロボッ
ト関連産業の集積を目指す「国際レスキューコンプレック
ス計画」、民間事業者による新たなエネルギー産業創出の
動きなど、世界的なレベルで競争力を有する産業の創出・
集積のきっかけが発生しつつある京浜臨海部において、交
通インフラの整備促進や基幹的研究開発機関の強化充実、
新エネルギーモデル事業の促進などの支援措置により、臨
空関連産業、安全安心・ロボット関連産業、新エネルギー
関連産業の創出・集積を具体的に実現する。

京浜臨海部活性
化のための交通
インフラ整備の
促進

「地下高速鉄道整備事業費補助」と「幹線鉄
道活性化事業費補助」の統合適用による鉄道
補助率のアップ（東海道貨物支線の貨客併用
化事業及び川崎アプローチ線整備事業への適
用）

羽田空港への神奈川方面からの鉄道アクセスを充実
する東海道貨物支線貨客併用化及び川崎アプローチ
線の整備を、補助制度の適用拡大により促進するこ
とにより、臨空関連産業の創出・集積を図る。

神
奈
川
県

神奈川県
かながわ京浜臨
海部活性化プラ
ン

羽田空港の再拡張・国際化、世界の救助センターとロボッ
ト関連産業の集積を目指す「国際レスキューコンプレック
ス計画」、民間事業者による新たなエネルギー産業創出の
動きなど、世界的なレベルで競争力を有する産業の創出・
集積のきっかけが発生しつつある京浜臨海部において、交
通インフラの整備促進や基幹的研究開発機関の強化充実、
新エネルギーモデル事業の促進などの支援措置により、臨
空関連産業、安全安心・ロボット関連産業、新エネルギー
関連産業の創出・集積を具体的に実現する。

京浜臨海部活性
化のための交通
インフラ整備の
促進

認定事業として整備する公共施設に「鉄道施
設」の対象施設化

京浜臨海部内において指定されている４カ所の都市
再生緊急整備地域内において、民間事業者が東海道
貨物支線の貨客併用化に伴う駅舎整備等を行う場合
に民間都市開発推進機構から無利子貸付を行う。

神
奈
川
県

神奈川県
かながわ京浜臨
海部活性化プラ
ン

羽田空港の再拡張・国際化、世界の救助センターとロボッ
ト関連産業の集積を目指す「国際レスキューコンプレック
ス計画」、民間事業者による新たなエネルギー産業創出の
動きなど、世界的なレベルで競争力を有する産業の創出・
集積のきっかけが発生しつつある京浜臨海部において、交
通インフラの整備促進や基幹的研究開発機関の強化充実、
新エネルギーモデル事業の促進などの支援措置により、臨
空関連産業、安全安心・ロボット関連産業、新エネルギー
関連産業の創出・集積を具体的に実現する。

基幹的研究開発
機関の強化充実

既に立地している独立行政法人「防災科学技
術研究所」の常駐機関化、強化充実

「大都市大震災軽減化特別プロジェクト」の研究開
発実施機関としてすでに立地している独立行政法人
「防災科学技術研究所川崎ラボラトリー」を常設機
関化、強化充実することにより、安全安心に関する
基幹的研究開発拠点とする。
安全安心とロボットシステムに関する産業の求心力
を持つ。

神
奈
川
県

神奈川県
かながわ京浜臨
海部活性化プラ
ン

羽田空港の再拡張・国際化、世界の救助センターとロボッ
ト関連産業の集積を目指す「国際レスキューコンプレック
ス計画」、民間事業者による新たなエネルギー産業創出の
動きなど、世界的なレベルで競争力を有する産業の創出・
集積のきっかけが発生しつつある京浜臨海部において、交
通インフラの整備促進や基幹的研究開発機関の強化充実、
新エネルギーモデル事業の促進などの支援措置により、臨
空関連産業、安全安心・ロボット関連産業、新エネルギー
関連産業の創出・集積を具体的に実現する。

新たなエネル
ギーのモデル事
業の促進

すすの全く発生しない低公害自動車であるＤ
ＭＥ自動車の「低公害車普及促進対策費補助
金（車両購入）」の対象化

「低公害車普及促進対策費補助金（車両購入）」の
対象に、モデル事業段階であるＤＭＥ自動車を加
え、普及へのステップアップを促進する。モデル事
業の実施促進により、スムーズな普及へのステップ
アップが図れる。

神
奈
川
県

神奈川県
かながわ京浜臨
海部活性化プラ
ン

羽田空港の再拡張・国際化、世界の救助センターとロボッ
ト関連産業の集積を目指す「国際レスキューコンプレック
ス計画」、民間事業者による新たなエネルギー産業創出の
動きなど、世界的なレベルで競争力を有する産業の創出・
集積のきっかけが発生しつつある京浜臨海部において、交
通インフラの整備促進や基幹的研究開発機関の強化充実、
新エネルギーモデル事業の促進などの支援措置により、臨
空関連産業、安全安心・ロボット関連産業、新エネルギー
関連産業の創出・集積を具体的に実現する。

地財特法の緩和
地域再生構想プロジェクトに係る独立行政法
人等に対する寄附金等の支出制限の緩和

地域再生構想実現に寄与する独立行政法人等に対
し、地方財政再建特別措置法第24条による寄附金等
の支出制限の解除を行うなどの緩和措置を講ずる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

神奈川県
かながわ京浜臨
海部活性化プラ
ン

羽田空港の再拡張・国際化、世界の救助センターとロボッ
ト関連産業の集積を目指す「国際レスキューコンプレック
ス計画」、民間事業者による新たなエネルギー産業創出の
動きなど、世界的なレベルで競争力を有する産業の創出・
集積のきっかけが発生しつつある京浜臨海部において、交
通インフラの整備促進や基幹的研究開発機関の強化充実、
新エネルギーモデル事業の促進などの支援措置により、臨
空関連産業、安全安心・ロボット関連産業、新エネルギー
関連産業の創出・集積を具体的に実現する。

新たなエネル
ギーのモデル事
業の促進

すすの全く発生しない低公害自動車であるＤ
ＭＥ自動車の「クリーンエネルギー自動車等
導入促進事業」の対象化

「クリーンエネルギー自動車等導入促進事業」の対
象に、モデル事業段階であるＤＭＥ自動車を加え、
普及へのステップアップを促進する。モデル事業の
実施促進により、スムーズな普及へのステップアッ
プが図れる。

神
奈
川
県

神奈川県

グリーンツーリ
ズムによる水源
地域の活性化構
想

水源地域では、都市部への人口流出による過疎化・少子高
齢化が進み、地元農業の後継者不足などから、豊富に存在
する地域資源の活用が衰退の一途にある。その一方、都市
部では、慌しい暮らしや働き方を見直そうという「スロー
ライフ」という考え方が注目されている。このことから、
「スローライフ」をキーワードに、耕作放棄地等を活用し
た水源地域の活性化を図り、本県経済の活性化につなげる
とともに、あわせて農業の持つ水源の涵養・自然環境の保
全の機能の回復に資するものとする。

農業公園 農地法の権限に対する規制の緩和
・農業地区域への食品加工場、飲食店、特産物販売
店等の農業関連施設の設置
・農業生産法人以外の法人の農業参入

神
奈
川
県

神奈川県

グリーンツーリ
ズムによる水源
地域の活性化構
想

水源地域では、都市部への人口流出による過疎化・少子高
齢化が進み、地元農業の後継者不足などから、豊富に存在
する地域資源の活用が衰退の一途にある。その一方、都市
部では、慌しい暮らしや働き方を見直そうという「スロー
ライフ」という考え方が注目されている。このことから、
「スローライフ」をキーワードに、耕作放棄地等を活用し
た水源地域の活性化を図り、本県経済の活性化につなげる
とともに、あわせて農業の持つ水源の涵養・自然環境の保
全の機能の回復に資するものとする。

市民農園
・市民農園の開設主体の拡大
・生産物の販売

・ＮＰＯ法人や地元自治会等による開設

神
奈
川
県

神奈川県

グリーンツーリ
ズムによる水源
地域の活性化構
想

水源地域では、都市部への人口流出による過疎化・少子高
齢化が進み、地元農業の後継者不足などから、豊富に存在
する地域資源の活用が衰退の一途にある。その一方、都市
部では、慌しい暮らしや働き方を見直そうという「スロー
ライフ」という考え方が注目されている。このことから、
「スローライフ」をキーワードに、耕作放棄地等を活用し
た水源地域の活性化を図り、本県経済の活性化につなげる
とともに、あわせて農業の持つ水源の涵養・自然環境の保
全の機能の回復に資するものとする。

小学校転用によ
る施設再利用

補助金により整備された財産の効率的利用の
促進

・小学校統合により廃止された校舎を再利用し、市
民農園利用者の活動拠点、農業体験宿泊施設とす
る。
・民間・ＮＰＯ等への行政財産の貸付

神
奈
川
県

神奈川県

グリーンツーリ
ズムによる水源
地域の活性化構
想

水源地域では、都市部への人口流出による過疎化・少子高
齢化が進み、地元農業の後継者不足などから、豊富に存在
する地域資源の活用が衰退の一途にある。その一方、都市
部では、慌しい暮らしや働き方を見直そうという「スロー
ライフ」という考え方が注目されている。このことから、
「スローライフ」をキーワードに、耕作放棄地等を活用し
た水源地域の活性化を図り、本県経済の活性化につなげる
とともに、あわせて農業の持つ水源の涵養・自然環境の保
全の機能の回復に資するものとする。

農家レストラン 農家を利用した飲食物の提供
市民農園等において来訪者が自ら育てた農産物を使
用した伝統的な田舎料理の提供

神
奈
川
県

神奈川県

グリーンツーリ
ズムによる水源
地域の活性化構
想

水源地域では、都市部への人口流出による過疎化・少子高
齢化が進み、地元農業の後継者不足などから、豊富に存在
する地域資源の活用が衰退の一途にある。その一方、都市
部では、慌しい暮らしや働き方を見直そうという「スロー
ライフ」という考え方が注目されている。このことから、
「スローライフ」をキーワードに、耕作放棄地等を活用し
た水源地域の活性化を図り、本県経済の活性化につなげる
とともに、あわせて農業の持つ水源の涵養・自然環境の保
全の機能の回復に資するものとする。

交通手段の確保
来訪者の市民農園等へのアクセスの利便性向
上

・ＮＰＯ法人や地元自治会等が自主的に実施する白
ナンバーでの旅客運送業務
・特に土日祝日における来訪者の交通手段の利便に
資するための地元住民の自家用自動車による有償運
送
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

神奈川県

グリーンツーリ
ズムによる水源
地域の活性化構
想

水源地域では、都市部への人口流出による過疎化・少子高
齢化が進み、地元農業の後継者不足などから、豊富に存在
する地域資源の活用が衰退の一途にある。その一方、都市
部では、慌しい暮らしや働き方を見直そうという「スロー
ライフ」という考え方が注目されている。このことから、
「スローライフ」をキーワードに、耕作放棄地等を活用し
た水源地域の活性化を図り、本県経済の活性化につなげる
とともに、あわせて農業の持つ水源の涵養・自然環境の保
全の機能の回復に資するものとする。

農家民宿及び学
校再利用による
農業体験宿泊施
設

宿泊施設に係る諸規制の緩和
・農家を利用した宿泊型農業体験の実施
・市民農園や副業としてのレストランの経営

神
奈
川
県

神奈川県

グリーンツーリ
ズムによる水源
地域の活性化構
想

水源地域では、都市部への人口流出による過疎化・少子高
齢化が進み、地元農業の後継者不足などから、豊富に存在
する地域資源の活用が衰退の一途にある。その一方、都市
部では、慌しい暮らしや働き方を見直そうという「スロー
ライフ」という考え方が注目されている。このことから、
「スローライフ」をキーワードに、耕作放棄地等を活用し
た水源地域の活性化を図り、本県経済の活性化につなげる
とともに、あわせて農業の持つ水源の涵養・自然環境の保
全の機能の回復に資するものとする。

農業従事者の新
規参入

・農地賃借面積制限・農地所有下限面積の緩
和
・農地(転貸禁止）付き住宅の開発
・株式会社等の参入

・農地（転貸禁止）付き分譲住宅の分譲
・株式会社参入による農業の組織化（給与所得農業
従事者の創設）

神
奈
川
県

神奈川県

知的イノベー
ション創出プロ
グラム（神奈川
方式の知的財産
戦略）

（財）神奈川科学技術アカデミー（以下「ＫＡＳＴ」とい
う。）は、KASTで研究者を雇用（大学教授等を専任若しく
は兼任雇用）し、基礎研究段階から成果展開まで一貫した
活動を行う研究機関及び技術移転機関である。（優れた成
果創出・技術移転の一貫マネジメントの運営。研究成果の
実用化の死の谷を克服した多くの優れた技術移転の実績）
　神奈川県では、地域大学等を対象とし、KASTを軸とした
県関係機関が結集して幅広いコーディネート機能を発揮す
る神奈川方式の知的財産戦略「知的イノベーション創出プ
ログラム（重点戦略分野：光機能材料クラスター（光触媒
等）、バイオ）」を推進し、「新産業の創出、県民生活の
質の向上、京浜臨海部地域の活性化」などの実現を目指
す。

財団法人である
KASTを、公的研
究機関として法
的認定

財団法人であるKASTを、公的研究機関として
法的に認定し、独立行政法人である研究機関
と同等の環境整備及び各種補助事業等の対象
機関としてもらいたい。
具体的には、KASTについて、産業技術力強化
法第１６条（公設試験研究機関（その他）の
定義）の認定を受け、また、科学技術振興調
整費などの各種競争的資金における申請要件
として、「独立行政法人」と同様の取扱をし
てもらいたい。

　本構想の中核的な研究活動を行っているKASTの研
究事業などが、研究機関として大学や国の独立行政
法人と同様の研究環境が整備される。
このことにより、神奈川県が取り組んでいる「知的
イノベーション創出プログラム」の強力な推進が始
めて可能となる。

神
奈
川
県

神奈川県

知的イノベー
ション創出プロ
グラム（神奈川
方式の知的財産
戦略）

（財）神奈川科学技術アカデミー（以下「ＫＡＳＴ」とい
う。）は、KASTで研究者を雇用（大学教授等を専任若しく
は兼任雇用）し、基礎研究段階から成果展開まで一貫した
活動を行う研究機関及び技術移転機関である。（優れた成
果創出・技術移転の一貫マネジメントの運営。研究成果の
実用化の死の谷を克服した多くの優れた技術移転の実績）
　神奈川県では、地域大学等を対象とし、KASTを軸とした
県関係機関が結集して幅広いコーディネート機能を発揮す
る神奈川方式の知的財産戦略「知的イノベーション創出プ
ログラム（重点戦略分野：光機能材料クラスター（光触媒
等）、バイオ）」を推進し、「新産業の創出、県民生活の
質の向上、京浜臨海部地域の活性化」などの実現を目指
す。

光科学分野を中
心とするKAST研
究成果に競争的
資金の集中投資

　KASTでは、流動研究プロジェクトなどで優
れた研究成果を創出している。特に独創的で
大きな展開が期待される研究成果について
は、光科学重点研究室において、研究者と雇
用関係を継続して、強力な成果展開を進めて
いる。
これらKASTの研究活動により創出された有望
な研究成果は、KASTの研究システムを活用し
て成果展開を図ることが最も効果的であり、
光科学分野を中心とするKAST研究成果に、国
等の各種競争的資金の集中投資をお願いした
い。

「知的イノベーション創出プログラム」の重点分野
である「光科学（光触媒等）」について、KASTの研
究システム（成果創出・技術移転一貫方式）を最大
限に活用した、研究成果の強力な地域展開が図られ
る。

○光科学重点研（KAST３大技術）
　・光機能材料グループ
　・近接場光学グループ
　・マイクロ化学グループ

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

海外からの観光
客のビザの免除
等

現在、北京市、上海市、広東省のみで発給さ
れている中国の団体旅行のビザについて、対
象地域の拡大、免除等の措置を実施。また、
県、市町村等が交流を行っている地域（神奈
川県については中国遼寧省、韓国京畿道）に
ついてのビザの発給、免除の実施。

姉妹都市等との観光交流の一層の拡大を図るととも
に、海外観光展への出展、海外ﾏｽｺﾐ招聘事業等を通
じ、海外から観光客を誘致する。

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

羽田空港国際化
に対する支援

羽田空港再拡張及び国際化に向けた支援（神
奈川口構想の実現、空港内への神奈川観光情
報センターの設置、羽田空港から神奈川方面
の交通アクセス整備等）

海外観光展への出展、海外ﾏｽｺﾐ招聘事業等を通じて
「近くなった神奈川」を積極的にＰＲするととも
に、羽田空港を利用した旅行商品造成を働きかけ
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

産業観光への支
援

京浜臨海部等で取り組んでいる産業観光振興
に向けた取り組みに対する、国土交通省と経
済産業省が連携した支援

新しい観光として注目されている産業観光につい
て、モニタツアーの実施、旅行商品造成に向けた取
り組み、コンベンション客・修学旅行客等の誘致を
進める。

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

鎌倉の世界文化
遺産登録への支
援

鎌倉市のユネスコ世界文化遺産登録に向けた
文化庁等の支援

鎌倉が世界遺産に登録された後、鎌倉の文化遺産の
世界的な認知を高めるための情報発信等を行い、海
外からの観光客の誘致を図る。

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ・ｴ
ｺﾂｰﾘｽﾞﾑ等に対
する支援

ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ・ﾌﾞﾙｰﾂｰﾘｽﾞﾑ・ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑの振興
に対する、国土交通省及び環境省、農林水産
省が連携した支援

地域の特色を生かした観光魅力づくりを推進すた
め、モニタツアーの実施、旅行商品造成に向けた取
り組み、コンベンション客・修学旅行客の誘致等に
取り組む。

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

ﾋﾞｼﾞｯﾄ・ｼﾞｬﾊﾟ
ﾝ・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝでの
観光情報発信

ﾋﾞｼﾞｯﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの中で実施してい
る海外での情報発信事業の中での、神奈川県
の観光情報の積極的なＰＲ

ＩＴを活用した情報発信体制の充実等により、神奈
川県の観光情報の海外へ発信を図る。

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

映画等の撮影に
関する手続の簡
素化

フィルムコミッション推進のため、道路、海
岸等の使用許可申請等の手続の簡素化

県内での撮影を促進するために、市町村のフィルム
コミッションと連携し、映画等の媒体による神奈川
県の情報の発信を図る。

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

観光地の標識、
案内板等の統一

国における観光地の標識や案内板等の統一様
式の作成

観光案内体制の充実等により、気楽に安心して観光
できる体制の整備を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

神
奈
川
県

神奈川県
国際観光県「か
ながわ」推進構
想

　観光産業は裾野の広い総合産業であり、今後成長が見込
まれる分野である。神奈川県は、横浜、鎌倉、箱根という
国際的な観光地をはじめ、湘南、丹沢大山といった自然、
都市、温泉等様々な種類の観光資源を有していることか
ら、情報発信や観光地の魅力づくり等の取り組みを通じ
て、これらの観光資源を最大限活用し、海外を中心に広く
観光客を誘致することで、本県の経済の活性化、及びそれ
に伴う雇用の増大を図るものである。

外国人観光客受
入環境づくり

外国人個人旅行者が観光しやすいような環境
作り（標識・観光情報体制の整備等）

観光案内体制の充実等により、気楽に安心して観光
できる体制の整備を図る。

神
奈
川
県

神奈川県
都市住民と協働
した都市農業地
域の活性化

都市住民が農業に参入しやすい条件、また、農業を継続で
きるようにする条件を整備することや、集客施設を整備
し、地元農家と都市住民との交流を図ることで、都市農業
を再生し、本県経済の活性化を図る。

都市住民の農業
への参入の促進

・農地賃借面積制限の緩和
・農地を相続した場合の相続税の徴収猶予措
置の拡充

農家以外の農業への参入の条件整備を行う
地方公共団体による農地のあっせん

神
奈
川
県

神奈川県
都市住民と協働
した都市農業地
域の活性化

都市住民が農業に参入しやすい条件、また、農業を継続で
きるようにする条件を整備することや、集客施設を整備
し、地元農家と都市住民との交流を図ることで、都市農業
を再生し、本県経済の活性化を図る。

農家以外のもの
が生産した農産
物の販売機会の
確保

・直売所の整備に対する助成の対象を農家以
外のものにも拡充する。
・学校給食センターを兼ねた農産物加工所に
対する助成
・直売所の設置に関する農地法、都市計画
法、建築基準法の緩和
・果実酒等加工品の製造販売の規制の緩和

農家以外のものが生産した農産物を販売する直売所
の設置
学校給食センターを兼ねた農産物加工所の設置
直売所の特産品として、果実酒等の加工品の販売

神
奈
川
県

神奈川県
都市住民と協働
した都市農業地
域の活性化

都市住民が農業に参入しやすい条件、また、農業を継続で
きるようにする条件を整備することや、集客施設を整備
し、地元農家と都市住民との交流を図ることで、都市農業
を再生し、本県経済の活性化を図る。

地元農家と都市
住民との交流施
設の設置

・直売所等集客施設と農業体験交流施設が一
体となった施設に対する助成

集客型農業体験交流施設を設置し、周辺住民や遠方
からの来客に対し、地元農産物を販売するほか、農
業体験の場を提供する。

神
奈
川
県

神奈川県
都市住民と協働
した都市農業地
域の活性化

都市住民が農業に参入しやすい条件、また、農業を継続で
きるようにする条件を整備することや、集客施設を整備
し、地元農家と都市住民との交流を図ることで、都市農業
を再生し、本県経済の活性化を図る。

農地利用権の設
定と定期借地権
付き農地制度の
創設

・耕作放棄地における公的機関の農地利用権
の強制設定制度の創設
・農地（耕作放棄地）の使用収益権を設定す
るための規制の緩和
・取得農地の管理を目的とした農作業用管理
舎のための規制緩和

耕作放棄地等のまとまった農地に農地利用権や定期
借地権を設定し、早期退職者の就労の場の設定を目
的として都市住民を誘導し、地域の活性化を図る。

神
奈
川
県

三浦市
三浦商工
会議所

三浦地域再生構
想「海都共生都
市オーシャンシ
ティ　みうら構
想」

　地域再生構想を実現することにより、三崎漁港はマグロ
集出荷基地として、「三崎のマグロ」ブランドを確立し、
地元水産物流通・加工業の再生を図る。
　また、埋立地には地元水産業者をはじめ、資源循環型の
企業を積極的に誘致し、漁港で発生する廃棄物ゼロ（ゼロ
エミッション）を目指す。
　事業の実施にあたっては官民のパートナーシップによる
公共サービスの民間開放を積極的に検討し、ＰＦＩ手法等
による民間資金の活用を図る。

（特定第３種）
漁港管理者の計
画見直し要請権
限の市への移譲

　特定第３種漁港は都道府県が漁港管理者と
なっている。漁港整備については、漁港管理
者からの計画化要請を受けた国が漁港漁場整
備法に基づき「特定漁港漁場整備長期計画」
として閣議決定し、年次計画に沿って漁港管
理者が実施しているところである。計画変更
についても漁港管理者である都道府県が実施
することとなる。本件は計画見直し要請権限
を市へ１０年を目途に時限的に移譲し、市は
国より補助率１/２を受け、残る１/２を市が
負担しながら事業を実施する。また、事業実
施１０年後までに、市が負担した事業費等は
権限を漁港管理者に戻す際に県が市に返還
し、事業を完了する。

水産物加工場用地等を現在の経済条件および地域の
特性に合わせ高度利用を図る。また、特定漁港漁場
整備事業により荷捌き用地および道路用地等を取得
し、低廉な用地の提供を実現し、水産業界等の誘致
を推進する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

新
潟
県

三条市、
田上町、
栄町、下
田村

広域行政ネット
ワークの構築及
びＣＡＴＶへの
開放

　三条市、田上町、栄町、下田村の間で、広域行政ネット
ワーク（公共ネットワーク）を構築し、「公共施設予約シ
ステム」「市民交流システム」「証明書自動交付システ
ム」「学校教育支援システム」「防災情報提供システム」
「住民相談システム」を同ネットワーク内で稼働させる。
　また、設備設置に係る二重投資を回避するため、構築さ
れた広域行政ネットワークの一部を地元ＣＡＴＶ会社に将
来開放し、民間分野における高度情報通信ネットワークイ
ンフラの整備を合わせて実現する。
  なお、地元ＣＡＴＶ会社へのネットワークの一部の開放
時期については、既開局エリアである三条エリアにおける
加入率が一定割合を超えた場合等の条件が満たされた時と
することとしている。

地域イントラ
ネット基盤施設
整備事業の柔軟
な運用

平成１６年度予算（政府原案）では、地域イ
ントラネット基盤施設整備事業での、ケーブ
ルテレビ（地方公共団体又は第３セクターが
運営するものに限る。）への開放を目的とす
る整備を可能にすることが盛り込まれている
が、本制度の創設に際しての開放時期等の要
件（基準）を極力地方公共団体の自由度が高
まるようなものとしていただきたい（例え
ば、開放時期について、「地域イントラネッ
ト網の整備後○年以内に開放することが確定
している場合に限る。」といった画一的な基
準とするのではなく、「開放時期に係る条件
について、地方公共団体と関係ＣＡＴＶ会社
との間で合意されていることを基準とす
る。」といった自由度のある基準とす
る。）。

【地域再生構想の具体的内容】
　三条市、田上町、栄町、下田村の間で、広域行政ネット
ワーク（公共ネットワーク）を構築し、「公共施設予約シ
ステム」「市民交流システム」「証明書自動交付システ
ム」「学校教育支援システム」「防災情報提供システム」
「住民相談システム」を同ネットワーク内で稼働させる。
  また、設備設置に係る二重投資を回避するため、構築さ
れた広域行政ネットワークの一部を地元ＣＡＴＶ会社に将
来開放し、民間分野における高度情報通信ネットワークイ
ンフラの整備を合わせて実現する。
  なお、地元ＣＡＴＶ会社へのネットワークの一部の開放
時期については、既開局エリアである三条エリアにおける
加入率が一定割合を超えた場合等の条件が満たされた時と
することとしている。
【地域再生構想の実施により期待される効果】
①　三条市、田上町、栄町、下田村の間で、広域行政ネッ
トワークが構築されることにより、「市民交流システム」
等を通じた地域コミュニティの活性化の実現が期待され
る。
②　広域行政ネットワークの一部を地元ＣＡＴＶ会社に開
放するという手法を取り入れることにより、公共ネット
ワーク網とＣＡＴＶ網をそれぞれ構築する場合と比較し
て、約４．２億円程度（伝送路工事部分のみ考慮）の二重
投資の回避によるコスト削減が期待される。
③　広域行政ネットワークの一部を地元ＣＡＴＶ会社に開
放するという手法を取り入れることにより、地元ＣＡＴＶ
会社のエリア拡大が容易となるため、公共ネットワーク網
とＣＡＴＶ網をそれぞれ構築する場合と比較して、より早
い段階における同社の経営基盤の強化及び新規雇用の創造
の実現が期待される。
④　特に、田上町・栄町・下田村に、民間分野における高
度情報通信ネットワークインフラが整備されることによ
り、地場企業の情報化が進み、取引コストの軽減といった
企業のスリム化や販路拡大の実現が期待され、国際競争力
の強化にも資することなる。

新
潟
県

十日町市
吉田スノーパー
ク整備構想

地域内に全国大会レベルの競技会開催可能なクロスカント
リーコースを整備し（2009年開催予定の冬季国体クロスカ
ントリー競技会場に決定している）、競技会の開催誘致を
図ると同時に同コースをシーズン中に大学、高等学校等の
教育機関及びその他のクロスカントリー競技団体の練習会
場として開放することにより、数多くの競技関係者及び観
客の来訪が期待できる。そのためシーズンを中心に大会出
場選手及び競技関係者らによる同コースを利用しての合宿
訓練が可能な環境を、廃校となった校舎及び体育館を転用
することによってより経済的に実現することが可能とな
り、さらに多くの大会参加人員の増加が期待できるととも
に、過疎化のすすむ同地域における冬季間における地域経
済の活性化にむすびつくものである。

廃校校舎、体育
館の地域経済活
性化目的による
財産処分の特例

公立学校施設整備費補助金を受けて取得した
財産を譲渡、貸付等の処分を行うにあたって
は、「補助金等に係る予算の執行の適性化に
関する法律」により文部科学大臣の承認を必
要とするが、当該財産を地域経済活性化に有
効的に活用することが認めらる場合（当該財
産を地元住民による任意の組合あるいはＮＰ
Ｏ法人等による経営で利益をあげる場合を含
む）は、文部科学大臣への財産処分報告事項
とし、当該財産の残存価格に対する補助金相
当額を国庫に納付しないこととするよう提案
するもの

この地域内に有するクロスカントリーコースは2009
年開催予定の冬季国体クロスカントリー会場に決定
しているため、さらなる良質のコースのための整備
を計画的に当市では進めているところであるが、ク
ロスカントリー競技練習会場としての機能向上のた
めに必須条件である競技関係者の強化合宿等による
短期、長期にわたる練習を可能とする施設設備が喫
緊の課題であった。　このため廃校となった小学校
校舎及び体育館を地元住民に無償貸与し、地元住民
の組織する組合あるいＮＰＯ法人等によるクロスカ
ントリー競技関係者の合宿など宿泊可能な施設とし
て活用する。　そのことにより合宿の賄い、競技会
場への選手等の輸送等地元住民の雇用拡大及び食糧
調達における地産地消に結びつくとともに、大会参
加者の利便性の向上が図られ、より一層の大会参加
者、団体の増加が期待できる。

新
潟
県

村上市
村上市廃校校舎
有効活用構想

廃校校舎の転用や転売に関する財産処分において、地域産
業の振興や創設あるいは企業誘致への利用を可能とするた
め、文部科学大臣の承認要件を廃止し、有効活用を促進す
る。

廃校校舎地域再
生支援措置

廃校校舎の転用に関する文部科学大臣の承認
事項の撤廃、若しくは簡略化。

旧村上市立大栗田小中学校及び旧村上市立山辺里小
学校山田分校校舎を、地域再生のために民間企業の
工場誘致や施設誘致に活用する。

新
潟
県

村上市
村上市廃校校舎
有効活用構想

廃校校舎の転用や転売に関する財産処分において、地域産
業の振興や創設あるいは企業誘致への利用を可能にするた
め、処分制限期間の撤廃若しくは緩和を行い有効活用を促
進する。

廃校校舎地域再
生支援措置

廃校校舎の転用若しくは財産処分に係る処分
制限期間の撤廃若しくは緩和。

旧村上市立大栗田小中学校及び旧村上市立山辺里小
学校山田分校校舎を、地域再生のために民間企業の
工場誘致や施設誘致に活用する。

新
潟
県

村上市
村上市廃校校舎
有効活用構想

廃校校舎の転用や転売に関する財産処分において、地域産
業の振興や創設あるいは企業誘致への利用を可能にするた
め、自治体の補助金返還義務を撤廃し財政的負担を軽減す
る。

廃校校舎地域再
生支援措置

廃校校舎の転用若しくは財産処分に係る補助
金相当額の納付義務の免除。

旧村上市立大栗田小中学校及び旧村上市立山辺里小
学校山田分校校舎を、地域再生のために民間企業の
工場誘致や施設誘致に活用する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

新
潟
県

村上市
村上市スクール
バス等有効活用
構想

自治体が主体となって運行するバスにおいて、利益を伴わ
ない運行における料金徴収に対し、道路運送法の適用を除
外する。

スクールバス等
地域活用支援措
置

道路運送法の旅客自動車運送事業の適用除
外。

スクールバス等の運行において、地域活動等に実費
負担で貸与する。また、乗車率の低いスクールバス
において、実費を徴収したうえ、地域のコミュニ
ティーバスとしての門戸を開くため、文部科学大臣
の承認事項を市町村教育委員会の議決による事とす
る。また、使用料の徴収にあたり、道路運送法の適
用を除外する。

新
潟
県

新井市
バイオ・リー
ジョン（生命地
域）の形成

農林水産業を始めとした担い手の高齢化・不足の顕在化、
観光産業の地番沈下等が進んでいる。さらに、地域産業・
雇用を支える企業の立地も低迷を極めている。今後、安心
して生命を育める地域「バイオ・リージョン妙高」を地域
づくりの目標に掲げ、地域通貨の活用により、地域内活動
に対しのみならず、連携する都市住民に対し、「都市･農
村の交流･対流の環」 「住民の協働･互助の環」「新産業･
地域投資の環」を広げる。

住民票コードの
地域通貨管理シ
ステムに対する
利用の容認

●自治体が発行する地域通貨のシステムにつ
いて、地域住民にすべからく利用しやすいも
のとするとともに、安価にそのシステムを構
築する必要がある。また、紙幣やICカード・
携帯モバイルの利用を視野に置くとともに、
連携する大都市住民の利用も視野に置く必要
ある。●このためには、個人認証によりセン
ターサーバー型で管理する方式が有利とな
る。そこで、住民基本台帳における住民票
コードを利用することが最善の方法と考えら
れるが、住民基本台帳法により、その利用が
制限されている。すなわち、民間事業者等が
住民票コードの告知をもとめることができな
い。●そこで、自治体が発行する地域通貨に
ついて、住民票コードの利用制限を緩和を提
案する。

●地域再生に向け、地域通貨を活用し、「バイオ・リージョン
妙高」を実現するため、「都市・農村の交流・対流の環」「住民
の協働・互助の環」「産業活性化・地域投資の環」を広げる施策
を横断的に実施することを計画している。●「都市・農村の交
流・対流の環」・「食と農の地域づくり」・「スローツーリズ
ム」・「都市交流プロジェクト」など　交流・対流の相手側に対
し、一定の条件をのもと、地域通貨を交付する。例１）当市と震
災・防災協定を結ぶことを予定している都市や、保養施設を廃
し、提携施設に切り替ようとしている都市を対象に、地域間の連
携を高め、農業と観光の活性化を図るため、都市住民に対し、一
定の対価のもと、地域通貨を交付し、区民に配布してもらう。当
市の提携施設を利用した都市住民は、その地域通貨を利用するこ
とができる。また、合わせて、当市の農産物の定期購入に利用で
きるようにする。例２）同上の観点から、都市部の商店街に地域
通貨を交付し、商店街利用者に配布してもらい、当地への観光及
び商店街における当市の商品の購買に利用してもらう。例３）当
地への集客を積極的に行う観光エージェンシーに対し、地域通貨
を交付する。●「住民の協働・互助の環」・「親の子育て力の充
実」「地域に特化した小学校教育の充実」・「高齢者の自立支援
と元気高齢者づくり」「暮らしやすい社会づくり」・「みどりの
保全と中山間地域対策」など　協働・互助のために活動する者に
対し、地域通貨を交付する。例）施策に合致したNPO・住民団体等
の活動、子育てボランティア、学校教育ヘルパー、介護・高齢者
お助け隊、みどりの保全ボランティアなどない地域通貨を交付す
る。●「産業活性化・地域投資の環」：・「観光再生事業」・
「エコ交通促進事業」・「産業立地促進対策」「中心市街地活性
化対策」・「バイオ・エネルギー利活用実証事業」「バイオ関連
促進対策」など　産業活性化・地域への再投資に資する事業者に
対し地域通貨を交付する。合わせて、地域への観光・人流の活発
化に役立てるため、公共交通における地域通貨の利用を可能とす
る。　　以上により、交流・対流する地域・者との連携が効率的
に図られるとともに、地域内における協働・互助の活動が活発に
なる。また、地域産業の活性化及び新規産業の立地・地域内への
再投資につながる。

新
潟
県

新井市
バイオ・リー
ジョン（生命地
域）の形成

農林水産業を始めとした担い手の高齢化・不足の顕在化、
観光産業の地番沈下等が進んでいる。さらに、地域産業・
雇用を支える企業の立地も低迷を極めている。今後、安心
して生命を育める地域「バイオ・リージョン妙高」を地域
づくりの目標に掲げ、地域通貨の活用により、地域内活動
に対しのみならず、連携する都市住民に対し、「都市･農
村の交流･対流の環」 「住民の協働･互助の環」「新産業･
地域投資の環」を広げる。

自治体の発行し
た地域通貨によ
る地方税の納付
の容認

●地域通貨による経済の地域内循環性を高め
るためには、企業等にとってのインセンティ
ブが高いことが重要である。このためには、
地方税の納付が地域通貨でできることなどが
誘引効果が高い。●しかし、地方税法によ
り、納付に使用できる証券は制限されてお
り、地域通貨は利用することができない。●
そこで、地方税の納付に自治体が発行した地
域通貨を利用できることとするよう提案す
る。

●観光・商店街等の事業者に対し、固定資産税・住
民税等の一部について、地域通貨での納付を可能と
する。これにより、地域通貨を使える場所が広が
る。

新
潟
県

新井市
バイオ・リー
ジョン（生命地
域）の形成

農林水産業を始めとした担い手の高齢化・不足の顕在化、
観光産業の地番沈下等が進んでいる。さらに、地域産業・
雇用を支える企業の立地も低迷を極めている。今後、安心
して生命を育める地域「バイオ・リージョン妙高」を地域
づくりの目標に掲げ、地域通貨の活用により、地域内活動
に対しのみならず、連携する都市住民に対し、「都市･農
村の交流･対流の環」 「住民の協働･互助の環」「新産業･
地域投資の環」を広げる。

地域通貨利用シ
ステムの実証モ
デルづくりへの
支援

●地域通貨を活用した地域再生は、全国的に
も可能性の高い手法と考えられる。●しか
し、地域全体で利用しやすいシステムを構築
するためには、自治体主導の下、多額の経費
を要する。●そこで、全国のモデルとなるシ
ステムの構築に当たっては、全額を国庫負担
し、他地域にも無償でそのシステムを開放す
ることを提案する。

●ITを活用した地域通貨の導入・普及のモデル事業
として、全額国において、地域住民全体を対象に、
個人認証により本人確認をすることにより、セン
ターサーバーにより地域通貨のやり取りができるシ
ステムを構築する。●合わせて、紙幣・ICカードと
の併用による実証実験を行う。　これにより、全国
に本システムが普及し、地域通貨を活用した、地域
の独自性に基づいた地域再生が可能となる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

新
潟
県

浦川原村
ふるさと産業お
こし戦略

面積５０ｋ㎡、人口４千人の小さな村で、農業特区に参入
した建設業２社と地域の食品加工業４社、木工建築業１社
が共同して地域振興法人を立ち上げ、農を中心にすえた直
販施設「ふるさと産業会館」を建設し、地域農業、地域中
小企業の再生と雇用拡大を目指す。平野部と山間部の接点
に位置する地の利を生かし、建設が進む地域高規格道路イ
ンターチェンジ周辺に、人、物、情報発信の拠点作りを行
う。日本海側と首都圏を結ぶ最短ルートとなる高規格道路
「上越魚沼地域振興快速道路」沿線は農村の原風景が多く
残る東頸城地方を東西に走る幹線道路として整備が進み、
並走する国道２５３号と最も近接する浦川原村に積極的に
人、物、情報を呼び込むためのシンボル施設となる。

敷地確保にあた
り農振法・農地
法に基づく、農
業振興地域から
の除外や農地転
用許可の手続き
を簡素化し、迅
速な事業着手を
図る。

地域再生計画で建設を予定している「ふるさ
と産業会館」２ヘクタールの用地取得にあた
り、現行法では、①農業振興計画からの除外
（知事権限で農政局協議）に約６ヶ月が、ま
た、②農地転用許可（知事権限で農政局協
議）に約３ヶ月を要し、許可申請書等の作成
等の時間を加味すると約１年の時間を要する
ことから、権限を市町村長に委譲することで
手続きの簡素化が図れるよう支援を要請す
る。

地域振興を図るために、地場産業の拠点づくりを行
う。社会経済が冷え切っているなか、企業誘致など
外からの力は見込めない。そのため、地域資源を生
かし、地域自らの力で進めることが必要である。地
域の資源を農業とし、それに製造・加工、販売、観
光等を結びつけ、浦川原村を含めた周辺３町村をエ
リアとした下記の事業を実施する。
「ふるさと産業会館の建設」             （敷地
面積２ha）　　　　　　　　　　　　内容
①商品販売機能：特産品の販売
②道の駅の機能：休憩、トイレ、道路情報、観光案
内、地域案内、その他
③加工品等製造工場：地場の農産物の加工　④教育
研修機能：参加農家・事業者に対する品質確保研修
や実習等　　　　　　　　　　　　　　⑤都市との
交流機能：集会の場、交流の場の提供
⑥情報発信機能：取り扱い産品の紹介、精算履歴の
公開、イベント（リピーター確保、新規顧客の掘り
起こし、新商品のＰＲ等）　　　　⑦その他：顧客
に対するアミューズメント機能等
従来こうした施設は行政主導型が多いが、行政ゆえ
の弊害が発生し成功の妨げとなることが多いことか
ら、建設、管理・運営すべてを地元の民間活力を活
用する。なお、村内の異業種７社ほどが出資しこの
業務を行うための会社を設立する。

新
潟
県

佐渡連合
商工会

佐渡産業の再構
築への体制づく
り再生計画

 佐渡は、5年毎に3千人台という一つの村がなくなるス
ピードで過疎化が進み、また全国でも有数というスピード
で高齢化も進行している。その中で、島民の所得の大多数
を産み出す産業は全て減少へ転じた。3月1日づけで行政合
併があり佐渡市が誕生する。これを機会に、全国有数の広
さをもつことになる佐渡市が、定型業務を外部委託するこ
とで、合併の目的である佐渡再構築への戦略展開のための
人的時間的資源の有効配分を願いたい。この一環として、
現在は許されていない行政の統計業務の商工会への移譲又
は委託について要望したい。

商工会への事業
所統計などの調
査実施業務の移
譲又は委託

■何に関して：［12添付資料①］による統計
業務
■誰の権限：県又は市
■誰に：佐渡島内の10商工会
■どの程度：まとめまでの全面的な移譲又は
調査部分の実施

■事業の内容：［12添付資料①］の統計業務の実施
～まとめ。
■その効果：①行政合併による職員減少の中、事務
のアウトソーシングによる合理化ができる。②調査
対象の6割以上は商工会員であり調査の効率的実施
ができる。③商工会の財源確保。④商工会は現場と
もいえる合併前の地域に止まる。このため、広大な
佐渡における調査活動が円滑に実施できる。

新
潟
県

有限会社
PHMデータ
サービス

ホームレスを防
ぐ町内債

法人自治会による町内債の発行
認定サポーター（対象家庭の調査、就労指導、生活設計の
指導）の雇用

法人自治会によ
るホームレスの
解消
地域サポーター
の雇用

生活困窮家庭からの生活保護要請を受け付け
る市町村の担当部署が該当世帯の所属する地
域自治会町内会及び認定サポーターと協力
し、住宅ローン返済の保証人となり、銀行か
ら借り入れる。この支援活動により対象家庭
はホームレスへの転落を防ぎ、子育てが可能
になったり老後の安定が得られる。更に市町
村では生活保護世帯の増加を防ぐことが出来
る。

法人化された自治会による町内債の発行で住宅ロー
ンが払えずホームレス予備軍の世帯を救済すること
が出来る。
また保険や証券などの業務に携わってきたファイナ
ンシャルプランナー（地域サポーター）による破綻
した家計への指導、支援により該当世帯の立ち直り
を諮る。

富
山
県

富山県
富山型地域福祉
の推進

・富山型小規模多機能施設を認定し、その支援措置を講ず
る。
・老人デイサービスに対する補助基準を緩和する。
・ＮＰＯ法人の空き家等の改修による福祉コミュニィティ
づくりを推進する。
・地域福祉活動であるケアネット事業において地域通貨の
可能性を検討する。

富山型小規模多
機能施設を認定
し、その支援措
置を講ずる。

社会福祉事業として位置づけるため、社会福
祉法に明示し、積極的にその設置を推進す
る。

・多機能社会福祉施設を社会福祉施設、事業とし
て、位置づける。
・小規模かつ多機能な施設については、入所５人、
その他２０人未満を除外する旨の規定を緩和する。
または、対象者の総計である旨を明定する。

富
山
県

富山県
富山型地域福祉
の推進

・富山型小規模多機能施設を認定し、その支援措置を講ず
る。
・老人デイサービスに対する補助基準を緩和する。
・ＮＰＯ法人の空き家等の改修による福祉コミュニィティ
づくりを推進する。
・地域福祉活動であるケアネット事業において地域通貨の
可能性を検討する。

社会福祉施設整
備費補助金の採
択基準の緩和及
び補助事業者の
拡充

＜支援措置の概要＞
①老人デイサービスセンターに係る社会福祉
施設等施設整備費及び社会福祉施設等設備整
備費国庫補助金の採択基準の緩和(｢指定居宅
サービス等の事業の人員､設備及び運営に関
する基準(平成11年3月31日厚生省令第37号)｣
に規定する設備に関する基準まで)
　具体的には､構造（２階を設ける場合には､
準耐火建築物以上）､面積(165㎡以上)等の緩
和

②老人デイサービスセンターを整備しようと
するＮＰＯ法人等(これまでは､国庫補助対象
外)に対して､社会福祉施設等施設整備費及び
社会福祉施設等設備整備費国庫補助金を交付
(現金の流れは､厚生労働省→富山県→施設所
在地市町村→ＮＰＯ法人等)

＜支援措置の実施＞
①緩和された要件に基づき国庫補助金の交付を受け
て､老人デイサービスセンターを整備

＜効果＞
②利用者に対して､住み慣れた身近な地域で､家庭的
な住宅型施設においてサービスを提供する取り組み
を支援することにより､効率的で質の高いサービス
の提供に繋げるとともに､利用者の家族等が､送迎時
間の短縮等による負担軽減を享受

③ＮＰＯ法人等事業者の新規参入の増大が図られる
ほか､経営の安定化に繋がる等､地域の福祉ビジネス
の創出･施設の運営に伴う地域経済の活性化･地域雇
用の創出に寄与
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

富
山
県

富山県
富山型地域福祉
の推進

・富山型小規模多機能施設を認定し、その支援措置を講ず
る。
・老人デイサービスに対する補助基準を緩和する。
・ＮＰＯ法人の空き家等の改修による福祉コミュニィティ
づくりを推進する。
・地域福祉活動であるケアネット事業において地域通貨の
可能性を検討する。

富山型小規模多
機能施設を認定
し、その支援措
置を講ずる。

ショートスティについて、構造改革特区に係
る規制の特例の提案をしているが、「泊ま
る。」に、さらに「生活する。」機能を拡充
し、グループホーム機能を持たせることによ
り、積極的にその設置を支援する。

　デイサービスにおける高齢者、障害者の相互乗り
入れ、ショートステイの相互乗り入れに引き続き、
グル－プホーム機能を認定する。
　・痴呆の進行を食い止めるため、身近な地区での
生活を可能とする。
　・ショートスティ要件の緩和（一人からでも
可。）身近な地区で緊急預かりができるセーフティ
ネットの構築。
　高齢者、障害者、児童を総合的に対象とする基準
（面積、配置人員等）を策定し、整備費等を支援す
る。
　たとえば、小規模多機能として、総合計利用人員
が１０人以上の場合は、老人ディについては８人以
上を５人以上、障害ディについては、５人以上を２
人以上、保育所については２０人以上を５人以上な
ど、小規模施設の基準を緩和する。
　各地域におけるひとつ屋根のもとの大家族とし
て、高齢者は要介護度の進行を抑え、児童は自然な
人とのふれあいを学ぶ場とする。

富
山
県

富山県
富山型地域福祉
の推進

・富山型小規模多機能施設を認定し、その支援措置を講ず
る。
・老人デイサービスに対する補助基準を緩和する。
・ＮＰＯ法人の空き家等の改修による福祉コミュニィティ
づくりを推進する。
・地域福祉活動であるケアネット事業において地域通貨の
可能性を検討する。

より身近な地域
に、地域福祉を
推進するセン
ターの機能を持
つ多くの施設が
設置されるよう
に、税法上の恩
典を付与する。

空き家、空き店舗等の改修による福祉コミュ
ニィティづくりを推進するため、その条件、
環境を整備する。

・既存民家の買収、取得については、空き店舗の活
用、福祉事業としての活用など一定の要件を満たし
たＮＰＯ法人については、社会福祉法人と同様の税
制面における優遇措置等を講じる。
　①ＮＰＯ法人へ個人名義の空き家を寄付した場合
（本来事業としての福祉事業を行う場合）、寄付金
控除を行う。
　②認定ＮＰＯ法人が行う本来事業としての福祉事
業は非課税とする。

富
山
県

富山県
富山型地域福祉
の推進

・富山型小規模多機能施設を認定し、その支援措置を講ず
る。
・老人デイサービスに対する補助基準を緩和する。
・ＮＰＯ法人の空き家等の改修による福祉コミュニィティ
づくりを推進する。
・地域福祉活動であるケアネット事業において地域通貨の
可能性を検討する。

地域福祉活動と
してのケアネッ
ト２１事業にお
いて、地域通貨
の可能性を検討
し、福祉による
まちづくり、活
性化を推進す
る。

地域の活性化を目指す地域福祉活動に対し、
支援する。

・地域福祉活動における有償ボランティアに対し、
地域通貨の採用、可能性を検討し、その活性化を図
る。
ケアネット２１事業における地域通貨の検討に対
し、支援措置を講じる。

富
山
県

富山県
精神障害者社会
復帰推進構想

近年の「入院医療中心から地域でのケア中心の体制へ」と
いう流れの中で、今後、精神障害者が地域で安心して暮ら
すことができるよう、ホームヘルプサービスをはじめとす
る在宅サービスの充実や地域における生活や活動の場とし
ての通所授産等の施設整備を図っていくことが重要であ
る。
このため、これら施策の実施要綱等の要件を緩和すること
により、地域において適切な福祉サービスを受けることが
できる体制の整備を図っていく。

精神障害者居宅
等介護事業の利
用対象者の拡大

当該事業の利用対象者は、精神障害者保健福
祉手帳を所持する精神障害者又は精神障害を
支給事由とする年金たる給付を受けているも
ので、日常生活を営むのに支障があるものと
されているが、これに、通院医療費公費負担
制度の対象者を加える。

当該事業の利用対象者に通院医療費公費負担制度の
対象者を加える。
対象者の確認については、患者票の写しにより行う
こととする。
なお、当該便宜の必要性（日常生活の支障等の有
無）については、市長村長が主治医の意見を求める
ことなどにより確認することとする。

富
山
県

富山県
精神障害者社会
復帰推進構想

近年の「入院医療中心から地域でのケア中心の体制へ」と
いう流れの中で、今後、精神障害者が地域で安心して暮ら
すことができるよう、ホームヘルプサービスをはじめとす
る在宅サービスの充実や地域における生活や活動の場とし
ての通所授産等の施設整備を図っていくことが重要であ
る。
このため、これら施策の実施要綱等の要件を緩和すること
により、地域において適切な福祉サービスを受けることが
できる体制の整備を図っていく。

精神障害者短期
入所事業の利用
要件の拡大

当該事業の利用要件としては、精神障害者の
介護等を行うものが、疾病等の理由により、
その居宅において介護を行うことができない
（介護者の事情）ため、当該事業を利用する
必要があると市長村長が認めた場合とされて
いるが、これに、本人の事情を加える。

当該事業の利用要件として、介護者の事情に加え、
単身の障害者本人が一時的な心身の不調（入院まで
には至らないもの）により単独では日常生活が営め
ない場合についても対象要件とする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

富
山
県

富山県
精神障害者社会
復帰推進構想

近年の「入院医療中心から地域でのケア中心の体制へ」と
いう流れの中で、今後、精神障害者が地域で安心して暮ら
すことができるよう、ホームヘルプサービスをはじめとす
る在宅サービスの充実や地域における生活や活動の場とし
ての通所授産等の施設整備を図っていくことが重要であ
る。
このため、これら施策の実施要綱等の要件を緩和すること
により、地域において適切な福祉サービスを受けることが
できる体制の整備を図っていく。

小規模通所授産
施設の経営を目
的として法人を
設立する場合の
資産要件の緩和

今後、身近な地域における訓練や活動の場と
しての役割が期待されている小規模通所授産
施設の設置を促進するため、当該施設の経営
を目的として法人を設立する場合の要件のう
ち、資産に関する要件を緩和し、法人の設立
が円滑に行えるようにする。

社会福祉施設の経営を目的として法人を設立する場
合の要件のうち、基本財産については、施設用不動
産が国又は地方自治体から貸与又は使用許可を受け
ている場合にあっては、１，０００万円以上に相当
する資産を有していなければならないが、今後、小
規模通所授産施設当該施設の設置を促進するため、
当該施設の経営を目的とした法人の設立にあたって
は、これを１００万円以上に緩和する。

富
山
県

富山県
安全で安心な地
域水道づくり

国庫補助（簡易水道等施設整備費）は市町村のみを対象と
しているが、町内会等の簡易水道を補助対象とし、水道施
設の整備促進を図る。

町内会等の簡易
水道の布設に対
する国庫補助
（簡易水道等施
設整備費）の適
用

国庫補助（簡易水道等施設整備費）は市町村
のみを対象としているが、町内会等の簡易水
道を補助対象とし、水道施設の整備促進を図
る。

・町内会等の簡易水道の布設に対する
　国庫補助制度の要件緩和
・事務窓口は市町村

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

電源立地地域対
策交付金（旧電
力移出県等交付
金）の弾力運用

電源立地地域対策交付金によって造成した
「企業立地資金貸付事業」（富山県企業立地
促進資金貸付基金）を取り崩し、
・企業導入
・産業活性化
等に資する当該年度の事業費に充当すること
を容認いただきたい。

　本県では当該交付金事業として、「地域産業支援
事業」・「企業誘致活動強化事業」・「企業立地資
金貸付事業」等の地域産業活性化のための事業を幅
広く推進している。
　このうち、「企業立地資金貸付事業」は、交付金
によって造成した基金（富山県企業立地促進資金貸
付基金）を積み立て、発電用施設の周辺地域におい
て、金融機関と協調して企業の設備投資に対して資
金を貸し付ける事業である。
　この富山県企業立地促進資金貸付基金は、昭和57
年から平成５年までの間に造成された約８億５千万
円の基金で、ペイオフ対策のため普通預金で運用さ
れており、15年度の運用益は数千円程度となってい
る。
　緩やかに持ち直している本県経済を軌道に乗せる
ため、（当該補助金を５年間程度に限って）取り崩
し、企業導入や産業活性化のための交付金事業の規
模を拡大させていく。
　このため、「補助金等に係わる予算の執行の適正
化に関する法律」、「電源立地地域対策交付金交付
規則」、「電力移出県等交付金交付決定」の該当条
項を弾力的に運用いただき、電源立地地域対策交付
金によって造成した「企業立地資金貸付事業」（富
山県企業立地促進資金貸付基金）を取り崩し、企業
導入、産業活性化等に資する当該年度の事業費に充
当することを容認いただきたい。

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

産業再配置促進
補助金の弾力運
用

・産業再配置促進補助金によって造成した基
金（デザイン振興基金）を取り崩すこと
・事業に必要な財産購入等に充当すること
（補助金交付時及び取崩時）
を容認いただきたい。

　消費者ニーズの高度化や多様化に対応するために
は、地元製品のデザイン性向上による高付加価値化
が不可欠であることから、本県では、昭和62年から
平成10年までに産業再配置促進補助金の助成を受け
て造成したデザイン振興基金（約7億4千万円）の運
用益を活用し、「総合デザインセンター」を中心
に、デザイン支援を積極的に行っている。
　一方、近年の低金利政策により、当該基金運用益
によって行われる事業費を十分に確保することは難
しい状況となっている。
　緩やかに持ち直している本県経済を軌道に乗せる
ためには、県内製造業者のデザイン開発能力の向上
が不可欠なため、
「補助金等に係わる予算の執行の適正化に関する法
律」、「産業再配置促進環境整備費補助金交付規
則」の該当条項を弾力的に運用いただき、
①産業再配置促進補助金によって造成した基金（デ
ザイン振興基金）の（５年間程度に限った）取り崩
し
②当該資金について、デザイン支援のための機器等
財産購入及び事業への充当
を行い、県内企業のデザイン開発能力の支援を積極
的に行っていくことを容認いただきたい。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

技術開発補助金
等の使途の弾力
運用

補助対象機械・設備の生産設備への転用の容
認

　技術開発補助金等の管理に関する事業者の
義務を緩和し、補助対象機械・設備の補助事
業後の関連生産設備への転用（目的外使用）
を認めていただきたい。

※技術開発補助金等
創造技術研究開発事業、地域活性化創造技術
研究開発事業、中小企業地域新生コンソーシ
アム研究開発事業等の中小企業の技術開発を
促進する事業

　中小企業者は、技術開発後その成果を事業化する
場合、新たに生産設備を導入せねばならず、経済的
負担が大きいため、当該事業の県内産業への波及が
停滞することが多々ある。
　このため、「補助金等に係わる予算の執行の適正
化に関する法律」、　「中小企業経営革新等対策費
等補助金交付要綱」、「
中小企業経営資源強化対策費補助金交付要綱」、
「中小企業地域新生コンソーシアム研究開発制度実
施要領」の該当条文を弾力的に運用いただき、技術
開発補助金等の管理に関する事業者の義務を緩和
し、補助対象機械・設備の補助事業後の関連生産設
備への転用（目的外使用）を認めていただきたい。

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

大学と公設試験
研究機関、中小
企業の共同研究
開発支援による
産学官連携の強
化

　大学と中小企業、公設試験研究機関と中小
企業等産学官の中で連携して共同開発研究を
行う際、共同研究者が成果を明確に成果を明
確に確保できるよう、共同研究によって発生
した産業財産権（特許権）の審査請求料等
(審査請求料、登録料)の免除を拡大し、全額
免除いただきたい。

　中小企業地域新生コンソーシアム研究開発事業等
中小企業が参画する研究開発補助事業や大学等と中
小企業が独自に行う共同研究において産業財産権が
両者に渡る場合（発明者と出願者が大学と中小企業
のとき等）、現状では審査請求料等(審査請求料、
登録料)の半額が免除されている。
　産学官の共同研究の活性化、大学発ベンチャーの
創出、産業財産権の流通活性化、さらには地域産業
の活性化を図るため、出願経費の免除の幅を拡大し
全額免除していく。

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

知的クラスター
創成事業・産業
クラスター計画
の連携促進

　富山県では、バイオ関連分野の新産業育成
を図るため、文部科学省の知的クラスター創
成事業の実施地域の選定を受け(H15.2)、医
薬バイオ分野の産学官共同研究を進めてい
る。
　今後、その研究成果を事業化に効果的に結
びつけていくため、経済産業省の産業クラス
ター計画において積極的に支援いただきた
い。

・知的クラスター創成事業「とやま医薬バイオクラ
スター」（文科省）
　富山医薬大、富山県立大等が展開している免疫・
酵素反応や漢方の研究をもとに、北陸先端大や富
大、県工業技術センターが有するセンサー技術、マ
イクロマシニング技術を融合することにより、ＤＮ
Ａ、タンパク、細胞レベルで体質や病態、免疫機能
をセンシングする診断・治療システムについて総合
的に研究開発を行っている。
・産業クラスター計画（北陸ものづくり創生プロ
ジェクト）（経産省）
　北陸の多様で特色のある既存産業集積をベース
に、「産・学・官」が一体となった支援体制のも
と、バイオ分野、高度精密加工分野、新素材分野等
での高度なものづくり産業クラスターが創生される
よう、地域新生コンソーシアム研究開発事業等によ
り新商品・新事業の創出を積極的に支援していただ
きたい。

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

経営革新補助金
等により取得し
た研究機器の弾
力的運用

　現在、補助金を使って取得した研究開発用
機器は、後年度も当補助事業に関連した研究
開発以外に使用することが禁じられている。
　このため、当機器を使用して開発した製品
の製造にも活用できるよう、補助金交付要綱
の運用改善を求めるもの。

　現在、補助金を使って取得した研究開発用機器
は、後年度も当補助事業に関連した研究開発以外に
使用することが禁じられている。
　このため、当機器を使用して開発した製品の製造
にも活用できるよう、中小企業経営資源強化対策費
補助金交付要綱及び地域産業集積中小企業等活性化
補助金交付要綱の運用改善を求めるものである。
　長引く不況の中、中小企業が新たな設備投資を行
うことは負担が大きいため、当機器を使用して開発
した製品の製造にも活用できれば、中小企業の経営
安定にも資することができる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

集積活性化補助
金等の繰越制度
の創設

　補助事業は単年度事業であるが、補助金交
付決定が７月になり、事業期間が短くなるた
め、予定していた研究開発が年度内に完成で
きず、一部執行残になるとともに、補助目的
が十分達成できない場合が考えられる。
　このため、予定の事業が執行できるよう、
翌年度への繰越制度の創設を求めるもの。

　補助事業は単年度事業であるが、補助金交付決定
が７月になり、事業期間が短くなるため、予定して
いた研究開発が年度内に完成できず、一部執行残に
なるとともに、補助目的が十分達成できない場合が
考えられる。
　このため、予定の事業が執行できるよう、翌年度
への繰越制度の創設を求めるものであり、補助金交
付の目的を有効に達することができる。

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

コミュニティ
ファンドへの支
援

　コミュニティファンドへの財源支援（地方
債の発行、元利償還金の交付税措置）を要望
するもの。

県からコミュニティファンドの出資にあたり、財源
の支援（地方債の発行、元利償還金の交付税措置）
を受けることは、県財政が厳しい中、ファンド創設
に不可欠である。

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

ＮＰＯ法人の中
小企業者として
の適用

　ＮＰＯ法人については、中小企業基本法第
２条に定める中小企業者の対象外となってい
るが、ＮＰＯ法人は、今後、地域貢献型事業
（コミュニティビジネス）等、地域活性化の
主体となることが期待されるため、同法の中
小企業者として規定されるよう改正を要望す
るもの。

　現在、ＮＰＯ法人は中小企業者として規定されて
いないため、商工労働施策の対象となっていない
が、中小企業基本法を改正し、新たにＮＰＯ法人を
中小企業者とすることにより、各種中小企業施策の
利用が可能となり、地域活性化に大きく寄与するこ
とが期待できる。

富
山
県

富山県
とやま産業活性
化プロジェクト

　回復に向けた動きが見られる富山県経済の持続的な成長
を実現するためには、ものづくり産業、中小企業、中心市
街地における商業を振興していくことが重要である。
このため、総合的な対策に加え、次の支援措置を提案する
もの。
・ものづくり支援
①電源立地地域対策交付金（旧電力移出県等交付金）の弾
力運用
②産業再配置促進補助金の弾力運用
③技術開発補助金等の使途の弾力運用
④大学と中小企業の共同研究開発支援による産学連携の強
化
⑤知的クラスター創成事業と産業クラスター計画の連携促
進
・中小企業振興
⑥経営革新補助金等により取得した研究機器の弾力的運用
⑦集積活性化補助金等の繰越制度の創設
⑧コミュニティファンド形成への支援
⑨ＮＰＯ法人の中小企業者としての適用
・商業振興
⑩ＴＭＯの主体としてのＮＰＯ法人の追加

ＴＭＯになれる
主体として、Ｎ
ＰＯ法人の追加

　中心市街地活性化法に基づくまちづくり機
関としてＴＭＯがあるが、ＴＭＯになれる主
体として、ＮＰＯ法人を加えることを求める
もの。

　中小商業活性化事業費補助金、中心市街地
等商店街・商業集積活性化施設整備費補助金
における「組合等」にＮＰＯ法人を加える。
中小企業経営革新等対策費等補助金のうち、
大型空き店舗活用支援事業における「組合
等」にＮＰＯ法人を加えることを求めるも
の。

中小商業活性化事業費補助金、中心市街地等商店
街・商業集積活性化施設整備費補助金における「組
合等」にＮＰＯ法人を加える。中小企業経営革新等
対策費等補助金のうち、大型空き店舗活用支援事業
における「組合等」にＮＰＯ法人を加える。
事業主体にＮＰＯ法人を加えることによって、多様
な地域のニーズを吸い上げ、迅速な意思決定ができ
るようになる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

富
山
県

富山県
とやまの観光資
源活性化プロ
ジェクト

　県内経済活性化のために不可欠な観光産業を振興するた
め、観光客の誘致と県産品の販路拡大に総合的に取り組む
こととしている。
　本県の観光関連産業の活性化のため、次の支援措置を要
望する。
・地酒の販売手続簡素化
・中国からの訪日観光ビザの発給地域の拡大

観光用の酒類販
売を行う際の手
続緩和

県産品のPR・販路拡大を目的とする３セク
（富山県いきいき物産㈱）が、県内で開催さ
れる各種コンベンション等の会場において容
易に地酒の販売を行うことができるよう、酒
税法第９条の例外措置を求めるもの。

　富山県いきいき物産㈱が、各種コンベンション会
場等に出店し地酒を販売するためには、その都度、
酒類販売免許（期限付免許）の申請が必要となる
が、容易に免許を取得することができるよう、その
手続の簡素化を行う。具体的には、
①年度当初の年間事業計画により有効期間を１年間
とする免許が取得できるものとし、個々の事業は届
出制とする。
または、
②個々の申請に係る添付資料の簡略化等、免許取得
申請に係る手続の簡素化を行う。

富
山
県

富山県
とやまの観光資
源活性化プロ
ジェクト

　県内経済活性化のために不可欠な観光産業を振興するた
め、観光客の誘致と県産品の販路拡大に総合的に取り組む
こととしている。
　本県の観光関連産業の活性化のため、次の支援措置を要
望する。
・地酒の販売手続簡素化
・中国から日本への観光旅行の査証(ビザ)免除の実施

中国からの観光
客を誘致するた
め、中国から日
本への観光旅行
の査証(ビザ)免
除の実施

中国との国際観光交流を一層促進するため、
中国から日本への観光旅行の査証(ビザ)免除
の実施を求めるもの。

中国との国際観光交流を一層促進するため、中国か
ら日本への観光旅行の査証(ビザ)免除の実施を求め
る。
特に、次の地域について、格段の配慮を要望する。
１　平成12年９月から訪日団体観光旅行への観光ビ
ザ（査証）が発給されている、上海市、北京市、広
東省
２　富山空港から国際定期便が就航している遼寧省

富
山
県

富山県
とやま地域再
生・雇用対策プ
ロジェクト

①「若年者トライアル雇用事業」の期間特認の創設
②「中小企業基盤人材確保助成金」の助成対象の拡大
③「緊急地域雇用創出特別基金事業（中小企業特別委託事
業）」の受託企業要件の緩和
④国委託訓練における実施主体の拡大
⑤民間教育訓練施設を活用した委託訓練における委託要件
の緩和
⑥職業訓練指導員免許の交付申請事務手続きの効率化

「若年者トライ
アル雇用事業」
の期間特認の創
設

「若年者トライアル雇用事業」の期間の特認
（延長）
→厚生労働省の事業であるが、地域の実情に
応じて弾力的な運用を行いミスマッチ解消等
による人材確保を行うもの。

＜現状と支援措置＞
　現在､「若年者トライアル雇用事業」では､３か月
間の試行雇用により、常用雇用への移行判断を行っ
ているが、地域の実情にあわせた対応が必要であ
る。
　このため､「トライアル雇用事業実施要領」に特
例を認めていただき、銅器や漆器などの地場産業や
医薬品配置業などの伝統産業などの県が指定する業
種として特認制度を創設し、雇用期間を最大１年間
に限り延長を認める。
　また、平成１４年度まで実施されていた人材育成
（研修）に要する経費に対する給付金の支給を復活
させる。

富
山
県

富山県
とやま地域再
生・雇用対策プ
ロジェクト

①「若年者トライアル雇用事業」の期間特認の創設
②「中小企業基盤人材確保助成金」の助成対象の拡大
③「緊急地域雇用創出特別基金事業（中小企業特別委託事
業）」の受託企業要件の緩和
④国委託訓練における実施主体の拡大
⑤民間教育訓練施設を活用した委託訓練における委託要件
の緩和
⑥職業訓練指導員免許の交付申請事務手続きの効率化

「中小企業基盤
人材確保助成
金」の助成対象
の拡大

「中小企業基盤人材確保助成金」の助成対象
にＮＰＯ法人を認める
→中小企業基本法で定義する「中小企業
（者）」にＮＰＯ法人を含め、雇用機会の拡
大を図るもの

＜現状と支援措置＞
　現在、中小企業労働力確保法に基づき、創業・異
業種進出等を支援する制度である「中小企業基盤人
材確保助成金」においては、助成対象者となる「中
小企業（者）」には、ＮＰＯ法人が含まれていない
ことから、ＮＰＯ法人へも対象を拡大し、創業・異
業種進出等の促進による地域の活性化と雇用機会の
増大を図る。

富
山
県

富山県
とやま地域再
生・雇用対策プ
ロジェクト

①「若年者トライアル雇用事業」の期間特認の創設
②「中小企業基盤人材確保助成金」の助成対象の拡大
③「緊急地域雇用創出特別基金事業（中小企業特別委託事
業）」の受託企業要件の緩和
④国委託訓練における実施主体の拡大
⑤民間教育訓練施設を活用した委託訓練における委託要件
の緩和
⑥職業訓練指導員免許の交付申請事務手続きの効率化

中小企業の雇用
安定の拡大のた
めの受託企業の
要件緩和による
事業促進化

受託企業要件の緩和
・「２年連続の売上高減少」要件を削除
・「３年前に比べた売上高等減少（３分の１
以上）」要件を現在の半分程度に緩和
→対象企業の拡大により事業の活用が促進さ
れ、より多くの中小企業の緊急的な雇用の維
持・安定が図れる。

＜現状と支援措置＞
・「２年連続の売上高減少」要件を削除
→３年前に比べた売上高等減少が３分の１以上と
なっているが、横ばい又は微増などにより「２年連
続の減少」に該当しないケースもあることから、こ
の要件の必要性が認められない。また、若干景気も
回復基調にあることから、今後、（売上等が伸びな
くても横ばい（或いは微増）となるケースの増加
で、）「連続して減少」に該当する企業が減少する
ことも見込まれるため、当該要件を削除すべきであ
る。

・「３年前に比べた売上高等減少（３分の１以
上）」要件を現在の半分程度に緩和

富
山
県

富山県
とやま地域再
生・雇用対策プ
ロジェクト

①「若年者トライアル雇用事業」の期間特認の創設
②「中小企業基盤人材確保助成金」の助成対象の拡大
③「緊急地域雇用創出特別基金事業（中小企業特別委託事
業）」の受託企業要件の緩和
④国委託訓練における実施主体の拡大
⑤民間教育訓練施設を活用した委託訓練における委託要件
の緩和
⑥職業訓練指導員免許の交付申請事務手続きの効率化

若年者対策訓練
(国10/10)の委
託先に県を含め
るよう要領の改
正

若年者職業能力開発支援事業の実施主体に県
を加えるよう諸規定の変更を求めるもの。

　学卒未就職者や早期離職者、フリーター等を対象
とした就職促進のための民間教育訓練機関を活用し
た委託訓練については、雇用・能力開発機構が主体
となって実施することとなっている。
　このため、県は独自に若年者就職支援事業を実施
しているが、実施回数が少ないことから受講者の
ニーズに充分応えれない状況にある。
　若年者の雇用情勢については、依然として厳しい
状況が続いていることから県と雇用・能力開発機構
が連携を図り、充実した体制で若年者の就職支援事
業を実施するため、県が実施する若年者就職支援訓
練(H15～実施)や若年者
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

富
山
県

富山県
とやま地域再
生・雇用対策プ
ロジェクト

①「若年者トライアル雇用事業」の期間特認の創設
②「中小企業基盤人材確保助成金」の助成対象の拡大
③「緊急地域雇用創出特別基金事業（中小企業特別委託事
業）」の受託企業要件の緩和
④国委託訓練における実施主体の拡大
⑤民間教育訓練施設を活用した委託訓練における委託要件
の緩和
⑥職業訓練指導員免許の交付申請事務手続きの効率化

「離転職者等再
就職訓練事業委
託」に成果主義
を導入する際の
地域性配慮

離転職者等再就職訓練事業委託の際に、委託
費の支払い要件について、過去の平均の就職
率等をもとにするなど地域事情に配慮するよ
う求めるもの。

　現在、国は民間教育訓練施設に委託して実施する
職業訓練については、H16年度から全国一律要件
で、成果主義を導入した委託費の支払いを実施する
ことが予定されている。
　しかし、地域によっては資格停止等となった場
合、地域に必要な訓練の実施が困難となることや委
託先の確保が難しくなることから、計画的に事業を
実施するためには地域の実情を加味する必要があ
る。

国改正(案)
「訓練実施経費＋就職支援経費」の２本立て
　前年度の委託訓練の平均就職率を上回った場合に
就職支援経費を支給。更に施設内訓練の就職率を上
回った場合は

富
山
県

富山県
とやま地域再
生・雇用対策プ
ロジェクト

①「若年者トライアル雇用事業」の期間特認の創設
②「中小企業基盤人材確保助成金」の助成対象の拡大
③「緊急地域雇用創出特別基金事業（中小企業特別委託事
業）」の受託企業要件の緩和
④国委託訓練における実施主体の拡大
⑤民間教育訓練施設を活用した委託訓練における委託要件
の緩和
⑥職業訓練指導員免許の交付申請事務手続きの効率化

職業訓練指導員
免許の取得手続
の簡素化

　職業訓練指導員試験の受験免除者に対する
職業訓練指導員免許交付の事務手続きの効率
化を求めるもの。

　現状、職業訓練指導員免許の交付は、職業能力開
発総合大学校修了者や指導員試験の合格者等からの
申請に基づいて行われている。一方、職業能力開発
促進法及び同法施行規則では指導員試験の受験を免
除される者であっても、試験の受験申請手続きを行
い、試験合格として申請をしなければ免許の交付を
できない規定となっている。
　このため、企業内で従業員の指導者に取得を奨励
している企業においては、指導員試験の受験を免除
される者であっても、年１回実施している試験時期
まで手続きを待たなければならないことから改正の
要望がでている。

現

富
山
県

富山県

子育てしやすい
環境づくりによ
る就業促進プロ
ジェクト

　安心して仕事をしながら子育てができるよう、補助対象
となるファミリー・サポート・センター支部の設置要件の
緩和するもの。

仕事と家庭両立
支援特別援助事
業補助金の要件
緩和

　現状のファミリー・サポート・センターの
設置要件は、原則として、
・人口５万以上の市町村にあっては本部を設
置、
・支部設置については、人口１０万を超える
市町村に１ヵ所、人口が１０万人を超える１
０万人ごとに１ヵ所ずつ加えた数
を設置できる
こととなっている。
　
　この要件を緩和し、人口要件だけでなく、
市町村の地理、歴史的経過などを考慮して、
市町村が主体的に支部を設置できるよう、要
件の緩和を求める。

＜現状と支援措置＞

　（支部設置の要件）
「支部は、政令指定都市以外の人口１０万人を超え
る市町村については１ヵ所に人口が１０万人を超え
る１０万人ごとに１ヵ所ずつ加えた数を設置するこ
とができる。」
を緩和し、
「ただし、地理的要件など地域の特別な事情がある
場合は、別途協議により、人口要件を満たしていな
くても支部を設置することができる。」
を付け加える。

富
山
県

富山県
都市農山漁村交
流推進構想

富山県制定の「都市との交流による農山漁村地域の活性化
に関する条例」に基づき、指定された「重点地域」におい
ては、構造改革特区認定地区内において適用される都市農
山漁村交流関係規制緩和措置（新規以外で、既に国が認め
た事項に限る。例：消防法、酒税法、特定農地貸付法等）
が、国への特区認定手続を経ずに適用されることとする。

構造改革特区内
規制緩和措置適
用事務手続きの
簡素化

構造改革特区認定地区内において適用される
都市農山漁村交流関係規制緩和措置の適用に
ついて、国の認定権限を新規以外で、既に国
が認めた事項に限って、県に移譲する。

１ 富山県制定の「都市との交流による農山漁村地
域の活性化に関する条例」に基づき、一定の基準を
満たした地域を「重点地域」として知事が指定す
る。
2 知事により「重点地域指定」を受けた地域内にお
いては、自動的に構造改革特区内規制緩和措置（新
規以外で、既に国が認めた事項に限る。）が適用さ
れ、都市農山漁村交流が活発化する。

富
山
県

富山県
にぎわいと活気
あふれた港づく
り

１．日本の港では深夜や早朝、休日については、原則とし
て、通関手続が行われていない。
　このような非効率な通関により、物流コスト増や、国際
競争力の低下が懸念されている。
　また、平成15年7月から国内14の港湾において、部分的
ではあるが、通関手続き業務の時間が拡大されている。
　伏木富山港は、環日本海地域の拠点港として、コンテナ
貨物の取扱量が増えており、今後の取扱量によっては、こ
のような対応が必要と思われる。
２．港湾施設用地等の公共係留施設附帯施設の占用許可に
ついては、港湾局長通達により示されている基本方針（許
可基準、専用の場合国へ協議）に沿って運用している。
  この方針によれば、漁業協同組合が漁船用施設を設置す
る場合には占用が認められているが、近年漁業協同組合の
統合等により漁船用施設が不要となるケースが見受けられ
る。
 　基本方針に沿えば、占用目的が廃止となった時点で施
設も撤去すべきケースもあり得るが、活用可能な建築物に
ついては、占用に係る基本方針を柔軟化し（基準の緩和、
国への協議の撤廃）、同施設を引続き他目的に活用するこ
とで、港湾及び地域経済の活性化、新たな雇用の創出を図
るものとする。

特定重要港湾伏
木富山港におけ
る税関の臨時開
庁の柔軟対応

　税関の時間外や土日開庁を前提とした定期
便の誘致を進めるため、必要な税関職員人数
を確保するなどして、税関の時間外や土日開
庁について、柔軟に対応いただくよう求める
もの。

  税関の時間外や土日の開庁については、関税法に
おいて、支障がない場合は税関長の承認によって可
能となっている。
　一定の臨時開庁実績がある地域においては、構造
改革特区の指定によって、臨時開庁手数料を含めて
恒常的な対応を求めることが可能となっているが、
現状の伏木富山港の実績では当該構造改革特区とし
て申請することはできない状況にある。
　県としては、積極的なポートセールを進めるた
め、税関の時間外や土日開庁を前提とした定期便の
誘致を行っていきたいと考えている。
　このため、必要な税関職員人数を確保するなどし
て、税関の時間外や土日開庁について、柔軟に対応
いただくよう求めるもの。
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都道
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名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

富
山
県

富山県
にぎわいと活気
あふれた港づく
り

１．日本の港では深夜や早朝、休日については、原則とし
て、通関手続が行われていない。
　このような非効率な通関により、物流コスト増や、国際
競争力の低下が懸念されている。
　また、平成15年7月から国内14の港湾において、部分的
ではあるが、通関手続き業務の時間が拡大されている。
　伏木富山港は、環日本海地域の拠点港として、コンテナ
貨物の取扱量が増えており、今後の取扱量によっては、こ
のような対応が必要と思われる。
２．港湾施設用地等の公共係留施設附帯施設の占用許可に
ついては、港湾局長通達により示されている基本方針（許
可基準、専用の場合国へ協議）に沿って運用している。
  この方針によれば、漁業協同組合が漁船用施設を設置す
る場合には占用が認められているが、近年漁業協同組合の
統合等により漁船用施設が不要となるケースが見受けられ
る。
 　基本方針に沿えば、占用目的が廃止となった時点で施
設も撤去すべきケースもあり得るが、活用可能な建築物に
ついては、占用に係る基本方針を柔軟化し（基準の緩和、
国への協議の撤廃）、同施設を引続き他目的に活用するこ
とで、港湾及び地域経済の活性化、新たな雇用の創出を図
るものとする。

公共係留施設附
帯施設の許可に
かかる基本方針
の緩和

　公共係留施設附帯施設の占用許可の基本方
針の緩和

　公共係留施設附帯施設の占用許可のうち、
一旦漁船用施設として建設された施設につい
て、漁船用目的として使用しなくなった場
合、昭和34年9月8日付け港管第2288号港湾局
長通達「公共係留施設及び同附帯施設の運営
について」の基本方針により、占用が認めら
れず、施設を撤去すべきケースが考えられる
が、施設の活用、港湾や経済活動の活発化、
新たな雇用の創出を図るため、この基本方針
を緩和していただきたい（基準の緩和、国へ
の協議を不要とする）。

　公共係留施設附帯施設の占用許可については、昭
和34年9月8日付け港管第2288号港湾局長通達「公共
係留施設及び同附帯施設の運営について」におい
て、「公共係留施設の公共利用を阻害するおそれが
なく、且つその利用を増進することが確実であると
きのほか、これを特定人の専用に供することがあっ
てはならないものとする。なお…特定人の専用施設
の用に供しようとするときは…港湾局長に協議され
たい」との基本方針が示されている。
　ただし漁船用施設については、昭和60年6月12日
付け港管1316号港湾局長通達により、漁業協同組合
が漁船用施設を設置するときは「港湾局長への協議
を要しない」とされているが、漁船用施設としての
用途が不要となった場合、基本方針に従い撤去の必
要が生じるケースも考えられる。
　しかし、直接係留施設の利用増進につながらなく
とも、施設を多様な用途（食堂、休憩所等便益施
設）に活用することで、施設の有効活用、港湾及び
経済活動の活発化、新たな雇用の創出が期待される
ことから、基本方針の占用基準を緩和するととも
に、国への協議を不要としていただきたい。

富
山
県

富山県
元気でにぎわい
のある富岩運河
等の再生

　富岩運河は、富山駅北から富山港を結び、現在、富山駅
北の最上流部を環水公園として整備するなど、魅力ある
ウォーターフロントとして多くの県民に親しまれるよう整
備を進めているところである。
　しかし、富岩運河等の水底にはダイオキシン類汚染土砂
が堆積しており、そのダイオキシン類汚染土砂の対策を行
う必要がある。対策を実施するためには、運河管理者であ
る県がその汚染の因果関係について調査し、汚染原因者の
費用負担について検討しなければならない。汚染の因果関
係を究明するには多大な調査費用がかかることや、汚染原
因者との費用負担の折衝に多大な時間を要するため、結果
的に対策事業の実施が遅れることになってくる。
　これらのことから、支援措置により、ダイオキシン類汚
染土砂の対策を早急に行えるようにするもの。

富岩運河のダイ
オキシン類汚染
土砂の対策を法
規制前の部分に
ついては汚染原
因者に費用負担
を求めず行政側
の負担により実
施。

　公害防止事業費事業者負担法第四条第一項
では、「事業者に負担させる費用の総額
は、・・・費用を負担させる事業者の事業活
動が・・・公害についてその原因となると認
められる程度に応じた額とする。」、第四条
第二項では「・・・公害の原因となる物質が
蓄積された期間等の事情により・・・妥当で
ないと認められるときは、・・・これらの事
情を勘案して妥当と認められる額を減じた額
をもって負担総額とする」及び第七条
「・・・減ずべき額を算定することが困難で
あると認められるときは、それぞれ当該各号
に掲げる割合を第四条第一項の額に乗じた額
を基準として・・・負担総額とすることがで
きるものとする。同条第二項　汚泥その他公
害の原因となる物質のしゅっせつ事業等の場
合1/2から10/10の割合」とされている。これ
を、排出規制前の事業活動については減額で
はなく、費用負担の対象としないようにして
頂きたい。（具体的には、事業活動による費
用負担額に対し減額割合を乗ずるのではな
く、法規制前の事業活動に係る部分について
費用負担の対象としない。）ダイオキシン類
の規制がなされていなかった期間の排出に起
因する部分については、排出規制を行わな
かった行政側の責任として対策費用を負担
し、速やかに対策事業を実施する。

　公害防止対策事業によりダイオキシン類対策を実
施するには、汚染の因果関係を調査し、汚染原因者
の費用負担について検討が必要であるが、その費用
負担額について、排出基準の法規制前の事業活動に
よるものは対象とせず、ダイオキシン類の排出規制
を設けなかった行政側の責任として対策費用を負担
し、速やかに対策事業を実施する。
　これにより、将来的な被害を防止することはもと
より、富岩運河＝ダイオキシン類汚染のマイナスイ
メージを払拭し、富山市中心部に残った貴重である
水辺空間が、県民の「うるおい」「やすらぎ」のあ
る豊かな暮らしを創出し、もっと元気でにぎわいの
ある場所となる。

富
山
県

富山県
元気でにぎわい
のある富岩運河
等の再生

　富岩運河は、富山駅北から富山港を結び、現在、富山駅
北の最上流部を環水公園として整備するなど、魅力ある
ウォーターフロントとして多くの県民に親しまれるよう整
備を進めているところである。
　しかし、富岩運河等の水底にはダイオキシン類汚染土砂
が堆積しており、そのダイオキシン類汚染土砂の対策を行
う必要がある。対策を実施するためには、運河管理者であ
る県がその汚染の因果関係について調査し、汚染原因者の
費用負担について検討しなければならない。しかし、これ
らの因果関係の解明や汚染原因者との折衝には多大な時間
を要することから、結果的に対策事業の実施が遅れること
になってくる。
　これらのことから、支援措置により、ダイオキシン類汚
染土砂の対策を早急に行えるようにするもの。

富岩運河のダイ
オキシン類汚染
原因者の費用負
担の検討結果を
待たずに、汚染
土砂の対策を先
行して実施。

　公害防止対策事業では、汚染の因果関係を
調査し、対策事業費に対する汚染原因者の費
用負担について検討した上で実施するよう指
導されている。また、公害防止事業費事業者
負担法では、「公害防止事業を実施するとき
は、当該公害防止事業に係る費用負担を定め
なければならない。」とされている。しか
し、ダイオキシン類による汚染の因果関係の
解明に時間を要すること、さらに因果関係が
解明できたとしても汚染者との費用負担の折
衝には多大な時間を要する（最終的には、汚
染原因者との裁判も予想され、対策事業実施
まで長期化する場合も考えられる）ことか
ら、費用負担計画の策定前であっても汚染土
砂の対策を先行して実施できるよう認めてい
ただきたい。

　公害防止対策事業によりダイオキシン類対策を実
施するには、汚染の因果関係を調査し、汚染原因者
の費用負担について検討した上で実施するよう指導
されている。また、公害防止事業費事業者負担法で
は、「公害防止事業を実施するときは、当該公害防
止事業に係る費用負担を定めなければならない。」
とされている。しかし、ダイオキシン類による汚染
の因果関係の解明に時間を要すること、さらに因果
関係が解明できたとしても汚染者との費用負担の折
衝には多大な時間を要する（最終的には、汚染原因
者との裁判も予想され、対策事業実施まで長期化す
る場合も考えられる）ことから、費用負担計画の策
定前であっても策定汚染土砂の対策を先行して実施
できるよう認めていただきたい。
　対策を先行して行うことにより、将来的な環境被
害を防止することはもとより、富岩運河＝ダイオキ
シン類汚染のマイナスイメージを早急に払拭し、富
山市中心部に残った貴重である水辺空間が、県民の
「うるおい」「やすらぎ」のある豊かな暮らしを創
出し、もっと元気でにぎわいのある場所となる。

富
山
県

富山県
キャリアアップ
教育推進構想

　県内の全ての公立中学校の２年生を対象に、1週間の学
校外での職場体験活動等を実施する「社会に学ぶ『14歳の
挑戦』」の実践を踏まえ、公立高校の専門学科において、
卒業までに1ヶ月間のインターンシップを実施し、キャリ
アアップ教育の推進により、真に自立し、職業能力を発揮
して社会に貢献する人材の育成に努める。

　公立高校での
インターンシッ
プ実施に係る教
員の加配と諸経
費の確保

　公立高校でのインターシップ実施に係る教
員の加配とキャリアアップ教育推進事業費の
重点的配分

　公立高校の専門学科において、3年間で1ヶ月間の
インターンシップを実施し、それを単位認定する
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

富
山
県

富山県
キャリアアップ
教育推進構想

　県内の全ての公立中学校の２年生を対象に、1週間の学
校外での職場体験活動等を実施する「社会に学ぶ『14歳の
挑戦』」の実践を踏まえ、公立高校の専門学科において、
卒業までに1ヶ月間のインターンシップを実施し、キャリ
アアップ教育の推進により、真に自立し、職業能力を発揮
して社会に貢献する人材の育成に努める。

　インターシッ
プ受入企業への
助成措置

　国のインターンシップ推進等に関する事業
費等の使途拡大

　ジュニア・インターシップ推進事業費の受入企業
への助成金としての使途拡大

富
山
県

八尾町

「日本の駅」
越中八尾スロー
タウンステー
ション構想

八尾町は「おわら風の盆」「曳山まつり」等で全国的に知
られる観光地であり、イベント開催時期は人口23000人弱
の町に25万人もの観光客が来町する。しかし、その賑わい
も一時であるため、越中八尾スロータウンステーション構
想では、八尾町全体を「日本の駅」として位置付けて整備
を進める構想とし、県・町、商工会、民間企業、ＴＭＯ、
地元商店組合等が一括して事業採択を受けて「日本の駅」
の玄関口である八尾駅周辺の交通機能や商業機能の再生、
コミュニティ機能や情報発信機能を強化する等の八尾駅周
辺整備事業を総合的に実施し、「日本の駅・八尾」に訪れ
る１００万人交流者の実現によって、歴史と伝統文化の町
「スロータウン・八尾」を再生するという構想を提案する
こととしたい。

越中八尾駅前周
辺整備事業を総
合的、一体的行
うため県・町・
民間等の輻輳す
る事業について
町など一括採択
を受けて実施す
ることができる
補助金制度の創
設（日本の駅・
八尾の採択）

八尾町中心市街地活性化基本計画において重
点地域に位置付けた福島地区のJR越中八尾駅
前の周辺整備事業を総合的、一体的に実施す
るため県・町・民間等の輻輳する事業につい
て「日本の駅」という理念の基に町などが一
括採択を受けて実施することができる補助金
制度を創設していただて実施することとした
い。

①駅舎建替え事業･･･駅・まち一体改善事業の推進
事業
②まちづくり総合支援事業（福島大橋建設事業
③街路事業（町並み景観）
④県道改良事業
⑤小売商業等店舗集団化事業（ＴＭＯ・市街地再開
発組合）
⑥観光物産館等建設事業（小規模企業支援事業）
越中八尾駅周辺整備事業として上記事業を一体的に
行う。効果としては、快適で魅力的な駅舎の建替え
やコミュニティホールや情報発信機能を有する観光
案内施設、地区の利便性・アクセス性向上のための
道路整備及び駅前ひろばや駐車場・駐輪場の整備等
を「おわらのまち」にふさわしい空間演出、町並み
の形成づくりという共通の理念で建設することによ
り快適で魅力ある都市空間が創出することにより年
間１００万人の観光が来町し、通年型観光による商
業の活性化を実現することができる。

新
潟
県

浦川原村
ふるさと産業お
こし戦略

面積５０ｋ㎡、人口４千人の小さな村で、農業特区に参入
した建設業２社と地域の食品加工業４社、木工建築業１社
が共同して地域振興法人を立ち上げ、農を中心にすえた直
販施設「ふるさと産業会館」を建設し、地域農業、地域中
小企業の再生と雇用拡大を目指す。平野部と山間部の接点
に位置する地の利を生かし、建設が進む地域高規格道路イ
ンターチェンジ周辺に、人、物、情報発信の拠点作りを行
う。日本海側と首都圏を結ぶ最短ルートとなる高規格道路
「上越魚沼地域振興快速道路」沿線は農村の原風景が多く
残る東頸城地方を東西に走る幹線道路として整備が進み、
並走する国道２５３号と最も近接する浦川原村に積極的に
人、物、情報を呼び込むためのシンボル施設となる。

農林水産補助事
業の「新山村振
興等農林漁業特
別対策事業」の
事業主体の要件
緩和

地域再生計画には、従来の行政主導から民間
企業の経営ノウハウを活用することが最も効
果を発揮すると考えられることから、従来認
められていない国庫補助事業の事業実施主体
として、民間企業が出資する「地域振興法
人」を認めて頂きたい。

地域再生計画「ふるさと産業起こし戦略」に基づき
建設される「ふるさと産業会館」の建設

石
川
県

石川県
石川デジタルコ
ンテンツ産地形
成推進構想

石川県におけるコンテンツ関連産業は、今後、本県の産業
構造の一翼を担う可能性が期待できる状況となっているこ
とから、さらにデジタルコンテンツ産地形成を目指し、そ
のために必要となる機能の集積に取り組む。＜人材育成拠
点機能、研究開発拠点機能、情報発信拠点機能、企業（起
業）育成機能＞

石川県Ｅビジネ
ストライアル事
業の大学での単
位認定化への協
力

デジタルコンテンツ産業を担う若手人材をＯ
ＪＴにより育成する石川県独自のＥビジネス
トライアル事業について、参加者（学生）の
満足度は高い一方で学業との両立が課題と
なっていることから、学生が学業との両立に
支障なく参加できるよう、本県が行う大学に
対する単位認定の働きかけへの協力依頼

デジタルコンテンツを活用したＥビジネスを推進で
きる人材（Ｅビジネスプロデューサー）を養成する
ため、県や企業から実際に発注されるＥビジネス企
画案件にＯＪＴ方式で取り組む教育プログラム（石
川県Ｅビジネストライアル）に、学生が学業と両立
させながら参加することを容易にする。

石
川
県

石川県
石川デジタルコ
ンテンツ産地形
成推進構想

石川県におけるコンテンツ関連産業は、今後、本県の産業
構造の一翼を担う可能性が期待できる状況となっているこ
とから、さらにデジタルコンテンツ産地形成を目指し、そ
のために必要となる機能の集積に取り組む。＜人材育成拠
点機能、研究開発拠点機能、情報発信拠点機能、企業（起
業）育成機能＞

若年者のための
ワンストップ
サービスセン
ターのモデル地
域の指定

デジタルコンテンツ産業を担う若手人材をＯ
ＪＴにより育成する石川県独自のＥビジネス
トライアル事業を核として、若年者に対し
て、カウンセリングから研修等まで一貫した
サービスを実施するために、「若者自立・挑
戦プラン」に基づく若年者のためのワンス
トップサービスセンター（通称：Job-Cafe）
整備のためのモデル地域に指定

デジタルコンテンツを活用したＥビジネスを推進で
きる人材（Ｅビジネスプロデューサー）を養成する
ため、県や企業から実際に発注されるＥビジネス企
画案件にＯＪＴ方式で取り組む教育プログラム（石
川県Ｅビジネストライアル）に、カウンセリングか
ら一貫した教育を追加することにより、デジタルコ
ンテンツ産業を担う若手人材を育成する。

石
川
県

石川県
石川デジタルコ
ンテンツ産地形
成推進構想

石川県におけるコンテンツ関連産業は、今後、本県の産業
構造の一翼を担う可能性が期待できる状況となっているこ
とから、さらにデジタルコンテンツ産地形成を目指し、そ
のために必要となる機能の集積に取り組む。＜人材育成拠
点機能、研究開発拠点機能、情報発信拠点機能、企業（起
業）育成機能＞

全国初のデジタ
ルアーカイブ研
修の実施及び全
国的集客への協
力

平成１６年度より、㈱石川県ソフトウェア研
修開発センターにおいて、コンテンツ関連の
研修事業を本格的に実施する予定としてお
り、全国初のデジタルアーカイブ研修も開始
する予定であることから、開始に当たって
は、国及び関係機関の協力も得ながら、全国
的集客の推進を図る。

㈱石川県ソフトウェア研修開発センターにおいて、
コンテンツ・ビジネスの起業等を目指すクリエイ
ター等を対象として、全国初のデジタルアーカイブ
研修を、国及び関係機関の協力も得ながら、全国か
ら受講者を募集して実施し、デジタルアーカイブ技
術者を養成することにより、デジタルコンテンツ産
地育成を人材育成面から推進する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

石
川
県

石川県
石川デジタルコ
ンテンツ産地形
成推進構想

石川県におけるコンテンツ関連産業は、今後、本県の産業
構造の一翼を担う可能性が期待できる状況となっているこ
とから、さらにデジタルコンテンツ産地形成を目指し、そ
のために必要となる機能の集積に取り組む。＜人材育成拠
点機能、研究開発拠点機能、情報発信拠点機能、企業（起
業）育成機能＞

コンテンツ関連
の国の研究機関
の誘致

デジタルアーカイブ産地を目指すために、後
方より支援する研究者の集積と誘致を図り、
さらなる集積を目指すため、研究用のスタジ
オを所有しコンテンツ作成を研究する国の機
関や研究所を誘致する。

ネットワークインフラ技術研究基盤において北陸先
端科学技術大学院大学を核とするいしかわサイエン
スパークの優位性を広くアピールして、それを呼び
水とし、研究用のスタジオを所有しコンテンツ作成
を研究する国の機関や研究所を誘致する。

石
川
県

石川県
石川デジタルコ
ンテンツ産地形
成推進構想

石川県におけるコンテンツ関連産業は、今後、本県の産業
構造の一翼を担う可能性が期待できる状況となっているこ
とから、さらにデジタルコンテンツ産地形成を目指し、そ
のために必要となる機能の集積に取り組む。＜人材育成拠
点機能、研究開発拠点機能、情報発信拠点機能、企業（起
業）育成機能＞

「ＩＴ－観光事
業」の国の関連
団体での企画採
択

本県の文化資産をデジタルアーカイブする
「石川新情報書府」事業で蓄積された「デジ
タルアーカイブ技術｣を活用し、観光産業と
の連携を図るトライアル事業について、国の
関連団体から委託を受けてモデル事業として
実施する。

本県の文化資産をデジタルアーカイブする「石川新
情報書府」事業で蓄積された「デジタルアーカイブ
技術｣を活用し、１６年度に観光産業との連携を図
るトライアル事業の企画書及びプロトタイプを作成
し、国の関連団体（ＴＡＯ，ＩＰＡ等）に提案を行
い、１７年度に国関連団体からモデル事業として受
託し、設計制作を実施する。

石
川
県

石川県
石川ニッチトッ
プ企業倍増計画

本県には、優れた技術力を背景に特定分野で高いシェアを
誇るニッチトップ企業が多く存在するが、経済の活性化を
図るため、今後１０年間でニッチトップ企業数の倍増を目
指す。

次世代型企業認
定審査会（仮
称）への協力

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業の目利きを行う「次世代型企業認定審査
会」（仮称）において、公正・客観的な審査
を行うためには、当該審査会の委員を、国及
び関係機関の協力を得ながら、県内に限ら
ず、国及び関係機関の研究者など全国から専
門家を選定することが必要である。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する企業の
目利きを行う「次世代型企業認定審査会」（仮称）
において、公正・客観的な審査を行い、認定された
企業に対し、「選択と集中」により一環・集中した
支援を行い、中堅企業への育成を行う。

石
川
県

石川県
石川ニッチトッ
プ企業倍増計画

本県には、優れた技術力を背景に特定分野で高いシェアを
誇るニッチトップ企業が多く存在するが、経済の活性化を
図るため、今後１０年間でニッチトップ企業数の倍増を目
指す。

研究開発補助金
に係る購入機械
装置の工程使用
禁止規定の廃止

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業に対し、研究開発補助から事業化まで一
環・集中した支援を行うため、研究開発補助
金で購入した機械装置等を補助事業終了後に
も生産活動に使用することが必要であるた
め、補助事業終了後に自社の工程で使用する
ことを禁ずる取扱いを廃止されたい。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する企業に
対し、研究開発補助から事業化まで一環・集中した
支援を行うため、研究開発補助金で購入した機械装
置等を補助事業終了後にも生産活動に使用すること
を可能とすることにより、研究成果を事業化へ結び
つける。

石
川
県

石川県
石川ニッチトッ
プ企業倍増計画

本県には、優れた技術力を背景に特定分野で高いシェアを
誇るニッチトップ企業が多く存在するが、経済の活性化を
図るため、今後１０年間でニッチトップ企業数の倍増を目
指す。

研究開発補助金
の交付決定前経
費の対象化

研究開発補助金の申請から交付決定まで数ヶ
月の期間を要しているため、申請企業が遅滞
なく研究事業に着手できるよう、交付決定前
であっても、申請日以降の経費については補
助対象とされたい。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する企業に
対し、研究開発が遅延することないよう研究開発補
助金の対象期間を拡大することにより、研究開発か
ら事業化まで一環・集中した支援を行う。

石
川
県

石川県
石川ニッチトッ
プ企業倍増計画

本県には、優れた技術力を背景に特定分野で高いシェアを
誇るニッチトップ企業が多く存在するが、経済の活性化を
図るため、今後１０年間でニッチトップ企業数の倍増を目
指す。

研究開発補助金
のテストピース
等の保管規定の
廃止

研究開発補助金の対象の原材料等について、
研究又は試作の途上において発生した仕損じ
品及び研究に使用したテストピース等を保管
させることとなっているが、中小企業者に
とっては負担となっているため、廃止された
い。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する企業に
対し、不要品の管理・保管という無用の負担を排除
し、研究に専念できる環境整備を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

石
川
県

石川県
石川ニッチトッ
プ企業倍増計画

本県には、優れた技術力を背景に特定分野で高いシェアを
誇るニッチトップ企業が多く存在するが、経済の活性化を
図るため、今後１０年間でニッチトップ企業数の倍増を目
指す。

産学官共同研究
開発大型プロ
ジェクト補助事
業への採択

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業に対し、研究開発補助から事業化まで一
環・集中した支援を行うため、特に高度な研
究開発テーマについては、国の産学官共同研
究開発大型プロジェクト補助事業に対し提案
を行い、国からの委託研究として実施し、実
用化を図る。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する企業に
対し、研究開発補助から事業化まで一環・集中した
支援を行うため、特に高度な研究開発テーマについ
ては、国の産学官共同研究開発大型プロジェクト補
助事業に対し提案を行い、国からの委託研究として
実施し、実用化を図る。

石
川
県

石川県
石川ニッチトッ
プ企業倍増計画

本県には、優れた技術力を背景に特定分野で高いシェアを
誇るニッチトップ企業が多く存在するが、経済の活性化を
図るため、今後１０年間でニッチトップ企業数の倍増を目
指す。

若年者のための
ワンストップ
サービスセン
ターのモデル地
域の指定

キラリと光る技術を有する企業に対し、人材
不足のデスバレーを克服するための支援を行
うため、若年者に対して、カウンセリングか
ら研修等まで一貫したサービスを実施する、
「若者自立・挑戦プラン」に基づく若年者の
ためのワンストップサービスセンター（通
称：Job-Cafe）整備のためのモデル地域に指
定

キラリと光る技術を有する企業が求める工学系・Ｍ
ＯＴ人材や若年技能者等を養成するため、本県に集
積する高等教育機関の優秀な学生等若年者に対し、
カウンセリングから一貫した教育を実施することに
より、ニッチトップ企業育成のための人材不足のデ
スバレーを克服する。

石
川
県

石川県
外国人観光客の
誘致促進

　国際観光の推進については、新たな観光需要先として大
いに期待しているところである。
　今後、更に誘客促進を図るためには、ビザ発給をはじめ
様々な入国手続きの煩雑化が訪日観光を阻害している側面
もあることから、入国手続き等の簡素化、迅速化への早期
対応、更に海外での訪日観光ＰＲについては、ＶＪＣ等に
よる積極的誘客宣伝を願いたい。

外国人観光客の
誘致促進

①中国人観光客の訪日旅行査証の解禁地域の
拡大

②外国人観光客に対する入国審査の簡素化、
迅速化

③海外における観光誘客宣伝の展開

①中国人観光客の訪日旅行査証の解禁地域の拡大
　　解禁＝北京市､上海市､広東省(H12.9)
　　予定＝天津市､遼寧省､山東省､江蘇省、浙江省
　※解禁予定地区の早期実現
　　観光ビザの全面的な解禁及び免除
②外国人観光客に対する入国審査等の簡素化、迅速
化
　※小松空港、能登空港での手続き
③海外における観光誘客宣伝の展開
　※VJCの積極的な展開
　　一地方では世界的なPRは困難

石
川
県

石川県

都市内公共交通
利用促進に伴う
コンパクトシ
ティ化プロジェ
クト

　県や市が主体となって実施するパーク・アンド・ライド
駐車場として、国有財産である駐車場や未利用地を積極的
に提供する。
　利用者は、そこに車を止め公共交通機関に乗り換えて都
心部へ向かうことになるが、中心商店街の共通商品券の購
入を行う。これにより、公共交通の利用促進を図るととも
に、中心市街地の賑わいを創出による地域経済の活性化や
パーク・アンドライド駐車場を管理ことによる地域雇用の
創造に寄与することができる。

パーク・アン
ド・ライドによ
る中心市街地の
賑わい、雇用の
創造

パーク・アンド・ライド駐車場を増やし、そ
こに車を止め公共交通機関に乗り換えて都心
部へ通勤したり、中心市街地で買物を行う。
利用者は、中心商店街の共通商品券の購入を
行うこととする。これにより、公共交通の利
用促進を図るとともに、中心市街地の賑わい
を創出による地域経済の活性化やパーク・ア
ンドライド駐車場を管理ことによる地域雇用
の創造に寄与することができる。

県や市が主体となって実施するパーク・アンド・ラ
イド駐車場として、国有財産である駐車場や未利用
地を積極的に提供する。
　利用者は、そこに車を止め公共交通機関に乗り換
えて都心部へ向かうことになるが、郊外の商業施設
を利用したパーク・アンド・ライド駐車場では、駐
車する商業施設の月当たり３０００円から５０００
円の商品券を購入しているので、国有地に駐車する
場合は中心商店街の共通商品券の購入を行う。

石
川
県

石川県
住民主体のまち
づくりブランド
プロジェクト

地方都市再生に向け、中心市街地等の活性化の実現のた
め、地域住民の持続的なまちづくり活動の支援を行い、魅
力的なまちづくりブランドの創出を行うもの。
市町や、まちづくり協議会などに権限を移譲することで、
住民主体の公共空間の整備、利活用等や、美しい景観づく
りの推進を図るもの。

道路構造をまち
づくりの視点で
市町や　まちづ
くり団体等と協
働で策定。

道路の技術的な基準として「道路構造令」が
定められているが、その内容を弾力的に運用
することで、「地域の個性を生かした再生」
に必要な道路構造のあり方を検討し、実現。

構想区域内において、地域の個性を生かしたまちづ
くりの実現に必要な道路構造を、市町やまちづくり
団体等と協働で策定し、使い勝手のよい公共施設整
備を推進する。（例：縁石の全区間フラット化によ
り、道路全幅を利用したイベントの実施等）

石
川
県

石川県
住民主体のまち
づくりブランド
プロジェクト

地方都市再生に向け、中心市街地等の活性化の実現のた
め、地域住民の持続的なまちづくり活動の支援を行い、魅
力的なまちづくりブランドの創出を行うもの。
市町や、まちづくり協議会などに権限を移譲することで、
住民主体の公共空間の整備、利活用等や、美しい景観づく
りの推進を図るもの。

道路管理のうち
占用許可の一部
等を、市町やま
ちづくり団体等
に権限移譲

道路法第３２条（道路占用の許可）の許可権
限の一部を市町やまちづくり団体に移譲し、
公共空間を利用したイベント等の開催の容易
化迅速化を実現し、個性を生かした魅力的な
まちづくり活動の支援を図る。

構想区域内において、地域の個性を生かしたまちづ
くり活動の一環として、道路など公共施設を活用し
たイベントの開催をより一層活発化することが有効
であり、その際、占用許可権限の委譲により、より
円滑な手続きの実施を図ることができる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

石
川
県

石川県
住民主体のまち
づくりブランド
プロジェクト

地方都市再生に向け、中心市街地等の活性化の実現のた
め、地域住民の持続的なまちづくり活動の支援を行い、魅
力的なまちづくりブランドの創出を行うもの。
市町や、まちづくり協議会などに権限を移譲することで、
住民主体の公共空間の整備、利活用等や、美しい景観づく
りの推進を図るもの。

違反広告物の除
却権限を、市町
やまちづくり団
体等に権限移譲

屋外広告物法第７条の違反広告物の除去権限
を、市町やまちづくり団体に権限移譲し、不
法不良看板の迅速な撤去を進め、街並み景観
の向上を図る。

構想区域内において、地域の個性を生かした美しい
景観の形成に向け、不良看板等を迅速に撤去するこ
とで、良好で魅力的なまちづくりとなるもの。、

石
川
県

石川県
河北潟干拓地土
地有効活用構想

河北潟干拓地を対象として、農業経営の改善及び土地の有
効利用確保を図るため、
①国営干拓建設事業負担金の償還条件の緩和
②農業生産法人以外の法人について、所有権の取得
③農地転用規制の緩和
④用途変更に係る国庫補助金の返還免除
⑤農地保有合理化法人等による農地の転用を前提とした農
地取得容認

農業生産法人以
外の法人につい
ての農地の取得

農地法上、農業生産法人以外の法人について
の農地の取得は制限されているが、県農業開
発公社保有農地の売り渡し促進が進まない中
で、農地流動化を促進し、土地の有効活用が
進められるよう、農業生産法人以外の法人に
ついての農地の取得を求める。

農地法上、農業生産法人以外の法人についての農地
の取得を認めることで、県農業開発公社保有農地の
売り渡しの促進が図られ、農地流動化を円滑に進め
ることができる。

石
川
県

石川県
河北潟干拓地土
地有効活用構想

河北潟干拓地を対象として、農業経営の改善及び土地の有
効利用確保を図るため、
①国営干拓建設事業負担金の償還条件の緩和
②農業生産法人以外の法人について、所有権の取得
③農地転用規制の緩和
④用途変更に係る国庫補助金の返還免除
⑤農地保有合理化法人等による農地の転用を前提とした農
地取得容認

農業用区域にお
ける土地利用制
限の緩和

河北潟干拓地の土地の流動化を円滑に進める
ため、農業用区域内で設置が可能な施設の範
囲を拡大し、例えば、農作物の加工・販売施
設等について、①農業者が設置するもの　②
生産する農畜産物の半分以上が当該市町村産
のものでなけれなならないといった要件を緩
和する。

農業用区域内で設置が可能な施設の範囲を拡大する
ことで、県農業開発公社保有農地の売り渡し促進
や、農地流動化を円滑に進め、食品メーカーなど、
食に関連する民間企業が農産物加工場等を設置でき
るようにする。

石
川
県

石川県
河北潟干拓地土
地有効活用構想

河北潟干拓地を対象として、農業経営の改善及び土地の有
効利用確保を図るため、
①国営干拓建設事業負担金の償還条件の緩和
②農業生産法人以外の法人について、所有権の取得
③農地転用規制の緩和
④用途変更に係る国庫補助金の返還免除
⑤農地保有合理化法人等による農地の転用を前提とした農
地取得容認

農振除外及び非
農業用途への転
用に係る要件の
緩和

河北潟干拓地の、農地の有効活用を図るた
め、農振法において、事業完了年度の翌年度
から起算して８年経過しない農地及び２０ｈ
ａ以上の農地は、農振除外できないとされて
いること。及び、農地法上、事業が行われた
農地及び２０ｈａ以上の農地は、原則として
転用できない「第１種農地」とされている等
の要件の適用除外を求める。

農振除外及び非農業用途への転用に係る要件を緩和
することで、県農業開発公社保有農地を含む、買い
手の見込めない農地の新たな活用が期待できる。

石
川
県

石川県
河北潟干拓地土
地有効活用構想

河北潟干拓地を対象として、農業経営の改善及び土地の有
効利用確保を図るため、
①国営干拓建設事業負担金の償還条件の緩和
②農業生産法人以外の法人について、所有権の取得
③農地転用規制の緩和
④用途変更に係る国庫補助金の返還免除
⑤農地保有合理化法人等による農地の転用を前提とした農
地取得容認

農地保有合理化
法人等による農
地の転用を前提
とした農地取得
の容認

河北潟干拓地においては、離農者の増大が見
込まれる一方、これ以上の農業的利用の拡大
は事実上殆ど期待できないことから、農地保
有合理化法人である県農業開発公社による転
用を前提とした農地の先行取得を認める。

転用を前提とした農地の取得を農地保有合理化法人
である県農業開発公社に認めることで、非農業用途
への土地の活用が期待できる。

石
川
県

石川県
河北潟干拓地土
地有効活用構想

河北潟干拓地を対象として、農業経営の改善及び土地の有
効利用確保を図るため、
①国営干拓建設事業負担金の償還条件の緩和
②農業生産法人以外の法人について、所有権の取得
③農地転用規制の緩和
④用途変更に係る国庫補助金の返還免除
⑤農地保有合理化法人等による農地の転用を前提とした農
地取得容認

大麦・大豆の作
付について、転
作助成金並の作
付奨励金の助成

河北潟干拓地は水田の拡大と水害常襲地帯で
ある沿岸既耕地の排水改良を目的に昭和３８
年度に国営河北潟干拓事業により着工された
が、昭和４０年代からの米余りが顕著化した
ことで、昭和４５年度に開田抑制通達が出さ
れ、水田から畑作と酪農に計画が変更され
た。
このため、大区画を活用した土地利用型作物
である、大麦・大豆を主体に営農を行ってい
るが、麦・大豆の価格低迷及び事業償還負担
金により農業経営は非常に厳しい状況にあ
る。
このことから、大麦・大豆の転作助成金並み
の作付奨励金の助成を求める。

大麦・大豆の転作助成金並みの作付奨励金を助成す
ることで、土地利用型作物である、大麦・大豆の作
付が増加し、河北潟干拓地の特徴を活かした大区画
営農の確立が期待でき、併せて農地の流動化が促進
される。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

石
川
県

石川県
河北潟干拓地土
地有効活用構想

河北潟干拓地を対象として、農業経営の改善及び土地の有
効利用確保を図るため、
①国営干拓建設事業負担金の償還条件の緩和
②農業生産法人以外の法人について、所有権の取得
③農地転用規制の緩和
④用途変更に係る国庫補助金の返還免除
⑤農地保有合理化法人等による農地の転用を前提とした農
地取得容認

河北潟干拓地に
おいて、加工米
の作付を認め
る。

河北潟干拓地は水田の拡大と水害常襲地帯で
ある沿岸既耕地の排水改良を目的に昭和３８
年度に国営河北潟干拓事業により着工された
が、昭和４０年代からの米余りが顕著化した
ことで、昭和４５年度に開田抑制通達が出さ
れ、水田から畑作と酪農に計画が変更され
た。　　　　　　　　　　　　しかしなが
ら、増反農家の高齢化の進行に加え、野菜生
産に多大の労働力を要すること、野菜等の価
格の低迷などにより、入植農家の経営状況は
非常に厳しいものになっている。このため、
耕作放棄地の増加だけでなく、干拓地から撤
退を希望する農家も増えてきている。
よって、干拓地での加工米の作付けを認め、
地域再生を図ることを目的とする。

加工米の作付を認めることで、河北潟干拓地の特徴
である大区画圃場を活かした大規模経営、低コスト
化が図られ、農業所得の向上が図られるともに、農
地の流動化が促進される。

石
川
県

小松市
小松東部活性化
構想

本来、行政が整備すべきインフラ整備について、民間が求
める工程と合わない等、特別の事情がある場合、民間によ
る整備を認め、後年度に行政が民間へ支払いできる制度を
創設する。なお、本事業は非補助の区画整理事業で、沿道
区画整理型街路事業の補助採択を仮定している。

民間による公共
施設の整備に対
する行政の支援

民間による公共施設の整備を認め、その経費
を行政が期間を定め支払う。

区画整理事業区域内の都市計画道路の整備を区画整
理事業の施行主体である組合に委任し、道路の早期
供用を図る。整備費の組合への変換期間について
は、行政の財政状況を勘案し、柔軟に設定する。整
備費については、補助事業に準じ、国と市が負担す
る。都市計画道路の早期供用を立地前提とする民間
商業施設の希望に応えることにより、民間投資の誘
発を促すことができる。ひいては、地域の活性化、
商業施設等の雇用創出、区画整理事業の採算性の向
上等が期待できる。行政としても、年度別公共投資
額の平準化を図ることができると同時に計画的に都
市基盤を強化できる。

石
川
県

小松市
中小企業の土地
の有効活用構想

道路法、建築基準法施行令に、「１企業であつても多人数
の通行又は多量の物品の運搬の用途に供するもので、道路
の交通の緩和に寄与するもの」であれば,許可できる条文
としていただきたい。

中小企業の一体
的な土地利用の
促進、併せて企
業育成支援

交通量の少ない市町村道において、国道、県
道並に規制する事は、周辺地域にとつても事
故防止の観点からも十分とは言えない､よつ
て､施策の利便性の向上を求めたい。

全国でも中小企業にあつては道路を挟んで､事務所
と､工場が立地しているケースが多々あると思われ
る､事業所としては､上空に通路を設ける事により一
体的な利用が図られ､又､地域にとつても､従業員､物
品等が道路を横断する事も少なくなり､事故防止に
も寄与すると考えられる。

石
川
県

金沢市
元気で暮らしや
すい金沢まちな
か再生構想

地方都市において喫緊の課題である中心市街地の活性化に
ついては、金沢市においても中心市街地活性化計画（平成
10年策定）に基づき、戦略的なプロジェクトを重層的多面
的に推進してきたところである。本構想は、中心市街地の
更なる活性化を推進し、交流拠点の活用による交流人口の
増加並びに魅力ある住環境づくりによる定住人口の増加を
図るため、「個性を活かした美しいまちづくり」、「暮ら
しの良さを実感する定住促進」、「元気な商店街・都心ビ
ジネスの形成」、「人・環境にやさしいまちなか交通の確
立」、「まちなか交流活動の促進」の５つの整備方針に則
した施策の展開、まちづくりや定住政策に必要な権限移譲
等それら整備方針に沿った支援措置提案の実現、により元
気で暮らしやすいまちなか再生を具現化するものである。

まちなかの駐車
場を制御できる
概念の駐車場法
への明記

無秩序な駐車場の増加が中心市街地活性化の
大きな足枷となっているため、まちづくりの
観点から一定の制御が必要であり、そのため
駐車場法に駐車場制御の概念を明記するとと
もに、市が条例を定めた際には法から強制力
を授権できる条項を追加する。

中心市街地空洞化の顕著な現象である無秩序な駐車
場化を制御し、土地の高度利用化と建物利用の推進
を図るため条例を制定し、駐車場配置計画の策定及
び駐車場の集約化、土地の建物利用を推進する。

石
川
県

金沢市
元気で暮らしや
すい金沢まちな
か再生構想

地方都市において喫緊の課題である中心市街地の活性化に
ついては、金沢市においても中心市街地活性化計画（平成
10年策定）に基づき、戦略的なプロジェクトを重層的多面
的に推進してきたところである。本構想は、中心市街地の
更なる活性化を推進し、交流拠点の活用による交流人口の
増加並びに魅力ある住環境づくりによる定住人口の増加を
図るため、「個性を活かした美しいまちづくり」、「暮ら
しの良さを実感する定住促進」、「元気な商店街・都心ビ
ジネスの形成」、「人・環境にやさしいまちなか交通の確
立」、「まちなか交流活動の促進」の５つの整備方針に則
した施策の展開、まちづくりや定住政策に必要な権限移譲
等それら整備方針に沿った支援措置提案の実現、により元
気で暮らしやすいまちなか再生を具現化するものである。

バス路線変更・
バス停位置変更
等国の許可権限
を移譲

地域に密着した公共交通政策の具現化を図る
ため、バス路線変更・バス停位置変更等バス
事業者に対する国の許可権限を市町村に移譲
する。

バス事業者の事業計画の変更（バス路線・バス停位
置変更等）に関する権限、特に地域コミュニティバ
スに関する権限を市町村が保持することにより、各
種施策（オムニバスタウン、ふらっとバス、生活バ
ス路線補助）がバス事業者との連携のもと、より地
域ニーズに合致するものとなる。

石
川
県

金沢市
元気で暮らしや
すい金沢まちな
か再生構想

地方都市において喫緊の課題である中心市街地の活性化に
ついては、金沢市においても中心市街地活性化計画（平成
10年策定）に基づき、戦略的なプロジェクトを重層的多面
的に推進してきたところである。本構想は、中心市街地の
更なる活性化を推進し、交流拠点の活用による交流人口の
増加並びに魅力ある住環境づくりによる定住人口の増加を
図るため、「個性を活かした美しいまちづくり」、「暮ら
しの良さを実感する定住促進」、「元気な商店街・都心ビ
ジネスの形成」、「人・環境にやさしいまちなか交通の確
立」、「まちなか交流活動の促進」の５つの整備方針に則
した施策の展開、まちづくりや定住政策に必要な権限移譲
等それら整備方針に沿った支援措置提案の実現、により元
気で暮らしやすいまちなか再生を具現化するものである。

まちなかの道路
の一体的な管理
権限を移譲

中心市街地における幹線を利用したまちづく
りを推進するため、まちなかの国道、県道の
政令市なみの管理権限を移譲する。

まちなかの国道、県道、特に１５７号線及び金沢駅
通り線の管理権限を保持することにより、照明施
設、植栽、観光案内板・ベンチ・彫刻の設置、歩道
の意匠等の統一、不法占用物件の指導・除去などが
可能となり、一体的なまちづくりを推進する。
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都道
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名
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提案概要

地域再生のため
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る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

石
川
県

金沢市
元気で暮らしや
すい金沢まちな
か再生構想

地方都市において喫緊の課題である中心市街地の活性化に
ついては、金沢市においても中心市街地活性化計画（平成
10年策定）に基づき、戦略的なプロジェクトを重層的多面
的に推進してきたところである。本構想は、中心市街地の
更なる活性化を推進し、交流拠点の活用による交流人口の
増加並びに魅力ある住環境づくりによる定住人口の増加を
図るため、「個性を活かした美しいまちづくり」、「暮ら
しの良さを実感する定住促進」、「元気な商店街・都心ビ
ジネスの形成」、「人・環境にやさしいまちなか交通の確
立」、「まちなか交流活動の促進」の５つの整備方針に則
した施策の展開、まちづくりや定住政策に必要な権限移譲
等それら整備方針に沿った支援措置提案の実現、により元
気で暮らしやすいまちなか再生を具現化するものである。

道路等占用（使
用）許可の容易
化・迅速化

道路、河川、公園、合同庁舎、裁判所等公共
施設の施設の一部を占用又は使用する場合に
必要な国、県の許可について、届出制にする
等許可基準を緩和する。

観光案内板や臨時観光案内ブースを適時適切に設置
することにより、観光客に対するホスピタリティの
向上を図る。

石
川
県

金沢市
元気で暮らしや
すい金沢まちな
か再生構想

地方都市において喫緊の課題である中心市街地の活性化に
ついては、金沢市においても中心市街地活性化計画（平成
10年策定）に基づき、戦略的なプロジェクトを重層的多面
的に推進してきたところである。本構想は、中心市街地の
更なる活性化を推進し、交流拠点の活用による交流人口の
増加並びに魅力ある住環境づくりによる定住人口の増加を
図るため、「個性を活かした美しいまちづくり」、「暮ら
しの良さを実感する定住促進」、「元気な商店街・都心ビ
ジネスの形成」、「人・環境にやさしいまちなか交通の確
立」、「まちなか交流活動の促進」の５つの整備方針に則
した施策の展開、まちづくりや定住政策に必要な権限移譲
等それら整備方針に沿った支援措置提案の実現、により元
気で暮らしやすいまちなか再生を具現化するものである。

特定優良賃貸住
宅等の入居者負
担基準額等の改
正

国の特定優良賃貸住宅制度を活用し民間活力
を導入したまちなかでの良好な住環　境整備
を促進するため、特定優良賃貸住宅及び高齢
者向け優良賃貸住宅の入居者負　担基準額及
び調整係数を本市の実情に合ったものに改正
する。

入居者負担基準額及び調整係数が本市の実情に合う
ことにより、本市の「まちなか特定優良賃貸住宅建
設費補助」、「まちなか高齢者向け優良賃貸住宅建
設費補助」制度がさらに活用されるようになり、民
間活力を導入したまちなかでの良好な住環境整備が
促進される。

石
川
県

金沢市
元気で暮らしや
すい金沢まちな
か再生構想

地方都市において喫緊の課題である中心市街地の活性化に
ついては、金沢市においても中心市街地活性化計画（平成
10年策定）に基づき、戦略的なプロジェクトを重層的多面
的に事業を推進してきたところである。本構想は、中心市
街地活性化を更に推進し、交流拠点の活用による交流人口
の増加並びに魅力ある住環境づくりによる定住人口の増加
を図るため、「個性を活かした美しいまちづくり」、「暮
らしの良さを実感する定住促進」、「元気な商店街・都心
ビジネスの形成」、「人・環境にやさしいまちなか交通の
確立」、「まちなか交流活動の促進」の５つの整備方針に
則した施策の展開、それら整備方針に沿ったまちづくりや
定住政策に必要な権限移譲等の支援措置提案の実現、によ
り元気で暮らしやすいまちなか再生を具現化するものであ
る。

都市計画法上の
用途地域（個別
規定地域（仮
称））の追加

全国一律の法制度では表現できない本市固有
の特性を反映した土地利用及び建築のコント
ロール制度を実現させるため、現状の法律や
条例等による土地利用コントロールの重層化
を解消し、個々の内容を一本化した「個別規
定地域（仮称）」を都市計画法の地域用途の
１つとして追加する。
　個別規定地域は、土地利用コントロールと
して最低限盛り込むべき項目（建物用途、建
坪･容積率等）を設定した後、これを包括す
るまちづくりの合意が形成された場合、地域
指定するものとする。

住民のまちづくり意識が高い「まちづくり協定締結
地区」（英町商店街地区、にし茶屋街地区、せせら
ぎ通り地区、東山ひがし地区）において、「個別規
定地域」を適用し、地域主体の土地利用及び建築の
コントロールを行う。

石
川
県

金沢市
活力ある金沢中
山間地域の再生

過疎化・高齢化が進行する金沢市の中山間地域において
は、荒廃の進む農地・森林の整備保全を行い、公益的な機
能の維持を図りながら、加賀野菜をはじめとする地域の農
産物や木材の地産地消を通じて、個性を活かした地域づく
りを推進しなければならない。そのために本構想は、「多
様な担い手の育成」、「新しい地域産業の創出」、「農地
保全と農業振興」、「森林保全と林業振興」の４つを推進
方針とし、各種施策の展開を推進するものである。その施
策展開の条件整備のために各種の支援措置を提案し、提案
の実現により、農山村の個性を活かした地域づくりの推進
による金沢中山間地域の再生を具現化するものである。

農振農用地区域
変更の際の県の
同意を廃止

市町村が作成する農業振興地域整備計画書で
定める「農用地利用計画」を変更する（いわ
ゆる農振農用地区域の除外）ときは、都道府
県知事に協議し同意を得なければならないこ
とになっているが、その協議及び同意を不要
とする。

県の同意を廃止することにより、農林業の振興に必
要な加工施設、直売所などの設置の際のに必要とな
る手続き（一部に手続き不要な施設もあり）につい
て、地域の実状を把握している市の自主的な判断で
処理が可能となり、また、事務の簡素化と迅速化が
図られ、それら施設の設置を円滑にできることとな
る。

石
川
県

金沢市
活力ある金沢中
山間地域の再生

過疎化・高齢化が進行する金沢市の中山間地域において
は、荒廃の進む農地・森林の整備保全を行い、公益的な機
能の維持を図りながら、加賀野菜をはじめとする地域の農
産物や木材の地産地消を通じて、個性を活かした地域づく
りを推進しなければならない。そのために本構想は、「多
様な担い手の育成」、「新しい地域産業の創出」、「農地
保全と農業振興」、「森林保全と林業振興」の４つを推進
方針とし、各種施策の展開を推進するものである。その施
策展開の条件整備のために各種の支援措置を提案し、提案
の実現により、農山村の個性を活かした地域づくりの推進
による金沢中山間地域の再生を具現化するものである。

農地転用許可権
限を市町村に移
譲

農地を農地以外のものにする場合に必要な都
道県知事の許可権限を市に移譲する。

市に権限を移譲することにより、農林業の振興に必
要な加工施設、直売所などの設置について、地域の
実状を把握している市の自主的な判断で許可が可能
となり、また、事務の簡素化と迅速化が図られ、そ
れら施設の設置を円滑に行うことができる。

石
川
県

金沢市
活力ある金沢中
山間地域の再生

過疎化・高齢化が進行する金沢市の中山間地域において
は、荒廃の進む農地・森林の整備保全を行い、公益的な機
能の維持を図りながら、加賀野菜をはじめとする地域の農
産物や木材の地産地消を通じて、個性を活かした地域づく
りを推進しなければならない。そのために本構想は、「多
様な担い手の育成」、「新しい地域産業の創出」、「農地
保全と農業振興」、「森林保全と林業振興」の４つを推進
方針とし、各種施策の展開を推進するものである。その施
策展開の条件整備のために各種の支援措置を提案し、提案
の実現により、農山村の個性を活かした地域づくりの推進
による金沢中山間地域の再生を具現化するものである。

中山間地域等直
接支払い制度の
面積・傾斜要件
の緩和

交付金の対象となる農用地は、１ｈａ以上の
面積を有する一団の農用地に限られており、
また、傾斜勾配については、田１／２０以
上、畑１５度以上等の要件があるが、それら
の要件を緩和する。

面積及び傾斜要件を緩和することにより、交付対象
集落が拡大され、現行では対象とならない小集落に
ついても対象となる、農地の保全活動を通じて、公
益的機能の維持、集落機能の確保、生産振興が図ら
れる。
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内容
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石
川
県

金沢市
活力ある金沢中
山間地域の再生

過疎化・高齢化が進行する金沢市の中山間地域において
は、荒廃の進む農地・森林の整備保全を行い、公益的な機
能の維持を図りながら、加賀野菜をはじめとする地域の農
産物や木材の地産地消を通じて、個性を活かした地域づく
りを推進しなければならない。そのために本構想は、「多
様な担い手の育成」、「新しい地域産業の創出」、「農地
保全と農業振興」、「森林保全と林業振興」の４つを推進
方針とし、各種施策の展開を推進するものである。その施
策展開の条件整備のために各種の支援措置を提案し、提案
の実現により、農山村の個性を活かした地域づくりの推進
による金沢中山間地域の再生を具現化するものである。

中山間地域等直
接支払い制度の
特認地域の基準
設定権限を市に
移譲

同制度の交付対象となる地域は、特定農山村
地域法等の８法に基づく地域及び地域の実態
に応じて都道府県知事が指定する地域（特認
地域）となっているが、この特認地域の指定
権限を市に移譲する。

県の設定した特認地域の基準では、対象とならない
中山間地域の集落もあるので、地域の実状を把握し
ている市にその権限を移譲することにより、地域の
実態にあった対象集落を選定することができ、該当
集落の農地の保全活動を通じて、公益的機能の維
持、集落機能の確保、生産振興が図られる。

石
川
県

金沢市
活力ある金沢中
山間地域の再生

過疎化・高齢化が進行する金沢市の中山間地域において
は、荒廃の進む農地・森林の整備保全を行い、公益的な機
能の維持を図りながら、加賀野菜をはじめとする地域の農
産物や木材の地産地消を通じて、個性を活かした地域づく
りを推進しなければならない。そのために本構想は、「多
様な担い手の育成」、「新しい地域産業の創出」、「農地
保全と農業振興」、「森林保全と林業振興」の４つを推進
方針とし、各種施策の展開を推進するものである。その施
策展開の条件整備のために各種の支援措置を提案し、提案
の実現により、農山村の個性を活かした地域づくりの推進
による金沢中山間地域の再生を具現化するものである。

森林整備事業の
統合補助金化
（森林の機能別
区分の廃止）

森林区分ごとの整備事業を統合・一本化する
ことにより、地域の実情にあった効果的な森
林の整備を図る。

森林の生育状況に応じた作業体系を組み、適切な時
期に補助金の投入が可能になり、森林の持つ公益的
機能の発揮が可能となる。

石
川
県

金沢市
活力ある金沢中
山間地域の再生

過疎化・高齢化が進行する金沢市の中山間地域において
は、荒廃の進む農地・森林の整備保全を行い、公益的な機
能の維持を図りながら、加賀野菜をはじめとする地域の農
産物や木材の地産地消を通じて、個性を活かした地域づく
りを推進しなければならない。そのために本構想は、「多
様な担い手の育成」、「新しい地域産業の創出」、「農地
保全と農業振興」、「森林保全と林業振興」の４つを推進
方針とし、各種施策の展開を推進するものである。その施
策展開の条件整備のために各種の支援措置を提案し、提案
の実現により、農山村の個性を活かした地域づくりの推進
による金沢中山間地域の再生を具現化するものである。

森林整備事業の
採択要件の緩和

金沢市の森林は、その所有形態が小規模、分
散化しているので、全国一律の採択要件で
は、事業実施が困難。事業採択要件の緩和に
より、地域の特性にあった森林の整備を推進
する。

造林関係の１施行地面積「0.1ha以上」→「0.05ha
以上」、林道の利用区域内森林面積「30ha以上」→
「20ha以上」と、採択要件の下限を緩和することに
よって、地域に応じた森林整備を推進する。

石
川
県

金沢市
活力ある金沢中
山間地域の再生

過疎化・高齢化が進行する金沢市の中山間地域において
は、荒廃の進む農地・森林の整備保全を行い、公益的な機
能の維持を図りながら、加賀野菜をはじめとする地域の農
産物や木材の地産地消を通じて、個性を活かした地域づく
りを推進しなければならない。そのために本構想は、「多
様な担い手の育成」、「新しい地域産業の創出」、「農地
保全と農業振興」、「森林保全と林業振興」の４つを推進
方針とし、各種施策の展開を推進するものである。その施
策展開の条件整備のために各種の支援措置を提案し、提案
の実現により、農山村の個性を活かした地域づくりの推進
による金沢中山間地域の再生を具現化するものである。

地域施業計画の
面積要件の緩和
による地域の森
林活動の推進

補助・融資等の支援を受け森林の経営を行う
ことができる者の要件となる森林施業計画に
ついて、計画対象面積を緩和することによ
り、新たな林業の担い手の参入を促進し森林
の整備を推進する

森林施業計画の計画対象面積を「30ha以上」から
「15ha以上」と面積要件を緩和することにより、新
たな林業の担い手の参入を容易にする。

新
潟
県

浦川原村
ふるさと産業お
こし戦略

面積５０ｋ㎡、人口４千人の小さな村で、農業特区に参入
した建設業２社と地域の食品加工業４社、木工建築業１社
が共同して地域振興法人を立ち上げ、農を中心にすえた直
販施設「ふるさと産業会館」を建設し、地域農業、地域中
小企業の再生と雇用拡大を目指す。平野部と山間部の接点
に位置する地の利を生かし、建設が進む地域高規格道路イ
ンターチェンジ周辺に、人、物、情報発信の拠点作りを行
う。日本海側と首都圏を結ぶ最短ルートとなる高規格道路
「上越魚沼地域振興快速道路」沿線は農村の原風景が多く
残る東頸城地方を東西に走る幹線道路として整備が進み、
並走する国道２５３号と最も近接する浦川原村に積極的に
人、物、情報を呼び込むためのシンボル施設となる。

農林水産補助事
業の「新山村振
興等農林漁業特
別対策事業」の
事業費上限枠の
要件緩和

今回の地域再生計画に基づき計画している
「ふるさと産業会館」の建設補助事業として
新山村振興等農林漁業特別対策事業を考えて
いるが、実施要領第９（助成等）の２の
（１）で本事業の類型ごとの平均事業費が決
められており、十分活用出来ない状況となっ
ていることから、地域再生計画に限り平均事
業費枠の撤廃をお願いしたい。

地域再生計画「ふるさと産業起こし戦略」に基づき
建設される「ふるさと産業会館」の建設

石
川
県

辰口町
（能美
市）

商業・観光と農
業が共生した新
市の循環型新拠
点づくり構想

本町では現在、平成１７年２月の新市発足に向けて、合併
協議が進行中で、今後は金沢市及び小松市に近接する地域
特性を活かした、広域的なまちづくりの展開が求められて
いる。そのため、新市の活性化と地元の雇用機会の創出の
ため、新市の中心地なる地域において、大型ショッピング
センターを核とした新たなる商業集積地の形成と隣接する
農地での体験型観光農園などを整備することで農業の商業
的展開を行ない、農業の活性化を図るものである。また、
農園で生産された農産物を商業ゾーンに供給し、商業ゾー
ンから排出される食品廃棄物を肥料として農業ゾーンに再
生利用することで、相互の連携を図ると共に循環型の社会
形成を目指すものである。

土地開発公社造
成地の賃貸の容
認

辰口町土地開発公社が造成した土地につい
て、大型ショッピングセンターを建設するた
めに賃貸をさせていただきたい。

辰口町土地開発公社造成地約67,000㎡を大型ショッ
ピングセンター設置者に30年間賃貸させる
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石
川
県

辰口町
（能美
市）

商業・観光と農
業が共生した新
市の循環型新拠
点づくり構想

本町では現在、平成１７年２月の新市発足に向けて、合併
協議が進行中で、今後は金沢市及び小松市に近接する地域
特性を活かした、広域的なまちづくりの展開が求められて
いる。そのため、新市の活性化と地元の雇用機会の創出の
ため、新市の中心地なる地域において、大型ショッピング
センターを核とした新たなる商業集積地の形成と隣接する
農地での体験型観光農園などを整備することで農業の商業
的展開を行ない、農業の活性化を図るものである。また、
農園で生産された農産物を商業ゾーンに供給し、商業ゾー
ンから排出される食品廃棄物を肥料として農業ゾーンに再
生利用することで、相互の連携を図ると共に循環型の社会
形成を目指すものである。

国庫補助金の優
先配分（都市計
画道路、公共下
水道）

都市計画道路及び公共下水道の国庫補助金に
ついて、重点的に配分していただきたい

・町道下清水出口線L=750ｍ,W=14ｍ
・町道上清水下徳山線L=600ｍ、W=14ｍ
・寺井町公共下水道L=3,000ｍ

石
川
県

辰口町
（能美
市）

商業・観光と農
業が共生した新
市の循環型新拠
点づくり構想

本町では現在、平成１７年２月の新市発足に向けて、合併
協議が進行中で、今後は金沢市及び小松市に近接する地域
特性を活かした、広域的なまちづくりの展開が求められて
いる。そのため、新市の活性化と地元の雇用機会の創出の
ため、新市の中心地なる地域において、大型ショッピング
センターを核とした新たなる商業集積地の形成と隣接する
農地での体験型観光農園などを整備することで農業の商業
的展開を行ない、農業の活性化を図るものである。また、
農園で生産された農産物を商業ゾーンに供給し、商業ゾー
ンから排出される食品廃棄物を肥料として農業ゾーンに再
生利用することで、相互の連携を図ると共に循環型の社会
形成を目指すものである。

案内標識、信号
機設置の補助金
化

・標識のデザインを統一化や都市計画道路整
備等に伴う信号機設置に補助金をいただきた
い

・新市誘導看板、施設案内看板、施設看板等のデザ
イン、配置位置等を検討するサイン計画の策定及び
設置工事。
・道路管理者による信号機の設置

石
川
県

辰口町
（能美
市）

商業・観光と農
業が共生した新
市の循環型新拠
点づくり構想

本町では現在、平成１７年２月の新市発足に向けて、合併
協議が進行中で、今後は金沢市及び小松市に近接する地域
特性を活かした、広域的なまちづくりの展開が求められて
いる。そのため、新市の活性化と地元の雇用機会の創出の
ため、新市の中心地なる地域において、大型ショッピング
センターを核とした新たなる商業集積地の形成と隣接する
農地での体験型観光農園などを整備することで農業の商業
的展開を行ない、農業の活性化を図るものである。また、
農園で生産された農産物を商業ゾーンに供給し、商業ゾー
ンから排出される食品廃棄物を肥料として農業ゾーンに再
生利用することで、相互の連携を図ると共に循環型の社会
形成を目指すものである。

生ゴミを利用し
た環境ビジネス
への支援

生ゴミをコンポスト化し、活用を図る団体等
への支援をお願いしたい

大型ショッピングセンターが食品廃棄物を有機肥料
化し、農業法人等が周辺農地においてそれを使用し
た農作物栽培を行ない、大型ショッピングセンター
が農作物を販売する循環型ビジネスの構築や体験型
農園の整備

石
川
県

珠洲にラ
スベガス
を創る研
究会

観光立国に即し
た対内直接投資
推進地域（観光
立国エクスペリ
メント・グラン
ド・プロジェク
ト）

外資系企業誘致を支援する対内直接投資の推進事業を半島
振興法の適用地域である能登半島の珠洲市において国際観
光振興に絞込み、支援措置を拡大し、資本力が大きく外資
のエンターテイメントの実績のある企業の誘致を集中さ
せ、今後大きく見込める中国や台湾、韓国などの観光客を
ターゲットに観光立国のアンテナとして展開するもの。そ
の結果、過疎化が急激に進む地域の大きな再生や大きな雇
用が見込め、延いては国内を元気づける契機になるもの。

対内直接投資推
進事業と国際観
光を大きく結び
つけ、能登半島
珠洲市において
大きく展開す
る。

観光立国の集中支援と対内直接投資事業を抱
き合わせし、半島振興法の指定地域である石
川県珠洲市に指定地域を設け、事業税の免除
や減税、建築基準法の緩和、用地取得の為の
財政支援措置や国有地としての代行取得、国
際化に対応するための教育施設の進出に対し
ての優遇措置、外資企業誘致に係る費用の支
援拡大、海外からの観光客に対してのビザの
免除、観光に関する珠洲市の権限を政令指定
都市並みの権限委譲、観光に関して必要と認
めた沿岸付近に対しての規制の大幅な緩和を
求めるものである。

対内直接投資推進事業と国際観光を大きく結びつ
け、能登半島珠洲市において大きく展開する。

福
井
県

福井県
「福井型エコ・
グリーンツーリ
ズム」推進構想

都会の人に、自然豊かな福井のスローライフをエンジョイ
してもらう「福井型エコ・グリーンツーリズム」の推進の
ために、農村地域や自然公園地域等において整備した国庫
補助対象施設の有効活用を図る。

国の補助事業で
建設した施設の
利用規制の緩和

　中山間地域総合整備事業補助金、自然公園
等整備費国庫補助金、観光レクレーション地
区施設整備費補助金で整備した施設について
の地元特産物販売施設等への用途転用の容認
および国庫補助金返還の免除

　国庫補助を受けて整備した施設を地元特産物販売
施設等へ用途転用することにより、エコ・グリーン
ツーリズムへの施設の有効利用を図り、本県への誘
客促進など地域経済の活性化を図る。

福
井
県

福井県
原子力・地域産
業共生構想

　本県を、原子力と地域産業が共生する全国的なモデル
ケースとして位置付け、アジアの研究開発、人材育成、産
業の創出・育成の拠点として整備する。

エネルギーに関
する環境整備

・原子力技術研究開発の中核施設および国際
的原子力研修センターの立地
・県内大学および研究機関等の原子力エネル
ギーに関する高等教育、研究環境の整備

・原子力技術研究開発の中核施設および国際的原子
力研修センターの立地
・県内大学および研究機関等の原子力エネルギーに
関する高等教育、研究環境の整備
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
井
県

福井県
原子力・地域産
業共生構想

　本県を、原子力と地域産業が共生する全国的なモデル
ケースとして位置付け、アジアの研究開発、人材育成、産
業の創出・育成の拠点として整備する。

電源三法交付
金・補助金の地
域実情に応じた
活用

　電源三法交付金・補助金の申請窓口の一元
化を図る。また、市街地再開発事業をはじめ
とする国庫補助対象事業への充当制限を撤廃
するなどその使途の一層の弾力化を早急に実
現するとともに、地方における一般財源化を
推進する。

　電源三法交付金・補助金の申請窓口の一元化によ
り、補助に係る業務の簡素化等が図られ、行政の効
率化が進む。さらに使途自由化、県における一般財
源化により地域の実情に応じた経済活性化、地域雇
用創出施策の実施がなされる。

福
井
県

福井県
はつらつお母さ
ん支援構想

本県は共働き率、女性の就業比率が日本一であるため、放
課後児童クラブ、小児救急医療について地域の実情に合っ
た支援を行うことにより、女性が安心して働ける環境を整
備し、経済の活性化、地域雇用の創出を図る。

放課後児童クラ
ブ対象児童数の
緩和

・放課後児童健全育成事業費補助金の補助対
象基準の引下げ（例：１０人以上→５人以
上）

・放課後児童健全育成事業費補助金登録児童が５人
以上、年間200日以上、1日3時間以上開設している
放課後児童クラブも補助対象にする
これらの要件緩和により子育てをしながら働く女性
が安心して働ける環境を整備し、地域雇用の創造を
図る。

福
井
県

福井県
はつらつお母さ
ん支援構想

本県は共働き率、女性の就業比率が日本一であるため、放
課後児童クラブ、小児救急医療について地域の実情に合っ
た支援を行うことにより、女性が安心して働ける環境を整
備し、経済の活性化、地域雇用の創出を図る。

小児救急終夜実
施の緩和

・小児救急支援事業の補助要件の緩和(例：
18時～23時の実施または施設構内宿舎でのオ
ンコール待機等)

・地域の実情に応じて、例えば１８時～２３時の実
施など時間按分等の弾力的な補助運営を認める。
これらの要件緩和により子育てをしながら働く女性
が安心して働ける環境を整備し、地域雇用の創造を
図る。

福
井
県

福井県
廃校リユース
（再生）構想

　児童生徒数の減少や市町村合併に伴い、小中学校が廃校
となる場合に、その施設の転用対象を弾力化して有効活用
し、地域産業の活性化、雇用創出を促進する。

廃校施設の転用
容認および国庫
補助返還免除

　児童生徒数の減少、市町村合併等により学
校が廃校される場合において、当該校舎を地
場産品特売所など、地域産業の活性化、雇用
創出に資すると判断される施設に転用する場
合については、国庫補助金の返還を要さない
ものとする。

　廃校となる学校施設を、地場産品特売所、PR施
設、伝統工芸練習場など、地域産業の活性化、雇用
創出に資すると判断される施設に転用する。

福
井
県

福井県
「ウェルカム元
気な企業」構想

　当初の目的に供されないことが明らかとなっている土地
開発公社所有の土地について、産業活性化、雇用創出の観
点から利活用を促進する。

土地開発公社先
行取得用地の処
分用途制限緩和

　土地開発公社が先行取得した用地につい
て、商業・工業用地として新たな雇用創出が
生み出される場合には、処分用途制限を緩和
する。

・当該土地を活用し、一定の雇用創出を生み出す企
業立地等の計画がある場合に、民間等への譲渡、売
却を行う。

福
井
県

福井県
福井港港湾物流
推進構想

福井港を開港、無線検疫港とすることで、物流コストの低
減、他港利用企業の取込み等により、福井港の競争力強
化、企業誘致の促進等を図る。

福井港の開港、
無線検疫港の指
定

　これまでの福井港の外航船入港数（H110～
15年…43～46隻）や貿易額、純トン数等につ
いて、要件に準じた実績であることから、関
税法上の開港指定要件の弾力化、検疫法上の
無線検疫港指定要件の弾力化を図り、福井港
を開港、無線検疫港とする。

　福井港への外航船の直接入港により、物流経費と
時間が短縮し、他の開港等との競争力が強化され、
企業誘致促進が図られる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
井
県

福井県
創業バリアフ
リー日本一構想

本県が創設する「開業特別支援資金」において、自己資金
要件を撤廃したり、第三者保証人を不要とする制度を設け
ることとしているのに合わせ、さらに中小企業の新規創業
を容易にする環境を整備する。

中小企業の資金
調達要件の緩和

・国民生活金融公庫の新創業融資制度におけ
る自己資金要件を緩和する

提案している支援措置とともに、本県独自の「開業
特別支援資金」においても、自己資金要件を撤廃し
たり、第三者保証人を不要とする制度を設けること
とし、全国で最も中小企業の新規創業を容易にする
環境を整備する。

福
井
県

福井県
創業バリアフ
リー日本一構想

本県が創設する「開業特別支援資金」において、自己資金
要件を撤廃したり、第三者保証人を不要とする制度を設け
ることとしているのに合わせ、さらに中小企業の新規創業
を容易にする環境を整備する。

中小企業の資金
調達要件の緩和

・信用保証制度における第三者保証人徴求要
件を緩和する

提案している支援措置とともに、本県独自の「開業
特別支援資金」においても、自己資金要件を撤廃し
たり、第三者保証人を不要とする制度を設けること
とし、全国で最も中小企業の新規創業を容易にする
環境を整備する。

福
井
県

福井県
森林造成・保育
安定化構想

林業公社の農林漁業金融公庫からの借入金について、低利
な貸付金への借換えの円滑化を図り、債務軽減を促進す
る。

施業転換資金の
適用要件緩和

　農林漁業金融公庫の低利の借換資金である
「施業転換資金」の適用要件の緩和
・対象森林の林齢引下げ（ex.現在80年→70
年）
・借換え対象資金の拡大（造林資金（長伐特
認資金）

施業転換資金の要件緩和により、林業公社の支出が
削減され、森林の造成・保育の安定化が図られる。

福
井
県

福井県
有料道路早期無
料化推進構想

道路公社が整備・運営している有料道路について、債務償
還前でも無料化が図られる制度を創設する。

債務償還前の有
料道路無料化

有料道路の料金徴収期間の変更（無料化）に
係る国の許可要件（債務の一括償還）の緩和

早期に無料化が図られることにより、県民の利便性
向上、交流人口の増加等による地域の活性化が促進
する。

福
井
県

小浜市

歴史的な町並み
を活かした家屋
の再生と景観保
全

歴史的な町並みの保全を行うため、安全性・利便性を確保
しつつ景観保全を図るとともに、これを活用し地域活性化
を図る。

　準防火地区に
おける建築基準
法の緩和措置の
権限委譲と緩和
措置の追加。

①　伝統的建造物群保存地区保存条例による
伝統的建造物群保存地区の建築基準法の規制
緩和の権限委譲
②　景観条例による景観形成地区の建築基準
法の緩和措置の制定

①　伝統的建造物群保存地区制度の活用による建築
基準法の規制緩和、または、その権限を国土交通大
臣から県知事へ権限委譲
②　伝統的な景観をもつ町屋を景観条例により景観
形成地区として指定し伝統的な町並み景観を保全し
たいが、準防火地区として指定されているため、伝
統的な景観が維持されないことから、建築基準法第
85条の２のような景観形成地区内の制限の緩和措置
を新に制定していただきたい。
③　魅力あるまちづくりに資するため景観形成基準
に適合するような建築行為等を行う者に対し歴史的
景観形成助成金を交付する事業の創設

新
潟
県

浦川原村
ふるさと産業お
こし戦略

面積５０ｋ㎡、人口４千人の小さな村で、農業特区に参入
した建設業２社と地域の食品加工業４社、木工建築業１社
が共同して地域振興法人を立ち上げ、農を中心にすえた直
販施設「ふるさと産業会館」を建設し、地域農業、地域中
小企業の再生と雇用拡大を目指す。平野部と山間部の接点
に位置する地の利を生かし、建設が進む地域高規格道路イ
ンターチェンジ周辺に、人、物、情報発信の拠点作りを行
う。日本海側と首都圏を結ぶ最短ルートとなる高規格道路
「上越魚沼地域振興快速道路」沿線は農村の原風景が多く
残る東頸城地方を東西に走る幹線道路として整備が進み、
並走する国道２５３号と最も近接する浦川原村に積極的に
人、物、情報を呼び込むためのシンボル施設となる。

農村地域の再生
を総合的に支援
する「農村再生
交付金」制度の
創設

農村地域再生のプロジェクトは、特に総合的
な事業となることが多く、各事業を一元的に
実施できる「交付金制度」の創設をお願いし
たい。事例としては、国土交通省が都市再生
のために創設した「まちづくり交付金制度」
をイメージしている。

地域再生計画「ふるさと産業起こし戦略」に基づき
建設される「ふるさと産業会館」の建設と併設する
都市交流事業（市民農園の開設等）及びアクセス道
路を整備する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
梨
県

富士河口
湖町

2010年外国人観
光倍増計画

富士五湖地域は、自然環境と景観を生かした国際観光地と
して発展してきたが、近年、わが国経済の停滞に伴って国
内観光客数の伸び悩みは著しいものがある。　　　　　一
方、アジアの中の一部の国においては、経済の好況によっ
て外国旅行に対する規制が緩和され、相当数の観光客流入
が見込まれるところである。　　　　　　　　　　　そこ
で、国が掲げる２０１０年外国人観光客倍増計画に倣っ
て、当地域においても外国人観光客の倍増を図るため、観
光業者に対しては宿泊設備の整備や人的配置を促し、行政
においては案内所の設置や人材の育成、統一的でわかりや
すい観光案内看板の設置や違法看板の排除などの環境整備
を促進する。

「屋外広告物法
第３条以下の都
道府県の権限に
ついて、すべて
の自治体で直接
対応できるよう
にすること。」

屋外広告物法においては、屋外広告物の制限
や違反に対する措置、屋外広告業の届出につ
いて、これを都道府県の条例で定めるところ
に委任しているが、山梨県が都市部と農山村
地域そして国内有数の国際観光地を有してい
るため、県条例は禁止事項や禁止地域、許可
条件等の規定が非常に複雑で、設置者や広告
業者には理解しにくい部分があり、結果とし
て違法看板の氾濫にもつながっていると思わ
れるので、屋外広告物法の施行については、
個々の自治体若しくは共通性の多い特定の地
域（広域行政組合等）に委ねていただきた
い。

屋外広告物は、まちづくりの重要な機能の一つであ
ることを認識し、既設の広告物については国際観光
地としての環境に配慮しながら、外国人にわかりや
すいように色彩や形状、表示方法を統一化して、集
合的に設置しなおすほか、新規に設置するものにつ
いても、設置者や広告業者にこの趣旨を十分に理解
されるように指導していくこととする。また、違法
広告物については、罰則を含めた条例を制定して、
撤去や移設など厳正に対処していくものとする。

山
梨
県

山梨県

農地転用事業が頓挫し、利用されなくなった農地につい
て、認可を受けた地域再生計画に基づき、地方公共団体が
それらの農地の権利を取得する場合及び同計画に基づき地
方公共団体が取得した農地の権利を民間団体等に移転する
場合については、農地法第３条、第５条及び第８３条の２
の規制を緩和する。

農地転用事業が
頓挫した農地の
有功活用ための
農地法の規制の
緩和

農地転用許可後、事業が頓挫した農地につい
て、認可を受けた地域再生計画に基づき、地
方公共団体がその権利を取得する場合及び同
計画により地方公共団体が権利を取得した農
地を地域再生に資するため、民間団体等がそ
の権利を取得する場合は農地法第８３条の２
に基づく転用事業の許可条件の変更手続きを
不要とし、農地法第３条及び第５条の全ての
許可基準が整っているものとして許可が出来
るものとする。

ゴルフ場建設計画や大規模建売分譲住宅建設計画が
頓挫し、事業主体である企業が解散することとなっ
た農地について、当該支援措置により、地方公共団
体が農地の権利を取得し、都市農村交流施設等を建
設するとともに、森林組合が林地としてその権利を
取得したり、株式会社が地域雇用の促進のための施
設を建設するために当該地の権利を取得する等、民
間団体が地域再生のための土地利用を行う。

山
梨
県

山梨県
やまなしITﾌﾟﾗﾝ
（高速情報通信
基盤の整備）

e-Japan戦略の実施により、情報通信基盤の整備は急速に
進んだが、地方では都市周辺部や本来ITにより距離や時間
の壁を克服可能な条件不利地域等への整備が行き届いてい
ない。また、本県は山間部が多いことから難視聴型のCATV
が普及しており、普及率は全国一高いという実態がある。
地上ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に伴い、既存CATV施設の改修
や、県内のほどんどの地域で受信している関東広域放送の
受信点の変更に課題があり、新たな難視聴が発生する恐れ
がある。これら通信や放送のｲﾝﾌﾗ整備に関する課題を解決
し、整備を効率的に進めていくために、地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ基盤
施設整備事業で整備する地域公共ﾈｯﾄﾜｰｸ設備の民間開放の
柔軟化等現行補助事業の改善を必要とする。

地域公共ﾈｯﾄﾜｰｸ
民間開放の柔軟
化

地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ基盤施設整備事業によって民間
開放用光ﾌｧｲﾊﾞの整備を可能とする。
民間開放分の整備に当たっては、「情報通信
格差の是正」「地上放送ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化への対応」
という開放目的をはっきりさせることで、
・「第3ｾｸﾀｰに限る」等の開放先の制約を設
けない
・既に同事業を実施している場合には住民ｻｰ
ﾋﾞｽ用ｼｽﾃﾑを整備することを要件としない
（最も単純な場合では伝送路（光ﾌｧｲﾊﾞ等）
のみの整備を可能とする）
・補助金の下限を1千万円から百万円まで引
き下げる（事業費ﾍﾞｰｽで3百万）
といった自治体の負担の少ない、実状にあっ
た取り扱いとする。

・県による民間開放用光ﾌｧｲﾊﾞ等の整備
・市町村による民間開放用光ﾌｧｲﾊﾞ等の整備

山
梨
県

山梨市 事務事業再生
本市では、新しい地方自治の時代に柔軟かつ弾力的に対応
できる行政運営を進めるため、事務事業の見直しを進め
る。

封筒の料金区分
印の統一

官公庁が発送する封筒への「市内特別」「料
金後納」「料金別納」などの料金区分印の押
印を統一

官公庁が発送する封筒への「市内特別」「料金後
納」「料金別納」などの料金区分印の押印を、例え
ば「官公庁取扱」のように統一することにより、発
送事務の簡素化を図る。

山
梨
県

山梨市
福祉のまちづく
り再生構想

山梨市は、高齢者や障害者などの援助を必要とする人々に
対して、保健、医療、福祉などの連携による総合的な施策
の展開を図るとともに、介護保険制度のスムーズな運用と
市民の互助精神に基づく地域ぐるみの福祉活動の推進に努
め、だれもが住み慣れたまちで市民がともに支え合うまち
づくりを目指しています。そうしたなかで、市内の高齢者
や障害者が不公平感を感じることなく等しく生活ができよ
うな環境づくりをする。

養護老人ホーム
被措置者の費用
徴収基準の見直
し

養護老人ホーム被扶養者のうち年金受給者な
どの高額所得者に対する対象収入による費用
徴収基準額の見直し

費用徴収基準の対象収入６００千円以上の養護老人
ホーム被措置者に対する費用徴収額の段階的な増額
をすることにより、国・市の負担額が減少する。

山
梨
県

山梨市
福祉のまちづく
り再生構想

山梨市は、高齢者や障害者などの援助を必要とする人々に
対して、保健、医療、福祉などの連携による総合的な施策
の展開を図るとともに、介護保険制度のスムーズな運用と
市民の互助精神に基づく地域ぐるみの福祉活動の推進に努
め、だれもが住み慣れたまちで市民がともに支え合うまち
づくりを目指しています。そうしたなかで、市内の高齢者
や障害者が不公平感を感じることなく等しく生活ができよ
うな環境づくりをする。

介護保険料特別
徴収額平準化対
策

　第１号被保険者保険料のうち特別徴収保険
料仮徴収第２期、第３期分の保険料を基準額
にかかわらず市町村が任意に設定することが
できるようにする。

　第１号被保険者介護保険料のうち特別徴収保険料
仮徴収第２期、第３期分の保険料を介護保険法第１
４０条第２項、介護保険法施行規則第１５８条第１
項及び第２項の規定にかかわらず市町村が任意に設
定することができるようにすることにより、被保険
者の保険料納入の利便が向上する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
梨
県

山梨市
生活排水クリー
ン率向上構想

果樹栽培を中心とした農業が主流の本市では市内に広がる
ぶどう、桃などの樹園地に家屋が点在しているが、下水道
整備と平行して浄化槽の設置を進めている。そのため、下
水道普及率の向上を図るための補助対象要件の緩和の支援
措置及び下水道が数年間で整備されない地域への浄化槽設
置が容易になる支援措置により、中小河川の水質浄化が図
られ、生活排水クリーン率が向上する。

補助対象範囲の
改正

補助対象範囲の一般市（丙）の人口５万人未
満を１０万人未満に改正し、平成１５．５．
２国都下事発第１５号「公共下水道に係る主
要な管渠の範囲について」の改正された別表
を適用する。

下水道事業の補助対象範囲の一般市（丙）の人口５
万人未満を１０万人未満に改正することにより、下
水道整備が一層進めることができ、生活排水クリー
ン率の向上が図られる。

山
梨
県

山梨市
生活排水クリー
ン率向上構想

果樹栽培を中心とした農業が主流の本市では市内に広がる
ぶどう、桃などの樹園地に家屋が点在しているが、下水道
整備と平行して浄化槽の設置を進めている。そのため、下
水道普及率の向上を図るための補助対象要件の緩和の支援
措置及び下水道が数年間で整備されない地域への浄化槽設
置が容易になる支援措置により、中小河川の水質浄化が図
られ、生活排水クリーン率が向上する。

汚水処理施設連
携整備事業の対
象要件の緩和

汚水処理施設連携整備事業の対象市町村要件
の１～６項目全てではなく、５．６の要件を
満たせば対象とする。

汚水処理施設連携整備事業の対象市町村要件を緩和
することにより、効率的な整備を行い生活排水ク
リーン率の向上を図る。

山
梨
県

山梨市
生活排水クリー
ン率向上構想

果樹栽培を中心とした農業が主流の本市では市内に広がる
ぶどう、桃などの樹園地に家屋が点在しているが、下水道
整備と平行して浄化槽の設置を進めている。そのため、下
水道普及率の向上を図るための補助対象要件の緩和の支援
措置及び下水道が数年間で整備されない地域への浄化槽設
置が容易になる支援措置により、中小河川の水質浄化が図
られ、生活排水クリーン率が向上する。

合併処理浄化槽
設置整備事業の
補助率を１／２
への改正

合併処理浄化槽設置整備事業の補助率を１／
３を下水道事業と同様の１／２に引き上げ
る。

合併浄化槽の整備を促進することにより、生活排水
クリーン率の向上を図る。

山
梨
県

山梨市
生活排水クリー
ン率向上構想

果樹栽培を中心とした農業が主流の本市では市内に広がる
ぶどう、桃などの樹園地に家屋が点在しているが、下水道
整備と平行して浄化槽の設置を進めている。そのため、下
水道普及率の向上を図るための補助対象要件の緩和の支援
措置及び下水道が数年間で整備されない地域への浄化槽設
置が容易になる支援措置により、中小河川の水質浄化が図
られ、生活排水クリーン率が向上する。

浄化槽設置補助
対象地域の拡大

浄化槽設置補助対象地域である下水道許認可
区域外の地域を下水道供用区域以外の区域と
する

補助対象地域を下水道供用区域以外とすることによ
り、浄化槽設置が一層促進され、中小河川の水質浄
化につながる

山
梨
県

山梨市
山梨市フィール
ドミュージアム
構想

山梨市の独特な自然条件が育んだひと、歴史、暮らしなど
の風土をテーマとした時間と空間の博物館構想。山梨市な
らではの魅力と未来へ向けた可能性を市民一人ひとりが再
発見し、地域全体で共有・継承しながら、ともに明日の山
梨市だからこそできる魅力的なまちづくりのムーブメント
を醸成するとともに、ひろく全国へ発信していく。

田園整備事業の
対象とする地域
の要件緩和

田園整備事業の対象とする地域「広域的な区
域」を「単独の市町村」に要件緩和をする

山梨市フィールドミュージアム構想を実現するた
め、田園整備事業の補助事業により、事業推進を図
る。

山
梨
県

山梨市
地域公共ネット
ワークの整備推
進構想

多様な情報を収集、活用、提供できる情報システムの整備
が求められ、人材の確保、育成を図りながら新たなメディ
アの導入を進めるため、全国ブロードバンド構想において
整備を計画している地域公共ネットワークの構築を図る。

「地域イントラ
ネット基盤施設
整備事業」の補
助対象拡大

地域イントラネット基盤施設整備事業によ
り、インフラ整備とシステム開発を併せて行
い、市内公共施設を結ぶ施設地域情報通信振
興施策を推進し、整備を強化する。

現在、「情報通信システム整備促進事業」により事
業実施しているシステム開発を、地域公共ネット
ワーク構築のために利用される「地域イントラネッ
ト基盤施設整備事業等」においてインフラ整備と併
せ、総合的に事業展開することにより、相互に関連
した地域公共ネットワークが構築される。
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都道
府県
名
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名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
梨
県

山梨市
市営住宅再生構
想

高齢化社会の到来や若者の定住化に対応し、市民ニーズに
合った良質な市営住宅を供給するよう努めているが、民間
住宅建設の活性化に伴い入居希望者が減少しているため、
老朽化した市営住宅の空家対策や建替えを含めた市営住宅
再生を進める。

公営住宅におけ
る耐用年数の短
縮

老朽化が著しく、入居者が見込めない住宅に
おいて取り壊し等に向けての耐用年数短縮

「事業主体は、公営住宅若しくは共同施設が災害そ
の他の特別の事由によりこれを引き続いて管理する
ことが不適当であると認める場合において国土交通
大臣の承認を得たとき、公営住宅若しくは共同施設
がその耐用年限を勘案して国土交通大臣の定める期
間を経過した場合」を「事業主体は、公営住宅若し
くは共同施設が災害その他事業主体の特別の事由に
よりこれを引き続いて管理することが不適当である
と認める場合、公営住宅若しくは共同施設がその耐
用年限を経過した場合」とし、また、耐用年数を２
分の１に短縮することにより、老朽化の著しい住宅
について用途廃止(取り壊し)を実施する。これによ
り、老朽化した公営住宅の用途廃止（取り壊し）が
でき、他の公共施設の整備ができる。

山
梨
県

山梨市
市営住宅再生構
想

高齢化社会の到来や若者の定住化に対応し、市民ニーズに
合った良質な市営住宅を供給するよう努めているが、民間
住宅建設の活性化に伴い入居希望者が減少しているため、
老朽化した市営住宅の空家対策や建替えを含めた市営住宅
再生を進める。

公営住宅におけ
る入居条件の緩
和

建設年数が古く、入居希望者が少ない、空家
がある公営住宅の空家を解消するための入居
条件の緩和

公営住宅法による目的は、国及び地方公共団体が協
力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を
整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に低廉な
家賃で賃貸し、又は転貸することにより、国民生活
の安定と社会福祉の増進に寄与することである。ま
た、公営住宅の入居者は、現に同居し、又は同居し
ようとする親族があることと規定されています。
（法第23条）ただし、単身で入居できる者として50
歳以上の者等が規定されています。（令6条）
50歳未満の者でも現に住宅に困窮している者もいる
ことから入居条件を緩和することで入居が可能とな
る。これにより空家の解消も図られる。
また、地域産業振興策の一環による農業従事者世帯
等（単身も含む）の短期滞在型の住居として、建築
年数が古く入居希望者が少なく空家となっている公
営住宅を活用することで、空家の解消を図る。
なお、これに伴う所得要件については、20万円（月
額）を超える場合については、最高額家賃を徴収す
る。

山
梨
県

山梨市
生活道路再生構
想

従来の車優先の道路整備でなく、高齢者や障害者を含めた
歩行者にやさしい道路改良や交通安全施設などの整備を推
進し、生活道路の再生を図り、新しいまちづくりを推進す
る。

国庫補助事業
(道路）の採択
基準の緩和

国庫補助事業(道路）の採択基準を生活関連
道路にも対応できる採択基準の緩和。

臨時道路整備事業の「事業費は年間100,000
千円、道路規格３種４級（幅員８ｍ）、交通
量500～1,500台、DID地区外」を「事業費年
間10,000千円、道路規格３種５級（５ｍ）、
交通量500台以上、DID地区も該当」に規制緩
和

老朽化した道路に対する補修補助事業に対す
る採択基準の緩和。

舗装補修事業の「事業費60,000千円、車道幅
員5.5ｍ以上、交通量3,000台以上」を「事業
費10,000千円、車道幅員5.0ｍ以下、交通量
1,000台以上

道路改良や舗装補修しようとする５m幅員の道路を
補助対象とすることにより、高齢者や障害者にやさ
しい安全な道路づくりが推進できる。生活密着型道
路への事業の推進により、まちの活性化を図る。

山
梨
県

山梨市
山梨市駅周辺市
街地再生構想

本市の表玄関である山梨市駅北側５．８haを土地区画整理
事業として国土交通省のまちづくり総合支援事業（Ｈ１３
～１７：区画整理、街路、景観形成、駐輪駐車場、地域交
流ＣＴ構想）を取り入れ、市街地環境の改善と秩序ある市
街地形成、さらに、商業地の活性化を図っています。

まちづくり総合
支援事業の運用
改善

国土交通省のまちづくり総合支援事業要綱等
においての事業期間の延長や事業運用の改善

まちづくり総合支援事業において、同意事業期間内
の残事業や期間内に発生した新たな事項に対しての
改善。具体的事例として①同意期間内では地域交流
センターの構想・設計までとなり、地域の要望が高
まった施設建設の実施については、期間外となり現
在の運用では早期の着工が出来ないので、期間延伸
（２年）か優先的な事業同意ができる。②まちづく
り総合支援事業地区の近接で関連性の非常に高い地
域（駅南地区）の駅前開発構想づくりにも流用でき
る。
このことにより、まちづくり総合支援事業が計画ど
おり推進される。

山
梨
県

山梨市
働く女性の支援
再生構想

男女雇用機会均等法の制定以候、女性の就業者数は年々増
加する傾向にあります。女性のための職業相談や情報提供
の拡充に努めるとともに、職場において、女性が働きやす
い労働条件や環境が整備されるよう、積極的な普及、啓発
活動が求められています。さらに、家庭における女性の負
担を軽減するための福祉対策の充実や政策決定の場への参
画などを推進する。そのため、女性団体の育成、学習会の
開催などを通じて、意識の高揚に務めたり、保育や家庭介
護などにかかる女性の負担を軽減するための福祉施策など
の充実に努める。

女性団体等によ
る販売の許可

働く婦人の家において、勤労女性や勤労家庭
の福利増進を目的とする団体等が、女性等の
福利に必要なサービスの提供や物品に対する
金品の受け渡しが建物内で可能となること。

生活研究グループが特産品の果樹を材料としたびん
詰、ジャム等や消費生活研究会の廃油を利用した石
鹸やぼかしの販売、女性労働協会開催の保育サービ
ス講習会の修了者が行う病気などの急な短期保育
サービスや現在策定中の次世代育成支援行動計画に
関連するファミリーサポートセンターでの保育の提
供による保育料の徴収など女性等の福利が増進する
団体での、その団体の育成支援目的を達成するため
に必要な物品の販売やサービスの提供に対する対価
の授受が可能になることにより、女性団体の経理的
な補助ができる。
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名
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地域再生構想の
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提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
梨
県

山梨市
河川占用区域内
の都市公園有効
活用構想

山梨市では、一級河川「笛吹川」の霞堤部分を国土交通省
から占用し、昭和５２年２月８日都市計画決定を受けて、
都市総合公園「万力公園」として整備を進め現在にいたっ
ている。
河川区域内での民間事業者による営業許可並び、公園運営
上の入園料徴収等の規制緩和をもとめる。

河川法による営
業等の規制緩和

河川占用区域内の都市公園での民間事業者等
への営業許可及び公園運営上の入場料徴収等
の規制緩和

①公園内の動物園あるいは、公園での入場料徴収
②公園内人造湖の民間事業者による釣堀・遊戯ボー
トレンタル営業ができるようにする。
このことにより、民間事業者の参入が可能となる。

山
梨
県

山梨市
合併市町村まち
づくり再生構想

東山梨６市町村（山梨市、塩山市、牧丘町、三富村、勝沼
町、大和村）が合併するにあたっては、少子高齢化、厳し
い財政状況、地方分権などの問題は数多く、多岐にわたっ
ています。そうしたなかで、市町村合併により、行財政基
盤の強化や効率化を図ることのみならず、住民が主体的に
自冶に参画する体制を整備していく。

市町村区域内の
町又は字の区域
についての取扱
の緩和

指定市以外の市において、市町村合併をする
場合、旧市名を字の名称として存続するた
め、○○区と使用することができる。

指定市以外の市において、市町村合併をする場合、
旧市名を字の名称として○○区とする。
このことにより、旧市名が後世まで残り、住民意識
を尊重することができる。

新
潟
県

浦川原村
ふるさと産業お
こし戦略

面積５０ｋ㎡、人口４千人の小さな村で、農業特区に参入
した建設業２社と地域の食品加工業４社、木工建築業１社
が共同して地域振興法人を立ち上げ、農を中心にすえた直
販施設「ふるさと産業会館」を建設し、地域農業、地域中
小企業の再生と雇用拡大を目指す。平野部と山間部の接点
に位置する地の利を生かし、建設が進む地域高規格道路イ
ンターチェンジ周辺に、人、物、情報発信の拠点作りを行
う。日本海側と首都圏を結ぶ最短ルートとなる高規格道路
「上越魚沼地域振興快速道路」沿線は農村の原風景が多く
残る東頸城地方を東西に走る幹線道路として整備が進み、
並走する国道２５３号と最も近接する浦川原村に積極的に
人、物、情報を呼び込むためのシンボル施設となる。

地域再生計画に
限定した過疎債
の「特別枠」創
設

過疎地域自立促進特別措置法第１２条に基づ
く過疎債は、過疎地域が自立促進のための優
良債であるが、年度ごとの起債枠は限られて
いる。そこで、地域再生計画に基づく事業に
ついては、過疎地域自立促進のための戦略的
かつ重点的なプロジェクトの取扱について
（平成１２年６月２２日自治省財政局指導課
長通知）の対象プロジェクトとして取り扱わ
れたい。

地域再生計画「ふるさと産業起こし戦略」に基づき
建設される「ふるさと産業会館」の建設費に過疎債
を充当する。

山
梨
県

山梨大学
環境と産業の共
生による地域再
生

・枯渇性の化石燃料を土台とした現代社会の非持続的な構
造を転換し、持続可能な社会を実現すると同時に雇用の創
出を生み出して地域再生を実現するための森林バイオマス
を基調に据えたプロジェクト。
・持続可能なエネルギーおよびマテリアル資源としての森
林を中心としたバイオマスのガス化および燃料電池の燃料
など先端技術との融合による高効率活用。
・地方公共団体が所有する森林基本台帳の情報を有効活用
して、広くて薄く分布するバイオマス資源を回収する方法
を確立する。これまでほとんど手が入らなかった県有林な
どの間伐や切捨て間伐の材を、持続可能な産業の財として
活用する方法を確立する。
・これらの取り組みを地球のミニモデルといえる山梨県
で、産官学民の協働で実現する。

県有林などの切
捨て間伐として
廃棄された材の
自由な使用の許
可

県有林の切捨て間伐材については、切り捨て
られたものであるが現在の法律に従うと自由
に使用できるわけではない。電力会社の伐採
樹木も廃棄物として処理条件があり、木質系
の建築廃材についても扱える業者が限定され
ている。これらの個別の規制を本プロジェク
トの総合的なバイオマス資源活用産業化にお
いては撤廃し、各種施策を本プロジェクトが
稼動可能な形で集中すること、ならびに予算
の集中により、プロジェクト実行の条件を確
立することが必要である。

切り捨て間伐として山地に廃棄されたバイオマス資
源をはじめ、漂流木、電力会社の送電線を保護する
ために伐採された樹木、製材所のおが屑、端材な
ど、さらに建築廃材として生み出される木材など、
従来は廃棄物として処置されたバイオマス資源を、
先端技術と融合して活用する方策を確立し、エネル
ギー資源もしくはマテリアル資源として有効活用す
ることによる新産業の創出を実現し、雇用創出と地
域再生を実現する。

山
梨
県

特定非営
利活動法
人　やま
なし県民
政策ネッ
トワーク

環境と産業の共
生による地域再
生

・枯渇性の化石燃料を土台とした現代社会の非持続的な構
造を転換し、持続可能な社会を実現すると同時に雇用の創
出を生み出して地域再生を実現するための森林バイオマス
を基調に据えたプロジェクト。
・持続可能なエネルギーおよびマテリアル資源としての森
林を中心としたバイオマスのガス化および燃料電池の燃料
など先端技術との融合による高効率活用。
・地方公共団体が所有する森林基本台帳の情報を有効活用
して、広くて薄く分布するバイオマス資源を回収する方法
を確立する。これまでほとんど手が入らなかった県有林な
どの間伐や切捨て間伐の材を、持続可能な産業の財として
活用する方法を確立する。
・これらの取り組みを地球のミニモデルといえる山梨県
で、産官学民の協働で実現する。

１．遊休資源流
動化２．バイオ
マスの利用機会
拡大
３．都市農山村
交流促進
４．事業・予算
の集中
５．産業育成資
金支援制度

１．地域の放置森林、遊休耕地をバイオマス
産業に有効活用するための遊休資源流動化促
進制度を創設する。　　　　　　　２．公有
林の民間管理委託　　　　　　３．塩漬け農
地の規制緩和　　　　　　　　４．地方公共
団体の農地取得の要件緩和　　５．発電事業
を行うのにあたっての電気事業法の緩和
６．木造建築物の規制緩和　　　　　　７．
都市農山村交流事業の拠点として、遊休公共
施設の目的外使用の認可、あるいは民間の空
き屋を流動化させ、これに活用できる制度を
創設する。　　　　　　　　８．市民農園開
設者の民間への拡大　　９．都市農山交流事
業をおこなう際の旅行業法上の規制緩和・撤
廃　　　　　　　　　１０．森林整備補助金
の収集輸送費用への拡大使用緩和措置
１１．緑の雇用、緊急雇用対策事業のバイオ
マス事業への集中　　　　　　　　　　１
２．RPS法の電力最低買い取り要件の緩和
１３．産官学民混合バイオマス産業育成機関
の設置　　　　　　　　　　　　　　　１
４．バイオマス産業育成金融機関の設置要件
緩和

１．高齢化や不在地主等の原因で放置されている民有林や遊休耕
地をバイオマス産業に有効活用するための資源流動化促進制度を
創設する。（添付資料参照）これにより、放置森林や遊休耕地の
流動化が促進され、バイオマス資源として有効に活用される。
２．公有林の管理をＮＰＯ、株式会社等民間に委託し、そこで得
られる木質バイオマス資源をバイオマス事業に活用することに
よって、公有林の整備管理が促進される。　　３．不動産開発等
で取得した農地が塩漬け化しているケースが見られるが、バイオ
マス利用や都市農山村交流等地域活性化目的に使用する際には、
その転用申請の際の規制を緩和する。これによって、塩漬け農地
の流動化を促進させる。　　４．塩漬け農地や長期放置農地等、
荒廃が極端に進んでしまった農地等に関して、農地の存在する市
町村の農地取得の緩和。これによって農地の流動化を促進させ
る。　　５．発電事業の実施における届け出や能力規制等の規制
緩和。これにより地域資源に適した規模における発電事業が実施
される。　　６．地域木材の利用を促進させるための木造建築物
の規制緩和　　７．都市農山村交流活動を促進するため、交流の
拠点を確保する。そのために、地域で遊休化している公共施設を
目的外に使用できるよう規制を緩和する。またこの時、この施設
が償却期間中でも、補助金を返還しなくてもこれが実施できるよ
うにする。また、民間の空き屋もこれに活用できるよう、空き屋
バンク制度を地方公共団体に設置し、その流動化を促進させる。
これにより交流の拠点が、新たに大きな予算をかけずに設置がで
き、結果的に交流が促進される。　　８．ＮＰＯや民間会社が市
民農園主体として経営できるように規制緩和する。これにより遊
休耕地が有効活用される。　　９．都市農山村交流事業を行う際
の旅行業法の規制緩和。具体的には、農家の宿泊認可、有償での
人の輸送認可。これにより都市農山村交流事業が活発化する。
１０．間伐等の森林整備補助金を間伐作業以外の材の収集輸送に
柔軟に活用できるように補助金の利便性を向上する。　　１１．
現在実施されている緊急雇用対策事業「緑の雇用」制度における
労働をバイオマス産業分野へ一部集中させることによって、バイ
オマス資源の調達におけるコストを低減される。　　１２．ＲＰ
Ｓ法における最低電力買い取り電力の低減措置をとることによ
り、バイオマス小規模発電産業の成長が促進される。　１３．地
域でバイオマス産業クラスターを育成する機関として、産官学民
混合の専門機関を設置することによって、この産業の成長育成効果
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山
梨
県

特定非営
利活動法
人　えが
おつなげ
て

環境と産業の共
生による地域再
生

山梨県須玉町の構造改革特区地域「増富地域交流振興特
区」を中心とした未活用バイオマス資源を、電力、熱、燃
料電池等のエネルギー資源、また素材産業等の資源として
も活用することによって、またこの産業連携において都市
農山村交流産業の視点も絡めながら、地域に環境と産業の
共生するバイオマス産業クラスターを育成する。なお、こ
の特区地域における耕作放棄農地は、全体の農地の６３％
にもなり荒廃している。特区地域のある須玉町の山林率
は、町面積の８５％にあたるが、これについても管理がさ
れず、荒廃している。これらバイオマス資源となりうる地
域資源を、遊休資源流動化促進制度を創設し、バイオマス
資源の流動化促進をはかりつつ、この資源を電気、熱等の
エネルギーなどに活用して、これを地域産業として育成
し、地域の雇用と環境に貢献する。

１．遊休資源流
動化２．バイオ
マスの利用機会
拡大
３．都市農山村
交流促進
４．事業・予算
の集中
５．産業育成資
金支援制度

１．地域の放置森林、遊休耕地をバイオマス
産業に有効活用するための遊休資源流動化促
進制度を創設する。　　　　　　　２．公有
林の民間管理委託　　　　　　３．塩漬け農
地の規制緩和　　　　　　　　４．地方公共
団体の農地取得の要件緩和　　５．発電事業
を行うのにあたっての電気事業法の緩和
６．木造建築物の規制緩和　　　　　　７．
都市農山村交流事業の拠点として、遊休公共
施設の目的外使用の認可、あるいは民間の空
き屋を流動化させ、これに活用できる制度を
創設する。　　　　　　　　８．市民農園開
設者の民間への拡大　　９．都市農山交流事
業をおこなう際の旅行業法上の規制緩和・撤
廃　　　　　　　　　１０．森林整備補助金
の収集輸送費用への拡大使用緩和措置
１１．緑の雇用、緊急雇用対策事業のバイオ
マス事業への集中　　　　　　　　　　１
２．RPS法の電力最低買い取り要件の緩和
１３．産官学民混合バイオマス産業育成機関
の設置　　　　　　　　　　　　　　　１
４．バイオマス産業育成金融機関の設置要件
緩和

１．高齢化や不在地主等の原因で放置されている民有林や遊休耕
地をバイオマス産業に有効活用するための資源流動化促進制度を
創設する。（添付資料参照）これにより、放置森林や遊休耕地の
流動化が促進され、バイオマス資源として有効に活用される。
２．公有林の管理をＮＰＯ、株式会社等民間に委託し、そこで得
られる木質バイオマス資源をバイオマス事業に活用することに
よって、公有林の整備管理が促進される。　　３．不動産開発等
で取得した農地が塩漬け化しているケースが見られるが、バイオ
マス利用や都市農山村交流等地域活性化目的に使用する際には、
その転用申請の際の規制を緩和する。これによって、塩漬け農地
の流動化を促進させる。　　４．塩漬け農地や長期放置農地等、
荒廃が極端に進んでしまった農地等に関して、農地の存在する市
町村の農地取得の緩和。これによって農地の流動化を促進させ
る。　　５．発電事業の実施における届け出や能力規制等の規制
緩和。これにより地域資源に適した規模における発電事業が実施
される。　　６．地域木材の利用を促進させるための木造建築物
の規制緩和　　７．都市農山村交流活動を促進するため、交流の
拠点を確保する。そのために、地域で遊休化している公共施設を
目的外に使用できるよう規制を緩和する。またこの時、この施設
が償却期間中でも、補助金を返還しなくてもこれが実施できるよ
うにする。また、民間の空き屋もこれに活用できるよう、空き屋
バンク制度を地方公共団体に設置し、その流動化を促進させる。
これにより交流の拠点が、新たに大きな予算をかけずに設置がで
き、結果的に交流が促進される。　　８．ＮＰＯや民間会社が市
民農園主体として経営できるように規制緩和する。これにより遊
休耕地が有効活用される。　　９．都市農山村交流事業を行う際
の旅行業法の規制緩和。具体的には、農家の宿泊認可、有償での
人の輸送認可。これにより都市農山村交流事業が活発化する。
１０．間伐等の森林整備補助金を間伐作業以外の材の収集輸送に
柔軟に活用できるように補助金の利便性を向上する。　　１１．
現在実施されている緊急雇用対策事業「緑の雇用」制度における
労働をバイオマス産業分野へ一部集中させることによって、バイ
オマス資源の調達におけるコストを低減される。　　１２．ＲＰ
Ｓ法における最低電力買い取り電力の低減措置をとることによ
り、バイオマス小規模発電産業の成長が促進される。　１３．地
域でバイオマス産業クラスターを育成する機関として、産官学民
混合の専門機関を設置することによって、この産業の成長育成効果

山
梨
県

日興ビル
ディング
株式会社

大月エコの郷プ
ロジェクト：農
地

企業が所有権をもつ遊休農地５ヘクタール、未整備山林・
原野等５.４ヘクタールの遊休資源をコアに、周辺の同様
の土地及び資源(観光資源、公有林、遊休公共施設)も含め
有効活用することで人、物、金、情報等の流れを起こし、
地域の文化的遺産の伝承、紹介を行い、雇用対策、産業の
創設、都市農山村交流による地域振興を行う。

地方公共団体の
農地取得の要件
緩和

地方公共団体の農地取得の要件緩和：農地法
第3条第2項

1.市民農園事業：遊休農地の有効利用2.生産物流通
事業：地域振興・産業創生3.人材派遣事業：雇用促
進4.グリーンツーリズム：都市農山村交流・観光の
振興

山
梨
県

日興ビル
ディング
株式会社

大月エコの郷プ
ロジェクト:農
地

企業が所有権をもつ遊休農地５ヘクタール、未整備山林・
原野等５.４ヘクタールの遊休資源をコアに、周辺の同様
の土地及び資源(観光資源、公有林、遊休公共施設)も含め
有効活用することで人、物、金、情報等の流れを起こし、
地域の文化的遺産の伝承、紹介を行い、雇用対策、産業の
創設、都市農山村交流による地域振興を行う。

法人の農業経営
絵への参入

遊休農地の管理を農業経営者、それと同等の
者以外の者に委託出来る要件緩和：農地法第
3条第2項

1.市民農園事業：遊休農地の有効利用2.生産物流通
事業：地域振興・産業創生3.人材派遣事業：雇用促
進4.グリーンツーリズム：都市農山村交流・観光の
振興

山
梨
県

日興ビル
ディング
株式会社

大月エコの郷プ
ロジェクト：農
地

企業が所有権をもつ遊休農地５ヘクタール、未整備山林・
原野等５.４ヘクタールの遊休資源をコアに、周辺の同様
の土地及び資源(観光資源、公有林、遊休公共施設)も含め
有効活用することで人、物、金、情報等の流れを起こし、
地域の文化的遺産の伝承、紹介を行い、雇用対策、産業の
創設、都市農山村交流による地域振興を行う。

塩漬け農地の規
制緩和（農地法
第５条の許可を
得た後に当該農
地転用事業が遂
行できなくなっ
た場合の農地法
の規制）

企業の塩漬けした宅地開発用農地法第5条許
可農地であっても、農地として活用する場合
は原状回復することなく、公共機関もしく
は、監督官庁が認可した団体に譲渡出来る緩
和：農地法第83条の二

1.市民農園事業：遊休農地の有効利用2.生産物流通
事業：地域振興・産業創生3.人材派遣事業：雇用促
進4.グリーンツーリズム：都市農山村交流・観光の
振興

山
梨
県

日興ビル
ディング
株式会社

大月エコの郷プ
ロジェクト：森
林

企業が所有権をもつ遊休農地５ヘクタール、未整備山林・
原野等５.４ヘクタールの遊休資源をコアに、周辺の同様
の土地及び資源(観光資源、公有林、遊休公共施設)も含め
有効活用することで人、物、金、情報等の流れを起こし、
地域の文化的遺産の伝承、紹介を行い、雇用対策、産業の
創設、都市農山村交流による地域振興を行う。

公有林の管理の
民間委託

公有林の森林管理を民間に委託出来る制度
（NPO・株式会社等）：地方自治法第149条

1.陶芸事業(教育実習、体験教室、貸し登り窯)2.除
間伐材の有効利用2.産業創生、3.特産品の創生4.雇
用創生
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
梨
県

日興ビル
ディング
株式会社

大月エコの郷プ
ロジェクト：森
林

企業が所有権をもつ遊休農地５ヘクタール、未整備山林・
原野等５.４ヘクタールの遊休資源をコアに、周辺の同様
の土地及び資源(観光資源、公有林、遊休公共施設)も含め
有効活用することで人、物、金、情報等の流れを起こし、
地域の文化的遺産の伝承、紹介を行い、雇用対策、産業の
創設、都市農山村交流による地域振興を行う。

公有林の除間伐
材等未利用材の
無償化

公有林財産の無償化・・除間伐材等未利用材
除間伐促促進補助金等の目的外使用の認可、
間伐後の収集輸送費用への使用認可

1.陶芸事業(教育実習、体験教室、貸し登り窯)2.除
間伐材の有効利用2.産業創生、3.特産品の創生4.雇
用創生

山
梨
県

奥野田葡
萄酒醸造
株式会社

Vins de Peys
特区(地ワイン
特区)

「もろみ甲州種ワイン」を販売したいのです。チルド輸送
システムを利用すれば、甲州種ワインを生きた酵母の旨味
と共に、健康的に全国の消費者に向け、ご提供することが
可能になります。国産ワインにしか出来ないフレッシュデ
リバリーなワインは、国産ワインの需要拡大と共に、山梨
県を代表する特産物でありながら、存続の危機に瀕してい
る甲州種ぶどうに、大きな活力と新たな可能性をもたらし
ます。 国産ワインにも、清酒やビールと同様、チルド状
態で輸送と販売が可能になっている「売り場を十分に活か
した商品開発」をさせていただきたいのです。そのため
に、国内収穫果実から製造する果実酒類に限り、酒税法の
運用解釈を柔らかくしていただきたいのです。

国内収穫果実に
「もろみワイ
ン」の販売を認
めて下さい。

酒税法には記載されていない「果実酒類」の
運用解釈にある「葡萄は発酵しやすいから」
という考え方を「国内収穫果実から製造する
果実酒類に限り、チルド状態であれば主発酵
は終了している」との解釈に変更していただ
きたいのです。もちろん万が一、販売後にお
いて再醗酵した場合には「果実酒類」として
規定されたアルコール分以内に留まるよう、
製造者が留意、かつ確約することは必須で
す。

「もろみ甲州種ワイン」を販売したいのです。その
ために、国内収穫果実から製造するワインに限り、
酒税法の運用解釈を柔らかくしていただきたいので
す。チルド輸送システムを利用すれば、甲州種ワイ
ンを酵母の旨味と共に、健康的に全国の客さまにご
提供できます。国内のワイナリーは、チルド状態で
の輸送と販売が可能になることで「売り場を十分に
活かした商品開発」が可能になります。山梨県にお
いては、県を代表する特産物と言っても過言ではな
い甲州種ぶどうの需要拡大につながり、その宣伝効
果は、価格の下落を食い止める（山梨県以外のワイ
ン産地においても、果実の需要拡大が可能）ことが
できます。国産ワインにしか出来ないフレッシュデ
リバリーなワインは、輸入ワインには真似の出来な
い、新たな商品開発の機会を創造します。

長
野
県

山ノ内町
遊休農地活用に
よる地域農業活
性化構想

構造改革特区の緩和項目で、農地取得の面積要件の緩和に
ついて、下限面積が10アールまで緩和されることになって
いるが、売り手（貸し手）である所有者と買い手（借り
手）である特定譲受者以外の者との双方における合意が得
られ、所有権若しくは使用収益権を移転する条件が整う状
況となったとき、農業者年金受給者であっても、支給を停
止せず受給者本人に返還の後、特定譲受者以外の者への移
転を認めるものとする。

農業者年金受給
者資格の弾力化

農地の売り手（貸し手）である所有者と買い
手（借り手）となる特定譲受者以外の者双方
の合意が得られ、所有権若しくは使用収益権
を移転する条件が整う状況となったとき、所
有者が農業者年金受給者であっても、支給を
停止せず受給者本人に返還の後、特定譲受者
以外の者への移転を認めるものとする。

構造改革特区の申請により、農地取得の面積要件に
ついて、下限面積を現行の40アールから10アールに
緩和することを前提とし、農地の売り手（貸し手）
である所有者と買い手（借り手）となる特定譲受者
以外の者双方の合意が得られ、所有権若しくは使用
収益権を移転する条件が整う状況となったとき、所
有者が農業者年金受給者であっても、支給を停止せ
ず受給者本人に返還の後、特定譲受者以外の者への
移転を認めるものとする。このことにより、農地の
有効活用及び非農家における農地取得機会の拡充を
図り、地域農業の再生をすすめる。

長
野
県

木曽福島
町

自然豊かな信州
木曽のスキー場
産業の再生

・行政財産であるスキー場を民間への貸与・譲与等を行い
民間の経営手法を活用し、スキー場の再生を図る。

行政財産の売払
い・貸付・譲与
の実施

木曽福島町で直営で運営しているきそふくし
まスキー場は起債償還が残っている現行で
は、普通財産として民間への貸付等は不可能
である。したがって運営委託のみ可能である
が、運営委託では民間の資金力や経営手法を
十分生かしきれないことから、民間へ貸付等
を行いスキー場経営の立て直しを図る。

スキー場経営の民間解放による木曽福島町における
スキー産業の再生

長
野
県

木祖村
自然豊かな信州
木曽のスキー場
産業の再生

・行政財産であるスキー場を民間への貸与、譲与等を行い
民間の経営手法を活用し、スキー場の再生を図る。

行政財産の売払
い・貸付・譲与
の実施

木祖村で運営しているやぶはら高原スキー場
（一部民間あり）では起債償還が残っている
中での行政財産としては民間への貸し付けに
ついて制限がある。民間の資金力と経営手法
を生かした運営によりスキー場の活性化を図
る。

スキー場経営を民間経営の導入によるスキー場の活
性化

長
野
県

王滝村
自然豊かな信州
木曽のスキー産
業の再生

・行政財産であるスキー場を民間へ貸付・譲渡等を行い民
間の経営手法を活用し、スキー場の再生を図る。

行政財産の売払
い・貸付・譲渡
の実施

昭和６１年１１月１日から地方公営企業法の
全部適用による王滝村公営企業で独立して運
営されている、おんたけスキー場は多額の起
債償還が残っており、現行では、普通財産と
して民間への貸付等は不可能である。した
がって運営委託のみ可能であるが，運営委託
では民間の資金力や経営手法を十分生かしき
れないことから、民間へ貸付等を行いスキー
場経営の建て直しを図る。

スキー場経営の民間開放による王滝村におけるス
キー産業の再生
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からのまちづく
り

長野県は、周囲の自然や農村景観と一体となったまちが成
立しており、都市のルネッサンスの原点にある「都市を人
の手に取り戻す｣思想を共有し、一緒にシナリオを描き、
その実現のための制度的な条件を整えるため、「計画なけ
れば開発なし」の思想のもと土地の所有権にもとづく利用
の自由は、義務を伴う権利として、計画の枠組みの内での
自由として捉え、「コモンズ」による土地の管理を行う土
地利用のあり方を「まちづくり条例」として制定する方針
である。
地方公共団体の「まちづくり条例」に基づいた規制制度
と、法令との整合を図る。

森林法許可の条
例優先

事前協議を行う「まちづくり条例」の判断を
行った後に、森林法第１０条の２の林地開発
許可の判断を行うこととするため、開発行為
実施の確実性が認められない場合の規定を設
け、確実性の判断のひとつとして、申請にお
いて、法令や条例により義務付けられている
行政庁との協議を現に行っていなければ、当
該許可の判断を行わないこととする。
（参考：農地法施行規則第５条の１６－２及
び第７条の５）

事前協議を行う「まちづくり条例」の判断を行った
後に、森林法の林地開発許可の判断を行うこととす
る。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からのまちづく
り

長野県は、周囲の自然や農村景観と一体となったまちが成
立しており、都市のルネッサンスの原点にある「都市を人
の手に取り戻す｣思想を共有し、一緒にシナリオを描き、
その実現のための制度的な条件を整えるため、「計画なけ
れば開発なし」の思想のもと土地の所有権にもとづく利用
の自由は、義務を伴う権利として、計画の枠組みの内での
自由として捉え、「コモンズ」による土地の管理を行う土
地利用のあり方を「まちづくり条例」として制定する方針
である。
地方公共団体の「まちづくり条例」に基づいた規制制度
と、法令との整合を図り、より良いまちづくりを促進す
る。

自然公園法許可
の条例優先

自然公園法第１３条第３項及び第１４条第３
項の許可の判断は、事前協議を行う「まちづ
くり条例」の判断後に行うため、開発行為実
施の確実性が認められない場合の規定を設
け、確実性の判断のひとつとして、申請にお
いて、法令や条例により義務付けられている
行政庁との協議を現に行っていなければ、当
該許可の判断を行わないこととする。
（参考：農地法施行規則第５条の１６－２及
び第７条の５）

自然公園法の許可判断を「まちづくり条例」の判断
後に行い、地域の合意に基づいたまちづくりを行
う。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からのまちづく
り

長野県は、周囲の自然や農村景観と一体となったまちが成
立しており、都市のルネッサンスの原点にある「都市を人
の手に取り戻す｣思想を共有し、一緒にシナリオを描き、
その実現のための制度的な条件を整えるため、「計画なけ
れば開発なし」の思想のもと土地の所有権にもとづく利用
の自由は、義務を伴う権利として、計画の枠組みの内での
自由として捉え、「コモンズ」による土地の管理を行う土
地利用のあり方を「まちづくり条例」として制定する方針
である。
地域のコモンズの発想により地方公共団体の「まちづくり
条例」に基づいた規制制度と、法令との整合を図り、より
良いまちづくりの促進を図るため。

都市計画法の開
発許可の条例優
先

都市計画法第29条及び第43条の開発許可判断
は、事前協議を行う「まちづくり条例」の判
断後に行うため、開発行為実施の確実性が認
められない場合の規定を設け、確実性の判断
のひとつとして、申請において、法令や条例
により義務付けられている行政庁との協議を
現に行っていなければ、当該許可の判断を行
わないこととする。
（参考：農地法施行規則第５条の１６－２及
び第７条の５）

都市計画法の開発許可判断は、事前協議を行う「ま
ちづくり条例」の判断後に行うこととすることによ
り、地域の合意が開発行為の誘導につながっていく
ことになる。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からのまちづく
り

株式会社やＮＰＯ法人等が宅幼老所を設置する場合におい
て、地域再生計画策定以前に整備された既存の社会福祉施
設の無償譲渡又は貸与を認める。

既存社会福祉施
設の無償譲渡又
は貸与の容認

サービスの提供主体としてだけでなく、地域
に開かれた運営を進めることにより、地域福
祉の拠点としてコモンズ再生の役割を担う宅
幼老所の整備が円滑に進むようにする。

当県は全国に比べ高齢化が進んでおり、県ではその
対策の一つとして、その人その人に合ったケアサー
ビスの提供を目的とした小規模ケア施設（宅幼老
所）の整備を進めている。株式会社やＮＰＯ法人等
の宅幼老所への参入を促進するため、デーサービス
センター、児童館、保育所等を転用するなど、既存
の社会福祉施設を、本来の利用目的以外の施設とし
て利用を可能にすることにより、地域福祉の拠点と
したい。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からのまちづく
り

株式会社やＮＰＯ法人等が宅幼老所を設置する場合におい
て、地域再生計画策定以前に整備された遊休施設（国庫補
助を伴わない地総債や一般単独によるもの）の無償譲渡又
は貸与の容認を認める。

遊休施設の無償
譲渡又は貸与の
容認

サービスの提供主体としてだけでなく、地域
に開かれた運営を進めることにより、地域福
祉の拠点としてコモンズ再生の役割を担う宅
幼老所の整備が円滑に進むようにする。

当県は全国に比べ高齢化が進んでおり、県ではその
対策の一つとして、その人その人に合ったケアサー
ビスの提供を目的とした小規模ケア施設（宅幼老
所）の整備を進めている。株式会社やＮＰＯ法人等
の宅幼老所への参入を促進するため、当該地域に所
在する遊休施設（国庫補助を伴わず、起債により整
備したもの）を転用するなど、合併や人口減少によ
る遊休施設を、本来の利用目的以外の施設として利
用を可能にすることにより、地域福祉の拠点とした
い。この場合に、起債の一括償還はしなくて済むよ
うにする。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からのまちづく
り

宅幼老所には、介護保険制度外のサービスとして障害者や
幼児も受け入れているが、これに加え、経済的理由等によ
り居宅での生活が困難な高齢者の入居を認め、措置の対象
とする。

宅幼老所への入
所措置の容認

地域福祉の拠点としてコモンズ再生の役割を
担う宅幼老所が、対象者を要支援者・要介護
者に限ることなく、地域ニーズに対応した運
営ができるようにする。

身体上・精神上・環境上の理由及び経済的理由によ
り居宅での生活が困難な高齢者は養護老人ホームに
措置入所されているが、全ての高齢者ができる限り
住み慣れた地域で暮らし続けられるために、宅幼老
所に入居した場合にも措置の対象とする。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からのまちづく
り

街路事業の認可にあたり、都市計画施設の区域における部
分的な事業の実施を可能にする。（暫定施行）

街路整備の暫定
施行を可能にす
る

都市計画事業認可は、都市計画に適合してい
ることが条件となっており、都市施設として
定められた区域については完成形（道路横断
方向）での用地買収が義務づけられている。
このため、事業実施にあたっては多くの建物
の移転を伴い、多くの事業費が必要となって
いる。そこで、事業着手部と未着手部とが混
在するような事業認可ができるようにする。

街路事業の認可にあたり、都市計画施設の区域にお
ける部分的な事業の実施を可能にする。（暫定施
行）
これにより、既存のまち並をのこしつつ、まちづく
りが早期に概成できるとともに、事業費が縮減され
る。
なお、特殊街路の整備ではなく、幹線街路の整備に
適用する。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からのまちづく
り

補助金で取得した施設は、その補助目的以外に使用すると
きは､補助金の返還を要しないで他の目的に使用できるこ
ととする。

補助金取得財産
の補助目的外使
用の容認

補助目的に既に使用していれば、その使用期
間の長短にかかわらず、補助金の返還を要し
ないで補助目的以外の使用ができるようにす
る。

補助金で取得した財産の有効利用を図るとき、その
状況によって補助金返還の義務が生じる。この問題
が地方公共団体にとって一番の課題となって、施設
の有効利用が図れない。１度でも補助目的に利用し
ていれば、その地方公共団体の裁量により目的外に
利用できるほうが､その地域での税金の有効利用に
繋がる。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。保育サービスについては，私立保育所の施設新設
に対する補助対象の要件を緩和し、新たに学校法人、財団
法人及びNPO法人を追加することにより、民間主体である
学校法人、財団法人及びNPO法人の保育所設置を促す。

補助金の対象要
件の緩和

「児童福祉法第５６条の２」及び「社会福祉
施設等施設整備及び社会福祉施設等設備整備
費国庫負担（補助）金交付要綱」を改正し、
補助対象法人に学校法人、財団法人及びNPO
法人を追加する。

私立保育所新設に対する補助金の交付対象に学校法
人、財団法人及びNPO法人を追加することにより、
学校法人、財団法人及びNPO法人が保育所の設置運
営に参入しやすくする。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。幼稚園設置基準の位置付けを最低基準から標準的
な目安に変更し、幼稚園の新設や学校法人の保育所設置を
容易にすることにより、地域に多様な教育・保育サービス
を提供するとともに、地域雇用の創出や地域経済の活性化
に寄与する。

幼稚園設置基準
の緩和

幼稚園設置基準第2条の規定を改正し、設置
基準の位置付けを最低基準から標準的な目安
に変更する。

幼稚園設置基準の緩和により、幼稚園の新設や学校
法人の保育所設置を容易にし、地域への多様な教
育・保育サービスの提供を可能とし、地域雇用の促
進創出及び地域経済の活性化を図る。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。国庫補助を受けている幼稚園園舎を保育所へ転用
する場合は、全て国庫補助金の返還を要さないこととする
ことにより、学校法人（民間主体)の保育所設置運営を促
すことにより、幼稚園と保育所の合同保育など保育サービ
スの多様化を図るとともに、市民の社会参加の促進、地域
雇用の創出及び地域経済の活性化を図る。

幼稚園園舎の保
育所転用に対す
る優遇措置

私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設
整備費）交付要綱第15条を改正し、幼稚園施
設として整備した施設を財産処分制限期間前
に用途変更する場合の補助金返還を、保育所
施設を併設するための用途変更の場合は、補
助事業完了後の期間に関わらず、一律これを
免除する。

学校法人の保育所設置を促すことにより、幼稚園と
保育所の合同保育など保育サービスの多様化を図る
とともに、市民の社会参加の促進、地域雇用の創出
及び地域経済の活性化を図る。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。県は障害者を施設から地域（在宅）で生活できる
よう計画的に移行を進めているが、居宅介護従業者（障害
者（児）ホームヘルパー）は、その数が十分でないことか
ら、当該者養成研修修了者が、介護保険の訪問介護員とし
て従事できるようにすることで、障害者への良質な在宅
サービスの安定供給が可能になる。

居宅介護従業者
と訪問介護員の
研修修了資格の
統一

介護保険法施行令を改正し、平成１５年３月
２４日厚生労働省告示第１１０号の居宅介護
従業者（障害者（児）ホームヘルパー）養成
研修修了者を、介護保険法の訪問介護員とし
て従事できるようにする。

介護保険法施行令を改正し、平成１５年３月２４日
厚生労働省告示第１１０号の居宅介護従業者（障害
者（児）ホームヘルパー）養成研修修了者を、介護
保険法の訪問介護員として従事できるようにする。

186 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。少子化、核家族化の進行により家庭や地域社会に
おける養育機能が低下していることから、現在の保育所へ
の入所要件を廃止し、保育所への入所を希望する児童全て
を受け入れ、家庭養育の支援機関として子育てのノウハウ
を持つ保育所が、地域における就学前教育の場として子育
て支援を担っていく。

保育所への入所
要件である「保
育に欠ける児
童」要件の廃止

児童福祉法第24条第１項の規定を改正し、保
育所に入所できる児童を保育に欠ける児童に
限ることなく、保育所における保育を希望す
る全ての児童とする。

現在、保育所に入所できる児童は、児童福祉法第24
条第１項により「保育に欠ける児童」とされている
が、この要件を廃止することにより、保育所への入
所を希望する児童を全て受け入れることができ、地
域における就学前教育の場としての機能や母親の育
児不安の解消などに応える子育て支援機能の充実を
図る。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。保育所が地域における子育て支援機関として機能
し、多様化する保育需要に対応するためには、地域の実情
を柔軟に取り入れた独自性を発揮することが必要であり､
児童福祉施設最低基準は目安とし、自主的な運営の確保を
図る。

児童福祉施設最
低基準の緩和

児童福祉法第45条の規定を改正し、保育所に
適用される最低基準を標準的な目安に変更す
る。

児童福祉法第45条の規定を改正し、保育所に適用さ
れる最低基準を標準的な目安とし、自主的な運営を
確保して市町村の独自性を発揮出来るようにする。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。放課後児童健全育成事業の保護者の就労要件を撤
廃し、児童クラブへは、保護者の就労要件の有無にかかわ
らず、子どもたちが参加することができることにより、子
どもたちが交流のできる居場所を設けて、子どもの健全育
成を図る。

放課後児童健全
育成事業の保護
者の就労要件の
撤廃

子どもたちの健全育成を図るため、保護者の
就労要件の有無により制限がある児童クラブ
へ要件を取り除き、希望する子どもたちが参
加できるようにする。

現在、児童クラブに入所できる児童は、保護者の就
労要件によって定められている。しかし、この要件
を廃止し、入所を希望する児童が全て入所できる要
件を整えた場合、地域における児童の適切な遊び及
び生活の場が提供でき、児童の健全な育成を図るこ
とができる。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。そのためには、コモンズの視点に立って職業教育
の再構築を図るため、職業能力開発施設の有効活用を次の
３点の観点から進めていく。①地域に密着したNPOや民間
による運営を可能とする仕組みの導入　②省庁の縦割りを
超えた住民本位の職業教育の推進　③IT等を活用した弾力
的な教育訓練方法の採用

職業能力開発施
設への公設民営
方式の導入

職業能力開発施設の管理運営を設置主体であ
る地方公共団体以外の者に委託することがで
きることとする。この場合には、地方自治法
の指定管理者制度を準用する。

職業能力開発施設へ公設民営方式を導入することに
より、地域社会の人材育成を推進する。このことに
より次の効果が期待できる。①民間の優れた経営手
法の活用により、職業訓練機関をより地域に密着し
た形で展開できる。②硬直しやすい行政組織による
運営から脱し、柔軟で弾力的な運営により提供する
サービスの質が向上する。③NPOなどコモンズの新
しい担い手が運営主体となる道が開かれることによ
り、地域の活性化が図れる。④新たなビジネスチャ
ンスや雇用の創出につながる。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。そのためには、コモンズの視点に立って職業教育
の再構築を図るため、職業能力開発施設の有効活用を次の
３点の観点から進めていく。①地域に密着したNPOや民間
による運営を可能とする仕組みの導入　②省庁の縦割りを
超えた住民本位の職業教育の推進　③IT等を活用した弾力
的な教育訓練方法の採用

職業能力開発短
期大学校修了生
の大学への編入
資格付与

職業能力開発短期大学校修了生について大学
への編入資格を与えることとする。

職業能力開発短期大学校修了生に大学への編入資格
を付与することにより、県内の大学との連携を深
め、より高度な技術や知識の習得した人材の育成を
行い、地域の産業の高付加価値化を推進する。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
からの人づくり

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。しかし、コモンズ
は、それを支える人の基盤がなければ成り立ち得ず、地域
社会における人材育成が極めて重要である。「コモンズの
視点からの人づくり」の構想のもと、県の「人づくり」に
関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするもの
である。そのためには、コモンズの視点に立って職業教育
の再構築を図るため、職業能力開発施設の有効活用を次の
３点の観点から進めていく。①地域に密着したNPOや民間
による運営を可能とする仕組みの導入　②省庁の縦割りを
超えた住民本位の職業教育の推進　③IT等を活用した弾力
的な教育訓練方法の採用

職業能力開発施
設の教育訓練方
法の弾力化

職業能力開発施設の教育訓練方法にITを活用
した通信教育を採用する。この場合、職業能
力開発施設での訓練をもって資格取得の要件
を満たすものと認めている他の省庁が所管す
る資格（自動車整備士等）についても、当該
教育訓練方法によってよいものとする。

職業能力開発施設の座学の教育訓練にインターネッ
トを活用した手法を採用し、多忙な在職者に利用し
やすい環境を整え、社会人の再教育を推進する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

　長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサン
ス」を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその
地域のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視
点からの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県
の観光地としての特性を活かし、かつ本県の自然環境は将
来の世代の貴重な財産であり管理を信託されているとの考
えから、両者の調和を図るとともに、県の「観光・都市圏
交流型産業」に関する各種施策を連携させながら実現を図
ろうとするものである。農園レストランやホテル・旅館で
自家製ワインを宿泊客等に提供するサービスを実現するた
め、酒類の製造免許の要件（製造数量最低限度基準）を緩
和する。

酒類の製造免許
要件の適用除外

　レストラン、民宿内等においてもっぱら飲
用に供し、または販売するため、当該営業所
敷地内においてワイン等果実酒を醸造する場
合は、当該規定を適用しない。

　酒税法上の製造数量制限の規定により、一般の農
園レストランや農家民宿等では自ら醸造したワイン
等を客に提供できず、地域の個性を発揮できにくい
状況にあることから、当該数量制限を撤廃し、自家
製ワインを客に提供することで、観光の活性化等を
図る。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の観
光地特性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴
重な財産であり管理を信託されているとの考えから、両者
の調和を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」
に関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするも
のである。体験型観光への要望の高まりの中、それを支え
るスタッフ体制等の整備が急務であり、宿泊施設や体験施
設の職員等が来訪者に対して観光案内等を行う場合、旅行
業の登録対象から除外して、来訪者の知的欲求に応える親
身なサービスを充実させ、滞在型観光の振興を図る。

宿泊施設、体験
施設等における
観光斡旋業の特
例

　運送、宿泊のサービス提供についての取次
ぎをする行為、または旅行に関する相談に応
ずる行為で報酬を得ることについて、民宿
先、体験施設の職員等が行う場合は、旅行業
の登録は要しないとする。

　本県では、地域の住民（個人、NPO、農家等）が
中心となり、グリーンツーリズムや体験型観光の基
盤を支えているが、来訪者への情報提供の面でも、
民宿及び各種体験施設の職員等は、その多くが宿泊
施設等の状況も含めた観光情報を有していると思わ
れる。一方で、来訪者は一般的な観光情報は事前に
各種メディアから豊富に獲得している傾向にあり、
地域の民宿及び各種体験施設の来訪者には、旅行雑
誌等では知ることのできない、地域の人間しか持っ
ていないような情報については、たとえ費用を負担
しても得たいという欲求もある。そこで、それらの
職員等が、当該施設の利用者の要請に応じて行った
斡旋業に当たる行為については、国土交通大臣の登
録がなくとも行えることとする。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の観
光地特性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴
重な財産であり管理を信託されているとの考えから、両者
の調和を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」
に関する各種施策を連携させながら実現を図ろうとするも
のである。体験型観光の主要素の農業にあっては、農業法
人・ＮＰＯ法人等が受け入れ態勢の整備等を行っている
が、施設整備への投資は大きな負担であることから、当該
者への保証協会の保証は中小企業信用保険法の対象とし
て、保証制度を活用し低利融資による資金供給が円滑に行
われる環境を整える。

　農業法人・Ｎ
ＰＯ法人等に対
する中小企業信
用保険法の対象
とする。

　体験型観光施設を整備する農業法人・ＮＰ
Ｏ法人等に対する保証協会の保証は中小企業
信用保険法の対象とする。

　体験型観光施設を整備する農業法人・ＮＰＯ法人
等に対する保証協会の保証は中小企業信用保険法の
対象とする。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光･都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。トレッキング等交流型事業の実施地域は公共交通機関
が未発達な場合が多いため、第２種免許等の適用除外によ
り、多くの地域住民が宿泊場所から実施場所への有償輸送
等を自家用車で可能にすることで、来訪者の利便性を高
め、交流を深めるとともに、地域経済の活性化を図る。

交流型事業に係
る無資格・無許
可有償輸送の特
例

　公共交通機関の未発達な地域で、宿泊者を
自家用車で交流型事業実施場所へ輸送する場
合に道路交通法の第2種免許及び道路運送法
の許可の適用除外とする。

　ウォーキング、トレッキング、登山、サイクリン
グ、グリーンツーリズムなどは公共交通機関が未発
達な地域で行われることが多いから、宿泊場所から
交流型事業実施場所への輸送等を自家用車で可能に
する。このことにより来訪者にとって利便性は高ま
り来訪者の増加が期待できると共に、当該地域の住
民の多くが交流型事業に参加でき、また、報酬を得
ることによって地域経済の活性化に資する。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光･都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。トレッキング等交流型事業の実施地域は公共交通機関
が未発達な場合が多いため、第２種免許等の適用除外によ
り、多くの地域住民が宿泊場所から実施場所への有償輸送
等を自家用車で可能にすることで、来訪者の利便性を高
め、交流を深めるとともに、地域経済の活性化を図る。

交流型事業に係
る無資格・無許
可有償輸送の特
例

　公共交通機関の未発達な地域で、宿泊者を
自家用車で交流型事業実施場所へ有償輸送す
る場合に道路交通法の第2種免許及び道路運
送法の許可の適用除外とする。

　ウォーキング、トレッキング、登山、サイクリン
グ、グリーンツーリズムなどは公共交通機関が未発
達な地域で行われることが多いから、宿泊場所から
交流型事業実施場所への輸送等を自家用車で可能に
する。このことにより来訪者にとって利便性は高ま
り来訪者の増加が期待できると共に、当該地域の住
民の多くが交流型事業に参加でき、また、報酬を得
ることによって地域経済の活性化に資する。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光･都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。宿泊施設、体験施設等の職員の多くは地域に精通して
おり、第２種免許及び運送許可の適用をせずにこれらの者
が宿泊･体験者を対象に自家用車で地域の観光案内を有償
で行うことにより、より深く地域の自然・文化等を伝える
ことができ、来訪者の満足度を高めて、再来者の増加及び
地域経済の活性化を図る。

宿泊施設、体験
施設等における
観光案内（白タ
ク）の特例

公共交通機関の未発達な地域において、宿泊
施設及び体験施設の職員等が、その利用者に
対して有償で、周辺の観光案内を行う場合、
または、自らの施設までの送迎を行う場合の
輸送について、道路交通法の第2種免許及び
道路運送法の許可の適用除外とする。

宿泊施設及び各種体験施設の職員等は、その多くが
地域の状況に精通している。これらの者が自家用車
で周辺の観光案内を行うことにより、より深く地域
の自然・文化等を伝えることができ、来訪者への満
足度も高め、リピーターの増加にもつながると期待
される。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光･都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。宿泊施設、体験施設等の職員の多くは地域に精通して
おり、第２種免許及び運送許可の適用をせずにこれらの者
が宿泊･体験者を対象に自家用車で地域の観光案内を有償
で行うことにより、より深く地域の自然・文化等を伝える
ことができ、来訪者の満足度を高めて、再来者の増加及び
地域経済の活性化を図る。

宿泊施設、体験
施設等における
観光案内（白タ
ク）の特例

公共交通機関の未発達な地域において、宿泊
施設及び体験施設の職員等が、その利用者に
対して、周辺の観光案内を行う場合、また
は、自らの施設までの送迎を行う場合の輸送
について、道路交通法の第2種免許及び道路
運送法の許可の適用除外とする。

宿泊施設及び各種体験施設の職員等は、その多くが
地域の状況に精通している。これらの者が自家用車
で周辺の観光案内を行うことにより、より深く地域
の自然・文化等を伝えることができ、来訪者への満
足度も高め、リピーターの増加にもつながると期待
される。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。グリーン・ツーリズムをより一層推進するため、余暇
法第２条で定める農村滞在型余暇活動のサービスを提供す
る者は、同条で定める農林漁業体験民宿業による宿泊を伴
う場合に限り、旅行業法第３条に関わらず、旅行業法第２
条で定める主催旅行を行うことができることとする。

任意団体等によ
る主催旅行の実
現のための旅行
業法の特例

余暇法第２条で定める農村滞在型余暇活動の
サービスを提供する者は、余暇法第２条で定
める農林漁業体験民宿業による宿泊を伴う場
合に限り、旅行業法第３条に関わらず、旅行
業法第２条で定める主催旅行を行うことがで
きることとする。

余暇法第２条で定める農村滞在型余暇活動のサービ
スを提供する者は、余暇法第２条で定める農林漁業
体験民宿業による宿泊を伴う場合に限り、旅行業法
第３条に関わらず、旅行業法第２条で定める主催旅
行を行うことができる。このことにより、グリー
ン・ツーリズムにおいて体験メニューを提供する主
体がその体験メニューに併せて、余暇法第２条で定
める農林漁業体験民宿業と連携をとった、旅行業法
第２条で定める主催旅行を実施することで魅力的な
体験メニューを提供でき、グリーン・ツーリズムを
より一層推進できる

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。グリーン・ツーリズムをより一層推進するため、余暇
法第２条で定める農村滞在型余暇活動のサービスを提供す
る者は、同条で定める農林漁業体験民宿業による宿泊を伴
う場合に限り、旅行業法第３条に関わらず、旅行業法第２
条で定める主催旅行を行うことができることとする。

任意団体等によ
る主催旅行の実
現のための旅行
業法の特例

余暇法第２条で定める農村滞在型余暇活動の
サービスを提供する者は、余暇法第２条で定
める農林漁業体験民宿業による宿泊を伴う場
合に限り、旅行業法第３条に関わらず、旅行
業法第２条で定める主催旅行を行うことがで
きることとする。

余暇法第２条で定める農村滞在型余暇活動のサービ
スを提供する者は、余暇法第２条で定める農林漁業
体験民宿業による宿泊を伴う場合に限り、旅行業法
第３条に関わらず、旅行業法第２条で定める主催旅
行を行うことができる。このことにより、グリー
ン・ツーリズムにおいて体験メニューを提供する主
体がその体験メニューに併せて、余暇法第２条で定
める農林漁業体験民宿業と連携をとった、旅行業法
第２条で定める主催旅行を実施することで魅力的な
体験メニューを提供でき、グリーン・ツーリズムを
より一層推進できる

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。グリーン・ツーリズムをより一層推進するため、補助
金等に係る予算の執行の適用化に関する法律第２２条の使
途に係る規制を緩和し、農林漁業体験施設や中山間地域活
性化施設等地域の有効資源となるべき施設について有効活
用を図り、地域再生に結びつける。

補助施設等の多
目的利用の実現
のための補助金
適用化法の特例

補助金等に係る予算の執行の適用化に関する
法律第２２条の目的外使用（使途）を制限を
地域再生に貢献すると判断される中山間地域
活性化施設や農林漁業体験施設等に限り適用
除外し、施設等を多目的に利用できることと
する。

農林漁業体験施設や中山間地域活性化施設などの補
助事業で建設した施設の利用方法を拡大し、地域再
生構想に合致する利用形態（宿泊施設や飲食営業
等）で活用することにより、都市農村交流の促進を
中心とした地域再生を図る。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。旅館業法、食品衛生法による許認可の規制緩和をする
ことにより、農家民宿を農家が開設し易くし、農家生活の
ままの宿泊をより多くの希望者に体験させることができ、
農家民泊の促進につながり農村都市交流の活発化を図る。

農家民泊の促進
のための旅館業
法と食品衛生法
の特例

旅館業法第３条で規定する旅館営業の許可及
び、食品衛生法第２１条で規定する飲食営業
許可について、グリーンツーリズム、農作業
体験者等を宿泊させる農家に限り「届出手
続」とし、一般農家にて宿泊営業ができるこ
ととする。

長野県の豊かな自然を育む農山村を都市住民に体験
してもらうためのグリーンツーリズム事業は、県内
各地で多くの事業をもとに活発に行われている。農
家民宿事業も、その大きな要素であるが、宿泊及び
食品提供に係る規制を緩和し、農家民泊を推進する
ことにより、都市農村交流を促進して地域再生を図
る。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。旅館業法、食品衛生法による許認可の規制緩和をする
ことにより、農家民宿を農家が開設し易くし、農家生活の
ままの宿泊をより多くの希望者に体験させることができ、
農家民泊の促進につながり農村都市交流の活発化を図る。

農家民泊の促進
のための旅館業
法と食品衛生法
の特例

旅館業法第３条で規定する旅館営業の許可及
び、食品衛生法第２１条で規定する飲食営業
許可について、グリーンツーリズム、農作業
体験者等を宿泊させる農家に限り「届出手
続」とし、一般農家にて宿泊営業ができるこ
ととする。

長野県の豊かな自然を育む農山村を都市住民に体験
してもらうためのグリーンツーリズム事業は、県内
各地で多くの事業をもとに活発に行われている。農
家民宿事業も、その大きな要素であるが、宿泊及び
食品提供に係る規制を緩和し、農家民泊を推進する
ことにより、都市農村交流を促進して地域再生を図
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。クラインガルテン建設が中山間地域中心に各地に広が
るなか、関係法令で施設利用は５年間以内の契約期間に限
定されるが、利用者は継続契約を望むケースも多く、農地
貸付に関する規制の緩和により、交流型の地域活性を促進
し、過疎の抑制、農地の荒廃防止を図る。

過疎地域のI
ターン促進等の
ための市民農園
法等の特例

特定農地貸付に関する農地法の特例に関する
法律第２条に規定する貸付期間及び市民農園
整備促進法２条に規定する貸付期間の規制に
ついて、クラインガルテン利用者が地域外か
ら利用者でかつ定住的な利用を希望した場合
に、貸付期間制限を適用せず、施設の定住的
活用を可能として過疎に悩む地域の定住促進
等を実現する。

長野県の豊かな自然を育む農山村を都市住民に体験
してもらうためのグリーンツーリズム事業は、県内
各地で多くの事業をもとに活発に行われている。ク
ラインガルテンの建設を中心とする農園貸付事業に
おいては、農地法の特例規制を緩和し、永続的な利
用を促すことにより、交流促進、定住促進、農地の
荒廃化等を防止する。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。現在、乳製品(ﾁｰｽﾞ)について行われている製造に関す
る指導を、酪農から製造販売まで一貫経営をしている農家
については指導対象から除外し、地域特有のチーズを製造
することにより、地産地消の促進や特産品の確立等を図
り、地域の活性化に資する。

地域特産品開発
の促進のための
食品衛生法施行
規制等の特例

酪農からチーズ製造販売まで一貫している農
家について、食品衛生法施行規則で定める殺
菌処理規制の適用せず、乳及び乳製品の成分
規格等に関する省令に基づく行政指導等を緩
和して、生乳を使った地域特有のチーズ製造
を可能とする。

牛乳の製造において、殺菌を義務づけているのは、
高栄養の生乳には雑菌が繁殖しやすく、現在のよう
な大量の生乳を扱う集荷・製造システムで雑菌の繁
殖を防ぐために必要不可欠なもののためである。し
かし、自家牧場の生乳のみを使用しﾁｰｽﾞを生産する
場合には、しっかりと衛生管理されていれば、雑菌
の繁殖を最小限に抑えることが可能となる。また、
現在ﾁｰｽﾞの味を決めているのは、加熱殺菌した乳に
加えた数種類のｽﾀｰﾀｰ(最初に添加する培養菌･･･輸
入品）である。しかし、無殺菌生乳を使用すること
により、その中に含まれている何十種類の菌が働
き、ｽﾀｰﾀｰの添加の必要がなくなる可能性がある。
また。地域の風土に根付いた菌で製造されるため、
地域特有のチーズが出来る可能性があり、地域の酪
農の活性化につながる。

長
野
県

長野県

コモンズの視点
からの観光・都
市圏交流型産業
の推進

長野県は「コモンズからはじまる、長野県ルネッサンス」
を始動しようとしている。地域の再生は、まさにその地域
のコモンズが担っていくものである。「コモンズの視点か
らの観光・都市圏交流型産業の推進」の構想は、本県の特
性を活かし、かつ本県の自然環境は将来の世代の貴重な財
産であり管理を信託されているとの考えから、両者の調和
を図るとともに、県の「観光・都市圏交流型産業」に関す
る各種施策を連携させながら実現を図ろうとするものであ
る。都市圏交流型産業の創出には、都市地域にはない優れ
た自然環境が多く存在する自然公園の活用は欠かせないと
考えられ、地方公共団体が国立公園で行う公園事業のう
ち、地域再生を目的に実施する事業については、公園事業
の同意権限を環境大臣から県知事へ委譲する。

国立公園内で行
う公園事業同意
権限の委譲

地方公共団体が国立公園で行う公園事業のう
ち、地域再生を目的に実施する事業について
は、公園事業の同意権限を環境大臣から県知
事へ委譲する。

癒しの場としての森林の新たな利活用を観光・農林
業、医療と結びつけることにより、都市住民との交
流を図る事業を県内の国立公園等において実施する
計画であるが、この事業は、森林浴を取り入れなが
ら健康増進を図る等遊歩道を歩くことをプログラム
の中心としていることから、遊歩道・案内板・ベン
チなどの施設設置は欠かせないものであり、当該設
置を迅速に行うことにより、地域再生を目的とした
事業を適期に行うことが可能となる。

長
野
県

長野県
建設産業構造改
革推進支援

地域の基幹産業である建設業の中小企業が業種転換で農林
業経営を行なう場合の融資で信用保証協会が行なう保証は
中小企業信用保険法の適用範囲とする。

建設業農林業経
営に対し中小企
業信用保険法の
対象とする。

地域の基幹産業である建設業の中小企業が農
林業経営を行なう場合に必要とする資金に保
証実施する信用保証協会の保証を中小企業信
用保険法の対象とする。

地域の基幹産業である建設業の中小企業が農林業分
野進出で必要な資金及び進出後の企業運転資金は中
小企業向け制度融資を活用できるよう中小企業信用
保険法の対象とする。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

土地改良法に基づき実施する事業のうちの全
部または一部について、国及び県が必要と認
めたものの範囲内においてその執行権限を委
譲するとともに、国及び県から市町村へ職員
を派遣し、市町村自らが事業を実施できよう
な制度を創設。または上記法律の改正によ
り、市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

土地改良法に基づき実施する事業のうちの全部また
は一部について、国及び県が必要と認めたものの範
囲内においてその執行権限を委譲するとともに、国
及び県から市町村へ職員を派遣し、市町村自らが事
業を実施できような制度を創設。または上記法律の
改正により、市町村へ権限を委譲できる項目を追
加。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

地すべり等防止法に基づき実施する事業のう
ちの全部または一部について、国及び県が必
要と認めたものの範囲内においてその執行権
限を委譲するとともに、国及び県から市町村
へ職員を派遣し、市町村自らが事業を実施で
きような制度を創設。または上記法律の改正
により、市町村へ権限を委譲できる項目を追
加。

地すべり等防止法に基づき実施する事業のうちの全
部または一部について、国及び県が必要と認めたも
のの範囲内においてその執行権限を委譲するととも
に、国及び県から市町村へ職員を派遣し、市町村自
らが事業を実施できような制度を創設。または上記
法律の改正により、市町村へ権限を委譲できる項目
を追加。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

森林法に基づき実施する事業のうちの全部ま
たは一部について、国及び県が必要と認めた
ものの範囲内においてその執行権限を委譲す
るとともに、国及び県から市町村へ職員を派
遣し、市町村自らが事業を実施できような制
度を創設。または上記法律の改正により、市
町村へ権限を委譲できる項目を追加。

森林法に基づき実施する事業のうちの全部または一
部について、国及び県が必要と認めたものの範囲内
においてその執行権限を委譲するとともに、国及び
県から市町村へ職員を派遣し、市町村自らが事業を
実施できような制度を創設。または上記法律の改正
により、市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

道路法に基づき実施する事業のうちの全部ま
たは一部について、国及び県が必要と認めた
ものの範囲内においてその執行権限を委譲す
るとともに、国及び県から市町村へ職員を派
遣し、市町村自らが事業を実施できような制
度を創設。または上記法律の改正により、市
町村へ権限を委譲できる項目を追加。

道路法に基づき実施する事業のうちの全部または一
部について、国及び県が必要と認めたものの範囲内
においてその執行権限を委譲するとともに、国及び
県から市町村へ職員を派遣し、市町村自らが事業を
実施できような制度を創設。または上記法律の改正
により、市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

河川法に基づき実施する事業のうちの全部ま
たは一部について、国及び県が必要と認めた
ものの範囲内においてその執行権限を委譲す
るとともに、国及び県から市町村へ職員を派
遣し、市町村自らが事業を実施できような制
度を創設。または上記法律の改正により、市
町村へ権限を委譲できる項目を追加。

河川法に基づき実施する事業のうちの全部または一
部について、国及び県が必要と認めたものの範囲内
においてその執行権限を委譲するとともに、国及び
県から市町村へ職員を派遣し、市町村自らが事業を
実施できような制度を創設。または上記法律の改正
により、市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

砂防法に基づき実施する事業のうちの全部ま
たは一部について、国及び県が必要と認めた
ものの範囲内においてその執行権限を委譲す
るとともに、国及び県から市町村へ職員を派
遣し、市町村自らが事業を実施できような制
度を創設。または上記法律の改正により、市
町村へ権限を委譲できる項目を追加。

砂防法に基づき実施する事業のうちの全部または一
部について、国及び県が必要と認めたものの範囲内
においてその執行権限を委譲するとともに、国及び
県から市町村へ職員を派遣し、市町村自らが事業を
実施できような制度を創設。または上記法律の改正
により、市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

都市計画法に基づき実施する事業のうちの全
部または一部について、国及び県が必要と認
めたものの範囲内においてその執行権限を委
譲するとともに、国及び県から市町村へ職員
を派遣し、市町村自らが事業を実施できよう
な制度を創設。または上記法律の改正によ
り、市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

都市計画法に基づき実施する事業のうちの全部また
は一部について、国及び県が必要と認めたものの範
囲内においてその執行権限を委譲するとともに、国
及び県から市町村へ職員を派遣し、市町村自らが事
業を実施できような制度を創設。または上記法律の
改正により、市町村へ権限を委譲できる項目を追
加。

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

都市公園法に基づき実施する事業のうちの全
部または一部について、国及び県が必要と認
めたものの範囲内においてその執行権限を委
譲するとともに、国及び県から市町村へ職員
を派遣し、市町村自らが事業を実施できよう
な制度を創設。または上記法律の改正によ
り、市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

都市公園法に基づき実施する事業のうちの全部また
は一部について、国及び県が必要と認めたものの範
囲内においてその執行権限を委譲するとともに、国
及び県から市町村へ職員を派遣し、市町村自らが事
業を実施できような制度を創設。または上記法律の
改正により、市町村へ権限を委譲できる項目を追
加。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県
コモンズの視点
から始まる公共
事業

地域住民の立場に立った、コモンズから始まる公共事業を
推進するため、国または県の職員が市町村に出向をし、権
限委譲も併せて実施する中で、自らが国・県・市町村の組
織に捉われず、地域住民の立場に立った事業の総合調整・
執行を行う。

国及び県が行う
公共事業の実施
に関する特例

下水道法に基づき実施する事業のうちの全部
または一部について、国及び県が必要と認め
たものの範囲内においてその執行権限を委譲
するとともに、国及び県から市町村へ職員を
派遣し、市町村自らが事業を実施できような
制度を創設。または上記法律の改正により、
市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

下水道法に基づき実施する事業のうちの全部または
一部について、国及び県が必要と認めたものの範囲
内においてその執行権限を委譲するとともに、国及
び県から市町村へ職員を派遣し、市町村自らが事業
を実施できような制度を創設。または上記法律の改
正により、市町村へ権限を委譲できる項目を追加。

長
野
県

長野県

都市住民と農山
村を結ぶ農林業
の活用促進事業
（「田舎の親戚
制度」）

１　遊休農林地を希望者に活動の場として提供し、農園利
用、森林空間利用などにより荒廃農地を減少させる。利用
にあたって、地域の人材を最大限に活用しながら、専門的
指導を行えるスタッフを組織化する。（田舎の親戚制度）

２　１の利用の中で間伐、下草刈などを行い、鳥獣害防止
を図る。

遊休農林地の活
用による都市住
民の農林業体験

都市部等の住民に農林業体験をしてもらうこ
とにより、遊休農林地等の活用を図るため、
森林造成補助事業における補助対象経費を拡
大する

森林造成補助事業において、次の経費を補助対象と
する
１遊休荒廃農地と空家の整備に要する経費及び借地
料
２都市住民に指導するインストラクター養成講座に
要する経費

長
野
県

長野県

都市住民と農山
村を結ぶ農林業
の活用促進事業
（「田舎の親戚
制度」）

１　遊休農林地を希望者に活動の場として提供し、農園利
用、森林空間利用などにより荒廃農地を減少させる。利用
にあたって、地域の人材を最大限に活用しながら、専門的
指導を行えるスタッフを組織化する。（田舎の親戚制度）

２　１の利用の中で間伐、下草刈などを行い、鳥獣害防止
を図る。

鳥獣害防止のた
めの森林整備に
係る補助要件の
緩和

鳥獣害対策による荒廃農地化の防止のため、
森林造成事業における現行の補助要件を緩和
する

１　獣害防除対策として実施する森林整備について
は林齢制限をはずし毎年施業が実施できるよう補助
要件を緩和する
２　上記施策を実現できるために補助率を3/10から
5/10に引き上げる

長
野
県

長野県
信州伊那谷菜の
花プロジェクト

飲食店業者及び家庭から廃油を回収し、ＢＤＦを精製する
循環型システムを構築し、地球に優しい環境を整備し地球
温暖化を防止する。

ＢＤＦに軽油を
混合した際の軽
油引取税の非課
税措置

冬場（低温期）にＢＤＦを安定的に使用する
には、軽油を混合することが必要。現在軽油
を混合すると混合割合により軽油取引税が課
せられる。ＢＤＦの使用を広域的に普及する
には ＢＤＦの価格を低く抑える必要があ
る。精製及び販売業者が ＢＤＦに軽油を混
合した際の購入者に対する軽油引取税の非課
税措置が必要

 ＢＤＦ精製及び販売業者がＢＤＦに軽油を混合し
た際の購入者に対する軽油引取税の非課税措置を行
うことにより利用促進が図られ、硫黄酸化物等の有
害な物質の排出が抑制される。

長
野
県

長野県
信州伊那谷菜の
花プロジェクト

飲食店業者及び家庭から廃油を回収し、ＢＤＦを精製する
循環型システムを構築し、地球に優しい環境を整備し地球
温暖化を防止する。

自動車税及び自
動車取得税の非
課税措置

ＢＤＦの普及には使用する車両を増やすこと
が必要。現在低公害車に税制面で優遇してい
るような措置が必要。 車検証にＢＤＦ使用
車両と記載されている場合に限り、自動車税
及び自動車取得税の非課税措置

 ＢＤＦ使用車両に対する自動車税及び自動車取得
税の非課税措置によりＢＤＦ利用車両が増加し、利
用促進が図られ、硫黄酸化物等の有害な物質の排出
が抑制される。

長
野
県

長野県
信州伊那谷菜の
花プロジェクト

飲食店業者及び家庭から廃油を回収し、ＢＤＦを精製する
循環型システムを構築し、地球に優しい環境を整備し地球
温暖化を防止する。

自動車重量税の
非課税措置

ＢＤＦの普及には使用する車両を増やすこと
が必要。現在低公害車に税制面で優遇してい
るような措置が必要。 車検証にＢＤＦ使用
車両と記載されている場合に限り、自動車重
量税の非課税措置

 ＢＤＦ使用車両に対する自動車重量税の非課税措
置によりＢＤＦ利用車両が増加し、利用促進が図ら
れ、硫黄酸化物等の有害な物質の排出が抑制され
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野県
信州伊那谷菜の
花プロジェクト

飲食店業者及び家庭から廃油を回収し、ＢＤＦを精製する
循環型システムを構築し、地球に優しい環境を整備し地球
温暖化を防止する。

廃油回収する
際、産業廃棄物
として扱わない

通常廃油を回収するには、産業廃棄物収集業
者の資格が必要であり、資格修得には時間と
お金がかかる。処理量が少ない場合は会員に
なってもらい、回収を行っている。ＢＤＦを
精製するための廃油を回収する際は、産業廃
棄物の対象としない

ＢＤＦを精製するための廃油回収は、産業廃棄物の
対象としないことにより、廃油排出業者の負担が軽
減され、回収者の産業廃棄物取扱免許申請が不要と
なる。ＢＤＦのコストが軽減することにより利用促
進が図られ、硫黄酸化物等の有害な物質の排出が抑
制される。

長
野
県

根羽村

都市住民と農山
村を結ぶ農林業
の活用促進事業
（「田舎の親戚
制度」）

１　遊休農地や林地を希望者に農林業体験の場として提供
し、農園利用、森林空間利用などにより遊休農地や森林資
源を有効に活用する。利用にあたって、地域の人材を最大
限に活用しながら、専門的指導を行えるスタッフを組織化
する。（田舎の親戚制度）

２　１の利用の中で防護柵の設置や間伐、下草刈などを行
い、鳥獣害防止を図る。

遊休農林地の活
用による都市住
民の農林業体験

都市部等の住民に農林業等の体験をしてもら
うことにより、遊休農地及び林地の活用を図
るため、森林造成補助事業における補助対象
を拡大する

森林造成補助事業において、次の経費を補助対象と
する
１遊休農地（防護柵設置を含む）の整備及び借地に
要する経費
2農林業の振興及びクラフト交流・体験に係る空家
利用のための整備及び借家に要する経費
3都市住民に農林業を指導する村民インストラク
ター養成費及び農林指導・クラフト交流・体験に要
する経費

長
野
県

長野県

都市住民と農山
村を結ぶ農林業
の活用促進事業
（「田舎の親戚
制度」）

１　遊休農地や林地を希望者に農林業体験の場として提供
し、農園利用、森林空間利用などにより遊休農地や森林資
源を有効に活用する。利用にあたって、地域の人材を最大
限に活用しながら、専門的指導を行えるスタッフを組織化
する。（田舎の親戚制度）

２　１の利用の中で防護柵の設置や間伐、下草刈などを行
い、鳥獣害防止を図る。

鳥獣害防止のた
めの森林整備に
係る補助要件の
緩和

鳥獣害による荒廃農地化防止のため、森林造
成事業における現行の補助要件を緩和する

１　獣害防除対策として実施する森林整備について
は林齢制限をはずし毎年施業が実施できるよう補助
要件を緩和する
２　上記施策を実現できるために補助率を3/10から
5/10に引き上げる

長
野
県

上田市
NPO法人地
域循環
ネット
ワーク

地域循環・環境
に配慮した地域
基幹産業の再生
プログラム

この構想では、上田市とNPO法人の協働のもと上田地域の
浄水場に堆積する発生汚泥から、繊維質改良土を作り出
し、農作物の生産に活用するリサイクルシステムの構築を
目指す。この発生汚泥には多くのミネラル分を含んでいる
が殆どが有効に利用されずに処分されている。このことに
着目し、繊維質、食品植物残渣、バクテリアを添加し攪拌
醗酵させ完熟させることにより栄養分に富んだ改良土とし
て農地へ還元する。この製造工程における技術の検討・開
発を行うとともに、改良土の安全性の分析・評価を行う。
　この改良土の安定的生産システムを確立し、遊休荒廃地
において「安全・安心」をブランドとした有機農作物を生
産し地産地消の推進、観光の振興を図るとともに、異業種
（建設業）からの農業参入を促し遊休荒廃地の利用促進を
図る。

株式会社等によ
る農業経営

株式会社等（建設業）による農業経営（構造
改革特区〔特定事業番号１００１〕申請）
〔2005年度から全国的に規制緩和予定〕
遊休荒廃農地の賃貸による農業経営に限る。
（株式会社等による農地の取得は認めな
い。）

株式会社等による農業経営（農地の取得は認めな
い）⇒建設業等からの農業参入を促進するととも
に、遊休荒廃農地の解消を目指す。

長
野
県

上田市
NPO法人地
域循環
ネット
ワーク

地域循環・環境
に配慮した地域
基幹産業の再生
プログラム

この構想では、上田市とNPO法人の協働のもと上田地域の
浄水場に堆積する発生汚泥から、繊維質改良土を作り出
し、農作物の生産に活用するリサイクルシステムの構築を
目指す。この発生汚泥には多くのミネラル分を含んでいる
が殆どが有効に利用されずに処分されている。このことに
着目し、繊維質、食品植物残渣、バクテリアを添加し攪拌
醗酵させ完熟させることにより栄養分に富んだ改良土とし
て農地へ還元する。この製造工程における技術の検討・開
発を行うとともに、改良土の安全性の分析・評価を行う。
　この改良土の安定的生産システムを確立し、遊休荒廃地
において「安全・安心」をブランドとした有機農作物を生
産し地産地消の推進、観光の振興を図るとともに、異業種
（建設業）からの農業参入を促し遊休荒廃地の利用促進を
図る。

浄水場汚泥の産
業廃棄物からの
除外

廃棄物の処理及び清掃に関する法律〔第二条
４〕産業廃棄物定義中、廃棄物の処理及び清
掃に関する法律施行令で定める廃棄物に「浄
水場汚泥」が含まれるとされるが、浄水場汚
泥にはミネラル分等が多く含まれており、有
効利用が可能な廃棄物については産業廃棄物
からの除外を本事業で必要とする。

上田市とNPO法人の協働のもと上田地域の浄水場に
堆積する発生汚泥から、繊維質改良土を作り出し、
農作物の生産に活用するリサイクルシステムの構築
を目指す。

長
野
県

上田市
NPO法人地
域循環
ネット
ワーク

地域循環・環境
に配慮した地域
基幹産業の再生
プログラム

この構想では、上田市とNPO法人の協働のもと上田地域の
浄水場に堆積する発生汚泥から、繊維質改良土を作り出
し、農作物の生産に活用するリサイクルシステムの構築を
目指す。この発生汚泥には多くのミネラル分を含んでいる
が殆どが有効に利用されずに処分されている。このことに
着目し、繊維質、食品植物残渣、バクテリアを添加し攪拌
醗酵させ完熟させることにより栄養分に富んだ改良土とし
て農地へ還元する。この製造工程における技術の検討・開
発を行うとともに、改良土の安全性の分析・評価を行う。
　この改良土の安定的生産システムを確立し、遊休荒廃地
において「安全・安心」をブランドとした有機農作物を生
産し地産地消の推進、観光の振興を図るとともに、異業種
（建設業）からの農業参入を促し遊休荒廃地の利用促進を
図る。

特定非営利活動
促進法の緩和

特定非営利活動促進法〔別表第二条関係〕に
「農業振興を図る活動」を追加する。

NPO法人の農業振興を図る活動を追加することによ
り、遊休荒廃農地の流動化等を促進する。観光農園
の運営など農業を中心とした地域振興を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

長野市
長野ナノサイエ
ンス産業都市構
想

大学等のナノサイエンス研究所並びに大学院を中心市街地
に開設し、併せて大学の都市工学部系や市民開放型の教育
心理関係等の学部及び大学院の一部機能を移転し、大学等
の有する教育・研究機能及び文化・経済機能と都市機能と
の相乗効果によって、２１世紀型の知的創造拠点都市の実
現を図る。

建築基準法で定
める居室の採光
基準の条件緩和

中心市街地の遊休施設等（空きビル、空きオ
フィズ）においては、大学等の校舎として活
用する場合、床面積の1/10以上の窓を設ける
必要をなくす。

現在市が所有している窓がない空きビル（旧ダイ
エーが入居していた）について、大学の講義室等と
してフロアを活用する。都市工学の研究、社会及び
市民開放型講義が実施可能になることにより、街と
一体化した学術による新しい地域づくりが促進され
る。

長
野
県

長野市
長野ナノサイエ
ンス産業都市構
想

大学等のナノサイエンス研究所並びに大学院を中心市街地
に開設し、併せて大学の都市工学部系や市民開放型の教育
心理関係等の学部及び大学院の一部機能を移転し、大学等
の有する教育・研究機能及び文化・経済機能と都市機能と
の相乗効果によって、２１世紀型の知的創造拠点都市の実
現を図る。

銀行が所有する
店舗及び土地を
他へ賃貸可能と
する

中心市街地の遊休施設等（旧銀行）を、銀行
機能がない場合でも、賃貸可能とする

現在銀行が所有している空き店舗（旧銀行）につい
て、大学の講義室等としてフロアを活用する。都市
工学の研究、社会及び市民開放型講義が実施可能に
なることにより、街と一体化した学術による新しい
地域づくりが促進される。

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

１級河川での営
業船舶に関する
占用許可の簡素
化

１級河川で営業
船舶の安全運行
に係る障害の除
去及び防災のた
めの河床掘削

　１級河川千曲川を観光資源として活用する
にあたり、営利目的で運行する船舶の運航許
可、及び、それに伴う河川占用許可申請を簡
素化していただきたい。また、運行にあたっ
ての安全面を確保するための障害の除去（河
床・突出物）に対する支援は、国などの河川
整備基本方針などに盛り込み、地域活性化及
び雇用創出の場として整備をお願いしたい。
併せて、河床の掘削は防災面においても重要
と考えるので考慮をお願いしたい。

・営利目的での河川占用許可申請の柔軟な対応及び
簡素化をお願いしたい。
・目的外の係留（特定船舶の使用目的のために造成
された護岸）の緩和をお願いしたい。
・船舶運航の支障及び河川災害につながる河床：突
起物の掘削等について支援をお願いしたい。

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

 地図情報及び
位置情報システ
ム構築のための
支援措置。

　システム構築のための財源的措置としてe
まちづくり交付金等補助事業の優先採択及び
ノウハウづくりのためのモデル地区指定。

　ＧＰＳ機能付きの携帯電話・携帯端末を里山ト
レッキング利用者及び寺まちめぐり等観光客に対し
て貸し出し、現在地・目的地の案内補助ツールとし
て利用する。またＧＩＳのＷｅｂ発信により、詳細
な観光情報を全国発信すると共に、ＧＰＳとの連携
により集中的な位置情報管理が可能となり、より一
層の利用者への利便性が高まる。

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

・トレッキング
及び里山森林体
験のための整備
支援及び広域申
請の簡素化

・トレッキング及び森林体験は「癒し」を求
める現代人にとって重要な観光メニューとし
て注目されています。また環境問題・地域雇
用など地域活性化の起爆剤にと期待している
ところでありますが、延長数十キロに及ぶト
レッキングルートの整備・維持管理には地方
単独で実施するには厳しい状況のため、国の
支援をお願いしたい。また、ルートは県をま
たがって整備する必要もあるため、県を越え
て整備申請等をする場合は利便をお願いした
い。

・トレッキングにはルート整備の他、トイレ設置・
避難場所・管理用案内施設等が必要であり、整備の
ための財政支援をお願いしたい。

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

・地域イベント
に係る経費への
支援

・地方のもつ伝統・文化・自然を活用し、新
たなるイベント等の開催に対し、３年程度
（軌道にのせるまで）の支援を行い、地域市
民と都市との交流人口拡大が図れるようにお
願いしたい。

・伝統工芸品（内山紙など）を活用し、イベントの
装飾として用い、市内全域を飾り付ける（例：イベ
ントや盆、彼岸などに一斉に灯籠を点灯、千曲川一
面に灯籠流し）
・自然（雪や菜の花、棚田）を活かしたイベントを
興し、都市との交流人口を増やし、滞在型観光に結
びつける。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

・空公共施設利
用による農産物
加工施設整備。

・空公共施設を農産物加工施設として再利用
するため、国庫補助金を受けて整備し、現在
使用されていない公共施設（例えば統合によ
る空保育園など）の目的外使用を認めていた
だきたい。

・空公共施設（例えば統合により使われなくなった
保育園など）を農産物加工施設として再利用するた
めには、公共施設の目的外使用となることから、現
行施設で利用されていない施設については目的外使
用を認め国庫補助金の返還などがないよう法的な支
援をお願いしたい。

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

・イベント開催
時における道
路：河川使用許
可等の簡素化

・地域の宝を活かしたイベント開催において
道路：河川使用許可等の簡素化をお願いした
い。

・各地区での祭り、あるいは河を使ったイベント、
市でおこなうイベントなどで道路又は河川を使用す
るさいの許可申請の簡素化をお願いしたい。

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

・遊休農地活用
による体験観光
及び新規就農者
の拡大・農業会
社の設立

・遊休農地活用とグリーンツーリズム推進を
目的とした体験農業は、都市と農村の交流人
口を拡大するため、施策として重要であり、
また、新規就農者の支援として農業体験的に
実施することは、不安を取り除くためにも必
要である。他にも、学校・法人等が農業に従
事することも将来の農業を考えた場合一つの
方向と考える。そのため、農家でないものが
農業するための各種規制の緩和をお願いした
い。

・体験のために都心部からの人々（退職者転職者・
未就農者・児童生徒）のために遊休農地を開放す
る。
・地元農業高校に開放し、農業の研究をより一層深
め、新規作物の提案・農業による生計の確保など農
村部ならではの文化を築く。
・体験から就農へのプログラムの確立
・法人による経営農業の拡大

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

農産物直売のた
めの空店舗活用

・地元農産物を地元で売る、「地産・地消」
のしくみとして、中心商店街などの空店舗を
活用して農産物直売所を整備するための支援
をお願いしたい。

・中心商店街の空洞化による空店舗を農産物直売所
としてリニューアルするための取得費・改装費・運
転資金を実施者に支援したい。

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

地域通貨のしく
みづくり支援

地域通貨による「地産・地消」を図るため地
域通貨の流通が簡易に図れるシステムの構築
のための財政支援等をお願いしたい。

　地元産の農産物を地元で消費してもらうため、地
域通貨を流通させることで消費者側の負担がすくな
くなり、なおかつ地域商店街の活性化へとつなが
る。また、観光施策としての体験農業でできた収穫
物の流通手段として地域活性化へとつながる。

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

・整備新幹線法
に基づく都市再
生のための在来
線鉄道駅移転建
設交付金補助制
度の確立。

・整備新幹線駅建設に伴い、都市再生のため
の在来線駅移転等の必要がある都市に対し、
駅舎移転事業を行う補助又は交付金の新設、
又は、現行補助制度の拡大をお願いしたい。

・平成２４年開業予定の「北陸新幹線飯山駅」は、
並行在来線に該当しない「ＪＲ飯山線飯山駅」と３
００ｍ離れた位置に建設されます。市では「新たな
まちづくりによるまちなか再生」「観光客・公共交
通利用客への利便性」のため飯山駅移転を計画して
います。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
野
県

飯山市
地域の宝を活か
す賑わい創出・
旅産業おこし

　当市には「南北に流れる千曲川」「東西を囲む里山」
「棚田」「菜の花」「寺まち」など外にアピールできる
「宝物」が多く残っています。これらの宝を活かし、「観
光・農業・商業・環境・福祉・教育」など多分野を融合
し、交流人口を拡大させるための「旅産業・賑わい創出お
こし」を計画しています。今までのような、見て回るだけ
の観光ではなく、宝を活かした体験観光・体験学習をメ
ニューとして用意し、訪れた人とのふれあいの中でリピー
ターになっていただき、将来は市民として住んでいただけ
るような環境が作り出せればと考えています。「千曲川の
船くだり、里山のトレッキング、農林業体験、地元産にこ
だわる郷土料理・土産品、菜の花・寺まちを活用したイベ
ント開催」などの特色を生かしながら１０年後にせまった
「北陸新幹線飯山駅」を交流人口拡大の拠点として、地域
の活性化・雇用創出への起爆剤として地域再生構想を提案
します。

商店街環境整備
に対する地方債
メニューの拡大

　一般単独事業債「中心市街地再活性化等特
別対策事業」の対象事業に「商業施設」を加
えていただきたい。

　中心市街地活性化のための商業施設の整備「テナ
ントミックスに資する店舗」整備

岐
阜
県

岐阜県
美濃ミュージア
ム街道

　東海環状自動車道沿線に整備されている優れた個性を発
揮するミュージアムやテーマパークといった中核施設を
ネットワーク化すれば、世界でも最大のミュージアム街道
が出現する。これらの中核施設を核とし、地域にある伝統
文化、歴史、産業等をテーマとして整備された様々な施設
と連携し｢ふれる｣｢学ぶ｣｢遊ぶ｣｢楽しむ｣といった体験がで
きる回廊づくりを行い、点から線、線から面へ発展させ、
誘客の仕組みづくりを行なえば、魅力ある「産業観光」
「文化観光」の観光基盤が整う。そこで、関係する民間、
市町村、及び県が協働し、街道の広報や沿線への誘客を図
る事業を「美濃ミュージアム街道構想」として推進し、交
流産業の振興、地域の活性化を図ります。この構想推進の
ためには、高速道路を活用したネットワーク強化が必要不
可欠となる。

高速道路料金体
系の見直し

　高速道路を利用した回遊的観光を確立する
ため、高速自動車国道及びそれに接続する一
般有料道路の料金体系に鉄道等では既に実施
されている途中下車の制度を創設する。
　このため、一定距離（例：１００ｋｍ）以
上の利用者に対し、途中下車を認め、イン
ターチェンジを出た後再度高速を利用した場
合、新たなターミナルチャージの賦課の回
避、長距離割引の継続を認める。

(1) ＥＴＣ活用による、途中下車を認める料
金賦課システムの開発、運用。

(2) 前払い式のフリーカード（鉄道の周遊券
相当）の発売

途中下車制度をインセンティブとし、高速道路を積
極的に利用する観光ツアーの造成及び広報を行うこ
とで、高速道路利用者を増加させ、美濃ミュージア
ム街道への観光入り込み客を増大させる。

岐
阜
県

岐阜県
美濃ミュージア
ム街道

　東海環状自動車道沿線に整備されている優れた個性を発
揮するミュージアムやテーマパークといった中核施設を
ネットワーク化すれば、世界でも最大のミュージアム街道
が出現する。これらの中核施設を核とし、地域にある伝統
文化、歴史、産業等をテーマとして整備された様々な施設
と連携し｢ふれる｣｢学ぶ｣｢遊ぶ｣｢楽しむ｣といった体験がで
きる回廊づくりを行い、点から線、線から面へ発展させ、
誘客の仕組みづくりを行なえば、魅力ある「産業観光」
「文化観光」の観光基盤が整う。そこで、関係する民間、
市町村、及び県が協働し、街道の広報や沿線への誘客を図
る事業を「美濃ミュージアム街道構想」として推進し、交
流産業の振興、地域の活性化を図る。この構想推進のため
には、国のビジットジャパンキャンペーンと連携した海外
誘客促進が必要不可欠である。

ビジットジャパ
ンキャンペーン
との連携

　国のビジットジャパンキャンペーンと連携
した海外誘客戦略の展開
(1) 広報・宣伝事業
(2) キャンペーン事業
(3) 旅行商品造成事業

　海外メディアでの広告、海外観光展の開催、海外
旅行エージェントの招聘ツアーの実施等

岐
阜
県

岐阜県
美濃ミュージア
ム街道

東海北陸自動車道「川島ＰＡ・ハイウェイオアシス」を一
般道路利用者が河川環境楽園入園のための駐車に利用でき
るようにする

ハイウェイオア
シスを一般道路
利用者が利用で
きるよう解放

河川環境楽園は、県内外から多くの利用があ
る。しかし、一般道からの入園が多く、一般
駐車場は休日満車であるが、隣接するハイ
ウェイオアシスは、休日においても駐車ス
ペースに余裕がある。ハイウェイオアシスを
一般道路利用者が利用できるように改善。

広いハイウェイオアシスの一部駐車エリアを一般駐
車場として再整備することが駐車場の有効利用につ
ながる。

岐
阜
県

岐阜県
情報技術の活用
による新しい観
光産業の創出

　岐阜県山村地域は、全国的に有名な飛騨高山、日本３大
名湯の下呂温泉、世界文化遺産の白川郷など、歴史と自然
の観光資源にあふれた地域であると共に、全国に自慢でき
る飛騨牛や高原野菜等の産地であり、地域住民はこれらの
産業に深くかかわっている。しかしながら、大都市圏から
の距離が遠い等の地理的制約と近年の経済不況から来訪者
数や売上額の大幅な増加が見込めず、地域経済が低迷して
いる。
　情報技術の活用と地域全体をホットスポットネットワー
ク化を行うことにより、観光資源や地域の農産物の高付加
価値化を行うと共に、観光と農業を有機的に関連させるこ
とにより、これまでの観光と宿泊のみの受け身型の観光産
業から、観光客の利便性向上や農産物の直接販売のほか、
地域住民等の情報提供による、知的欲求と健康意識を向上
させる自己啓発型の新しい観光地への転換を試みること
で、長期滞在型観光客の増加やリピータの確保による地域
雇用の増加や新産業の創出を図る。

３ＧＨｚ帯以下
の周波数の地域
利用

周波数の有効活用の観点から、 帯以
下の周波数のうち次の周波数帯の地域再生用
途への活用について制度整備をお願いした
い。
（１）第三世代移動体通信システム（ＩＭＴ
－２０００）の将来的需要増に対応するため
にリザーブされている２．５ＧＨｚ帯及び
１．７ＧＨｚ帯の周波数については、２００
８年までに周波数再編成の基本方針が検討さ
れることになっているが、地方の農山村で
は、既に配分済みの周波数（２ＧＨｚ帯）で
すら相当期間の間は不足することがないと見
込まれることより、当該地域で利用を認めて
いただきたい。
（２）２．０／２．２ＧＨｚ帯の各５０ＭＨ
ｚは「ルーラル加入者系無線」に割当がされ
ているが、技術基準も陳腐化しており、周波
数の利用も限定的であることから、高速デー
タ通信用途として地方の農山村での利用を促
進いただきたい。

岐阜県の山村地域は集落が密集していないため、他
地域に比べてブロードバンドの普及が遅れている。
一方、国土の広い米国では、地域のブロードバンド
通信手段として広域無線システムの活用が盛んであ
り、今回割当を希望する周波数においてもコストパ
フォーマンスの高いシステムが実用化されている。
これら広域無線システムの導入により、地域全体に
ブロードバンド環境を構築し、地域の情報化を推進
することで当該地域を従来型観光産業からＩＴ技術
を融合させた新たな形態の観光地域へと脱却を図
る。

岐
阜
県

岐阜県
情報技術の活用
による新しい観
光産業の創出

　岐阜県山村地域は、全国的に有名な飛騨高山、日本３大
名湯の下呂温泉、世界文化遺産の白川郷など、歴史と自然
の観光資源にあふれた地域であると共に、全国に自慢でき
る飛騨牛や高原野菜等の産地であり、地域住民はこれらの
産業に深くかかわっている。しかしながら、大都市圏から
の距離が遠い等の地理的制約と近年の経済不況から来訪者
数や売上額の大幅な増加が見込めず、地域経済が低迷して
いる。
　情報技術の活用と地域全体をホットスポットネットワー
ク化を行うことにより、観光資源や地域の農産物の高付加
価値化を行うと共に、観光と農業を有機的に関連させるこ
とにより、これまでの観光と宿泊のみの受け身型の観光産
業から、観光客の利便性向上や農産物の直接販売のほか、
地域住民等の情報提供による、知的欲求と健康意識を向上
させる自己啓発型の新しい観光地への転換を試みること
で、長期滞在型観光客の増加やリピータの確保による地域
雇用の増加や新産業の創出を図る。

地域インフラ整
備関連補助金の
統合化

本再生構想は、情報技術により観光資源と農
業の融合化による産業構造の改革と地域経済
の活性化を目指すものであるため、その観点
から世帯を主体とする地域情報基盤整備と農
村の情報基盤整備は目的を同じにする基盤整
備である。そのため、下記の２事業補助金の
統合化をお願いしたい。
　　　　　　　　　　　　　　記
　総　務　省　：地域イントラネット基盤整
備事業
　農林水産省：農村振興支援総合対策事業
（情報基盤整備事業）

本地域再生構想に基づいた経済活動の活性化のた
め、採算の関係で民間主体のブロードバンド事業が
進出しない地域の情報基盤整備事業を進める。ま
た、観光拠点、農場等、様々な場所においてネット
ワークや新しい情報技術を利用する環境を整えるた
め、地域をホットスポット化する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岐
阜
県

岐阜県

いきいき福祉の
まちづくり構想
（ケア付き住宅
モデル事業）

便利な街中に住み替えたいという高齢者の希望に応えるた
め、駅前再開発ビルの中に、高齢者向け優良賃貸住宅とデ
イサービスセンター等の福祉施設をパッケージとして組み
込む。

社会福祉施設等
施設整備費など
の補助の弾力的
な運用

社会福祉施設に対する補助に「社会福祉施設
等施設整備費補助」（厚生労働省、取得費の
3/4）があり、補助率も高く有利であるが、
社会福祉法人が施設自体を「所有」すること
が条件となっている。街中で所有してまで進
出する社会福祉法人は少ない。社会福祉法人
が施設自体を所有しなくとも、社会福祉法人
に床を賃貸する公社等の建物所有者へ「施設
整備費補助」見合いの補助を投入する。

岐阜県住宅供給公社が再開発組合から保留床を取得
し、高齢者向け優良賃貸住宅として供給するととも
に、一部を社会福祉法人に賃貸し、デイサービスセ
ンター、ヘルパーステーション等として運営しても
らう。

岐
阜
県

岐阜県

公共バス優先市
街地活性化対策
（「コミバス」
作戦）

自動車に過度に依存した「くるま社会」は、交通事故、交
通渋滞、環境悪化、中心市街地の衰退などの諸問題を発生
させた。「くるま社会」がもたらす諸課題を解決するため
には、特に市街地における自動車交通を抑制し、「公共交
通機関」優先の交通政策に移行する必要がある。また、高
齢者・身体障害者等交通弱者の生活の足を確保するために
も、バス運行の充実を図る必要がある。そこで、従来の自
主運行バスを単なる輸送手段として捉えるのではなく、道
路整備や駐車場整備と同じ「公共事業」と位置づけて、幹
線バスと結節した公共バス中心の交通体系を築くことによ
り、中心市街地や地域の活性化を図る。また、自主運行バ
ス、福祉バス、スクールバス等の整理・統合による一体
的・効率的な運行を図る。

各種バスに係る
国庫補助制度の
統合・充実・弾
力的運用・要件
緩和

（国庫補助制度の統合）交通結節点改善事
業、特定交通安全施設等整備事業、バス利用
促進等総合対策事業、へき地児童生徒援助費
等補助金、医療施設等設備整備費補助金、在
宅福祉事業費補助金、身体障害者保護費補助
金の統合

（国庫補助制度の充実）対象施設の統合化、
補助金の財源として道路特定財源の活用、コ
ミュニティバスに係る車両購入や運行経費も
既存補助金の補助対象経費とすること

（国庫補助制度の弾力的運用）スクールバス
と福祉バスに係る住民利用について、その運
用基準の緩和

（国庫補助制度の要件緩和）国庫補助対象と
なる交通結節点改善事業の乗降客数要件の大
幅緩和、特定交通安全施設等整備事業におけ
る駐車台数規模要件の大幅緩和、バス利用促
進等総合対策事業のに係る補助対象地域要件
（例：人口３万人以上の都市）の大幅緩和

地域再生のために新たにもうけられる支援措置を利
用して、県内において、住民・ＮＰＯ・バス事業
者・市町村・県等が連携し、自主運行バス、福祉バ
ス、スクールバスの効率的・効果的運行を実現し、
同時に、幹線バスとコミュニティバスの連携、バス
と鉄道の連携を実現し、充実した地域公共交通体系
を築き上げる。

岐
阜
県

岐阜市
金華山・長良川
まるごと博物館
構想

原生林で覆われた緑豊かな金華山、名水百選・清流長良
川、１３００年の歴史を持つ鵜飼、斉藤道三や織田信長な
どの居城だった岐阜城など、人口40万都市レベルでは非常
に価値のある一級品の自然、文化遺産、歴史資源が集積し
ている特徴を生かし、エリア全体を野外博物館として位置
づけ、統一感ある総合的な地域の魅力アップを図り、まち
歩き等スローライフを味わいながら歴史、緑、川を堪能で
きるまちづくりを進める。

道路占用・道路
使用および河川
占用許可権限移
譲

限られた地区における総合的かつ統一的まち
づくりのための、道路占用・道路使用および
河川占用の許可権限の市への移譲

地域全体を野外博物館（エコミュージアム）として
の回遊性を高め、まち歩き等スローライフが味わえ
る地域づくりを進めている。
当該地区では、夏に「手力の火まつり・夏」「喜多
郎コンサート」など当該地区の自然を生かした多様
なイベントが行われている。

岐
阜
県

岐阜市
金華山・長良川
まるごと博物館
構想

原生林で覆われた緑豊かな金華山、名水百選・清流長良
川、１３００年の歴史を持つ鵜飼、斉藤道三や織田信長な
どの居城だった岐阜城など、人口40万都市レベルでは非常
に価値のある一級品の自然、文化遺産、歴史資源が集積し
ている特徴を生かし、エリア全体を野外博物館として位置
づけ、統一感ある総合的な地域の魅力アップを図り、まち
歩き等スローライフを味わいながら歴史、緑、川を堪能で
きるまちづくりを進める。

当該地区整備財
源の集中的な投
入

限られた地区における総合的かつ統一的まち
づくりのための、当該地区整備財源の集中的
な投入

岐阜公園の歴史公園としての再整備、歴史博物館リ
ニューアル、旧長良川ホテル跡地利用、長良川ふれ
あい回遊路整備、金華山の再生・整備などを通じ
て、地域全体を野外博物館（エコミュージアム）と
しての回遊性を高め、まち歩き等スローライフが味
わえる地域づくりを進める。

岐
阜
県

岐阜市
金華山・長良川
まるごと博物館
構想

原生林で覆われた緑豊かな金華山、名水百選・清流長良
川、１３００年の歴史を持つ鵜飼、斉藤道三や織田信長な
どの居城だった岐阜城など、人口40万都市レベルでは非常
に価値のある一級品の自然、文化遺産、歴史資源が集積し
ている特徴を生かし、エリア全体を野外博物館として位置
づけ、統一感ある総合的な地域の魅力アップを図り、まち
歩き等スローライフを味わいながら歴史、緑、川を堪能で
きるまちづくりを進める。

伝統的なまちな
み地域における
建築基準法の一
部緩和

　準防火地域での外壁、軒裏等外観に影響す
る部位への木材等使用の可能化

　当該エリア中、準防火地域の規制を一部緩和し住
民同意を得られる一定エリアにおいて、条例等に基
づいて総合的な防火性能を確保した場合には、外
壁、軒裏等に木材等を利用することが出来るように
する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岐
阜
県

岐阜市
政令指定都市構
想

政令指定都市の指定の要件、手続きについては、中核市及
び特例市の指定と異なり地方自治法上明確にされておら
ず、国の裁量によるところとなっている。また、国は合併
推進のための支援プランの中で弾力的な指定を検討するこ
ととはしているが、指定要件の明確化まではしていない。
よって地方自治法２５２条の１９で政令で指定する人口５
０万以上の市を指定都市としていることから、この人口５
０万以上を指定要件として明確化することが必要と考え
る。

政令指定都市指
定の要件明確化

政令指定都市の指定要件を「人口５０万人以
上」のみと明確化

地域の総合行政体として極力国や県に依存しないた
めにより多くの権限と財源を有する政令指定都市を
目指して２市４町による人口５４万規模の合併協議
を進めており、政令指定都市の指定要件を人口５０
万以上とすることで合併協議が進展する。

岐
阜
県

岐阜市
コンビニエンス
CITYぎふ構想

国の「ｅ－Ｊａｐａｎ２００２プログラム」に基づき電子
市役所を目指し、早急に行政事務の効率化を図り、高度な
利便性を提供できる都市を目指すもの。

eまちづくり交
付金の交付要件
などの緩和

IT技術を活用した行政情報サービスシステム
構築（コールセンターを設置する際の調査費
など及び地上波デジタル放送を活用した行政
情報提供サービス計画の策定費など）が「e
まちづくり交付金」の交付対象となるような
交付要件の緩和

・様々な申告手続の電子化などを実現し、自宅や職
場において、２４時間いつでもサービスが受けるこ
とができる行政を実現。
特に、独自サービスとしてコールセンターを設置
し、 市民の問合せに直ぐに対応し、サービスの向
上を図る。
コールセンターについては、自治体にかかる電話想
定問答集等を作成し、問い合わせをオペレーターが
答えることにより、迅速な対応とたらい回しの解消
等ができ、電話によるワンストップサービスが実現
する。

・「地上波デジタル放送を活用した行政サービス提
供に関する実証実験」が全国で唯一、本市で実施さ
れ、そのフィールドとしての成果をもとに、実践的
に諸課題を検証し、より具体化した地域密着型の岐
阜市版デジタル放送活用を進め、インターネットを
補完したアクセシビリティのある市民サービスを実
現。

岐
阜
県

岐阜市
バイオマス・タ
ウンぎふ構想

「21世紀型環境都市バイオマス・タウンぎふ」を理想都市
像に掲げ、
①バイオマスにより環境配慮が根付く都市
②バイオマスにより産業等が活性化する都市
③バイオマスにより健康・快適な生活を楽しめる都市
を目標にして、バイオマスのエネルギー利用、製品利用、
変換技術の研究、利活用推進のための全体的な取り組みを
進め、バイオマスの循環を通して、活性化したまちづくり
を行う。

バイオマス理解
促進に関する支
援措置

　エネルギー起源二酸化炭素排出抑制普及啓
発補助事業における補助対象を、地方公共団
体およびマスコミ活用事業のみではなく、Ｎ
ＰＯ事業などへ対象拡大

　１６年度を岐阜市バイオマス利活用計画の最初の
実施年度として、市民、事業者の理解促進を進める
ため、バイオマスシンポジウム岐阜を行う。シンポ
ジウムの実施主体として、岐阜市バイオマスプロ
デュース実行委員会を設置するが、バイオマスシン
ポジウム終了後に、ＮＰＯを活用した市民、事業者
のバイオマス理解促進を進めるための検討を行い、
具体的なＮＰＯを中心とする事業展開を推進する。

岐
阜
県

岐阜市
バイオマス・タ
ウンぎふ構想

「21世紀型環境都市バイオマス・タウンぎふ」を理想都市
像に掲げ、
①バイオマスにより環境配慮が根付く都市
②バイオマスにより産業等が活性化する都市
③バイオマスにより健康・快適な生活を楽しめる都市
を目標にして、バイオマスのエネルギー利用、製品利用、
変換技術の研究、利活用推進のための全体的な取り組みを
進め、バイオマスの循環を通して、活性化したまちづくり
を行う。

生分解性プラス
チックの性能等
標準規格化

　従来のプラスチックとの区別および分解の
定義など生分解性プラスチックの性能等標準
規格化

　現在、バイオ由来プラスチックの使用について、
本市グリーン購入方針で指定しているが、一層の使
用拡大を図り、繊維、衣料品なども含め、市民、事
業者による使用促進について具体的検討を行ってい
る。
　容器包装リサイクル法上では、コンビニ等のプラ
スチック包装の食品廃棄物については、プラスチッ
ク包装と食品を分別処理しなければならない。食品
リサイクル推進のため、現在、生ごみと生分解性プ
ラスチックの混合物の分解研究について検討してい
るが、生分解性プラスチックの同法上の取り扱いの
明確化が課題となっている。

岐
阜
県

岐阜市
バイオマス・タ
ウンぎふ構想

「21世紀型環境都市バイオマス・タウンぎふ」を理想都市
像に掲げ、
①バイオマスにより環境配慮が根付く都市
②バイオマスにより産業等が活性化する都市
③バイオマスにより健康・快適な生活を楽しめる都市
を目標にして、バイオマスのエネルギー利用、製品利用、
変換技術の研究、利活用推進のための全体的な取り組みを
進め、バイオマスの循環を通して、活性化したまちづくり
を行う。

バイオディーゼ
ル燃料の非課税
又は課税率緩和

　車両エンジンへの負担が少ない軽油混合バ
イオディーゼル燃料に対する非課税又は課税
率緩和の措置

　ごみ減量とリサイクル推進の観点から、家庭廃油
を収集するにあたり、リサイクル先としてバイオ
ディーゼル燃料を検討している。
　現在１台の業務車両に学校給食廃油のバイオ
ディーゼル燃料を使用している。家庭廃油の収集に
併せてさらに使用車両拡大を検討しているが、１０
０％廃油使用のバイオディーゼル燃料は車両エンジ
ンに負担がかかるという懸念がある。

岐
阜
県

岐阜市
バイオマス・タ
ウンぎふ構想

「21世紀型環境都市バイオマス・タウンぎふ」を理想都市
像に掲げ、
①バイオマスにより環境配慮が根付く都市
②バイオマスにより産業等が活性化する都市
③バイオマスにより健康・快適な生活を楽しめる都市
を目標にして、バイオマスのエネルギー利用、製品利用、
変換技術の研究、利活用推進のための全体的な取り組みを
進め、バイオマスの循環を通して、活性化したまちづくり
を行う。

バイオマス利活
用促進に係る支
援制度の整理

地方が活用しやすいバイオマス支援制度への
整理統一化および情報の流れ、窓口の一元化

　バイオマスタウンぎふ構想を進めるうえでの実証
モデル地区として、テーマを明確にし、集中的な支
援や研究を目的とした、自治会などを単位とするミ
ニバイオタウンの指定を検討している。
　バイオマス関連のソフト、ハードの整備や、住
民、事業者の合意と推進体制の整備、専門家、情報
等の支援制度などを検討しているが、資金面の問
題、専門家不足、国の支援策が複雑であるなど課題
が多い。

198 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岐
阜
県

岐阜市
水によるまちお
こし構想

　本市は長い治水・利水の歴史を通じ、清流長良川やその
伏流水など良質で豊かな水により育まれてきた。また、こ
の豊かな自然資源である水が市民生活や地場産業を支え、
地域の大きな特徴となっている。しかし、近年の鵜飼等へ
の観光客の落ち込みにも窺えるように新たなる観光都市と
して再生を迫られる時期を迎え、地域資源である水を活用
した地域再生を柱に、地域経済やまちづくりに大きく関与
する必要が生じてきた。
　そこで、産学官民による研究会を設立し、水をキーワー
ドに調査・研究を行い、各種施策の展開方向等について幅
広く検討を行ってきた。現在、具体的な施策を視野に入れ
た｢水によるまちおこし基本計画｣を策定中であり、平成16
年度は、この基本計画に基づく各種施策が実現に近づくよ
う産学官民の連携体制により本構想を継続的に推進する。

長良川等河川の
水利調整に関わ
る利便性の向上

　許可水量の範囲内において、水利権の許可
を受けた者の裁量で目的外への使用転用が可
能となるよう緩和

　水を活かした観光振興と水と触れ合う場の創造に
向けて
・河川の利用促進に向けた調査の実施
長良川をはじめとする河川について、水利権等を踏
まえ、河川の多面的な利用方法など、その有効活用
を図るための可能性や条件などを調査・検討する。
・暗渠水路実態調査の実施
市街地を流れる水路において暗渠部・開渠部の水量
等を把握し、さらに暗渠上部の利用等の実態を把握
した上で、開渠化に向けた基礎的資料を作成する。
・関係機関との調整
暗渠上部利用主体との調整協議を行う。
・事業の実施
整備の可能性があると判断された箇所について、地
域資源を活用した新たな観光拠点整備の事業化を図
る。

岐
阜
県

岐阜市
まち再生プロ
ジェクト構想

岐阜市の都心部においては、商業を初め多様な都市機能を
備えたにぎわいある複合市街地の形成を目指す。
JR岐阜駅北地域においては繊維卸売り機能を主体とする市
街地再編により、また柳ヶ瀬通周辺地域においては建物の
共同化等により都市拠点を形成するもの。

民間都市再生事
業計画の認定要
件緩和

都市再生特別措置法施行令第２条第１項及び
第２項で定められている都市再生事業規模
（1.0haおよび0.5haの双方）の要件緩和

都市再生事業の規模要件を緩和することで、小規模
ではあるが、地域整備方針に定めた都市機能の増進
に貢献する民間都市開発事業を促進する。

岐
阜
県

岐阜市
まち再生プロ
ジェクト構想

岐阜市の都心部においては、商業を初め多様な都市機能を
備えたにぎわいある複合市街地の形成を目指す。
JR岐阜駅北地域においては繊維卸売り機能を主体とする市
街地再編により、また柳ヶ瀬通周辺地域においては建物の
共同化等により都市拠点を形成するもの。

まちなかでのイ
ベント開催時の
道路交通法規制
緩和

道路占用・道路使用許可権限を市へ移譲
地域の活性化に寄与する様々なイベントを道路空間
等で実施しやすくする。

岐
阜
県

多治見市
地域新交通シス
テム創出構想

地方においては、従来の路線バスやタクシー以外に、高齢
者や身体障害者等の移動制約者にとって、安価で利便性の
高い新しい交通システムが求められているが、地域特性に
より、その実状は様々である。現行の道路運送法および関
係法令では、運賃や路線等の事業計画の変更を始めとし
て、認可、あるいは届出の手続きが必要となり、その都
度、地方運輸局への事務手続きに相応な時間を要する。す
でに、道路運送法施行令において、旅客自動車運送事業に
関する権限の一部を国土交通大臣より地方運輸局長へ委任
されているが、市町村が当該区域の公共の福祉のために、
当該区域内に限定して行なわれる旅客輸送サービスに関し
ては、迅速かつ柔軟な対応が求められる事業計画の変更等
について、地域特性を熟知する市町村の長にその権限を委
ねるようにしていただきたい。

旅客自動車運送
事業に関する権
限を市町村の長
に委任

地方公共団体が主体となり、当該区域で公共の福
祉のために行なう旅客自動車運送事業であって、
発地および着地のいずれもが当該区域内で行なわ
れる運送事業である場合、道路運送法施行令（以
下「施行令」という）に規定する地方運輸局長に
委任する権限のうち、次に挙げるものは、市町村
の長に委任する。
・運賃、料金の上限の設定・変更の認可（施行令
第１条第１項第２号）
・運賃の設定・変更の届出の受理（施行令第１条
第１項第３号）
・運賃の変更命令（施行令第１条第１項第４号）
・運送約款の設定・変更の認可（施行令第１条第
１項第５号）
・事業計画の変更の認可、届出の受理、同届出に
対する意見聴取、同意見聴取の結果変更日繰上げ
しても支障ない旨の通知、同通知に基づく変更日
の繰上げの届出の受理（施行令第１条第１項第６
～９号）
・運行計画の設定・変更に係る届出の受理（施行
令第１条第１項第１０号）
・事業計画に定める業務の確保に関する命令（施
行令第１条第１項第１１号）
・一般乗合所客自動車運送事業以外の事業に関す
る法第２章及び第４章に規定する権限で地方運輸
局長に委任された権限（施行令第１条第２項）
・施行令第１条第１項及び第２項により地方運輸
局長に委任された権限のうち、運輸監理部長又は
運輸支局長に委任された権限の一部(施行令第１条
第３項第１号、第２号）

現行の道路運送法および関係法令では、事業の許可
はもちろんのこと、運賃や路線等の事業計画の変更
を始めとして、認可、あるいは届出の手続きが必要
となり、その都度、国土交通省や地方運輸局への事
務手続きと相応な時間が求められることとなる。す
でに、道路運送法施行令において、旅客自動車運送
事業に関する権限の一部を地方運輸局長へ委任され
ているものであるが、この際、市町村が主体となり
当該区域の公共の福祉のために、当該区域内に限定
して行なわれる旅客輸送サービスに関しては、当事
者である市町村に任せる主旨で、市町村の長にその
権限を委ねるようにしていただきたい。

岐
阜
県

多治見市
地域新交通シス
テム創出構想

現行のバス停の設置の際の基準を緩和する。
市町村道におけ
るバス停車帯設
置基準の緩和

道路構造令第５条第１項及び同施行規則第２
条に規定されるバス停車体について、その技
術基準を見直し、交通量の比較的少ない市町
村道においては、市町村の事情に応じて設置
できるよう技術基準を明文化するもの。

道路構造令に基づくバス停車帯の技術基準では、市
町村道について「バス停留所を設けると、その路線
の交通容量が設計交通量に満たなくなる場合は、必
要に応じてバス停車帯を設けるものとする」とあ
り、設置基準が明確になっていないために都道府県
等での運用に差が生じている。
現在、当市では公安協議等においてバス停車帯は幅
員3m、全長30m以上を確保しないと設置できない状
況である。
したがって、交通量の比較的少ない市町村道では、
技術基準を満たさない場合においても当該市町村の
判断によりバス停を設置できるよう明文化していた
たきたい。
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都道
府県
名
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地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岐
阜
県

多治見市
地域新交通シス
テム創出構想

バス事業者が補助金を受けて導入した低床バスを使用する
路線を限定せず、高齢者、障害者が多く利用する路線での
使用を可能とする。（補助際の路線限定を緩和する。）

補助金で導入し
た低床バスの使
用路線限定規定
の緩和

国土交通省のバス運行対策費補助金交付要綱
における生活交通路線への提唱バス導入に対
する補助金交付の運用基準の緩和。

現行の補助金交付要綱における補助対象は「生活交
通路線の用に供する」との規定から、生活交通路線
での運行が年間実車走行キロの50％以上を占めるこ
ととなっている。また、補助金交付決定の際の注意
事項として「５年間譲渡、貸与等ができない」こと
から５年間は生活交通路線以外の路線への転用が認
められていない。
しかし、今後交通バリアフリー等の地域におけるバ
リアフリー化が進む中で、地域の小さなバス事業者
においても低床バスの導入を促進する必要があるた
め、現行の基準である「50％以上」、「５年間」を
「30％以上」、「３年間」に緩和していただきた
い。

岐
阜
県

多治見市
多治見市教育再
生計画

住民参加型の組織による学校運営の実現を目的とする。こ
のため、校長の公募と任免権、教職員の任免権、教職員の
勤務評定実施権、教職員の研修実施権等、教育委員会の権
限の一部を住民参画による「学校運営委員会」に付与し、
より特色のある学校づくりと市民教育の実現、市民権限の
拡大を目指すもの。

住民参加型の学
校運営

教育委員会に属している学校の管理運営権限
の一部を住民参加組織の学校運営委員会に付
与するできるように制度の整備又は特例を求
めるもの。

教育委員会に属している学校の管理運営権限の一部
を住民参加組織の学校運営委員会に付与する。
①校長の公募と任免権の付与　②教職員の任免権の
付与　③教職員の勤務評定実施権の付与　④教職員
の研修実施権の付与　⑤校内組織の決定権の付与
⑥基準外教育課程の編成権の付与　⑦教科用図書の
採択権の付与

岐
阜
県

多治見市
多治見市教育再
生計画

統合教育を推進するため、教職員定数の見直しを求めるも
の。

統合教育推進の
ための加配教員
の定数化

現行の公立義務教育諸学校の学級編制及び教
職員定数の標準に関する法律には統合教育や
学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（Ａ
ＤＨＤ）の子どもに対する教員数の配慮がな
されていない。統合教育やＬＤ等に細かく対
応できる教職員定数の在り方を求め、子ども
たちの教育機会の保障をするもの。

22に記載した意義・目標を達成するために、障害を
もつ子どもともたない子どもとが、ひとつの集団の
なかで学習をする。教員を加配することにより、そ
の子どもにあった学習効果の向上が期待できる。ま
た、教職員の雇用拡大にもつながる。

岐
阜
県

多治見市
多治見市教育再
生計画

公民館の利便性を高めるため、公立公民館の転用を求める
もの。

公立公民館の有
効的活用

社会教育法に基づき設置している市立公民館
を、社会教育法の枠からはずしコミュニティ
センターとして施設の利用形態を変更し、規
制緩和を図ることによって、地域住民がより
生活に密着した利用ができるよう施設の転用
を図る。

公民館では社会教育法の規定により、政治、宗教、
営利事業に係る使用ができないことになっている。
したがって市民から「冠婚葬祭、法事等の市民に密
着した行事」、「地場産業である陶磁器の展示販売
等の営業活動」、「支持政党の勉強会等政治行為」
ができる施設としての要望があることから、こうし
た行為ができる施設として運用を図る。

岐
阜
県

多治見市
多治見市産業再
生

地場産業である陶磁器産業を、観光的に再生し、市街から
の来訪者を増加させるべく取り組んでおり、そのために
は、陶磁器の販売施設や製造施設（工房程度の規模）ある
いは、来訪者が作陶体験ができるような製販一体型施設等
を、市中心部や郊外の調整区域においても設置可能とする
ことで陶磁器産業の3次産業化を図り、再生しようという
考えである。また、こうした産業の観光化に当って来訪者
の利便性を高めるための表示や道路、河川敷等の関する規
制緩和及び権限の移譲を求めるもの。

美濃焼産地とし
ての多治見市産
業再生

平成15年1月にふれあいサロン「ほっとふ
る」を経済産業省の補助金を利用して設置。
ＴＭＯが活動拠点としているが、補助金の要
綱上、収益事業が禁止されているため、これ
を緩和し、収益事業をできるようにしていた
だきたい。

ＴＭＯ活動の展開が容易になり、ＴＭＯの自立を促
すことにつながる。市産品を展示するだけでなく、
実際に購入できるようにすることで、来訪者の満足
につながり、交流を促す効果もある。物品販売や飲
食など、集客力のある事業を行い、ＴＭＯが独自に
考え、自主事業を幅広く展開するための自主財源と
する。

岐
阜
県

多治見市
多治見市産業再
生

地場産業である陶磁器産業を、観光的に再生し、市街から
の来訪者を増加させるべく取り組んでおり、そのために
は、陶磁器の販売施設や製造施設（工房程度の規模）ある
いは、来訪者が作陶体験ができるような製販一体型施設等
を、市中心部や郊外の調整区域においても設置可能とする
ことで陶磁器産業の3次産業化を図り、再生しようという
考えである。また、こうした産業の観光化に当って来訪者
の利便性を高めるための表示や道路、河川敷等の関する規
制緩和及び権限の移譲を求めるもの。

美濃焼産地とし
ての多治見市産
業再生

国道の看板設置について、民間施設でも市政
策上重要なものに対する案内看板設置基準を
緩和していただきたい。また、現在多治見市
サイン計画を策定中であり、色で差別化した
サインの設置についても認めていただきた
い。

地元や民間企業でまちづくりの機運が高まってい
る。さかづき美術館やこども陶磁器博物館など、市
内外の陶磁器ファンにアピールできる施設が設置さ
れている。各産地ごとに盃・徳利など特色ある陶磁
器を作っていたため、個性的な施設が作りやすくこ
のような設備設置の動きは各地にある。市としても
集客のためのＰＲに協力したく、美術館・資料館な
どで特に市長の認めたものに関しては、国道に案内
看板の設置をすることを認めていただきたい。ま
た、陶磁器には形状のみならず色に特徴のあるもの
が多く、来客者にわかりやすいように交通安全に支
障のない範囲での看板の色についても規制を緩和し
ていただきたい。現在サイン計画を策定中であり、
国道についても設置をお願いしたい。
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地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岐
阜
県

多治見市
多治見市産業再
生

地場産業である陶磁器産業を、観光的に再生し、市街から
の来訪者を増加させるべく取り組んでおり、そのために
は、陶磁器の販売施設や製造施設（工房程度の規模）ある
いは、来訪者が作陶体験ができるような製販一体型施設等
を、市中心部や郊外の調整区域においても設置可能とする
ことで陶磁器産業の3次産業化を図り、再生しようという
考えである。また、こうした産業の観光化に当って来訪者
の利便性を高めるための表示や道路、河川敷等の関する規
制緩和及び権限の移譲を求めるもの。

美濃焼産地とし
ての多治見市産
業再生

一級河川の中心市街地区域内等一定の区画内
での河川敷でのイベント広場や臨時駐車場と
しての利用に対する許可権限を市町村長に移
譲していただきたい。

河川の使用に関しては、現在でも出初式や花火大会
など市主催のいくつかのイベントで許可されてお
り、地域の活性化に対して河川使用は大きなメリッ
トがあると考えている。中心市街地内で国土交通省
の指定した河川区域に関しては、市長の権限で使用
許可を行い、より一層の有効活用を図りたいと考え
ている。

岐
阜
県

多治見市
多治見市産業再
生

地場産業である陶磁器産業を、観光的に再生し、市街から
の来訪者を増加させるべく取り組んでおり、そのために
は、陶磁器の販売施設や製造施設（工房程度の規模）ある
いは、来訪者が作陶体験ができるような製販一体型施設等
を、市中心部や郊外の調整区域においても設置可能とする
ことで陶磁器産業の3次産業化を図り、再生しようという
考えである。また、こうした産業の観光化に当って来訪者
の利便性を高めるための表示や道路、河川敷等の関する規
制緩和及び権限の移譲を求めるもの。

都市計画運用指
針の見直し

都市計画運用指針Ⅳ－１－２　マスタープラ
ン　及びⅣ－２－ⅠＢ区域区分の見直しを行
い、市街地周辺の一定規模以上の既存集落で
あれば、現行の指針に満たない場合であって
も、飛び市街地として指定を行うことができ
るようにしていただきたい。

多治見市においては、農振農用地や山林の介在によ
り市街地が分断されている地域（南姫地域）があ
り、集落を形成しているが、運用指針に定める市街
化区域への編入要件を満たさないため、地域のまち
づくりが進まない。地域においては、地域の過疎化
を防ぐためにも、新たな産業施設や住宅の張り付き
による、地域の発展を望んでおり、南姫地域として
の既存集落の住環境整備を図るため、日常生活に支
障のない地域づくりを目指すためのまちづくり計画
を策定し、居住及び産業等の立地を促進したい。

岐
阜
県

多治見市
多治見市産業再
生

地場産業である陶磁器産業を、観光的に再生し、市街から
の来訪者を増加させるべく取り組んでおり、そのために
は、陶磁器の販売施設や製造施設（工房程度の規模）ある
いは、来訪者が作陶体験ができるような製販一体型施設等
を、市中心部や郊外の調整区域においても設置可能とする
ことで陶磁器産業の3次産業化を図り、再生しようという
考えである。また、こうした産業の観光化に当って来訪者
の利便性を高めるための表示や道路、河川敷等の関する規
制緩和及び権限の移譲を求めるもの。

都市計画法２９
条の適用除外の
見直し

都市計画法２９条による市街化調整区域にお
ける開発許可の適用除外に関し、地場産業関
連を含めていただきたい。

地場産業である陶磁器産業を、観光的に再生し、市
街からの来訪者を増加させるべく取組んでいる。市
の郊外にある陶磁器産地は、市街化区域となってい
るが、その外縁は調整区域である。自然環境の豊か
な地域に民間事業者が魅力的な陶磁器の製造・販売
施設を設置し、観光客を集客しようとしても、建築
が制限されているので、地場産業に関しては、この
制限を取り除き、地場産業振興に寄与する施設整備
を可能とすることで、陶磁器産地の魅力を高め、観
光的な再生を図りたい。

岐
阜
県

多治見市
多治見市産業再
生

地場産業である陶磁器産業を、観光的に再生し、市街から
の来訪者を増加させるべく取り組んでおり、そのために
は、陶磁器の販売施設や製造施設（工房程度の規模）ある
いは、来訪者が作陶体験ができるような製販一体型施設等
を、市中心部や郊外の調整区域においても設置可能とする
ことで陶磁器産業の3次産業化を図り、再生しようという
考えである。また、こうした産業の観光化に当って来訪者
の利便性を高めるための表示や道路、河川敷等の関する規
制緩和及び権限の移譲を求めるもの。

建築基準法４８
条別表第二

商業地域においては、陶磁器製造施設の建築
が制限されているが、この規制を緩和してい
ただきたい。

地場産業である陶磁器産業を、観光的に再生し、市
街からの来訪者を増加させるべく取組んでおり、そ
のためには、民間事業者によ陶磁器の販売施設や製
造施設（工房程度の規模）を集客力のある商業地区
においても整備可能とし、地場産業振興に寄与させ
ようとするもの。

岐
阜
県

多治見市

バイオマスによ
る持続可能な地
域社会・多治見
の創造

多治見市は、ごみの徹底分別や廃棄物発電、太陽光発電の
採用などで、循環型社会の形成、CO2削減型エネルギー政
策を進めているが、残された大きな課題は生ごみである。
生ごみは焼却すれば非常にエネルギー効率が悪いが、バイ
オマス活用では大きな可能性を秘める。堆肥化やバイオガ
ス化の新技術を導入し生ごみ分別収集とシステム化するこ
とで、それに携わる雇用の確保と持続可能な社会システム
づくりにつなげることができる。BDF製造・使用における
車検や危険物取り扱いの規制、生ごみリサイクル施設にお
ける廃棄物処理施設としての規制等を緩和し、各種補助制
度を弾力的に運用して生ごみ関連複合施設を設置・運用す
る。

軽油からBDFに
転換する場合の
自動車検査証書
換え手続きの免
除

BDFのディーゼル車両での利用は、車両の改
造等が一切不要であるのにもかかわらず、事
務手続きのみが必要となっている。軽油から
BDFへの変更手続きを不要としても差し支え
がなく、また車両燃料の弾力的運用が可能と
なる。

BDFをごみ収集車の燃料として活用する。すでに民
間業者によって製造されたBDF車両を3台運行させて
いるが、天ぷら油の回収量に応じた弾力的車両運行
を行う。

岐
阜
県

多治見市

バイオマスによ
る持続可能な地
域社会・多治見
の創造

多治見市は、ごみの徹底分別や廃棄物発電、太陽光発電の
採用などで、循環型社会の形成、CO2削減型エネルギー政
策を進めているが、残された大きな課題は生ごみである。
生ごみは焼却すれば非常にエネルギー効率が悪いが、バイ
オマス活用では大きな可能性を秘める。堆肥化やバイオガ
ス化の新技術を導入し生ごみ分別収集とシステム化するこ
とで、それに携わる雇用の確保と持続可能な社会システム
づくりにつなげることができる。BDF製造・使用における
車検や危険物取り扱いの規制、生ごみリサイクル施設にお
ける廃棄物処理施設としての規制等を緩和し、各種補助制
度を弾力的に運用して生ごみ関連複合施設を設置・運用す
る。

BDF製造施設に
おける危険物取
扱規制の緩和

BDFは、危険物4類第3石油類非水溶性液体に
分類され、2,000リットル以上の貯蔵施設が
法規制を受ける。これを、動植物油と同等の
10,000リットル以上とすることで、市内から
回収される天ぷら油1ヶ月分全量をBDF化でき
る施設を「届出」によって設置することがで
きる。

BDF製造施設を設置し、営農組合等の活用など農村
地域の雇用対策として管理を委託する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岐
阜
県

多治見市

バイオマスによ
る持続可能な地
域社会・多治見
の創造

多治見市は、ごみの徹底分別や廃棄物発電、太陽光発電の
採用などで、循環型社会の形成、CO2削減型エネルギー政
策を進めているが、残された大きな課題は生ごみである。
生ごみは焼却すれば非常にエネルギー効率が悪いが、バイ
オマス活用では大きな可能性を秘める。堆肥化やバイオガ
ス化の新技術を導入し生ごみ分別収集とシステム化するこ
とで、それに携わる雇用の確保と持続可能な社会システム
づくりにつなげることができる。BDF製造・使用における
車検や危険物取り扱いの規制、生ごみリサイクル施設にお
ける廃棄物処理施設としての規制等を緩和し、各種補助制
度を弾力的に運用して生ごみ関連複合施設を設置・運用す
る。

バイオマス施設
に係る廃棄物処
理法規制の適用
除外

市が行う生ごみリサイクルとしてのバイオマ
ス活用施設については、廃棄物処理法に規定
する一般廃棄物処理施設の構造基準を適用除
外とする。

バイオマス（堆肥化・ガス化）施設をBDF施設と併
設し、生ごみ資源化を推進する。

岐
阜
県

多治見市

バイオマスによ
る持続可能な地
域社会・多治見
の創造

多治見市は、ごみの徹底分別や廃棄物発電、太陽光発電の
採用などで、循環型社会の形成、CO2削減型エネルギー政
策を進めているが、残された大きな課題は生ごみである。
生ごみは焼却すれば非常にエネルギー効率が悪いが、バイ
オマス活用では大きな可能性を秘める。堆肥化やバイオガ
ス化の新技術を導入し生ごみ分別収集とシステム化するこ
とで、それに携わる雇用の確保と持続可能な社会システム
づくりにつなげることができる。BDF製造・使用における
車検や危険物取り扱いの規制、生ごみリサイクル施設にお
ける廃棄物処理施設としての規制等を緩和し、各種補助制
度を弾力的に運用して生ごみ関連複合施設を設置・運用す
る。

バイオマス利活
用に関する補助
金の統合化

BDFと堆肥化・ガス化の統合施設設置に対し
て、一部旧来技術の活用があったとしても補
助対象として運用できるようにする。また、
農林水産省、環境省、NEDOの施設補助制度が
あるが、省庁の枠を超えて統合補助金化す
る。

バイオマス（堆肥化・ガス化）施設をBDF施設と併
設し、生ごみ資源化を推進する。

岐
阜
県

たけかわ
企画

中津川市地域
ネットワーク民
間開放プロジェ
クト＜放送･通
信＞

主要都市、名古屋市から70km、岐阜市から80kmの距離に位
置する中津川市が、今後経済及び文化を継続発展し、住民
生活の向上を推進するために、都市部に匹敵する情報基盤
を構築し、それを民間に開放し、住民の利便性向上はもち
ろんのこと、新しい用途、価値、しくみを住民自らが構築
し、特色ある事業の創出と雇用を生み出す自立した地域社
会の実現をはかる。

地域公共ネット
ワークの目的外
利用の推進（民
間開放）

補助施策「地域イントラネット基盤施設整備
事業」を活用し構築したネットワークを、各
種サービス事業の創出等、地元経済活性化の
ため、幅広く地域企業等が活用できる措置。

地域ネットワーク(地域イントラネット、アクセス
ネットワーク等)を活用し、地場企業が行政業務／
行政サービスのアウトソーシングを自治体から受託
しきめこまやかな住民サービスを実現し行政コスト
の削減と地場企業の雇用促進が図れる。また、高
速、広帯域の地域ネットワークを利用して保健福
祉、防災、教育、娯楽、観光等の映像／画像をふん
だんに使った情報サービスを低価格で実現するとと
もに新規事業創出を図る。

岐
阜
県

たけかわ
企画

中津川市地域
ネットワーク民
間開放プロジェ
クト＜放送･通
信＞

主要都市、名古屋市から70km、岐阜市から80kmの距離に位
置する中津川市が、今後経済及び文化を継続発展し、住民
生活の向上を推進するために、都市部に匹敵する情報基盤
を構築し、それを民間に開放し、住民の利便性向上はもち
ろんのこと、新しい用途、価値、しくみを住民自らが構築
し、特色ある事業の創出と雇用を生み出す自立した地域社
会の実現をはかる。

「新世代ケーブ
ルテレビ施設整
備事業」の補助
金要件の改善

市町村が整備･運営する公設公営、または第
三セクターが整備･運営する民設民営となっ
ている補助金要件に、市町村が整備して第三
セクターが運営する公設民営を追加。

市町村が整備することにより全戸加入を実現し、地
域での均一な情報サービス提供の基盤を整備する。
民間（第３セクター）が運用を行うことにより、低
コストかつ柔軟で効率的な経営を実現する。

岐
阜
県

たけかわ
企画

中津川市地域
ネットワーク民
間開放プロジェ
クト＜放送･通
信＞

主要都市、名古屋市から70km、岐阜市から80kmの距離に位
置する中津川市が、今後経済及び文化を継続発展し、住民
生活の向上を推進するために、都市部に匹敵する情報基盤
を構築し、それを民間に開放し、住民の利便性向上はもち
ろんのこと、新しい用途、価値、しくみを住民自らが構築
し、特色ある事業の創出と雇用を生み出す自立した地域社
会の実現をはかる。

「地域イントラ
ネット基盤施設
整備事業」にお
ける追加工事の
採択

平成12年度、平成13年度に実施した補助ス
キーム「地域イントラネット基盤施設整備事
業」の光ケーブル工事では高度利用、信頼性
向上および予備のための光ファイバ心線収容
が認められず（１拠点当り4心が最大心
数）、障害対応、拡張対応に課題があり。そ
の後の補助スキームでは高度利用、信頼性向
上および予備のための光ファイバ心数収容が
認められた。導入時期によるシステム格差是
正のため現在の採択基準との光ファイバ心線
数差を追加するための補助金工事の採択。

既設光ケーブルの共架設備（ハンガ、メッセン
ジャーワイヤなどの設備）を活用・流用し、不足す
る光ファイバ心線の増設（追加共架）工事を、新規
共架工事に比べて安価に施工する。

岐
阜
県

たけかわ
企画

中津川市地域
ネットワーク民
間開放プロジェ
クト＜放送･通
信＞

主要都市、名古屋市から70km、岐阜市から80kmの距離に位
置する中津川市が、今後経済及び文化を継続発展し、住民
生活の向上を推進するために、都市部に匹敵する情報基盤
を構築し、それを民間に開放し、住民の利便性向上はもち
ろんのこと、新しい用途、価値、しくみを住民自らが構築
し、特色ある事業の創出と雇用を生み出す自立した地域社
会の実現をはかる。

著作権管理運営
の簡素化

地上波TV(アナログ／デジタル)放送及び各種
映像コンテンツの地域ネットワーク（デジタ
ルIPネットワーク）での再送信などの情報配
信サービスにおける著作権管理ルールを部分
的にでも簡素で明確な物にし、簡単な届出に
より実現し限定サービスから実現を図る。

地域ネットワーク(地域イントラネット、アクセス
ネットワーク等)を活用し、放送と通信を統合した
映像／画像情報サービスを低価格で実現するととも
に、地域における映像コンテンツ関連の新規事業創
出を図る。著作権管理として地域ネットワークの
ユーザ認証を各加入者宅セットボックス（映像デ
コーダ）で行うシステムとする。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岐
阜
県

たけかわ
企画

中津川市地域
ネットワーク民
間開放プロジェ
クト＜放送･通
信＞

主要都市、名古屋市から70km、岐阜市から80kmの距離に位
置する中津川市が、今後経済及び文化を継続発展し、住民
生活の向上を推進するために、都市部に匹敵する情報基盤
を構築し、それを民間に開放し、住民の利便性向上はもち
ろんのこと、新しい用途、価値、しくみを住民自らが構築
し、特色ある事業の創出と雇用を生み出す自立した地域社
会の実現をはかる。

国土交通省の
ダークファイバ
の開放推進

現在、ダークファイバが部分的に開放されて
いるが、市町村間接続に寄与できるよう大幅
な開放。

国道１９号のダークファイバを利用して、将来的に
合併を計画中の岐阜県中津川市と長野県山口村を低
コストで接続する。

岐
阜
県

（社）岐
阜県建設
業協会

地域建設業の再
生

別紙
労働者派遣法の
規制緩和

労働者派遣法第４条２項の適用除外業務であ
る「建設業務」について、条件付で規制緩和
する

別紙

岐
阜
県

（社）岐
阜県建設
業協会

地域建設業の再
生

中小建設業者に
よる各種海外援
助・復興支援

政府が行う各種海外援助・復興支援を中小建
設業者が行えるようにする。

静
岡
県

掛川市
大東町
大須賀町

合併道路建設促
進構想

平成の大合併で、合併してよかったと思えるようにするた
め、合併地域の県道整備に対し、県が通常の予算で整備を
する以外に別枠で事業を執行できるように国が支援をする
ような施策をとっていただきたい。
しかしながら、財政事情により国の支援が困難な場合で
あって、県が工事執行できないときは、合併市町村が県道
の承認工事をすることとなるが、その際の承認工事は合併
特例債対象とすることを提案する。

新市建設計画に
基づく県道の承
認工事は、合併
特例債事業とし
て認めるように
すること。

掛川市、大東町、大須賀町にある県道の道路
改良事業を新市の承認工事として施工する場
合は、市町村の合併の特例に関する法律第１
１条の２の規定に基づく合併特例債に該当す
る事業とする。

あくまでも県が合併市町村に対して合併を支援する
対策として、県道の改良をしてくれることを望むも
のであるが、それがかなわない場合には、掛川市、
大東町、大須賀町にある県道改良工事を承認工事と
して施工する。その際の承認工事を合併特例債事業
としていただければ、速やかな道路整備が進展し、
都市基盤、産業基盤が強化され、新市の市民の利便
性向上、地域経済の活性化が図られる。

静
岡
県

掛川市
日本救済運動と
いう名の地方都
市経営構想

現代の日本の閉塞状況、財政・保険・年金の危機、体力・
知力・気力・活力の低下、長く立てない子、少子高齢化、
青少年犯罪の多発、家庭崩壊、自殺３万人、生活習慣病の
蔓延、地球温暖化、環境破壊、地方経済の長期低迷、農地
の荒廃等、このままでは日本は衰退への悪循環から脱却で
きない。それゆえ思い切った活力健康増進策として、
ウォーキング（歩行文化）運動を徹底的に展開し、それを
柱に生涯学習（スローエデュケーション）、ゆったり暮ら
し（スローライフ）、報徳文化（勤労・分度・推譲）を融
合して日本救済運動という名の生涯学習社会設計を行い、
その相乗効果により日本再生を期する。

１歩行文化の確立の
社会実験に対する支
援①歩く道を媒介に
地域・広域連携と塩
の道や信仰の道など
古道の復元歩行を行
う。②エコツーリズ
ム、ウォーキング効
果の研究、環境保護
歩道の整備を行う。
③歩くことで切れな
い子どもを育成する
とともに正しい身体
能力と知的能力のバ
ランスによる真の道
徳教育を行う。④歩
くことで健康長寿者
の増加、病気老人の
減少、健康保険・介
護保険財政の健全化
を図る。⑤農村部歩
行で森林浴と森林環
境保全と過疎対策を
図り、自然キャン
プ、グリーンツーリ
ズム等を普及する。
⑥歩くまちづくり、
中心市街地活性化、
都市と農村の交流を
行う。⑦歴史古道を
媒介とし市町村の連
携支援、地域自立の
道を探る。

各省庁別の政策連携による相乗効果を新視点
から社会実験を行うことを提案する。（掛川
市の運動をベースに）
①国土交通省－歩く道を媒介に地域・広域連
携、各所・公園や河川堤防のコースを設定－
国土総合計画行政
②環境省－日本ウォーキング協会の所管省
庁、エコツーリズム、ウォーク効果の研究、
環境保護歩道－環境行政
③文部科学省－歩くことで切れない子ども育
成、北京大学と国際二宮尊徳思想学会強化－
体育徳育の行政　　　　　　　　　　　　④
厚生労働省－健康長寿者の増加、病気老人の
減少、健康保険・介護保険財政の健全化
⑤農林水産省－食（米）と農（茶）の文化、
和食風土尊重、クラインガルテンの普及－農
林行政
⑥経済産業省－歩くまちづくり、中心市街地
活性化、都市と農村の交流
⑦総務省－歴史古道を媒介とし市町村の連携
支援、地域自立の道－自治政策行政

日本救済運動として、全市内、全市民、廻村的歩行
事業を行う。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

掛川市
日本救済運動と
いう名の地方都
市経営構想

現代の日本の閉塞状況、財政・保険・年金の危機、体力・
知力・気力・活力の低下、長く立てない子、少子高齢化、
青少年犯罪の多発、家庭崩壊、自殺３万人、生活習慣病の
蔓延、地球温暖化、環境破壊、地方経済の長期低迷、農地
の荒廃等、このままでは日本は衰退への悪循環から脱却で
きない。それゆえ思い切った活力健康増進策として、
ウォーキング（歩行文化）運動を徹底的に展開し、それを
柱に生涯学習（スローエデュケーション）、ゆったり暮ら
し（スローライフ）、報徳文化（勤労・分度・推譲）を融
合して日本救済運動という名の生涯学習社会設計を行い、
その相乗効果により日本再生を期する。

２　20世紀の早
く、安く、便利
に、効率よくの
全盛からスロー
なものを見直す
スローライフの
価値観を広める
一環として、ス
ローフードであ
る和食文化の振
興を強力に進め
る

和食文化の振興施策の展開と全国的普及を目
指す取り組みに対する支援を提案する。

日本救済運動として、スローフードと和食文化の振
興、お米とお茶の消費拡大運動を行う。

静
岡
県

掛川市
日本救済運動と
いう名の地方都
市経営構想

現代の日本の閉塞状況、財政・保険・年金の危機、体力・
知力・気力・活力の低下、長く立てない子、少子高齢化、
青少年犯罪の多発、家庭崩壊、自殺３万人、生活習慣病の
蔓延、地球温暖化、環境破壊、地方経済の長期低迷、農地
の荒廃等、このままでは日本は衰退への悪循環から脱却で
きない。それゆえ思い切った活力健康増進策として、
ウォーキング（歩行文化）運動を徹底的に展開し、それを
柱に生涯学習（スローエデュケーション）、ゆったり暮ら
し（スローライフ）、報徳文化（勤労・分度・推譲）を融
合して日本救済運動という名の生涯学習社会設計を行い、
その相乗効果により日本再生を期する。

３　勤労・分
度・推譲の現代
日本が必要とし
ている徳目、経
済重視から経済
と道徳の両方を
重視する報徳思
想の周知支援

報徳思想の周知の取り組みに対する支援を提
案する。

日本救済運動として、日本の社会と風土に適合した
報徳思想の周知を行う。

静
岡
県

掛川市

再開発事業にお
ける段階的・簡
易的建築につい
て

再開発事業は保留床処分とその規模設定が大きな課題とな
り、商業床についてはその傾向が顕著である。商業床は商
業ポテンシャル調査に基づく規模や活性化の起爆剤・牽引
車としての期待規模と実際の商業ニーズ規模とは相当の差
がある。計画当初から大きな箱をつくるのではなく、最初
は身の丈にあった安心・安全で失敗のない規模の再開発ビ
ルを建築し、その後（３～５年）街の成長や時代の変化に
合わせ再開発ビルも成長できるよう、段階的・簡易的建築
も再開発事業と認定する。

再開発事業にお
ける段階的・簡
易的建築につい
て

国土交通省住宅局市街地建築課所管の都市再
開発法の制度改革

掛川駅前東街区第１種市街地再開発事業は中心市街
地の活性化を図るため、大型店の郊外移転に伴う跡
地を中心とした1.1ｈａの区域で、権利者27人が再
開発組合を設立し、商業、業務・サービス、公共、
住宅・マンション、駐車場の５つの機能と役割を備
えた多目的複合ビルを建築する計画である。現在事
業計画の策定を行っているが保留床処分が大きな課
題となっている。特に商業床についてはその規模設
定が難しく、商業ポテンシャル調査に基づく規模と
実際のニーズとは相当の差異があり、計画当初から
過大な床面積をとることは危険である。再開発事業
として段階的・簡易的建築が可能となれば最初は身
の丈にあった安心・安全で失敗のない規模・構造の
再開発ビルを建築し、その後、街の成長や時代の変
化に合わせ再開発ビルのバージョンアップが可能と
なる。

静
岡
県

掛川市

保留地販売促進
による地域経済
の活性化と地域
雇用の創出

長引く経済不況の中で住宅宅地需要は低迷し、土地区画整
理事業に伴う保留地処分は不調をきたしている。区画整理
組合を解散収束させる魅力ある街づくりを推進するために
設立された（財）掛川市良質市街地公社の経営支援を図る
ため、土地譲渡（財団法人が取得した未処分保留地の販
売）による償還についての規制を廃止し、有利子借入金の
償還を優先させる。また、保留地の取得及び流通に関する
税の非課税化を行い、低迷する地価に対応する販売価格で
の優良土地の提供と、一般購入者にとって土地を取得しや
すい税制支援を行い、保留地販売を促進することで新たな
建築需要及び事業所進出に伴う地域経済の活性化と地域雇
用創出が期待でき、結果として早期の活力ある街並みづく
りが推進できる。

土地譲渡による
償還についての
規制の廃止と、
有利子借入金の
償還の優先

都市開発資金の貸付けに関する法律第１条第
４項第３号の緩和

未処分保留地の受け手である保留地管理法人の負担
軽減と、それに伴う販売（処分）価格の抑制並びに
販売（処分）の促進を図るため、土地譲渡（財団法
人が取得した未処分保留地の販売）による償還につ
いての規制を廃止し、有利子償還金の償還を優先さ
せる。このことにより、未処分保留地の販売が促進
され、新たな建築需要と雇用の創出を図ることがで
きる。

静
岡
県

掛川市

保留地販売促進
による地域経済
の活性化と地域
雇用の創出

長引く経済不況の中で住宅宅地需要は低迷し、土地区画整
理事業に伴う保留地処分は不調をきたしている。区画整理
組合を解散収束させる魅力ある街づくりを推進するために
設立された（財）掛川市良質市街地公社の経営支援を図る
ため、土地譲渡（財団法人が取得した未処分保留地の販
売）による償還についての規制を廃止し、有利子借入金の
償還を優先させる。また、保留地の取得及び流通に関する
税の非課税化を行い、低迷する地価に対応する販売価格で
の優良土地の提供と、一般購入者にとって土地を取得しや
すい税制支援を行い、保留地販売を促進することで新たな
建築需要及び事業所進出に伴う地域経済の活性化と地域雇
用創出が期待でき、結果として早期の活力ある街並みづく
りが推進できる。

保留地取得並び
に売買に伴う課
税の免除

保留地に限り、土地の取得、保有、流通の課
税軽減措置を図り、土地の流動化及び戸建住
宅の建築を促進させる。

区画整理事業により創出される保留地は、道路・水
路・公園等の計画的な都市基盤整備のために、組合
員より収入財源とするため、減歩により生み出され
た土地であり、単に営利目的の民間宅地分譲とは異
質のものである。保留地管理法人の経営支援と、事
業収束に向け各区画整理組合が取り組んでいる保留
地販売を促進し、早期の街並みづくりを実現し、新
たな需要と雇用創出のため、保留地管理法人が都市
開発資金を活用して、未処分保留地を取得する際の
課税と一般土地購入者が保留地を取得する際に生じ
る税の非課税化を提案する。

静
岡
県

掛川市
財産の処分の制
限に関する規制
の緩和

地域の活性化として、S55年からH7の間に林業改善事業の
補助を受け、居尻キャンプ場の施設整備を行った。当該施
設の管理はH7年より第３ｾｸﾀｰ㈱森の都ならここに管理委託
させている。しかし、各施設は老朽化と施設利用者のニー
ズの変化により、施設の改修及び廃止が必要であるが、補
助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律により財産
処分の制限が定められており、財産処理に時間と費用が伴
い施設利用者のニーズの変化に応えた迅速な対応が出来な
い。その為、財産処分の制限に関する規制の緩和により、
施設利用者のニーズに合わせた施設の改修及び廃止につい
て迅速かつ柔軟な対応が出来、施設利用者数及び施設利用
料(収入)の増加に繋がり、施設管理者の安定的な経営が期
待できる。

財産の処分の制
限に関する規制
の緩和

・補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律第22条第１項の緩和　　　　　　　・
減価償却資産の耐用年数の短縮

林業構造改善事業の補助事業により導入した施設の
変更(改修・廃止)に伴う規制の緩和により、当該施
設使用者への良好なサービスの提供及び施設管理者
の経営の安定を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

長泉町
長泉ウェルネス
リサーチパーク
構想（仮称）

平成１４年開院の静岡がんセンター、平成１７年度建設の
がんセンター研究所を生かし、大学や民間企業と連携した
世界レベルの高度医療を目指した研究開発の促進を図るた
め、医療・医薬健康関連産業の集積・振興を図ることで、
健康増進施策の推進と新規事業の創出を図るとともに、当
地域を訪れる方々に対する癒しをテーマにした観光空間の
創出を推進する。

農地転用許可権
の都道府県知事
への移譲

地域再生構想の対象地域内の農地について
は、四ヘクタールを超える農地を農地以外の
ものにする場合でも、農林水産大臣の許可を
不要とする。

○下記機能の集積を図るウェルネスリサーチパーク
の形成
・医療・健康関連産業の誘致（研究開発ゾーンの形
成）
・がんセンター、関連産業をサポートする業務機
能、サービス機能の誘致(業務支援・サービスゾー
ンの形成）
・構想推進窓口、人材育成機能の集積（人材育成･
学術研究ゾーンの形成）

静
岡
県

袋井市

協働により実現
する若い世代が
安心して働き、
子育てができる
まち

放課後児童健全育成事業の対象児童要件の緩和(幼稚園児
も対象とする)や放課後児童健全育成事業費等補助金交付
要綱における児童数10～19人の開設日数281日以上の要件
緩和(児童20人～35人は、基本額は下がるが開設日数200～
280日でも対象となっている。)、さらには、預かり保育の
地域やＮＰＯ法人への委託を可能とし、放課後児童クラブ
と預かり保育を統合して地域やＮＰＯ法人に委託して実施
することは、子育て支援体制の充実やＮＰＯ団体の育成に
資するとともに、待機児童の解消や女性の社会進出の促
進、幼い子供を持つ共働き世帯の経済的負担の軽減、異年
齢幼児や児童の交流促進、地域コミュニティ・地域教育・
地域児童福祉意識の高揚、さらには小さな行政の推進につ
ながるものである。

放課後児童健全
育成事業の対象
児童要件の緩和

放課後児童健全育成事業の対象児童は、放課
後児童健全育成事業実施要綱に定められてい
るとおり、保護者が労働等により昼間家庭に
いない小学校に就学しているおおむね１０歳
未満の児童が基本であるが、この対象に幼稚
園児(３歳以上)を加える。

幼稚園児(3歳以上)を放課後児童健全育成事業の対
象児童とする。

静
岡
県

袋井市

協働により実現
する若い世代が
安心して働き、
子育てができる
まち

放課後児童健全育成事業の対象児童要件の緩和(幼稚園児
も対象とする)や放課後児童健全育成事業費等補助金交付
要綱における児童数10～19人の開設日数281日以上の要件
緩和(児童20人～35人は、基本額は下がるが開設日数200～
280日でも対象となっている。)、さらには、預かり保育の
地域やＮＰＯ法人への委託を可能とし、放課後児童クラブ
と預かり保育を統合して地域やＮＰＯ法人に委託して実施
することは、子育て支援体制の充実やＮＰＯ団体の育成に
資するとともに、待機児童の解消や女性の社会進出の促
進、幼い子供を持つ共働き世帯の経済的負担の軽減、異年
齢幼児や児童の交流促進、地域コミュニティ・地域教育・
地域児童福祉意識の高揚、さらには小さな行政の推進につ
ながるものである。

放課後児童健全
育成事業費等補
助金交付要綱の
要件緩和

児童数が20人～35人のクラブの場合には、開
設日数200日以上が対象要件となっている
が、児童数が10～19人のクラブの場合にあっ
ては、開設日数281日以上が対象要件となっ
ている。児童数が10～19人のクラブの場合も
開設日数200日以上から対象要件とする。

児童数が10～19人のクラブの場合も開設日数200日
以上から対象要件とする。児童数が20～35人のクラ
ブのように、若干の補助基本額の減額を伴っても補
助対象とする。(児童数20～35人のクラブの補助基
本額(年額)は、1,515,000円×箇所数。ただし、開
設日数が200～280日の放課後児童クラブの場合に
あっては、1,169,000円×箇所数という措置があ
る。)

静
岡
県

袋井市

協働により実現
する若い世代が
安心して働き、
子育てができる
まち

放課後児童健全育成事業の対象児童要件の緩和(幼稚園児
も対象とする)や放課後児童健全育成事業費等補助金交付
要綱における児童数10～19人の開設日数281日以上の要件
緩和(児童20人～35人は、基本額は下がるが開設日数200～
280日でも対象となっている。)、さらには、預かり保育の
地域やＮＰＯ法人への委託を可能とし、放課後児童クラブ
と預かり保育を統合して地域やＮＰＯ法人に委託して実施
することは、子育て支援体制の充実やＮＰＯ団体の育成に
資するとともに、待機児童の解消や女性の社会進出の促
進、幼い子供を持つ共働き世帯の経済的負担の軽減、異年
齢幼児や児童の交流促進、地域コミュニティ・地域教育・
地域児童福祉意識の高揚、さらには小さな行政の推進につ
ながるものである。

文部科学省と厚
生労働省の連携
強化

預かり保育と放課後児童クラブの統合実施を
可能とするとともに、放課後児童健全育成事
業費等補助金交付要綱の対象事業とする。

預かり保育と放課後児童クラブの統合実施及び地域
組織やＮＰＯ法人への委託を可能とするとともに、
放課後児童健全育成事業費等補助金交付要綱の対象
事業とする。幼稚園と保育所の概念を取り払った子
育て支援施策の充実を積極的に支援する。

静
岡
県

袋井市

協働により実現
する若い世代が
安心して働き、
子育てができる
まち

放課後児童健全育成事業の対象児童要件の緩和(幼稚園児
も対象とする)や放課後児童健全育成事業費等補助金交付
要綱における児童数10～19人の開設日数281日以上の要件
緩和(児童20人～35人は、基本額は下がるが開設日数200～
280日でも対象となっている。)、さらには、預かり保育の
地域やＮＰＯ法人への委託を可能とし、放課後児童クラブ
と預かり保育を統合して地域やＮＰＯ法人に委託して実施
することは、子育て支援体制の充実やＮＰＯ団体の育成に
資するとともに、待機児童の解消や女性の社会進出の促
進、幼い子供を持つ共働き世帯の経済的負担の軽減、異年
齢幼児や児童の交流促進、地域コミュニティ・地域教育・
地域児童福祉意識の高揚、さらには小さな行政の推進につ
ながるものである。

預かり保育の自
治会やＮＰＯ法
人などへの委託
の容認

預かり保育は、幼稚園が実施する教育活動で
あるが、自治会やＮＰＯ法人へ委託できるよ
うにする。

預かり保育は、幼稚園が実施する教育活動である
が、自治会やＮＰＯ法人へ委託できるようにする。

静
岡
県

袋井市

協働により実現
する若い世代が
安心して働き、
子育てができる
まち

放課後児童健全育成事業の対象児童要件の緩和(幼稚園児
も対象とする)や放課後児童健全育成事業費等補助金交付
要綱における児童数10～19人の開設日数281日以上の要件
緩和(児童20人～35人は、基本額は下がるが開設日数200～
280日でも対象となっている。)、さらには、預かり保育の
地域やＮＰＯ法人への委託を可能とし、放課後児童クラブ
と預かり保育を統合して地域やＮＰＯ法人に委託して実施
することは、子育て支援体制の充実やＮＰＯ団体の育成に
資するとともに、待機児童の解消や女性の社会進出の促
進、幼い子供を持つ共働き世帯の経済的負担の軽減、異年
齢幼児や児童の交流促進、地域コミュニティ・地域教育・
地域児童福祉意識の高揚、さらには小さな行政の推進につ
ながるものである。

預かり保育の対
象園児の緩和

預かり保育は、当該幼稚園に在園する幼児
で、保護者が預かり保育を希望する幼児を対
象として行う教育活動であるが、在園幼児以
外の幼児等も受入も可能とする。

預かり保育は、当該幼稚園に在園する幼児で、保護
者が預かり保育を希望する幼児を対象として行う教
育活動であるが、在園幼児以外の幼児等も受入も可
能とする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

袋井市 企業誘致の促進

本市では、税源の確保や雇用の創出を目的として、工業団
地の整備や誘致企業への優遇制度などにより企業誘致を進
めているが、こうした取組は全国各地域で行われており、
競争の中で比較優位性を打ち出すためには、変化する企業
のニーズを的確に把握した上、地域特性を活かした独自性
のある取組を進めることが必要である。消費者ニーズが急
速かつ多様に変化する中、「速い経営」は企業にとって重
要なファクターであることから、企業立地に係る許認可手
続きの迅速化（４ha以上の農地転用の権限委譲）を図り、
企画から立地・生産までの期間を短縮することにより、誘
致企業の経営展開を支援する。

企業立地に係る
４ha以上の農地
転用許可につい
ての権限委譲

（４ha以下の農地転用許可について都道府県
知事から市町村への権限委譲を前提とし
て、）農林水産大臣の権限とされている４ha
以上の農地転用許可について、市町村へ権限
委譲する。または、企業立地に係る案件につ
いて、市町村がその地域の特性や周辺環境等
に照らして適当と判断した場合は、大臣許可
を必要としないものとする。（都道府県知事
許可とし、国への事前協議は不要とする。）

企業立地に係る手続きの迅速化

静
岡
県

袋井市
市民と地域の健
康づくり

地域コミュニティは、その相互扶助機能や協働のまちづく
りのパートナーとして、ますます重要性が高まっており、
地域コミュニティが良好な状態（健康）であることは、今
後の地域活性化の大きなポイントである。また、この地域
コミュニティを支える住民が健康で安心して暮らせること
は、最も基本的かつ重要なことである。そこで、現在、地
域コミュニティの拠点として活用している「公民館」に、
「市民と地域の健康づくり」の拠点として必要な①保健、
②福祉、③コミュニティ強化支援、④行政サービスなどの
機能を付加することにより、地域と行政が一体となって
「市民と地域の健康づくり」を促進する。この際、補助事
業をはじめとする国の各府省の施策の活用を考えている
が、本構想を効率的かつ効果的に実現するため、各府省連
携による集中的な支援を望むものである。

「市民と地域の
健康づくり」の
拠点整備に係る
各府省連携によ
る集中的な支援

既存の公民館を活用した「市民の健康づく
り」の拠点整備（機能付加）に係る各府省連
携による集中的な支援（関連補助事業の一元
的な推進）

地域コミュニティ強化、健康寿命の延伸や地域健康
水準の向上、地域内世代間交流や生きがいづくりな
どを拠点のコンセプトとして、地域の特性やニーズ
を踏まえながら、従来の公民館が有する機能（生涯
学習、コミュニティ、貸館など）に、①健康づくり
（出張（休日）検診、保健相談・保健指導、フィッ
トネスなど）、②福祉（児童プレイルーム、放課後
児童クラブ、生きがい対応型デイサービス、高齢者
いきいき農園など）、③コミュニティ強化支援
（コーディネーターの設置など）、④行政サービス
（各種証明の発行、行政相談、公共施設予約システ
ムなど）といった機能を付加する。（①、②の詳細
については、地域の特性に応じて決定）また、これ
らに必要なハード整備を行う。

静
岡
県

裾野市
人口減少地域再
生事業

人口減少地域の再生策として、裾野市深良地域の一部を都
市計画法における線引きを当該自治体の自由裁量により実
施できるための権限委譲を受け区画整理事業として行な
う。これにより同地域の再生計画を策定する。

都市計画法、農
業振興地域の整
備に関する法律
の権限委譲

都市計画法による線引きの見直しと農業振興
地域の整備に関する法律の農業地域の除外に
ついての自由裁量権

再生地域の一部地域を対象に区画整理事業を組合施
行で行い、農園付宅地分譲を行なう。

静
岡
県

静岡市

学校統合により
廃止となる学校
施設、用地を活
用したまちづく
り

静岡市は、少子化の進行により中心市街地の小学校の統合
が予定されている。廃止となる学校施設、学校用地を活用
して地域の活性化を図ることを計画している。

学校統廃合等に
より廃止となる
学校施設、学校
用地の他の公共
施設、公用施設
への転用の容易
化

公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分
承認等についての局長裁定に含まれない公共
施設、公用施設へ転用する場合に補助金の返
還、市債の繰上償還の免除。
学校用地を他の公共施設、公用施設へ用途変
更する場合に市債の繰上償還を免除。

小学校の統廃合により廃止となる学校施設及び学校
用地をＮＰ０センターなどに転用し、地域活動の拠
点として利用し、地域の活性化を図る。

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
地域経済振興構
想

地域経済の振興のため，商工業振興計画の柱である「人材
の育成」「既存産業の振興」「新産業の創出」「都市的魅
力の創造」を基に21世紀産業集積都市の実現を目指す。今
回の「世界都市浜松・地域経済振興構想」においては，
「公民館の施設利用拡大」や「事業用耐震建築物の特別償
却認定による設備投資と雇用の活性化」などの事業展開を
図り，民間事業者の企業立地や新産業の創出を促進するた
めの環境整備を行なう。

商業利用を可能
とする公共空間
の占用，使用主
体及び占用，使
用施設等の緩和

占用・使用許可の緩和
・占用，使用主体の拡大（管理者，地方公共
団体が適切と認める団体等）
・占用施設の制限緩和（地域経済の活性化を
目的に賑わいを創出する施設）
・占用許可の期間の制限の緩和（占用施設が
地域における目的達成のための期間を占用期
間と設定する。）

公共空間及び公共施設において，商業利用が可能と
なるよう，施策の集中・連携及び弾力的な運用を
し，アミューズメント施設や集会場の設置，及び施
設内における民間事業者の参入を図る。
○地域経済の活性化のため，都市公園における民間
事業者の参入を図る。
新清掃工場水泳場においては，PFI手法により事業
を進めているところであるが，一部が都市公園に当
たるため，施設への民間事業者参入が困難な状況に
あり，弾力的な運用をさせていただきたい。
○地域経済の活性化のため，道路，河川敷等の空間
における民間事業者の参入を図る。

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
地域経済振興構
想

地域経済の振興のため，商工業振興計画の柱である「人材
の育成」「既存産業の振興」「新産業の創出」「都市的魅
力の創造」を基に21世紀産業集積都市の実現を目指す。今
回の「世界都市浜松・地域経済振興構想」においては，
「公民館の施設利用拡大」や「事業用耐震建築物の特別償
却認定による設備投資と雇用の活性化」などの事業展開を
図り，民間事業者の企業立地や新産業の創出を促進するた
めの環境整備を行なう。

公共空間及び公
共施設における
広告物の掲示

都市公園法施行令第18条の弾力的な運用，解
釈により，都市公園等公共空間，公共施設に
おいても，広告物を掲示し，民間資金の活用
を図る。

都市公園等公共空間，公共施設において，広告物の
掲示ができるよう弾力的な運用をお願いしたい。ま
た，市広報紙等公共印刷物への広告の掲載など民間
資金を積極的に活用できるよう，その普及に当たっ
ては，各府省庁においても率先して活用していくよ
うお願いしたい。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
地域経済振興構
想

地域経済の振興のため，商工業振興計画の柱である「人材
の育成」「既存産業の振興」「新産業の創出」「都市的魅
力の創造」を基に21世紀産業集積都市の実現を目指す。今
回の「世界都市浜松・地域経済振興構想」においては，
「公民館の施設利用拡大」や「事業用耐震建築物の特別償
却認定による設備投資と雇用の活性化」などの事業展開を
図り，民間事業者の企業立地や新産業の創出を促進するた
めの環境整備を行なう。

公民館の施設利
用拡大と補助金
の要件緩和

公民館の管理運営を規定する社会教育法第
20・22・23条（公民館の目的，事業，運営方
針）を緩和し，本来の目的を阻害しない範囲
で，民間事業者の施設利用を認める。

公民館施設の利用を社会教育活動に限らず，地域経
済の活性化に資する活動に拡大することで，コミュ
ニティビジネス，起業家創出やベンチャー企業育成
のためのインキュベート施設として，公民館を起点
としたビジネスコミュニケーションの場を提供す
る。詳細な利用規約や対象は，市独自で策定し，既
存の社会教育活動を妨げない管理運営を進める。

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
地域経済振興構
想

地域経済の振興のため，商工業振興計画の柱である「人材
の育成」「既存産業の振興」「新産業の創出」「都市的魅
力の創造」を基に21世紀産業集積都市の実現を目指す。今
回の「世界都市浜松・地域経済振興構想」においては，
「公民館の施設利用拡大」や「事業用耐震建築物の特別償
却認定による設備投資と雇用の活性化」などの事業展開を
図り，民間事業者の企業立地や新産業の創出を促進するた
めの環境整備を行なう。

事業用耐震建築
物の特別償却認
定による設備投
資と雇用の活性
化

　事業者が耐震工法による事業用建物を新築
する場合において､一定期間の割増償却を認
めるインセンティブを与え、設備投資の活発
化と雇用の創出を図る。
（具体的内容）
　浜松市内に事業者が耐震工法による事業用
建物を新築して事業の用に供した場合、通常
の償却限度額と同額を割増償却限度額とし、
これを加算した金額を当期の償却限度額とす
る。尚、この割増償却期間は５年間とする。

①企業誘致活動事業(ウェルカムはままつ）
　首都圏の成長性の高い中小企業(光関連、情報
サービス産業等)に対し工場、研究所、事務所等の
誘致活動を行う。
②産業立地促進事業費補助金事業
　光技術を活用した製造業,高度技術工業、研究開
発機関、その他新産業の創出に寄与すると認定され
る事業者が,浜松市内に進出する場合の用地取得
費、建物設備費、新規雇用にかかる経費の一部を助
成することにより、本市への企業立地を促進し、新
産業の育成と既存産業の振興を図る。用地取得費助
成金の上限2億円､建物設備費助成金の上限1億円。
③中心市街地への商業施設等立地優遇税制
　中心市街地に新築・増築する3階建て以上の耐火
建築物（１階を店舗として５０％以上使用してい
る）に課す固定資産税を５年間軽減することによ
り、中心市街地での設備投資・企業活動を活性化さ
せ、商業機能等の集積促進を図る。
④地域再生産業クラスター計画、知的クラスター創
成事業
　｢光技術」を２１世紀の浜松地域産業を担うキー
テクノロジーに位置づけ、「光技術関連産業集積促
進特区」と併せ本市を中核とした光技術産業並びに
光技術研究機関・研究者の集積拠点「フォトンバ
レー」を形成し新たな技術・産業・雇用を地域に創
出する。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

電源三法交付金
事務

交付金の交付に関する地方経済産業局長の交
付権限を廃止し、市町村に対する間接補助事
業については、政令県で概ね完結するよう、
権限を移譲する。

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自然環境
の保全と復元、森林・林業の多面的機能の発揮など
様々な政策手法を組み合わせて、地域における環境
に関する総合的な事務事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、政令
県の自主性・主体性に委ねることにより、地域にお
いて受益と負担の明確化が図られ、真に住民に必要
な行政サービスを地方自らの責任で効率的・効果的
に実施することが可能となる。
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静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

石油貯蔵施設立
地対策等交付金
事務

交付金の交付に関する地方経済産業局長の交
付権限を廃止し、市町村に対する間接補助事
業については、政令県で概ね完結するよう、
権限を移譲する。

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自然環境
の保全と復元、森林・林業の多面的機能の発揮など
様々な政策手法を組み合わせて、地域における環境
に関する総合的な事務事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、政令
県の自主性・主体性に委ねることにより、地域にお
いて受益と負担の明確化が図られ、真に住民に必要
な行政サービスを地方自らの責任で効率的・効果的
に実施することが可能となる。

静
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静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

新エネルギーに
関する政策

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措
置法」、「エネルギー政策基本法」等によ
り、国や地方公共団体は新エネルギーの導入
促進を図ることとされている。経済産業局の
「新エネルギーに関する政策」の事務は、新
エネルギーの普及啓発（理解促進）である。
現在、新エネルギーの普及啓発業務は、県と
経済産業局の両者が二重に行なっているの
で、これを政令県に委譲する。

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自然環境
の保全と復元、森林・林業の多面的機能の発揮など
様々な政策手法を組み合わせて、地域における環境
に関する総合的な事務事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、政令
県の自主性・主体性に委ねることにより、地域にお
いて受益と負担の明確化が図られ、真に住民に必要
な行政サービスを地方自らの責任で効率的・効果的
に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

省エネ法に基づ
くエネルギー管
理指定工場に関
する事務

現在、経済産業省関東経済産業局に報告され
ている県内のエネルギー管理指定工場におけ
るエネルギー使用量の報告等の事務を、政令
県に全て移譲

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自然環境
の保全と復元、森林・林業の多面的機能の発揮など
様々な政策手法を組み合わせて、地域における環境
に関する総合的な事務事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、政令
県の自主性・主体性に委ねることにより、地域にお
いて受益と負担の明確化が図られ、真に住民に必要
な行政サービスを地方自らの責任で効率的・効果的
に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

国立公園内各種
許認可事務

許認可事務のうち、環境省地区自然保護事務
所に専決権限のあるものは政令県に移譲す
る。

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自然環境
の保全と復元、森林・林業の多面的機能の発揮など
様々な政策手法を組み合わせて、地域における環境
に関する総合的な事務事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、政令
県の自主性・主体性に委ねることにより、地域にお
いて受益と負担の明確化が図られ、真に住民に必要
な行政サービスを地方自らの責任で効率的・効果的
に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

国有林野の管
理・経営

・現在、森林は国有林と民有林に分かれてお
り、それぞれ別々の森林計画がたてられ管理
されている。森林の多面的機能を十分発揮さ
せるためには、森林を国・民の区別なく一体
として管理する必要があることから、林野庁
森林管理局が行っている国有林野の管理及び
経営に関する事務を政令県に移譲する。

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自然環境
の保全と復元、森林・林業の多面的機能の発揮など
様々な政策手法を組み合わせて、地域における環境
に関する総合的な事務事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、政令
県の自主性・主体性に委ねることにより、地域にお
いて受益と負担の明確化が図られ、真に住民に必要
な行政サービスを地方自らの責任で効率的・効果的
に実施することが可能となる。
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静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

保険医療機関の
指導・監査

医療保険各法に係る保険医療機関の指導・監
査権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

政府管掌保険の
事業運営

社会保険事務局及び社会保険事務所で実施し
ている保険の適用・徴収・給付の事務につい
て、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

国の開設する病
院、診療所、助
産所の監督

国（独立行政法人）が開設する病院・診療所
の監督に関する権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

医療の安全に関
する取組の普及
及び啓発

国が病院の安全担当者に対して開催している
ワークショップに関する事務について、政令
県が実施する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

租税特別措置法
に定める非課税
証明

租税特別措置法に定める基準に適合した病院
として建替えをする場合に認めれられる特別
償却に係る証明事務を政令県に委譲する。
公益法人等の行う医療保健業で収益事業に該
当しないものの用件の証明事務を政令県に委
譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

原子爆弾被爆者
に対する援護に
係る指定医療機
関の指定・監督

原子爆弾被爆者に対する援護を実施する医療
機関の指定及び監督に関する権限を政令県に
移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

結核予防法に規
定する指定医療
機関の指定、監
督

国（独立行政法人）が開設する病院・診療
所、薬局を結核予防法の指定医療機関に指定
する権限及び監督権限を、国が全国統一基準
を定めた上で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

児童福祉司等の
資格要件である
養成学校の指定
及び養成学校の
監督

児童福祉司、母子指導員、児童指導員、児童
自立支援専門員の資格要件である養成学校の
指定権限及び養成学校の監督権限を、国が全
国統一基準を定めた上で、政令県に移譲す
る。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

児童扶養手当の
支給に関し市町
村が処理する事
務についての監
査

児童扶養手当法の規定による児童扶養手当の
支給に関し市町村が処理する事務についての
監査権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

主任児童委員の
指名

主任児童委員の指名に関する権限を政令県に
移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

児童福祉法施行
令に規定する指
定保育士養成施
設の指定及び監
督

児童福祉法施行令に規定する指定保育士養成
施設の指定及び監督権限を、国が全国統一基
準を定めた上で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

母子保健法に規
定する指定養育
医療機関の指定
及び監督

母子保健法に規定する指定養育医療機関の指
定及び監督権限を、国が全国統一基準を定め
た上で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

児童福祉法に規
定する指定療育
機関の指定及び
監督

児童福祉法に規定する指定養育医療機関（国
が開設する病院、診療所又は薬局）の指定及
び監督権限を、国が全国統一基準を定めた上
で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

生活保護法に規
定する保護施設
の監督

生活保護法に規定する保護施設（政令市及び
中核市が設置するもの。）の監督権限を政令
県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

生活保護法に規
定する指定医療
機関、介護機関
の指定及び監督

生活保護法に規定する指定医療機関、介護機
関（国が開設するもの。）の指定及び監督権
限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

民生委員及び児
童委員の委嘱及
び解嘱

民生委員及び児童委員の委嘱及び解嘱に関す
る事務権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

社会福祉士短期
養成施設及び社
会福祉士一般養
成施設の指定及
び監督

社会福祉及び介護福祉士法に規定する社会福
祉士短期養成施設及び社会福祉士一般養成施
設の指定及び監督権限を、国が全国統一基準
を定めた上で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

社会福祉士及び
介護福祉士の養
成施設の指定及
び監督

社会福祉及び介護福祉士法第３９条第１号か
ら第３号までの規定による指定及び指定を受
けた養成施設の監督権限を政令県に移譲す
る。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

社会福祉主事養
成施設の指定及
び養成施設の監
督等

社会福祉法の規定による、社会福祉主事とな
るための養成施設及び社会福祉従事者試験の
指定並びにその養成施設の監督権限を、国が
全国統一基準を定めた上で、政令県に移譲す
る。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

身体障害者福祉
法に規定する身
体障害福祉司の
養成施設の指定
等

身体障害者福祉法に規定する身体障害福祉司
及び知的障害者福祉法に規定する知的障害福
祉司の養成施設の指定権限を、国が全国統一
基準を定めた上で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

身体障害者福祉
法等に規定する
更生医療の指定
医療機関の指定
等

身体障害者福祉法、児童福祉法、戦傷病者特
別援護法規定する更生医療の指定医療機関
（国が開設する病院及び診療所）の指定、監
督権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

児童福祉法によ
る指定育成医療
機関に対する報
告徴収及び検査

児童福祉法による指定育成医療機関（厚生労
働大臣が指定したもの。）に対する報告徴収
及び検査権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

精神保健福祉士
法に規定する精
神保健福祉短期
養成施設の指
定、監督

精神保健福祉士法に規定する精神保健福祉短
期養成施設の指定、監督権限を政令県に移譲
する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

指定居宅サービ
ス等の指定基準
に規定する講習
会の指定及び監
督

福祉用具貸与サービスに係る専門相談員を養
成する講習会の指定及び監督権限を政令県に
移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

老人保健福祉の
総合的施設に関
する整備計画認
定及び事業者の
監督

民間事業者による老後の保健及び福祉のため
の総合的施設の整備の促進に関する法律に規
定する整備計画の認定及び認定事業者の監督
権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

医療保険制度に
係る指導・監督

各医療保険制度に係る保険者の指導・監督権
限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

特定機能病院へ
の立ち入り検査
等

特定機能病院に対する報告徴収及び立入権限
を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

児童福祉施設等
の措置費に関す
る監査

保育、助産及び母子保護の実施に要する費用
並びに児童福祉施設への入所又は通所の措置
に要する費用並びに身体障害者更生援護施設
及び知的障害者援護施設への入所又は通所に
要する費用の監査に係る権限を政令県に移譲
する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

戦傷病者特別援
護法に規定する
指定医療機関の
指定

戦傷病者特別援護法に規定する指定医療機関
の指定権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確保、地域
に根ざした保健・福祉サービスの提供、子どもが健
やかに生まれ育つ県づくりの推進、障害のある人に
対するサービスの充実など様々な政策手法を組み合
わせて、地域における安心社会づくりに関する総合
的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

簡易ガス事業の
許認可

経済産業局長が行うこととされている、「ガ
ス事業法37条の２」の事業許可、「同法37条
の７」において準用される事務（供給区域の
変更許可、ガス工作物の変更の届出、事業の
譲渡し及び譲り受け並びに法人の合併及び分
割の許可、事業の休止及び廃止並びに法人の
解散の許可、事業許可の取消し、供給約款の
許可、業務改善命令、ガス工作物の改善命
令、主任技術者選任の届出、主任技術者の解
任命令、保安規定の届出、等）の権限を政令
県に委譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

調理師養成施設
の指定及び監督

調理師養成施設の指定及び監督権限を、国が
全国統一基準を定めた上で、政令県に移譲す
る。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

理容師養成施設
及び美容師養成
施設の指定及び
監督

理容師及び美容師の養成施設の指定及び監督
権限を、国が全国統一基準を定めた上で、政
令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

理容師養成施設
及び美容師養成
施設の入学に関
する学力の認定

理容師及び美容師の養成施設への入学資格の
認定に係る権限を、国が全国統一基準を定め
た上で、政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

クリーニング師
の指定試験機関
の指定及び監督

クリーニング師の指定試験機関の指定及び監
督権限を、国が全国統一基準を定めた上で、
政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

クリーニング師
の試験に関する
学力の認定

クリーニング師の試験に関する学力の認定に
係る権限を、国が全国統一基準を定めた上
で、政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

生活衛生同業組
合の振興計画の
認定及び振興計
画の実施状況の
報告

生活衛生同業組合及び生活衛生同業小組合の
振興計画に係る認定権限を国が全国統一基準
を定めた上で政令県に移譲する。また、振興
計画の実施状況の報告先を政令県とする。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

製菓衛生師法に
よる製菓衛生師
養成施設の指定
及び監督

製菓衛生師法による製菓衛生師養成施設の指
定及び監督権限を、国が全国統一基準を定め
た上で、政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

食品衛生法によ
る指定及び食品
衛生管理者の養
成施設の監督

食品衛生法による指定及び食品衛生管理者の
養成施設の監督権限を政令県に移譲する。
（Ｈ16.2.27から「指定」が「登録」に改
正）

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

総合衛生管理製
造過程を経て食
品を製造し、又
は加工する承認
等

食品衛生法に規定する総合衛生管理製造過程
を経て食品を製造し、又は加工することにつ
いての承認及び承認の変更の権限を政令県に
移譲する。（承認の変更はＨ16.２.27施行）

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

食品等及び洗浄
剤の衛生に関す
る取締りの実施

食品等及び洗浄剤の衛生に関する取締りの実
施権限を政令県に移譲し、政令県が一元的に
実施する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

食品衛生監視員
養成施設の指定
及び監督

食品衛生監視員養成施設の指定及び監督権限
を、国が全国統一基準を定めた上で、政令県
に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

特定規格の食
品・器具等の検
査機関の指定及
び監督

特定規格の食品・器具等の検査機関の指定及
び監督権限を政令県に移譲する。(H16.2.27
から「指定」が「登録」に改正)

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

食鳥処理衛生管
理者の養成施設
の登録及び監督

食鳥処理衛生管理者の養成施設の登録及び監
督権限を、国が全国統一基準を定めた上で、
政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

食鳥処理衛生管
理者養成講習会
の登録

食鳥処理衛生管理者養成講習会の登録権限
を、国が全国統一基準を定めた上で、政令県
に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

食鳥処理衛生管
理者資格の認定

食鳥処理衛生管理者資格の認定権限を、国が
全国統一基準を定めた上で、政令県に移譲す
る。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

医薬品及び医療
用具の製造業及
び輸入販売業の
許可等

特定生物由来医薬品、医療用具などの製造
（輸入販売）の許可権限を政令県へ移譲す
る。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

毒物又は劇物の
製造業及び輸入
業の登録等及び
立入検査等

毒物又は劇物の製造業及び輸入業（製剤製造
業者等を除く。）の登録権限を政令県に移譲
する。
また、立入検査等に関する権限を政令県に移
譲し、政令県で登録事務等及び立入検査等の
一元的な管理を行う。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

不良な医薬品等
又は不正な表示
のされた医薬品
等の取締

特定生物由来医薬品、医療用具などの製造
（輸入販売）の監視権限を政令県へ移譲し、
取締権限を政令県で一元的に管理する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

薬物四法に係る
免許、許可、指
定等及び立入検
査等

薬物四法（麻薬及び向精神薬取締法、大麻取
締法、あへん法、覚せい剤取締法）に係る免
許、許可、指定等の権限を政令県に移譲す
る。
また、立入検査等に関する権限を政令県に移
譲し、政令県で免許事務等及び立入検査等の
一元的な管理を行う。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

河川の建設・管
理に係る事務の
移譲

一級河川の管理は、現在、指定区間外を国
が、指定区間内を都道府県が行っており、都
道府県が管理することとされている二級河川
についても、河川整備方針又は河川整備計画
の策定、変更、河川工事等を行う場合は、国
土交通大臣の同意が必要とされている。この
指定区間制度を廃止し、全ての河川の管理を
政令県に移譲するものとする。ただし、県
（政令県）域を越える河川（天竜川、富士
川）の管理については国土交通省(本省）の
関与を残す。なお、政令県が行う当該事務、
事業の執行に当たっては、国からの税財源の
移譲、組織の移管、及び法令等の改正を必要
とする。
※添付のイメージ図参照

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

海岸（漁港に係
るものを除く）
の建設・管理に
係る事務の移譲

海岸保全区域及び一般公共海岸区域の管理
は、原則として当該海岸が存する都道府県知
事が行うことになっている。ただし、海岸保
全施設が国土の保全上特に重要なものと認め
られるときは、主務大臣が告示した一定区間
内（以下「直轄工事区間」という。）におい
て海岸管理者に代わって自ら当該海岸保全施
設の新築・改築等できることになっている。
この直轄工事区間内における海岸保全施設の
建設及び管理を政令県に移譲するものとす
る。なお、政令県が行う当該事務、事業の執
行に当たっては、国からの税財源の移譲、組
織の移管、及び法令等の改正を必要とする。
※添付のイメージ図参照

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

砂防の建設・管
理に係る事務の
移譲

砂防及び地すべり事業は都道府県知事が原則
として管理をすることになっており、急傾斜
地崩壊対策事業については、すべて都道府県
知事が管理をすることとなっている。砂防及
び地すべり対策事業については、国土の保全
上特に重要なものであると認められる区域等
については、国が管理することにしており、
主務大臣が告示した一定の区域内（直轄工事
区域）において管理者に代わって自ら施設の
新築･改築等ができることになっている。こ
の直轄工事区間内における砂防設備等の建設
及び管理を政令県に移譲するものとする。な
お、政令県が行う当該事務、事業の執行に当
たっては、国からの税財源の移譲、組織の移
管、及び法令等の改正を必要とする。
※添付のイメージ図参照

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対策、大規
模火災等への対策、感染症の予防とまん延防止の推
進、食品・医薬品の安全の確保など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における安全社会づくりに関
する総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限を移
譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

中央卸売市場の
管理

地方農政局が有する中央卸売市場への指導監
督権限の移譲（開設者からの報告受理及び検
査）

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

農地の管理

地方農政局が有する４ヘクタールを超える農
地転用の許可権限の移譲、及び都道府県が作
成する農業振興地域整備基本方針についての
国の関与（勧告・同意・指示）の縮減、及び
市町村が作成する農業振興地域整備計画作成
についての国の関与（計画書写しの受領）の
縮減

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

土地改良施設の
管理

国が所有する土地改良財産への他目的使用、
改築追加工事等の処分承認について地方農政
局が有する処分権限の移譲（国有土地改良財
産の移管と一体的に移譲）。地方農政局の事
業所が有する国営土地改良事業に関する調
査・設計・建設業務の移譲

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

農林水産資源及
び統計の管理

地方農政局（一部地方農政局統計・情報セン
ター）が有する都道府県レベルで行う資源の
賦存量調査業務及び統計作成業務、情報の収
集及び分析業務の移譲

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

都道府県労働局
が行うすべての
事務

 都道府県労働局が現在行っている、
・ 労働基準法等にもとづく事業場における
監督指導、労働時間の短縮などの労働条件等
に関する情報提供などの事務
・ 労働災害防止、職業性疾病の予防などの
事務
・ 最低賃金、最低工賃の決定、賃金制度に
関する指導などの事務
・ 職業紹介、職業指導、労働者派遣事業の
許可・監督、雇用保険給付などの事務
・ 高齢者・障害者など就職困難者の雇用対
策、雇用管理の改善などの事務
・ 労働保険の適用・徴収の事務
・ 労災保険給付、被災労働者の社会復帰対
策などの事務
・ 男女雇用機会の均等の確保・待遇、育児
休業・介護休業制度の定着促進、仕事と家庭
の両立支援などの事務
等を、政令県へ包括的に委譲

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

商工会議所の設
立の認可など、
商工会議所法に
規定する経済産
業大臣の権限に
属する事務

「商工会議所法」に規定する経済産業大臣の
権限に属する事務の一部については、「商工
会議所法施行令」により県知事が行うことと
されている。県においては、この事務を「静
岡県事務処理の特例に関する条例」により関
係市へ権限移譲している。
　このため、商工会議所法に規定する各許認
可事務は、国と市の二つに分かれている。そ
のうち、国の許認可権限を政令県に移譲する

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

特定事業活動に
関する計画の承
認（中小企業者
及び組合を除
く）

エネルギー等の使用の合理化及び資源の有効
な利用に関する事業活動の促進に関する臨時
措置法第４条により主務大臣が有する、特定
事業活動を行おうとする事業者等から提出さ
れる当該特定事業活動に関する計画の承認権
限を政令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

共同事業計画の
承認

エネルギー等の使用の合理化及び資源の有効
な利用に関する事業活動の促進に関する臨時
措置法第６条により主務大臣が有する、共同
事業者から提出される共同事業計画の承認権
限を政令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

「基盤的技術産
業集積活性化計
画」の同意

特定産業集積の活性化に関する臨時措置法第
５条による、都道府県が作成する「基盤的技
術産業集積活性化計画」への主務大臣による
同意を不要とし、もって計画策定権限を政令
県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

中核的支援機関
の認定に際する
同意

新事業創出促進法第19条第2項による、都道
府県等が新事業創出支援体制の中心となるも
の（中核的支援機関）を認定するに際して
の、経済産業大臣への協議及びその同意を不
要とし、もって認定権限を政令県に委譲す
る。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

「高度技術産業
集積活性化計
画」の同意

新事業創出促進法第24条第5項による、都道
府県が作成する「高度技術産業集積活性化計
画」への主務大臣の同意を不要とし、もって
計画策定権限を政令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

「特定中小企業
集積活性化計
画」の同意

特定産業の活性化に関する臨時措置法第21条
による、都道府県が作成する「特定中小企業
の活性化に関する計画」への経済産業大臣の
同意を不要とし、もって計画策定権限を政令
県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

「伝統的工芸品
産業に関する振
興計画」の認定

伝統的工芸品産業の振興に関する法律(以下
「伝産法」という｡)第４条による、特定製造
協同組合等が都道府県を経由した「伝統的工
芸品産業に関する振興計画」の経済産業大臣
への提出、経済産業大臣による認定を不要と
し、もって計画策定権限を政令県に委譲す
る。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

「伝統的工芸品
産業に関する共
同振興計画」の
認定

伝産法第７条による、特定製造協同組合等が
都道府県を経由した「伝統的工芸品産業に関
する共同振興計画」の経済産業大臣への提
出、経済産業大臣による認定を不要とし、
もって計画策定権限を政令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

「活性化事業に
関する計画」の
認定

伝産法第９条による、製造協同組合等が都道
府県を経由した「活性化事業に関する計画」
の経済産業大臣への提出、経済産業大臣の認
定を不要とし、もって計画策定権限を政令県
に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

「連携活性化事
業に関する計
画」の認定

伝産法第11条による、製造協同組合等が都道
府県を経由した「連携活性化事業に関する計
画」の経済産業大臣への提出、経済産業大臣
の認定を不要とし、もって計画策定権限を政
令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

「伝統的工芸品
産業の振興を支
援する事業に関
する計画」の認
定

伝産法第13条による、支援事業を実施するも
のが都道府県を経由した「伝統的工芸品産業
の振興を支援する事業に関する計画」の経済
産業大臣への提出、経済産業大臣の認定を不
要とし、もって計画策定権限を政令県に委譲
する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

建設業の許可に
係る事務の移譲

建設業を営もうとする者は、二以上の都道府
県に営業所を設けて営業しようとする場合は
国土交通大臣の、一の都道府県の区域のみの
場合は当該都道府県の所在地を管轄する都道
府県知事の許可を受けなければならないこと
になっている。この国土交通大臣の許可に係
る事務を政令県に移譲するものとする。な
お、政令県が行う当該事務の執行に当たって
は、組織の移管及び法令等の改正を必要とす
る。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

経営事項審査に
係る事務の移譲

公共性のある施設又は工作物に関する建設工
事で政令で定めるものを発注者から直接請け
負おうとする建設業者は、その経営に関する
客観的事項について、その許可を受けた国土
交通大臣又は都道府県知事の審査を受けなけ
ればならないことになっている。この国土交
通大臣の審査に係る事務を政令県に移譲する
ものとする。なお、政令県が行う当該事務の
執行に当たっては、組織の移管及び法令等の
改正を必要とする。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

監督処分等に係
る事務の移譲

国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可
を受けた建設業者が、建設業法の規定に違反
したときは、監督処分等を行うことができる
ことになっている。この国土交通大臣の許可
を受けた建設業者の監督処分等に係る事務を
政令県に移譲するものとする。なお、政令県
が行う当該事務の執行に当たっては、組織の
移管及び法令等の改正を必要とする。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、高付
加価値の製造業等への支援、独創的で多彩な産業の
創出・高度化、雇用の安定・創出及び就業環境の向
上など様々な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務事業を実
施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権限を
移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねることによ
り、地域において受益と負担の明確化が図られ、真
に住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に実施することが可能となる。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

一般乗合旅客自
動車運送事業
（乗合バス事
業）の許認可等

一般乗合旅客自動車運送事業の許可、事業計
画の変更認可、運賃・料金の認可・届出、事
業の譲渡・譲受・合併の認可等の事務は国土
交通省で所管している。乗合バス事業の効果
は主として地域に限られ、生活に身近な交通
であるため、当該事業に係る許認可等の事務
は政令県で担当することが適当と考えられ、
許認可又は経由事務を政令県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

一般貸切旅客自
動車運送事業
（貸切バス事
業）の許認可等

一般貸切旅客自動車運送事業の許可、事業計
画の変更認可、運賃の届出、事業の譲渡・譲
受・合併の認可等の事務は国土交通省で所管
している。貸切バス事業の効果は主として地
域に限られ、生活に身近な交通であるため、
当該事業に係る許認可等の事務は政令県で担
当することが適当と考えられ、許認可又は経
由事務を政令県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

バスターミナル
事業の許認可等

バスターミナル事業の許可、位置・規模・構
造等の変更許可、事業の譲渡・譲受の認可等
の事務は国土交通省で所管している。バス
ターミナル事業の効果は主として地域に限ら
れ、生活に身近な交通であるため、当該事業
に係る許認可等の事務は政令県で担当するこ
とが適当と考えられ、これらの権限及び経由
事務を政令県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

一般乗用旅客自
動車運送事業
（タクシー事
業）の許認可等

一般乗用旅客自動車運送事業の許可、事業計
画の変更認可、運賃・料金の認可・届出、事
業の譲渡・譲受・合併の認可等の事務は国土
交通省で所管している。タクシー事業の効果
は主として地域に限られ、生活に身近な交通
であるため、当該事業に係る許認可等の事務
は政令県で担当することが適当と考えられ、
許認可又は経由事務を政令県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

一般貸切旅客自
動車運送事業
（乗合タクシー
事業）の許認可
等

一般貸切旅客自動車運送事業（乗合タクシー
事業関係）の許可、事業計画の変更認可、運
賃の届出、事業の譲渡・譲受・合併の認可等
の事務は国土交通省で所管している。乗合タ
クシー事業の効果は主として地域に限られ、
生活に身近な交通であるため、当該事業に係
る許認可等の事務は政令県で担当することが
適当と考えられ、許認可又は経由事務を政令
県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

自動車登録関係
の事務

自動車の新規登録・変更登録・移転登録・抹
消登録、検査、検査証の交付等の事務は国土
交通省が所管している。自動車の登録や検査
等の事業は住民生活に密着したものであり、
政令県で担当するのが適当と考えられるた
め、自動車の登録や検査に係る事務を政令県
に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

自動車整備関係
の許認可等

自動車分解整備事業の認証、氏名等の変更届
出、廃止の届出等の事務は国土交通省が所管
している。住民の生活に係わりの深い自動車
の整備等に係る許認可等の事務は政令県にお
いて担当するのが適当と考えられるため、こ
れらの事務を政令県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

マンション管理
業の登録及び監
督

・マンション管理業の登録に関する国土交通
大臣の権限のうち、一の政令県の区域にのみ
本店・営業所を置くマンション管理業の登録
に関するものを政令県に移譲する（権限移
譲）。
・マンション管理業者の監督に関する国土交
通大臣の権限のうち、政令県の区域で営業す
るマンション管理業者（大臣登録も含め）の
監督に関する権限を政令県に認める（併行権
限の設定）。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

有線テレビジョ
ン放送施設の設
置許可及び変更
許可等

有線テレビジョン放送施設の設置許可及び変
更許可等について、有線テレビジョン放送法
に基づく総務大臣の権限を総務省地方総合通
信局から政令県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

有線テレビジョ
ン放送事業者の
業務の届出等

有線テレビジョン放送業務の開始、変更及び
契約約款等について、有線テレビジョン放送
法に基づく総務大臣の権限を総務省地方総合
通信局から政令県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

コミュニティ放
送局の開設等に
関する手続き

コミュニティ放送局の開設等について、電波
法に基づく総務大臣の権限を総務省地方総合
通信局から政令県に移譲する。

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

道路の建設・管
理に係る事務の
移譲

国道の管理（新設、改築及び維持管理）は、
現在、指定区間を国が、指定区間外を都道府
県が行っており、都道府県が指定区間外の新
設、改築を行う場合は、国土交通大臣の認可
を得ることが必要とされている。この指定区
間制度を廃止し、全ての国道の管理を政令県
に移譲するものとする。ただし、県（政令
県）域を越える道路（国1号、国246号など）
の建設・管理については国土交通省（本省）
の関与を残す。なお、政令県が行う当該事
務、事業の執行に当たっては、国からの税財
源の移譲、組織の移管、及び法令等の改正を
必要とする。
※添付のイメージ図参照

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

港湾の建設・管
理に係る事務の
移譲

県内14港は、港湾管理者である都道府県知事
が管理している。国は、重要港湾が国際海上
輸送網又は国内海上輸送網の拠点として機能
するために必要な水域施設、外郭施設、係留
施設などについては、港湾管理者との協議が
整ったときは、自ら港湾工事(直轄工事）を
することができる。
また、国が自ら整備した港湾施設や国有地に
ついては、国からの委託により港湾管理者が
管理しているが、県が管理受託している国有
港湾施設の現状又は用途を変更しようとする
ときは国土交通大臣の承認が必要である。こ
うした直轄工事及び国有港湾施設の管理を政
令県に移譲するものとする。なお、政令県が
行う当該事務、事業を執行するに当たって
は、国からの税財源の移譲、組織の移管、及
び法令等の改正を必要とする。
※添付のイメージ図参照

・道路交通体系の整備・管理、港湾の整備・管理、
都市機能の高度化、快適住空間の実現をめざす住宅
対策の推進、簡単に情報の受信・発信が可能になる
環境の整備など様々な政策手法を組み合わせて、出
会いと交流の基盤づくりに関する総合的な事務事業
を実施する。
・出会いと交流の基盤づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化が図
られ、真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能とな
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県 静岡政令県構想

・指定都市制度と同様に、人口、財政基盤、自治能力が一
定の程度を超える府県を「政令県」と位置づけ、国の地方
支分部局等の一定権限の「政令県」への移譲を認める措置
を提案する。
・静岡県は「豊かな快適空間と有徳の志が織り成す魅力あ
るしずおか」の実現に取り組んでいるが、縦割り行政から
総合行政への転換を図り、自主決定・自己責任の原則を徹
底した県行政の実現が大きな課題となっているため、「政
令県」と位置づけ、権限移譲を求めるものである。
・具体的には、地方支分部局の事務を中心に本県に係る権
限を必要な財源とともに移譲を受け、地域の実情に合った
効率的・効果的な行政運営を行う。
・この取組により、受益と負担の関係に対する県民の理解
を高め、地域特性に応じた自己完結的な地方自治を発展さ
せ、経済活性化と雇用創出を実現する。

徴税事務の一元
化

  納税者の利便性の向上や事務の効率化を図
るため、徴税事務を一元化する。
  第一段階として県税と市町村税の地方税を
県レベルで一元化し、その後、国税の徴税事
務を政令県の事務として移譲する。

・現在、国・都道府県・市町村でそれぞれ行われて
いる徴税事務を地方レベルで一元化することとし、
その前段として、まず地方税（県税・市町村税）の
徴税事務を政令県において一元化する。
・徴税事務を地方レベルで一元化することにより、
徴税事務の合理化・コストダウン、国民・住民の納
税の利便性の向上、地域における税収とサービス
（負担と受益）の関係の明示が図られる。

静
岡
県

静岡県
静岡市
島田市
大井川町
吉田町
金谷町
川根町
中川根町
本川根町

奥大井・南アル
プスマウンテン
パーク構想

・静岡県では、南アルプスの貴重な自然環境をシンボルと
して人と自然が織りなす魅力ある流域圏を形成し、大井
川・安倍川流域の活性化を図るため、平成10年3月に、
「奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想」を策定し
た。
・現在、県、市町村、民間企業等で構成する「構想推進協
議会」が中心となり、流域住民等の参加を得ながら、貴重
な動植物等の保護やエコツーリズムの推進など、自然環境
の保全と、誰もが自然の恵みを享受できる場としての適切
な利用を進めている。
・本構想を地域再生構想に位置付け、必要な支援措置等を
活用することにより、地元主体の構想具体化を促進し、活
性化人口（定住人口＋交流人口）を増大させ、地域経済の
活性化と地域雇用の創造を実現する。

南アルプス国立
公園区域の拡大

国に対して、南アルプスの豊かな自然環境の
保全と適切な利用を促進するため、南アルプ
ス国立公園区域について、現状では稜線部付
近のみとなっているものを、麓の林道付近ま
で拡大することを求める。

・自然公園法に基づく規制の適用、各種自然保護施
策の実施及び椹島へのビジターセンターの整備（国
直轄）を行う。
・これらによって、南アルプスの貴重な自然環境の
保全の強化とともに、ビジターセンターでの自然解
説、情報提供、環境教育等を通じた適切な利用の促
進が図られる。

静
岡
県

静岡県
静岡市
島田市
大井川町
吉田町
金谷町
川根町
中川根町
本川根町

奥大井・南アル
プスマウンテン
パーク構想

・静岡県では、南アルプスの貴重な自然環境をシンボルと
して人と自然が織りなす魅力ある流域圏を形成し、大井
川・安倍川流域の活性化を図るため、平成10年3月に、
「奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想」を策定し
た。
・現在、県、市町村、民間企業等で構成する「構想推進協
議会」が中心となり、流域住民等の参加を得ながら、貴重
な動植物等の保護やエコツーリズムの推進など、自然環境
の保全と、誰もが自然の恵みを享受できる場としての適切
な利用を進めている。
・本構想を地域再生構想に位置付け、必要な支援措置等を
活用することにより、地元主体の構想具体化を促進し、活
性化人口（定住人口＋交流人口）を増大させ、地域経済の
活性化と地域雇用の創造を実現する。

高山植物保護体
制の確立

南アルプス山岳地域は、高山植物の希少種、
固有種、南限種が多く保護の必要性が高いた
め、国に対して、パークレンジャーの増員、
動物の食害対策の推進、ボランティア組織の
育成支援（研修制度、資格制度の創設）、植
生保護工（木道、木柵、ロープ柵）を求め
る。

・構想地域内の高山植物保護体制を下記のとおり強
化する。
　・パークレンジャーによる指導強化
　・動物の食害対策の推進
　・ボランティア組織の育成支援
　　　（研修制度、資格制度の創設）
　・植生保護工（木道、木柵、ロープ
　　柵）の施工
・これらによって、本地域の魅力の源である自然環
境の保全が推進される。

静
岡
県

静岡県
静岡市
島田市
大井川町
吉田町
金谷町
川根町
中川根町
本川根町

奥大井・南アル
プスマウンテン
パーク構想

・静岡県では、南アルプスの貴重な自然環境をシンボルと
して人と自然が織りなす魅力ある流域圏を形成し、大井
川・安倍川流域の活性化を図るため、平成10年3月に、
「奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想」を策定し
た。
・現在、県、市町村、民間企業等で構成する「構想推進協
議会」が中心となり、流域住民等の参加を得ながら、貴重
な動植物等の保護やエコツーリズムの推進など、自然環境
の保全と、誰もが自然の恵みを享受できる場としての適切
な利用を進めている。
・本構想を地域再生構想に位置付け、必要な支援措置等を
活用することにより、地元主体の構想具体化を促進し、活
性化人口（定住人口＋交流人口）を増大させ、地域経済の
活性化と地域雇用の創造を実現する。

カモシカ保護地
域設定の早期実
現

国に対して、カモシカの保護と農林業被害防
止の両立を図るため、昭和54年の３庁合意に
よる「地域を限って天然記念物に指定し保護
する」という方針の早期実施を求める。

・保護地域内ではカモシカの保護を最優先とし、保
護地域外ではカモシカの被害防止のための捕獲を可
能とする。
・これによって、農林業被害の軽減が図られ、構想
地域内の地場産業振興と両立する野生動物保護が推
進される。

静
岡
県

静岡県
静岡市
島田市
大井川町
吉田町
金谷町
川根町
中川根町
本川根町

奥大井・南アル
プスマウンテン
パーク構想

・静岡県では、南アルプスの貴重な自然環境をシンボルと
して人と自然が織りなす魅力ある流域圏を形成し、大井
川・安倍川流域の活性化を図るため、平成10年3月に、
「奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想」を策定し
た。
・現在、県、市町村、民間企業等で構成する「構想推進協
議会」が中心となり、流域住民等の参加を得ながら、貴重
な動植物等の保護やエコツーリズムの推進など、自然環境
の保全と、誰もが自然の恵みを享受できる場としての適切
な利用を進めている。
・本構想を地域再生構想に位置付け、必要な支援措置等を
活用することにより、地元主体の構想具体化を促進し、活
性化人口（定住人口＋交流人口）を増大させ、地域経済の
活性化と地域雇用の創造を実現する。

国立公園内イベ
ント手続の簡素
化

国に対して、国立公園内の自然環境を活用し
た催しであって、地方公共団体が地域の活性
化に資すると認めるイベントについては、許
可又は届出を要しないことを求める。

・地域の貴重な自然環境を生かしたイベント開催が
増加する。
・これによって、交流人口の増大、地域の振興が図
られる。

静
岡
県

静岡県
静岡市
島田市
大井川町
吉田町
金谷町
川根町
中川根町
本川根町

奥大井・南アル
プスマウンテン
パーク構想

・静岡県では、南アルプスの貴重な自然環境をシンボルと
して人と自然が織りなす魅力ある流域圏を形成し、大井
川・安倍川流域の活性化を図るため、平成10年3月に、
「奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想」を策定し
た。
・現在、県、市町村、民間企業等で構成する「構想推進協
議会」が中心となり、流域住民等の参加を得ながら、貴重
な動植物等の保護やエコツーリズムの推進など、自然環境
の保全と、誰もが自然の恵みを享受できる場としての適切
な利用を進めている。
・本構想を地域再生構想に位置付け、必要な支援措置等を
活用することにより、地元主体の構想具体化を促進し、活
性化人口（定住人口＋交流人口）を増大させ、地域経済の
活性化と地域雇用の創造を実現する。

登山道の管理責
任の明確化

国に対して、「国立・国定公園における登山
道のあり方に関する検討調査報告書」（平成
１４年３月環境省自然環境局・財団法人自然
環境研究センター）で示された方針の明確化
及び国民合意の形成を求める。

・報告書で示された方針のうち登山道の管理責任問
題の整理・対策について、方針を明確化し国民合意
の形成を図る。
・これによって、整備者と登山者が負うべき責任範
囲が明確となり、整備者が安心して整備を進めるこ
とが可能となるとともに、登山者にも自己責任の原
則が自覚されることとなる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

静岡県
静岡市
島田市
大井川町
吉田町
金谷町
川根町
中川根町
本川根町

奥大井・南アル
プスマウンテン
パーク構想

・静岡県では、南アルプスの貴重な自然環境をシンボルと
して人と自然が織りなす魅力ある流域圏を形成し、大井
川・安倍川流域の活性化を図るため、平成10年3月に、
「奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想」を策定し
た。
・現在、県、市町村、民間企業等で構成する「構想推進協
議会」が中心となり、流域住民等の参加を得ながら、貴重
な動植物等の保護やエコツーリズムの推進など、自然環境
の保全と、誰もが自然の恵みを享受できる場としての適切
な利用を進めている。
・本構想を地域再生構想に位置付け、必要な支援措置等を
活用することにより、地元主体の構想具体化を促進し、活
性化人口（定住人口＋交流人口）を増大させ、地域経済の
活性化と地域雇用の創造を実現する。

ガイドによるボ
ランティア輸送
としての有償運
送可能化

国に対して、エコツーリズム実践のためにガ
イド（個人・団体等）が行うツアー客のボラ
ンティア輸送としての有償運送について、当
該ガイド等による道路運送法第80条第１項に
基づく申請に対し、速やかな許可を求める。

・ガイド（個人・団体等）によるツアー客のボラン
ティア輸送としての有償運送を実施する。
・これによって、エコツーリズム等の実践にあたっ
ての交通手段が確保され、交流人口の増大が図られ
る。

静
岡
県

静岡県
静岡市
島田市
大井川町
吉田町
金谷町
川根町
中川根町
本川根町

奥大井・南アル
プスマウンテン
パーク構想

・静岡県では、南アルプスの貴重な自然環境をシンボルと
して人と自然が織りなす魅力ある流域圏を形成し、大井
川・安倍川流域の活性化を図るため、平成10年3月に、
「奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想」を策定し
た。
・現在、県、市町村、民間企業等で構成する「構想推進協
議会」が中心となり、流域住民等の参加を得ながら、貴重
な動植物等の保護やエコツーリズムの推進など、自然環境
の保全と、誰もが自然の恵みを享受できる場としての適切
な利用を進めている。
・本構想を地域再生構想に位置付け、必要な支援措置等を
活用することにより、地元主体の構想具体化を促進し、活
性化人口（定住人口＋交流人口）を増大させ、地域経済の
活性化と地域雇用の創造を実現する。

国道３６２号・
４７３号の整備

国に対して、国道３６２号の青部バイパスや
本川根・静岡バイパス、国道４７３号の地蔵
峠バイパスや大和田拡幅等の補助事業による
整備促進を求める。

・県管理の国道である国道３６２号・４７３号は、
ボトルネックとなっている未改良区間について、順
次、補助事業により改築していく。
・これらの構想地域の中核的道路の整備促進によっ
て、地域内へのアクセスが容易となり、交流人口の
増大が図られる。

静
岡
県

静岡県
静岡市
島田市
大井川町
吉田町
金谷町
川根町
中川根町
本川根町

奥大井・南アル
プスマウンテン
パーク構想

・静岡県では、南アルプスの貴重な自然環境をシンボルと
して人と自然が織りなす魅力ある流域圏を形成し、大井
川・安倍川流域の活性化を図るため、平成10年3月に、
「奥大井・南アルプスマウンテンパーク構想」を策定し
た。
・現在、県、市町村、民間企業等で構成する「構想推進協
議会」が中心となり、流域住民等の参加を得ながら、貴重
な動植物等の保護やエコツーリズムの推進など、自然環境
の保全と、誰もが自然の恵みを享受できる場としての適切
な利用を進めている。
・本構想を地域再生構想に位置付け、必要な支援措置等を
活用することにより、地元主体の構想具体化を促進し、活
性化人口（定住人口＋交流人口）を増大させ、地域経済の
活性化と地域雇用の創造を実現する。

県境を越えて行
動する鳥獣の管
理体制の確立

都道府県が策定することとなっている特定鳥
獣保護管理計画について、都道府県境を越え
て行動する野生鳥獣については、国策定とす
ることを求める。

・都道府県境を越えて行動する鳥獣の包括的な保護
管理を実施する。
・これによって、構想地域内の生物多様性の保全が
一層推進される。

静
岡
県

伊東市
伊東健康保養地
づくり構想

「健康回復都市伊東」の持つ豊富な温泉や自然、歴史、文
化を保養や観光に生かし、住む人、訪れる人が健康の大切
さを実感でき、健康回復と増進を図ることで、交流人口の
拡大と基幹産業である観光業、長寿・健康に関連する地域
産業の振興を図る。

国際観光文化都
市の整備のため
の財政上の措置
の拡充及び明確
化

国際観光文化都市の整備のための財政上の措
置等に関する法律に定める施設に交通施設及
び文化施設、体育施設等を含めるとともに、
補助金の交付決定についての特別な配慮及び
地方債についての特別な配慮を明確にする。

下水道及び都市公園など都市基盤の整備を引き続き
進めるとともに、駅舎のバリアフリー化や駅前再開
発事業、外国人来訪者のための国際会議場、市民及
び観光客のスポーツ・健康志向に対応する総合体育
館等の整備を図り、国際観光温泉文化都市としての
発展に寄与する。

静
岡
県

伊東市
伊東健康保養地
づくり構想

「健康回復都市伊東」の持つ豊富な温泉や自然、歴史、文
化を保養や観光に生かし、住む人、訪れる人が健康の大切
さを実感でき、健康回復と増進を図ることで、交流人口の
拡大と基幹産業である観光業、長寿・健康に関連する地域
産業の振興を図る。

温泉療養の公的
医療保険適用の
制度化

温泉療養を公的医療保険の対象とすることに
より、療養を目的とした利用者、来遊客及び
滞在者の増加を促し、温泉地としての地域活
性化を図る。

宿泊客等への各種療法や検診・治療プログラムを提
供し、また、医療施設との連携により総合医療の体
制づくりを進めることにより、市民及び観光客の健
康増進に寄与するとともに、宿泊施設となる旅館・
ホテル等観光関連産業への経済的な効果を促す。

静
岡
県

伊東市
伊東健康保養地
づくり構想

「健康回復都市伊東」の持つ豊富な温泉や自然、歴史、文
化を保養や観光に生かし、住む人、訪れる人が健康の大切
さを実感でき、健康回復と増進を図ることで、交流人口の
拡大と基幹産業である観光業、長寿・健康に関連する地域
産業の振興を図る。

地方交付税算定
における補正措
置の拡大

地方交付税の算定に当たって、消防費、土木
費等において、滞在人口を加えた補正措置の
拡大を図る。

観光都市としての特殊な行政需要に対する財源措置
の充実を図ることにより、財政の健全化に資すると
ともに、都市基盤整備を促進し、市民及び来遊客の
利便を図り、来遊客の増加を目指す。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

伊東市
伊東健康保養地
づくり構想

「健康回復都市伊東」の持つ豊富な温泉や自然、歴史、文
化を保養や観光に生かし、住む人、訪れる人が健康の大切
さを実感でき、健康回復と増進を図ることで、交流人口の
拡大と基幹産業である観光業、長寿・健康に関連する地域
産業の振興を図る。

ゴルフ場利用税
の存続

ゴルフ場利用税を存続する。

ゴルフ場を有する観光都市としての特殊な行政需要
に対する財源を確保することにより、都市基盤整備
を促進し、市民及び来遊客の利便を図り、来遊客の
増加を目指す。

静
岡
県

伊東市
伊東健康保養地
づくり構想

「健康回復都市伊東」の持つ豊富な温泉や自然、歴史、文
化を保養や観光に生かし、住む人、訪れる人が健康の大切
さを実感でき、健康回復と増進を図ることで、交流人口の
拡大と基幹産業である観光業、長寿・健康に関連する地域
産業の振興を図る。

伊東港湾整備事
業の促進

伊東港及び伊東港海岸の整備事業について、
次期港湾整備・海岸事業五箇年計画に採択い
ただくことで、伊豆地域全体の活性化につな
がる物流・人流・防災対策の拠点となる地方
港湾の整備充実を図る。

伊豆地域全体の活性化につながる海を利用し、伊豆
半島における地方港湾「伊東港」（ハブ港）として
充実を図ることにより、円滑な人の交流と効率的な
物流の実現を目指すとともに、大型船接岸岸壁など
災害時等の避難ルートを確保する。

静
岡
県

伊東市
伊東健康保養地
づくり構想

「健康回復都市伊東」の持つ豊富な温泉や自然、歴史、文
化を保養や観光に生かし、住む人、訪れる人が健康の大切
さを実感でき、健康回復と増進を図ることで、交流人口の
拡大と基幹産業である観光業、長寿・健康に関連する地域
産業の振興を図る。

退職手当債の発
行条件の緩和

退職者の急増に伴う退職手当の負担の軽減を
図るため、退職手当債発行の基本的要件であ
る「定数条例の改正による定数の削減」もし
くは「退職手当条例の改正による退職手当支
給率の引下げ等に伴う退職者の急増」につい
て、条例改正を不要とするなど、要件を緩和
するとともに、退職手当債の対象となる退職
者に「定年による退職者」を含めることによ
り、退職手当債に係る発行条件を緩和する。

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により退職
させた職員に支払う退職手当の財源に充てるために
起こすことができる退職手当債の要件を緩和するこ
とで財政負担を軽減し、投資的経費の確保による財
政の健全化を図る。

静
岡
県

伊東市
伊東健康保養地
づくり構想

「健康回復都市伊東」の持つ豊富な温泉や自然、歴史、文
化を保養や観光に生かし、住む人、訪れる人が健康の大切
さを実感でき、健康回復と増進を図ることで、交流人口の
拡大と基幹産業である観光業、長寿・健康に関連する地域
産業の振興を図る。

固定資産税にお
ける別荘概念の
再定義

地方税法（固定資産税）における日常生活の
用に供しない家屋（別荘）の概念について、
「毎月１日以上の居住の用に供する家屋以
外」から「居住の用に供しない家屋」に戻
す。

居住の用に供する土地・家屋に対する固定資産税の
特例措置を厳格化することにより、税収の確保とと
もに転入世帯の増加を図り、地域経済の活性化に資
する。

静
岡
県

三島市
農産物「地産地
消」振興事業

　三島市の箱根山西麓地域は、根菜類を中心とした良質の
野菜が生産されているが、地元での消費量は少ない。三島
市は環境施策の観点から「地産地消」を推進している。現
行の都市計画法第29条第1項第2号及び同条第2項第1項の規
定では、農地に野菜直売所を設置することができない。こ
の規制を緩和して箱根山西麓の幹線道路に接する農地を所
有する生産者が、10㎡未満の農産物・加工品直売所及び駐
車場を設置することを期限付きの特例として認め、必要に
応じてその更新を許可する。採れたての野菜を生産地に最
も近い農地に隣接した直売所で販売することは、地場の高
級根菜類と地域食文化を三島市のイメージ作りに活用で
き、更に地場野菜の地元消費の拡大により、生産者は販路
拡大に期待がもてる。併せて、直売所従事者の雇用創出に
おいても効果が期待できる。

「地産地消　箱
根山西麓地場野
菜直売所設置」
に係る規制緩和

　市街化調整区域の農地における作業小屋等
の設置に係わる運用に準じ、面積および用途
を限定して期限付きで直売所設置ができるよ
う、都市計画法第29条第1項第2号及び同条第
2項第1号の規定の緩和を求める。

　箱根山西麓の国道・県道に面した農地に10㎡未満
の直売所の設置を許可し、地場野菜の地元での消費
及び観光客への販売を促進する。将来的にはアグ
リ・ツーリズムへと発展させ、観光振興を図ってい
く。直売所従事者の雇用創出、地場野菜の販路の拡
大、市民への周知等の効果が期待できる。

225 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
中心市街地活性
化構想

　中心市街地における貴重な公共空間を，民間の持つノウ
ハウを最大限に活用し，施設整備等及び運営を行う。ま
た，恒常的に賑わい及び魅力ある空間を創出するととも
に，高齢者や障害者にとっても安心で安全な空間として，
回遊性を高め，周辺商業施設との相乗効果により，中心市
街地の活性化を推進する。

　商業利用を可
能とする公共空
間の占用，使用
主体及び占用，
使用施設等の緩
和

占用・使用許可の緩和
・占用，使用主体の拡大（管理者，地方公共
団体が適切と認める団体等）
・占用施設の制限緩和（中心市街地の活性化
を目的に賑わいを創出する施設）
・占用許可の期間の制限の緩和（占用施設が
地域における目的達成のための期間を占用期
間と設定する。）

○中心市街地活性化のため，準用河川新川上の既に蓋掛け
してある空間を利用し，賑わい及び安心，安全に回遊でき
る空間を創出する。
　構造規模　鉄骨造平家建　延べ面積約2,000㎡
　構成　　　店舗部分　約1,000㎡　通路（モール部分）
約1,000㎡
　実施時期　平成17年度建設，平成18年度開業
　実施主体　（仮）はままつＤＩＯ（浜松版ＴＭＯ）
効果
　賑わいの創出
　話題性と集客力により周辺商業地との相乗効果が発揮さ
れる。
○中心市街地活性化のため，道路(歩道）において，気軽
に立ち寄れるくつろぎの空間を創出する。（オープンカ
フェ等の実施）
　構造等　ベンチ，テーブル等を設置（必要に応じて飲食
ブースを設置）
　実施時期　週末に実施（予定）
　実施主体　（仮）はままつＤＩＯ（浜松版ＴＭＯ）
効果
　くつろぎ空間を創出することにより，各商業施設への回
遊性を高める。
○中心市街地活性化のため，公園等（広場を含む）におい
て，にぎわいを創出する。（商業利用を含めたイベントの
実施）
　内容　イベントに関わる物品，飲食空間を設置
　実施時期　不定期
　実施主体　企業を含めた市民団体等（仮）はままつＤＩ
Ｏ（浜松版ＴＭＯ）がマネージメント
効果
　にぎわい空間を創出し，来街人口及び回遊性の増大

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
中心市街地活性
化構想

　中心市街地における貴重な公共空間を，民間の持つノウ
ハウを最大限に活用し，施設整備等及び運営を行う。ま
た，恒常的に賑わい及び魅力ある空間を創出するととも
に，高齢者や障害者にとっても安心で安全な空間として，
回遊性を高め，周辺商業施設との相乗効果により，中心市
街地の活性化を推進する。

まちづくりに応
じた交通政策へ
の支援体制の確
立

横断歩道，交通規制標識等をはじめとする道
路施設の設置は，交通安全・円滑の観点か
ら，道路交通法及び道路法により，公安委員
会と調整を図ることとされている。しかし，
道路交通に関する市民からの要望は，市へ寄
せられ，そこから地元警察へ要望する場合が
多く，地域住民と一体となった交通政策が図
られにくい状況にある。現在のまちづくりの
主流となっている，誰にもやさしいまちづく
りの観点から，住民意見を反映させるため，
道路施設の設置・廃止にかかる，パブリック
インボルブメントやパブリックコメントなど
協議の場の設置を進めるとともに，道路にお
いてもまちづくりの方針や将来像を加味した
施策に対応した，歩行者空間のより一層のユ
ニバーサルデザイン化を推進するための支援
をお願いする。

道路空間の回遊性の向上のため，歩行者導線の連続
性や歩きやすさを創出させるために，中心市街地に
横断歩道を設置するなど歩行者環境の改善を図る。
《横断歩道設置希望箇所》①主要地方道浜松停車場
線　松菱前②国道152号　市役所前③主要地方道浜
松停車場線　郵便局前

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
ユニバーサルデ
ザイン構想

ユニバーサルデザインの概念である「思いやりの心が結ぶ
優しいまち」を目指し，歩きたくなる安心・安全なまちづ
くりとして「1道路交通に関する住民意見の反映」，心や
さしいひとづくりとして「2国の資格制度の構築」，使っ
てみたくなるものづくりとして「3ユニバーサル商品のロ
ゴ商標登録」を提案

ユニバーサルデ
ザインを考慮し
た交通体系への
支援・協力

道路施設の設置は，交通の安全・円滑の観点
から，道路交通法及び道路法により，公安委
員会と調整を図ることとされている。歩行者
空間のより一層のＵＤ化を推進するための支
援として，まちづくりの方針や将来像を加味
した施策への対応をお願いするとともに，誰
にもやさしいまちづくりの観点から住民意見
を反映した道路施設（横断歩道・交通規制標
識等）の設置及びユニバーサルデザイン化を
推進する。

歩行者が平面交差できないことが歩行者の回遊性を
阻害しているため，主要な歩行ルート上に横断歩道
を設置するとともに，既設の立体横断施設（地下
道，歩道橋など）との併用による連続性ある平面移
動を実現する。ユニバーサルデザインのまちづくり
を推進し，歩行者導線の連続性や歩きやすさを創出
するために，道路の平面交差化や段差の解消，休憩
所の設置など歩行者環境の改善に向けた整備を推進
する。また，道路法，道路交通法にユニバーサルデ
ザインの視点を加える。

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
ユニバーサルデ
ザイン構想

ユニバーサルデザインの概念である「思いやりの心が結ぶ
優しいまち」を目指し，歩きたくなる安心・安全なまちづ
くりとして「1道路交通に関する住民意見の反映」，心や
さしいひとづくりとして「2国の資格制度の構築」，使っ
てみたくなるものづくりとして「3ユニバーサル商品のロ
ゴ商標登録」を提案

ユニバーサルデ
ザインに関する
国家資格制度の
構築

専門的知識を有する人材を国家的に認定し
て，その人材をコーディネーター的立場に置
くことによって，より一層ユニバーサルデザ
インを推進とともに，行政サービス事業の民
間開放の一環として，民間事業者に新たなビ
ジネス機会を提供し，雇用の促進を図る。

国家資格制度
（仮）ユニバーサルデザイン技術者
1級：ユニバーサルデザインに関する専門的知識を
熟知し，専門的立場に立って指導，支援ができる者
2級：ユニバーサルデザインに関する専門的知識を
有し，その推進に寄与できる者
3級：ユニバーサルデザインに関する専門的知識を
有している者
4級：ユニバーサルデザインに関する知識を有して
いる者
4段階のレベル分けによりトップクラスの人材育成
から，誰もが参加できるクラスまでの全国的意識啓
発を目指す。

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
ユニバーサルデ
ザイン構想

ユニバーサルデザインの概念である「思いやりの心が結ぶ
優しいまち」を目指し，歩きたくなる安心・安全なまちづ
くりとして「1道路交通に関する住民意見の反映」，心や
さしいひとづくりとして「2国の資格制度の構築」，使っ
てみたくなるものづくりとして「3ユニバーサル商品のロ
ゴ商標登録」を提案

ユニバーサルデ
ザイン商品のロ
ゴ商標登録

ユニバーサルデザイン商品のロゴ商標登録
（要望）を行う。ロゴマークを作成し，認定
された製品等に対してそのマークの使用を許
可し，ユニバーサルデザインに関する商品の
一元化を図る。

ユニバーサルデザイン商品のロゴ商標登録（要望）
を行う。一元化されたロゴマークを作成し，認定さ
れた製品等に対してそのマークの使用を許可する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

静
岡
県

浜松市
世界都市浜松・
外国人との地域
共生構想

現在県知事が有している準学校法人並びに各種学校の設立
認可権限を、外国人の子どもを対象に母国語で教育を行う
学校に限り、浜松市に委譲する。

学校法人・各種
学校設立認可権
限の委譲

外国人学校を学校法人並びに各種学校として
認定する権限を県から市に委譲し、学校設立
認可を迅速に行うことにより、地域ニーズに
沿った学校設置，児童･生徒の学習環境の改
善と外国人学校の経営の安定化を図る。

学校法人並びに各種学校に位置付けられた外国人学
校に対し、行政と連携した事業を実施するととも
に、公的支援を検討していく。同時に学校法人とし
て税制上の優遇措置が受けられるため、学校経営の
安定が図られ、子どもの教育機会が広げられること
になる。

愛
知
県

犬山市
犬山市城下町新
生構想

本市は、今後１０年間で城下町地区（中心市街地）の特性
を活かした整備を行うことで中心市街地の活性化と観光客
の誘導を図る「歴史のみちづくり整備事業」を実施し、ま
た、平成１５年度「観光交流空間モデル事業」に選定され
た日本ライン広域地域（犬山市、美濃加茂市、各務原市、
可児市、坂祝町）において、国土交通省のハード・ソフト
両面の支援を受けながら「木曽川夢空間事業」を実施する
など、今後の人口減少時代における都市間競争に対応する
ため、観光客の誘導（交流人口の増大）を目指し、各種施
策の集中及び連携等を推進しようとするものである。

観光客誘導のた
めのインフラス
トラクチャー整
備に係る施策の
集中

本市は、国土交通省等のソフト・ハード両面
の支援を受けながら観光客の誘導を目指し
て、施策の集中を行っているが、都心等から
のさらなる観光客誘導のため、１９９４年１
２月に地域高規格道路の候補路線として指定
され、愛知県小牧市から岐阜県美濃加茂市が
起終点の予定となっている名濃道路整備の早
期実現を求める。

２００５年日本国際博覧会（愛知万博）開催と中部
国際空港開港を契機に本県を来訪する観光客の本市
への誘導を図るため、本市及び本市を含む日本ライ
ン広域地区（犬山市、美濃加茂市、各務原市、可児
市、坂祝町）は、国土交通省のハード・ソフト両面
の支援を受けながら、基盤整備を行っているところ
であるが、この構想を実現するためには、さらなる
国等の施策の集中が必要となる。
具体的には、１９９４年１２月に地域高規格道路の
候補路線として指定され、愛知県小牧市から岐阜県
美濃加茂市が起終点の予定となっている名濃道路整
備の早期実現を求めるものである。名濃道路は、平
成１４年４月に名古屋高速「道路高速１１号」小牧
北入口までが開通しているが、現時点においては、
小牧北入口以北の計画については具体化していな
い。
名濃道路の延伸により、本市は中部国際空港、名古
屋市内、名神・東名高速道路と高速道路体系により
直接接続することとなり、現行より１５分以上の時
間短縮が見込めることにより、さらなる観光客等の
誘導が図れる。

愛
知
県

犬山市
犬山市城下町新
生構想

本市は、今後１０年間で城下町地区（中心市街地）の特性
を活かした整備を行うことで中心市街地の活性化と観光客
の誘導を図る「歴史のみちづくり整備事業」を実施し、ま
た、平成１５年度「観光交流空間モデル事業」に選定され
た日本ライン広域地域（犬山市、美濃加茂市、各務原市、
可児市、坂祝町）において、国土交通省のハード・ソフト
両面の支援を受けながら「木曽川夢空間事業」を実施する
など、今後の人口減少時代における都市間競争に対応する
ため、観光客の誘導（交流人口の増大）を目指し、各種施
策の集中及び連携等を推進しようとするものである。

景観形成地区の
道路標識の規格
に伴う施策の利
便性の向上等

本市は、街なみの保全及び育成、その他都市
の景観を維持及び創造し、もってゆとりと潤
い、愛着と活力のある美しいまちを実現する
ことを目的として、平成５年に都市景観条例
を整備している。特に中心市街地である城下
町地区は、都市景観重点地区の指定とともに
助成制度を活用し、その形成に努めていると
ころであり、都市計画道路の見直しと共に、
電線類の地中化や道路美装など現在積極的に
推進している。しかし、電線類は地中化など
によって現行の施策によって対応可能である
が、道路上の交通標識は周景と不調和のまま
存在することとなる。画一した標識ではな
く、歴史的街なみに合ったものが立てられる
よう、施策の利便性の向上並びに各種施策の
連携を求める。

一方通行、進入禁止、速度制限など様々な標識が街
に溢れ、歴史的街なみ形成を阻害している。他方、
規制標識は日常生活にとって不可欠であることも事
実である。そこで、一定エリアを定め、当該地区内
は、視覚的に著しく相違する場合を除き、歴史的街
なみに合った標識を設置することを可能とするか、
もしくは、現規格（道路標識、区画線及び道路標示
に関する命令）に、全国画一の景観標識を付加する
ことにより、都市景観に配慮した個性的な街なみの
整備が可能となる。

愛
知
県

犬山市
犬山市城下町新
生構想

本市は、今後１０年間で城下町地区（中心市街地）の特性
を活かした整備を行うことで中心市街地の活性化と観光客
の誘導を図る「歴史のみちづくり整備事業」を実施し、ま
た、平成１５年度「観光交流空間モデル事業」に選定され
た日本ライン広域地域（犬山市、美濃加茂市、各務原市、
可児市、坂祝町）において、国土交通省のハード・ソフト
両面の支援を受けながら「木曽川夢空間事業」を実施する
など、今後の人口減少時代における都市間競争に対応する
ため、観光客の誘導（交流人口の増大）を目指し、各種施
策の集中及び連携等を推進しようとするものである。

ＴＭＯにおける
出資割合による
補助率の見直し

本市は、中心市街地活性化基本計画の策定を
終え、昨年９月には、三セク特定会社である
ＴＭＯを設立したところである。各省庁連携
して、施策の展開や支援策が進められてお
り、市としても、中心市街地の活性化に向け
景観整備など図っていると同時に、ＴＭＯに
期待するところが大きい。国の支援策にあっ
ては、出資割合によって、その補助率が異
なっているが、この見直しを求める。

経済産業省の支援施策の一つである「商業・サービ
ス業集積関連施設整備事業」及び「中心市街地商業
等活性化総合支援事業費補助金」は、地方公共団体
が出資の過半（1/2を超える）を占める第３セク
ターの場合とそうでない場合で、補助率が分かれて
おり、他の施策は、1/2以上となっていることから
見れば、厳しいといえる。したがって、この要件緩
和を求めるものである。また、中心市街地活性化に
関係する支援策全体の補助率についても、その引き
上げが必要。なお、引き上げに伴う財源は、地方公
共団体分の率引き下げも有り得るものと考える。

愛
知
県

旭町
水の郷　奥矢作
自然・にぎわい
再生プラン

旭町の各種教育施設、体験施設を活用し、各省庁の環境教
育施策の連携が様々な指導者研修、一般研修、各種講座の
実施に繋がり、町全体に環境保全意識が浸透するとともに
既存施設の活性化が図られる。また、各施設を川の○○場
（源流の場、遊びの場、学びの場等）として連携させ魅力
的な河川空間を景観形成し、そのターミナルとして整備予
定の川の駅は、総合案内所として環境教育、体験案内だけ
でなく、観光案内、地域の農産品販売機能も併せもつ施設
として地域活性化に貢献する。

河川森林におけ
る環境教育に係
る諸施策の省庁
連携、集中展開

環境省、国土交通省、農林水産省が所管する
河川、森林における環境教育に関連の指導者
研修、全国イベント、モデル事業について連
携及び集中展開をお願いしたい。

環境教育の推進　　旭町の中の各施設を川の場とし
て位置付け、各場の特色に応じた環境教育を行う。
源流の場（旭高原）　エコロジーのテーマパークづ
くりを既存施策と調和させ実施する。環境学習の実
践の場づくりを行う。イメージとしては、イギリス
のＣＡＴを想定。
学びの場（小渡地区）　町の中心地区であり各種公
共施設が集中するとともに、町並みが矢作川本流と
向かい合い一体化している県下でも数少ない地域で
あるため、生活に密着した環境教育の場として活
用、整備する。
川の駅（笹戸地区）　旭町の最下流の地域であり、
都市部に近接しているため水の郷の環境教育総合案
内所機能をメインとして、観光、農林業の宣伝ター
ミナル機能も併せて整備を行う。
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地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

旭町
水の郷　奥矢作
自然・にぎわい
再生プラン

旭町の各種教育施設、体験施設を活用し、各省庁の環境教
育施策の連携が様々な指導者研修、一般研修、各種講座の
実施に繋がり、町全体に環境保全意識が浸透するとともに
既存施設の活性化が図られる。また、各施設を川の○○場
（源流の場、遊びの場、学びの場等）として連携させ魅力
的な河川空間を景観形成し、そのターミナルとして整備予
定の川の駅は、総合案内所として環境教育、体験案内だけ
でなく、観光案内、地域の農産品販売機能も併せもつ施設
として地域活性化に貢献する。

河川における構
造物設置要件の
運用の緩和

河川区域については、地形によって様々な土
地が存在しており、浸水の可能性のない近隣
と同条件の土地が河川敷となっている場合も
少なくはない。こうした土地における構造物
設置の弾力的運用がケースバイケースで行わ
れることになれば、山間地域における貴重な
公共用地として活用でき、地域振興に多大な
効果を及ぼすことになる。

川の駅整備における、浸水の可能性のない河川敷や
河川法面上部に固定構築物（駐車場、トイレ、休憩
所等）設置が可能となれば、利用者にとって河川に
近接した使い勝手の良い施設となり、事業の魅力は
大きいものとなる。

愛
知
県

旭町
水の郷　奥矢作
自然・にぎわい
再生プラン

旭町の各種教育施設、体験施設を活用し、各省庁の環境教
育施策の連携が様々な指導者研修、一般研修、各種講座の
実施に繋がり、町全体に環境保全意識が浸透するとともに
既存施設の活性化が図られる。また、各施設を川の○○場
（源流の場、遊びの場、学びの場等）として連携させ魅力
的な河川空間を景観形成し、そのターミナルとして整備予
定の川の駅は、総合案内所として環境教育、体験案内だけ
でなく、観光案内、地域の農産品販売機能も併せもつ施設
として地域活性化に貢献する。

景観形成を支援
する事業の集中
展開

河川景観の保全と美化を目的とした事業の場
合、地域活力を活用するためには行政と住民
との協働が重要であるが、現在の制度では地
方自治体の単独事業での対応となる場合が多
い。住民と地方自治体に主体性が確保された
景観形成を支援する事業の集中展開。

河川景観の保全と美化を目的として、河川の清掃や
竹林等の伐採、風景木の植栽など住民との協働事業
を実施するとともに、春の鯉のぼりの架設や夏の安
全な流れ橋の設置など季節に調和した景観形成を行
う。
　川の駅整備と連携して景観と調和した吊橋や温泉
や名水を結ぶ散策道、親水スポットの整備を行う。

愛
知
県

名古屋港
管理組合

名古屋港活性化
構想

名古屋港は、ものづくりの中枢圏域である中部地域と一体
となって発展してきた。近年、国際社会は、産業構造や貿
易構造の変化に代表される大競争時代にあり、港湾（臨海
部）においては、地域の国際競争力強化と社会経済活動を
支えていくための的確な対応が課題となっている。
そのため、①効率的な港湾経営の実現、②物流の効率性向
上、③企業活動の活性化促進、の３つの視点から名古屋港
の経営戦略を確立し、内港部の機能転換などにより、活性
化を進め、名古屋港が本来持っている能力を適切に発揮さ
せることで、中部地域の持続的な発展に寄与していく。

臨海部既存ス
トックの有効活
用に向けた補助
金等に係る予算
の執行の適正化
に関する法律の
見直し

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する
法律第２２条の規定に基づく承認申請があっ
た場合、港湾施設として公共利用する等問題
がなければ、再利用が承認されており、その
場合、補助金返還の必要はない。しかし、近
年の社会経済活動の構造変化を受けて、補助
事業により取得した財産が遊休化する可能性
が高まっており､この変化に柔軟に対応して
いくことが求められている。
その際、｢補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律｣の制約により、スムーズな
再利用が進まないケースがある。
そこで、
①港湾法に基づいて整備された施設の再利用
を図る際、港湾法では補助金適正化法施行令
第１４条２に基づく各省各庁の長が定める期
間を経過した場合が明確化されていないこと
から、構造物の耐用年数を超えても永久的に
制限がかかるため、制限の明確化を提案す
る。
②さらに、既存ストックの有効活用を図る観
点から、遊休化した財産で再利用に向けた一
定の条件を満たしたとき（例えば、港湾計画
への位置付け等正当性が認められる行為）
は、例えば、補助金適化法財産処分の制限の
年数を半減するなど、補助金適化法の制限の
年数を緩和する制度の導入を提案する。

（１）効率的な港湾経営の実現
港湾は、利用者の視点に立った、効率的な経営を
行っていかなければならない。こうした中、地域の
独自性を前面に打ち出した施策を実施するための枠
組みが必要となっている。

①既存ストックの有効活用
中部地域及びわが国の社会経済活動の発展に大きく
貢献している港湾の「国際競争力を強化する機能整
備」と「過去に整備された既存ストックの有効活
用」を地域特性と社会ニーズに合わせて実施するこ
とで、地域の裁量により柔軟かつタイムリーな施設
整備と運営ができ、調和のとれた最適投資が可能と
なる。

愛
知
県

名古屋港
管理組合

名古屋港活性化
構想

名古屋港は、ものづくりの中枢圏域である中部地域と一体
となって発展してきた。近年、国際社会は、産業構造や貿
易構造の変化に代表される大競争時代にあり、港湾（臨海
部）においては、地域の国際競争力強化と社会経済活動を
支えていくための的確な対応が課題となっている。
そのため、①効率的な港湾経営の実現、②物流の効率性向
上、③企業活動の活性化促進、の３つの視点から名古屋港
の経営戦略を確立し、内港部の機能転換などにより、活性
化を進め、名古屋港が本来持っている能力を適切に発揮さ
せることで、中部地域の持続的な発展に寄与していく。

船舶に係る固定
資産税の課税主
体の変更による
税金の最適投資

船舶にかかる固定資産税は、船舶が移動性の
償却資産であることから２以上の市町村にわ
たって使用される場合は、停泊状況・貨物
量・港湾施設の増減を配分率として定めてい
る。
固定資産税は、資産の保有と行政サービスの
応益関係に着目した税であるにもかかわら
ず、船舶にかかる固定資産税は、港湾整備を
行う港湾管理者ではない市町村へ配分されて
いることが多い。これは、船舶に係る固定資
産税は、他の課税対象から徴収された固定資
産税と同様に、使途が限定されていないた
め、納税者（船舶運行者）は固定資産税によ
る受益を受けていない状況にある。
そこで、港湾全体を整備・運営している港湾
管理者が船舶にかかる固定資産税を課税徴収
することにより、応益関係の適正化を図る。
（船舶にかかる固定資産税の徴収事務の一貫
として、港湾管理者が配分率を決めるデータ
整理をおこなっている。）

（１）効率的な港湾経営の実現
港湾は、利用者の視点に立った、効率的な経営を
行っていかなければならない。こうした中、地域の
独自性を前面に打ち出した施策を実施するための枠
組みが必要となっている。

②適正な税制と財政の建て直し
名古屋港管理組合（港湾管理者）は、国際水準にお
ける港湾物流インフラ大型化への対応が喫緊な課題
となっている一方で、硬直化した財源不足の中で、
その経営努力による港湾運営が限界に達しつつあ
る。そこで、“効率的な港湾経営”に向けた制度の
見直しの検討を提案する。
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名
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愛
知
県

名古屋港
管理組合

名古屋港活性化
構想

名古屋港は、ものづくりの中枢圏域である中部地域と一体
となって発展してきた。近年、国際社会は、産業構造や貿
易構造の変化に代表される大競争時代にあり、港湾（臨海
部）においては、地域の国際競争力強化と社会経済活動を
支えていくための的確な対応が課題となっている。
そのため、①効率的な港湾経営の実現、②物流の効率性向
上、③企業活動の活性化促進、の３つの視点から名古屋港
の経営戦略を確立し、内港部の機能転換などにより、活性
化を進め、名古屋港が本来持っている能力を適切に発揮さ
せることで、中部地域の持続的な発展に寄与していく。

特別とん譲与税
の使途限定によ
る税金の最適投
資

特別とん譲与税は、船舶の入港時に国税であ
るとん税と併せて徴収され、開港所有市町村
に分配されるものである。とん税が密輸の防
止・検疫・出入国管理事務等の諸費用に充て
られているが､特別とん譲与税は、制度創設
の経緯が、船舶にかかる固定資産税の減収補
填とされていることから、使途が限定されて
いない。
そこで、
１：特別とん譲与税の創設の経緯が、固定資
産税の減収補填措置であったことから、その
応益税的性格の理念を継承すべき
２：市町村が、特別とん譲与税によって得る
税収は、港湾管理者が港湾整備をはじめとす
る基盤整備を行ったことによる要因が大きい
のは明白
以上２点のことから、特別とん譲与税の応益
関係を明確にするため、使途を、港湾の施設
整備・維持管理等に限定することを提案す
る。

（１）効率的な港湾経営の実現
港湾は、利用者の視点に立った、効率的な経営を
行っていかなければならない。こうした中、地域の
独自性を前面に打ち出した施策を実施するための枠
組みが必要となっている。

②適正な税制と財政の建て直し
名古屋港管理組合（港湾管理者）は、国際水準にお
ける港湾物流インフラ大型化への対応が喫緊な課題
となっている一方で、硬直化した財源不足の中で、
その経営努力による港湾運営が限界に達しつつあ
る。そこで、“効率的な港湾経営”に向けた制度の
見直しの検討を提案する。

愛
知
県

名古屋港
管理組合

名古屋港活性化
構想

名古屋港は、ものづくりの中枢圏域である中部地域と一体
となって発展してきた。近年、国際社会は、産業構造や貿
易構造の変化に代表される大競争時代にあり、港湾（臨海
部）においては、地域の国際競争力強化と社会経済活動を
支えていくための的確な対応が課題となっている。
そのため、①効率的な港湾経営の実現、②物流の効率性向
上、③企業活動の活性化促進、の３つの視点から名古屋港
の経営戦略を確立し、内港部の機能転換などにより、活性
化を進め、名古屋港が本来持っている能力を適切に発揮さ
せることで、中部地域の持続的な発展に寄与していく。

地方交付税測定
単位の見直し

地方交付税の測定単位は、その測定しようと
する行政項目に係る財政需要を出来るだけ正
確に補足しうるものでなければならない。港
湾の場合は、係留施設や外郭施設の延長が、
港湾の機能を客観的に反映しているものとし
て、測定単位に選定されている。
交付税の行政項目は港湾を含め、様々な行政
項目があるが、その一つ、道路橋りょう費の
測定単位に、道路法上の道路に加え、港湾台
帳に記載した道路（港湾法の臨港交通施設に
おける道路（臨港道路））の算入を提案す
る。
道路橋りょう費の測定単位である道路の面積
や延長は、道路台帳の記載数値を用いてい
る。測定単位に用いる数値は、公信性が強い
ものが用いられることとなっており、道路に
関しては道路台帳が採用されているものと理
解するが、日本の道路ネットワークの中にお
ける臨港道路の役割（都市側道路と港湾施設
の接続）は重要かつ不可欠であり、また、行
政項目に係る財政需要が正確に補足されてい
ないと思われる。

（１）効率的な港湾経営の実現
港湾は、利用者の視点に立った、効率的な経営を
行っていかなければならない。こうした中、地域の
独自性を前面に打ち出した施策を実施するための枠
組みが必要となっている。

②適正な税制と財政の建て直し
名古屋港管理組合（港湾管理者）は、国際水準にお
ける港湾物流インフラ大型化への対応が喫緊な課題
となっている一方で、硬直化した財源不足の中で、
その経営努力による港湾運営が限界に達しつつあ
る。そこで、“効率的な港湾経営”に向けた制度の
見直しの検討を提案する。

愛
知
県

名古屋港
管理組合

名古屋港活性化
構想

名古屋港は、ものづくりの中枢圏域である中部地域と一体
となって発展してきた。近年、国際社会は、産業構造や貿
易構造の変化に代表される大競争時代にあり、港湾（臨海
部）においては、地域の国際競争力強化と社会経済活動を
支えていくための的確な対応が課題となっている。
そのため、①効率的な港湾経営の実現、②物流の効率性向
上、③企業活動の活性化促進、の３つの視点から名古屋港
の経営戦略を確立し、内港部の機能転換などにより、活性
化を進め、名古屋港が本来持っている能力を適切に発揮さ
せることで、中部地域の持続的な発展に寄与していく。

港湾環境整備負
担金徴収に係る
国庫負担金精算
還付の廃止

港湾環境整備施設は、必要性が高い施設であ
りながら、当初の施設整備費に加え、整備後
の維持管理費が恒常的に発生し、地方財政の
圧迫要因となっている。
港湾環境整備負担金は、大きな収益が見込め
ない施設の整備・維持管理において、港湾管
理者の財政運営に少なからず寄与している。
そこで、補助金適性化法における収益納付の
特例を設け、港湾環境整備負担金として徴収
した港湾環境整備施設の当初整備費の国庫負
担金精算還付廃止を提案する。

（１）効率的な港湾経営の実現
港湾は、利用者の視点に立った、効率的な経営を
行っていかなければならない。こうした中、地域の
独自性を前面に打ち出した施策を実施するための枠
組みが必要となっている。

②適正な税制と財政の建て直し
名古屋港管理組合（港湾管理者）は、国際水準にお
ける港湾物流インフラ大型化への対応が喫緊な課題
となっている一方で、硬直化した財源不足の中で、
その経営努力による港湾運営が限界に達しつつあ
る。そこで、“効率的な港湾経営”に向けた制度の
見直しの検討を提案する。

愛
知
県

名古屋港
管理組合

名古屋港活性化
構想

名古屋港は、ものづくりの中枢圏域である中部地域と一体
となって発展してきた。近年、国際社会は、産業構造や貿
易構造の変化に代表される大競争時代にあり、港湾（臨海
部）においては、地域の国際競争力強化と社会経済活動を
支えていくための的確な対応が課題となっている。
そのため、①効率的な港湾経営の実現、②物流の効率性向
上、③企業活動の活性化促進、の３つの視点から名古屋港
の経営戦略を確立し、内港部の機能転換などにより、活性
化を進め、名古屋港が本来持っている能力を適切に発揮さ
せることで、中部地域の持続的な発展に寄与していく。

輸出入申告及び
積荷目録の
NACCS使用の義
務付けと義務付
けに伴う料金体
系の見直し

NACCS利用の内、輸出入申告においては、既
に9割以上（特に輸入においてはほぼ100%）
NACCSが利用されている。
また、テロ対策強化の面からも電子データに
よる積荷目録の事前提出義務付けが進められ
つつある。
以上の点から、特に輸出入申告と積荷目録に
ついてNACCS使用を義務付ける。

（２）物流の効率性向上
東南アジア諸国や中国の経済発展・生産技術向上に
より、国内生産拠点の海外移転はますます進展して
おり、中部地域の製造業は、国内完結型生産体制か
ら海外と分担する国際水平分業体制へと移り変わ
り、物流システムの最適化に向けたＳＣＭの構築を
進めている。
名古屋港も企業のロジスティクス戦略に合わせた取
組みを展開していくことが、中部地域の国際競争力
の強化につながる。

愛
知
県

名古屋港
管理組合

名古屋港活性化
構想

名古屋港は、ものづくりの中枢圏域である中部地域と一体
となって発展してきた。近年、国際社会は、産業構造や貿
易構造の変化に代表される大競争時代にあり、港湾（臨海
部）においては、地域の国際競争力強化と社会経済活動を
支えていくための的確な対応が課題となっている。
そのため、①効率的な港湾経営の実現、②物流の効率性向
上、③企業活動の活性化促進、の３つの視点から名古屋港
の経営戦略を確立し、内港部の機能転換などにより、活性
化を進め、名古屋港が本来持っている能力を適切に発揮さ
せることで、中部地域の持続的な発展に寄与していく。

工業用水料金制
度の見直し

工業用水受給水量は、契約時の数量を変更で
きないため（責任水量制）、受給者（企業）
は、使用水量を減少させても当初契約の金額
を支払っている。工業用水の安定供給、限定
された受給者、事業費の回収等の工業用水事
業の性質上、責任水量制による運営が多いこ
とは理解できるが、コスト競争にある国内事
業者の競争力低下の要因であることは否めな
い。そこで、使用量に応じた料金体系の設定
を提案する。（都道府県によっては使用量に
応じた料金制を設定しているところもある）

（３）企業活動の活性化促進
国際水平分業の進展による輸出産業の海外進出は、
地域産業の空洞化や雇用機会の減少につながる恐れ
があり、その影響は広く波及する。これは名古屋港
の取扱貨物量が減少するというだけの問題でなく、
地域社会全体に深刻な影響を及ぼす問題である。
そこで、これら企業の競争力を高めるべく、現状の
制度の見直し、地域の活性化を促していく。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

地域性を踏まえ
た土地利用の推
進

都市計画法及び農振法、農地法４，５条に基
づく土地利用決定権限を、現状の国や県か
ら、一定面積以下の土地利用転換（転用）に
関する権限を、市長に移譲する。

農山村地域における交流機能・拠点整備の推進や住
宅施策、産業関連誘致策等による地域活性化を促
す。

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

既存公共施設
（小学校等）の
再編・活用

国庫補助における利用条件・補助金返還条件
を見直し、目的外利用を可能とする手続きの
簡素化

国庫補助を受けた廃校予定の学校施設等を利用して
の、地域連携交流促進施設を設置して、都市住民の
農林業や山村地域住民との交流を活発化させること
により、地域活性化を促す。

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

既存公共施設
（幼稚園）の再
編・活用

国庫補助事業完了後、１０年を経過していな
い市立幼稚園を、学校法人又は社会福祉法人
への無償貸与で、学校施設又は社会福祉施設
の用に供する場合の、補助金返還条件の弾力
的運用。

国庫補助を受けて建設した市立幼稚園を、多様化す
る教育保育ニーズに対応するための｢豊田市立保育
園・幼稚園民間移管計画｣による民営化を図り、幼
保一体化、及び早期に本市の課題である３歳児の教
育保育ニーズに適切に対応していく。

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

私立幼稚園設置
認可権の移譲

愛知県のもつ私立幼稚園の設置認可権を、地
域再生計画に基づいて、特例として市長に移
譲する。

国庫補助を受けて建設した市立幼稚園を、多様化す
る教育保育ニーズに対応するための｢豊田市立保育
園・幼稚園民間移管計画｣による私立幼稚園の設立
認可について、施設の自己所有を条件とせずに、無
償貸与による設立を認可して、当該計画の推進にあ
たる。

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

都市と農山漁村
の共生・対流の
推進について
の、施策集中化

現状、関係省連絡会議による優良事例集の配
布や、民間の会議｢オーライニッポン会議｣等
において取組みがなされているところである
が、市町村合併に伴う都市と農産漁村の共生
については、施策の集中化による関連事業の
優先集中採択、総合補助金化等による、政策
の選択と集中化を望む。

地域連携システムの整備、グリーンツーリズムの推
進、地産地消の仕組みづくり、多様な居住環境整
備、都市と農山村の交流・共生を支える交流基盤の
整備推進について、既存制度の統合化による国支援
策の利用促進、及び個性を活かした市単独事業の実
施による地域活性化を図る。

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

グリーンツーリ
ズムを含む都市
と農山漁村の交
流関連施策の連
携

｢地域連携システム整備事業（農林水産省）｣
と、｢地域総合支援事業（国土交通省）｣や、
｢農産漁村地域活性化事業（総務省）｣、｢新
山村振興等農林漁業特別対策事業、都市農村
交流対策事業（農林水産省）｣は、グリーン
ツーリズム推進（イベント含む）や都市農村
交流促進施設建設等類似点が多いため、関係
省庁の連携による一元化により、効率的推進
を図る。

地域連携システムの整備や、地域連携交流促進施設
の設置に関して、関係省庁の連携により取組みが円
滑になる。そのため、早期に都市と農山村の交流活
発化が図れることにより、地域活性化に資すること
ができる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

既存公共施設の
再生・有効活用
に係る連携

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する
法律、施行令の利便性向上により、国庫補助
施設の目的外利用の手続き簡素化に伴い、そ
の再生・有効活用するための施策について連
携を図る。｢地域資源の再生・有効活用、地
域資源活用促進事業（総務省）｣

国庫補助を受けた廃校予定の学校施設等を利用して
の、地域連携交流促進施設建設を促進して、都市住
民の農林業や山村地域住民との交流を活発化させる
ことにより、地域活性化を促す。

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

魅力ある地域づ
くりに向けた施
策の連携

合併により広大な市域が見込まれる本地域に
おいて、地域の発案による国との連携での観
光立国の推進を視野に入れた良好な景観形成
の推進、また地域課題に対応した、｢参加と
連携｣による地域自らの国土・地域づくり
を、地域自らが効果的に推進する調査事業
や、ソフト事業の推進を図る。

地域連携システムにおいては、景観形成促進策によ
る観光を目的とした一体的なＰＲへの寄与や、様々
な主体の参画によるまちづくり活動関連の調査を自
ら企画・立案・調査実施することにより、また各種
ソフト事業を｢参加と連携｣を基本理念に実施するこ
とにより、地域自らが国と連携することによる地域
性に即した施策展開を図ることが可能となり、地域
活性化に資することができる。

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

交通インフラの
整備

一般市町村道、農道、村道の有機的利用促進
のための整備推進

一般市町村道、農道、村道は、現実では一体として
道路ネットワークを形成しているため、個別省庁ご
との採択基準によらない、ネットワークとしての道
路利用のための採択基準の新設

愛
知
県

豊田市
都市農山村共生
活性化構想

一体的な圏域内に存する都市地域（工業・業務地域）と、
農山村地域との経済的・人的交流の促進を通じて、既存産
業の活性化や、既成の工業、商業、農林業の融合による、
観光交流を主な切り口とした産業観光等の｢地域融合産業｣
の創出を図る。また、近い将来自動車産業等からの定年退
職者の急増が見込まれており、生きがいづくり・農林業振
興対策、及び増加する遊休農地対策として、特区を活用し
ての｢営農支援センター｣を開設する。また、モノづくりに
優れた人材を活用しての新産業創出等により、様々なライ
フスタイルが実現できる都市として、農山村居住を含めた
多様な居住・関連生活基盤整備を促進させる。そして、広
大な圏域の一体的土地利用の推進により、地域活性化を
図っていく。

生活インフラの
整備

下水道施設等生活インフラ整備の一元的財源
付与

下水処理施設等生活インフラは、市街化区域や農業
振興地域を一体的に処理対象区域として整備し、維
持管理することが効率的な場合があるので、補助事
業の対象範囲の拡大と弾力化を行う。

愛
知
県

南知多町
農業と観光と風
車との共生

１．地域内で風力調査を実施する。
２．適地としての“風”が確認できれば国営農地開発地域
用地内に風力発電施設を設置する。
３．地域活性化のため将来的には地域内への観光用付帯設
備（売店や食事提供場所等）の設置を可能とする。

・農業用施設以
外の施設構築の
ための規制緩和

・国営農地開発事業用地は、国の補助を受
け、甲種農地として農地以外への転用が厳し
くなっている。
・風力発電施設を設置するのに建築コストが
最小限で済むことも重要であり、人家からも
距離があるため、適地となっている。
・自然の力を使ったクリーンなエネルギーと
しての風力発電を今後進めていくためには、
ある程度広域な用地が必要であり、地域の特
性（風・観光）を生かしたまちづくりに必要
であるため、区域内に風力発電施設等の設置
を可能にしたい。

・地域内で風力調査を可能とする。
・風力発電の適地にクリーンエネルギーの「風力発
電施設」を設置し、農業用施設（揚水機場）への電
力供給と観光農園との共生を図ることで、南知多へ
訪れる人たちへの癒しの場としても提供できるよう
にする。
・将来的に美味なる魚介類や観葉植物などの地産地
消を図る売店等の付帯設備を設置可能とするため
に、農業振興と観光振興とが共生できるようにす
る。

愛
知
県

愛知県
新城市

ＤＯＳ地域再生
プラン
（Do outdoor
sports）

本市は、広大な山々と清流が流れる恵まれた自然がある。
この自然を利用して行われているのが、パラグライダー・
カヌー・マウンテンバイクといったアウトドアスポーツで
ある。
最近では市外からやってくる愛好者も増え競技人口が増加
しつつある。こうしたことから自然志向の高まりの中で、
人を誘引し地域を活性化する方策としてアウトドアスポー
ツを活用した雇用創出と経済の活性化を図るものである。
アウトドアスポーツの大きな大会の誘致などにより市内の
スポーツ人口の増加はむろんのこと市外からも多くの人が
訪れることのできるアウトドアスポーツのメッカとするこ
とで若者が集う元気な地域を実現する。

創意工夫を生か
したイベントの
実施により賑わ
いを創出

県道・市道・林道の道路使用許可の容易化・
迅速化

ラリー・モトクロスの大会開催のため道路使用
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

愛知県
新城市

ＤＯＳ地域再生
プラン
（Do outdoor
sports）

本市は、広大な山々と清流が流れる恵まれた自然がある。
この自然を利用して行われているのが、パラグライダー・
カヌー・マウンテンバイクといったアウトドアスポーツで
ある。
最近では市外からやってくる愛好者も増え競技人口が増加
しつつある。こうしたことから自然志向の高まりの中で、
人を誘引し地域を活性化する方策としてアウトドアスポー
ツを活用した雇用創出と経済の活性化を図るものである。
アウトドアスポーツの大きな大会の誘致などにより市内の
スポーツ人口の増加はむろんのこと市外からも多くの人が
訪れることのできるアウトドアスポーツのメッカとするこ
とで若者が集う元気な地域を実現する。

創意工夫を生か
したイベントの
実施により賑わ
いを創出

河川敷の管理権限を市町村に移譲 カヌーの大会開催のため河川敷使用

愛
知
県

愛知県
新城市

ＤＯＳ地域再生
プラン
（Do outdoor
sports）

本市は、広大な山々と清流が流れる恵まれた自然がある。
この自然を利用して行われているのが、パラグライダー・
カヌー・マウンテンバイクといったアウトドアスポーツで
ある。
最近では市外からやってくる愛好者も増え競技人口が増加
しつつある。こうしたことから自然志向の高まりの中で、
人を誘引し地域を活性化する方策としてアウトドアスポー
ツを活用した雇用創出と経済の活性化を図るものである。
アウトドアスポーツの大きな大会の誘致などにより市内の
スポーツ人口の増加はむろんのこと市外からも多くの人が
訪れることのできるアウトドアスポーツのメッカとするこ
とで若者が集う元気な地域を実現する。

自然と歴史にこ
だわった魅力的
なアウトドアス
ポーツ活動空間
の提供

各省庁の施策（林道整備・農道整備・観光地
の遊歩道）を弾力的に運用することによって
アウトドアスポーツの条件整備を実施

パラグライダーの発着・着陸場所や、ラリー・モト
クロス等のコースなどのアウトドアスポーツの条件
整備する。

愛
知
県

愛知県
新城市

ＤＯＳ地域再生
プラン
（Do outdoor
sports）

本市は、広大な山々と清流が流れる恵まれた自然がある。
この自然を利用して行われているのが、パラグライダー・
カヌー・マウンテンバイクといったアウトドアスポーツで
ある。
最近では市外からやってくる愛好者も増え競技人口が増加
しつつある。こうしたことから自然志向の高まりの中で、
人を誘引し地域を活性化する方策としてアウトドアスポー
ツを活用した雇用創出と経済の活性化を図るものである。
アウトドアスポーツの大きな大会の誘致などにより市内の
スポーツ人口の増加はむろんのこと市外からも多くの人が
訪れることのできるアウトドアスポーツのメッカとするこ
とで若者が集う元気な地域を実現する。

利用者へ親切な
快適空間の形成

各種の団体・機関ごと設置している標識や案
内板の様式の統一又は一元化

誰でも来ることのできる、わかりやすい案内板を設
置する。

愛
知
県

愛知県
新城市

ＤＯＳ地域再生
プラン
（Do outdoor
sports）

本市は、広大な山々と清流が流れる恵まれた自然がある。
この自然を利用して行われているのが、パラグライダー・
カヌー・マウンテンバイクといったアウトドアスポーツで
ある。
最近では市外からやってくる愛好者も増え競技人口が増加
しつつある。こうしたことから自然志向の高まりの中で、
人を誘引し地域を活性化する方策としてアウトドアスポー
ツを活用した雇用創出と経済の活性化を図るものである。
アウトドアスポーツの大きな大会の誘致などにより市内の
スポーツ人口の増加はむろんのこと市外からも多くの人が
訪れることのできるアウトドアスポーツのメッカとするこ
とで若者が集う元気な地域を実現する。

利用者へ親切な
快適空間の形成

有償ボランティア輸送による送迎サービス
電車バスで来た応援・見物者を大会等の現地まで安
価で送迎する交通システムを確立する。

愛
知
県

新城市
「今夜は街に出
かけよう」構想

中心商業地の夜の活性化を目的に、全国からレストランの
オーナーシェフを募集し、空き店舗を無償で貸し付け開業
してもらう。この際、遠方から開業手続きができるよう関
係機関の協力を求める。食材は、市内の商店や農家から安
全で安心できる地元の野菜や肉などを調達する。これによ
り、空き店舗活用と商店街の新たな魅力作り、地元商店や
農家の売上増加、新規雇用の創出が可能となる。また同時
に、商店街組合が中心となって、夜のイルミネーション点
灯や定期イベントを開催し、女性や若者の夜の来訪を促し
賑わいのある街を創出する。市は、道路使用許可手続きの
簡素化や土地開発公社所有土地の貸与などで利便を図る。
これにより年間５万人以上の買い物客の増加と、１日１０
０万円以上の経済効果が見込まれる。

遠方からの開業
手続きの利便性
の向上

新しく事業を始めるときに必要となる、行政
官庁に対する様々な許可や認可の手続きが円
滑にできるよう、手続き方法の簡素化を図
る。

全国からレストランのオーナーシェフを募集し、空
き店舗を無償で貸し付け開業してもらうが、できる
だけ広範囲からの応募が得られるよう、遠方からの
開業に係る諸手続きの利便性の向上を図る。新しく
事業を始めるためには、様々な行政官庁の許可や認
可が必要であり、遠方からの手続きが円滑にできる
よう、居住地の官庁に提出できたり、インターネッ
ト申請ができるようにしたい。

愛
知
県

新城市
「今夜は街に出
かけよう」構想

中心商業地の夜の活性化を目的に、全国からレストランの
オーナーシェフを募集し、空き店舗を無償で貸し付け開業
してもらう。この際、遠方から開業手続きができるよう関
係機関の協力を求める。食材は、市内の商店や農家から安
全で安心できる地元の野菜や肉などを調達する。これによ
り、空き店舗活用と商店街の新たな魅力作り、地元商店や
農家の売上増加、新規雇用の創出が可能となる。また同時
に、商店街組合が中心となって、夜のイルミネーション点
灯や定期イベントを開催し、女性や若者の夜の来訪を促し
賑わいのある街を創出する。市は、道路使用許可手続きの
簡素化や土地開発公社所有土地の貸与などで利便を図る。
これにより年間５万人以上の買い物客の増加と、１日１０
０万円以上の経済効果が見込まれる。

職業安定所との
求職・人材情報
の交換

職業安定所の有する求人・求職情報を共有す
る。

市の募集に応じてレストランの開業を決めた遠方の
事業予定者の従業員確保を支援するため、職業安定
所と求職情報等をオンラインで情報交換できるよう
にする。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

新城市
「今夜は街に出
かけよう」構想

中心商業地の夜の活性化を目的に、全国からレストランの
オーナーシェフを募集し、空き店舗を無償で貸し付け開業
してもらう。この際、遠方から開業手続きができるよう関
係機関の協力を求める。食材は、市内の商店や農家から安
全で安心できる地元の野菜や肉などを調達する。これによ
り、空き店舗活用と商店街の新たな魅力作り、地元商店や
農家の売上増加、新規雇用の創出が可能となる。また同時
に、商店街組合が中心となって、夜のイルミネーション点
灯や定期イベントを開催し、女性や若者の夜の来訪を促し
賑わいのある街を創出する。市は、道路使用許可手続きの
簡素化や土地開発公社所有土地の貸与などで利便を図る。
これにより年間５万人以上の買い物客の増加と、１日１０
０万円以上の経済効果が見込まれる。

道路使用許可手
続きの簡素化

イベント等の行事開催時の道路使用手続きを
簡素化する。

対象地域の商店街組合が通行止め等を計画した場合
は、届出だけで済むようにする。

愛
知
県

新城市
「今夜は街に出
かけよう」構想

中心商業地の夜の活性化を目的に、全国からレストランの
オーナーシェフを募集し、空き店舗を無償で貸し付け開業
してもらう。この際、遠方から開業手続きができるよう関
係機関の協力を求める。食材は、市内の商店や農家から安
全で安心できる地元の野菜や肉などを調達する。これによ
り、空き店舗活用と商店街の新たな魅力作り、地元商店や
農家の売上増加、新規雇用の創出が可能となる。また同時
に、商店街組合が中心となって、夜のイルミネーション点
灯や定期イベントを開催し、女性や若者の夜の来訪を促し
賑わいのある街を創出する。市は、道路使用許可手続きの
簡素化や土地開発公社所有土地の貸与などで利便を図る。
これにより年間５万人以上の買い物客の増加と、１日１０
０万円以上の経済効果が見込まれる。

土地開発公社所
有土地の貸し付
けの容認

イベント等の行事開催時に、土地開発公社の
所有する土地を活用できるようにする。

都市計画道路整備のために先行取得している土地
を、事業開始まで一時的に商店街組合に貸し付け、
商店街事業に役立てる。

愛
知
県

新城市
鳳来町

木質バイオマス
利用を中心とし
た森林総合産業
の創出

森林が放置され、荒廃している。山村の過疎・高齢化やそ
れに伴う林業従事者の不足、産業として成り立ちにくい木
材関連業をとりまく厳しい状況が、その背景にある。
木質バイオマス利用を中心とした森林総合産業の創出は、
森林および木とのかかわりを見直し新たな関係性を構築す
ることにより、森林とそれにかかわる暮らしと経済活動を
再生しようとするものである。この取り組みは単に経済原
則だけに基づくものではなく、環境原則にも基づく持続可
能社会をめざすものである。林業政策であると同時にエネ
ルギー政策であり、環境政策、教育政策でもある。森林総
合産業と呼ぶのはそのためであるが、地域における豊かな
関係性を再構築し、これまでとは違った経済の活性と新た
な雇用機会を創出することができる。そのことによって、
いきいきとした地域社会、いきがいを感じることのできる
地域社会をめざすものである。

森林の健全化と
木材の有効利用
を軸とした持続
可能社会の構築

森林の健全化に関する財源の確保権限
補助制度(地球温暖化防止森林吸収源10か年
対策に基づくものなど)があるものの、エネ
ルギー面や環境面、教育面を含めたトータル
な施策を実施するものとなっていないため、
森林の健全化に資するすべてを包括する財源
制度として再編し、それを地域に密着して取
り組む市町村長に移譲する。

○市民参加の森づくり
市民参加の森づくりを促進するため、森づくりボラ
ンティア、森林提供ボランティア(森林所有者)　を
募集する。また、森林管理アドバイザーや大型機械
とそのオペレーターなどを確保し、森林の健全化に
取り組もうと希望する誰もが植林・育林・伐採など
にかかわれるようにする。

○林地残材等有効活用事業
木質バイオマス利用等持続可能な地域づくりになる
と認定した場合、森林所有者以外でも林地残材を搬
出することができ、かつ搬出作業の対価に見合う環
境貢献ポイント制を確立し、取り組みを促進する。
これにより、資源循環型社会づくりの推進と参加者
のモチベーションアップを図ることがてきる。

愛
知
県

高浜市

子育て支援のた
めの拠点施設
「中・高校生ふ
れあいサロン」

少子化が急速に進行する中、平成１５年７月に次世代育成
支援対策推進法が成立されました。この法律の主な内容
は、自治体や企業が次世代育成支援のため、行動計画を策
定することとなっております。このことから、国において
は、子育て支援施策の拡充を図るべく様々な補助事業をメ
ニュー化しています。しかしながら、現行制度の中では、
国庫直接補助の事業が少なく補助制度の多くは県を通じて
の間接補助であり、県が予算化をしない限り国からの補助
を受けることができません。従って各自治体は、予算を確
保することが厳しい中、単独事業で実施しているのが現状
であります。今後、全国の自治体が実効性のある行動計画
を策定するためには、国の間接補助から直接補助へと補助
基準の見直しを実現していただきたい。

国の間接補助か
ら直接補助へと
補助基準の早期
見直し

国では、子育て支援施策拡充のため、様々な
補助事業をメニュー化しているが、現行制度
の中では、国庫直接補助の事業が少なく補助
制度の多くは県を通じての間接補助であり、
県が予算化をしない限り国からの補助を受け
ることができません。従って各自治体は、予
算を確保することが厳しい中、単独事業で実
施しているのが現状であります。今後、全国
の自治体が地域にあった実効性のある行動計
画を策定していくために、国の間接補助から
直接補助へと補助基準の見直しをすることに
よって事業の実施が図られる。

○具体的に考えている事業等の内容      ・子育て
支援のための拠点施設整備「中・高校生ふれあいサ
ロン」防音設備を施した音楽室、パソコンを設置し
た学習室、軽運動室等中・高校生を対象とした施設
整備をし、運営は中・高校生によって企画立案する
新しいタイプの施設を目指します。
・つどいの広場事業（厚生労働省）子育てへの負担
感の解消を図る。
・中高校生と赤ちゃんとのふれあい事業（厚生労働
省）ふれあいにより、乳幼児の理解を深め地域の仲
間づくりなど児童の健全な育成を図る。
○具体的な地域経済の活性化の効果及び地域雇用の
創造の効果の見込み
・地域の公民館、児童館、ＮＰＯ、子育て支援グ
ループなど、組織や関係機関が一丸となって連携協
力することにより、「次世代育成支援は地域も参
加」の意識を醸成することができる。かつ、地域で
の新たな雇用の創出とともに地域の教育力の向上が
図れる。

愛
知
県

高浜市
企業誘致に伴う
雇用促進事業

総合計画に掲げた事業の推進に伴う、農地転用について
は、農地法（昭和２７年法律第２２９号）第５条第１項に
規定する、同一事業者の目的に供する４ヘクタールを超え
る場合の農林水産大臣の許可権限を適用させず、４ヘク
タール以下の場合と同様に県知事の許可権限としていただ
きたい。

総合計画に掲げ
た事業の推進に
伴う、農地転用
許可権限の移譲

新しい産業の発展、企業誘致、雇用促進に対
する施策として、本市総合計画の土地利用構
想では、既設工業系区域に隣接する市街化調
整区域の一部を工業系に位置位置付けた計画
としています。この将来計画を迅速かつ計画
的に事業を推進するため、総合計画に掲げた
事業の推進に伴う、農地転用については、農
地法（昭和２７年法律第２２９号）第５条第
１項に規定する、同一事業者の目的に供する
４ヘクタールを超える場合の農林水産大臣の
許可権限を適用させず、４ヘクタール以下の
場合と同様に県知事の許可権限としていただ
きたい。なお、総合計画に掲げた事業以外の
農地転用は、従来どおりの許可権限を保って
おり、よって、国においては、無秩序な農地
開発の抑制を図りつつ、近年の流れに則した
権限移譲が可能となるとともに県において
は、県下広域的にまちづくりの調和を図りつ
つ、転用許可に対し県下統一的な見解を有す
ることが可能になると考える。

本市は、自動車産業の生産拠点としての機能を担っ
ており、伝統産業である瓦産業についても多くの工
場が集積しています。また、市の中央部におきまし
て、市街地再開発事業も完了し、確固とした産業基
盤をもって、住みやすい環境、便利な中心地区を
もった都市となっています。このような状況の中
で、住みなれたまちでいつまでも安全・安心・快適
に住み続けたいという誰もの共通した願いを実現す
るために、社会連帯の考え方に立った地域福祉はも
とより、自助・共助・公助の精神による公共の福祉
としてのまちづくりを進めていくために昨年「居住
福祉のまちづくり条例」を制定し、市の施策の基本
的事項を定めてまちづくりの総合的な推進を図って
いきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　○
新しい機能の誘致、既存の産業の活用・育成
○既成市街地、新市街地における街づくり、まちづ
くりへの市民参加　　　　　　　○中部国際空港等
への動線づくり、受け皿づくり
○鉄道駅周辺の整備、臨海部の市民への開放
○既成市街地における商業の活性化、新市街地への
商業配置　　　　　　　　　　　　○伝統工芸・産
業・祭りの保全・活用、社寺等と文化施設との動線
の創出　　　　　　○川の水辺空間の整備、用水の
緑道化　　　○高齢者、障害者が安全に住める街づ
くり
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都道
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名
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地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

丹羽郡大
口町

一級河川五条川
の管理権限の移
譲

　河川法の規定により愛知県が管理することとなっている
一級河川五条川の管理権限を地元大口町に移譲すること
は、最も五条川を知り、五条川の恵みを一番に享受し、五
条川による河川災害に直接さらされる住民と町が権限を持
つこととなる。
　河川管理に住民の意見を反映させ、きめの細かい管理を
行うことで新しい様々な事業展開が可能となり、地域中小
事業者の事業受注の機会が増大する。また、住民にとって
の身近な憩いの場として、桜の名所として、あるいは自然
環境が保全されている河川として五条川の観光資源として
の価値が高まれば、そこには起業チャンスが生まれ、地域
経済の活性化、雇用の確保にもつながるものであり、本町
は、五条川管理条例を制定し、住民と町による「大口さく
ら五条川学」を構築の上、管理していくものである。

一級河川五条川
の管理権限を地
元の大口町に移
譲すること

　一級河川五条川に関する河川法第9条第2項
により法定受託事務として愛知県に与えられ
た管理権限を大口町に対して全て移譲するも
の

町は、愛知県から五条川の管理権限の移譲を受
け、次の施策を行う。
１．住民との協働を前提に、次の点に留意して五条
川の管理方針を構築する。1）水の循環や水質保
全、自然環境の保全を含めた総合行政を目指す。
２）生物の持続的で良好な生息環境を保障する。
３）五条川と関わりつつ、歴史的に創造されてきた
地域文化を尊重し、保全する。４）桜の五条川を維
持する。５）五条川の現況を生かして自然ゾーン、
整備ゾーン等にゾーニングし、沿川の個性にマッチ
した河川環境づくりを目指す。６）洪水の軽減方法
を沿川の個性に合わせて場所ごとに工夫する。
　このような管理方針に基づく町独自の五条川管理
条例を制定する。
２．｢大口さくら五条川学」の構築
　五条川を沿川住民と町の協働で管理するための担
保として、あるいは五条川を町の住民一人一人に
とってより身近なものにするため、また、町による
五条川管理の方針をさらに充実したものにするた
め、住民と町による「大口さくら五条川学」を構築
する。その構成は、次のようなものとする。
１）五条川の形の変遷２）五条川の利用の変遷３）
生物調査と水質検査４）五条川に影響を与えている
ものの調査、ア山・森、イ人里・田畑、ウ空気、エ
水中・水上生物５）五条川の危険箇所の調査と対策
６）五条川流域の景観の変遷７）桜の樹の研究、調
査８）五条川以外の桜の名所の調査
　なお、五条川全体の河川管理との整合を保つた
め 上下流域及び対岸域の地方公共団体と協定を締

愛
知
県

丹羽郡大
口町

環境区域（居
住・農業・工
業）の純化並び
に既成との共
存・共生

これから、まちがまちとして自主・自立し、生き続けるた
めには、「居住」（親から子へ、子から孫へと受け継がれ
ていけるような住み易いまち）、「農業」（農地の持つ多
様な機能を生かし、地産地消をめざすまち）、「工業」
（そこで働ける場所があるまち）といったそれぞれの「環
境区域」という概念を、今一度、認識する必要がある。
ひとつの「環境区域」の中にあっても、例えば、市街化区
域と市街化調整区域という「既成」が存在するが、それを
否定するのではなく、むしろ共存・共生していくことを
「再生」の第一の手がかりとする。その手法として、新た
な「居住」・「農業」・「工業」が発生する際に、それに
適した「環境区域」に誘導させることにより、まちとして
の「純化」を目指すものである。

居住・農業・工
業の各「環境区
域」の指定

都市計画法第２９条、第４３条の規定に基づ
く許可申請、農業振興地域の整備に関する法
律に基づく申出及び農地法第３条、第４条、
第５条の規定に基づく許可申請（いずれも現
在は、愛知県が許認可事務を行っている。）
にかかる許可要件のうち、許可の立地基準に
適合する土地が、既存集落から離れた土地あ
るいは一団での営農に適した土地の場合に、
大口町があらかじめ指定した区域内の土地に
誘導できるための支援措置を提案する。

現在、愛知県が許認可事務を行っている市街化調整
区域内における都市計画法第２９条、第４３条の規
定に基づく許可申請、農業振興地域の整備に関する
法律に基づく申出及び農地法第３条、第４条、第５
条の規定に基づく許可申請が、新たな「居住」・
「農業」・「工業」に利用される土地が発生する機
会であることから、その際に、大口町があらかじめ
指定した「居住環境区域」・「農業環境区域」・
「工業環境区域」内の土地を前述の許可要件を要す
る土地と同一性があることとして円滑な交換を可能
とし、それぞれの「環境区域」へ誘導する。その結
果、例えば、一団の農地として保全すべき区域であ
りながら、一定の要件が整えば、既存の集落に隣接
した場所であっても工場が立地し、あるいは、既存
の集落から離れた場所であっても住居が立地すると
いったような案件は減少する。「居住」・「農
業」・「工業」それぞれの棲み分けにより、大口町
における都市計画法に基づく区域区分（市街化調整
区域、市街化調整区域）を補完することが可能とな
る。
「居住環境区域」とは、主として既存の集落に隣接
する土地をいう。「農業環境区域」とは、主として
農業振興地域の整備に関する法律に基づく農業振興
地域で、一団で営農が可能な土地をいう。「工業環
境区域」とは、主として既存の工場に隣接する土地
をいう。

愛
知
県

足助町
あすけで体験！
実践！山里のく
らし構想

既存の保養施設（休止中）や周辺の里山などを活用し、都
市住民（とりわけ子どもや退職者）を迎え入れ、森の魅力
や癒しを感じてもらうと共に、交流や「鉄腕ＤＡＳＨ村」
のような田舎暮らし体験、間伐・枝打ち体験などを通して
森の大切さを訴え、森の応援団を増やす場とする。
また、四季を通じて魅力ある山村づくりをすすめ雇用創出
や新たな山里の産業を興し、経済的に自立する山村を全国
に先駆けて創造する。

交流型山里自然
学校を整備する
ため現有施設の
エコ改修の集中
展開

運営休止となった勤労野外施設を石油特別会
計予算を活用して、環境教育のための研修、
宿泊施設に改修。

都会の子どもたちに間伐や下草刈り、森林浴、地元
材を生かした木製品制作など滞在型里山体験プログ
ラムを提供し、子どもたちには森の大切さを、定年
退職者には生きがいを見つけてもらう。

愛
知
県

足助町
あすけで体験！
実践！山里のく
らし構想

既存の保養施設（休止中）や周辺の里山などを活用し、都
市住民（とりわけ子どもや退職者）を迎え入れ、森の魅力
や癒しを感じてもらうと共に、交流や「鉄腕ＤＡＳＨ村」
のような田舎暮らし体験、間伐・枝打ち体験などを通して
森の大切さを訴え、森の応援団を増やす場とする。
また、四季を通じて魅力ある山村づくりをすすめ雇用創出
や新たな山里の産業を興し、経済的に自立する山村を全国
に先駆けて創造する。

里山整備の重点
化と緑の雇用担
い手育成事業の
連携

子どもや定年退職者などが年間を通して里山
に立ち入り、森の手入れを体験できるよう、
歩ける林道、休める小屋などを整備するとと
もに、林業への新規就業が見込める地元製造
業の退職者に対し、林業体験を集中実施す
る。

林業への新規就業が見込める地元製造業の定年退職
者を主たるターゲットに据え、里山の手入れなど林
業の体験プログラムを提供するとともに、子どもで
も安心して里山に立ち入ることができるような環境
を整え、里山の四季の移ろいを体験してもらえる
フィールドとする。

愛
知
県

足助町
あすけで体験！
実践！山里のく
らし構想

既存の保養施設（休止中）や周辺の里山などを活用し、都
市住民（とりわけ子どもや退職者）を迎え入れ、森の魅力
や癒しを感じてもらうと共に、交流や「鉄腕ＤＡＳＨ村」
のような田舎暮らし体験、間伐・枝打ち体験などを通して
森の大切さを訴え、森の応援団を増やす場とする。
また、四季を通じて魅力ある山村づくりをすすめ雇用創出
や新たな山里の産業を興し、経済的に自立する山村を全国
に先駆けて創造する。

高齢者や障害者
も楽しめる自然
歩道のモデル整
備

保養施設の敷地内を通る東海自然歩道につい
てモデル区間としてバリアフリー化改修を施
す。

平成12年末で運営停止した勤労者野外体験施設「い
こいの村愛知」の敷地内を通る東海自然歩道を、高
齢者や障害者でも安心して移動できるよう改修を行
う。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

豊橋市
とよはし農業創
造構想

全国有数の本市農業の一層の振興を目指して、「効率的な
土地改良による基盤整備」、「ＩＴ農業に推進などによる
農業研究の推進」、「地産地消システムの推進などによる
食の安全・安心の確保」、「低農薬・適正施肥などによる
地域環境の保全」、といった複合的な取組みを進め、地域
の特色を生かした新たな豊橋型農業により地域再生を促進
する。

既設堆肥施設の
補助要件の緩和

補助施設の有効利用を促進できるよう、補助
施設の目的外使用の基準を緩和するととも
に、当初の機能や目的に添う改造に関する手
続きを簡素化する。

当初申請者以外の農家や団体も既存堆肥施設を使用
でき、肥料として使用できるようにする。
効果として、①未活用や余力のある既存堆肥施設の
有効利用が図られる、②家畜排泄物の適正処理と有
機農業が推進する、③農家の負担を軽減し、安定経
営が図られる、④地域環境・三河湾への環境負荷が
軽減される等が考えられる。

愛
知
県

豊橋市
とよはし農業創
造構想

全国有数の本市農業の一層の振興を目指して、「効率的な
土地改良による基盤整備」、「ＩＴ農業に推進などによる
農業研究の推進」、「地産地消システムの推進などによる
食の安全・安心の確保」、「低農薬・適正施肥などによる
地域環境の保全」、といった複合的な取組みを進め、地域
の特色を生かした新たな豊橋型農業により地域再生を促進
する。

土地改良事業計
画設計基準の緩
和

土地改良事業における非農用地の設置割合
（現行30%以内）を緩和する。

総合的な農業農村づくりの観点から、農業振興のみ
の土地改良事業にとどまらず、都市と農村の交流に
配慮した整備と効率的な維持管理ができる。また、
非農用地利用形態の拡大化による収入を事業費に充
てることにより、地元負担の軽減化が図られ、事業
推進において、より地元の協力や理解が得られるこ
とや総合的な農村づくりに効果がある。

愛
知
県

豊橋市
多文化共生まち
づくり構想

・豊橋市は「外国人登録制度、社会保障制度等の補充・見
直し」、「外国籍児童・生徒教育の充実 」、「地域コ
ミュニティでの協働 」、「ユニバーサルデザイン」など
の外国籍市民を受け入れるための環境整備を行い、さまざ
まな文化との共生によるまちづくりを進めることで地域の
活性化を図る。

外国人登録申請
様式のユニバー
サルデザイン化

外国人登録法施行規則の改正し、ポルトガル
語版・中国語版の申請書を作成する。

外国人登録法施行規則の改正し、申請書様式のポル
トガル語版・中国語版を作成することで、多くの外
国籍市民が自ら外国人登録申請できるようユニバー
サルデザイン化を図る。

愛
知
県

豊橋市
多文化共生まち
づくり構想

・豊橋市は「外国人登録制度、社会保障制度等の補充・見
直し」、「外国籍児童・生徒教育の充実 」、「地域コ
ミュニティでの協働 」、「ユニバーサルデザイン」など
の外国籍市民を受け入れるための環境整備を行い、さまざ
まな文化との共生によるまちづくりを進めることで地域の
活性化を図る。

転出時の届出の
義務化

外国人登録として転出時の届出を義務化する。

外国人登録として転出時の届出制の義務化を図り、
住所地を把握し、税金・社会保障等の適切な管理を
行う。
居住地変更等の手続きは住民基本台帳と整合性を持
たせ、特に転出時の届け出制を検討し、入国管理局
からの出国者等の連絡の迅速化を図る。

愛
知
県

豊橋市
多文化共生まち
づくり構想

・豊橋市は「外国人登録制度、社会保障制度等の補充・見
直し」、「外国籍児童・生徒教育の充実 」、「地域コ
ミュニティでの協働 」、「ユニバーサルデザイン」など
の外国籍市民を受け入れるための環境整備を行い、さまざ
まな文化との共生によるまちづくりを進めることで地域の
活性化を図る。

永住を前提とし
ない外国人及び
短期在留外国人
の年金加入の弾
力化

外国人及び短期在留外国人の年金加入を義務付永住を前提としない外国人及び短期在留外国人につい

愛
知
県

豊橋市
多文化共生まち
づくり構想

・豊橋市は「外国人登録制度、社会保障制度等の補充・見
直し」、「外国籍児童・生徒教育の充実 」、「地域コ
ミュニティでの協働 」、「ユニバーサルデザイン」など
の外国籍市民を受け入れるための環境整備を行い、さまざ
まな文化との共生によるまちづくりを進めることで地域の
活性化を図る。

年金脱退一時金
の納付金返還適
用期間の延長並
びに返還の率の
緩和

年金脱退一時金の納付金返還適用期間の延長並年金脱退一時金の納付金返還適用期間の延長並びに返
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

豊橋市
多文化共生まち
づくり構想

・豊橋市は「外国人登録制度、社会保障制度等の補充・見
直し」、「外国籍児童・生徒教育の充実 」、「地域コ
ミュニティでの協働 」、「ユニバーサルデザイン」など
の外国籍市民を受け入れるための環境整備を行い、さまざ
まな文化との共生によるまちづくりを進めることで地域の
活性化を図る。

社会保険加入の
指導強化

業務請負業・雇用事業主に、社会保険に確実に業務請負業・雇用事業主に、社会保険適用事務所に確

愛
知
県

豊橋市
多文化共生まち
づくり構想

・豊橋市は「外国人登録制度、社会保障制度等の補充・見
直し」、「外国籍児童・生徒教育の充実 」、「地域コ
ミュニティでの協働 」、「ユニバーサルデザイン」など
の外国籍市民を受け入れるための環境整備を行い、さまざ
まな文化との共生によるまちづくりを進めることで地域の
活性化を図る。

外国籍児童生徒
の学級学年編入
及び義務教育年
齢の弾力化

外国籍児童生徒の日本語レベルや習熟度に応
外国籍児童・生徒について日本語レベルや習熟度に
応じた学年で学ぶことから、学校生活の適応と不登
校・不就学の解消を図る。

愛
知
県

豊橋市
多文化共生まち
づくり構想

・豊橋市は「外国人登録制度、社会保障制度等の補充・見
直し」、「外国籍児童・生徒教育の充実 」、「地域コ
ミュニティでの協働 」、「ユニバーサルデザイン」など
の外国籍市民を受け入れるための環境整備を行い、さまざ
まな文化との共生によるまちづくりを進めることで地域の
活性化を図る。

県立高校におけ
る外国籍生徒受
入の拡大

県立高校における外国籍生徒の特別枠拡大及び

県立高校で外国籍生徒を受け入れることにより、外
国籍生徒の日本での生活に希望を与えることによ
り、進学・就職しない子どもたちの非行化・犯罪化
を抑制できる。

愛
知
県

豊橋市
とよはし行政
サービスアップ
構想

健全で効率的な自治体運営を行うため、「行政運営の効率
化」、「市民との協働」、「財源の確保」といった複合的
な取組みを進め、自治体のスリム化や、NPOによる雇用の
創出等により地域の活性化を促進する。

自治体非常勤職
員の任用・勤務
条件等根拠規定
の整備

地方公務員法に非常勤職員の任用根拠規定を
設けるとともに、地方公務員における「非常
勤」の定義を確立させる。

嘱託員（非常勤職員）の身分の確定、勤務条件の適
正化を図り、正規職員数を抑制し、ワークシェアリ
ングを推進することで、雇用の創出を図る。

愛
知
県

豊橋市
とよはし行政
サービスアップ
構想

健全で効率的な自治体運営を行うため、「行政運営の効率
化」、「市民との協働」、「財源の確保」といった複合的
な取組みを進め、自治体のスリム化や、NPOによる雇用の
創出等により地域の活性化を促進する。

自治体非常勤職
員の任用期間の
緩和

地方公務員法第２２条の臨時的任用職員は、
限定的な任用事由、任用期間のため、弾力的
な任用を可能とする規定に改正する。

様々な勤務形態の職員を任用することにより、正規
職員数を抑制し、ワークシェアリングを推進する。

愛
知
県

豊橋市
とよはし行政
サービスアップ
構想

健全で効率的な自治体運営を行うため、「行政運営の効率
化」、「市民との協働」、「財源の確保」といった複合的
な取組みを進め、自治体のスリム化や、NPOによる雇用の
創出等により地域の活性化を促進する。

一般職の非常勤
職員についての
手当支給認定

一般職の非常勤職員については、手当が支給で様々な勤務形態の職員を任用することにより、正規職

236 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

豊橋市
とよはし行政
サービスアップ
構想

健全で効率的な自治体運営を行うため、「行政運営の効率
化」、「市民との協働」、「財源の確保」といった複合的
な取組みを進め、自治体のスリム化や、NPOによる雇用の
創出等により地域の活性化を促進する。

福祉事業におけ
る事業決定・委
託補助の一本化

障害者就業・生活支援センター事業の雇用安
定及び生活支援の2事業における事業決定・
委託補助を一本化する。

2事業の事業決定、委託補助を一本化することによ
り、福祉圏域単価での事業の推進を可能にする。

愛
知
県

豊橋市
とよはし行政
サービスアップ
構想

健全で効率的な自治体運営を行うため、「行政運営の効率
化」、「市民との協働」、「財源の確保」といった複合的
な取組みを進め、自治体のスリム化や、NPOによる雇用の
創出等により地域の活性化を促進する。

NPOの学校、市
民館などの利用
緩和

ＮＰＯなどが市民館を利用し、公益的社会貢
献活動を行う場合、社会教育法に制定されて
いる規制を緩和する。

施設の継続使用や利用時間の延長が認められれば地
域に密着したＮＰＯ活動が可能になり、継続的な
サービスを提供できる。ＮＰＯの活動には多くの市
民が関わることが期待でき、市民主体のまちづくり
につながる。

愛
知
県

豊橋市
とよはし行政
サービスアップ
構想

健全で効率的な自治体運営を行うため、「行政運営の効率
化」、「市民との協働」、「財源の確保」といった複合的
な取組みを進め、自治体のスリム化や、NPOによる雇用の
創出等により地域の活性化を促進する。

公売制度の弾力
化

地方税における公売制度について、代金納付
を競売と同期間の1ヶ月とする。

地方税における公売制度について、代金納付の原資
として住宅ローンの適用が可能にし、買受人の確保
するため、代金納付を競売と同期間の1ヶ月とす
る。
税収の確保（滞納地方税の回収、優良納税者への転
換による税源確保）が図られ、不動産の流動化が図
られ地域経済への波及効果も得られる。

愛
知
県

豊川市、
ＴＭＯ、
豊川地区
商業観光
活性化委
員会

万博と地道なま
ちづくりによる
豊川稲荷門前町
観光商業活性化

　従来の大きな自己資金や公的支援が必要なハード整備先
行型のまちづくりから「お金のかからない“できることか
ら始める地道なまちづくり”」へと脱却し、ソフト事業か
らまちづくりを始めている地元若手商店主達の任意のまち
づくり団体が行う活性化イベント「いなり楽市」を活用
し、若手商店主達のまちづくりを行政等が支援を行い、万
国博覧会の開催を契機に一大観光地として往年の賑わいの
復興を図る。
　万博前年度に「いなり楽市」において、実験的に万博フ
レンドシップ国サテライト館及び店舗等を設置する。そし
て、その検証を踏まえ、万博年度に本格設置を行い、国内
外に一大観光地としお披露目する。続いて、地域再生によ
る規制緩和等により地元のまちづくりを加速させ、行政
は、地元発意の地道なまちづくりを支援するハード整備や
広域観光事業の実施を重点的に行うことで、地域再生を行
う。

外国人ビザ等の
窓口の一元化に
よる利便の増進

　入国管理局などビザ発給等の年間数回の豊
川市での出張窓口設置など、窓口の一元化を
図る。

　市及び若手商店主等のまちづくり団体がフレンド
シップ国及び相手国企業等と共同で、サテライト館
等を設置し、また、ボランティア等を募り、外国人
用の観光案内所をまちなかに設置することにあわ
せ、入国管理局などビザ発給等の年間数回の出張窓
口設置など、窓口の一元化を図り、外国人の利便を
増進させることで、外国人観光を推進する。

愛
知
県

豊川市、
ＴＭＯ、
豊川地区
商業観光
活性化委
員会

万博と地道なま
ちづくりによる
豊川稲荷門前町
観光商業活性化

　従来の大きな自己資金や公的支援が必要なハード整備先
行型のまちづくりから「お金のかからない“できることか
ら始める地道なまちづくり”」へと脱却し、ソフト事業か
らまちづくりを始めている地元若手商店主達の任意のまち
づくり団体が行う活性化イベント「いなり楽市」を活用
し、若手商店主達のまちづくりを行政等が支援を行い、万
国博覧会の開催を契機に一大観光地として往年の賑わいの
復興を図る。
　万博前年度に「いなり楽市」において、実験的に万博フ
レンドシップ国サテライト館及び店舗等を設置する。そし
て、その検証を踏まえ、万博年度に本格設置を行い、国内
外に一大観光地としお披露目する。続いて、地域再生によ
る規制緩和等により地元のまちづくりを加速させ、行政
は、地元発意の地道なまちづくりを支援するハード整備や
広域観光事業の実施を重点的に行うことで、地域再生を行
う。

門前町独特の路
地の保存のため
の建築基準法の
規制緩和

　当該地区は、古くからの観光商業地区であ
るため、４ｍ未満の道路に接道して既に建築
されている門前町らしい古い街並みがある
が、建て替えを行おうとすると道路の要件か
ら建築物のセットバックを余儀なくされ、
せっかくの門前町らしい路地の雰囲気が損な
われてしまい、当該地域の特性を減じる要因
となっている。
　そこで、ある一定の条件が満たされている
場合については、４ｍ未満の道路への接道で
あっても建築物を建設できるように規制緩和
をしていただきたい。

　建築物にある一定の防火及び耐震機能を備え、緊
急車両の誘導経路、地域の防火体制、地域の相互理
解等の地域コミュニティーが十分に整っている場合
については、接道要件を緩和し、門前町らしい路地
を保存し、お客様に「異空間｣を感じていただき、
地域の活性化を図る。

愛
知
県

豊川市、
ＴＭＯ、
豊川地区
商業観光
活性化委
員会

万博と地道なま
ちづくりによる
豊川稲荷門前町
観光商業活性化

　従来の大きな自己資金や公的支援が必要なハード整備先
行型のまちづくりから「お金のかからない“できることか
ら始める地道なまちづくり”」へと脱却し、ソフト事業か
らまちづくりを始めている地元若手商店主達の任意のまち
づくり団体が行う活性化イベント「いなり楽市」を活用
し、若手商店主達のまちづくりを行政等が支援を行い、万
国博覧会の開催を契機に一大観光地として往年の賑わいの
復興を図る。
　万博前年度に「いなり楽市」において、実験的に万博フ
レンドシップ国サテライト館及び店舗等を設置する。そし
て、その検証を踏まえ、万博年度に本格設置を行い、国内
外に一大観光地としお披露目する。続いて、地域再生によ
る規制緩和等により地元のまちづくりを加速させ、行政
は、地元発意の地道なまちづくりを支援するハード整備や
広域観光事業の実施を重点的に行うことで、地域再生を行
う。

既存の中心市街
地活性化法関係
補助制度等の統
合化

　中心市街地活性化法関連の各省庁の既存補
助制度等を統合化し、ひとつの制度へと統合
化し、複数の交付申請、実績報告、完了検査
などの手続きを簡略化する。また、統合化す
ることで、投資の重点化が図られ、効果的な
補助制度等になる。

　国土交通省のまちづくり交付金、経済産業省のリ
ノベーション補助金、総務省の起債事業などを数年
の間で重点実施する場合に、申請等の手続きがひと
つのもので完了することで、申請者側及び各省庁に
とっても事務の簡素化につながり、効果的である。
　また、統合化により、熟度の高い中心市街地活性
化事業に重点的に投資することができ、効果的な補
助執行ができる。
【活用予定補助制度】
まちづくり交付金(国交省)
景観形成事業推進費(仮称)(国交省)
中心市街地総合補助金(経産省)
リノベーション補助金(経産省)
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

豊川市、
ＴＭＯ、
豊川地区
商業観光
活性化委
員会

万博と地道なま
ちづくりによる
豊川稲荷門前町
観光商業活性化

　従来の大きな自己資金や公的支援が必要なハード整備先
行型のまちづくりから「お金のかからない“できることか
ら始める地道なまちづくり”」へと脱却し、ソフト事業か
らまちづくりを始めている地元若手商店主達の任意のまち
づくり団体が行う活性化イベント「いなり楽市」を活用
し、若手商店主達のまちづくりを行政等が支援を行い、万
国博覧会の開催を契機に一大観光地として往年の賑わいの
復興を図る。
　万博前年度に「いなり楽市」において、実験的に万博フ
レンドシップ国サテライト館及び店舗等を設置する。そし
て、その検証を踏まえ、万博年度に本格設置を行い、国内
外に一大観光地としお披露目する。続いて、地域再生によ
る規制緩和等により地元のまちづくりを加速させ、行政
は、地元発意の地道なまちづくりを支援するハード整備や
広域観光事業の実施を重点的に行うことで、地域再生を行
う。

省庁横断型の交
付金制度の創設

　中心市街地活性化にあたって、地元のまち
づくり活動に即応して、省庁横断的に重点的
に支援をしていただく必要があります。道路
事業と店舗等のファサード整備をあわせて行
う場合には、国土交通省と経済産業省に別々
に補助申請をするのではなく、また、必ず同
時に事業化できるように、申請から交付決定
まで、省庁横断の統一窓口で行うなど、補助
金制度の統合化をしていただきたい。そし
て、統合化した補助制度を市町村の裁量によ
り柔軟に執行できるように一括交付金として
いただきたい。
　また、地道なまちづくりを支援するため、
任意のまちづくり団体も補助対象団体とし、
当該団体が行う社会実験等も補助対象事業と
する。

　国土交通省補助事業による豊川市の道路整備、経
済産業省所管の法人格を持たない任意の団体が行う
イベントに対する補助、経済産業省補助事業により
ＴＭＯ又は事業協同組が行う観光核施設整備などの
複数の活性化事業を同時に効果的に推進する。
　事業の実施時期を地元のまちづくりの状況を勘案
し、場合によっては、社会実験を行い、その検証に
基づき、事業を効果的に執行することで、より高い
補助金の費用対効果が得られる。

愛
知
県

豊川市、
ＴＭＯ、
豊川地区
商業観光
活性化委
員会

万博と地道なま
ちづくりによる
豊川稲荷門前町
観光商業活性化

　従来の大きな自己資金や公的支援が必要なハード整備先
行型のまちづくりから「お金のかからない“できることか
ら始める地道なまちづくり”」へと脱却し、ソフト事業か
らまちづくりを始めている地元若手商店主達の任意のまち
づくり団体が行う活性化イベント「いなり楽市」を活用
し、若手商店主達のまちづくりを行政等が支援を行い、万
国博覧会の開催を契機に一大観光地として往年の賑わいの
復興を図る。
　万博前年度に「いなり楽市」において、実験的に万博フ
レンドシップ国サテライト館及び店舗等を設置する。そし
て、その検証を踏まえ、万博年度に本格設置を行い、国内
外に一大観光地としお披露目する。続いて、地域再生によ
る規制緩和等により地元のまちづくりを加速させ、行政
は、地元発意の地道なまちづくりを支援するハード整備や
広域観光事業の実施を重点的に行うことで、地域再生を行
う。

補助事業施設の
目的外利用

　補助事業により整備した公共施設を中心市
街地の活性化に資する店舗等に使用するた
め、期間限定で民間に柔軟に貸し付けができ
るように、補助金等の適正化法における目的
外使用に係る各省庁の承認事項についての規
制緩和又は市町村への権限の委譲を行ってい
ただきたい。

　駐車場、自由通路、駅前広場等として整備した施
設を民間商業者に店舗用地として貸し付ける。
　賑わいが創出され、中心市街地の活性化に寄与す
る。

愛
知
県

美浜町
自助・自立の地
域、そして町づ
くり

過去に借り入れた高利率の政府系資金を任意に繰上償還
し、少しでも負債を軽減して基礎自治体としての自立を図
りたいが、現行制度では補償金等を課せられたり、貸し手
側の財政計画が障壁となって、民間であれば当然のことが
できない状況を善処していただきたい。

高率政府債の任
意繰上償還

将来の借入に支障を及ぼすことなく、過去に
借り入れた高利率の政府資金（現行の１～
２％を超えるもの）について、補償金等を課
すことなく、任意の繰上償還を認めていただ
きたい。

各資金の中で低率の借り換え制度を創設してほしい
というものではなく、地域の金融機関から資金を調
達して償還に充てるもので、地域経済の活性化にも
貢献できる。

愛
知
県

美浜町
自助・自立の地
域、そして町づ
くり

現在の施設の設置及び管理に関する規則を廃し、施設の利
用時間等の制約を緩和して、公の施設である町立のデイ
サービスセンターを町から地域団体へ移管し、施設管理及
び運営の合理化並びに利便性の向上を図る。

公の施設の地元
地域への移管

美浜町立デイサービスセンターに関する町か
ら地域団体への移管

現在の施設の設置及び管理に関する規則を廃して、
施美浜町立デイサービスセンターを町から農業協同
組合（地域団体）へ移管し、設管理及び運営の合理
化並びに効果的な室（部屋）の利用の促進を図る。

愛
知
県

美浜町
自助・自立の地
域、そして町づ
くり

知多半島ユースホステルの地元行政区への移管、地域への
開放

公の施設の地元
地域への移管

知多半島ユースホステルを廃止し、文化観光
施設として有効利用するとともに、施設を地
元区へ移管する。

知多半島ユースホステルを廃止し、文化観光施設と
して有効利用するとともに、施設を地元区へ移管す
る。

愛
知
県

美浜町
自助・自立の地
域、そして町づ
くり

美浜町漁村センターの地元行政区への移管、地域への開放
公の施設の地元
地域への移管

美浜町の施設である美浜町漁村センターを地
元行政区である矢梨区に移管し、水産業を営
む者以外の利用。

水産業を営む者の教養と生活環境の向上、及び生産
技術の増進を図るために設置した美浜町漁村セン
ターを、地元行政区である矢梨区に移管し、地域の
施設として位置づけることにより、地域に密着した
利活用の推進を図り、地域の活性化を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

美浜町
自助・自立の地
域、そして町づ
くり

パラグライダー(エンジン付き)の飛行制限
パラグライダー
(エンジン付き)
の飛行制限

パラグライダー(エンジン付き)の飛行制限 パラグライダー(エンジン付き)の飛行制限

愛
知
県

愛知県、
豊橋市、
蒲郡市、
田原市、
御津町

国際自動車産業
交流都市

世界的な自動車企業が集積する三河港地域において、自動
車産業の国際的競争力を高め、多様な自動車関連産業・機
能が集積し、国際的な交流が展開される自動車産業都市の
構築を目指すために、下記の事項を実施する。
①補助整備施設の目的外使用の容認
②施設整備のためのリニューアル債の活用
③公共施設の民間運営
④産学官連携支援策の連携及び集中化
⑤港湾と高速道路等とのアクセス機能の強化
⑥国における外国人に対する諸政策の一本化

補助整備施設の
目的外使用の容
認

異なる複数の補助金を受けて建設した複合公
共施設（ライフポートとよはし）の多目的利
用を容認する。
そのため、補助金の返還を不要とするととも
に充当した地方債の繰上げ償還を不要とす
る。

現在、「ライフポートとよはし」における３つの機
能(勤労青少年ホール・婦人会館・大ホール）に分
類されている施設を改修・相互管理運営することに
より、管理運営費の削減や施設の使用における利便
の向上を図ることが可能となる。また、　コンベン
ション機能を備えることにより、自動車関連分野な
どを中心とした展示会や国際会議などを開催するこ
とが可能となる。

愛
知
県

愛知県、
豊橋市、
蒲郡市、
田原市、
御津町

国際自動車産業
交流都市

世界的な自動車企業が集積する三河港地域において、自動
車産業の国際的競争力を高め、多様な自動車関連産業・機
能が集積し、国際的な交流が展開される自動車産業都市の
構築を目指すために、下記の事項を実施する。
①補助整備施設の目的外使用の容認
②施設整備のためのリニューアル債の活用
③公共施設の民間運営
④産学官連携支援策の連携及び集中化
⑤港湾と高速道路等とのアクセス機能の強化
⑥国における外国人に対する諸政策の一本化

施設整備のため
のリニューアル
債の活用

補助金により整備した複合公共施設（ライフ
ポートとよはし）の機能の向上を図るため、
財源措置として地方債（リニューアル債）を
活用する。

現在、「ライフポートとよはし」における３つの機
能(勤労青少年ホール・婦人会館・大ホール）に分
類されているが、各機能の連携を図るため臨時の出
入り口、通路・中庭可動式ドーム天井の設置等の施
設の改修を行う。

愛
知
県

愛知県、
豊橋市、
蒲郡市、
田原市、
御津町

国際自動車産業
交流都市

世界的な自動車企業が集積する三河港地域において、自動
車産業の国際的競争力を高め、多様な自動車関連産業・機
能が集積し、国際的な交流が展開される自動車産業都市の
構築を目指すために、下記の事項を実施する。
①補助整備施設の目的外使用の容認
②施設整備のためのリニューアル債の活用
③公共施設の民間運営
④産学官連携支援策の連携及び集中化
⑤港湾と高速道路等とのアクセス機能の強化
⑥国における外国人に対する諸政策の一本化

公共施設の民間
運営

複合公共施設（ライフポートとよはし）の効
率的運営と雇用創出を図るためにアウトソー
シングを行う。

ライフポートとよはしの運営をアウトソーシングす
る場合における効率化を地方交付税の算定に反映さ
せるとともに任期付短時間職員の任用を容認する

愛
知
県

愛知県、
豊橋市、
蒲郡市、
田原市、
御津町

国際自動車産業
交流都市

世界的な自動車企業が集積する三河港地域において、自動
車産業の国際的競争力を高め、多様な自動車関連産業・機
能が集積し、国際的な交流が展開される自動車産業都市の
構築を目指すために、下記の事項を実施する。
①補助整備施設の目的外使用の容認
②施設整備のためのリニューアル債の活用
③公共施設の民間運営
④産学官連携支援策の連携及び集中化
⑤港湾と高速道路等とのアクセス機能の強化
⑥国における外国人に対する諸政策の一本化

港湾と高速道路
等とのアクセス
機能の強化

自動車産業における物流機能を強化するため
三河港と高規格道路（東名高速道路）等との
アクセス道路の整備を図る。

事業費枠の拡大、補助率の嵩上げ等の積極的な国の
支援による三河港と東名高速道路・国道23号線・国
道1号線とのアクセス道路の整備を行う。
・事業費枠の拡大、補助率の嵩上げ等の積極的な国
の支援によるアクセス道路の整備(各種施策の集
中・統合による事業整備促進を図る。）
・渋滞が著しい特定区間（豊川橋南）における物流
車両通行の優先化の実施
・三河港田原地区に至る幹線道路の整備
・蒲郡､御津地区の道路整備

愛
知
県

愛知県、
豊橋市、
蒲郡市、
田原市、
御津町

国際自動車産業
交流都市

世界的な自動車企業が集積する三河港地域において、自動
車産業の国際的競争力を高め、多様な自動車関連産業・機
能が集積し、国際的な交流が展開される自動車産業都市の
構築を目指すために、下記の事項を実施する。
①補助整備施設の目的外使用の容認
②施設整備のためのリニューアル債の活用
③公共施設の民間運営
④産学官連携支援策の連携及び集中化
⑤港湾と高速道路等とのアクセス機能の強化
⑥国における外国人に対する諸政策の一本化

産学官連携支援
のための国の支
援策の連携及び
集中

名古屋圏において、世界的な製造業の集積と
いう特性を活かして地域経済の活性化を図る
ためには、世界的な産業競争に勝ち抜く技術
力の向上、新事業の創出、技術革新が不可欠
であり、そのためには大学・研究機関による
研究成果の社会還元が重要であることから、
産業技術の長期的・継続的発展のためには大
学大学・研究機関の体系的・基礎的による民
間企業に移転するための支援策を講じていく
ことが必要である。そこで、関係省庁におけ
る広範な産学官連携支援策を地域特性を発揮
する分野については集中するとともに相互に
関連する事業についてはその連携を発揮する
ように実施し、支援体制の充実を図る。

産学官連携を推進するために、企業支援、研究成果
移転、共同研究・受託研究に関する国の支援策を戦
略的分野に集中的に実施することにより、短期的・
効率的に研究成果の活用を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

愛知県、
豊橋市、
蒲郡市、
田原市、
御津町

国際自動車産業
交流都市

世界的な自動車企業が集積する三河港地域において、自動
車産業の国際的競争力を高め、多様な自動車関連産業・機
能が集積し、国際的な交流が展開される自動車産業都市の
構築を目指すために、下記の事項を実施する。
①補助整備施設の目的外使用の容認
②施設整備のためのリニューアル債の活用
③公共施設の民間運営
④産学官連携支援策の連携及び集中化
⑤港湾と高速道路等とのアクセス機能の強化
⑥国における外国人に対する諸政策の一本化

国における外国
人に対する諸政
策の一本化

三河港地域を構成する自治体には、外国人が
多く居住し、自動車産業に勤務する者も多
い。外国人との共生は今後のこの地域の重要
な課題であるが、外国人に関わる各種制度が
関係省庁により個別に運営されているため、
外国人にとって不便である。そこで、入国管
理をはじめとして査証許可や医療・保険・教
育等の外国人に関連する施策について国にお
いて窓口を一元化するなど総合的な対応を図
る。これにより、在住外国人も日本人と同様
に生活し働ける多文化共生社会を整備するこ
とで、在住外国人の日本における長期的生活
設計が可能となり、不動産の購入や教育支出
など経済効果が期待できるとともに、外国人
の企業による雇用の増大が期待できる。

国において、多文化共生推進のための基本方針の策
定や、それを実現するため諸課題に取組み下記の省
庁間の調整を行うための統括窓口を設置する。
①入国・在留審査・管理(法務省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文部科学省）
④医療保険、年金、雇用管理(厚生労働省）
⑤地方自治体への支援等(総務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警察庁）

愛
知
県

愛知県

産業観光資源を
活用した国際交
流中枢圏域の形
成

○地域の特色である「モノづくり」をテーマとした産業観
光の魅力を国内外へ積極的に情報発信するとともに、外国
人観光客をも視野に入れた観光客受入体制を整備すること
により、この地域を国際交流の中枢圏域として発展させ
る。
○推進組織としては、県、名古屋市、名古屋商工会議所、
（社）中部経済連合会、中部運輸局、中部地方整備局、中
部経済産業局等の地元の産業観光推進団体が結集する「産
業観光推進委員会」により、各構成団体が実施する事業を
統括し管理する。
○委員会の各構成団体及び対象地域市町村は、産業観光に
ついての情報発信、魅力づくり、受入体制整備等の各分野
において、それぞれが計画する事業を展開し、委員会がそ
の効果をより高めるため、団体相互の連携・協力等を実施
する。

・各府省支援策
の優先適用及び
連携・集中

当該事業計画を円滑かつ効果的に推進するた
め、次のような各府省の支援策の連携・集中
が求められる。
・国土交通省のＮＰＯ活動支援等対策事業
・経済産業省・国土交通省等の中心市街地活
性化支援事業
・国土交通省の観光基盤施設整備費補助金
・経済産業省（中部経済産業局）の産業技術
地域ネットワークミュージアムの整備
・総務省の情報通信基盤整備事業補助金等
・国土交通省のビジットジャパンキャンペー
ン事業

具体的な事業計画については、今後関係機関と調整
の上策定するが、基本的な事業項目は次のとおり。
○産業観光を推進する専門組織としてＮＰＯ法人を
設立。
○対象地域内の市町が実施する産業観光の振興を目
的とした中心市街地活性化事業の推進。
○対象地域内の産業観光資源を結ぶ観光ルートの設
定、観光案内板の整備。
○経済産業省中部経済産業局等が推進する産業技術
ネットワークミュージアムの整備。
○観光客（外国人観光客含む。）支援のための新た
な情報提供システムの整備。
○国土交通省中部運輸局等が推進するビジットジャ
パンキャンペーンの充実強化。

愛
知
県

愛知県
あいち・なごや
モノづくり産業
振興構想

域内の大学・研究機関等において、産学連携を支援する人
材派遣事業の連携や集中実施を図るとともに、受託研究の
期間終了後の研究機器使用を容易化することにより、独創
的・創造的な研究開発やその企業化を促進し、わが国産業
を牽引するとともに地域経済の活力の源泉となるような新
事業、新産業を創出する。

産学官連携支援
のための人材派
遣事業の連携及
び集中化

国等から各機関に産学連携の支援を目的とし
て派遣されている専門人材の活動場所や業務
内容は施策により決められており、例えば中
小企業支援に派遣された専門家が大学の知的
戦略立案に参画したりすることは正規の業務
とみなされず、活動経費が支払われない場合
がある。このため、専門人材の活動場所や業
務内容を区域内で自由化することにより、各
人材の持つ能力を最大限発揮できるようにす
るとともに、専門人材の派遣事業を集中実施
し、支援体制の充実を図る。

産学連携を積極的に推進するため、専門人材の機動
的な活動を可能とすると同時に派遣事業の集中実施
を行う。これにより、研究成果の企業化・事業化、
創業支援、知的財産の活用と保護などシーズから企
業化までの一貫した総合支援体制の確立が図られ、
大学等から産業界への技術移転が円滑に行えるよう
になり、新事業、新産業の創出促進が期待できる。

愛
知
県

愛知県
あいち・なごや
モノづくり産業
振興構想

域内の大学・研究機関等において、産学連携を支援する人
材派遣事業の連携や集中実施を図るとともに、受託研究の
期間終了後の研究機器使用を容易化することにより、独創
的・創造的な研究開発やその企業化を促進し、わが国産業
を牽引するとともに地域経済の活力の源泉となるような新
事業、新産業を創出する。

産学官連携支援
策の連携及び集
中化

名古屋圏において、世界的な製造業の集積と
いう特性を活かして地域経済の活性化を図る
ためには、世界的な産業競争に勝ち抜く技術
力の向上、新事業の創出、技術革新が不可欠
であり、そのためには大学・研究機関による
研究成果の社会還元が重要であることから、
産業技術の長期的・継続的発展のためには大
学大学・研究機関の体系的・基礎的による民
間企業に移転するための支援策を講じていく
ことが必要である。そこで、関係省庁におけ
る広範な産学官連携支援策を地域特性を発揮
する分野については集中するとともに相互に
関連する事業についてはその連携を発揮する
ように実施し、支援体制の充実を図る。

産学官連携を推進するために、企業支援、研究成果
移転、共同研究・受託研究に関する国の支援策を戦
略的分野に集中的に実施することにより、短期的・
効率的に研究成果の活用を図る。

愛
知
県

愛知県
あいち・なごや
モノづくり産業
振興構想

域内の大学・研究機関等において、産学連携を支援する人
材派遣事業の連携や集中実施を図るとともに、受託研究の
期間終了後の研究機器使用を容易化することにより、独創
的・創造的な研究開発やその企業化を促進し、わが国産業
を牽引するとともに地域経済の活力の源泉となるような新
事業、新産業を創出する。

受託研究におけ
る機器の継続使
用の容易化

受託研究で使用した機器の受託研究終了後の
取扱いは委託元機関の要請により処理をして
いるが、委託元機関によって取扱い方法や手
続きが異なるため、事務処理が煩雑になって
いる。受託期間終了後も委託先が引き続き機
器を使用して同様の研究をさらに推し進める
場合、無償譲渡が選択できるようにし、手続
きを容易化する。
【取扱い例】ＮＥＤＯ(新エネルギー産業技
術総合開発機構)、科学技術振興事業団･･･無
償譲渡　　ＴＡＯ(通信・放送機構)･･･入札
による買取　　日本宇宙フォーラム･･･無償
借受　　中部科学技術センター･･･買取、無
償借受（条件あり）の選択

区域内の大学、研究機関がＮＥＤＯ(新エネルギー
産業技術総合開発機構)等からの受託研究を実施す
る場合、受託期間終了後の研究機器の無償譲渡を選
択できるようにすることなどにより、継続使用が可
能となり、研究開発の一層の推進が期待できる。

愛
知
県

愛知県
あいち・なごや
モノづくり産業
振興構想

域内の大学・研究機関等において、産学連携を支援する人
材派遣事業の連携や集中実施を図るとともに、受託研究の
期間終了後の研究機器使用を容易化することにより、独創
的・創造的な研究開発やその企業化を促進し、わが国産業
を牽引するとともに地域経済の活力の源泉となるような新
事業、新産業を創出する。

国における外国
人に対する諸政
策の一本化

名古屋圏には、外国人が多く居住している
が、外国人との共生は今後のこの地域の重要
な課題であるが、外国人に関わる各種制度が
関係省庁により個別に運営されているため、
外国人にとって不便である。そこで、入国管
理をはじめとして査証許可や医療・保険・教
育等の外国人に関連する施策について国にお
いて窓口を一元化するなど総合的な対応を図
る。これにより、在住外国人も日本人と同様
に生活し働ける多文化共生社会を整備するこ
とで、在住外国人の日本における長期的生活
設計が可能となり、不動産の購入や教育支出
など経済効果が期待できるとともに、外国人
の企業による雇用の増大が期待できる。

国において、多文化共生推進のための基本方針の策
定や、それを実現するため諸課題に取組み下記の省
庁間の調整を行うための統括窓口を設置する。
①入国・在留審査・管理(法務省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文部科学省）
④医療保険、年金、雇用管理(厚生労働省）
⑤地方自治体への支援等(総務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警察庁）
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具体的事業の実施内容

愛
知
県

小田知宏

痴呆対応型共同
生活介護サービ
ス（通称グルー
プホーム）にお
ける、痴呆介護
実務者研修の実
施主体の拡大プ
ロジェクト

痴呆介護実務者研修事業の実施を、全国痴呆性高齢者グ
ループホーム協会等に権限委譲することで、研修頻度を高
め、研修修了者数を増やし、グループホーム事業の円滑な
運営を可能とする。

グループホーム
における、痴呆
介護実務者研修
の実施主体の拡
大

痴呆介護実務者研修事業の実施を、全国痴呆
性高齢者グループホーム協会等に権限委譲す
ることで、研修頻度を高め、研修修了者数を
増やし、グループホーム事業の円滑な運営を
可能とする。

介護保険制度における痴呆対応型共同生活介護サー
ビス（通称グループホーム）事業。

愛
知
県

非特定営
利法人：
名古屋エ
アーフロ
ント協会

名古屋エアーフ
ロント・プロ
ジェクト Ⅱ

一元化後の名古屋空港にＦＢＯを嘱望され業界として対応
したい。ついては社会資本として正しく発展するためには
行政の基準なり指導方針が必要である。
一元化後の名古屋空港やFBOの発展のため、ぜひこのよう
なシステムを発展させたい。そのためには行政による見解
が示されないと投資家が現れない。ぜひ早急な運湖上と税
法上の見解が示される必要がある。
海外の空港の社会問題にその空港で民間機を利用して訓練
等を行う軍籍の人達の発言が民意に大きく影響して、解決
に役立っていると言う。我国は民と自衛隊の航空は完全に
隔絶し相互の協同・又は強力の上に成り立っているものは
ＧＡの分野ではほとんど無い。ぜひその意味でも採用する
航空要員は民間が養成した自家用操縦士免許取得者からに
できないか

正しいＦＢＯの
発展のため、行
政による基準等
の設定

一元化後の名古屋空港は一部コミューターを
除けばGA専用の空港となる。現在の空港ビル
では対応できない事柄が多く出てきてFBOが
対応しなければならない。そのためには人・
物に対する投資が迫られるが、我国にはFBO
の概念が無いため業界として方針が見出せな
い。我国では構内事業としてバラバラに監理
監督されているためＦＢＯとしての有機的な
指導が行われない。最も底辺の人達（自家用
機等）の発展のため基準等の整備を要請す
る。

一元化後の名古屋空港にグローバル概念に基づいた
ＦＢＯを構築する。国内の自家用機はもとより、事
業会社に対するサービスが提供されなければならな
いが、国際ビジネス機も網羅するホスピタリティー
に満ちたＦＢＯｶﾞグローバル・スタンダードに立っ
て構築されなければならない。

愛
知
県

非特定営
利法人：
名古屋エ
アーフロ
ント協会

名古屋エアーフ
ロント・プロ
ジェクト Ⅱ

一元化後の名古屋空港にＦＢＯを嘱望され業界として対応
したい。ついては社会資本として正しく発展するためには
行政の基準なり指導方針が必要である。
一元化後の名古屋空港やFBOの発展のため、ぜひこのよう
なシステムを発展させたい。そのためには行政による見解
が示されないと投資家が現れない。ぜひ早急な運湖上と税
法上の見解が示される必要がある。
海外の空港の社会問題にその空港で民間機を利用して訓練
等を行う軍籍の人達の発言が民意に大きく影響して、解決
に役立っていると言う。我国は民と自衛隊の航空は完全に
隔絶し相互の協同・又は強力の上に成り立っているものは
ＧＡの分野ではほとんど無い。ぜひその意味でも採用する
航空要員は民間が養成した自家用操縦士免許取得者からに
できないか

フラクショナル
オーナーシステ
ム用の運航・税
法上の統一見解

一元化後の名古屋空港は国際ビジネス機拠点
構想を模索している。そのためＦＢＯ構築を
民間事業者に標榜しているが、フラクショナ
ルオーナーシステム等が行き渡らなければＦ
ＢＯな発展もありえない。そのため早急な運
航・税法上の統一見解が必要である。

広大なエプロンを有する現名古屋空港が一元化する
とスロット・スポットは充分すぎるほどに確保でき
る。国内ＧＡの規模はまだ小さく、空港の品格向上
のためにも国際ビジネス機の誘致は必須の要件であ
る。そのためには当面フラクショナルオーナーシス
テムの導入が必要となる。

愛
知
県

非特定営
利法人：
名古屋エ
アーフロ
ント協会

名古屋エアーフ
ロント・プロ
ジェクト Ⅱ

一元化後の名古屋空港にＦＢＯを嘱望され業界として対応
したい。ついては社会資本として正しく発展するためには
行政の基準なり指導方針が必要である。
一元化後の名古屋空港やFBOの発展のため、ぜひこのよう
なシステムを発展させたい。そのためには行政による見解
が示されないと投資家が現れない。ぜひ早急な運湖上と税
法上の見解が示される必要がある。
海外の空港の社会問題にその空港で民間機を利用して訓練
等を行う軍籍の人達の発言が民意に大きく影響して、解決
に役立っていると言う。我国は民と自衛隊の航空は完全に
隔絶し相互の協同・又は強力の上に成り立っているものは
ＧＡの分野ではほとんど無い。ぜひその意味でも採用する
航空要員は民間が養成した自家用操縦士免許取得者からに
できないか

自衛隊採用の航
空要員は民間自
家用操縦士免許
取得者からの要
請

民間が養成した自家用操縦士を自衛隊で採用
する。そうすれば初期段階の教育機関の短縮
と操縦士としての適性を採用以前に判断する
ことができ無駄な経費の削減につながる。

我国のＧＡは非常に脆弱で、そのために航空の底辺
も非常に小さい。特に交通関係では養成期間が発達
してない分野の発展は有り得ない。自衛隊の航空要
員を民間からにして貰えれば航空の底辺お発展に多
いに寄与する。我国の自動車の発展等も自動車学校
の存在が大きく寄与していると思う。現在のＧＡの
世界ではニーズが非常に小さいため、ぜひ自衛隊航
空要員の養成を民間からにしてほしい。互いのメ
リットには計り知れないものがあると思う。

愛
知
県

愛知医科
大学高度
救命救急
センター

愛知ドクターヘ
リ特区

有視界飛行しかできないドクターヘリの守備範囲内の国道
河川、鉄道等の上空に係る一定高度以上の架空線に対する
標識の設定。及びドクターヘリ基地周辺の法規定以下でも
照明付標識の設定。

ドクターヘリ安
全確保のための
架空線標識の設
置

航空法に準備があるにもかかわらず対応がな
されていないものの対応を要求するもの。実
効ある間連業界に対する指導の要求。又基地
周辺については規定高度以下でも標識の設置
を考えてほしい。

筆者の知見から海外では米、独、仏、伊、スイス等
では既に設置され航空機の安全運航がはかられてい
るし、そのためのキットも販売されている。中部地
方は碍子等高圧線附属物の一大情報集積地であり、
いざ実行ともなればかなりの産業になりうる。我国
の産業は重厚長大から軽少短薄に変わりつつあるた
め発電所計画が無くて高所作業技術者の技量維持の
場所が無いと聞いている。その意味からも前進を望
む。

愛
知
県

愛知医科
大学高度
救命救急
センター

愛知ドクターヘ
リ特区

自衛隊医療関係者のドクターヘリ現場での実戦を想定して
の労働災害や交通事故現場での自習。

自衛隊医療関係
者のドクターヘ
リ現場での実習

自衛隊医療関係者が治療室の外での実際の現
場での実習の機会が無いと判断し好意で申し
出る者です。合わせて来るべき東海・東南海
地震の時の自衛隊医療関係者とのアライアン
スのため日頃からの連携を図ろうとするもの
です。

当基地は高度救命救急センターのため一般救命救急
センターよりは恵まれている。労働災害や交通事故
の現場に直行する現場救急の出動が大半を占めつつ
ある。我国では実戦を想定した自習はここしか望め
ない。もし望まれるなら受け入れるし事後検証会に
も参加し議論に加わってもらい構わない。どのよう
な形で地震等の大災害時自衛隊との連携がなるか現
時点では不明だが日頃からの連携は望むところ。
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提案概要
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地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
知
県

師勝町
師勝町老人福祉
センター地域住
民一般開放事業

現在、財政的及び住民感情的にも多額の費用を投入して新
たな施設を建設することが難しくなってきている。そのた
め行政としては既存の施設を有効的に活用していくことを
考えなければならない｡その際に問題となってくるのは、
建築時に補助金を導入して建築した施設は使用目的や対象
が制限されているため、新たな観点からの有効的な活用を
する事が難しいということである｡そこで、補助金適化法
の規制を緩和していただくことによって新たな施設の活用
方法を見出し、すべての年代の住民の方々の利用を促進す
ることによって地域の活性化を図っていきたい｡

国庫補助で整備
した施設や設備
の処分制限の緩
和

国に対して、補助金適化法の規制を緩和して
ほしい。（施設の設置からある程度の期間が
経過したら、新たな時代の要求に合わせて施
設を有効利用するために規制を緩和していた
だきたい｡）

師勝町老人福祉センターの利用について、地域に根
ざす施設として老人会以外に地域町内会や子供会等
に対する利用拡大をすることにより、世代を超えた
交流を行ない地域の活性化を図ることを目的として
いる｡また、建築後かなりの年数が経過した場合、
大規模な修繕を実施するにあたって、単なる修繕で
はなく本来の目的以外の用途への変更も考慮してい
きたい。（老人福祉センターから他の用途の施設へ
の改装等）

三
重
県

三重県
みえメディカル
バレー構想の推
進

　三重県では、医療・健康・福祉産業の創出と集積を目指
した「みえメディカルバレー構想」を平成１４年２月に策
定し、同年４月より推進事業を展開している。
　２年弱の事業展開により、産学官民ネットワークの構
築、関連大学・学部やＴＬＯなどの産業支援機関の支援体
制、研究開発・技術開発の支援体制など産業振興のための
基盤が整備されつつある。
　しかし、現行の制度では産業の創出や集積が飛躍的に進
展することは望めない。このことから大学等、産業界にお
ける規制緩和、優遇措置などの地域再生推進プログラムを
実施することにより、県内域の経済の活性化と地域雇用の
創出をめざすものである。

国立大学等にお
ける民間等との
共同研究の相手
先の緩和

　共同研究の相手先から除外されている個
人、任意団体、ＮＰＯ法人等（以下「個人事
業者等」という。）についても国立大学等と
共同研究が行えるよう規定を緩和する。

産学共同研究の促進
　国立大学等と民間等との共同研究において、「民
間等」の範囲の緩和を実施することにより、個人事
業者等と大学等の共同研究が実施され、研究開発・
技術開発が促進する。

三
重
県

三重県
みえメディカル
バレー構想の推
進

　三重県では、医療・健康・福祉産業の創出と集積を目指
した「みえメディカルバレー構想」を平成１４年２月に策
定し、同年４月より推進事業を展開している。
　２年弱の事業展開により、産学官民ネットワークの構
築、関連大学・学部やＴＬＯなどの産業支援機関の支援体
制、研究開発・技術開発の支援体制など産業振興のための
基盤が整備されつつある。
　しかし、現行の制度では産業の創出や集積が飛躍的に進
展することは望めない。このことから大学等、産業界にお
ける規制緩和、優遇措置などの地域再生推進プログラムを
実施することにより、県内域の経済の活性化と地域雇用の
創出をめざすものである。

国立大学等での
物品購入等の規
定の緩和

　国立大学等におけて物品等を購入する場合
の一般競争入札等制度の例外規定を拡大す
る。

製品開発の促進
　物品等購入時の一般競争入札等の制度の例外規定
の枠を拡大することにより、製品開発が促進され
る。

三
重
県

三重県
みえメディカル
バレー構想の推
進

　三重県では、医療・健康・福祉産業の創出と集積を目指
した「みえメディカルバレー構想」を平成１４年２月に策
定し、同年４月より推進事業を展開している。
　２年弱の事業展開により、産学官民ネットワークの構
築、関連大学・学部やＴＬＯなどの産業支援機関の支援体
制、研究開発・技術開発の支援体制など産業振興のための
基盤が整備されつつある。
　しかし、現行の制度では産業の創出や集積が飛躍的に進
展することは望めない。このことから大学等、産業界にお
ける規制緩和、優遇措置などの地域再生推進プログラムを
実施することにより、県内域の経済の活性化と地域雇用の
創出をめざすものである。

大学等教官の特
許取得に要する
費用の全額免除

　大学等教官が出願する特許に関する費用の
全額を免除する。

研究開発、技術開発の促進
　大学等教官が出願する特許に関する費用は、軽減
（１/２）となっているが、全額を免除することに
より、教官による特許出願が増加し、その結果、研
究開発、技術開発の促進が図られる。

三
重
県

三重県
みえメディカル
バレー構想の推
進

　三重県では、医療・健康・福祉産業の創出と集積を目指
した「みえメディカルバレー構想」を平成１４年２月に策
定し、同年４月より推進事業を展開している。
　２年弱の事業展開により、産学官民ネットワークの構
築、関連大学・学部やＴＬＯなどの産業支援機関の支援体
制、研究開発・技術開発の支援体制など産業振興のための
基盤が整備されつつある。
　しかし、現行の制度では産業の創出や集積が飛躍的に進
展することは望めない。このことから大学等、産業界にお
ける規制緩和、優遇措置などの地域再生推進プログラムを
実施することにより、県内域の経済の活性化と地域雇用の
創出をめざすものである。

大学等教官の裁
量労働制を附属
病院教官にも適
用

　裁量労働制の適用外となっている附属病院
教官の診療業務を適用

研究開発、技術開発の促進
　労働時間の制約を受けることなく研究に没頭する
ことが可能となり、治験等臨床研究のより一層の研
究成果が期待できる。

三
重
県

三重県
みえメディカル
バレー構想の推
進

　三重県では、医療・健康・福祉産業の創出と集積を目指
した「みえメディカルバレー構想」を平成１４年２月に策
定し、同年４月より推進事業を展開している。
　２年弱の事業展開により、産学官民ネットワークの構
築、関連大学・学部やＴＬＯなどの産業支援機関の支援体
制、研究開発・技術開発の支援体制など産業振興のための
基盤が整備されつつある。
　しかし、現行の制度では産業の創出や集積が飛躍的に進
展することは望めない。このことから大学等、産業界にお
ける規制緩和、優遇措置などの地域再生推進プログラムを
実施することにより、県内域の経済の活性化と地域雇用の
創出をめざすものである。

エンタープライ
ズゾーンの指定

　エンタープライズゾーン（法人税等国税の
優遇措置地域）制度を導入し、大学が所在す
る市町村が地域を指定できるようにする。

企業立地、大学発ベンチャー起業の促進
　大学が所在する周辺地域をエンタープライズゾー
ンに指定し、指定地域内の立地企業に対して法人税
等国税を数年間免除する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

三
重
県

三重県
みえメディカル
バレー構想の推
進

　三重県では、医療・健康・福祉産業の創出と集積を目指
した「みえメディカルバレー構想」を平成１４年２月に策
定し、同年４月より推進事業を展開している。
　２年弱の事業展開により、産学官民ネットワークの構
築、関連大学・学部やＴＬＯなどの産業支援機関の支援体
制、研究開発・技術開発の支援体制など産業振興のための
基盤が整備されつつある。
　しかし、現行の制度では産業の創出や集積が飛躍的に進
展することは望めない。このことから大学等、産業界にお
ける規制緩和、優遇措置などの地域再生推進プログラムを
実施することにより、県内域の経済の活性化と地域雇用の
創出をめざすものである。

エンタープライ
ズゾーン立地企
業の税制優遇措
置

　エンタープライズゾーン内に立地する企業
が地元大学等と共同研究を実施する場合、法
人税等国税の優遇措置を行う。

産学共同研究の促進
　法人税等国税の優遇措置を行うことにより、共同
研究等が増加し、研究開発が促進される。

三
重
県

三重県
みえメディカル
バレー構想の推
進

　三重県では、医療・健康・福祉産業の創出と集積を目指
した「みえメディカルバレー構想」を平成１４年２月に策
定し、同年４月より推進事業を展開している。
　２年弱の事業展開により、産学官民ネットワークの構
築、関連大学・学部やＴＬＯなどの産業支援機関の支援体
制、研究開発・技術開発の支援体制など産業振興のための
基盤が整備されつつある。
　しかし、現行の制度では産業の創出や集積が飛躍的に進
展することは望めない。このことから大学等、産業界にお
ける規制緩和、優遇措置などの地域再生推進プログラムを
実施することにより、県内域の経済の活性化と地域雇用の
創出をめざすものである。

大学への地元企
業からの寄付金
の税制優遇措置

　大学への地元企業からの寄付金に関する国
税等税制優遇措置を拡大する。

研究開発の促進
　地元企業による大学への寄付について国税等税制
優遇措置を受ける率を拡大することにより、大学へ
の寄付が増え、研究開発が促進される。

三
重
県

三重県
みえメディカル
バレー構想の推
進

　三重県では、医療・健康・福祉産業の創出と集積を目指
した「みえメディカルバレー構想」を平成１４年２月に策
定し、同年４月より推進事業を展開している。
　２年弱の事業展開により、産学官民ネットワークの構
築、関連大学・学部やＴＬＯなどの産業支援機関の支援体
制、研究開発・技術開発の支援体制など産業振興のための
基盤が整備されつつある。
　しかし、現行の制度では産業の創出や集積が飛躍的に進
展することは望めない。このことから大学等、産業界にお
ける規制緩和、優遇措置などの地域再生推進プログラムを
実施することにより、県内域の経済の活性化と地域雇用の
創出をめざすものである。

ＮＰＯ法人によ
る治験審査委員
会設置の容認な
ど（臨床治験）

　大規模治験ネットワークの事務局であるＮ
ＰＯ法人みえ治験医療ネットにセントラル治
験審査委員会を設置できるようにする。
　また、治験ネットワーク全体で症例数が確
保できれば１施設あたりの症例数に制限を加
えないこと。
　さらに治験参加患者のインセンティブにつ
いても制限を加えないこと。

臨床治験のスピードアップ
　大規模治験ネットワークの事務局であるＮＰＯ法
人みえ治験医療ネットにセントラル治験審査委員会
を設置できるようにすること等により、臨床治験の
スピードアップや被験者確保が図られる。

三
重
県

三重県
観光による地域
再生

　平成１６年度から１８年度に、旬の行事に合わせた誘客
キャンペーンやアクセスの確保による利便性の向上を予定
しているほか、国の「グローバル観光戦略」に併せて、国
際観光展への出展や海外エージェントへのプロモーション
を行うなど、本県の魅力を情報発信していきます。
また、地域の観光事業者や、有識者、行政関係者の方々を
メンバーとする「三重県の観光振興のあり方検討懇話会」
を開催し、2005年以降も視野に入れた新しい観光振興のあ
り方を検討しています。
更に、昨年１２月から観光プロデューサーを配置し、本県
の優れた地域資源を活用した多様な観光商品づくりやその
商品をエージェントにセールス活動を展開することによ
り、本県への誘客に力を入れていきます。

地域限定の通訳
案内業免許の発
行

通訳案内業法２条で、「報酬を受けて、外国
人に付き添い、外国語を用いて、旅行に関す
る案内をする業」と定められており、たとえ
アルバイトでもガイド料をもらって案内すれ
ば、ガイドの免許を持っていない限り違反と
なるが、地域限定の免許を一定の英語能力を
持つ者に知事権限で発行できるように要件を
緩和する。

一定の外国語能力を有する者のうち指定する研修を
終了した者に対して、地域限定の通訳案内業免許を
知事権限で発行することにより、海外からの観光客
の誘致に資する。

三
重
県

三重県
観光による地域
再生

　平成１６年度から１８年度に、旬の行事に合わせた誘客
キャンペーンやアクセスの確保による利便性の向上を予定
しているほか、国の「グローバル観光戦略」に併せて、国
際観光展への出展や海外エージェントへのプロモーション
を行うなど、本県の魅力を情報発信していきます。
また、地域の観光事業者や、有識者、行政関係者の方々を
メンバーとする「三重県の観光振興のあり方検討懇話会」
を開催し、2005年以降も視野に入れた新しい観光振興のあ
り方を検討しています。
更に、昨年１２月から観光プロデューサーを配置し、本県
の優れた地域資源を活用した多様な観光商品づくりやその
商品をエージェントにセールス活動を展開することによ
り、本県への誘客に力を入れていきます。

海上運送関連規
制の弾力化

海上運送法において対象となっていない定員
が１３名未満の一般船舶や漁船であっても、
一定の安全設備を備える船舶については、需
要に応じて、定められた航路で不定期に利用
客の運送を行えるよう法律を改正し、観光産
業と離島の振興を図る。
また、観光遊覧については航路毎の許可制を
届出制で足りることとするなど申請手続きの
簡素化を図る

小型船舶による弾力的な海上旅客運送システムを構
築することにより、観光と離島の振興を図る。
・海上タクシーなど利用客のニーズに応じた海上運
送
・観光代理店と漁協が協同した離島巡りプランの構
築等

三
重
県

三重県
観光による地域
再生

　平成１６年度から１８年度に、旬の行事に合わせた誘客
キャンペーンやアクセスの確保による利便性の向上を予定
しているほか、国の「グローバル観光戦略」に併せて、国
際観光展への出展や海外エージェントへのプロモーション
を行うなど、本県の魅力を情報発信していきます。
また、地域の観光事業者や、有識者、行政関係者の方々を
メンバーとする「三重県の観光振興のあり方検討懇話会」
を開催し、2005年以降も視野に入れた新しい観光振興のあ
り方を検討しています。
更に、昨年１２月から観光プロデューサーを配置し、本県
の優れた地域資源を活用した多様な観光商品づくりやその
商品をエージェントにセールス活動を展開することによ
り、本県への誘客に力を入れていきます。

観光タクシー運
賃・料金設定の
自由化

観光地のタクシー運賃に関しては、距離制を
基本とする算定方法を採らず、適正原価と適
正利潤にのみ基づく自由な料金設定を可能と
する。

観光商品として、タクシーによる少人数を対象とし
たテーマ別コースを割安な価格での販売を可能にす
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

三
重
県

三重県
観光による地域
再生

　平成１６年度から１８年度に、旬の行事に合わせた誘客
キャンペーンやアクセスの確保による利便性の向上を予定
しているほか、国の「グローバル観光戦略」に併せて、国
際観光展への出展や海外エージェントへのプロモーション
を行うなど、本県の魅力を情報発信していきます。
また、地域の観光事業者や、有識者、行政関係者の方々を
メンバーとする「三重県の観光振興のあり方検討懇話会」
を開催し、2005年以降も視野に入れた新しい観光振興のあ
り方を検討しています。
更に、昨年１２月から観光プロデューサーを配置し、本県
の優れた地域資源を活用した多様な観光商品づくりやその
商品をエージェントにセールス活動を展開することによ
り、本県への誘客に力を入れていきます。

町並みの景観を
保全するための
都市計画法及び
建築基準法の弾
力的運用

町並み景観を保全することを目的に、建設基
準法における、道路斜線やセットバックに関
する規制の弾力的運用や、都市計画法および
建築基準法における建築物単体ではなく、町
並み全体としての防火性能を評価するような
性能規定の導入を行う。

道路斜線やセットバックに関する規制や防火規制に
より、町並み景観の保全が困難となっている地区に
ついて、代替措置の検討等を条件に、これの規制を
弾力的に運用し、伝統的な木造の仕様を採用した町
並みづくりを進める。

三
重
県

三重県
観光による地域
再生

　平成１６年度から１８年度に、旬の行事に合わせた誘客
キャンペーンやアクセスの確保による利便性の向上を予定
しているほか、国の「グローバル観光戦略」に併せて、国
際観光展への出展や海外エージェントへのプロモーション
を行うなど、本県の魅力を情報発信していきます。
また、地域の観光事業者や、有識者、行政関係者の方々を
メンバーとする「三重県の観光振興のあり方検討懇話会」
を開催し、2005年以降も視野に入れた新しい観光振興のあ
り方を検討しています。
更に、昨年１２月から観光プロデューサーを配置し、本県
の優れた地域資源を活用した多様な観光商品づくりやその
商品をエージェントにセールス活動を展開することによ
り、本県への誘客に力を入れていきます。

河川占用許可の
弾力化

特定の地域において観光振興を目的にした場
合の景観形成や町並み整備、及び観光イベン
トの開催等に関して河川占用許可の要件を緩
和するなど弾力化を行う。

河川敷の桜並木の再生やボート基地・河床料亭の整
備など河川を利用したまちづくりの推進を行う。

三
重
県

三重県
観光による地域
再生

　平成１６年度から１８年度に、旬の行事に合わせた誘客
キャンペーンやアクセスの確保による利便性の向上を予定
しているほか、国の「グローバル観光戦略」に併せて、国
際観光展への出展や海外エージェントへのプロモーション
を行うなど、本県の魅力を情報発信していきます。
また、地域の観光事業者や、有識者、行政関係者の方々を
メンバーとする「三重県の観光振興のあり方検討懇話会」
を開催し、2005年以降も視野に入れた新しい観光振興のあ
り方を検討しています。
更に、昨年１２月から観光プロデューサーを配置し、本県
の優れた地域資源を活用した多様な観光商品づくりやその
商品をエージェントにセールス活動を展開することによ
り、本県への誘客に力を入れていきます。

道路占用許可、
道路使用許可の
弾力化

特定の地域について観光振興を目的としたま
ちの景観形成を促進するため道路占用許可申
請(道路法32条関係)および道路使用許可（道
路交通法第７７条）について両手続きの統
合、届け出制への移行などの簡素合理化を行
う。

街路のオープンカフェ化やフィルムコミッション活
動の活性化等を行う。

三
重
県

三重県
地産地消による
地域産業の活性
化

県内農林水産業の持つ魅力を充分生かした農林水産物など
を、県民に届けるための供給側の取組を活性化するととも
に、県民の地産地消運動に対する理解を深めていきます。

既設農林水産業
施設の弾力的運
用

生産および加工を目的に国庫補助金で整備さ
れた農林水産業施設について、地域産業の振
興を目的にする利用目的の変更、及び施設の
更新については補助金の返還を免除すると共
に、利用目的の変更は届出制とする。

より消費者ニーズにマッチングした農林水産物やそ
の加工品を県民に提供するため、６次産業化・アグ
リビジネスや地産地消を進めるとともに、既存施設
を弾力的に有効利用する。

三
重
県

三重県
地産地消による
地域産業の活性
化

県内農林水産業の持つ魅力を充分生かした農林水産物など
を、県民に届けるための供給側の取組を活性化するととも
に、県民の地産地消運動に対する理解を深めていきます。

既設交流施設の
弾力的運用

すでに整備された交流施設等において、季節
変動や社会情勢の変動により一時的に遊休化
している場合には地域振興の範囲内での柔軟
な利用の道を開く。

●季節利用されている加工施設等において、未利用
時の直販施設など交流施設への流用する。
●一時的に利用者が不在となっているクライクガル
テンにおける地域イベント開催時の都市住民のため
の宿泊施設への流用する。

三
重
県

三重県
地産地消による
地域産業の活性
化

県内農林水産業の持つ魅力を充分生かした農林水産物など
を、県民に届けるための供給側の取組を活性化するととも
に、県民の地産地消運動に対する理解を深めていきます。

市民農園農産物
の販売許可

市民農園で生産された農作物について、地域
内消費を目的にする場合には販売を可能にす
る。

市民農園で生産した農産物等を地元消費を目的とし
て販売することにより、本来消費者サイドであった
都市住民を地産地消の担い手のひとりとして引き込
むと共に、地域住民と都市住民の交流を促進する。
・市民農園での朝市の開催
・道の駅、直売所での販売
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

三
重
県

鈴鹿市

健康・福祉・リ
ハビリテーショ
ン関連人材育
成・産業創出構
想

三重県鈴鹿市白子町内にあるＮＴＴ西日本鈴鹿研修センタ
跡地である３３万㎡の土地に，既存の建物等を利用し，医
療系大学，起業家育成施設，高齢者のための短・中・長期
滞在型施設や防災機能を兼ねた桜の名所の整備を一体的に
行えるよう，健康・福祉・リハビリテーションをテーマに
した先進的なモデル地区を形成し，市内産業の活性化，新
産業の創出を図り，地域雇用の促進を行なう。

新事業支援施設
整備費補助金の
対象要件の拡大

経済産業省において，地方公共団体が中小・
ベンチャー企業の創出と雇用の拡大等を通じ
て地域経済の活性化を図るために行なう新事
業支援施設の整備に対して事業費の１／２の
支援を行うとされるが，補助要件である対象
地域（高度技術産業集積地域，高度研究機能
集積地区，特定中心市街地，基盤的技術産業
集積活性化促進地域）外の区域であっても，
支援の対象とする。

地域産業の基盤を支えている市内既存中小企業の技
術力の向上，研究開発支援等をワンストップで実施
できる核施設の設置によって市内中小企業の活性化
を図り，ひいては，市財政の安定化を目指すため，
ＮＴＴ西日本鈴鹿研修センタ跡地の一角（6,600
㎡）を取得するとともに，既存建物（延べ床面積約
4,200㎡）の衛生施設等の改修，浄化槽設置及び備
品の購入を行う。

三
重
県

鈴鹿市

健康・福祉・リ
ハビリテーショ
ン関連人材育
成・産業創出構
想

三重県鈴鹿市白子町内にあるＮＴＴ西日本鈴鹿研修センタ
跡地である３３万㎡の土地に，既存の建物等を利用し，医
療系大学，起業家育成施設，高齢者のための短・中・長期
滞在型施設や防災機能を兼ねた桜の名所の整備を一体的に
行えるよう，健康・福祉・リハビリテーションをテーマに
した先進的なモデル地区を形成し，市内産業の活性化，新
産業の創出を図り，地域雇用の促進を行なう。

大学等教官の特
許取得に要する
費用の全額免除

　大学等教官が出願する特許に関する費用の
全額を免除する。

研究開発、技術開発の促進
　大学等教官が出願する特許に関する費用は、軽減
（１/２）となっているが、全額を免除することに
より、教官による特許出願が増加し、その結果、研
究開発、技術開発の促進が図られる。

三
重
県

鈴鹿市

健康・福祉・リ
ハビリテーショ
ン関連人材育
成・産業創出構
想

三重県鈴鹿市白子町内にあるＮＴＴ西日本鈴鹿研修センタ
跡地である３３万㎡の土地に，既存の建物等を利用し，医
療系大学，起業家育成施設，高齢者のための短・中・長期
滞在型施設や防災機能を兼ねた桜の名所の整備を一体的に
行えるよう，健康・福祉・リハビリテーションをテーマに
した先進的なモデル地区を形成し，市内産業の活性化，新
産業の創出を図り，地域雇用の促進を行なう。

外国人研究者の
入国、滞在の規
制緩和

　外国人研究者の在留期間を3年から5年に延
長する。

国際競争力の強化
　海外から優秀な研究者を大学や企業に受け入れる
ことにより、産業の国際競争力が向上する。

三
重
県

鈴鹿市

健康・福祉・リ
ハビリテーショ
ン関連人材育
成・産業創出構
想

三重県鈴鹿市白子町内にあるＮＴＴ西日本鈴鹿研修センタ
跡地である３３万㎡の土地に，既存の建物等を利用し，医
療系大学，起業家育成施設，高齢者のための短・中・長期
滞在型施設や防災機能を兼ねた桜の名所の整備を一体的に
行えるよう，健康・福祉・リハビリテーションをテーマに
した先進的なモデル地区を形成し，市内産業の活性化，新
産業の創出を図り，地域雇用の促進を行なう。

外国人研究者の
研究成果を活用
した営利活動の
緩和

　外国人研究者の研究成果を活用した営利活
動ができるように規定を緩和する。

国際競争力の強化
　営利活動の緩和により、外国人研究者の製品開発
への意欲を向上させる。

三
重
県

鈴鹿市

健康・福祉・リ
ハビリテーショ
ン関連人材育
成・産業創出構
想

三重県鈴鹿市白子町内にあるＮＴＴ西日本鈴鹿研修センタ
跡地である３３万㎡の土地に，既存の建物等を利用し，医
療系大学，起業家育成施設，高齢者のための短・中・長期
滞在型施設や防災機能を兼ねた桜の名所の整備を一体的に
行えるよう，健康・福祉・リハビリテーションをテーマに
した先進的なモデル地区を形成し，市内産業の活性化，新
産業の創出を図り，地域雇用の促進を行なう。

高齢者向け優良
賃貸住宅制度の
制度拡充

民間事業者が高齢者向け優良賃貸住宅の整備
を行なう場合，地方住宅供給公社並に施設の
建設・買取に関する費用全体に対して補助が
受けられるよう拡充する。

健康・福祉・リハビリテーション分野の産学研究を
背後から支える機能として，高齢者向け優良賃貸住
宅の整備を民間事業者が行なう場合の制度の優遇措
置を行なうことで，整備の促進を図る。

三
重
県

四日市市

石油貯蔵施設立
地対策等交付金
の有効活用によ
る地域活性化

石油貯蔵施設立地対策等交付金の交付対象事業を拡大して
頂くことにより、より広く社会基盤整備を進めていきた
い。

石油貯蔵施設立
地対策等交付金
の対象事業拡大

石油貯蔵施設立地対策等交付金は、交付規則
第4条により対象事業が定められているが、
対象事業を拡大して頂くことにより、より広
く社会基盤整備を進めたい。
そのため、過去に同交付金を受けて設置した
施設の維持管理等の費用にも充当可能となる
よう拡大頂きたい。

同交付金を受けて整備した施設の維持管理等に充当
していく。

245 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

三
重
県

四日市市
四日市市臨海部
工業地帯の再生

四日市臨海地区の石油コンビナート事業所において、産業
再生のため、従来の基礎素材を製造する少品種大量生産型
の化学産業から高付加価値の化学製品等を製造する多品種
少量生産型の機能性化学産業への事業転換を行うため、石
油コンビナート等災害防止法に基づき事業所内の危険度の
異なる施設を分類･配置することを定めたレイアウト規制
について、国の所管から地方に権限を移譲する。

石油コンビナー
トの施設の新
設・変更等に係
る届出先の市町
村長等への移管

石油コンビナートの施設の新設・変更等に係
る届出先については、現行法により主務大臣
（総務大臣、経済産業大臣）と定められてい
るところを、コンビナートの実情を把握して
いる市町村長に移管する。

石油コンビナート等災害防止法は、コンビナート地
域における災害の発生及び拡大の防止等を図ること
を目的としていることから、当該地域並びに当該施
設地区の周辺環境、及び事業所毎の取扱物質、取扱
量に伴う危険度などの地域特性を踏まえた規制が必
要である。このことから、石油コンビナートの施設
の新設・変更等に係る届出先及び審査主体を地域特
性を十分に理解している市町村長にその権限を移管
しようとするものである。

三
重
県

四日市市
地区間交流活性
化事業

近年見直されてきている公共交通網、特に鉄道網は大量輸
送、高速輸送の点で今後も重要なものであるが、一方では
地域分断の要素となっている。この地域分断要素を軽減す
るためには、数少なくなっている踏切道の存続及び拡幅や
安全性向上などの整備が必要であり、地域街づくりを進め
る上でも重要な要素となっている。

踏切道改良に係
る踏切統廃合の
廃止

踏切道の改良（拡幅）に際して、管理者であ
る鉄道事業者に協議を行うが、法的には義務
になっていないものの、踏切の統廃合が絶対
条件として提示される。
この統廃合の条件については、鉄道事業者の
采配ではなく、国（運輸局）の強力な指導が
あり、統廃合なしでは鉄道事業者が国の許可
を得ることがでず、ひいては踏切の改良（拡
幅）ができないのが現状である。
このため国の統廃合の指導・許可制度を廃止
する。

地域コミュニケーションをより強化するために、円
滑な自動車交通の実現、及び歩行者や自転車のより
安全な空間を実現する。このため踏切道の改良を進
める。
特に本市富田・富州原地区では四日市北郵便局や北
警察署、大規模商業施設が富州原地区に、一方、近
鉄富田駅や既存商店街は富田地区にあり、相互を結
ぶ市道にあるＪＲ関西本線、三岐鉄道の踏切幅員が
狭く、地区間交流の支障となっている。
このため、本踏切を拡幅して相互交流の活性化、ひ
いては地域の活性化を図る。

三
重
県

四日市市
生活排水対策総
合推進構想

市街化調整区域にある下水道計画区域を農業集落排水事業
で整備して、近接した市街化区域内の公共下水道幹線に接
続することを促進する。
この場合、双方が計画区域に入れる必要があるが、計画の
見直しに相当な年数が必要となることから、既定計画で連
携が可能となるよう暫定措置を講じる。

流域別下水道整
備総合計画の見
直しの弾力化

下水道と農業集落排水施設との接続に関する
連携については、既に関係省庁間で調整され
ているところであるが、農業集落排水施設を
公共下水道に接続を計画する場合、双方の計
画に位置付ける必要がある。下水道事業は流
総計画の見直しが10年に1度とされており、
暫定見直し等制度の簡素化を図る。

八郷地区、下野地区、三重地区、県地区、小山田地
区、内部地区等の市街化調整区域の下水道計画区域
を農業集落排水事業で整備し、公共下水道幹線へ接
続する。

三
重
県

四日市市
生活排水対策総
合推進構想

既存の農業集落排水施設の処理場を廃止して、流域下水道
にに接続することを促進する。

下水道へ接続す
る農業集落排水
事業の計画の承
認

農業集落排水事業の計画には処理場の設置が
義務付けられているが、効率的な整備のた
め、当初から公共下水道への接続を容認する

保々地区、県地区等の既存の農業集落施設の処理場
を廃止して下水道に接続することにより、処理施設
の更新費用を節減し、新たな整備地区の事業を推進
する。

三
重
県

合資会社
地域社会
貢献協会

坂本棚田「癒の
里」　　　　づ
くりプロジェク
ト

別紙（坂本棚田癒の里計画概要書）

坂本棚田
「癒の里」づく
り　　　プロ
ジェクト

新山村振興等農林漁業特別対策事業について
（財）都市農山漁村交流活性化機構の事業し
くみの事業実施主体についての採択範囲を地
域の活性化に主体的に実践する企業、個人等
にまで広げるべきである。

１、棚田ミュージアム２、癒の里館３、バザール広
場（地産、地商）４、耕雲転月の里５、病院でもな
い病院６、自然体験施設

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

公共施設の移転
に係る補助金返
還及び起債残高
一括返還の免除

　高齢化が進み、会社や行政機関の郊外への
移転が進む中心市街地を再生させるために
は、住みやすく働きやすい町の機能を取り戻
すことが最も大切である。そのため、公共施
設の中心市街地への再配置を検討している
が、その場合には次の支援策が不可欠にな
る。
○　公共施設の中心市街地への移転時におけ
る補助金や起債残高の一括繰上返還の免除

高齢福祉や子育て支援、健康づくり、ライブラリー
などの機能を有する心と体の健康センターを市が再
開発ビルの空き床を利用して設置することを検討し
ている。
○健康センター等市民生活に直結した公共施設を高
齢化の進む中心市街地へ移転し、地域再生の核とす
る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

公共駐車場の用
途変更に伴う起
債残高の一括繰
上返還の免除

　高齢化が進み、会社や行政機関の郊外への
移転が進む中心市街地を再生させるために
は、住みやすく働きやすい町の機能を取り戻
すことが最も大切である。そのため、公共施
設の中心市街地への再配置を検討している
が、その場合には次の支援策が不可欠にな
る。
○　公共駐車場の用途変更に伴う起債残高の
一括繰上返還の免除

高齢福祉や子育て支援、健康づくり、ライブラリー
などの機能を有する心と体の健康センターを市が再
開発ビルの空き床を利用して設置することを検討し
ている。
○再開発ビルの商業施設利用を目的に整備した公共
駐車場を地域再生の核となる公共施設のための駐車
場として利用する。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

借地借床への公
共サービス機関
設置に対する補
助金の交付

　高齢化が進み、会社や行政機関の郊外への
移転が進む中心市街地を再生させるために
は、住みやすく働きやすい町の機能を取り戻
すことが最も大切である。そのため、公共施
設の中心市街地への再配置を検討している
が、その場合には次の支援策が不可欠にな
る。
○　借地借床への公共サービス機関設置に対
する補助金の交付

高齢福祉や子育て支援、健康づくり、ライブラリー
などの機能を有する心と体の健康センターを市が再
開発ビルの空き床を利用して設置することを検討し
ている。
○中心市街地の空き店舗やビルの空き床への公共施
設の移転を促進する。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

路面電車走行空
間改築事業補助
の対象の追加

○路面電車走行空間改築事業について
　走行路面、路盤、停留所が補助対象となる
が、道路区域内の路面電車に限り、鉄道事業
者に対しても、レール、まくらぎ、車両、架
線柱、停留所設備（券売機等）を補助対象に
する。

「大津市の公共交通とまちづくり協議会」において
検討しているところであるが、京阪浜大津駅からＪ
Ｒ大津駅まで、京阪電車を延伸する場合、路面電車
走行空間改築事業の補助対象枠を拡大することに
よって、事業の進捗が早まり、事業効果が期待でき
る。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

公共交通移動円
滑化補助の拡充

○公共交通移動円滑化補助について
　鉄道事業者に対して、低床式路面電車（Ｌ
ＲＴ）の購入費として、通常車両価格との差
額が対象ではなく、全体購入費が対象になる
ようにする。

「大津市の公共交通とまちづくり協議会」において
検討しているところであるが、京阪浜大津駅からＪ
Ｒ大津駅まで、京阪電車を延伸する場合、公共移動
円滑化補助の補助対象枠を拡大することによって、
事業の進捗が早まり、事業効果が期待できる。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

都市公園法に規
定する便益施設
に、温泉を利用
した浴場を追加

新たな観光資源整備のための施策
○都市公園法に規定する便益施設に地域の特
性を生かした観光施設を加えるとともに、公
園施設を設ける場合の許容建築面積の特例措
置要件の改善

地域の活性化に資するため、外国人観光客にも人気
がある滋賀を代表する雄琴温泉地域に公園と一体的
に観光拠点となる新たな集客施設として温泉を利用
した浴場を含む便益施設の建設を検討している。
（温泉源の掘削を含む）。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

景観形成事業推
進のための支援

都市開発資金貸付制度の対象都市の拡大等、
景観法（案）に基づく景観形成事業推進の支
援

古都指定を契機として、古都にふさわしい個性と風
格あるまちづくりのため、景観基本条例の制定及び
基本計画を策定し、景観形成事業推進施策に取り組
んでいく。
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都道
府県
名
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地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

史跡内で道路整
備ができるよう
に基準を緩和

国指定史跡の整備の際に、史跡内に走る道路
の整備の際に現行道路を史跡の外に振る必要
があるが、これを史跡の周遊道路的な形態で
史跡内で整備しても、支障なく保存できるこ
とが可能な場合は、その基準を緩和する。

国指定史跡穴太廃寺の整備において、同史跡内に現
況道路が存在するが、その整備については、同史跡
内での周遊道路として整備を検討したい。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

河川の占用許可
の免除又は容易
化

本市域における多くの河川は、その延長及び
流域面積が些少にも係わらず、琵琶湖へ流入
するために河川法上の指定河川になっている
が、その実態は街中の小河川であるので、本
プロジェクトに係る事業に際しては、占用許
可の免除又は容易化などを図る。

水循環再生プロジェクト
・親水性空間を創出（下水道の普及等で以前よりず
いぶんきれいになった水に対し、市民が身近に触れ
合い親しむ空間を、民間開発を始め様々な手法で創
出する）するための施策を検討中である。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

総合的治水対策
のための事業集
中

総合的治水対策事業のため、事業集中による
大津放水路第2期工区間の整備促進

本市の中南部の市街地における浸水対策のため、国
による大津放水路事業をはじめ、関連河川の1級河
川化、雨水渠整備事業などの推進による一体的な総
合的治水対策事業が必要である。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

河川等の管理等
を住民団体等へ
開放等

ＮＰＯ法人等による国有保安林や民有保安林
における「里山再生活動」の際や、河川にお
ける「近自然型川づくり活動」の際の法手続
きの容易化とともに、その後における国有保
安林等や河川の管理をＮＰＯ法人等の市民へ
開放する。
また、これらの市民活動のもととなる構想づ
くりのための協議会設置に対する支援。

構想段階であるが、本市南部の田上山系とその周辺
地域において、ＮＰＯ法人等の市民が主体となり、
地域の自然や歴史・文化等の資源を見つめ直し、自
然の再生に取り組むことで、自然と共生し、活力あ
る地域社会の実現を目指した取り組みを検討してい
る。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

都市開発資金貸
付制度対象都市
の拡大

都市の計画的整備をするために設けられてい
る都市開発資金貸付制度の対象都市を拡大
し、本市もその対象都市に加える。
（現行は、人口集中の著しい大都市や地方拠
点都市地域の中心となる都市が対象となって
おり、本市はその対象都市に指定されていな
い。）

地震調査委員会の長期評価によると、本市域を南北
に縦断する琵琶湖西岸断層帯について、今後30年以
内の地震発生確率は0.09％～9％と高く、誠に憂慮
すべき状況にある。
地震、風水害など様々な災害から市民の生命や財産
を守るため、万一の災害発生に際して、救援活動空
間、救援物資集積、ボランティア活動空間等として
機能するような防災緑地の整備を検討している。

滋
賀
県

大津市
古都大津ルネッ
サンス

青いびわ湖と緑の山並に抱かれた本市は、昨年10月に、古
都保存法に基づく「古都」に指定されたことを契機とし
て、 歴史的風土を有する地域の魅力をさらに高めること
により、快適な住環境を整えるとともに、住む人々が地域
への愛着や誇りを持ち、訪れる人々を魅了する「古都大
津」を目指し、「古都大津ルネッサンス」を積極的に推進
していく。

公共施設の移転
に係る補助金返
還及び起債残高
一括返還の免除

健康センター等市民生活に直結した公共施設
を高齢化の進む中心市街地へ移転を検討して
いるが、その方針が決定した場合において、
その公共施設が移転した跡を利用して、防災
センターを整備したときに、当該公共施設設
置の際、交付を受けた補助金の返還及び起債
残高の一括返還を免除

地震調査委員会の長期評価によると、本市域を南北
に縦断する琵琶湖西岸断層帯について、今後30年以
内の地震発生確率は0.09％～9％と高く、誠に憂慮
すべき状況にある。
地震、風水害など様々な災害から市民の生命や財産
を守るため、万一の災害発生に際しても、その災害
活動拠点や、市民に対する防災意識の啓発などの機
能も併せた防災拠点施設として、防災センターの整
備を検討している。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

滋
賀
県

滋賀県
琵琶湖南部エリ
ア大学発新産業
創出構想

　滋賀医科大学、龍谷大学、立命館大学の持つ「知」の資
源の活用を図るため、３大学がポテンシャルを有する環境
分野、健康・福祉・医療・バイオ分野、ＩＴ分野、ナノテ
クノロジー分野の４分野を中心に産学官連携の取り組みを
進め、大学発ベンチャー、第二創業等の新産業創出を促進
することにより、地域経済の活性化を目指す。

委託費における
事業終了後の研
究開発機器等の
目的外使用の制
限解除

地域新生コンソーシアム研究開発事業により
購入された機械器具等の事業終了後の使用に
ついては、実施計画書に記載された当該使用
者等の分担研究開発に使用する場合のみ無償
貸与が可能となっているが、当該使用者が行
う他の研究開発に使用する場合においても無
償貸与を認める。

平成１３年度地域新生コンソーシアム研究開発事業
（研究テーマ：低ダイオキシン化廃棄物年少処理の
ためのリアルタイム燃焼ガスセンシング技術の開
発）において購入した下記機械装置について、事
業・研究目的に限らず、環境技術に関する学生教育
などの公共性の高い研究開発に使用する。

・簡易型高速波形観測装置
・任意波形発生装置

滋
賀
県

滋賀県
琵琶湖南部エリ
ア大学発新産業
創出構想

　滋賀医科大学、龍谷大学、立命館大学の持つ「知」の資
源の活用を図るため、３大学がポテンシャルを有する環境
分野、健康・福祉・医療・バイオ分野、ＩＴ分野、ナノテ
クノロジー分野の４分野を中心に産学官連携の取り組みを
進め、大学発ベンチャー、第二創業等の新産業創出を促進
することにより、地域経済の活性化を目指す。

委託費における
事業終了後の研
究開発機器等の
使用者制限の解
除

地域新生コンソーシアム研究開発事業により
購入された機械器具等の事業終了後の使用に
ついては、コンソーシアムの構成員が使用す
る場合のみ無償貸与が可能となっているが、
当該使用者と共同研究等を行う他者が使用す
る場合にも無償貸与を認める。

平成１５年度地域新生コンソーシアム研究開発事業
（研究テーマ名：廃棄プラスチックの乳化による省
エネルギーに関する研究開発）において購入した下
記機械装置について、事業・研究目的に限らず、地
元企業との共同研究・受託研究等の研究交流に使用
し、地域活性化のため資産を有効に活用する。

・デジタルマイクロスコープ

滋
賀
県

近江八幡
市

沖島２１世紀夢
プラン

良好な公的施設（公立学校の空き教室）を民間利用を含
め、有効に活用し、地域の産業振興・雇用に役立てる

離島における公
立学校空き教室
の民間活用

国庫補助で整備された離島の公立学校施設
を、民によるまちづくり関係の研修所や、地
域博物館に利用できることを提案するもの。

①空き教室を民間（地域自治組織を含む）へ研修施
設として貸し出すことにより、多様な知的情報や人
材が集積し、地域との交流の中で、新規産業への学
習や開拓ができる好条件を築く。
②空き教室を利用した博物館を整備し、琵琶湖の漁
村としての多くの貴重な文化歴史を、空き教室に博
物館的に利用することによって、地域文化の発掘・
継承や、多くの研究者・観光客を招く。

滋
賀
県

米原町
SILC（滋賀統合
物流センター）
構想

SILC（滋賀統合物流センター）を作り、多機能を持たせる
ことで、周辺企業のコスト削減、モーダルシフトによる環
境面にも配慮した物流の効率化、雇用の創出、付随産業の
振興等による地域経済活性化を図りたい。約４万坪のSILC
予定地は相乗効果の働く、JR貨物・米原ターミナル近くの
農業振興地域内の農地以外には考えられない。この農地の
農業後継者は年々減少し、また株式会社の経営参入による
農業活性化の可能性も低いことから、農業以外の目的に利
用するのが合理的であると考えられる。ここを利用して
SILCの設置・運営をなすにあたり、県からの農振除外を受
ける必要があるが、それを待っていては手続きが煩雑な上
に時間がかかるため、農業振興地域の整備に関する法律の
例外として権限を米原町長へ委譲するようにお願いした
い。

農振除外の権限
委譲

農業振興地域の区域指定及び変更権限は都道
府県知事にある。SILC予定地は農業振興地域
の農地であるため、農振法の例外として、こ
れに関する区域変更権限を都道府県知事から
米原町長に委譲して頂きたい。

事業：SILC事業　効果：SILC事業着手が早まるこ
と。

滋
賀
県

米原町
SILC（滋賀統合
物流センター）
構想

SILC（滋賀統合物流センター）を作り、多機能を持たせる
ことで、周辺企業のコスト削減、モーダルシフトによる環
境面にも配慮した物流の効率化、雇用の創出、付随産業の
振興等による地域経済活性化を図りたい。約４万坪のSILC
予定地は相乗効果の働く、JR貨物・米原ターミナル近くの
農業振興地域内の農地以外には考えられない。この農地の
農業後継者は年々減少し、また株式会社の経営参入による
農業活性化の可能性も低いことから、農業以外の目的に利
用するのが合理的であると考えられる。ここを利用して
SILCの設置・運営をなすにあたり、国の農転許可を得る必
要があるが、それを待っていては手続きが煩雑な上に時間
がかかるため、その権限を米原町長へ一括委譲して頂きた
い。

農地転用の権限
委譲

SILC予定地は団地規模がおおむね２０ha以上
の農地の中にあり、農振除外できた場合に
は、甲種農地に当たると考えられる。また、
４ｈａ以上の農地の農地転用は農林水産大臣
の許可が必要である。SILCの予定地は約４万
坪の農地であるので、これに関する農地転用
の許可権限を農林水産大臣から米原町長に一
括委譲し許可基準も米原町長の裁量で決定で
きるようにして頂きたい。

事業：SILC事業　効果：SILC事業着手が早まるこ
と。

滋
賀
県

米原町
SILC（滋賀統合
物流センター）
構想

SILC（滋賀統合物流センター）を作り、多機能を持たせる
ことで、周辺企業のコスト削減、モーダルシフトによる環
境面にも配慮した物流の効率化、雇用の創出、付随産業の
振興等による地域経済活性化を図りたい。約４万坪のSILC
予定地は相乗効果の働く、JR貨物・米原ターミナル近くの
農業振興地域内の農地以外には考えられない。この農地の
農業後継者は年々減少し、また株式会社の経営参入による
農業活性化の可能性も低いことから、農業以外の目的に利
用するのが合理的であると考えられる。ここを利用して
SILCの設置・運営をなすにあたり、農地の目的外の用途変
更によって、土地改良事業の補助金返還が必要となるが、
SILC構想の早期実現化のためにこれを免除して頂きたい。

補助金適化法の
要件緩和

SILC予定地は土地改良事業が行われた農地で
あり、事業完了から８年を経過していないた
め、目的外への用途変更として国や県へ補助
金の返還が必要となる。この補助金返還を免
除して頂きたい。

事業：SILC事業　効果：SILC事業着手が早まるこ
と。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

滋
賀
県

米原町
SILC（滋賀統合
物流センター）
構想

SILC（滋賀統合物流センター）を作り、多機能を持たせる
ことで、周辺企業のコスト削減、モーダルシフトによる環
境面にも配慮した物流の効率化、雇用の創出、付随産業の
振興等による地域経済活性化を図りたい。約４万坪のSILC
予定地は相乗効果の働く、JR貨物・米原ターミナル近くの
農業振興地域内の農地意外には考えられない。この農地の
農業後継者は年々減少し、また株式会社の経営参入による
農業活性化の可能性も低いことから、農業以外の目的に利
用するのが合理的であると考えられる。ここを利用して
SILCの設置・運営をなせば、雇用創出による人口増加、コ
ストメリットによる企業進出が期待できる。ここで現在の
線引きのままでは開発需要に応じた柔軟な対応ができない
ため、都市計画法の例外としてその権限を米原町へ委譲す
るようお願いしたい。

線引き権限の委
譲

SILC設置に関連して人口増加、企業進出が望
める。開発需要に柔軟に対応できるように、
米原町だけの都市計画区域を設け、都計法の
例外として、その権限を県から米原町に委譲
して頂きたい。

事業：住宅増加事業　SILC関連企業事業　効果：人
口増加により住宅が増えて、活気が出る。企業進出
が増加する。

滋
賀
県

竜王町

（仮称）エコ田
園産業拠点交竜
（交流）プロ
ジェクト構想

竜王町がもつ地域特性（名神竜王IC等の交通環境、豊かな
自然環境、人的ネットワーク等）を最大限活用し、現在進
行中である新エネルギー事業、やリゾート事業、観光事
業、交通事業、農業、産業等の個別事業を含め、「環境」
を切り口とした具体的な複合プロジェクトをネットワーク
化し推進し、新たな観光や農業の振興、新産業の創出をは
かり、地域経済の活性化を誘発するものである。

市街化調整区域
内での環境共生
型施設の都市計
画法上の規制緩
和

市街地調整区域内での良質な民間開発におけ
る環境共生型の商業・集客施設および環境共
生システム（水循環・太陽光利用・近自然型
工法・立体緑化等）、地域振興につながる施
設に対する町独自のまちづくり条例や振興計
画での都市計画・建築基準法上の規制緩和の
適用

西武竜王リゾート事業では、環境共生型のリゾート
開発をめざすものであり、自然空間やエコシステム
を取り入れたアウトレットモール・レストラン
（18ha）等の整備を計画している。環境をテーマに
複合的な展開をはかるとともに、地域経済への効果
も期待できる。リゾート事業は平成20年開園予定と
なっている。
エコハウス事業は、平成15年検討調査中の事業で、
企業や若者世代を対象とした住宅供給をコーポラ
ティブ方式や環境共生型の住宅等の手法を取り入れ
た実施方針をとる計画である。従来の画一的な住宅
供給とは異なる手法を取り入れることで、来住者や
若者世代の定住の効果が期待できる。
またエコストア事業についても平成15年検討調査中
で、生活利便性のある商業施設を環境に配慮した建
築物、またリサイクルや地場産品の販売といった地
域や環境と密着した事業をめざしており、地域資源
の循環や環境への効果、および地域経済への効果も
期待できる。

滋
賀
県

竜王町

（仮称）エコ田
園産業拠点交竜
（交流）プロ
ジェクト構想

竜王町がもつ地域特性（名神竜王IC等の交通環境、豊かな
自然環境、人的ネットワーク等）を最大限活用し、現在進
行中である新エネルギー事業、やリゾート事業、観光事
業、交通事業、農業、産業等の個別事業を含め、「環境」
を切り口とした具体的な複合プロジェクトをネットワーク
化し推進し、新たな観光や農業の振興、新産業の創出をは
かり、地域経済の活性化を誘発するものである。

新エネ事業にお
ける木質バイオ
マス資源の廃掃
法上の規制緩和

バイオマス資源を燃料源とする新エネルギー
事業における廃掃法上の規制を緩和し、バイ
オマス資源の廃棄物扱いの除外および廃棄物
取り扱いに関する市町村への権限委譲

町では平成16年に開設予定の舞茸生産工場より持続
的に供給されるおがこを主原料にエネルギー転換を
行い、電力・熱・残さの活用をはかり、バイオマス
エネルギーと資源循環システムの構築を計画してい
る。現在NEDO補助事業により事業化検討調査中であ
る。この事業により町内資源の有効利用・資源循
環、および新エネルギーによる新たなビジネス創
出、地域活性化の効果が見込める。

滋
賀
県

竜王町

（仮称）エコ田
園産業拠点交竜
（交流）プロ
ジェクト構想

竜王町がもつ地域特性（名神竜王IC等の交通環境、豊かな
自然環境、人的ネットワーク等）を最大限活用し、現在進
行中である新エネルギー事業、やリゾート事業、観光事
業、交通事業、農業、産業等の個別事業を含め、「環境」
を切り口とした具体的な複合プロジェクトをネットワーク
化し推進し、新たな観光や農業の振興、新産業の創出をは
かり、地域経済の活性化を誘発するものである。

省庁間の類似支
援策の一元化お
よび集中手続
き、複合適用の
促進

省庁間（経済産業省、農水省、林野庁等）で
類似する新エネルギーに関する施策の一元
化、および手続きの集中管理および複合適用
による効果的に運用

町では平成16年に開設予定の舞茸生産工場より持続
的に供給されるおがこを主原料にエネルギー転換を
行い、電力・熱・残さの活用をはかり、バイオマス
エネルギーと資源循環システムの構築を計画してい
る。現在NEDO補助事業により事業化検討調査中であ
る。この事業により町内資源の有効利用・資源循
環、および新エネルギーによる新たなビジネス創
出、地域活性化の効果が見込める。

滋
賀
県

竜王町

（仮称）エコ田
園産業拠点交竜
（交流）プロ
ジェクト構想

竜王町がもつ地域特性（名神竜王IC等の交通環境、豊かな
自然環境、人的ネットワーク等）を最大限活用し、現在進
行中である新エネルギー事業、やリゾート事業、観光事
業、交通事業、農業、産業等の個別事業を含め、「環境」
を切り口とした具体的な複合プロジェクトをネットワーク
化し推進し、新たな観光や農業の振興、新産業の創出をは
かり、地域経済の活性化を誘発するものである。

電気事業法での
RPS認定エネル
ギー買取条件の
向上、買取価格
安定化

RPS制度導入に際する新エネルギー買い取り
条件向上による事業化の促進・普及や買い取
り価格の安定化による事業性の確保および差
額に対する支援策

町では平成16年に開設予定の舞茸生産工場より持続
的に供給されるおがこを主原料にエネルギー転換を
行い、電力・熱・残さの活用をはかり、バイオマス
エネルギーと資源循環システムの構築を計画してい
る。現在NEDO補助事業により事業化検討調査中であ
る。この事業により町内資源の有効利用・資源循
環、および新エネルギーによる新たなビジネス創
出、地域活性化の効果が見込める。

滋
賀
県

竜王町

（仮称）エコ田
園産業拠点交竜
（交流）プロ
ジェクト構想

竜王町がもつ地域特性（名神竜王IC等の交通環境、豊かな
自然環境、人的ネットワーク等）を最大限活用し、現在進
行中である新エネルギー事業、やリゾート事業、観光事
業、交通事業、農業、産業等の個別事業を含め、「環境」
を切り口とした具体的な複合プロジェクトをネットワーク
化し推進し、新たな観光や農業の振興、新産業の創出をは
かり、地域経済の活性化を誘発するものである。

国交省「優良建
築物等整備事
業」のエコハウ
ス・コーポラ事
業適用

国土交通省の補助事業「優良建築物等整備事
業」の対象事業として、エコハウスやコーポ
ラティブハウス事業の適用拡大

住宅供給のための事業は、平成15年検討調査中の事
業で、企業や若者世代を対象とした住宅供給をコー
ポラティブ方式や環境共生型の住宅等の手法を取り
入れた実施方針をとる計画である。従来の画一的な
住宅供給とは異なる手法を取り入れることで、来住
者や若者世代の定住の効果が期待できる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

滋
賀
県

竜王町

（仮称）エコ田
園産業拠点交竜
（交流）プロ
ジェクト構想

竜王町がもつ地域特性（名神竜王IC等の交通環境、豊かな
自然環境、人的ネットワーク等）を最大限活用し、現在進
行中である新エネルギー事業、やリゾート事業、観光事
業、交通事業、農業、産業等の個別事業を含め、「環境」
を切り口とした具体的な複合プロジェクトをネットワーク
化し推進し、新たな観光や農業の振興、新産業の創出をは
かり、地域経済の活性化を誘発するものである。

農地権利の取得
にかかる下限面
積緩和

農地権利取得にかかる下限面積の緩和（50a
から10aへ規制緩和）を行うことで都市住民
等の非農家の農業参画機会の創出

新たな竜王町の農業のあり方として、遊休地や休耕
田などの地域資源を有効活用し、農業における地域
再生事業をめざす。事業としては、以下のような事
業を計画している。　　　　　　　　　　　　クラ
インガルテン事業は、週末の農業従事者の育成のた
めの事業で、地域資源の有効活用と就農人口の拡大
を目的に、都市住民に対して新しい農業スタイルを
提供するための場を整備する。
サイド農ビジネスは、地域資源の有効活用と就農人
口の拡大を目的に、町内在住、在勤者を対象に農業
の場と機会を創出するものである。
コミュニティ農ビジネス事業は、農業にコミュニ
ティビジネス的な要素を取り入れることで、農家の
企業化等の新しい農業事業を展開できる。

滋
賀
県

竜王町

（仮称）エコ田
園産業拠点交竜
（交流）プロ
ジェクト構想

竜王町がもつ地域特性（名神竜王IC等の交通環境、豊かな
自然環境、人的ネットワーク等）を最大限活用し、現在進
行中である新エネルギー事業、やリゾート事業、観光事
業、交通事業、農業、産業等の個別事業を含め、「環境」
を切り口とした具体的な複合プロジェクトをネットワーク
化し推進し、新たな観光や農業の振興、新産業の創出をは
かり、地域経済の活性化を誘発するものである。

農地転用許可の
市町村への権限
委譲（4ha未
満）

農地転用許可を4ha未満にする等の規制緩和
や抑制に関する権限を市町村に委譲し、地域
事情に応じた農業振興施策の展開

新たな竜王町の農業のあり方として、遊休地や休耕
田などの地域資源を有効活用し、農業における地域
再生事業をめざす。また農業地域内における中心市
街地の形成のための事業もすすめていく方針であ
る。事業としては、以下のような事業を計画してい
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　クライ
ンガルテン事業は、週末の農業従事者の育成のため
の事業で、地域資源の有効活用と就農人口の拡大を
目的に、都市住民に対して新しい農業スタイルを提
供するための場を整備する。
サイド農ビジネスは、地域資源の有効活用と就農人
口の拡大を目的に、町内在住、在勤者を対象に農業
の場と機会を創出するものである。
コミュニティ農ビジネス事業は、農業にコミュニ
ティビジネス的な要素を取り入れることで、農家の
企業化等の新しい農業事業を展開できる。

京
都
府

京都府
京都の農村まる
ごと観光

　日本・世界から京都の農村に訪れる人が「日本のふるさ
と・京都の農村」を感じ、何度も訪れたいと思える魅力的
な農村となるよう、つくったものを「よりいかす」視点を
重視し、民間の知恵や活力を誘導しながら、府内にある既
存の都市農村交流施設が連携して時代のニーズに応じた
サービスの提供を可能とすることを目指すことにより地域
経済の活性化を図る「京都の農村まるごと観光（仮称）」
を推進する。

各施設の特性を
活かした多様な
サービスの提供

補助事業等により整備した都市農村交流施設
や空き学校等の目的外使用（リニューアルや
管理主体の変更等）を可能にする。

今後、府内の関係機関に意見照会等を行い、目的外
使用等の意向の有無・内容等について調査を行う。

京
都
府

京都府
京都の農村まる
ごと観光

　日本・世界から京都の農村に訪れる人が「日本のふるさ
と・京都の農村」を感じ、何度も訪れたいと思える魅力的
な農村となるよう、つくったものを「よりいかす」視点を
重視し、民間の知恵や活力を誘導しながら、府内にある既
存の都市農村交流施設が連携して時代のニーズに応じた
サービスの提供を可能とすることを目指すことにより地域
経済の活性化を図る「京都の農村まるごと観光（仮称）」
を推進する。

交流施設が関わ
る酒類の販売促
進

交流施設等が独自ブランドで酒類を販売する
場合は、その販路がより拡大出来るように酒
類卸売業免許の許可基準を緩和する。

検討中

京
都
府

京都府
障害者雇用の促
進による社会福
祉事業の活性化

社会福祉施設及び社会福祉サービス事業所において障害者
の雇用状況に応じて介護保険単価や支援費単価に差を付け
ることにより障害者等の雇用を促進し、社会福祉事業の活
性化を図る。

・障害者等の雇
用数に応じた介
護保険及び支援
費単価の設定
・財源として法
定雇用率未達成
企業納付金等の
活用

・事業規模に関係なく、障害者等の雇用数に
応じて介護保険及び支援費の単価を設定。
・必要な財源は、法定雇用率未達成企業納付
金等を活用。

・事業規模に関係なく、障害者等の雇用数に応じて
介護保険及び支援費の単価を設定。
障害者を積極的に雇用することに結びつく。
・必要な財源として、法定雇用率未達成企業納付金
等を活用。

京
都
府

京都府

京の芸術家支援
事業（文化
ニューディール
事業）

公益法人等に事業を委託し、当事業のプロデューサーを雇
用し、パブリックアートの設置や美術品の作成に係る事業
等を実施すると共に、芸術家等を雇用しその制作を依頼す
る。府内の希望市町村から設置場所や所有場所の提供を受
け、市町村独自の文化のまちづくりを進める。

緊急雇用創出特
別基金事業を活
用した芸術家の
雇用

緊急雇用創出特別基金事業を活用し、芸術家
の雇用を図る。

・京都文化財団に委託し、京都府内在住の芸術家の
創作活動を支援する。
・対象は、当事業の調整を行うアートプロデュー
サー、創作活動やパフォーマンスを行う芸術家とす
る。　　　　　　　　　　・展示系の芸術家には、
作品の制作を依頼し、要望のある市町村にパブリッ
クアートとして設置するとともに、公共の博物館等
で展示公開する。　　　　　　　　　　　・舞台系
芸術家は、公共の場でのパフォーマンスを実施する
とともに、教育現場等において、ワークショップを
実施する。　　　　　　　・アートプロデューサー
には総合的な企画調整機能の役割を課す。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

京
都
府

京都府
観光都市ｋｙｏ
ｔｏケータイサ
ポート構想

中小企業が多く、依然厳しい経済・雇用情勢の続く京都市
及び周辺市において、我が国を代表する豊かな観光資源の
集積や高度なものづくり技術に支えられたケータイ産業の
集積といった特徴を生かし、ケータイ一つで安心で快適な
旅行が楽しめる「観光都市ｋｙｏｔｏケータイサポート構
想」を構築する。国の観光立国推進の取組とも呼応した本
プロジェクトの推進により、外国人観光客等の誘客拡大を
図り、観光消費額の増加や雇用創出を図るほか、新たな観
光ビジネスモデルの創造を目指す。このため、ビザ免除の
対象拡大、審査期間短縮化等、外国人観光客の訪日環境整
備を求めるとともに、電線類地中化等景観整備の促進や、
本プロジェクトの円滑な推進に向けた電波法の規制緩和や
モデル事業としての支援など、快適な受け入れ環境の整備
を提案する。

ICタグ実証実験
に対する円滑な
免許の付与

観光客への利便性向上を目指してICタグを活
用した様々な社会実証実験を円滑に行うに当
たっての、迅速な実験局の免許付与や必要な
周波数割当の実施

ICタグ付きの携帯電話を利用した、以下のような
サービス実現を目指す社会実験を円滑に行えるよう
にする。　　　　　　　　　　　　・内外の観光客
の個人属性、TPOにあった情報をリアルタイムで提
供する。　　　　　・おみやげ一括配送（各地の店
で購入したおみやげの配送を一括して行えるように
する）で、配送料金の低減や「手ぶら旅行」の実現
を目指す。修学旅行の自由行動時間において生徒の
位置情報・各個人の特定を自動的に行ない、安全確
認を行なう。また、公共交通施設からも人の通過後
家庭や学校へメッセージ通信を行なう。また、新し
い観光需要の創出による関連産業の振興や、実験で
得られた行動履歴を元にした新たな観光政策の打ち
出しへの活用を図る。

京
都
府

京都府
観光都市ｋｙｏ
ｔｏケータイサ
ポート構想

中小企業が多く、依然厳しい経済・雇用情勢の続く京都市
及び周辺市において、我が国を代表する豊かな観光資源の
集積や高度なものづくり技術に支えられたケータイ産業の
集積といった特徴を生かし、ケータイ一つで安心で快適な
旅行が楽しめる「観光都市ｋｙｏｔｏケータイサポート構
想」を構築する。国の観光立国推進の取組とも呼応した本
プロジェクトの推進により、外国人観光客等の誘客拡大を
図り、観光消費額の増加や雇用創出を図るほか、新たな観
光ビジネスモデルの創造を目指す。このため、ビザ免除の
対象拡大、審査期間短縮化等、外国人観光客の訪日環境整
備を求めるとともに、電線類地中化等景観整備の促進や、
本プロジェクトの円滑な推進に向けた電波法の規制緩和や
モデル事業としての支援など、快適な受け入れ環境の整備
を提案する。

ケータイ関連技
術の実証実験に
対する予算の重
点配分

観光客への利便性向上を目指してケータイ関
連技術（携帯電話、ICタグ、PDA,カーナビシ
ステム、モバイル放送、地上波デジタル放送
等）を活用した様々な社会実証実験を円滑に
行うに当たっての国づくり推進連携調査費
(仮称）、VJC事業費等の重点配分

ケータイ関連技術（携帯電話、ICタグ、PDA,カーナ
ビシステム、モバイル放送、地上波デジタル放送
等）を利用した、以下のようなサービス実現を目指
す社会実験を円滑に実施できるようにする。
・内外の観光客の個人属性、TPOにあった観光情報
をリアルタイムで提供。併せて的確な観光ナビサー
ビスを実現する。　　　　　・「情報バリアフ
リー」を目指したマルチ言語対応で通訳機能を有す
る携帯電話やPDAを利用したサービスの提供
・おみやげ一括配送（各地の店で購入したおみやげ
の配送を一括して行う）で、配送料金の低減や「手
ぶら旅行」の実現　　　・キャッシュレス観光を目
指した携帯端末利用の決済システムの実現
・修学旅行の事前学習、体験学習等をITを活用して
更に充実したものにする。また、自由行動時間にお
ける生徒の位置情報・個人の特定を自動的に行な
い、安全確認も行なう。更に、公共交通施設からも
人の通過後家庭や学校へメッセージ通信を行なう。
・観光行動履歴を基にしたマーケティング支援を行
う。

京
都
府

京都府
観光都市ｋｙｏ
ｔｏケータイサ
ポート構想

中小企業が多く、依然厳しい経済・雇用情勢の続く京都市
及び周辺市において、我が国を代表する豊かな観光資源の
集積や高度なものづくり技術に支えられたケータイ産業の
集積といった特徴を生かし、ケータイ一つで安心で快適な
旅行が楽しめる「観光都市ｋｙｏｔｏケータイサポート構
想」を構築する。国の観光立国推進の取組とも呼応した本
プロジェクトの推進により、外国人観光客等の誘客拡大を
図り、観光消費額の増加や雇用創出を図るほか、新たな観
光ビジネスモデルの創造を目指す。このため、ビザ免除の
対象拡大、審査期間短縮化等、外国人観光客の訪日環境整
備を求めるとともに、電線類地中化等景観整備の促進や、
本プロジェクトの円滑な推進に向けた電波法の規制緩和や
モデル事業としての支援など、快適な受け入れ環境の整備
を提案する。

外国製携帯端末
による国内回線
接続に関する規
定緩和

外国人観光客が自国の携帯電話を利用し、日
本国内で観光情報サービスの提供を受けるた
めに、その周波数で電波を出すことについ
て、総務省の外郭団体財団法人電気通信端末
機器審査協会（JATA）で義務付けられている
国内技術基準への適合認定に係る規制の緩和

・外国人が自国で使用している携帯電話を利用し
て、日本国内で様々な観光情報を容易に享受できる
ようにすることで、利便性を高め、日本観光の魅力
向上を目指す。

京
都
府

京都府
観光都市ｋｙｏ
ｔｏケータイサ
ポート構想

中小企業が多く、依然厳しい経済・雇用情勢の続く京都市
及び周辺市において、我が国を代表する豊かな観光資源の
集積や高度なものづくり技術に支えられたケータイ産業の
集積といった特徴を生かし、ケータイ一つで安心で快適な
旅行が楽しめる「観光都市ｋｙｏｔｏケータイサポート構
想」を構築する。国の観光立国推進の取組とも呼応した本
プロジェクトの推進により、外国人観光客等の誘客拡大を
図り、観光消費額の増加や雇用創出を図るほか、新たな観
光ビジネスモデルの創造を目指す。このため、ビザ免除の
対象拡大、審査期間短縮化等、外国人観光客の訪日環境整
備を求めるとともに、電線類地中化等景観整備の促進や、
本プロジェクトの円滑な推進に向けた電波法の規制緩和や
モデル事業としての支援など、快適な受け入れ環境の整備
を提案する。

ビジット・ジャ
パン・キャン
ペーンにおける
地域連携事業の
制度化

・海外メディアへの大規模な広報等、日本全
体を対象とする事業はＶＪＣ実施本部で実施
する一方、国内受入事業や地域の特色を生か
した事業については、運輸局・地方自治体等
が主体的に参画・実施できるよう、一定の予
算枠を設けた上で、地域連携事業（補助事
業）として制度化
・ＶＪＣ実施本部における海外見本市等、地
方公共団体の参画可能性のある事業に係る計
画概要の早期提示

・複数府県・旅行エージェント等との連携により、
地域の特性を生かしたファムトリップ、伝統文化体
験モデル事業、地域情報発信事業などを実施する。
・ＶＪＣ実施本部から示された計画概要に基づき、
より効果的と思われる事業に積極的に参画してい
く。

京
都
府

京都府
観光都市ｋｙｏ
ｔｏケータイサ
ポート構想

中小企業が多く、依然厳しい経済・雇用情勢の続く京都市
及び周辺市において、我が国を代表する豊かな観光資源の
集積や高度なものづくり技術に支えられたケータイ産業の
集積といった特徴を生かし、ケータイ一つで安心で快適な
旅行が楽しめる「観光都市ｋｙｏｔｏケータイサポート構
想」を構築する。国の観光立国推進の取組とも呼応した本
プロジェクトの推進により、外国人観光客等の誘客拡大を
図り、観光消費額の増加や雇用創出を図るほか、新たな観
光ビジネスモデルの創造を目指す。このため、ビザ免除の
対象拡大、審査期間短縮化等、外国人観光客の訪日環境整
備を求めるとともに、電線類地中化等景観整備の促進や、
本プロジェクトの円滑な推進に向けた電波法の規制緩和や
モデル事業としての支援など、快適な受け入れ環境の整備
を提案する。

中国人修学旅行
生の短期ビザ免
除

中国人修学旅行（学生の団体旅行）客に対す
るビザ取得の特例的な免除

・短期滞在に査証取得が求められる中国からの修学
旅行（学生の団体旅行）客を対象に、15日以内の
ノービザ観光を認めることで誘客の拡大を図る。
・我が国全体で4,500名程度、京都で900名程度のイ
ンバウンド拡大効果が見込める。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

京
都
府

京都府
観光都市ｋｙｏ
ｔｏケータイサ
ポート構想

中小企業が多く、依然厳しい経済・雇用情勢の続く京都市
及び周辺市において、我が国を代表する豊かな観光資源の
集積や高度なものづくり技術に支えられたケータイ産業の
集積といった特徴を生かし、ケータイ一つで安心で快適な
旅行が楽しめる「観光都市ｋｙｏｔｏケータイサポート構
想」を構築する。国の観光立国推進の取組とも呼応した本
プロジェクトの推進により、外国人観光客等の誘客拡大を
図り、観光消費額の増加や雇用創出を図るほか、新たな観
光ビジネスモデルの創造を目指す。このため、ビザ免除の
対象拡大、審査期間短縮化等、外国人観光客の訪日環境整
備を求めるとともに、電線類地中化等景観整備の促進や、
本プロジェクトの円滑な推進に向けた電波法の規制緩和や
モデル事業としての支援など、快適な受け入れ環境の整備
を提案する。

中国人に対する
ビザ審査期間の
短縮化

日本を訪問する中国人観光客に対するビザ審
査に係る期間の短縮

・現在、日本を訪問する中国人観光客については、
査証が求められているが、申請から発行までに３週
間程度の期間を要しており、この期間を短縮化する
ことにより、誘客拡大を図る。
・90,000人程度のインバウンド拡大効果が見込め
る。

京
都
府

京都府
観光都市ｋｙｏ
ｔｏケータイサ
ポート構想

中小企業が多く、依然厳しい経済・雇用情勢の続く京都市
及び周辺市において、我が国を代表する豊かな観光資源の
集積や高度なものづくり技術に支えられたケータイ産業の
集積といった特徴を生かし、ケータイ一つで安心で快適な
旅行が楽しめる「観光都市ｋｙｏｔｏケータイサポート構
想」を構築する。国の観光立国推進の取組とも呼応した本
プロジェクトの推進により、外国人観光客等の誘客拡大を
図り、観光消費額の増加や雇用創出を図るほか、新たな観
光ビジネスモデルの創造を目指す。このため、ビザ免除の
対象拡大、審査期間短縮化等、外国人観光客の訪日環境整
備を求めるとともに、電線類地中化等景観整備の促進や、
本プロジェクトの円滑な推進に向けた電波法の規制緩和や
モデル事業としての支援など、快適な受け入れ環境の整備
を提案する。

中国における訪
日団体観光旅行
対象地域の拡大
に向けた要請

中国において訪日団体観光旅行の対象となっ
ている地域は、現在、北京市・上海市・広東
省の３地域のみが試験地域として指定されて
いるが、この対象地域を拡大するよう中国に
要請

・拡大された地域に対するプロモーション活動や
ファムトリップ事業を通じ、日本への誘客拡大を
図っていく。
・900,000人程度のインバウンド拡大効果が見込め
る。

京
都
府

京都府
観光都市ｋｙｏ
ｔｏケータイサ
ポート構想

中小企業が多く、依然厳しい経済・雇用情勢の続く京都市
及び周辺市において、我が国を代表する豊かな観光資源の
集積や高度なものづくり技術に支えられたケータイ産業の
集積といった特徴を生かし、ケータイ一つで安心で快適な
旅行が楽しめる「観光都市ｋｙｏｔｏケータイサポート構
想」を構築する。国の観光立国推進の取組とも呼応した本
プロジェクトの推進により、外国人観光客等の誘客拡大を
図り、観光消費額の増加や雇用創出を図るほか、新たな観
光ビジネスモデルの創造を目指す。このため、ビザ免除の
対象拡大、審査期間短縮化等、外国人観光客の訪日環境整
備を求めるとともに、電線類地中化等景観整備の促進や、
本プロジェクトの円滑な推進に向けた電波法の規制緩和や
モデル事業としての支援など、快適な受け入れ環境の整備
を提案する。

観光地における
電線類地中化の
促進

来年度から国の新たな５カ年計画が策定され
る中、電線類地中化整備について、地方公共
団体の要望を踏まえた計画内容とするととも
に、計画に基づき、予算を重点的に措置

・現在、整備を希望している箇所が相当数あること
から、観光地を中心に電線類地中化事業の大幅な促
進を図る。

京
都
府

カゴヤ・
ジャパン
株式会社

Ubiquitous
Recommendation
System(URS)

京都は世界に誇る文化・観光都市ですが、その利用価値を
最大化する部分には多くの余地が残されています。本プロ
ジェクトの目標は、この「文化・観光資源の利用価値最大
化」にフォーカスしたユビキタスコンピューティングによ
る予測型情報提供システムを構築し、事業化・モデル化す
ることです。その意義は、優良なサービスや商品を持ちな
がら規模や知名度等から、消費者に到達できない事業者
と、それらを求める利用者を結び付け、この「失われてい
る価値」を顕在化・最大化させることです。この効果は、
地域を両者の視点から活性化させるだけでなく、「新たな
利用価値」の創造を誘発し、ひいては雇用の拡大を促進し
ます。そのモデル化は他の地域においてもスムーズな導入
を可能とし、さらには互いに連携していく発展性を持って
います。

システム構築費
の助成、研究施
設の貸与、国管
理施設への協力

国の機関でないと利用できない研究施設や技
術を、地域活性化のために民間事業が利用し
やすくするための窓口や基準を設ける。また
国が管理している施設についても協力体制が
依頼できる窓口や基準を設ける。

観光事業に「予測型情報提供エンジン」を元にした
データ収集・解析・配信システム「Ubiquitous
Recommendation System(URS)」を提供します。RFID
技術を用いた個人識別機能付き非接触型クレジット
カードで、人の移動・商品購入・宿泊・各種企画に
参加することができます。これらの情報は行動履歴
として全て記録され、その情報と様々な補正情報か
ら利用者の嗜好性を推測し、予測されるニーズに合
致した情報を電子メールや専用端末から受け取るこ
とができます。運営には情報登録端末を参加事業者
に貸与し、販売する商材やサービスに関する属性情
報を提供する仕組みを有料で提供します。カード利
用者はたとえば消費者は次に訪れる場所を決めてい
なくても、自らの好みに合った商品の紹介をシステ
ムに明示的に指示することなく受け取ることができ
ます。ホテルでは予約客がどのようなサービスを期
待しているかが事前にわかります。美術館では来場
者の館内行動をモニターすることができ、どの展示
が最も注目を集めたのか、また次に求められるテー
マは何かを事前に知ることができます。本事業の利
用者拡大により、中小零細企業などの雇用を促進し
ます。新たな雇用ポストの創出と事業拡大による雇
用枠の拡大は、全体の10%が新規雇用を行うと仮定
すると、3,000人の新規雇用を創出し、新商品・
サービスの提供や起業を促し、地域再生の促進を可
能とします。

大
阪
府

大阪府
内外企業の立地
促進

既存の産業集積など地域資源を最大限に活用し、国内外の
IT、バイオ、ナノテクをはじめとする高付加価値の都市型
産業などチャレンジ精神に富む内外の企業立地を促進する
ことを通じ、経済の活性化、雇用の創出を目指す。

工業再配置促進
法の廃止

我が国の経済再生にとって大阪経済の再生は
不可欠であり、従来の都市部からの工場移転
政策を見直す必要がある。そこで、「工業再
配置促進法」の廃止を要望する。

本府としては、都市の産業空洞化をもたらす府内産
業の流出防止に努めるとともにIT、バイオ、ナノテ
クをはじめとする高付加価値の都市型産業やチャレ
ンジ精神に富む内外の企業立地を促進し、経済の活
性化、雇用の創出を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

大阪府
内外企業の立地
促進

既存の産業集積など地域資源を最大限に活用し、国内外の
IT、バイオ、ナノテクをはじめとする高付加価値の都市型
産業などチャレンジ精神に富む内外の企業立地を促進する
ことを通じ、経済の活性化、雇用の創出を目指す。

FAZ地域外国事
業者支援事業に
係る対象要件の
緩和

現在府が設置するりんくうゲートタワービル
１６Ｆのインキュベートオフィスの利用に
当って、外国系企業については、外資１／３
以上とされている。しかし、当該出資の形態
は法人からの出資を前提として規定されてお
り、国庫補助はこれを厳格に運用されている
が、個人(外国人）出資による企業について
も対象要件を緩和する必要がある。また、り
んくうゲートタワービル１６Ｆに設置するイ
ンキュベートオフィスはFAZ法に根拠を置く
補助事業であるため、対象となる業種は輸入
事業に限定されているが、業種を限定せず、
事業者を幅広く捉え、対内投資を推進させて
いく必要がある。

当該インキュベートオフィスの利用に当って、外国
系企業については、外資１／３以上とされている。
しかし、当該出資の形態は法人からの出資を前提と
して規定されており、国庫補助はこれを厳格に運用
されている。府は前理由により補助金の対象外とさ
れた企業も、府の補助要項と目的から個別に判断
し、利用目的に合致する企業については、単独補助
による支援を行なっている。また、当該インキュ
ベートオフィスはFAZ法に根拠を置く補助事業であ
るため、対象となる業種は輸入事業に限定されてい
る。府の単独補助も基本的に国に準じているため、
輸入事業者以外は当該オフィスは利用できない。

大
阪
府

大阪府
内外企業の立地
促進

既存の産業集積など地域資源を最大限に活用し、国内外の
IT、バイオ、ナノテクをはじめとする高付加価値の都市型
産業などチャレンジ精神に富む内外の企業立地を促進する
ことを通じ、経済の活性化、雇用の創出を目指す。

企業等が行う特
許取得に要する
費用の免除

研究施設の職員又は企業が行う特許取得に要
する費用を全額免除

特許に要する費用負担を軽減することによって、研
究施設及び研究開発型企業の立地を促進するととも
にその活動を支援する

大
阪
府

大阪府
内外企業の立地
促進

既存の産業集積など地域資源を最大限に活用し、国内外の
IT、バイオ、ナノテクをはじめとする高付加価値の都市型
産業などチャレンジ精神に富む内外の企業立地を促進する
ことを通じ、経済の活性化、雇用の創出を目指す。

研究で製造する
アルコールに係
る許認可の免除

研究施設において研究の過程で製造されるア
ルコールについて、許認可を免除

許認可を免除することで、研究に係る事務処理を軽
減し、活動を促進する。このため、研究機関につい
て酒税法の酒類製造免許、アルコール事業法のアル
コール製造業許可を免除する。

大
阪
府

大阪府
円滑な資金供給
による中小企業
の活力再生

中小企業への円滑な資金供給に当たって、信用補完制度は
重要な政策手段であるが、リスクの高い中小企業は保証の
対象にならない。また、中小企業の取引先や元請けとなる
中堅企業は本制度の対象外であり、倒産等の事態に陥った
場合、中小企業に連鎖倒産など多大な影響。このため、信
用補完制度の一部を改善することを通じ、中小企業への円
滑な資金供給に資する。
・中小企業者のリスクに応じた弾力的な保険料率の設定
・中堅企業の信用補完制度への対象追加

中小企業者のリ
スクに応じた弾
力的な保険料率
の設定

中小企業の経営状況等に応じて、そのリスク
を反映した保険料率を柔軟に設定できるよう
にする。

現行信用補完制度の中ではリスクが高すぎて保証対
象にならない中小企業にも保証の途を拓くことによ
り、経営の改善を支援することができる。

大
阪
府

大阪府
円滑な資金供給
による中小企業
の活力再生

中小企業への円滑な資金供給に当たって、信用補完制度は
重要な政策手段であるが、リスクの高い中小企業は保証の
対象にならない。また、中小企業の取引先や元請けとなる
中堅企業は本制度の対象外であり、倒産等の事態に陥った
場合、中小企業に連鎖倒産など多大な影響。このため、信
用補完制度の一部を改善することを通じ、中小企業への円
滑な資金供給に資する。
・中小企業者のリスクに応じた弾力的な保険料率の設定
・中堅企業の信用補完制度への対象追加

中堅企業の信用
補完制度への対
象追加

中小企業信用保険法の中小企業者の定義に中
堅企業を加える。

中小企業の売掛先となっている中堅企業を信用補完
制度の対象にすることにより、中小企業の資金繰り
の悪化を防ぎ、円滑な資金供給に資する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

大阪府、
創薬推進
連絡協議
会

バイオメディカ
ル・クラスター
の創成

【提案概要】
〈総合的な創薬推進のための相談機能の充実〉
○「医薬品機構」の新薬実地調査機能を持つ大阪事務所の
設置を提案するものである。
・ＧＬＰ、ＧＣＰの信頼性調査及び実地調査を行える「医
薬品機構」の大阪事務所の設置し、次の機能を果たすこと
が必要である。
(１)大阪事務所に、医薬品等審査関連業務関係職員の半数
を配置する。
(２)大阪事務所職員の業務
①製薬会社本社・研究所のＧＬＰ、ＧＣＰの適合性を調査
②西日本の医療機関のＧＣＰの適合性を調査
③大阪特区での先端的新薬開発研究におけるＧＬＰ，ＧＣ
Ｐ等の相談業務
〈生活保護受給者の治験参加の可能化〉
○生活保護法第５２条第２項の規定を緩和して、生活保護
受給者に治験における特定療養費を支給可能とし、生活保
護受給者が治験に参加できるようにするもの

医薬品副作用被
害救済・研究振
興調査機構の大
阪事務所の設置

　本件は、新薬実地調査機能を持つ大阪事務所の設置を
提案するもので、「バイオメディカルクラスター創成特
区」と併せて実施することにより相乗的な効果を発揮す
る事項である。
〈総合的な創薬推進のための相談機能の充実〉
　医薬品副作用被害救済･研究振興調査機構(以下｢医薬品
機構｣という。)が行うＧＬＰ、ＧＣＰの信頼性調査及び
ＧＬＰ実地調査、ＧＣＰ実地調査は、製薬会社が医薬品
機構の調査を受け、医薬品機構職員が製薬本社・研究所
や医療機関を訪問する現地調査を実施している。欧米で
は、こうした調査業務は、各地域に配置した担当職員
が、効率的かつ質の高い調査を実施している。
わが国でこれを行っている医薬品機構は、東京１箇所に
オフィスを持っているが、今後の創薬の推進のために
は、創薬の中心地であり、先端的医療機関の存在する大
阪にもオフィスを開設し、次の機能を果たすことが必要
である。
１．医薬品機構の大阪オフィスには信頼性調査関係職員
の半数を配置する。
２．大阪オフィス職員の業務
①　製薬会社本社・研究所のＧＬＰ、ＧＣＰの適合性を
調査
②　西日本の医療機関のＧＣＰの適合性を調査
③　大阪特区での先端的新薬開発研究におけるＧＬＰ，
ＧＣＰ等の相談業務
〈利　点〉
上記調査等の実施を地域的に効率的に行うことができる
ことによる①非臨床・臨床試験のスピードアップ②「機
構」及び「企業」の人件費・旅費等の経費削減効果、③
東京に比してオフィス賃貸料が安いことによる経費削減
効果などがある。
なお、（財）医療機器センターの調査業務が、「医薬品
機構」へ組み入れられることから、上記の大阪オフィス
の機能として医療機器関連の業務を付加する必要があ
る。

本件は、「医薬品機構」の新薬実地調査機能を持つ大阪事務所の
設置を提案するもので、「バイオメディカルクラスター創成特
区」と併せて実施することにより相乗的な効果を発揮する事項で
ある。
〈総合的な創薬推進のための相談機能の充実〉
　医薬品副作用被害救済･研究振興調査機構(以下｢医薬品機構｣と
いう。)が行うＧＬＰ、ＧＣＰの信頼性調査及びＧＬＰ実地調査、
ＧＣＰ実地調査は、製薬会社が医薬品機構の調査を受け、医薬品
機構職員が製薬本社・研究所や医療機関を訪問する現地調査を実
施している。欧米では、こうした調査業務は、各地域に配置した
担当職員が、効率的かつ質の高い調査を実施している。
わが国でこれを行っている医薬品機構は、東京１箇所にオフィス
を持っているが、今後の創薬の推進のためには、創薬の中心地で
あり、先端的医療機関の存在する大阪にもオフィスを開設し、次
の機能を果たすことが必要である。
１．医薬品機構の大阪オフィスには信頼性調査関係職員の半数を
配置する。
２．大阪オフィス職員の業務
①　製薬会社本社・研究所のＧＬＰ、ＧＣＰの適合性を調査
②　西日本の医療機関のＧＣＰの適合性を調査
③　大阪特区での先端的新薬開発研究におけるＧＬＰ，ＧＣＰ等
の相談業務
　利点
上記調査等の実施を地域的に効率的に行うことができることによ
る①非臨床・臨床試験のスピードアップ②「機構」及び「企業」
の人件費・旅費等の経費削減効果、③東京に比してオフィス賃貸
料が安いことによる経費削減効果などがある。
なお、（財）医療機器センターの調査業務が、「医薬品機構」へ
組み入れられることから、上記の大阪オフィスの機能として医療
機器関連の業務を付加する必要がある。

大
阪
府

大阪府、
創薬推進
連絡協議
会

バイオメディカ
ル・クラスター
の創成

【提案概要】
〈総合的な創薬推進のための相談機能の充実〉
○「医薬品機構」の新薬実地調査機能を持つ大阪事務所の
設置を提案するものである。
・ＧＬＰ、ＧＣＰの信頼性調査及び実地調査を行える「医
薬品機構」の大阪事務所の設置し、次の機能を果たすこと
が必要である。
(１)大阪事務所に、医薬品等審査関連業務関係職員の半数
を配置する。
(２)大阪事務所職員の業務
①製薬会社本社・研究所のＧＬＰ、ＧＣＰの適合性を調査
②西日本の医療機関のＧＣＰの適合性を調査
③大阪特区での先端的新薬開発研究におけるＧＬＰ，ＧＣ
Ｐ等の相談業務
〈生活保護受給者の治験参加の可能化〉
○生活保護法第５２条第２項の規定を緩和して、生活保護
受給者に治験における特定療養費を支給可能とし、生活保
護受給者が治験に参加できるようにするもの

生活保護受給者
に治験における
特定療養費の支
給可能化

生活保護法第５２条第２項の規定を緩和し
て、生活保護受給者に治験における特定療養
費を支給可能とし、生活保護受給者の治験参
加を可能とするもの

　大阪は、平成１６年春に開設される｢国立医薬基
盤研究所｣の誘致、平成１５年４月の特区１号の認
定を受けた｢バイオメディカルクラスター創成特区｣
をはじめ、同時期に「創薬推進連絡協議会」を発足
させるなど、基礎研究から医薬品の開発、臨床試験
に至る総合的な創薬を推進するための各種取り組み
を行っている。本提案は生活保護受給者に治験にお
ける特定療養費を支給可能とし、より多くの被験者
の協力を得て治験のスピードアップを図ろうとする
もので創薬推進の一助に繋げるものである。

大
阪
府

大阪府
国際交流の拠点
形成

産業集積及びにぎわいづくりの拠点となりうるような施設
の立地を促進し、その機能が一層発揮できる環境づくりに
資する支援措置

りんくうタウン
内の特定施設で
の業務に従事す
る外国人につい
てビザの免除

りんくうタウン内の特定施設（研究施設、国
際交流施設）での業務に従事する外国人につ
いては、ビザ（日本国査証）の取得を免除

りんくうタウン内において関西国際空港経由で流入
するおそれのある感染症に対応するため、研究施設
への外国人研究者の招聘や国際交流施設の設置・運
営のために入国する投資家や技能者の来訪にかかる
ビザを不要とする。

大
阪
府

大阪府
国際交流の拠点
形成

産業集積及びにぎわいづくりの拠点となりうるような施設
の立地を促進し、その機能が一層発揮できる環境づくりに
資する支援措置

海上貨物と航空
貨物の通関手続
きの一元化

りんくうタウン内の通関業者が航空貨物及び
海上貨物を輸出入する際に、航空貨物通関情
報処理システム及び海上貨物通関情報処理シ
ステムの両方を使って、一連の税関手続き等
を行えるようにする

りんくうタウンを所管する２税関では、それぞれ航
空貨物通関情報処理システムまたは海上貨物通関情
報処理システムしか導入されていない。システムが
導入されていない税関に別の通関処理を行うとなれ
ばマニュアル申請となり不便である。りんくうタウ
ンにおいては両システムが使える体制を整え通関業
者の利便性の向上を図る。

大
阪
府

大阪府
企業ニーズに対
応した宅地処分
の促進

都市計画法・新住宅市街地開発法の土地利用計画の変更、
処分のための手続きの簡素化を図るとともに、民間ノウハ
ウの活用により住宅地の分譲、企業誘致の促進を図る措置
を講じる。

阪南スカイタウ
ンの新住宅市街
地開発法におけ
る宅地利用計画
で「特定業務施
設」と「公益的
施設」の区分を
統合等

① 宅地の利用計画における「特定業務施
設」と「公益的施設」の区分をなくし、一本
化するとともに、施設に関連する住宅の建設
を可能とする
【新住宅市街地開発法第2条6・7項の改正】
② 処分計画の協議・同意を届出制（変更届
出不要）にするとともに、完了公告の条件緩
和を行う
【新住宅市街地開発法第22条第2項27条の改
正】
③ 住宅地の民間事業者への卸売り（卸売り
条件の撤廃）
【新住宅市街地開発法施行令第4条第1項3の2
の改正】

企業ニーズに対応した早期の宅地処分を可能とし、
企業誘致を促進する。民間事業者に対する早期住宅
地分譲を可能とし、販売を促進することにより、ま
ちの早期熟成を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

大阪府 雇用状況の改善

大阪の厳しい雇用失業情勢を踏まえ、雇用機会の受け皿支
援や職業能力開発訓練の充実を図り、雇用失業情勢の改善
を目指す。
・緊急地域雇用創出特別基金事業中小企業特別委託事業の
要件緩和
・離職者等再就職支援能力開発事業の弾力的運用

緊急地域雇用創
出特別基金事業
中小企業特別委
託事業の要件の
緩和

　緊急地域雇用創出特別基金事業の中小企業
特別委託事業を活用し、中小企業が、障害者
就業・生活支援センターやジョブカフェ、府
が事業展開を図っている地域就労支援セン
ター等を通じ障害者、中高年齢者、母子家庭
の母親、若年者等を新規雇用する場合に限
り、委託対象中小企業の要件のうち特に「３
年前から直近の事業年度まで２年連続売上が
減少し、直近の事業年度の生産指標が３年前
に比べ３分の１以上減少している企業」の撤
廃を求める。

　「３年前から直近の事業年度まで２年連続売上が
減少し、直近の事業年度の生産指標が３年前に比べ
３分の１以上減少している企業」であることを要す
るとする要件を緩和することにより、委託対象業者
の範囲を広げ、雇用創出の拡大を図る。

大
阪
府

大阪府 雇用状況の改善

大阪の厳しい雇用失業情勢を踏まえ、雇用機会の受け皿支
援や職業能力開発訓練の充実を図り、雇用失業情勢の改善
を目指す。
・緊急地域雇用創出特別基金事業中小企業特別委託事業の
要件緩和
・離職者等再就職支援能力開発事業の弾力的運用

離職者等再就職
支援能力開発事
業の弾力化

離職者等再就職支援能力開発事業の実施にあ
たり、訓練対象者や訓練時間数、委託料の単
価等を、各地域の特性に応じて弾力的に設定
できるように運営方法の見直しを図ること
で、離職者等の再就職支援を強化する。

・若年者、障害者、母子家庭の母親、ホームレス等
地域の実情に応じて対象者を限定した訓練コースの
設置　　　　　　　　　　　　　・訓練時間数の制
限の撤廃（対象・目的により訓練時間を伸縮可能に
する。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
委託料単価全国一律設定の弾力化
など

大
阪
府

大阪府
保育所待機児童
の解消等の促進

保育所運営費のうち、修繕積立金（修繕引当金含む）の使
途の規制を緩和し、保育所の創設や増改築等整備費に充当
する。なお、待機児童の解消のための整備事業への充当を
条件とする。

保育所運営費の
使途の規制を緩
和

保育所運営費のうち、修繕積立金（修繕引当
金含む）の使途の規制を緩和し、保育所の創
設や増改築等整備費に充当する。なお、待機
児童の解消のための整備事業への充当を条件
とする。

保育所運営費のうち、修繕積立金の使途の規制を緩
和し、保育所の増改築等整備を促進することによ
り、待機児童の早期解消を図る。

大
阪
府

大阪府
保育所待機児童
の解消等の促進

児童入所施設措置費のうち、施設の引当金及び繰越金の使
途の規制を緩和し、施設の改築等整備費に充当する。

児童入所施設措
置費の使途の規
制を緩和

児童入所施設措置費のうち、施設の引当金及
び繰越金の使途の規制を緩和し、施設の改築
等整備費に充当する。

府下の児童入所施設の多くは、建物や設備の老朽化
が著しく狭隘な居室となっている。今後、施設の改
築等が必要となるため、施設の引当金及び繰越金の
使途の規制を緩和し、児童入所施設の改築等整備を
促進することにより、児童の処遇の向上を図る。

大
阪
府

大阪府
地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

ＮＰＯ法人の信
用補完制度への
対象追加

ＮＰＯ法人を中小企業信用保険法に規定する
「中小企業者」に含め、信用保険制度の対象
とする。

中小企業信用保険法第２条に定める｢中小企業者」
にＮＰＯ法人を含める。

大
阪
府

大阪府
地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

小規模通所授産
施設運営事業補
助金の交付対象
の拡大

社会福祉法上、原則として社会福祉法人と
なっている１種事業の経営主体のうち、身
体・知的障害者小規模通所授産施設の設置・
経営に関してのみ、NPO法人を社会福祉法人
と同等に扱う旨の改正。また、「身体障害者
保護費国庫負担（補助）金交付要綱」、「障
害児及び知的障害者施設措置費等の国庫負担
（補助）金交付要綱」上、補助金の交付対象
として、『社会福祉法人が設置する小規模通
所授産施設の運営事業に対する・・・』と明
記されているため、社会福祉法人と並列で
NPO法人を交付対象として拡大する旨の改
正。

府の小規模通所授産施設運営事業補助金の交付対象
の拡大（NPO法人を追加）
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

大阪府社
会起業家
サポー
ターズ
（大阪
府、社会
起業家委
員会、お
おさか元
気ネッ
ト）

地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

認定特定非営利
活動法人の認定
に係る権限の移
譲

認定特定非営利活動法人の認定に係る権限に
ついて、特定非営利活動法人の認証等を行っ
ている大阪府知事を一元的な窓口とするな
ど、権限の移譲を図られたい。

ＮＰＯ活動に係る窓口の一元化および認証等を実施
している大阪府におけるＮＰＯの活動実態に関する
情報の集中管理化。ＮＰＯが地域社会に欠かせない
存在として、さらに発展するためには、ＮＰＯの活
動に係る手続き等のワンストップ化を進めていくこ
とが不可欠である。一方で、ＮＰＯを騙った悪質な
事件も見られ、ＮＰＯに係る情報の集中化を図り、
今後のＮＰＯ活動の安定的な発展を図る。

大
阪
府

大阪府社
会起業家
サポー
ターズ
（大阪
府、社会
起業家委
員会、お
おさか元
気ネッ
ト）

地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

コミュニティ
ファンドの設置
主体の多様化

民間レベルでの多様なコミュニティファンド
に関する活動実績が存在していることに鑑
み、大阪府知事が認めた者への設置・運営委
託を可能とするよう検討されたい。

ＣＢやＮＰＯに対する資金面、技術面における支援
実績のある民間の中間支援組織によるコミュニティ
ファンドの設置・運営を進めることが必要。民間レ
ベルの活動実績から、資金面の支援には、資金提供
の対象とするか否かを判断する段階からの現場の視
点によるきめ細かな技術的支援を併せて行う必要性
が明確になっており、これら民間機関へのコミュニ
ティファンドの設置・運営委託を可能とすること
は、コミュニティファンドを地域の再生に向けて実
効性あるものとするためにも、不可欠である。

大
阪
府

大阪府社
会起業家
サポー
ターズ
（大阪
府、社会
起業家委
員会、お
おさか元
気ネッ
ト）

地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

共同募金会又は
日本赤十字社に
対する寄付金の
募集に係る総務
大臣の承認の見
直し

共同募金会又は日本赤十字社に対する寄付金
で、その募集等にあたり必要とされている総
務大臣の承認等の関与のあり方について、都
道府県知事の承認等とするなど、見直しを図
られたい。

①共同募金会に対して厚生労働大臣が定める期間内
に支出された寄付金で、その募集につき受けること
とされている総務大臣の承認、②社会福祉事業また
は更生保護事業に要する経費に充てるために共同募
金会に対して支出される寄付金として総務大臣が置
くこととされている定め、③日本赤十字社に対して
毎年4月1日から9月30日までの間に支出された寄付
金で日本赤十字社が当該寄付金の募集に当たり受け
ることとされている総務大臣の承認について、都道
府県知事の承認等を要件とするなどの見直しを図る
べき。

大
阪
府

大阪府社
会起業家
サポー
ターズ
（大阪
府、社会
起業家委
員会、お
おさか元
気ネッ
ト）

地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

地域通貨の使用
期間条件の要件
緩和

地域通貨について、前払式票規制法の定義除
外対象となる使用期間６ヶ月を１年間に延長
されたい。

大阪府知事あるいは市町村長が認めた地域通貨につ
いて、前払式票規制法上の使用期間を６ヶ月から１
年間に延長。

大
阪
府

大阪府社
会起業家
サポー
ターズ
（大阪
府、社会
起業家委
員会、お
おさか元
気ネッ
ト）

地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

労働金庫の貸付
業務対象先拡大

CBに関する労働金庫の貸付について、融資対
象を拡大する。

労働金庫法第58条第4項に基づく会員以外の資金の
貸付については、労働金庫が融資段階においてCBで
あることを認める事業に限り、中間法人やいわゆる
ワーカーズ・コレクティブ等を融資対象とするべ
き。

大
阪
府

大阪府社
会起業家
サポー
ターズ
（大阪
府、社会
起業家委
員会、お
おさか元
気ネッ
ト）

地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

小規模社会福祉
法人の資産要件
の緩和（基本財
産の引き下げ）

小規模社会福祉事業の担い手となる小規模社
会福祉法人の資産要件である基本財産の引き
下げ等を図るべき。

より多くの住民等が地域福祉の担い手として主体的
に参画できるよう、小規模社会福祉法人の資産要件
である基本財産を引き下げ。併せて、通知において
規制されている小規模社会福祉法人の経営する事業
と併せて行うことができる事業の範囲について、自
治体の判断等により必要に応じて拡大できるよう所
要の措置。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

大阪府社
会起業家
サポー
ターズ
（大阪
府、社会
起業家委
員会、お
おさか元
気ネッ
ト）

地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

痴呆性高齢者グ
ループホーム等
補助要件の緩和

痴呆性高齢者グループホーム整備に係る補助
金の補助要件の緩和を図るなど、地域におけ
る社会福祉サービス供給基盤の小規模多機能
化を進めるべき。

痴呆性高齢者グループホームについて、既存施設設
備の改修経費も施設整備費補助金の対象となるよう
補助基準の引き下げおよび要件の緩和を実施（①ユ
ニット当りの定額補助を、入所者１人当りのもの
へ。②ユニット定員（現行５名）の引き下げ（３名
へ）。③補助対象経費に改修を追加）。

大
阪
府

大阪府社
会起業家
サポー
ターズ
（大阪
府、社会
起業家委
員会、お
おさか元
気ネッ
ト）

地域コニュニ
ティ活動の活性
化

大阪府全体の活力低下の要因となっている。「つながりの
喪失」という特有の地域における課題を解決していくため
には、これまでの行政が中心となった課題解決手法から、
地域の住民が主体となって行政との対等なパートナーシッ
プのもと、地域づくりやまちづくりを進めていく体制の構
築が必要である。このため、平成15年度より、「大阪府社
会起業家育成支援プロジェクト」を実施し、ＣＢやＮＰＯ
等幅広い地域住民活動を育み支えるための①活動内容に対
する技術的サポート、②ＣＢやＮＰＯ間のコラボレートを
支援するネットワークづくり、③行政はもとより、地域の
住民、企業が地域の活動を資金面で支える仕組みづくりと
いった環境整備を進めている。今回、この「社会起業家育
成支援プロジェクト」を実施する中で培われた公民のネッ
トワークの協働提案として、地域社会の課題解決手法を提
案する。

民生委員の推薦
に係る国籍条項
の撤廃

民生委員推薦に係る国籍条項について、民生
委員を推薦するに当って、定住外国人であっ
ても、広く社会の実情に通じ、社会福祉の増
進に熱意のある者であれば、地域の実情に応
じて民生委員として推薦できるよう所要の措
置を講じられたい。

民生委員推薦に係る国籍条項について、民生委員を
推薦するに当っては、当該市町村議会の議員の選挙
権を有する者のうちから行うものと民生委員法第6
条に規定されており、定住外国人の推薦を行うこと
ができない。定住外国人であっても、広く社会の実
情に通じ、社会福祉の増進に熱意のある者であれ
ば、地域の実情に応じて民生委員として推薦できる
よう所要の措置を講じられたい。

大
阪
府

大阪府
循環型社会の促
進

エコタウン事業の補助要件について、現在の最優先項目で
ある「技術的先進性」だけでなく、特に、地域資源や地域
特性を活かした事業、地元自治体の協力が得られる事業、
雇用創出をはじめ地域経済に寄与する事業など、地域内循
環型社会構築に大きく貢献する取組みについても評価し、
要件に追加されることを提案するもの。

エコタウン事業
の補助採択の要
件緩和

エコタウン事業(経済産業省・環境省）の補
助採択の要件緩和

  補助採択の要件は、現在、技術的先進性が最優先
とされているが、廃棄物リサイクルについて一定の
技術的進展が見られている現状ではこの要件を満た
すことが難しい。 今後は、特に、地域資源や地域
特性を活かした事業、地元自治体の協力が得られる
事業、雇用創出をはじめ地域経済に寄与する事業な
ど、地域内循環型社会構築に大きく貢献する取組み
についても評価し、要件に追加していただきたい。

大
阪
府

大阪府
学校再編整備に
伴う跡地活用

　学校再編整備に伴う建物、用地についての跡処理に関
し、現行財産処分制限の一層の緩和と建物、用地にかかる
国庫補助金の返還を免除し、その活用の幅を拡げ、土地、
建物の有効活用を図る。これにより地域における学校教育
の活性化と地域雇用を促進し、ひいては教育行政及び地方
財政の適正な運営に資する。

府立高校再編整
備、小中学校の
統廃合による学
校跡地活用に伴
う補助金返還の
免除

　府立学校及び小中学校の再編整備を進める
にあたり、施設整備費補助の国庫返還金につ
いて、承認、報告要件の一層の緩和を図り、
特に統廃合による場合は、補助金の返還を免
除する。（転用項目の拡充）建物撤去後の公
園用地　住宅用地など弾力的な措置を講じ
る。

　府立学校及び小中学校の再編整備にかかる跡地の
利活用の促進を図ることにより、地域における学校
教育の活性化と地域雇用を促進し、ひいては教育行
政及び地方財政の適正な運営に資する。

大
阪
府

大阪府
電気工事士免状
交付事務のアウ
トソーシング

電気工事士免状の交付事務の民間へのアウトソーシング

電気工事士免状
の交付事務の民
間へのアウト
ソーシング

電気工事士免状の交付事務を民間へアウト
ソーシングする。

電気工事士免状の新規交付、紛失等に伴う再交付、
氏名変更に伴う書換交付の事務を民間へアウトソー
シングする。これにより新たなる雇用の創出を図る
とともに民間が有するノウハウを活用したサービス
向上や交付事務のスピード化を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
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提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

大阪府、
ＧＩＳ大
縮尺空間
データ官
民共有化
推進協議
会

官民連携の測量
基盤の整備と活
用

日常業務で発生する電子納品物、電子申請の添付図書を利
用した地図データの整備、そして、協議、申請業務等のシ
ステムの構築、運用をシステムを利用する民間企業が中心
となった企業連合によって行うことにより、地場の企業の
雇用拡大、ＩＴ技術を利用した地域活性化、行政のシステ
ムの陳腐化の防止、行政コストの縮減、住民負担の軽減を
目指し、集積された工事情報を公開することにより、快適
な暮らしの実現を目指す。

民間主体で整
備・更新される
地図を公共測量
成果扱いとする
等

【一定の要件を満たす民間事業者が行う測量
について公共測量と同等の取り扱いとなるよ
う測量法第５条もしくは４７条を改正する】
産官学が連携し、公共測量作業規程と同等の
品質を確保できるような、地図、図面の作成
ルール、更新ルールの策定を行い、民間主導
の事業主体による図面の作成、更新を行った
ものを、自治体が公共測量の成果と同等のも
のとして扱えるようにする。【測量法第４５
条に基づく届出に係る手続き内容の簡素化】
測量法の公共測量に関する条項について、国
土地理院が民間企業などからの申請手続き・
内容を簡略化し、迅速な対応を行うようにす
る。また、道路管理者と道路占用者間での申
請手続きである道路占用許可申請、道路管理
者と所轄警察署間での警察協議、道路占用者
と所轄警察署間での申請手続きである道路使
用許可申請の手続きで重複した図書の作成を
せずに、円滑に実施できるようにする。その
ために道路占用許可申請、警察協議、道路使
用許可申請の3つの業務が連携する仕組みの
構築と共通で利用できる図面の作成に関する
ルールの策定する。さらに、民間企業による
行政システムの開発、運用を行う。

産官学の連携により、大阪府版の公共測量作業規程
を改正し、この規程に基づいて地図の作成を実施す
る事業主体を設立し、地図の作成を行う。自治体
は、この主体が作成した地図を利活用する。また、
協議、申請の主体者である民間企業が中心となる事
業主体によるシステムの開発、運用を行う。

大
阪
府

八尾市
駅前未利用大規
模国有地を活用
した地域再生

　八尾空港西側跡地（約９ｈａ）の大規模な国有空閑地の
有効活用を進めるため、地域特性である防災関連施設（八
尾空港、大阪府中部広域防災拠点など）や駅前立地などを
活かした次世代型まちづくりを地元自治体と国が協働して
実現する。

国有財産法に基
づく、国有地の
普通財産の譲与
規定の適用範囲
の拡大

　国有財産法第２８条における普通財産の譲
与規定において、その対象となる範囲を拡大
すること。
　条件としては、東南海、南海地震のおける
推進地域に指定された地域で、災害に強いま
ちづくりを目標に地域再生計画を策定し、地
元自治体が、道路、公園、駅前広場等の公共
施設を整備する場合は、譲与できるものとす
る。

当該国有地を広域経済の活性化及び雇用創出のため
に、有効活用するためには、現在の状態では、民間
活力の導入を図ることは困難であり、地元自治体
が、都市基盤（道路、公園、駅前広場など）の整備
を実施することが必要条件となるが、国有地の買取
は、現在の財政状況では困難である。そのため、国
有地の無償譲渡による支援措置があれば、都市基盤
整備事業を実施することができ、国有地の売却につ
いても、民間事業者等への売却による商業施設等の
導入が実現できる。

大
阪
府

八尾市
駅前未利用大規
模国有地を活用
した地域再生

　八尾空港西側跡地（約９ｈａ）の大規模な国有空閑地の
有効活用を進めるため、地域特性である防災関連施設（八
尾空港、大阪府中部広域防災拠点など）や駅前立地などを
活かした次世代型まちづくりを地元自治体と国が協働して
実現する。

国有地売却の具
体的手法の柔軟
な取扱

国が国有地を売却するについては、原則とし
て、一般競争入札であるが、駅前立地、長年
未利用であり、９ｈａという大規模な土地で
あるため、入札によってどのような事業者が
買収するかどうかがわからない状況では、地
域特性や周辺地域の市民生活に重大な影響を
及ぼすため、地域再生構想により、望ましい
まちづくりを明確にして、それを前提とし
て、一般競争入札に条件設定を行うことや事
業コンペなどの多様な手法で実施することを
特例として行う。この場合、地元自治体等と
協働して実施する旨を盛り込む。

当該国有地を広域経済の活性化及び雇用創出のため
に、有効活用するためには、公共施設の整備だけで
はなく、民間活力の導入が必要であるが、公共施設
以外の土地については、地元自治体が購入すること
は不可能であるため、国側での売却となるが、通常
の一般競争入札で売却することは、地域の望ましい
まちづくりにはならない。そのため、地域のまちづ
くりにそった、都市機能を導入するために、一般競
争入札のみの手法ではなく、事業コンペなどの多様
な手法で実施できる支援が必要である。このこと
が、結果的に国有地の有効な売却につながる。

大
阪
府

堺市
地方行財政再生
構想

「行財政改革計画」における「サービス・業務の抜本的な
見直し」、「アウトソーシングの推進」、「人事制度の改
革」を進めるとともに「まちの構造改革」を推進するた
め、「ケースワーク業務及び公金収納業務への短期臨時職
員の活用」等について提案する。

短期臨時職員の
職務範囲の拡大
（ケースワーク
業務）

社会福祉主事の行う生活保護世帯のケース
ワーク業務について、事務吏員及び技術吏員
の定義に所定の資格を有する短期臨時職員を
加え、短期臨時職員によるケースワーク業務
を可能とする。

生活保護世帯のうち、高齢者世帯のケースワークに
ついては、社会福祉士等の資格を有する短期臨時職
員を活用する。なお、短期臨時職員のケースワー
カー職については、職務の範囲、守秘義務及び分限
等について条例化を行うなど正規職員に準じた条件
整備を行うものとする。また、その職務上、一定の
雇用期間が必要であるため、構造改革特別区域法に
よる「地方公務員に係る臨時的任用事業」の活用も
併せて行い、制度の安定的運用を図る。

大
阪
府

堺市
地方行財政再生
構想

「行財政改革計画」における「サービス・業務の抜本的な
見直し」、「アウトソーシングの推進」、「人事制度の改
革」を進めるとともに「まちの構造改革」を推進するた
め、「ケースワーク業務及び公金収納業務への短期臨時職
員の活用」等について提案する。

短期臨時職員の
職務範囲の拡大
（市税収納業務
等）

吏員が行う市税等の収納業務に関して、短期
臨時職員についても軽易な収納業務が行える
よう、地方税法の吏員の定義に条例化を条件
として短期臨時職員を加える。

市税の収納業務を短期臨時職員が行えるようにする
ことにより、市収入の向上を図る。なお、短期臨時
職員の収納業務については、職務の範囲、守秘義務
及び分限等について条例化を行うなど正規職員に準
じた条件整備を行うとともに、その職務上、一定の
雇用期間が必要であるため、構造改革特別区域法に
よる「地方公務員に係る臨時的任用事業」の活用も
併せて行い、制度の安定的運用を図る。
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大
阪
府

堺市
地方行財政再生
構想

「行財政改革計画」における「サービス・業務の抜本的な
見直し」、「アウトソーシングの推進」、「人事制度の改
革」を進めるとともに「まちの構造改革」を推進するた
め、「ケースワーク業務及び公金収納業務への短期臨時職
員の活用」等について提案する。

産業廃棄物収集
運搬業許可事務
の簡素化

産業廃棄物の収集運搬業の許可は、都道府県
の事務とし、保健所設置市の許可事務の軽減
を図り、最優先に取り組まなければならない
不適正処理対策へマンパワーを振り向けるこ
とを可能とする。

産業廃棄物の収集運搬業を行おうとする者は、その
業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事また
は保健所設置市長の許可を受けなければならない
が、許可申請のたびに（大阪府域では５行政に）貸
借対照表、損益計算書、納税証明書、登記簿謄本、
登記事項証明書、住民票等を添付しなければなら
ず、申請者にとってかなりの負担になっているだけ
でなく、申請を受けた行政も許可業務に相当の事務
量を割いているのが実情である。これらの書類は、
廃棄物の収集又は運搬を的確に、かつ、継続して行
うに足りる経理的基礎の有無を判断したり、欠格要
件に該当しないことを調査するために提出を求める
ものであるが、広域移動する産業廃棄物に係る収集
運搬業許可については都道府県単位で対応する方が
効率的であり、市としてもこの許可業務にかけてい
たマンパワーを最優先に取り組まなければならない
不適正処理対策へ振り向けることが可能となる。

大
阪
府

堺市
地方行財政再生
構想

「行財政改革計画」における「サービス・業務の抜本的な
見直し」、「アウトソーシングの推進」、「人事制度の改
革」を進めるとともに「まちの構造改革」を推進するた
め、「ケースワーク業務及び公金収納業務への短期臨時職
員の活用」等について提案する。

構造改革特別区
域制度にかかる
規制緩和提案の
データベース化

構造改革特別区域制度で過去に提案された事
項について省庁別、法令別、事項別で検索で
きるようなデータベースの作成

過去の規制緩和提案とそれに対する各省庁の対応
は、PDFファイルにより公開されているものの検索
に非常に労力が必要であることから、データベース
化することにより、省庁別、法令別の検索を可能と
する。

大
阪
府

堺市
産業集積再生構
想

本市臨海部における既存企業の設備更新及び低・未利用地
の有効活用のための新規産業の誘致を推進するため、市の
実情に応じた工場立地法の地域準則策定の権限委譲や環境
アセスメント手続き等の弾力的運用に関する提案を行うも
のである。

工場立地法の地
域準則に関する
権限委譲

工場立地法における大都市の特例の範囲を中
核市まで拡大することにより、市独自の準則
の策定を可能とする。なお、地方自治法第
252条の１７の２の条例による事務処理の特
例の活用についても併行して検討を進めてい
く。

本市では、臨海部及び内陸部には、多くの企業が操
業しているが、現行法の工場緑地の規制のため、設
備の更新や増設が困難な状況にあり、域外への施設
統合が進んでいる。このため、工場立地法における
大都市の特例の範囲を中核市まで拡大することによ
り、市独自の準則を策定し、環境保全と経済活動の
活性化の両立を図る。

大
阪
府

堺市
産業集積再生構
想

本市臨海部における既存企業の設備更新及び低・未利用地
の有効活用のための新規産業の誘致を推進するため、市の
実情に応じた工場立地法の地域準則策定の権限委譲や環境
アセスメント手続き等の弾力的運用に関する提案を行うも
のである。

環境アセスメン
トの要件の緩和

工業専用地域において複数のごみ処理施設や
産業廃棄物処理施設が同一時期、同一地域に
設置され、かつ行政が指導し事業者が協議会
等を組織した場合において、環境アセスメン
トのうち共通の事項について共同してアセス
メントを行うことを可能とする。

現在、本市臨海部（工業専用地域）において、複数
のごみ処理施設や産業廃棄物処理施設の設置が検討
されているが、同一時期、同一地域に設置され、か
つ、行政が指導し事業者が協議会を組織した場合に
おいて、施設ごとに行うこととされている環境アセ
スメントのうち共通の事項について共同してアセス
メントを行うことにより、コストと時間の短縮を図
る。

大
阪
府

堺市
産業集積再生構
想

本市臨海部における既存企業の設備更新及び低・未利用地
の有効活用のための新規産業の誘致を推進するため、市の
実情に応じた工場立地法の地域準則策定の権限委譲や環境
アセスメント手続き等の弾力的運用に関する提案を行うも
のである。

環境アセスメン
トの弾力的運用

条例アセスの対象となる廃棄物処理施設につ
いて、廃棄物処理法の設置許可申請に係る告
示縦覧や関係市町村長、利害関係者、専門的
知識を有する者の意見聴取の手続きを、条例
アセス手続きをもって替える､若しくは先行
して条例アセスと同時に行うことを可能とす
る。

廃棄物処理施設の設置に当たっては、廃棄物処理法
に基づく環境アセスメントの実施が義務付けられて
いるが、施設規模によってはさらに大阪府環境影響
評価条例に基づく環境アセスメントも必要になる。
この条例アセスには廃棄物処理法アセスで規定され
ている調査項目がすべて包含されているうえに、告
示縦覧や関係市町村長、利害関係者、専門的知識を
有する者の意見聴取も同様に規定されている。この
ことから、条例アセスの対象となる廃棄物処理施設
の設置に関しては、告示縦覧等の手続きについて条
例アセスの手続きをもって替える、若しくは条例ア
セスと併せて先行して実施することを可能とし、手
続き時間の短縮を図る。

大
阪
府

堺市
地域雇用再生構
想

この構想は、地域経済の活性化と雇用の創出と併せて、求
職者のスキルアップや効果的な求人情報の提供を行うこと
により、雇用の創出と雇用のミスマッチの解消を行うほ
か、緊急地域雇用創出特別基金事業のうち中小企業特別委
託事業の委託対象者の要件である「常時雇用の従業員数、
売上高、事業活動指標」にかかる条件を撤廃することによ
り、継続雇用を図ろうとするものである。また、中核市で
ある本市が国の支援を受けつつ独自の産業振興施策を行う
ために中小企業支援法及び新事業創出促進法の活用を可能
とする。

緊急地域雇用創
出特別基金事業
の委託対象者の
条件撤廃

緊急地域雇用創出特別基金事業のうち中小企
業特別委託事業の委託対象者の要件である
「常時雇用の従業員数、売上高、事業活動指
標」にかかる条件を撤廃する。

本市においても緊急地域雇用創出特別基金事業を活
用し、地域雇用の確保に努めているが、継続雇用に
結びつきにくいのが現状である。このことから当該
事業の最終年度である平成16年度においては、中小
企業特別委託事業の委託対象者の条件を撤廃し、こ
の厳しい経済の下、活力ある企業も委託の対象者と
することにより継続雇用の可能性を向上させる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

堺市
地域雇用再生構
想

この構想は、地域経済の活性化と雇用の創出と併せて、求
職者のスキルアップや効果的な求人情報の提供を行うこと
により、雇用の創出と雇用のミスマッチの解消を行うほ
か、緊急地域雇用創出特別基金事業のうち中小企業特別委
託事業の委託対象者の要件である「常時雇用の従業員数、
売上高、事業活動指標」にかかる条件を撤廃することによ
り、継続雇用を図ろうとするものである。また、中核市で
ある本市が国の支援を受けつつ独自の産業振興施策を行う
ために中小企業支援法及び新事業創出促進法の活用を可能
とする。

中小企業支援法
に関する権限委
譲

中小企業支援法施行令第2条に指定する市に
堺市を加え、中小企業支援法の制度活用を可
能にする。

本市において、国の制度を活用し、既存企業の振興
を図る施策をより充実させることにより地域経済の
活性化を図り、ひいては雇用の創出に努める。

大
阪
府

堺市
地域雇用再生構
想

この構想は、地域経済の活性化と雇用の創出と併せて、求
職者のスキルアップや効果的な求人情報の提供を行うこと
により、雇用の創出と雇用のミスマッチの解消を行うほ
か、緊急地域雇用創出特別基金事業のうち中小企業特別委
託事業の委託対象者の要件である「常時雇用の従業員数、
売上高、事業活動指標」にかかる条件を撤廃することによ
り、継続雇用を図ろうとするものである。また、中核市で
ある本市が国の支援を受けつつ独自の産業振興施策を行う
ために中小企業支援法及び新事業創出促進法の活用を可能
とする。

新事業創出促進
法に関する権限
委譲

新事業創出促進法第2条第8項の規定に中核市
を追加する。

本市では、「テクノフロンティア」及び「新事業創
造センター」等を活用し、新規事業の創出に取り組
んでいるところであるが、さらに国の制度を活用
し、新産業の創出を図る施策を充実させ、雇用の拡
大を図る。

大
阪
府

堺市
中心市街地賑わ
い再生構想

この構想においては、中心市街地のハード整備や賑わいを
再生するためのソフト事業の円滑な推進が重要であるが、
特に先行している「行政ゾーン・官公庁整備」について
は、市民交流広場や共同駐車場計画に関して国機関との連
携が非常に重要となる。国有地財産に関しては、各府省と
の調整に相当の時間を要することから、地域再生本部に国
有地財産の活用に係る総合調整窓口の設置を提案するもの
である。

中心市街地整備
における国の総
合窓口の設置

地域再生本部に国有財産の活用に関する総合
調整窓口を設置

本市では、中心市街地において市役所２期庁舎、大
阪地裁堺支部の建替え、合同庁舎整備、市民交流広
場整備等の事業を進めている。当該事業推進にあた
り国有地財産に関して、各国機関と個別協議の必要
があるため、調整に相当の時間を要している。地域
再生本部において国有財産地に関する各府省との総
合調整窓口を設置することにより、円滑な事業推進
を図る。

大
阪
府

枚方市
淀川ウォーター
フロント賑わい
創出構想

歴史的にも大阪・京都間の水上交通の要所であった地域特
性を生かし、より多くの市民に、水辺を身近に感じてもら
える賑わいエリアを創出する。そのために、観光資源・公
共公益施設の有機的活用や、船だまり整備や舟運事業の再
生を目指した取組みの促進に向けて、民間・NPO団体との
協働を積極的に推進し、地域の活性化を図る。

河川管理権限の
一部移譲や許可
手続きの簡便化
及び使用条件緩
和

河川公園におけるイベント等の開催に当って
は、河川法と都市公園法に係る許可をそれぞ
れ受けなければならないことから、手続の一
元化または簡便化を図る。
河川公園利用において、水辺空間と連携する
堤内区域を含めた指定地域においては、河川
管理者の占用手続に係る権限の一部移譲と河
川敷占用許可準則の緩和を受け、民間事業者
やNPO団体・市民が利用しやすいにぎわい空
間を創出する。

本市の中心市街地である枚方市駅周辺地区の再整備
を行うにあたり、淀川との地理的好条件を活かし、
周辺観光スポットや商業・公共公益施設と連携した
にぎわいのあるまちづくりを進める。そのため、河
川公園が持つ水辺空間の魅力や公的資源を最大限活
かすためにニーズの高いバーベキュー利用や民間事
業者の協力のもとに、舟運事業や川側に向いた建築
物の誘導並びにNPO団体や市民によるイベント開催
の場として多目的に利用できる空間整備を行う。

大
阪
府

枚方市
淀川ウォーター
フロント賑わい
創出構想

枚方市駅周辺地域、歴史街道軸や水辺空間を結ぶ歩行者動
線上のにぎわい空間を創出するため、市民芸術の発表の場
としての道路空間の多目的利用を図る。

道路占用手続の
簡便化と許可条
件等の緩和

枚方市駅周辺の歩行者専用道路では、市民の
往来も多く、自作の音楽活動等が自然発生的
に行われている実態がある。このような活動
を周辺整備のソフト施策と連携したなかで位
置付けを行い、だれもが気軽に利用できるに
ぎわい空間を創出する。

枚方市駅と市役所を結ぶ歩行者専用道路は、植木市
や七夕祭り、地方物産展や福祉団体によるリサイク
ルマーケットなどに利用されているが、手続上、気
軽に出来るものではない。また、道路の維持管理を
適切に行うためにも一定のルールづくりとボラン
ティア支援などが必要であり、川に向かったまちづ
くりのなかで路線選定や空間整備を行う。

大
阪
府

枚方市
淀川ウォーター
フロント賑わい
創出構想

歴史街道は、鍵屋をはじめ本市の歴史的文化ゾーンであ
り、枚方宿都市景観形成協議地区に指定されている。この
ため、無電柱化の促進を図る必要がある。

まちなみ景観形
成の促進のため
の地方財政措置

歴史街道は、旧京街道として歴史的資源が残
されているが、一方で都市化も進み、道路幅
員が狭い割りに通過交通も多い。このことか
ら、道路有効幅員の確保と良好な景観形成を
図るため、裏動線側から電線を配したり、軒
先利用などの促進をするために必要な地方財
政措置を行う。

通常の無電柱化は、共同溝などによる地中化を図る
ものであるが、建設コストが高いため周辺地域の協
力のもとで安価に実現化しようとするものである。
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都道
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名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

枚方市
福祉コミュニ
ティ・ビジネス
構想

高齢者・障害者対策事業及び子育て支援事業に対応した福
祉政策の推進及び公と民の事業の隙間を埋めるニッチ産業
としてコミュニティ・ビジネスを展開する。
このため、障害者雇用を条件とした、地域福祉事業等に実
績を持つNPO法人や社会福祉法人等によるサービス提供事
業が円滑に運営できるように、必要な支援措置を講じる。

ＮＰＯ活動等の
活性化支援

コミュニティサービスを実施するNPO法人や
社会福祉法人等への、運営・活動を活性化す
る為のアドバイザー派遣や人材の研修・育
成、活動支援などに要する経費に対して、地
方財政措置を講じることで、事業者の確保や
事業内容の充実が図れる。

地域福祉事業に実績を持つNPO法人や社会福祉法人
等が障害者を雇用し、高齢者・障害者対策事業、地
域や子育て支援事業に関して、公的施策制度に乗り
難い部分を、地域福祉事業に実績を持つNPO法人社
会福祉法人等が障害者を雇用しニッチ産業としてコ
ミュニティビジネスを展開する上で必要なアドバイ
ザー派遣や人材の研修・育成、活動助成などを行
う。

大
阪
府

枚方市
福祉コミュニ
ティ・ビジネス
構想

高齢者・障害者対策事業及び子育て支援事業に対応した福
祉政策の推進及び公と民の事業の隙間を埋めるニッチ産業
としてコミュニティ・ビジネスを展開する。
このため、障害者雇用を条件とした、地域福祉事業等に実
績を持つNPO法人や社会福祉法人等によるサービス提供事
業が円滑に運営できるように、必要な支援措置を講じる。

補助金適化法の
適用条件の緩和

コミュニティビジネス事業を展開する為に、
補助金活用施設である公共施設を柔軟に活用
する為の措置として、公的活用に限った財産
処分の自由化を行う。

公的サービスを補完するコミュニティビジネス事業
を展開するにあたっての支援策として補助金施設で
ある公的施設を活用し、事業の拠点として、有効に
活用することができる。

大
阪
府

枚方市
福祉コミュニ
ティ・ビジネス
構想

高齢者・障害者対策事業及び子育て支援事業に対応した福
祉政策の推進及び公と民の事業の隙間を埋めるニッチ産業
としてコミュニティ・ビジネスを展開する。
このため、障害者雇用を条件とした、地域福祉事業等に実
績を持つNPO法人や社会福祉法人等によるサービス提供事
業が円滑に運営できるように、必要な支援措置を講じる。

地域資源の有効
活用

既存の公共施設等の再生･有効活用を図るた
め、転用のための整備等の財源確保に対し、
整備補助の対象またはリニューアル債を措置
する。

一定の役割を終えた既存の公共施設を、事業の拠点
として、有効に活用することができる。

大
阪
府

枚方市
次世代育成のた
めの地域資源活
用事業

次世代育成支援対策推進法が成立し、子どもや家庭への支
援の方策が具体化され、子どもや家庭への支援体制の整備
が一層求められており、ソフト・ハード両面で民間資源を
活用することにより、行政、家庭、地域が一体となった次
世代育成の取り組みや体制の整備を進める。

児童福祉施設の
認可権限の移譲

児童福祉法第35条第4項に規定する「国、都
道府県及び市町村以外の者が、厚生労働省令
の定めるところにより、都道府県知事の認可
を得て、児童福祉施設を設置することができ
る」場合の権限に関して、事業実施の対象を
市民とする施設を設置する場合には、当該市
町村において認可することができることとす
る。

設置者が社会福祉法人である児童福祉施設を設置す
る場合、都道府県知事の認可が必要となるが、当該
施設において、実施事業が市域を対象としている場
合は、市にも認可権限を持たすことにより、市の地
域性に合ったその地域が必要とすることに対応でき
る施設の設置が可能である。特に、子どもや親から
の相談業務については、国においても、児童相談所
機能の見直しが進められ、市町村に移譲される方針
がだされており、これに対応するため、「児童家庭
支援センター（児童福祉法第44条の2に規定される
児童福祉施設）」の設置などに係る権限を移譲を行
う。

大
阪
府

特定非営
利活動法
人大阪屋
夢八倶楽
部

なにわ百年町
なにわ百年町の具現化にあたり現行の都市公園法、建築基
準法、高圧ガス保安法、道路運送車両法、道路法、消防
法、道路交通法、電気事業法の規制が障害となる。

なにわ百年町の
具現化の障害と
なる現行法の検
討

なにわ百年町の具現化にあたり障害となる現
行の都市公園法、建築基準法、高圧ガス保安
法、道路運送車両法、道路法、消防法、道路
交通法、電気事業法の規制の検討。

１スペースレイアウト　　　　　　　　　町の構
造：長屋、町屋、商屋、芝居小屋、旅籠、朝市、昼
市、夜市の蔵、寺小屋、銭湯、神社、仏閣、疎水と
木船、橋等。　　町の機能：商、祭、観、学、遊、
時。　　環境、エネルギー、インフラ：水素エネル
ギー、バイオマス、太陽光発電、バリアフリー、防
災、古民家移築　　　　　　　　　２特徴的な商い
や遊びなどのソフト　　　人を中心とした商いを行
う。　　　　　　３最新技術内容
CO2を排出しない燃料電池の移動体、有機物からエ
ネルギーを取り出すバイオマスエネルギー、ソー
ラーパネル
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

ヤンマー
株式会社

小規模ハイブ
リッドエネル
ギープラントに
よる地域活性化
プラン

○○県・○○町において地域内で発生するバイオマス資源
と補助燃料を原料とした小規模ハイブリッド型発電プラン
ト導入を前提とする。そのプラントから得られる電力を地
域に還元し、また熱エネルギーは新しい発想の農業体系構
築に活用する。新しい農業体系構築により農業の活性化、
雇用の拡大を生み出すプロジェクト。

ハイブリッドエ
ネルギープラン
トにおける軽油
の免税

軽油引取税の免税措置に関しては、地方税法
七百条の六（※文面詳細は項目33に記載）に
より、免税対象が限定されている。今回のプ
ロジェクトについては、軽油使用にあたって
は、免税措置扱いとすることを切に希望す
る。

【事業内容】（１）バイオマスエネルギー化プラン
ト建設　◆設置場所＝○○県・○○町内　◆事業主
体＝○○県・○○町（第三セクター案）　◆設置時
期＝平成１６年度中　◆原料＝バイオマス（木屑）
＋補助燃料（軽油）　◆バイオマス処理量＝約５０
ｔ／日　◆利用技術＝熱分解ガス化　◆発生エネル
ギー＝電気、熱　（２）エネルギー供給　◆電力＝
施設内の電力供給および施設外への供給（電力会社
への売電検討中）　◆熱エネルギー＝付近事業所な
どへの供給および新規農業用施設（ハウス）への供
給＜※ハウスにて新ブランドの果樹または野菜栽培
を想定）　　【効果】（１）バイオマスと補助燃料
を組み合わせる（＝ハイブリッド）ことにより、安
定した運転が可能となり、エネルギー供給が安定す
る。つまり採算性の確実性があがる。　（２）プラ
ントから発生する熱エネルギーを新規農業用ハウス
の熱源に利用することにより、従来生産が困難で
あった果樹または野菜の栽培が可能。新ブランドで
の農作物生産可能により、農業の活性化が図れる。
（３）プラントの運転要員、新ブランド農作物生産
により新しい雇用が生まれ、地域雇用拡大に貢献。

大
阪
府

デイコー
ルサービ
ス協会

安心して快適な
療養生活を支援
する「デイコー
ル問診システ
ム」

枚方市において、旧厚生省による地域保健推進特別事業の
一つとして「デイコール問診モデル事業」（在宅総合診療
料および24時間連携体制加算料の診療報酬算定基準を満た
すことが参加条件）が実施され、在宅患者154名、開業医
45名、連携病院18ケ所が参加、不可能に近いと言われた病
院連携ネットワークの構築に日本で初めて成功しました。
実施成績では、在宅における死亡率を６割まで高め、老人
医療費を大幅削減（全国平均６割で３～４兆円）できるこ
とを実証しました。大幅削減を実証したことが、普及活動
最大の障害になっています。開業医は届出書（虚偽記載も
多数含む）さえ提出すれば算定基準を満たさなくても高額
の診療報酬が得られている。医療界の利権・圧力の中で孤
軍奮闘中です。障害を取り除くため、算定基準を順守させ
る支援措置をお願いします。

在宅総合診療制
度を啓蒙し、実
施する開業医の
機能を支援す
る。

寝たきり老人在宅総合診療に係る届出書およ
び24時間連携体制加算に係る届出書を都道府
県知事に提出している開業医に対し、算定基
準を満たしているかの実態調査、算定基準の
見直し変更および虚偽記載の届出書の再提出
を求める。
（調査概要）
１，月２回以上の訪問診療と複数の連携医師
の自署が確実に行われているか。
２，連携医師に患者情報が予め文書で提供さ
れているか。
３，患者宅に連携医師等の連絡先文書が交付
されているか。
（見直し変更事項）
月２回以上の訪問診療が義務づけられていま
すが、実態は行われていません。診療報酬請
求書には回数を記入するだけで診療報酬が支
払われています。押しかけ診療の要素が強
い、月２回以上の訪問診療料をシステム利用
料に変更し、患者から訪問診療の要請があっ
た場合に訪問診療すれば、双方にメリットが
あり算定基準も満たされるため不正請求は解
消されます。
（虚偽記載の届出書）
24時間連携体制加算に関する届出書は、様式
上、連携医師の氏名は自署を求められていま
すが、虚偽記載の疑いのある届出書が多数提
出されています。疑いがある連携医師全員に
再提出を求める。

●「デイコール問診システム」を在宅医療の充実を
図る手段として普及を進める。寝たきり老人在宅総
合診療料および24時間連携体制加算料の診療報酬算
定基準を確実に満たし、国民総医療費の３分の１以
上の11兆円８千億円を占める老人医療費を大幅に削
減（３～４兆円）でき、また軽度の痴呆症が改善さ
れ、痴呆防止に大変役立ち、更に孤独死防止や高齢
になっても健康を維持できるような予防体制を充実
させるのに役立ちます。
●「デイコール問診」を「かかりつけ医」の新しい
治療方針として普及を図る。高齢化社会における老
人医療費の増加傾向に対し、抑止的効果が期待でき
るデイコール問診を、かかりつけ医の新しい治療方
針の一貫として普及を図り、医療機関だけの連携体
制ではなく、在宅患者を中心にした在宅連携医療体
制を確立し、在宅患者の「生活の質」向上に努め
る。

大
阪
府

デイコー
ルサービ
ス協会

人間同士の肉声
による「会話の
力」が心の人間
大国日本を実現
する

緊急通報システムは、独居老人にとってはまさに命綱であ
り、そのシステムを確かなものとするためには、毎日定時
に必ず人間同士の肉声を介する心の交流（ヒューマンコ
ミュニケーション）の「会話の力」で、容態や安否確認す
ることがとても重要です。そのことが突然死や孤独死など
非常時の早期発見につながり、更にシステム上のトラブル
も毎日確認できます。「会話の力」は、これを実践する究
極の緊急通報システムです。最近、緊急通報装置を設置し
ている独居老人宅で孤独死が多発しています。人間よりも
機械頼みのホームセキュリティや緊急通報システムでは、
独居老人の心身のケアに関しては全く無力だからです。
“おたっしゃコール”による「会話の力」で日本国内に広
く設置されている「緊急通報システム」の概念を変え、孤
独死を防止します。

緊急通報システ
ムの管理責任と
毎日正常稼働の
証明を義務化す
る

●緊急通報システムの管理責任を明確にする
法令または条例を作る
・緊急通報システムの管理体制強化による補
助金や税金の無駄使いを防止する。
ある地方自治体において独居老人宅に設置中
の緊急通報用電話機を地域の電話番号変更に
伴い、約１万台の入力データの変更作業が実
施されたところ、約１千300台の通報用電話
機が行方不明などで変更になっています。独
居老人の実態が把握できないため、毎年行方
不明分位の台数が新規購入されています 。
このように自治体関係者や管理業者によって
補助金や税金の無駄使いが行われています。
・毎日、緊急通報装置の正常稼働を証明させ
管理責任を明確にする。
日本国内に広く設置されている独居老人や高
齢者等「人からの24時間緊急通報装置」は、
非常ボタンが押せなかったり、押してもつな
がらない場合は、全く役に立ちません。突然
死や孤独死の場合でも死亡原因に不自然な点
がなければ、例え非常ボタンや通報装置が通
報不能な状態になっていても、単なる事故死
として処理されています。

　平成14年11月１日から、人間同士の肉声を介する
心の交流（ヒューマンコミュニケーション）の「会
話の力」で容態や安否を確認を行う“おたっしゃ
コール”モデリング事業を実施中です。
　本モデリング事業の特徴は、独居老人宅や高齢者
夫婦宅とNPOやボランティアなど、地域の人々を
ホットラインで結び、毎日定時に自動的に人間同士
の肉声による「会話の力」を習慣づけることによ
り、生活にリズムを与えると同時に、日々の些細な
変化にも迅速に対応できるよう予防的見地からの情
報収集とアプローチを可能にした点です。
　一方、地方自治体では、緊急通報装置等を設置し
て安否確認や孤独死防止対策を講じていますが、事
故や病気になる前への対応等、予防的見地からの安
否確認には至っていないのが現状です。
　人間よりも機械頼みの日本のホームセキュリティ
や緊急通報システムは、高齢者の心身のケアに関し
ては全く無力です。それを裏付けるかのように、最
近、緊急通報装置を設置している独居老人宅で孤独
死が多発しています。緊急通報システムには、管理
責任を明確にすることを義務付ける必要がありま
す。
モデリング事業を１年間実施した結果、利用者の評
価は高く、究極の緊急通報システムとして注目を集
めそうです。

大
阪
府

大阪商工
会議所

医療機器・研究
開発支援機器の
開発促進コン
ソーシアム

各省の医療機器・研究開発支援機器開発補助金制度をの研
究開発補助金制度を整理統合し、産産、産学官連携による
開発促進コンソーシアムからたちあがってきた開発プロ
ジェクトへの補助金適用枠の設定、あるいは、優先審査制
度の設定を提案する。

医療機器・研究
開発支援機器開
発補助制度の一
元化と適用枠の
設定

各省のもつ医療機器・研究開発支援機器開発
補助金制度を一元化することで、補助金を求
める企業が申請しやすい環境を整備するよう
窓口も一本化する。その上で、大阪商工会議
所が運営する医療機器・研究開発支援機器開
発促進コンソーシアムからたちあがった共同
プロジェクトに対して、補助金枠を設定、あ
るいは少なくとも優先審査制度の設定を提案
する。これにより、重要な案件開発が確実に
助成を受けることとなる。これが有効に機能
するかどうか見極めるため、まず3年をめど
に見極めを行うことが妥当と考える。

大阪商工会議所では、医療機器・研究開発支援機器
開発を促進する「次世代医療システム産業化フォー
ラム」を実施。医療機関のニーズ、研究者のシーズ
が提示され、その製品化にむけて共同開発が進めら
れる。すでに22の研究機関や大学、114社の企業が
参加しており、18もの具体的な共同開発プロジェク
トがたちあがり、確実に機器開発が促進されるプ
ラットフォームとして有効に機能している。これに
より在阪企業の潜在する技術力を生かして医療機
器・研究開発支援機器産業の活性化を図ることがで
き、新たなビジネスチャンス創出が実現する。
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内容

具体的事業の実施内容

大
阪
府

(財)公害
地域再生
センター

公害地域の環境
再生

　日本では、高度経済成長の一方において各地で激甚な公害施策の連携
既存の法律内では解決し得てない環境課題に
関して、各種の施策を集中的に実施する。

＊環境基準達成のための総合的な大気汚染施策の集
中的な実施。
＊積極的に環境対策に取り組む中小企業の支援体制
の整備。
＊環境に配慮した地域形成のための土地利用計画づ
くり。

兵
庫
県

福崎町
大学と連携した
地域再生事業

　近畿福祉大学及び平成１８年４月開学予定の薬科大学の
活力を生かし、地域経済の活性化と地元雇用の創出するた
め、ＪＲ福崎駅周辺のインフラ整備を行い、民間の学生向
けマンションや商店の進出を促進する。また、薬科大学周
辺整備実現のための環境整備を行う。

（事項名）ＪＲ
福崎駅周辺整備
(事項名）薬科
大学周辺整備

・地域再生構想等に基づく事業の実施のため
の交通結節点改善事業、まちづくり交付金等
の優先的採択

・薬科大学の新設に伴う建築工事やその周辺整備及
び開学後の学生の活発な消費活動やマンション需要
の高まりなど、大きな経済効果が期待できる。
・薬科大及び近畿福祉大学、県立福崎高校にも配慮
したＪＲ福崎駅周辺整備（橋上駅整備、駅前広場整
備、道路整備、区画整理事業）の実施により、商業
が活性化され、新たな雇用創出効果が期待できる。

兵
庫
県

福崎町
大学と連携した
地域再生事業

　近畿福祉大学及び平成１８年４月開学予定の薬科大学の
活力を生かし、地域経済の活性化と地元雇用の創出するた
め、ＪＲ福崎駅周辺のインフラ整備を行い、民間の学生向
けマンションや商店の進出を促進する。また、薬科大学周
辺整備実現のための環境整備を行う。

（事項名）ＪＲ
福崎駅周辺整備
(事項名）薬科
大学周辺整備

・農振農用地の除外要件等の緩和
　薬科大学周辺において、駐車場等を整備す
る場合、農用地の除外申請を行う必要があ
る。整備計画の策定は町長が行うが、変更に
は知事への協議と同意が必要である。町が地
域活性化に必要と考える事業のための除外に
つき、「除外の４要件」の緩和とスムーズな
知事の同意が図られるよう規制緩和をお願い
したい。

・薬科大学の新設に伴う建築工事やその周辺整備及
び開学後の学生の活発な消費活動やマンション需要
の高まりなど、大きな経済効果が期待できる。
・薬科大及び近畿福祉大学、県立福崎高校にも配慮
したＪＲ福崎駅周辺整備（橋上駅整備、駅前広場整
備、道路整備、区画整理事業）の実施により、商業
が活性化され、新たな雇用創出効果が期待できる。

兵
庫
県

福崎町
大学と連携した
地域再生事業

　近畿福祉大学及び平成１８年４月開学予定の薬科大学の
活力を生かし、地域経済の活性化と地元雇用の創出するた
め、ＪＲ福崎駅周辺のインフラ整備を行い、民間の学生向
けマンションや商店の進出を促進する。また、薬科大学周
辺整備実現のための環境整備を行う。

（事項名）ＪＲ
福崎駅周辺整備
(事項名）薬科
大学周辺整備

・農地転用要件の緩和
　農地転用は、４ｈａを超えると大臣許可と
なる。許可権限の知事への権限委譲を図られ
たい。

・薬科大学の新設に伴う建築工事やその周辺整備及
び開学後の学生の活発な消費活動やマンション需要
の高まりなど、大きな経済効果が期待できる。
・薬科大及び近畿福祉大学、県立福崎高校にも配慮
したＪＲ福崎駅周辺整備（橋上駅整備、駅前広場整
備、道路整備、区画整理事業）の実施により、商業
が活性化され、新たな雇用創出効果が期待できる。

兵
庫
県

福崎町
大学と連携した
地域再生事業

　近畿福祉大学及び平成１８年４月開学予定の薬科大学の
活力を生かし、地域経済の活性化と地元雇用の創出するた
め、ＪＲ福崎駅周辺のインフラ整備を行い、民間の学生向
けマンションや商店の進出を促進する。また、薬科大学周
辺整備実現のための環境整備を行う。

（事項名）ＪＲ
福崎駅周辺整備
(事項名）薬科
大学周辺整備

・都市計画法の規制緩和
　現在、市街化調整区域では大学の学生寮や
関連施設等の建築は困難であるが、緩和を図
られたい。
　市街化区域の拡大についても、市街化区
域、市街化調整区域にまたがる地区で区画整
理を実施し、市街化区域に編入できるよう緩
和願いたい。

・薬科大学の新設に伴う建築工事やその周辺整備及
び開学後の学生の活発な消費活動やマンション需要
の高まりなど、大きな経済効果が期待できる。
・薬科大及び近畿福祉大学、県立福崎高校にも配慮
したＪＲ福崎駅周辺整備（橋上駅整備、駅前広場整
備、道路整備、区画整理事業）の実施により、商業
が活性化され、新たな雇用創出効果が期待できる。

兵
庫
県

福崎町
大学と連携した
地域再生事業

　近畿福祉大学及び平成１８年４月開学予定の薬科大学の
活力を生かし、地域経済の活性化と地元雇用の創出するた
め、ＪＲ福崎駅周辺のインフラ整備を行い、民間の学生向
けマンションや商店の進出を促進する。また、薬科大学周
辺整備実現のための環境整備を行う。

（事項名）ＪＲ
福崎駅周辺整備
(事項名）薬科
大学周辺整備

・県保健医療計画の基準病床数の緩和
　地域医療の核となる大学附属病院誘致にお
ける、県保健医療計画の基準病床数の緩和を
図られたい。（平成１５年４月現在、中播磨
圏域の基準病床数５１８７を実病床数が超過
しており、新規の病院建築が困難な状況であ
る）

・薬科大学の新設に伴う建築工事やその周辺整備及
び開学後の学生の活発な消費活動やマンション需要
の高まりなど、大きな経済効果が期待できる。
・薬科大及び近畿福祉大学、県立福崎高校にも配慮
したＪＲ福崎駅周辺整備（橋上駅整備、駅前広場整
備、道路整備、区画整理事業）の実施により、商業
が活性化され、新たな雇用創出効果が期待できる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

家島町 家島再生プラン

１．船舶の用途変更の簡素化
①内航海運暫定措置事業の速やかで円滑な実施
②砂利運搬船から内航海運一般貨物船への登録変更特例措
置の実施
２．船舶の効率的な物流システムへの参入実現
①陸海一貫輸送サービスへの参入
②海運に関する利用運送事業制度の見直し
・第二種利用運送事業への海運の参入実現　・貨物輸送取
扱事業法の改正
３．船員への職業紹介・斡旋
①内航海運全般では、船員の高齢化が進み後継者が不足し
ている。
②将来にわたって、安定した労働力を確保することが重要
課題になっている。
③廃業した船舶の職員が失業しているが、求職がうまく進
まない。
④町が窓口になって、職を探し斡旋することは、人口流出
にも効果が大きい。
⑤船員職業紹介事業・船員労務供給事業への参入のため規
制緩和を進めることが急務となっている。

１．船舶の用途
変更の簡素化
２．船舶職員へ
の職業紹介・斡
旋事業の開放

１．縮小した石材運搬事業の市場に合わせた
船舶の清算・整理
①海運業界の実態把握　・経営の状況　・債
務残高　・今後の経営方針ヒアリング
②転業者への対応　・債務清算
③継続者への対応　・経営コンサルタント
・債務処理　・船舶用途の変更　・取扱品目
の開拓
④船舶管理組合の設置　・傭船需要への対応
・船舶利用のPR
⑤内航海運暫定措置事業の円滑推進
２．失業する船舶職員への職業紹介・斡旋
①人材の再配置
・内航海運貨物船への紹介・斡旋
・転業希望者への職業訓練の実施
・研修・訓練への参加者に交通費等の助成　　

１．石材運搬船廃業希望者の手続き促進
２．石材運搬船の用途変更　　　　　　　　３．船
舶職員の就職紹介・斡旋

兵
庫
県

加西市

「花と歴史と愛
のまち－かさ
い」を活かした
産業再生計画

市のキャッチコピーである「花と歴史と愛のまち－かさ
い」のイメージを活かし、再開発ビルや旧市街地商店街の
活性化による中心市街地の再生、産業団地への企業誘致等
による工業の再生、市内に多数ある研究機関と産学提携し
たアグリビジネスを始めとする農業の再生、花と歴史等を
活かした観光業の再生及び全国に先駆けて市民参画都市宣
言をしたことによる市民参画による地域の再生を図ってい
きます。

大規模店舗立地
法に基づく手続
きの簡素化

大規模小売店舗立地法に基づく新設及び変更
の届出手続きについて地方の実情に合わせて
簡素化する。

市民のニーズに合わせた店舗の新設や営業時間等の
変更について臨機応変に対応し、中心市街地の活性
化を図る。

兵
庫
県

加西市

「花と歴史と愛
のまち－かさ
い」を活かした
産業再生計画

市のキャッチコピーである「花と歴史と愛のまち－かさ
い」のイメージを活かし、再開発ビルや旧市街地商店街の
活性化による中心市街地の再生、産業団地への企業誘致等
による工業の再生、市内に多数ある研究機関と産学提携し
たアグリビジネスを始めとする農業の再生、花と歴史等を
活かした観光業の再生及び全国に先駆けて市民参画都市宣
言をしたことによる市民参画による地域の再生を図ってい
きます。

第三セクターに
対する総合的支
援

公共性が高い第三セクターについては、まち
づくり的及び福祉的等の視点から施策の集中
を図り、総合的に支援を行う。

第三セクターによる鉄道及び再開発ビルについて
は、公的セクター職員の派遣容認及びＰＦＩの導入
支援等まちづくり的及び福祉的等視点からの施策の
集中の総合的支援を行い、商業及び観光業の再生に
つなげ、中心市街地の地活性化を図る。

兵
庫
県

神戸市

神戸医療産業都
市構想の推進に
よる地域再生構
想

　神戸は、神戸医療産業都市構想を平成10年より推進して
おり、また、14年4月より「知的クラスター創成事業」実
施地域、かつ15年4月には構造改革特区第１号として「先
端医療産業特区」に認定されている。
　本構想は、関西圏における大学や研究機関、企業との産
学民官連携のもと、関西全体でライフサイエンス分野の
スーパークラスターを形成することにより、地域経済の活
性化や雇用創出をめざすものである。
　産学民官の連携による地域の科学技術振興・産業活性化
に向けた中核機関の機能強化を図るとともに、医療関連産
業の集積が進む神戸地域に、ライフサイエンス分野での研
究費等を集中投資することで、ライフサイエンス分野の
スーパークラスター形成を促進し、神戸のみならず、関西
地域全体での経済活性化、雇用創出を図っていく。

産学民官の連携
による地域の科
学技術振興・産
業活性化のため
の中核機関の機
能強化

産学民官の連携による地域の科学技術振興・産業
活性化のために、以下の中核機関の機能強化が必
要である。
（１）民間資金導入による中核機関の財政基盤強
化
　① 中核機関の「特定公益増進法人」としての認
定要件の緩和
　② 中核的支援機関が新事業創出促進法関連税制
優遇措置（基金の損金算入）を受けるための政令
４事業実施要件の緩和
（２）地方公共団体による中核機関への支援体制
の強化
  ○中核機関への地方公共団体からの財政支援に
対する必要な措置
　・中核機関への出資金及び貸付金の財源を地方
債とする際の要件の緩和（国または地方公共団体
の出資比率の制限）等
（３）中核機関の機能強化を図るための研究費
（競争的資金）の運用の弾力化
・事業費に左右されず、すべての研究費（競争的
資金）に間接経費３０％を導入（第2期科学技術基
本計画に規定されている）
（４）大学発のバイオベンチャーの育成を支援す
るライフサイエンスＴＬＯを創設するための承認
ＴＬＯの要件の弾力化
　○ ＴＬＯの承認基準の明示
　○ ＴＬＯの承認基準の弾力化
  ・原則１大学１ＴＬＯとの指導　→　複数のＴ
ＬＯに弾力化
  ・承認には学長の同意が必要との指導　 →　同
意要件の弾力化（学部長等の同意）

（１）（２）民間資金の導入及び地方公共団体の支
援により、中核機関の財政措置を強化し、産学民官
の連携による地域の科学技術振興・産業活性化に資
する。

（３）地域の科学技術振興を目的とする公益法人や
大学等における産学連携型の研究活動を加速するこ
とにより、地域における革新技術・新産業の創出を
通じた地域経済の活性化を図る。

（４）京都大学、大阪大学、神戸大学、理化学研究
所など、関西を中心に広域横断的な研究機関を対象
として、ライフサイエンスに特化して、研究成果の
事業化（アーリーインキュベーション）及び技術移
転を促進するため、承認ＴＬＯとして、「ライフサ
イエンスＴＬＯ」を創設する。
　これにより、ライフサイエンス分野特有の課題に
対応した事業化支援体制を構築することが可能とな
り、その結果、研究成果の事業化が加速され、地域
経済の活性化に資することとなる。
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都道
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名

提案主体
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地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

神戸市

神戸医療産業都
市構想の推進に
よる地域再生構
想

　神戸は、神戸医療産業都市構想を平成10年より推進して
おり、また、14年4月より「知的クラスター創成事業」実
施地域、かつ15年4月には構造改革特区第１号として「先
端医療産業特区」に認定されている。
　本構想は、関西圏における大学や研究機関、企業との産
学民官連携のもと、関西全体でライフサイエンス分野の
スーパークラスターを形成することにより、地域経済の活
性化や雇用創出をめざすものである。
　産学民官の連携による地域の科学技術振興・産業活性化
に向けた中核機関の機能強化を図るとともに、医療関連産
業の集積が進む神戸地域に、ライフサイエンス分野での研
究費等を集中投資することで、ライフサイエンス分野の
スーパークラスター形成を促進し、神戸のみならず、関西
地域全体での経済活性化、雇用創出を図っていく。

地域ごとのクラ
スター形成に向
けた、特定分野
の研究費（競争
的資金）及び地
域科学技術振興
施策・地域産業
振興施策の集中
投資の推進

○都市再生プロジェクト・知的クラスター創
成事業・産業クラスター計画に基づく地域の
クラスター形成に向けた、特定分野での研究
費（競争的資金）及び科学技術振興施策・地
域産業振興施策の集中投資の推進
・各省庁ごとに、目的別に創設されている研
究費（競争的資金）及び科学技術振興施策・
地域産業振興施策について、「地域における
特定分野のクラスター形成」の評価項目を導
入

都市再生プロジェクト・知的クラスター創成事業・
産業クラスター計画に基づき、クラスター形成に向
けた取り組みを行っている地域に、特定分野での研
究費（競争的資金）及び科学技術振興施策・地域産
業振興施策を集中投資する。
神戸においては、これらの集中投資により、ライフ
サイエンスのスーパークラスター形成の促進を図
る。

兵
庫
県

神戸市 神戸港再生構想

わが国経済の発展を支えてきた歴史ある国際貿易港として
重要な役割をになってきた神戸港において、「国際みなと
経済特区」における規制緩和の活用、「スーパー中枢港
湾」による次世代高規格コンテナターミナルの育成や官民
一体となった荷役の効率化やコスト削減への取り組み、さ
らには神戸市独自の事業の促進や港湾関連情報のIT化の促
進によってロジスティックハブ拠点機能を強化して世界水
準の港湾サービスを提供し国際競争力の回復に取り組んで
いく。
またクルーズ機能の強化や再開発事業の促進によって港の
観光振興や臨海部の活性化を進めることにより、港を賑わ
いのあるウォーターフロント拠点として再構築し新たな発
展を図っていく。
これらの取組みにより港の再生と港に連なる街の活性化を
目指す。

動物検疫所・植
物防疫所におけ
る動植物検疫体
制の強化・充実

国際みなと経済特区内における税関職員の執
務時間外の常駐体制と同様な、動植物検疫体
制の確立

税関職員の執務時間外の常駐体制と同様に、動物検
疫所、植物防疫所の執務時間外の検疫体制を強化、
充実することで、港湾物流のリードタイムを短縮
し、神戸港の競争力を強化する。

兵
庫
県

神戸市 神戸港再生構想

わが国経済の発展を支えてきた歴史ある国際貿易港として
重要な役割をになってきた神戸港において、「国際みなと
経済特区」における規制緩和の活用、「スーパー中枢港
湾」による次世代高規格コンテナターミナルの育成や官民
一体となった荷役の効率化やコスト削減への取り組み、さ
らには神戸市独自の事業の促進や港湾関連情報のIT化の促
進によってロジスティックハブ拠点機能を強化して世界水
準の港湾サービスを提供し国際競争力の回復に取り組んで
いく。
またクルーズ機能の強化や再開発事業の促進によって港の
観光振興や臨海部の活性化を進めることにより、港を賑わ
いのあるウォーターフロント拠点として再構築し新たな発
展を図っていく。
これらの取組みにより港の再生と港に連なる街の活性化を
目指す。

検疫所における
輸入食品の検査
体制の強化・充
実

国際みなと経済特区内における税関職員の執
務時間外の常駐体制と同様な、検疫所の輸入
食品の検査体制の確立

税関職員の執務時間外の常駐体制と同様に、検疫所
における輸入食品の執務時間外の検査体制を強化、
充実することで、港湾物流のリードタイムを短縮
し、神戸港の競争力を強化する。

兵
庫
県

神戸市 神戸港再生構想

わが国経済の発展を支えてきた歴史ある国際貿易港として
重要な役割をになってきた神戸港において、「国際みなと
経済特区」における規制緩和の活用、「スーパー中枢港
湾」による次世代高規格コンテナターミナルの育成や官民
一体となった荷役の効率化やコスト削減への取り組み、さ
らには神戸市独自の事業の促進や港湾関連情報のIT化の促
進によってロジスティックハブ拠点機能を強化して世界水
準の港湾サービスを提供し国際競争力の回復に取り組んで
いく。
またクルーズ機能の強化や再開発事業の促進によって港の
観光振興や臨海部の活性化を進めることにより、港を賑わ
いのあるウォーターフロント拠点として再構築し新たな発
展を図っていく。
これらの取組みにより港の再生と港に連なる街の活性化を
目指す。

内航ﾌｨｰﾀﾞｰ船に
おけるボンド油
の使用

神戸港に寄港する外貿二次輸送貨物を輸送す
る内航ｺﾝﾃﾅﾌｨｰﾀﾞｰ船に対して、関税・石油税
の賦課されていないボンド油の使用許可

神戸港は九州・中国・四国地方の各港と内航ｺﾝﾃﾅ
ﾌｨｰﾀﾞｰ網で密接に結ばれている。しかし近年、九州
や瀬戸内海沿岸から発生する輸出入貨物の多くが従
来のように神戸港に集荷されずコストの安い外航
ﾌｨｰﾀﾞｰ船によって釜山等にﾄﾗﾝｼｯﾌﾟされている。神
戸港の活性化に向けて海外へ流出している貨物の集
荷力を高めるためには、外貿貨物の二次輸送（国内
輸送）に従事するﾌｨｰﾀﾞｰ船料金を低減し、外航ﾌｨｰ
ﾀﾞｰ船に対するコスト競争力を確保する。

兵
庫
県

神戸市 神戸港再生構想

わが国経済の発展を支えてきた歴史ある国際貿易港として
重要な役割をになってきた神戸港において、「国際みなと
経済特区」における規制緩和の活用、「スーパー中枢港
湾」による次世代高規格コンテナターミナルの育成や官民
一体となった荷役の効率化やコスト削減への取り組み、さ
らには神戸市独自の事業の促進や港湾関連情報のIT化の促
進によってロジスティックハブ拠点機能を強化して世界水
準の港湾サービスを提供し国際競争力の回復に取り組んで
いく。またクルーズ機能の強化や再開発事業の促進によっ
て港の観光振興や臨海部の活性化を進めることにより、港
を賑わいのあるウォーターフロント拠点として再構築し新
たな発展を図っていく。
これらの取組みにより港の再生と港に連なる街の活性化を
目指す。

旅客不定期航路
事業者の禁止行
為の緩和

海上運送法において旅客不定期航路事業とし
て許可を受けている神戸港内の遊覧船事業に
ついての禁止行為の緩和（起終点が異なる場
合や寄港地を有している場合の乗合旅客の輸
送の許可）

今後の空港の開港やｺﾝﾃﾅﾊﾞｰｽ跡地再開発の進捗とと
もに神戸港内遊覧船のｺｰｽの多様化が可能となる。
旅客不定期航路事業の起終点や寄港地の制限が緩和
されることにより、多様な遊覧経路の設定や新たな
事業者の参入が促進され遊覧船事業の魅力が向上し
港の観光振興を図ることができる。

兵
庫
県

神戸市 神戸港再生構想

わが国経済の発展を支えてきた歴史ある国際貿易港として
重要な役割をになってきた神戸港において、「国際みなと
経済特区」における規制緩和の活用、「スーパー中枢港
湾」による次世代高規格コンテナターミナルの育成や官民
一体となった荷役の効率化やコスト削減への取り組み、さ
らには神戸市独自の事業の促進や港湾関連情報のIT化の促
進によってロジスティックハブ拠点機能を強化して世界水
準の港湾サービスを提供し国際競争力の回復に取り組んで
いく。
またクルーズ機能の強化や再開発事業の促進によって港の
観光振興や臨海部の活性化を進めることにより、港を賑わ
いのあるウォーターフロント拠点として再構築し新たな発
展を図っていく。
これらの取組みにより港の再生と港に連なる街の活性化を
目指す。

国有地の財産処
理に対する柔軟
な対応

神戸港における土地の有効利用を図るため
の、国有地と市有地の交換に対する柔軟な対
応

メリケン地区において、国有地と市有地を交換し、
変形地を整形地とすることで、土地利用の範囲が拡
大することになるため、事業者の進出が容易となり
神戸港の活性につながる。
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名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

神戸市 神戸港再生構想

わが国経済の発展を支えてきた歴史ある国際貿易港として
重要な役割をになってきた神戸港において、「国際みなと
経済特区」における規制緩和の活用、「スーパー中枢港
湾」による次世代高規格コンテナターミナルの育成や官民
一体となった荷役の効率化やコスト削減への取り組み、さ
らには神戸市独自の事業の促進や港湾関連情報のIT化の促
進によってロジスティックハブ拠点機能を強化して世界水
準の港湾サービスを提供し国際競争力の回復に取り組んで
いく。
またクルーズ機能の強化や再開発事業の促進によって港の
観光振興や臨海部の活性化を進めることにより、港を賑わ
いのあるウォーターフロント拠点として再構築し新たな発
展を図っていく。
これらの取組みにより港の再生と港に連なる街の活性化を
目指す。

民活法特定施設
の対象施設及び
金融支援の拡充
による民間事業
者の進出促進

民活法特定施設の対象拡大（施設用地費、附
帯する道路、緑地など）、国のインセンティ
ブ補助率のかさ上げ及び民間事業者への無利
子貸付の導入

「神戸ポートアイランド西地域」のコンテナバース
跡地（PC1～5）において、都市機能も含めた新しい
都市型ウォーターフロント空間を創出する。要望の
実現により、民間事業者の進出が促され、再開発事
業が進捗することにより、神戸港及び神戸市の活性
化につながることが期待される。

兵
庫
県

神戸市 神戸港再生構想

わが国経済の発展を支えてきた歴史ある国際貿易港として
重要な役割をになってきた神戸港において、「国際みなと
経済特区」における規制緩和の活用、「スーパー中枢港
湾」による次世代高規格コンテナターミナルの育成や官民
一体となった荷役の効率化やコスト削減への取り組み、さ
らには神戸市独自の事業の促進や港湾関連情報のIT化の促
進によってロジスティックハブ拠点機能を強化して世界水
準の港湾サービスを提供し国際競争力の回復に取り組んで
いく。
またクルーズ機能の強化や再開発事業の促進によって港の
観光振興や臨海部の活性化を進めることにより、港を賑わ
いのあるウォーターフロント拠点として再構築し新たな発
展を図っていく。
これらの取組みにより港の再生と港に連なる街の活性化を
目指す。

補助金返還要件
の緩和による再
開発事業の促進

公共クレーンを売却する場合における、震災
復興時に投入された国庫補助金返還の免除

阪神・淡路大震災により被災した神戸港の港湾施設
をを復旧したが、震災以降利用率が下がっている。
施設の有効利用を図るための処分にあたり、国庫補
助金の返還が必要となるが、この国庫補助金の返還
を免除されることにより、神戸港の財政支援に寄与
し、神戸港の活性化につながる。

兵
庫
県

神戸市 神戸港再生構想

わが国経済の発展を支えてきた歴史ある国際貿易港として
重要な役割をになってきた神戸港において、「国際みなと
経済特区」における規制緩和の活用、「スーパー中枢港
湾」による次世代高規格コンテナターミナルの育成や官民
一体となった荷役の効率化やコスト削減への取り組み、さ
らには神戸市独自の事業の促進や港湾関連情報のIT化の促
進によってロジスティックハブ拠点機能を強化して世界水
準の港湾サービスを提供し国際競争力の回復に取り組んで
いく。
またクルーズ機能の強化や再開発事業の促進によって港の
観光振興や臨海部の活性化を進めることにより、港を賑わ
いのあるウォーターフロント拠点として再構築し新たな発
展を図っていく。
これらの取組みにより港の再生と港に連なる街の活性化を
目指す。

神戸・大阪両港
の一開港化によ
る利便性の向上

関税法施行令別表の改正により、神戸・大阪
両港を一開港とする。

一開港化により両港に寄港する船舶のとん税・特別
とん税の負担を1回限りすることにより港湾コスト
の削減を図り、神戸港の国際競争力を強化する。

兵
庫
県

神戸市
神戸国際集客観
光都市構想

　神戸市は、六甲山や美しい港など魅力ある観光資源を有
している。これらを活かしながら、神戸ブランドの持続的
発展に努めることで、国内外からの観光客の誘致に取り組
むとともに経済の活性化を図っている。
　平成15年10月には、六甲有馬観光特区の認定を受けた
が、さらなる観光客の誘致を推進するため、ロケーション
における道路占用手続きの簡素化等により神戸のまちの映
像化を推進することで、都市ブランドを高め、国内外に発
信する。また、集客施設周辺における不法駐輪等を一掃す
ることで、まちの美化を推進し、おしゃれな都市のイメー
ジに合致した街並み形成を促進する。さらに、神戸に訪れ
た観光客の周遊性を高めるとともに、世界に開かれた積極
的な国際交流を進めるために、訪日旅行における規制緩和
等を図っていく等の取り組みを進める。

ロケーションに
おける道路占用
許可の手続き簡
素化

道路におけるロケーションについては、道路
交通法第77条第1項第4号により、警察署長の
許可を受けなければならないこととなってい
るが、煩雑な手続き、資料の提出を求められ
ることが多く、許可を受けるまで時間がかか
る。また、許可を受けられないケースもあ
る。そこで、あらかじめ指定されたエリア、
ルートについては、事前に許可基準を定め、
その基準を満たす場合には即時に許可を受け
ることができることとする。

ロケーション撮影のために許可手続きが簡略化され
た「ロケーション・ルート」（神戸大橋、浜手バイ
パス等）、「ロケーション・エリア」（旧居留地、
北野等）「ロケーション・ビルディング」（税関、
裁判所等）を設定することにより、映像制作者に魅
力あるロケーション環境を提供することができ、ロ
ケーション撮影誘致の大きなインセンティブとな
り、ロケーション撮影誘致件数の飛躍的な増加が見
込まれる。

兵
庫
県

神戸市
神戸国際集客観
光都市構想

　神戸市は、六甲山や美しい港など魅力ある観光資源を有
している。これらを活かしながら、神戸ブランドの持続的
発展に努めることで、国内外からの観光客の誘致に取り組
むとともに経済の活性化を図っている。
　平成15年10月には、六甲有馬観光特区の認定を受けた
が、さらなる観光客の誘致を推進するため、ロケーション
における道路占用手続きの簡素化等により神戸のまちの映
像化を推進することで、都市ブランドを高め、国内外に発
信する。また、集客施設周辺における不法駐輪等を一掃す
ることで、まちの美化を推進し、おしゃれな都市のイメー
ジに合致した街並み形成を促進する。さらに、神戸に訪れ
た観光客の周遊性を高めるとともに、世界に開かれた積極
的な国際交流を進めるために、訪日旅行における規制緩和
等を図っていく等の取り組みを進める。

ロケーションに
おける施設使用
許可手続きの簡
素化

国立の施設については、国有財産法第18条第
3項の規定により、施設管理者の判断によ
り、撮影の許可を受けることとなるが、許可
についての明確な基準がないため、道路と同
様の問題点があるが、許可基準を明確化する
ことにより、手続きの簡素化が図れる。

ロケーション撮影のために許可手続きが簡略化され
た「ロケーション・ルート」（神戸大橋、浜手バイ
パス等）、「ロケーション・エリア」（旧居留地、
北野等）「ロケーション・ビルディング」（税関、
裁判所等）を設定することにより、映像制作者に魅
力あるロケーション環境を提供することができ、ロ
ケーション撮影誘致の大きなインセンティブとな
り、ロケーション撮影誘致件数の飛躍的な増加が見
込まれる。

兵
庫
県

神戸市
神戸国際集客観
光都市構想

　神戸市は、六甲山や美しい港など魅力ある観光資源を有
している。これらを活かしながら、神戸ブランドの持続的
発展に努めることで、国内外からの観光客の誘致に取り組
むとともに経済の活性化を図っている。
　平成15年10月には、六甲有馬観光特区の認定を受けた
が、さらなる観光客の誘致を推進するため、ロケーション
における道路占用手続きの簡素化等により神戸のまちの映
像化を推進することで、都市ブランドを高め、国内外に発
信する。また、集客施設周辺における不法駐輪等を一掃す
ることで、まちの美化を推進し、おしゃれな都市のイメー
ジに合致した街並み形成を促進する。さらに、神戸に訪れ
た観光客の周遊性を高めるとともに、世界に開かれた積極
的な国際交流を進めるために、訪日旅行における規制緩和
等を図っていく等の取り組みを進める。

自転車法の「自
転車等」の対象
拡大

自転車法で規定している「自転車等」につい
て、道交法上の自動二輪車を加えることによ
り、自治体が放置された自動二輪を撤去する
ことを可能にする。

自転車法の「自転車等」の定義に自動二輪車(125cc
以下）を加え、自治体による撤去権限を与える。
・自治体は条例改正を行い、放置禁止区域内の放置
自動二輪車も撤去できることとする。
・自治体は自転車等の撤去にあたって、自転車・原
付・自動二輪を一斉に撤去する事が可能になり、放
置の無い状況を維持することが出来る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

神戸市
神戸国際集客観
光都市構想

　神戸市は、六甲山や美しい港など魅力ある観光資源を有
している。これらを活かしながら、神戸ブランドの持続的
発展に努めることで、国内外からの観光客の誘致に取り組
むとともに経済の活性化を図っている。
　平成15年10月には、六甲有馬観光特区の認定を受けた
が、さらなる観光客の誘致を推進するため、ロケーション
における道路占用手続きの簡素化等により神戸のまちの映
像化を推進することで、都市ブランドを高め、国内外に発
信する。また、集客施設周辺における不法駐輪等を一掃す
ることで、まちの美化を推進し、おしゃれな都市のイメー
ジに合致した街並み形成を促進する。さらに、神戸に訪れ
た観光客の周遊性を高めるとともに、世界に開かれた積極
的な国際交流を進めるために、訪日旅行における規制緩和
等を図っていく等の取り組みを進める。

自転車法の、放
置自転車等の撤
去・保管・処分
を行う者の定義
改正

自転車法では放置自転車等の撤去・保管・処
分につては、市長村長が行うものとしている
が、これを民間事業者にも委任可能なものと
して認める。

・自治体は、撤去を行う事業者を選定し、撤去の委
託を行い、告示等により住民への周知を図る。
・事業者は定められた手続きに基づき、放置自転車
の撤去・保管・処分を行い、実績に基づき委託料を
受ける。

兵
庫
県

神戸市
神戸国際集客観
光都市構想

　神戸市は、六甲山や美しい港など魅力ある観光資源を有
している。これらを活かしながら、神戸ブランドの持続的
発展に努めることで、国内外からの観光客の誘致に取り組
むとともに経済の活性化を図っている。
　平成15年10月には、六甲有馬観光特区の認定を受けた
が、さらなる観光客の誘致を推進するため、ロケーション
における道路占用手続きの簡素化等により神戸のまちの映
像化を推進することで、都市ブランドを高め、国内外に発
信する。また、集客施設周辺における不法駐輪等を一掃す
ることで、まちの美化を推進し、おしゃれな都市のイメー
ジに合致した街並み形成を促進する。さらに、神戸に訪れ
た観光客の周遊性を高めるとともに、世界に開かれた積極
的な国際交流を進めるために、訪日旅行における規制緩和
等を図っていく等の取り組みを進める。

旅客不定期航路
事業者の禁止行
為の緩和

海上運送法において旅客不定期航路事業とし
て許可を受けている神戸港内の遊覧船事業に
ついての禁止行為の緩和（起終点が異なる場
合や寄港地を有している場合の乗合旅客の輸
送の許可）

今後の空港の開港やｺﾝﾃﾅﾊﾞｰｽ跡地再開発の進捗とと
もに神戸港内遊覧船のｺｰｽの多様化が可能となる。
旅客不定期航路事業の起終点や寄港地の制限が緩和
されることにより、多様な遊覧経路の設定や新たな
事業者の参入が促進され遊覧船事業の魅力が向上し
港の観光振興を図ることができる。

兵
庫
県

神戸市
神戸国際集客観
光都市構想

　神戸市は、六甲山や美しい港など魅力ある観光資源を有
している。これらを活かしながら、神戸ブランドの持続的
発展に努めることで、国内外からの観光客の誘致に取り組
むとともに経済の活性化を図っている。
　平成15年10月には、六甲有馬観光特区の認定を受けた
が、さらなる観光客の誘致を推進するため、ロケーション
における道路占用手続きの簡素化等により神戸のまちの映
像化を推進することで、都市ブランドを高め、国内外に発
信する。また、集客施設周辺における不法駐輪等を一掃す
ることで、まちの美化を推進し、おしゃれな都市のイメー
ジに合致した街並み形成を促進する。さらに、神戸に訪れ
た観光客の周遊性を高めるとともに、世界に開かれた積極
的な国際交流を進めるために、訪日旅行における規制緩和
等を図っていく等の取り組みを進める。

公の施設の使用
料のカード決済
の容認

地方公共団体がクレジット会社等第三者への
債権譲渡契約を締結できる特例を設け、公の
施設の使用料のカード決済を容認する。

来年度、スルットＫＡＮＳＡＩでＩＣカードの導入
が予定されており、交通機関の利用に加え、ショピ
ングや観光施設等が一枚のカードで利用可能とな
る。 現在、地方自治法施行令第158条により、使用
料について私人にその徴収又は収納の事務を委託す
ることが認められているが、これに加えて、地方公
共団体がクレジット会社等第三者への債権譲渡契約
を締結できる特例を設け、公の施設の使用料のカー
ド決済を容認し、利用者の利便性の向上および利用
者の増加を図っていく。

兵
庫
県

神戸市
神戸国際集客観
光都市構想

　神戸市は、六甲山や美しい港など魅力ある観光資源を有
している。これらを活かしながら、神戸ブランドの持続的
発展に努めることで、国内外からの観光客の誘致に取り組
むとともに経済の活性化を図っている。
　平成15年10月には、六甲有馬観光特区の認定を受けた
が、さらなる観光客の誘致を推進するため、ロケーション
における道路占用手続きの簡素化等により神戸のまちの映
像化を推進することで、都市ブランドを高め、国内外に発
信する。また、集客施設周辺における不法駐輪等を一掃す
ることで、まちの美化を推進し、おしゃれな都市のイメー
ジに合致した街並み形成を促進する。さらに、神戸に訪れ
た観光客の周遊性を高めるとともに、世界に開かれた積極
的な国際交流を進めるために、訪日旅行における規制緩和
等を図っていく等の取り組みを進める。

中国天津市への
訪日団体観光旅
行の対象地域の
拡大

中国国民の訪日団体観光旅行の対象地域の拡
大（北京市、上海市、広東省のみに認められ
ている訪日団体観光旅行対象地域への天津市
の追加）

中国国民の訪日団体観光旅行の対象地域の拡大（北
京市、上海市、広東省のみに認められている訪日団
体観光旅行対象地域への天津市の追加）

兵
庫
県

神戸市
神戸国際集客観
光都市構想

　神戸市は、六甲山や美しい港など魅力ある観光資源を有
している。これらを活かしながら、神戸ブランドの持続的
発展に努めることで、国内外からの観光客の誘致に取り組
むとともに経済の活性化を図っている。
　平成15年10月には、六甲有馬観光特区の認定を受けた
が、さらなる観光客の誘致を推進するため、ロケーション
における道路占用手続きの簡素化等により神戸のまちの映
像化を推進することで、都市ブランドを高め、国内外に発
信する。また、集客施設周辺における不法駐輪等を一掃す
ることで、まちの美化を推進し、おしゃれな都市のイメー
ジに合致した街並み形成を促進する。さらに、神戸に訪れ
た観光客の周遊性を高めるとともに、世界に開かれた積極
的な国際交流を進めるために、訪日旅行における規制緩和
等を図っていく等の取り組みを進める。

通訳案内業の簡
易免許制度の創
設

専門性の高い現行の通訳案内業法による通訳
案内業の免許に加え、通訳案内業の簡易免許
制度を創設する。

通訳案内業については、通訳案内業法による試験に
合格し、免許を受けなければならないが、人数や料
金面から外国人旅行者の幅広い需要に十分対応でき
ていない。よって、現行の通訳案内業の免許に加え
て、通訳案内業の簡易免許を創設し、外国人旅行者
の幅広い需要に対応していくことが求められてい
る。

兵
庫
県

相生市
相生湾臨海部活
性化構想

相生湾北部の水辺には、干潟、シバナ群落があり、野鳥が
住み、魚が泳いでおり、白龍城、中央公園、苧谷川、ペー
ロン親水護岸など、市民が自然と身近に親しめる場所が多
く点在している。
これらをネットワーク化し、「みずべのさんぽみち」とし
て整備することにより、市民が安心して水辺の景色に親し
み、散策や人との交流を図り、併せて、相生市の名所とし
て、再発見、再認識する場を提供している。
さらに本計画を充実させるため、環境交流ゾーンとして整
備中の相生地区埋立地まで区域を広げ、新たな拠点施設を
つくるとともに、遊歩道・親水護岸で結びネットワークを
拡大する。　　　　　　　　　このことにより、今まで以
上に市民が利用しやすい「ゆとり空間」が創出され、「相
生湾」を市民の憩いの場として、人・自然とのふれあいと
交流を促進することができる。

・補助金の採択
基準、対象に係
る要件の改善

・海岸保全施設の整備において、補助金の採
択基準、対象に係る要件の改善により、「み
ずべのさんぽみち」としての広幅員の護岸管
理用通路（現行基準では幅員３ｍ）及びその
背後に、通路に沿って、現行基準では認めら
れていないが快適な水辺空間創出のため、連
続して植栽帯を設置する。

・海岸保全施設の整備と同時に、水際線沿いに連続
した「みずべのさんぽみち」を整備し、拠点施設を
ネットワーク化することにより、市民が安心して静
かな海辺の景色に親しみ、散策や人との交流を図
る。その相乗効果により、各施設の利用を一層促進
し、地域経済の活性化・雇用の創出を図る。
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兵
庫
県

相生市
相生湾臨海部活
性化構想

相生湾北部の水辺には、干潟、シバナ群落があり、野鳥が
住み、魚が泳いでおり、白龍城、中央公園、苧谷川、ペー
ロン親水護岸など、市民が自然と身近に親しめる場所が多
く点在している。
これらをネットワーク化し、「みずべのさんぽみち」とし
て整備することにより、市民が安心して水辺の景色に親し
み、散策や人との交流を図り、併せて、相生市の名所とし
て、再発見、再認識する場を提供している。
さらに本計画を充実させるため、環境交流ゾーンとして整
備中の相生地区埋立地まで区域を広げ、新たな拠点施設を
つくるとともに、遊歩道・親水護岸で結びネットワークを
拡大する。　　　　　　　　　このことにより、今まで以
上に市民が利用しやすい「ゆとり空間」が創出され、「相
生湾」を市民の憩いの場として、人・自然とのふれあいと
交流を促進することができる。

・補助金対象施
設の利用条件に
係る要件の改善

・物揚場背後の埠頭用地の占用施設として
は、物揚場と一体的利用を図る施設しか認め
られていないが、利用条件に係る要件の改善
により、漁業振興等埋立地の有効利用を図る
ことができるものであれば公共・民間に限ら
ず占用を許可する。

・既存の交流･拠点施設と一体的に臨海地域を活性
化するため埠頭用地に民間の商業施設（レストラ
ン・オープンカフェ等）を誘致することにより集
客･地域経済の活性化・雇用の創出を図る。

兵
庫
県

相生市
相生湾臨海部活
性化構想

相生湾北部の水辺には、干潟、シバナ群落があり、野鳥が
住み、魚が泳いでおり、白龍城、中央公園、苧谷川、ペー
ロン親水護岸など、市民が自然と身近に親しめる場所が多
く点在している。
これらをネットワーク化し、「みずべのさんぽみち」とし
て整備することにより、市民が安心して水辺の景色に親し
み、散策や人との交流を図り、併せて、相生市の名所とし
て、再発見、再認識する場を提供している。
さらに本計画を充実させるため、環境交流ゾーンとして整
備中の相生地区埋立地まで区域を広げ、新たな拠点施設を
つくるとともに、遊歩道・親水護岸で結びネットワークを
拡大する。　　　　　　　　　このことにより、今まで以
上に市民が利用しやすい「ゆとり空間」が創出され、「相
生湾」を市民の憩いの場として、人・自然とのふれあいと
交流を促進することができる。

・既設護岸の管
理用通路敷を有
効活用する場合
の阻害要因の除
去

・既設護岸の管理用通路敷の占用は、イベン
ト時などの一時使用であれば認められている
が常時使用は認められていない。。可能な限
りの公共性を担保することにより、オープン
カフェ等の施設の常設を認める。

・交流拠点として機能する「道の駅あいおいペーロ
ン城」等の護岸上にオープンカフェ等を併設し、そ
の相乗効果によりさらなる集客を図り、地域経済の
活性化・雇用の創出を図る。

兵
庫
県

南淡町
農業再生21世紀
モデル農場構想

農業再生21世紀モデル農場構想は、「農業生産性の向上
（食糧自給率の向上）・企業経営農業の確立・３Ｋの払
拭」を基本コンセプトとした、「農」の時代に向けた持続
可能な循環型社会を志向し、地域の参画と協働を目的とし
た「儲かる（賄う）農業、次世代型の企業的農業、その農
業で生きるまち、そして全国・全世界から人々が訪れるま
ち」のあり方を追求した構想です。当町主導により、地元
企業及び農協と連携し、大規模基盤整備による土地生産性
を向上させた他産地・国際化に対抗する生産基盤の整備、
水利統合による限られた水資源の相互補完と有効活用、多
面的機能を発揮するための水利施設の多目的利用、コンポ
ストセンター・バイオマス活用によるリサイクルと有機・
減農薬栽培の推進、そして地産地消・販売計画などの課題
に対応するものです。

地域資源活用促
進事業、都市再
生関連対策事
業、農産漁村地
域活性化対策事
業

ブランド・ニッポン農産物供給体制確立体制
事業を活用して、農業再生21世紀モデル農場
の確立に必要な新技術の実証、新品種の導
入・栽培試験等を行い、農業生産総合対策条
件整備事業・共同利用施設整備を活用して本
モデル農場を建設する。これら国の補助事業
と連携し、当町一般財源の確保にあたって
は、総務省地域再生施策・農山漁村地域活性
化対策事業により、地方財政措置をしていた
だくことで、国からの集中的な支援を受ける
ことができる。

農業再生21世紀モデル農場構想は、「農業生産性の向上（食糧自
給率の向上）・企業経営農業の確立・３Ｋの払拭」を基本コンセ
プトとした、「農」の時代に向けた持続可能な循環型社会を志向
し、地域の参画と協働を目的とした「儲かる（賄う）農業、次世
代型の企業的農業、その農業で生きるまち、そして全国・全世界
から人々が訪れるまち」のあり方を追求した構想です。当町主導
により、地元企業及び農協と連携し、大規模基盤整備による土地
生産性を向上させた他産地・国際化に対抗する生産基盤の整備、
水利統合による限られた水資源の相互補完と有効活用、多面的機
能を発揮するための水利施設の多目的利用、コンポストセン
ター・バイオマス活用によるリサイクルと有機・減農薬栽培の推
進、そして地産地消・販売計画などの課題に対応するものです。
一定の土地が、高い生産性を生む”儲かる農業工場”を実現する
ため、栽培技術として「給水・排水・肥料・空気が自在にコント
ロール可能（節水・コスト縮減）」、「ロボット作業による耕起
～播種～移植～防除～収穫までの一貫した農耕（センサー内臓と
コンピューター制御での軽作業化による高年齢者及び女性対応可
能型）」及び「ロボット作業による３Ｋの解消」が本構想の利点
です。また、プレキャスト遊水池の構造的な躯体の製作・施工性
とコスト効率、底部配管の施工性、ブリッジの軽量化及び防錆対
策など、ＬＣAを配慮した最も新しい材料技術の投入が極めて重要
です。全く新しい技術革新が２１世紀を築くものであり、「セメ
ントを基材に反応性微粉末を使用した無機系複合材料技術」は、
セメントをベースとする技術でありながら、従来のコンクリート
と比較して、あらゆる面でワンランク上の性能を実現したもので
す。従来のセメントやコンクリートの常識では考えられなかった
新しい用途・工法への利用を可能としたものである。そして、農
業に不可欠な水利用とロングスパンのブリッジなどに対するメ
リットとしては、薄肉で無鉄筋による高強度かつ高耐久性による
土木用埋設型枠、シールド工事の大深度化に伴うセグメント桁高
の薄化と掘削土量の削減及び鉄筋量の削減などとともに、水・海
水による厳しい腐蝕環境下における優れた耐久性とメンテナンス
フリー、薄肉・軽量化に伴うロングスパン工法と造形美の創出が
上げられます。

兵
庫
県

兵庫県

「“つくる”か
ら“つかう”」
公的施設等活用
構想

公的施設等の目的外転用を図ることにより、地域の特性や
ニーズに応じた施設利用が可能となり、新たなビジネス機
会や雇用機会を創出することができる。そのために、地方
債や国からの補助金で建設した公的施設等の目的外転用に
ついて、次の措置を提案する。

①地方債の繰上げ償還を不要とする措置
②転用の阻害要因（補助金の返還等）を除去する等適切な
法的措置
③転用の際に必要となる整備の財源確保のためのリニュー
アル債の措置

公的施設のリ
ニュ-アルのた
めの適化法等の
柔軟な対応

地方債や国からの補助金で建設した公的施設
等の目的外転用に当たり、
①地方債の繰上げ償還を不要とする。
②転用の阻害要因（補助金の返還等）を除去
する等適切な法的措置を講じる。
③転用の際に必要となる整備等の財源確保の
ため、リニューアル債を措置する。

・統廃合等により廃校となった学校の特産品製造施
設への転用
・市町・ＪＡ等の余剰施設の民間施設への転用　等

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

芸術文化セン
ター事業に対す
る支援措置の採
択要件緩和・集
中実施

芸術文化センターにおけるソフト事業に対す
る支援
（採択要件（実績・支援期間）の緩和、開館
後５年間程度の集中実施）
・文化庁芸術拠点形成事業
・日本芸術文化振興会・芸術文化振興基金助
成（地域文化施設公演、現代舞台芸術創造普
及活動）
・（財）地域創造・地域の芸術文化環境づく
り支援事業

芸術文化センター事業（演劇、音楽、舞踊等多彩な
分野における、①創造・公演事業、②芸術文化普及
事業、③芸術文化創造基盤整備事業）
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

芸術文化セン
ター事業に対す
る支援措置の集
中実施

芸術文化センターにおけるソフト事業に対す
る支援
・新国立劇場主催公演開催
・国立劇場主催公演開催
・国立文楽劇場主催公演開催

芸術文化センター事業（演劇、音楽、舞踊等多彩な
分野における、①創造・公演事業、②芸術文化普及
事業、③芸術文化創造基盤整備事業）

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

芸術文化セン
ター付属交響楽
団の支援措置の
採択要件緩和等

芸術文化センター付属交響楽団事業に対する
支援
（採択要件（実績・支援期間・団体規模等）
の緩和、開館後５年間程度の集中実施）
・文化庁芸術団体重点支援事業
・日本芸術文化振興会・芸術文化振興基金助
成

芸術文化センター付属交響楽団事業（定期公演、青
少年コンサート、アウトリーチ活動等）

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

アウトリーチ活
動の支援措置の
採択要件の緩
和・集中実施

芸術文化センター付属交響楽団等によって展
開されるアウトリーチ活動に対する支援（採
択要件（実績・支援期間）の緩和、開館後５
年間程度の集中実施）
・文化庁芸術拠点形成事業

芸術文化センターを中心として展開されるアウト
リーチ活動

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

県民オペラ・市
民オペラの制
作・上演に対す
る支援・集中実
施

芸術文化センターにおける県民オペラ・市民
オペラの制作・上演に対する支援　　　・日
本芸術文化振興会・芸術文化振興基金助成
（地域文化施設公演）　　　　　　　・
（財）地域創造・地域の芸術文化環境づくり
支援事業

芸術文化センターにおける県民オペラ・市民オペラ
の制作・上演

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

芸術文化セン
ター事業実施に
伴う利便性の向
上

芸術文化センター事業及び付属交響楽団事業
における外国人招聘に伴うビザの免除

芸術文化センター事業（演劇、音楽、舞踊等多彩な
分野における、①創造・公演事業、②芸術文化普及
事業、③芸術文化創造基盤整備事業）及び付属交響
楽団事業（定期公演、青少年コンサート、アウト
リーチ活動等）

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

（財）兵庫県芸
術文化協会の特
定公益増進法人
認定

芸術文化センターの管理・運営団体である
（財）兵庫県芸術文化協会に対する特定公益
増進法人認定

芸術文化センター事業（演劇、音楽、舞踊等多彩な
分野における、①創造・公演事業、②芸術文化普及
事業、③芸術文化創造基盤整備事業）及び付属交響
楽団事業（定期公演、青少年コンサート、アウト
リーチ活動等）
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

まちづくり総合
支援事業の重点
的支援

まちづくり総合支援事業の重点的支援
市による周辺主要駅から芸術文化センターへのアプ
ローチ道路の修景整備事業（歩道美装化、街路灯設
置、案内誘導サイン設置等）

兵
庫
県

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれ
るまちづくり構
想

平成１７年１０月開館をめざして、現在、整備を進めてい
る「兵庫県立芸術文化センター（仮称）」を中心として展
開される、センター専属の芸術創造団体である付属交響楽
団の演奏会等舞台芸術の創作、発表、鑑賞など多彩な芸術
文化活動を通じて、県民生活を豊かにするとともに、地域
の新たな個性を創り出し、経済の活性化と雇用機会の増大
等地域の振興を図る。そのために、次の措置を提案する。

①芸術文化センターのソフト事業に対する支援の集中実施
②芸術文化センター付属交響楽団事業に対する支援の集中
実施
③アウトリーチ活動に対する支援の集中実施
④県民オペラ・市民オペラに対する支援の集中実施
⑤外国人出演者のビザの免除
⑥管理・運営団体の特定公益増進法人認定
⑦まちづくり総合支援事業の重点的支援
⑧公共空間を活用したイベント実施の際の各種許認可の容
易化、迅速化

公共空間の活用
の円滑化

道路使用許可申請、道路占用許可申請及び飲
食店営業許可申請等の容易化・迅速化等の支
援

駅前広場、歩道、公園等の公共空間におけるパ
フォーマンス、パレード、ミニコンサート等のイベ
ント実施

兵
庫
県

兵庫県・
篠山市

陶芸文化の郷づ
くり構想

県立陶芸館（仮称）構想の推進を図るため、ハード整備の
みならず、地域に根ざしたソフト事業の一層の推進を図
り、「地域一帯が陶芸文化の郷」を形成する。そのために
次の措置を提案する。
　
①各種文化振興支援施策の効果的活用
②地域内連携事業の効果的な取り組み
③公的施設のリニューアルのための適化法等の柔軟な対応
④道路標識等の様式の多様化
⑤コミュニティバスの柔軟な運行

各種文化振興支
援施策の効果的
活用

国及び関係団体が実施する先導的な各種文化
振興支援施策について、県立陶芸館（仮称）
に対して優先的かつ柔軟な採択がされるよう
配慮を行う。

県立陶芸館（仮称）を拠点とした事業の実施
・アート・イン・レジデンスやシンポジウム等の若
手人材育成事業の実施
・交流・連携の促進を図る陶芸関係の美術展示活動
の実施
・地元陶磁器協同組合等とのタイアップ事業（例:
専門研修コース等）の実施

兵
庫
県

兵庫県・
篠山市

陶芸文化の郷づ
くり構想

県立陶芸館（仮称）構想の推進を図るため、ハード整備の
みならず、地域に根ざしたソフト事業の一層の推進を図
り、「地域一帯が陶芸文化の郷」を形成する。そのために
次の措置を提案する。
　
①各種文化振興支援施策の効果的活用
②地域内連携事業の効果的な取り組み
③公的施設のリニューアルのための適化法等の柔軟な対応
④道路標識等の様式の多様化
⑤コミュニティバスの柔軟な運行

地域内連携事業
の効果的な取り
組み

外国人の滞在に関する規制を緩和することに
より、県立陶芸館（仮称）、陶の郷、地元陶
磁器組合、地元作家等が連携して行う海外作
家招聘事業を活発化し、国際交流を促進する
とともに、若手作家の育成及び地域の活性化
に寄与する。

短期滞在等の資格で来日する海外作家に対し、有報
酬活動の規制を緩和することによる国際文化交流の
活性化

兵
庫
県

兵庫県・
篠山市

陶芸文化の郷づ
くり構想

県立陶芸館（仮称）構想の推進を図るため、ハード整備の
みならず、地域に根ざしたソフト事業の一層の推進を図
り、「地域一帯が陶芸文化の郷」を形成する。そのために
次の措置を提案する。
　
①各種文化振興支援施策の効果的活用
②地域内連携事業の効果的な取り組み
③公的施設のリニューアルのための適化法等の柔軟な対応
④道路標識等の様式の多様化
⑤コミュニティバスの柔軟な運行

公的施設のリ
ニューアルのた
めの適化法の柔
軟な対応

地方債や国からの補助金で建設した公的施設
等の目的外転用に当たり、
①地方債の繰上げ償還を不要とする。
②転用の阻害要因（補助金の返還等）を除去
する等適切な法的措置を講じる。
③転用の際に必要となる整備等の財源確保の
ため、リニューアル債を措置する。

県立陶芸館（仮称）の建設に伴う隣接する篠山市立
「陶の郷」等のリニューアルの促進

兵
庫
県

兵庫県・
篠山市

陶芸文化の郷づ
くり構想

県立陶芸館（仮称）構想の推進を図るため、ハード整備の
みならず、地域に根ざしたソフト事業の一層の推進を図
り、「地域一帯が陶芸文化の郷」を形成する。そのために
次の措置を提案する。
　
①各種文化振興支援施策の効果的活用
②地域内連携事業の効果的な取り組み
③公的施設のリニューアルのための適化法等の柔軟な対応
④道路標識等の様式の多様化
⑤コミュニティバスの柔軟な運行

道路標識等の様
式の多様化

道路標識のうち、著名地点を示す案内標識に
ついて、地域の個性・特色に応じた標識の設
置を認める。

地域内を地域の個性・特色を反映した案内標識の統
一
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

兵庫県・
篠山市

陶芸文化の郷づ
くり構想

県立陶芸館（仮称）構想の推進を図るため、ハード整備の
みならず、地域に根ざしたソフト事業の一層の推進を図
り、「地域一帯が陶芸文化の郷」を形成する。そのために
次の措置を提案する。
　
①各種文化振興支援施策の効果的活用
②地域内連携事業の効果的な取り組み
③公的施設のリニューアルのための適化法等の柔軟な対応
④道路標識等の様式の多様化
⑤コミュニティバスの柔軟な運行

コミュニティバ
スの柔軟な運行

地域内のアクセスの確保のために、ボラン
ティアやＮＰＯ法人等が所有する自家用バス
等によって行うコミュニティバスの有償輸送
に対する所轄大臣許可を緩和するとともに、
許認可権限を県又は地元市に移譲する。

公共交通の利便性の低い交通不便地域、交通空白地
域の輸送手段の確保

兵
庫
県

兵庫県
ケータイ利用地
域拡大プログラ
ム

過疎地域等における携帯電話の不感地区を解消し、ユニ
バーサル・サービス化を促進することにより、通話だけで
はない携帯電話の利活用方策（インターネットによる商取
引等）が普及し、ひいては、地域経済の活性化を図ること
ができる。そのために、携帯電話不感地区を抱える過疎地
等における移動通信用鉄塔施設整備事業（国庫補助事業及
び地方単独事業）について、次の措置を提案する。

①事業者負担の軽減
②地方単独事業の人口要件の廃止

単独事業での過
疎債の活用拡
充・国庫補助事
業での事業者負
担軽減

移動通信用鉄塔施設整備事業（国庫補助事業
及び地方単独事業）において、①事業者負担
の軽減を図るとともに、②地方単独事業の人
口要件を廃止し、国庫補助事業と同様に過疎
地域全体を対象とする必要がある。

過疎地域等の携帯電話の不感地区の解消

兵
庫
県

兵庫県
県立大学による
産学連携推進構
想

平成16年4月に開学する兵庫県立大学において、地域産業
との交流・連携を積極的に推進するため、大学教員の発明
に対するインセンティブを付与するとともに、特許を取得
しやすい環境を整備することにより大学発ベンチャーの増
加による雇用創出を促す。そのために次の措置を提案をす
る。

①大学教員の職務発明に係る特許関連費用（出願料・審査
請求手数料・特許料）の減免
②大学教員の職務発明の優先的審査や審査の簡略化による
特許審査期間の短縮

特許関連費用
（出願料・審査
請求手数料・特
許料）の減免

大学教員による職務発明は、社会的要請が強
く、大学を核とする地域振興に有益なものが
多いと考えられるため、特許関連費用を減免
する必要がある。

兵庫県立大学を核とした産学連携の推進

兵
庫
県

兵庫県
県立大学による
産学連携推進構
想

平成16年4月に開学する兵庫県立大学において、地域産業
との交流・連携を積極的に推進するため、大学教員の発明
に対するインセンティブを付与するとともに、特許を取得
しやすい環境を整備することにより大学発ベンチャーの増
加による雇用創出を促す。そのために次の措置を提案をす
る。

①大学教員の職務発明に係る特許関連費用（出願料・審査
請求手数料・特許料）の減免
②大学教員の職務発明の優先的審査や審査の簡略化による
特許審査期間の短縮

特許審査期間の
短縮

大学教員による職務発明は、社会的要請が強
く、大学を核とする地域振興に有益なものが
多いと考えられるため、優先的審査や審査の
簡略化により特許審査期間の短縮を図る必要
がある。

兵庫県立大学を核とした産学連携の推進

兵
庫
県

兵庫県
都市部における
小規模保育所設
置構想

大都市圏に隣接する人口の多い地域においてニーズの高い
小規模保育所を設置することにより、女性の社会進出を促
進するとともに、新たなビジネス機会や雇用機会を創出す
ることができる。そのために次の措置を提案する。

①６人以上２０人未満の小規模保育所の設置許可
②給食センターなどの利用及びそれに係る補助要件の緩和

都市部における
小規模保育所設
置の設置許可及
び補助要件の緩
和

小規模保育所の設置認可等に係る通知を改正
し、①６人以上２０人未満の小規模保育所を
設置できるようにするとともに、②アレル
ギー児その他の児童に対応できる最低限の調
理施設を維持しつつ、給食センターの利用も
可能とするなど、それに係る補助要件を緩和
する。

小規模保育所の設置

兵
庫
県

 兵庫県 長寿の郷構想

有料老人ホーム等の立地が進みやすい郊外地域において、
介護保険財政等の安定化を図りながら優良施設誘致を行う
ことにより、老人福祉の向上とともに、新たなビジネス機
会や雇用機会を創出する。そのために次の措置を提案す
る。

・住所地特例措置の創設
（入居者の介護や医療に要する費用について、入居前に居
住していた市町村の負担とする）

有料老人ホー
ム・痴呆性高齢
者グループホー
ムの入居者住所
地特例

特別養護老人ホーム等介護保険施設に適用さ
れている介護保険法の住所地特例、国民健康
保険法及び老人保健法の住所地特例を有料老
人ホーム等在宅福祉サービスにも適用する。

有料老人ホーム・痴呆性高齢者グループホーム入居
者への住所地特例による在宅福祉サービス
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

兵庫県
リーディング企
業による地域産
業活性化構想

地場産業振興に係る各種支援制度を拡充することにより、
リーディング企業の育成及び地場産業の活性化を図る。そ
のために次の措置を提案する。

・各種支援制度の補助対象者、対象事業等の範囲の拡大

地場産業振興に
係る各種支援制
度の補助対象者
及び対象事業の
拡大

地域産業集積中小企業等活性化等補助金及び
地場産業等活性化補助金において
１　補助対象者
　①産地組合だけでなく個別企業も対象
　　とする。
　②地場産業振興に資するマーケティン
    グ・流通関連企業等も対象とする｡
２　補助対象経費
　　補助対象経費を幅広に捉え、運用上
    認められていない海外見本市等のた
    めの渡航旅費も対象とする。

・リーディング企業の育成促進
・海外見本市への出展
・マーケティング・流通関連企業等と連携した事業
展開
・デザイナー等と連携した高度なデザインを有する
商品開発事業

兵
庫
県

兵庫県

独立行政法人医
薬品医療機器総
合機構関西セン
ター（仮称）設
置構想

神戸市及び周辺地域での医療機器関連産業の振興を図るた
め、医療機器開発に係る審査手続きの期間短縮や利便性の
向上を図る必要がある。そのために次の提案をする。

・厚生労働省の医療機器開発に係る審査機関を神戸市に設
置

厚生労働省の医
療機器開発に係
る審査機関を神
戸市に設置

厚生労働省の医療機器開発に係る審査機関を
神戸市に設置する。

医療関連産業の振興

兵
庫
県

兵庫県

人的担保を必要
としない信用保
証制度の充実強
化による中小企
業活性化構想

人的担保を必要としない信用保証制度の充実強化により、
中小企業の資金調達を容易にし、新たなビジネス機会や雇
用機会を創出する。そのために次の措置を提案する。

①無担保・無保証人に関する融資限度額の拡大、事業計
画・事業内容の将来性に着目した融資要件の緩和
②新事業創出関連保証及び創業関連保証における自己資金
(50％)要件の緩和
③物的・人的担保に依存した融資構造から脱却したミドル
リスク・ミドルリターン型の保証制度の創設

人的担保を必要
としない信用保
証制度の充実強
化

①特別小口保証の無担保・無保証人限度額を
拡大するとともに、直近が赤字であっても事
業計画書等により将来の黒字見通しが確実な
場合を融資対象とする。
②新事業創出関連保証及び創業関連保証にお
ける自己資金（５０％）要件を、通常の開業
資金に占める自己資金割合（約３０％）に合
わせる。
③中小企業庁が中心となって開発しているＣ
ＤＲ（信用リスクデータベース）を活用する
ことによって、従来、無担保・無保証人では
融資に結びつかなかった中小企業に対して、
いわゆるミドルリスク・ミドルリターンを想
定した、新たな無担保・無保証人への融資ス
キームを中小企業信用保険法を改正して創設
する。

中小企業の活性化

兵
庫
県

兵庫県
中心市街地にお
ける商業集積活
性化促進構想

地域の特性に応じた中小企業への指導等を行うことによ
り、中心市街地での商業集積をさらに促進する。そのため
に次の措置を提案する。

・ＴＭＯ計画に係る経済産業大臣の認定権限を県に移譲

中心市街地活性
化法に基づくＴ
ＭＯ計画の認定
権限の県への移
譲

中心市街地活性化法に基づく中小小売商業高
度化事業計画（ＴＭＯ計画）の認定権限を県
へ移譲する。

・テナントミックス店舗の設置
・アーケード、カラー舗装等の整備　等

兵
庫
県

兵庫県
既存用水の活用
による産業集積
構想

現行の工業用水道事業の許可基準では、具体的な水の需要
が確定していなければ産業団地にあらかじめ工業用水道施
設を整備をすることができないことから、ＩＴ関連産業等
を中心に、大量に安価な用水を必要とする企業の立地を図
るため、次の措置を提案する。

・工業用水道事業法の許可基準の弾力的運用

工業用水道事業
法の許可基準の
弾力的運用

工業用水道事業法の許可基準を弾力的に運用
し、工業用水道事業の計画が確実でなくて
も、予め産業団地に工業用水道施設を設置で
きるようにする。

加西市の加西南産業団地、加西東産業団地における
産業集積

兵
庫
県

兵庫県
雇用機会の増大
促進構想

雇用機会増大促進地域に係る要件を具備しておれば、引き
続き地域雇用開発促進法に基づく各種助成金の活用等によ
る雇用機会の増大促進を図ることができるが、現在の雇用
機会増大計画期間終了時（H18.3）に、西播磨地域が要件
を具備しているかが不透明であり、中長期的な視点での企
業誘致等に支障をきたすことから、次の措置を提案する。

・常用有効求職者数や事業所数に係る要件の弾力化

雇用機会増大促
進地域に係る要
件の弾力化

雇用機会増大促進地域に係る要件について、
常用有効求職者数や事業所数に係る要件を概
ね満たしておればよいようにする。

雇用機会の増大促進
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提案概要
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る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

兵庫県
阪神臨海地域モ
ノづくり産業高
度集積支援構想

工場立地法の弾力的運用により、環境に配慮しながら工場
進出を促進し、地域産業の再活性化を図る。そのため、工
場立地法に基づく工場等の環境施設面積（緑地を含む）の
確保義務（25％）について、次の措置を提案する。

・市町が地域の実情に応じて設定する地区において環境施
設面積を総量的に確保

工場立地法に基
づく工場等の環
境施設面積の弾
力的運用

工場立地法に基づく工場等の環境施設面積
（緑地を含む）の確保義務（25％）を、市町
が地域の実情に応じて設定する地区において
総量的に確保することができるようにする。

阪神臨海地域へのモノづくり産業の高度集積

兵
庫
県

兵庫県
産業人「財」育
成構想

職業能力開発制度の運用を改善し、在職者も対象に企業
ニーズに応じた職業訓練を行うことなどにより、企業活動
の活性化と雇用の創出を促進する。そのために次の措置を
提案する。

①在職者も公共職業訓練の施設外訓練（専修学校等への委
託訓練）の対象とする措置
②企業ニーズに応じた高度な内容の訓練については、求職
者にも受講料の一部の自己負担を求めることができるよう
にする措置

公共職業訓練の
施設外訓練の弾
力的運用

職業能力開発制度の運用を改善し、公共職業
訓練の施設外訓練（専修学校等への委託訓
練）について、
①在職者も対象とすることができるようにす
る。
②企業ニーズに応じた高度な内容の訓練で訓
練費用が高額となる場合については、求職者
にも受講料の一部の自己負担を求めることが
できるようにする。

公共職業訓練の施設外訓練(専修学校等への委託訓
練）の充実

兵
庫
県

 兵庫県
市民農園開設に
よる農地活性化
構想

大都市圏の市街化区域における遊休農地を活用して市民農
園の開設を促進するため、次の措置を提案する。

・生産緑地を市民農園としての利用を目的として農園開設
者に貸付ける場合も、相続税の納税猶予措置の対象とする
措置

生産緑地に係る
相続税の納税猶
予措置の要件改
善

生産緑地に係る相続税の納税猶予措置につい
て、生産緑地を市民農園としての利用を目的
として農園開設者へ貸付ける場合も、納税猶
予措置の対象とする。

市町やＪＡの生産緑地借受けによる市民農園の開設

兵
庫
県

 兵庫県
市民農園開設に
よる農地活性化
構想

遊休農地の市民農園への転用により、新たな雇用を創出
し、農園利用の高度化のための関連施設の整備、入込客の
増加や滞在型レジャ－への転換等による地域の活性化を図
る。そのために多様な運営主体が参入できる次の仕組みを
提案する。

・運営主体が地方公共団体との協定締結のもと、農業者等
の農地所有者との貸付契約を行って市民農園を開設できる
ようにする仕組み

多様な運営主体
による市民農園
の開設を可能と
する要件改善

運営主体が地方公共団体との協定締結のも
と、農業者等の農地所有者と貸付契約を行っ
て市民農園を開設することができるようにす
るため、特定農地貸付法等の要件を改善す
る。

遊休農地を活用した多様な運営主体による市民農園

兵
庫
県

兵庫県
県産木材利用住
宅促進構想

兵庫県では、新たな県産木材供給システムの構築等をめざ
した「ひょうごウッディビジネスパーク(仮称）構想」を
進めており、その一環として、木材需要の大半を占める木
造住宅を対象とした取り組みを進めているが、建築棟数を
増やすためには、着工から完成までの労賃や資材購入等の
経費の資金調達がネックとなっている。そのため次の措置
を提案する。

・林業・木材産業改善資金の運用改善
（「ひょうご木のすまい建築市場協議会」等の会員工務店
を、林業・木材産業改善資金の対象とし、初期必要経費を
貸し付けることができるようにする。）

林業・木材産業
改善資金の運用
改善

林業・木材産業改善資金制度を次のように改
正する。
①内容：県産木造住宅(木材の５０％以
　　  上県産木材を使用）建築にかかる
　　　施主からの支払いが実行されるま
　　　でに要する経費(労賃、資材購入
　　　費等）に相当する額の無利子貸付
②対象：林業木材産業を含む企業共同
      体(「ひょうご木のすまい建築市
      場協議会」等)の会員工務店

県産木材による木造住宅建築の推進

兵
庫
県

兵庫県

地産地消推進地
区づくり構想
（西播磨食と悠
の郷構想）

「地産地消」や農林水産業を基盤とした新たなグリーン・
ツーリズムの振興等を通じて、西播磨地域の３０万人がと
もに支え合う、「新しいふるさと」を創る運動を展開する
ことにより、西播磨地域の活性化を図る。そのために次の
措置を提案する。

①国の補助金で整備した漁港施設用地の利用要件の改善
②認定農業者への農業機械導入・施設整備に係る予算の集
中
③農地合理化法人の農業経営を可能にする措置
④民間事業者への国土調査事業の開放

国の補助金で整
備した漁港施設
用地の利用要件
の改善

国の補助金で整備した漁港施設用地（公共施
設用地に限る。）の利用に係る規定を改正
し、漁業経営体（個人の集まり、青年部等）
による漁業用施設等（カキ加工場、水産物直
売所等）の整備ができるよう要件を改善す
る。

漁港での漁業経営体による漁業用施設等整備（カキ
加工場、水産物直売所等）
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

兵庫県

地産地消推進地
区づくり構想
（西播磨食と悠
の郷構想）

「地産地消」や農林水産業を基盤とした新たなグリーン・
ツーリズムの振興等を通じて、西播磨地域の３０万人がと
もに支え合う、「新しいふるさと」を創る運動を展開する
ことにより、西播磨地域の活性化を図る。そのために次の
措置を提案する。

①国の補助金で整備した漁港施設用地の利用要件の改善
②認定農業者への農業機械導入・施設整備に係る予算の集
中
③農地合理化法人の農業経営を可能にする措置
④民間事業者への国土調査事業の開放

認定農業者等へ
の農業機械導
入・施設整備に
係る予算の集中

生産振興総合対策事業実施要綱に係る規定を
改正し、認定農業者等（認定農業者に準ずる
担い手農家も含む。）を補助対象の事業主体
とするとともに、採択要件（面積等）を大幅
に緩和の上、農業機械導入・施設整備に係る
予算を集中する。

認定農業者等による農業機械導入、施設整備

兵
庫
県

兵庫県

地産地消推進地
区づくり構想
（西播磨食と悠
の郷構想）

「地産地消」や農林水産業を基盤とした新たなグリーン・
ツーリズムの振興等を通じて、西播磨地域の３０万人がと
もに支え合う、「新しいふるさと」を創る運動を展開する
ことにより、西播磨地域の活性化を図る。そのために次の
措置を提案する。

①国の補助金で整備した漁港施設用地の利用要件の改善
②認定農業者への農業機械導入・施設整備に係る予算の集
中
③農地合理化法人の農業経営を可能にする措置
④民間事業者への国土調査事業の開放

農地保有合理化
法人の農業経営
を可能にする措
置

農業経営基盤強化促進法における農地保有合
理化法人の事業内容を拡大し、農用地（借入
地）等の管理について自ら経営できるように
する。

農地保有合理化法人「宍粟北みどり農林公社」によ
る農業経営

兵
庫
県

兵庫県

地産地消推進地
区づくり構想
（西播磨食と悠
の郷構想）

「地産地消」や農林水産業を基盤とした新たなグリーン・
ツーリズムの振興等を通じて、西播磨地域の３０万人がと
もに支え合う、「新しいふるさと」を創る運動を展開する
ことにより、西播磨地域の活性化を図る。そのために次の
措置を提案する。

①国の補助金で整備した漁港施設用地の利用要件の改善
②認定農業者への農業機械導入・施設整備に係る予算の集
中
③農地合理化法人の農業経営を可能にする措置
④民間事業者への国土調査事業の開放

民間事業者への
国土調査事業の
開放

地方公共団体が実施している国土調査法によ
る地籍調査を一定の資格を有する民間事業者
にも開放し、調査成果を国土調査法に定める
成果として認定する。

地籍調査に必要な測量等全ての作業
（基本調査、土地の境界設定、測量、成果データ作
成・官民共有化）

兵
庫
県

兵庫県
但馬の沖合漁業
いきいきプラン

但馬北部沿岸地域において、沖合漁業の共同利用施設等の
整備により、経営体の基盤を安定させ、新たな雇用機会を
創出し、水産物の安定供給を行う。そのために次の措置を
提案する。

・沖合漁業を漁業経営構造改善事業の補助対象とする措置

沖合漁業に係る
「漁業経営構造
改善事業」の補
助要件の改善

漁業経営構造改善事業に係る規定を改正し、
受益者の過半数が沿岸漁業である場合、沖合
漁業を含めた共同利用施設等の整備を補助対
象として認める。

沖合漁業を含めた共同利用施設等の整備

兵
庫
県

兵庫県
但馬の農村地域
再生構想

但馬地域において、株式会社、有限会社、社会福祉法人等
の農林業経営参入等により、新たなビジネス機会や雇用機
会を創出する。そのために次の措置を提案する。

①林業又は特用林産物を生産する株式会社を補助事業の実
施主体とする措置
②有限会社（第３セクター）による中小型農業機械、ビ
ニールハウス等の施設整備を補助対象とする措置
③遊休農地等を活用して福祉健康農園の経営を行う社会福
祉法人に農地取得又は借地を認めるとともに、補助事業の
実施主体とする措置

農林業の担い手
になる株式会社
等を補助事業の
実施主体として
認定

農林業経営に係る通知を改正し、
①農林業の担い手になる株式会社を補助事業
の実施主体とする。
②有限会社（第３セクター）が農業の担い手
を支援する場合に小型農業機械、ビニールハ
ウス等の施設整備を補助対象とする。
③社会福祉法人が農地取得又は借地により福
祉健康農園経営を行う場合、補助事業の実施
主体とする。

・株式会社による農林業経営
・有限会社（第３セクター）による農業の担い手支
援
・社会福祉法人による福祉健康農園経営

兵
庫
県

兵庫県

”ミルクアイラ
ンド”淡路島の
酪農生産構造改
革構想

淡路島の酪農の生産基盤を整備し、「花とミルクとオレン
ジの島」と言われる淡路島の牛乳のブランド力をさらに強
化することにより、雇用の場を確保していく。そのため
に、経営構造対策事業について、次の措置を提案する。

・酪農家を対象に広域的な事業に対応できるよう採択要件
を緩和

経営構造対策事
業の採択要件の
緩和等による広
域的酪農の支援

農業経営構造対策に係る規定を改正し、
淡路島の立地条件を勘案して、
①現行では事業の対象エリアは集落から市町
域であるが、島内で生産した生乳を島内で処
理・加工・流通・販売する場合、市町域を超
えた広域エリアも対象とする。
②現在より５０%アップとなっている認定農
業者育成の目標設定を酪農家のみで積算でき
るようにする。
③現在より10ポイントアップとなっている農
地利用集積の目標設定は酪農家を対象とした
事業には馴染まないので除外する。若しく
は、知事特認の採択要件の設定が可能となる
ようにする。

淡路島の酪農家及び生産者団体が自立した経営を行
うために必要な生乳生産から処理、加工、流通、販
売までを行う加工施設（生乳処理プラント）の整備
（施設概要　年間処理量約５万トン、総事業費約４
０億円、年間販売額約１００億円、雇用人数約１０
０人）
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

兵庫県
ハイウェイ活用
による地域活性
化構想

地域間交流を増進し、地域の活性化とともに生活環境の改
善を図ることを目的に、播但連絡道路を利用しやすい料金
とするため、次の措置を提案する。

①道路整備特別措置法第１１条に規定する料金・料金徴収
期間を道路管理者の裁量で決定
②兵庫県道路公社が管理する道路について、道路整備特別
措置法第３条の２に規定する料金プール制の要件を緩和
し、道路管理者の裁量でプール化

播但連絡道路の
料金等を道路管
理者の裁量で決
定できる仕組み
づくり

播但連絡道路を利用しやすい料金とするた
め、①道路整備特別措置法第１１条に規定す
る料金・料金徴収期間を道路管理者の裁量で
決定できるように変更する、②道路整備特別
措置法第３条の２に規定する料金プール制の
要件を緩和し、道路管理者の裁量でプール化
できるように変更する。

・工業団地の企業立地
・農林水産業の振興
・観光振興

兵
庫
県

兵庫県
ハイウェイ活用
による地域活性
化構想

地域間交流を増進し、地域の活性化とともに生活環境の改
善を図ることを目的に、本州四国連絡道路を利用しやすい
料金とするため、次の措置を提案する。

・道路整備特別措置法第１１条に規定する料金・料金徴収
期間を出資団体との協議の上、道路管理者の裁量で決定

本四道路の料金
等を道路管理者
の裁量で決定で
きる仕組みづく
り

本州四国連絡道路を利用しやすい料金とする
ため、本州四国連絡道路の料金・料金徴収期
間を出資団体と協議の上、道路管理者の裁量
で決定できるように変更する。

・農林水産業の振興
・観光振興

兵
庫
県

三木市
公民館の地域活
動センターとし
ての活用

市内の市立公民館を住民主体の地域づくりの拠点施設とし
ても活用したいので、社会教育法第２０条に定める「教
育、学術及び文化に関する各種の事業」という公民館の目
的をより、幅広い範囲に広げてもらいたい。

社会教育法第２
０条に定める公
民館の目的の拡
大

市内の市立公民館を住民主体の地域づくりの
拠点施設としても活用したいので、社会教育
法第２０条に定める「教育、学術及び文化に
関する各種の事業」という公民館の目的をよ
り、幅広い範囲に広げてもらいたい。

１　公民館を地域の福祉活動、環境保全活動等地域
づくりの拠点とすることで、住民主体の地域づくり
が進む。
２　公民館を地域住民やＮＰＯで管理運営してもら
うことで、行政経費の削減が図られるとともに、よ
りきめ細かな住民サービスが提供できる。

兵
庫
県

篠山市
観光の振興と景
観形成創出事業

地域特性に配慮した観光標識・案内板の設置を図るための
補助金創設と財政支援措置

統一した様式の
観光標識・案内
板の設置を図る
ために要する経
費に対する補助
金の創設と財政
支援

特色ある地域づくりを進めるためには、統一
した様式の観光標識や案内板の設置を図るこ
とが望ましいが、有効な補助金等の財政的支
援がないのが現状である。これにかかる経費
に対する補助金の創設と財政的支援を行うこ
とは、地域再生に資するものと考える。

全国で市町村合併が進む中、合併先進地である篠山
市において、統一した様式の観光標識・案内板の設
置を行うことにより、単に観光地としてのＰＲにと
どまらず、特色ある地域づくりの先進事例となる。

兵
庫
県

篠山市
農地を守る担い
手・生産組合等
活動支援事業

多様な担い手が共に活躍する活力ある｢丹波篠山｣農業展開
のための生産組合等活動の支援（ソフト・ハード）

生産組合及び認
定農業者の機械
購入に対する補
助金の創出及び
同積立金法人課
税の免除

・生産組合設立時及び認定農業者の機械購入
に対する助成。
・生産組合及び認定農業者の機械更新時に係
る助成。
・生産組合を公益法人並みの扱い並びに減価
償却費として積み立てる機械更新用積立金の
課税免除。

　生産組合による農地の利用調整機能の発揮及び地
域農業の担い手としての活動を支援するとともに、
集落の農地保全に大きな役割を果たすため、機械購
入・更新に係る助成と法人税等において公益法人並
みの取り扱いと積立金の法人課税の免除を行う。
（地域の農家から受託する農作業委託料については
収益事業から除外を希望）

兵
庫
県

篠山市
滞在型市民農園
整備事業の支援

・滞在型市民農園施設補助金の補助率増と重点配分
・市民農園設置の簡略化（事務手続きの迅速化、設置者の
拡大等）
・貸出農地の規模制限の撤廃、市民農園での生産物の販売
可能とする

・特区構想によ
り市民農園設置
者の拡充、市民
農園設置手続き
の簡略化
・滞在型市民農
園の整備促進に
係る補助金の補
助率増と重点配
分

滞在型市民農園等の開設者等を拡充すること
により、耕作放棄地等が増えている地域にお
いて、市民農園の利用による農地の有効利用
を進めるとともに、一定の農業従事者を確保
する。市民農園の貸出規模制限を撤廃するこ
とにより、市民農園の開設から新たな農業従
事者が生まれてくることが期待される。

耕作放棄・遊休農地が顕著でかつ高齢化等により農
業従事者の確保が困難な地域において、都市部等か
ら滞在型市民農園を契機として農業に従事する人を
受け入れることにより、地域の農地の有効利用を進
めるとともに、あらたな地域外からそれらの施設を
核として新たな農業従事者の流入を図る。
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都道
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名
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提案概要
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る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

篠山市 環境林創出事業 環境対策育林事業の採択条件の緩和と補助金の集中配分

環境対策育林事
業の採択条件の
緩和と補助金の
集中配分

採択条件の「国庫補助事業（造林公共事業）
の対象となる間伐事業（４５年生以下のス
ギ・ヒノキ人工林［※篠山市は人工林率が低
いため３５年生以下のスギ・ヒノキ人工林］
で１施行地が０．１㌶以上）であること」の
「４５年生以下［※篠山市の場合は３５年生
以下］」の緩和と、補助金の篠山市への集中
配分を行うことによって、丹波の森構想の基
本理念にそった美しい森づくりを進めること
ができるとともに、森の植生が豊かになれ
ば、有害鳥獣として農家を悩ませている鳥獣
も森に住みつき、農作物被害も激減すると思
われる。

市域のスギ・ヒノキ人工林７，８６６㌶における除
間伐の実施

兵
庫
県

篠山市
｢文化芸術によ
る創造のまち｣
支援事業

　市民が実行委員会を設置しての自主企画・制作の公演の
達成は、単なる技術的向上だけでなく、考えや年齢の違い
を乗り越え、互いへの思いやりによるコミュニケーション
の醸成が図られるとともに、篠山市民の芸術文化の向上に
果たす役割は大きなものがある。よって①市民主体による
公演活動助成の柔軟な対応、②他地域への公演活動時経費
の助成、③公的施設のリニュアルのための柔軟な対応等の
支援措置を講ずる必要がある。

各種文化振興支
援施策の効果的
活用

　国及び関係団体が実施する先導的な各種文
化振興施策について、｢たんば田園交響ホー
ル｣等の市内文化施設において優先的かつ柔
軟な採択がされるよう配慮を行う。

　｢たんば田園交響ホール｣を拠点として、既に隔年
で市民自らが企画・公演をしている｢ささやま市民
ミュージカル｣、開館以来ボランティアスタッフと
して舞台、照明、音響の3部門に携わっている｢ス
テージオペレータークラブ｣が主催している事業、
そして、会館主催事業等数々の事業を実施するとと
もに、文化を支える人材の育成活動も更に充実す
る。また、｢ささやま市民ミュージカル｣等が国民文
化祭等に積極的に参加する。
　更に、耐用年数を超えた音響機器や耐用年数未満
であっても時勢に応じた公的目的を充足させると認
める場合は、補助金等の返還を要せず、改装・改築
を可能とする。

兵
庫
県

伊丹
伊丹郷町再生構
想

　清酒発祥の地、伊丹の中心市街地は、元禄時代に繁栄
し、東下りの酒づくりの拠点とし、伊丹郷町を形成してい
た。しかし、近年、他都市でも見られるように、中心市街
地は活力を失いつつある。特に、ＪＲ伊丹駅から阪急伊丹
駅までの歩行者優先道路（長さ約８００ｍ、幅１０ｍ）沿
道では、商店もまばらで通りそのものも淋しく、今後、行
政や商業者、市民の総合力の元、魅力ある通りに再生する
ことが不可欠である。
　こうした状況の中で、平成１１年に中心市街地活性化基
本計画を、平成１３年にＴＭＯ構想を策定し、ＴＭＯを主
体にした活性化施策を展開している。各種施策展開の中の
１つとして、道路にワゴンや屋台・花や緑等を配置してに
ぎわいの創出を図ることを考えている。また、道路上での
イベント開催や比較的利用の少ない道路については休日等
の歩行者天国にしたいなどの意向があるが、道路交通法の
主旨からは難しい。地域再生の枠組みから道路利用が可能
となるよう、支援を賜りたい。
　また、過去に補助事業として整備した三軒寺前広場や震
災復興事業等で、道路として整備した部分の一部をイベン
ト広場に変更する場合への配慮を賜りたい。

１．補助事業変
更時の対応

１．過去に受けた国の補助事業の見直しや変
更を行っても、補助金の返還等をしない。

　道路として、補助を受けた範囲のうち一部を除外
し、イベント広場とする。
　にぎわいづくりの中で、ＴＭＯが露店の設置を含
め、歩行者天国を臨時的に設置する。

兵
庫
県

伊丹
伊丹郷町再生構
想

　清酒発祥の地、伊丹の中心市街地は、元禄時代に繁栄
し、東下りの酒づくりの拠点とし、伊丹郷町を形成してい
た。しかし、近年、他都市でも見られるように、中心市街
地は活力を失いつつある。特に、ＪＲ伊丹駅から阪急伊丹
駅までの歩行者優先道路（長さ約８００ｍ、幅１０ｍ）沿
道では、商店もまばらで通りそのものも淋しく、今後、行
政や商業者、市民の総合力の元、魅力ある通りに再生する
ことが不可欠である。
　こうした状況の中で、平成１１年に中心市街地活性化基
本計画を、平成１３年にＴＭＯ構想を策定し、ＴＭＯを主
体にした活性化施策を展開している。各種施策展開の中の
１つとして、道路にワゴンや屋台・花や緑等を配置してに
ぎわいの創出を図ることを考えている。また、道路上での
イベント開催や比較的利用の少ない道路については休日等
の歩行者天国にしたいなどの意向があるが、道路交通法の
主旨からは難しい。地域再生の枠組みから道路利用が可能
となるよう、支援を賜りたい。
　また、過去に補助事業として整備した三軒寺前広場や震
災復興事業等で、道路として整備した部分の一部をイベン
ト広場に変更する場合への配慮を賜りたい。

２．道路法、道
路交通法の主旨
への対応

２．道路法に規定する内容のうち、イベント
等の使用や、それに伴う駐輪場の設置等を交
通の支障がない限り認めるものとする。ま
た、ＴＭＯが行う臨時的な店舗の設置も認め
る。

　道路として、補助を受けた範囲のうち一部を除外
し、イベント広場とする。
　にぎわいづくりの中で、ＴＭＯが露店の設置を含
め、歩行者天国を臨時的に設置する。

兵
庫
県

伊丹
伊丹郷町再生構
想

　清酒発祥の地、伊丹の中心市街地は、元禄時代に繁栄
し、東下りの酒づくりの拠点とし、伊丹郷町を形成してい
た。しかし、近年、他都市でも見られるように、中心市街
地は活力を失いつつある。特に、ＪＲ伊丹駅から阪急伊丹
駅までの歩行者優先道路（長さ約８００ｍ、幅１０ｍ）沿
道では、商店もまばらで通りそのものも淋しく、今後、行
政や商業者、市民の総合力の元、魅力ある通りに再生する
ことが不可欠である。
　こうした状況の中で、平成１１年に中心市街地活性化基
本計画を、平成１３年にＴＭＯ構想を策定し、ＴＭＯを主
体にした活性化施策を展開している。各種施策展開の中の
１つとして、道路にワゴンや屋台・花や緑等を配置してに
ぎわいの創出を図ることを考えている。また、道路上での
イベント開催や比較的利用の少ない道路については休日等
の歩行者天国にしたいなどの意向があるが、道路交通法の
主旨からは難しい。地域再生の枠組みから道路利用が可能
となるよう、支援を賜りたい。
　また、過去に補助事業として整備した三軒寺前広場や震
災復興事業等で、道路として整備した部分の一部をイベン
ト広場に変更する場合への配慮を賜りたい。

３．中小企業信
用保険法への対
応

３．脱サラ等の起業を行う場合、保証協会の
保証対象とする

 信用保証協会の保証を受けることによって、起業
による新規商業展開を行うことが容易になる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

兵
庫
県

伊丹
伊丹郷町再生構
想

　清酒発祥の地、伊丹の中心市街地は、元禄時代に繁栄
し、東下りの酒づくりの拠点とし、伊丹郷町を形成してい
た。しかし、近年、他都市でも見られるように、中心市街
地は活力を失いつつある。特に、ＪＲ伊丹駅から阪急伊丹
駅までの歩行者優先道路（長さ約８００ｍ、幅１０ｍ）沿
道では、商店もまばらで通りそのものも淋しく、今後、行
政や商業者、市民の総合力の元、魅力ある通りに再生する
ことが不可欠である。
　こうした状況の中で、平成１１年に中心市街地活性化基
本計画を、平成１３年にＴＭＯ構想を策定し、ＴＭＯを主
体にした活性化施策を展開している。各種施策展開の中の
１つとして、道路にワゴンや屋台・花や緑等を配置してに
ぎわいの創出を図ることを考えている。また、道路上での
イベント開催や比較的利用の少ない道路については休日等
の歩行者天国にしたいなどの意向があるが、道路交通法の
主旨からは難しい。地域再生の枠組みから道路利用が可能
となるよう、支援を賜りたい。
　また、過去に補助事業として整備した三軒寺前広場や震
災復興事業等で、道路として整備した部分の一部をイベン
ト広場に変更する場合への配慮を賜りたい。

４．文化財保護
法の規定の条件
緩和

４．文化財保護法の規定の条件緩和

  ＪＲ伊丹駅前に集客するためのインフラ施設や魅
力ある施設を設置できる。
　以上の事業や今回の提案以外の事業等を展開し、
魅力ある中心市街地を形成する。

兵
庫
県

HINTプロ
ジェクト
推進協議
会

「ひょうご県域
情報基盤形成」
プロジェクト

略称 ＨＩＮＴ
(Hyogo
Information
Network
Technology's)

「地域産業が地域行政とともに基盤整備する、地域住民の
ための信頼できる情報源」が形成されることで、地域経
済・社会のスパイラルステアー（循環的に発展させる原動
力）となり、企業、行政指導機関、教育機関、民間団体が
それぞれに必要とされる機能をここに求め、地域住民に対
する高度で豊かな地域社会情報基盤として、地域社会と共
に成長するシステムとなりうる。産官学民が協力し、イン
ターネット技術をベースに既存メディアと融合した新たな
地域メディアを形成、ここにくらし(生活)、たのしみ(観
光)、すこやか(健康)、学び(教育)、しごと(仕事)の地域
社会における360度全方向の情報コンテンツを集積し、産
業・行政・教育・民間組織のクラスター化を行うことで、
「地域産業活動の活性化」と「豊かな地域社会生活の実
現」が達成される。

県域の行政機関
における重複す
る各種施策の連
携

兵庫県下各行政機関の広報は、個々単独で発
信されており、情報資源として散在してい
る。このため、県外から兵庫県内の情報収集
を行った場合、目的かつ必要とされる情報を
得ることが難しく、ひいては行政が支援する
地域中小企業を主体とした地域産業について
も、効果的な情報提供がなし得ていない。Ｈ
ＩＮＴプロジェクトは、地域情報の集積によ
る情報利用、価値の増大を目的としており、
県下各行政機関の広報、及びその施策を、こ
のプロジェクトの下へ連携・集約する旨、ご
指導頂きたい。

県下各地域(当初県民局単位から、市町単位へ拡大)
情報ポータルを設置、行政サービス、教育システ
ム、観光情報、生活関連情報、産業情報のワンス
トップサービスを実現する。この結果、産官学民の
各領域でそれぞれの組織が個別に行ってきた、情報
化のための重複した地域社会システムへの投資が削
減される。

和
歌
山
県

和歌山県
高野熊野世界遺
産活用地域再生
構想

　平成１６年に世界遺産登録が見込まれている「紀伊山地
の霊場と参詣道」の保全・活用を図ることにより、世界遺
産を核に文化と自然があふれる魅力ある地域づくりを進
め、地域への訪問者の増加を図り、観光関連産業の雇用の
増加、地元産品の需要の拡大につなげる。
　訪問者の利便性向上のため、「案内標識等サイン類の様
式の統一」「コミュニティバスによる来訪者の有償輸送の
容認」「地域限定通訳案内業免許の地域指定及び試験実施
権限の移譲」を求める。

案内標識等サイ
ン類の様式の統
一

・各省庁の補助金を受けて設置する案内標識
等サイン類の様式を、地域が景観等を考慮し
て最適と判断した形状、色等に統一できるよ
うにする。
・同一の場所に、各省庁の補助金を受けた標
識等が乱立することを避けるため、複数の補
助金を受けて一つの標識等を設置できるよう
にする。

世界遺産登録される見込みの３種類の参詣道（「大
峯奥駆道」「熊野参詣道」「高野山町石道」）ルー
トごとに、形状、色合い、ロゴマーク等により様式
を統一化した案内標識、案内板、説明板等を設置す
る。

和
歌
山
県

和歌山県
高野熊野世界遺
産活用地域再生
構想

　平成１６年に世界遺産登録が見込まれている「紀伊山地
の霊場と参詣道」の保全・活用を図ることにより、世界遺
産を核に文化と自然があふれる魅力ある地域づくりを進
め、地域への訪問者の増加を図り、観光関連産業の雇用の
増加、地元産品の需要の拡大につなげる。
　訪問者の利便性向上のため、「案内標識等サイン類の様
式の統一」「コミュニティバスによる来訪者の有償輸送の
容認」「地域限定通訳案内業免許の地域指定及び試験実施
権限の移譲」を求める。

コミュニティバ
スによる来訪者
の有償輸送の容
認

公共交通機関が十分でない地域において、市
町村が運行するコミュニティバス等による来
訪者の有償輸送を容認する。

世界遺産登録される見込みの熊野地域において、来
訪者が多い休日等を中心に、資産所在地と既存路線
バスが運行している地域の間において、市町村が運
行するコミュニティバス等により来訪者を有償輸送
する。

和
歌
山
県

和歌山県
高野熊野世界遺
産活用地域再生
構想

　平成１６年に世界遺産登録が見込まれている「紀伊山地
の霊場と参詣道」の保全・活用を図ることにより、世界遺
産を核に文化と自然があふれる魅力ある地域づくりを進
め、地域への訪問者の増加を図り、観光関連産業の雇用の
増加、地元産品の需要の拡大につなげる。
　訪問者の利便性向上のため、「案内標識等サイン類の様
式の統一」「コミュニティバスによる来訪者の有償輸送の
容認」「地域限定通訳案内業免許の地域指定及び試験実施
権限の移譲」を求める。

地域限定通訳案
内業免許の地域
指定及び試験実
施権限の移譲

地域限定通訳案内業免許の地域指定権限及び
当該試験の実施権限を国土交通大臣から都道
府県知事に移譲するとともに、試験の内容を
簡素化する。

　次の要件を満たす者に対し、和歌山県知事が、世
界遺産登録される見込みの高野・熊野地域に限定し
た通訳案内業免許を交付する。
①実務経験を有する者
②知事が指定する高野・熊野地域に関する研修を修
了した者
③知事が定める外国語に関する基準を満たす者
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内容

具体的事業の実施内容

和
歌
山
県

和歌山県

新ふるさと創り
地域再生構想
（民間活力によ
る森林再生を通
じた地域再生）

　和歌山県では、都市と地方の交流、ひいては都市から地
方への定住といった、人口の逆流動を起こす「新ふるさと
創り」施策の一環として、「企業の森」や「緑の孫基金」
事業を実施している。これは、企業等が森林を保有・賃貸
等をして、その管理費用を緑の雇用事業の担い手である森
林組合に委託することにより、森林環境保全や都市住民と
地域住民との交流などを進める事業であるが、企業等が当
該事業に参入する際のインセンティブを付与する。

企業等の森林環
境保全・社会貢
献活動への支援

ａ　県知事が特定公益増進法人を認定するに
当たって、法人税法施行令第７７条第２項及
び所得税法施行令第２１７条第２項に基づき
求められている「財務大臣との協議」を「当
該法人を所管する財務事務所との協議」で足
りるようにする。

ｂ　企業等が林業生産を目的としない森林保
全活動に要した経費を、「広告料」など法人
税法上の「経費」に該当することを明確化す
る。

ａ　について
　地方財務事務所との協議で緑化事業の推進を主た
る目的とする法人（「和歌山県緑化推進会」）を特
定公益増進法人として認定する。

ｂ　について
　企業等に「企業の森」制度等への参加を依頼する
際に、林業生産を目的としない森林保全活動に要し
た経費を法人税法上の「経費」として処理できるこ
とを明示する。

島
根
県

海士町

海士デパートメ
ントストアプラ
ン～島をまるご
と届けます～

離島は海で閉ざされているが故に、明確なアイデンティ
ティーを共有した、支え合いと助け合いの社会を形成して
きた。ＩＴの進展やグローバル化の中にあっても、こうし
た互助互譲の社会の尊さは失われていないと考える。しか
し、過疎少子化と高齢化により人口構成にひずみが生じ、
この島も地域コミュニティを支える人間がいなくなってき
ている。この地域再生構想は、雇用を創出して定住を促進
し、世代バランスのとれた地域社会を復活させるために、
時間と距離という離島物流のハンディを解消する魔法の機
能ＣＡＳ（細胞を壊さない冷凍技術）を活用して、きれい
な海とミネラル豊富な潮風が育てた水産物や農畜産物を新
鮮なまま保存し、緩やかな生活のリズムを織り込んで全国
にお届けする新産業を興すことで、島のサスティナビリ
ティーを追求するものである。

農畜水産物生産
加工事業の地方
公営企業事業と
しての位置づけ

農業、畜産業、バイオマス産業、水産業など
の生産物及びその加工品製造販売事業を地方
公営企業事業として地方財政法に規定する13
事業に追加する。

①新鮮な農水産物及びその高付加価値加工品の冷凍
保存による安定的供給体制の確立と雇用創出
②塩の精製販売と町内使用の普及促進
③建設業者の事業転換支援（構造改革特区申請によ
る農業、畜産業、バイオマス産業への参入による公
共事業からの雇用シフトを支援）

島
根
県

西郷町
隠岐の自然を活
かした地域再生

・日本海に囲まれた離島である隠岐島後の再生を図るた
め、この「海」の恵まれた自然環境と豊富な資源を有効に
活用し、産官学の連携により、
①豊かな海の再生による水産業の活性化
②豊かな海の創出による新産業の育成と事業転換
③豊かな海の保全と教育・研究ネットワークの構築
を目指す。

海底地図の作成
・海底についても陸上同様に地形図の作成を
お願いしたい。

・アワビの海底牧場の設置、海中林の設置、海底公
園の設置等の海洋開発に利用する。

島
根
県

西郷町
隠岐の自然を活
かした地域再生

・日本海に囲まれた離島である隠岐島後の再生を図るた
め、この「海」の恵まれた自然環境と豊富な資源を有効に
活用し、産官学の連携により、
①豊かな海の再生による水産業の活性化
②豊かな海の創出による新産業の育成と事業転換
③豊かな海の保全と教育・研究ネットワークの構築
を目指す。

・企業による海
底の所有又は占
用
・企業による海
底での漁業権の
占有

・長期に渡り海底を事業のために利用する企
業に、所有権又は占用権を認めて欲しい。
・長期に渡り海底を事業のために利用する企
業に、漁業権の占有を認めて欲しい。

･企業が水深５～15ｍの海底に逃避防止施設や給餌
施設を設置し稚貝を放流しアワビの海底牧場を経営
することにより、漁業者との協力により資源の管理
を図るともに、旅館や飲食店への安定供給やダイビ
ングスポットとしての利用により観光振興を図る。

島
根
県

西郷町
隠岐の自然を活
かした地域再生

・日本海に囲まれた離島である隠岐島後の再生を図るた
め、この「海」の恵まれた自然環境と豊富な資源を有効に
活用し、産官学の連携により、
①豊かな海の再生による水産業の活性化
②豊かな海の創出による新産業の育成と事業転換
③豊かな海の保全と教育・研究ネットワークの構築
を目指す。

林業・水産業・
観光の施策の連
携

・林業・水産業・観光の振興につながる市町
村の行う事業に対して、府省の連携した支援
をお願いしたい。

･間伐漁礁や藻場造成による海中林は、優良材の育
成と森林の持つ公益的機能を維持するための間伐
と、間伐材を利用した自然に優しい漁礁造成と、エ
コツーリズムとしての観光振興を目的としている。
また、海中林と一体となった、海底公園を整備しダ
イビングスポットとして利用する。

島
根
県

西郷町
隠岐の自然を活
かした地域再生

・日本海に囲まれた離島である隠岐島後の再生を図るた
め、この「海」の恵まれた自然環境と豊富な資源を有効に
活用し、産官学の連携により、
①豊かな海の再生による水産業の活性化
②豊かな海の創出による新産業の育成と事業転換
③豊かな海の保全と教育・研究ネットワークの構築
を目指す。

企業による港
湾、漁港用地の
利用

・港湾、漁港用地内に企業の海洋研究施設の
設置を認めて欲しい。

・海洋研究に便利な港湾、漁港用地に企業の研究施
設を設置し、国の研究機関や大学に貸し出したり、
受託研究を行う。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

島
根
県

西郷町
隠岐の自然を活
かした地域再生

・日本海に囲まれた離島である隠岐島後の再生を図るた
め、この「海」の恵まれた自然環境と豊富な資源を有効に
活用し、産官学の連携により、
①豊かな海の再生による水産業の活性化
②豊かな海の創出による新産業の育成と事業転換
③豊かな海の保全と教育・研究ネットワークの構築
を目指す。

産官学の連携に
よる教育・研究
ネットワークの
構築

・企業が行う研究開発、行政が行う研究開
発、教育関係者が行う研究について、隠岐島
後で行う海洋研究については組織間のネット
ワークを構築するため、関係省庁の連携が必
要である。

・企業や大学の研究開発部門が誘致しやすくなるよ
うにし、産官学一体となった海洋研究を行う環境を
創り出す。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

屠殺場（業）へ
の民間の参入

屠殺場（業）への民間事業者の参入により、
隠岐で生産され飼育された黒毛和種牛に限り
島後内で食肉処理を可能なものとする。

隠岐は黒毛和種牛の産地として有名であり、隠岐島
後では闘牛も盛んである。島内での食肉処理を可能
にすることで「隠岐牛」のブランド化により地産地
消を進め、飼育農家の負担を軽減し、飼育頭数を増
加することで畜産業の振興と観光業の振興を図る。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

牛突きを対象と
した収益事業
（トトカルチョ
等）の実施

牛突きに関して、サッカーくじのように勝敗
をあてる収益事業を実施する。

隠岐の闘牛は、歴史も古く観光の目玉の一つである
が、担い手等の問題で非常にその存続が危ぶまれて
いる。サッカーくじのような勝敗を当てる「牛突き
くじ」を発行し、牛突きの魅力アップを図るととも
に、その収益により観光振興を図る。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

牛突きを題材と
した地域通貨の
導入

牛突きを題材とした地域通貨の導入する。
牛突きを題材とした地域通貨を発行し、隠岐島後で
の地域産物の購入やボランティア活動での使用がで
きることとする。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

自然保護規制の
強化とその権限
の移譲

自然保護規制を局所的に強化しその権限を市
町村に移譲することにより、稀少動植物の保
護と観光・教育で有効利用する。

立入禁止区域の設置等により局所的に規制を強化し
する一方で、地元自然保護団体が同行する有料エコ
ツアーや、研究者にのみ立入を認める。また、立入
禁止区域や、希少種の情報を公開しエコツアーの
コースにも加えることにより、盗採の防止効果も高
くなり稀少種の保護育成が図られるとともに、観光
客の増加や教育関係者の利用が増加し交流人口の拡
大が図られる。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

大学・高校など
の教育機関の人
的交流の促進

大学・高校間などの教育機関の人的交流の促
進をする。

現在、大学教育の拡充、職業高校の高度化が進めら
れる中、大学高校間の人的交流が求められる。島後
の場合、水産高校があるため、全国の水産系大学と
連携し、大学の研究の現場としての機能を持たせる
ことで島後-全国間での人的交流の拡大が期待でき
る。また、高校において、大学レベルの授業を提供
することで、地域の産業人づくりに寄与する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

・イベント実施
時の管理権限の
移譲
・イベント実施
時の許認可事務
手続きの簡略化
と窓口の一元化

・イベント実施時に限り、必要となる様々な
許認可については町に管理権限を移譲する。
・イベント実施時に限り、それらに関する許
認可事務手続きを簡略化し申請窓口を一元化
する。

イベント実施時に限り国・県が管理する公共施設
の、管理権限を町に移譲することや、その事務手続
きを簡略化や窓口を一元化することで、地域の活性
化や交流人口の拡大を図る。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

旅行業取扱に関
する資格取得の
要件緩和

観光業への参入を容易にするため、旅行業取
扱の資格取得要件を緩和する。

旅行業取扱の資格取得要件を緩和することで地元企
業や農家・漁家民泊による旅行業取扱が容易とな
り、異業種や農林水産業者からの観光業への参入が
進められ、異業種での事業展観が図られるととも
に、交流人口を拡大する受け皿が確保される。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

・農家・漁家民
泊の簡易化
・宿泊施設の送
迎車を観光有料
タクシーとして
の利用

・農家・漁家を体験型宿泊施設として利用す
るときに、消防法や旅館業法等の規制を緩和
する。
・宿泊施設の白ナンバーの送迎車を、有料観
光案内に利用する。

離島交流メニューとしての農家・漁家民泊や、宿泊
施設の送迎車を宿泊客の要望による有料の観光案内
業務に利用することにより、宿泊体験型のツーリズ
ムを創出するし、観光振興を図る。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

中心市街地の空
き店舗対策とし
ての規制緩和

地域に根差した飲食店を開業する時に必要と
なる消防法等による建築基準を緩和する。

中心市街地の空き店舗をコミュニティレストラン等
として活用する。また、空き店舗の利用を容易にす
ることで新規事業参入に関心のある起業家の意欲を
促進し、中心市街地の活性化を図り、観光・交流の
商業空間を創出す。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

サイン設置の一
本化

交通看板、観光看板を国・県・町、民間にこ
だわらず設置及びそのデザインを一本化す
る。

関係各機関や民間との協議により、新規サイン設立
の際には費用分担等を行うことで交通規制看板、観
光案内看板等の共同利用ができるようにする。また
デザインも統一し自然景観にマッチした隠岐の観光
のイメージアップを図るとともに、安全で安らぎの
ある歩行空間を創出する。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

コミュニティ放
送の規制緩和

コミュニティ放送の電波の時期・出力量等な
どの規制緩和を行う。

現在、島後では、コミュニティFMである隠岐FMがあ
るが、時期、出力等で非常に制限がある。地域のつ
ながりの再生には、メディアが必要であり、時期・
出力等の拡大が求められる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

公有地の用途外
使用による活用
促進

港湾・漁港等の公有地の用途外使用を認め有
効活用を図る。

港湾・漁港等の公有地は景観や交通の条件を含め、
条件の良い場所にある。民間による観光拠点施設や
水産研究施設、地域コミュニティの活動拠点施設で
の利用を可能にし、公有地を有効活用し地域産業の
振興と地域活動の活性化を図る。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

補助事業の採択
基準のローカル
ルール策定

画一的な基準は離島のような地域には合わな
いため、地域の実情に即したローカルルール
を策定する。

全国画一的に採択基準により補助事業を行うのでは
なく、補助事業のローカルルールを策定し、地域の
産業構造や立地条件に即した事業の展開や、住民要
望による“まちづくり”事業の推進を容易にし、地
域の活性化を図る。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

各種補助金・助
成金等の一体的
活用

各種補助金・助成金の一体的活用を実施す
る。

現在、各種補助金・助成金はそれぞれの港湾・漁
業・観光・中心市街地等の各課で行われている。結
果として、助成金が細切れになる傾向にあるため、
それぞれが有効な効果が得られづらい傾向にある。
そのためで一体的に活用することでまちづくり事業
を実施する。

島
根
県

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出
するまち

・隠岐島後が持つ自然と歴史を活かし、住民との協働によ
り観光産業の振興を柱とし、交流人口を拡大することによ
り、関連した地場産業を振興させ、新たな産業の創出や雇
用の拡大を図る。観光産業の振興は、既存の事業を個々に
展開していくだけでなく、農林水産業や商工業との連携が
必要がある。また、新たな事業展開も必要であるが、離島
である隠岐島後に残された自然や歴史文化をより以上に保
存活用することで、地域資源を活かした「観光を機軸に交
流・産業を創出するまち」を目指す。

港湾計画策定・
変更の簡略化

重要港湾では港湾計画の策定が必要となる
が、地方の重要港湾である西郷港と、全国的
な重要港湾である神戸港等との画一的な基準
を緩和する。

画一的な策定を緩和することで、必要とされている
審議会等との協議を省略することができ、地域の要
望や時代に即した計画変更等に、より迅速に対応で
きるため、住民満足度の向上が期待できるだけでな
く、島の玄関として時代や利用ニーズにマッチした
整備が図られる。

島
根
県

加茂町
加茂町中心市街
地活性化構想

中心市街地の活性化を図っていくには、人も流れを呼び戻
すことが必要である。そのために空き家を駐車場に改良す
るとともに延焼防火に役立てるとともに多くの高齢者の方
が商店街を利用していることから、高齢者の憩いの交流館
を設置するとともにイベント広場及び公衆用トイレ、さら
に無人化となった駅舎を展示場として整備していく。ま
た、授産施設を公民館施設に改修する。

小規模市街地で
もできるよう採
択要件の緩和と
授産施設を公民
館施設とする利
用制限の緩和

まちづくり総合支援事業が平成１５年度を
もって終了し、新たな制度を現在検討されて
いるところで、小規模市街地でもできるよう
採択要件の緩和と合併に伴い公民館施設を整
備していく必要がある中で、授産施設を公民
館として改修し利用していく。

●空き家及び駐車場対策
現在かなりの数の空き家があり、この空き家を取り
壊し、駐車場として整備を実施する。そのことによ
り商店街の駐車場としても利用可能となる。また、
隣接同士が非常に接近しており、火事でもあれば大
変な被害が予想されることから、延焼防火としての
役割も担う。
●高齢者の憩いの交流館及びｲﾍﾞﾝﾄ広場
高齢者による商店街利用が増加している中で、高齢
者のニーズにあった商店街を形成していく必要があ
る。そのひとつとして、高齢者の抱える課題や悩み
に耳をかたむけていくため、高齢者が集まりふれあ
うことのできる憩いの場を設置する。また、市街地
活性化のため、各種イベントを実施するための常設
テントを設置したイベント広場や公衆用トイレを整
備する。　　　　　　　　　　　　　　　　●駅舎
の活用　　　　　　　　　　　　　　　　中心市街
地内にある、加茂中駅舎はH14年より無人化となっ
たため、少年達の溜まり場となっており、利用者か
ら苦情が殺到している。地域住民や警察等により巡
回を行っているところではあるが、なかなか効果が
あらわれないところである。そうした中、本町の窓
口でもある駅舎をJRより払い下げを受け、内部改造
を行い、展示場として常に人の出入りがある施設と
して地域の活性化ならびに少年少女の非行防止を図
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　●授産施
設の公民館利用　　　　　　　　　　　　本町にお
いては、公民館施設がないことから、中心市街地内
にある授産施設を公民館施設として利用すること
で、地域コミュニティの活性化を図っていく。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

島
根
県

島根県

遊休農地等の活
用による農業振
興及び農村地域
の活性化～異業
種協働による生
き生き農園プロ
ジェクト～

社会・経済情勢の変動により遊休化したまとまった農地等
を自治体が取得し、農外企業等の参入も含めた新たな農業
生産団地や都市農村交流に対応した農園・体験施設整備、
地域住民・社会福祉・学校教育等に資するふれあい農園施
設、就農者住宅等の一体的・計画的な整備により、農業を
核とした地域経済の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。このためには、農地の所有や活用に係る法律、
制度の利便性の向上（権限委譲、規制緩和含む）や既存施
設の多目的利用の承認、またこれに伴う補助金等の返還免
除や各種法手続の簡素化、再整備に必要な複数事業の一体
的実施等が不可欠であり、これらの措置を行うことによ
り、効率的で迅速な構想の実現が可能となる。

農用地等の取得
手続きの簡素化
と農地保有合理
化事業の対象の
拡大

市町村が農用地等を一時所有するために、農
地保有合理化法人となる手続きを簡素化し都
道府県知事による、基本構想の変更の同意及
び農地保有合理化事業規程の承認を「届出」
で足りるとする。また、市町村が所有してい
る農用地等の譲渡先を広げる。具体的には、
農業利用の場合は、規程で定めている基準面
積を緩和し、農外利用の場合は、構想（地域
再生計画）で位置づけられた事業実施者を加
える。

市町村が農地保有合理化事業によりまとまった農用
地等を取得し、①新たな農業生産団地を整備し、担
い手農家以外も対象（農外企業、小規模営農希望者
など）とした譲渡を行うこと。→多様な担い手の農
業参入促進、遊休農地の解消。②住宅付き農園や新
規就農者等の住宅、直売施設、交流施設用地として
の活用を行うこと。→都市農村交流の促進。

島
根
県

島根県

遊休農地等の活
用による農業振
興及び農村地域
の活性化～異業
種協働による生
き生き農園プロ
ジェクト～

社会・経済情勢の変動により遊休化したまとまった農地等
を自治体が取得し、農外企業等の参入も含めた新たな農業
生産団地や都市農村交流に対応した農園・体験施設整備、
地域住民・社会福祉・学校教育等に資するふれあい農園施
設、就農者住宅等の一体的・計画的な整備により、農業を
核とした地域経済の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。このためには、農地の所有や活用に係る法律、
制度の利便性の向上（権限委譲、規制緩和含む）や既存施
設の多目的利用の承認、またこれに伴う補助金等の返還免
除や各種法手続の簡素化、再整備に必要な複数事業の一体
的実施等が不可欠であり、これらの措置を行うことによ
り、効率的で迅速な構想の実現が可能となる。

農地転用許可の
緩和と迅速化

構想（地域再生計画）に位置づけられた事業
計画であれば、地域の農業振興を図る観点か
ら原則転用不許可の農地であっても転用許可
可能とし、大臣許可が必要な場合も、都道府
県知事の許可で足りるとする。また、農業振
興地域整備計画の変更（農用地区域からの除
外）においても、要件を満たすとし、手続き
においても「軽微な変更」として取り扱う。
（都道府県知事の同意、案の縦覧等不要）

市町村が農地保有合理化事業によりまとまった農用
地等を取得し、①新たな農業生産団地を整備し、担
い手農家以外も対象（農外企業、小規模営農希望者
など）とした譲渡を行うこと。→多様な担い手の農
業参入促進、遊休農地の解消。②住宅付き農園や新
規就農者等の住宅、直売施設、交流施設用地として
の活用を行うこと。→都市農村交流の促進。

島
根
県

島根県

遊休農地等の活
用による農業振
興及び農村地域
の活性化～異業
種協働による生
き生き農園プロ
ジェクト～

社会・経済情勢の変動により遊休化したまとまった農地等
を自治体が取得し、農外企業等の参入も含めた新たな農業
生産団地や都市農村交流に対応した農園・体験施設整備、
地域住民・社会福祉・学校教育等に資するふれあい農園施
設、就農者住宅等の一体的・計画的な整備により、農業を
核とした地域経済の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。このためには、農地の所有や活用に係る法律、
制度の利便性の向上（権限委譲、規制緩和含む）や既存施
設の多目的利用の承認、またこれに伴う補助金等の返還免
除や各種法手続の簡素化、再整備に必要な複数事業の一体
的実施等が不可欠であり、これらの措置を行うことによ
り、効率的で迅速な構想の実現が可能となる。

土地基盤整備、
施設整備等の一
体的な実施

構想（地域再生計画）に位置づけられた複数
の補助事業については、整備の効率化・迅速
化を図るために、一括協議・承認を行えるよ
う措置する。また、事業別に設けられている
補助要件について、一体的実施が可能となる
よう配慮する。

市町村が農地保有合理化事業により、まとまった農
地を取得し、土地基盤の整備と果樹団地、直売施設
等の整備を一体的に実施すること。→事業間の調整
が簡略化でき、早期の実現が可能となる。

島
根
県

島根県

遊休農地等の活
用による農業振
興及び農村地域
の活性化～異業
種協働による生
き生き農園プロ
ジェクト～

社会・経済情勢の変動により遊休化したまとまった農地等
を自治体が取得し、農外企業等の参入も含めた新たな農業
生産団地や都市農村交流に対応した農園・体験施設整備、
地域住民・社会福祉・学校教育等に資するふれあい農園施
設、就農者住宅等の一体的・計画的な整備により、農業を
核とした地域経済の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。このためには、農地の所有や活用に係る法律、
制度の利便性の向上（権限委譲、規制緩和含む）や既存施
設の多目的利用の承認、またこれに伴う補助金等の返還免
除や各種法手続の簡素化、再整備に必要な複数事業の一体
的実施等が不可欠であり、これらの措置を行うことによ
り、効率的で迅速な構想の実現が可能となる。

補助要件の緩和
による施策の利
便性の向上

国庫補助事業により建設した農村地域の振興
に係る農業用施設の多用途利用については、
一定の要件の基でこれを認める。また、これ
に係る法手続については、これを簡素化す
る。

社会経済情勢の変化等により低利用となっている農
業用施設を、一定の要件の基で現行の地域のニーズ
に適合した形で他目的への使用を可能にすること。
→コストの削減。施設の有効利用。

島
根
県

島根県

遊休農地等の活
用による農業振
興及び農村地域
の活性化～異業
種協働による生
き生き農園プロ
ジェクト～

社会・経済情勢の変動により遊休化したまとまった農地等
を自治体が取得し、農外企業等の参入も含めた新たな農業
生産団地や都市農村交流に対応した農園・体験施設整備、
地域住民・社会福祉・学校教育等に資するふれあい農園施
設、就農者住宅等の一体的・計画的な整備により、農業を
核とした地域経済の活性化と雇用の創出を図ろうとするも
のである。このためには、農地の所有や活用に係る法律、
制度の利便性の向上（権限委譲、規制緩和含む）や既存施
設の多目的利用の承認、またこれに伴う補助金等の返還免
除や各種法手続の簡素化、再整備に必要な複数事業の一体
的実施等が不可欠であり、これらの措置を行うことによ
り、効率的で迅速な構想の実現が可能となる。

農地転用、多用
途利用に係る補
助金返還の免除

構想（地域再生計画）に位置づけられた農地
の転用や施設の多目的利用の場合は、補助金
返還を免除する。

農地転用により発生する過去の土地基盤整備事業の
補助金返還や農業用施設の多目的利用により発生す
る施設整備事業の補助金返還を免除すること。→負
担の軽減。コストの低減。

島
根
県

島根県

島根県新産業創
出プロジェクト
～ネオたたら構
想～

▼将来的な地域産業への波及を前提に地方自治体が主体的
に行う基礎研究から技術開発・応用・事業化に至る一連の
産業振興施策に対して、国におかれては、地域のニーズに
応じた府省間連携しての一元的な支援策及び支援制度の要
件緩和を講じられるよう要望する。

自治体主導の新
産業創出に対す
る一元的な支援
（施策の一本
化）

▼科学技術振興・産業振興を目的とした各種
支援施策のうち、文部科学省においては大学
が研究主体となる基礎的研究を主対象とした
制度であり、また、経済産業省においては民
間企業が事業主体となる商品開発を主対象と
した制度となっている。
▼ついては、将来の民間企業への技術移転を
前提として地方自治体が中心となって行う市
場調査、研究開発・技術応用、事業化促進な
どによる一連の地域産業振興に対する国の支
援施策の一本化を提案する。

▼新産業創出のための新機能材料の研究開発事業

　県産業技術センターのプロジェクトチームを中心
にアメリカテキサス州との技術交流などにより新技
術・新素材を開発し、県内企業等への技術移転を経
て、３年後（H１８年度末）に商品化予定。素材そ
のものやそれを応用した製品の県内での事業化（製
造・商品展開）と拡大を目指す。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

島
根
県

島根県

島根県新産業創
出プロジェクト
～ネオたたら構
想～

▼将来的な地域産業への波及を前提に地方自治体が主体的
に行う基礎研究から技術開発・応用・事業化に至る一連の
産業振興施策に対して、国におかれては、地域のニーズに
応じた府省間連携しての一元的な支援策及び支援制度の要
件緩和を講じられるよう要望する。

自治体主導の新
産業創出に対す
る支援措置の要
件緩和（その
１）

▼科学研究費補助金について、地方自治体が
行う研究も対象とするとともに、地域ニーズ
に対応したテーマを自治体が選定できるよう
にする等、文部科学省所管の研究助成制度の
要件緩和を図られたい。

▼新産業創出のための新機能材料の研究開発事業

　県産業技術センターのプロジェクトチームを中心
にアメリカテキサス州との技術交流などにより新技
術・新素材を開発し、県内企業等への技術移転を経
て、３年後（H１８年度末）に商品化予定。素材そ
のものやそれを応用した製品の県内での事業化（製
造・商品展開）と拡大を目指す。

島
根
県

島根県

島根県新産業創
出プロジェクト
～ネオたたら構
想～

▼将来的な地域産業への波及を前提に地方自治体が主体的
に行う基礎研究から技術開発・応用・事業化に至る一連の
産業振興施策に対して、国におかれては、地域のニーズに
応じた府省間連携しての一元的な支援策及び支援制度の要
件緩和を講じられるよう要望する。

自治体主導の新
産業創出に対す
る支援措置の要
件緩和（その
２）

▼地域新生コンソーシアム研究開発事業につ
いて、産業集積の薄い地域においては、技術
シーズの研究も対象とするとともに、研究成
果を将来民間企業に移転することを条件に、
民間企業の参画がない場合でも応募できるよ
うにするなど、経済産業省所管の研究開発助
成事業の要件緩和を図られたい。

▼新産業創出のための新機能材料の研究開発事業

　県産業技術センターのプロジェクトチームを中心
にアメリカテキサス州との技術交流などにより新技
術・新素材を開発し、県内企業等への技術移転を経
て、３年後（H１８年度末）に商品化予定。素材そ
のものやそれを応用した製品の県内での事業化（製
造・商品展開）と拡大を目指す。

島
根
県

大東町・
加茂町・
木次町・
三刀屋
町・吉田
村・掛合
町合併協
議会
大東町、
加茂町、
木次町、
三刀屋
町、吉田
村、掛合
町

生命と神話が息
づく新しい日本
のふるさとづく
り
ふるさと再生構
想

住民と行政の協働によるまちづくりをすすめるため、公共
施設の利用制限の緩和及び施設改修等に関する規制緩和を
図る。

公の施設の市民
等の活用

公民館等の公共施設の利用制限の緩和と施設
及び設備改修に係る制限の緩和

住民自治の拠点機能を新設拡充することが求められ
ており、補助制度を導入して建設した公民館施設等
の公の施設の利用制限の緩和が求められる。「住民
安心サロン」や「福祉食堂」、「情報拠点」などと
しての活用を考えている。なお、利用者としては
「地域自主組織」を想定しており、施設の自主管理
とあわせ、地方自治法244条の２による長期かつ独
占的利用も検討。これにより、市民主体のまちづく
りの推進、コミュニティビジネスの立ち上げ、地域
経済の活性化を図る。

島
根
県

大東町・
加茂町・
木次町・
三刀屋
町・吉田
村・掛合
町合併協
議会
大東町、
加茂町、
木次町、
三刀屋
町、吉田
村、掛合
町

生命と神話が息
づく新しい日本
のふるさとづく
り
ふるさと再生構
想

住民が自主的な地域づくりを推進するため、地域マネー
ジャーを設置する。地域マネージャーについては、公務員
も対象とできるようにするもの。

公務員の地域マ
ネ
ージャーへの採
用

地域自主組織が雇用する地域マネージ
ャーに公務員の採用も対象にできるための規
制の緩和。

住民自治に必要なコミュニティ運営能力を支援する
地域マネージャーを確保するための公務員(臨職、
嘱託含む）の活用。例として、午前中は公務員とし
て業務を行い、午後から地域マネジャーとして業務
を行うことなどが考えられる。これにより、地域づ
くりの推進、コミュニティビジネスの立ち上げ、地
域経済の活性化を図る。

島
根
県

大東町・
加茂町・
木次町・
三刀屋
町・吉田
村・掛合
町合併協
議会
大東町、
加茂町、
木次町、
三刀屋
町、吉田
村、掛合
町

生命と神話が息
づく新しい日本
のふるさとづく
り
ふるさと再生構
想

補助制度の集中的運用により、効果を早期に発現する。
「オンリーワン
プロジェクト」
の推進

6町村の地域資源（神話、桜、ほたる、銅
鐸、温泉、街並み等）を活かした観光交流、
地域間交流の推進による地域経済活性化に向
けた事業展開のための既存補助金の統合等。

既存補助金の活用については、省庁別に窓口が異な
り、事務労力の増大や迅速性に欠ける弊害を取り除
くため地域指定等による窓口の一本化を願いたい。
これによりその効果を早期に発現したい。また、補
助制度の統合・総合メニュー化、各計画の一括認定
（計画変更を含む）、補助対象事業主体の拡充等に
よる効率化を図ることを期待している。

島
根
県

大東町・
加茂町・
木次町・
三刀屋
町・吉田
村・掛合
町合併協
議会
大東町、
加茂町、
木次町、
三刀屋
町、吉田
村、掛合
町

生命と神話が息
づく新しい日本
のふるさとづく
り
ふるさと行政効
率化構想

市町村合併の行政エリアと従来からの一部事務組合の構成
市町村が異なることから、補助金による施設整備や許認可
に関わる規制の緩和を図り、新市の行政エリアにおいて、
従来の一部事務組合による行政サービスを円滑に行うも
の。

一部事務組合等
の変更の際の規
制緩和

市町村合併の枠組みと既存の一部事務組合の
構成市町村が異なることから、補助金等に関
わる規制の特例。

本地域のＣＡＴＶの場合、一部事務組合の解散、新
たな一部事務組合の設置が必要となる。一部事務組
合の離合を行う場合には、施設整備の際の補助金の
返還や電気通信の許認可に関する規制が生じるた
め、特例を求めるもの。事務組合の業務を新市で一
体となってすすめることで住民サービスの向上、効
率的な行政財産運営、市民と行政一体となった地域
情報化施策の推進を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

島
根
県

大東町・
加茂町・
木次町・
三刀屋
町・吉田
村・掛合
町合併協
議会
大東町、
加茂町、
木次町、
三刀屋
町、吉田
村、掛合
町

生命と神話が息
づく新しい日本
のふるさとづく
り
ふるさと産業再
生構想

産業振興において外部の公的専門家の協力を得るための規
制緩和を図る。

産業コーディ
ネーターの確保
支援

産業振興において、外部の公的専門家（国公
立大学教授、先進地自治体職員等）のアドバ
イザー契約に向けた規制緩和

産業振興に必要な産業振興コーディネーターの確保
を行うため、自治体外の公務員等の公的専門家の採
用を可能とするもの。産業振興にはコーディネー
ターが欠かせないが、そのノウハウや成功事例の導
入が図られ、短期間での効果が期待できる。

岡
山
県

笠岡市

「べいふぁーむ
笠岡」夢と希望
のまちづくり構
想

笠岡湾干拓地の一部を早期に多目的に有効活用して、地域
経済の活性化を図る。そして夢や希望のもてる、また夢実
現のために元気の出せる地域づくりを行う。
①シーサイドアグリビジネスゾーン・・・農畜産物加工施
設及び直売所を建設（ビール工場、牛乳・アイスクリーム
工場等の誘致）して、生産から加工、そして消費者へ直結
する。
②夢いっぱい観光・交流ゾーン・・・都市と農業生産地域
との交流拠点施設（アグリメッセ）の建設。魅力ある農業
を全国に発信する。
③生き生き・生きがい福祉ゾーン・・・障害者・高齢者・
学校等の施設を誘致し、体験福祉農園による農作物栽培体
験や干拓農家との交流、乳牛とふれあえる場をつくる。
④若者定住住宅ゾーン・・・若者が、大地・大空・太陽な
ど自然を満喫しながら定住生活できるように農園付き住宅
を建設する。

農用地区域内農
地の多目的土地
利用の規制緩和

農業振興地域内農地の用途変更及び除外に
は、岡山県知事の同意等が必要となるが、農
用地区域内農地の除外なしに現状のままで、
多目的土地利用の早期実現を図りたい。（支
援措置対象地域約８０ha）

①農畜産物加工施設及び直売所を建設。新鮮で安全な干拓
産農産物を生産から加工、そして消費者へ直結する。信頼
のある顔の見える農業を推進する。また、笠岡市民の要望
の強い大規模ショッピングモールを建設誘致し、地元生産
地元消費を促進する。大規模な土地を有効に使い、障害者
や高齢者であっても利用しやすい全館バリアフリーの
ショッピングモールや北海道並みの景色を有する笠岡湾干
拓地ならではの特色ある施設の建設をする。
②都市と農業生産地域との交流拠点施設（アグリメッセ）
やログハウスつき市民農園を建設し、干拓地内農家（専門
家）による農業指導や農業体験を通じて魅力ある農業を紹
介する。また、スカイスポーツ大会や四季折々の花を大規
模な花畑により演出している既存のイベントをさらに発展
させ、全国レベルの観光へとつなげる。干拓産のばらや牛
乳をふんだんに使っての入浴施設や、新鮮・安全な産直の
農畜産物を使っての飲食施設を建設し、都市住民の癒しの
場として位置づける。
③障害者・高齢者・学校等の施設を誘致し、体験福祉農園
を設置して干拓農家との交流や乳牛とのふれあいの場をつ
くる。（ウーマライゼーション・ウーシライゼーション）
また、高齢者・障害者健康福祉プラザを建設し、農作業な
どを通じて機能回復訓練・生きがいづくり活動を行う。こ
のことによって積極的な社会参画を促し、そのための社会
環境づくりを整備展開できる。
④若者が、自然を満喫しながら定住生活できるよう農園付
きの住宅を建設する。若者たち自らが、社会全体が閉塞感
のある現状を打破しようと努力し、やる気を培える場とす
る。夢や希望のもてる、また夢の実現のための地域づく
り、社会づくりの元気な担い手となるための定住宅整備を
する。また農業への魅力回復もねらう。
　これらの事業の実施によって地域経済の活性化、地元農
業の振興、地元消費拡大、新規産業の創出、新規雇用の創
出などが可能となる。

岡
山
県

笠岡市

「べいふぁーむ
笠岡」夢と希望
のまちづくり構
想

笠岡湾干拓地の一部を早期に多目的に有効活用して、地域
経済の活性化を図る。そして夢や希望のもてる、また夢実
現のために元気の出せる地域づくりを行う。
①シーサイドアグリビジネスゾーン・・・農畜産物加工施
設及び直売所を建設（ビール工場、牛乳・アイスクリーム
工場等の誘致）して、生産から加工、そして消費者へ直結
する。
②夢いっぱい観光・交流ゾーン・・・都市と農業生産地域
との交流拠点施設（アグリメッセ）の建設。魅力ある農業
を全国に発信する。
③生き生き・生きがい福祉ゾーン・・・障害者・高齢者・
学校等の施設を誘致し、体験福祉農園による農作物栽培体
験や干拓農家との交流、乳牛とふれあえる場をつくる。
④若者定住住宅ゾーン・・・若者が、大地・大空・太陽な
ど自然を満喫しながら定住生活できるように農園付き住宅
を建設する。

農地の多目的利
用の規制緩和

大規模農地の転用であり、農林水産大臣の許
可が必要となるが、市街化区域同様の対応
（届出）とし、多目的土地利用の早期実現を
図りたい。（支援措置対象地域約８０ha）

①農畜産物加工施設及び直売所を建設。新鮮で安全な干拓
産農産物を生産から加工、そして消費者へ直結する。信頼
のある顔の見える農業を推進する。また、笠岡市民の要望
の強い大規模ショッピングモールを建設誘致し、地元生産
地元消費を促進する。大規模な土地を有効に使い、障害者
や高齢者であっても利用しやすい全館バリアフリーの
ショッピングモールや北海道並みの景色を有する笠岡湾干
拓地ならではの特色ある施設の建設をする。
②都市と農業生産地域との交流拠点施設（アグリメッセ）
やログハウスつき市民農園を建設し、干拓地内農家（専門
家）による農業指導や農業体験を通じて魅力ある農業を紹
介する。また、スカイスポーツ大会や四季折々の花を大規
模な花畑により演出している既存のイベントをさらに発展
させ、全国レベルの観光へとつなげる。干拓産のばらや牛
乳をふんだんに使っての入浴施設や、新鮮・安全な産直の
農畜産物を使っての飲食施設を建設し、都市住民の癒しの
場として位置づける。
③障害者・高齢者・学校等の施設を誘致し、体験福祉農園
を設置して干拓農家との交流や乳牛とのふれあいの場をつ
くる。（ウーマライゼーション・ウーシライゼーション）
また、高齢者・障害者健康福祉プラザを建設し、農作業な
どを通じて機能回復訓練・生きがいづくり活動を行う。こ
のことによって積極的な社会参画を促し、そのための社会
環境づくりを整備展開できる。
④若者が、自然を満喫しながら定住生活できるよう農園付
きの住宅を建設する。若者たち自らが、社会全体が閉塞感
のある現状を打破しようと努力し、やる気を培える場とす
る。夢や希望のもてる、また夢の実現のための地域づく
り、社会づくりの元気な担い手となるための定住宅整備を
する。また農業への魅力回復もねらう。
　これらの事業の実施によって地域経済の活性化、地元農
業の振興、地元消費拡大、新規産業の創出、新規雇用の創
出などが可能となる。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

輸入バイオマス
原料のより安定
的・安価な供給
体制の確立

関税割当制度の下で国産イモ澱粉の一定量の
購入を条件に関税が無税とされているコーン
スターチ用トウモロコシの輸入について、バ
イオマスプラスチックの製品等の用途に用い
る場合、当該条件を廃止するなど、バイオマ
スプラスチック等に用いる輸入バイオマス原
料のより安定的・安価な供給体制の確立を図
る。

本支援措置により、より低コストの澱粉を使用し
て、バイオマスプラスチック原料となるプルラン等
の生産を行う。
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具体的事業の実施内容

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

グリーンバイオ
製品生産用途に
用いる古米の安
価で安定的な供
給

グリーンバイオ製品を生産するために用いる
古米を、石油等と同等レベルの安価で安定的
に供給する。

本支援措置により、輸入に頼らない我が国の古米を
用いて、バイオマスプラスチック原料となるプルラ
ン等の生産を行う。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

製材廃材等の木
材や竹繊維等の
供給・利用拡大
に向けた支援

バイオマスプラスチック製品生産において自
然素材(木粉、竹繊維、ケナフ繊維等)と混合
し活用する可能性が高いこと、製材廃材はバ
イオエタノール生産の原料になること等か
ら、製材廃材や間伐材等の木材や竹繊維等の
供給・利用拡大に向けた支援を行う。

本支援措置により、バイオマスプラスチック製品生
産での自然素材の活用を推進し、バイオマスプラス
チック原料の量産化や新製品・新用途開発に繋げる
とともに、木質バイオマス等の積極的な推進を図
る。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

バイオマスプラ
スチック原料等
の生産プラント
建設等に対する
支援

バイオマスプラスチック原料やバイオエタ
ノールの生産プラント建設等に対し支援（補
助、政策金融等）を行う。

本支援措置により、バイオマスプラスチック原料等
を生産する企業がプラント建設等を進める。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

バイオマスプラ
スチックの製
品・技術開発等
に対する支援

バイオマスプラスチックの原料となるプルラ
ン等の詳細な物性に係る調査・研究や機能性
向上に係る研究開発、他の自然素材(木粉、
竹繊維、ケナフ繊維等)を活かした製品開
発、バイオマスプラスチック原料の効率的な
高度生産技術開発に係る研究などに対し支援
（補助、政策金融等）するとともに、こうし
た研究開発等には高度なバイオ技術等を駆使
する故に高額な経費を要することから、地域
新生コンソーシアム事業の補助金限度額の引
き上げなど、補助金等の要件の改善を行う。

本支援措置により、「岡山グリーンバイオ研究会」
や国の研究機関等が連携・協力を図りながら、プル
ラン等の詳細な物性に係る調査・研究や機能性向上
に係る研究開発、他の自然素材を活かした製品開
発、バイオマスプラスチック原料の効率的な高度生
産技術開発に係る研究などを積極的に推進する。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

バイオマスプラ
スチック製品の
環境影響評価の
推進

バイオマスプラスチック製品の環境負荷低減
や環境保全効果に関するライフサイクルアセ
スメント(ＬＣＡ) 研究を推進し、二酸化炭
素削減等に関する定量的な効果の把握を推進
する。

本支援措置で明らかとなる、二酸化炭素削減等に関
する定量的な効果を踏まえ、バイオマスプラスチッ
ク製品利用の積極的な展開・ＰＲを図るとともに、
効率的な製造・処理方策の検討を進める。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

バイオマスプラ
スチック製品の
社会的な利用実
験に対する支援

地球温暖化防止等に繋がるバオイマスプラス
チック製品について、消費者の理解を得て利
用拡大を図るために行う社会実験に対し支援
する。

本支援措置により、この「岡山グリーンバイオ・プ
ロジェクト」で生み出されるバイオマスプラスチッ
ク製品について社会実験を行う。
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岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

行政機関による
バイオマスプラ
スチック製品等
の優先調達等

バイオマスプラスチック製品等の一定的な需
要を確保するため、行政機関による優先的な
調達を行うとともに、愛知万博等のイベント
や各種会議などにおいて積極的な利用を推進
する。
　この際、政府調達の実効的な推進を図るた
め、グリーン購入法第６条に基づく環境物品
等の調達の基本方針2(2)別記に定める関係各
品目ごとの「判断の基準」や「配慮事項」に
おいて、バイオマスプラスチック製品の利用
を促進するための措置を講じる。

本支援措置により、行政機関によるバイオマスプラ
スチック製品等の利用を積極的に推進し、その需要
の拡大を図る。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

環境学習、識別
マークの普及等
によるグリーン
バイオの啓蒙啓
発

学校や生涯学習センター等での環境学習の推
進、識別マークの普及拡大など、バイオマス
プラスチック等の普及啓発や広報活動を推進
する。

本支援措置により、バイオマスプラスチック製品等
の利用に係る国民の環境意識や消費選好の向上等を
図り、同製品等の利用拡大を図る。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

バイオマスプラ
スチックの食品
容器等の再商品
化義務の適用除
外

元来カーボンニュートラルで地球環境に優し
い植物由来のバイオマスプラスチック利用の
食品容器等について、「容器包装に係る分別
収集及び再商品化の促進等に関する法律」に
基づく容器包装の再商品化義務を適用除外に
する。

本支援措置により、生分解性等の性質故に比較的使
用期間の短い製品利用に適した植物由来のバイオマ
スプラスチックの食品容器等への活用を、積極的に
推進する

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

バイオエタノー
ルの精製所等の
供給設備の整備
に対する支援

バイオエタノールの精製所やガソリンスタン
ド等におけるバイオエタノールの利用・供給
に必要な設備の整備に対し支援（補助、政策
金融等）する。

本支援措置により、バイオエタノールの生産拡大と
利用の積極的な推進を図る。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

自動車燃料とし
てのバイオエタ
ノールの普及拡
大に係る措置検
討

米国で行われているような、国内バイオマス
を用いたバイオエタノールの精製そのものに
対する補助やバイオエタノールの使用に対す
る優遇税制(ガソリン税の適用除外)等を検討
する。

本支援措置により、国内バイオマスを用いたバイオ
エタノール生産や利用の普及拡大を図る。

岡
山
県

岡山県
岡山グリーンバ
イオ・プロジェ
クト

  地球温暖化防止等に繋がるバイオマスプラスチック等
は、今後の有望分野として大変期待されているが、主に米
国に依存した原料供給体制の問題、コスト、消費者の製品
使用等の課題がある。岡山県は、中四国一の農業県である
とともに工業県として優れたものづくりの伝統を有し、我
が国独自の高度のバイオ技術を持つ(株)林原など、日本で
も数少ないバイオマスプラスチックの製造工程技術を備え
た企業があり、水島地域をはじめ多様なプラスチック加工
関連企業が集積するなど、植物由来のプラスチック製品生
産等を行う上で大きなポテンシャルがある。このため、本
県の特徴を活かし、需給両面で地域を挙げた一体的・集中
的な取り組みを行い、グリーンバイオ産業群の形成と循環
型環境社会の実現等を行い、地域経済の活性化と地域雇用
の創造を図るものである。

バイオエタノー
ル製造残渣のバ
イオマスプラス
チックへの活用
促進

バイオエタノール製造事業における残渣(リ
グニン)の活用の幅を広げるため、バイオマ
スプラスチックへの使用可能性等を研究す
る。

本支援措置により、バイオエタノール製造事業にお
ける残渣の有効活用を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岡
山
県

岡山県
ＩＴフロンティ
ア岡山の創造

　岡山情報ハイウェイと地域公共ネットワーク等を活用
し、平成１８年度までに全県域的なＩＰｖ６ネットワーク
を構築するとともに、国のモデル事業等を積極的に誘致す
るなど、ＩＰｖ６・電子タグに関する施策を集中的に展開
し、ＩＴベンチャーの育成、県内ＩＴ企業のＩＰｖ６産業
化、ＩＰｖ６産業クラスターの形成を推進し、地域経済の
活性化、雇用の増大を図る。

ＩＰｖ６に係る
施策の集中

総務省のＩＰｖ６移行モデル策定のための実
証実験の岡山での実施、最先端の研究開発テ
ストベッドネットワークの研究開発拠点の岡
山での整備、岡山ＩＰｖ６検証評価センター
の拡充

　ＩＰｖ６・電子タグに関する第一人者を始め、大
学、メーカー、通信事業者で構成するコンソーシア
ムを平成１６年度に設立し、産学官が連携して、次
世代技術の開発・普及を進め、ＩＴベンチャー、県
内ＩＴ企業のＩＰｖ６産業化等を推進し、地域経済
の活性化と雇用の拡大を図る。

岡
山
県

岡山県
ＩＴフロンティ
ア岡山の創造

　岡山情報ハイウェイと地域公共ネットワーク等を活用
し、平成１８年度までに全県域的なＩＰｖ６ネットワーク
を構築するとともに、国のモデル事業等を積極的に誘致す
るなど、ＩＰｖ６・電子タグに関する施策を集中的に展開
し、ＩＴベンチャーの育成、県内ＩＴ企業のＩＰｖ６産業
化、ＩＰｖ６産業クラスターの形成を推進し、地域経済の
活性化、雇用の増大を図る。

電子タグの活用
実証実験棟の連
携

来年度新たに総務省が行う「電子タグの高度
利活用技術に関する研究開発の推進」及び経
済産業省が行う「電子タグ等の導入を通じた
革新的な産業システムの確立」の事業を、岡
山で両省が連携して実施。

　ＩＰｖ６・電子タグに関する第一人者を始め、大
学、メーカー、通信事業者で構成するコンソーシア
ムを平成１６年度に設立し、産学官が連携して、次
世代技術の開発普及を進め、ＩＴベンチャー、県内
ＩＴ企業のＩＰｖ６産業化等を推進し、地域経済の
活性化と雇用の拡大を図る。

岡
山
県

岡山県
ＩＴフロンティ
ア岡山の創造

　岡山情報ハイウェイと地域公共ネットワーク等を活用
し、平成１８年度までに全県域的なＩＰｖ６ネットワーク
を構築するとともに、国のモデル事業等を積極的に誘致す
るなど、ＩＰｖ６・電子タグに関する施策を集中的に展開
し、ＩＴベンチャーの育成、県内ＩＴ企業のＩＰｖ６産業
化、ＩＰｖ６産業クラスターの形成を推進し、地域経済の
活性化、雇用の増大を図る。

国庫補助で整備
した地域公共
ネットワークの
全面開放

総務省の地域イントラネット基盤施設整備事
業、広域的地域情報通信ネットワーク基盤施
設整備事業、地域インターネット導入促進事
業により整備した地域公共ネットワークを、
ラストワンマイルの整備に活用できるよう、
民間通信事業者に無条件に開放。

地域公共ネットワークを活用して民間通信事業者に
よるＣＡＴＶ、ＤＳＬ、無線ＬＡＮなどの事業展開
を推進することにより、高速インターネットカバー
率１００％を早期に実現し、全県域におけるＩＰｖ
６網の整備を促進する。

岡
山
県

岡山県

　ノーマライ
ゼーション推進
型地域統合ケア
構想

　ノーマライゼーションの理念に基づき、高齢者、障害者
（身体・知的・精神）、子どもといった幅広い対象者につ
いて、地域住民の生活に密着した利用しやすい施設におい
て、地域住民の参加と利用者相互のふれあいを活かした効
果的な統合ケアを促進する｡

　デイサービス
における「専従
職員」・「専用
設備」規制の緩
和

　介護保険制度、障害者支援費制度及び精神
障害者福祉制度に基づく各デイサービスにお
ける「専従職員」及び「専用設備」の規制を
緩和し、地域の多様なニーズに対応する統合
ケアを上記各制度の助成対象とするととも
に、高齢者、障害者（身体・知的・障害）、
子どもといった幅広い対象者について、地域
住民の参加と利用者相互のふれあいを活かし
た効果的な統合ケアを促進する。

　介護保険制度、障害者支援費制度及び精神障害者
福祉制度に基づく各デイサービスにおける「専従職
員」及び「専用設備」の規制を緩和し、地域の多様
なニーズに対応する統合ケアを上記各制度の助成対
象とするとともに、高齢者、障害者（身体・知的・
障害）、子どもといった幅広い対象者について、地
域住民の参加と利用者相互のふれあいを活かした効
果的な統合ケアを促進する。

岡
山
県

岡山県
ミクロものづく
り
岡山の創成

  対象地域は、アセンブリー企業や機械金属系の基盤的技
術産業の一大集積地であるが、生産拠点の海外展開等のた
め長期不振が続き、集積全体の機能低下が懸念されてい
る。このため、医療・バイオ関連等の先端分野をはじめ、
幅広い分野で大きな需要が期待できる「ナノ」、「ミク
ロ」、「精密」、「ファイン」をキーワードに先進のもの
づくりを可能にするため、ミクロものづくりの拠点機能の
整備・強化を進める。併せて、関連企業群や先端技術の研
究者、大学、研究機関等が連携する「ミクロものづくり
ネット」を構築し、「ものづくり」の高度化、新たな展開
を図り岡山ブランドとして全国・世界に発信する。国から
ミクロの技術開発に関連する集中的な支援を受けること
で、新技術・新製品開発が短期間に効果的に進展し、「ミ
クロものづくり岡山」ブランドの確立が図られる。

国庫補助金等で
取得した財産の
目的外使用

  補助金等により取得した財産については、
公設試験研究機関の内部使用や特定の共同研
究等での使用に制限されているが、施設や機
器について、対象地域内においては参加団
体・企業に限定して幅広い利用を認める。

①国庫補助金等により取得した財産(施
　設、機器)について、ミクロものづく
　り岡山創成事業に参加する企業、大学
　による研究目的での使用を認める。
②企業が取得した財産については研究成
　果を活用した生産活動についても使用
　を認める。

岡
山
県

岡山県
ミクロものづく
り
岡山の創成

  対象地域は、アセンブリー企業や機械金属系の基盤的技
術産業の一大集積地であるが、生産拠点の海外展開等のた
め長期不振が続き、集積全体の機能低下が懸念されてい
る。このため、医療・バイオ関連等の先端分野をはじめ、
幅広い分野で大きな需要が期待できる「ナノ」、「ミク
ロ」、「精密」、「ファイン」をキーワードに先進のもの
づくりを可能にするため、ミクロものづくりの拠点機能の
整備・強化を進める。併せて、関連企業群や先端技術の研
究者、大学、研究機関等が連携する「ミクロものづくり
ネット」を構築し、「ものづくり」の高度化、新たな展開
を図り岡山ブランドとして全国・世界に発信する。国から
ミクロの技術開発に関連する集中的な支援を受けること
で、新技術・新製品開発が短期間に効果的に進展し、「ミ
クロものづくり岡山」ブランドの確立が図られる。

地方のニーズに
基づいた研究拠
点の整備

  地域の産業特性や技術シーズを踏まえて実
用化を目指した研究を進め、当該地域の産業
界へ技術移転する機能を有する国家レベルの
公設試験研究機関の支所的機能を地方に持た
せるために研究員の派遣を行う。

  県の現有の人的資源では取り組めないミクロもの
づくりに関するより高度な研究開発事業を実施す
る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岡
山
県

岡山県
ミクロものづく
り
岡山の創成

  対象地域は、アセンブリー企業や機械金属系の基盤的技
術産業の一大集積地であるが、生産拠点の海外展開等のた
め長期不振が続き、集積全体の機能低下が懸念されてい
る。このため、医療・バイオ関連等の先端分野をはじめ、
幅広い分野で大きな需要が期待できる「ナノ」、「ミク
ロ」、「精密」、「ファイン」をキーワードに先進のもの
づくりを可能にするため、ミクロものづくりの拠点機能の
整備・強化を進める。併せて、関連企業群や先端技術の研
究者、大学、研究機関等が連携する「ミクロものづくり
ネット」を構築し、「ものづくり」の高度化、新たな展開
を図り岡山ブランドとして全国・世界に発信する。国から
ミクロの技術開発に関連する集中的な支援を受けること
で、新技術・新製品開発が短期間に効果的に進展し、「ミ
クロものづくり岡山」ブランドの確立が図られる。

各種施策の集中
と連携

  国・県・市町村が一体となった施策の集中
投入により、短期間で大きな成果を上げるこ
とを目指す。
①地域結集型共同研究事業の採択
②産業クラスター計画（中国地域機械産
　業新生プロジェクト）による支援
③地域新生コンソーシアム研究開発事業
　等の優先採択

ものづくり企業群の集積を活かし、ミクロをキー
ワードに、産学官が連携する「ミクロものづくり
ネット」を構築し、ものづくりの高度化を進め、精
密で技術力の高い産業群を育成する。
①ミクロものづくり企業ネットの構築
    企業群のネットワーク化を図る。
②ミクロものづくり支援ネットの構築
    地域の行政、産業支援機関、金融機関
    大学等により、ミクロものづくり企業
    群を支える支援ネットを構築する。
③ミクロものづくりセンターの設置
    工業技術センター内に地域に開放され
    たミクロものづくりセンターを整備す
　　る。
④研究開発の推進
    産学官の連携により、大型の研究開発
    を推進する。
（県単独事業）
　・夢づくり・オンリーワン企業育成支援

事業

岡
山
県

岡山県

条件不利地域に
おける地域資源
を生かした農村
再生

岡山の農山村の素晴らしい自然条件を生かしながら、農山
村地域を総合的な産業・交流拠点として発展を図るため、
①企業参入をはじめ、②農地の一層の有効活用や新規就農
者の確保等による地域農業の一層の活性化、③都市住民と
の交流の活発化、さらには、④生産から流通・販売までの
農林水産業の総合産業化を図り、地域再生につなげていく
こととする。

株式会社等の農
業参入の促進

構造改革特区で認められている株式会社等に
よる農地の借り受けを、本提案に係る地域に
拡大する。

構造改革特区で認められている株式会社等による農
地の借り受けを、本提案に係る地域に拡大する。こ
れにより株式会社等の農業への参入を促進し、企業
的感覚を生かした生産から販売・流通までを一貫し
て行うことにより、当該地域の一層の活性化と雇用
の創出が期待できる。

岡
山
県

岡山県

条件不利地域に
おける地域資源
を生かした農村
再生

岡山の農山村の素晴らしい自然条件を生かしながら、農山
村地域を総合的な産業・交流拠点として発展を図るため、
①企業参入をはじめ、②農地の一層の有効活用や新規就農
者の確保等による地域農業の一層の活性化、③都市住民と
の交流の活発化、さらには、④生産から流通・販売までの
農林水産業の総合産業化を図り、地域再生につなげていく
こととする。

地ビール、地ワ
イン等の製造に
係る規制緩和・
権限移譲

構造改革特区で認められている濁酒に係る最
低製造数量基準の緩和措置を地ビール・地ワ
イン等へも拡大する。又は、最低製造数量基
準以下でも酒造免許を受けることができるこ
ととし、その許可権限を都道府県知事に移譲
する。

構造改革特区で認められている濁酒に係る最低製造
数量基準の緩和措置を地ビール・地ワイン等へも拡
大する。又は、最低製造数量基準未満でも酒造免許
を受けることができることとし、その許可権限を都
道府県知事に移譲する。これにより農業者が自ら生
産する農産物を用い、地ビールや地ワイン等の製造
に取り組み、農家民宿や直売施設等で販売すること
により、農家の収益が増加するとともに、新たな観
光資源となることが期待できる、

岡
山
県

岡山県

条件不利地域に
おける地域資源
を生かした農村
再生

岡山の農山村の素晴らしい自然条件を生かしながら、農山
村地域を総合的な産業・交流拠点として発展を図るため、
①企業参入をはじめ、②農地の一層の有効活用や新規就農
者の確保等による地域農業の一層の活性化、③都市住民と
の交流の活発化、さらには、④生産から流通・販売までの
農林水産業の総合産業化を図り、地域再生につなげていく
こととする。

各種生産機械・
施設等の整備に
係る補助基準の
緩和

　国庫補助事業の補助の対象は、「農業用機
械施設補助の整理合理化通知」により、中山
間地域等の経営規模に適した「中型の農業機
械」や「果樹棚」、「ハウス」は補助対象外
になっているが、条件不利地域における農業
振興上、不可欠な施設であり、これを補助対
象とすること。
  また、生産振興総合対策事業について、採
択基準のハードルが高く、地域の実情に応じ
た機動的、効果的な事業実施が困難であるの
で、基準を緩和するとともに弾力的な運用を
行うこと。

 地域に見合った中型の田植機やコンバイン等の導
入による水田を中心とした集落営農組織の育成や、
初期投資が大きく農家負担の大きいピオーネ等に対
する果樹棚等の助成による収益性の高い園芸農業の
振興を図ることにより、魅力ある農業が展開され、
中山間地域等における多様な農家の共存や地域農村
社会の維持・活性化、就農などの雇用創出が期待で
きる。

岡
山
県

岡山県

条件不利地域に
おける地域資源
を生かした農村
再生

岡山の農山村の素晴らしい自然条件を生かしながら、農山
村地域を総合的な産業・交流拠点として発展を図るため、
①企業参入をはじめ、②農地の一層の有効活用や新規就農
者の確保等による地域農業の一層の活性化、③都市住民と
の交流の活発化、さらには、④生産から流通・販売までの
農林水産業の総合産業化を図り、地域再生につなげていく
こととする。

新規就農者への
住宅整備に対す
る助成

新山村振興等農林漁業特別対策事業実施要領
の事業種目別基準のうち、助成対象施設等に
「新規就農者向け住宅」を追加する。

市町村等が、新規就農者向けに貸し付ける住宅を整
備する場合、その経費の一部を助成するよう、新山
村振興等農林漁業特別対策事業実施要領の事業種目
別基準のうち、助成対象施設等に「新規就農者向け
住宅」を追加する。

岡
山
県

岡山県

条件不利地域に
おける地域資源
を生かした農村
再生

岡山の農山村の素晴らしい自然条件を生かしながら、農山
村地域を総合的な産業・交流拠点として発展を図るため、
①企業参入をはじめ、②農地の一層の有効活用や新規就農
者の確保等による地域農業の一層の活性化、③都市住民と
の交流の活発化、さらには、④生産から流通・販売までの
農林水産業の総合産業化を図り、地域再生につなげていく
こととする。

新規就農者及び
雇用法人への支
援

１　営農開始には多額の初期投資が必要とな
り、さらには経営安定には数年かかるため、
円滑な就農に向けた研修費（月額15万円程
度）支給に対して、農林水産省の新規就農支
援事業の補助対象とする。

２　従業員を雇用した事業主（農業も同様）
へは、厚生労働省の助成措置（地域雇用開発
促進助成金）があるが、零細な農業法人に対
しては、天候の影響が大きい農業の特異性を
考慮し、支給対象期間を現行の６ヶ月から１
２ヶ月に、また支給率を１/４から１/３に支
給内容の拡充を図る。

１　岡山県では、毎年１００人の新規就農者の確
保・育成をめざして、各地で就農相談を実施すると
ともに、就農希望者に対し先進的農家での研修を実
施し、研修期間中は研修生に対し月額１５万円を県
単独で支給しているが、国庫補助対象となることに
より、より多くの研修生への支給が可能となる。

２　農業法人が従業員を雇用した場合の厚生労働省
の助成措置（地域雇用開発促進助成金）について、
支給対象期間が現行の６ヶ月から１２ヶ月に、また
支給率が１/４から１/３に支給内容の拡充が図られ
ることにより、地域雇用の創出が期待できる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岡
山
県

岡山県

おかやま木質バ
イオマス産業ク
ラスター整備構
想

新たな雇用の創出と木質バイオマスの利活用を図るため、
１６年度県が先駆的に木質新素材製造事業実現化調査の実
施対象としている真庭・津山地域において、豊富にある木
質バイオマス資源の有効利用が早期に図られるよう国にお
ける研究開発の推進やプラントの建設促進、原材料の安定
供給等総合的な支援を行う。

技術開発の強力
な推進

リグニン・セルロ－ス相分離や分離成分の製
品化等の技術開発に対する支援

現在林野庁が実施している木質資源循環利用技術開
発事業等によるリグニン・セルロ－ス相分離技術や
分離成分の製品化の技術開発に対して一層強力な支
援が必要である。

岡
山
県

岡山県

おかやま木質バ
イオマス産業ク
ラスター整備構
想

新たな雇用の創出と木質バイオマスの利活用を図るため、
１６年度県が先駆的に木質新素材製造事業実現化調査の実
施対象としている真庭・津山地域において、豊富にある木
質バイオマス資源の有効利用が早期に図られるよう国にお
ける研究開発の推進やプラントの建設促進、原材料の安定
供給等総合的な支援を行う。

プラントの建設
促進

木質新素材製造プラントを建設する民間企業
に対する支援

木質新素材製造プラントを民間企業が建設する事業
について、地域を特定して、モデル的に国庫補助対
象とする支援が必要である。

岡
山
県

岡山県

おかやま木質バ
イオマス産業ク
ラスター整備構
想

新たな雇用の創出と木質バイオマスの利活用を図るため、
１６年度県が先駆的に木質新素材製造事業実現化調査の実
施対象としている真庭・津山地域において、豊富にある木
質バイオマス資源の有効利用が早期に図られるよう国にお
ける研究開発の推進やプラントの建設促進、原材料の安定
供給等総合的な支援を行う。

原材料の安定供
給

新たなバイオマス産業創出のための利用目的
で収集される木質バイオマスの収集・輸送に
対する支援

林地、製材所から発生する林地残材や製材廃材をス
トックヤ－ドまで収集・輸送する経費に対して、地
域内に限定して国庫補助できる制度を創設すること
が必要である。

岡
山
県

岡山県

おかやま木質バ
イオマス産業ク
ラスター整備構
想

新たな雇用の創出と木質バイオマスの利活用を図るため、
１６年度県が先駆的に木質新素材製造事業実現化調査の実
施対象としている真庭・津山地域において、豊富にある木
質バイオマス資源の有効利用が早期に図られるよう国にお
ける研究開発の推進やプラントの建設促進、原材料の安定
供給等総合的な支援を行う。

バイオマス製品
の利用推進

バイオマス製品の利用推進を図るための支援
（税制の優遇措置等）

割高となるバイオマス製品と競合する製品価格との
差額について、国民全体で負担するシステムを構築
する必要がある。例えば地域内で生産されたエタノ
－ルを混入したガソリンの場合は石油関係税の軽減
等が考えられる。

岡
山
県

川相勝
超強力生命活性
物質で作る果実
による人材育成

地球上で生きている総ての命は希少元素によって保証され
ています。希少元素が不足すると命に問題が生じます。平
成の日本人は絶対不可欠の希少元素が極度に不足している
ため、随所で問題を起こしています。しかしながら、バラ
ンスとサイズの点で人工的に補う事は出来ません。そこで
登場したのが超強力生命活性物質です。人類史上初めての
事です。この物質はありとあらゆる命を元気にします。命
の質を高め、生殖能力を劇的に向上します。果実を介して
人々に入り、人々を元気にします。人々は問題を起こさな
くなります。始め地域が、そして全域が再生されます。

超強力生命活性
物質とその成果
の科学的検証

当該地域の再生構想は生命活動に係る事です
から、安全が第一です。害の無いことが絶対
です。検証しつつ、慎重に進めなくてはなり
ません。特に食に対する不安が広がっている
今日、安全の確認は不可欠です。しかしなが
ら、私達は科学的検証機関を持っていませ
ん。そこで政府に御願いしたいのです。当再
生構想への支援措置は信頼出来る検証機関で
の科学的検証を御願い致します。可能なら京
都大学を希望します。

超強力生命活性物質はありとあらゆる植物を活性化
し、植物を介して動物を元気にします。数多くの実
験の結果、ぶどうとトマトの栽培がもっとも有効で
す。ぶどうを一反、トマトを一反予定しています。
　①ぶどう
　　植付　一坪に１０本　一反で３千本
　　収穫　一本に５房　　一反で１万５千房
　②トマト
　　植付　一坪に２０本　一反で６千本
　　収穫　一本に３０個　一反で１８万個

支援措置が得られるなら、販売が促進されると考え
ています。

岡
山
県

財団法人
水島地域
環境再生
財団

よみがえれ、水
島のまち　―水
島再生プラン

　地域再生にとっては、公害の防止、自然環境の再生は前
提条件であり、まずそのために現行法の活用や行政による
基準の上乗せによって居住地域と工場地域との間に大きな
緑地帯を設ける。また、八間川等親水・レクリエーション
の空間を整備する。併せて、住民の移転と中小企業の移転
集約（工場団地整備）によって都市内の適正配置を図る。
　医療･福祉の分野では、高齢者の安全、快適な暮らしを
保証するための施設整備を進める。
　公共交通機関を拡大し、より市民に利用し易いものとす
ることによって、人的移動を活性化する。
　環境保全では、海底ゴミの適正処理のための制度の確立
と、行政間の連携を強化する。また、NOXについて旧環境
基準に引き戻すとともに、その他の化学物質についても基
準値を設定する。
　行政・企業・市民のパートナーシップ強化のために、懇
談会等の定期的な開催を目指す。

自然環境回復の
ための法整備

緑地面積20％以上、環境施設25％以上とした
現在の工場立地法に加えて、県･市による上
乗せ基準を設置する等によって、緑地を確
保･整備し市民の憩いの場とするとともに安
全の確保にも役立てる。また、水島地域の中
心を流れる八間川を緑豊かな親水空間とし、
周辺の建築物もそれに合わせたデザインを取
り入れることで、調和の取れた緑のまちを目
指す。そのために道路を始めとする不要不急
の公有地の市民による活用を促進する。管理
にあたっては、市民が自主的に行なえる体制
をつくる。

　水島地域内にあるコンビナートと居住地域との間
にある緩衝緑地帯は国道430号線の中央にあり市民
にとっては危険で利用しづらいものである。そこ
で、車線数を減少し、緑地帯を拡大することによっ
て市民の安全をはかるとともに、範囲を児島から高
梁川まで延長することで、緑のシンボルストリート
として整備する。
　水島の中央を流れる八間川も両側1車線づつを削
減し、自然工法を活用した河川とし、ゆとりある親
水型の緑陰道路を整備する。これを生かした環境学
習の推進も図る。これらの管理、運営は、地域住民
に委託をすることとし、そのための補助を行政が行
う。
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名
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提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

岡
山
県

財団法人
水島地域
環境再生
財団

よみがえれ、水
島のまち　―水
島再生プラン

　地域再生にとっては、公害の防止、自然環境の再生は前
提条件であり、まずそのために現行法の活用や行政による
基準の上乗せによって居住地域と工場地域との間に大きな
緑地帯を設ける。また、八間川等親水・レクリエーション
の空間を整備する。併せて、住民の移転と中小企業の移転
集約（工場団地整備）によって都市内の適正配置を図る。
　医療･福祉の分野では、高齢者の安全、快適な暮らしを
保証するための施設整備を進める。
　公共交通機関を拡大し、より市民に利用し易いものとす
ることによって、人的移動を活性化する。
　環境保全では、海底ゴミの適正処理のための制度の確立
と、行政間の連携を強化する。また、NOXについて旧環境
基準に引き戻すとともに、その他の化学物質についても基
準値を設定する。
　行政・企業・市民のパートナーシップ強化のために、懇
談会等の定期的な開催を目指す。

多業種中小企業
の活性化及び連
携による地域産
業再生

水島コンビナート地域に多様な業種にわたる
中小企業の誘致を図り、その立地を促進す
る。そのために、コンビナート内の遊休地等
を整理し、工場団地を新たに建設する。中小
企業の多くは、地域と密着した産業であり、
その活性化と地域内での相互の連携を強化す
ることによって地域内での雇用促進、賑わい
を取り戻すことに繋がる。

これまで、水島をはじめとする巨大コンビナート地
域では、素材供給型の単純な産業が主流を占めてい
た。しかしながら、社会情勢の多様化、グローバル
化が進んだ今日においては、行き詰まりを見せてい
る。そこで、水島地域においても、これまでの産業
とも関連を持った多様な中小企業を積極的に誘致す
る。そのために、大規模工場等の整理縮小に伴う遊
休地等を活用して、多業種中小企業による工場団地
を建設する。

岡
山
県

財団法人
水島地域
環境再生
財団

よみがえれ、水
島のまち　―水
島再生プラン

　地域再生にとっては、公害の防止、自然環境の再生は前
提条件であり、まずそのために現行法の活用や行政による
基準の上乗せによって居住地域と工場地域との間に大きな
緑地帯を設ける。また、八間川等親水・レクリエーション
の空間を整備する。併せて、住民の移転と中小企業の移転
集約（工場団地整備）によって都市内の適正配置を図る。
　医療･福祉の分野では、高齢者の安全、快適な暮らしを
保証するための施設整備を進める。
　公共交通機関を拡大し、より市民に利用し易いものとす
ることによって、人的移動を活性化する。
　環境保全では、海底ゴミの適正処理のための制度の確立
と、行政間の連携を強化する。また、NOXについて旧環境
基準に引き戻すとともに、その他の化学物質についても基
準値を設定する。
　行政・企業・市民のパートナーシップ強化のために、懇
談会等の定期的な開催を目指す。

高齢者・公害患
者福祉のための
施設整備

デイケアセンター、ケアハウスの設置を促進
することにより、高齢者が医療・生活面から
安心して暮らせるまちづくりを目指す。医
療・福祉関係の業種では、慢性的な人手不足
が深刻であり、現行の医療保険制度をより事
業者に活用しやすいものにすることによっ
て、人材育成の拡充、雇用の促進に対する支
援措置を充実し、より充実したサービスの提
供を可能にする。
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において非常に重要な施設である。その建設・整備
を促進することによって、高齢者に住みよいまちづ
くりを進め、地域の活性化をはかる。
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水島臨海鉄道の
延伸を中心とし
た公共交通網の
再構築

乗合バス路線の事業に市民団体も参加しやす
いように規制を緩和することによって、より
市民の視点に立ったバス路線の整備を図る。
また、鉄道線路の拡充にあたっても企業敷地
内の線路の使用を認めることによってより低
予算で路線の延伸を可能とする。一定区間
（例えば、国道430号線以北の水島地域）を
ディーゼル車の進入禁止にすることによっ
て、鉄道貨物の使用を促進するとともに、滝
環境改善にも資することができる。

水島臨海鉄道をJR児島駅及び新倉敷駅まで延伸し、
接続することによって地域内の鉄道交通による連絡
を改善する。また、それに伴い一定区間のディーゼ
ル車の侵入を禁止するなどトラック輸送を規制する
ことによって環境的にもよりクリーンな鉄道輸送の
利用を促進する。人的輸送の面では、枝葉交通とし
ての乗合バスも整備し、より市民に利用しやすい公
共交通を促進する。これらによって、温暖化問題を
始めとする地域環境の回復も望まれる。
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　医療･福祉の分野では、高齢者の安全、快適な暮らしを
保証するための施設整備を進める。
　公共交通機関を拡大し、より市民に利用し易いものとす
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海底ゴミの減量
化に向けた行政
支援

海底ゴミの行政上の処理責任を明確化し、そ
の処分にあたっても補助を行うことによって
海底環境の改善に資することを目的とする。
また、瀬戸内海のように複数県がまたがった
地域では、特に責任の所在がわかりにくいた
め、各市町村も含めた横断的な対策協議会を
設置することで、総合的な対策が見込まれ
る。

廃掃法等にも記載されていない海底ゴミの処理責任
を明確にするとともに、海底ゴミの処分に対して、
漁師・民間ボランティアへの補助を整備する。これ
までは、その処分にあたり、自己負担であったため
にほとんど対策が取られなかったが、各自治体負担
とすることで、その進展を図る。横断的な連絡組織
をつくることで総合的な対策を取ると同時に、海底
ゴミの分布等基礎的なデータの収集も見込まれる。
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談会等の定期的な開催を目指す。

行政・企業・市
民によるパート
ナーシップの構
築活動

行政・企業・市民のパートナーシップの構築
を目的とした定期的な懇談会、あるいは説明
会を開催する。また、それらの会合で提起さ
れた意見を政策に反映させやすいように、行
政内部を横断的に統括する組織を設立する。
その部署に提案を持ち込むことによって行政
内各部署との調整を行い、政策に反映、もし
できない場合もその説明責任を果たす。

行政内部に、市民からの提案・要望を受け付けると
ともに、それを内部で横断的に検討し、対策を講じ
る組織を設立する。市民の側とは定期的に（年数
回）の懇談会を開催することによって意見交換、政
策に対する相互理解を深め、パートナーシップの構
築を進める。将来的には企業も巻き込んだものとす
る。
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　医療･福祉の分野では、高齢者の安全、快適な暮らしを
保証するための施設整備を進める。
　公共交通機関を拡大し、より市民に利用し易いものとす
ることによって、人的移動を活性化する。
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環境基準値の設
定に基づく地域
環境の再生

1978年に0.02ppmから0.04～0.06ppmと3倍に
緩和されたNO2の基準値を旧基準に引き上げ
るとともに、その他の化学物質に関しても、
適正な基準値を設け、企業にその遵守を徹底
させる。基準値の設定にあたっては、濃度規
制でなく、総量規制とし、第3者機関による
定期的な検査とその公表も義務付ける。

水島地域は、かつての激甚な大気汚染公害の被害地
域であることを考慮して、他地域以上の環境基準の
規制強化が必要である。NO2の環境基準値を旧基準
に引き上げるのみでなく、それにさらに上乗せした
基準値の設定を行う。その他の化学物質について
も、専門家による検討委員会等によって協議し、適
正と思われる数値にさらに上乗せした値で適用す
る。
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地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

広
島
県

瀬戸田町

柑橘類を利用し
た機能性原料供
給ビジネス化構
想

－広島でしかで
きないビジネス
モデルを目指し
て－

柑橘を中心とした農業を特色とする瀬戸田町において，産
業活性化による地域再生を図るため，広島でしかできない
ビジネスモデルとして、地域資源である特産品（グリーン
レモン、八朔、甘夏などの利用）と，広島拠点の企業の原
料抽出技術，産業支援機関との連携支援体制等の活用によ
り、今後新ビジネスとして期待されている機能性食品、予
防医薬などの原料となる有用物質を原料供給するためのビ
ジネスの創出を目指す。このため，農業振興と交流促進を
目的として世界の柑橘（６００品種）を集めた「シトラス
パーク瀬戸田」を，補助金を活用して整備した施設（農業
体験実習施設等）を，産学官研究施設及び加工施設にリ
ニューアルすることにより，新産業創出機能も有する地域
再生拠点として整備する。

①補助金施設の
目的外使用の認
容
②民間企業が補
助金施設等を管
理・利用できる
規制緩和

地域資源活用による産学官連携機能性商品原
料供給ビジネス化構想の実現のため、補助金
施設の目的外利用の認容
（農業体験実習施設を研究施設、地域食材供
給施設を加工施設などとして利用）

農業体験実習施設を研究施設、地域食材供給施設を
加工施設などとして利用（補助金施設の目的外利用
の容認）することにより，次の事業を実施し地域再
生を図る。
①シトラスパークの再生
・世界中の柑橘が植栽されている（６００品種）と
いう特異性は、有用成分の探索・研究、機能性原料
提供ビジネス拠点に最適で、研究施設、原料製造工
場を併設する。（英国に同様の植物エキス販売会社
の事例がある）
②地域資源活用によるブランド化戦略と地域振興
・グリーンレモンという地域資源を中心に機能性商
材の開発を図れば、原料供給はもとより、知名度
アップ、付加価値化、ブランド化が図れ、地域所得
向上に貢献できる。
③地域資源活用型ニュービジネスの確立
・将来のニュービジネスとして期待度の高い機能性
商品ビジネスの中では、原料を握ることにより有利
なビジネスが展開できる可能性がある。機能性とい
うキーワードと世界中の柑橘資源を集めた地域資源
をベースに、ニュービジネスを確立することができ
る。

広
島
県

東広島市
合併に伴う都市
機能の再編成

合併に伴い、既存ストックを最大限活用しつつ、集中的な
投資を行い、都市機能の再編成を行うため、規制緩和や自
治体の裁量権の拡大を提案するもの。

合併に伴う施設
の利用目的変更
に関しての適化
法の規制緩和

適正化法、同施行令及び交付規則等の制限を
緩和もしくは一部撤廃。

旧自治体単位で計画的に整備されていた既存の施
設・設備を、合併後の新市において、新たな計画の
もとで利用目的を変更するなどして新たな役割を位
置付ける。

広
島
県

東広島市
合併に伴う都市
機能の再編成

合併に伴い、既存ストックを最大限活用しつつ、集中的な
投資を行い、都市機能の再編成を行うため、規制緩和や自
治体の裁量権の拡大を提案するもの。

合併に伴う施設
の利用目的変更
に関しての公民
館の利用規制の
緩和

社会教育法の一部規制緩和。
公民館においても、営利を目的とする活動が可能と
なるよう規制を緩和し、住民が利用しやすいように
する。

広
島
県

東広島市
合併に伴う都市
機能の再編成

合併に伴い、既存ストックを最大限活用しつつ、集中的な
投資を行い、都市機能の再編成を行うため、規制緩和や自
治体の裁量権の拡大を提案するもの。

情報通信基盤の
民間への譲渡

適正化法、同施行令及び交付規則等の制限を
緩和もしくは一部撤廃。

平成１５年３月３１日付けで、総務大臣の交付決定
を受けた『地域情報化モデル事業交付金事業ｅまち
づくり交付金（本市事業名「東広島市「お試しベン
チャー」インフラシステム」事業）』の、事業期間
満了後の運営方法のあり方について、将来にわたっ
て行政が継続的に所有し運営管理せずに、自由な活
用ができるよう民間所有とする。

広
島
県

東広島市
合併に伴う都市
機能の再編成

合併に伴い、既存ストックを最大限活用しつつ、集中的な
投資を行い、都市機能の再編成を行うため、規制緩和や自
治体の裁量権の拡大を提案するもの。

民間等資金の借
入先の規制緩和

民間等資金の借り入れ先の対象を拡大。

民間等資金の借入先として財産区や民間企業などか
ら直接借りることができるようにするなど、より有
利な財政運営を行うことができるよう自治体の裁量
を拡大する。
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投資を行い、都市機能の再編成を行うため、規制緩和や自
治体の裁量権の拡大を提案するもの。

起債対象事業の
拡大

起債について、ＩＴに関してはソフト事業も
対象となるよう対象事業を拡大。

地方財政法は、新たな社会資本を整備するための制
度で、現在の需要が高い、IT関連の社会資本整備に
係る費用には適していない制度となっているため、
こうした事業に対応できるように起債対象事業の拡
大、充当率等の制限の緩和を行う。

広
島
県

東広島市
合併に伴う都市
機能の再編成

合併に伴い、既存ストックを最大限活用しつつ、集中的な
投資を行い、都市機能の再編成を行うため、規制緩和や自
治体の裁量権の拡大を提案するもの。

国の各地方機関
の行政管轄区域
の統一

市内における国の各地方機関の行政管轄区域
の統一する方針の決定と統一までの期限の設
定。

合併に伴う新市域内で行政管轄区域を統一すること
の政府の方針決定を求めるとともに、これが迅速に
行われるために期限の設定を行う。

広
島
県

東広島市
合併に伴う都市
機能の再編成

合併に伴い、既存ストックを最大限活用しつつ、集中的な
投資を行い、都市機能の再編成を行うため、規制緩和や自
治体の裁量権の拡大を提案するもの。

国合同庁舎建設
のための省庁間
の調整

各地方機関の合同庁舎の早期建設のための各
省庁間の調整。

各地方機関の施設・敷地の狭隘化の解消を図るた
め、中心市街地への合同庁舎建設。

広
島
県

三次市
市町村合併時の
新市まちづくり
を早期に実現

官民連携による地域開発の総事業期間を短縮し，事業効果
の早期発現を図るためには，事業区域全体の用地取得を確
実なものとしておく事が必要である。このため，「地域活
性化の目的で官民の連携開発事業を推進する場合」につい
ては，課税の特例が適用されるよう，土地収用法での公共
事業の適用範囲の拡大及び租税特別措置法施行規則の特掲
事業の範囲の拡大を提案するものである。また，都市周辺
部における郊外型開発行為の計画から実現までの期間短縮
のため，農地法に定められている県農業会議への意見聴取
条項の廃止を提案する。

土地収用法の適
用範囲の拡大

土地収用法第３条に定める（土地を収容し，
又は使用することができる事業）公共事業の
範囲に「地域活性化の目的で官民が連携して
事業を推進する場合」を追加することによ
り，市又は土地開発公社が事業用地を取得す
る場合，土地収用法の適用を可能とする。

三次駅周辺について，市が先行して用地を取得し，
民間活力主導により，ＪＲ三次駅，バスターミナ
ル，駐車場を一体的に整備するとともに，アミュー
ズメント施設，飲食・物販施設，高規格マンション
等を併設した若者が集える空間を創出し，新三次市
のエントランスであるＪＲ三次駅前の「にぎわい」
を創出する。
駅周辺整備事業スケジュールは，平成16年度事業計
画及び事業規模の検討・三次駅前複合施設の整備手
法の決定・用地取得。平成17年度用地取得・事業実
施方針の公表・事業者の募集。平成18・19年度実施
設計。19年度造成工事。平成20・21年度建設工事。

広
島
県

三次市
市町村合併時の
新市まちづくり
を早期に実現

官民連携による地域開発の総事業期間を短縮し，事業効果
の早期発現を図るためには，事業区域全体の用地取得を確
実なものとしておく事が必要である。このため，「地域活
性化の目的で官民の連携開発事業を推進する場合」につい
ては，課税の特例が適用されるよう，土地収用法での公共
事業の適用範囲の拡大及び租税特別措置法施行規則の特掲
事業の範囲の拡大を提案するものである。また，都市周辺
部における郊外型開発行為の計画から実現までの期間短縮
のため，農地法に定められている県農業会議への意見聴取
条項の廃止を提案する。

租税特別措置法
施行規則の適用
範囲の拡大

租税特別措置法施行規則第14条第7項第3号イ
の特掲事業に「地域活性化の目的で官民が連
携して事業を推進する場合」を追加すること
で，市又は土地開発公社が事業用地を取得す
る場合，租税特別措置法施行規則の適用を可
能とする。

三次駅周辺について，市が先行して用地を取得し，
民間活力主導により，ＪＲ三次駅，バスターミナ
ル，駐車場を一体的に整備するとともに，アミュー
ズメント施設，飲食・物販施設，高規格マンション
等を併設した若者が集える空間を創出し，新三次市
のエントランスであるＪＲ三次駅前の「にぎわい」
を創出する。駅周辺整備事業スケジュールは，平成
16年度事業計画及び事業規模の検討・三次駅前複合
施設の整備手法の決定・用地取得。平成17年度用地
取得・事業実施方針の公表・事業者の募集。平成
18・19年度実施設計。19年度造成工事。平成20・21
年度建設工事。

広
島
県

三次市
市町村合併時の
新市まちづくり
を早期に実現

官民連携による地域開発の総事業期間を短縮し，事業効果
の早期発現を図るためには，事業区域全体の用地取得を確
実なものとしておく事が必要である。このため，「地域活
性化の目的で官民の連携開発事業を推進する場合」につい
ては，課税の特例が適用されるよう，土地収用法での公共
事業の適用範囲の拡大及び租税特別措置法施行規則の特掲
事業の範囲の拡大を提案するものである。また，都市周辺
部における郊外型開発行為の計画から実現までの期間短縮
のため，農地法に定められている県農業会議への意見聴取
条項の廃止を提案する。

農地転用時の県
農業会議へ意見
聴取の廃止

農地法４条・５条の県知事の許可権限を市長
に移譲した場合に，定められている県農業会
議への意見聴取条項の廃止。

中国縦貫自動車道三次インターチェンジや三次運動
公園・公立三次病院・広島三次ワイナリー・美術館
（建設中）が集中する酒屋地区は，新市においても
行政・文化拠点として各種公共施設等を誘導し新し
いまちづくり行なう中核ゾーンであり，地理的好条
件により民間開発が集中している。最近では大型小
売店舗の進出計画もあり，こうした民間開発計画が
速やかに実行に移せるよう農地転用手続期間を短縮
するため，県知事の許可権限を市長に移譲を受けよ
うとするが，その場合に農地法４条・５条に定めら
れているの県農業会議の意見聴取条項を廃止しよう
とするものである。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

広
島
県

大竹市
大竹港港湾地域
の再生

　岩国・大竹コンビナートは日本で最初の石油化学コンビ
ナートとして形成され、わが国経済の高度成長をリードす
る役割を果たしてきたが、近年では経済の国際化の中で国
際競争力の低下に苦しんでいる。しかし、大竹工業団地内
の企業は、これまでに培ってきた技術力により先進的製品
を開発することによって、現在のところ海外企業に対して
圧倒的な優位性を持つ製品を開発し、積極的な展開が期待
できる企業もあるなど、将来的にも大きな潜在力を持つと
いえる。
これらの企業の競争力を高める為に県・市を挙げて大竹港
東栄地区の港湾整備事業を行っている。現在大竹港は不開
港である為、物量コストは多額となっておりその競争力に
影響を与えているが、至近に存在する門司税関岩国支署の
弾力的運用を可能にし、開港とすれば企業の国際競争力を
より高めることができる。

大竹港の開港及
び、税関管轄の
弾力的運用

大竹港東栄地区港湾整備事業完成と同時に開
港とし、至近距離にある門司税関岩国支署の
弾力的運用を実施することにより、入港手続
きができるようにする。

大竹港を開港とし、税関の管轄を神戸税関から門司
税関に移管して、地理的に至近の山口県岩国市にあ
る門司税関岩国支署の管轄とする。このことによ
り、大竹港の後背地にある大竹工業団地の企業の輸
出入に係る経費は大幅に軽減できる。

広
島
県

広島県

行政サービスの
民間開放による
地域の新たなビ
ジネス機会等の
創出

行政サービスについて，積極的に民間参入の拡大を推進
し，雇用と市場の拡大による活力ある地域社会の実現を目
指す。

国の指定統計調
査業務（法定受
託事務）の委託
等の推進

・国の指定統計業務に係る国庫委託費につい
て，民間に対する業務委託経費等への流用等
が図れるように制度改正すること。
・また，指定統計調査に関する業務について
も，民間において実施できるよう制度改正す
ること。

国の指定統計調査業務について，民間等への委託を
推進。（新たなビジネス機会や雇用機会の創出など
の効果）

広
島
県

広島県

行政サービスの
民間開放による
地域の新たなビ
ジネス機会等の
創出

行政サービスについて，積極的に民間参入の拡大を推進
し，雇用と市場の拡大による活力ある地域社会の実現を目
指す。

特定計量器の検
定業務の委託の
推進

特定計量器の検定業務の委託を推進するた
め，知事が検定指定機関を独自に指定できる
ように計量法を改正すること。

特定計量器の検定業務について，民間等への委託を
推進。（新たなビジネス機会や雇用機会の創出など
の効果）

広
島
県

広島県

行政サービスの
民間開放による
地域の新たなビ
ジネス機会等の
創出

行政サービスについて，積極的に民間参入の拡大を推進
し，雇用と市場の拡大による活力ある地域社会の実現を目
指す。

電気工事士の免
状交付業務の委
託の推進

電気工事士の免状交付業務について，知事の
判断で民間等への事務委託が可能になるよう
電気工事士法を改正すること。

電気工事士の免状交付業務について，民間等への委
託を推進。（新たなビジネス機会や雇用機会の創出
などの効果）

広
島
県

広島県

行政サービスの
民間開放による
地域の新たなビ
ジネス機会等の
創出

行政サービスについて，積極的に民間参入の拡大を推進
し，雇用と市場の拡大による活力ある地域社会の実現を目
指す。

県営住宅の管理
業務の指定管理
者制度の導入の
推進

県営住宅の管理について，指定管理者制度の
導入が可能となるよう，国（国土交通省）に
おいて，同制度の導入の適否について早急に
整理すること。

県営住宅の管理について，指定管理者制度を導入。
（新たなビジネス機会や雇用機会の創出などの効
果）

広
島
県

広島県

行政サービスの
民間開放による
地域の新たなビ
ジネス機会等の
創出

行政サービスについて，積極的に民間参入の拡大を推進
し，雇用と市場の拡大による活力ある地域社会の実現を目
指す。

公営住宅等に係
るＰＦＩ事業の
推進

ＰＦＩ方式により整備する施設の国庫補助対
象事業について，国庫債務負担行為の措置を
講じるとともに，買取りにあたり分割支払い
を可能とすること

ＰＦＩ事業により公営住宅等をＢＴＯ方式で実施。
買取りは数年にわたり分割して支払う。
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内容

具体的事業の実施内容

広
島
県

広島県

行政サービスの
民間開放による
地域の新たなビ
ジネス機会等の
創出

行政サービスについて，積極的に民間参入の拡大を推進
し，雇用と市場の拡大による活力ある地域社会の実現を目
指す。

ＰＦＩの積極的
活用の推進

・国庫補助事業をＰＦＩ事業として実施する
に当たり，その手法の如何を問わず，従来の
場合と同様の財政支援策を講じること。
・また，特定の用途に限定された公共施設用
地として国庫補助事業で取得した土地にその
補助の目的外の民間収益施設を合築すること
が可能とすること。

公共施設等の整備等について，ＰＦＩ方式の円滑な
導入及び最も効果的・効率的なＰＦＩ事業手法の採
用を可能にするため，
①ＢＴＯ等の手法を問わず採用可能な国庫補助事業
とする。
②公共施設と民間収益施設の複合施設を設置可能と
する。
ことにより，一層の民間活用の推進を図る。

広
島
県

広島県廿
日市市

安心して暮らせ
るまちづくり
（合併効果が実
感できる安心で
快適なまちづく
り）

　指定通所介護事業所における知的障害者及び障害児の相
互利用を可能とし、デイサービスの利用により在宅障害者
の社会参加を図る。

　指定通所介護
事業所におい
て、知的障害者
及び障害児のデ
イサービスの相
互利用を可能に
する。

　指定通所介護事業所における知的障害者及
び障害児の相互利用を認める。

　相互利用を実施することにより、過疎地における
在宅支援の充実を図る。

広
島
県

広島県廿
日市市

安心して暮らせ
るまちづくり
（合併効果が実
感できる安心で
快適なまちづく
り）

　地区指定する交通不便地区において地区住民が助け合い
ながら有償で地区住民を自家用車で運送することができる
ようにする。

　交通不便地区
での地区住民に
よる有償運送を
可能にする。

　交通不便地区において、地区住民が助け合
いながら有償で地区住民を運送することがで
きるようにし、当該地区住民の経済活動を促
進するために、運送事業の制度改正を行う。

　地区住民が自ら地区住民を有償で運送できる地区
を指定し、住民活動として認定する。

広
島
県

呉市
（仮称）広市民
センター建設事
業

　JR呉線の新広駅周辺地区には総合病院，大学，工業団地
等が存し，駅前に集中している公共施設（支所，公民館
等）を中心としたまちづくりを計画している。また，市町
村合併により東方面に広がる市域の中で，本市東部地域の
拠点にふさわしい新たな機能を導入した公共施設が必要と
なっている。したがって，新広駅前の公共施設等を集約し
機能を向上させた拠点施設を建設し，地域住民の利便性の
向上を図るとともに周辺地域の民間開発を促進するよう計
画しているが，既存施設に係る国庫補助金の返還義務免除
を得ることにより事業実施が容易になる。

「補助金等に係
る予算の執行の
適正化に関する
法律」の適用免
除

　地域活性化の核となる公共施設の建て替え
に当たり，既存施設の供用期間が一定期間を
経過し，新たな施設が既存施設に比べ機能面
での向上が見込まれ，なおかつ国庫補助金の
交付を受けずに建設する場合においては，既
存施設の建設時に交付された国庫補助金の返
還義務を免除していただきたい。
 併せて国庫補助金を財源に建設した公共施
設の財産処分制限期間見直しの検討をお願い
する。

国庫補助金の返還義務の免除
（効果…概算）
青年教育センター：6,250千円
武道場：3,300千円
保健所：未定

広
島
県

カルビー
株式会社
中四国カ
ンパニー
（日本ポ
テトチッ
プ協会）

加工用生馬鈴薯
の限定的輸入と
加工の可能性の
実証と実現

植物防疫法により生馬鈴薯の輸入は事実上できないことに
なっている。このため日本国内では端境期における生馬鈴
薯の貯蔵と加工に多大なコストとエネルギーを費やしてポ
テトチップスなどのスナック原料の確保と市場への商品の
供給を行っている。さらには量的な過不足は商品の供給の
不安を招き流通市場の混乱を生んでいる。

輸入禁止の海外産地からの生馬鈴薯の輸入と
その馬鈴薯を使った国内加工を可能とする法
令の改訂とその手続き・処置に関する体制の
整備

特定地域・施設における輸入・貯蔵・加工を可能と
する特例処置（隣接の広島県農産物流通加工事業共
同組合にて当社の国内産生馬鈴薯の貯蔵）（弊社広
島西工場で国内産生馬鈴薯の加工）

広
島
県

㈱ケーブ
ル・ジョ
イ

キオスク端末
(住民向けまち
かど端末)利用
による地域情報
提供及び交流

キオスク端末による公開画面に民間企業の広告を掲載する
事により地元企業の活性化につなげる

キオスク端末の
有効利用

地域の基幹産業の再生
キオスク端末による公開画面に民間企業の広告を掲
載する事により地元企業の活性化につなげる
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広
島
県

NPO法人シ
ンクバン
ク研究
所、広島
国際大学
ＰＦＩ研
究会

PFI・PPP方式の
地域統合型新給
食システムでの
地域活性化策＜
呉地域モデル＞

自治体への権限委譲により、非効率だった官制の給食市場
を開放し統合することで、スケールメリットを得て、
PFI・PPPスキームによるプロジェクトファイナンスで内外
からの民間投資を促し、地域経済の再生を図る。給食市場
ではHACCP等高度な食品管理技術・IT・物流産業の振興・
雇用促進で、集積している重厚長大産業の開発技術や、既
に整備されたコクーン等のITインフラを活用し、食文化教
育・健康管理教育のプログラムを開発し、新産業の育成を
図る。多様な日本食調理対応可能でスケール対応可能な地
域統合型新調理（クックチル・セントラルキッチン)シス
テムを利用し、厳密な温度管理のもと、効率的な調理を計
画的に行い、安全性が高く、おいしい、ローコストな給食
を提供しよう、という提案である。

呉地域における
官制市場の新調
理給食サービス
の民間開放

１）文部科学省の学校給食の衛生基準権限を
呉市に移譲する。２）厚生労働省の私立保育
所の衛生基準権限を呉市に移譲する。３）防
衛施設局内の食事を呉市に外部委託する。

１）文部科学省関連：学校給食の衛生基準管理、コ
ストダウン、食教育システムの総合開発　２）厚生
労働省関連：保育所の衛生基準管理、在宅高齢者向
け給食システムの衛生管理　３）内閣府関連：防衛
施設の給食サービス管理。などの事業が総合的に行
えるよう管理権限を呉市に委譲し、官制給食サービ
ス市場の開放と統合で、市場の再構築を行い、
PFI・PPP手法によりSPC設立と民間新調理給食サー
ビス会社の設立を行う。給食サービス事業開始を平
成17年度とする。

広
島
県

パーキ
テック株
式会社

災害時に備えを
持つ地域避難施
設の充実と活性
化プロジェクト

災害時に避難場所となる小中学校の施設の機能面を充実さ
せることで、電気・水・食糧・トイレなどを避難場所にお
いて自給できるようにする。平常時にも設備を利用しなが
ら児童のみへの給食施設から老人ホーム・病院・企業等、
近隣地域にも供給できるような給食施設作りをめざす。具
体的には自家発電設備を設置して、あわせて電力会社から
の電源供給からも供給できる2系列の電源を確保して緊急
時に備え、電源のみで調理できる電化厨房設備をもった給
食施設での設備有効利用することによる衛生管理の行き届
いた製品を近隣地域にも販売する。プールなどの水を再度
上水として利用し、トイレや洗浄などの水には中水処理し
た水を利用する施設を完備しておくプロジェクト。

ディーゼル発電
機による自家発
電源供給設備導
入

ディーゼル発電機　180KW　2基を電力会社と
系統連携させて、自家発設備運転休止の際に
も電力会社から電源が供給できるよう設備す
る。自家発電は燃料である重油の価格が変動
するリスク並びに機器のメンテナンスが専門
家でないとうまくいかないといった問題点が
あるが、分散型発電電熱供給契約をすること
でそのリスクがなくなり、かつ2系統電源供
給が可能な施設として安心して災害避難場所
として利用できるようにする。この電源で、
水・食糧・上水処理・中水処理を滞りなく行
える備えを持つようにする。

災害時に避難場所となる、例えば学校の施設を充実
させる。ひとつは、地域電力の給電がストップした
時でも自家発電設備による電源供給ができる2系列
の電源を持ち、災害時などのときでも運用可能な施
設とする。

広
島
県

パーキ
テック株
式会社

災害時に備えを
持つ地域避難施
設の充実と活性
化プロジェクト

災害時に避難場所となる小中学校の施設の機能面を充実さ
せることで、電気・水・食糧・トイレなどを避難場所にお
いて自給できるようにする。平常時にも設備を利用しなが
ら児童のみへの給食施設から老人ホーム・病院・企業等、
近隣地域にも供給できるような給食施設作りをめざす。具
体的には自家発電設備を設置して、あわせて電力会社から
の電源供給からも供給できる2系列の電源を確保して緊急
時に備え、電源のみで調理できる電化厨房設備をもった給
食施設での設備有効利用することによる衛生管理の行き届
いた製品を近隣地域にも販売する。プールなどの水を再度
上水として利用し、トイレや洗浄などの水には中水処理し
た水を利用する施設を完備しておくプロジェクト。

学校給食施設の
民間への利用手
続きの簡素化

学校給食施設は児童の給食のみに利用できる
施設となっているがそのために利用率が給食
のある日の午前中に限られ利用率が非常に低
い。学校給食施設の施設利用率をあげ、児童
への給食のみならず、広く一般の販売もする
ことにより初期投資の償却をはやめると共
に、地域雇用にも貢献できる運営を行う。ま
た災害時などにもご飯などの調理ができるた
めの設備として利用できるようにする。

災害時などにもご飯などの調理ができるための設備
として電気のみでも調理できる電化厨房設備、特に
炊飯設備をもった給食施設とし稼働率を上げ雇用促
進と製品販売をする。

広
島
県

パーキ
テック株
式会社

鶏糞サーマルリ
サイクルシステ
ムの構築

鶏糞をサーマルリサイクルの燃料として、鶏糞の処理費用
の削減とエネルギーの創出および安全でクリーンな養鶏場
の支援に役立てる。

廃掃法では鶏糞
は産業廃棄物と
見なされ、処理
能力200kg／h以
上または火格子
面積2m2以上と
されているが、
バイオマスエネ
ルギーである鶏
糞をサーマルリ
サイクルすなわ
ちボイラーの燃
料として扱う。

鶏糞をボイラーの燃料として利用する場合、
現在は廃掃法による焼却施設として扱われ、
処理能力200kg／h（飼養10万羽相当）以上は
県の許認可事項となっているが、容易に許可
が得られず施設の設置が困難となっている。
これを自家用に限って1,000kg／h（飼養50万
羽相当）の鶏糞の処理できるサーマルリサイ
クルが可能になるよう支援措置を得る。

鶏糞をサーマルリサイクルの自家用燃料とすること
により、鶏糞処理費用の削減と下記有効な熱の利用
を行う。
〔具体的設備〕生鶏糞50t／日（飼養50万羽相当）
燃料用乾燥鶏糞24t／日（排ガス及び排蒸気により
乾燥）
ボイラー蒸気量2.5t／h
蒸気タービン150kw

山
口
県

下関市
下関港港湾物流
サービス機能円
滑化構想

下関港における外貿貨物の輸送体制の充実を図るため、現
在年中無休の通関業務に合わせて、動植物検疫業務及び食
品検査業務についても、日・祝日の検査体制を整備してい
ただくことにより、全国の下関港利用者の多様なニーズに
対応可能な港のフルオープン体制を整え、下関港の利便性
の向上を図る。

動植物検疫及び
食品検査の年中
無休検査体制の
確保

　下関港を利用する貨物は、少し割高な輸送
コストを負担しても、スピードを要求する貨
物が多く、本港の荷主等は一刻も早く確実に
当該貨物を目的地へ運びたい希望を持ってい
る。現在、下関港において通関業務は年中無
休の体制が整備されているものの、日・祝日
に植物・動物・食品の検査が出来ないため、
日・祝日に入港する船舶の貨物は通関が出来
ないため、利用に制限を受けている。こうし
た荷主等のニーズに応えられるよう、３６５
日年中無休の検査業務体制を整備していただ
くことにより、下関港を利用する外貿貨物の
増大、関連企業への経済波及効果が期待でき
る。

　海上輸入貨物の植物・動物・食品に関する検疫に
ついても、税関と同様に日・祝日の対応をしていた
だくことにより、下関港における外貿貨物について
年中無休の即日通関を可能とする。

山
口
県

下関市

下関市ウォー
ターフロント地
区観光客移動円
滑化構想

関門海峡の自然的資源に恵まれた下関市では、平成１４年
以降の新水族館や民間商業施設などウォーターフロント沿
いの施設整備が一気に進み、官民一体の観光キャンペー
ン、対岸の門司レトロ地区との連携強化に努める中、ＮＨ
Ｋ大河ドラマ「武蔵」の放映から「新選組」「義経」と追
い風が吹く。今後は平成１５年度実施の都市再生モデル調
査との整合性を図りつつ、旧所名跡と食材を愉しむ従来型
の観光パターンから、下関市ならではの健康体感、関門海
峡の大自然を満喫できる海峡沿いの遊歩道や公園等を整備
し、時間をかけた散策でゆとりと癒しの要素が加味できる
ようゆったり型観光モデル地区の形成を図る。
念願の本事業の実現には国の支援措置が不可欠であり、地
域再生構想により観光立市「下関」の地域活性化を図る。

観光客の移動円
滑化のための施
策の集中・連携
等の支援

ＪＲ下関駅から唐戸周辺、火の山公園にかけ
て実施中の都市再生モデル調査の検討結果を
踏まえ、規制となる事項及び施策の集中・連
携が必要となる事項についての各般の支援措
置をお願いしたい。

都市再生モデル調査の検討結果を受けて、実施すべ
き事業の規制となる事項及び施策の集中・連携が必
要となる事項について支援をお願いしたい。例え
ば、パノラマ遊歩道を整備する場合、海岸沿いの幅
員狭小の区域においては海岸を埋め立てて用地を確
保する必要があるが下記の規制が想定される。
（想定される例）
・海岸保全区域の指定
・自然公園法上の規制
・海岸の埋立手続
　など

296 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

山
口
県

山口県
コンビナートに
おける水の協働
構想

　国内でも有数のコンビナート地帯である周南地域及び宇
部・小野田地域において、渇水時における工業用水の企業
間融通を円滑に行うことにより、地域内企業の生産性の向
上を図る。

渇水時における
工業用水の企業
間融通

　渇水時において、工業用水道事業法第３条
第２項に基づく経済産業大臣の許可（企業が
工業用水を供給する事業を行う場合に必要な
許可）を要することなく、事業体の判断によ
り企業間融通を行えるようにする。

　渇水時において、事業体（工業用水道事業を営む
地方公共団体）の判断により地域内における工業用
水の企業間融通を円滑に行うことにより、地域内企
業の生産性を向上させる。

山
口
県

周防大島
自然体感
クラブ

特別NPO法人設
立プロジェクト

行政機能のうち、地域振興部門をNPO法人に委託し、民間
の立場で経済活性化のためのマネジメントやベンチャービ
ジネスの試行など、地域経済力の向上を目指した事業を展
開し、新産業創出や雇用拡大などに結びつけようというも
のである。

NPO法の改正

行政の地域振興部門を受託するＮＰＯを「特
別ＮＰＯ法人」と認定する規定を設けると共
に、NPO法における役員報酬に関する規定及
び収益事業に関する規定を改正し、職業とし
て成り立つ体力のあるNPOをつくることで、
社会的な役割を明確にさせる。

行政機能のうち、地域振興部門をNPO法人に委託
し、民間の立場で経済活性化のためのマネジメント
やベンチャービジネスの試行など、地域経済力の向
上を目指した事業を展開し、新産業創出や雇用拡大
などに結びつけようというものである。

徳
島
県

徳島県

バイオマス燃料
を活用した徳島
県の製材業・木
工業の再生

製材業者・木工業者が、自らの生産工程で生じたバイオマ
ス燃料を活用して、製品の乾燥や密着などボイラー熱源と
する場合に限って、廃棄物処理法上「燃料として自ら利用
するもの」として取り扱う（別紙２参照）

廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律、同法施行
令及び関連通知
の見直し

製材業者・木工業者が自らの生産工程で生じ
たバイオマス燃料を、木屑焚きボイラーなど
により、自らの生産工程における製品の乾燥
や密着などに必要な熱供給を行う場合に限っ
て、廃掃法上、こうしたバイオマス燃料を
「燃料として自ら利用するもの」として取り
扱う。

製材業者・木工業者の生産工程で生じるバイオマス
燃料を、製材業者・木工業者の生産工程における製
品の乾燥や密着に必要な熱供給を行う木屑焚きボイ
ラーなどの設備の熱源として活用する。これによ
り、製材業・木工業の生産コストが減少する（二酸
化炭素の排出量の抑制により地球温暖化防止にも貢
献する）。(別紙３参照）

香
川
県

宇多津町
宇多津臨海部活
性化構想

当町におきましては、町域の約４分の１に及ぶ区域におい
て職・住近接のまちづくりを、土地区画整理事業の事業手
法に求め進めてきました。これまでの間、新たな定住人口
は約６千人を超え、企業や事業所などの進出を観る中で都
市化の進展を観ていますが、長引く景気の低迷によりその
度合いは着実に鈍化しています。 魅力ある都市の経営
（運営）や活性化には再投資が必要であると考え都市と海
辺が近接している利点を踏まえ、海岸線整備や臨海公園の
「道の駅」としての機能アップという観点から地域の新た
な賑わいの創出について取り組みたいと考えています。こ
れらの所期の目的を達成するために、公園事業や工業再配
置促進事業（現産業再配置補助金）における補助金や地方
債要件の改善（緩和）措置について、下記の全面的支援を
お願いいたしたい。
①受入済みの補助金や地方債の繰り上げ償還措置を無くす
る。             ②一定年限を経過した施設におけるリ
ニューアルのための補助金や地方債制度の確立

補助金用件の改
善と国庫補助制
度の利便性の向
上

この近隣公園内には、産業（工業）再配置補
助金（旧通産省）をもらって建設した宇多津
町産業資料館があるが、リニューアルするに
は残存価額に見合う補助金返還を求められ
る。また、公園のリニューアルについても補
助（国交省）を受けるには修繕程度の変更で
なければならない。時代のニーズに対応する
にはあまりにもきびしすぎる内容であり、今
後地域再生（活性化）を進めて行くうえで改
善（緩和）措置を講じられたい。

現在検討中である海岸環境整備事業と並行に公園や
公園施設のリニューアルを考えている。また、この
公園は、国交省の道の駅の指定も受けており地域の
活性化や観光客の利便性の向上のため、産業資料館
の増改築を行ない施設の充実を図っていく。また、
施設の運営管理を民間委託し雇用の創出を図ってい
く。

香
川
県

香川県
かがわ中山間地
域活性化構想

①観光農園や農村レストランなど、新農業部門の経営拡大
に取り組む農業生産法人等に対する農業改良資金の貸付要
件の緩和。
②香川県内に住所を有する者が「さぬきうどん」の原料と
なる小麦「さぬきの夢２０００」を栽培する場合に、面積
などに制限されず農地の賃借ができるよう、農地法の要件
の緩和。
③県内市町長への農地転用許可事務の移譲を進めていく上
での４ｈａを超える農地の転用許可事務の農林水産大臣
（農政局長）からの知事への権限移譲と、２ｈａを超え４
ｈａ以下の農地の転用に係る農林水産大臣（農政局長）へ
の協議の廃止。
④野生鳥獣によって農作物の被害を受けている農業者が、
自己の所有地で、特定の狩猟具により特定の加害鳥獣を捕
獲する場合の狩猟免許の免除。

農業改良資金の
貸付要件の緩和

観光農園や農村レストランなど、新農業部門
の経営拡大に取り組む農業生産法人等に対す
る農業改良資金の貸付要件の緩和

　国の「農業改良資金制度運用基本要綱」におい
て、農業改良措置として「新たな農業部門の経営の
開始」が認められているが、農業生産法人等が新た
に農村レストランを行う場合に、通常は原材料とし
て当該農業生産法人が生産する農産物を2分の１以
上使用することが要件であるが、例外的に特区内の
農産物を利用する場合は貸付可能とする。

香
川
県

香川県
かがわ中山間地
域活性化構想

①観光農園や農村レストランなど、新農業部門の経営拡大
に取り組む農業生産法人等に対する農業改良資金の貸付要
件の緩和。
②香川県内に住所を有する者が「さぬきうどん」の原料と
なる小麦「さぬきの夢２０００」を栽培する場合に、面積
などに制限されず農地の賃借ができるよう、農地法の要件
の緩和。
③県内市町長への農地転用許可事務の移譲を進めていく上
での４ｈａを超える農地の転用許可事務の農林水産大臣
（農政局長）からの知事への権限移譲と、２ｈａを超え４
ｈａ以下の農地の転用に係る農林水産大臣（農政局長）へ
の協議の廃止。
④野生鳥獣によって農作物の被害を受けている農業者が、
自己の所有地で、特定の狩猟具により特定の加害鳥獣を捕
獲する場合の狩猟免許の免除。

農地法の要件緩
和による「さぬ
きうどん」の振
興

香川県内に住所を有する者が「さぬきうど
ん」の原料となる小麦「さぬきの夢２００
０」を栽培する場合、面積などに制限されず
農地の賃借ができるよう、農地法の要件を緩
和する。

　県民ぐるみで「さぬきうどん」の原料となる小麦
「さぬきの夢２０００」を栽培し、全国的なブーム
となった「さぬきうどん」にさらに親しむととも
に、本県のイメージアップを図る。
有休農地の利用促進、地域の活性化も併せて図るこ
とができる。

297 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

香
川
県

香川県
かがわ中山間地
域活性化構想

①観光農園や農村レストランなど、新農業部門の経営拡大
に取り組む農業生産法人等に対する農業改良資金の貸付要
件の緩和。
②香川県内に住所を有する者が「さぬきうどん」の原料と
なる小麦「さぬきの夢２０００」を栽培する場合に、面積
などに制限されず農地の賃借ができるよう、農地法の要件
の緩和。
③県内市町長への農地転用許可事務の移譲を進めていく上
での４ｈａを超える農地の転用許可事務の農林水産大臣
（農政局長）からの知事への権限移譲と、２ｈａを超え４
ｈａ以下の農地の転用に係る農林水産大臣（農政局長）へ
の協議の廃止。
④野生鳥獣によって農作物の被害を受けている農業者が、
自己の所有地で、特定の狩猟具により特定の加害鳥獣を捕
獲する場合の狩猟免許の免除。

鳥獣保護法の要
件緩和による鳥
獣被害の軽減

野生鳥獣によって農作物の被害を受けている
農業者が、自己の所有地で、特定の狩猟具に
より特定の加害鳥獣を捕獲する場合に狩猟免
許の特例（はこわなを狩猟具に加え、捕獲可
能期間を延長）を設ける。

　農作物に被害を与える野生鳥獣の捕獲要件を緩和
することにより、中山間地域の農業の振興と地域の
活性化を図る。

香
川
県

香川県
かがわ中山間地
域活性化構想

①観光農園や農村レストランなど、新農業部門の経営拡大
に取り組む農業生産法人等に対する農業改良資金の貸付要
件の緩和。
②香川県内に住所を有する者が「さぬきうどん」の原料と
なる小麦「さぬきの夢２０００」を栽培する場合に、面積
などに制限されず農地の賃借ができるよう、農地法の要件
の緩和。
③県内市町長への農地転用許可事務の移譲を進めていく上
での４ｈａを超える農地の転用許可事務の農林水産大臣
（農政局長）からの知事への権限移譲と、２ｈａを超え４
ｈａ以下の農地の転用に係る農林水産大臣（農政局長）へ
の協議の廃止。
④野生鳥獣によって農作物の被害を受けている農業者が、
自己の所有地で、特定の狩猟具により特定の加害鳥獣を捕
獲する場合の狩猟免許の免除。

農地転用許可事
務の一元化

・４ｈａを超える農地の転用許可事務の農林
水産大臣（農政局長）から知事への移譲
・２ｈａ超４ｈａ以下の農地の転用に係る農
林水産大臣（農政局長）への協議の廃止

　大規模開発事業に係る円滑、迅速な土地利用の調
整
　市町への農地法関係事務移譲の積極的推進

香
川
県

香川県
かがわ賑わい創
出構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

観光客誘致のた
めの定期観光バ
ス事業の認可制
度の緩和

　一般旅客運送事業者等が、定期観光バス事
業を行う際の、認可制度を届出制度に緩和す
る。

　県外観光客の誘客を進め、魅力ある香川をPRする
とともに、主要観光地間を県外観光客が安心して、
観光地を巡る交通手段を確保するために定期観光バ
ス路線の創設を容易にする。

香
川
県

香川県
かがわ賑わい創
出構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

スクールバス・
ボートを目的外
使用する場合の
承認要件の緩和

へき地児童生徒援助費等補助金に係るスクー
ルバス・ボートの目的外使用について、住民
以外の利用も可能とする。

スクールバス・ボートを児童・生徒の通学に支障の
ない範囲で、住民以外も利用できるようにすること
により、観光客の送迎やイベントに活用する。

香
川
県

香川県
かがわ賑わい再
生構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

道路標識への民
間大型観光施設
等の記載項目の
拡大

　国道などの主要幹線に設置する道路標識等
への記載が制限されている、民間大型観光施
設や駅案内（琴電駅、運用上掲載されていな
い）を掲載するとともに、多彩な外国語表示
を可能にし､道路案内を明確にする。

県内での観光、交流を促進させ､観光客にやさしい
まちづくりを進めるために､現在規制されている道
路標識への民間大型観光施設や駅案内を記載すると
ともに多彩な外国語表示を可能にし、観光客等が安
心して､周遊することができるようにする。

香
川
県

香川県
かがわ賑わい創
出構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

ﾌｨﾙﾑｺﾐｯｼｮﾝ事業
実施にかかる道
路使用許可の迅
速、簡素化

　映像製作を行う際の、道路使用許可を簡素
化するとともに、許可に係る日数を短縮させ
る。

　本来､映像製作にあたり、もっとも時間と手間を
要する道路等の使用許可申請を簡素化､迅速化さ
せ、ロケの行いやすいまちをＰＲする。特に､香川
ロケに際して、一度、使用許可された道路に関して
は、リスト化することで、書類等の簡素化、許可の
迅速化を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

香
川
県

香川県
かがわ賑わい創
出構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

仮設建築物に関
する規制の緩和

　仮設建築物として利用できる期間を、現行
の「１年以内」から「必要と認める期間」に
拡大する。

　賑わい創出のため、１年を越えて継続的にイベン
トを行う場合に、仮設建築物としてステージ等を設
置することによって、常設の施設を設置、除却する
よりも、イベント費用の軽減が図られ、より多くの
イベントを実施する。

香
川
県

香川県
かがわ賑わい創
出構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

訪日観光ビザの
免除

　本県においては台湾、韓国からの観光客の
占めるウェイト大きく、台湾、韓国からの来
県に対し、ビザを免除する。

　国の「外国人旅行者訪日促進戦略」の一環として
実施される「ビジット・ジャパン･キャンペーン」
にあわせ、海外からの観光客の誘客を促進するとと
もに、特に､台湾、韓国等からの観光客誘致戦略と
して、PR活動、エージェントの招請活動、海外讃岐
うどん店を活用した誘客事業を実施する。

香
川
県

香川県
かがわ賑わい創
出構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

本四道路の通行
料金の引き下げ

本四道路の通行料金を大幅に引き下げ、地域
経済の活性化を図る

本四道路の通行料金を大幅に引き下げ、利用者の割
高感を払拭することにより、本四間の交流を活発化
させる。

香
川
県

香川県
かがわ賑わい創
出構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

高速道路及び本
四道路の料金設
定におけるバス
の車種区分の見
直し

瀬戸大橋を経由して来県する場合において、
バスのうち「乗車定員が30人以上のもの及び
車両総重量8t以上で車長9m以上のもの｣は、
車種区分を「特大車」から、路線バスと同様
に「大型車」とする。

バスの車種区分の見直しにより、通行料金の引き下
げを行い、高速道路、瀬戸大橋の利用促進と、観光
交流を活発化させる。

香
川
県

香川県
かがわ賑わい創
出構想

　香川県は、面積が狭く、県都高松を中心に一日周遊圏を
形成している。また、瀬戸内海を中心として自然環境や歴
史、文化、讃岐うどんなど観光資源に恵まれているが、近
年の地域間競争の中で、多様化する観光ニーズに柔軟に対
応することが課題となっている。そこで、県は、観光振興
や賑わい創出を進める上で、選ばれる観光地になるために
は、魅力ある観光資源の創造とともに、観光しやすい環境
づくりが重要であることから、新たな再生支援策により、
①老舗観光地の賑わい再生、②新しい魅力をもった観光資
源の強化・創造、③おもてなしの心、④広域観光・国際観
光の推進に一層努め、観光産業が総合産業である特性を生
かし、県経済の活性化と雇用の拡大を実現し、香川の賑わ
い創出を図る。

高松空港の着陸
料の軽減

　高松空港に着陸する国際チャーター便の着
陸料を空港管理規則の「7/10に軽減」を
「1/2に軽減」に改正する。

　国の「外国人旅行者訪日促進戦略」の一環として
実施される「ビジット・ジャパン･キャンペーン」
にあわせ、海外からの観光客の誘客を促進するとと
もに、特に､台湾、韓国等からの観光客誘致戦略と
して、PR活動、エージェントの招請活動、海外讃岐
うどん店を活用した誘客事業を実施する。

香
川
県

香川県
かがわ地域産業
振興構想

  長引く景気低迷等を背景に、工場の統合・再編や海外移
転等による産業の空洞化が進行しており、これらの対応を
含めた本県経済の持続的な発展･活性化が求められてい
る。
  このため、県においては、①糖質バイオや環境分野など
に重点を置きながら、産学官の連携を推進し、ベンチャー
など新規･成長産業を創出・育成するとともに、企業誘致
も進めながら、産業の集積に努める。また、②地域でがん
ばっている企業に対し、経営革新や技術革新を支援すると
ともに、本県の特性を生かした新製品の開発や販路開拓の
積極的な支援を通じて、地域産業を活性化し、地域経済と
して自立できる地域内発型の経済活性化を図るものであ
る。

地域の研究開発
力強化のための
外国人研究者集
積促進

○ 在留資格の拡大、在留期間の伸長
・在留資格の拡大：在留資格「特定活動」に
「研究成果を指導又は教育する活動」を追加
・在留期間の伸長：5年→10年
○ 特区特定事業「外国人研究者受入れ事
業」の対象の拡大
・研究分野を特定せず幅広い科学技術の分野
を対象とする。
・受入研究機関等について、地域再生計画区
域の全ての企業及び機関に拡大

  現在、本県では糖質バイオクラスター特区の「外
国人研究者受入れ促進事業」を活用し、糖質バイオ
分野の優れた外国人研究者の受け入れやすい環境を
整備している。
  今後、研究成果の事業化に相当期間の係る分野で
外国人研究者が一層集積するよう、在留資格の拡
大、在留期間の伸長を行なうとともに、糖質バイオ
分野に限らず、ナノテク分野など新規成長が見込ま
れる幅広い分野についても外国人研究者の受け入れ
を促進できる環境を整備して優れた研究者を集積す
ることで、地域の研究開発力を強化する。
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内容

具体的事業の実施内容

香
川
県

香川県
かがわ地域産業
振興構想

  長引く景気低迷等を背景に、工場の統合・再編や海外移
転等による産業の空洞化が進行しており、これらの対応を
含めた本県経済の持続的な発展･活性化が求められてい
る。
  このため、県においては、①糖質バイオや環境分野など
に重点を置きながら、産学官の連携を推進し、ベンチャー
など新規･成長産業を創出・育成するとともに、企業誘致
も進めながら、産業の集積に努める。また、②地域でがん
ばっている企業に対し、経営革新や技術革新を支援すると
ともに、本県の特性を生かした新製品の開発や販路開拓の
積極的な支援を通じて、地域産業を活性化し、地域経済と
して自立できる地域内発型の経済活性化を図るものであ
る。

外国人研修生受
入れ制度の拡充

○受入れ可能研修生数の増員
　　　　　　　　　　　（現行の2倍）
○技能実習に係る在留期間の延長
　　　　　　　　　　　（2年→3年）

  外国人の研修生及び技能実習生の受入れ可能研修
生数の増加、受入れ期間の延長により、研修生の技
術・技能･知識の習得を充実したものにすることが
できる。

香
川
県

香川県
さぬき瀬戸内再
生構想

香川県内の瀬戸内海の島々は、豊かな自然や風光明媚な景
観に恵まれているが、交通基盤、医療施設など生活基盤が
十分でないことに加え、過疎化、高齢化等の急激な進行に
より、地域活力の低下が懸念されている。
そこで、世界に誇る多島美、歴史を物語る名所旧跡、伝統
芸能、豊かな海の幸、特産品のオリーブなど瀬戸内海や
島々が有する地域資源を活かし、県独自の支援策に加え、
既に認定されている「オリーブ振興特区」「瀬戸内海国際
観光特区」「さぬき農村ふれあい特区」、そして、提案中
の「しまタク特区」の積極的な活用と新たな再生支援策に
より、オリーブ等を活かした地域産業の再生・新ビジネス
の創出や瀬戸内海ならではの水産業の振興、島ならではの
観光の推進に一層努め、地域経済の活性化と雇用の創造を
実現し、さぬき瀬戸内地域の再生を図る。

オリーブ加工設
備の整備をオ
リーブ特区を活
用した株式会社
で行うための要
件の緩和

農業経営総合対策事業（経営体質強化施設整
備事業）の事業実施主体に「株式会社」を追
加、　但し利益が生じた場合は、相当額を返
還

　特区で認められた株式会社によるオリーブ栽培を
一層推進し、加工までを一貫して行なうため、株式
会社が、オリーブ加工設備を整備するものである。

香
川
県

香川県
さぬき瀬戸内再
生構想

香川県内の瀬戸内海の島々は、豊かな自然や風光明媚な景
観に恵まれているが、交通基盤、医療施設など生活基盤が
十分でないことに加え、過疎化、高齢化等の急激な進行に
より、地域活力の低下が懸念されている。
そこで、世界に誇る多島美、歴史を物語る名所旧跡、伝統
芸能、豊かな海の幸、特産品のオリーブなど瀬戸内海や
島々が有する地域資源を活かし、県独自の支援策に加え、
既に認定されている「オリーブ振興特区」「瀬戸内海国際
観光特区」「さぬき農村ふれあい特区」、そして、提案中
の「しまタク特区」の積極的な活用と新たな再生支援策に
より、オリーブ等を活かした地域産業の再生・新ビジネス
の創出や瀬戸内海ならではの水産業の振興、島ならではの
観光の推進に一層努め、地域経済の活性化と雇用の創造を
実現し、さぬき瀬戸内地域の再生を図る。

地域定着種であ
るタケノコメバ
ルの資源増大技
術開発事業の採
択要件の緩和

水産増養殖等振興対策費補助金（水産資源増
殖ブランド・ニッポン推進対策事業）の採択
基準において、「複数県にまたがる広域での
資源増殖となるものを優先する」に、「県単
独での地域定着種の資源増殖によるしまの振
興・活性化を図るもの」を追加。

資源が著しく減少し、幻の魚となっているタケノコ
メバルについて、種苗放流による資源増大を図るた
め、放流技術開発試験を実施する。

香
川
県

香川県
さぬき瀬戸内再
生構想

香川県内の瀬戸内海の島々は、豊かな自然や風光明媚な景
観に恵まれているが、交通基盤、医療施設など生活基盤が
十分でないことに加え、過疎化、高齢化等の急激な進行に
より、地域活力の低下が懸念されている。
そこで、世界に誇る多島美、歴史を物語る名所旧跡、伝統
芸能、豊かな海の幸、特産品のオリーブなど瀬戸内海や
島々が有する地域資源を活かし、県独自の支援策に加え、
既に認定されている「オリーブ振興特区」「瀬戸内海国際
観光特区」「さぬき農村ふれあい特区」、そして、提案中
の「しまタク特区」の積極的な活用と新たな再生支援策に
より、オリーブ等を活かした地域産業の再生・新ビジネス
の創出や瀬戸内海ならではの水産業の振興、島ならではの
観光の推進に一層努め、地域経済の活性化と雇用の創造を
実現し、さぬき瀬戸内地域の再生を図る。

ブルーツーリズ
ム推進のための
漁村コミュニ
ティ支援事業の
利用条件の緩和

漁港漁村活性化支援事業費補助金のうち漁村
コミュニティ支援事業の実施期間を「単年
度」から「３年」に緩和。

　島しょ部の活性化に向け、ブルーツーリズムを推
進するため、観光客等を始めとした都市からの島
しょ部の漁村への交流の促進に向けた交流イベント
の開催や普及啓発等の取り組みを実施する。

香
川
県

香川県
さぬき瀬戸内再
生構想

香川県内の瀬戸内海の島々は、豊かな自然や風光明媚な景
観に恵まれているが、交通基盤、医療施設など生活基盤が
十分でないことに加え、過疎化、高齢化等の急激な進行に
より、地域活力の低下が懸念されている。
そこで、世界に誇る多島美、歴史を物語る名所旧跡、伝統
芸能、豊かな海の幸、特産品のオリーブなど瀬戸内海や
島々が有する地域資源を活かし、県独自の支援策に加え、
既に認定されている「オリーブ振興特区」「瀬戸内海国際
観光特区」「さぬき農村ふれあい特区」、そして、提案中
の「しまタク特区」の積極的な活用と新たな再生支援策に
より、オリーブ等を活かした地域産業の再生・新ビジネス
の創出や瀬戸内海ならではの水産業の振興、島ならではの
観光の推進に一層努め、地域経済の活性化と雇用の創造を
実現し、さぬき瀬戸内地域の再生を図る。

漁港も活用した
クルージング
ネットワークの
ためのポンツー
ン整備の採択要
件の緩和

漁港漁村活性化対策事業費補助金の採択要件
において、「漁港としての施設整備の観点か
らの事業効果」を「しまの振興・活性化の観
点からの事業効果」に緩和。

　漁業地域との交流を含めたブルーツーリズムやク
ルージングネットワークの構築を推進するため、観
光客等の島しょ部への交通手段を確保するための必
要な施設として、漁港での簡易な係留施設（ポン
ツーン）を整備する。

香
川
県

香川県
さぬき瀬戸内再
生構想

香川県内の瀬戸内海の島々は、豊かな自然や風光明媚な景
観に恵まれているが、交通基盤、医療施設など生活基盤が
十分でないことに加え、過疎化、高齢化等の急激な進行に
より、地域活力の低下が懸念されている。
そこで、世界に誇る多島美、歴史を物語る名所旧跡、伝統
芸能、豊かな海の幸、特産品のオリーブなど瀬戸内海や
島々が有する地域資源を活かし、県独自の支援策に加え、
既に認定されている「オリーブ振興特区」「瀬戸内海国際
観光特区」「さぬき農村ふれあい特区」、そして、提案中
の「しまタク特区」の積極的な活用と新たな再生支援策に
より、オリーブ等を活かした地域産業の再生・新ビジネス
の創出や瀬戸内海ならではの水産業の振興、島ならではの
観光の推進に一層努め、地域経済の活性化と雇用の創造を
実現し、さぬき瀬戸内地域の再生を図る。

漁港区域での目
的外使用のため
の漁港施設用地
等利用計画の変
更決定権限を漁
港管理者に移譲

　地域の振興を目的とした用途に限って、漁
港漁場整備法に基づき、造成された漁港施設
用地等の利用計画の変更権限を国から漁港管
理者に移譲

　漁業地域との交流を含めたブルーツーリズムやク
ルージングネットワークの構築を推進するため、交
通機関の未発達な島しょ部等を中心に、都市から漁
港を訪れた観光客の利便性をより高めるため、当該
対象地域内の漁港区域内において、漁港施設用地の
用途を変更し、駐車場等として使用する。
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香
川
県

香川県
さぬき瀬戸内再
生構想

香川県内の瀬戸内海の島々は、豊かな自然や風光明媚な景
観に恵まれているが、交通基盤、医療施設など生活基盤が
十分でないことに加え、過疎化、高齢化等の急激な進行に
より、地域活力の低下が懸念されている。
そこで、世界に誇る多島美、歴史を物語る名所旧跡、伝統
芸能、豊かな海の幸、特産品のオリーブなど瀬戸内海や
島々が有する地域資源を活かし、県独自の支援策に加え、
既に認定されている「オリーブ振興特区」「瀬戸内海国際
観光特区」「さぬき農村ふれあい特区」、そして、提案中
の「しまタク特区」の積極的な活用と新たな再生支援策に
より、オリーブ等を活かした地域産業の再生・新ビジネス
の創出や瀬戸内海ならではの水産業の振興、島ならではの
観光の推進に一層努め、地域経済の活性化と雇用の創造を
実現し、さぬき瀬戸内地域の再生を図る。

旅客不定期航路
事業実施手続き
の簡素化及び基
準の緩和

　海上運送法に定める旅客不定期航路事業を
許可制から届出制に簡素化するとともに、同
事業の遊覧における複数の寄港を可能にす
る。

　民間の船会社等を含む協議会を設置し、魅力的で
集客の可能性の高いルートを協議のうえ決定し、一
定の時期にモデル的に運行する。

香
川
県

香川県
さぬき瀬戸内再
生構想

香川県内の瀬戸内海の島々は、豊かな自然や風光明媚な景
観に恵まれているが、交通基盤、医療施設など生活基盤が
十分でないことに加え、過疎化、高齢化等の急激な進行に
より、地域活力の低下が懸念されている。
そこで、世界に誇る多島美、歴史を物語る名所旧跡、伝統
芸能、豊かな海の幸、特産品のオリーブなど瀬戸内海や
島々が有する地域資源を活かし、県独自の支援策に加え、
既に認定されている「オリーブ振興特区」「瀬戸内海国際
観光特区」「さぬき農村ふれあい特区」、そして、提案中
の「しまタク特区」の積極的な活用と新たな再生支援策に
より、オリーブ等を活かした地域産業の再生・新ビジネス
の創出や瀬戸内海ならではの水産業の振興、島ならではの
観光の推進に一層努め、地域経済の活性化と雇用の創造を
実現し、さぬき瀬戸内地域の再生を図る。

山林火災跡地等
の森林造成事業
をしまの特色に
応じて行うため
の採択要件の緩
和

土砂流出防止林造成事業の採択基準につい
て、「市街地又は集落の保護」、「主要公共
施設の保護」、「農地、ため池、用排水施設
等の保護」に「離島性や県土の景観の保全」
を追加すること

　瀬戸内海島しょ部等において、山火事等が発生
し、機能が失われた山林の整備を行う。

香
川
県

香川県
さぬき瀬戸内再
生構想

香川県内の瀬戸内海の島々は、豊かな自然や風光明媚な景
観に恵まれているが、交通基盤、医療施設など生活基盤が
十分でないことに加え、過疎化、高齢化等の急激な進行に
より、地域活力の低下が懸念されている。
そこで、世界に誇る多島美、歴史を物語る名所旧跡、伝統
芸能、豊かな海の幸、特産品のオリーブなど瀬戸内海や
島々が有する地域資源を活かし、県独自の支援策に加え、
既に認定されている「オリーブ振興特区」「瀬戸内海国際
観光特区」「さぬき農村ふれあい特区」、そして、提案中
の「しまタク特区」の積極的な活用と新たな再生支援策に
より、オリーブ等を活かした地域産業の再生・新ビジネス
の創出や瀬戸内海ならではの水産業の振興、島ならではの
観光の推進に一層努め、地域経済の活性化と雇用の創造を
実現し、さぬき瀬戸内地域の再生を図る。

船舶安全検査の
簡素化

船舶安全法に基づく船舶安全検査のうち旅客
船（５ｔ以上）の中間検査について
①検査時期を「1年」から「2年」に緩和
②代替措置として事業者の自主検査創設

　瀬戸内海の島を巡る旅客船の船舶検査の簡素化に
より、運行コストの低減を図り、船舶事業者の経営
改善や、運賃の引下げなどを図る。

香
川
県

牟礼町
牟礼町まちづく
り計画

　住民と行政が協働するまちづくりの業務を町が自ら認証
するNPOに委託することにより、町内に雇用を創出すると
ともに、行政サービスの民間開放への第一歩及び少子高齢
化社会において懸念される働き手の不足対策を図る。

NPO認証の権限
移譲

NPO認証の所管庁を県から町にする。

　まちづくりに関係する業務について、行政サービ
スの実施主体として町が認証するNPOに参入機会を
提供し、行政パートナーとして登録したNPOに業務
委託することによって、町内に雇用を創出するとと
もに、行政サービスの民間開放を地域で共有し、有
機的に連携することで少子高齢化社会において懸念
される働き手の不足対策ともなる。

香
川
県

牟礼町
牟礼町まちづく
り計画

　住民と行政が協働するまちづくりの業務委託先である
NPOに対して、特定公益増進法人の寄付行為に関する税控
除に係る取扱を準用することにより、地域再生の担い手育
成及びNPO活動等の活性化支援を図る。

特定公益増進法
人に係る取扱の
準用

特定公益増進法人の寄付行為に関する税控除
に係る取扱を法令の定めにかかわらず、町が
認定したNPOにも準用する。

　特定公益増進法人の寄付行為に関する税控除に係
る取扱を住民と行政が協働するまちづくりの業務委
託先であるNPOに対しても準用することにより、地
域再生の担い手育成及びNPO活動等の活性化支援を
図る。NPO活動等の活性化は、当該NPOの体力強化を
図るとともに、地域社会全体への還元が期待でき
る。

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

屋外広告物等の
統一景観整備

　観光客の動線にある幹線道路の屋外広告物
や建築物外観の整備（ファサード整備）を
「まちづくり交付金」の交付対象とする。

美しい街並み整備に欠かせない屋外広告物の統一景
観整備を行い、都市観光の推進を図る。
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都道
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名

提案主体
名

地域再生構想の
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提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

道路法に規定す
る道路付属物に
「公共広告施
設」を追加

限られた都市の中で、道路の社会空間としての『坂の上の雲』フィールドミュージアム構想を推進す

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

自治体提案の
「(仮称)○○市
無電柱化推進計
画｣に基づく電
線類地中化五ヵ
年計画の策定

従来の道路管理者毎の計画から都市計画とし
ての戦略的な自治体提案型計画にシフトし、
効率的かつ効果的な地中化整備を推進する。

自治体が短中期（概ね10年以内）の地中化路線計画
を提案し、国・県の道路管理者と調整後、「(仮
称)○○市無電柱化推進計画｣を策定し、その後、ブ
ロック別電線類地中化協議会において決定する仕組
みにする。

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

交通結節点改善
事業の補助採択
要件の緩和

交通結節点改善事業の補助採択要件は、鉄道
駅、軌道駅においては概ね乗降客5,000人／
日以上の要件である。本市においても３駅を
既整備若しくは整備予定であるが、その他の
駅については乗降客2,000人／日程で、当該
補助の適用外であるため、地域の実情を勘案
し、人数要件を緩和されたい。

『坂の上の雲』のまちづくりフィールドミュージア
ムの動線確保や市民の移動利便性を向上し、かつ、
地域の再生を図るため交通結節点の整備（駅前広場
の整備、駐輪場の整備、歩行者専用通路・自由通路
の整備、バスターミナルの整備）を行う。

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

路面電車走行空
間改築事業の採
択要件の緩和お
よび補助対象事
業の拡充

路面電車走行空間改築事業では、路面電車の
延伸・新設に係る走行路面、停留所等の整備
が対象であるが、既に整備が完了した道路に
て、路面電車の停留所の改築を行う場合を追
加する。
また、既制度では、架線柱、シェルターにつ
いては、補助対象外であるが、早期整備によ
る経済効果の早期実現のため、補助対象とす
る。
さらに、都市景観の修景、熱遮蔽効果・騒音
低減効果など都市環境の改善や交通の安全性
に効果のある軌道緑化についても、補助対象
とする。

本市では、路面電車は市民及び観光客の重要な移動
手段であるとともに、市民が誇りに思うシンボルで
もある。しかしながら、道路整備は完了している
が、路面電車の停留所の整備が進んでいない箇所が
多い。これらについて、軌道緑化、停留所（マウン
トアップ、スロープ）、走行路面、シェルター、架
線柱等の整備・改築を実施し、公共交通機関の利便
性向上や都市緑化の増進を図る。

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

下水処理場用地
の占用使用承諾
制度の創設

下水道整備するまでの短期間の活用として、
占用使用の承諾申請手続き処理を可能とす
る。

地域再生として、観光振興を進めるなかで、平成18
年のNHKのスペシャル大河の映像化が予定されてお
り、その受け皿としての駐車場が一時的に大きく不
足することが予想される為に、短期的な観光パーク
アンドライド駐車場として活用する。

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

公園施設の設置
基準の緩和

公園施設の設置基準の敷地面積に対する建築
面積の割合についての緩和

公園施設の設置基準で敷地面積の２/１００をこえ
てはならない規定について、１，０００㎡以下の小
規模な公園については５/１００に緩和する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

優良建築物等整
備事業制度の緩
和・拡充

　地域再生として観光振興を進めるため、優
良建築物等整備事業の共同施設整備費の対象
に観光案内拠点施設の整備にかかる経費を追
加する。
　また、既存ストック活用型の要件として
「転用後の建築物の延べ面積が１／２以上が
住宅」とあるが、住宅以外に社会福祉施設等
や子育て支援施設、観光案内拠点施設等も加
える。

平成18年のNHKのスペシャル大河で「坂の上の雲」
の映像化が予定されており、観光客の急増が予想さ
れるが、これらに対応するため中心市街地等におけ
る既存ストック等を活用した観光案内拠点施設の整
備を想定している。

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

坊っちゃん列車
やオープン観光
バスの車両構造
の規制緩和

坊っちゃん列車をはじめとする公共交通をよ
り魅力的にするために、乗客車両の構造内容
において、地域の創意工夫による取り組みに
対し、事業者責任による運行承認の基準の緩
和と手続きの簡素化。

日本最古の道後温泉、日本３大連立平山城の松山城
（重要文化財）、さらに、正岡子規や夏目漱石の小
説『坊っちゃん』・『坂の上の雲』の舞台となって
いる本市において、観光客の足として多く利用され
ている「坊っちゃん列車」は、観光客の輸送として
だけではなく、それ自体が重要な観光資源となって
いる。
今後とも観光都市を推進するために、坊っちゃん列
車と今後導入予定している観光回遊バス等につい
て、乗客の安全性を確保を前提に、ー部オープン
デッキのある車両（坊っちゃん列車・新規観光バ
ス）に乗車できるように、現在の車両構造規定の解
釈を緩和する。
　この観光車両は、時速20～30kmの低速運転車両の
制限をかけて、乗客の安全性を確保する。

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

坊っちゃん列車
の運行体制の自
主裁量権の拡大

坊っちゃん列車をより魅力的にするために、
運行人員体制の内容において、安全性の遵守
が図られることを実施検証し、事業者責任に
おいて、細則規定を見直しする自主裁量範囲
の容認の拡大。

観光客の輸送としてだけではなく、それ自体が重要
な観光資源となっている「坊ちゃん列車」の運行人
員体制について、乗客の安全性を確保を前提とした
乗務人員の定数を、運行検証の自社判断のなかで、
乗務人員を削減する。また、余人員による新たな
サービスの提供を図る。

愛
媛
県

松山市

『坂の上の雲』
フィールド
ミュージアム構
想

本構想を推進することで、観光振興による地域再生を図
る。そのためには地域の歴史・文化資源を再生活用するこ
とが重要であり、その地域資源を生かした市民参加のまち
づくりに取組んでおり、ハード・ソフト両面の新しい仕組
みのなかで、都市景観整備、都市交通施設整備、観光交流
施設整備などを核としたまちづくり事業の推進を図り、住
民･企業者･観光客が共に、魅力を感じる街を目指してい
る。

坊っちゃん列車
等の公共交通機
関の運賃設定の
自主裁量権の拡
大

本市は中心部には、坊っちゃん列車が走る路
面電車が環状化し、さらに、乗合バスや市内
循環バス（100円バス）など、多くの路線が
輻輳し、運行しており、その運賃体系は、軌
道150円、バスは対距離制（一部100円均一）
で運行しており、市民や観光客に分かりやす
い料金体系を選択することができるよう、地
域の創意工夫による取り組みに対し、事業者
責任の自主裁量権を拡大する。

まち全体をフィールドミュージアムとして観光施策
を進める本市にとって、観光客にとって利便性の高
いサービスを提供することが重要であり、市内中心
部の限られたゾーンで、公共交通の運賃設定を自主
裁量の中で決定できる（割引運賃適用ではなく）こ
とにより、市民をはじめ利用者に分かりやすいサー
ビスを展開し、利用者の増加を目指すと共に、観光
客の回遊交通手段として活用する。

愛
媛
県

愛媛県
愛媛県公共施設
木材利用推進構
想

　循環型社会への移行が求められている中で、環境負荷が
少なく、人に優しい自然素材である木材の利用促進は極め
て重要である。
　このため、地域のシンボル的な公共施設の木造化を推進
し、広く県民に対し、木の良さをＰＲするとともに、県産
材の需要拡大を促進し、林業・木材産業や地域経済の活性
化を図ることにより、木質資源を活用した資源循環型社会
の構築を目指すこととする。

　各省庁の公共
施設整備事業に
おけ　　　る木
造化推進の徹底

　　　国においては、平成８年７月、関
　　係省庁における木材利用推進の円
　　滑な実施が図られるよう、「木材利
　　用推進関係省庁連絡会議」を設置
　　し、木材利用推進に関する情報交
　　換等を行うとともに、林野庁から各
　　関係省庁に対し、各種施策の実施
　　に当たり、積極的な木材利用の促
　　進について依頼しているところで
　　あるが、未だに徹底されていない
　　ことから、今後、さらに連絡会議の
　　趣旨を徹底するとともに、各省庁
　　の公共施設整備事業等の導入
　　に当たっては、可能な限り木造化
　　が図られるような施策とすること。

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取り組んでい
る「公共施設等木材利用推進連絡会議」において、
毎年、翌年度に建設予定である県、市町村、学校・
医療法人等の木造化が促進され、多くの木材資源を
有する農山村地域における雇用の場が確保されると
ともに、林業・木材産業や地域経済の活性化が期待
される。

愛
媛
県

愛媛県
愛媛県公共施設
木材利用推進構
想

　循環型社会への移行が求められている中で、環境負荷が
少なく、人に優しい自然素材である木材の利用促進は極め
て重要である。
　このため、地域のシンボル的な公共施設の木造化を推進
し、広く県民に対し、木の良さをＰＲするとともに、県産
材の需要拡大を促進し、林業・木材産業や地域経済の活性
化を図ることにより、木質資源を活用した資源循環型社会
の構築を目指すこととする。

　国庫補助事業
の採択要件の緩
和

　　　国庫補助事業の中で、例えば、林
　　野庁所管の「木造公共施設整備事
　　業」では、公共施設を木造化するに
　　当たって、学校に関連した施設であ
　　ることとか、先駆性のある木造施設
　　であるとかの規制があることから、
　　地域の実情に合わして、これら規
　　制を緩和することにより、木造化を
　　推進する。

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取り組んでい
る「公共施設等木材利用推進連絡会議」において、
毎年、翌年度に建設予定である県、市町村、学校・
医療法人等の木造化が促進され、多くの木材資源を
有する農山村地域における雇用の場が確保されると
ともに、林業・木材産業や地域経済の活性化が期待
される。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
媛
県

愛媛県
愛媛県公共施設
木材利用推進構
想

　循環型社会への移行が求められている中で、環境負荷が
少なく、人に優しい自然素材である木材の利用促進は極め
て重要である。
　このため、地域のシンボル的な公共施設の木造化を推進
し、広く県民に対し、木の良さをＰＲするとともに、県産
材の需要拡大を促進し、林業・木材産業や地域経済の活性
化を図ることにより、木質資源を活用した資源循環型社会
の構築を目指すこととする。

　建築基準法の
改正

公共施設の構造基準における、耐火･準耐火
の緩和措置
○建築基準法での延べ面積3000㎡を超える建
築物は耐火建築物とする規定について、その
面積要件の緩和。
○建築基準法で、福祉施設等について、２階
建てで２階部分が300㎡以上の建築物は耐火･
準耐火建築物とする規定について、その面積
要件の撤廃
〇建築基準法で、学校施設等について、2000
㎡以上の建築物は耐火または準耐火建築物と
する規定における面積要件の緩和。

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取り組んでい
る「公共施設等木材利用推進連絡会議」において、
毎年、翌年度に建設予定である県、市町村、学校・
医療法人等の木造化が促進され、多くの木材資源を
有する農山村地域における雇用の場が確保されると
ともに、林業・木材産業や地域経済の活性化が期待
される。

愛
媛
県

愛媛県
愛媛県公共施設
木材利用推進構
想

　循環型社会への移行が求められている中で、環境負荷が
少なく、人に優しい自然素材である木材の利用促進は極め
て重要である。
　このため、地域のシンボル的な公共施設の木造化を推進
し、広く県民に対し、木の良さをＰＲするとともに、県産
材の需要拡大を促進し、林業・木材産業や地域経済の活性
化を図ることにより、木質資源を活用した資源循環型社会
の構築を目指すこととする。

　各省庁の設置
基準の改正

・特別養護老人ホームの設備及び運営に関す
る基準(平成11年3月31日厚生労働省令第46
号）
・身体障害者厚生援護施設の設備及び運営に
関する基準(平成15年3月12日厚生労働省令第
21号）などによる木造化の制限の緩和

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取り組んでい
る「公共施設等木材利用推進連絡会議」において、
毎年、翌年度に建設予定である県、市町村、学校・
医療法人等の木造化が促進され、多くの木材資源を
有する農山村地域における雇用の場が確保されると
ともに、林業・木材産業や地域経済の活性化が期待
される。

愛
媛
県

愛媛県

しまなみ海道住
民総参加の手づ
くり観光振興
（観光・交流・
まちづくり）構
想

　これまで、観光振興に当たって主導的な役割を担ってき
た、県・市町村などの地方自治体や民間開発事業者等にお
いては、景気の低迷や厳しい財政状況の下、大規模な投資
は困難になっているほか、観光客も、いわゆる箱物と言わ
れる観光施設等よりも、地域の人々との触れ合いや手づく
りの魅力的な施設やイベントなど、ゆとりや癒しの空間を
求める傾向にある。
　このような状況を踏まえ、本構想においては、しまなみ
海道沿線地域の地域住民やＮＰＯ、あるいは地元民間事業
者等の観光産業への参入を促進し、これらの者が主体的に
担い手となって、地域の資源や人々の知恵や能力、ノウハ
ウを活用して、地域住民等の総参加により、魅力ある手づ
くりの観光地づくりを目指した交流やまちづくりに取り組
むことが可能となる支援措置等を提案する。

観光業の起業促
進

○行政財産の民間貸与等による観光産業の振
興
・行政財産の民間への貸与、民間による改
築、転用や目的外使用の承認
○しまなみ沿線を対象とした旅行業（クルー
ジングツアーや周遊ツアーの募集催行）の自
由化
・ＮＰＯをはじめ地域住民が地域の観光資源
の周知・ＰＲを図る目的で行うツアーについ
て旅行業法の適用を除外
・利用する船舶についての要件を緩和（漁船
をクルージング船として使用する際の検査の
簡略化）

[具体的な取組み］
○しまなみ海道沿線の公共の主要観光・物販はほと
んどが国の補助事業を活用して建設されているため
利用方法が制限されているが、これらの行政財産を
民間事業者やＮＰＯ、個人が利活用できることと
し、建設に伴う初期投資を抑えることにより民間や
地域住民の観光産業への参入を促す。
○提案地域は特に、村上水軍にまつわる歴史的・文
化的観光資源が豊富であることから、歴史を活用し
た観光を推進するために、ＮＰＯ法人など歴史を語
れる者が簡易にツアーを催行できるようにしたり、
複雑な海底に起因する激しい潮流のもとで自然景観
に溶け込んだしまなみ海道の人工美を堪能できるよ
う、操船技術に長けた者が特色あるクルージングツ
アーを催行したりできるよう旅行業法の規定を緩和
し、地域住民の持つ歴史や文化の知識、技等を活用
して地域資源を紹介するツアーの催行を容易にし、
地域に根ざした観光産業を振興する。
○漁船をクルージング船として使用する際に義務付
けられている船舶安全法上の中間検査を免除する。
[効　果]
観光業の起業が容易になる。
観光業を中心とした就業機会の確保
高齢者の活用

愛
媛
県

愛媛県

しまなみ海道住
民参加の手づく
り観光振興（観
光・交流・まち
づくり）構想

　これまで、観光振興に当たって主導的な役割を担ってき
た、県・市町村などの地方自治体や民間開発事業者等にお
いては、景気の低迷や厳しい財政状況の下、大規模な投資
は困難になっているほか、観光客も、いわゆる箱物と言わ
れる観光施設等よりも、地域の人々との触れ合いや手づく
りの魅力的な施設やイベントなど、ゆとりや癒しの空間を
求める傾向にある。
　このような状況を踏まえ、本構想においては、しまなみ
海道沿線地域の地域住民やＮＰＯ、あるいは地元民間事業
者等の観光産業への参入を促進し、これらの者が主体的に
担い手となって、地域の資源や人々の知恵や能力、ノウハ
ウを活用して、地域住民等の総参加により、魅力ある手づ
くりの観光地づくりを目指した交流やまちづくりに取り組
むことが可能となる支援措置等を提案する。

イベント等によ
る賑わいの創出

○イベント開催時の道路（自動車専用道路を
含む。）や海岸・河川占用の申請の簡略化
○フィルムコミッション推進のため、自動車
専用道路上での停車禁止除外や自然公園区域
内の自然海浜・河川区域内にロケセット（仮
設構築物）を設置する際の許可基準の緩和

[具体的な取組み］
○道路（自動車専用道路を含む。）や海岸・河川な
どを活用したイベントができやすくなるよう手続き
を簡略化する。　　　○映画やテレビ撮影などの際
には自動車専用道路内で停車して撮影することを可
能にする。また、自然公園区域内や河川区域内にロ
ケセットを設置するについては、その許可基準を緩
和する。
[効　果]
○集客効果の増大に伴う観光入込み客の増
○ロケ地としてのしまなみ海道の魅力向上

愛
媛
県

愛媛県

しまなみ海道住
民参加の手づく
り観光振興（観
光・交流・まち
づくり）構想

　これまで、観光振興に当たって主導的な役割を担ってき
た、県・市町村などの地方自治体や民間開発事業者等にお
いては、景気の低迷や厳しい財政状況の下、大規模な投資
は困難になっているほか、観光客も、いわゆる箱物と言わ
れる観光施設等よりも、地域の人々との触れ合いや手づく
りの魅力的な施設やイベントなど、ゆとりや癒しの空間を
求める傾向にある。
　このような状況を踏まえ、本構想においては、しまなみ
海道沿線地域の地域住民やＮＰＯ、あるいは地元民間事業
者等の観光産業への参入を促進し、これらの者が主体的に
担い手となって、地域の資源や人々の知恵や能力、ノウハ
ウを活用して、地域住民等の総参加により、魅力ある手づ
くりの観光地づくりを目指した交流やまちづくりに取り組
むことが可能となる支援措置等を提案する。

広域観光推進の
ための基盤整備

○国が実施している観光振興に関する補助事
業の対象者を市町村に限らず、関係者で構成
する協議会組織のほか、民間事業者・ＮＰＯ
等を対象者に含める。
○行政や観光協会等が設置する各種標識や案
内板の作成基準等の要件を緩和する。

〔具体的な取り組み〕
○地域住民誰もが観光事業に携わることの出来る体
制づくりを行い、様々な視点から、観光に係わる事
業や観光施設の整備等を行う。
○地域内に設置する観光標識や案内板のデザインや
ロゴを統一し、また、道路沿線の花木などを統一し
て植裁する。
〔効果〕
・補助事業の迅速、効果的な執行
・来訪者に分かりやすく親切な観光地の整備
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

愛
媛
県

愛媛県

遊休学校関連施
設の活用による
地域定住・活性
化構想

過疎化の進行や市町村合併等によって、今後、学校の統廃
合が進むと考えられる。こうした理由によって本来の意義
を失ってしまった学校施設を廃止､転用する場合､民間への
貸与など地域再生につながる施策に活用できるよう補助金
等により取得した財産の処分年限の緩和と国庫金の返納を
要しない処分方法の適用拡大を提案する。

補助金等により
取得した財産の
処分制限の緩和

「補助事業者等が補助事業等により取得し､
又は効用の増加した財産のうち処分を制限す
る財産及び補助事業等により取得し、又は効
用の増加した財産の処分期間」(平成14年3月
25日文部科学省告示第53号)の緩和
処分制限期間例示表の処分期間制限(年)の①
を削除し②に統一
「公立学校施設整備費補助金等に係る財産処
分の承認等について」(平成9年11月20日文教
施第87号)「別表報告事項一覧」の適用拡大
適用番号2について、転用制限10年の短縮と
市町村が進める地域振興のための施策による
場合は、民間への売却、貸与についても適用

地域の活性化につながる施策の手段として、廃校施
設や不要となった学校施設の一部を市町村が自由に
処分できる年限を短縮するほか、転用制限期間の短
縮、民間への売却､貸与を可能にするなどの財産処
分の規制を緩和する。
現在取得年度によって２つに分かれている処分年限
を短期間の方に統一するほか、取得後10年以内でも
転用できたり､市町村が行う民間企業誘致や定住
化、少子化対策など地域再生のための施策に当該施
設を活用する場合は、民間への売却や貸与なども可
能にすることによって、市町村の財産処分方法の選
択肢を増やす。たとえば、不要となった教員住宅
を、定住化施策の一環としてＵ（Ｉ）ターン者など
に提供するなどの目的外使用を容認する。企業誘致
のために廃校となった施設を民間企業に売却､貸与
することなどを認める。

愛
媛
県

愛媛県
松山西部臨海地
域における新都
市拠点形成構想

　都市周縁部に位置する松山西部臨海地域は、近年、商店
街の衰退や雇用・経済環境の悪化が進む他、域内に立地す
る企業の生産拠点の集約化や海外移転等が進むなど都市機
能の低下が顕著となっている。
　本構想においては、当該地域が従来から有する人流と物
流の拠点機能や地理的特性を踏まえ、国際ビジネス機能や
商業機能の集積や、ウォーターフロントとしてのアメニ
ティ機能を拡充・強化することにより、これら諸機能の連
携や相乗効果を助長させることにより、当該地域に新たな
都市拠点を形成し、地域経済の活性化や魅力ある生活の場
の創造を図ることを目的としている。

民活法特定施設
の処分の自由化

　民活補助事業により整備された特定施設
で、社会・経済環境や産業構造等の変化等外
的要因により、現に利用率が低下し、かつ、
将来的にも利用の回復が見込まれない場合に
は、新たに、当該施設の整備主体である第三
セクターが地域再生を目的とした施設の再
生・有効利用計画を策定し、所管省庁の承認
を得た場合には、「補助金等にかかる予算の
執行の適正に関する法律」に基づく、財産の
目的外処分の禁止期間〔補助金の交付目的及
び当該財産の耐用年数を勘案して各省庁が定
める期間を経過するまでは、当該財産の補助
目的外処分が禁止されている期間〕内であっ
ても、補助金の返還を行うことなく、当該施
設の用途変更を行うことを可能にする。（処
分の自由化）
○アイテムえひめ内オフィス　･･･　民活法
15号施設、経済産業省所管、法定耐用年数：
50年
○アイロット　　　　　　　　　　　･･･
民活法11号イ施設、国土交通省所管、法定耐
用年数：上屋・倉庫棟　38年、冷凍・冷蔵倉
庫　24年

〔具体的取り組み〕
○国際ビジネスを展開する企業（製造業、物流業、
流通業）及びこれら企業を支援する事業者（ビジネ
ス・コンサルタント、国際弁護士・公認会計士、通
訳・翻訳業、通関業等）のための業務用オフィスの
整備を行う。
（対象施設）アイテムえひめ内オフィススペース
○貿易貨物（原料、部品、中間材等）を活用し、製
造、加工、組立て等を行う貸工場や、既立地企業の
先進的な技術等を活用した新規商品開発のための研
究・開発スペースや、貿易貨物の共同輸配送や流通
加工を行う流通センターの整備を行う。
（対象施設）アイロット　上屋棟、倉庫棟の一部
〔実施主体〕愛媛エフ・エー・ゼット㈱（上記、両
施設を所有）
〔効　果〕
　・事業者集積による雇用創出
　・素材関連企業等が有する先進的技術を活用した
新規製品開発等、地域産業の高度化・活性化
　・共同輸配送によるコスト低減や流通加工等によ
る高付加価値化による新たな港湾物流の構築（※）
※県内製造業や流通業の中には、共同輸配送や流通
加工業務に取り組んでいる企業が複数有り、アイ
ロットの用途拡大による利用ニーズは高まるものと
期待されている。
〔実施時期〕平成16年度以降

愛
媛
県

愛媛県
松山西部臨海地
域における新都
市拠点形成構想

　都市周縁部に位置する松山西部臨海地域は、近年、商店
街の衰退や雇用・経済環境の悪化が進む他、域内に立地す
る企業の生産拠点の集約化や海外移転等が進むなど都市機
能の低下が顕著となっている。
　本構想においては、当該地域が従来から有する人流と物
流の拠点機能や地理的特性を踏まえ、国際ビジネス機能や
商業機能の集積や、ウォーターフロントとしてのアメニ
ティ機能を拡充・強化することにより、これら諸機能の連
携や相乗効果を助長させることにより、当該地域に新たな
都市拠点を形成し、地域経済の活性化や魅力ある生活の場
の創造を図ることを目的としている。

外国人に対する
在留資格の要件
緩和及び在留資
格の変更の円滑
化

①外国人が当該「投資・経営」在留資格を取
得する際に求められる、「２人以上の日本人
の常用雇用又は500万円以上の投資」（事業
規模要件）、「事業経営・管理者が３年以上
の経験を有し、日本人と同等以上の報酬を受
け取る」（経営管理者要件）について、愛媛
県が指定する外国企業向けの特定施設に入居
する場合に限り、以下の通り要件を緩和す
る。
・事業規模要件：雇用については在留資格取
得後、1年以内に雇用することを要件（前提
条件ではなく、事後の充足要件とする。）と
するとともに、投資については300万円以上
に要件緩和を行う。
・経営管理者要件：報酬に関する要件を除外
する。
②構造改革特区の特例措置において、地方公
共団体等が外国企業に対し支店等の施設を提
供する場合に、支店等開設準備を行う外国企
業の職員に対し「企業内転勤」の在留資格を
付与することとなったが、在留資格の対象施
設を地方自治体による入居賃料補助等の支援
措置の対象となる施設や、地方自治体が出資
する第三セクターが整備・提供を行う施設も
対象とする。

〔具体的取り組み〕
○当該地域においては、FAZ関連施設を中心とした
貿易インフラに加え、Biz Portオフィス等のベン
チャー企業集積施設の整備がされている他、国内主
要都市を結ぶ国内路線はもとより国際航空路線の開
設も進む松山空港に近接する一方で、中心市街地に
も交通至便であるなど、外国（外資系）企業にとっ
て魅力的な立地条件を持っており、今後、IT関連企
業をはじめとした外国人企業家や技術者のビジネス
活動や外国（外資系）の立地・創業を進めるため、
外国人の国内でのビジネス活動のボトル・ネックと
なっている在留資格等の要件緩和を実現し、当該地
域への外国企業の集積促進を図る。
〔実施主体〕国
〔効　果〕
・外国（外資系）企業の立地による雇用創出
・外国（外資系企業）と県内企業との取引拡大によ
る事業機会の拡充
・先進的な技術・ノウハウ等の地域産業への移転・
波及　等
〔実施時期〕平成16年度以降
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愛
媛
県

愛媛県
松山西部臨海地
域における新都
市拠点形成構想

　都市周縁部に位置する松山西部臨海地域は、近年、商店
街の衰退や雇用・経済環境の悪化が進む他、域内に立地す
る企業の生産拠点の集約化や海外移転等が進むなど都市機
能の低下が顕著となっている。
　本構想においては、当該地域が従来から有する人流と物
流の拠点機能や地理的特性を踏まえ、国際ビジネス機能や
商業機能の集積や、ウォーターフロントとしてのアメニ
ティ機能を拡充・強化することにより、これら諸機能の連
携や相乗効果を助長させることにより、当該地域に新たな
都市拠点を形成し、地域経済の活性化や魅力ある生活の場
の創造を図ることを目的としている。

公共埠頭の民間
企業に対する長
期貸付

①国有財産法及び地方自治法により規定され
る行政財産としての貸付禁止規定の適用除外
を行い、港湾施設（行政財産の場合）の民間
企業への貸付を可能とする。
②港湾法において、国直轄工事により整備し
た港湾施設（行政財産の場合）は、国土交通
大臣が港湾管理者に貸し付けるか、管理を委
託することが義務付けられているが、これ
を、港湾管理者に貸し付けた上で、更に民間
企業に転貸することを可能とする。
③国が負担又は補助した港湾施設を貸し付け
る際に、貸付期間が３年を超える場合には国
土交通大臣の認可が必要となるが、港湾管理
者の裁量による柔軟な対応を可能とするた
め、当該認可を不要とする特例措置を設け
る。

〔具体的取り組み〕
　○松山港外港新ふ頭コンテナターミナルの一体
的・効率的な運営事業を行おうとする民間企業のう
ち、港湾管理者（県）が公共性を担保するための手
続きを経た上で一定の要件に該当すると認めた者に
対し、行政財産であるコンテナターミナルを一体的
かつ長期的に貸付を行う。
〔実施主体〕
　港湾管理者（愛媛県）から愛媛エフ・エー・ゼッ
ト㈱に貸付を行うことを想定
〔効　果〕
　以下により、松山港における国際競争力のあるコ
ストとサービスを実現し、同港湾を利用する貿易関
連事業者の円滑な業務展開にも貢献することが期待
できる。
・公設民営（上下分離方式）を導入し、民間の創意
工夫を取り入れた一体的・効率的運営を実現
・長期的かつ安定的な契約関係の実現により、民間
企業は長期的かつニーズに応じた設備投資が可能
・民間企業による船社への柔軟な料金設定が可能
・コンテナ取扱量の増大に伴い、コンテナ１本あた
りのコストが逓減
〔実施期間〕
　平成23年度以降（松山港外港新ふ頭全面完成時期
以降）

高
知
県

大方町

テレワークによ
る地域再生・新
規ビジネス機会
の創出

豊かな自然環境のなかでの「仕事」と「生活」をする、ラ
イフスタイルの場を提供することにより、新産業と雇用機
会の創出と、活発な内外交流による人の活性化により、地
域の再生を図る。しかし民間レベルでは十分な通信インフ
ラとオフィス環境が整いにくくい。そこで、地方教育行政
の組織及び運営に関する法律（学校施設の確保に関する政
令）の改正により、通信インフラの整った、生徒減に伴い
できた商業高校の空き教室を、テレワーク事業者のオフィ
スに活用することにより、都市部での受注活動とリゾート
地での創作活動という往来型の就業形態実現により、高い
生産性と人間的な生活を実現し、新たな雇用の場の確保、
産業の育成を行う。

地方教育行政の
組織及び運営に
関する法律の改
正

学校施設の確保に関する政令の改正（目的外
使用の緩和）

（この政令の目的）第１条　この政令は、学
校施設が学校教育の目的以外の目的に使用さ
れることを防止し、もつて学校教育に必要な
施設を確保することを目的とする。

（学校施設の使用禁止）第３条　学校施設
は、学校が学校教育の目的に使用する場合を
除く外、使用してはならない。但し、左の各
号の一に該当する場合は、この限りでない。
1．法律又は法律に基く命令の規定に基いて
使用する場合
2．管理者又は学校の長の同意を得て使用す
る場合２　管理者又は学校の長は、前項第２
号の同意を与えるには、他の法令の規定に従
わなければならない。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（学校施
設の確保に関する政令）の改正により、通信インフ
ラの整備された商業高校の空き教室を、企業のテレ
ワーク事務所として貸し出す。大方町は伴う住宅の
確保と関連の環境整備を行う。
【町にとっての効果】定住人口の増、交流人口の
増、関連業務による新たな雇用の場の確保と新しい
ビジネス機会の創出、体験学習やｅ-ラーニングに
よる人材育成、都市部からの滞在者･移住者・外国
人などと地元住民の交流促進による地域活性化
【学校にとっての効果】体験学習やｅ-ラーニング
による人材育成、授業で学んだことを即実体験でき
る、都市部からの滞在者･移住者・外国人などと生
徒の交流促進による開かれた学校づくり
【企業にとっての効果】豊かな自然環境と充実した
生活環境の中で滞在型のテレワークを行なうことに
より､精神的にも肉体的にも健康を取り戻し、健全
な従業員を確保でき、特別の福利厚生事業を行う必
要がなくなる。
【従業員にとっての効果】都市部での受注活動とリ
ゾート地での創作活動という往来型の就業形態実現
により、高い生産性と間的な生活を実現。大方町に
存在する多様な自然環境やレジャー施設を生かし、
趣味の場と仕事の場を統合した、新しいライフスタ
イルを享受できる。
【その他の効果】授業時間以外にも利用できること
で通信インフラの有効活用が図られる。テレワーク
のための新たなインフラ整備の必要がない。学校の
中で勤労社会日常的に触れることによって、学校で
取り組んでいる職業体験が自然と行われる。実業高
校（大方商業高校）の授業内容が、そのまま実体験
できる場が確保できる。

高
知
県

梼原町
地域健康の里づ
くり事業

地域、学校、職域の保健サービス施策を町が統合して実施
し、その財源は国と各保険者からの交付金とする。

町で行う健康づ
くり事業補助金
（交付金）の見
直し

町の実施する国保ヘルスアップモデル事業等
の国保事業の対象者を他被保険者にも拡大
し、その財源措置を国、及び各医療保険者に
よる交付金とする。

①具体的事業内容
生活習慣病の発症予防、進行予防を各地域に住む生
活者として個別指導と集団指導を取り合わせ効果的
に実施。地元医療機関、保健師、栄養士、運動指導
士、地元健康づくりボランティアに委託協働で行
う。事業評価は高知大学医学部にお願いし、科学的
根拠に基づくものにする。
地元温泉や散策道、地元食材など地元の資源も大い
に活用し、地域資源の再開発、見直しにつなげる。
②対象者
概ね６９歳までを対象とするが、保険の種類による
対象者の差を設けず、地域単位で実施する。

高
知
県

梼原町
所得税法施行令
の見直し

所得税法令の改正　　　　　　　　　①所得税法第２条第
1項３５号及び同法施行令第１２条に基づく「農業」の定
義の見直し
＊具体的には、耕作農業をベースに営む民宿なども農業の
範囲に入れる。

所得税法の定義
見直し

所得税法施行令第１２条の改正
①所得税法第２条に基づく農業所得を定義し
ている同法施行令第１２条に定められた「農
業」の範囲の見直し

所得税法に定める「農業」の定義の見直しによる税
申告の簡素化。（民泊部分を営業等所得、現在の農
業部分を農業所得という事業所得を区分して申告せ
ず、農業を営んでいる者が行う民泊を農業の収入・
支出として一括して経理し申告を行う。）
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高
知
県

梼原町
選挙執行経費基
準法による交付
金の一般財源化

選挙執行経費基準法の運用改正
選挙執行経費基
準法運用の見直
し

選挙執行経費は基準法に基づいて計算された
額が交付される仕組みとなっており、公平な
額が配分されている。選挙事務が滞りなく適
正に執行できれば、地方公共団体の努力が報
われるよう使途については都道府県、市町村
の権限で執行できるよう見直しをすべきであ
る。

選挙執行経費基準法により算定された交付金の一般
税源化

高
知
県

梼原町
官民共生による
へき地医療シス
テムの活性化

官と民の共生によるへき地地域の住民の健康保持と地域医
療の活性化のため、補助金等に係る予算の執行の適正化に
関する法律、国民健康保険調整交付金交付要綱の見直し

補助金等に係る
予算の執行の適
正化に関する法
律、国民健康保
険調整交付金交
付要綱の見直し

採算性が低く民間の医療施設のない地域で、
民間の開業をすすめるために国保診療施設の
建物や医療機器等を貸付し、国保診療施設と
同レベルで地域医療を継続して行く場合、そ
の貸付する国保診療施設の運営等にかかった
補助金に対しての手続きの簡素化（県レベル
で対応）とその補助金返還の免除。また、貸
付後においても貸付物件の修繕、更新に対し
て国保診療所と同じ補助対象扱いとするよう
見直しをすべきである。

採算性が低い地域において、経営に大きな負担とな
る施設投資を少なくするため、国保診療施設の建物
や医療機器等を貸付することにより、民間の開業を
促し雇用の場の確保と町外からの利用者の増大を図
る。　　　　　　　　　　　　また、官民それぞれ
役割分担による地域の自立と地域住民の健康保持・
地域医療の活性化をはかる。

福
岡
県

前原市
農山村地域の活
性化構想

人口減少傾向にある農山村地域において、閉塞感を無く
し、農業生産意欲の向上、農産物販売機会の増加、農山村
地域における交流人口増加、定住人口増加、生活環境の向
上など、地域が考え、行動し易くすることにより、市場原
理を働かせ、自発的な活性化を図る。

地域農産物の直
売所の建設によ
る地域経済の活
性化

生産者の販路拡大、自主ブランドの確立、営
農意欲の増大等の期待から、また、消費者の
食への安全意識の高まりから農産物直売所へ
のニーズは高い。農振法では農振施設用地と
して位置付けられている直売所であるが、都
市計画法では開発許可の対象となっておら
ず、実質的に建設ができない状況である。同
一市街化調整区域内で生産された農産物の販
売施設（直売所）については、都市計画法第
34条第4号の開発許可対象とし、地域農産物
を地域で販売することを可能にする。

（内容）都市計画法第34条第4号に規定する市街化
調整区域内において生産される農産物等の貯蔵・加
工施設の建設の目的で行われる開発について、許可
要件の中に「販売」を認める。
（効果）周辺市街化調整区域で生産された新鮮な農
作物等を産直で販売することで、流通コストの削減
による農作物の新鮮で安価な提供、販路拡大による
農家の収入増と農業者のやる気の向上、農村での交
流人口増加による地域経済の発展につながる。

福
岡
県

前原市
農山村地域の活
性化構想

人口減少傾向にある農山村地域において、閉塞感を無く
し、農業生産意欲の向上、農産物販売機会の増加、農山村
地域における交流人口増加、定住人口増加、生活環境の向
上など、地域が考え、行動し易くすることにより、市場原
理を働かせ、自発的な活性化を図る。

沿道サービス施
設としてコンビ
ニエンススト
アーの開発要件
適用

幹線沿いに設置された広い駐車場を有するコ
ンビニエンスストアー（CS)は、運転者の休
息の場となっており、CSからの市街化調整区
域における設置要望は多い。しかしながら都
市計画法により市街化調整区域におけるCSの
新設は原則不可能である。都市計画法第34条
第8号のいわゆる沿道サービス施設の開発許
可に関し、敷地面積1,000㎡以上など、一定
規模以上の駐車場を有するCSを「休憩施設」
と認め、許可の対象とする。

（内容）都市計画法第34条第8号に係る開発許可対
象施設は、いわゆる沿道サービスとして休憩所又は
給油所等とされているが、この「休憩所等」に
1,000㎡以上など一定規模以上の大規模な駐車場を
有するCSも含まれると解釈させる。
（効果）沿道を移動する運転者の休息の場を提供で
きることはもちろんだが、それまで農山村地域を素
通りしていた自動車が停車し、地域にお金を落と
す。同時に地域の雇用も創出する。よって、地域経
済の活性化につながる。また、比較的商店の少ない
農山村地域にとっては、深夜まで営業している生活
利便施設としての利用も可能となる。

福
岡
県

前原市
農山村地域の活
性化構想

人口減少傾向にある農山村地域において、閉塞感を無く
し、農業生産意欲の向上、農産物販売機会の増加、農山村
地域における交流人口増加、定住人口増加、生活環境の向
上など、地域が考え、行動し易くすることにより、市場原
理を働かせ、自発的な活性化を図る。

既存建築物の有
効活用による地
域活性化

農山村地域では人口減少に伴う空家などの既
存未利用施設が見られる。これらの施設の改
築などによる用途変更は、省資源という観点
から農山村地域においても重要な施策であ
る。一方、豊かな自然環境を好んで農村レス
トランや工房などを営みながら定住を希望す
る人も増加している。市街化調整区域におけ
る既存建築物の用途変更は都市計画法第43条
の建築許可を要するが、専用住宅から店舗等
への変更は実質的に困難である。よって、市
街化調整区域における既存未利用施設の用途
変更による既存ストック活用については、周
辺の市街化を促進する恐れがなく、周辺環境
に大きな影響を与えないと市が判断した場合
には、都市計画法第43条の許可を不要とし、
地域経済の活性化につながる店舗や工房等の
立地を図る。

（内容）市街化調整区域における既存未利用施設に
ついて、周辺の市街化を促進する恐れがなく、周辺
環境へ大きな影響を与えないと市が独自に判断した
場合は、都市計画法43条の建築許可なしに用途変更
を可能にする。
（効果）既存未利用建築物を、農村レストラン等の
店舗や市街化区域では騒音等によって行うことが難
しい工房等に容易に用途変更でき、既存ストックの
活用、農山村地域の経済的な活性化、生活利便の向
上、定住人口の増加、文化交流の増加などの効果が
得られる。

福
岡
県

前原市
農山村地域の活
性化構想

人口減少傾向にある農山村地域において、閉塞感を無く
し、農業生産意欲の向上、農産物販売機会の増加、農山村
地域における交流人口増加、定住人口増加、生活環境の向
上など、地域が考え、行動し易くすることにより、市場原
理を働かせ、自発的な活性化を図る。

床面積10㎡以内
の農業用倉庫新
築に係る建築確
認申請の免除

農業用倉庫を新築する場合、建築基準法第6
条の建築確認申請を要し、申請に費用、時
間、手間がかかる。そのために農業用倉庫の
新築を躊躇して、自宅と農地との間を重い農
機具を持って往復する農業者も多い。床面積
10㎡以内の小規模な農業用倉庫の建築で、周
辺の市街化を促進する恐れがなく、周辺環境
に大きな影響を与えないと市が独自に判断し
た際には建築確認申請を免除する。

（内容）建築基準法第6条の建築確認申請には、建
築物の増改築や移転についてそれに該当する床面積
が10㎡以内であれば免除されている。周辺の市街化
を促進せず、周辺環境に悪影響を及ぼさないと市が
判断した際には、この要件の中に「新築」を含め、
結果的に建築確認申請を免除する。
（効果）もともと都市計画法上認められている市街
化調整区域における農業用施設の建築について建築
確認申請の費用と時間、手間が省け農業用倉庫建築
に弾みがつく。それまで農業用倉庫の新築を希望し
ても、建築確認申請の費用、時間、手間のために躊
躇していた農業者にとって、自宅と農地との間を農
機具を持って往復する必要がなくなり、財政的にも
労力的にも負担の軽減となり、継続的な農業が行わ
れることにつながる。
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福
岡
県

前原市
農山村地域の活
性化構想

人口減少傾向にある農山村地域において、閉塞感を無く
し、農業生産意欲の向上、農産物販売機会の増加、農山村
地域における交流人口増加、定住人口増加、生活環境の向
上など、地域が考え、行動し易くすることにより、市場原
理を働かせ、自発的な活性化を図る。

中山間地域直接
支払い交付金制
度の適用条件の
緩和

この制度は、中山間地域の農地が水源涵養、
洪水防止の機能を果たしていることへの重要
性に鑑み、傾斜など一定の条件を満たした地
域や農業者に交付金を直接支払う制度である
が、その対象が農振農用地区域内に限られて
いる。制度の趣旨を反映させるためにも、こ
の農振農用地区域内という条件を削除し、実
質的にこの制度の趣旨に合致していると市が
独自判断をした場合には交付金を支払えるよ
うに権限を委譲する。

（内容）現在、交付金の直接支払い対象となってい
る「農振農用地区域内」という条件を削除し、農業
を営み水源涵養、洪水防止機能を果たしていると市
が判断した場合は交付金を交付できるよう、その交
付決定権を市に委譲する。
（効果）中山間地域で、「農振農用地区域内」とい
う条件以外を全て満たしている農地で、実質的に水
源涵養、洪水防止機能を有している農地の所有者お
よび農業集落の農業発展や地域経済の発展につなが
る。また、農業継続の意欲が湧き、さらには市全域
の水質の保全、災害防止につながる。

福
岡
県

前原市
農山村地域の活
性化構想

人口減少傾向にある農山村地域において、閉塞感を無く
し、農業生産意欲の向上、農産物販売機会の増加、農山村
地域における交流人口増加、定住人口増加、生活環境の向
上など、地域が考え、行動し易くすることにより、市場原
理を働かせ、自発的な活性化を図る。

市の独自判断に
よる農業集落排
水と公共下水と
の接続等の権限
委譲

農業集落排水事業（農排）と公共下水道事業
（下水）は、現在それぞれ農水省と国交省の
所管で別々に補助金を得て事業が行われ、そ
れぞれに排水処理施設を建設している。互い
の排水施設が近接している場合は、経済的な
観点から互いを接続することを検討できる
が、実際はそれぞれの排水施設の近接性だけ
では国が接続を認めていない。また、下水処
理施設の建設計画については、農排分の処理
量を見込んだ建設計画を行うことはできな
い。双方の事業を進めていく上で、双方の施
設が近接し、経済的な観点から接続が好まし
いと市が独自に判断したときには、接続でき
る権限を与える。また、それに合わせて下水
処理施設の建設計画についても、市の判断で
農排分の処理量を見込んで計画を見直すこと
ができるようにする。

（内容）農排と下水との接続について、当該施設を
敷設する市が双方の近接性による経済性を勘案し、
独自判断で接続を可能にする。　また、それに合わ
せて下水処理施設の建設計画についても、処理量を
下水区域の人口推計からのみ行うのではなく、農排
施設との接続を考慮して市の独自判断で計画できる
ようにする。
（効果）農排と下水との接続が可能になることによ
り、新たな農排処理施設を農山村地域に建設する必
要はなくなり、その建設及び維持管理費分を新たな
農排施設整備に活用できる。その結果、より早期に
農山村地域に排水処理環境が整い、豊かな自然環境
の保全、地域農業の活性化、定住人口の増加などに
つながる。

福
岡
県

福岡県
高齢者安心住み
替え支援構想

高齢化した地域で、居住者のニーズに応じた住み替えを円
滑化させることを支援し、若年者を呼び込むことにより地
域活性化を図る。

高齢者安心住み
替え支援事業

・中古住宅の取得及びリフォームに係る課税
の特例措置の拡充
・高齢者等が戸建て持ち家等を貸し付けて高
齢者向け賃貸住宅等に住み替える場合、賃貸
料収入に係る所得税の特例措置を創設
・高齢者の安定居住に関する支援施策の創設

高齢者安心住み替えバンクを設置

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

対日直接投資総
合案内窓口の地
方への設置

現在、東京のみに設置されている対日直接投
資総合案内窓口を、対内投資を促進する地域
にも設置し、関係省庁の地方出先機関の対内
投資担当窓口を一元化することにより、中国
や韓国をはじめとした海外からの進出に対応
する。

本市では、外国企業の進出支援のためのワンストッ
プサービス機能を持つ「アジアビジネス支援セン
ター」を設置する予定であるが、同センターと関係
省庁の地方出先機関の対内投資担当窓口との連携に
より、より効果的な外国企業の誘致を図る。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

ジェトロ対日投
資・ビジネスサ
ポートセンター
の地方への設置

現在、東京のみに設置されている「ジェトロ
対日投資・ビジネスサポートセンター」を、
対内投資を促進する地域にも設置する。

具体的には、ジェトロ福岡貿易情報センター
内に、既存のビジネス・サポート・センター
（ＢＳＣ）に加え、専門分野別アドバイザー
や企業経営に関するアドバイザーを配置し、
会社設立支援コンサルティングや商談支援等
を行う対内投資に関するワンストップ機能を
備える。

本市が設置予定の「アジアビジネス支援センター」
が持つ外国企業の進出支援のためのワンストップ
サービス機能と、「ジェトロ対日投資・ビジネスサ
ポートセンター」の専門的なアドバイザー機能やコ
ンサルティング機能等との連携により、より効果的
な外国企業の誘致を図る。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

ジェトロ・ビジ
ネス・サポー
ト・センターの
利用許可の簡素
化・迅速化

ジェトロのビジネス・サポート・センター
（ＢＳＣ）の利用について、申請受付から許
可までの期間を短縮し、外国人事業者が速や
かに利用できるようにする。

具体的には、現在、ジェトロの海外及び地方
事務所で受け付けたＢＳＣの利用申請につい
ては、東京本部で週１回審査の上、利用許可
をすることとなっているものを、ＢＳＣを所
管する地方事務所で迅速に許可を行えるよう
に権限を移譲する。

本市が設置予定の「アジアビジネス支援センター」
には、外国企業の日本進出のためにインキュベート
施設を併設することとしており、ジェトロ福岡貿易
情報センター内のＢＳＣの利用の簡素化・迅速化に
より、両施設の機能が補完され、サービスが強化さ
れる。
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福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

対内直接投資推
進事業における
助成対象項目の
拡大

対内直接投資推進事業について、現在の助成
対象項目（調査費、広報素材作成費、通訳・
翻訳費、航空費、滞在費、国内活動費、人件
費などのソフト面での支援に限定されてい
る）に、進出してきた外国企業の国内での事
業開始（スタートアップ）を支援するための
施設の整備費用を追加する。

本市が計画する「アジアビジネス支援センター」の
整備費用について、対内直接投資推進事業の助成を
受けることにより、同センターの整備を加速させ
る。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

対内直接投資に
係る統計データ
の地域版の公表

対内直接投資額の統計（日本銀行）及び外資
系企業の立地統計（経済産業省）について、
地域別の統計についても公表する。

日本銀行が公表している国別の対内直接投資額の統
計及び経済産業省が公表している企業活動基本調査
に基づく外資系企業の立地統計について、調査結果
を市町村レベルにまで細分化して、地方での対内投
資施策実施のための情報として活用できるようにす
る。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

動植物検疫の２
４時間体制化

通関の２４時間体制化に合わせて、動植物検
疫についても２４時間体制とすることとす
る。

平成１５年４月に構造改革特区として「福岡アジア
ビジネス特区」が認定されたことを受け、博多港及
び福岡空港での通関の２４時間対応が可能となった
が、食品等で通関後に発生する動植物検疫について
も流通の迅速化を図るため、２４時間対応できる体
制を整備する。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

競争的資金等に
係る情報提供・
受付窓口の一本
化、採択権限の
地方移譲

産学官連携を推進するための競争的資金等
は、多くの省庁が所管し、様々な時期に様々
な媒体を通して公募されることから、産学官
研究開発グループには、情報収集等に大きな
障害となっている。産学官研究開発グループ
への周知徹底・利便性向上を図るため、情報
提供・受付窓口の一本化を図るとともに、そ
の採択にあたっては、国の出先機関等が、地
域の実情に応じて、決定できるよう権限移譲
を行う。

（内容）
　産学官連携の推進による研究開発機能の強化を通
した地域産業振興
（効果）
　利便性向上により、競争的資金等の活用拡大が図
られ、産学官連携が促進される。また、権限移譲に
より、地域の実情に配慮した研究開発が推進され
る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

競争的資金等に
よる研究開発終
了後の機械器具
等の管理法人・
大学への無償譲
与

地域新生コンソーシアム研究開発事業など産
学官連携を推進するための競争的資金等を活
用し、国の委託を受け研究開発を実施する場
合、管理法人は、研究開発（補完研究を含
む）終了後、購入した機械器具等を国に返納
しなければならないが、当該機械器具等を活
用した、新たな産学の研究開発を促進するた
め、現物を管理法人もしくは大学（私立大学
を含む）に無償譲与できるようにする。

（内容）
　産学官連携の推進による研究開発機能の強化を通
した地域産業振興
（効果）
　採択テーマは、比較優位にある研究分野であるの
で、競争的資金等で購入した機械器具等の蓄積を通
して、当該分野の優位性向上や新たな産学研究開
発・グループの創出を図ることができる。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

アジアビジネス
等の拠点形成事
業施設整備に係
る民間事業者へ
の支援事業

「民間事業者の能力活用による特定施設の整
備の促進に関する臨時措置法」による施設整
備に関し、純民間事業者への支援措置につい
て第３セクターへの支援措置と同程度とする
こと及び、施設認定の要件を緩和するととも
に認定権限を構造改革特区認定の地方自治体
に権限委譲する。

（内容）
　アジアビジネスの交流拠点形成等に資する純粋民
間事業者の施設整備が促進される。

（効果）
　純粋民間事業者が整備した各種施設を拠点とし
て、対内投資が促進されるとともに九州の企業への
投資増や、産学連携に関する取り組みが促進され、
地域経済の活性化及び雇用の創出が見込まれる。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

港湾関係起債事
業にかかる償還
条件の改定

起債の償還期間の延伸

港湾機能施設整備事業にかかる起債の償還期間の延
伸                    　　　　　（効果）
償還期間の延伸を行うことで、単年度の償還額が減
り、より適正な港湾施設使用料金設定が可能とな
り、港の国際競争力の強化により、地域の活性化に
つながると考えられる。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

港湾整備事業に
係る負担率・補
助率の拡大

港湾整備事業に係る負担率・補助率の拡大

港湾整備事業に係る負担率・補助率の拡大
（効果）
港湾整備事業の促進により、港湾機能がより一層強
化され、地域の経済活動や交流活動を支えることで
地域の活性化につながるものと考えられる。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

特定埠頭運営効
率化推進事業の
事業者に対する
無利子貸付

特区認定を受けた特定埠頭運営効率化推進事
業において、事業を行う事業者が整備する移
動式荷役機械について、港湾法第５５条の７
に基づく特定用途港湾施設の建設又は改良に
対する無利子貸付の対象とする。

構造改革特別区域法に基づき、行政財産である港湾
施設を事業者へ一体的かつ長期的に貸付けし、特定
埠頭運営効率化推進事業が実施されることにより、
民間の創意工夫を取り入れた港湾運営や港湾サービ
スの更なる向上が図られるが、事業者が事業のため
に整備する移動式荷役機械に対して、港湾法第５５
条の７に基づく無利子貸付の対象とすることで、事
業者の財政的な柔軟性が広がり、事業者の施設に対
する使用料の軽減等の港湾コストの更なる削減が実
現する。このことにより、港湾の国際競争力が強化
され、貨物の増加など港湾の活性化による新規雇用
の創出や背後経済圏への経済波及効果が生じる。

福
岡
県

福岡市
福岡アジアビジ
ネス交流拠点都
市構想

福岡は地理的・歴史的にアジアとの結びつきが強く、高度
な学術機能や産業が集積し、九州・西日本の市民生活や経
済活動を支える流通拠点港湾・博多港や福岡空港は重要な
基盤として役割を果たしている。この地域特性を生かし、
海外からの投資促進、産学官連携、博多港の港湾機能強化
に関する国の支援措置等を活用し、アジアでのビジネス展
開を目指す国内外企業の集積を図り、地域経済の活性化と
地域雇用の拡大を目指す。そのため、対内投資の促進のた
めのワンストップ体制整備等の施策の集中、産学官連携を
促進させる国の研究開発資金制度の利便性向上及び、アジ
ア主要港との競争の中で伍していく水深15mの岸壁を備え
た外貿コンテナターミナルの整備や港湾コスト・サービス
の実現のための事業費枠の拡大・補助率の嵩上げなどの支
援措置等の提案を行う。

特定埠頭運営効
率化推進事業の
事業者に対する
固定資産税・都
市計画税の特例

特区認定を受けた特定埠頭運営効率化推進事
業において、事業を行う事業者が整備する移
動式荷役機械等の償却資産や家屋について、
固定資産税・都市計画税の特例の対象とす
る。

構造改革特別区域法に基づき、行政財産である港湾
施設を事業者へ一体的かつ長期的に貸付けし、特定
埠頭運営効率化推進事業が実施されることにより、
民間の創意工夫を取り入れた港湾運営や港湾サービ
スの更なる向上が図られるが、事業者が事業のため
に整備する移動式荷役機械等の償却資産や家屋に対
して固定資産税・都市計画税の減額の対象とするこ
とで、事業者の財政的な柔軟性が広がり、事業者の
施設に対する使用料の軽減等の港湾コストの更なる
削減が実現する。このことにより、港湾の国際競争
力が強化され、貨物の増加など港湾の活性化による
新規
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

福岡市
ロボット共存都
市・福岡

国レベルで検討されるロボット共存社会実現へ向けた施策
のテストフィールド（試行場所）として、また、複数の省
庁で研究開発されるロボットの実証実験の場として、「ロ
ボット開発・実証実験特区」である福岡市域を集中活用。
あわせて、ロボット実証実験に限りロボット間の相互通信
等のため、本市域で使用可能な帯域を利用し、簡易に特定
実験局を開設可能とする。

ロボット関連施
策に係る実証実
験の福岡市にお
ける集中実施

次世代ロボットビジョン懇談会（経済産業
省）の提言に基づき展開される各種施策の実
施地域として本市域を活用。また、複数の省
庁で研究開発される各ロボットの実証実験の
場として、本市地域を活用。

次世代ロボットビジョン懇談会（経済産業省）にお
いては制度的課題として安全性の確保（技術基準、
保険制度等）、環境整備（エネルギー供給、通信環
境等）を検討・提言。提言に基づき展開される施策
（エネルギー供給環境、通信供給環境整備など）の
テストフィールド（試行場所）として本市域を活
用。また、ネットワークロボット（総務省）、防災
ロボット研究開発（消防庁）など複数の省庁で研究
開発される各ロボットの実証実験の場として本市域
を活用｡

福
岡
県

福岡市
ロボット共存都
市・福岡

国レベルで検討されるロボット共存社会実現へ向けた施策
のテストフィールド（試行場所）として、また、複数の省
庁で研究開発されるロボットの実証実験の場として、「ロ
ボット開発・実証実験特区」である福岡市域を集中活用。
あわせて、ロボット実証実験に限りロボット間の相互通信
等のため、本市域で使用可能な帯域を利用し、簡易に特定
実験局を開設可能とする。

ロボット実証実
験における特定
実験局開設

ロボット実証実験に限りロボット間の相互通
信等のため、本市域で使用可能な帯域を利用
し、簡易に特定実験局を開設可能とする。

ロボット実証実験に限りロボット間の相互通信等の
ため、本市域で使用可能な帯域を利用し、簡易に特
定実験局を開設可能とすることで、実験を実施しや
すい環境を整える。

福
岡
県

福岡市
公共空間を活用
した賑わい創出
構想

　交流人口の増加を図り、本市に新たな活気を生み出す
「ビジターズ・インダストリー（集客産業）」を振興して
いる本市では、公共空間（市庁舎、道路、公園、河川敷な
ど）を舞台にした様々な市民活動（屋台、祭り、音楽イベ
ントなど）が都市文化として定着しており、それらは街に
賑わいを与える貴重な観光資源にもなっている。
　本構想では、本市が管理する公有財産について、一層の
有効利用を図る方策を定め、同様の措置を国に対しても求
めていくことにする。これにより、市民・民間発案の新し
い公共空間利用が促進され、賑わいを生む新ビジネスや新
しい文化芸術の創造のチャンスを与え、新しい雇用の創出
を図っていく。

国庫補助金によ
り取得した公有
財産の使用目的
の拡大

福岡市が管理する公有財産同様に、福岡市内
にある国庫補助金により取得した公有財産に
ついても、簡易な手続きにより商業・文化芸
術活動の目的で使用できるようにする

賑わいを創出する商業・文化芸術活動

（商業活動の例）
　飲食（オープンカフェ等）、物販（ワゴンショッ
プ、市場等）、広告など
（文化芸術活動の例）
　フィルムコミッション、ストリートパフォーマン
ス、パブリックアートなど

福
岡
県

福岡市
公共空間を活用
した賑わい創出
構想

　交流人口の増加を図り、本市に新たな活気を生み出す
「ビジターズ・インダストリー（集客産業）」を振興して
いる本市では、公共空間（市庁舎、道路、公園、河川敷な
ど）を舞台にした様々な市民活動（屋台、祭り、音楽イベ
ントなど）が都市文化として定着しており、それらは街に
賑わいを与える貴重な観光資源にもなっている。
　本構想では、本市が管理する公有財産について、一層の
有効利用を図る方策を定め、同様の措置を国に対しても求
めていくことにする。これにより、市民・民間発案の新し
い公共空間利用が促進され、賑わいを生む新ビジネスや新
しい文化芸術の創造のチャンスを与え、新しい雇用の創出
を図っていく。

国有財産の使用
目的の拡大

福岡市が管理する公有財産同様に、福岡市内
にある国有財産についても、簡易な手続きに
より商業・文化芸術活動の目的で使用できる
ようにする

賑わいを創出する商業・文化芸術活動

（商業活動の例）
　飲食（オープンカフェ等）、物販（ワゴンショッ
プ、市場等）、広告など
（文化芸術活動の例）
　フィルムコミッション、ストリートパフォーマン
ス、パブリックアートなど

福
岡
県

北九州市
市民力が創る
「環境首都」北
九州

市民参加型の環境首都実現のための新たな仕組みとして
「住民基本台帳カード」を活用した電子エコマネーを全市
的に流通させる「北九州市環境パスポート事業」を展開す
る。そうして得られた活力等を生かして、市民が構想段階
から参画した各種環境プロジェクトを実施することとし、
先行プロジェクトとして「響灘・緑の回廊事業」を実施す
る。

「ＩＴを活用し
た地域通貨の導
入・普及検討事
業」の本市指定

本市の地域再生構想「市民力が創る環境首都
北九州」を実現するためには、環境保全活動
に、より多くの市民の参画が不可欠である。
地域コミュニティの結びつきの薄い大都市で
は、市民一人一人の「心」に働きかける仕掛
けが重要である。
そのため、個々人の環境保全活動への取り組
みの「証」を「評価」し、かつ「個人または
地域社会」にその努力を還元させる仕組みが
必要である。これらを実現するためには、公
共性が高く、かつ手軽で、汎用性が高い、
「住民基本台帳カード」（ＩＣカード）を活
用した電子エコマネーの構築が不可欠であ
る。

市民参加型の環境首都実現のための新たな仕組みと
して「住民基本台帳カード」を活用した電子エコマ
ネーを全市的に流通させる「北九州市環境パスポー
ト事業」を展開する。
誰もが気軽に利用でき、かつ汎用性の高いＩＣカー
ド（住民基本台帳カード）を利用することで、多く
の市民の本事業への参加が容易となり、市民参加型
の環境保全の取り組みが進む。また、電子エコマ
ネーの活用による地域商業の活性化、電子エコマ
ネーの管理等に伴う新組織設置に伴う雇用創出、さ
らには、市民が構想段階から参画した各種環境プロ
ジェクトの実施に伴う雇用創出および経済活性化等
の効果が期待できる。

福
岡
県

北九州市
市民力が創る
「環境首都」北
九州

市民参加型の環境首都実現のための新たな仕組みとして
「住民基本台帳カード」を活用した電子エコマネーを全市
的に流通させる「北九州市環境パスポート事業」を展開す
る。そうして得られた活力等を生かして、市民が構想段階
から参画した各種環境プロジェクトを実施することとし、
先行プロジェクトとして「響灘・緑の回廊事業」を実施す
る。

廃棄物処分場
（埋立地）を
「緑の回廊」と
して整備する事
への支援

自然環境の創生と併せて、産業用地の環境イ
メージアップを図るための、緑化計画がある
場合は、既に自然が創生している場合にあっ
ては、現状のまま処分場の閉鎖を承認して戴
きたい。
　また、覆土において緑化計画に基づいた地
形の造成を承認して戴くなど、埋立終了と同
時に、緑化等の自然再生事業を開始させてい
ただきたい。

自然環境の創生と併せて、産業用地の環境イメージ
アップを図るための、緑化計画がある場合は、埋立
終了後から緑化計画に基づいた緑化事業を進める。
（観測井の水質モニタリングなど処分場の閉鎖手続
きと平行して実施）
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

北九州市
市民力が創る
「環境首都」北
九州

市民参加型の環境首都実現のための新たな仕組みとして
「住民基本台帳カード」を活用した電子エコマネーを全市
的に流通させる「北九州市環境パスポート事業」を展開す
る。そうして得られた活力等を生かして、市民が構想段階
から参画した各種環境プロジェクトを実施することとし、
先行プロジェクトとして「響灘・緑の回廊事業」を実施す
る。

埋立地の自然再
生に関する各府
省の施策の連携

廃棄物処分場（埋立地）の一定エリア内の自
然再生事業や産業用地（埋立地）のイメージ
アップに対して、緑の回廊の形成、遊歩道整
備、環境観光施設の整備、バードウオッチン
グ等について、国土交通省の港湾環境整備事
業（緑化事業）と環境省の自然再生推進事業
の横断的な連携施策（補助事業の適用）の展
開

・響灘・緑の回廊（緑化）事業
・緑の回廊内の遊歩道の整備
・環境観光施設の整備
・バードウオッチングのための整備

福
岡
県

北九州市
小倉都心・門司
港レトロ地区集
客活性化事業

　本事業は、「民間の自由な発想がまちの魅力向上に直結
する地域づくり」をテーマに、民間活力の積極的な活用に
より、本市中心部や観光拠点の魅力を高め、集客力を向上
させることを目的に行う。
　本市の中心商業地である小倉駅周辺及び中心観光地であ
る門司港レトロ地区には、道路・河川・公園・港湾施設な
どの公共空間が多数存在する。これらは占用主体が限られ
ていたり、一体的な利用が困難であるなど、有効に活用さ
れていない。
　そこで、公共施設・用地の割合が高い地区を限定し、民
間活力の導入が容易となる要件緩和を実施することで、集
客力を高め、賑わいを創出する。
　それによって、地元商業、観光産業の活性化や、新たな
都市機能の集積などが期待され、地域経済の活性化や新た
な雇用の創出が期待できる。

道路における指
定管理者制度の
導入

　民間事業者による道路の管理は、本来道路
法の趣旨が「道路直轄管理の原則」から管理
委託を認めなかった経緯がある。
　「特別法」の制定若しくは新たな解釈を通
知することにより、指定管理者制度を設け、
管理を限定的（項目と区域）に代行させる。
内容は、日常管理（道路の清掃、植樹の剪
定、電気機械設備管理、民間の土地利用を総
合的に管理）程度と考えられる。
　道路付属物駐車場の管理については、効率
的な運用を図るため、利用料金制度の採用を
可能にする。

　項目と区域を限定して、道路の日常的な管理（道
路の清掃、植樹の剪定、電気機械設備管理等の管理
権限）を指定管理者制度により民間事業者に代行さ
せる。
　他の公の施設の指定管理者と相まって、限定的な
地域を一民間事業者が管理（複数の管理者に跨るエ
リアを一括管理）することで、住民ニーズを反映し
た質の高い管理が可能となり、より集客環境が向上
する。維持管理に係る行政コストも削減できる。
　また、道路付属物駐車場を指定管理者が運営し、
民間駐車場との管理、統一的なサービス等の設定を
可能とする。
（例）小倉都心部の２市営駐車場と近隣の民間によ
る駐車場のサービス内容を統一することが可能　等

福
岡
県

北九州市
小倉都心・門司
港レトロ地区集
客活性化事業

　本事業は、「民間の自由な発想がまちの魅力向上に直結
する地域づくり」をテーマに、民間活力の積極的な活用に
より、本市中心部や観光拠点の魅力を高め、集客力を向上
させることを目的に行う。
　本市の中心商業地である小倉駅周辺及び中心観光地であ
る門司港レトロ地区には、道路・河川・公園・港湾施設な
どの公共空間が多数存在する。これらは占用主体が限られ
ていたり、一体的な利用が困難であるなど、有効に活用さ
れていない。
　そこで、公共施設・用地の割合が高い地区を限定し、民
間活力の導入が容易となる要件緩和を実施することで、集
客力を高め、賑わいを創出する。
　それによって、地元商業、観光産業の活性化や、新たな
都市機能の集積などが期待され、地域経済の活性化や新た
な雇用の創出が期待できる。

道路使用許可基
準の緩和

道路区域内におけるイベント等は、所轄警察
署長の道路使用許可が必要である。しかし、
交通の安全と円滑を確保する制度であること
から、地域的な例外を認めないなど、民間事
業者等が企画する賑わいづくりに対して許可
基準が厳しい部分もある。オープンカフェや
朝市など定期的又は長期にわたる道路使用な
ど、許可基準の緩和をお願いする。

　道路敷地内におけるイベント、オープンカフェや
朝市など、定期的又は長期にわたる道路を利用した
民間事業者による占用（項目と地域を限定）を許可
できるようにする。
　公共空間として道路を積極的に民間開放すること
で、集客拠点としての魅力の向上が図られ、域内外
からの集客に寄与する。

福
岡
県

北九州市
小倉都心・門司
港レトロ地区集
客活性化事業

　本事業は、「民間の自由な発想がまちの魅力向上に直結
する地域づくり」をテーマに、民間活力の積極的な活用に
より、本市中心部や観光拠点の魅力を高め、集客力を向上
させることを目的に行う。
　本市の中心商業地である小倉駅周辺及び中心観光地であ
る門司港レトロ地区には、道路・河川・公園・港湾施設な
どの公共空間が多数存在する。これらは占用主体が限られ
ていたり、一体的な利用が困難であるなど、有効に活用さ
れていない。
　そこで、公共施設・用地の割合が高い地区を限定し、民
間活力の導入が容易となる要件緩和を実施することで、集
客力を高め、賑わいを創出する。
　それによって、地元商業、観光産業の活性化や、新たな
都市機能の集積などが期待され、地域経済の活性化や新た
な雇用の創出が期待できる。

河川管理におけ
る指定管理者制
度の導入

河川の管理は、河川法で河川管理者による管
理と定められている。「特別法」の制定若し
くは新たな解釈を通知することにより、指定
管理者制度を設け、管理を限定的（項目と区
域）に代行させる。内容は、日常管理（河川
管理道の点検・監視・清掃、隣接する民間の
土地との複合利用を含めて総合的に管理）程
度と考えられる。

　項目と区域を限定して、河川の日常的な管理（河
川管理道の点検・監視・清掃、隣接する民間土地と
の複合利用を含めて総合的に管理）を指定管理者制
度により民間事業者に代行させる。
　他の公の施設の指定管理者と相まって、治水上問
題のない限定的な地域を一民間事業者が管理（複数
の管理者に跨るエリアを一括管理）することで、住
民ニーズを反映した質の高い管理が可能となり、よ
り地域再生に寄与できる。

福
岡
県

北九州市
小倉都心・門司
港レトロ地区集
客活性化事業

　本事業は、「民間の自由な発想がまちの魅力向上に直結
する地域づくり」をテーマに、民間活力の積極的な活用に
より、本市中心部や観光拠点の魅力を高め、集客力を向上
させることを目的に行う。
　本市の中心商業地である小倉駅周辺及び中心観光地であ
る門司港レトロ地区には、道路・河川・公園・港湾施設な
どの公共空間が多数存在する。これらは占用主体が限られ
ていたり、一体的な利用が困難であるなど、有効に活用さ
れていない。
　そこで、公共施設・用地の割合が高い地区を限定し、民
間活力の導入が容易となる要件緩和を実施することで、集
客力を高め、賑わいを創出する。
　それによって、地元商業、観光産業の活性化や、新たな
都市機能の集積などが期待され、地域経済の活性化や新た
な雇用の創出が期待できる。

民間事業者によ
る河川使用の許
可

河川敷地内におけるイベントを行う際の占用
主体は、国又は地方公共団体等の公共主体に
限られている。オープンカフェや朝市など定
期的又は短期的な河川敷地を利用した民間事
業者による占用（項目と地域を限定）を地域
が中心となった民間団体へも許可できる基準
の緩和をお願いする。

　河川敷地内におけるイベント、オープンカフェや
朝市など定期的もしくは短期的な河川敷地を利用し
た民間事業者による占用（項目と地域を限定）を許
可する。
　これによって、民間主導でのイベントが開催され
ることで、賑わいが創出され、地域再生に寄与でき
る。

福
岡
県

北九州市
小倉都心・門司
港レトロ地区集
客活性化事業

　本事業は、「民間の自由な発想がまちの魅力向上に直結
する地域づくり」をテーマに、民間活力の積極的な活用に
より、本市中心部や観光拠点の魅力を高め、集客力を向上
させることを目的に行う。
　本市の中心商業地である小倉駅周辺及び中心観光地であ
る門司港レトロ地区には、道路・河川・公園・港湾施設な
どの公共空間が多数存在する。これらは占用主体が限られ
ていたり、一体的な利用が困難であるなど、有効に活用さ
れていない。
　そこで、公共施設・用地の割合が高い地区を限定し、民
間活力の導入が容易となる要件緩和を実施することで、集
客力を高め、賑わいを創出する。
　それによって、地元商業、観光産業の活性化や、新たな
都市機能の集積などが期待され、地域経済の活性化や新た
な雇用の創出が期待できる。

都市公園の建ぺ
い率の引き上げ

都市公園に公園施設として設ける建築物に対
する建ぺい率の上限が２％である。地域を限
定し、かつ総面積要件や建築物の種別要件を
備えたうえでの建ぺい率の上限を５～１０％
へ引き上げをお願いする。

　地域、目的を限定して建ぺい率を緩和し、市街地
における公園施設内にカフェテラスや売店を設置す
る等、賑わいを創出する。
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提案概要

地域再生のため
の支援措置に係
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（事項名）
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内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

北九州市
小倉都心・門司
港レトロ地区集
客活性化事業

　本事業は、「民間の自由な発想がまちの魅力向上に直結
する地域づくり」をテーマに、民間活力の積極的な活用に
より、本市中心部や観光拠点の魅力を高め、集客力を向上
させることを目的に行う。
　本市の中心商業地である小倉駅周辺及び中心観光地であ
る門司港レトロ地区には、道路・河川・公園・港湾施設な
どの公共空間が多数存在する。これらは占用主体が限られ
ていたり、一体的な利用が困難であるなど、有効に活用さ
れていない。
　そこで、公共施設・用地の割合が高い地区を限定し、民
間活力の導入が容易となる要件緩和を実施することで、集
客力を高め、賑わいを創出する。
　それによって、地元商業、観光産業の活性化や、新たな
都市機能の集積などが期待され、地域経済の活性化や新た
な雇用の創出が期待できる。

民間事業者によ
る港湾施設使用
の許可

　港湾施設の管理は、港湾法で港湾管理者に
よる管理と定められている。「特別法」の制
定若しくは新たな解釈を通知することによ
り、指定管理者制度を設け、管理を限定的
（項目と区域）に代行させる。内容は、日常
管理（港湾交通施設・港湾環境整備施設の清
掃、民間の土地利用を総合的に管理）程度と
考えられる。

　臨港交通施設や港湾環境整備施設など限定的な地
域で、港湾の日常的な管理（港湾交通施設・港湾環
境整備施設の清掃、電気機械設備管理、民間の土地
利用を総合的に管理）を指定管理者制度により民間
事業者に代行させる。
　他の公の施設の指定管理者と相まって、限定的な
地域を一民間事業者が管理（複数の管理者に跨るエ
リアを一括管理）することで、住民ニーズを反映し
た質の高い管理が可能となり、より集客環境が向上
し、観光産業の振興等が図られる。維持管理に係る
行政コストも削減できる。

福
岡
県

北九州市
小倉都心・門司
港レトロ地区集
客活性化事業

　本事業は、「民間の自由な発想がまちの魅力向上に直結
する地域づくり」をテーマに、民間活力の積極的な活用に
より、本市中心部や観光拠点の魅力を高め、集客力を向上
させることを目的に行う。
　本市の中心商業地である小倉駅周辺及び中心観光地であ
る門司港レトロ地区には、道路・河川・公園・港湾施設な
どの公共空間が多数存在する。これらは占用主体が限られ
ていたり、一体的な利用が困難であるなど、有効に活用さ
れていない。
　そこで、公共施設・用地の割合が高い地区を限定し、民
間活力の導入が容易となる要件緩和を実施することで、集
客力を高め、賑わいを創出する。
　それによって、地元商業、観光産業の活性化や、新たな
都市機能の集積などが期待され、地域経済の活性化や新た
な雇用の創出が期待できる。

公の施設の使
用・占用料金設
定の自由裁量へ
の見解

　公の施設の使用や占用はそれぞれの根拠法
に基づき、各自治体の条例で料金が定められ
ている。しかし、概ね設定については、全国
共通な考え方となっているため、改定も困難
である。地域再生計画区域においては、その
目的にあった項目（イベント利用等）につい
ては、統一的かつ自由裁量で使用料金の設定
ができる見解を示す。

　公の施設の使用や占用について、項目を限定して
（イベント利用等、賑わいの創出が期待されるよう
なものを対象）料金を低廉化することにより民間事
業者の参入を促進する。

福
岡
県

北九州市
小倉都心・門司
港レトロ地区集
客活性化事業

　本事業は、「民間の自由な発想がまちの魅力向上に直結
する地域づくり」をテーマに、民間活力の積極的な活用に
より、本市中心部や観光拠点の魅力を高め、集客力を向上
させることを目的に行う。
　本市の中心商業地である小倉駅周辺及び中心観光地であ
る門司港レトロ地区には、道路・河川・公園・港湾施設な
どの公共空間が多数存在する。これらは占用主体が限られ
ていたり、一体的な利用が困難であるなど、有効に活用さ
れていない。
　そこで、公共施設・用地の割合が高い地区を限定し、民
間活力の導入が容易となる要件緩和を実施することで、集
客力を高め、賑わいを創出する。
　それによって、地元商業、観光産業の活性化や、新たな
都市機能の集積などが期待され、地域経済の活性化や新た
な雇用の創出が期待できる。

既存の基盤施設
転・活用対策

　国庫補助事業で整備された既存基盤施設等
を、本来の政策目的以外の用途へ転・活用す
る場合に要する取得整備事業費への措置

　国庫補助事業で整備された既存基盤施設を、より
公共性が高く、より広範な受益波及が見込まれる他
の用途に転・活用する場合、その取得整備事業費に
支援措置を講じる。併せて、当初整備の際に充当し
た国庫補助金の返還免除、地方債の繰上償還免除を
認める。
　これによって、国庫補助事業で整備された既存基
盤施設の有効活用を図り、地域経済の活性化と地域
雇用の創造に資する。
　また、単独事業で整備した施設についても、公共
コストの削減につながるアウトソーシングを目的と
する施設の維持補修に係る全体事業費に支援措置を
講じる。
　これによって、転用や機能付加と一体的に行われ
る老朽化更新全体について起債対象とすることによ
り、老朽化した施設の維持レベルが向上し、維持管
理コストの低減が民間事業者へのアウトソーシング
のインセンティブとなるため、参入意欲を刺激しビ
ジネスチャンスが拡大するとともに行政コストの削
減につながる。

福
岡
県

北九州市
北九州市国際物
流特区を活用し
た産業再生

北九州市国際物流特区をさらに推進し、本市への企業誘致
の促進、市内企業の産業競争力の強化、ひいては本市全体
の産業活性化を図るため、「工業用水道施設の有効活用に
伴う国庫補助金返還の免除」をお願いするもの。

工業用水道施設
の有効活用に伴
う国庫補助金の
返還の免除

　
○一定の要件に合致すれば、既に交付された
補助金の返還の免除を求めるもの。
・当初の補助目的を達成していること。
・社会・経済情勢の変化による事情変更があ
ること。

○工業用水の供給余力を広域的な水利用などに有効
活用する。
○補助金免除額の活用
・工水の施設更新への充当
・工水料金の軽減化

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

各市町合同の都
市計画審議会及
び開発審査会等
設置許可

１都市計画法第７７条の２に定める市町村都
市計画審議会について、九州大学学術研究都
市構想に定める一次圏域内（ただし福岡市の
区域を除く）の区域については、域内各市町
合同の審議会とする。
２都市計画法第７８条に定める開発審査会に
ついて、各市町合同の審査会設置を認める。
加えて、同域の建築基準法の適用について同
法　第２条３２号に定める特定行政庁につい
て、同域に関して市町合同の特定行政庁とす
る。

１前原市、志摩町、二丈町の都市計画案、及び各種
都市計画案件について九州大学学術研究都市計画審
議会（仮称）を当該市町の合同で設置、運営する。
２また、同様に当該域内の開発許可について、合同
の開発審査会（現在福岡県開発審議会が運用）を設
置、運営する。
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福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

　
地方税の不均一
課税減収額を地
方交付税交付金
の対象とする。

分散型地域核（ほたる）への企業等誘致のた
め、福岡県及び各市町等の不動産取得税及び
固定資産税の地方税に関し、これの不均一課
税を行った場合の減収額について、地方交付
税交付金の対象とする。

九州大学の高度で多様な研究開発機能と連携した研
究所等のほか、このような研究開発機能や人材を活
用して研究開発支援・試作加工等高付加価値の生産
活動を行う企業等を九州大学新キャンパスの周辺に
誘致するため、地元産学官一体となった誘致活動を
展開している。分散型地域核（ほたる）への進出企
業に対する地方税の減免等の制度を新設することに
より誘致活動を促進するもの。

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

開発許可立地基
準の緩和

開発許可制度運用指針における開発許可立地
基準を緩和するもの。
運用指針において、立地できる建築物（市街
化調整区域における自然的土地利用と調和の
とれたその他の施設）を追加する。

九州大学学術研究都市構想において、大学新キャン
パス周辺の開発に関して、「豊かな自然や歴史の特
性を保存、活用して学術研究都市を形成するため、
大規模な面開発を必要最小限にとどめ、周辺環境と
必要な機能が共生した比較的小規模な開発が分散し
て行われるように開発誘導する」ことと定められて
おり、そのような環境共生型の開発を分散型地域核
（ほたる）として位置付ている。具体的には、九州
大学学術研究都市に必要な、産学連携を実現するた
めの研究施設・ベンチャー企業、大学関係者等が居
住するゆとりある優良田園住宅、研修施設等の比較
的小規模な開発（20ha未満）を豊かな自然環境を生
かしながら整備していくこととしている。
市街化調整区域において、大学との連携あるいは総
合科学技術会議における重点分野に関連するベン
チャー企業や移転企業の立地を広く可能にし、研
究･産業の集積を推進するとともに、例えば、陶芸
工房、アトリエ、地元産の有機農作物を使ったパン
屋・蕎麦屋、古民家を利用した小規模なレストラン
等のような、市街化調整区域における自然的土地利
用と調和のとれた、地域の自然的魅力を増進させる
施設を立地させることにより、「ほたる」の整備が
推進される。

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

市街化調整区域
内の地区計画の
指定基準の緩和

都市計画運用指針における地区計画を定める
基準を緩和するもの。
運用指針において、市街化調整区域内の地区
計画は市街化を抑制すべきであるという市街
化調整区域の性格を変えない範囲とすべきと
されているが、九州大学学術研究都市にいう
「分散型地域核（ほたる）」開発を行うため
の地区計画については認めることとする。

九州大学学術研究都市構想において、大学新キャン
パス周辺の開発に関して、「豊かな自然や歴史の特
性を保存、活用して学術研究都市を形成するため、
大規模な面開発を必要最小限にとどめ、周辺環境と
必要な機能が共生した比較的小規模な開発が分散し
て行われるように開発誘導する」ことと定められて
おり、そのような環境共生型の開発を分散型地域核
（ほたる）として位置付ている。具体的には、九州
大学学術研究都市に必要な、産学連携を実現するた
めの研究施設・ベンチャー企業、大学関係者等が居
住するゆとりある優良田園住宅、研修施設等の比較
的小規模な開発（20ha未満）を豊かな自然環境を生
かしながら整備していくこととしている。
地区計画の指定基準の緩和により、市街化調整区域
の性格を変えこととなる20ha未満の開発を行うため
の地区計画を定めることが可能となることから、以
上のような比較的小規模で自然環境と共生した特色
ある開発事業が実現できることとなる。

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

調整区域の地区
計画と農村地域
工業等導入促進
法による地区の
重複

都市計画運用指針には、用途地域が定められ
ていない土地の区域（市街化調整区域）にお
ける地区計画の区域には、農村地域工業等導
入促進法に規定する工業等導入地区が含まれ
るべきではないと定められているが、これを
可能とする。

産業立地にインセンティヴを与えるため、工業等導
入地区を指定し、優遇措置を講じる。一方、市街化
調整区域の土地利用を誘導するため、地区計画によ
り立地施設の用途を限定する。そのためには本支援
措置が必要となる。

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

農村地域工業等
導入促進法に基
づく工業等導入
地区指定の緩和
等

工業等導入地区の指定は法令等により、原則
として1自治体に1箇所となっているが、この
構想の分散型地域核（ほたる）に関しては同
時に複数箇所の開発が想定される。この分散
型地域核形成の推進を図るため、複数指定が
可能となるよう提案する。

産業立地にインセンティヴを与えるため、工業等導
入地区を指定し、優遇措置を講じる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

農地転用等に係
る協議期間の短
縮などによる、
手続きの迅速化

　地域再生に係る新法などに位置づけられた
構想（プロジェクト）については、農地転用
等に係る一連の協議手続期間等に一定（約
６ヶ月）の期限を設けるなどして、その迅速
化を図る。

　本構想においては、糸島半島域の豊かな自然環境
との調和を図りつつ、新キャンパスを核とする新た
な学術研究都市づくりを進め、産学官連携の推進、
新産業の創出に取り組むこととしており、そのため
に、「タウン・オン・キャンパス」や「分散型地域
核（ほたる）」の整備等を進めることとしている。

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

農地転用許可の
緩和

農地法における許可権限の委譲。
ほたる地域（20ha未満）における農地転用許
可については、転用面積が4haをこえるもの
であっても県知事許可とする。

九州大学学術研究都市構想において、大学新キャン
パス周辺の開発に関して、「豊かな自然や歴史の特
性を保存、活用して学術研究都市を形成するため、
大規模な面開発を必要最小限にとどめ、周辺環境と
必要な機能が共生した比較的小規模な開発が分散し
て行われるように開発誘導する」ことと定められて
おり、そのような環境共生型の開発を分散型地域核
（ほたる）として位置付ている。具体的には、九州
大学学術研究都市に必要な、産学連携を実現するた
めの研究施設・ベンチャー企業、大学関係者等が居
住するゆとりある優良田園住宅、研修施設等の比較
的小規模な開発（20ha未満）を豊かな自然環境を生
かしながら整備していくこととしている。
農地法の緩和により大臣許可が不要となり、迅速に
農地転用手続きが行われることから、「ほたる」の
整備が促進される。

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

農地等の権利移
動制限の緩和

農地法における権利移動制限の内容を変更す
るもの。
ほたる地域における使用貸借権及び賃借権に
ついては、面積制限を撤廃する。

九州大学学術研究都市構想において、大学新キャン
パス周辺の開発に関して、「豊かな自然や歴史の特
性を保存、活用して学術研究都市を形成するため、
大規模な面開発を必要最小限にとどめ、周辺環境と
必要な機能が共生した比較的小規模な開発が分散し
て行われるように開発誘導する」ことと定められて
おり、そのような環境共生型の開発を分散型地域核
（ほたる）として位置付ている。具体的には、九州
大学学術研究都市に必要な、産学連携を実現するた
めの研究施設・ベンチャー企業、大学関係者等が居
住するゆとりある優良田園住宅、研修施設等の比較
的小規模な開発（20ha未満）を豊かな自然環境を生
かしながら整備していくこととしている。
優良田園住宅では、耕作放棄されている樹園地等に
定期借地権を設定し、１戸当たり３００坪程度の区
画に住宅、畑、果樹園等を一体的に整備し、都市圏
では実現できない敷地規模に、農業従事体験や豊か
な自然に親しみながら生活を営むことができる新し
いライフスタイルを提案するものである。使用貸借
権及び賃借権に関する面積基準の撤廃により、農業
サイドにおいては農地の維持が担保されつつ耕作放
棄地、耕作不適地の活用が図られるとともに都市サ
イドが求める質感の高い豊かな優良田園住宅の建設
が促進されるものである。

福
岡
県

福岡県
福岡市
前原市
二丈町
志摩町

九州大学学術研
究都市構想

自然豊かな糸島地域の中心部に移転立地する九州大学を核
とし、大学との連携からスピンアウトするベンチャーや関
連の研究･産業等を地域の自然と融合させながら分散立地
させることにより、地域経済を活性化させるとともに雇用
の創出を図る。

優良田園住宅建
設の促進

優良田園住宅の建設の促進に関する法律にお
ける促進に関する配慮内容を明確にし、より
一層促進が図られるようにして頂きたい。ま
た、優良田園住宅促進協議会において、配慮
内容について協議する等、地方公共団体の意
見を参考にして頂きたい。

九州大学学術研究都市構想において、大学新キャン
パス周辺の開発に関して、「豊かな自然や歴史の特
性を保存、活用して学術研究都市を形成するため、
大規模な面開発を必要最小限にとどめ、周辺環境と
必要な機能が共生した比較的小規模な開発が分散し
て行われるように開発誘導する」ことと定められて
おり、そのような環境共生型の開発を分散型地域核
（ほたる）として位置付ている。具体的には、九州
大学学術研究都市に必要な、産学連携を実現するた
めの研究施設・ベンチャー企業、大学関係者等が居
住するゆとりある優良田園住宅、研修施設等の比較
的小規模な開発（20ha未満）を豊かな自然環境を生
かしながら整備していくこととしている。
優良田園住宅の建設にあたっては、優良田園住宅の
建設の促進に関する法律の適用を受けて促進を図る
こととしているが、配慮内容を明確にすることによ
り、建設がより一層促進されることとなる。
また、地方公共団体の意見を参考にすることによ
り、地域性等に応じた配慮が可能となり、さらに促
進が図られる。

福
岡
県

福岡県
田川市
香春町
添田町
金田町
糸田町
川崎町
赤池町
方城町
大任町
赤　村

田川地域産業再
生構想

　田川地域における産業構造を転換するため、地域市町村
等が連携し、既存産業の転換による環境産業の創出、農業
の活性化、地域資源を活用した観光振興を図り、地域の活
性化と雇用創出を図るもの。

　セメント製造
施設の転用に関
する許認可の緩
和
　廃棄物処理施
設整備補助金の
セメント製造施
設改造への適用

  産業廃棄物処理を実施するセメント製造施
設の廃棄物処理施設への転用に関する廃棄物
処理法に基づく、都道府県知事による許認可
の緩和
　環境省が所管する廃棄物処理施設整備補助
金の自治体が関与して実施するセメント製造
施設改造への適用（現行は施設新設のみが対
象）

　セメント製造施設の一般廃棄物及び産業廃棄物処
理施設への転用
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

福岡県
田川市
香春町
添田町
金田町
糸田町
川崎町
赤池町
方城町
大任町
赤　村

田川地域産業再
生構想

　田川地域における産業構造を転換するため、地域市町村
等が連携し、既存産業の転換による環境産業の創出、農業
の活性化、地域資源を活用した観光振興を図り、地域の活
性化と雇用創出を図るもの。

　農業生産法人
の認可要件の緩
和

　農業協同組合法に基づく農事組合法人など
の農業生産法人の認可要件の緩和

  良質米等ブランド化の推進
　グリーンツーリズムによる農業振興
　農産物直販所の充実・強化
　農家レストラン
　農業体験
　農家民泊
  企業的園芸農業の推進

福
岡
県

福岡県
田川市
香春町
添田町
金田町
糸田町
川崎町
赤池町
方城町
大任町
赤　村

田川地域産業再
生構想

　田川地域における産業構造を転換するため、地域市町村
等が連携し、既存産業の転換による環境産業の創出、農業
の活性化、地域資源を活用した観光振興を図り、地域の活
性化と雇用創出を図るもの。

  農産物直販施
設整備に関する
補助金の弾力的
運用

　農林水産省が所管する農産物直販施設整備
に関する補助金と国土交通省の所管する道の
駅整備に関する補助金の連携及び弾力的な運
用

　グリーンツーリズムによる農業振興
　農産物直販所の充実・強化
　農家レストラン
　農業体験
　農家民泊

福
岡
県

福岡県
田川市
香春町
添田町
金田町
糸田町
川崎町
赤池町
方城町
大任町
赤　村

田川地域産業再
生構想

　田川地域における産業構造を転換するため、地域市町村
等が連携し、既存産業の転換による環境産業の創出、農業
の活性化、地域資源を活用した観光振興を図り、地域の活
性化と雇用創出を図るもの。

　加工食品の製
造・販売に関す
る規制の緩和
　

　農産物直販施設等において製造・販売に関
しての厚生労働省が所管する食品衛生法等の
規制の緩和

　グリーンツーリズムによる農業振興
　農産物直販所の充実・強化
　農家レストラン
　農業体験
　農家民泊
 

福
岡
県

福岡県
田川市
香春町
添田町
金田町
糸田町
川崎町
赤池町
方城町
大任町
赤　村

田川地域産業再
生構想

　田川地域における産業構造を転換するため、地域市町村
等が連携し、既存産業の転換による環境産業の創出、農業
の活性化、地域資源を活用した観光振興を図り、地域の活
性化と雇用創出を図るもの。

　国定公園計画
の変更権限の都
道府県への移譲

　地域振興の観点からの施設整備に機動的に
対応するため、環境省が所管する自然公園法
に基づく、国定公園計画（利用施設）の変更
権限の都道府県への移譲

  いやしを充実した観光提供（散策路、自然観察拠
点整備など）
　生活体験を実感する観光提供の強化（伝統産品等
体験）
　来訪者にやさしい「もてなし」の強化(食の創
出、観光サイン整備、観光ボランティアの育成な
ど）
　地域情報の発信(観光ツアーの実施など）

福
岡
県

福岡県
田川市
香春町
添田町
金田町
糸田町
川崎町
赤池町
方城町
大任町
赤　村

田川地域産業再
生構想

　田川地域における産業構造を転換するため、地域市町村
等が連携し、既存産業の転換による環境産業の創出、農業
の活性化、地域資源を活用した観光振興を図り、地域の活
性化と雇用創出を図るもの。

　非営利団体等
による観光旅行
に関する旅行業
法の規制緩和
  農家民宿が行
う観光案内等に
係る道路運送法
の規制緩和
  韓国・中国留
学生の通訳への
活用に関する通
訳案内業法の規
制緩和

　旅行業法に基づく登録要件の緩和（非営利
団体が地域に限って行う観光旅行に対するも
の）
  農家民宿が行う観光案内に係る道路運送法
の規制緩和
  韓国・中国留学生の通訳への活用のため
の、通訳案内業法に基づく通訳案内業の資格
要件の緩和

  いやしを充実した観光提供（散策路、自然観察拠
点整備など）
　生活体験を実感する観光提供の強化（伝統産品等
体験）
　来訪者にやさしい「もてなし」の強化(食の創
出、観光サイン整備、観光ボランティアの育成な
ど）
　地域情報の発信(観光ツアーの実施など）
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

福岡県
アジアのITビジ
ネス交流拠点構
築プロジェクト

国内で最も地理的に有利な福岡県を中心に、アジアとの情
報流通の拠点化を図るため、現在東京に集中している
IX(インターネットエクスチェンジ）機能を福岡に構築
し、グローバルに競争が可能な環境を整える。

IX構築運営のた
めの創業支援策
の創設

〇基本的にIX構築・運営は民間主体で行われ
るべきものと考えているが、ビジネスとして
成立するための条件を整えない限り実現は難
しい。
　
〇IX事業は接続料収入がその大部分を占めて
いるが、事業開始時にはその接続件数も少な
く、ビジネスとしては成り立ちにくい。
そこで、事業の立ち上がりをサポートする仕
組みが必要である。

〇IX事業運営において最も多額の費用を要す
るものは、構築時の機器（ルータ、スイッチ
等）の費用と人件費を中心とする運営費であ
ることから、その機器費用の一部及び事業開
始から３カ年間程度、東京IXまでの回線費用
を含む運営費の一部について支援が必要。
○国においては、IX事業を国の重点推進分野
として位置づけ事業者に対する支援策を創設
いただきたい。

〇現在福岡県では、県単独補助金を創設して「ふく
おかiDC」内にインターネット情報集積を図ってい
る。
この情報集積をインセンティブとしての民間ISP(イ
ンターネットサービスプロバイダー)の接続や県内
中小ISPの「ふくおかiDC」への集約等を通じてIX構
築を目指している。
〇このIXは、県内の中小ISP・大手ISPの接続を実現
し、県内はもとより九州・山口、引いては全国のト
ラフィックを集約し、東京のIXに依存せずアジア、
ひいてはグローバルなトラフィック交換を可能とす
る。
また、国内の地域IXとの連携も視野に入れており、
より広域な展開を図っていく。
更に、このIXが存在するふくおかiDCは、データの
相互バックアップの観点から、将来各地方公共団体
で設立される公共iDCとの連携も考えており、これ
が実現すればますます福岡におけるIXの重要性は増
すものと思われる。

福
岡
県

福岡県
青少年科学技術
立県運動

　本県においては、産学官連携による新技術・新産業の創
出を中核に産業政策を展開している。
　この政策の一環として、次代を担う青少年の科学技術に
対する理解と関心の増進を図り、科学技術の振興による地
域再生・活性化を推進する。
　このため、産学官の連携による「青少年科学技術立県運
動」に取り組んでいく。

科学技術に対す
る関心と理解の
増進を目的とす
る取り組みに対
する支援

・地域における科学技術振興に対する
  地方財政措置（地方債償還金利子の
  交付税への算入等）
・地域における特色ある科学技術啓発
　活動に対する補助金の創設
・国等の実施する科学関連施策の集中
　実施

・技術者、教育者等のＯＢ人材の組織化及び活動の
支援（科学技術教育に熱心な学校と外部講師（会
員）のマッチングなど）を実施する。
・県内企業等に対して施設を利用した青少年向け活
動を促すとともに、インターネットや本運動の広報
ツールを活用した青少年に対する情報提供を行う
・日本科学未来館で蓄積されたノウハウを積極的に
導入する等、県の青少年科学館等の活動強化をはか
るとともに、当該科学館と他の科学関連教育施設等
との協働促進等により青少年が科学技術に触れる場
の広がりをはかる
・校外活動や活動成果発表の場の提供、科学関連Ｎ
ＰＯ等との相互交流の促進等を通じ、小中高校にお
ける科学関連部活動の活性化をはかる。
・科学教育や産業教育において、学校間交流のみな
らず、高校生による科学実験の実演や研究作品のデ
モなどを通じた小中高校等、縦の交流をモデル的に
実施し、教育現場への情報還元等を行う。
・過去８年間にわたって取り組んできたサイエンス
マンス（科学技術創造月間）事業のノウハウを活か
し、年間を通じた本運動の周知徹底に資するイベン
トの開催や誘致等により効果的な気運醸成をすすめ
る。

福
岡
県

福岡県
青少年科学技術
立県運動

　本県においては、産学官連携による新技術・新産業の創
出を中核に産業政策を展開している。
　この政策の一環として、次代を担う青少年の科学技術に
対する理解と関心の増進を図り、科学技術の振興による地
域再生・活性化を推進する。
　このため、産学官の連携による「青少年科学技術立県運
動」に取り組んでいく。

ＮＰＯ法人等へ
の寄付に関する
税控除要件緩和

科学関連等、設立目的を限定したうえでのＮ
ＰＯ法人等への寄付に関する税控除要件緩和

地域や分野等、自由な発想に基づく科学技術クラブ
の創設支援を行い、当該クラブや一部ＮＰＯ法人等
（活動計画を公募、その取り組みが「青少年科学技
術立県運動モデル事業」として認定されたＮＰＯ
等）に対するソフト面の支援に加え、当該組織への
寄付等の税控除要件緩和の適用や活動経費の一部を
助成等を通じた資金面での支援も実施する。

福
岡
県

福岡県
青少年科学技術
立県運動

　本県においては、産学官連携による新技術・新産業の創
出を中核に産業政策を展開している。
　この政策の一環として、次代を担う青少年の科学技術に
対する理解と関心の増進を図り、科学技術の振興による地
域再生・活性化を推進する。
　このため、産学官の連携による「青少年科学技術立県運
動」に取り組んでいく。

国有財産の使用
目的の拡大

国立大学研究室や国立試験研究施設を活用し
たＮＰＯ法人等の活動や学校教育における校
外学習を推進するために、目的外使用要件を
緩和する

大学教員等が小中高校の教育現場に出向く出前講座
と小中高校生を大学等の施設に迎え入れる校外学習
を有機的に組み合わせるとともに、教員等の積極的
な参加を促しながら施策の効果増大をはかる。

福
岡
県

福岡県
青少年科学技術
立県運動

　本県においては、産学官連携による新技術・新産業の創
出を中核に産業政策を展開している。
　この政策の一環として、次代を担う青少年の科学技術に
対する理解と関心の増進を図り、科学技術の振興による地
域再生・活性化を推進する。
　このため、産学官の連携による「青少年科学技術立県運
動」に取り組んでいく。

国家公務員等の
服務要件緩和

大学教員が出前講座への参画等、専門性を活
かしたボランティア活動を行い易くするため
に、服務要件を緩和する

大学教員等が小中高校の教育現場に出向く出前講座
と小中高校生を大学等の施設に迎え入れる校外学習
を有機的に組み合わせるとともに、教員等の積極的
な参加を促しながら施策の効果増大をはかる。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

電子認証
局市民
ネット
ワーク福
岡

ＩＴを活用した
地域通貨モデル

ITを活用した利便性の高い地域通貨と、それを利用したコ
ミュニティサービスを構築することによって地域経済の活
性化の糸口を掴むことを目標とする。そして、これを実現
する手段として住基カードと公的個人認証のデジタル証明
書を利用する電子地域通貨を開発する。

*複数回流通可能な商品券型地域通貨の認可基準の
緩和
紙幣類似証券取締法
商品券型地域通貨の複数回流通を
<http://www.mmjp.or.jp/gyoukaku/chiiki/20030
428.htm>
(支援措置の範囲)全国
*公的個人認証サービスの民間利用基準の緩和
電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する
法律第17条
公的個人認証サービスによって発行されたデジタ
ル証明書を失効情報を含めて検証できる「署名検
証者」は、認定認証機関に限定されているが、こ
の条件を緩和し、地方自治体が認めた民間事業者
にも失効情報を提供し安全に署名を検証できるよ
うにしていただきたい。
(支援措置の範囲)当該地域のみ
(支援措置を用いて実施しようとする事業の内容)
公的個人認証サービスによって発行されるデジタ
ル証明書は、暗号化電子メールなどで利用されて
いる電子署名の標準であるS/MIMEに準拠していな
いため、一般的に普及しているソフトウェアで署
名や暗号化などを行うことができないという問題
がある。我々が提案する電子地域通貨では、一般
に入手が容易なS/MIME標準に準拠した暗号化と電
子署名の形式を利用するため、これが大きな問題
となる。このため、公的個人認証の証明書を利用
してより広範囲のソフトウェアで利用できる
デジタル証明書を可能な限り低コストで二次発行
して利用したい。認定認証機関を利用する方法
は、デジタル証明書の価格が高くなるため電子地
域通貨のような用途ではコスト的に現実的でな
い。

実施を想定する体制

飯塚市、株式会社アイ・ビジネスセンター、飯塚商
店街連合会、NPO法人電子認証局
市民ネットワーク福岡、飯塚商工会議所、近畿大
学、九州工業大学、地域金融機関

(・想定している地域で、地域経済の活性化と地域
雇用の創造の観点から地域再生
を行う意義と目標を明確にする
 ・地域再生構想の区域と想定している地域の特徴
を記述する
 ・地域再生構想を実現するために想定している実
施スケジュール及び実施体制)

福
岡
県

福岡パソ
コン協同
組合

地域再生と雇用
につながるパソ
コン教育の効率
化

地域で展開しているパソコン教室での、職業訓練や商業・
企業加盟団体の講座を同時に実施することで、相互のコ
ミュニケーションによる雇用ミスマッチの低減化や少人数
制での短期集中講座により早期就業の可能性が高まる。ま
た受講後や就職後のアフターフォローの継続化でパソコン
に対する知識を永続的に持てるようになる。さらに地域性
を活かすことで、より実務に即した講座を開催することが
できる。

職業訓練受講時
間の改善

現行では、３ヶ月で３００時間以上の受講と
なっているが、通常の技能習得や高度な資格
を除いた資格取得は１ヶ月で１２０時間で可
能であるため、受講時間の削減

①文書作成・表計算の基礎から応用までの講座を行
い、パソコンスキルアップと資格取得を目指す。
②インターネット・電子メールの操作や知識を取得
する。
③プレゼンテーションソフトの操作や作成知識を取
得する。
④ビジネスマナー知識の向上。

福
岡
県

福岡パソ
コン協同
組合

地域再生と雇用
につながるパソ
コン教育の効率
化

地域で展開しているパソコン教室での、職業訓練や商業・
企業加盟団体の講座を同時に実施することで、相互のコ
ミュニケーションによる雇用ミスマッチの低減化や少人数
制での短期集中講座により早期就業の可能性が高まる。ま
た受講後や就職後のアフターフォローの継続化でパソコン
に対する知識を永続的に持てるようになる。さらに地域性
を活かすことで、より実務に即した講座を開催することが
できる。

職業訓練受講人
数の改善

現在の２０～２５名の一斉受講では受講生の
レベルに差があり、レベルに合ったキメ細や
かな指導ができないので、５名前後の小人数
制とし、講習実施回数の増加。

少人数の徹底講習で各人のスキルにあった講座進行
を行い、資格取得は２級や３級レベルを目指す。

福
岡
県

福岡パソ
コン協同
組合

地域再生と雇用
につながるパソ
コン教育の効率
化

地域で展開しているパソコン教室での、職業訓練や商業・
企業加盟団体の講座を同時に実施することで、相互のコ
ミュニケーションによる雇用ミスマッチの低減化や少人数
制での短期集中講座により早期就業の可能性が高まる。ま
た受講後や就職後のアフターフォローの継続化でパソコン
に対する知識を永続的に持てるようになる。さらに地域性
を活かすことで、より実務に即した講座を開催することが
できる。

行政サービスの
アウトソーシン
グ

地域に根付いたパソコン教室への業務依託。

①地域内の教室開催により、交通費削減と通う時間
のロスの減少。
②教室は常に開いているので、受講後や就職後のア
フターフォローの実現化。
③地域特性の実情にあった講座を開催し、商業や企
業の実務に即した内容を展開できる。
④土日の講座開催も可能。

福
岡
県

株式会社
日本ジー
ニス

小中学校授業運
営への民間活力
導入プロジェク
ト

小・中学校において平成１４年度より実施されている「総
合的学習の時間」は、子どもたちに自ら学び自ら考える力
等を身に付けさせ、よりよく問題を解決する能力などを育
むことをねらいとして、創意工夫を生かしながら学習活動
を進めている。その推進にあたっては、教諭の努力と地域
のボランティアによる創意工夫で特色ある授業を実施して
いる事例もあるが、教諭の中には負担増になるとの認識や
ネットワーク不足から、パソコン、外国語学習、福祉体験
等の授業が大部分を占め、最も大切な視点である「創意と
工夫と子どもたちの意欲の引き出し」の視点に欠ける事例
が多いことが現状である。そこで、この点を兼ね備えた民
間企業等の参入を促進することにより。子どもたちの興味
に応じた決め細やかな授業の実施が可能となり、「総合的
学習の時間」の円滑な推進に資することができる。

小中学校におけ
る総合的学習の
時間を民間企業
等への委託推進

現在、教員免許状を持ち、教員採用試験に合
格した者に限定されている授業の実施を「総
合的学習の時間」に限定し、一定の基準を満
たす民間企業、非営利活動法人等に門戸を広
げるもの

小中学校における「総合的学習の時間」を、ノウハ
ウの保持、ネットワークの保持、人材の保持に加え
本社が小中学校と同一の自治体内に所在すること等
の一定の基準を満たす民間企業、非営利活動法人等
に門戸を広げ、受託を受けた民間企業等が教職員と
連携しながら授業の企画、推進、評価を実施するも
のである。総合的学習の時間は、児童生徒の広範な
興味を満たすことのできる幅広いメニューの選定、
人材の確保、情報の提供が必要であり、地域に根付
き、専門性を持った民間企業等が担うことにより、
より効果的な授業の推進を図ることができるものと
期待できる
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県

㈱アイ・
ビジネス
センター

地域経済活性
化・
中小企業のため
の貿易決済保証
システム
「アジア国際取
引決済機構
(AIBCS)」

地域経済とアジア諸国とのさらなる経済発展と、中小企業
再生を目的として、「アジア国際取引決済機構
（AIBCS）」を営利団体として設立。　出資元は国内外の
銀行・損保・商社・信用調査会社等。
日本政府支援はアジア諸国との折衝、及び開発費用の負
担、信用調査協会の参画。

・AIBCS設立に
かかるシステム
開発費用
・アジア諸国と
の提携交渉
・信用保証協会
の信用保証
・（必要に応じ
て）アジア政府
へODAを使った
決済保障援助。

1.アジア国際取引決済機構（AIBCS）設立に
かかる開発費用負担。
2.アジア諸国政府との提携折衝。
3．信用保証協会の信用保証
4.政府レベルでの信用保証が困難なアジア政
府に対する、ＯＤＡを使った、決済保障支
援。

「アジア国際取引決済機構（AIBCS）」を営利団体
として設立。　出資元は国内外の銀行・損保・商
社・信用調査会社等。　アジア政府と提携し、相互
に同決済機構を持つ。　同社システムの構築は、行
政支援の基に、ｅ-アジアマーケットプレイス福岡
（Nextr@de）の運営を行う、㈱アイ・ビジネスセン
ターが行う。

佐
賀
県

伊万里市
伊万里サステイ
ナブル・フロン
ティア構想

新事業創出促進法第２６条第２項第２号に規定された、特
定高度研究機能集積地区の条件を廃することにより、同法
第１８条による基本構想を策定せずに、地域振興整備公団
によって新事業支援施設の整備を行うことを可能にする。

新事業支援施設
整備に係る要件
の緩和

新事業創出促進法第２６条第２項第２号に規
定された、特定高度研究機能集積地区の条件
を廃することにより、同法第１８条による基
本構想を策定せずに、地域振興整備公団に
よって新事業支援施設の整備を行うことを可
能にする。

地域振興整備公団による新事業創出型事業施設整備
事業の実施

佐
賀
県

伊万里市
伊万里サステイ
ナブル・フロン
ティア構想

地方財政再建促進特別措置法施行令第１２条の三第７項に
規定されている、（当該国立大学等において通常行われる
研究開発等と認められる部分を除く。）の条件を廃するこ
とにより、地方公共団体から国立大学等への研究施設用地
の無償貸与を可能にする。

国立大学等への
用地の無償貸与
に係る要件の緩
和

地方財政再建促進特別措置法施行令第１２条
の三第７項に規定されている、（当該国立大
学等において通常行われる研究開発等と認め
られる部分を除く。）の条件を廃することに
より、本市から佐賀大学への用地の無償貸与
を可能にする。

佐賀大学への研究施設用地の無償貸与

佐
賀
県

鳥栖市 教育の杜構想

本市第５次総合計画の柱である「ひとづくりと心はぐくむ
生涯学習のまちづくり」の実現のため、児童生徒を対象に
企業等、民間によって自然豊かな山間部を活用し、農業体
験を通じて自然の生態・原理を学ぶことで「生きる力」
「命の大切さ」を肌で感じる教育を行なう。本市の位置的
優位性を活かし立地している企業と地域との連携を生み将
来の人材育成や人材確保を図ることができ、市内企業の発
展が見込まれ、また、荒廃が進んでいる中山間地域の再生
に繋げる。

電源地域産業再
配置促進費補助
金の対象拡大

電源地域産業再配置促進費補助金の対象を工
場設置以外に流通業務に関する事業所等の新
増設まで拡大する。

本構想区域内の電源地域産業再配置促進費補助金の
対象を流通業務に関する事業所などの施設の新増設
にまで拡大していただき、本市へ進出する企業に対
し補助認可をしていただき、対象事業として、企業
の従業者及び市民の為の教育研修施設を設置しよう
とするものである。

佐
賀
県

鳥栖市 教育の杜構想

本市第５次総合計画の柱である「ひとづくりと心はぐくむ
生涯学習のまちづくり」の実現のため、児童生徒を対象に
企業等、民間によって自然豊かな山間部を活用し、農業体
験を通じて自然の生態・原理を学ぶことで「生きる力」
「命の大切さ」を肌で感じる教育を行なう。本市の位置的
優位性を活かし立地している企業と地域との連携を生み将
来の人材育成や人材確保を図ることができ、市内企業の発
展が見込まれ、また、荒廃が進んでいる中山間地域の再生
に繋げる。

企業等による農
地の取得・賃貸
借が可能

農地法で規制されている農地の取得につい
て、本構想内で企業が農業体験を通じた教育
を行う場合に限り農地の取得や賃貸借を可能
とするもの。

農地法第３条の農業生産法人以外の法人の耕作目的
での農地取得ができないとされているが、本構想区
域内において、農業体験を教育の一環とし、教育施
設として使用する場合、これに該当する企業等につ
いては、農地取得に対する緩和措置を行なうもの。

佐
賀
県

鳥栖市 教育の杜構想

本市第５次総合計画の柱である「ひとづくりと心はぐくむ
生涯学習のまちづくり」の実現のため、児童生徒を対象に
企業等、民間によって自然豊かな山間部を活用し、農業体
験を通じて自然の生態・原理を学ぶことで「生きる力」
「命の大切さ」を肌で感じる教育を行なう。本市の位置的
優位性を活かし立地している企業と地域との連携を生み将
来の人材育成や人材確保を図ることができ、市内企業の発
展が見込まれ、また、荒廃が進んでいる中山間地域の再生
に繋げる。

市街化調整区域
内の建築物の緩
和

都市計画法で規制されている市街化調整区域
内の建築物の建設に係る規制について本構想
内に農業体験を通じた教育を目的とする施設
を建設する場合に限り建築物の建設について
可能とする。

都市計画第３4条において、市街化調整区域内での
建築を目的とした開発許可についての制限がある
が、本構想区域内において農業体験を教育の一環と
し、教育施設として使用する目的で建築される建築
物の場合は、市街化調整区域内での開発の要件都市
計画法第３４条を緩和し都市計画法第２９条、４３
条の許可できるものとする。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

佐
賀
県

佐賀県
佐賀県農山村地
域再生構想

農山村地域の再生にあたっては、農山村景観の再生・保全
と営農及び多様な参加者による農地活用を図ることによ
り、地域経済の再生と雇用の創出を目指す。

遊休補助施設の
有効活用

遊休補助施設を目的外に使用する（そのため
の改築等を実施する）場合、補助金返還を免
除する。

整備当初は、充分に活用されていた施設であっても
後継者不足、高齢化等によりその機能を充分に活か
しきれていない施設をそのまま遊休施設とするので
はなく、農山村民と都市住民の交流施設や農山村民
の文化等施設へ転換する。（地域再生計画に掲げた
施設のみ対象とする。）

佐
賀
県

佐賀県
佐賀県農山村地
域再生構想

農山村地域の再生にあたっては、農山村景観の再生・保全
と営農及び多様な参加者による農地活用を図ることによ
り、地域経済の再生と雇用の創出を目指す。

既整備箇所を農
山村風景の原風
景に戻す場合の
補助金返還の免
除

農地保全等を目的として、既に整備が終了し
ているものを景観を重視したものに自ら変更
する場合に補助金の返還を免除する。

コンクリートブロック等により補強された棚田等を
農山村景観を重視した石垣等に変更する場合、既整
備分の補助金の返還を不要とする。

佐
賀
県

佐賀県
佐賀県農山村地
域再生構想

農山村地域の再生にあたっては、農山村景観の再生・保全
と営農及び多様な参加者による農地活用を図ることによ
り、地域経済の再生と雇用の創出を目指す。

中山間地域等直
接支払制度の田
畑の格差解消

中山間地域の有する国土の保全、水源のかん
養、景観の形成など多面的機能を保全するた
めに実施されている中山間地域等直接支払制
度の田畑の交付要件の緩和

中山間地域の田の保全に効果のある中山間地域等直
接支払制度において畑に対しても田と同程度まで格
差を解消する。

佐
賀
県

佐賀県
佐賀県農山村地
域再生構想

農山村地域の再生にあたっては、農山村景観の再生・保全
と営農及び多様な参加者による農地活用を図ることによ
り、地域経済の再生と雇用の創出を目指す。

商標登録「道の
駅」一部使用許
可

国土交通省が指定する「道の駅」は、好評で
あるが、その指定要件は、厳しいため容易に
指定を受けられない。そこで、地域にある同
様の多機能型休憩施設を地域として指定する
場合、「道の駅」の名称使用を容認する。
（「道の駅」については、国土交通省におい
て商標登録がなされている。）

国土交通省指定の「道の駅」は、その利便性等から
非常に高い認知を受けている。そこで、地域に既に
ある多機能型休憩施設を地域指定する場合（新たに
整備する場合を含む）、地域版「道の駅」として指
定する。（例：「佐賀県指定道の駅」等）

佐
賀
県

有田町
福祉タクシー外
出支援サービス
の運行自由化

低所得の高齢者（身体不自由など一定基準内）であれば、
通常より安価な価格の金額で福祉タクシーを利用できるよ
うにします。その際の利用目的は通院や検査などの限られ
たものとなりますが、月十数回と通院している人の交通費
の負担を軽減するものとします。事業者の申請から認可ま
での規制緩和・スピードアップを図り、新規事業者も生ま
れやすくします。このため、雇用拡大・福祉の向上、経済
の活性化を期待します。

福祉タクシーの
運行自由化

福祉タクシー業者の決定の施策の利便性の向
上

高齢者で外出困難者や低所得者を対象として、各戸
と通院などのため医療機関との間を送迎する。利用
者と送迎事業者をあらかじめ審査・登録し、事業者
は安い料金で高齢者の外出支援事業として自車によ
る送迎を行う。

佐
賀
県

有田町

コミュニティバ
ス運行の路線・
運賃の手続きの
簡略化

有田町では平成12年度からコミュニティバスを走らせてい
ます。バス停留所の増設・移設、路線の変更などに対し
て、国（道路運送法により）の許可を受けなければなりま
せん。ところが申請から許可までに時間がかかりすぎて、
住民や観光客からの要望などにも即応できない状態です。
コミュニティバスの認可の権限を国から地方公共団体へ移
行すれば、もっと地域にかなった時刻も組めますし、それ
により住民や観光客の利便性のアップ、利用率向上により
増車になれば、運転手の増員による雇用拡大にもつなが
り、地域振興も拡大するものと思われます。

コミュニティバ
ス運行の路線・
運賃改定手続き
の簡略化

コミュニティバスは現在、道路運送法第4条
により許可を受けている西肥自動車株式会社
に委託していますが、運賃や路線などを変更
する場合も国土交通大臣の許可を受けなけれ
ばなりません。地方公共団体が自主的に運営
する事業については、地方公共団体へその権
限を委ね、運行に関して、手続きの円滑化を
図るために、権限を県または市町村に委譲
し、手続きの簡略化を要望します。

バス停の新設・時刻の変更・路線延長など、住民の
要望にすばやく積極的に対応できるようにするもの
です。バス停１つ増設するにしても、国土交通省の
審査や許可待ちで数ヶ月もかかり、住民サービスへ
の低下につながっています。これを県や市町村の判
断により自由にできるようになれば、サービス向上
になるものと思われます。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

佐
賀
県

特定非営
利活動法
人さが市
民活動サ
ポートセ
ンター

地域活性化プロ
ジェクトＳＡＧ
Ａ

情報交流プラザをＮＰＯ法人で管理運営及びコンサルティ
ング・専門家派遣業務の委託業務の推進。
１．地域産業活性化の創出
２．既存施設活用まちづくり
３．社会実験事業の開発
４．循環経済社会の普及啓発

遊休施設活用の
情報交流プラザ
のＮＰＯ法人へ
の委託事業

大型空き店舗活用支援事業は、商店街振興組
合、事業協同組合、商工会、商工会議所、第
３セクター等となっているが、NPO法人は該
当しづらい状況。そこで遊休施設を行政で借
り上げ、Ｃ．Ｂ事業者・ＮＰＯ法人の事務所
及び活動拠点への提供を行うことで、にぎわ
いづくりの一助となると思われる。

Ｃ．Ｂ事業者間の交流促進と情報発信

佐
賀
県

特定非営
利活動法
人さが市
民活動サ
ポートセ
ンター

地域活性化プロ
ジェクトＳＡＧ
Ａ

情報交流プラザをＮＰＯ法人で管理運営及びコンサルティ
ング・専門家派遣業務の委託業務の推進。
１．地域産業活性化の創出
２．既存施設活用まちづくり
３．社会実験事業の開発
４．循環経済社会の普及啓発

NPO法人への専
門家派遣

地域中小企業支援センターが行っている新規
創業や経営革新等の課題について、きめ細か
な相談・助言・情報提供等のサービスは、企
業・企業創業予定者への制度であり、NPO法
人に対する経営支援を行なうことができない
が、NPO法人からの経営支援の要望が多数あ
がっている状況においてＮＰＯ法人・NPO起
業家への専門家派遣制度を拡充する。

セミナー、研修会、ワークショップの開催

佐
賀
県

特定非営
利活動法
人さが市
民活動サ
ポートセ
ンター

地域活性化プロ
ジェクトＳＡＧ
Ａ

情報交流プラザをＮＰＯ法人で管理運営及びコンサルティ
ング・専門家派遣業務の委託業務の推進。
１．地域産業活性化の創出
２．既存施設活用まちづくり
３．社会実験事業の開発
４．循環経済社会の普及啓発

権限委譲
３．ＮＰＯ法人による職業委託訓練とハロー
ワーク機能の権限譲渡

人材不足の解消を専門家との実務研修で育成
資金不足の解消を支援するためにマネジメントの強
化と適切な事業実施計画の研修実施

佐
賀
県

クリーン
伊万里市
民協議会

環境保全創造事
業　　伊万里
『環の里』計画

伊万里『環の里』計画は、市民活動団体であるクリーン伊
万里市民協議会が活動母体となり、伊万里地域から排出さ
れる生ごみを含むバイオマス（有機性廃棄物）の堆肥化・
廃食油の燃料化事業を核として、①ごみゼロのまちづくり
②花と緑のまちづくり③省エネ・省資源・新エネルギーの
推進④菜の花エコプロジェクト⑤豊かな川と海を再生する
ための活動⑥環境教育・学習の推進⑦環境保全型農業の推
進⑧地域通貨の活用などの実践活動を通じて、地域コミュ
ニティーの再構築を図り、地域の活性化を促進するととも
に、住民、企業、ＮＰＯ、研究者、行政等による新たな
ネットワークが構築・拡大させ、さらに地域外での連環を
作り上げる。

食品リサイクル
法における登録
再生利用事業者
の登録基準の改
正

　
本プロジェクトでは、食品リサイクル法の趣旨に鑑
み、飲食店組合・旅館組合の食品関連業者の支援協
力のもと生ごみ（食品残渣）、廃食油、その他の有
機性廃棄物の分別収集を計画し、バイオマス（有機
性廃棄物）の堆肥化・廃食油の燃料化を核とし、循
環資源の再利用による、各事業の実践普及活動を行
うものである。

佐
賀
県

クリーン
伊万里市
民協議会

環境保全創造事
業　　伊万里
『環の里』計画

伊万里『環の里』計画は、市民活動団体であるクリーン伊
万里市民協議会が活動母体となり、伊万里地域から排出さ
れる生ごみを含むバイオマス（有機性廃棄物）の堆肥化・
廃食油の燃料化事業を核として、①ごみゼロのまちづくり
②花と緑のまちづくり③省エネ・省資源・新エネルギーの
推進④菜の花エコプロジェクト⑤豊かな川と海を再生する
ための活動⑥環境教育・学習の推進⑦環境保全型農業の推
進⑧地域通貨の活用などの実践活動を通じて、地域コミュ
ニティーの再構築を図り、地域の活性化を促進するととも
に、住民、企業、ＮＰＯ、研究者、行政等による新たな
ネットワークが構築・拡大させ、さらに地域外での連環を
作り上げる。

軽油取引税にお
ける廃食油燃料
の混合使用に対
する非課税取り
扱い

　
本プロジェクトでは、食品リサイクル法の趣旨に鑑
み、飲食店組合・旅館組合の食品関連業者の支援協
力のもと生ごみ（食品残渣）、廃食油、その他の有
機性廃棄物の分別収集を計画し、バイオマス（有機
性廃棄物）の堆肥化・廃食油の燃料化を核とし、循
環資源の再利用による、各事業の実践普及活動を行
うものである。

長
崎
県

長崎県
東アジアとの観
光交流計画

長崎県は、地理的にも歴史的にも中国、韓国をはじめとす
る東アジアとの繋がりが強く、同地域を中心とした観光振
興に力を入れてきた（外国人訪問客中約８０％がアジア
人）。国は、「外国人旅行者訪日促進戦略」の一つとして
ビジット・ジャパン・キャンペーンを実施し、２０１０年
までに訪日外国人を現在の約２倍の１，０００万人にする
ことにより、新たに約４兆３千億円の生産誘発効果及び約
２５万２千人の雇用創出効果を期待している。長崎県で
も、訪日外国人の増加は、新たな生産誘発効果と雇用創出
が見込めると考えており、今後外国人観光客の大幅な増加
を図るためには、韓国・台湾・香港人等のノービザ化、中
国におけるビザ発給対象地域の拡大、数次ビザと個人ビザ
発給、修学旅行生のノービザ化などが効果的であると考
え、地域再生のために提案する。

韓国、香港、台
湾、タイとの間
での相互主義に
よるノービザ化

日本人が韓国、香港、台湾、タイに観光目的
で訪問する場合は、それぞれ滞在期間は異な
るがノービザ措置がなされている。しかし、
韓国人、香港人、台湾人、タイ人が日本に来
る場合はビザが必要となっているので、両国
の相互主義に基づき、ノービザの措置をとっ
てほしい。

長崎県を訪問する外国人は、韓国、台湾、香港の順
で多く、ノービザが実施されると、観光客のさらな
る増加が見込まれる。このため、ホテルの建設を含
めた受入施設の充実が図られる。また、各国の人の
ニーズに合わせた新観光ルートの整備、地産地消の
推進を図るため、地場産品を活用した料理、土産物
品の開発を促進するとともに、交通アクセスの整備
が図られ、観光ガイド・インストラクターを含めた
人材の育成が図られる。
このように、観光客の増加に伴い、地域経済の活性
化及び雇用の創出が期待される。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
崎
県

長崎県
東アジアとの観
光交流計画

長崎県は、地理的にも歴史的にも中国、韓国をはじめとす
る東アジアとの繋がりが強く、同地域を中心とした観光振
興に力を入れてきた（外国人訪問客中約８０％がアジア
人）。国は、「外国人旅行者訪日促進戦略」の一つとして
ビジット・ジャパン・キャンペーンを実施し、２０１０年
までに訪日外国人を現在の約２倍の１，０００万人にする
ことにより、新たに約４兆３千億円の生産誘発効果及び約
２５万２千人の雇用創出効果を期待している。長崎県で
も、訪日外国人の増加は、新たな生産誘発効果と雇用創出
が見込めると考えており、今後外国人観光客の大幅な増加
を図るためには、韓国・台湾・香港人等のノービザ化、中
国におけるビザ発給対象地域の拡大、数次ビザと個人ビザ
発給、修学旅行生のノービザ化などが効果的であると考
え、地域再生のために提案する。

中国人団体観光
短期滞在査証の
発給対象地域の
拡大

現在、中国人団体観光ビザの発給対象地域
は、「北京市」、「上海市」、「広東省」の
３地域の住民に限られているが、天津市、山
東省、浙江省、江蘇省、遼寧省などに発給対
象地域を拡大していただきたい。

中国の人口は約１３億人であり、世界最大の人口を
有するため、観光市場の大きなマーケットとなる。
このため、現在ビザ発給地域が限定されているが、
これがさらに拡大すれば、中国からの観光客が大幅
に増大すると考えられる。これに伴い、地域経済の
活性化及び雇用創出が期待できる。

長
崎
県

長崎県
東アジアとの観
光交流計画

長崎県は、地理的にも歴史的にも中国、韓国をはじめとす
る東アジアとの繋がりが強く、同地域を中心とした観光振
興に力を入れてきた（外国人訪問客中約８０％がアジア
人）。国は、「外国人旅行者訪日促進戦略」の一つとして
ビジット・ジャパン・キャンペーンを実施し、２０１０年
までに訪日外国人を現在の約２倍の１，０００万人にする
ことにより、新たに約４兆３千億円の生産誘発効果及び約
２５万２千人の雇用創出効果を期待している。長崎県で
も、訪日外国人の増加は、新たな生産誘発効果と雇用創出
が見込めると考えており、今後外国人観光客の大幅な増加
を図るためには、韓国・台湾・香港人等のノービザ化、中
国におけるビザ発給対象地域の拡大、数次ビザと個人ビザ
発給、修学旅行生のノービザ化などが効果的であると考
え、地域再生のために提案する。

中国人で条件を
満たす場合の数
年有効数次ビザ
及び個人ビザの
発給

韓国人観光客に対しては、一定所得以上の者
又は来日経験者に５年の数次ビザが発給され
ているが、中国人に対してはこの制度がな
い。また、中国人に対する商務数次ビザやＡ
ＰＥＣビジネス数次ビザ制度はあるが、発給
実績が少ない。また、中国から日本へのビザ
については、親族の訪問、商務等の目的でし
か個人ビザが発給されず、その都度招へい状
が必要であるため、観光目的での訪日は、団
体観光以外に出来ない。このため、一定条件
を満たす中国人には。数年有効の数次ビザ及
び個人ビザを発給していただきたい。

現在、中国人に対しては、団体観光ビザでしか発給
されていないが、所得や海外渡航経験等の一定条件
を満たす中国人に数年有効の数次ビザ及び個人ビザ
が発給されれば、年間の訪日観光客は増加すると思
われる。これに伴い、地域活性化が期待できる。

長
崎
県

長崎県
東アジアとの観
光交流計画

長崎県は、地理的にも歴史的にも中国、韓国をはじめとす
る東アジアとの繋がりが強く、同地域を中心とした観光振
興に力を入れてきた（外国人訪問客中約８０％がアジア
人）。国は、「外国人旅行者訪日促進戦略」の一つとして
ビジット・ジャパン・キャンペーンを実施し、２０１０年
までに訪日外国人を現在の約２倍の１，０００万人にする
ことにより、新たに約４兆３千億円の生産誘発効果及び約
２５万２千人の雇用創出効果を期待している。長崎県で
も、訪日外国人の増加は、新たな生産誘発効果と雇用創出
が見込めると考えており、今後外国人観光客の大幅な増加
を図るためには、韓国・台湾・香港人等のノービザ化、中
国におけるビザ発給対象地域の拡大、数次ビザと個人ビザ
発給、修学旅行生のノービザ化などが効果的であると考
え、地域再生のために提案する。

中国人の修学旅
行団体に対する
ノービザ化

日本から中国への修学旅行生にはノービザで
あり、今年３月からは韓国から日本への修学
旅行生がノービザとなる予定である。このた
め、中国人の修学旅行についてもノービザ化
を図っていただきたい。

日本と中国との人的交流は年々拡大しており、特に
青少年の交流拡大は日中間の大きな課題となってい
る。この中で、日本から中国への修学旅行生はノー
ビザ措置がとられているが、中国から修学旅行生は
まだノービザ措置がとられていない。長崎県では年
間約２０校が中国に修学旅行を行い、学校間交流を
進めている。中国からの修学旅行生のノービザ化が
進めば、さらに交流が進むとともに地域経済の活性
化に繋がると思われる。

長
崎
県

長崎県
東アジアとの観
光交流計画

長崎県は、地理的にも歴史的にも中国、韓国をはじめとす
る東アジアとの繋がりが強く、同地域を中心とした観光振
興に力を入れてきた（外国人訪問客中約８０％がアジア
人）。国は、「外国人旅行者訪日促進戦略」の一つとして
ビジット・ジャパン・キャンペーンを実施し、２０１０年
までに訪日外国人を現在の約２倍の１，０００万人にする
ことにより、新たに約４兆３千億円の生産誘発効果及び約
２５万２千人の雇用創出効果を期待している。長崎県で
も、訪日外国人の増加は、新たな生産誘発効果と雇用創出
が見込めると考えており、今後外国人観光客の大幅な増加
を図るためには、韓国・台湾・香港人等のノービザ化、中
国におけるビザ発給対象地域の拡大、数次ビザと個人ビザ
発給、修学旅行生のノービザ化などが効果的であると考
え、地域再生のために提案する。

道路案内標識へ
のローマ字以外
の併記の可能化

現在、道路の案内標識は、目的地名をローマ
字併記することと決められているが、本県に
おいては、中国や韓国からの観光客も多く、
ローマ字に加え、韓国語などの記入の要望も
大きい。このため、ローマ字に加え、地域の
要望に合わせた外国語標記についても可能と
し、特定交通安全整備事業においても実施可
能としていただきたい。

道路の案内標識にローマ字以外の外国語表記を行
う。

長
崎
県

長崎県

産学官連携リー
ディングプロ
ジェクトを軸と
した地域経済再
生計画

新たな施策：「産学官連携リーディングプロジェクト」へ
の集中的投資・支援　　　　　　　　　　　　　・各地域
からの提案による「地域再生」のための研究開発に対し、
総合的な支援を行い、地域再生のリーディングプロジェク
トとして育成する。
・各省庁の競争的研究資金をパッケージ化して、省庁共管
で採択し、フォローする。
・当プロジェクトを「成功事例」とし、産学官連携のネッ
トワーク、ノウハウを蓄積し、連続的に地域再生プロジェ
クトを生み出していく。

「産学官連携
リーディングプ
ロジェクト」へ
の集中的投資・
支援

「産学官連携リーディングプロジェクト」成
功のための手法
・段階ごとの支援を「廃止」、または「連
結」し、一貫した研究開発支援を実現。
１「一貫した研究プロジェクト」
・基礎研究、応用研究、知的財産化、実用
化・製品化、商品化・事業化の流れの中に存
在する「死の谷」を克服するため、各省庁縦
割りの研究予算を連携・総合化し、政策パッ
ケージとして提供する。
２「一貫した研究評価システム」
・基礎研究から商品化・事業化に至る複数プ
ロジェクトを、同一メンバーによる評価委員
会により、一貫した責任ある評価を実現す
る。中間評価・事後評価の結果を後継プロ
ジェクトに反映させる。
３「一貫した人材支援システム」
・技術の研究開発から、事業化・製品化まで
を戦略的にマネジメントできる「目利き」人
材を、各プロジェクトに配置する。

テーマ１「海洋環境の修復と海洋資源の持続的利用
による地域再生」
  地域結集型共同研究事業（「ミクロ海洋生物の生
理機能活用技術の開発」）の成果をベースとして、
東アジアにおける海洋科学の国際的研究拠点をめざ
す。
テーマ２「医療診断技術の革新と安心・安全で質の
高い生活環境の創造による地域再生」
  都市エリア産学官連携促進事業（「ＱＯＬ医療診
断に向けた非侵襲センシング技術」）の成果をベー
スとして、医工連携によるＩＴを活用した医療診断
機器の開発拠点をめざす。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

長
崎
県

長崎県
文化施設を活用
した地域再生計
画

本県において、平成１７年の開館を目指した、新博物館・
美術館の建設が進められているが、これらを活用し、「長
崎学」の再認識や、文化芸術活動の活性化により、本県の
基幹産業である観光の振興と交流人口の拡大に努め、長崎
県の再生を図るものである。なお、施設本来の魅力、使命
を果たすためには、運営に係わる職員の資質によるところ
が大きく、質の高い職員の確保が必要であることから、学
芸員等の専門性がいる職員についての派遣期間の規制を外
すことや、地域振興施設として最大限利用するための、博
物館法の規制の改正を提案するものである。

博物館法の改正
について

知事部局所管でも博物館と定義できるように
博物館法を改正してもらいたい。

美術館、博物館に課せられた使命は社会環境、時代
の変化の中で大きく変わってきている。法律で謳う
教育委員会所管のみを博物館、それ以外は博物館相
当施設という、時代に合わない法律の整備をしてい
ただき、法律上も時代に合ったものとしていただき
たい。

長
崎
県

長崎県
文化施設を活用
した地域再生計
画

本県において、平成１７年の開館を目指した、新博物館・
美術館の建設が進められているが、これらを活用し、「長
崎学」の再認識や、文化芸術活動の活性化により、本県の
基幹産業である観光の振興と交流人口の拡大に努め、長崎
県の再生を図るものである。なお、施設本来の魅力、使命
を果たすためには、運営に係わる職員の資質によるところ
が大きく、質の高い職員の確保が必要であることから、学
芸員等の専門性がいる職員についての派遣期間の規制を外
すことや、地域振興施設として最大限利用するための、博
物館法の規制の改正を提案するものである。

公益法人等への
一般職の地方公
務員の派遣等に
関する法律の改
正について

公益法人等派遣法では、公務員の団体等への
派遣は３年を超えることができないと規定さ
れている。専門的職種（学芸員、教員）の派
遣については、年限の規制を外して柔軟に対
応できるようにしてもらいたい。

専門的職種（学芸員、教員）の派遣期間の規制を外
すことにより、継続的調査研究、運営ノウハウの蓄
積について、大きな効果がある。

熊
本
県

天草町
下田温泉地域再
生構想

　交流客の多様化するニーズに応えられるよう、地域産
業、観光資源、自然環境、文化、歴史などの様々な資源を
有効活用し、地域と行政が一体となった魅力ある地域づく
りに取り組み、地域の特性と創意工夫を活かした交流空間
づくりを実施する。

　国民保養温泉
地の指定を受け
た地域を重点的
に整備推進す
る。

　国民保養温泉地の指定を受けた地域を重点
的に整備推進する。

　国民保養温泉地として指定された下田温泉を魅力
ある地域資源を有効活用し、かつ温泉利用効果が充
分期待されるよう、温泉の有する保健的機能や周辺
の自然環境を取り入れた足湯、砂浴、露天風呂等の
整備、自然教育、学習機能を持たせた交流拠点とし
てのビジターセンター的な施設整備、生態系を配慮
した河川の環境整備など、町を実施主体として整備
する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま
た、地域住民による花いっぱい運動の展開、蛍の養
殖・放流、アヒルの飼育、鯉の放流、町ぐるみのイ
ベントなどを実施し、自然を活かした体験プログラ
ム開発、地場産業の連携強化など地域住民主体とし
た組織の確立を図る。
施設整備、組織の確立による人材の育成、雇用創
出、交流人口の増加により、地域の活性化が図ら
れ、経済効果を波及できる。

熊
本
県

牛深市

温故知新に学ぶ
牛深再生プロ
ジェクトX
（牛深よかと
こ、よか暮らし
への追求）

　本市は基幹産業の衰退や、少子高齢化、地理的条件など
課題が山積し、行政機関はもとより、全市民、全産業界に
わたり将来に対する危機感を抱いている。これらを克服す
るため、平成15年10月から、市民有志による牛深市再生プ
ロジェクトに向けての会議や討論が進められており、民間
が主体となって地域再生の方策を様々な角度から調査研究
する。
　本市の物産館である海彩館を拠点に、海を新たな玄関と
位置付け、船を活用した観光客の誘致により地元商店街の
振興、グリーンツーリズム、ブルーツーリズム等を展開
し、漁業、農業を総合的に発展させ、若者の雇用の場を創
出し人口の増加に繋げたい。

観光を含めた海
上交通実現のた
めの支援

　観光を主な目的とした不定期航路の認定。
　国土交通省（中国運輸局）が実施している
「海の駅」のモデル地区として指定。

　季節ごとに航路が変更できる観光型海上バスとし
ての機能を持たせ、熊本市や福岡市からの集客を図
る。
　また、「海の駅」のモデル地区に指定を受け、マ
リンレジャーの拠点づくり、係留施設の整備を進め
る一方、みなと町特有の風情を演出することで観光
産業を発展させる。
　その他、グリーンツーリズム、ブルーツーリズム
事業と連携し、第１次産業の新たな振興策を展開す
る。

熊
本
県

玉名市
新幹線新玉名駅
（仮称）周辺整
備構想

　許認可に係る手続きの一元化や財源支援により早急な周
辺整備につながり、観光ターミナル機能を充実させるため
駅前におけるレンタカー基地の開設や観光ルート（阿蘇、
菊池、島原、雲仙方面方面）の開発が容易になり、県北の
核としての活性化を図る。

農用地区域の除
外や農地転用許
可の判断の一元
化

農用地区域の除外や農地転用許可の判断の一
元化に関する県知事の権限を市長に移譲する
提案。

　新幹線新玉名駅（仮称）は玉名平野（約２８０
ha）の中央、農用地区域内に建設するため、農用地
区域内の建設、整備に当たっては、農用地区域の除
外や農地転用の許可が必要になり認可が下りるまで
に約半年間を有する。
　そこで、市への農用地区域の除外や農地転用許可
の判断の一元化を行なうことで手続きの緩和や迅速
な対応が可能になり、民間開発を促し活性化に繋げ
る。

熊
本
県

玉名市
新幹線新玉名駅
（仮称）周辺整
備構想

　許認可に係る手続きの一元化や財源支援により早急な周
辺整備につながり、観光ターミナル機能を充実させるため
駅前におけるレンタカー基地の開設や観光ルート（阿蘇、
菊池、島原、雲仙方面方面）の開発が容易になり、県北の
核としての活性化を図る。

道路事業（交通
結節点事業）の
採択基準の緩和

道路事業（交通結節点事業）の採択基準の緩
和。

　駅周辺整備においてアプローチ道路、駅前広場、
駐車場の整備を要するが、道路事業（交通結節点事
業）の採択基準は、駅乗降客１日５，０００人以上
となっている。
　新幹線新玉名駅（仮称）では、予測値が１日最大
で３，９００人と予想しており現状では補助の対象
にならない。需要予想が難しい新幹線新玉名駅（仮
称）に対しては、地域指定により緩和策を講じてい
ただき早期に整備を図り民間活力を活かしたまちづ
くりを行なう。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

常設の拠点から
出向いて行う
「子育て家庭地
域支援事業」の
容認

子育て親子に交流・集いの場を提供する「つ
どいの広場事業」について、常設の拠点から
出向いて事業を行う場合にも認めるように、
事業採択要件を緩和する。

面積の広い市町村においては、一ヶ所の常設拠点に
集まることが困難な住民もおり、地域内を巡回訪問
しながら当事業を実施することを可能とすることに
より、これまで利用できなかった者の利用が可能と
なる。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業の事業
採択に係る要件
緩和

国庫補助要綱において人口５万人以上の市町
村が設立するとされているファミリー・サ
ポート・センターについて、当該人口要件を
緩和し、５万人未満の人口しかない市町村に
ついても設立を可能とする。

人口５万人以上の市町村が少ない本県において当該
人口要件を緩和することにより、ファミリー・サ
ポート・センターの設立の促進を図ることが可能と
なる。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

医療的ケアを必
要とする児童生
徒に対応した支
援制度の創設

日常的・継続的に医療的行為を要する児童生
徒に対応するため、養護学校等に対して医療
機関から看護師を派遣する等医療的ケアを必
要とする児童生徒に対応する取組みについ
て、厚生労働省と文部科学省とが連携した支
援制度の創設を図る。

日常的・継続的に医療的行為を要する児童生徒に対
し、看護師による医療的ケアを提供することによ
り、当該児童生徒のＱＯＬの向上が図られるととも
に、当該看護師に係る雇用創出効果も見込まれる。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

居宅外でのホー
ムヘルプサービ
スの利用及び居
宅外送迎の可能
化

居宅外でのヘルパーの利用を認めるために、
身体障害者福祉法第四条の二第２項と知的障
害者福祉法第四条第２項の「居宅において行
われる」、児童福祉法第六条の二第２項「家
庭において行われる」を「居宅等」「家庭
等」とし、教育や生産活動などの自立のため
の活動や社会生活上不可欠な場所を含むこと
とする。
また、短期入所やデイサービスなどの送迎に
おいて「居宅」を基点としているものについ
ても、「居宅等」を基点とする。

「居宅」だけでなく、学校等地域生活をするうえ
で、不可欠な「居宅外」の場所でも、ヘルパーの活
用を可能にする。
また、居宅と事業所間のみで認められているデイ
サービス及び短期入所の送迎を、「居宅外」の場所
と事業所間との送迎を可能にする。
これにより、当人のＱＯＬの向上が図られるととも
に、ニーズに対応したホームヘルプサービス等が提
供され、これまで潜在化していたニーズが顕在化す
ることで、地域内での需要拡大にもつながる。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

ＡＬＳ患者以外
の在宅療養者へ
のヘルパーによ
るたんの吸引の
実施

現在、たんを吸引する行為は、医行為にあた
るとして、原則として医師及び看護職員にし
か認められておらず、例外的に、たんの吸引
を必要とする患者等の家族のみに認められて
いただけである。
このような患者等の生活の質（ＱＯＬ）の向
上を図るとともに、家族の負担軽減を図るた
め、ホームヘルパーについても、たんを吸引
する行為を行うことを認める。

在宅で療養している患者等のうち、頻繁にたんの吸
引が必要な者については、家族以外の者（医師及び
看護職員を除く。）によるたんの吸引を認める。
これにより、当人のＱＯＬの向上と家族の負担軽減
が図られるとともに、ニーズに対応したホームヘル
プサービスが実行され、また、これまで潜在化して
いたニーズが顕在化することで、地域内での需要拡
大にもつながる。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

中高生障害児等
の身体障害者・
知的障害者デイ
サービス利用可
能化

身体障害者及び知的障害者デイサービス事業
の年齢要件を特例的に「１８歳以上」から
「１２歳以上」に引き下げ、中高生等１２歳
から１７歳までの障害児（以下「中高生障害
児等」という。）が利用できるようにする。

中高生障害児等は、高齢者、知的障害者、身体障害
者、児童、いずれのデイサービス制度においても対
象者の年齢要件から対象外となっており、福祉コ
ミュニティ特区においてもデイサービスが利用でき
ない。
そこで、身体障害者及び知的障害者デイサービス事
業の年齢要件を特例的に１２歳に引き下げることに
より、中高生障害児等の利用を可能にする。
これを特区において認められている「指定通所介護
事業所等における知的障害者及び障害児の受入事
業」と併用することで、ニーズのある全ての障害児
者が、身近な施設を使ってサービスを受けることが
可能となり、ニーズに即したサービスの提供が可能
となるとともに、デイサービスの需要の拡大にもつ
ながる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

身体障害者の短
期入所に係る
「タイムケア」
の利用可能化

支援費制度の身体障害者短期入所に「宿泊を
伴わない短期入所（タイムケア）」を認め
る。

児童と知的障害者の介護も、身体障害者の介護も、
「短期入所」を利用する理由や原因は、介護者の疾
病その他の理由によって介護を行うことができない
場合であって、両者に殆ど差異はないと考えられ
る。全ての障害児者の地域での生活を支援するとい
う意味から、身体障害者の介護者も短期入所の「タ
イムケア」を使えるようにする

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

介護保険制度等
における障害や
年齢にとらわれ
ないサービスの
創設

地域福祉の促進を図り、身近な地域でのサー
ビス利用を一層推進するために、支援費制度
や介護保険制度において、障害や年齢にとら
われず、障害児者と高齢者とが相互に利用で
きるサービス類型を創設する。

「指定通所介護事業所等における知的障害者及び障
害児の受入事業」については、本県でも、昨年４月
に認定された「福祉コミュニティ特区」において実
施しているが、高齢者を対象とした福祉施設しか存
在しないような地域において、高齢者や障害児
（者）が身近な地域で相互に利用できるサービス類
型を創設することにより、これまで地域外の施設を
利用していた者が地域内の施設を利用することが可
能となるとともに、潜在化していたニーズの顕在化
により、サービス量の増加を図ることも可能とな
る。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

放課後児童クラ
ブの障害児受入
れに係る開設日
数要件の緩和等

放課後児童クラブの障害児受入れに係る開設
日数要件を柔軟にした上で、現在試行事業と
して行われている「障害児受入促進試行事
業」を本格実施する。

放課後児童クラブの障害児受入れに係る開設日数要
件を緩和することにより、当該クラブの設立が促進
され、児童の健全育成が図られる。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

人工授精に対す
る医療保険適用
等不妊治療に関
する公的支援の
充実

医療保険が適用されず、高額の医療費がかか
る体外受精、顕微授精に要する費用の助成の
みならず、人工授精に対する医療保険適用を
含めて、不妊治療に関する公的支援の充実を
図る。

医療保険が適用されず、人工授精等に対して医療保
険の適用等不妊治療に関する公的支援を図ることに
より、少子化対策を図るとともに、これまで子ども
を持ちたいが諦めていた者が不妊治療を受けること
により、不妊治療のニーズが拡大する。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

思春期の子ども
達への血液検査
等を実施するた
めの連携施策の
創設

生涯にわたる健康の維持・増進を図るために
は、生活習慣が確立される思春期（中高生）
の子ども達の健康の維持・増進が必要であ
る。
そこで、思春期の子ども達への身体・血液検
査、骨密度測定等各種検査等を実施すること
が可能となるよう、厚生労働省と文部科学省
とが連携した施策を構築する。

生活習慣が確立される思春期（中高生）の子ども達
の健康の維持・増進を図ることにより、長期的に見
れば、将来の生活習慣病や骨粗しょう症等を予防す
ることが可能となり、医療費の抑制効果が期待され
る。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

介護保険におけ
る在宅サービス
利用の推進

介護保険において在宅サービス利用を推進す
るため、在宅サービスと施設サービスの利用
者負担を見直す。

施設サービスにおけるホテルコストの徴収によって
利用者負担額を引き上げるとともに、在宅サービス
の利用者負担額を引き下げる等、在宅サービスと施
設サービスの利用者負担を見直すことにより、在宅
サービスの需要が拡大する。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

小規模多機能
ホームに係る介
護保険の適用

「通所」、「宿泊」、「居住」、「ホームヘ
ルプ」を一体的に提供する小規模多機能ホー
ムが、高齢者の住み慣れた地域の中により多
く展開することができるように、同施設に対
して介護保険を適用すること。

小規模多機能ホームに対して介護保険を適用するこ
とにより、痴呆高齢者等のＱＯＬの向上が図られる
とともに、在宅でのケアに係るニーズの拡大が期待
される。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

単独の居宅介護
支援事業所の設
立を促進するイ
ンセンティブの
設定

利用者本位の介護サービス計画（ケアプラ
ン）の作成を促進する趣旨から、サービス事
業所併設ではない単独の居宅介護支援事業所
の設立が促進されるよう、介護報酬の中でイ
ンセンティブが働く仕組みを構築する。

利用者本位の介護サービス計画（ケアプラン）が作
成されることにより、適切なサービスの提供がなさ
れるとともに、介護報酬の適正化にも寄与する。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

施設入所者のス
ムーズな在宅復
帰を可能にする
支援策の創設

介護保険制度の理念である「在宅サービス重
視」に資するため、施設入所者が、一時的な
帰宅体験等を通してスムーズに在宅へ復帰す
ることが可能となるよう、一時帰宅中の在宅
サービスに係る支援策の創設。

在宅復帰を促すことによって、住み慣れた地域での
生活を希望する高齢者のニーズに対応することが可
能となり、当該高齢者のＱＯＬの向上を図ることが
可能となるとともに、在宅サービスのニーズの拡大
が期待される。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

痴呆性高齢者グ
ループホームの
入所者等に係る
住所地特例の適
用

養護老人ホーム等の介護保険施設以外の施設
入所者や痴呆性高齢者グループホーム利用者
について、当該施設等が所在する市町村の負
担が過大とならないよう、特別養護老人ホー
ム入所者等と同様に住所地特例を適用するこ
と。

養護老人ホーム等の介護保険施設以外の施設入所者
や痴呆性高齢者グループホーム利用者について、特
別養護老人ホーム入所者等と同様に住所地特例を適
用することにより、これらの施設等の整備が促進さ
れ、利用者のニーズに対応したサービス提供が可能
となる。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

福祉活動を行う
ＮＰＯ法人等へ
の国庫補助制度
の適用

子育て・在宅サービスに取り組むＮＰＯ法人
等非営利で福祉活動を行う団体に係る当該福
祉活動に必要な施設・設備の整備や運営に関
する経費について、社会福祉法人同様各種国
庫補助制度の対象とする。

多様な福祉サービスの担い手が生まれることによ
り、よりニーズに即したサービスが提供され、新た
なニーズの発生も期待される。

熊
本
県

熊本県
熊本型福祉でま
ちづくり構想
（案）

熊本県では、高齢化率２２．８％と全国平均よりも高齢化
が進行し、また、少子化も進んでいる。そのような中、家
族機能の変化や地域相互扶助の希薄化など、家庭や子ど
も・高齢者を取り巻く環境が大きく変化している状況にあ
る。
そこで、地域特性を活かした多様なサービスが展開される
「熊本モデル」の確立を目指し、レスパイトケア施策の推
進、少子化対策の推進、高齢者支援施策の充実及び地域福
祉の推進を一体的に取り組む。
これにより、福祉サービスのニーズ拡大やＮＰＯ等新たな
事業主体の誕生等地域経済活性化と地域雇用創造を図りな
がら、誰もが、住みたいと思う地域で、健康でその人らし
く自立して暮らすことができるよう、ユニバーサルデザイ
ンの理念の下、地域社会と行政とがパートナーシップを図
り、住みやすいまちづくりを推進する。

県営住宅と福祉
施設との合築に
係る総合補助金
の創設等

地域福祉の推進を図るため、ボランティア・
ＮＰＯ等が、公営施設の一部を活動拠点とし
て介護や子育てに関する相談窓口や育児サー
クルなどを行う場合に、当該事業に必要な設
備整備について社会福祉法人等と同様に国庫
補助対象とするとともに、県営住宅と福祉施
設とを合築する場合における総合的な補助金
の創設

ボランティア・ＮＰＯ等が、公営施設の一部を活動
拠点として介護や子育てに関する相談窓口や育児
サークルなどを行うことにより、より地域に密着し
たサービスが提供されるとともに、県営住宅と福祉
施設との合築を推進することにより、少子高齢化の
進展の中で、身近なところでの地域福祉の拠点の創
設が可能となる。
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名

提案主体
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地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

熊本県
熊本セミコンダ
クタ・フォレス
ト構想

半導体関連産業の集積が進んでいる地域（「旧テクノポリ
ス圏域」）において、地域のポテンシャルを最大限に活か
した地域経済の活性化を図るため、「熊本県半導体産業特
区」の着実な推進に加え、土地利用に関する権限移譲や各
種施策の集中・連携等国の支援措置を受けることにより、
「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」の実現に弾みを
つける。

国の提案公募型
研究開発プロ
ジェクト等に地
域再生枠を設定

各省庁毎の提案公募型研究開発プロジェクト
について、地域における効率的な事業実施及
び施策の集中を図る観点から研究開発費の地
域再生枠を設定する。

国等の公募型研究開発プロジェクトである次の事業
について、「地域再生枠」を設定して重点配分す
る。
・地域新生コンソーシアム研究開発事業
・地域新規産業創造技術開発費補助金
・創造技術開発支援事業
・地域活性化創造技術研究開発補助金
・中小企業経営革新事業費補助金
・地域産業集積中小企業等活性化補助金
・大学発事業創出実用化研究開発助成事業
・産業技術研究助成事業
・戦略的基盤技術力強化事業
・大学発ベンチャー創出のための事業
・産学官共同研究推進のためのマッチングファンド

熊
本
県

熊本県
熊本セミコンダ
クタ・フォレス
ト構想

半導体関連産業の集積が進んでいる地域（「旧テクノポリ
ス圏域」）において、地域のポテンシャルを最大限に活か
した地域経済の活性化を図るため、「熊本県半導体産業特
区」の着実な推進に加え、土地利用に関する権限移譲や各
種施策の集中・連携等国の支援措置を受けることにより、
「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」の実現に弾みを
つける。

工業用地開発に
係る農地転用の
許可権限を都道
府県知事に移譲

４ヘクタールを越える農地転用の許可権限に
ついて、農林水産大臣から都道府県知事に移
譲する。

企業ニーズに対応した企業誘致環境の整備を図るた
め、都道府県知事の判断による工業用地開発を可能
とする。

熊
本
県

熊本県
熊本セミコンダ
クタ・フォレス
ト構想

半導体関連産業の集積が進んでいる地域（「旧テクノポリ
ス圏域」）において、地域のポテンシャルを最大限に活か
した地域経済の活性化を図るため、「熊本県半導体産業特
区」の着実な推進に加え、土地利用に関する権限移譲や各
種施策の集中・連携等国の支援措置を受けることにより、
「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」の実現に弾みを
つける。

工業用地開発に
係る開発行為の
許可権限を市町
村長に移譲

区域区分が定められていない都市計画区域内
で3,000平方メートル以上の開発行為を行う
場合の許可権限について、都道府県知事から
市町村長へ移譲する。

企業ニーズに対応した企業誘致環境の整備を図るた
め、市町村長の判断による工業用地開発を可能とす
る。

熊
本
県

熊本県
熊本セミコンダ
クタ・フォレス
ト構想

半導体関連産業の集積が進んでいる地域（「旧テクノポリ
ス圏域」）において、地域のポテンシャルを最大限に活か
した地域経済の活性化を図るため、「熊本県半導体産業特
区」の着実な推進に加え、土地利用に関する権限移譲や各
種施策の集中・連携等国の支援措置を受けることにより、
「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」の実現に弾みを
つける。

地域雇用機会増
大促進支援事業
の実施地域の要
件緩和

「地域雇用機会増大促進支援事業」につい
て、地域再生計画を策定して雇用対策に取り
組む雇用機会増大促進地域以外の地域につい
ても実施できるよう要件を緩和する。

　半導体産業の振興と相まって、その雇用機会増大
効果を図るための以下のような取組を行う。
・くまもとテクノ産業財団で実施している「ネット
ワーク型半導体教育・研修講座」や国内外留学等に
よる地域人材育成
・ヘッドハンティング会社等による人材の勧誘等
・労務管理、人事戦略等に係る地域内外の専門家に
よるコンサルティング支援

熊
本
県

熊本県
地域農林業再生
構想（案）

農村地域では、過疎化、高齢化が進むとともに、後継者不
足や遊休農地の増加に直面しており、特に中山間地域にお
いては、地域農業の担い手確保が深刻な課題となってい
る。このため、担い手の確保が困難な地域を対象に補助事
業採択要件の見直しによる担い手の育成・確保を図るとと
もに、特に担い手の確保が著しく困難な地域においては、
地域農業の核であるＪＡの農業経営事業への参入の途を開
き、併せて中山間地域等直接支払い制度の対象とすること
により、ＪＡ自らも地域農業の担い手として位置づける。
また、森林の間伐促進、総合的なシカ対策の実施等の多面
的機能の発揮に資する取組拡大や、都市と農山村との交流
促進により、地域農林業の活性化と雇用の創造を図る。

農林水産省所管
補助事業の要件
緩和

中山間地域においては、農林水産省補助事業
採択の要件「３戸要件」を認定農業者（法人
を含む）に限り個人補助を容認するととも
に、補助対象となる機械・施設を地域条件に
合わせた提案方式とする。この一つとして、
農業機械の導入時における整理合理化通達適
用を除外する。

生産条件が厳しいだけでなく、地域間の特異性が強
い中山間地域において、それぞれの地域条件に適合
した補助事業（例えばグレンタンク無しの自脱型コ
ンバインの事業対象容認等）を、地域農業の担い手
である認定農業者（法人を含む）が実施する。

熊
本
県

熊本県
地域農林業再生
構想（案）

農村地域では、過疎化、高齢化が進むとともに、後継者不
足や遊休農地の増加に直面しており、特に中山間地域にお
いては、地域農業の担い手確保が深刻な課題となってい
る。このため、担い手の確保が困難な地域を対象に補助事
業採択要件の見直しによる担い手の育成・確保を図るとと
もに、特に担い手の確保が著しく困難な地域においては、
地域農業の核であるＪＡの農業経営事業への参入の途を開
き、併せて中山間地域等直接支払い制度の対象とすること
により、ＪＡ自らも地域農業の担い手として位置づける。
また、森林の間伐促進、総合的なシカ対策の実施等の多面
的機能の発揮に資する取組拡大や、都市と農山村との交流
促進により、地域農林業の活性化と雇用の創造を図る。

補助金で建設し
た施設の目的外
使用の容認

補助金で建設した施設のうち一定の期間を経
過したものの目的外使用の容認

一定期間を過ぎ当初目的を果たさなくなった補助金
で建設した施設等の目的外使用を認め、ＪＡ等によ
る有効利用を図る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

熊本県
地域農林業再生
構想（案）

農村地域では、過疎化、高齢化が進むとともに、後継者不
足や遊休農地の増加に直面しており、特に中山間地域にお
いては、地域農業の担い手確保が深刻な課題となってい
る。このため、担い手の確保が困難な地域を対象に補助事
業採択要件の見直しによる担い手の育成・確保を図るとと
もに、特に担い手の確保が著しく困難な地域においては、
地域農業の核であるＪＡの農業経営事業への参入の途を開
き、併せて中山間地域等直接支払い制度の対象とすること
により、ＪＡ自らも地域農業の担い手として位置づける。
また、森林の間伐促進、総合的なシカ対策の実施等の多面
的機能の発揮に資する取組拡大や、都市と農山村との交流
促進により、地域農林業の活性化と雇用の創造を図る。

ＪＡ自らによる
農業経営事業の
容認

担い手の確保が著しく困難な地域において
は、ＪＡが農地を借りて自ら農業経営を行う
ことを認める。また、その場合、ＪＡを中山
間地域直接支払い制度の対象とする。

ＪＡ自らが農地を借りて農業経営を行う途を開き、
借り手のいない優良農地等をＪＡが総合的に有効活
用し、食料自給率の向上や多面的機能の維持等を図
る。また、その場合、中山間地域直接支払い制度に
ＪＡを対象とすることで支援を行い、食料自給率の
向上や多面的機能の維持等の一層の推進を図る。

熊
本
県

熊本県
地域農林業再生
構想（案）

農村地域では、過疎化、高齢化が進むとともに、後継者不
足や遊休農地の増加に直面しており、特に中山間地域にお
いては、地域農業の担い手確保が深刻な課題となってい
る。このため、担い手の確保が困難な地域を対象に補助事
業採択要件の見直しによる担い手の育成・確保を図るとと
もに、特に担い手の確保が著しく困難な地域においては、
地域農業の核であるＪＡの農業経営事業への参入の途を開
き、併せて中山間地域等直接支払い制度の対象とすること
により、ＪＡ自らも地域農業の担い手として位置づける。
また、森林の間伐促進、総合的なシカ対策の実施等の多面
的機能の発揮に資する取組拡大や、都市と農山村との交流
促進により、地域農林業の活性化と雇用の創造を図る。

シカの捕獲対策
（環境省）と防
除対策（林野
庁）の一元化

緑の財産である森林をシカ被害から守るた
め、市町村や森林組合が実施する事業で箱わ
な、囲いわなに限り、狩猟免許がいらない等
の条件緩和による捕獲対策を可能とし、併せ
て防護柵や防護ネットによる防除対策を組み
合わせて総合的なシカ対策を実施できるよ
う、環境省と林野庁の事業を一元化する。

緑の財産である森林をシカ被害から守るため、市町
村や森林組合が実施する事業で箱わな、囲いわなに
限り、狩猟免許がいらない等の条件緩和による捕獲
対策と防護柵や防護ネットによる防除対策を森林整
備事業及び森林病害虫等防除対策事業の要件を改善
して総合的に実施する。

熊
本
県

熊本県
地域農林業再生
構想（案）

農村地域では、過疎化、高齢化が進むとともに、後継者不
足や遊休農地の増加に直面しており、特に中山間地域にお
いては、地域農業の担い手確保が深刻な課題となってい
る。このため、担い手の確保が困難な地域を対象に補助事
業採択要件の見直しによる担い手の育成・確保を図るとと
もに、特に担い手の確保が著しく困難な地域においては、
地域農業の核であるＪＡの農業経営事業への参入の途を開
き、併せて中山間地域等直接支払い制度の対象とすること
により、ＪＡ自らも地域農業の担い手として位置づける。
また、森林の間伐促進、総合的なシカ対策の実施等の多面
的機能の発揮に資する取組拡大や、都市と農山村との交流
促進により、地域農林業の活性化と雇用の創造を図る。

森林整備事業及
び森林病害虫等
防除対策事業の
要件緩和

緑の財産である森林をシカ被害から守るた
め、市町村や森林組合が実施する事業で箱わ
な、囲いわなに限り、狩猟免許がいらない等
の条件緩和による捕獲対策を可能とし、併せ
て防護柵や防護ネットによる防除対策を組み
合わせて総合的なシカ対策を実施するため、
森林整備事業及び森林病害虫等防除対策事業
の要件を改善して総合的に実施可能とする。

緑の財産である森林をシカ被害から守るため、市町
村や森林組合が実施する事業で箱わな、囲いわなに
限り、狩猟免許がいらない等の条件緩和による捕獲
対策と防護柵や防護ネットによる防除対策を森林整
備事業及び森林病害虫等防除対策事業の要件を改善
して総合的に実施する。

熊
本
県

熊本県
地域農林業再生
構想（案）

農村地域では、過疎化、高齢化が進むとともに、後継者不
足や遊休農地の増加に直面しており、特に中山間地域にお
いては、地域農業の担い手確保が深刻な課題となってい
る。このため、担い手の確保が困難な地域を対象に補助事
業採択要件の見直しによる担い手の育成・確保を図るとと
もに、特に担い手の確保が著しく困難な地域においては、
地域農業の核であるＪＡの農業経営事業への参入の途を開
き、併せて中山間地域等直接支払い制度の対象とすること
により、ＪＡ自らも地域農業の担い手として位置づける。
また、森林の間伐促進、総合的なシカ対策の実施等の多面
的機能の発揮に資する取組拡大や、都市と農山村との交流
促進により、地域農林業の活性化と雇用の創造を図る。

森林環境保全整
備事業のうち特
定間伐に係る要
件緩和

緊急間伐団地の団地設定の容易化又は廃止、
特定間伐の実施における伐り捨て間伐の補助
対象化、補助対象齢級を１１齢級まで引き上
げ等の事業要件の緩和により、森林整備を促
進する。

現行の補助制度の要件を緩和することにより、間伐
を促進し、山村の雇用拡大に繋げ、山村振興を図
る。

熊
本
県

熊本県
熊本県建設産業
振興プラン
（案）

地域経済の発展と雇用を支える基幹産業となっている本県
建設業は、建設投資がピーク時に比べ約３割減少し、深刻
な供給過剰状態となり、経営状況が他の産業に比べて急速
に悪化している。このような中、地域の経済を活性化し、
雇用を確保するとともに、県民に対して良質な社会資本を
提供していくため、「技術と経営に優れた建設産業」、
「社会に貢献する建設産業」、「透明で公正な市場環境づ
くり」を柱として、建設事業者の自助努力による取組みに
対して県が支援を行うこととしている。今後、建設事業者
の新規成長分野への参入を誘導するため、新規成長分野進
出に対する専門アドバイザーの派遣、規制緩和、融資面で
の弾力的運用等に取り組む。

農業進出に係る
中小企業関係制
度融資の対象化

中小企業が農業分野に参入する場合の施設・
設備の整備（農業用倉庫の建設、農業機械の
購入など）について、中小企業金融公庫の融
資対象とする。

新市場の動向や進出に当たっての規制・融資制度等
に係る情報提供、専門アドバイザーの派遣等によ
り、建設事業者の新規成長分野への参入を支援す
る。

熊
本
県

熊本県
熊本県建設産業
振興プラン
（案）

地域経済の発展と雇用を支える基幹産業となっている本県
建設業は、建設投資がピーク時に比べ約３割減少し、深刻
な供給過剰状態となり、経営状況が他の産業に比べて急速
に悪化している。このような中、地域の経済を活性化し、
雇用を確保するとともに、県民に対して良質な社会資本を
提供していくため、「技術と経営に優れた建設産業」、
「社会に貢献する建設産業」、「透明で公正な市場環境づ
くり」を柱として、建設事業者の自助努力による取組みに
対して県が支援を行うこととしている。今後、建設事業者
の新規成長分野への参入を誘導するため、新規成長分野進
出に対する専門アドバイザーの派遣、規制緩和、融資面で
の弾力的運用等に取り組む。

農業進出に係る
中小企業信用保
険制度の適用

中小企業が農業分野に参入する場合の施設・
設備の整備（農業用倉庫の建設、農業機械の
購入など）について、中小企業信用保険制度
の対象とする。

新市場の動向や進出に当たっての規制・融資制度等
に係る情報提供、専門アドバイザーの派遣等によ
り、建設事業者の新規成長分野への参入を支援す
る。
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都道
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名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

熊本県
熊本県建設産業
振興プラン
（案）

地域経済の発展と雇用を支える基幹産業となっている本県
建設業は、建設投資がピーク時に比べ約３割減少し、深刻
な供給過剰状態となり、経営状況が他の産業に比べて急速
に悪化している。このような中、地域の経済を活性化し、
雇用を確保するとともに、県民に対して良質な社会資本を
提供していくため、「技術と経営に優れた建設産業」、
「社会に貢献する建設産業」、「透明で公正な市場環境づ
くり」を柱として、建設事業者の自助努力による取組みに
対して県が支援を行うこととしている。今後、建設事業者
の新規成長分野への参入を誘導するため、新規成長分野進
出に対する専門アドバイザーの派遣、規制緩和、融資面で
の弾力的運用等に取り組む。

農業に参入する
場合の農業制度
資金の利用可能
化

農業制度資金のうち農業経営改善関係資金に
ついて、農業の実績がなければ貸付を受けら
れないため、特区で認められた新規参入の場
合でも貸付を受けられるよう貸付対象者要件
（農業粗生産額、農業従事日数等）を緩和す
る。

新市場の動向や進出に当たっての規制・融資制度等
に係る情報提供、専門アドバイザーの派遣等によ
り、建設事業者の新規成長分野への参入を支援す
る。

熊
本
県

人吉市
南九州の拠点都
市づくり構想

平成元年の九州縦貫自動車道八代－人吉間の開通、同７年
の人吉ーえびの間の開通により、交通網の整備が図られ、
各地へのアクセス時間の短縮へとつながりました。本市
は、特に南九州３県のほぼ中央に位置しており、その地理
的・歴史的条件を最大限に活用して、南九州の物流の拠
点、観光の拠点、文化の拠点、交流の拠点都市として地域
の再生を目指すものです。

工業団地造成利
子補給金事務処
理要領の用語定
義の拡大

梢山工業団地の造成工事にあたり、経済産業
省の工業団地造成利子補給金の交付を受けて
いるが、製造業等以外への用地売却、貸与に
おいて制限があるため、企業誘致等において
障壁となっており、制限の緩和をお願いする
ものです。
具体的には、通商産業省５１立局第５８６号
「工業団地造成利子補給金事務処理要領1.2
用語の定義について」において、その範囲を
拡大し、同要領に規定される製造業等の範囲
を日本標準産業分類に分類されるすべての業
種に拡大していただきたいものです。

工業団地造成利子補給金事務処理要領に定義された
「工業用地」の取扱いを拡大することにより、これ
まで不可とされてきた業種の梢山工業団地への企業
誘致の可能性が高まるとともに、企業誘致による当
地域における雇用創出が期待でき、相乗効果による
地域活性化が同様に期待できるものです。

熊
本
県

人吉市
ツーリズムを活
用した地域再生
構想

自然、歴史、文化と有形無形の財産を多数有する本市の地
理的・歴史的優位性を最大限に活かして、都市部の人々と
の交流の機会を増やすためにも、様々なツーリズムの可能
性を模索し、実践することにより、新たな産業の創出と交
流人口の増加がもたらす地域の活性化により地域の再生を
目指すものです。

農林水産省所管
の補助事業によ
り整備された施
設の処分制限期
間の短縮

本市において、農家民泊を活用したスポーツ
合宿誘致構想が検討されようとしている中
で、農家民泊では農家の規模により需要に応
じきれない場合が想定される。現在検討され
ている農村地域において、農林水産省の補助
事業（中山間地域農村活性化総合整備事業）
により整備した施設（活性化センター）が設
置されているが、地域の高齢化・人口減少等
で有効活用されていない面がある。当該施設
は補助事業の制度の趣旨からして宿泊が不可
とされており、この施設の有効活用という面
からも宿泊を可能とすることにより、スポー
ツ合宿受入れの可能性や交流人口の増加等、
農家所得向上と地域の活性化が図られるもの
である。
具体的には、当該施設が補助金等に係る予算
の執行の適正化に関する法律第２２条及び同
法施行令第１４条第１項第２号の規定に基づ
き、農林畜水産業関係補助金等交付規則第５
条（別表）でその処分制限期間が３８年と規
定されていることから、これを処分制限期間
１０年に短縮していただき、利用目的の拡大
を図ることにより施設の有効利用と農村地域
の活性化、ひいては雇用の創出を誘発させる
契機としたい。

スポーツ合宿を農家民泊を主体とする農村地域で受
入れ、合宿のメニューの中に農業体験等を盛り込
み、農村地域の人々との交流を図ることにより、合
宿に参加した児童･生徒･学生の情操教育に資すると
ともに、地域への入込み客数の増加と地域農家の所
得向上を図る。

熊
本
県

大津町

「からいも」が
育む地産地消～
地産地消による
地域再生～

本町の代表的な農産物「からいも」をイメージキャラク
ターとして食の安全・スローライフをテーマとする独自の
地産地消をめざしたい。消費者にとって安心な食べ物を提
供する場に商店街の空店舗を活用し、商店街の活性化や経
済的効果を期待している。また新たなからいも加工品の開
発は、観光などにも結びつけることができると考えてい
る。今後は、町全体を安心というイメージにより各種の整
備を行い、地域の活性化を図っていく。

特産品の開発
からいもを使ったまったく新しい製品開発の
ための財政支援・大学、企業との連携支援

工業製品としての商品開発・地域特産物としての加
工品の開発

熊
本
県

大津町

「からいも」が
育む地産地消～
地産地消による
地域再生～

本町の代表的な農産物「からいも」をイメージキャラク
ターとして食の安全・スローライフをテーマとする独自の
地産地消をめざしたい。消費者にとって安心な食べ物を提
供する場に商店街の空店舗を活用し、商店街の活性化や経
済的効果を期待している。また新たなからいも加工品の開
発は、観光などにも結びつけることができると考えてい
る。今後は、町全体を安心というイメージにより各種の整
備を行い、地域の活性化を図っていく。

空店舗対策 起業支援として財政支援 空店舗等を活用する場合の財政支援
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

熊本県小
国町

食資源、森林資
源、温泉などを
生かした健康の
里づくり

食材、温泉、森林など、地元のさまざまな資源を活用し
て、グリーンツーリズムやアグリツーリズムと連携した健
康関連商品を提供していき、健康維持意識の高い観光客や
消費者へ健康の里としてアピールすることにより、健康関
連の産業を育成し、地域経済の活性化を図っていく。温泉
などを利用したテーラーメイド型の健康増進プログラムの
提供を目指し、人材の育成や、施設の整備を行うととも
に、地元食材に機能性食品としての付加価値をつけるなど
の取組みを行っていく。事業の推進に当たっては、産・
学・官によるコンソシアムにより、科学的根拠に基づい
た、質の高い健康サービス産業の創造を目指す。

根拠に基づいた
健康増進プログ
ラムへの公的医
療保険の適用

温泉クア療法などのような疾病の予防やリハ
ビリテーションを目的とした療法、森林浴や
機能性食品の摂取など、健康維持を目的とし
た活動が、科学的根拠が十分に実証されてい
て、適切な管理の基に行われていれば、公的
医療保険が適用できるようにしていく。

温泉クア療法や森林浴などの健康増進プログラムの
処方や実践アドバイスをする指導員の育成を行って
いく。同時にそれらの指導員の活動施設を整備して
いく。このことにより、地域に新たな魅力と雇用の
場を創出していく。

熊
本
県

矢部町
統廃合による小
学校跡地の活用

少子・高齢化が特に進む本町にとって小中学校（１０校前
後）の統合後の跡地を有効利用は急務である。地域が主体
となってこのような廃校を利用して農村体験型宿泊施設な
どの活用を今後推し進めることで雇用の創出、地域活性化
を図る。

・統廃合による
小学校跡地の活
用
・農家民泊
・農作業体験に
伴う諸規制の緩
和

・建設後の償還期間を過ぎていないもため跡
地利用が出来ないとされている小中学校の施
設の有効利用

自然の学校体験、地元の住民が先生となり、農業体
験や農産加工体験、自然体験など多彩な催しを実
施、合宿や林間学校などの宿泊施設として利用す
る。料理等の食材は地元産を利用する。

熊
本
県

本渡市

事業用地取得分
における農地の
所有権移転に関
する支援措置

現在の農地法では、事業用地として取得予定の農地につい
て、当初計画の断念により事業計画が消失した場合、所有
権移転の許可が下りず登記が不可能となる。売買契約を交
わしたにもかかわらず、仮登記のままとなり、その後の事
業実施まで本登記ができないことから、取得した自治体に
とっても地権者にとっても多大な問題が生じることとな
る。そのため、具体的な事業計画が確定しない段階での所
有権移転の許可ができるよう支援措置をお願いしたい。

事業用地取得分
における農地の
所有権移転に関
する支援措置

農地法第５条第２項における許可できないと
される要件の緩和

熊
本
県

本渡市
中心市街地周辺
総合活性化事業

中心市街地の活性化を図るためには、区域内に存在する文
化施設や商業施設、観光施設を有機的に連結し改修、整備
を行うことが必要です。これらの事業にはそれぞれの省庁
で補助制度がありますが、これらを集中的に投入すること
で事業効果を高め、観光客の増加をはじめ、中心市街地の
総合的な活性化を図るものです。

各種補助事業の
集中的な投入

文化施設や商業施設、観光施設を有機的に連
結し改修、整備を行うため、それぞれの省庁
で補助制度を集中的に投入することで事業効
果を高め、観光客の増加をはじめ、中心市街
地の総合的な活性化を図るもの。

区域内に存在する文化施設や商業施設、観光施設を
有機的に連結し、観光客の誘致や地元住民の憩いの
場となるようなゾーンを形成します。そのために
は、周辺の区画整理（家屋の移転や商店街の再構
築）や祗園橋周辺の公園化、切支丹館の改修整備、
連絡道路の整備、旧ニチイビルの改修など一連の事
業が必要となります。これらの事業にはそれぞれの
省庁で補助制度がありますが、これらを集中的に投
入することで事業効果を高め、観光客の増加をはじ
め、中心市街地の総合的な活性化を図るものです。

熊
本
県

菊池市
いってみたい農
山村・やってみ
たい農林業

地域再生構想の目標として、「いってみたい農山村、やっ
てみたい農林業」を掲げた、いってみたい農山村とは、そ
こで心が満たされ、癒された消費者の気持ちであり、やっ
てみたい農林業とは、そこで、独自のサービスをしたい個
人の気持ちである。この思いが多様な形で実現しやすい環
境づくりを積極的に進めたいと考える。そのためには、ま
ず、やる気のある人材を積極的に受入れ、そのやる気を技
術面、情報面、資金面そして、食育面からサポートしたい
と考えている。特に、異業種で培われたノウハウを農業の
分野で大いに活かし、独自のサービスを数多く消費者に提
供されることを期待するものである。このサービスが、地
域の活力、魅力となり、「またいってみたい農山村、もっ
とやってみたい農林業」につながるものと考える。

農業法人に対す
る就農相談、就
農訓練業務の委
託

行政サービスの民間開放：行政またはその関
連団体が行う就農相談、就農訓練に関する業
務の一部を農業法人に対しその能力に応じて
段階的に開放されたい。

委託を受けた農業法人は、関係機関と連携し広く就
農希望者を募集するとともに、新たに農業参入され
たい方々に対する就農相談はじめ、地域において新
規に就農された方に対し、栽培指導や経営指導な
ど、農業経営に関する様々な支援を行いながら、そ
の円滑な就農を促すこととする。その後、地域再生
に向け、やる気と様々なノウハウを持つ就農者と共
に、多様な経営体の創出や様々なサービスの提供を
はじめ、将来の農業担い手の育成、安全安心な食料
の安定提供、地域産業（雇用）の創出を促進したい
と考えている。
なお、この委託事業により生じる直接的な効果とし
て、新規就農者に対する地域に密着した実践的かつ
きめ細やかな支援体制の充実、雇用のミスマッチの
解消、失業者対策などがある。

熊
本
県

菊池市
いってみたい農
山村・やってみ
たい農林業

地域再生構想の目標として、「いってみたい農山村、やっ
てみたい農林業」を掲げた、いってみたい農山村とは、そ
こで心が満たされ、癒された消費者の気持ちであり、やっ
てみたい農林業とは、そこで、独自のサービスをしたい個
人の気持ちである。この思いが多様な形で実現しやすい環
境づくりを積極的に進めたいと考える。そのためには、ま
ず、やる気のある人材を積極的に受入れ、そのやる気を技
術面、情報面、資金面そして、食育面からサポートしたい
と考えている。特に、異業種で培われたノウハウを農業の
分野で大いに活かし、独自のサービスを数多く消費者に提
供されることを期待するものである。このサービスが、地
域の活力、魅力となり、「またいってみたい農山村、もっ
とやってみたい農林業」につながるものと考える。

教育、福祉、医
療、環境、農林
業の枠を越え生
活者の視点に
立った食育の推
進

各種施策の集中：各府省で行われるであろう
食育関連施策（ソフト面）を、効率的かつ一
元的に地域と連携しながら、その地域に集中
して行われたい。

国からの支援を受け、関係部局、関係者団体が一体
となって、事業主体（市、農業法人、その他企業団
体）が行う消費者教育、食育理解の活動、啓発を積
極的に支援する。特に消費者教育については、地域
及びその周辺にあるスーパー、量販店、農産物直売
所、飲食店、学校、病院、福祉施設、公共施設など
にポスター等の掲示を行うとともに、安全で安心で
きる地域農産物の購買が自分たちの地域・環境・食
を守るという観点から、その購買意欲の向上（意識
改革）を図る手立てをあらゆる面から重点的かつ積
極的に講じることとしたい。生活者の視点に立った
食育の推進は、効果的に農山村や農林業への関心の
高まりにつながり、このことが、多様な農業経営体
の育成にも大きく作用することとなる。
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具体的事業の実施内容

熊
本
県

菊池市
いってみたい農
山村・やってみ
たい農林業

地域再生構想の目標として、「いってみたい農山村、やっ
てみたい農林業」を掲げた、いってみたい農山村とは、そ
こで心が満たされ、癒された消費者の気持ちであり、やっ
てみたい農林業とは、そこで、独自のサービスをしたい個
人の気持ちである。この思いが多様な形で実現しやすい環
境づくりを積極的に進めたいと考える。そのためには、ま
ず、やる気のある人材を積極的に受入れ、そのやる気を技
術面、情報面、資金面そして、食育面からサポートしたい
と考えている。特に、異業種で培われたノウハウを農業の
分野で大いに活かし、独自のサービスを数多く消費者に提
供されることを期待するものである。このサービスが、地
域の活力、魅力となり、「またいってみたい農山村、もっ
とやってみたい農林業」につながるものと考える。

金融機関（非農
林系）による経
営ノウハウ、事
業資金の円滑な
提供

施策の利便性の向上：地域再生構想の実現に
向けて事業する主体（個人、法人）を対象
に、金融機関による経営ノウハウの提供、事
業主体の能力と事業内容により国又は金融機
関が債務を保証し低利の資金調達が可能とな
る施策を地域を限定して行われたい。

地域再生構想の実現に向け事業を行う農業法人及び
新規に就農した個人は、金融機関からの情報や資金
を個人の能力に応じて円滑に受けることで、独自の
目標に向けて、これまで培った技術、ノウハウと自
然（農山村）の生かした様々サービスや物を提供す
ることが容易となる。特に農業法人は、生産活動だ
けでなく、加工、販売をはじめ様々な事業を行う機
能を有しているが、融資を受ける際、債務保証を経
営者個人に負う仕組みがあることが、新たな事業に
挑戦する上で大きな障害となっている。この障害を
個人の能力と事業内容によって軽減されれば、新た
な事業にチャレンジする個人、法人が多く生まれ、
また、失敗しても再度挑戦できる環境ができること
が、多様な農業経営体の育成、様々なサービス提供
の原動力となる。

熊
本
県

熊本市
水前寺江津湖公
園活性化構想

　水前寺江津湖公園を熊本市の新しい観光スポットとして
県内外にアピールするため、水と緑の豊かな自然環境を有
する水前寺江津湖公園を多面的に整備する。具体的には、
同公園の５０ヘクタールに及ぶ江津湖の水質の適正化や動
植物の生態系を回復させるため、大学等と連携しバイオマ
ス資源の利活用を図る。バイオマスにより得られたエネル
ギーは観光イルミネーションとして公園内で利用。また、
同時に江津湖に隣接する動植物園内で豊富な水に恵まれた
立地条件を活かし、カバの繁殖を行い、園内でカバの群れ
を見学できる仕掛けをつくる。
　また、環境にやさしい路面電車を動植物園前まで延伸す
ることで、熊本駅から熊本城を経て動植物園まで乗り換え
なしの一本の軌道で結び、観光アクセスの強化を図りなが
ら、パークアンドライド実施による、環境保全、渋滞緩
和、交通円滑化に取り組む。

路面電車の早期
延伸のための手
続き迅速化

路面電車延伸に係る軌道特許申請の迅速化な
ど・・特許申請の標準的な審査期間（５～
８ヶ月）の期間短縮を要望するもの。また、
都市局と鉄道局に許認可手続きがまたがるた
め、一元化や連携強化を要望するもの。

１．実施内容・・路面電車を動植物園まで約８００
ｍほど延伸する。２．効果・・交通アクセスの利便
性向上、観光客の回遊性向上

熊
本
県

熊本市
水前寺江津湖公
園活性化構想

　水前寺江津湖公園を熊本市の新しい観光スポットとして
県内外にアピールするため、水と緑の豊かな自然環境を有
する水前寺江津湖公園を多面的に整備する。具体的には、
同公園の５０ヘクタールに及ぶ江津湖の水質の適正化や動
植物の生態系を回復させるため、大学等と連携しバイオマ
ス資源の利活用を図る。バイオマスにより得られたエネル
ギーは観光イルミネーションとして公園内で利用。また、
同時に江津湖に隣接する動植物園内で豊富な水に恵まれた
立地条件を活かし、カバの繁殖を行い、園内でカバの群れ
を見学できる仕掛けをつくる。
　また、環境にやさしい路面電車を動植物園前まで延伸す
ることで、熊本駅から熊本城を経て動植物園まで乗り換え
なしの一本の軌道で結び、観光アクセスの強化を図りなが
ら、パークアンドライド実施による、環境保全、渋滞緩
和、交通円滑化に取り組む。

路面電車延伸に
係る補助金の重
点配分

路面電車関係の支援制度の統合・・国土交通
省が所管する路面電車延伸にかかる補助金の
統合や補助対象の拡大を要望するもの。（路
面電車走行空間改築事業、都市再生交通拠点
整備事業など）

１．実施内容・・路面電車を動植物園まで約８００
ｍ延伸する。２．効果・・交通アクセスの利便性向
上

熊
本
県

熊本市
水前寺江津湖公
園活性化構想

　水前寺江津湖公園を熊本市の新しい観光スポットとして
県内外にアピールするため、水と緑の豊かな自然環境を有
する水前寺江津湖公園を多面的に整備する。具体的には、
同公園の５０ヘクタールに及ぶ江津湖の水質の適正化や動
植物の生態系を回復させるため、大学等と連携しバイオマ
ス資源の利活用を図る。バイオマスにより得られたエネル
ギーは観光イルミネーションとして公園内で利用。また、
同時に江津湖に隣接する動植物園内で豊富な水に恵まれた
立地条件を活かし、カバの繁殖を行い、園内でカバの群れ
を見学できる仕掛けをつくる。
　また、環境にやさしい路面電車を動植物園前まで延伸す
ることで、熊本駅から熊本城を経て動植物園まで乗り換え
なしの一本の軌道で結び、観光アクセスの強化を図りなが
ら、パークアンドライド実施による、環境保全、渋滞緩
和、交通円滑化に取り組む。

都市公園内駐車
場を利用した
パークアンドラ
イド

都市公園駐車場のパークアンドライド利用に
おける規制緩和・・・都市公園法で公共駐車
場の利用は地下のみに限定して認めてあるた
め、現状の都市公園の駐車場を利用した（地
上部分で）パークアンドライド実施のため特
例措置を要望するもの。

１．実施内容・・都市公園内の駐車場をパークアン
ドライド用の公共駐車場として平日など限定利用す
る。２．効果・・実施による環境保全と都市交通の
円滑化など

熊
本
県

熊本市
水前寺江津湖公
園活性化構想

　水前寺江津湖公園を熊本市の新しい観光スポットとして
県内外にアピールするため、水と緑の豊かな自然環境を有
する水前寺江津湖公園を多面的に整備する。具体的には、
同公園の５０ヘクタールに及ぶ江津湖の水質の適正化や動
植物の生態系を回復させるため、大学等と連携しバイオマ
ス資源の利活用を図る。バイオマスにより得られたエネル
ギーは観光イルミネーションとして公園内で利用。また、
同時に江津湖に隣接する動植物園内で豊富な水に恵まれた
立地条件を活かし、カバの繁殖を行い、園内でカバの群れ
を見学できる仕掛けをつくる。
　また、環境にやさしい路面電車を動植物園前まで延伸す
ることで、熊本駅から熊本城を経て動植物園まで乗り換え
なしの一本の軌道で結び、観光アクセスの強化を図りなが
ら、パークアンドライド実施による、環境保全、渋滞緩
和、交通円滑化に取り組む。

バイオマス資源
利活用のための
補助制度緩和

バイオマス資源利活用における補助要件の緩
和・・・水草等の水性植物をバイオマス資源
として活用するため、廃棄物としてみていた
だけるよう利用条件の緩和など

１．内容・・動植物園内にバイオマス資源利活用施
設の設置２．効果・・環境循環型の仕組み（モデ
ル）づくり。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

地場食品製造業
の出店に対する
農業経営構造改
善事業要件の緩
和

  本市の構想する地域再生拠点施設は、特産
品マーケット、農水産加工室、伝統的工芸品
である小代焼の展示・体験・販売、オーガ
ニックレストラン、情報双方向施設、体験農
園等を一体的に整備するものであり、主とし
て農林水産省の農業経営総合対策事業の活用
を考えている。
　提案としては、その中の特産品マーケット
（事業メニューとしては産地形成促進施設）
のコーナーに地元の農水産物の直売だけでは
なく、地元農水産物を原料にした特産品を販
売する地元食品製造業者の出店を予定してい
るが、農業経営総合対策事業について（平成
１４．３．２９付経営局長通知）の中の別記
１．経営構造対策事業の実施について（４）
事業計画の認定要件のエの（ア）「整備を予
定している機械及び施設等が目標達成（全国
目標は認定農業者等の育成、担い手への農地
の利用集積、及び遊休農地の解消）に直結し
ているものであること」の要件に地元食品製
造業者の出店が合致しないということで認め
られていないが、地域の担い手が作る地元農
水産物の加工・販売という観点から、目標達
成に貢献できるものと考えるので、地元食品
製造業者の出店コーナーを設定することの要
件の緩和を要請したい。

観光土産品や地元農水産物を販売する施設で、地域
ブランド品である「荒尾梨」や鮮度と低農薬の差別
化農水産物、地元農水産物の加工品を地元業者が直
接販売する直売施設である。
販売額７億７千万円、雇用１８名（職員２名、パー
ト１６名）が見込まれる他、梨の新フードシステム
の確立、土地利用率の向上、認定農業者の経営の安
定・向上が期待される。

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

地場産業等活力
強化事業費補助
金要件の緩和

農林水産省の農業経営構造改善事業の経営構
造施設整備事業により整備を考えている地域
拠点施設内の特産品マーケットの中に、地場
産品を使った製造業者等の特産品を出品させ
る必要があり、その支援策として、地場産業
等活力強化事業費補助金の補助対象事業者に
荒尾市を加える事と同補助金の２．事業の内
容の（２）地場産品等販路開拓支援事業の中
に小規模ブースの施設整備費に対する補助を
加えることの要請。

地場産品を原料にした製造業者等が、できたての製
品や観光土産品を販売する地場企業約１０店を計画
しており、販売額１億２０００万円、雇用１０名
(パート１０名）の経済的効果が期待できる。

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

国土交通省の道
の駅整備事業の
道路要件の緩和

農林水産省の農業経営構造改善事業の経営構
造施設整備事業により整備を考えている地域
再生拠点施設建設にあたり、国土交通省の道
の駅整備事業の導入を考えているが、立地案
として国道沿い、県道沿い、広域農道沿いの
３ヶ所が想定されている。この中で、広域農
道沿いに決定した場合の設置について、「道
の駅」登録・案内要綱の中の（登録の申請）
で「当該施設の近傍の一般国道又は都道府県
道の道路管理者を経由し」ということから、
県道以上の道路でなければならぬという解釈
がされているが、その要件緩和の要請。

地域再生のための拠点施設を「道の駅」として設置
し、道路利用者に快適な休憩と多様で質の高いサー
ビスを提供。

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

農林水産省、国
土交通省、経済
産業省、厚生労
働省の補助事業
の集中化

荒尾市の地域再生拠点施設には、農林水産省
の農業構造改善事業、民間結集型アグリビジ
ネス創出技術開発事業、漁業経営構造改善事
業、国土交通省の道の駅整備事業、経済産業
省の地場産業等活力強化補助金、伝統的工芸
品産業振興に関する法律第７条（共同振興計
画）に基づく補助事業、厚生労働省の地域再
生雇用支援ネットワーク事業の集中化の要
請。

（１）観光土産品や地域農水産物を販売する「特産品マーケット」の建設
　・地域ブランドである「荒尾梨」を始めとして鮮度と低農薬の差別化農水
産物の直売施設
　・地元食品製造業者等による地場農水産物を原料にした観光土産品を販売
するもので、例えば梨工房のできたてお菓子や、豆　腐、こんにゃく等の
「できたて商品」のテナントが共存するマーケット施設
  (事業効果）　販売額７億７千万円、雇用１８名（職員２名、パート１６
名）が見込まれる他、梨の新フードシステム、遊休農地の活用、転作地の作
付による土地利用等の向上が見込まれる。
（２）特産品加工施設の建設
　特産品である梨や米（パン）、のり加工を始めとして、地元・新鮮・安全
な素材を使ったスローフードの惣菜づくり等を行う。
　（事業効果）　雇用１２名（職員１名、パート１１名）
（３）オーガニックレストランの建設
　レストラン隣接の農場や地元で作られた安全・新鮮な素材を使った健康メ
ニューや、梨を使った料理を提供する。
　（事業効果）　販売額7,500万円、雇用５名（職員１名、パート４名）
（４）国の伝統工芸品である「小代焼」の実演・体験と展示即売施設、小代
焼の陶芸を楽しんでもらうことと小代焼７窯元の特徴ある作品を展示・販売
し、国の伝統工芸品としての価値を宣伝し、小代焼窯元の振興を図る。
　（事業効果）　販売額1,７００万円、雇用２名（パート２名）
（５）市民農園や体験農園、親水施設、健康ロードの整備
　遊休農地や周辺の山林、川を活用して市民農園、梨のもぎとり体験農園、
訪れる人がリフレッシュできる健康ロード、親水施設を整備する。
　（事業効果）　販売額２４万円、雇用２名（職員２名）の他、遊休地の活
用と特産品である梨の振興
（６）情報双方向向施設
　道路情報、観光施設の案内だけではなく、生産者と消費者、観光客と販売
拠点、観光施設の双方を結ぶネットワークの構築と特産品の販売や観光の振
興が図られる。
　（事業効果）　販売額（インターネット及び通販）2,000万円、雇用３名
（職員１名、パート２名）
（７）その他、駐車場、トイレの整備
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

農業経営構造改
善事業と道の駅
整備事業との連
携

地域再生拠点施設の中に情報双方向施設の設
置を考えているが、国土交通省の道の駅整備
事業の道路情報提供施設と農林水産省の経営
構造改善事業の情報複合施設を一元化するた
めの連携を要請。

道路情報、観光施設の案内だけでなく、生産者と消
費者、観光客と販売拠点、観光施設の双方を結ぶ
ネットワークの構築と特産品の販売や観光の振興が
図られる。
販売額（インターネット、通販）2,000万円、雇用3
名（職員1名、パート2名）が見込まれる。

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

梨の濁酒に対す
るどぶろく特区
許可の適用

農林水産省の農業経営構造改善事業の経営構
造施設整備事業により整備を考えている地域
再生拠点施設の中のオーガニックレストラン
に荒尾梨工房（梨農家の出資、運営している
任意組織。梨農家はまた米も作っている）が
梨菌を使用した梨の濁酒を製造し、提供を計
画しているが構造改革特区において許可され
る濁酒の製造許可の特例措置を要請。

特産品加工施設で梨工房が地元の有機米と梨菌を
使った濁酒を製造し、拠点施設内のオーガニックレ
ストランに提供し、梨の産地である荒尾のふるさと
の味を楽しんでもらう。

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

梨のど飴等の効
能書きへの薬事
法66条の特例措
置

本市では梨栽培が明治４０年から始まり、今
日では生産地として全国的に知られている
が、地元では昔から「はしか」の熱さましや
のどの痛み、咳には梨を食べさせるという風
習があるので「梨のど飴」や「梨シロップ」
の効能書きにその旨を記載することの薬事法
66条の特例の要請。

全国有数の梨産地である本市の梨ブランド化を進め
るため、5年前から梨工房による梨加工品を作って
いるが、その商品をさらに消費者にアピールするた
め、効能書きを加えたい。

熊
本
県

あさぎり
町

石倉を拠点とし
た駅前商店街の
活性化

この地域は、明治時代から昭和時代にかけて豊かな穀倉地
帯を象徴する米の貯蔵施設「石倉」が多数現存している。
この石倉を町の中心部でもある駅前に集積を図り、地元商
店街の活性化と若者や女性の就業機会を増やす。集積され
た石倉は、観光素材としての要素も持っており、石倉を活
用した交流人口の増加につながる。

石倉の移設・用
途変更に係る建
築基準法等の弾
力的運用等

明治時代から昭和時代にかけて造られた石倉
の移設や用途変更に当たっては、建築基準法
の組積造（第５１条）等の基準をクリアする
必要がある。現在、伝統的建造物群保存制度
など建築基準法の制限緩和規定が設けられて
いるものもあるが、地域の資源を有効に活用
するため、制度の拡大や規定の弾力的運用等
の検討をお願いしたい。

免田駅前商店街の活性化策の一つとして、地域にあ
る石倉を資料館、ギャラリーホール、店舗等に改造
し利用することを検討している。また、他の地区に
ある石倉をここに移設することにより、石倉を活用
したまちづくりを展開することも検討中である。

熊
本
県

あさぎり
町

石倉を拠点とし
た駅前商店街の
活性化

この地域は、明治時代から昭和時代にかけて豊かな穀倉地
帯を象徴する米の貯蔵施設「石倉」が多数現存している。
この石倉を町の中心部でもある駅前に集積を図り、地元商
店街の活性化と若者や女性の就業機会を増やす。集積され
た石倉は、観光素材としての要素も持っており、石倉を活
用した交流人口の増加につながる。

地域資源を利用
したまちづくり
に対する財政支
援

石倉を活用したまちづくりは、商店街の活性
化、文化遺産の保存、観光振興など多様な効
果が期待されるため、所管省庁の枠を越えた
財政措置の検討をお願いしたい。

免田駅前商店街の活性化策の一つとして、地域にあ
る石倉を資料館、ギャラリーホール、店舗等に改造
し利用することを検討している。また、他の地区に
ある石倉をここに移設することにより、石倉を活用
したまちづくりに展開することも検討中である。

熊
本
県

あさぎり
町

石倉を拠点とし
た駅前商店街の
活性化

この地域は、明治時代から昭和時代にかけて豊かな穀倉地
帯を象徴する米の貯蔵施設「石倉」が多数現存している。
この石倉を町の中心部でもある駅前に集積を図り、地元商
店街の活性化と若者や女性の就業機会を増やす。集積され
た石倉は、観光素材としての要素も持っており、石倉を活
用した交流人口の増加につながる。

石倉を利用した
宿泊施設開設の
ための規制緩和
等

石倉を宿泊施設に改造するためには建築基準
法等の規定をクリアする必要があるため、こ
れらの規制緩和等の検討をお願いしたい。

石倉を宿泊施設として活用することにより、他の地
域との差別化と滞在型観光の進展を図る。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県

苓北町

自然環境と歴史
文化に彩られた
魅力あるまちづ
くり

富岡ビジターセンターを核として、美しい自然環境と歴史
文化を象徴する街並み景観を整備することにより、町を印
象づける視認性の高い景観拠点を形成する。そして、これ
を生かしながら自然環境、歴史文化に彩られた魅力ある町
をＰＲし、観光を総合産業として位置付け、修学旅行など
環境学習の場としての活用や農林水産業など各産業とタイ
アップした事業を展開し、地域全体のブランド化へ向けた
取り組みを推進、地域経済の活性化と地域雇用の増大を図
りたい。

施策の利便性向
上

補助金の採択基準、対象、利用条件等に係る
要件緩和　　　　　　　　　　　・中心市街
地商業等活性化総合支援事業における対象市
町村の要件緩和

・電線類の地中化事業を実施することにより、歴史
的デザインによる一体的な歴史空間を創出する。ま
た、安全で快適な歩行空間が確保できる。

熊
本
県

苓北町

自然環境と歴史
文化に彩られた
魅力あるまちづ
くり

富岡ビジターセンターを核として、美しい自然環境と歴史
文化を象徴する街並み景観を整備することにより、町を印
象づける視認性の高い景観拠点を形成する。そして、これ
を生かしながら自然環境、歴史文化に彩られた魅力ある町
をＰＲし、観光を総合産業として位置付け、修学旅行など
環境学習の場としての活用や農林水産業など各産業とタイ
アップした事業を展開し、地域全体のブランド化へ向けた
取り組みを推進、地域経済の活性化と地域雇用の増大を図
りたい。

施策の利便性向
上

補助金の採択基準、対象、利用条件等に係る
要件緩和　　　　　　　　　　　・街並み環
境整備事業における促進区域の要件緩和

・街並み環境整備事業を実施することにより、歴史
に彩られた城下町としての商店街づくりを行い、観
光客の誘致と商業の振興が期待できる。

熊
本
県

(株)富士
通南九州
システム
エンジニ
アリング
（ＭＱ
Ｓ）
ＮＰＯ
ハイパー
メディア
ソサイエ
ティ

学校に行けない
子どもたちを支
える地域通貨シ
ステムの構築と
適用効果の検証
プロジェクト

本プロジェクトでは、ITとブローバンドを活用した不登校
児童生徒や肢体不自由児への指導や支援を実践する中で、
教育の専門家を支える民間やボランティアなどの人的支援
体制の充実を図ることを目的として、地域の人材データ
ベースを整備するとともに、地域通貨システムを適用して
地域住民間の交流を促進し、思いやりや感謝の気持ちを育
みながらIT基盤環境整備やIT活用支援を実践していきま
す。

地域の人材デー
タベースと連動
した地域通貨シ
ステムの開発

総務省が開発を予定されている地域通貨シス
テムに連携可能な地域人材データベースシス
テムを、地域通貨システムの開発・実証実験
の枠組みの中で開発させていただきたい。ま
た、開発したシステムを、本プロジェクトに
て先行的に適用させていただきたい。

（１）不登校や病欠、障害を持つ児童、生徒に対す
る学習支援や指導補助のためのIT基盤環境整備と運
用の支援
（２）家庭や学童保育での補完学習の支援
（３）学校を中心とした地域人材データベースの構
築と整備

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

農業経営構造改
善事業要件の緩
和

本市の構想する地域再生拠点施設は特産品
マーケット、農水産加工室、伝統的工芸品で
ある小代焼の展示・体験・販売、オーガニッ
クレストラン、情報双方向施設、体験農園等
を一体的に整備するものであり、主として農
林水産省の農業経営総合対策事業の活用を考
えている。
提案としては、その中の小代焼の展示・体
験・販売コーナーの設置（メニューとしては
総合交流拠点施設）を考えているが、農業経
営総合対策事業について（平成１４．３．１
９経営局通知）の中の別記１．経営構造対策
事業の実施について（４）事業計画の認定要
件のエの（ア）「整備を予定している機械及
び施設等が目標達成（全国目標は認定農業者
等の育成、担い手への農地の利用集積、及び
遊休農地の解消）に直結しているものである
こと」の要件や、本事業は山村等振興事業の
みという制約があることで小代焼のコーナー
の設置は認められていないが、小代焼窯元は
本市の中での農山村地域に立地しており、ま
た本地域は高齢化による耕作放棄地、遊休農
地が著しい地域でもあり、都市と農村との交
流効果により伝統文化の伝承や高齢者、女性
の遊休農地の活用等が期待でき、地域の活性
化に貢献できるものと考えるので、小代焼の
コーナーを設置することの特認を要請した
い。

国指定の伝統工芸品である「小代焼」の実演、体
験、展示、販売のエリアで、小代焼７窯元の特徴あ
る作品を実演、展示、販売し、国の伝統工芸品とし
ての価値を宣伝し、小代焼の振興を図る。
販売額1,７００万円、雇用2名（パート２名）の効
果が見込まれる。

熊
本
県

荒尾市

荒尾市における
中小企業及び観
光と農漁業の共
生対流活性化事
業

　三池炭鉱の閉山に続き、「産炭地振興臨時法」失効に基
づく激変緩和措置の１８年度終了を目前にして、人口の流
失や企業誘致の困難の中、本市の経済活力は停滞してい
る。こうした状況の中、地域再生のためには、地域資源を
活用した内発型産業の創出が今求められている。こういう
視点から本市の試みは、ウルトラマンランドを中心とした
入込観光客２７０万人の地域ポテンシャルを活用するた
め、全国的知名度の高い「荒尾梨」や国の伝統的工芸品で
ある「小代焼」を生かしながら、農水産業、食品加工業、
観光サービス業等市内の多種多様な産業がもつ情報、人
材、技術などの総合力を結集して、「食」の生産から加
工、販売までの一環システムとしての内発型ビジネスの創
出によって、所得の向上と雇用機会の確保を目指すもので
ある。

農水産加工室建
設における農林
水産省の経営局
と水産庁の連携

農林水産省農業経営構造改善事業の経営構造
施設整備事業により整備を考えている地域再
生拠点施設の特産品加工施設は地元の農水産
物を考えているが、農林水産省の補助メ
ニューでは農産物加工のみで、水産物加工は
水産庁の沿岸漁業漁村振興構造改善事業と対
応が2つに分かれるので、同一施設内で導入
を考えているのでそれらを一元化するための
連携要請。

本市特産品である梨やノリ加工品を始めとして地元
の新鮮、安全な素材を使ったスローフードの惣菜作
り等を行う。
雇用12名（職員1名、パート11名）の雇用が見込ま
れる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
分
県

佐伯市
平和と国際交流
による交流人口
増加対策

平和祈念館の展示内容の充実と戦争遺跡の整備によって交
流人口の増加を図る。

第二次大戦に伴
う国の機密情報
のうち、開示で
きるものの見直
し

国が所蔵している太平洋戦争開戦時の資料の
うち、特に本市に関係する資料を複写し、展
示(公開）させてもらいたい。

本市対象区域内の戦争遺跡については、詳しい情報
がないため、展示や説明ができない状態である。そ
のため、国の資料を調査し、戦争遺跡の効果的な展
示を行いたい。また、併せて、真珠湾攻撃と本市に
あった海軍航空隊の関連をより詳しい資料等で説明
することによって、当時の緊迫した状況を伝え平和
の大切さを再認識する平和祈念ゾーンとしての価値
を高め､より多くの観覧者を招致する。
①平和記念館「やわらぎ」において、太平洋戦争開
戦時の資料を重点的に展示し、この分野では日本一
詳しい施設とする。②区域内にある５０数ヶ所に及
ぶ戦争遺跡を整備保存し隣接する掩体壕（登録有形
文化財）等と一体的に広く公衆の観覧に供する。

大
分
県

佐伯市
平和と国際交流
による交流人口
増加対策

平和祈念館の展示内容の充実と戦争遺跡の整備によって交
流人口の増加を図る。

国外の第二次大
戦資料の提供要
請への支援

アメリカ合衆国アリゾナ記念館等が所蔵する
太平洋戦争開戦時等の資料のうち、本市と関
連の深い資料の提供を要請する際に助力をお
願いしたい。

本市対象区域内の戦争遺跡については、詳しい情報
がないため、展示や説明ができない状態である。そ
のため、国の資料を調査し、戦争遺跡の効果的な展
示を行いたい。また、併せて、真珠湾攻撃と本市に
あった海軍航空隊の関連をより詳しい資料等で説明
することによって、当時の緊迫した状況を伝え平和
の大切さを再認識する平和祈念ゾーンとしての価値
を高め､より多くの観覧者を招致する。
①平和記念館「やわらぎ」において、太平洋戦争開
戦時の資料を重点的に展示し、この分野では日本一
詳しい施設とする。②区域内にある５０数ヶ所に及
ぶ戦争遺跡を整備保存し隣接する掩体壕（登録有形
文化財）等と一体的に広く公衆の観覧に供する。

大
分
県

臼杵市

スローライフと
地場産業と観光
の融合による日
本の正しいふる
さとづくり

地域資源（伝統産業や農水産物、歴史的資源等）の再生、
有効活用を図ることで、臼杵流スローライフ、スローフー
ドの再発見に努める。これらを背景に地域再生コンダク
ターのもと、歴史的町並み整備や情報の共有化などを図り
ながら、ふるさとの”光”を観る「ローカルタウンツーリ
ズム」を実践、「日本の正しいふるさとづくり」に邁進し
たい。この地域再生プランを実践することで、中心市街地
を中心に地域の活性化や雇用の拡大を実現したい。

地域再生コンダ
クターの確保、
あっせんシステ
ムの構築

地域再生計画の策定や行政・企業・住民を中
立的な立場でつなぐこと、さらに経済・公
共・生活分野を具体的、実践的なノウハウで
総合的観点から振興、再生する取り組みを指
導できる地域再生コンダクター制度の創設。

スローライフと地場産業と観光の融合によるローカ
ルタウンツーリズムを確立したい。実施体制は、行
政・企業・住民の三位一体で推進する必要がある。
アドバイスやコーディネートする役割を担ったり、
総合的な仕組みづくりのお手伝いをする”地域再生
コンダクター”制度を創設して取り組みたい。これ
による総合的なふるさとづくりで地域の活性化、雇
用の拡大を図ることができると考えられる。

大
分
県

臼杵市

スローライフと
地場産業と観光
の融合による日
本の正しいふる
さとづくり

地域資源（伝統産業や農水産物、歴史的資源等）の再生、
有効活用を図ることで、臼杵流スローライフ、スローフー
ドの再発見に努める。これらを背景に地域再生コンダク
ターのもと、歴史的町並み整備や情報の共有化などを図り
ながら、ふるさとの”光”を観る「ローカルタウンツーリ
ズム」を実践、「日本の正しいふるさとづくり」に邁進し
たい。この地域再生プランを実践することで、中心市街地
を中心に地域の活性化や雇用の拡大を実現したい。

農地法３条申請
の　　面積要件
の緩和

農地法３条申請による賃貸借契約は４０ａ以
上の農地所有農家でなければならない。借り
手については、かぼす植栽農地に限り１０ａ
以上の面積での貸借ができるよう規制の緩和
を提案したい。

臼杵市民が、かぼす植裁農地を３条申請により借り
る場合、農地を持たない者でも１０ａ以上であれば
貸借の契約を結べるようにしたい。ただし農地の管
理については、指導等によりかぼす栽培が行われて
いくようチェックをしていく。
これにより、カボス団地の再生、有効利用が図ら
れ、収穫を増やすことができ、農業の活性化、農業
従事者の増加につながっていく。

大
分
県

臼杵市

スローライフと
地場産業と観光
の融合による日
本の正しいふる
さとづくり

地域資源（伝統産業や農水産物、歴史的資源等）の再生、
有効活用を図ることで、臼杵流スローライフ、スローフー
ドの再発見に努める。これらを背景に地域再生コンダク
ターのもと、歴史的町並み整備や情報の共有化などを図り
ながら、ふるさとの”光”を観る「ローカルタウンツーリ
ズム」を実践、「日本の正しいふるさとづくり」に邁進し
たい。この地域再生プランを実践することで、中心市街地
を中心に地域の活性化や雇用の拡大を実現したい。

地域産品加工製
造を行うため、
補助金施設の目
的外使用の認容

臼杵市の新しい顔である「うすきいろ（臼杵
色・薄黄色）カボス」を利用した特産品の開
発及び製造加工の一部を臼杵市給食センター
で行うため、補助金施設の目的外使用の認容
についてお願いしたい。その際、「地方債の
繰上げ償還」「補助金の返還」といった事項
が考えられることから、その点についても支
援措置が図られるようお願いしたい。

完熟カボスを原材料として新たに付加価値のある地
域産品づくりを行う。その具体的内容として　１．
カボス生産農家の活性化。　２．一部加工に携わる
雇用の創造。　３．流通販売業等活性化。等が図ら
れ、ひいては石仏、フグに続く臼杵市を代表する特
産品への成長が期待できる。

大
分
県

臼杵市

スローライフと
地場産業と観光
の融合による日
本の正しいふる
さとづくり

地域資源（伝統産業や農水産物、歴史的資源等）の再生、
有効活用を図ることで、臼杵流スローライフ、スローフー
ドの再発見に努める。これらを背景に地域再生コンダク
ターのもと、歴史的町並み整備や情報の共有化などを図り
ながら、ふるさとの”光”を観る「ローカルタウンツーリ
ズム」を実践、「日本の正しいふるさとづくり」に邁進し
たい。この地域再生プランを実践することで、中心市街地
を中心に地域の活性化や雇用の拡大を実現したい。

旅館業法第3条
第４項の意見を
求めることの規
制緩和

旅館業法第3条4では、施設の敷地の周囲おお
むね100mの区域内の施設について、清純な施
設環境が著しく害されるおそれがないかどう
かについて校長等に意見を求める必要がある
が、臼杵の町家は中心市街地にあり、かつ歴
史的街並保存地区内に存在する歴史的物件が
多い。したがって、明らかに清純な施設環境
を害するおそれがないと考えられるので、意
見を求めることなしに営業許可をもらえるよ
う規制の緩和を提案したい。

臼杵市内の町家を宿泊施設とし、スローライフ体験
をしてもらう。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
分
県

臼杵市

スローライフと
地場産業と観光
の融合による日
本の正しいふる
さとづくり

地域資源（伝統産業や農水産物、歴史的資源等）の再生、
有効活用を図ることで、臼杵流スローライフ、スローフー
ドの再発見に努める。これらを背景に地域再生コンダク
ターのもと、歴史的町並み整備や情報の共有化などを図り
ながら、ふるさとの”光”を観る「ローカルタウンツーリ
ズム」を実践、「日本の正しいふるさとづくり」に邁進し
たい。この地域再生プランを実践することで、中心市街地
を中心に地域の活性化や雇用の拡大を実現したい。

石畳美装化を行
なった街路沿道
について建築基
準法によるセッ
トバックを免除
していただき、
既存の建築物等
の壁面線を維持
し、近世以来の
街路幅員を保存
することで、歴
史性の高い町並
み景観を維持し
つつ、臼杵市の
都市特性の保全
に努めたい。

○地域内における建築基準法第44条の緩和
　・臼杵市が緩和条例を施行することによっ
て、44条で適用除外とされる建築物の領域を
歴史的建造物・修景建物に広げることができ
るよう現行法の緩和を提案したい。

臼杵市歴史環境保全事業などの修景事業のほか、新
規関連事業に際して歴史性を維持した景観整備を行
う。

大
分
県

大分県

港湾CIQ利便性
向上のための
国・県タイ・
アップ計画

県の専門職員に対して、福岡検疫所食品衛生監視員、動物
検疫所門司支所職員兼務発令を行い、食品検疫、動物検疫
を行えるようにする。

県専門職員の福
岡検疫所職員、
動物検疫所門司
支所兼務発令

①現在、福岡検疫所支所から食品衛生監視員
の派遣を受けながら行っている輸入食品検疫
業務については、福岡検疫所支所において研
修を受け、その食品衛生監視員として兼務発
令を受けた大分県の食品衛生監視員も行える
ようにする。
②現在、動物検疫所門司支所から職員の派遣
を受けながら行っている輸入動物検疫業務に
ついては、動物検疫所門司支所において研修
を受け、その職員として兼務発令を受けた大
分県の専門職員も行うことができるようにす
る。

①輸入食品検疫業務について、福岡検疫所から出張
してくる食品衛生監視員と、福岡検疫所の食品衛生
監視員として兼務発令を受けた大分県の食品衛生監
視員が役割分担をし、いつでも輸入食品検疫を行え
るような体制を構築する。
②輸入動物検疫業務について、動物検疫所門司支所
から出張してくる職員と、動物検疫所門司支所兼務
発令を受けた大分県の専門職員が役割分担をし、い
つでも輸入動物検疫を行えるような体制を構築す
る。

大
分
県

大分県

港湾CIQ利便性
向上のための
国・県タイ・
アップ計画

不開港についても、入国管理局、税関が職員OB等を非常勤
職員として雇用し、柔軟に入出港手続を行うことができる
ようにする。

入国管理局、税
関の非常勤職員
制度創設

港湾を開港、不開港の二つに峻別する関税法
を見直し、業務量の見通しが一定量に達しな
い港についても、入国管理局、税関が職員OB
等を非常勤職員として雇用し、柔軟に入出港
手続を行うことができるようにする

別府港に、入国管理局、税関が、職員OB等を非常勤
職員として雇用し配置することで、適宜、柔軟に入
出港手続を行うことができるようにし、いつでも入
国管理、税関業務を行える体制を構築する。

大
分
県

中津江村

２００海里の
森・サッカーと
笑顔の村づくり
事業

中津江村では森づくりを進めています。森は水を育み、空
気をきれいにし、人に癒しを与えてくれます。ボランティ
アとして下草刈りに参加し、企業として記念の森を作り、
下流域住民として自分たちの飲み水をたくわえる。豊かな
森に囲まれた素晴らしい環境の中で思い切りサッカーボー
ルを蹴る喜びとともに、中津江村での森づくりに支援をお
願いします。

法人税の経費算
入の枠拡大

事業者が温室効果ガス排出抑制等のための措
置としてとった森林づくり事業について、地
球温暖化防止のための措置と認め、その一部
を経費算入することを認めることとするもの
である。（参考：CDMの考え方を準用）

（実施内容）　　　　　　　　　　　　　　　事業
者が中津江村で行った森林造成事業について、経費
算入を認める。　　　　　　　　　　　　　（効
果）　　　　　　　　　　　　　　　　山間地への
直接の事業誘因が図られ、森林再生につながるとと
もに、中山間地での事業創出、地域での雇用につな
がる。国においては、京都議定書の批准を控え、目
標数値達成に貢献する。企業にあっては、イメージ
アップとともに、従業員の参加を促すことで、連帯
が深まる。

大
分
県

中津江村

２００海里の
森・サッカーと
笑顔の村づくり
事業

地域の道路については、地域が管理する。当たり前のこと
ですが、補助制度が前提となっている限り、道路には補助
の陰がついて回ります。そのときそのときの最も効率的な
制度で道路の維持管理ができるよう、補助事業完了後のし
ばりの緩和をお願いします。

補助金交付要綱
の改正（補助事
業完成後の改修
工事等）

道路に係る補助事業完成後においては、村
道、農道、林道その他いずれにおいても、村
長の管理する地域管理道とし、その後生ずる
改良、改修に当たっては、最も効率的な事業
と組み合わせることができることとする。

（実施内容）　　　　　　　　　　　　　　　村長
が自らが管理する道路について改良改修の必要が生
じたときは、その時々の最も効率的な制度を利用し
て事業を実施することができる。
（効果）　　　　　　　　　　　　　　　　現在
は、林道で整備した道路は林業関係の補助事業で、
農道で整備した道路は農業関係の補助事業でしか、
改修できない。この措置により、柔軟な改修工事が
可能となる。

大
分
県

中津江村

２００海里の
森・サッカーと
笑顔の村づくり
事業

広い地域に住家が散在する山間深奥部においては、道路の
抜本的な改修が進みにくい。このため、当面の対策として
地域を限定した道路改良により必要最小限の道路需要に対
応しているのが現状である。こうした自体に対応する制度
として特殊改良１種事業は効果的な制度であり、山間深奥
部においても離島に準じてこの制度で事業実施が可能とな
るよう支援をお願いします。

補助金交付要綱
の改正（特殊改
良一種工事の復
活）

特殊改良事業については、現在道路事業に係
る補助金の整理合理化を図るという趣旨から
廃止されていますが、地方においては事業実
施ができることとする。

（実施内容）　　　　　　　　　　　　　村長が管
理する幹線村道において改良の必要が生じたとき
は、従来の規定にて事業を実施することができる。
（効果）　　　　　　　　　　　　　　　現在は、
補助制度の廃止により実施されていないが、地方で
は小区間改良で対応できる箇所が多くあり、事業の
復活により住民の要望に答えられる。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
分
県

中津江村

２００海里の
森・サッカーと
笑顔の村づくり
事業

地球温暖化防止、二酸化炭素排出抑制等の環境目的達成は
国レベルでの目標であるとともに、地方公共団体共通で取
り組むべき課題である。有効な対策である森林の保護育成
については、効率的な市町村で実施すべきである。その意
味で森林面積は重要な算定基礎数値であるため、地方交付
税の算定基礎に森林面積を加え、又は森林交付税制度を創
設することについて、支援をお願いします。

普通交付税の枠
拡大または森林
交付税の創設

地球温暖化防止、公益的機能発揮のため国の
施策としての普通交付税の枠拡大及び森林交
付税の創設を図る。

（実施内容）
普通交付税の算定基礎数値に森林面積を加える。ま
た、森林面積に応じた森林交付税を創設する。
（効果）　　　　　　　　　　　　　　　山間地域
での森林再生、事業創出、雇用につながる。

大
分
県

中津江村

２００海里の
森・サッカーと
笑顔の村づくり
事業

高速通信情報網の整備は、今後の地上波デジタル化を行う
うえで重要な課題であり、特に山間地では、情報網の未整
備による過疎も要因となっていることが考えられる。
今後地方へ活性化にとっては、優先した採択等をお願いし
たい。

山間地等におけ
る高速情報通信
網整備事業の創
設

民間事業者等の参入のない山間地等（過疎・
難視聴及びそれに類似する地域）における高
速情報通信網（光ファイバー等を利用した
CATV、高速インターネット等）の整備及び拡
張を行う際の優先的な採択及び事業の創設

（事業内容）
民間事業者等の参入のない山間地等における高速情
報通信網（光ファイバー等を利用したCATV、高速イ
ンターネット等）の整備及び拡張
（効果）
都市部と山間地域等の情報格差の是正及び情報の均
一化
都市への情報発信及び都市からの情報受信
難視聴及びそれに類似する地域の格差是正

大
分
県

環境エコ
センター
（有）

エコ肥料事業

資源循環型経済システムを構築するためには、資源として
の出口、再生品に対する需要を確保する必要があります。
県内外における廃棄物を有効資源として、国内消費するこ
とはもとより、海外に援助という形で輸出し、生産された
特産物を国内に輸入し、海外を含めた循環型社会を構築す
る。

農業系廃棄物の
適正処理

畜産を大規模に行うと、大量の糞尿が副産物
として発生する。現在それを有効利用して農
作物や緑化の為の堆肥・土壌改良材として活
用するのは、国内需要だけでは、無理である
（農業生産者の減少等により）。余剰の堆肥
等を製品として活用したい。

関西、中国、四国、九州の中間処理された堆肥の残
余を大分に輸送し、受け入れ先（顧客）の要求する
成分構成の肥料として加工する。

大
分
県

環境エコ
センター
（有）

エコ肥料事業

資源循環型経済システムを構築するためには、資源として
の出口、再生品に対する需要を確保する必要があります。
県内外における廃棄物を有効資源として、国内消費するこ
とはもとより、海外に援助という形で輸出し、生産された
特産物を国内に輸入し、海外を含めた循環型社会を構築す
る。

一般生活廃棄物
（生ごみ）の有
効利用

生ごみをバイオマス化する再利用技術の開発
等が行われているが、残渣は必ず発生する、
その為の生ごみ対策としては十分な処理が行
われていない。生ごみ及び残渣を十分利用で
きる堆肥・肥料の開発が必要である。

関西、中国、四国、九州の中間処理された生ごみ等
を大分に輸送し、受け入れ先（顧客）の要求する成
分構成の肥料・土壌改良材として加工する。

大
分
県

環境エコ
センター
（有）

エコ肥料事業

資源循環型経済システムを構築するためには、資源として
の出口、再生品に対する需要を確保する必要があります。
県内外における廃棄物を有効資源として、国内消費するこ
とはもとより、海外に援助という形で輸出し、生産された
特産物を国内に輸入し、海外を含めた循環型社会を構築す
る。

リサイクル技術
の発展

各種産業で発生する産業廃棄物の中で、有機
物・無機質の再生有効利用を研究し、循環型
社会の発展に貢献する技術開発を行う。

ごみや産業廃棄物の減量化のための、研究を行う。

大
分
県

環境エコ
センター
（有）

エコ肥料事業

資源循環型経済システムを構築するためには、資源として
の出口、再生品に対する需要を確保する必要があります。
県内外における廃棄物を有効資源として、国内消費するこ
とはもとより、海外に援助という形で輸出し、生産された
特産物を国内に輸入し、海外を含めた循環型社会を構築す
る。

地域中小事業の
育成、コンテナ
ターミナルの利
用

地域経済を発展させる為には、物流を増大さ
せる施策も必要である。地域的特性を生かし
た港湾物流を利用し、活用する。又地域の雇
用促進にも寄与できる。

コンテナターミナルの近隣にエコセンターを建設
し、施設利用を促進する。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
分
県

環境エコ
センター
（有）

エコ肥料事業

資源循環型経済システムを構築するためには、資源として
の出口、再生品に対する需要を確保する必要があります。
県内外における廃棄物を有効資源として、国内消費するこ
とはもとより、海外に援助という形で輸出し、生産された
特産物を国内に輸入し、海外を含めた循環型社会を構築す
る。

開発途上国の支
援

農作物を作るには、豊かな土壌への転換が一
番重要である。開発途上国の農産物の増産を
支援する為、日本から安全で信頼できる堆肥
や肥料をODA支援として行う。

開発途上国に必要な肥料・土壌改良材を輸出し、生
産された特産物は日本国内で消費する。

大
分
県

個人
ひなボンボリと
天領夜祭

従来の昼間を主体としたイベントではなく、夜間を主体と
するために、宿泊に繋げることもできる新しい消費層を発
掘できると考える。また、停滞する飲料業界にも大きな援
護となると思う。

雛ボンボリと天
領夜祭

従来の観光課提案による観光協会経由のイベ
ントではなく、地域住民が提案し、地域の力
で行なう地域主体のイベントとして、特別予
算を組んでいただきたい。さらに使用する道
路が警察や河川管理局の管轄であり、特段の
配慮をいただきたい。

１、雛ボンボリ２０００個×５００円＝１００万円
２、宣伝広告費５０万円　３、道路使用許可

大
分
県

個人
三隈川水面あぞ
び

・現在豆田やサッポロビール工場に移っている観光スポッ
トを三隈川周辺にも繋げることで宿泊客の増加や地域あげ
ての観光浮揚とそれに伴う街づくりを実施すると共に若年
者の地域での雇用拡大を行う。

三隈川水面あぞ
び

・日田市の遊船は夜間宴会等の利用のみに限
られている。これは、昼間船頭を確保できな
いためであり、観光ガイドが出来る若年の船
頭を育成し、昼間帯の遊船利用で観光の幅を
拡大する。そのための、人材確保のための財
政的支援、研修に要する支援、また観光人材
バンク（仮称）設立に関する財政支援。河川
管理に関する規制の緩和。

①若年者雇用　年収250万円×6名＝1500万円
②観光人材バンク設立　300万円
③遊船建設　　　　　　　　500万円

大
分
県

別府八湯
竹瓦倶楽
部

別府八湯湯治場
再生及び別府八
湯竹瓦温泉路地
裏散歩エリア設
定計画（別府温
泉・路地裏再生
プロジェクト）

別府竹瓦温泉エリアでは、地域再生のために地元のまちづ
くり団体が力を合わせてこれまでに5年間継続して路地裏
散策ツアーを開催しており地域の賑わいが出てきている。
さらにまちづくり活動を展開するために路地裏文化祭や浴
衣でピンポン大会等の開催を行い、大勢の参加者が県外か
らもやってきて好評を博している。これらの活動をさらに
進め、まちづくりの輪を広げていくことにより、地域再生
を図っていく。

道路使用許可の
緩和

路地裏は道路にあたるため、イベント開催に
はその都度、道路交通法第77条第１項に基づ
く道路使用許可を受けることが必要である。
しかしながら、道路使用許可には一週間程度
の期間が必要である上、実際に許可が受けら
れるか否かの見通しが立ちにくく、イベント
開催のハードルを高める要因になっている。
そこで、別府竹瓦温泉エリアにおいては、公
共交通に支障をきたさない範囲内（使用する
エリアの面積、道路数等で客観的基準を設
定）で行われる年間イベントについて、警察
署長の包括的な許可を受けることができるよ
うにし、個別には警察署長に事前に届け出る
ことで道路の使用ができるようにする。

竹瓦温泉界隈エリア（別府市中心市街地商店街）
〔イベント〕
４月・温泉まつり（駅前通りや周辺道路）、６月・
オンパク（温泉前通り等）、８月・浴衣でピンポン
大会　参加者８０００人（温泉前通り等）、夏祭り
盆踊り大会他（駅前通り周辺）、１０月・オンパ
ク、路地裏文化祭　平成１４・１５年度参加者２万
人程度（温泉前通り等）、１２月・クリスマスファ
ンタジア会場まちかど音楽会、忘年会シーズン北浜
通り歩行者天国（温泉前通り等）
〔ウオ－キング関係〕
　路地裏散歩、毎日開催、年間１万人程度参加

大
分
県

別府八湯
竹瓦倶楽
部

別府八湯湯治場
再生及び別府八
湯竹瓦温泉路地
裏散歩エリア設
定計画（別府温
泉・路地裏再生
プロジェクト）

別府竹瓦温泉エリアでは、地域再生のために地元のまちづ
くり団体が力を合わせてこれまでに5年間継続して路地裏
散策ツアーを開催しており地域の賑わいが出てきている。
さらにまちづくり活動を展開するために路地裏文化祭や浴
衣でピンポン大会等の開催を行い、大勢の参加者が県外か
らもやってきて好評を博している。これらの活動をさらに
進め、まちづくりの輪を広げていくことにより、地域再生
を図っていく。

道路占用許可の
緩和

路地裏散歩の文化の一層の発展のために、裏
路地空間を活用した露天の休憩所等の仮設構
築物の設置を検討しているが、道路法３２条
に基づく道路占用許可が必要であり、同法第
３３条による許可基準が厳しいため、これら
の設置が難しい状況にある。そこで、路地裏
散歩文化が定着しつつある別府竹瓦温泉エリ
アにおける占有許可方針については道路管理
者である市長が景観に配慮しながら策定し、
市長の判断によってこれらの許可ができるよ
うにする。

竹瓦温泉界隈エリア（別府市中心市街地商店街）
〔イベント〕
４月・温泉まつり（駅前通りや周辺道路）、６月・
オンパク（温泉前通り等）、８月・浴衣でピンポン
大会　参加者８０００人（温泉前通り等）、夏祭り
盆踊り大会他（駅前通り周辺）、１０月・オンパ
ク、路地裏文化祭　平成１４・１５年度参加者２万
人程度（温泉前通り等）、１２月・クリスマスファ
ンタジア会場まちかど音楽会、忘年会シーズン北浜
通り歩行者天国（温泉前通り等）
〔ウオ－キング関係〕
　路地裏散歩、毎日開催、年間１万人程度参加

大
分
県

別府八湯
竹瓦倶楽
部

別府八湯湯治場
再生及び別府八
湯竹瓦温泉路地
裏散歩エリア設
定計画（別府温
泉・路地裏再生
プロジェクト）

別府竹瓦温泉エリアでは、地域再生のために地元のまちづ
くり団体が力を合わせてこれまでに5年間継続して路地裏
散策ツアーを開催しており地域の賑わいが出てきている。
さらにまちづくり活動を展開するために路地裏文化祭や浴
衣でピンポン大会等の開催を行い、大勢の参加者が県外か
らもやってきて好評を博している。これらの活動をさらに
進め、まちづくりの輪を広げていくことにより、地域再生
を図っていく。

歩行者用案内標
識の設置許可の
緩和

路地裏を訪れる観光客の増加に伴って、ま
た、これを促すために、マップを見ながらで
も散策できる歩行者用案内標識の整備が必要
になっているが、歩行者用案内標識を道路に
設置する許可基準が厳しく、整備が進まな
い。そこで、路地裏散歩文化が定着しつつあ
る別府竹瓦温泉エリアについては、道路管理
者である市長の判断によって歩行者用案内標
識の設置ができるようにする。

竹瓦温泉界隈エリア（別府市中心市街地商店街）
〔イベント〕
４月・温泉まつり（駅前通りや周辺道路）、６月・
オンパク（温泉前通り等）、８月・浴衣でピンポン
大会　参加者８０００人（温泉前通り等）、夏祭り
盆踊り大会他（駅前通り周辺）、１０月・オンパ
ク、路地裏文化祭　平成１４・１５年度参加者２万
人程度（温泉前通り等）、１２月・クリスマスファ
ンタジア会場まちかど音楽会、忘年会シーズン北浜
通り歩行者天国（温泉前通り等）
〔ウオ－キング関係〕
　路地裏散歩、毎日開催、年間１万人程度参加
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

大
分
県

別府八湯
竹瓦倶楽
部

別府八湯湯治場
再生及び別府八
湯竹瓦温泉路地
裏散歩エリア設
定計画（別府温
泉・路地裏再生
プロジェクト）

別府竹瓦温泉エリアでは、地域再生のために地元のまちづ
くり団体が力を合わせてこれまでに5年間継続して路地裏
散策ツアーを開催しており地域の賑わいが出てきている。
さらにまちづくり活動を展開するために路地裏文化祭や浴
衣でピンポン大会等の開催を行い、大勢の参加者が県外か
らもやってきて好評を博している。これらの活動をさらに
進め、まちづくりの輪を広げていくことにより、地域再生
を図っていく。

介護保険法の改
正

高齢者人口の増加に伴い、介護保険制度は給
付が増大して良質な保険給付の確保と保険事
業の健全経営の両立が大きな課題となってい
る。これを踏まえ、「要支援」、「要介護
１」程度の認定を受けた高齢者を対象に、介
護保健給付として「介護予防サービス」を新
たに設け、心身状態の悪化を防ぐために、温
泉療法医の指導の下に行う一定期間以上の温
泉治療・療養（湯治）を対象とする。

○オンパクの開催
  (目的)
   新しい湯治の場として温泉保養地・長期滞在を
目指すこと、天然温泉の力による健康増進プログラ
ムを開発すること。
　(内容）
  ・年2回開催。
  ・温泉エクササイズなどのプログラムを実施。
  ・今後、推進主体をNPO法人化し、プログラム
を日常化していく予定

大
分
県

別府八湯
竹瓦倶楽
部

別府八湯湯治場
再生及び別府八
湯竹瓦温泉路地
裏散歩エリア設
定計画（別府温
泉・路地裏再生
プロジェクト）

別府竹瓦温泉エリアでは、地域再生のために地元のまちづ
くり団体が力を合わせてこれまでに5年間継続して路地裏
散策ツアーを開催しており地域の賑わいが出てきている。
さらにまちづくり活動を展開するために路地裏文化祭や浴
衣でピンポン大会等の開催を行い、大勢の参加者が県外か
らもやってきて好評を博している。これらの活動をさらに
進め、まちづくりの輪を広げていくことにより、地域再生
を図っていく。

風俗営業法の改
正

旅館業は風俗営業法に基づく風俗営業に含ま
れるものとして取り扱われ、同法３条第１項
の許可を得なければならないが、同法第４条
第２項の営業制限地域（施行令第６条の基準
に従って各都道府県の条例により病院の周囲
の区域が指定）に所在する場合には新たに許
可ができないこととされている。しかし、古
くから滞在型の温泉治療・療養（湯治）の場
として賑わってきた別府八湯では、この営業
制限に該当するような病院と旅館の混在が多
く、これらの旅館が病院の風紀を乱すような
実態はない。これらの旅館の多くが厳しい経
営環境下で廃業も見込まれている中、廃業後
もこれらの旅館が新たな経営者を得て再生す
ることができるよう、営業制限地域について
も一律に新たな許可を禁止するのではなく、
風紀を乱すような業態のもの以外については
新たな許可を得られるよう風俗営業法第４条
第２項を改正する。

旅館の多くが厳しい経営環境下で廃業も見込まれて
いる中、廃業後もこれらの旅館が新たな経営者を得
て再生することができるような事業展開を可能とす
る

大
分
県

（株）つ
えエー
ピー

地域特産物の商
品化事業

地域のJA・行政が構成員として参画している第三セクター
方式の株式会社に農地を保有できるように、要件を緩和し
て欲しい。

第三セクター方
式の株式会社に
よる農地取得要
件の緩和

地域農林業の活性化のために設立した第３セ
クターの農産加工所であり、また株主は地域
３村（中津江村・上津江村・前津江村）とＪ
Ａ（農家代表）であることから、この様な法
人に対して農地取得の方途を開くこと。

（実施内容）農地確保にかかる規制要件の緩和（効
果）独自の安定的な原料の生産体制が確保できる。

大
分
県

（株）つ
えエー
ピー

地域特産物の商
品化事業

地域に残る天然の化粧品や健康酒（リキュール）を特産物
として販売し、新たな産業を創出していくため、焼酎漬け
の製造及び販売に係る規制の緩和をお願いしたい。
消費者の「安全・安心・健康」や自然派志向の流れの中で
期待できる。

酒類製造・販売
の許可取得要件
の緩和

地域の伝統の中に裏打ちされた産物を残すた
めに、小規模での酒類製造・販売の許可が得
られるように規制を緩和して欲しい。

（実施内容）酒税法による「酒類製造・販売」の規
制要件の緩和（効果）新たな地域特産物の育成とそ
の商品と雇用の創出が図られる。

大
分
県

（株）つ
えエー
ピー

地域特産物の商
品化事業

柚子玉をそのまま乾燥し粉砕した天然素材１００％の商品
であることから、規制を緩和し販売できるようにして欲し
い。

薬事法による規
制の緩和

日本伝統の「冬至の湯」に使われる柚子を乾
燥裁断し、入浴用として販売することが「薬
事法」ふれるのは、小規模産地の商品化・ブ
ランド化を阻害する。是非規制緩和をして欲
しい。

（実施内容）薬事法による規制の緩和（効果）新た
な地域特産物の育成とその商品開発が図れる。

宮
崎
県

宮崎市

住基カードを利
用した電子投票
システム（第二
段階）構築事業

電子投票（第二段階）の構築事業です。具体的には、①有
権者は任意の投票所での投票を可能とする。②住基カード
で有権者の本人確認をおこなう。③住基カードを利用して
電子投票機で投票する。④投票データはネットワークを経
由して開票所へ送り開票システムで集計する。といった内
容です。

住基カードを利
用した電子投票
システム（第二
段階）構築事業

電子投票（第二段階）の実現のために磁気記
録投票法及び公職選挙法の改正が必要です。

本事業の内容は電子投票（第二段階）の構築事業で
す。具体的には、①有権者は任意の投票所での投票
を可能とする。②住基カードで有権者の本人確認を
おこなう。③選挙人名簿をネットワーク化する。④
住基カードを利用して電子投票機で投票する。⑤投
票データはネットワークを経由して開票所へ送り開
票システムで集計する。といった内容です。本事業
実現にあたり磁気記録投票法、公職選挙法の緩和、
宮崎市条例の改正が必要と考えます。また、本事業
構築で得られる効果としては本提案書２２項にも記
述しておりますとおり、住基カードの普及および選
挙時の市民サービス向上（選挙結果の迅速な公表、
疑問票の解決等）を期待いたします。本事業実施に
あたり、電子投票機器の導入、ネットワークの整備
等、宮崎市での費用負担を軽減いたしたく本支援措
置を提案いたします。
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

宮
崎
県

宮崎県

みやざき産業ク
ラスターの形成
による地域経済
再生

　　企業や大学、公的研究機関、関係団体等による産学官
の広域的な人的ネットワークを形成するとともに、各種支
援策を効果的、重点的に投入することにより、独創的な技
術で新製品開発や新たな事業分野に挑戦する地域企業の育
成、新規創業の促進を図り、バイオ関連産業と情報通信関
連産業が集積する産業クラスターの形成を推進する。

特定保健用食品
の許可手続きの
緩和及び保健機
能食品の新たな
カテゴリーの設
置

　保健機能食品の市場規模を拡大し、新規産
業創出、既存企業の新商品開発を積極的に支
援するため、①特定保健用食品の許可手続き
の緩和等を行う。②特定保健用食品と栄養機
能食品の中間に位置する新たなカテゴリーを
設ける。

　バイオ関連産業の創出・集積を図る上で、食の機
能性を活用した特定保健用食品の開発が重要なテー
マとなっており、大学等が有する食の機能性に関す
る研究成果を製品化に結びつける。

宮
崎
県

宮崎県

みやざき産業ク
ラスターの形成
による地域経済
再生

　　企業や大学、公的研究機関、関係団体等による産学官
の広域的な人的ネットワークを形成するとともに、各種支
援策を効果的、重点的に投入することにより、独創的な技
術で新製品開発や新たな事業分野に挑戦する地域企業の育
成、新規創業の促進を図り、バイオ関連産業と情報通信関
連産業が集積する産業クラスターの形成を推進する。

大学等、地方公
的試験研究機関
の特許取得及び
共同特許取得に
要する費用の免
除制度の創設等

大学等（大学等の研究者を含む。）及び地方
公的試験研究機関の特許取得及び共同特許取
得に要する経費の免除制度の創設、減額制度
の拡充を行う。

　大学等及び地方公的試験研究機関の特許取得及び
共同特許取得に要する経費を免除・減額を拡大する
ことにより、産学官の共同研究開発を促進する。

宮
崎
県

宮崎県
地域材活用活性
化構想

【補助金返還免除のための特例措置の設定、譲受先への法
人税課税の特例】　　　　　　　　　　　・補助金で施設
を建設した事業主体の中には、その後想定しない事故等に
起因した経営の悪化、ひいては倒産を余儀なくされるとこ
ろもある。これらの施設の再生と地域経済の活性化を図る
ため、意欲のある事業実施主体への経営移譲の場合につい
ては、一定の条件を課した上で補助金返還を免除するもの
である。

補助金で建設し
た施設への財産
処分等に関する
制限の緩和

　補助金で建設した収支を伴う施設の実施主
体の変更等に関する補助金返還の免除及び譲
渡先の法人税課税の特例（圧縮記帳価格を適
正譲渡価格と見なす）

　補助金で建設した施設を所有する組合等が経営難
に陥った場合等に、意欲のある事業引受希望先（民
間団体等も含めて）が存在し、補助金の目的を達成
するために施設を活用していこうとする場合には、
施設の円滑な譲渡を可能とすることにより、事業の
再生と雇用の継続を確保する。

宮
崎
県

宮崎県
地域材活用活性
化構想

【森林国営保険補償対象の拡大】
・現行の森林国営保険制度では、補償対象災害の範囲が火
災、気象災及び噴火災に限定されている。そこで、農業共
済制度と同様、近年増加している獣害及び病虫害等につい
て、当該保険での補償対象に拡大し、保険適用を可能とす
るものである。

森林国営保険補
償対象となる災
害の拡大

　森林国営保険の補償対象となる災害の獣害
等までの適用拡大

　森林国営保険の補償対象を、近年増加している獣
害をはじめ病虫害等まで拡大することにより、森林
整備に対する投資意欲を向上させ、山村における産
業の振興と雇用の確保に資する。

宮
崎
県

宮崎県

港湾環境整備事
業により整備し
た緑地・公園及
び海岸環境整備
事業のより整備
した緑地等の有
効活用による本
県活性化

　 港湾環境整備事業又は海岸環境整備事業で整備した緑
地等内の土地を、その財産の機能を大いに増進させ、利用
者にとって利便性を増す効果を及ぼす施設を設置する企
業・個人に対しては、目的が非営利・営利に関係なく、使
用許可をすることができるようになること。

　緑地等内の土
地の利活用の規
制緩和

　 緑地等の土地を積極的に利活用してもら
うため企業・個人にレストラン等の施設の設
置及びその施設を設置する土地の使用許可を
行う。この際、目的外使用における補助金返
還を免除してほしい。

営利・非営利に関わらず、緑地等内で行政が指定し
た部分を使用したい企業等を公募し、その中で審査
を行い選定された企業等にレストラン等の施設の設
置及びその施設を設置する土地の使用許可を行う。

鹿
児
島
県

加世田市
人と自然の「往
来」地域再生構
想

　砂丘地域再生振興特区とその周辺地域について，特区計
画のさらなる推進と，国有保安林や河川，公民館や都市公
園，道路等の公有・公共施設など有用資源の利用促進を図
りながら，産・学・官による共同研究・開発も絡めた「砂
(自然)と技(人)とが共生し，都市と農村との交流による，
新たな未来産業の創出空間」と位置づけ，雇用促進と地域
再生につなげる。
　そのため，農地法や租税特別措置法，道路交通法等関係
法等の規制緩和措置や公共施設等の利用手続きの簡素化を
提案するものである。

保安林の利用手
続きの簡素化・
迅速化

　保安林機能を低下させない範囲での有効活
用を推進する必要から，その円滑な推進を図
るため，利用手続きを簡素化・迅速化するこ
と。

　保安林内にきのこ栽培場，同観光農園，健康の森
散策道，マウンテンバイクコース，風力発電施設，
同見学コース等の整備を行う。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

鹿
児
島
県

加世田市
人と自然の「往
来」地域再生構
想

　砂丘地域再生振興特区とその周辺地域について，特区計
画のさらなる推進と，国有保安林や河川，公民館や都市公
園，道路等の公有・公共施設など有用資源の利用促進を図
りながら，産・学・官による共同研究・開発も絡めた「砂
(自然)と技(人)とが共生し，都市と農村との交流による，
新たな未来産業の創出空間」と位置づけ，雇用促進と地域
再生につなげる。
　そのため，農地法や租税特別措置法，道路交通法等関係
法等の規制緩和措置や公共施設等の利用手続きの簡素化を
提案するものである。

サイクリング
コースの道路標
示を可能とする
関係法令の特例
措置

一般公道を管理する道路管理者及び公安委員
会が認めたサイクリングコースについて、普
通自転車等が通行すべき部分の道路標示を可
能とする道路関係法の特例措置

一般公道におけるサイクリングコースの道路標示の
実施。
（自転車専用道路及び道路交通法第63条の4第2項に
定める歩道部分の道路標示を含む。）

鹿
児
島
県

加世田市
人と自然の「往
来」地域再生構
想

　砂丘地域再生振興特区とその周辺地域について，特区計
画のさらなる推進と，国有保安林や河川，公民館や都市公
園，道路等の公有・公共施設など有用資源の利用促進を図
りながら，産・学・官による共同研究・開発も絡めた「砂
(自然)と技(人)とが共生し，都市と農村との交流による，
新たな未来産業の創出空間」と位置づけ，雇用促進と地域
再生につなげる。
　そのため，農地法や租税特別措置法，道路交通法等関係
法等の規制緩和措置や公共施設等の利用手続きの簡素化を
提案するものである。

河川法適用区域
内で遊漁船係留
施設の築造を可
能とする特例措
置

　河川法適用区域内の市町村長が認めた指定
区域において、遊漁船係留施設の築造を可能
とする河川関係法の特例措置

　本地域内の都市と農村の交流等における海浜部の
レジャースポットとして、遊漁船係留施設を整備。

鹿
児
島
県

加世田市
人と自然の「往
来」地域再生構
想

　砂丘地域再生振興特区とその周辺地域について，特区計
画のさらなる推進と，国有保安林や河川，公民館や都市公
園，道路等の公有・公共施設など有用資源の利用促進を図
りながら，産・学・官による共同研究・開発も絡めた「砂
(自然)と技(人)とが共生し，都市と農村との交流による，
新たな未来産業の創出空間」と位置づけ，雇用促進と地域
再生につなげる。
　そのため，農地法や租税特別措置法，道路交通法等関係
法等の規制緩和措置や公共施設等の利用手続きの簡素化を
提案するものである。

特殊自転車の一
般公道における
通行を可能とす
る関係法令の特
例措置

　市町村長が認めた指定期間及び指定区域内
において、特殊自転車（２人乗り自転車及び
ベルタクシー等）の一般公道での通行を可能
とする道路交通関係法の特例措置

　本地域で実施するイベントの区域内及び指定した
サイクリングコース内における特殊自転車（２人乗
り自転車及びベルタクシー等）の走行。

鹿
児
島
県

加世田市
人と自然の「往
来」地域再生構
想

　砂丘地域再生振興特区とその周辺地域について，特区計
画のさらなる推進と，国有保安林や河川，公民館や都市公
園，道路等の公有・公共施設など有用資源の利用促進を図
りながら，産・学・官による共同研究・開発も絡めた「砂
(自然)と技(人)とが共生し，都市と農村との交流による，
新たな未来産業の創出空間」と位置づけ，雇用促進と地域
再生につなげる。
　そのため，農地法や租税特別措置法，道路交通法等関係
法等の規制緩和措置や公共施設等の利用手続きの簡素化を
提案するものである。

住居専用地域で
臨時的宿泊所の
営業を可能とす
るする関係法令
の特例措置

市町村長が認めた指定期間及び指定区域内に
おいて、旅館等（合宿所）の営業を可能とす
る建築基準関係法の特例措置

　本地域内で実施するスポーツ・イベント及び都市
と農村の交流等における関係者の宿泊場所として、
公民館等を臨時的・季節的に営業する。

鹿
児
島
県

加世田市
人と自然の「往
来」地域再生構
想

　砂丘地域再生振興特区とその周辺地域について，特区計
画のさらなる推進と，国有保安林や河川，公民館や都市公
園，道路等の公有・公共施設など有用資源の利用促進を図
りながら，産・学・官による共同研究・開発も絡めた「砂
(自然)と技(人)とが共生し，都市と農村との交流による，
新たな未来産業の創出空間」と位置づけ，雇用促進と地域
再生につなげる。
　そのため，農地法や租税特別措置法，道路交通法等関係
法等の規制緩和措置や公共施設等の利用手続きの簡素化を
提案するものである。

市が所有する農
地の農業生産法
人等への貸し付
け等を可能とす
る措置

①市が所有している農地を農業生産法人や農
家へ貸し付け若しくは売り渡しを可能とする
こと。　　　　　　　　　　　　　　②農業
生産法人や農家等への農地の貸し付け若しく
は売り渡しを前提とした市による農地の取得
を可能とすること。

　特区区域内に市が所有する農地又は農業生産法人
等へ貸し付け若しくは売り渡すことを前提に市が取
得した農地を、農業生産法人や農家に貸し付け若し
くは売り渡すことにより、規模拡大を志向する農業
生産法人や農家の育成につながる。

鹿
児
島
県

加世田市
人と自然の「往
来」地域再生構
想

　砂丘地域再生振興特区とその周辺地域について，特区計
画のさらなる推進と，国有保安林や河川，公民館や都市公
園，道路等の公有・公共施設など有用資源の利用促進を図
りながら，産・学・官による共同研究・開発も絡めた「砂
(自然)と技(人)とが共生し，都市と農村との交流による，
新たな未来産業の創出空間」と位置づけ，雇用促進と地域
再生につなげる。
　そのため，農地法や租税特別措置法，道路交通法等関係
法等の規制緩和措置や公共施設等の利用手続きの簡素化を
提案するものである。

特区内の農地を
市に売り渡した
場合の譲渡所得
の控除の特例措
置

　特区内の農地を地権者が市に売り渡した場
合、土地収用法などの規定により土地を売り
渡した場合と同様に、譲渡所得から　５００
０万円を控除する特例を適用すること。

　特区内の農地を市が取得し、株式会社等に貸し付
ける場合、この措置の適用により、地権者の農地の
売却による税負担が小さくなることから、市による
農地の取得が容易となり、株式会社等の農業参入が
進めやすくなる。
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名
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名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

鹿
児
島
県

加世田市
人と自然の「往
来」地域再生構
想

　砂丘地域再生振興特区とその周辺地域について，特区計
画のさらなる推進と，国有保安林や河川，公民館や都市公
園，道路等の公有・公共施設など有用資源の利用促進を図
りながら，産・学・官による共同研究・開発も絡めた「砂
(自然)と技(人)とが共生し，都市と農村との交流による，
新たな未来産業の創出空間」と位置づけ，雇用促進と地域
再生につなげる。
　そのため，農地法や租税特別措置法，道路交通法等関係
法等の規制緩和措置や公共施設等の利用手続きの簡素化を
提案するものである。

土地開発公社が
所有し、民間企
業等への賃貸を
可能とする関係
法令の特例措置

　土地購入が障害となり事業展開できないで
いる民間企業等の立地を促進するため，市土
地開発公社がその業務において土地の賃貸を
行うことができるようにする。

　土地開発公社の業務において、民間企業等に対し
て土地の賃貸を行う｡

沖
縄
県

久米島町
HI(Health&Inte
lligence)アイ
ランド久米島

今日の通信技術の発展は目覚しく、既設の通信設備に新た
な技術を適用することによって通信能力を飛躍的に拡大す
ることが可能である。一方、既設の通信設備は民間の電気
通信事業者が管理運営するため、事業採算性の点で通信能
力増強へのインセンティブが働かないケースが多い。本提
案は、地方公共団体が通信設備のリニューアルに際して主
導的役割を果たし、既存通信設備の飛躍的能力増強を実現
し、既存の通信能力を損なうことなく、地域に必要とされ
る新たな通信能力への要請に、効果的に対応することを図
るものである。この結果整備される情報通信基盤を利用
し、離島地域の積年の課題とされる地域医療体制の拡充に
資するとともに、地域の民間利用に開放して地域経済の再
生を促し、地域雇用力の拡大を期待するものである。

地方公共団体主
導型の情報通信
基盤整備による
地域再生

今日、情報通信基盤整備は地域の発展を左右
する重要な政策課題とされるが、現状の通信
設備は民間事業者が所有している。本提案で
は、民間事業者が現有する既存通信設備を、
公的資金の導入と最新技術の適用によって再
開発し、その結果生じる新たな通信能力を地
方公共団体が取得し、地域情報戦略に即した
公益上の観点から利用可能な情報通信基盤と
して再構成することを図るものである。

本地域においても光ファイバーケーブルの敷設は施
され、電話回線等に使用されている。しかしなが
ら、現用の光ファイバーケーブルを敷設した時期に
比べ、現在の通信技術は飛躍的に発展しており、現
在の技術をもってすれば情報伝送量の飛躍的拡大が
期待できる。したがって、現状での物理的な回線及
び設備の状況を明らかにし、今日の技術を踏まえた
情報通信基盤としての再整理を実施する。さらに、
再整理の結果生じることが期待される相当量の情報
伝送能力を活用することにより地域のブロードバン
ドネットワークとしての利用者環境整備に結び付け
る。
具体的には、久米島町の事業として第一種電気通信
事業者が所有する通信設備を最新の通信技術を用い
て改修し、情報伝送量を増大させる。当該情報伝送
量の増大分にかかる所有権が事業の実施主体である
久米島町に帰属することを当然の前提におき、久米
島町が第一種電気通信事業者として新たに生じた情
報伝送能力を民間利用に開放することで通信回線の
利用頻度を高めるとともに、地域医療問題の改善に
役立て地域の社会経済の活性化を図るものである。
また、将来に向けて民間事業者から応分の利用料を
徴収し、民間事業者主体の事業を実現することで、
さらなる雇用の充実を図るものとする。

沖
縄
県

石垣市
光と風　ゆめみ
らい交流都市い
しがき

本申請は、歴史的に人・経済・産業等の交流が深い台湾か
らの修学旅行を目的として訪問する台湾人修学旅行生及び
教師その他の引率者を限定としたノービザ制度の導入であ
り、本市の位置、自然環境、豊かな伝統文化等、地域の特
性を活かしたまちづくりを推進し、若年層の国際人育成や
観光リゾート産業による地域活性化及び雇用の拡大を図
る。

台湾からの修学
旅行を限定し
た、ビザ取得免
除制度の導入

現在日本から台湾への入国は、査証免除措置
がなされているが、台湾からの入国について
は必要とされている。そのため、不法滞在等
の懸念がない台湾の修学旅行生及びその他関
係者を限定として短期滞在査証免除措置を特
例として認めて頂きたい。

交流学習の受け入れが可能な小学校・中学校・高等
学校のリスト作成や修学旅行にあった体験学習型観
光ルートの創出、全国高校総合文化祭で最優秀賞受
賞経験もある地元高校生を中心とした合同郷土芸能
文化祭や全国大会優勝実績のある地元小中学生との
マーチングバンド演奏交流などを修学旅行時期に合
わせて企画し、学校関係者や旅行社、各種交通機
関、ホテル等と連携をとり受け入れ態勢の整理を行
い、友好親善都市、親睦団体等を通してＰＲし誘致
促進を図る。これにより、地元小中高児童生徒の外
国語への関心・学習意欲の向上、姉妹校・提携校な
どの発足機会提供による更なる文化・芸能交流の誘
発、国際的視野の醸成と相互理解を通して、将来の
地域を担う人材の育成及び地域の活性化を図る。

沖
縄
県

石垣市
光と風　ゆめみ
らい交流都市い
しがき

本申請は、歴史的に人・経済・産業等の交流が深い隣国台
湾からのプログラムチャーター便の定期的運航についてで
あり、本市の位置、自然環境、豊かな伝統文化等、地域の
特性を活かしたまちづくりを推進し、経済の活性化及び雇
用の拡大を図る。

台湾－石垣間の
プログラム
チャーター便の
定期的運航

第三種である石垣空港に、定期便としてでは
なく「プログラムチャーター便の定期的運
航」として、年に１度「年間運航計画表」を
作成提出して定時運航を実現したい。

石垣市の行事やイベントとリンクさせたプログラム
チャーター便年間定期運航計画の作成やマリンレ
ジャーの適地がない台湾側から強い要望のあるマリ
ンスポーツやダイビングなど海洋レジャーを中心と
した観光ルート創出及び中国語表記のガイドブッ
ク・ガイドマップの作成、中国語の話せるガイド育
成支援など、各種観光・リゾート産業関係機関や市
民の協働参画への広報など石垣市民一体となって受
け入れに必要な体制を整え、地域活性化を図る。ま
た、国内向けには石垣島が「行きたい観光地」の全
国ベスト１０上位にランクされ、観光リゾートが好
調なことから「石垣島の少し先にある海外＝台湾」
に足を伸ばすことも可能となり、台湾からの入域の
みならず、石垣島観光の魅力を一段と高めることも
可能となる。

千
葉
、

東
京
、

神
奈
川

社団法人
日本プロ
ジェクト
産業協議
会

東京湾臨海部再
生プロジェクト
例：羽田空港再
拡張・国際化関
連プロジェクト
（神奈川口拠点
開発事業、東海
道貨物支線旅客
化・川崎アプ
ローチ線整備事
業、羽田アクセ
ス橋建設事
業）、都市型集
客施設整備プロ
ジェクト、物流
拠点・環境リサ
イクル拠点・防
災拠点

（１）自主財源の確保 自主財源の確保
当該地域からの固定資産税その他税収（含む
国税）の一定割合を組み入れる。
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千
葉
、

東
京
、

神
奈
川

社団法人
日本プロ
ジェクト
産業協議
会

東京湾臨海部再
生プロジェクト
例：羽田空港再
拡張・国際化関
連プロジェクト
（神奈川口拠点
開発事業、東海
道貨物支線旅客
化・川崎アプ
ローチ線整備事
業、羽田アクセ
ス橋建設事
業）、都市型集
客施設整備プロ
ジェクト、物流
拠点・環境リサ
イクル拠点・防
災拠点

（２）投資調整権の付与
投資調整権の付
与

タスクフォースが定める計画に基づき、当該
地域における公共投資及び公共が関与するプ
ロジェクトのうち、非常に大規模かつ広域的
効果を有する特定のプロジェクトの実施の是
非、内容、規模、時期等を調整する権限を付
与する。

千
葉
、

東
京
、

神
奈
川

社団法人
日本プロ
ジェクト
産業協議
会

東京湾臨海部再
生プロジェクト
例：羽田空港再
拡張・国際化関
連プロジェクト
（神奈川口拠点
開発事業、東海
道貨物支線旅客
化・川崎アプ
ローチ線整備事
業、羽田アクセ
ス橋建設事
業）、都市型集
客施設整備プロ
ジェクト、物流
拠点・環境リサ
イクル拠点・防
災拠点

（３）ワン・ストップ・エージェンシー機能の付与
ワン・ストッ
プ・エージェン
シー機能の付与

当該地域における民間投資にかかる許認可権
の移管または窓口の一元化。

千
葉
、

東
京
、

神
奈
川

社団法人
日本プロ
ジェクト
産業協議
会

東京湾臨海部再
生プロジェクト
例：羽田空港再
拡張・国際化関
連プロジェクト
（神奈川口拠点
開発事業、東海
道貨物支線旅客
化・川崎アプ
ローチ線整備事
業、羽田アクセ
ス橋建設事
業）、都市型集
客施設整備プロ
ジェクト、物流
拠点・環境リサ
イクル拠点・防
災拠点

○調査費、運営費への財政支援
調査費、運営費
への財政支援

交付金方式により地域再生プラットフォーム
の活動を経済的に支援する。

千
葉
、

東
京
、

神
奈
川

社団法人
日本プロ
ジェクト
産業協議
会

東京湾臨海部再
生プロジェクト
例：羽田空港再
拡張・国際化関
連プロジェクト
（神奈川口拠点
開発事業、東海
道貨物支線旅客
化・川崎アプ
ローチ線整備事
業、羽田アクセ
ス橋建設事
業）、都市型集
客施設整備プロ
ジェクト、物流
拠点・環境リサ
イクル拠点・防
災拠点

（１）規制緩和 規制緩和

①土地に係る規制の緩和
工場遊休地の土地利用規制緩和、不動産関連
課税の減免
②公共財（都市公園、海岸域、道路等）の民
間利用に係る要件緩和

千
葉
、

東
京
、

神
奈
川

社団法人
日本プロ
ジェクト
産業協議
会

東京湾臨海部再
生プロジェクト
例：羽田空港再
拡張・国際化関
連プロジェクト
（神奈川口拠点
開発事業、東海
道貨物支線旅客
化・川崎アプ
ローチ線整備事
業、羽田アクセ
ス橋建設事
業）、都市型集
客施設整備プロ
ジェクト、物流
拠点・環境リサ
イクル拠点・防
災拠点

（２）税制・財政・金融上の措置
税制・財政・金
融上の措置

①社会投資ファンド（仮称）の優先適用
②PFIのさらなる推進
③コミュニティボンド等地方自治体の債務負
担行為に対する公債費比率の拡大
④企業誘致助成金の要件緩和
⑤鉄道事業制度に基づく補助制度の要件緩
和、鉄道事業者への運営補助等の適用拡大
⑥地域開発のための各種ファンドの購入者に
対する減免措置
⑦政策金融制度の創設

千
葉
、

東
京
、

神
奈
川

社団法人
日本プロ
ジェクト
産業協議
会

東京湾臨海部再
生プロジェクト
例：羽田空港再
拡張・国際化関
連プロジェクト
（神奈川口拠点
開発事業、東海
道貨物支線旅客
化・川崎アプ
ローチ線整備事
業、羽田アクセ
ス橋建設事
業）、都市型集
客施設整備プロ
ジェクト、物流
拠点・環境リサ
イクル拠点・防
災拠点

（３）土壌汚染対策 土壌汚染対策
調査・対策費用への補助制度、公共による買
い上げ制度の創設
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名
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地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

東
京
都
、

大
阪
府
、

福
岡
県
、

群
馬
県
、

岩
手
県
、

沖

縄
県
、

宮
城
県
、

長
野
県
、

岐
阜
県
、

愛
知
県

ユニバー
サルアソ
シエー
ション協
同組合設
立準備室

全国異業種経営
者による地域活
性のための情報
提供と雇用教育

他地区異業種経営者による地域再生策の為の情報提供と雇
用に関する求職者及び行政職員と異業種経営者とのコミュ
ニケーション化による意識改善

一般経営者への
職業教育訓練指
導員の認定無し
での指導の認可

職業訓練講座の中に新たに他地区異業種経営
者からの求められる社員像講座を設置し、経
営者が指導する。

①職業訓練講座の一環として全国異業種経営者が講
師となり求められる業種職種に沿った社員像の教育
を実施。
②行政マン・ハローワーク職員と全国異業種経営者
との雇用に関する企業情報現場の意見交換

東
京
都
、

長
崎
県

「富士通
株式会
社」
「協同組
合　佐世
保IT研究
協議会」
(佐世保
市）

｢佐世保地区｣地
域通貨導入によ
る地域活性化プ
ロジェクト

　地域においては｢高齢・少子化｣や｢環境問題｣、｢地域産
業活性化｣等の対策が急務となっています。本プロジェク
トでは、｢地域通貨｣を社会環境のハブとして、上記課題解
決の１つのツールとして活用し、自治体（行政）,ＮＰＯ,
民間企業,市民などのプレイヤーが互いに円滑に連携・交
流することにより地域再生を推進します。
　今回｢地域通貨による地域活性化｣については、地域内で
の地域通貨流通活性化を図るためにIT（ネットワークやIC
カードなど）インフラを整備・活用し行政・市民・企業の
交流を促進し、地域経済および地域コミュニティの活性化
を目指します。

地域再生を目的
とした地域通貨
事業での施策連
携と財政支援

佐世保地区における地域通貨事業推進にあた
り、総務省地域再生施策「ＩＴを活用した地
域通貨の導入・普及事業」および、「NPO活
動等活性化支援事業」の施策連携と財政支援
及び関連法規制緩和の依頼を行うものです。

佐世保地区において、自治体、ＮＰＯ、地域産業
（商店街含む）、市民をプレイヤーとし、地域経済
及び地域コミュニティの活性化を目的とした、地域
通貨事業を推進します。その際地域通貨流通の活性
化を図るため、現行のITインフラ（exICカード）活
用を検討しております。佐世保地区における上記地
域再生プロジェクトについて、総務省施策「ITを活
用した地域通貨の導入・普及」事業での財政支援お
よび、上記地域通貨事業におけるＮＰＯ活動支援の
人材育成対策として、総務省「NPO活動等の活性化
支援」の連携を依頼するものです。
また、今回の地域通貨については地域コミュニティ
ポイントとして位置づけ、地域通貨の普及および円
滑な循環を図る意味で、地域通貨交換に際しての
「消費税法」などの適用緩和を依頼するものです。

石
川
県
、

福
井
県

加賀市、
小松市、
山中町

加賀越前水郷構
想

加賀市、小松市、芦原町の有する加賀三湖（柴山潟、今江
潟、木場潟）と北潟湖を干拓承水路と河川で結び、白山と
加賀越前海岸と溶け合う不耕起栽培等環境調和型農業によ
る日本の原風景である田園を形成し、干拓や水質汚濁によ
り失われた水生動植物の再生を図り、空港、ＪＲ、高速道
路ＩＣをネットワークした国際水郷観光ゾーンを創出す
る。

河川、湖沼、承
水路の管理権限
の移譲

河川、湖沼、承水路管轄をする省庁が異なる
ことから、市町村への管理権限と財源の移譲

河川、湖沼、承水路、閘門を利用した舟運観光ルー
トと親水公園を整備し、自然環境整備とあわせて、
日本の原風景を再生し、外国人観光客の増加を図る

石
川
県
　
福
井
県

加賀市、
小松市、
山中町

加賀越前水郷構
想

加賀市、小松市、芦原町の有する加賀三湖（柴山潟、今江
潟、木場潟）と北潟湖を干拓承水路と河川で結び、白山と
加賀越前海岸と溶け合う不耕起栽培等環境調和型農業によ
る日本の原風景である田園を形成し、干拓や水質汚濁によ
り失われた水生動植物の再生を図り、空港、ＪＲ、高速道
路ＩＣをネットワークした国際水郷観光ゾーンを創出す
る。

舟運水路整備の
為の助成

舟運水路整備にあたり総合的な財政支援。
観光立国宣言に基づく小松空港の国際化拡充
とインバウンドの促進

河川、湖沼、承水路、閘門を利用した舟運観光ルー
トと親水公園を整備し、自然環境整備とあわせて、
日本の原風景を再生し、外国人観光客の増加を図る

石
川
県
、

福
井
県

加賀市、
小松市、
山中町

加賀越前水郷構
想

加賀市、小松市、芦原町の有する加賀三湖（柴山潟、今江
潟、木場潟）と北潟湖を干拓承水路と河川で結び、白山と
加賀越前海岸と溶け合う不耕起栽培等環境調和型農業によ
る日本の原風景である田園を形成し、干拓や水質汚濁によ
り失われた水生動植物の再生を図り、空港、ＪＲ、高速道
路ＩＣをネットワークした国際水郷観光ゾーンを創出す
る。

環境調和型農業
の推進

不耕起栽培農地の転作対象面積への組入れ、
専用大型機械購入に対する助成。　価格補
償。

環境調和型農業（有機、無農薬、不耕起栽培）の調
査研究と普及支援、トレーサービリティ支援
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地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

石
川
県
、

福
井
県

加賀市、
小松市、
山中町

加賀越前水郷構
想

加賀市、小松市、芦原町の有する加賀三湖（柴山潟、今江
潟、木場潟）と北潟湖を干拓承水路と河川で結び、白山と
加賀越前海岸と溶け合う不耕起栽培等環境調和型農業によ
る日本の原風景である田園を形成し、干拓や水質汚濁によ
り失われた水生動植物の再生を図り、空港、ＪＲ、高速道
路ＩＣをネットワークした国際水郷観光ゾーンを創出す
る。

水質浄化による
自然環境の再生

生活排水浄化施設整備への助成。　ふるさと
の森づくりへの助成

生活排水浄化施設整備。　ふるさとの森づくりを拡
大し、治山治水と水質浄化、在来水生動植物生態系
の回復。　釣りなど川遊びを通じて水辺環境学習の
推進、環境ボランティアの育成。　環境調和型農業
の普及支援（再掲）

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本

県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

母子家庭等自立
支援特定モデル
事業と緊急雇用
対策事業の併用
並びに連携

施策の集中と連携
母子家庭自立支援特定モデル事業の実施で、
設備費や諸経費が充当でき、軌道に乗るまで
の人件費、運営費を緊急雇用対策費にて充当
することが可能となる。モデル事業の自治体
負担分を緊急雇用対策費にて充当。

母子家庭自立支援特定モデル事業の実施で、情報処
理や、管理のための設備費や諸経費小冊子作成費用
等の諸経費が充当でき、広告収入で独自運営可能と
なる１年間軌道に載るまでの人件費、運営費を緊急
雇用対策費にて充当することが可能となる。モデル
事業の自治体負担分を緊急雇用対策費にて充当。広
告収入にて繰り越し収益が発生した場合、本制度活
用が活用不可になる年度のために保持する。

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本
県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

本事業の実施主
体を弊ＮＰＯ法
人就業支援ネッ
トワークへの委
託による行政
サービスの民間
開放

母子家庭等自立支援特定モデル事業の実施主
体者は、市であるがその実施主体を民間開放
（国から直接民間委託）

母子家庭等自立支援特定モデル事業の実施主体とし
て民間の弊ＮＰＯ法人が実施することによって、業
務実施時の自治体内部の他部署への遠慮だとか人間
関係等を考えることなく、事業の目的と達成のみを
考えての活動が可能となる。民間としてのノウハウ
等で地域再生の活動が可能となる。
行政として商業等活性に限界がある。（行政等が提
案等した場合、補助金等の金員に係わるいわゆるお
ねだり的な事を要求する商業、企業者が多い。しか
し実施主体として民間が動く際にはそういう発想に
はなりづらい）

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本

県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

自立促進計画策
定と計画実施指
導の行政サービ
スの一部受託

地方自治体が実施する自立促進計画策定を一
部民間開放（実施主体者　県・市町村）

本事業に就業者として参加する母子家庭等の生活環
境、生活状態、経済状態を把握することにより、収
入増になった際も計画的な経済ブランを立て、返済
金等の返済状況を含めて実施状況を把握する。

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本

県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

自立支援員との
連携協力。

自立支援員は、地域の母子家庭等の情報を把
握しており、情報交換等の相互協力すること
によって支援体制が充実できる。

自立計画の実施状況や就業状況の情報を行政に提
供。行政は他の母子家庭等の情報を提供することに
よって本事業に参加させられる母子家庭等情報が取
得可能となり、協力することが出来る。

345 / 348 ページ



地域再生構想の提案概要 （参考資料）

都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本

県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

収入事業に対す
る認可（小冊子
の広報誌同様世
帯配布及び情報
収集への行政の
協力）

地域再生目的の情報を地方自治体発行広報誌
への掲載又は広報誌同様行政により配布可能
にする。本事業のための広報誌等の行政の情
報発信手段での活用化

母子家庭等に対する就業に関する情報提供。及び地
域情報、商業、企業の広告を掲載した情報をデジタ
ル・アナログにて行政情報提供手段にて発信。

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊

本
県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

児童扶養手当受
給者・寡婦世帯
の情報提供及び
県・政令都市の
自立支援セン
ターでの情報提
供

地方自治体は母子家庭等の情報を把握してお
り、その情報を取得することによって最低で
も地域の全ての給付金受給母子家庭者に収入
増のための就業情報の提供が可能となる。

自治体が所持している給付金受給者等の情報を得る
ことによって、就業に関する情報を平等に提供する
ことが可能となり、就業の案内、登録が実施でき
る。

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本

県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

母子寡婦福祉資
金貸付金制度の
条件変更、自立
支援教育訓練給
付金の受講前の
即時支給

仕事ありきが前提時の母子寡婦福祉資金貸付
金制度（技能習得資金・就職支度資金）の併
用利用及び条件変更（パソコン関連・マナー
講習受講料及びパソコン機器一式購入資金で
の利用可能化と無保証人化並びに受講前の貸
し付け実施）又は自立支援教育訓練給付金の
受講前の即時支給

在宅での就業のためのパソコン取得のために就職支
度資金の無条件貸付。本事業での就業のための講習
受講料資金として技能習得資金の無条件貸付。母子
家庭等の自立支援教育訓練給付制度の申請時での即
時支給。但し本案件は本事業にて就業決定が前提で
の担保、保証人無しの即時貸付。就業が前提のため
就業率１００％で返済も就業収入より返済可能であ
る。（手続き的には申請時に弊ＮＰＯ法人の就業確
定承認書及び生活設計書、返済計画書添付）

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本

県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

自立支援教育訓
練給付金施策設
置がない市の場
合の国のフォ
ロー

就業支援策未設置の自治体在住の母子家庭等
に対して国がこの制度を実施する。（未実施
の県・市の負担費用の支弁）

就業支援策未設置の自治体在住の母子家庭等は、本
事業で就業する母子家庭者の講習受講ができない。
モデル事業内での全体での講習実施は可能である
が、途中参加等の母子家庭等者の受講が出来ない。
モデル事業自体１６年度で終了するためこの制度を
活用することがベストである。

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本

県
、

鹿
児
島
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

自立支援教育訓
練給付金講座の
指定

自立支援教育訓練給付金講座の指定
本事業での就業が可能となる自立支援教育訓練給付
金講座の指定
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

福
岡
県
、

沖
縄
県
、

京
都
府
、

群
馬
県
、

静
岡
県
、

東
京

都
、

奈
良
県
、

兵
庫
県
、

大
阪
府
、

宮
城
県

特定非営
利活動法
人就業支
援ネット
ワーク

地域活性化と母
子家庭等就業支
援事業

地域住民の地域への愛着心を掘り起こし、斜陽化の一途の
中心市街地や地域中小企業並びに商業の活性化と官民一体
となった地域のメンテナンスを含めた再生活性化。
本事業の従事者に主として給付金受給者の母子家庭等を雇
用し自立促進を促し収入増を図り行政からの給付金支給財
源の軽減化を目指す。
手法として①地域のエリア区分けを行い、母子家庭等が徒
歩又は、自転車にて地域を散策し地域の情報の収集、エリ
ア内の商業企業等の情報収集を実施。②商業、企業の紹介
文、地域住民の声、クーポン券等によるサービスの実施、
店主、企業からのメッセージを毎月訪問又は、聞き取りに
て収集。③ＰＣ及び携帯電話でのインターネットを活用し
た情報発信業務並びに保存版として小冊子化。地域全世帯
への配布を毎月行う。

緊急雇用対策事
業時の就業者の
条件変更

緊急地域雇用創出特別交付金（基金）事業に
被雇用者として母子家庭等の有職者の受け入
れ

緊急地域雇用創出特別交付金（基金）事業に被雇用
者として母子家庭等でパート就労者、児童扶養手当
受給者を受け入れて人件費に充当し、本事業に於い
て就業する。

福
岡
県
、

佐
賀
県
、

長
崎
県
、

大
分
県
、

宮
崎
県
、

熊
本
県
、

鹿
児
島
県

ヤンマー
株式会社

食品残渣地域リ
サイクルシステ
ムの構築

スーパー等の地域から発生した食物残渣を発生場所で乾燥
等の一次処理をし、無償にて堆肥化センターへ搬送し、肥
料設計に基づく有機肥料を製造し、有価で農家へ買い取っ
てもらう。一方、有機野菜は食物残渣の排出元であるスー
パー等へ買い上げてもらう。現在計画している規模からす
ると、堆肥化センターは１日当たり３０トン受入れ可能で
あるため、逆算すれば、１日当たり１５０トンの生ごみの
１次処理生成物が受入れ可能であり、それによってできる
有機肥料は７５００㌧／年にも及ぶ。また、それにより、
約５００ヘクタールへ施肥が可能でありそこから有機農産
物が収穫でき、排出元のスーパーを通じて消費者へ渡る。
継続的なリサイクルが可能となる。

【専ら再生利用
の目的のため、
「認定された食
物残渣」の「無
償引取り」は、
都道府県の知事
の認可を必要と
しないという解
釈がなりたつと
みなす】ことに
よって、都道府
県知事の許可を
受けることなく
食品残渣のリサ
イクルシステム
を稼動させるこ
とができる。

現行の廃棄物の処理及び清掃に関する法律の
第１４条第１、４に産業廃棄物の収集運搬及
び処分を業とする物は管轄する都道府県の知
事の許可を受けなければならないが、専ら再
生利用の目的となる産業廃棄物の収集運搬及
び処分は例外としている。ここで、「認可さ
れた食物残渣」を「無償で引取る」場合も例
外とするような解釈がなりたつとみなす。

　前提として、福岡地区を中心に下記内容にて九州
全域を先行実施し、６年目以降に第３段階である全
国な展開をはかる。
第１段階：期間１～２年　小規模堆肥化センターを
福岡県に設け、スーパー等からの引き取り件数も２
０軒程度（生ごみ約２０㌧／日）とする。有機肥料
の品質管理や販売する先の農家を福岡県内に開拓し
規模増大に備える。この段階での有機農家戸数は約
７０軒。また、排出元のスーパー等の有機農産物の
販売先等も開拓する。　　　　　第２段階：期間３
～５年　規模の増大をはかる。堆肥化センターは３
０㌧／日受入れ可能な規模にする。食物残渣処理量
は１５０㌧／日になり、約７５００㌧／年の有機肥
料を生産できる。また有機農産物を生産するグルー
プ農家は約５００軒になる。約５００ヘクタールか
ら産出される有機農産物を消費者に届ける流通網を
確立する。　第３段階：九州だけにとどまらず、全
国各地に同方式のリサイクルシステムを稼動させ
る。
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都道
府県
名

提案主体
名

地域再生構想の
名称

提案概要

地域再生のため
の支援措置に係

る提案事項
（事項名）

地域再生のための支援措置に係る提案事項の
内容

具体的事業の実施内容

熊
本
県
、

東
京
都

熊本県小
国町
株式会社
ウインド
テック

阿蘇くじゅう国
立公園一目山ウ
インドパークプ
ロジェクト

熊本県小国町の一目山一帯に、環境教育の普及啓発と人材
育成を目的としたウインドパークを建設する。自然学校を
常設し、施設への給電を自然エネルギーである風力発電で
賄い、売電事業と組み合わせることにより、風車を通した
環境問題への教化をはかる。パーク内には宿泊設備も備
え、風力発電所に宿泊できるという貴重な体験を通し、子
供達に環境問題・エネルギー問題に対する高い意識や自然
を愛する心などを育てることができる。本プロジェクトの
期間は風力発電機設置後１５年以内とし、その期間内に施
設を撤去し原状復帰するものとする。

阿蘇くじゅう国
立公園の一目山
一帯における許
可権限の県への
移譲

阿蘇くじゅう国立公園の普通地域の一目山一
帯においての、高さ３０メートルを超える鉄
塔に類する構造物の新設にかかる景観への判
断基準の新たな設定をすることについての権
限と、許認可の権限を、国（環境庁長官）か
ら県（熊本県知事）へ移譲するという提案。

本特区構想における「ウインドパーク」とは、おぐ
に自然学校関連施設と宿泊施設を中心とした、風車
によるエコロジーパークのことである。小国町が主
体となって運営している九州山の自然学校「おぐに
自然学校」は、環境地域づくり（環境の保全「エコ
ロジー」と経済の活性化「エコノミー」の共生と調
和）の実践の場として、年間を通して幼児から大人
を対象とした様々な活動を行っている。活動の内容
は、主にふるさと自然体験活動、ふるさと文化体験
活動、農林業体験活動、里山の生活体験活動など、
多彩なプログラムとなっている。週末や夏休みな
ど、期間限定の催しであったこの自然学校を、一目
山に常設することにより活動の拡大をはかり、また
施設への給電をクリーンな自然エネルギーである風
力発電で賄い、売電事業と組み合わせることによ
り、風車をとおした環境問題への普及啓発をはかる
ことが本事業の目的である。また宿泊施設として、
木のぬくもりを感じさせるロッジを建設し、小国の
味覚を存分に楽しんでもらうバーベキューデッキ
や、キャンプ場なども併設する。子供たちから大人
まで皆が集い、楽しみながら学べる交流の基地を創
造することが、この一目山ウインドパークプロジェ
クトの内容である。
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